




平成 22 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 22 年度は、 国立環境研究所 （以下、 「国環研」 と い う ） の第 ２ 期中期計画 （平成 18

～ 22 年度） の 5 年目すなわち最終年度にあた り ます。 年度の最後の月の ３ 月 １ １ 日に東日

本大震災が起き ま し た。 研究所自身も被災を受けま し たが、 被災地の環境と社会、 また人々

の健康への影響は計 り 知れない も のがあ り ます。 犠牲にな られた方々のご冥福を祈る と と

も に、 被災された方々に心よ り お見舞い申し上げます。 研究所は被災地域の復旧 と 復興の

ため、 ３ 月 １ １ 日以降、 研究所の各専門分野か ら の貢献を行ってお り ます。 し か し、 貢献

活動が現在も引き続いている こ と も あ り 、 また取 り ま と めの時期 と の関係も あ り 、 本年報

では、 国環研が実施し た ３ 月 １ ０ 日以前までの平成 ２ ２ 年度の活動の実績を報告する も の

と いた し ま し た。

第 ２ 期中期計画の研究計画の基本的な考え方は、 大き く 分けて ２ つあ り ます。 第 １ は、 さ

ま ざ まな環境問題のなかで も、 国民が強 く 解決を望んでいる課題、 あ るいは地球規模で著

し く 深刻化し ている課題に挑戦する こ と です。 こ のために、 所内の多 く の異な る専門分野

の研究者が協働し て取 り 組む体制を組んでいます。 第 ２ は、 新たな研究方法の開発や、 将

来顕在化する と 予測される問題に対処でき る よ う に、 先見的 ・ 先導的な研究を積極的に進

める こ と です。

研究体制と し ては、 昨年度までに引き続き、 前者は 「重点研究プロ グ ラ ム」、 後者は 「基

盤的な調査 ・ 研究」 な らびに 「知的研究基盤の整備」 で構成されています。 「重点研究プロ

グ ラ ム」 と し て、 国環研が集中的 ・ 融合的に取 り 組むべき ４ つの研究課題 「地球温暖化」 、

「循環型社会」、 「環境 リ ス ク」、 「アジア自然共生」 を設定し ま し た。 「基盤的な調査 ・ 研究」

においては、 長期的な視点に立って先見的な環境研究に取 り 組む と と も に、 新たに発生す

るおそれのあ る重大な環境問題、 あ るいは、 長期的 ・ 予防的に対応すべき環境問題への対

応と し て、 ８ つの基盤的な調査 ・ 研究分野において、 研究を着実に推進し ま し た。 加えて、

所内か ら広 く 研究構想を募 り 、 新しい研究課題を推進する ために、 所内公募によ る 「特別

研究」 及び 「奨励研究」 を実施し ま し た。  

「知的研究基盤の整備」 においては、 国環研内外の様々な研究の効率的な実施および研究

ネ ッ ト ワーク の形成を推進する こ と ができ、 所内の研究者の努力に加え、 こ の中期計画期

間通じ てですが、 所外の多 く の研究者等の協力を得なが ら、 すべての分野において着実な

成果をあげる こ と ができ ま し た。 ま た、 研究系ユニ ッ ト 、 環境情報セン ター、 企画部、 総

務部、 相互の連携方法の工夫も、 確実で効率的な研究業務の進展に貢献し ま し た。

国環研が扱っている環境の課題は、 国の安全保障や経済の成長、 研究開発など各種政策

に大き な影響を与え る よ う になっています。 今回の東日本大震災は環境の研究への新しい

視点を求めてお り ます。 新しい年度か ら その課題へも対応するべ く 関連する研究展開を図

る所存です。 国民の皆様 と の対話を通じ、 また、 世界 と の対話を通じ、 環境の研究に努力

を続けてまい り ます。

皆様に本研究所の活動を よ り 深 く ご理解いただき ます と と も に、 忌憚のないご意見を賜

り た く 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 2 3 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　 大垣 　 眞一郎
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
国立環境研究所は、 昭和 49 年、 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後、 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため、 平成 ２ 年 ７ 月に、 研究部門の大幅な再編成を行

い、 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は、 地球環境研究、 モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また、 「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び

「独立行政法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に

基づき、平成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ

と を契機に、 社会の要請に一層応え られる よ う 循環型社

会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （現 ： 循環型社会 ・ 廃

棄物研究セ ン タ ー） 及び化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター （現 ： 環境 リ ス ク研究セン ター） を設け る など、 体

制が再編された。 環境大臣が定めた ５ ヵ 年の第 １ 期中期

目標 （平成 13 ～ 17 年度） に基づき、 これを達成するた

めの第 １ 期中期計画においては、 ６ つの重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト 、 ２ つの政策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。

平成 １ ８ 年度か らは、 特定独立行政法人以外の独立行政

法人 （非公務員型） への移行を行 う と と も に、 環境大臣

が定めた ５ ヵ年の第 ２ 期中期目標 ( 平成 18 ～ 22 年度 ) に

基づき、 これを達成する ための第 ２ 期中期計画及び年度

計画を策定し、 柔軟な運営によ る質の高い研究活動を効

果的、 効率的に実施し た。

本研究所の特色は、 我が国の中核的な環境研究機関 と

し て、 高い専門性、 幅広い見識、 鋭い洞察 と 先見性、 専

門家 と し ての使命感を持って、 自然科学 ・ 技術か ら人文

社会科学にま たが る広範な環境研究を総合的に推進し、

その科学的成果を も って国内外の環境政策に貢献する と

と も に、 各界に対し て環境問題を解決する ための適切な

情報の発信 と 相互に連携し た活動を実施し ている こ と に

あ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の当初予算は、 研究所総体の運営に必要な経費

と し て運営費交付金12,127百万円、施設整備費補助金292

百万円、 競争的資金や受託等によ る 4,055 百万円及びそ

の他の収入 39 百万円が計上された。

平成 23 年 1 月 1 日現在の役職員数は 257 名 （役員 ５

名、 任期付き研究員を含む） で、 こ のほか、 優れたポス

ド ク のキ ャ リ ア・パス と し て NIES 特別研究員制度に基づ

く 契約職員の採用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には、 本館、 地球温暖化研

究棟、 循環 ・ 廃棄物研究棟、 環境 リ ス ク研究棟、 ナ ノ 粒

子健康影響実験棟など、 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第２ 期中期計画の達成に向け、 持続可能な社会の実現

を目指し 、 学際的かつ総合的で質の高い環境研究を進め、

環境政策への貢献を 図る ため、 以下の環境研究を 戦略的

に推進し た。 こ れら の研究活動については、 研究計画を

作成し 、 ホームページで公開し た。

ⅰ 重点研究プロ グラ ム

全地球的な環境の健全性を確保し 、 持続可能な社会を

構築する ために、 １ ０ 年先に在る べき 環境や社会の姿及

び課題を 見越し て、 環境政策に資する ため、 国環研が集

中的・ 融合的に取り 組むべき 研究課題と し て、 以下の４

つの重点研究プロ グラ ムを実施する 。

①地球温暖化研究プロ グラ ム

②循環型社会研究プロ グラ ム

③環境リ ス ク 研究プロ グラ ム

④アジア自然共生研究プロ グラ ム

ⅱ 基盤的な調査・ 研究活動

長期的な視点に立って、 先見的な環境研究に取り 組む

と と も に、新たに発生する 重大な環境問題及び長期的、予

見的・ 予防的に対応すべき 環境問題に対応する ため、 環

境研究の基盤と なる 研究及び国環研の研究能力の向上を

図る ため、 基盤的な調査・ 研究を推進する 。

ⅲ 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネ ッ ト ワーク の形成に資する

ため、 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （環境標準試料の

作製等を実施） 及び地球環境研究セン ター （地球環境の

戦略的モニ タ リ ング等を実施） 等において、 知的研究基

盤を整備し ている。

研究活動評価については、「国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき、 研究課題の評価を行っ て き てい る。

外部の専門家によ る外部研究評価委員会において、 重点

研究プロ グ ラ ム、 基盤的な調査 ・ 研究活動及び知的研究

基盤の整備事業に係る年度評価及び大綱的指針に則った

終了時の評価並びに平成21年度終了特別研究に係る事後

評価 （平成 22 年 4 月） を実施し た。 評価結果について

は、 ホームページ上で公開し ている。
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報セン ターにおいて、 環境の保全に関する国内

外の情報の収集 ・ 整理 ・ 提供、 研究成果の出版 ・ 普及及

び国立環境研究所ホームページの運営並びにスーパーコ

ン ピ ュータの運用を行い、 国民等への環境に関する適切

な情報の提供サービ ス を実施し た。

重点研究プロ グ ラ ム

１ ． 地球温暖化研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築と対策の統合評価

２ ． 循環型社会研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 近未来の資源循環システム と政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価

（ ２ ） 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案と評価

（ ３ ） 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発

（ ４ ） 国際資源循環を支える適正管理ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築

３ ． 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ る曝露評価

（ ２ ） 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

（ ３ ） 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価

（ ４ ） 生物多様性と生態系機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発

４ ． アジア自然共生研究プロ グ ラ ム

（ １ ） アジアの大気環境評価手法の開発

（ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

（ ３ ） 流域生態系における環境影響評価手法の開発
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
地球環境研究セン ター

　 地球環境研究セン ターは、 人類が地球環境に及ぼす影

響を科学的に解明し、 的確な環境保全対策を講ずる ため

の基礎作 り を行 う こ と を目的に、 我が国の地球環境研究

に関わる中核的機関と し て 1990 年に発足し た。 2006 年

４ 月からは、 独立行政法人化し た研究所の も と での第二

期中期計画期間の開始に伴い、 研究所の重点研究プロ グ

ラ ムのひ と つであ る 「地球温暖化研究プロ グ ラ ム」 を担

当す る 組織 と し て、 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト の推進にあ

たっている。 また、 従来か ら当セン ターで実施し て き た

地球環境の戦略的モニ タ リ ング、 地球環境データベース

の構築、 スーパーコ ン ピ ュータの利用支援やデータ解析

環境の整備などの研究支援や、 国際研究プロ ジ ェ ク ト や

関係府省等 と の連携の も と で国際･国内活動の事務局や

オフ ィ スの運営を行い、 学際的･省際的･国際的な地球環

境研究の総合化を図る など、 地球環境研究を基盤的に支

え る事業を実施し ている。

　 地球温暖化研究プロ グ ラ ムは 22 年度においては、（ １ ）

「温室効果ガ スの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域

特性の解明」、 （ ２ ） 「衛星利用によ る二酸化炭素等の観測

と全球炭素収支分布の推定」、 （ ３ ） 「気候 ・ 影響 ・ 土地利

用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価」、並びに

（ ４ ） 「脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と 対

策の統合評価」 の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト の他、 ５

つの関連プロ ジ ェ ク ト と、 当セン ター事業の う ち地球温

暖化に関係する もの と から構成されている。

　 地球環境研究セン ターの ４ つの研究室 （炭素循環研究

室、 衛星観測研究室、 温暖化 リ ス ク評価研究室、 温暖化

対策評価研究室） は、 上記の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク

ト それぞれの実施主体部署 と し て、 ２ 名の主席研究員や

セン ター内の他の研究室 ・ 推進室の研究員、 他ユニ ッ ト

の研究員と と もに、 研究の推進を担っている。

　 大気･海洋モニ タ リ ング推進室では、地球温暖化に関連

し て、 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング、 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング、 シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ、

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い、 またオゾン層

破壊問題に関連し て、 成層圏モニ タ リ ング、 有害紫外線

モニタ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行っている。

　 陸域モニ タ リ ング推進室では、 陸域生態系に関し て森

林温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング、 森林 リ モー ト

センシングを実施し た。また水環境モニ タ リ ング と し て、

霞ヶ浦モニ タ リ ング、 摩周湖の ト レ ン ド モニ タ リ ングを

始め、GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター と し て関連事業を

行っている。

　 地球環境データベース推進室では、 地球環境モニ タ リ

ングデータベースの構築 と 観測 ・ 解析支援ツール ・ デー

タ の整備 ・ 提供、 陸域炭素吸収源モデルデータベース、

温室効果ガス排出シナ リ オデータベース、 温室効果ガス

等排出源データベース、 炭素フ ローデータベースの構築

･運用を行っている。

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て、 グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え、 わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ための

温暖化観測推進事務局／環境省・気象庁を運営し ている。

また、 環境省 ・ 宇宙航空研究開発機構 ・ 国立環境研究所

の ３ 者協同事業であ る GOSAT プロ ジェ ク ト の実施に関

し、 国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト オフ ィ ス を設置し てい

る。 その他、 地球環境情報の収集 ・ 提供やニュース発行 ・

ホームページを通し て、 地球環境研究者間の相互理解の

促進や地球環境問題に対する国民的理解向上のための研

究成果の広報 ・ 普及に努めている。

　 行政系の職員で構成 さ れる、 主幹、 業務係、 交流係、

観測第一係、 及び観測第二係では、 当セン ターの実施す

る上記の諸事業に関し、 各推進室の担当に係る事項の事

務並びに広報等の一部業務を担当し ている。

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター （2005 年度までは、

「循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター」 。 以下 「循

環セン ター」。） は、 2001 年 ４  月に政策対応型調査 ・ 研究

セン ターと し て発足し た。以来、 環境保全を図 り つつ、天

然資源の消費 と 廃棄物の発生を抑制し、 再利用する物質

の流れを創 り 上げ、 廃棄物の適正な管理を行 う 循環型社

会の形成の支援を目的と し て研究を進めて きた。

　 第 ２  期中期計画期間 （2006 ? 2010 年度） においては、

循環セン ター （ ７  研究室で構成） は、 重点研究プロ グ ラ

ム 「循環型社会研究プロ グ ラ ム」 を中心と し て研究活動

を担 う 。 同プ ロ グ ラ ムでは、 まず第 １  に、 今後の 「循環

型社会」 を形成し てい く う えで達成目標を明ら かにし て

集中的に取 り 組む必要のあ る目的指向型の研究課題 と し

て、 （ １  ） 「近未来の資源循環シ ス テム と 政策 ・ マネジ

メ ン ト 手法の設計 ・ 評価」、 （ ２  ） 「資源性 ・ 有害性を も

つ物質の循環管理方策の立案と評価」、 （ ３  ） 「廃棄物系

バイオマスのWin-Win 型資源循環技術の開発」、（ ４  ） 「国

際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワーク と 技術システ

ムの構築」 の ４  課題を中核研究プロ ジェ ク ト と し て位置

付け、 実施する。一方、 第 １ 期中期計画期間における政策

対応型調査研究の重要な柱であった “ 廃棄物の適正な管
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理のための研究 ” も、 これまで同様に着実に進める必要

があ り 、 重点研究プロ グ ラ ムのその他の活動と し て、 「廃

棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究」 と い う 区分

を設け、 「循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・

処分技術の確立」、 「試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度

化 ・ 体系化」 、 「液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高

度化」 、 「廃棄物の不適正管理に伴 う 負の遺産対策」 を実

施する。 また、 資源循環・廃棄物管理分野の “ 基盤型な調

査・研究 ” と し て、 「廃棄アスベス ト の リ ス ク管理に関す

る研究」、 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 をはじめ、

廃棄物管理 ・ 循環型社会形成を中長期的に下支えする基

礎的な課題に取 り 組む。 さ らに、 “ 知的研究基盤の整備 ”

と し て、 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース

等の作成」 に取 り 組む。

環境リ スク研究セン ター

　 環境 リ ス ク研究セン ターは、 2006 年 ４ 月に第 ２ 期中期

計画策定に伴い、 政策対応型調査 ・ 研究セン ターであっ

た化学物質環境 リ ス ク セン ター （2001 年 ４ 月発足） を核

と し て内分泌か く 乱化学物質 ・ ダ イ オキ シ ン研究プ ロ

ジ ェ ク ト 、 生物多様性研究プロ ジ ェ ク ト 等の研究領域を

加えて ７ 研究室 と し て構成された。 環境 リ ス ク研究セン

ター、 中期計画における環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムを担

う 組織であ り 、 様々な環境要因によ る人の健康や生態系

に及ぼす環境 リ ス ク を包括的に評価でき る手法を見いだ

すため、 ４ つの中核プロ ジ ェ ク ト （化学物質曝露に関す

る複合的要因の総合解析によ る曝露評価 、 感受性要因に

注目し た化学物質の健康影響評価、 環境中におけ るナ ノ

粒子等の体内動態 と 健康影響評価、 生物多様性 と 生態系

機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発） を実施す

る と と もに、「環境政策における活用を視野に入れた基盤

的な調査研究」 と し て、 化学物質の高感度 ・ 迅速分析法

の開発、 新たな生態毒性試験法の開発、 発がん リ ス ク を

簡便に評価す る た め の手法開発、 バ イ オ イ ン フ ォ マ

テ ィ ッ ク スの手法を活用し た化学物質の類型化手法の検

討、 生態毒性に関する構造活性相関モデル作成など既存

知見を活用しつつ新たな リ ス ク評価手法の開発を進めて

いる。 リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３ つの主要

な要素であ る、 曝露評価、 健康 リ ス ク評価及び生態 リ ス

ク評価について、 現行の リ ス ク管理政策か ら の要請への

対応 と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け、 リ ス ク評

価 ・ 管理に係る幅広い課題を対象と し ている。 また、 「知

的研究基盤の整備」 と し て、 化学物質データベース、 侵

入生物データベースなどの構築 ・ 更新を実施する。 リ ス

ク管理政策におけ る環境 リ ス ク評価等の実践的な課題に

対応する と と も に、 環境 リ ス ク に関する情報 ・ 知識の提

供を行 う 。 さ ら に、 化審法審査、 環境 リ ス ク初期評価な

ど、 定常的な環境施策の支援 と と も に、 各種制度におけ

る生態 リ ス ク管理の導入など、 法制度の新たな整備に向

けて必要なデータや知見の提供に取 り 組む。

アジア自然共生研究グループ

アジア自然共生研究グループは、平成 18 年 ４ 月のアジア

自然共生研究プロ グ ラ ムの発足に伴い、 プロ グ ラ ムを担

う 研究組織 と し て創設された。 我が国 と 地理的、 経済的

に密接な関係にあ り 、 かつ今後の急速な発展が見込まれ

る アジア地域を対象 と し て、 その環境を保全し、 自然共

生型社会を構築し てい く こ と は、 我が国の環境安全保障

及び国際貢献の観点か ら、 また地域全体の持続可能な社

会を実現する観点か ら も極めて重要であ り 、 アジア自然

共生研究プロ グ ラ ムでは、 その実現に貢献する こ と を目

的 と し て研究を進めている。 そ し て、 第 ２ 期中期目標期

間においては、 これら の地域の大気環境 ・ 広域越境大気

汚染、 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可能な水環

境管理、 及び大河川を中心 と し た流域におけ る生態系保

全管理に関する研究を行 う こ と によ って、 国際協力に

よ る アジアの環境管理 と自然共生型社会構築のための科

学的基盤を確立し、 政策提言に資する こ と を目標 と し て

いる。 そのために、 （ １ ） 「アジアの大気環境管理評価手

法の開発」、 （ ２ ） 「東アジアの水 ・ 物質循環評価システム

の開発」、 （ ３ ） 「流域生態系における環境影響評価手法の

開発」 の ３ つの中核プ ロ ジ ェ ク ト を中心に、 関連課題、

２ つの関連研究プ ロ ジ ェ ク ト 等 と 共に研究を進めてい

る。

　 アジア自然共生研究グループの ５ つの研究室 （アジア

広域大気研究室、 広域大気モデ リ ング研究室、 アジア水

環境研究室、 環境技術評価システム研究室、 流域生態系

研究室） は、 上記の ３ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト それぞ

れの実施主体部署 と し て、 主席研究員、 さ らに兼務研究

者をはじめ と する他ユニ ッ ト の研究者 と 共に研究の推進

を担っている。 アジア広域大気研究室では、 アジアか ら

国内におけ る大気質の実態 （越境大気汚染を も た らす気

塊の分布、 移動経路、 大気組成 と その変化等） の把握を

行 う と 共に観測結果等のデータベース を構築し てい る。

広域大気モデ リ ング研究室では、 大気環境予測モデル と

排出イ ンベン ト リ を開発し、 アジアか ら国内都市域にお

け る大気質の実態把握 と 将来予測を行っている。 アジア

水環境研究室では、 中国内陸部か ら大河川を経由し て東

シナ海に至る領域 （水空間） の水資源 ・ 水環境 ・ 生態系 ・

生物資源に関する日中の共同調査研究と自然共生型環境
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管理手法の開発を行っている。 環境技術評価システム研

究室では、 都市ス ケールの分布型環境アセス メ ン ト モデ

ル、 都市 ・ 産業共生のための技術 ・ 政策イ ンベン ト リ モ

デルの構築、 分散循環型汚濁制御装置の技術イ ンベン ト

リ と 社会システムの構築等を行っている。 流域生態系研

究室では、 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明、 流域

の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り 、 ダム建設、 経済

発展等の環境負荷が生態系に及ぼす影響の評価を実施し

ている。 主席研究員は、 大気環境、 土地利用、 草原生態

系の相互作用等について研究を行っている。グループ長、

副グループ長は中核プロ ジェ ク ト と関連研究等の調整を

行い、 アジア自然共生研究プロ グ ラ ム と し ての統合的な

研究推進を図 る と 共に、 ホームページ等に よ る ア ウ ト

リ ーチを進めている。

社会環境システム研究領域

　 社会環境システム研究領域は、 「環境経済 ・ 政策」、 「環

境計画」、 「統合評価」、 「交通 ・ 都市環境」 の ４ 研究室か

ら構成されてお り 、 地球温暖化か ら環境 と 経済、 人々の

環境意識や活動など身近な問題まで幅広い分野を扱って

いる。 当領域では、 (1) 人間活動 と自然環境 と の関わ り や

社会経済システム と環境問題と の関わ り の解明、 (2) 環境

と経済の調和し た持続可能な社会のあ り 方の解明、 (3) 安

全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域規模、 都市規模、 身近

な生活環境 ) を創造する ためのビジ ョ ンの提示、 (4) それ

ら を実現する ためのシナ リ オや方策の提示する こ と を目

標と し て研究活動を行っている。 具体的には、 (1) 持続可

能な社会を実現する ビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成に関する研

究、 (2) 安全 ・ 安心 ・ 快適な地域 ・ 都市環境の創造 と管理

に関する研究、 (3) 国民のラ イ フ ス タ イルのあ り 方 と その

実現 ・ 誘導方策に関する研究、 (4) 環境研究 ・ 政策研究に

資する統合評価モデルや環境経済モデルなどの手法開発

研究、 を実施し、 持続可能な社会を構築する ための具体

的な政策提言に結びつ く 科学的知見の形成を目指し てい

る。 各研究室では、 相互に連携し なが ら、 以下の研究を

実施し ている。

　 環境経済 ・ 政策研究室では、 社会 と 環境 と の相互作用

の解明や環境政策が経済に及ぼす影響等の政策効果分

析、 各国の環境政策決定過程の分析、 地球環境保全のた

めの国際協調の可能性の検討などを行っている。

　 環境計画研究室では環境保全に係る地域計画や環境基

本計画の作成 ・ 評価に資する研究、 地域住民の ラ イ フ ス

タ イ ルや持続可能な消費に関す る 解析な ど を行っ てい

る。

　 統合評価研究室では、 経済活動、 温暖化、 土地利用、

リ サイ クル、 ラ イ フ ス タ イルなど様々な領域の知見を取

り 込んだ 「環境統合評価モデル」 の開発 と、 それを活用

し た持続可能な社会のビジ ョ ン構築、 ビジ ョ ン達成のた

めのシナ リ オ分析などを行っている。

　 交通 ・ 都市環境研究室では、 交通および都市環境問題

の解決に資する ために、 中長期的な交通 と 都市に関わる

シナ リ オの開発、 フ ィ ール ド 調査や低公害実験施設、 車

載計測技術を用いた自動車の環境影響評価、 大気 ・ 熱環

境等の環境変化の解明、 交通 ・ 都市に関する各種対策効

果の予測 ・ 評価などを行っている。

　 当領域の研究成果は、 国際的には、 IPCC 第 ４ 次評価報

告書 （執筆者と し て も参画） や OECD などで活用され、

国内的には、 環境省など政府や地方自治体における政策

立案のための知見 と し て提供され、 政策ニーズに応えて

いる。 さ ら には、 中国、 イ ン ド をはじめ と する アジア諸

国に対し て分析ツールを提供し、 各国の人材育成にも貢

献し ている。

化学環境研究領域

　 人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環と それに基づ く 環境の変化、また複雑化、

多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解し、

それらの課題を解決する ため科学的知見を集積する こ と

が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域においては、

環境におけ る物質の計測、 地球レベルあ るいは地域レベ

ルでの動態の解明、 及びその生物学的な意義の解明に関

する研究を行っている。

　 基盤研究部門であ る化学環境研究領域では、 以下の ４

研究室において、それぞれ独自の研究がな されているが、

研究者の多 く は、 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や、 環境

リ ス ク、 ナ ノ 粒子等の有害物質関連のプロ ジ ェ ク ト に も

参加 ・ 連携し て、 研究を行っている。 化学環境研究領域

には以下の ４ つの研究室が設置されて、 研究を進めてい

る。

　 有機環境計測研究室では、 ダ イオキシン分析に代表さ

れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持、 発

展させつつ、 さ ら に多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て、 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発、 複合手法開発を特別研究 と し て推

進し ている。 また、 日韓環境ホルモン並びに POPs 共同

研究と し て、 離島での POPs モニ タ リ ングを実施し てい

る。

　 無機環境計測研究室では、 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究を進める と と も に、 元素の化学形態、 存在状
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態、 局在に関する研究 （経常研究等）、 ナ ノ テ ク を利用し

た大気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析手法の開発

（環境保全調査費） などが進められている。

　 動態化学研究室では主に外部競争的資金 （地球一括、

推進費、 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し、 遠

隔地の観測ステーシ ョ ンや船舶など を利用し て、 温室効

果ガスその他の揮発性有機物、 残留性有機汚染物質など

の広域観測や長距離輸送、発生源等に関する観測研究が、

地球温暖化プロ グ ラ ムの中核プロ ジェ ク ト に関連し て進

められている。

　 生体計測研究室では競争的資金を取得し て、 MRI を用

いた脳神経系の形態、 機能、 代謝等の計測 と 化学物質の

影響解析に関する研究 （科研費など）、 動物行動学によ る

化学物質の脳神経系への影響解析に関する研究 （奨励研

究など）、ナ ノ テ ク を利用し た微生物機能評価手法の開発

（環境保全調査費） 等が行われている。

　 その他、 主な活動 と し て、 ナ ノ 粒子計測に関する研究

への貢献、 ス ト ッ ク ホルム条約への貢献や国の POPs モ

ニ タ リ ング、 有機 ヒ 素汚染、 ダ イ オキシンモニ タ リ ング

関連事業等への貢献などが行われている。 さ ら に、 環境

試料長期保存事業 （環境試料タ イ ムカプセル化事業） も

分担し て実施し ているほか、 小児環境保健疫学調査など

の環境省他が進める研究、 事業に も参画、 支援を行って

いる。

環境健康研究領域

　 環境健康研究領域では、 環境化学物質や大気汚染物質

等の環境ス ト レ ス を対象 と し、 それら が及ぼす健康影響

を的確かつ速やかに評価する こ と をめざ し、 影響評価の

実践 と、 適切かつ新たな影響評価手法、 疫学手法 ・ 曝露

評価手法、 高感受性要因も対象 と し う る適切な動物モデ

ルや培養系等の開発をすすめた。 また、 影響評価の実践、

応用、 検証 と と も に、 健康影響発現の メ カニズムの解明

を推進し、 得られた知見を影響評価手法の開発 ・ 改良に

フ ィ ー ド バ ッ ク し ている。 これら の研究を通じ、 環境ス

ト レ スの影響 と その発現機構を明 ら かにする と と も に、

簡易 ・ 迅速で、 かつ、 感度 と 特異度に優れた曝露 ・ 影響

評価系の開発を進め、 健康影響の未然防止をめざ し た施

策に資する科学的知見を蓄積し た。 研究員の一部は筑波

大学や千葉大学の連携大学院併任教官 と し て、 あ るいは

他大学の客員教官 と し て、 ま た、 環境行政に係る国内外

の専門委員会委員と し て活動し ている。 なお、 本領域は、

以下の 4 研究室と主席研究員によ り 構成されている。

分子細胞毒性研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

環境中に存在する有害化学物質が代謝や脳機能 ・ 行動、

免疫機能、 発癌等に及ぼす影響 と その分子 メ カニズムを

明ら かにし、 影響の裏づけや評価に資する ための研究を

遂行し ている。 特に ヒ 素やダ イ オキシンをはじめ と する

環境中の有害化学物質が、 エピジ ェネテ ィ ッ ク な作用を

介し て、 またはそれぞれ特異的な転写因子への作用を介

し て、 遺伝子発現を変化させ、 その結果毒性影響を誘導

する こ と が報告されている。 そ こ で近年進歩を続け る各

種ゲ ノ ム解析技術を駆使し て遺伝子発現変化やエピジェ

ネテ ィ ッ ク変化を検出し、 作用の分子 メ カニズムを明ら

かにする研究を行っている。 また これらの メ カニズムに

基づいて、 動物実験で得られた結果を ヒ ト へ外挿する た

めに必要な知見であ る環境化学物質の影響の ヒ ト と 実験

動物の種差、 臓器特異性に関する研究や、 また影響検出

指標 と し て有効な遺伝子の検索も行っている。 また分析

化学的手法を用いた ヒ 素の健康影響 ・ 毒性発現機序に関

する研究を行っている。

生体影響評価研究室

高感受性集団や高感受性影響を対象 と し て、 高感度に環

境汚染物質の生体影響を評価する こ と を目標 と し、 疾患

モデル動物や細胞を用いた簡便な影響評価手法の開発、

応用と それによ る影響評価の実践、検証を遂行し ている。

特に、 大気中微小粒子やその含有化学物質、 産業ナ ノ マ

テ リ アル、室内残留化学物質等の環境汚染物質が、免疫・

ア レルギー、 呼吸器、 皮膚等に与え る影響について、 in

vivo、 in vitro によ り 多角的に検討し、 影響評価だけでな

く 、 影響の特性や メ カニズムの解明について も研究を進

めている。

総合影響評価研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

環境ス ト レ スの健康影響を体系的、 総合的に理解 ・ 評価

する ため、 分子、 細胞、 組織、 動物、 ヒ ト と 多岐にわた

る環境影響評価研究を遂行し ている。その結果の体系化、

総合化によ り 、 新たな健康影響評価手法の開発をめざ し

ている。 特に、 平成 21 年度からは、 環境省の 「子ど もの

健康と環境に関する全国調査」 （エコチル調査） の担当研

究室 と し ての研究支援活動が加わった。 また、 文部科学

省科学研究費等補助金等の外部研究資金によ り 、 大気汚

染を主と し た健康影響研究等を推進し ている。

環境疫学研究室 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

一般環境において人々が種々の環境因子に曝露される結

果 と し て発生する健康 リ ス ク を疫学的手法によ って解明

する こ と を目標と し、 そのための評価手法の開発、 検証、

維持、 実践を遂行 し てい る。 都市大気汚染については、

道路沿道や一般環境におけ る微小粒子状物質や窒素酸化

物などの環境測定データの解析、 個人曝露量測定、 曝露

評価モデルの開発など曝露評価手法の検討を行な う と と
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も に、 近年関心が高ま っている黄砂や越境汚染について

の健康影響評価手法について も検討を始めている。 それ

ら の手法を用い、 大気汚染の短期および長期の健康影響

に関する疫学調査の実施しつつ、 種々の健康影響指標に

関する検討、 収集し たデータの統計解析を行い、 大気汚

染物質への曝露 と 健康影響 と の関連性について疫学的な

検討を進めている。 また、 環境省におけ る大気汚染に係

わる各種の検討会に参画し て、 指導 ・ 助言を行っている。

主席研究員 （室）

　 マ ト リ ッ ク ス細胞工学を用いて、ES 細胞から健康影響

評価に有用な組織幹細胞や成熟細胞への分化誘導する培

養技術を開発し、 精緻なモデル組織の構築や人工組織セ

ンサーの創成に役立て る よ う 研究を進めてい る。 ま た、

特別研究では、 Ｅ Ｓ 細胞から成熟し た神経組織に再現性

良 く 分化誘導でき る培養系を確立する こ と で、 神経発生

に対する毒性評価系と し ての応用を検討し ている。

大気圏環境研究領域

　 大気圏環境研究領域では、 大気環境に関わる個々の物

理 ・ 化学プロ セス （大気の力学的、 化学的な状態の変化

と エネルギー収支 ・ 伝播に関係するプロ セス） と その相

互作用の理解を目的 と しつつ、 基盤研究部門 と し て、 今

後の大気環境科学研究を図る上で基盤 と な る研究手法や

技術の開発 ・ データの蓄積に係る研究、 重点研究プロ グ

ラ ムでは取 り 上げられない大気環境問題の解明に関する

研究、 な らびに大気環境に関連する重点研究プロ グ ラ ム

（温暖化研究プ ロ グ ラ ム、 アジア自然共生研究プ ロ グ ラ

ム） の展開に繋がる基盤的な研究に取 り 組んだ。 研究手

法 と し ては、 大型実験施設 （大気拡散大型風洞や光化学

反応チャ ンバー） など を利用し た個々の物理 ・ 化学プロ

セ ス に関する室内実験、 レーザーレーダー （ラ イ ダー）

をはじめ と し た遠隔計測手法を用いた大気の性状や運動

の時間的 ・ 空間的変動の観測、 化学的な分析手法を用い

た大気の組成や微量物質の濃度 ・ 同位体組成の実時間観

測や高精度観測、 大気数値モデルを用いた数値実験、 な

どが用いられた。 大気物理研究室では、 北半球熱帯アフ

リ カ領域の過去約 100 年間の夏季陸域降水量の明瞭な減

少 ト レ ン ド に対するエア ロ ゾルな らびに温室効果ガスの

長期変化の影響について、 それぞれの熱力学的な効果 と

力学的な効果の寄与分析を行った。 また成層圏オゾン層

に対する太陽活動 11 年周期の影響について、化学気候モ

デルを用いた数値実験を実施、 太陽活動の活発化に伴 う

直接的な影響 （上部成層圏でのオゾン量の増大 と 高温偏

差の形成） だけでな く 、 赤道下部成層圏において も オゾ

ンの増加 と 高温偏差が現れる こ と を見出し た。 更に赤道

下部成層圏での変化はオゾンの輸送を介し た影響であ る

こ と を見出し た。 遠隔計測研究室では、 現在東アジア域

で展開し ている各種地上ラ イ ダーな らびに衛星搭載ラ イ

ダーデータ を活用し て、 エア ロ ゾルの種別判定 と 種別ご

と の時間高度分布の変化の抽出手法の開発な らびに観測

データ を用いたデータ同化手法の開発を推進し た。 大気

化学研究室では、 海水中の微量成分を連続的に気相抽出

でき る平衡器 と プロ ト ン移動反応質量分析計を組み合わ

せた溶存揮発性有機化合物の連続定量法を開発し た。 室

内実験を通じ て抽出効率 ・ 応答時間 ・ 検出下限等の性能

評価を行ったのち、 西部北太平洋亜寒帯で行なわれた研

究航海で運用し、 表層水中の揮発性有機化合物の連続定

量に成功し た。 大気動態研究室では、 落石 ・ 波照間モニ

タ リ ング ステーシ ョ ンにおけ る酸素／窒素比の連続観測

や酸素／窒素比の短時間変動の解析研究を継続し た。 ま

た船舶を利用し て酸素／窒素比の緯度分布の観測を推進

し、 大気ポテンシ ャル酸素の観測データ と 数値モデルの

比較から、 大気輸送モデルや各種フ ラ ッ ク スの妥当性の

検証を行った。 更に 2011 年春季の北極域で南極オゾン

ホール形成に相当する よ う な大規模なオゾン層破壊が進

んだこ と を欧州と の共同研究から明らかにし た。

水土壌圏環境研究領域

　 流域におけ る水 ・ 物質循環では、 湖沼 ・ 内湾等の閉鎖

性水域におけ る富栄養化、 特に改善し ない環境基準達成

率の問題や、 地下水汚染 ・ 土壌汚染の問題など多 く の未

解決の問題があ る。 更に、 重金属によ る土壌汚染のよ う

に今後大き な問題 と し て取 り 扱われる と 予想される潜在

的な課題も あ る。 これら の課題を解決する ためには、 単

に各事象を対象 と し てい く だけでな く 、 流域を単位 と し

た健全な水循環の回復、 またそれに伴 う 物質循環の適正

な管理を総合的に考慮し た研究上の取 り 組みが必要であ

る。 水土壌圏環境研究領域では、 これを実現する ために

下記 ４ 研究室におけ る研究及び領域横断的な研究更に他

ユニ ッ ト と 連携する研究課題によ って、 長期モニ タ リ ン

グや一定期の調査等によ り 水土壌圏の環境に関する自然

現象を解明し、 そのモデル化を通し て人間活動の影響評

価を実施し、 あ るいは水土壌環境に関する改善 ・ 修復技

術を開発し効果 ・ 安全性を評価する など し て、 水土壌環

境政策に指針を与え る こ と を目標 と し た研究を実施し て

いる。 本年度は経常研究 ９ 課題、 奨励研究 ３ 課題、 特別

研究 ４ 課題、 地球環境研究総合推進費 ３  課題、 科学技術

総合推進費補助金 １ 課題、 文部科学省 ・ 科学研究費補助

金によ る研究 ６  課題、 民間委託研究 ３ 課題、 地方自治体

環境研究所と の共同研究 １ 課題、寄付金 １ 課題を行った。
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　 本領域の構成は、 湖沼環境研究室、 海洋環境研究室、

壌環境研究室 と 場を特定し た ３ 研究室 と、 場横断的な水

環境を研究対象 と し た水環境質研究室か ら成る。 水環境

質研究室では、 物理 ・ 化学 ・ 微生物学 ・ 遺伝子工学など

様々な研究手法を駆使し て、 新たな分析法、 解析法を開

発し、 さ ら に汚染防止や汚染処理に関する技術手法を開

発する等の場横断的な研究を推進する。 湖沼環境研究室

では、 水質改善が進まない指定湖沼を中心にし て、 特に

溶存有機物および難分解性有機物を ターゲ ッ ト と し た分

析法の開発及び湖内におけ る動態モデル開発を推進し、

湖沼環境管理の在 り 方を示す。 海洋環境研究室では、 環

境省で取 り 組み始めた水質管理枠組みの大幅な見直し作

業を科学的に支持し協働で推進する と共に、 Ｎ ・ Ｐ 増加

シ リ カ欠損シナ リ オに関する研究を推進し国際的な海洋

保全策に反映させる。 土壌環境研究室では、 土壌汚染の

現況を把握し汚染機構を明ら かにし て、 現在自治体など

で抱え る問題に対処方針を示す と 共に、 潜在的に進行す

る都市汚染に警鐘を鳴らすなど、 土壌環境管理手法の提

言を目指す。

生物圏環境研究領域

　 生物圏環境研究領域の使命は、 人間 と 生き物の持続可

能な共存関係の構築に研究を通 じ て貢献す る こ と であ

る。 そのために、 地球上の生物多様性を形作っている生

物を守る ための研究、 そ し て多様な生物か ら な る生態系

の構造 と 機能を守る ための研究を行っている。 今中期計

画期間は、 おも に ４ つの柱にそって研究テーマを進めて

いる。 すなわち （ １ ） 生物多様性を構成する さ ま ざ まな

生物の保全に関する研究、 （ ２ ） 生態系の機能の保全に関

する研究、 （ ３ ） 環境の変動やス ト レ スが生物 と生態系に

及ぼす影響に関する研究、 （ ４ ） 外来生物 ・ 遺伝子操作作

物の定着・分散の実態の把握 と対策に関する研究であ る。

多様な生物の研究は、 ４ つの柱の形で示し た問題軸のほ

か、 どの生物ないしは地域を対象 と するのか、 また、 ど

のよ う なアプローチで取 り 組むのか と い う 軸から も整理

する こ と ができ る。生物領域を構成する ４ つの研究室は、

おも に後者 ２ つの軸にそって構成されてお り 、 上記の各

課題には研究室を越えた連携によ り 取 り 組んでいる。

個体群生態研究室では、 さ ま ざ まな生態系および生物種

におけ る生物個体群の存続 と 生物間相互作用のし く みに

研究の焦点を当てている。 現在の個体群の成立には、 そ

こ に至る までの血縁関係 ・ 地理的系統関係が複雑に絡み

合っている ため、 近年の発達がいち じ る しい分子遺伝学

的手法を用いて これらの関係の解析を進めている。また、

ウ ェ ッ ト ラ ン ド に生息する代表な生物群であ る ト ンボ目

昆虫をモデル と し て、 絶滅 リ ス ク を生息地の減少 と 種の

特性か ら 見積 も る研究、 大都市に点在する大型緑地が、

多様なチ ョ ウ類の個体群の存続にどの程度関っているの

かを明ら かにする研究など を進めた。 さ ら に、 個体群存

続 と 生物間相互作用に関わる要因の解析 と 検証、 および

脆弱な生態系の特徴の抽出、 外来生物が生態系の機能に

与え る影響の検討などに関し、 コ ンピ ュータ シ ミ ュ レー

シ ョ ン ・ 実験個体群を用いた研究を進めている。

生理生態研究室では、 生物 と 環境の関わ り について、 お

も に植物を対象に、 分子生物学、 生理学か ら生態学にま

たがる研究を行っている。 環境ス ト レ スに さ ら された植

物で発現する遺伝子の探索によ る ス ト レ ス原因の検出法

の開発、 オゾンによ る植物の被害 と その分子的 メ カニズ

ムの解明、 遺伝子組換え植物 （ダ イ ズ、 ナタ ネ） の一般

環境中におけ る生育状況のモニ タ リ ング、 チベッ ト 高原

での地球温暖化の早期検出 と 予測のための生態系の変化

のモニ タ リ ング、 日本の高山植生を対象 と し た温暖化影

響の検出に関する研究等を進めている。

微生物生態研究室では、 水圏を中心に微小生物の生態 と

多様性に関する研究を、 系統、 遺伝的変異、 生理生態機

能の解析 と いった手法を用いて行っている。 淡水に生育

する藻類のなかで特に絶滅が心配される種が多いグルー

プの詳細な調査 と、 脅威 と なっている要因の解析を進め

ているほか、 船舶によ る人為的な移動や気候変動に と も

なって海産藻類がどのよ う に移動し、 分布を拡大 ・ 縮小

するのかを、 遺伝的な変異を解析する こ と によ り 解明す

る ための研究、 干潟の底質の有機物分解プロセスの評価

手法の開発、 ユス リ カを環境指標 と し て活用する ための

技術開発に関する研究、 微細藻類を利用し たエネルギー

再生技術開発や藻類資源を研究に活用する ための収集 ・

保存 ・ 提供の拠点と し ての活動等を進めている。

生態遺伝研究室では、 分子遺伝学的な手法を活用し て、

生物多様性の保全に関する研究を行っている。 遺伝マー

カーを利用し ながら、 侵入生物や遺伝子組換え生物の生

態系への浸透 と 環境影響の調査 ・ 評価手法の開発に関す

る研究を進めた。 また、 遺伝マーカーによ るマ リ モの個

体群の識別法など、 応用面で利用価値が高い技術を開発

し ている。 外来生物 と 在来の絶滅危惧種の交雑によ る遺

伝子汚染に関する研究、 干潟で問題 と なっている グ リ ー

ン タ イ ド の原因藻類の由来を調べ、 外来藻類の関与を明

ら かにする研究など も遺伝子マーカーを活用し て進めて

いる。
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環境研究基盤技術ラボラ ト リー

　 環境計測が環境政策の根拠 と な る科学的知見の中で も

基盤であ る 「環境の現状認識」 を担当し、 確かで信頼で

き る環境の値付け こ そが、 世界の人々が持続的に安全 ・

安心に生き る ための環境保全の基礎であ る こ と。 更に、

国際的な場で関係者が合意可能な値付けをする ための国

際標準化も重要な課題であ る こ と。 環境研究基盤技術ラ

ボ ラ ト リ ーは上記の こ と を認識し、 環境研究や環境問題

におけ る これら課題の解決を目指し、 環境計測 ・ 評価手

法の品質管理に資する標準試料 ・ 実験生物の提供、 新規

計測法の開発や標準化などを行 う 。

　 また、 過去の汚染状況を知る ため、 あ るいは将来、 私

たちの後裔が今の環境の現状を知 り た く なった時に、 時

間を遡っ て昔の状況を反映 し た 「環境試料」 があれば、

大いに有効であ る。 そのよ う な遡及的な環境汚染評価手

法を生かすには、 現状の環境を反映し た試料を変質させ

ない長期間保存が必須であ る。 絶滅危惧生物種の保護で

は、 緊急避難 と し て種を本来の生息地域外で維持する手

法が必要であ るが、 多様性を維持し た種の保存は、 現状

では DNA レベルでは不可能で、少な く と も細胞レベルの

保存が不可欠であ る。 多様な生物を対象に、 細胞を生か

し た ま ま極低温で凍結保存する手法を開発する こ と で、

そのよ う な生物多様性の保全に貢献する。 これら に共通

な手法 と し て、 液体窒素を利用し た超低温 ・ 超長期保存

法の確立によ り 、 環境試料 ・ 絶滅危惧生物種細胞の超長

期保存を行 う 。

　 上記の方針を踏まえ、 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

は、 具体的活動 と し て、 環境研究者の研究開発活動を安

定的かつ効果的に支え る知的基盤と し て、 （ １ ） 環境標準

物質の作製 と 分譲、 （ ２ ） 分析の精度管理、 （ ３ ） 環境試

料の収集と長期保存、 （ ４ ） 絶滅危惧生物の細胞 ・ 遺伝子

保存、 及び （ ５ ） 環境研究用生物 （微生物及び水生生物）

の収集 ・ 保存 と 分譲を行い、 環境分野におけ る物質及び

生物関連のレ フ ァ レ ン ス ラ ボ ラ ト リ ー （Ｒ Ｌ ： 環境質の

測定において標準 と な る物質 ・ 資料や生物および手法を

具備し ている機関） と し ての機能の整備と強化を図る。

環境情報セン ター

　 環境情報セン ターは、 国立環境研究所の情報提供 ・ 情

報管理部門 と し て １ ９ ９ ０ 年に設置 さ れた組織であ り 、

大別 し て、 （ １ ） 環境情報の収集 ・ 整理及び提供、 （ ２ ）

研究成果の出版 ・ 普及、 （ ３ ） 研究所活動の支援、 の ３ 種

の業務を行っている。

　 環境情報の収集、 整理及び提供は、 独立行政法人国立

環境研究所法第 １ １ 条第 ２ 号に規定されている業務であ

り 、 様々なセ ク ターが提供する環境情報を収集し、 イ ン

ターネ ッ ト 等を通じ て広 く 案内 ・ 提供する も のであ る。

具体的には、 様々な種類の環境情報を統合的に利用でき

るプラ ッ ト フ ォーム と し て、 「環境展望台」 の運営を行っ

ている。 環境展望台では、 利用者が、 様々な環境情報の

中から必要な情報にたど り 着きやすいよ う に、「情報源情

報 （ メ タデータ）」 と 「検索システム」 を用意する と と も

に、 利用者自身が情報を登録でき る など、 双方向性に対

する シス テム基盤を整備し た。 また、 既存の 「環境研究

技術ポータルサイ ト 」 及び 「環境 Ｇ Ｉ Ｓ」 を統合し、 環

境研究 ・ 環境技術等に関する情報提供や環境の状況等に

関する情報を引き続き行 う と と も に、 政策立案プロセス

等の情報にも焦点を当てている。

　 本研究所が独立行政法人化し た こ と によ り 、 国や民間

の機関等か ら の業務委託 ・ 請負の実施が可能 と なった こ

と か ら、 環境情報の収集 ・ 整理 ・ 提供業務に関連し、 環

境省からの請負業務を行っている。

　 研究成果の出版 ・ 普及に関し ては、 国立環境研究所年

報、 国立環境研究所ニ ュース、 環境儀など を定期的に刊

行し ているほか、研究報告書などについて も随時刊行し、

広 く 提供し ている。 また、 国立環境研究所ホームページ

を運営する と と も に、 研究所ホームページを通じ、 研究

領域の活動状況の紹介、 研究者の発表研究論文の検索シ

ス テム、 研究の結果得られた各種データベースなどの提

供を行っている。

　 研究所活動の支援に関し ては、 コ ン ピ ュータ ・ ネ ッ ト

ワーク システムの管理、 研究情報の整備 ・ 提供、 情報技

術を活用し た事務の効率化、 研究成果のデータベース化

等に係る研究者支援などを行っている。

　 スーパーコ ン ピ ュータについては、 大容量データ解析

を超高速かつ効率的に実行可能 と するベク ト ル処理用計

算機 （Ｎ Ｅ Ｃ 製 「 Ｓ Ｘ － ８ Ｒ」） によ り 、 地球温暖化予

測や地球観測データの解析などの環境研究に活用されて

いる。 また、 図書室においては、 環境研究に必要な文献

情報を国内外か ら収集し、 単行本蔵書数約 ５ 万冊、 国内

外の学術雑誌約 ４ ０ ０ 誌を整理 ・ 保管し て所内の研究者

を中心に閲覧等に供し ている。 さ ら に、 文献閲覧サービ

スの一環 と し て、 イ ン ターネ ッ ト 上のウ ェブサイ ト を利

用し た文献情報の検索 ・ 参照体制を整備し ている。
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Ⅲ．重点研究プログラム





国立環境研究所年報（平成 22 年度）
重点 １ 　 地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP001

〔代表者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究プロ グ ラ ムでは、 人為起源の排出によ る

温室効果ガスの大気中濃度の増加によ る地球温暖化 と そ

れに伴 う 気候変化、 その人類や地球の生態系に及ぼす影

響について、 その実態を把握し、 その機構を理解し、 将

来の気候変化 と その影響を予測す る 技術の高度化を図

り 、 予測される気候変化 と その影響を具体的にかつ不確

実性を含めて定量的に示す と 同時に、 脱温暖化社会の実

現に至る道筋を明ら かにする こ と によ り 、 地球温暖化問

題の解決に資する こ と を目的とする。

[ 目標 ]

温暖化 と その影響に関す る メ カ ニズ ムの理解に基づい

た、 将来に起こ り 得る温暖化影響の予測の も と に、 長期

的な気候安定化目標及びそれに向けた世界及び日本の脱

温暖化社会のあ るべき姿を見通し、 費用対効果、 社会的

受容性を踏まえ、 その実現に至る道筋を明ら かにする こ

と を全体目標と し、 以下のサブ目標を置 く 。

サブ目標 １ ： 温室効果ガス濃度予測の高度化や排出イ ン

ベン ト リ の検証のため、 温室効果ガスのグ ローバルな長

期的濃度変動の メ カニズムや地域別収支、 温暖化影響を

解明する。

サブ目標 ２ ： 衛星観測によ り 二酸化炭素及び メ タ ンのカ

ラ ム濃度のグ ローバルな時間 ・ 空間変動を把握し、 二酸

化炭素の収支変動を高精度で推定する こ と によ り 、 温室

効果ガス削減戦略に貢献する。

サブ目標 ３ ： 極端現象を含む将来気候変化 と その自然生

態系 ・ 人間社会への影響を高精度で予測でき る気候モデ

ル ・ 陸域炭素モデル ・ 影響モデルの開発 と 統合利用を行

い、 多様な排出シナ リ オ下での全球を対象 と し た温暖化

リ ス ク を評価する。

サブ目標 ４ ： 脱温暖化社会の実現に至る道筋を明ら かに

する ために、 ビ ジ ョ ン ・ シナ リ オ作成、 国際政策分析、

対策の定量的評価の連携によ る温暖化対策を統合的に評

価する。

サブ目標 ５ ： IPCC 等への参画を通じ て国際貢献を図る と

と も に、 アジア太平洋の発展途上国におけ る人材育成 と

対策強化を支援する ため、 プ ロ グ ラ ムで開発し た観測 ・

評価手法等の ノ ウハウ を提供する。

〔内容および成果〕

　 本プロ グ ラ ムでは、 二酸化炭素等の温室効果ガスや関

連気体等の空間分布 と その時間変動の観測 と データ解析

に関する研究、 人工衛星を利用し た温室効果ガスの測定

データ処理解析手法の開発、 二酸化炭素濃度分布等の観

測データ と 大気輸送モデルに基づ く 二酸化炭素収支の解

析手法に関する研究を行った。 また、 気候 ・ 影響 ・ 陸域

生態 ・ 土地利用モデルの統合によ る シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デルの開発及び将来の気候変化予測 と 影響評価に関する

研究、 将来の脱温暖化社会の構築に係る ビジ ョ ン ・ シナ

リ オ研究， 気候変動に関する国際政策分析， 気候変動対

策に関する研究等を行った。 観測 ・ 解析を中心 と する研

究においては、 地上ステーシ ョ ン、 民間船舶、 民間航空

機、 人工衛星など を活用し た観測研究によ り 温室効果ガ

スの動態把握を進め、 長期的な二酸化炭素のグ ローバル

な収支が導出され、 陸上生態系によ る吸収の増加 ト レ ン

ド が指摘された。 また、 海洋におけ る二酸化炭素フ ラ ッ

ク ス観測データ を も と に、 海洋によ る吸収量をニ ューラ

ルネ ッ ト ワーク を用いて解析し、 北太平洋におけ る二酸

化炭素吸収マ ッ プを作成し た。 温室効果ガス観測技術衛

星 GOSAT （通称 ： いぶき） については、 データの高次処

理、 高次プロ ダ ク ト の検証、 データの定常処理 ・ 配布な

ど を順調に進める と と も に、 検証結果 と し てプロ ダ ク ト

のバイ ア ス と ばらつきの評価を行った。 温暖化 リ ス ク評

価 ・ 温暖化対策評価に関する研究においては、 IPCC の第

５ 次評価報告書作成に向けた次世代気候モデル実験を実

施する と と も に、 気候モデルの性能 と 予測の信頼性を結

びつけ る統計手法についての解析や気候シナ リ オの不確

実性を考慮押し た農業影響評価の改良を行っ た。 ま た、

政府の温暖化対策中期目標の策定に向けて、 わが国の温

室効果ガス排出量 25％削減、 2050 年 80％削減を実現す

る方策の整合性を一連のモデルを用いてシ ミ ュ レーシ ョ

ン し、 政府の委員会等に報告し た。 また、 アジアの主要

国など を対象 と し た低炭素社会シナ リ オの構築に着手し

たほか、 世界規模での温室効果ガス半減目標におけ る経

済影響の評価や、 国際制度のあ り 方の検討を行った。 な

お、 本プロ グ ラ ムは次の ４ つの中核研究プロ ジェ ク ト の

他に関連研究プロ ジ ェ ク ト （開始当初 ８ 件、 本年度は ５

件）、 地球環境研究セン ターが実施する 「知的研究基盤の

整備」 の う ち地球温暖化に係るモニ タ リ ングなどの事業

から構成されている。

地球温暖化研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(1)-1. 　 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カ ニズム と そ

の地域特性の解明

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA101

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善
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幸， 梁乃申， 町田敏暢， Shamil Maksyutov， 白

井知子， 遠嶋康徳， 横内陽子， 唐艶鴻， 荒巻能

史， 谷本浩志， 寺尾有希夫， 山岸洋明， 斉藤拓

也， 須永温子， 橋本茂， 齊藤誠， 奈良英樹， 中

岡慎一郎， 峰島知芳， 古山祐治， 内田昌男， 笹

川基樹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガ ス の多 く は人為的放出に よ り 濃度

増加傾向にあ るが、 自然におけ る循環サイ クルの変動が

その増加速度の変化を起こす要因になっている。 特に二

酸化炭素は地球の温暖化によ る自然のフ ィ ー ド バ ッ ク が

さ らにその濃度増加を加速させる可能性が高い こ と が予

想されている。 こ こ では、 アジア、 太平洋地域を観測地

域に設定し、 温室効果ガスの広域的、 また長期的な大気

観測やフ ラ ッ ク ス観測を通し て、 人為発生源量の変化や

自然の中の収支の変動について調査を行 う 。 また、 その

変動要因 と し ての温暖化や気象変化に よ る 影響に着目

し、 変動の要因やその度合いを観測する。 それによ って、

今後の温室効果ガスの濃度増加予測に役立てる。

〔内容および成果〕

　 アジア ・ オセアニア、 北太平洋を対象 と し て、 海外も

含めた地上ステーシ ョ ン、 民間船舶、 民間航空機を活用

し た観測網を展開する こ と によ り 、 種々の観測データの

収集に努めた。 二酸化炭素、 メ タ ン、 オゾン、 ハロ カー

ボンなど広域なデータの長期的な蓄積を も と に、 それら

のグ ローバルな変動や地域に本観測域に特徴的な変動や

分布を解析し た。 これら によ り 次のよ う な点が明ら かに

なった。

１ ） 長期的な二酸化炭素のグ ローバルな収支が解析され

陸上生態系の吸収の増加 ト レ ン ド が指摘された。

２ ） 緯度別 メ タ ンの濃度変動に対し て気象的を要因がそ

の変動に関わる こ と がモデル解析され、 地域的変動要因

のモデル的解釈を与えた。

３ ） 航空機を用いたグ ローバルス ケールの高度分布観測

データ を用いて、 大気循環モデルの検証や GOSAT 用の

濃度検証が進んだ。

４ ） 海洋フ ラ ッ ク ス観測を基に、 海洋の吸収量をニ ュー

ラルネ ッ ト を用いて解析予測し北太平洋に関し て CO2 吸

収マ ッ プを作製し た。 また海洋輸送モデルによ り 、 よ り

グ ローバルな二酸化炭素フ ラ ッ ク ス推定の方法を開発し

た。

５ ） 陸域の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス観測によ るデータ を解

析し、 気象 と の関係を明ら かにし た。 また土壌呼吸など

の温度影響を日本各地で評価し た。

６ ） チベ ッ ト 高原の温室効果ガ ス収支を把握する ため、

広範囲な草原の CH4 と N2O フ ラ ッ ク ス を測定し た。その

結果、 湿地の CH4 の放出速度は草原の平均値よ り 100 倍

も高いこ と が示された。

７ ） 大気の結合型循環モデルを用いて、 CO2 のイ ンバー

ス計算を行い、 大陸規模での収支計算を行った。

〔備考〕

加藤知道 （地球フ ロ ンテ ィ ア）

Zhang Yongqian （CSIRO, Australia)

Zeng 　 Yiqiang （Institute of Geochemistry, China)

Manish Naja (ARIES, India)

〔関連課題〕

0610BB920 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空

における温室効果気体の観測 19p.

0711BB569 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ

アにおける CO2 と CH4 収支の推定 19p.

0711BB571 　 アジア ・ オセアニア域におけ る微量温室効

果ガスの多成分長期観測 20p.

0810AA001 　 大気 ・ 陸域生態系間の炭素収支研究におけ

る化学 ト レーサーの利用に関する基礎的研究 20p.

0810BA005 　 海洋酸性化が石灰化生物に与え る影響の実

験的研究 21p.

0810BB001 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進 と太

平洋域の変動解析 21p.

0910AE003 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ス テーシ ョ ンで

観測される O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ ク スケー

ル変動に関する研究 22p.

0911BA010 　 温暖化関連ガス循環解析のア イ ソ ト ポマー

によ る高精度化の研究サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採

取および CH4 ア イ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築 と適

用 22p.

0911BB001 　 東アジアにおけ るハロ カーボン排出実態解

明のための高頻度 ・ 高精度モニタ リ ング研究 23p.

0913BA007 　 北東アジアにおけ るモデル精緻化のための

オゾン ・ エア ロ ゾル現場観測 （揮発性有機化合物 と 窒素

酸化物の測定） 23p.

0913BB001 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中

酸素および炭素同位体の長期観測研究 24p.

0913KB002 　 青海 ・ チベ ッ ト ・ モン ゴル高原におけ る草

原生態系の炭素動態 と 気候変動に関する統合的評価 と予

測 24p.

1011CD006 　 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明 と物

質生産への影響評価 25p.

1012AC001 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業

務 219p.
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1012BA005 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カニズム

解明と将来予測 25p.

1014JA001 　 水産分野におけ る 温暖化緩和技術の開発

26p.

【関連課題】

1） 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空における

温室効果気体の観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0610BB920

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），白井知子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球表層の炭素循環を定量的に明 ら かにする

ための ３ 次元大気輸送モデルの性能は日進月歩であ る

が、 入力すべき観測データ、 特に鉛直方向の観測結果は

決定的に不足し てお り 、 最終的な収支見積の精度向上を

阻む原因と なっている。 本研究は （株） 日本航空 （JAL）

が運航する国際線航空機 ５ 機に CO2 濃度連続測定装置 と

大気試料サンプ リ ング装置を搭載し て、 頻度 と 領域を飛

躍的に向上させた温室効果ガスの空間分布観測を新たに

立ち上げる も のであ る。 特に観測の空白域であ る アジア

域のデータ及び世界各地での鉛直分布は大陸別の炭素収

支量の推定に多大な貢献 と な る と 期待される。 また、 そ

の観測結果は温室効果ガス観測衛星の極めて重要な検証

データ と な る。 さ ら に、 上部対流圏におけ る観測データ

量が飛躍的に増え るので、 大気輸送モデルで信頼性の低

い鉛直方向の輸送過程を評価する非常に有効な情報に も

なる。

〔内容および成果〕

　 本研究では ２ つの装置を使った観測を行った。 １ つは

CO2 濃度連続測定装置 （CME） によ って航空機の飛行中

に連続し て CO2 濃度を測定する ものであ り 、 も う １ つは

自動大気採取装置 （ASE） によ って航空機の飛行中に大

気試料を採取し、地上の実験室において二酸化炭素（CO2）

を始め とする温室効果ガスの濃度や CO2 の安定同位体比

の観測を行 う ものであ る。 さ らに、 ASE 観測を補 う ため

に手動大気採取装置 （MSE） を使用し た大気試料の採取

も実施し た。

　 ASE を搭載でき るボーイ ング 747-400型機（機番JA8917

および JA8921） の運航先が 2010 年 4 月よ り 主 と し てホ

ノ ルルになったために、 ASE 観測はホ ノ ルル - 成田線に

おいて、 上空におけ る温室効果ガスの経度分布データ を

取得する こ と と し た。 太平洋の中緯度上空におけ る温室

効果ガスの濃度には経度方向の差は小さ く 、 CO2 や メ タ

ン （CH4） の濃度については経度差よ り も季節変動の方が

有意に大きかった。

　 太平洋の上空におけ る温室効果ガスの緯度分布は、 シ

ド ニーと成田を結ぶ路線上でMSE を使った観測を中心に

データ を取得し た。CO2 については CME の観測結果も含

めて解析を行った と こ ろ、 前年まで と 同様の緯度別の季

節変動を伴って全ての緯度帯において経年的な濃度増加

が観測された。 CO 濃度は明瞭な季節変動は認められず、

経年的にも有意な増加はなかった。 N2O 濃度 と SF6 濃度

は前年まで と同様の経年上昇が観測された。

　 CME を使った CO2濃度の連続観測は ５ 機の航空機を利

用し て、 日本 と ヨーロ ッパ、 北米、 東アジア、 南アジア、

東南アジア、 ハワ イ、 オセアニアを結ぶ路線上において、

離発着地点近傍におけ る鉛直分布 と 上空におけ る水平分

布のデータ を取得し た。

　 2010 年度はシ ド ニー便の飛行頻度が増加し たために、

南半球におけ る CO2 濃度の季節変動が詳細に明ら かに

なった。 シ ド ニー上空 と ブ リ スベン上空の観測値を合わ

せたデータから得られるCO2濃度の平均的な季節振幅は、

高度 2 km において 1.5 ppm であ るが、 上空にい く ほど大

き く な り 、 高度 10 km では 2.0 ppm になっている こ と が

わかった。 一般に CO2 濃度の季節変動は陸上生態系の活

動によ って駆動されているので、 南半球の上空には陸上

生態系の活動以外の振幅を助長する要因が存在する こ と

が考え られる。

〔備考〕

本研究は気象庁気象研究所と の共同研究であ る。

2） 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ アにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB569

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 笹川基

樹， Shamil Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では世界の観測空白域の １ つであ り 、 今

後の気候変動に対し て脆弱であ る と 危惧されている シベ

リ ア域において、 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク用いて ト ッ プ

ダウ ンアプローチによ る亜大陸規模の二酸化炭素 （CO2）

と メ タ ン （CH4） の収支分布 と その年々変動を推定する こ

と が目的であ る。

〔内容および成果〕

　 西シベリ アの Berezorechka、Karasevoe、Igrim、Demyanskoe、

Noyabrsk、Savvushka、Azovo、Vaganovo、東シベリ アの Yakutsk

の合計９ つのタ ワ ーを利用し て CO2 濃度と CH4 濃度の連続

観測を実施し た。

　 シベリ アにおける タ ワ ー観測ネッ ト ワ ーク の内、 ５ 年間
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（ 2005 ～ 2009） の CH4 連続測定を行う こ と のでき た２ つの

サイ ト （ Karasevoe、 Demyanskoe） に関し て、 CO2 と CH4 の

夜間の蓄積量と 植生によ る CO2 呼吸量の準気候値を利用し

て、西シベリ ア域から の CH4 放出量の季節変動を明ら かに

し た。 CH4 フラ ッ ク ス は７ 月に極大をと り 、 KRS で降水量

の異常に高かった期間（ 2007 年 7 月） に通常よ り ２ 倍近く

のフ ラ ッ ク ス のあっ たこ と が分かっ た。 降水量のアノ マ

リ ーを考慮し たプロ セスベース の植生モデル（ VISIT） によ

る CH4 フラ ッ ク ス のシミ ュ レーショ ン結果から 、降水量増

加によ っ て引き 起こ さ れた地下水面深度の上昇によ り 、

CH4 放出量が増えたと いう こ と が示唆さ れた。

　 西シベリ アの Berezorechka タ ワ ー上空（ ～ 3 km） の CO2

濃度の高頻度観測を小型航空機を用いて実施し た。 同時に

測定し た気象データ （ 気温・ 湿度） から 境界層高度を決定

し 、 夏季に高く （ 3 km 前後） 冬に低い（ 数百 m） 明確な季

節変動をと ら えた。 タ ワ ーの 40 m と 80 m のイ ンレッ ト で

連続測定さ れた CO2 濃度の日中（ 13:00 ～ 17:00） 平均値は、

航空機で観測さ れた境界層内の値と よ く 一致し 、 日中平均

値であれば、 タ ワ ーの観測値が境界層内の代表的な値を示

すこ と が確認さ れた。

〔備考〕

3） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良

英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ・ 東南アジア地域では、 急速な経済発

展に伴い直接 ・ 間接温室効果気体、 粒子状物質等の人為

発生量増加、 あ るいは、 土地利用変化によ る発生源その

も のの変化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南ア

ジア航路で、 長寿命温室効果ガス と し て、 メ タ ン ・ 亜酸

化窒素 ・ ハロゲンを含む炭化水素類の洋上大気濃度を計

測する と と も に、 よ り 短寿命のガス成分であ るオゾンや

一酸化炭素について船上で自動観測を行い、 その広域の

濃度分布、 季節変化、 地域的な発生源の寄与を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 日本－東南アジア航路におけ るオゾン、 ブ

ラ ッ ク カーボン、 一酸化炭素の連続測定 と ボ ト ルサンプ

リ ングによ る大気採取 ・ 分析を継続実施し た。 日本－オ

セアニア航路においてはオゾン、 一酸化炭素の連続測定

と ボ ト ルサンプ リ ングによ る大気採取・分析を継続し た。

また、 新規な計測 と し て、 日本－東南アジア航路 と 日本

－オセアニア航路の両方に メ タ ン連続測定装置を搭載

し、 試験観測な らびにデータの取得を行った。 具体的に

は、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン式分光計を用いた メ タ ン

および二酸化炭素の連続観測を行い、 非分散式赤外吸収

計 と フ ラ ス コサンプ リ ングによ る計測値 と 比較する こ と

で、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン式分光計によ る計測の妥

当性を検証し た。 その結果、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ ウ ン

式分光計によ る二酸化炭素測定には水蒸気によ る干渉が

無い （補正済み） と 言われてお り 、 多 く の研究者がデー

タ をそのま ま使っているが、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン

式分光計によ る二酸化炭素の計測では大気サンプルを除

湿する必要があ る こ と が分かった。 これは、 特に洋上大

気のよ う な高い湿度条件では重要であ る。 メ タ ンの計測

に対する水蒸気影響について も、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ

ウ ン式分光計 と ボ ト ルサンプ リ ングによ る分析値の相互

比較実験を行 う と と も に、 大気サンプルを除湿し て測定

し た結果はフ ラ ス コのデータ と 良 く 一致する こ と を確認

し た。

〔備考〕

4） 　 大気 ・ 陸域生態系間の炭素収支研究における化学 ト

レーサーの利用に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AA001

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 CO2 安定同位体および硫化カルボニルなど微量

ガス を化学的指標物質 （化学 ト レーサー） と し て用いる

こ と に よ る 陸域生態系の炭素循環研究の高度化を目指

す。 具体的な内容 と し ては、 これまでの研究によ り 開発

を行って き た、 土壌でのガス交換観測用のチャ ンバーサ

ンプ リ ングシス テム、 群落ス ケールでのガス フ ラ ッ ク ス

観測用の渦集積型サンプ リ ングシステム等を実際に観測

を行っている タ ワーサイ ト に設置し、 これによ り 得られ

たデータによ り 、 フ ラ ッ ク ス成分の分離評価の高度化な

どを進める。

〔内容および成果〕

　 化学的指標物質 と し て利用可能な二酸化炭素の安定同

位体や硫化カルボニルなどの微量ガス成分の森林生態系

の群落内での挙動を観察する ためのサンプ リ ング装置の

作成を継続し、 実験室内で動作確認を行った上で本州中

部の落葉針葉樹林に設置し、 実際の大気試料のサンプ リ

ングを開始する と 共にその分析を開始し た。 こ のサンプ
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リ ング装置は設置サイ ト の状況に応じ て、 遠隔地か ら リ

モー ト で制御可能であ り 、 実際の運用で も正常に機能す

る こ と が確認された。 採取された微量ガス成分に関し て

は有意な時間空間変動性が認められたが、 こ のデータか

ら陸域生態系起源の情報を よ り 正確に抽出する ための今

後の課題 と し て、 現地の空気塊のバ ッ ク グ ラ ウ ン ド の変

動特性の把握 と、 試料の保存性の向上が重要であ る こ と

が示された。

〔備考〕

5） 　 海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA005

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋酸性化の影響が深刻にお よぶ と 考え ら れ

る沿岸海域の石灰化生物の う ち飼育技術のあ る種 （ウニ、

貝類、 サンゴなどを対象） に対し、 CO2 濃度増加、 すな

わち、 pH の低下のも と で飼育実験を行い、 その成長や再

生産に及ぼす影響のデータ を得る。 制御に工夫を施し た

装置を用いて、 低レベルの CO2 濃度増加飼育実験、 すな

わち、 近未来に海洋でおこ る状況をシ ミ ュ レー ト し た飼

育実験を行 う 。

〔内容および成果〕

　 CO2 濃度調整飼育装置の精度管理 と 沿岸域の海水の

CO2 分圧の変動特性に関する研究を実施し た。 本研究で

は、 再委任機関で海洋生物の飼育実験を実施し てお り 、

統一的に CO2 濃度を精密に制御でき る飼育装置を運用し

ている。 長期連続運用で問題 と な る空気バブ リ ングのつ

ま り の問題の解決、 CO2 計測精度の管理、 の ２ 点につい

て研究実施し た。

　 本装置では、 CO2 の濃度を目的濃度に調整し た空気を

大量に溶解塔へ導入し て海水中の CO2 濃度を目的濃度に

近付け、 同じ空気を少量だけ計測塔に導入し液面か ら出

て く る平衡空気の CO2 濃度を計測する こ と で、 達成 CO2

濃度を確認する と い う 仕組みを と っ てい る。 そのため、

溶解塔 ・ 計測塔の下部から泡 と し て導入する ためにエア

ス ト ーンを用いているが、 長期運用時に塩分が析出し て

詰ま る と い う 運転上の問題が指摘されていた。 バブ リ ン

グ空気を水で洗浄する加湿器を追加し て、 長期運用時の

問題を解消する と と も に、 種々のエアス ト ーンから特に

長期性能の良いタ イプを見つけ、 各機関での運転に利用

する こ と と し た。

　 本研究のために開発し た CO2 分圧調整装置は、 原海水

の CO2 分圧を計測し、 そ こに一定の CO2 を加えて、 自然

の日周変動に一定の CO2 分圧を増加させて、 生物を飼育

する海水を作る機能を持っている。 そのため、 装置の運

転と と もに原海水の CO2 分圧計測を行 う 仕組みになって

いる。 その目的で CO2 濃度調整装置取 り 付けている供給

海水 CO2 分圧計測用平衡器の性能の評価のために、 2010

年 12 月から 2011 年 2 月にかけて、 再委任機関の一つで

あ る水産総合研究セン ター中央水産研究所横須賀支所に

おいて計測値の比較実験を行った。 海洋生物飼育用の本

装置に付属する CO2 分圧計測用平衡器は簡易な タ イプで

あ る ものの、 おおむね数 ppm よ り 良い一致度での計測が

可能であった。

　 こ の研究計画に参加し ている臨海実験施設の供給海水

CO2 分圧測定データ を全機関について収集・整理し た。い

ずれの施設のデータでも、 水温の低下する冬に CO2 分圧

は低 く 、 水温の高ま る夏およびそれに続 く 秋に CO2 分圧

が高ま るが、 その日周変動には大きな違いが見られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 野尻幸宏

参画機関 ： 京都大学、 水産総合研究セン ター、 産業技術

総合研究所、 琉球大学

6） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋， Maciej Telszewski

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋の CO2 放出・吸収の年々変化を タ イ ム リ ー

に明ら かにする ために、 観測値の準 リ アルタ イ ム処理を

定常化させ、 世界的なデータ公開シス テムを通し て、 速

やかに国際流通させる。 上記の処理で利用可能 と なった

データセ ッ ト を解析し、広域の分布が推定可能で pCO2 変

化を支配する パ ラ メ ー タ （水温 ・ 混合層深度 ・ 植物量）

を組み込んだ pCO2 分布推定を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所では、北太平洋を東西に年間約 12 航行

する貨物船と、西部太平洋やタ スマン海を年間約 24 航行

する貨物船で、 10 秒間隔での海洋表層 pCO2 観測を行っ

ている。 本課題では、 海洋表層 CO2 分圧観測データの利

用促進に関し て、国立環境研究所の海洋表層 pCO2 データ

の正確で迅速な品質管理の方法を確立し、 データ取得 と

迅速な品質管理を継続し ている。 本年度には国立環境研

究所デー タ を 国際的な海洋表層 pCO2 デー タ セ ッ ト

(SOCAT: Surface Ocean CO2 Atlas) に格納す る こ と と、
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SOCATの日本の拠点の役割を担って日本の他機関が観測

し たデータ を収集 ・ 格納するサポー ト 活動を し た。

　 2010 年 3 月に国立環境研究所が主催し た、 北太平洋 ・

熱帯太平洋 ・ イ ン ド洋のデータに関する SOCAT 会合で、

2008 年末までに観測された世界中のデータセ ッ ト を完全

収録する道筋がたった。 エ ラーデータの除去などの最も

基本的な品質管理が必要 と され、 統一基準でそれを実行

する こ と と なった。 国立環境研究所は北太平洋の担当 と

な り 、他機関のデータセ ッ ト を含む450の航海データ フ ァ

イルの品質管理を行った。データ を精査する項目は、pCO2

だけでな く 、 こ の値を正し く 算出する ための海面水温 ・

平衡器水温 ・ 大気圧 ・ 平衡器気圧 ・ 塩分濃度を含めた。

結果と し て 2011年2月下旬には国際データベース SOCAT

の品質管理が終了し た。

　 pCO2時空間マ ッ プ再現手法 と し て採用し たニューラル

ネ ッ ト ワーク と は、 人間の脳神経回路に ヒ ン ト を得て開

発された手法であ り 、 パラ メ ータ間で非線形 ・ 不連続な

関係が推測される物理量を推定するのに有効な手段であ

る。国立環境研究所で海洋 pCO2 マ ッ ピングに用いたアル

ゴ リ ズムは自己組織化マ ッ プ （SOM） と呼ばれ、 与え ら

れた入力情報 （海面水温やク ロ ロ フ ィ ルなどの ト レーニ

ングデータセ ッ ト と 呼ばれる客観観測データ セ ッ ト と ラ

ベ リ ングデータセ ッ ト と 呼ばれる観測データ） 間の類似

度をマ ッ プ上での距離で表現するモデルであ る。 本解析

では数あ る ト レーニングデータセ ッ ト （海洋パラ メ ータ）

の中からpCO2の時空間変動に関与し ている と考え られて

いる海面水温、 塩分、 ク ロ ロ フ ィ ル、 混合層深度の 4 つ

のパラ メ ータ を採用し て計算を行った。 その結果、 2002

年から 2008 年の空間分解能 0.25°、 ひ と月毎の時間分解

能で北太平洋の pCO2 時空間分布を得た。自己組織化マ ッ

プをチューニング し て再現された pCO2 分布は、過去に報

告されている Takahashi らの全球 pCO2 気候値マ ッ プ （空

間解像度 4°× 5°） と季節的な分布傾向 と よい一致を示し

ているだけでな く 、冬季のベー リ ング海から高 pCO2 の海

水が北海道沿岸にかけて舌上に貫入し てい く 様子や、 黒

潮 と 親潮が混合する東北か ら関東の太平洋沿岸で春季 と

秋季に低 pCO2 の海水が沖合に広がっている様子など、昨

年度得られた初期結果では再現でき なかった よ り 細かい

空間ス ケールで現実的な pCO2 分布構造が捉え られた。ま

た本手法によ る と pCO2 の年々変動の推定が可能で、今後

大気海洋間 CO2 フ ラ ッ ク スの年々変動やその変動要因の

解明の進歩に貢献でき る。

〔備考〕

7） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り 、 例えば石炭では～ 1.1、 石油

では～ 1.4、 天然ガスでは～ 2.0 と推定されている。 し た

がって、化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば、 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で、 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ

ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動におけ る -O2:CO2 比を解析

し、 エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間で観測される汚染イベン ト におけ る O2 と CO2 濃

度 の 変 動 を、 ラ グ ラ ン ジ ュ 型 の 大 気 輸 送 モ デ ル

（FLEXPART） と、 陸域生物圏、 化石燃料燃焼、 および海

洋を起源とする CO2 と O2 フ ラ ッ ク ス を用いて計算し た。

計算の結果、 汚染イベン ト におけ る CO2 の短期的濃度増

加は主に化石燃料起源によ る も のであ る こ と が明らかに

なった。 バ ッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解析によ って中国起源 と

同定された汚染イベン ト について、 モデル計算における

O2:CO2比を求める と -1.1±0.1 と な り 、観測結果 と よい一致

を示し た。 こ の O2:CO2 比は陸域生物圏の光合成 ・呼吸の

際の交換比 と 一致するが、 モデルの感度実験か ら汚染イ

ベン ト における O2:CO2比は中国での化石燃料燃焼の際の

平均的な O2:CO2 比を反映する こ と が示された。

〔備考〕

8） 　 温暖化関連ガス循環解析のアイ ソ ト ポマーによる高

精度化の研究サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採取お

よび CH4 アイ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築と適

用

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA010

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 メ タ ン (CH4) や一酸化二窒素 （N2O) などの温室

効果気体の循環の定量的解釈において、 ア イ ソ ト ポマー

（ア イ ソ ト ープ （同位体） を含む） は放出源や消滅源に関
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する情報を含む ト レーサー と し て注目されている。 本研

究では、 これら温室効果ガスの変動の解釈並びに収支の

不確実性の低減を目的と し、 （ １ ） 大気試料の採取、 （ ２ ）

CH4 の濃度および同位体を組み入れた数値モデルの構築

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 シベ リ アにおいて航空機を用いた上空大気のサンプ リ

ングを定期的に実施し、 CH4 濃度および N2O 濃度やそれ

ら のア イ ソ ト ポマーを計測する ための試料を採取し た。

前年度に引き続きCH4濃度データの解析を行 う と と もに、

N2O濃度データの解析も行い、シベ リ ア上空でのN2O濃度

の鉛直分布や経年変動を明ら かにし た。 また、 前年度に

構築し た CH4 ア イ ソ ト ポマーの大気化学輸送モデルを用

いて数値実験を行い、CH4濃度、炭素安定同位体比(δ13C)、

水素安定同位体比 (δD) の観測値 と比較する こ と によ り 、

緯度分布や季節変動の解析を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 国立大学法人 東京工業大学大学院総合理工

学研究科 ・ 吉田尚弘

9） 　 東アジアにおけるハロ カーボン排出実態解明のため

の高頻度 ・ 高精度モニ タ リ ング研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0911BB001

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域），斉藤拓也，向

井人史， Shamil Maksyutov， 古山祐治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 HFC （ハイ ド ロ フルオロ カーボン） 類や HCFC

（ハイ ド ロ ク ロ ロ フルオロ カーボン） 類などのハロ カーボ

ン類は強力な温室効果気体であ る。 東アジアでは近年の

経済的発展に伴い、 ハロ カーボン排出量が急増し ている

と 懸念されている。 本研究では、 波照間島 （沖縄県） と

落石岬 （北海道） の観測ス テーシ ョ ンで、 高精度 ・ 高頻

度のハロ カーボンモニ タ リ ングを進め、 ハロ カーボン類

の東アジアにおけるベース ラ イ ン濃度変動 と 地域別の排

出実態を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） ハロ カーボン測定法の精緻化に向け、 それぞれ高沸

点成分 と 低沸点成分の分離に優れた ２ 種のキ ャ ピ ラ リ ー

カ ラ ムであ る HP-1 と PoraBOND-Q を質量分析計 （MS）

および小型電子捕獲型検出器 （µECD） と組み合わせたマ

ルチデ ィ メ ンジ ョ ナルGC/MS/µECD によ る測定法につい

て検討を進めた。 また、 極めて低い沸点を持つ四フ ッ化

炭素 （CF4） のための濃縮 ・ 分離条件を確立する と 共に、

新たに HFC-143a、 HFC-365mfc、 HFC-245fa を測定対象成

分に加えた。 本分析法を用いて実大気の連続観測を試験

的に実施し、 良好な結果を得た。

（ ２ ） 波照間島および落石岬のモニ タ リ ングステーシ ョ ン

におけるハロ カーボンの自動連続観測を継続し た。HCFC

類と HFC 類については引き続き増加傾向が確認された。

波照間におけ るハロ カーボン濃度の変動を三次元大気化

学輸送モデル と フ レ ッ ク スパー ト を組み合わせたカ ッ プ

ル ド モデルを用いて計算し、 HCFC-22、 HFC-134a などの

ベース ラ イ ン濃度の季節変動 と 経年変化を概ね再現する

こ と ができ た。

（ ３ ） PFC 類の観測データ を ト レーサー比法 と逆問題法を

用いて解析し、 東アジアにおけ る PFC 類の国別排出量の

推定を行った。 東アジア全域におけ る PFC 排出量は、 世

界全体の PFC 排出量のおよそ 40％ （PFC-116） から 75％

以上 （PFC-218、 PFC-318） に相当する こ と を明らかにし

た。

〔備考〕

10） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 （揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定）

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），猪

俣敏， 齊藤伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 九州地域 ・ 東シナ海 ・ 中国華北 ・ 華中地域にお

け る オゾ ン ・ エア ロ ゾル ・ 前駆物質の集中観測を企画 ・

実施し、 中国 ・ 日本に跨る広域汚染を観測か ら明ら かに

する。 特に、 オゾンやエア ロ ゾルの前駆物質であ る揮発

性有機化合物と窒素酸化物の観測を担当する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 2010 年 6 月から 7 月にかけて中国 ・ 上海の

都市付近において集中観測を実施し た。 オゾン ・ エア ロ

ゾル ・ それら の前駆物質の濃度レベル ・ 変動を捉え る と

と も に、 主な汚染源について考察を行った。 窒素酸化物

の測定には、 一酸化窒素 (NO)、 二酸化窒素 (NO2)、 総反

応性窒素酸化物 (NOy) の三成分を一つの検出器 と二種類

のコ ンバーターを用いてモー ド を切 り 替えながら測定す

る化学発光式測定器を用いた。 揮発性有機化合物の測定

については、 陽子移動反応イ オン化－質量分析計 (PTR-

MS) を用いた連続測定を行った。また、PTR-MS によ る測

定の妥当性を検証する と と も に、 包括的な揮発性有機化

合物の計測を行 う ために、 ガス ク ロマ ト グ ラ フ を用いた

計測も行った。 キ ャ ニス ターを用いて大気サンプ リ ング
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し た も のを実験室でガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ分析す る 手段

と、 ガス ク ロマ ト グ ラ フ を現場に持ち込んで測定する手

段の二種類を行った。 反応性窒素酸化物、 揮発性有機化

合物はいずれも同期し た高濃度のピーク を示し た。 総じ

て、 観測された大気質は、 気象条件によ ってフ レ ッ シ ュ

な近傍の発生源か ら の影響を受けた空気塊 と、 比較的遠

く の発生源か ら大気中に放出されその後十分に酸化が進

んだ空気塊が混在し ている こ と が分かった。 反応性窒素

酸化物、 揮発性有機化合物 と 一酸化炭素の相関は概ね良

く 、 同じ発生源か ら の影響が示唆された。 揮発性有機化

合物の中では、 例えば、 アセチレ ン と ベンゼンが有意な

強い相関を示し た。

〔備考〕

11） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）， 山岸洋明，

向井人史， 寺尾有希夫， 荒巻能史， 野尻幸宏

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 二酸化炭素の全球収支を解明する ために、 地上

ステーシ ョ ンや太平洋上を運行する定期貨物船を用いて

大気中酸素濃度や二酸化炭素の安定同位体比の広域観測

を行 う 。 また、 放射性炭素の観測によ り 化石燃料燃焼や

森林火災に伴 う 炭素放出量の把握を行 う 。 さ らに炭素収

支推定の精度改善のために、 海洋表層水の溶存酸素や炭

素同位体比の観測など を開始する。 これら の観測か ら陸

上生物圏および海洋の二酸化炭素吸収量の年々変動を正

確に把握し、 それぞれの吸収量のその長期的変化傾向の

検出を目指す。

〔内容および成果〕

　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ス テーシ ョ ンおよび太平洋

上を定期航行する貨物船で大気試料のフ ラ ス コサンプ リ

ングを継続し、 大気中の O2 濃度および CO2 の炭素位体

比 (13C/12C 比 ) の測定を行った。1999 年から 2010 年まで

の 11 年間に観測された O2 濃度の減少率、 CO2 濃度の増

加率および化石燃料消費統計等に基づき海洋および陸域

生物圏によ る CO2 吸収量を推定し た と こ ろ、過去 11 年間

の平均吸収量は海洋が 2.3 Pg C yr-1、 陸域生物圏が 1.1 Pg

C yr-1 と なった。 また、 炭素同位体比の観測結果から近年

の CO2 吸収量増加の原因を推定し た と こ ろ、 陸域生物圏

の吸収量の継続な らびに海洋の吸収量の漸増によ る も の

であ る こ と が分かった。 さ ら に、 東アジア起源の汚染空

気塊が流入する イベン ト を観測する ためのイベン ト サン

プ リ ングシステムを波照間ステーシ ョ ンに設置し、14C の

測定から汚染イベン ト 中の化石燃料起源 CO2 量を評価し

た。 その結果、 2010 年 3 月 7 ～ 11 日の汚染イベン ト 時

の CO2 増加量の う ち 64 ～ 84％が化石燃料起源であ る こ

と が示唆され、 高 CO2 イベン ト の全てが化石燃料起源で

あ るわけではないこ と が明らかになった。

　 2003 ～ 2008 年の海洋表層が比較的成層化する夏季 （5

～ 10 月） に採取された北太平洋表層水中の 14C 測定を

行った。 その結果、 最近 ６ 年間の 14C の変動は非常に小

さ く 、 部分的核実験禁止条約締結以降続いて き た表層海

水中の 14C 減少傾向が 2000 年代に入って停滞し ている こ

と が明ら か と なった。 また、 西部北太平洋中緯度帯 （北

緯 30 ～ 47 度） において実施し た溶存酸素 / アルゴン比

の連続観測の結果について解析を行った と こ ろ、 冬季の

黒潮続流域において大気から海洋に取 り 込まれる酸素フ

ラ ッ ク スが周辺海域 と 比べて特異的に大きい こ と が明ら

かにされた。

〔備考〕

日本、 名古屋大学、 北川浩之

12） 　 青海 ・ チベ ッ ト ・ モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0913KB002

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は青海 ・ チベッ ト 高原 と モンゴル高原の

草原生態系において、 炭素蓄積量の空間パターン と 代表

的な生態系 CO2 交換速度の時間変動を把握し、 上記空間

パターン と 時間変動に及ぼす気候変動 と 人為的影響 （主

に放牧影響）、 及び生態的 メ カニズムを解明する。 その結

果か ら、 異な る気候変動条件下で当該草原生態系の炭素

収支の変化、 その変化に及ぼす気候変動の影響の予測、

及び当該地域の温暖化防止や炭素管理のための政策提案

を行 う 。 一方、 本研究は日中両国の若手研究者の間で研

究交流を深める ための目的も あ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は以下の研究を行った。 １ ） 青海草原において

草原植物の現存量に及ぼす放牧の影響、 放牧状況の調査

を行った。放牧によ って高山草原の植物多様性を低下し、

生態系によ る炭素吸収量を低下させる恐れがあ る こ と を

示唆し た。 ２ ） モンゴルの KBU 草原において植物現存

量、 種多様性及び生態系光合成 と 呼吸に関する野外調査

と 測定を行った。 ３ ） 衛星データか ら草原炭素 と 季節相
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の動態を推定する ため、 世界各地の草原において炭素フ

ラ ッ ク ス と衛星画像を収集し、 NDVI や EVI などの指数

を使って、 炭素フ ラ ッ ク ス を推定するモデルの開発を進

めて き た。 その結果、 NDVI の変化か ら草原炭素収支の

時間変動を推定でき る よ う になった。 ４ ） 気候変化 と そ

れに対する生態系応答の反応を予測する ため、 現在の気

候環境と生態系の変化を把握擦る必要があ る。

〔備考〕

中国側の共同研究者 （ リ ーダ） ：

Fang Jingyun （方精雲） 　 北京大学 ・ 都市 と 環境学院生態

学系 　 教授

日本側の共同研究者 ：

小泉 　 博 　 早稲田大学 ・ 教育学部 　 教授

浅沼 　 順 　 筑波大学 ・ 陸域環境研究セン ター 　 教授

杜 　 明遠 　 独立行政法人農業環境技術研究所 ・ 地球環境

研究 　 上席研究員

小熊宏之 　 独立行政法人国立環境研究所 ・ 地球環境研究

セン ター 　 主任研究員

伊藤昭彦 　 独立行政法人国立環境研究所 ・ 地球環境研究

セン ター 　 研究員

大塚俊之 　 岐阜大学 ・ 流域環境研究セン ター 　 教授

廣田 　 充 　 筑波大学大学院 ・ 生命環境科学研究科 　 准教

授

13） 　 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産

への影響評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD006

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 高 CO2 環境下で植物の光合成を把握するため、

光合成誘導反応への理解が必要であ る。 高 CO2 濃度環境

下では、Rubisco 総量や最大気孔コ ンダ ク タ ン スの低下は

一般的であ る。 も し Rubisco の光活性化速度 と気孔の開

放速度が変化し ない場合、Rubisco の完全活性化 と最大気

孔コ ンダ ク タ ン スに到達する時間が短 く 、 光合成誘導反

応過程も短 く な り 、 誘導反応の制限によ る光合成生産量

の低下が相対的に少な く なる。 しかし、 高 CO2 環境下で

Rubisco の光活性化速度 と 気孔コ ンダ ク タ ン スの開放速

度は低下する可能性があ る。 そ う な る場合、 光合成誘導

反応時間は Rubisco と 気孔 コ ン ダ ク タ ン ス の低下量、

Rubisco の活性化速度 と 開放速度の低下量のバラ ン スに

よ って決められるだろ う 。 本研究はこれら の仮説を検証

する。

〔内容および成果〕

　 高CO2環境下で植物の光合成誘導反応を把握する ため、

光合成誘導反応に気孔の影響が非常に少ないポプ ラの一

品種ピース （Populus koreana x trichocarpa cv. Peace） を、

三つの CO2 濃度環境下で生育させ、 光合成誘導反応を測

定し た。 その結果、 高 CO2 濃度下での植物は光合成誘導

速度が早い こ と がわかった。 また、 光合成誘導反応速度

は生育環境の気温に近 く の約25℃前後で最も早 く 誘導時

間が最も短 く 、 生育環境の CO2 濃度が変わって も、 光合

成誘導反応速度の最適温度は明瞭な 「高温方向シ フ ト 」

が見られなかった。 今後誘導反応の生化学的 メ カニズム

について検討を行 う 予定であ る。

〔備考〕

14） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔研究課題コー ド〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

15） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域）， 田中伸一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 日本海深層では、 温暖化の影響を受けて海水中

の溶存酸素濃度が過去数十年間にわたって漸減、 同時に

水温がわずかに上昇傾向にあ る こ と が分かって き た。 本

研究では、 海水の流動過程を追跡する こ と が可能な海水

中の化学成分 （化学 ト レーサー） と し て利用可能な複数

の化学成分の同時測定法 と その解析法を開発する と と も

に、 これを日本海底層水の起源や循環過程解明に適用し、

地球温暖化と底層水の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年 6 ～ 7 月の（ 独） 海洋研究開発機構所有の

「 白鳳丸」 研究航海、 10 月には長崎大学所属「 長崎丸」 実

習航海を活用し 、 日本排他的経済水域（ EEZ） にあたる 東

部日本海盆と 大和海盆を 中心と し た海域において、 炭素

14、なら びに CFCs 測定用の海水試料を採取し た。炭素 14

については、 海水試料中から 炭素（ グラ フ ァ イ ト ） を 抽

出し たのち、（ 株） 加速器分析研究所、 なら びに（ 独） 日

本原子力研究開発機構が所有する 加速器質量分析計を用

いて炭素 14 濃度測定を実施し た。 CFCs については、 分

析装置が未完成である こ と から 特殊な海水試料保存容器
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を作製し て海水採取後約１ ヵ 月間冷蔵保存し 、（ 独） 海洋

研究開発機構むつ研究所のご協力のも と 、 CFC-11、 CFC-

12、CFC-113 の３ 種の CFCs の高感度同時定量に成功し た。

従来、 海水中の CFCs 分析については、 圧倒的に高濃度で

ある 大気から の汚染を避ける ため、 船上にて迅速に分析

を 行う こ と が一般的であ っ た が、 同保存容器の利用に

よ って１ ヵ 月程度の試料保存が可能である こ と が実証さ

れた。 ま た、 測定さ れた CFCs のデータ 解析の結果、 CFC-

12/CFC-113 比が日本海の深層海水の形成年代を見積も る

上で極めて有効な解析手段になる こ と が分かった。

〔備考〕

研究代表者 ： 荒巻能史

参画機関 ： 海洋研究開発機構、 九州大学、 北海道大学

16） 　 水産分野における温暖化緩和技術の開発

〔区分名〕 独立行政法人 ( 農水省 )

〔研究課題コー ド〕 1014JA001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 重要な二酸化炭素吸収域であ る日本排他的経

済水域の二酸化炭素吸収量 と その時間的変動を、 高密度

船舶モニ タ リ ングシステム と そのグ リ ッ ド データ外挿手

法の開発・運用を通じ て定量的に明らかにする と同時に、

同海域におけ る高解像度炭素 ・ 窒素循環モデルの開発 ・

運用を通じ て、 日本排他的経済水域の二酸化炭素吸収機

構 と その変動要因を解明する。 また水産業におけ る主要

な二酸化炭素排出源であ る漁船の移動 ・ 操業時におけ る

二酸化炭素排出量を、 漁場か ら主要消費地までの総二酸

化炭素排出量を最小化する漁港選択 と 漁船誘導技術の開

発を通じ て削減する。

〔内容および成果〕

　 水産総合研究セン ターの pCO2 観測システムを、既に実

運用中の国立環境研究所のpCO2モニ タ リ ングシステム と

の相互検定によ り 評価し、 実運用可能なレベルに調整す

る ための比較実験を実施し た。 実験は、 水産工学研究所

の室内海水プールで行なった。 結果 と し て、 水産総合研

究セン ターの観測システムの系統誤差の原因を明ら かに

し、 その改善に貢献し た。 改善結果を明ら かにする ため

に、 さ ら に中央水産研究所横須賀支所において、 実海水

での比較実験を追加的に実施し た。

　 国立環境研究所の貨物船を利用する海洋表層pCO2観測

データでニ ューラルネ ッ ト ワーク の推定回路に学習を加

え、北太平洋全域の pCO2 分布を再現する と と もに、日本

周辺海域の pCO2 分布を時系列的に求めた。日本周辺海域

の高解像度の pCO2 分布（緯度経度 0.25 度グ リ ッ ド、2002

年から 2008 年の期間） から、 冬季にベー リ ング海から高

pCO2の海水が北海道沿岸にかけて舌上に貫入し てい く 様

子や、 黒潮 と 親潮が混合する東北から関東の太平洋沿岸

で春季と秋季に低 pCO2 の海水が沖合に広る状況など、空

間ス ケールの細かな pCO2 分布構造が捉え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 水産総合研究セン ター北海道区水産研究所

　 小埜恒夫

(1)-2. 　 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と 全球炭素

収支分布の推定

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA102

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， Shamil

Maksyutov， 森野勇， 山野博哉， 松永恒雄， 小

熊 宏 之， 日 暮 明 子， 吉 田 幸 生， Sergey

Oshchepkov， Andrey Bril， 江口菜穂， 太田芳文，

菊地信行， 田中智章， 古山祐治， 齊藤誠， 齊藤

龍， Belikov Dmitry， 小田知宏， 佐伯田鶴， 高木

宏志， 宮本祐樹， Vinu K. Valsala， 井上誠

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT）

プ ロ ジ ェ ク ト は、 環境省 ・ 国立環境研究所 （NIES） ・ 宇

宙航空研究開発機構 （JAXA） の三者共同プロ ジェ ク ト で

あ る。 京都議定書の第一約束期間 （2008 年～ 2012 年）

に、 衛星で太陽光の地表面反射光を分光測定し て SN 比

300 以上を達成し (JAXA 目標 )、二酸化炭素 と メ タ ンのカ

ラ ム量を雲 ・ エア ロ ゾルのない条件下で １ ％の精度で観

測する。 これら全球の観測結果 と 地上での直接観測デー

タ を用いる こ と によ り 、 イ ンバースモデル解析に基づ く

全球の炭素収支分布の算出誤差を地上データのみを用い

た場合と比較し て半減する こ と （NIES 目標） を目標にし

ている。 本研究ではこ の目標達成に向けて、 様々な観測

条件下において取得されたデータに対し て、 雲 ・ エア ロ

ゾル ・ 地表面高度などの誤差要因を補正し、 高精度で二

酸化炭素 ・ メ タ ンのカ ラ ム量を導出する こ と を目的に、

衛星観測データの定常処理アルゴ リ ズムを開発する。 衛

星打ち上げ前には、 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンに基づいて

データ処理アルゴ リ ズムを開発し、 航空機や地上で取得

する擬似データや直接観測データによ り アルゴ リ ズムの

精度を評価し改良する。 また、 衛星打ち上げ後は、 デー

タ処理の結果を直接測定・遠隔計測データによ り 検証し、

データ処理アルゴ リ ズムの更な る改良を行 う 。 また、 こ

の衛星観測データ と 地上での各種の直接測定データ と を

利用し て、 全球の炭素収支推定分布の時空間分解能 と 推
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定精度を向上する こ と を目的にイ ンバースモデルを開発

し、 データ解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続き、GOSAT によ り 取得された実観測の

短波長赤外波長域の晴天域の輝度スペク ト ルから二酸化

炭素・ メ タ ンのカ ラ ム平均濃度 ( 以下、TANSO-FTS SWIR

L2 の XCO2, XCH4) の導出を進める と と もに、導出結果に

見られていた 「ダス ト 等に起因する極端な高濃度バイ ア

ス」 と 「巻雲等に起因する極端な低濃度バイ ア ス」 を低

減する ためのアルゴ リ ズム改訂研究を行った。 改訂され

たアルゴ リ ズムでは、 よ り 精度の高い巻雲の検知、 およ

び酸素の吸収帯を利用し た実効的な光路長補正が取 り 入

れられ、 極端な濃度バイ ア スが概ね解消された。 これは

以下に示す検証作業で も確認されている。 なお、 改訂版

の導出結果にも依然 と し て低濃度バイ アスが残存し てお

り 、 バイ アス要因の特定と その対処が必要であ る。

　 また、 昨年度に引き続き、 検証データのデータ質の確

認を行った。 地上設置の高分解能フー リ エ変換分光器の

観測ネ ッ ト ワーク であ る TCCON （Total Carbon Colunmn

Observing Network） の測定データ と、 航空機観測データ

であ る CONTRAIL（Comprehensive Observation Network for

TRace gases by AIrLiner） 、 NOAA （National Ocean and

Atmosphere Administration） の観測デー タ を 用い て、

TANSO-FTS SWIR L2 の XCO2, XCH4 の検証を行っ た。

GOSAT のカ ラ ム量およびカ ラ ム平均濃度は検証データ

に比べて、 XCO2 は ２ ～ ３ ％程度、 XCH4 は １ ％程度低い

こ と が明らか と なった。さ らに帯状平均された GOSAT の

XCO2, XCH4 の緯度分布は、負のバイ アス を除けば概ね検

証データ と 一致し た。 今後は、 これら負のバイ ア ス要因

の特定 と バイ ア スの減少を目指し、 校正の精密化、 アル

ゴ リ ズム改良、 よ り 多 く の参照データの蓄積に基づ く 検

証を進める必要があ る。

　 さ らに、 イ ンバースモデル解析によ り 二酸化炭素の収

支を推定する際に用い る陸域植生 - 大気間収支の先験

データの精度向上 と、 化石燃料燃焼由来の人為的排出量

先験データの更新を行った。 また、 TANSO-FTS SWIR L2

の XCO2 データ を用いて全球 64 の亜大陸領域における二

酸化炭素収支の予備推定を行った。 陸域植生 - 大気間収

支の先験データは生態系プロセスモデル VISIT によ って

与え られるが、 こ のモデルが推定する各種植生の活動に

関する主要なパラ メ ータ を、 二酸化炭素濃度やバイ オマ

ス量などの地上測定データ を元に最適化する ス キームを

構築し た。 化石燃料燃焼由来の人為的排出量先験データ

の作成のために、すでに構築・運用し ている全球 １ km の

高空間解像度で排出量分布の導出が可能なモデルシステ

ム を、 最新の夜間光衛星観測デー タ や月ご と の排出量

データ を活用でき る よ う に改良し、 月変動を考慮し た人

為的排出量先験データ を準備し た。 また、 これまで整備

を進めて き た地表面収支先験データ を使用し、 TANSO-

FTS SWIR L2のXCO2データ と地上測定値の将来予測デー

タ を用いて、 全球各領域におけ る二酸化炭素収支の暫定

値を求めた。 L2 の XCO2 データは、 上記の検証結果に基

づいて一律にバイ アス補正を施し、 月平均値 （ ５ 度 × ５

度格子） に変換し て計算に使用し た。 なお、 GOSAT によ

る観測データ を加え る こ と によ り 、 南米やアフ リ カ等の

地上測定点の乏し い地域におけ る収支量の不確実性が、

地上測定値のみで推定 し た場合に比べ最大で ３ 割程度

（暫定結果） 低減する こ と が判明し た。

〔備考〕

本課題は、 「GOSAT データ定常処理運用シス テム開発 ・

運用」（課題コード 0610AL917） と合わせて、国環研GOSAT

プロ ジェ ク ト を構成する。

〔関連課題〕

0810BY001 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） デー

タ検証業務 27p.

【関連課題】

1） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也，宮本祐樹，菊地信行，田中智章，井上誠

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境省、 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA） 、 独立行政法人国立環境研究所 （NIES） は、 主

要な温室効果ガスであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇

宙から測定する GOSAT （温室効果ガス観測技術衛星 「い

ぶき」） プロ ジェ ク ト を進めている。 GOSAT の搭載セン

サ （TANSO） は、 平成 20 年度冬期に H2A ロ ケ ッ ト によ

り 打ち上げ ら れ る。 衛星打ち上げ後 ３ ヵ 月の動作初期

チ ェ ッ ク の後、 GOSAT に よ る 定常観測が開始 さ れ る。

GOSAT 観測データから導出されたプロ ダ ク ト 、すなわち

二酸化炭素や メ タ ンの濃度を信頼でき る GOSAT プロダ

ク ト と する ためにはデータ質の検証を行 う こ と が必須で

あ る。 本業務では検証に関わる業務を実施する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

１ ） 検証に関する調査を継続し、 GOSAT プロダ ク ト の検

証計画及び検証実施計画を更新し た。
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２ ） GOSAT の観測データからの処理プロダ ク ト の検証作

業を平成 21 年度よ り 開始し、 平成 22 年度は以下の成果

を得た。

３ ） 国内外の地上設置高分解能 FTS の検証データ取得を

行い、 それらのデータ質を確認し た う えで、 GOSAT プロ

ダ ク ト と の図示化などによ り GOSAT プロダ ク ト の評価

を行った。

４ ） GOSAT プロ ダ ク ト 精度に影響する巻雲やエア ロ ゾル

に関するデータ を収集し た。

５ ） 平成 23 年 1 月～ 2 月につ く ばで GOSAT 検証のため

の同期観測キ ャ ンペーンを実施し た。 観測に使用し た機

器は、 航空機 （CO2 直接測定及びサンプ リ ング）、 地上設

置高分解能 FTS、 ラ イ ダー、 スカ イ ラ ジオ メ ータ、 全天

カ メ ラ等であ る。 データは解析中で、 結果は平成 24 年度

に出される予定であ る。 また、 平成 22 年 2 月につ く ばに

おけ る同期観測キ ャ ンペーンで取得し たデータの解析結

果が得られた。 巻雲やエア ロ ゾルによ って GOSAT の温

室効果ガ ス濃度デー タ が持つバ イ ア ス について実観測

データから明らかにな り つつあ る。

６ ） 地上設置高分解能 FTS によ る スペク ト ルから CO2 や

CH4 カ ラ ム量の導出解析を行い、検証データ を作成し た。

７ ） 航空機観測データ CONTRAIL、 NOAA のデータ収集

し、GOSAT プロ ダ ク ト と比較可能なデータ フ ォーマ ッ ト

に変更し た。 それらのデータ を GOSAT プロダ ク ト と一

緒に図示化し、 GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

８ ） 上記検証結果に基づ く 検証業務報告書を作成し た。

〔備考〕

当課題は、 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） および 「GOSAT データ定常処理運用システ

ム開発 ・ 運用」 （課題コード 0610AL917） にも関連する。

(1)-3. 　 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合による地球温

暖化リ スクの評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA103

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 山形与志樹， 野沢徹， 肱

岡靖明， 日暮明子， 永島達也， 花崎直太， 塩竈

秀夫， 木下嗣基， 長谷川聡，阿部学， Strassmann

Kuno， 長友利晴， 哈斯巴干， Anna Peregon， 安

立美奈子， 中道久美子， 川瀬宏明， Yang Jue，

鄭輝ち ょ る， 飯尾淳弘， 瀬谷創， 庄山紀久子，

横畠徳太， 石崎安洋， 申龍熙， 石渡佐和子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 効果的な温暖化対策を策定する ためには、 短中

期および長期の将来に亘って人間社会および自然生態系

が被る温暖化の リ ス ク を高い信頼性で評価する こ と が必

要であ る。 短中期については、 将来 30 年程度に生起する

と 予測される極端現象の頻度 ・ 強度の変化を含めた気候

変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化 リ ス ク を詳細に評価し、 適応

策な らびに炭素管理オプシ ョ ンの検討や温暖化対策の動

機付けに資する こ と を目的 と する。 長期については、 安

定化シナ リ オを含む複数のシナ リ オに沿った将来 100 年

程度も し く はよ り 長期の気候変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化

リ ス ク を評価し、 気候安定化目標な らびにその達成のた

めの排出削減経路の検討に資する こ と を目的 と する。 地

球温暖化研究プロ グ ラ ムにおけ る位置付け と し ては、 炭

素循環観測研究か ら 得 ら れ る 最新の知見を取 り 込みつ

つ、 主 と し て自然系の将来予測情報を対策評価研究に提

供する ものであ る。

　 上記の目的を達成する ため、 極端現象の変化を含む将

来の気候変化 と その人間社会および自然生態系への影響

を高い信頼性で予測でき る気候モデル、 影響モデル、 お

よび陸域生態・土地利用モデルの開発 と統合利用を行い、

炭素循環変動に関す る 最新の研究知見 も 取 り 入れた上

で、 多様な排出シナ リ オ下での全球を対象 と し た温暖化

リ ス ク を不確実性を含めて定量的に評価し、 適応策、 炭

素管理オプシ ョ ン、 および長期気候安定化目標に関する

政策検討に資する。

〔内容および成果〕

　 気候モデル研究については、 PCC の第 5 次報告書に向

けた実験の初期的解析 と し て、 旧モデル と 新モデルの気

候感度の違いを も た らす原因の調査を行った。 また、 前

年度に開発し た気候変化予測の不確実性を評価する手法

を用いて、 全球の気温上昇空間分布の予測の不確実性を

観測データによ り 制約する研究を行った。 さ ら に、 気候

変化予測の空間パターンのシナ リ オ依存性について検討

する と と も に、 簡易気候モデルにおけ る不確実性の評価

も行った。

　 影響 ・ 適応モデル研究については、 統合水資源モデル

を用いて、 気候モデルの不確実性を考慮し た水文 ・ 水資

源影響評価を実施し た。 また、 至適気温の変化を通じ た

適応の効果を新規に考慮し ながら、 気候モデルの不確実

性を考慮し た気候変化によ る人間健康影響の確率的な影

響評価を実施し た。 さ ら に、 専門家や メ デ ィ ア と の意見

交換等に よ り 地球温暖化 リ ス ク の全体像の整理を進め

た。 また、 適応策費用推計の調査を中心に、 世界規模の

適応策のあ り 方についての検討を実施し た。

　 陸域生態 ・ 土地利用モデル研究については、 陸域生態
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モデルの改良を行い、 台風によ る落葉が森林に与え る影

響の評価を行った。 また、 こ のモデルを用いて、 森林破

壊に伴 う 炭素放出量を評価する こ と によ り 、 森林減少防

止に伴 う 炭素固定効果の検討に貢献し た。 さ ら に、 既存

の気候 ・ 生態系 ・ 水資源 ・ 土地利用 ・ 農業モデルを結合

させる方法を検討し た。

〔備考〕

2006年度までは経常研究0308AE591 で気候モデルの雲プ

ロセス検証の研究について一部を登録し ていた。

〔関連課題〕

0710CD313 　 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を

扱 う モデルの拡張と温暖化影響評価への適用 29p.

0711BA335 　 総合的気候変動シナ リ オの構築 と 伝達に関

する研究 29p.

0711CE432 　 高解像度大気海洋結合モデルに よ る近未来

予測実験 30p.

0712BA337 　 統合シ ス テム解析に よ る空間詳細な排出 ・

土地利用変化シナ リ オの開発 31p.

0712BA340 　 都市と地域の炭素管理に関する研究 31p.

0911ZZ001 　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価

の検討 31p.

1010AF002 　 気候 フ ィ ー ド バ ッ ク の相関関係につい て

32p.

【関連課題】

1） 　 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱う モデ

ルの拡張と温暖化影響評価への適用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0710CD313

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター） ， 安立美

奈子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 陸域生態系か ら 大気に放出 さ れ る各種の微量

ガスは、 温室効果や大気化学反応によ って気候システム

に相当の影響を与え る要因であ る。 本研究では、 そのよ

う な大気 - 陸域生態系間の微量ガス交換に関する生物地

球化学的プロ セスモデルの高度化を図 り 、 長期 ・ 広域で

の交換量を定量化する と と も に、 環境変動に対する影響

評価シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施する こ と を目的 と する。 現

地観測に基づいたモデル開発 ・ 高度化を行い、 生物地球

化学的プロセスの メ カニステ ィ ッ ク な理解を深める と と

もに、 高い定量的な再現性を得る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 大気 - 陸域間の微量ガス交換をシ ミ ュ レー ト するモデ

ル （VISIT） を開発し、 地球環境変動に よ る生態系影響

と、 生態系の応答によ る気候的フ ィ ー ド バ ッ ク効果を検

討し た。 大気 CO2 増加、 気候変動、 そし て土地利用変化

が陸域生態系の温室効果ガ ス収支に与え る 影響を、 グ

ローバルなモデルを用いて 1901 ～ 2010 年の期間につい

て推定し た。 全体 と し て、 陸域生態系は正味の温室効果

ガス放出源と なっていたが、 大気 CO2 増加によ る施肥効

果が吸収フ ラ ッ ク ス を増大 さ せてい る 様子が再現 さ れ

た。 火災によ るブ ラ ッ ク カーボン放出、 生物起源揮発性

有機物質放出、 メ タ ン放出は、 それぞれ大気化学や放射

伝達プロ セスに重要な役割を果たすが、 それだけでな く

炭素収支の長期変動に対し て も無視でき ない寄与を果た

し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

2） 　 総合的気候変動シナ リ オの構築と伝達に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0711BA335

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

肱岡靖明， 小倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫， 長

谷川聡， 阿部学， 鄭輝ち ょ る， 横畠徳太， 石崎

安洋， 申龍熙

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 既存の も し く は他課題に よ り 得 ら れ る気候変

動予測計算の結果を用いて、 確率的気候変動シナ リ オを

構築する と と も に、 それを用いた水文 ・ 水資源、 海洋環

境 ・ 水産業、 雪氷圏 ・ 海面水準、 農業 ・ 食料および生態

系等各分野の影響評価を行 う こ と によ り 、 気候変動予測

の信頼性および予測の意味する社会への影響 （気候未来

像） を明ら かにする。 また、 そ う し て得られた総合的な

「気候変動シナ リ オ」 を社会に効率的に伝達する方法を確

立する ための研究を行 う 。 さ ら に、 戦略研究プロ ジ ェ ク

ト の総括班と し て、プロ ジェ ク ト の中枢的な働き を担 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動予測の信頼性およ び予測の意味する 社会への

影響を明ら かにする と と も に、そう し て得ら れた総合的な

「 気候変動シナリ オ」 を社会に効率的に伝達する 方法を確

立する 。 本年度は、（ １ ） パタ ーンス ケーリ ングの排出シ

ナリ オ依存性の検討、（ ２ ） 適応の影響を考慮し た気候変

化によ る 熱ス ト レ ス 死亡リ ス ク の評価、（ ３ ） 台風によ る

落葉を考慮し た陸域生態系モデルの高度化、 を行った。

　 （ １ ） については、 異なる排出シナ リ オに基づ く 気温上

昇空間パターンの比較を行った と こ ろ、 北半球中緯度 と

高緯度に統計的に有意な差が見ら れた。 中緯度の差は、

主にエア ロ ゾルの排出量がシナ リ オによ って異な る こ と

に対応し ている こ と が示された。 高緯度の差は、 気温上
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昇の程度がシナ リ オ間で異な る こ と によ り 、 海氷の減少

や海洋循環の変化が温度に対し て非線形であ る こ と を通

じ て も た ら される こ と が示された。

　 （ ２ ） については、 至適気温の変化を通じ た適応の効果

を新規に考慮し ながら、 気候モデル不確実性を明示的に

扱い、 気候変化によ る人間健康影響の確率的な影響評価

を実施し た。 今世紀中の気温上昇に合わせて適応が完全

に行われる と 仮定し た場合、 全球的には熱ス ト レ スによ

る超過死亡が大幅に抑え られる も のの、 地域的に見た場

合には、 中国東部、 イ ン ド 等で熱ス ト レ ス死亡 リ ス ク の

増加が予想された。

　 （ ３ ） については、 陸域生態系モデル と フ ラ ッ ク ス観測

データ を用いた推定によ り 、 2004 年に日本列島に上陸し

た 10 個の台風は、 森林の葉量を 20％程度減少させてい

た こ と が示唆された。 その結果、 植生の光合成能力 と 正

味 CO2 吸収量が低下し、 観測結果 と整合的になった。 こ

の こ と か ら、 長期的な森林の炭素吸収源 と し ての機能、

温暖化影響等を考え る際には、 こ のよ う な台風影響を加

味する必要性があ る こ と が示された。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

3） 　 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(*21世紀気候変動予測革

新プロ グ ラ ム )

〔研究課題コー ド〕 0711CE432

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域），永島達也，小

倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京大学気候システム研究セン ター、 国立環境

研究所、 海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セ

ン ターが共同し て開発し て き た大気海洋結合気候モデル

を高精度、 高解像度化し て、 人為要因によ る 2030 年程度

までの近未来 （温室効果ガス濃度のシナ リ オ間の違いが

小さ く 、 気候変化がそれにあ ま り 依存せずに予見でき る

期間） の気候変化の予測実験を行 う 。 これまでにない高

解像度の実験によ り 、 温暖化の社会影響評価、 政策決定

に資する定量情報の提供を図 り 、 地球温暖化問題に対す

る国際的な取 り 組みの進展に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化問題に対する国際的な取 り 組みの進展に資

する ために、 東京大学気候システム研究セン ター、 国立

環境研究所、 海洋研究開発機構地球環境変動領域が共同

で開発し て き た大気海洋結合気候モデルを高精度化、 高

解像度化し て、為的な気候変動要因によ る 2030 年程度ま

での近未来の気候変化を予測する数値実験を行 う 。 予測

実験は、 大気海洋結合気候モデルによ る予測 と し ては世

界に例を見ない、 大気約 50km、 海洋 20 ～ 30km の水平

解像度で実施する。 これまでにわかっている物理過程等

の不十分さ （雲のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンや温室効果ガス

の放射的な取 り 扱い、 境界層乱流の表現、 成層圏力学過

程の導入など） を改善する と と も に、 植生変化やエア ロ

ゾル、 大気化学過程などの効果も取 り 入れて、 エルニー

ニ ョ や数十年規模の気候変動現象をはじめ、 社会的に影

響の大きい極端な気象現象の変化予測の信頼性向上を図

る。 また、 観測データ を用いた初期値作成やアンサンブ

ル手法を用いた不確実性の定量化を行 う と と も に、 気候

変化によ る極端な気象現象の変化、 洪水、 渇水、 海洋生

態系破壊の リ ス ク の定量化を図る。 さ らに、 気候モデル

の物理過程の改良にも と づ く 不確実性の低減や、 よ り 広

い範囲の社会産業への影響評価等について も、 国内外の

研究者 と 共同研究を実施し、 政府国民の意思決定に資す

る情報を発信する こ と を目指す。 国立環境研究所では、

主 と し て近未来予測実験に必要 と な る 気候変動要因の

データ整備、 高解像度大気海洋結合気候モデルへの気候

変動要因の導入およびそれに伴 う モデル調整、 近未来予

測に関する多 メ ンバーアンサンブル実験の不確実性評価

法の検討を行 う 。 本年度に得ら れた成果は以下の通 り 。

新たに整備し た気候変動要因 （フ ォーシング） データの

気候影響を調査する ため、 旧モデルに新フ ォーシングを

与えた 20 世紀気候再現実験を行った。 得られた結果を、

同モデルに旧フ ォーシ ン グ を与えた実験 と 比較 し た結

果、 全球年平均地上気温の経年変化を見る限 り 、 新旧ど

ち らのフ ォーシングを用いた実験において も基本的には

ほぼ同様の経年変化を示し ているが、 新フ ォーシングを

用いた実験では、 20 世紀における温度上昇がやや小さい

こ と が分かった。その傾向は特に 20 世紀前半において顕

著であ っ た。 一方、 20 世紀後半においては、 む し ろ新

フ ォーシングを用いた実験の方が、 温度上昇がやや大き

い こ と が分かった。 また、 過去の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン

におけ る気候再現性の情報を も と に、 近未来予測の不確

実性評価を試みる手法を開発し、 その手法を気候モデル

相互比較プロ ジ ェ ク ト のデータに適用し た結果、 過去の

気候再現性を考慮し た場合、 将来の温暖化が若干高めに

予測される こ と が分かった。

〔備考〕

研究代表者 ： 木本昌秀 ( 東京大学）

共同研究機関 ： 東京大学大気海洋研究所、 海洋開発研究

機構地球環境変動領域
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4） 　 統合システム解析による空間詳細な排出 ・ 土地利用

変化シナ リ オの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA337

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 野沢

徹， 木下嗣基， 中道久美子， Poruschi Lavinia，

瀬谷創， Shobhakar DHAKAL， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 気候変動予測シナ リ オは、 国際的な温暖化対策

を検討する上での科学的基盤であ る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に関する研究をわが国が先駆的に進める

こ と によ り 、 温暖化問題の解決に向けた今後の国際交渉

を リ ー ド し てゆ く こ と が可能 と な る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に際し ては、 これまで十分には取 り 扱わ

れて こ なかった自然システム と 社会システムを統合し て

解析する アプローチが必要 と 考え られる。 これまでの気

候変動シナ リ オ研究では、 世界を十数地域に分割し たグ

ローバルな社会経済シナ リ オを用いた将来予測が実施さ

れて き たが、 本研究では、 次世代の気候変動シナ リ オの

構築にむけて、 空間詳細な排出 ・ 土地利用シナ リ オの開

発を実施する。

〔内容および成果〕

　 まず、 これまでに開発し た土地利用ダ ウ ン ス ケール手

法を用いて、 過去の人口 ・ GDP の分布の修正を行った。

また、 土地利用変化シナ リ オに温暖化が与え る評価手法

の検討を実施し た。 加えて、 土地利用 ・ 交通モデルを構

築し、 東京都市圏の空間詳細な土地利用変化シナ リ オを

作成する と と も に、 緑被率、 人工排熱、 天空率 と いった

都市気候モデルへの重要な入力変数を算出し た。

　 また、 過去や将来の気候変化に及ぼす人間活動の影響

の定量的な評価に資するべ く 、 これまでに構築し た空間

詳細排出量データ を改善 ・ 精緻化する と と も に、 同デー

タベースの不確実性を評価し た。 こ のデータは気候モデ

ルを用いた温暖化予測研究の重要な境界条件 と な る た

め、 その不確実性に関する知見を得る こ と は、 将来の温

暖化予測におけ る不確実性の定量化 ・ 低減に資する も の

と な る。 さ ら に、 都市の物理的 ・ 社会経済的属性 と 炭素

排出量の関係について、 日本の都市圏の分析を継続し て

行 う と と も に、 世界の メ ガシテ ィ の都市炭素予算を構築

し、各都市の共通属性についてデータベース を構築し た。

また、IPCC AR5 WG3 報告書第 12 章の作成に関する審議

に貢献す る ため、 都市圏の炭素モデル化方法に関す る

ワーク シ ョ ッ プを開催し た。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

5） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal， 牧戸泰代， Poruschi Lavinia，

中道久美子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 GCP の国際研究計画の一部 と し て、都市 と地域

におけ る炭素管理に関する研究を実施する。 国内外の共

同研究者 と 連携し て、 炭素管理に関するデータの収集を

行い、 CO2 排出量の推定や炭素管理手法の検討をおこ な

う 。 特に、 土地利用シナ リ オに関する情報の収集 と 分析

を実施する。

〔内容および成果〕

　 以下の ３ つの課題に関する研究を実施し た。

１ . 全球および地域 ・ 国レベルでの都市の炭素排出に関

する包括的な研究を推進し た。 これまでに、 IEA と共同

で、 全球および地域 ・ 都市の炭素排出量の算定を行い、

同様に、 中国におけ る都市の炭素排出量についての算定

も行った。 今年度は、 IIASA と共同で、 全球および地域 ・

都市レベルのエネルギーと炭素に関し、 GEA に関連する

研究を推進し た。 今後、 イ ン ド について も同様の研究を

進める予定であ る。

２ . 大都市におけ る炭素排出に関するボ ト ムア ッ プ評価

を実施する ため、 世界の メ ガシテ ィ の都市レベルのデー

タ を収集 し た。 具体的には、 15 以上の都市の基本的な

データ を集め、 エネルギー消費と CO2 排出の相互関係よ

り 都市を評価する手法の研究を推進し た。

３ . 様々な議論に参加する こ と によ り 、 都市の評価に関

する IPCC 第 ３ 作業部会に貢献し た。 来年度は、 国内外

のテス ト サイ ト における研究を さ らに進めて、IPCC の報

告書作成に貢献する研究を実施する予定であ る。

〔備考〕

6） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し、 予定されている都市計画や防災
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計画、 様々な将来ビジ ョ ンを基に、 将来の影響評価を実

施し、 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する 　

〔内容および成果〕

　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価を行 う 場合

に必要と想定される、 （1） 国内外の既存研究の整理、 （2）

脆弱性を把握する ための観測データの整理、 （3） 地域レ

ベルの気候シナ リ オ開発のための予備的検討、 （4） 社会

経済シナ リ オ作成のための、 予定されている都市計画や

防災計画、 様々な将来ビジ ョ ンの収集 と 整理、 （5） 分野

別温暖化影響評価モデル開発のためのデータ収集及びモ

デル開発準備、 を平成 21 年度よ り 継続し て行った。

(1) 国内外の既存研究の整理

・ 国内外の温暖化影響評価および適応策検討に関する プ

ロ ジ ェ ク ト および研究の動向を整理し、 本研究プロ ジ ェ

ク ト 推進の参考と し た。

(2) 脆弱性を把握する ための観測データの整理

・ 温暖化影響評価モデルの再現性を評価のために必要な

観測データ を収集し整理し た。

(3) 地域レベルの気候シナ リ オ開発のための検討

・ 地域レベルにおける温暖化影響評価を実施するために、

バイ ア ス補正やパターン ス ケー リ ング手法について整理

し、 本プロ ジ ェ ク ト でどのよ う に気候シナ リ オを利用す

るか方向性を整理し た。

 (4) 適応策に資する既存施策の整理

・ 適応策に資する既存施策の整理のための、 予定さ れて

いる都市計画や防災計画、 様々な将来ビジ ョ ンの収集 と

整理し た。

(5) 分野別温暖化影響評価のためのデータ収集及びモデ

ル開発準備

・ モデルを用いた定量的評価を実施する影響指標 と、 定

性的な評価に と ど ま る影響指標の整理を行った。

・ モデルの再現性評価に取 り 組んだ。

〔備考〕

7） 　 気候フ ィ ー ドバッ クの相関関係について

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF002

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人為起源の温室効果ガ ス濃度増加に対する気

候フ ィ ー ド バ ッ ク の不確実性は依然大 き い。 こ れま で

個々のフ ィ ー ド バ ッ ク 過程に関する研究は多 く あ る が、

異な る フ ィ ー ド バ ッ ク過程の間の相関関係に関する研究

はほ と んど行われていない。 本研究では、 異な る フ ィ ー

ド バ ッ ク過程の間の相関関係に関し て、 その物理 メ カニ

ズムを明らかにする。また観測データ と の比較によ って、

フ ィ ード バッ ク の不確実性の制約を試みる。

〔内容および成果〕

　 最新の気候モデル MIROC5 を用いて、 物理スキーム内

の10のパラ メ ータ値を観測の不確実性範囲内で走査する

「物理アンサンブル実験」 を実施し た。 現時点で 25 メ ン

バーのコ ン ト ロール実験および ４ 倍 CO2 濃度実験の計算

が終了し ている。 その実験データ を解析する こ と で、 短

波雲フ ィ ー ド バ ッ ク と 地表アルベ ド フ ィ ー ド バ ッ ク の間

に逆相関があ る こ と を示し、 相関関係が生じ る メ カニズ

ムを明ら かにし た。 さ らに両フ ィ ー ド バッ ク の強さ と 関

係する現在気候再現成績指標を調べ、 フ ィ ー ド バ ッ ク の

不確実性の制約を行った。

〔備考〕

(1)-4. 　 脱温暖化社会の実現に向けたビ ジ ョ ンの構築 と

対策の統合評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA104

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 亀

山康子， 藤野純一， 花岡達也， 増井利彦， 久保

田泉， 肱岡靖明， 日引聡， 森口祐一， 金森有子，

芦名秀一， 岩渕裕子， 戴 瀚程， 花崎直太， 明石

修， 松本健一， 橋本征二， 南齋規介， 加用現空，

須田真依子， 藤森真一郎， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題は、 社会経済活動 と密接な関係

があ り 、 地球温暖化問題を解決する ためには、 科学的な

メ カニズムを明ら かにする こ と と と も に、 将来の社会経

済のあ り 方を含めた議論 （社会構造その も のを温暖化防

止に資する も のに転換する 「脱温暖化社会」 の構築に向

けた議論） が重要 と な る。 また、 温暖化対策の目標の設

定や枠組を明ら かにし、 その効果を評価する こ と は、 温

暖化対策を効率的かつ効果的に実施する上で必要不可欠

であ る。 本研究課題では、 脱温暖化社会のビジ ョ ンやそ

の構築に向けたシナ リ オの検討、 国際交渉の枠組、 さ ら

にはこれら の評価を定量的に行 う ためのモデル開発やモ

デルの適用を通じ て、 温暖化を防止する社会の構築やそ

れを支え る温暖化政策を支援する こ と を目的 と する。 ま

た、 モデル開発及び政策分析では、 途上国 と の共同作業

を通じ た人材育成を行 う こ と で、 アジアを中心 と し た途

上国におけ る温暖化対策の促進に貢献する こ と も目的 と

する。 温暖化研究プロ グ ラ ムにおいては、 中核 １ ， ２ と

の共同作業によ り 温室効果ガス排出イ ンベン ト リ の検証
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を行 う 。 また、 排出経路や安定化濃度を中核 ３ と 共有す

る こ と で、 温暖化影響を フ ィ ー ド バ ッ ク し た対策の評価

を整合的に分析する。 これらの研究を通じ て IPCC 等へ

の国際貢献を行 う 。

〔内容および成果〕

　 アジアの主要国または都市を対象 と し た低炭素社会シ

ナ リ オ作 り を進めた。 2050 年世界半減目標を実現する排

出経路を計算し、 主要国におけ る技術導入や経済影響を

評価し た。 これまで、 中国、 イ ン ド、 マレーシア、 タ イ、

イ ン ド ネシアなど、 10 以上の低炭素社会シナ リ オを国、

地域、 都市を対象に開発し た。 シナ リ オ開発にあっては、

各国の研究者 と 一緒に開発し て き た。 日本側がモデルを

提供し、 協力機関 ・ 研究者が低炭素シナ リ オを開発し、

政策担当者 と の議論を通じ て、 各国での低炭素社会の実

現に貢献すべ く 研究を進めて き た。 マレーシアのケース

では、 イ ス カンダール地域開発局 と 共同でシナ リ オを開

発し ている。

　 また、 国際交渉に影響を及ぼす米国や欧州、 新興国等

の国内意思決定過程を調査し、 これら の国が合意し う る

国際制度のあ り 方について検討し た。 新しい国際制度に

関する合意が得られず国際交渉が何年も継続する中、 国

際制度研究はこ こ数年下火であ る。 むし ろ注目されるの

は、 主要国の国内の動向であ る。 主要国 （米国 ・ 欧州 ・

ロ シア ・ 中国 ・ イ ン ド） の国内では、 それぞれにおいて

独自の政治経済状況に応じ た温暖化対策関連の意思決定

が見られる。 そ こ で、 研究の焦点を国内意思決定に移し、

国ご と に温暖化対策の進捗状況や、 決定に影響を及ぼす

要因を分析し た。 そ し て、 その成果を、 月 １ 度ほどの頻

度でブ リ ーフ ノ ー ト の体裁で HP にア ッ プする形で発信

し た。

　 日本国内においては、日本の 2020 年排出量目標に関す

る議論に関連し て、 衡平性に関する議論が続いてい る。

2010 年夏の中央環境審議会ロード マ ッ プ小委員会におい

ては、 衡平性に関する外国での議論を整理し、 日本国内

で用い られている唯一の指標であ る 「限界削減費用」 の

意義を限界を議論し た。

　 わが国の 2020 年温室効果ガス排出量 25％削減、 2050

年 80％削減を実現する方策の整合性を、 一連のモデルを

用いてシ ュ ミ レーシ ョ ン し、 中央環境審議会地球環境部

会中長期ロー ド マ ッ プ小委員会において報告し た。 使用

し たモデルは、 世界技術モデル、 日本技術モデル、 日本

経済モデルであ る。 世界技術モデルでは、 低炭素社会に

向けた世界におけ る日本の分担について、 日本技術モデ

ルでは、 技術対策でど こ まで排出削減でき るか、 技術改

善 ・ 普及を実現する政策などについて、 日本経済モデル

では、 温暖化対策の経済影響、 炭素の価格付けの効果な

どについて分析し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BA004 　 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナ

リ オの作成及び気候変動政策分析 33p.

0811CD004 　 持続的経済発展の可能性 34p.

0911BA002 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国

の政策決定に関する研究 34p.

0911CD010 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効

的な制度構築をめざ し て 34p.

0913BA002 　 アジアを対象 と し た低炭素社会実現のため

のシナ リ オ開発 35p.

0913BA003 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温

室効果ガス排出の抑制に関する研究 35p.

0913BA006 　 ア ジ ア低炭素社会実現へ向け た中長期国

際 ・ 国内制度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究 35p.

1010KZ001 　 土木事業での木材活用によ る温暖化防止対

策への貢献 36p.

1011CD002 　 温暖化防止の持続的国際枠組み 36p.

1012BA003 　 アジア太平洋地域におけ る脆弱性及び適応

効果評価指標に関する研究 36p.

【関連課題】

1） 　 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナ リ オの作

成及び気候変動政策分析

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA004

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 甲

斐沼美紀子， 肱岡靖明， 高橋潔， 藤野純一， 花

岡達也， 花崎直太， 金森有子， 松本健一， 明石

修， 芦名秀一， 岩渕裕子， 藤森真一郎， 山本隆

広， 戴 瀚程

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 これまでに AIM のモジュー

ル と し て構築し て き たモデル群を対象に、 最新の科学的

知見を反映する よ う に個々のモデルを改良する作業や、

複数のモデルの統合を行い、 各種フ ィ ー ド バッ ク効果も

考慮しつつ、 温室効果ガスの排出、 気温上昇、 温暖化影

響に関する一貫性を持った世界シナ リ オの開発を行 う こ

と であ る。 また、 アジア主要国を対象に、 世界シナ リ オ

の結果を各国別に詳細に表示する詳細化モデルの開発、

大気汚染モデルの開発、 及びそれら の統合化を行い、 各

国におけ る 温暖化対策の効果 と 影響について分析を行

う 。
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〔内容および成果〕

　 我が国の中期目標検討に資する試算を、 日本を対象 と

し た技術選択モデル、 経済モデルを用いて行い、 国内削

減と し て 15 ～ 25％削減する場合の技術、 費用、 経済影

響を評価し、 環境省中央環境審議会中長期ロー ド マ ッ プ

小委員会に結果を提供し て き た。 また、 世界を対象 と し

た技術選択モデルを用いて、 非エネルギー起源の温室効

果ガス排出量の精緻化や、 世界を対象 と し た経済モデル

を用いて、将来シナ リ オに対する試算を行い、結果を様々

な国際比較研究に提供し てき た。

〔備考〕

京都大学大学院及びみずほ情報総研と の共同研究。中国・

能源研究所、 イ ン ド ・ 経営大学院アー メ ダバー ド 校、 タ

イ ・ アジア工科大学と研究協力を行っている。

2） 　 持続的経済発展の可能性

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ロ シア、 中国、 イ ン ド の ３ 国が、 地域経済大国

と し て どの よ う な イ ンパ ク ト を世界に与えてい る かを、

マ ク ロ経済 ・ 国際金融、 産業構造 ・ 資源 ・ 環境等の側面

から検討し、これら諸国が地域大国 と し ての地位を維持・

発展でき るかど う かの展望を導 く 。 具体的には、 （1） マ

ク ロ ・ 国際金融、 産業構造 ・ 企業、 資源 ・ 環境の問題に

関し て、 ３ 国を中心 と する 「地域大国」 を比較する ため

の経済統計及び法制データベースの作成、 （2） 上記観点

において 「地域大国」 が共通に抱え る問題の抽出、 （ ３ ）

資源外交及び国際環境保護体制におけ る これら諸国の行

動様式の分析、 （ ４ ） ３ 国その他 「地域大国」 がグ ローバ

リ ゼーシ ョ ンに対抗する新しい理論モデルにな り う るか

の検討。

〔内容および成果〕

　 本研究の対象国であ る ３ 国の う ち、 中国 と イ ン ド を取

り 上げ、 気候変動交渉におけ る両国の役割について研究

し た。 両国及び南アフ リ カ、 ブラ ジルは BASIC と い う グ

ループを結成し、 協調姿勢を強めているが、 国の置かれ

た情勢は違 う ため、 強い結束力にはな ら ない。 中国は、

新興国 と し て独自のポジシ ョ ンを強めつつあ る。 そのた

め、 米国に対策を強化する よ う 圧力を強め る と 同時に、

自国に対する厳密な検証プロセスに拒否感を示す。他方、

イ ン ド は、 途上国グループの リ ーダー と し ての役割を強

調し、 資金 メ カニズムの設立に関心を持つ。 両国のポジ

シ ョ ンか ら、 今後の交渉に関し て、 資金や技術移転等の

議論に傾 く こ と が予想される。

〔備考〕

研究代表者 ： 西南学院大学経済学部 　 上垣彰

3） 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決

定に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA002

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター） ， 久保田

泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 次期枠組みに関する国際交渉の最終

段階における政策立案者への具体的な イ ンプ ッ ト 、及び、

合意達成後の各国内での効果的な実施過程への移行に向

けた政策提言を最終達成目標 と する。 こ の目標達成のた

め、 主要国 （米国、 欧州、 アジア新興国、 ロ シア） の国

内政策決定 （政治、 経済、 エネルギー政策、 外交政策等）

を踏まえた政策研究、 および主要国に と って受け入れら

れる国際制度構築に関する研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 主要国の国内情勢を フ ォ ローし た。 米国では気候変動

政策に消極的な声が強ま っている。 逆に中国においては

原単位あた り 排出量改善を掲げた経済成長が目立つ。 国

際交渉では各国の国内情勢が反映し、 先進国の排出削減

目標数値よ り も、 測定 ・ 報告 ・ 検証の手続きや資金的 ・

技術的支援のための制度等の議論が中心 と なってい る。

今後近い う ちに新議定書のよ う な新たな法形式が合意さ

れる可能性は低 く 、 むし ろ、 COP 決定等で実質的な対策

の進め方を検討すべきであ る こ と が示唆された。

〔備考〕

4） 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度

構築をめざ し て

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD010

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、（1） 地球温暖化問題の特質をふまえ、

温暖化問題に関連し て生じ る様々な費用 （温暖化対策費

用、 温暖化の悪影響への適応費用、 温暖化起因の損害補

償費用など） を誰がいかな る原則に基づいて負担すべき

かを理論的に検討し、 （ ２ ） 現実の国際 ・ 国内制度が費用

負担をいかに制度化し ているかを実証的に検討する。 そ

し て、 これら の理論的 ・ 実証的検討に基づいて、 温暖化

問題の費用負担に関する包括的な理論の構築 と と も に、
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公正な費用 と 責任の負担配分を実現し、 公正で実効的な

温暖化防止の国際制度 と 国内制度のあ り 方を探求する こ

と をその目的とする。

〔内容および成果〕

　 我が国の 2020 年の排出削減目標の妥当性に鑑み、衡平

性の観点か ら検討し た。 一般的は、 衡平性の指標 と し て

責任 （汚染物質を どれほど出し たか） と 支払い能力 （ど

れほどゆたかか） が用い られる こ と が多 く 、 我が国の議

論で指標 と された限界削減費用は衡平性よ り は費用効果

性を測る ための指標 と 認識される こ と が多 く 、 国内外の

議論のすれ違いが起き ている こ と を明らかにし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （龍谷大学法学部）

5） 　 アジアを対象と し た低炭素社会実現のためのシナ リ

オ開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 藤

野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 明石

修， 岩渕裕子， 高橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美紀

子， 加用現空， 須田真依子， 戴 瀚程

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 戦略研究プロ ジェ ク ト の全体テーマと し て示さ

れている アジアの低炭素社会に向けた中長期的政策オプ

ショ ンの立案・ 予測・ 評価手法の開発について、 シナリ オ

アプロ ーチの手法を用いて、低炭素社会の実現に必要と な

る 要素（ 社会経済の動向や対策） について定量的かつ定性

的に分析する と と も に、アジアの低炭素社会に向けた道筋

をバッ ク キャ ス ティ ング手法を用いて検討する 。

〔内容および成果〕

　 2050 年の温室効果ガス排出量を 1990 年比半減させる

シナ リ オの定量化を、 世界経済モデルを用いて分析し、

世界半減シナ リ オに向けたエネルギー構成、 技術革新等

について考察を行った。 また、 アジア主要国を対象 と し

た低炭素シナ リ オの定量化を各国の研究者 と 共同で行

い、 各国の掲げる目標 と それに至る道筋について検討を

行った。 さ ら に、 アジア地域におけ るモデル開発の底上

げを図る ために、 ト レーニング ワーク シ ョ ッ プを行った。

成果は、 気候変動枠組み条約締約国会議で行われたサイ

ド イベン ト で報告し ている。

〔備考〕

本課題は、 以下の各機関と の共同研究であ る。

京都大学 （松岡譲教授）

みずほ情報総研 （日比野剛シニアマネージ ャー）

日本エネルギー経済研究所 （伊藤浩吉常務理事）

また、 以下の各国各機関の研究者と研究を推進する。

中国 　 能源研究所 　 X.Hu、 K.Jiang

イ ン ド 　 イ ン ド経営大学院 　 P.R.Shukla

タ イ 　 アジア工科大学 　 R.Shrestha

6） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA003

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 南齋規介， 加用千裕

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 2050 年までに温室効果ガス排出量世界半減 と

い う 目標を実現する ためには、 世界人口の半分以上、 温

室効果ガス排出量の半分以上のシェ アを占める と 言われ

ている アジア地域において低炭素社会を実現する方策を

検討する こ と が不可欠であ る。 本研究は、 先進国が歩ん

でき たエネルギー ・ 資源浪費型発展パスの途を繰 り 返す

のではな く 、 生活レベルを向上させながら も、 低炭素排

出、 低資源消費の社会に移行する方策について検討し、

その発展パス を描 く ための研究プロ ジ ェ ク ト の一環 と し

て、 資源生産性の向上や資源の循環的利用に着目し た低

炭素社会の構築のための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 物質フ ロー ・ ス ト ッ ク モデルの拡張を行 う と と も に、

資源の効率的 ・ 循環的利用を念頭において、 紙 ・ 板紙を

事例にその生産技術 ・ 代替技術の対策効果に関する シナ

リ オ分析を行った。 また、 地球温暖化対策技術の普及に

と って重要な金属を同定する ための枠組みについて検討

する と と も に、 これをい く つかの技術に適用し、 重要な

金属の同定を試みた。 さ ら に、 アジア各国におけ る将来

の資源需要について検討する ための基礎資料 と し て、 世

界各国における鉄、 銅、 アル ミ 、 セ メ ン ト 消費量の歴年

データの整備を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： みずほ情報総合研究所、 東京大学、 名古

屋大学

7） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際 ・ 国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター） ， 久保田

泉， 森田香菜子
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 アジアにおいて低炭素社会を確立 し てい く た

めの中長期的国際 ・ 国内制度のあ り 方を提示し、 その実

現のための具体的政策オプシ ョ ンを提案する ため、 政治

学、 国際関係学、 行政学および分野横断型の政策研究手

法によ り 、 グ ローバルな制度及び政策、 アジア域内の制

度及び政策、 資金にかかる制度及び政策、 技術にかかる

制度及び政策を検討する。

〔内容および成果〕

　 アジア地域で実質的に低炭素技術が普及する ための方

策について検討し た。 多国間条約であ る気候変動枠組条

約の下では衡平性が求められる ため、 衡平性に も と づ く

負担配分の議論を継続し た。 それ と 並行し て、 多国間条

約の外では経済のグ ローバ リ ゼーシ ョ ンによ り 民間の製

品が取引されている現状をふまえ、 民間ア ク ターの活動

によ り 低炭素技術が進展する ための方策案を検討し た。

〔備考〕

代表者 ： 蟹江憲史 （東京工業大学）

8） 　 土木事業での木材活用による温暖化防止対策への貢

献

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 1010KZ001

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 加用千裕

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 土木 ・ 森林 ・ 木材 ・ 環境分野の学際横断的研究

によ り 、 地中や港湾での利用を含めた土木事業における

木材の利用技術、 および、 森林 ・ 木材分野か ら の木材供

給関連技術の開発によ り 木材の利用拡大を図 り 、 二酸化

炭素削減に貢献す る。 こ れに よ り 二酸化炭素排出側に

あった土木事業か ら、 排出削減に寄与する環境貢献度の

高い持続可能な土木事業の実現を目指す。

〔内容および成果〕

　 土木事業において、 地盤の液状化対策への木材利用に

着目し、 丸太を地中に打設する木杭 (LP) 工法の温室効果

ガス (GHG) 排出削減効果を評価するために、 砂杭を利用

するサン ド コ ンパク シ ョ ンパイル (SCP) 工法やセ メ ン ト

固化によ る深層混合処理 (CDM) 工法の GHG 排出量 と の

比較を行った。 LP 工法については、 木材の GHG 収支に

影響する森林管理や廃棄物管理の方法に複数のシナ リ オ

を想定し評価を行った。 各工法におけ る化石燃料等消費

由来の GHG 排出量を評価し た結果、 LP 工法と SCP 工法

はほぼ同等の排出量であったが、 CDM 工法は LP 工法の

約 7 倍の排出量と なる こ と が分かった。木材の GHG 収支

を評価し た結果、 地中に埋め込んだ木材中の炭素の CH4

化率が 3.3％未満であれば、丸太を地中に永久固定する方

が最終的に廃棄し燃料と し て利用する よ り も GHG排出削

減効果が大きい こ と が分かった。 持続的な森林管理、 地

中の丸太の永久固定、 CH4 発生の抑制、 林地残材の燃料

利用によ る石炭代替を前提とすれば、 CDM 工法を LP 工

法と代替する こ と によ り 、地盤改良面積 100m2 当た り 121

t-CO2 の GHG 排出削減効果が得られる こ と が明ら かに

なった。

〔備考〕

早稲田大学 濱田政則 （研究代表者）、 東京農工大学 石川

芳治、 港湾空港技術研究所 山田昌郎、 飛島建設 沼田淳

紀、 福岡大学 渡辺浩、 間組 今井久、 森林総合研究所 外

崎真理雄

9） 　 温暖化防止の持続的国際枠組み

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD002

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 温暖化防止のための制度と し て、 特に京都議定

書で目標の決ま っていない 2013 年以降について、どのよ

う な制度を構築 し てい く か を検討す る こ と が必要であ

る。 また、 温暖化防止は長期にわたって、 国際的に取 り

組む課題であ る。 本研究では、 持続的に温室効果ガスの

排出 と 吸収を国際的に管理する枠組みを提案する こ と を

目的 と する。 研究分担担当者は特に森林等吸収源を対象

と し た研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 COP15 以降の森林等吸収源に関わる議論を整理する と

と も に、 森林等吸収源の取 り 扱いに関する原則について

詳細な分析を行った。 また、 途上国の森林減少に伴 う 炭

素排出の抑制に関する制度の う ち、GHG 推計の方法論の

課題について検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 新澤秀則 （兵庫県立大学経済学部）

10） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域） ， 亀

山康子， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 アジア太平洋地域は気候変動に対 し て最 も 脆
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弱な地域の一つであ り 、 今世紀中に急速な人口増加 と 経

済開発が進む結果、 気候変動に対する脆弱性は一層増大

かつ複雑化する と 懸念される。 また、 政策立案 ・ 実行面

で も、 適応策の効果を評価する実践的方法の確立が強 く

望まれている。 以上の国際的背景をふまえて、 本研究で

は、 (1) 国際的な適応政策の現状の把握、 (2) 気候変動に

対する脆弱性 ・ 影響 ・ 適応効果評価指標の開発、 (3) その

検証のためにアジアの ２ つのデルタ ( メ コ ン、 ガンジス )

における ケース ス タデ ィ の実施、 (4) 研究 ・ 教育 ・ 政策検

討の国際的ネ ッ ト ワーク に向けた発信を目指す。

〔内容および成果〕

　 次期枠組み交渉におけ る適応関連の交渉経緯、 主要先

進国及びアジアの最後発発展途上国 （LDC） の適応計画

の内容につき、 課題を明らかにする こ と を目的と し た。

　 主な成果は、 以下の ２ 点であ る。 (1) 適応関連事項の主

要国のポジシ ョ ン と カン ク ン合意の内容 と を比較し た結

果、 争点のほ と んどで途上国の主張が通っ てい る こ と、

制度の詳細部分は今後の交渉に委ねられている こ と が明

ら かになった。 (2) アジアの LDC の国家適応行動計画

（NAPA） の比較分析の結果、 優先プロ ジェ ク ト のみの費

用を合計し て も LDC 基金の規模を大幅に上回る こ と、計

画の詳細さに国によ って相当な差がみられる こ と、 プロ

ジ ェ ク ト 費用の算定方法や優先プロ ジェ ク ト の抽出方法

に共通性が見られない こ と等が課題 と し て浮かび上がっ

た。

〔備考〕

地球温暖化研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(1)-5-1. 　 過去の気候変化シグナルの検出と その要因推定

〔区分名〕 プロ グ ラ ム リ ーダー調整費

〔研究課題コー ド〕 0610AJ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域），永島達也，塩

竈秀夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 気候モデルに よ る地球温暖化予測の信頼性を

向上させる ためには、 現在の平均的な気候状態を現実的

に再現するだけでな く 、 過去の気候変化について も尤も

ら し く 再現する こ と が重要 と な る。 また、 再現された気

候変化が、 気候の内部変動に起因するのではな く 、 温室

効果気体の増加などの外的な気候変動要因に起因する こ

と を統計的に有意に示すこ と は、 地球温暖化研究を支え

る意味で も大変重要であ る。 こ のよ う な観点から、 本研

究課題では、 十年以上の時間ス ケールを持つ長期気候変

化の メ カニズム解明に資する ために、 様々な気候変動要

因を考慮し た複数の20世紀気候再現実験結果 と長期観測

データ と を比較解析する こ と によ り 、 観測された長期気

候変化シグナルを検出し その要因を推定する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 近年の温暖化傾向が人為起源の気候変動要因に起因す

る こ と の、 よ り 確度の高い情報を提供すべ く 、 観測され

た長期気候変化の原因を推定する と と も に、 自然起源の

気候変動要因に起因する気候変化の不確実性の幅を定量

的に評価する。 本年度も、 既存の気候モデルシ ミ ュ レー

シ ョ ン結果 と 長期観測データ と を比較 ・ 解析する総合的

な長期気候変化シグナルの検出 と 要因推定に関する研究

を継続し て実施し た。 20 世紀に熱帯アフ リ カ域で観測さ

れた陸域降水量の有意な減少傾向についての解析を継続

し、 南半球夏季におけ る熱帯アフ リ カ域での降水量減少

については、 森林火災などによ り 大気中のブ ラ ッ ク カー

ボンエア ロ ゾル濃度が増加し、 局所的な大気循環を変え

た こ と が主たる要因であ る こ と が分かった。 また、 20 世

紀後半におけ る緯度帯別の陸域降水量変化に関し て、 さ

まざまな条件下での20世紀気候再現実験結果を大気中の

水蒸気収支式に基づいて解析し、 熱帯域での陸域降水量

減少には人為起源のエア ロ ゾル増加や温暖化に伴 う 鉛直

循環の変化が、 北半球高緯度域での陸域降水量増加には

水平移流や地表面熱バラ ン スの変化が、 それぞれ大き く

影響し ている こ と を明ら かにし た。 さ らに、 複数の気候

モデルによ る 20 世紀気候再現実験結果を解析し、大規模

火山噴火に対する気候応答の相違について調べた結果、

大気中CO2濃度の経年変化を濃度データで与えた場合 と、

排出量データか ら内部で予報し た場合 と で、 ピナツボ火

山噴火に対する気候応答に違いのあ る可能性が高い こ と

が示唆された。

〔備考〕

〔関連課題〕

1010AF002 　 気候 フ ィ ー ド バ ッ ク の相関関係につい て

32p.

【関連課題】

1） 　 気候フ ィ ー ドバッ クの相関関係について

〔研究課題コー ド〕 1010AF002

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

(1)-5-2. 　 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE004

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），松永恒雄
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〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動に対する脆弱性が極めて高い と 考え

られる太平洋の島嶼国を対象 と し て、 リ モー ト センシン

グデータ を活用し た地形及び土地利用のマ ッ ピ ング と と

も に、 全球規模で州島の形成維持に関わる要因の収集及

び解析を行い、地形の形成維持プロセス を明らかにする。

それに基づいて、 現在及び将来の環境変動 と 経済システ

ムの変化によ る応答を予測し、 持続可能な維持のための

方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 水収支、 地形変化を統合し、 適応策の立案

を行った。 ツバルにおいては、 要因において特に重要な

ものが、グ ローバルな要因であ る海面上昇 と降水量変動、

ローカルな要因であ る人口増加に と も な う 土地利用変化

と 汚染にあ る こ と が示された。 海浜植生の回復によ る海

岸保護、 ゾーニングによ る保護区域の設定 と と も に、 汚

染の低減やサンゴ ・ 有孔虫の増殖によ って生態系を積極

的に回復させて砂生産を増大させる こ と、 養浜を行 う こ

と、 タ ロ イモ畑におけ る淡水保水力のあ る土壌を導入す

る こ と、 環礁間や島外のネ ッ ト ワーク を促進する運輸手

段の増強を行 う こ と などが具体的な対策 と し て考え られ

た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BA009 　 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化 と 水

資源変化に対する適応策に関する研究 38p.

0812KB001 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学

的維持に関する研究 38p.

1012MA001 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保

全モデル活動の展開 と 普及 『久米島応援プ ロ ジ ェ ク ト 』

41p.

【関連課題】

1） 　 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変化

に対する適応策に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA009

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環礁上に成立する小島嶼国に対し、 地形 と水資

源に基づいて農業生産 と 人間居住に関する環境収容力を

評価し、 地球温暖化に と も な う 海面上昇 と 降水量変動の

両方の影響を予測し て、 自然 ・ 社会両方の面か ら具体的

な適応策を提示する。 地形変化プロ セスモデルによ る地

形変化予測、 水収支 ・ 地下水流動モデルによ る水資源変

化予測を行い、環境収容力の変化を予測する こ と によ り 、

各州島の脆弱性の評価を行 う 。 その結果に基づいて、 州

島の特性に基づいた具体的な適応策を提示する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 適応策について と り ま と めた。 環境変動に

対する適応においては、 グ ローバル （地球温暖化） な影

響の低減、 ローカル （人口増加） な影響の低減に加え、

未利用資源の開拓 （水タ ン ク設置や養浜など） が重要で

あ る と 考え られる。 第二次世界大戦以降の人口の急激な

増加と、 1950 年以降の温暖化傾向は、 すでに現在におい

て、 水タ ン ク に代表される よ う に環境変動への適応が始

ま っている と 考え る こ と ができ る。 社会面での適応も考

えるべき要素であ る。環礁においては、親族間の社会ネ ッ

ト ワーク に基づいた環礁間や海外を含めた島外への人々

の移動が活発であ る。 こ う し た社会ネ ッ ト ワーク を増強

し、 州島の未利用資源を買いた く する こ と も適応策 と し

て機能する こ と が考え られる。

〔備考〕

2） 　 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に

関する研究

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ツバル国は標高 １ ～ ３ ｍ と低平で、 今世紀の

海面上昇によ る水没の危機にあ る。 一方で、 急増する人

為圧力によ ってサンゴ礁生態系の劣化が進み、 国土の堆

積物を作るサンゴや有孔虫の生産量が著し く 減少し てい

る可能性が高い。 本研究の目的は、 ツバル国フナフチ環

礁において、 サンゴ と 有孔虫が作る砂の生産－運搬－堆

積過程 と、 生態系劣化に伴 う 減少を評価し て、 生態系の

保全 ・ 復元を通じ て将来の気候変動に対し て復元力の大

き な島を再生する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 海岸環境の継続的なモニ タ リ ン グのため、

定点カ メ ラの検討を行った。 ツバルへの設置サイ ト を検

討する と と も に、 国内で実験を進め、 観測に最適な条件

を明ら かにし た。 また、 ツバル側のカ ウ ン ターパー ト に

対し て、 画像解析や定点カ メ ラ の操作方法など、 技術移

転を開始し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根創 （東京大学） 相手国 ： ツバル共和国
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3） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル

活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔研究課題コー ド〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 浪崎直

子， 石原光則， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(1)-5-3. 　 温暖化に対するサン ゴ礁の変化の検出 と モニ

タ リ ング

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 サンゴ礁では、 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され、 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り 、 温暖化 と と も に、

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明 ら かにする ため、

現地観測データや航空機、 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた、 サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い、 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 衛星画像を用いたサンゴ礁分類に関し て、 コ ス ト （画

像価格） と ベネフ ィ ッ ト （分類精度、 検出精度） を と り

ま と め、 衛星利用のガ イ ド ラ イ ンを示し た。 また、 衛星

画像等を用いたサンゴ分布変化に関するデータベース を

と り ま と め、 熱帯 ・ 亜熱帯域では白化等によ り サンゴ被

度が減少し ているのに対し、 温帯域では近年の水温上昇

によ ってサンゴ分布が北上し ている こ と を示し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810AH003 　 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス

ト レ スの影響評価 39p.

0812CD007 　 ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化 39p.

0812CD008 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略 40p.

0812CD009 　 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 40p.

0911LA002 　 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サン ゴ骨

格を用いた環境変動解析 40p.

1012MA001 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保

全モデル活動の展開 と 普及 『久米島応援プ ロ ジ ェ ク ト 』

41p.

1014CD001 　 造礁性イ シサン ゴ類の分子系統および化石

と現世の形態多様性に基づ く 分類体系の再構築 41p.

【関連課題】

1） 　 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス ト レスの

影響評価

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810AH003

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、 現在、 地球規模のス ト レ ス （海水

温上昇な ど） と、 地域規模の ス ト レ ス （赤土流入な ど）

によ り 急激に衰退し ている こ と が指摘されている。 琉球

列島においてはサンゴ礁が陸に隣接し ている ため、 そ こ

に分布するサンゴ礁は、 地球規模 と 地域規模両方のス ト

レ ス を受けている と 考え られる。 沖縄県のサンゴ礁を対

象 と し て、 サンゴ分布 と 水温や土地利用、 赤土流出等そ

の周辺環境の把握 と、 それら の長期変化に基づいて、 サ

ンゴ礁に対する地球規模 と 地域規模のス ト レ スの複合影

響の実態を明らかにし、 評価する。

〔内容および成果〕

　 沖縄県久米島島尻湾において堆積物調査を行い、 赤土

条例以前に採取された堆積物と比較し た。その結果、1980

年代の土地改良事業によ って大量の赤土が流出し、 堆積

物に混入し ていたが、 1995 年の赤土条例後は、 赤土の混

入割合が低下し た こ と が明らかになった。

〔備考〕

沖縄県衛生環境研究所と の共同研究

2） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、地球規模 （温暖化によ る水温上昇、

海洋酸性化等） と 地域規模 （陸源負荷等） 両方のス ト レ

スによ って近年急速に衰退し ている こ と が指摘されてい

るが、 現地の情報は断片的で定量性に欠けている。 地球

温暖化、 人間居住史、 都市化や農林畜産業の構造変化に

伴 う 変化に着目し、客観的なデータ （空中写真、衛星デー

タ、 地図、 報告書データ、 サンゴ年輪解析データ） に基

づいて過去 100 年間のス ト レ ス要因 と サンゴ礁の歴史的

変化を統一的に解析し、 ス ト レ スの増加 と サンゴ礁の衰

退を検証する。

〔内容および成果〕
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　 衛星画像によ って土地利用をマ ッ ピ ングする手法を開

発し、 過去 60 年間の土地利用変化を、 空中写真 と衛星画

像から明らかにし た。その結果、土地改良事業に と も なっ

て農地の変化が起こ り 、 赤土流出が増加し た可能性があ

る こ と が明ら かになった。 また、 河口域付近か らサンゴ

のコ アを掘削し、 分析を開始し た。

〔備考〕

3） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サン ゴ礁に関し て、 1） 学際的な研究の連携を

進め、 ２ ） フ ィ ール ド支援体制を整備し、 ３ ） 学術的な成

果を社会に適用し、 ４ ） そのための人材を育成する。 計

画研究間の連携や共同研究、 成果の相互利用を促進し、

共同で研究を進める ためのフ ィ ール ド 拠点の支援体制を

整備する。 学術成果を実際の現場に適用する ために、 総

括班をハブ と し て、 日本サン ゴ礁学会の活動を通じ て、

実際のサンゴ礁の再生を進める と と も に、 政府、 地方行

政機関、 NPO、 民間、 国際機関など様々なセ ク ター と 協

力し て、 サンゴ礁 と 人 と の共生 ・ 共存の技術的 ・ 社会的

枠組みを作る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 １ ） に関 し て数度の総括班会合を開催し、

研究グループ間の連携を強化し た。 ２ ）に関し ては、WWF

し ら ほサン ゴ村 と の連携を強化 し、 研究成果の発表を

行った。 ３ ） に関し ては、 サマース クールを開催し て、大

学生や大学院生へのサンゴ礁研究の普及啓発を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根 　 創 （東京大学）

4） 　 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD009

〔担当者〕 ○杉原薫 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、 温暖化によ る白化、 CO2 濃度上昇

に伴 う 酸性化によ る石灰化抑制、海面上昇によ る水没 と、

地球温暖化シナ リ オの全要因によ って重大な影響を受け

る。 各要因に対するサンゴ礁の応答は単純ではな く 、 し

か も相互に関係し合っている。 さ らに、 こ う し たス ト レ

スにサンゴ礁が適応する可能性も示唆されている。 本研

究目的は、 すでに現れた温暖化、 酸性化、 海面上昇の影

響を、 サン ゴ群集やサン ゴ礁生態系ス ケールで検出し、

温暖化に対するサンゴ礁応答を評価する こ と であ る。 そ

のために、 現在および過去の環境要因の変化に対する群

集変化を野外において明ら かにする と と も に、 飼育実験

によ って応答過程を明ら かにし て、 地球温暖化の様々な

シナ リ オに対するサンゴ礁の非線形応答を評価 ・ 予測す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 沖縄県石垣島白保の礁原上に、 海岸か ら沖

に向かって長さ 850ｍ の基線を設置し、さ らに基線に沿っ

て 10ｍ おきに １ m2 の方形区を設置し、 造礁サンゴ、 海

草 と ソ フ ト コーラルの定量分布調査を行った。 同地点で

は、 1998 年 7 月 （世界的な造礁サンゴの大規模白化が起

こ る直前） に も同様の調査が行われている。 次に、 これ

らの調査結果を比較し、 こ の 12 年間での造礁サンゴ群集

の種構成 と 優占種の変化な らびに造礁サンゴ ・ 海草 ・ ソ

フ ト コ ー ラ ルの分布範囲 と それ ら の被度変化を解析 し

た。

　 浅礁湖内での １ m2 あた り の造礁サンゴの平均生息種数

は、 1998 年に 3.0 種だったのが 2010 年には 1.6 種へ、 平

均被度は 11.9％から 3.1％へと変化し た。 これらの大幅な

減少には、 特に礁原内側での枝状 ミ ド リ イ シ ・ コモンサ

ンゴ群集の減少が関与し ている。一方、海草 と ソ フ ト コー

ラルの平均被度は、 5.5％から 7.1％へ、 0.8％から 1.3％へ

と それぞれ増加し ていた。 特に、 海草は浅礁湖岸側の砂

礫底で、 ソ フ ト コーラルは沖合側の造礁サンゴから な る

パッ チ上での増加が目立った。 こ の こ と は、 海草がその

分布域を本来の生息環境で拡大させてお り 、 ソ フ ト コー

ラルは本来造礁サンゴが多 く 見られた環境下で増加し て

いる こ と を示唆する。

〔備考〕

5） 　 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用い

た環境変動解析

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現生お よび化石キ ク メ イ シ科のサン ゴ を用い

て、 千年～百年の時間ス ケールで韓国～対馬海峡地域の

環境変動を広域 ・ 高精度かつ高時間分解能で復元する。

韓国 ・ 日本両方か ら古環境の専門家が新たに共同研究に

参加し、 得られた結果を既存の鍾乳石や深海底コ アの記

録 と 比較 ・ 統合する。 さ ら に、 現在までにキ ク メ イ シの

サンプルを得た地域 （長崎県、 鹿児島県） に加え、 韓国
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でのキ ク メ イ シの探索 と 採取を共同で継続し て行い、 日

本～韓国にかけての対馬暖流域全域におけ る環境変動の

復元を目指す。

〔内容および成果〕

　 取得し たキ ク メ イ シ年輪の分析を進め、 現在のキ ク メ

イ シに明瞭な季節変動が記録されてお り 、 水温変動 と 対

応し ている こ と が明ら か と なった。 また、 化石キ ク メ イ

シに も同様の季節変動が観察され、 古環境変動の記録者

と し てキ ク メ イ シが有効であ る こ と が示された。 こ う し

た結果を韓国でワーク シ ョ ッ プを開催し て共有し た。

〔備考〕

韓国側共同研究者 ： Kiseong Hyeong （韓国海洋研究院）

6） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル

活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 浪崎直

子， 石原光則， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 南西諸島は、 世界的に見ても 貴重な自然環境が

今も 残る 場所であり 、世界自然遺産の候補地に選定さ れて

いる が、外来種対策や保護区設定が十分でないこ と などか

ら 遺産登録には至っていない。ま た、サンゴ礁域の大規模

埋め立てや林道敷設等の計画・ 実施も 、保全対開発と いう

対立図式を深化さ せている 。 一方、 南西諸島の各地では、

自然観察、環境教育、環境保全を目的と し た地域団体が数

多く 存在し ている が、 人材・ 資金・ 情報の不足等の問題で

その活動は必ずし も 持続的と はいえず、地域住民、地域団

体、 研究者、 NGO、 行政等の連携、 協働の重要性、 可能

性が高ま っている 。自然資源の保全と 利用を効果的・ 持続

的に進める 地域モデルを沖縄県久米島において構築、普及

さ せ、 南西諸島の生物多様性を保全する 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 人工衛星画像 と 沖縄県データによ る土地利

用調査、 濁度計 と 水位計設置によ る赤土流出の観測、 そ

れらに基づ く 流出モデルの構築、 さ ら に土地利用の変化

を引き起こ し た社会条件の調査を行った。 その結果、 対

策が必要な農地が明らかにな り 、その結果を基に、グ リ ー

ンベル ト 設置の対策が取られた。 また、 社会条件の調査

においては、 減反政策によ って、 稲作か ら サ ト ウ キビ畑

への転換が 1960 年代から起こ って き た こ と が明ら かに

なった。 こ う し た成果を、 連続講座等を開催し て久米島

町役場と島民に普及し た。

〔備考〕

代表 ： 安村茂樹 （WWF ジャパン）

7） 　 造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の

形態多様性に基づ く 分類体系の再構築

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1014CD001

〔担当者〕 ○杉原薫 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 造礁サンゴの分類は、 これまで骨格の形態的特

徴の違いに基づいて行われて き た。 しかし、 その形質の

少な さ と 著しい種内変異や可塑性などか ら定量化が難し

く 、 定性的な議論に基づ く 曖昧な記載の も と でそれらの

分類学的研究が長年続け られて き た。 近年は、 主に生時

の特徴を重視し た造礁サンゴの図鑑やフ ィ ール ド ガ イ ド

などが普及し、 これら の出版物に認め られる分類学的問

題点が、 学名の安定性を も揺るがすよ う になって きた。

　 本研究では、 日本のサンゴ礁域か ら非サンゴ礁域 （高

緯度域）にかけて分布する現世の造礁性イ シサンゴ類（以

下、 サンゴ） と それら の化石を用いる こ と で、 過去か ら

の形態変化や分布の変遷、 さ ら に固有種の存在を明ら か

にし、 従来これら の分類体系で最も有効 と 考え られてい

た骨格の形態的特徴を再検討する こ と で、 近年行われて

いる分子系統解析結果 と 調和的な骨格形質の発見 と、 現

在混乱し ているサンゴの分類体系の再構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 造礁サンゴの分類学的研究のレ ビ ューを主

に行い、 それらの研究の問題点 と 今後取 り 組むべき課題

についての検討を行った。

　 造礁サンゴは、 少ない形質の定性的で曖昧な記載のみ

で分類されて き た。 よ って、 多 く の分類群、 特に近縁種

間の正確な同定や分類が、 分類学者ですら困難な状況に

あった。 こ の状況を改善する ためには、 これまで近縁種

間での分類基準 と されて き た形質の定量化を試み、 その

値に統計学的に有為な差がみられるかど う かを まず再検

討する必要があ る。

　 造礁サンゴの分子系統解析の発展は、 従来の骨格形態

に基づ く 分類方法を大幅に見直す機会を与えて く れた。

今後、 造礁サンゴの分類体系は、 分子系統に調和的な骨

格形態を分類形質 と し て再構築されるのが最も理想的か

も しれない。 そのためには、 肉眼だけでな く 電子顕微鏡

を用いた骨格形態の精査や、 骨格薄片の実体顕微鏡観察

によ る骨格の内部構造の観察などが有効であ る。 分子系

統解析については、 解析前の対象種の誤同定や解析に用

いる遺伝子マーカーの性質で解析結果が全 く 異な る場合

があ るので注意が必要であ る。 また、 骨格形態 と 分子系
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統の両方で違いが認め られなかった近縁種同士について

は、 分類学的に今後どのよ う に扱ってい く のかを議論す

る必要があ るだろ う 。

〔備考〕

(1)-5-4. 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価 ・ 適応政

策に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1014BA001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森有子， 日引聡，

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 日本全国を対象 と し て、 複数の異なる気候安定

化レベルや適応政策に応じ た影響量及び適応策の効果を

評価する ための統合評価モデルを開発 ・ 改良する。 また、

S-8-1(2)-(9) な らび S-8-2 と連帯し て、都道府県や市町村レ

ベルで利用可能な温暖化影響の簡易推計ツールを開発す

る。 さ ら に、 各テーマが比較 ・ 総合化が可能な形で温暖

化影響及び適応策効果の評価を実施でき る よ う に、気候・

社会経済シナ リ オに関する手法整理 ・ 開発を支援する。

〔内容および成果〕

・ 統合評価モデルに、 テーマ 1(2)-(9) で開発される影響 ・

適応策評価モデルを用いて作成される影響関数を実装す

る準備を行った。 また、 テーマ 1(2)-(9) ・ ２ と連携し て自

治体レベルで利用可能な温暖化影響の簡易推計ツールの

構造を検討し た。

・ 気候シナ リ オ開発手法について、 既存手法の整理 ・ 評

価を実施し、S-8 が対象 とする多様な空間スケールでの影

響評価研究に適し た手法を提案し た。 また、 影響 ・ 適応

策評価モデルに必要な社会経済シナ リ オを準備する ため

に、日本を対象 と し た既発表の社会経済シナ リ オを収集・

整理し た。   

〔備考〕

〔関連課題〕

0911ZZ001 　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価

の検討 31p.

1012BA003 　 アジア太平洋地域におけ る脆弱性及び適応

効果評価指標に関する研究 36p.

【関連課題】

1） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

2） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価

指標に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域） ， 亀

山康子， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(1)-5-5. 　 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明

と温暖化影響の実験的評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG006

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域），瀬山春彦，向

井人史， 梁乃申， 高橋善幸， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 核実験起源放射性炭素同位体を ト レーサーに

用いて、 土壌有機炭素の分解速度を表す滞留時間を計測

する こ と によ り 、 黒ボ ク土を初め と する日本特有の土壌

におけ る炭素蓄積機構を解明する。 加えて、 土壌培養実

験を行い、 分解速度の異な る炭素プールご と に温度変化

に対する分解特性を求め、 温暖化によ る土壌炭素蓄積の

変化を予測する ための基礎データ を取得し、 温暖化の下

での炭素貯留の持続性について検討する。

〔内容および成果〕

　 温暖化によ って分解が促進される有機炭素の量 と と も

にその起源を調べる ために、 室内での培養し た土壌か ら

放出する CO2の14C測定を行 う システムの開発をおこ なっ

た。 こ のシス テム を用いて採取し たガス中か ら 14C を測

定可能な量の炭素 （CO2） を回収し、 現在 14C 分析を進め

ている。 培養実験の結果 と 野外での結果を比較する ため

に、 野外温暖化実験サイ ト において土壌ガスおよび土壌

呼吸 CO2 の採取を行った。 採気管付近の少ない土壌空壁

か ら ガス を真空ボ ト ルに採取する ための自動採取システ

ムの開発を行い、 非常にゆっ く り （～ 10cc/min） と ガス

を採取する こ と が可能と なった。 このシステムを使用し、

対照区に対し て表層 ５ cm の温度を ２ ℃上昇させた加温

区と、 対照区での土壌ガス採取を実施し、 14C 分析を進め

ている。

〔備考〕

地球温暖化研究プログラムにおけるその他の活動

(1)-6-1. 　 地球環境モニ タ リ ングの実施

1) 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費
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〔研究課題コー ド〕 0810AC002

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 遠嶋康徳， 横内陽子，

谷本浩志， 荒巻能史， 山岸洋明， 斉藤拓也， 杉

田考史， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0610AE005 　 温暖化に対するサン ゴ礁の変化の検出 と モ

ニタ リ ング 39p.

0711BB571 　 アジア ・ オセアニア域におけ る微量温室効

果ガスの多成分長期観測 20p.

0810BB001 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進 と太

平洋域の変動解析 21p.

0910AE003 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ス テーシ ョ ンで

観測される O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ ク スケー

ル変動に関する研究 22p.

1012AC001 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業

務 219p.

1014JA001 　 水産分野におけ る 温暖化緩和技術の開発

26p.

【関連課題】

1） 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出と モニタ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良

英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

3） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋， Maciej Telszewski

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

4） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

5） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔研究課題コー ド〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

6） 　 水産分野における温暖化緩和技術の開発

〔研究課題コー ド〕 1014JA001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

2) 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC933

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 上野隆平， 高村典子， 冨岡

典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 井手玲子， 小川安

紀子， 高橋厚裕， 小松一弘， 越川昌美， 中川惠，

野原精一， 武内章記

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-2. 　 地球温暖化に係る地球環境データ ベースの整備

1） 　 地球環境データベースの整備

〔研究課題コー ド〕 0810AC001

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 三枝信

子， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡達也， 江守

正多，高橋潔，山形与志樹，森口祐一，Alexandrov

A. Georgii， 曾継業， 開和生， 哈斯巴干， 南齋規

介， 橋本征二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

2） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基

盤整備

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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(1)-6-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用

〔区分名〕 GOSAT 関係経費

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○渡辺宏 （地球環境研究セン ター）， 横田達也，

河添史絵， 松永恒雄， 開和生， 山野博哉， 吉田

幸生， 菊地信行， Shamil Maksyutov， 横田康弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0810BY001 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） デー

タ検証業務 27p.

【関連課題】

1） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也，宮本祐樹，菊地信行，田中智章，井上誠

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

(1)-6-4. 　 地球環境研究の総合化 ・ 支援

1） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔研究課題コー ド〕 0610BY571 　 　

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， ホ ワ イ

ト 雅子， 酒井広平， 早渕百合子， 田辺清人， 小

野貴子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エルザ， 伊

藤洋， 玉井暁大， 平井圭三， 大佐古晃

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コー ド〕 0610BY573

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 会田久

仁子， 伊藤玲子， 藤谷徳之助

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔研究課題コー ド〕 0712BA278

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal， Poruschi Lavinia

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○風間千尋 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ２ 　 循環型社会研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP002

〔代表者〕 ○森口祐一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 目的 ： 廃棄物の処理処分や資源の循環的利用が

適切な管理手法の も と で国民の安全、 安心への要求に応

え る形で行われる こ と を担保し ながら、 科学技術立国を

支え る資源循環技術システムの開発 と、 国際社会 と 調和

し た 3R （ リ デュース （発生抑制）、 リ ユース （再使用）、

リ サイ クル （再生利用）） 推進を支え る政策手段の提案に

よ って、 循環型社会の近未来の具体的な姿を提示し、 そ

こへの移行を支援する。

目標 ： 我が国のみに と ど ま らず、 国際的にも重要な課題

であ る循環型社会の実現に向け、 資源採取、 生産、 流通、

消費、 廃棄等の社会経済活動の全段階を通じ て、 資源や

エネルギーの利用の面でよ り 一層の効率化を図 り 、 健全

な物質循環をでき る限 り 確保する こ と によ って、 環境へ

の負荷を少な く し、 循環を基調 と する社会経済シス テム

を実現する ための知見を提供する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中核研究プロ ジェ ク ト

　 「近未来の資源循環システム と政策・マネジ メ ン ト 手法

の設計 ・ 評価 （中核 PJ １ ）」 では、 これまでに検討し て

き たモデル、 シナ リ オの妥当性を検討する ため、 食品、

容器包装、 耐久消費財、 耐久財の分野ご と に ５ 名程度の

専門家を招聘し ての ヒ ア リ ング会を実施し た。 ヒ ア リ ン

グの結果を も と にモデル及びシナ リ オの改善を行い、 近

未来の対策パッ ケージ と し ての ２ つのシナ リ オを提示し

た。 以上の改善によ って、 循環利用技術のデータ整備を

完了させる と と も に、 技術システムの観点か らのシナ リ

オの妥当性を向上させた。 また、 各分野での対策や自治

体の施策を 1)各シナ リ オに向か う ための対策と  2)各シナ

リ オにおいて講じ なければな ら ない対策などに区別し な

がら、 その背後にあ る基本的考え方をふまえて、 概念等

を整理し た。 さ ら に、 デポジ ッ ト 制度、 資源回収ポ イ ン

ト 制度については、 その検討結果を研究所の R シ リ ーズ

報告書 と し て刊行し た。 本年度には循環型社会の中長期

グ ラ ン ド デザイ ンの検討等が始ま ってお り 、 構築し たモ

デルを用いての分析や提示し た対策パ ッ ケージ等が今後

の検討に役立つもの と考え られる。

　 「資源性・有害性を もつ物質の循環管理方策の立案 と評

価 （中核 PJ ２ ）」 では、 プラ スチッ ク リ サイ クル ・ 廃棄

過程におけ る化学物質管理方策の検討 と し て、 繊維製品

を対象に使用時挙動実験を実施し、 曝露 ・ リ ス ク評価を

行 う 上で重要なパラ メ ータ を得た。 プ ラ スチ ッ ク リ サイ
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クルで再生材料の品質管理上、 問題 と なっている課題解

決へ向けた取 り 組みを実施し た。 プ ラ スチ ッ ク リ サイ ク

ル実施設における VOC挙動解析に活用すべ く 室内実験に

よ り 圧縮過程での VOC 排出原単位を算定し た。

　 また、 基板等の複合素材に含まれる金属分析のための

試料分解方法を詳細に検討し た。 自治体におけ る電気 ・

電子製品含有物質のフ ローを推計し た。使用済み電気･電

子製品の収集･処理方法をアンケー ト によ り 調査し、国内

の処理フ ローの実態を と り ま と めた。 熱力学解析に基づ

いて、 乾式製錬 ・ 再溶解プロセス及び焼却灰の溶融プロ

セスにおけ る元素の分配挙動の解析を実施し た。 これま

でに開発し た再生製品の環境安全品質管理手法を各種再

生製品へ適用し、 これら の環境影響に関するデータ を蓄

積し た。循環資材の環境安全品質評価と管理に関する 「基

本的考え方」 を と り ま と めた。

　 物質管理方策に関し ては、 前年度までに整備し た約 40

法制度の物質管理規定を レ ビ ューを継続実施し た。 その

上で、 物質管理の目的や保護すべき対象の変遷、 さ ら に

基本管理方策の変遷を整理し、 過去か ら現在までの物質

管理方策を展望し、 今後の物質管理方策に求められる方

向性を考察し た。

　 「資源循環・廃棄物ラ イ フサイ クルにおける Win-Win 型

資源循環技術システムの開発と評価 （中核 PJ ３ ）」 の う

ち、 要素技術研究に関し ては、 熱分解ガス化、 水素およ

び メ タ ン発酵プロセスに関する技術的因子は前年度まで

にほぼ明らかにし た こ と から、 ガス化 - 改質においては

副成する タール分等の発生特性 と その制御、 発酵におい

ては排出される高濃度の残液 （脱離液） の高度処理等シ

ステム全体での環境負荷の低減に実験研究 と し て注力し

た。 その結果、 次段階の技術開発に生かせる技術要素す

なわち有効な触媒や充填材等のもつ効果を明ら かにする

こ と で成果を得た。 一方、 要素技術の確立を踏ま えて、

実用化において重要なパラ メ ータ を加味し た成立要件等

を明確にする ため、 システム イ ンテグ レーシ ョ ンに係る

シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し た。

　 また、 上記開発 ３ 要素技術を導入し た統合システムを

提案 し、 企業への聞取調査等を通 じ て技術や コ ス ト の

データ を収集 ・ 整理し た。 また、 関東圏の都県を各種バ

イ オマス発生比率で類型化し、 プロ セス シ ミ ュ レーター

を活用し て各類型に対応する統合システムを設計 ・ 評価

する こ と によ って、 地域循環圏の適合性を確認し た。

　 「国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と 技術

システムの構築 （中核 PJ ４ ）」 では、国際共同研究によ っ

てアジア各国内における E-waste の リ ユース ・ リ サイ ク

ルの実態を調査 し、 類型化を試みた結果、 各国の イ ン

フ ォーマル リ サイ クル現場をはじめ と する リ サイ クル技

術の概要や特徴を把握し、 金属回収や有害物質汚染の状

況及び対策を検討する情報を入手でき た。 また、 ベ ト ナ

ム、 フ ィ リ ピ ン及びイ ン ド ネシアの複数の リ サイ クル現

場において、 作業環境や人の健康試料を採取 ・ 分析し、

POPs や重金属によ る汚染、貴金属回収における金属拡散

事例、 な らびに新技術由来 と みられる有害金属曝露の可

能性を確認し た。 国内外の携帯電話の リ サイ クル制度を

比較検討し、 回収率向上な どに向けた課題を指摘し た。

日本から輸出される金属ス ク ラ ッ プについては、 国内取

引や火災発生状況を調査し、 国内取引、 輸出関連規制や

安全管理にかかる適正管理方策を示し た。

　 ア ジ ア諸国におけ る 廃棄物対策シナ リ オ設定に向け

て、 中間処理の導入途上に あ る 近年の欧州諸国 を レ

ビ ューし た結果、 都市ごみのス ト リ ームでは、 まず生物

処理が導入され、 同処理率が ４ 割程度に達する と 焼却処

理が導入され始める と い う パターンを示し た。 準好気性

埋立の効果を実証する ために設置し たテス ト セルにてモ

ニ タ リ ングを行い、 埋立初期の発生ガス量等のデータ を

取得し た。 周波数を調整し たレーザー メ タ ン検出器を超

音波 ３ 次元風向風速計 と 同期させる手法を示し た。 好気

及び嫌気が共存す る 条件下の有機物分解パ ラ メ ー タ の

オーダーを把握し た。 埋立地内におけ る保有水の挙動把

握のため、 水みち を亀裂性岩盤モデルに よ っ て表現し、

水の流れや溶出、 有効間隙率の影響の程度を把握し た。

　 液状廃棄物については、 地域特性に応じ た小規模分散

型汚水処理シ ス テ ムの処理機能解析を実施 し、 地域に

よ って技術の適合性に大き な差があ る こ と を明ら かにし

た。 また、 人工湿地シス テムにおいて、 流入方法の改変

によ る高度処理化の最適条件の確立に目途をつけた。 さ

ら に、 様々な処理方法の技術的制約条件の調査を行い、

技術データベースの拡充を図る と と も に、 技術選択に必

要 と な る自然的 ・ 社会的制約条件の整理を進め、 地域特

性に応じ た最適な液状廃棄物処理技術を選択する システ

ムの基盤を構築し た。

　 以上について、 ワーク シ ョ ッ プの開催や国際研究協力

の実施によ り 研究者ネ ッ ト ワーク の構築に努める と と も

に、 関連する各種行政支援も行った。

（ ２ ） 関連研究プロ ジェ ク ト

　 全 ４ 課題の う ち、 ２ 課題は前年度以前に終了し、 本年

度は以下の ２ 課題を実施し た。

　 「特定地域における産業間連携・地域資源活用によ るエ

ネルギー ・ 資源の有効利用の実証」 では、 物質代謝の空

間情報を関係主体間で共有する地理情報データベース を

構築し、 循環圏形成の中核 と な る転換技術の代謝プロ セ
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スモデル と、輸送プロセス を含む循環チェーン と LCA を

用いて評価する グ リ ッ ド シテ ィ システム構築し た。また、

拠点整備事業か ら統合的都市 ・ 産業政策など多様な代替

的施策を設計 ・ 評価する基本フ レームを構築し た。 「資源

作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト 型処理システムの

開発」 では、 高濃度有機性廃液の処理に対応可能な ラ ボ

ス ケール メ タ ン発酵処理システムを独自に設計・作製し、

糖蜜系廃液の処理試験を行った。 また、 酸生成槽の設置

によ る酸生成 と 硫化物除去の促進に関する検討 と、 保持

汚泥への硫化物やカチオン類の阻害の影響評価を行い、

安定運転のための基礎知見を収集し た。 さ らに、 処理後

の廃液を、 サ ト ウ キビ栽培のための液肥 （灌漑用水） と

し ての利用する際の影響評価 （温室効果ガ スの発生等）

を タ イの精糖関連企業と連携し て行った。

（ ３ ） 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

　 「循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分技

術の確立」 では、 新規埋立類型に埋め立て る廃棄物の埋

立後の挙動を評価する実験系の設定 と 数値埋立モデルの

構築を進め、 平衡 と 物質移動を評価でき るモデルを構築

し た。 産業廃棄物物流モデルによ り 破砕選別技術の機能

を評価し た。 浸出水の膜処理技術の性能を現場試験 と 生

物試験等によ って評価し た。 海面埋立処分場の廃止基準

適合評価手法の一般化 と、 国土交通省等 と 連携し て跡地

利用を考慮し た処分場のあ り 方について検討し た。 焼却

処理施設管理手法の構築に関し ては、 資源化や熱回収等

の面で と く に優れた焼却施設を対象 と し た実運転データ

を求め、 物質収支および熱収支等の解析か ら適正管理指

標の改良をはかった。 最新の廃プ ラ スチ ッ ク類圧縮中間

処理施設において、 VOC 等の低濃度有機汚染物質を測定

し 光触媒お よ び活性炭処理設備の除去特性評価を行っ

た。

　 「試験評価 ・ モニ タ リ ン グ手法の高度化 ・ 体系化」 で

は、 実製品に使用されている化学物質 と し て臭素化難燃

剤の代替物質であ る有機 リ ン系難燃剤について、 廃棄物

処理過程 （焼却） におけ る分解挙動を把握し、 それら の

制御性について考察し た。絶縁油中の微量 PCB に関する

簡易測定法、 特に基準値について陰性判定を行 う ための

迅速判定法についての導入検討を行い環境省マニ ュ アル

第 ２ 版に反映された。 多種類の核内受容体結合／レポー

ター遺伝子ア ッ セ イ を底質、 大気粉塵やハウ スダス ト 等

の試料へ適用し、 得られた活性結果か ら、 ハザー ド の類

型化を行い、 対象媒体やサンプ リ ング地域で観察される

共通点や差異について解析し た。

　 「液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化」 では、

液状廃棄物処理フ ロ ー全体の最適化を目指 し、 生ごみ

デ ィ スポーザ対応浄化槽におけ る処理ス ケール等に応じ

た処理特性、 汚泥発生特性の解析を行った。 また、 汚泥

発生量の低減については、 技術の比較 ・ 評価を行っ た。

さ ら に、 温室効果ガスについては、 浄化槽や汲み取 り 便

槽か ら の温室効果ガ ス排出量の算定を進め る と と も に、

液状廃棄物処理システム全体での温室効果ガス最小化シ

ステムを検討し た。

　 「廃棄物の不適正処理に伴 う 負の遺産対策」 では、 堆積

廃棄物現場の火災事例について、 これまで実施し て き た

研究成果を報告書と し て と り ま と めた。 PCN 原体やその

製品の処理に関し て技術的助言を行った。 また、 PCN 原

体のジオ メ ル ト 法に よ る 分解実証試験結果を評価 し た

他、 メ カ ノ ケ ミ カル法によ る分解実験において PCN の分

解を確認し た。

（ ４ ） 基盤型な調査 ・ 研究

　 「廃棄ア スベス ト の リ ス ク 管理に関する研究」 におい

て、 排ガス等低濃度試料の分析法の検討を進め、 集じん

物を濃縮する こ と によ り 電子顕微鏡法において も低濃度

のア スベス ト 繊維を定量でき た。 分析精度管理手法の検

討に関し、 PCM 法ではク ロ スチェ ッ ク で確認された誤差

要因を フ ィ ー ド バ ッ クする こ と によ る精度が改善する こ

と、 また電子顕微鏡法では繊維同定の機関毎の違いが誤

差要因であ る こ と を確認し た。 一般廃棄物処理施設にお

け る調査において、 家庭か ら の石綿含有製品の排出があ

る こ と、 破砕排ガス集じんダス ト 等の試料中にアスベス

ト が検出される こ と を確認し た。

　 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 において、 内外の

エネルギー回収 ・ 資源化技術を調査し、 実証 ・ 実用運転

に関する情報を集積し た。 廃棄物から のエネルギー回収

の比較的新しい事例 と し て、 韓国ソ ウル市街地に設置さ

れた厨芥類、 食品廃棄物等を対象 と し た乾式 メ タ ン発酵

施設を調査し、 性能、 実績および課題等について把握し

た。平成 18 年度以降調査活動の上蓄積された技術情報に

関し、 キーワー ド 等によ る検索が可能なデータベース と

し て整備し た。 低炭素社会形成に役立つ廃棄物等か らの

エネルギー回収技術およびシス テムに的を絞ったシンポ

ジ ウ ムにおいて、 高効率な熱回収技術 ・ シス テム、 水処

理 と 固形廃棄物処理の複合化システムによ るエネルギー

回収、 さ らに太陽熱エネルギーの利用技術等を取 り 上げ、

異なる要素技術間での連携システムの可能性を示し た。

　 これら中期計画に明示し た ２ 課題に加え、 現在か ら将

来にわた る中長期的な問題への対応、 解決に資する研究

能力の向上を図る ための調査 ・ 研究 と し て、 臭素系難燃

剤等の物性の測定 ・ 推定手法、 リ デュース ・ リ ユースの

分析・評価手法の体系化と その適用、国際サプラ イチェー
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ンを含む生産消費システムを対象 と し た環境負荷分析な

どの課題を、 外部競争的研究資金の獲得等によ り 実施し

た。

（ ５ ） 知的研究基盤の整備

　 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の作

成」 と し て、 前年度までのデータ整備を引き続き実施し

た。 なかでも建設系再生製品の環境安全性 DB、明治以降

の日本の資源投入時系列 DB、一般廃棄物実態調査アーカ

イブ DB、国外のデポジ ッ ト ・ リ フ ァ ン ド制度の情報源情

報 DB によ り 重点をおいて検討を進めた。

(2)-1. 　 近未来の資源循環システムと政策 ・ マネジ メ ン ト

手法の設計 ・ 評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA201

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 田崎智宏， 橋本征二， 南齋規介， 稲葉

陸太， 中島謙一， 村上理映， 河井紘輔， 加用千

裕， 横尾英史

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近未来の日本におけ る循環型社会のビ ジ ョ ン

と必要な対策パッ ケージを提示する。 具体的には、

（ １ ） 10 ～ 20 年後の社会条件の変化 （社会シナ リ オ） と

の因果関係から物質フ ローの変化を予測し て、 資源循環

の指標群や定量的な目標の設定の も と に、 それを達成す

る ための循環型社会ビジ ョ ンを提示する。

（ ２ ） 地域から国レベルの具体的な技術システム と政策 ・

マネジ メ ン ト 手法に関する具体的な対策を検討し、 その

実現可能性 と 効果を評価する こ と によ って、 循環型社会

ビジ ョ ン実現のための対策パッ ケージを示す。

〔内容および成果〕

　 シナ リ オプラ ンニング手法を援用し て 10 ～ 20 年後の

社会条件の変化 と それに伴 う 物質フ ローへの影響を二軸

で検討し、 個人主義 ・ 技術志向等で特徴付け られる社会

シナ リ オ A と共生主義 ・ 自然志向等で特徴付け られる社

会シナ リ オ B を設定し た。 同時に、 社会変化や対策導入

によ る物質フ ローへの影響の分析モデルを作成し た。 こ

れら を用いて、 両シナ リ オにおけ る天然資源消費量 ・ 環

境負荷量を推計し た。 さ らに、 両シナ リ オにおけ る対策

パ ッ ケージ と し て天然資源消費抑制 と 環境負荷削減を目

指し たシナ リ オも作成し、 その効果も推計し た。

　 シナ リ オプラ ンニングの成果は、 UNEP 資源パネルの

WS で紹介され議論に貢献し た。環境負荷削減量等の推計

結果は、循環型社会形成推進基本計画の検討に活用され、

成果の一部は環境 ・ 循環白書に掲載された。 また、 研究

の成果や議論は、 環境省 「循環型社会におけ る中長期グ

ラ ン ドデザイ ン検討会」 等におけ る議論に反映された。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AA203 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環

技術の開発 54p.

0610AB546 　 1) 　 循環型社会に対応し た安全・安心な適正

処理 ・ 処分技術の確立 64p.

0810BE001 　 リ デュース ・ リ ユースの分析 ・ 評価手法の

体系化と その適用研究 48p.

0810BE002 　 循環型社会ビジ ョ ン実現に向けた技術シ ス

テムの評価モデル構築 と 資源効率 ・ 環境効率の予測評価

48p.

0911CD005 　 環境資源勘定を用いた地域木質系バイ オマ

ス資源の戦略的利用 ・ 管理ツールの開発 48p.

0911CD017 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計 49p.

0913BA003 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温

室効果ガス排出の抑制に関する研究 35p.

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 56p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 49p.

1012CD003 　 熱力学解析 と Ｍ Ｆ Ａ の融合によ る都市鉱山

からの金属資源の回収可能性評価手法の開発 61p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 61p.

【関連課題】

1） 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開

発

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽，倉持秀敏，大迫政浩，李東烈，Salah Aljbour，

佐野彰， 小林拓朗

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基， 成岡

朋弘， 石森洋行， 金喜鍾

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）
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3） 　 リ デュース ・ リ ユースの分析 ・ 評価手法の体系化と

その適用研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE001

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会の形成においては リ デ ュース ・ リ

ユースが重要であ るが、 いまだ十分進んでおらず、 その

研究すら十分行われていない状況にあ る。その背景には、

これら の分析 ・ 評価手法が未確立 と い う 問題があ る。 一

方、 リ デュース ・ リ ユース と いえど も必ずし も地球温暖

化ガスの排出削減にな る と は限らず、 循環型社会 と 低炭

素社会の両立の観点か らは、 これら を調和させる ための

分析 ・ 評価手法も必要であ る。

　 そ こ で本研究では、 リ デュース ・ リ ユース対策を対象

に、 その分析 ・ 評価手法のレ ビ ュー と 体系化を行 う と と

も に、 その適用研究 と し て、 エネルギー消費型耐久消費

財の長期使用 ・ 早期買替を判断する ための意思決定支援

手法を開発する。

〔内容および成果〕

　 リ デュース ・ リ ユースの分析 ・ 評価手法の体系化 と そ

の適用研究では、Ｅ Ｕ における リ デュースの取組の調査・

検討を行 う と と も に、 国際的な リ ユースに伴 う 環境負荷

を低減する方策についての経済理論的知見を得た。 Ｅ Ｕ

の取組をみて も リ デュースに単一の有効な施策はない こ

と に加え、 取組のデータベースの作成や業界 と の協定締

結 と い う 点が我が国には見られない特徴であ る こ と を確

認し、 日本で も情報的手法 と 自主的手法の検討を深める

べき と考え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 山川 　 肇准教授 （京都府立大学生命環境科

学研究科）

共同研究者 ： 本下 　 晶晴研究員 （（独） 産業技術総合研究

所 ・ 安全科学研究部門）

4） 　 循環型社会ビジ ョ ン実現に向けた技術システムの評

価モデル構築と資源効率 ・ 環境効率の予測評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE002

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 森口祐一， 稲葉陸太， 藤井実

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 主要な循環資源に焦点を絞 り 、 モ ノ の特性に応

じ た空間ス ケール （循環圏） の中で実現可能な具体的な

循環技術シ ス テム を設計する。 ま た、 投入－産出 （I-O）

型のシステム評価モデル と し てプロセス関数を定義する

ための物質フ ローやコ ス ト 等の統合的な情報基盤を整備

する。 それによ ってシス テム評価モデルを構築し、 資源

効率 （脱物質化） や環境効率 （脱温暖化） 等の観点か ら

システム実現の効果を予測評価し、 近未来ビジ ョ ンへの

転換の意義を定量的に明らかにする。

〔内容および成果〕

　 主要な循環資源 と し て、 家畜糞尿、 下水汚泥、 食品廃

棄物等のバイオマスや廃プ ラ等の含炭素資源、 各種産業

系ス ラ グ、 石炭灰、 建設発生土等の土石系の循環資源、

電子 ・ 電気製品等に含まれるベース メ タルやレア メ タル

等の金属系の循環資源を対象にし た。 各循環資源の近未

来の資源循環システムビジ ョ ンについて、 二つのシナ リ

オ （社会シナ リ オ と し て技術重視、 ラ イ フ ス タ イル重視、

対策シナ リ オ と し てエネルギー回収重視、 マテ リ アル リ

サイ クル重視） を設定し た。 また、 バイオマスについて

は、 山間、 農村、 都市の三区分の地域類型を設定し てシ

ナ リ オ毎の物質フ ローを構築し た。 前年度に追加し て、

循環資源の発生量の予測を行 う ための基礎データ を文献

および ヒ ア リ ング等によ り 収集する と と も に、 構成する

技術プロ セスに関する物質 ・ エネルギーフ ローに関する

データの集積を図った。

　 収集し たデータ を用いて、 シナ リ オ毎に、 循環資源の

発生量、 温室効果ガス排出量等を推定し評価し た。

　 ラ イ フ ス タ イル重視のシナ リ オが循環資源の発生量が

減少する こ と、 エネルギー回収やマテ リ アル リ サイ クル

等の循環利用の対策によ って温室効果ガス削減効果がみ

られるが、 堆肥化などの一部の技術では逆に排出量が増

える ケース も あった。

〔備考〕

共同研究者 ： 岡本誠一郎 （独立行政法人土木研究所）、 大

木達也 （独立行政法人産業技術総合研究所） 、 荻野暁史

（畜産草地研究所）、 中山裕文 （九州大学大学院）、 八木美

雄 （財団法人廃棄物研究財団）、 立尾浩一 （財団法人日本

環境衛生セン ター）、小林均 （（株） エ ッ ク ス都市研究所）、

山口直久 （（株） エ ッ ク ス都市研究所）

5） 　 環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源の

戦略的利用 ・ 管理ツールの開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD005

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 要素技術の開発が進んでい る人工林起源の木
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質バ イ オマ ス資源を持続的かつ戦略的に活用する ため、

統括的な資源管理に有効な環境資源勘定体系を地域レベ

ルに適用し、 １ ） GIS と衛星 リ モー ト センシングを用い

た人工林ス ト ッ ク の空間的増減モデル、 ２ ） 4 次元型 GIS

によ る地域整備の空間的・時間的変化と物質・エネルギー

代謝モデル、 ３ ） 木質資源の自立可能性を利用技術別に

評価する動学的経済波及効果モデル、 を構築する こ と で

物質収支バラ ン ス を考慮し た持続可能性指標の作成を行

い、 木質資源循環の包括的な管理ツールの開発を行 う 。

研究分担担当者は特に ２ ） の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

エネルギー代謝に着目し、 建築物、 イ ン フ ラ、 農業施設

を対象にその空間的 ・ 時間的変化を表現するモデルを構

築し た。 また、 1980 年代以前の都市 GIS データが存在し

ないため、 過去の地図情報 と 航空写真 （アナロ グ） を元

に GIS データ を複数年分作成し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 谷川寛樹 （名古屋大学）

6） 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD017

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 横尾英史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物政策におけ る 有効な経済的 イ ン セ ン

テ ィ ブの設計について明ら かにする こ と を目的 と し、 以

下の 4 点を行 う 。

（ １ ） 理論分析 ： 各種の経済的イ ンセンテ ィ ブを組み込ん

だ廃棄物政策について、 理論的な観点か ら整理 ・ 比較す

る。

（ ２ ） 政策の評価 ： 過去に実施されてきた経済的手段を用

いた廃棄物政策の効果を検討する。

（ ３ ） フ ィ ール ド 実験 ： フ ィ ール ド 実験の手法を用いて、

イ ンセンテ ィ ブ政策の導入効果を予測 ・ 分析する。

（ ４ ） あ ら たな廃棄物政策デザイ ンの提案

〔内容および成果〕

　 国際的な リ ユースに伴 う 問題について、 輸出国側の廃

棄物税や回収への補助金等の経済的手法で世界全体の厚

生水準を効率的な水準にし う る こ と を示し た。 また、 ポ

イ ン ト を用いた新たな経済イ ンセンテ ィ ブ手法の調査を

行い、 その概念を整理し た。 さ ら に廃棄物発生の要因を

消費面から時系列に解析する研究を進めた。

〔備考〕

研究代表者 ： 竹内憲司 （神戸大学経済学研究科）

7） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0913BA003

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 南齋規介， 加用千裕

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

8） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

9） 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 中島謙一， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 視点の変更に よ る既存の技術シ ス テ ムの再構

築によ り 、 鉄鋼業を基軸と し た循環利用 ( ス ク ラ ッ プの

フ ェ ロ ア ロ イ代替等 ) によ る レア メ タル回収システム と

非鉄金属製錬業を基軸 と し た製錬プロセス ご と のレア メ

タル回収システムの提案を目的 とする。 本研究は、 a) 既

存の技術シ ス テ ムの再構築、 b) レ ア メ タ ル発生ポテ ン

シ ャルの推計 と収集システムの構築のための方法論の開

発 と 適用、 c) 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

た地域ご と のレア メ タル回収システムの構築、 で構成さ

れる。

〔内容および成果〕

　 本年度は a) について、 製錬プロセスにおける元素の分

配傾向の把握、 鉄鋼事業所の位置情報や各事業所におけ

る ス テン レ ス鋼生産量等の情報整理を行 う と と も に、 b)

について、 あ る市町村の破砕選別プロセスにおける金属

フ ローの把握、 業務用電気電子製品の排出量推計 と 組成

調査、 全国自治体におけ る リ サイ クル法対象外の電気電

子製品の処理状況の調査を行った。 今後はこれら の情報

整備を さ らに進める と と も に、 収集及び回収のシス テム

について検討し てい く 。

〔備考〕

研究分担者 ： 村上進亮 （東京大学） 、 山末英嗣 （京都大

学）、 平木岳人 （東北大学）
―  49  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
10） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

11） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(2)-2. 　 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案

と評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA202

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 肴倉宏史， 山本貴士， 田崎智宏， 寺園

淳， 小口正弘， 川口光夫， 渡部真文， 中島謙一，

梶原夏子， 鈴木剛， 藤森崇， 戸次加奈江

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の適正管理及び、 製品、 資源の循環的利

用が有害性 と 資源性 （有用性） の両面を見据えた新たな

物質管理手法の下に行われる こ と を目指し、国民の安全、

安心への要求に応えつつ、 資源の循環的利用を促進し、

資源回収 ・ 適正処理の高度化を支援する こ と を目的 と す

る。 到達目標は、 資源性 と 有害性の両面を見据えた物質

管理方策を提示し、 再生品促進のための環境安全品質の

管理手法を確立する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル ・ 廃棄過程におけ る化学物質

管理方策の検討 と し て、 繊維製品を対象に使用時挙動実

験を実施し、曝露・ リ ス ク評価を行 う 上で重要なパラ メ ー

タ を得た。 プ ラ スチ ッ ク リ サイ クルで再生材料の品質管

理上、 問題 と なっている課題解決へ向けた取 り 組みを実

施し た。プラ スチッ ク リ サイ クル実施設における VOC 挙

動解析に活用すべ く 室内実験によ り 圧縮過程でのVOC排

出原単位を算定し た。

　 また、 基板等の複合素材に含まれる金属分析のための

試料分解方法を詳細に検討し た。 自治体におけ る電気 ・

電子製品含有物質のフ ローを推計し た。 また、 使用済み

電気･電子製品の収集･処理方法をアンケー ト によ り 調査

し、 国内の処理フ ローの実態を と り ま と めた。 熱力学解

析に基づいて、 乾式製錬 ・ 再溶解プロセス及び焼却灰の

溶融プ ロ セ ス におけ る 元素の分配挙動の解析を実施 し

た。

　 これまでに開発し た再生製品の環境安全品質管理手法

を各種再生製品へ適用 し、 こ れ ら の環境影響に関す る

データ を蓄積し た。 循環資材の環境安全品質評価 と 管理

に関する 「基本的考え方」 を と り ま と めた。

　 前年度までに整備し た約40法制度の物質管理規定を レ

ビ ューを継続実施し た。 その上で、 物質管理の目的や保

護すべき対象の変遷、 さ らに基本管理方策の変遷を整理

し、 過去か ら現在までの物質管理方策を展望し、 今後の

物質管理方策に求められる方向性を考察し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AB447 　 2) 　 試験評価 ・ モニタ リ ング手法の高度化 ・

体系化 68p.

0610AB546 　 1) 　 循環型社会に対応し た安全・安心な適正

処理 ・ 処分技術の確立 64p.

0810BC001 　 電子機器用ガ ラ ス廃棄時におけ る有害元素

の長期浸出評価 51p.

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 58p.

0910BA001 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特

性と全球規模での汚染解析 69p.

0910BE001 　 循環型社会におけ る回収水銀の長期安全管

理に関する研究 51p.

0910BE002 　 適正な国際資源循環を目指し た製品中の有

用物質および有害物質の管理のあ り 方に関する研究 52p.

0911BE004 　 循環過程を含む製品ラ イ フサ イ ク ルにおけ

る BFR の リ ス ク コ ン ト ロールに関する研究 193p.

0911BE005 　 廃棄物 リ サ イ ク ル制度展開の国際比較 と 化

学物質管理の統合システム解析 193p.

0911BE006 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器の処理

技術の類型化と改善策の検討 60p.

0911BE009 　 鉄鋼ス ラ グ と 腐植物質に よ る生態系修復技

術の受容性と環境 リ ス ク の総合評価 52p.

1011CD003 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確

立と寿命分布の国際比較分析 60p.

1011LA001 　 鉄鋼ス ラ グを土工事用材料 と する ための土

工事用利用技術マニュ アル検討 53p.

1012BC001 　 廃プ ラ スチ ッ ク の リ サ イ ク ル過程におけ る

有害化学物質の排出挙動と制御に関する研究 53p.

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 53p.
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1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 49p.

1012CD003 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合によ る都市鉱山

からの金属資源の回収可能性評価手法の開発 61p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 61p.

【関連課題】

1） 　 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫， 鈴木剛， 梶原夏子， 藤森崇，

戸次加奈江

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基， 成岡

朋弘， 石森洋行， 金喜鍾

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸

出評価

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC001

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 電子機器等の廃棄物に起因する環境問題が国

内外で顕在化し てお り 、 具体的な環境対応および有害性

の観点を含めた製品 ・ 再生品の規格化 ・ 基準化が火急の

課題 と なっている。 本研究では、 電子機器の主要な部材

であ るガ ラ ス材料を取 り 上げ、 廃棄時の有害元素の長期

浸出特性に関する技術的な検討を実施する。 これによ り 、

電子機器等に使用されたガ ラ スか らの浸出や拡散に関す

る基礎データ を提供し、 廃棄 ・ 再利用時におけ るガ ラ ス

か らの有害元素の浸出特性に関する試験法および長期環

境安全性の評価に必要な技術的提言を行 う 。

〔内容および成果〕

　 廃ブ ラ ウ ン管ガ ラ ス か ら の有害元素浸出特性 と し て、

フ ァ ン ネルガ ラ スお よ びパネルガ ラ ス の破砕物を対象

に、 溶媒を所定期間ご と に入れ替え る シ リ アルバ ッ チ試

験を適用し た。 溶媒は純水 ( 精製水 ) の他、 pH2.0 希硝酸

および pH12.0 水酸化ナ ト リ ウ ムを用いた。 その結果、 純

水では鉛は拡散浸出に相当する挙動を示し たが、 希硝酸

および水酸化ナ ト リ ウ ムでは浸出量は極めて多 く 、pH に

よ る浸出挙動の影響が顕著であ る こ と が把握でき た。 こ

れら と 土壌環境におけ る浸出特性の結果を組み合わせて

数値解析を行 う こ と によ り 、 埋立処分された際の環境影

響を考察し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 赤井智子 　 独立行政法人産業技術総合研究

所

4） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

5） 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特性と全球

規模での汚染解析

〔研究課題コー ド〕 0910BA001

〔担当者〕 ○渡部真文 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

6） 　 循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関す

る研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 水銀は、 廃棄物処理過程を通し て濃縮、 回収さ

れているが、 国際的な使用低減政策の流れのも と で回収

後の利用が困難 と な り つつあ る。 こ のため、 近い将来、

回収水銀の隔離長期保管が必要にな る こ と が想定 さ れ

る。 本研究では、 回収水銀の長期管理方策に向けた基礎

情報 と する ため、 余剰回収水銀の長期保管を想定し、 物

性データや熱力学的考察に基づいて、 保管環境下におけ

る環境排出ポテンシ ャルの推定、 保管容器 と の反応性評

価等を行い、 これらの視点から長期保管に適用可能な形

態の候補を提示する。

〔内容および成果〕

　 ５ 種の水銀化合物 ・ 合金 （HgS， HgSe， Cd-Hg， Hg-Pb，

Hg-Zn） について、熱力学平衡計算によ り 組成や保管容器

内雰囲気などの保管条件によ る水銀大気排出ポテンシ ャ

ルの違いを推定し、 水銀の長期保管に有利な形態や条件

を考察し た。 上記以外の水銀合金について、 学術文献を
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も と に熱力学データベース を作成、 平衡計算を行い、 水

銀大気排出ポテンシ ャルを試算し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高岡昌輝 （京都大学）

共同研究者 ： 高橋史武 （九州大学）、 水谷聡 （大阪市立大

学）、 浅利美鈴 （京都大学）、 三浦博 （野村興産株式会社）

7） 　 適正な国際資源循環を目指し た製品中の有用物質お

よび有害物質の管理のあ り方に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE002

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国際資源循環におけ る問題を解決す る ための

製品環境情報の活用 メ カニズム、 およびそれを運用させ

る ために必要な国際的な枠組みについて明ら かにする こ

と を目的 と する。 各ステ イ ク ホルダーの共有情報の捉え

方などの視点に着目し ながら、 有害物質および有用物質

に対する異な る イ ンセンテ ィ ブを考慮に入れた上で、 統

合型の情報共有システム も し く は個別の情報共有システ

ムのどち らがよ り 有効に機能するのかを検証し、 かつ越

境的な課題に対する政策手段 と し ての情報ツールの有効

性を検証する と い う 視点から研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 環境政策におけ る情報的手段の歴史的位置づけを整理

する と と も に、 ト レーサビ リ テ ィ を用いた物質管理の基

本要素を抽出し て、その類型化を行い、ト レーサビ リ テ ィ

制度の有効性を確保する ための要件等を考察し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 森 秀行 （財団法人地球環境戦略研究機関）

8） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏， 梶原夏子， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 鈴木剛， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

10） 　 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の

類型化と改善策の検討

〔研究課題コー ド〕 0911BE006

〔担当者〕 ○吉田綾 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

寺園淳， 中島謙一， 村上理映， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

11） 　 鉄鋼ス ラ グ と 腐植物質によ る生態系修復技術の受

容性と環境リ スクの総合評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 沿岸海域におけ る磯焼けな どの生態系を修復

する手法 と し て、 海水中の溶存鉄の不足に着目し た製鋼

ス ラ グ と 腐植物質によ る磯焼け回復技術の開発 と その実

証が注目 さ れてい る。 製鋼ス ラ グにはふっ素、 ほ う 素、

鉛などの有害元素が含まれ、 有害金属の環境中の動態や

生態系への影響に関す る 環境 リ ス ク の側面 も 重要であ

る。 本研究では、 腐植酸鉄の生成に及ぼす微生物の役割

を明ら かにし、 可溶性のフルボ酸鉄の生成促進 と 長期安

定性 と 環境安全性の総合評価を行い、 生態系修復技術 と

し ての受容性 と環境 リ ス ク の両面を重視し た技術指針を

作成する。

〔内容および成果〕

　 製鋼ス ラ グが腐植物質 と と もに海水中に浸漬された際

の溶出挙動を明ら かにする ため、 1 年間の海水浸漬によ

る静置溶出試験を行った。 その結果、 1 年間の浸漬試験

に よ っ て も 溶出量は極めて微量であ る こ と が確認 さ れ

た。 また、 海水を用いたシ リ アルバ ッ チ試験では製鋼ス

ラ グのみを浸漬する と溶媒の pH が高アルカ リ 性になる

こ と から、 酸を添加する こ と で pH を 8 ～ 10 に調整し な

がら実施し、 海水の入れ替えのあ る条件におけ る重金属

類の溶出挙動を調査し た。 その結果、 有害重金属 と され

る ヒ 素や鉛などはほ と んど溶出せず、 微量であ るが一部

で検出された銅、 ニ ッ ケル、 ク ロ ムなどは溶媒を交換す

る ご と に濃度が低下する傾向が確認された。

〔備考〕

研究代表者 ： 産業技術総合研究所 　 駒井武

12） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立 と寿

命分布の国際比較分析

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）
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13） 　 鉄鋼ス ラ グを土工事用材料 と するための土工事用

利用技術マニュアル検討

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 1011LA001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 肴倉宏史， 遠藤和人， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 鉄鋼ス ラ グの土工事利用では、 降雨水の浸透 ・

表面流出によ ってアルカ リ 水が溶出するが、 こ のアルカ

リ 水は、鉄鋼ス ラ グ特有の水硬性 ( 固結特性 ) によ り 経時

的に表面流出水と浸透水の割合やそれぞれの pH 値の変

動を伴って流出し、 周辺土壌の吸着を受けて流下する。

共同研究では、 こ れら個々の諸現象を実験によ り 評価 ・

モデル化し た も のを移流分散解析プロ グ ラ ムに組み入れ

た解析手法を構築し、 各種土工事利用用途での解析によ

り アルカ リ 水流出に起因する環境問題を起こ さ ないため

の具体的な対策仕様を検討する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 溶出挙動評価 ： 連続バ ッ チやカ ラ ム溶出試験を行

い、 溶出試験毎の溶出挙動を評価する と と も に、 長期的

な溶出挙動についての検討を行った。 また、 移流分散解

析の濃度境界条件 と 溶出試験の関係について取 り ま と め

た。

（ ２ ） 表流水の pH 挙動 ： 簡易タ ン ク モデルによ る表流水

挙動モデルの構築を行い、 よ り 勘弁にアルカ リ 水の流出

面積を計算でき る よ う にし た。

（ ３ ） 移流分散解析によ る pH 挙動 ： 長期的な溶出挙動を

評価可能な移流分散モデルを構築し、 実際に利用される

環境を再現する こ と で地下水へのアルカ リ 分影響評価を

行った。法面からの解析場系外へ と移動する浸透水量を、

表流水の pH 挙動のイ ンプ ッ ト データ と し て利用する こ

と で、 数値解析と簡易タ ン ク モデルの連携を図った。

（ ４ ） 土工事利用技術マニュ アル ： 以上の成果を共同研究

先であ る 新日鐵株式会社 と 共同で取 り ま と め る と 同時

に、 残された課題等を抽出し た。

〔備考〕

14） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 廃プ ラ スチ ッ ク の処理／ リ サ イ ク ル過程で排

出される化学物質について、 プロセス挙動、 作業環境濃

度、 環境排出濃度の施設内や施設間再現性／変動を確認

し、 代表データ を得る目的で調査例数を増やし た調査を

行 う 。 併せて、 ラ ボス ケールの排出実験を行い、 排出 メ

カニズムについて科学的な考察を行 う 。 これらに基づい

て、 実施設の運転にあたって化学物質排出を制御する方

策について検証、 考察を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 実施設における フ ィ ール ド調査研究 : 廃プラ リ サイ

クル施設アンケー ト 調査 と 結果取 り ま と めを行った。 こ

れによ り 、 全国施設の情報の把握を行 う と と も に、 調査

対象施設選定の手掛か り と し た。 アンケー ト 調査及び地

方試験研究機関の協力に基づいて施設選定を行い、 実施

設調査を実施し た （2 施設）。調査では、 プロセス排ガス、

最終的な環境排出ガス を採取、 分析し、 対照 と し て周辺

環境大気 （及び一般住環境） と の比較を行 う と と も に、

発生源 （原因 と な るプ ラ スチ ッ クや発生要因） について

の考察を行った。

（ ２ ） ラ ボスケール実験に基づいた化学物質発生 ・ 放出 メ

カニズム研究 ： 再生プ ラ スチ ッ ク の品質劣化研究を実施

し た。 再生ポ リ エチレ ン材料を使用し て成形加工し た場

合に生じ る品質不良の原因を検討する ため、 不良品 と 良

品 と 化学的性状の比較を行い、 再生品の品質劣化の状態

を判定する評価手法についての検討を行った。

（ ３ ） 化学物質の新規分析モニ タ リ ング手法の開発研究 ：

（ １ ） のフ ィ ール ド調査に関係し、 対象物質のレ ビ ュー と

選定を行った。 また、 居住環境研究などで問題化し てい

るプ ラ スチ ッ ク関連物質について も考慮し た。 施設内で

の VOC 排出量の再現性／変動をみる ために連続 VOC 分

析計の施設調査への適用を実施し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 千葉大学、 岐阜県産業技術セン ター、 鳥

取県生活環境部衛生環境研究所、 社団法人全国産業廃棄

物連合会

15） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 有機フ ッ素化合物 （PFCs） 汚染未然防止に関わ

る情報の収集や最終処分場におけ る対策技術の検討を行
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う ため、廃棄物に含有される PFCs の起源推定や挙動、そ

し て最終処分場内での環境流出挙動の解明や対策技術の

構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 PFOA 含有廃棄物の焼却処理過程における PFOA の分

解挙動に関する評価を行 う ため、 模擬廃棄物 と 模擬廃棄

物に PFOA を 1% 添加し た ものを熱処理プラ ン ト で燃焼

し た。 焼却炉内での挙動をみた と こ ろ、 投入し た PFOA

の残存量が一次燃焼で大き く 減少し てお り 、 PFOA の処

理において廃棄物の高温燃焼が重要であ る こ と が明ら か

と なった。PFOA を 1% 添加し た模擬廃棄物を焼却し た際

の分解率は >99.9997%、分解除去率は >99.999997% であっ

た。 また、 最終出口排ガス中の PFOA 濃度は、 作業環境

許容濃度を大き く 下回ってお り 、 模擬廃棄物のみの焼却

時と同レベルであった。 一方、 最終排ガス中の HF 濃度

は <1 mg/m3N で、 PFOS 含有廃棄物処理時に求められて

いる 5 mg/m3N を下回っていた。 投入物に PFOA を添加

する こ と で、 ダ イオキシン類の排出量は変化せず排出基

準以下であった。 以上の こ と か ら、 ダ イオキシン類の排

出削減対策が実施された焼却炉で焼却し た場合、PFOA 含

有廃棄物を適正に処理でき る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関：兵庫県環境研究セン ター（研究代表機関）、

大阪市立環境科学研究所、 大阪府環境農林水産総合研究

所、 神戸市環境保健研究所、 千葉県環境研究セン ター、

愛媛大学、 京都大学

16） 　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 中島謙一， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

17） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

18） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(2)-3. 　 廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の

開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽，倉持秀敏，大迫政浩，李東烈，Salah Aljbour，

佐野彰， 小林拓朗

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物系バ イ オマ ス を対象 と し た資源循環を

実現する ための高度な要素技術 ・ シ ス テム開発を行い、

さ らに動脈産業 と 静脈プロセス と の産業共生または一体

化システムを開発 ・ 実証 ・ 評価する こ と によ り 、 廃棄物

排出の回避 ・ 低減 と 資源化を可能 と する と 同時に地球温

暖化防止および資源の持続的な確保や生産性向上にも寄

与する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 エネルギー物質回収の要素技術研究の う ち、 ガス化 -

改質プロ セスの開発においては、 ガス化行程で生成する

タール分や硫化水素等の低濃度負荷物質の生成に対する

温度条件等の影響を詳細に解析し たほか、 新規触媒 と し

てステン レ ス鋼合金を基材 と する安価な触媒を得て性能

を試験し、適用性評価 と将来的な実用性の把握を行った。

さ らに、 基礎実験装置でほぼ確立し たガス化条件を も と

に、 外部機関保有の処理量 500kg/ 日規模のパイ ロ ッ ト 規

模試験装置を用いて試験 ・ 評価し、 木質系バイ オマスお

よび RPF 原料からの排出ガス特性、 タール分解性および

メ タ ノ ール合成の実績等を把握し た。 水素 - メ タ ン二段

発酵プロ セスについては、 メ タ ン生成菌に必須の栄養素

濃度が生ごみ処理プロ セスの速度制限因子であ る こ と を

突き止め、 原料に FeCl2、 CoCl2、 NiCl2 をそれぞれ 100、

10、 10mg/l 添加する こ と で、 プロセスの処理速度を前年

度までの ４ 倍であ る 14.5kg-CODCr/m3/d に引き上げ、滞留

時間 ９ 日での安定し た運転を可能 と し た。 さ ら に、 本水

素 - メ タ ン二段発酵プロセスに適し たバイオマス を選定

する ため、 異な る組成の各種生ごみ ・ 食品廃棄物のガス

生成ポテンシ ャル検証実験か ら、 食品標準成分組成 と 水

素発酵適性と の関係の定式化を行った。第一世代 BDF 製

造技術開発については、 酵素凝集の防止 と グ リ セ リ ンの

相分離促進の効果があ る共溶媒によ る均一合成系に固定

化酵素を適用し、 高収率化を図った。 第二世代 BDF 製造

技術開発では、 廃熱で低品質廃油脂類か ら燃料成分を回

収でき る こ と を示すと と もに、廃油脂類の収集 - 前処理・
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残渣処理 - 製油所へ運搬 と い う 循環シナ リ オを設定する

と と も に、 そのシス テムの経済性や環境負荷を評価する

ための方法を構築し た。 リ ン回収に関し ては、 家庭か ら

排出された リ ンの 90％程度が リ ン酸鉄等 と し て浄化槽内

に貯留され、 汚泥の引き抜きによ り 容易に リ ン収集可能

であ る こ と、 リ ン酸鉄汚泥に対する アルカ リ 溶出によ り 、

通常の下水汚泥から の溶出よ り も高い効率で リ ンを回収

可能であ る こ と等を明らかにし た。

　 上記開発の要素技術群を導入し た統合シス テムを対象

に、 技術やコ ス ト のデータ を収集 ・ 整理し、 プロセス シ

ミ ュ レー タ ーを活用 し て地域循環圏の適合性を確認 し

た。 シ ミ ュ レーシ ョ ンでは、 物質 ・ エネルギーの投入 ・

産出データか ら、 地域循環圏を都市、 都市近郊および農

村に大別し、 湿潤系であ る食品廃棄物、 廃食油および乾

燥系であ る木質系バイオマス、 RDF、 RPF の排出量を設

定し た。 要素技術であ る ガス化改質、 水素 メ タ ン二段発

酵および BDF 製造のプロセス設計から条件値を入力し、

各技術の転換効率、 ス ケール メ リ ッ ト 、 熱収支の観点か

ら地域別の特異性を明ら かにし た。 さ らに、 こ の ３ 技術

を複合し た場合のシス テム解析も行い、 余剰熱源を排水

処理において発生する汚泥の乾燥に利用する こ と で、 複

合システムの総合エネルギー効率の改善が期待でき る こ

と を見いだし た。 最終的に、 単独プロセスおよび複合シ

ステムの経済性および事業性を評価し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0911BE007 　 廃油脂類を原料 と し た動脈静脈連携型の次

世代バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発と評価 55p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 55p.

0911CD011 　 超高速合成 と 溶媒抽出を統合し た新規高効

率バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発 56p.

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 56p.

【関連課題】

1） 　 廃油脂類を原料と し た動脈静脈連携型の次世代バイ

オデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発と評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE007

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩， 藤井実

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃食用油を含む廃油脂類から、 既存の石油精製

プ ラ ン ト で軽油類似炭化水素であ る次世代バイオデ ィ ー

ゼル燃料 （BDF） を製造する こ と を目標に、 以下の こ と

を行 う 。 廃油脂類の性状を明ら かにし、 原料成分を回収

する ための抽出等の前処理技術開発を行 う 。 次に、 原料

成分を次世代BDFへ変換する ために脱硫触媒をベースに

水素化脱酸素技術の開発を行い、燃料の品質を評価する。

技術開発成果 と 原料の回収可能性等の調査よ り 、 石油精

製プ ラ ン ト を拠点 と し た社会経済的成立条件を提示す

る。

〔内容および成果〕

　 低品質原料に対する燃料成分回収技術の高度化 と し て

触媒影響因子を大幅削減でき る技術開発を行った。 技術

開発においては、 分離対象の相平衡関係の実測および推

算、 さ らには品質評価を行った。

　 低品質原料の ト ラ ッ プグ リ ースの脱酸素反応を行い、

原料性状 と 触媒の劣化挙動の関係について明ら かに し、

最適な反応条件に関する指針を得た。 脱酸素生成油の低

温流動性改善のための機能を付与し た脱酸素触媒の改良

および異性化触媒の開発を行った。 さ らに製油所での使

用を想定し て、 軽油に廃油脂を混合し て、 触媒の脱硫性

能および脱酸素性能への影響を明ら かにし た。 水素化処

理の相平衡については、 オレ イ ン酸等の油脂類への水素

溶解度測定を行い、 前年度の推算法に基づいて状態方程

式の有用性を示し た。

　 前年度の成果を基に、 収集運搬モデルを用いて原料回

収に係る環境負荷量およびコ ス ト を推定し た。 また、 循

環圏内の廃熱を評価し、 開発し た前処理に基づ く 循環シ

ナ リ オを検討し た。

〔備考〕

葭村雄二上席研究員、 鳥羽誠チーム長 （独立行政法人産

業技術総合研究所）

辻智也教授、 保科貴亮助教 （日本大学生産工学部）

前田光治准教授 （兵庫県立大学大学院工学研究科）

2） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 廃棄物系バイオマスからのエネル

ギー回収技術 と し て、 熱分解ガス化技術に基づ く 高効率

水素製造および分散型高効率エネルギー利用システムの

確立を最終目標 と し、 ナ ノ 膜分離プロセス組み込み型低

温熱分解ガス化 ・ 触媒改質技術の開発を行 う 。 具体的に

は、 廃棄物系バイオマスに含まれる腐食性成分や灰分の
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同時除去を考慮し た熱分解ガス化技術の確立を目的 と し

た未反応チャーによ る吸着除去特性評価、 安価で高い活

性を有 し 耐久性に優れた改質触媒の開発を目的 と し た

ニ ッ ケル含有合金の直接酸化によ る触媒調製 と その性能

評価、 水素分離性能に優れたナ ノ 分離膜の耐食性評価を

目的 と し た模擬ガスによ る分離性能試験を実施する。 各

要素技術の開発および技術的検討に基づき当該シス テム

の確立に資する有用な知見を得る。

〔内容および成果〕

　 バイオマスのガス化および新規かつ有効な触媒を用い

た低温改質工程によ る ガス生成 と、 ガス中水素の選択的

分離技術の適用が本研究の趣旨であ る。 触媒 と し てステ

ン レ ス鋼合金を用いた触媒の改質特性に関し て、 合金の

酸化前処理によ って改質活性が促進される こ と、 合金上

のニ ッ ケル元素以外の含有金属元素によ って活性が影響

される こ と、 と く にハステ ロ イ処理を行った触媒で効果

が高い こ と を見いだし た。 ガス中阻害成分 と し て、 多環

芳香族化合物のモデル物質ナフ タ レ ンの共存が本触媒に

被毒影響のあ る こ と、 これに対し ト ルエンは影響のない

こ と を明らかにし た。

　 本合金触媒を用いたガス化改質試験によ って、 木質バ

イオマスから の実際のガス化ガスに対する改質性能を試

験し、 ニ ッ ケルを被覆し た合金触媒の適用によ って水素

（H2） ガス組成 20％以下のガス化ガスが同ガス 40％以上、

一酸化炭素 （CO） 50％の改質ガスに変換される こ と を見

いだし た。 タール成分濃度が約 1/3 になった こ と と照ら

し て これらの触媒改質によ る効果 と 推定し たが、 同時に

こ の改質効果は固体炭素の表面析出によ って低下する こ

と も明らか と な り 、 今後の課題と考え られた。

　 ナ ノ サイ ズ分離膜の膜分離特性に関し ては、 乾燥ガス

系においてH2の分離に対する共存硫化水素ガスの影響を

試験し た結果、 H2/ 窒素 2 成分系、 500 ℃までの温度範囲

において同ガスは H2 の分離性にほ と んど影響を及ぼ さ

ないこ と を明らかにし た。 また、水蒸気改質触媒 （Cu/Zn/

Al2O3 触媒） をナ ノ分離膜 と と もに組み込んだ膜反応器を

用いた試験によ って、 CO 転化率の向上が見込める こ と、

同触媒のガス改質効果は 200 ～ 350 ℃で高いこ と を明ら

かにし た。 一方、 ガス中の共存水蒸気に対する あ る程度

の耐性は 500 ℃まで確認し たが、 水蒸気耐性の向上が分

離膜の大き な課題と評価し た。

〔備考〕

分担者 ： 魏立綱 （NIES ポス ド ク フ ェ ロー）、 田川智彦、 山

田博史 （名古屋大学大学院工学研究科）

3） 　 超高速合成と溶媒抽出を統合し た新規高効率バイオ

デ ィ ーゼル燃料製造技術の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD011

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 液化ジ メ チルエーテル （DME） の添加によ り 反

応系を均一相にし てバイオデ ィ ーゼル燃料 (BDF) を超高

速に合成する合成技術 と、 副生成する グ リ セ リ ンか ら メ

タ ノ ールを回収する ための液化 DME を用いた抽出技術

を統合し て、従来にない高効率な BDF 製造技術、つま り 、

小型の装置にて高速かつ効率よ く 連続的に BDF を製造す

る技術を開発する こ と を研究の目的 と する。 さ らに、 本

提案の製造技術を核 と し た燃料化 リ サイ クル技術システ

ムを提示し、 技術および技術システムの評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 連続的に運転可能な流通型 リ ア ク ターを試作し、 固定

化酵素を用いて液化 DME を共溶媒 と し た BDF 高速合成

を行った。 フ ィ ー ド 量 と 滞留時間をパ ラ メ ータ と し て、

その反応特性を明ら かにする と と も に、 効率良い操作条

件を提示し た。 一方、 バッ チ実験によ り 、 前年度に観察

された酵素触媒の失活の原因を明ら かにし、 固定化酵素

の凝集塊を防止する こ と によ り 、 収率を 1.4 倍に向上さ

せる こ と ができ た。 また、 反応収率 99％以上を達成する

ための操作条件も明ら かにし た。 メ タ ノ ール回収プロ セ

スの設計に必要な相平衡データ と 推算手法を整備し、 計

算に必要な状態方程式のパラ メ ータ値を提示し た。 実験

結果を踏まえて BDF 製造に関するプロセス計算を行い。

開発し た技術の適用 と 投入エネルギーの変化を調べ、 投

入エネルギーの削減効果を示し た。

〔備考〕

辻智也教授 （日本大学生産工学部）

前田光治准教授 （兵庫県立大学大学院工学研究科）

4） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 これまで明確にされていない、 バ

イオマス利用によ る地域活性化の効果を定量的に分析す

る こ と にし た。 その概略は、 バイ オマス利用 と 地域の社
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会経済的要素 と の因果関係を明確化し、 それを定量的に

表現する分析モデルを構築する。 さ ら に、 事例研究 と し

て具体的地域を想定し たバイオマス利用の技術シス テム

を設計し、 その地域活性化効果の定量的分析を試みる。

こ のよ う な事例研究を通じ て、 他の地域で も適用でき る

汎用的な戦略立案手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度の成果と し ては、 ５ 回の研究会を通じ て、 まず、

バイオマス利用 と 地域活性化の既存事例の情報が提供さ

れ、 関連する要素を抽出し た。 それを踏まえて、 Ｋ Ｊ 法

を参考 と し たワーク シ ョ ッ プによ って、 抽出要素間の因

果関係を図式化し、 それを表現するモデルについて も検

討し た。 また、 岩手県で開催された木質バイオマスのシ

ン ポ ジ ウ ム に参加 し て、 国内外 （岩手県、 高知県、 ス

ウ ェーデン） のバイオマス利用 と 地域活性化の先進事例

に関する情報を収集し た。 同時に、 バイオマス利用の実

稼働施設を見学し て、 これまでの経緯、 現場の課題、 お

よび将来の展望について聞取 り 調査を行った。 さ ら に、

分析モデルのパ ラ メ ー タ 情報を得 る ためのア ン ケー ト

（予備調査） を実施し た。 主な調査項目は地域活性化やバ

イ オマス利用に関する意識についてであ る。 バイオマス

利用の関係主体の う ち、 市民についてはウ ェブ調査、 自

治体 と 企業については郵送調査および訪問調査を実施し

た。

〔備考〕

(2)-4. 　 国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と

技術システムの構築

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA204

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

吉田綾， 滝上英孝， 貴田晶子， 山田正人， 遠藤

和人， 蛯江美孝， 徐開欽， 村上理映， 梶原夏子，

肴倉宏史， 渡部真文， 小口正弘， 中島謙一， 井

上雄三， 河井紘輔， Komsilp Wang-Yao， 神保有

亮， 石垣智基， 横尾英史

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域での適正な資源循環の促進に貢献

すべ く 、 途上国を中心 と する各国での資源循環、 廃棄物

管理に関する現状把握を通し て、 アジア地域におけ る資

源循環シス テムの解析を行 う 。 また、 技術的側面から の

対応 と し て、 液状系を含む有機性廃棄物の適正処理及び

温暖化対策を両立する、 途上国に適合し た技術システム

の設計開発 と 適用によ る効果の評価を実施する。 これら

を総合し、 該当地域におけ る資源循環システムの適正管

理ネ ッ ト ワーク の設計及び政策の提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国際共同研究に よ ってアジア各国内におけ る E-waste

の リ ユース ・ リ サイ クルの実態を調査し、 類型化を試み

た結果、 各国のイ ン フ ォーマル リ サイ クル現場をはじめ

と する リ サイ クル技術の概要や特徴を把握し、 金属回収

や有害物質汚染の状況及び対策を検討する情報を入手で

き た。 また、 ベ ト ナム、 フ ィ リ ピ ン及びイ ン ド ネシアの

複数の リ サイ クル現場において、 作業環境や人の健康試

料を採取 ・ 分析し、 POPs や重金属によ る汚染、 貴金属回

収におけ る金属拡散事例、 な らびに新技術由来 と みられ

る有害金属曝露の可能性を確認し た。

　 準好気性埋立の効果を実証する ために設置し たテス ト

セルにてモニ タ リ ングを行い、 埋立初期の発生ガス量等

のデータ を取得し た。 周波数を調整し たレーザー メ タ ン

検出器を超音波 3 次元風向風速計 と同期させる手法を示

し た。 好気及び嫌気が共存する条件下の有機物分解パラ

メ ータのオーダーを把握し た。 埋立地内におけ る保有水

の挙動把握のため、 水みちを亀裂性岩盤モデルによ って

表現し た。

　 液状廃棄物については、 低コ ス ト 処理法 と し ての人工

湿地の高度処理化 と 温室効果ガス排出特性の関係解析を

進めた。 また、 中国 と の共同研究で汚水性状の地域差が

大きい こ と を明ら かにし た。 さ ら に、 様々な地域におけ

る制約条件の中で適切な処理技術を選択する ための基盤

を構築でき た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AB447 　 2) 　 試験評価 ・ モニタ リ ング手法の高度化 ・

体系化 68p.

0810BC001 　 電子機器用ガ ラ ス廃棄時におけ る有害元素

の長期浸出評価 51p.

0810BE003 　 有害物質管理 ・ 災害防止 ・ 資源回収の観点

か らの金属ス ク ラ ッ プの発生 ・ 輸出状況の把握 と 適正管

理方策 58p.

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 58p.

0911BE001 　 東南アジアにおけ る廃棄物データベースの

構築及び廃棄物処理システムの評価 59p.

0911BE003 　 アジア地域におけ る液状廃棄物の適正管理

のための制約条件の類型化お よ び代替シ ス テ ムの評価

59p.

0911BE006 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器の処理

技術の類型化と改善策の検討 60p.
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1011CD003 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確

立と寿命分布の国際比較分析 60p.

1012BA001 　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフ ッ ト の

比較検証に関する研究 60p.

1012BE002 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・

管理システム開発 70p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 49p.

1012CD003 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合によ る都市鉱山

からの金属資源の回収可能性評価手法の開発 61p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 61p.

【関連課題】

1） 　 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫， 鈴木剛， 梶原夏子， 藤森崇，

戸次加奈江

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸

出評価

〔研究課題コー ド〕 0810BC001

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

3） 　 有害物質管理 ・ 災害防止 ・ 資源回収の観点からの金

属スク ラ ッ プの発生 ・ 輸出状況の把握と適正管理方

策

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE003

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一， 吉田綾

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 中国などに大量に輸出されている金属ス

ク ラ ッ プについて、 有害物質の混入や火災など発生し て

いる一方、 実態に関する知見が不足し、 適切な安全管理、

行政指導を行い得ていない。 こ のため、 発生源 ・ 分類 ・

組成調査や火災実験などを通じ て、有害物質管理・防災・

資源回収の観点か ら、 金属ス ク ラ ッ プの発生 ・ 輸出の実

態を解明し、適正管理方策を提示する こ と を目的 とする。

あわせて、 法制度面か ら の検討も行い、 輸出入両国での

現在の法的規制の課題や、 輸出の現状 と 国内の リ サイ ク

ル制度と の関連性を検証し、 改善策を提案する。

〔内容および成果〕

　 輸出予定の金属ス ク ラ ッ プに対する品目調査の結果、

概し て産業系が多い一方、 回収業者か らの集荷が多い場

合は家庭系が半分以上 と 多い こ と も あった。 回収業者や

解体業者などへのアンケー ト 調査を通し て、 収集運搬業

の許可な く 処理費を受けている回収業者があ る こ と、 フ

ロ ン回収の確認が不十分であ る こ と がわかった。 基板や

ケーブルの燃焼物のダ イオキシン類濃度は非燃焼物に比

べて高 く なっていた。

　 バーゼル法の輸出規制の実効性を高める ためには、 輸

出の未遂罪や予備罪を創設すべきであ るが、 外為法 と の

関係整理が課題であった。 金属ス ク ラ ッ プは国内の発生

段階から各種規制を総合的に適用 ・ 執行する こ と によ っ

て、 輸出品目や関係業者の適正化を図る必要性があ る。

以上の研究成果を関係行政機関 と の会議で共有し、 省庁

横断的な会議の継続開催を提起し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 村上進亮 （東京大学大学院）、 古積博 ・ 岩田

雄策 （消防研究セン ター）、 山崎ゆきみ （海上保安試験研

究セン ター） 、 若倉正英 ・ 和田有司 （産業技術総合研究

所）、 鶴田順 （海上保安大学校）

4） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国際社会におい て大 き な関心 を 集め て い る

POPs 候補物質，およびその発生源 と し てまた不適切管理

地域 と し て懸念されている アジアの途上地域を中心 と し

て、環境・生態系汚染の現状 と経年変化およびバイオア ッ

セイ / マイ ク ロ アレ イ等によ る影響評価の基礎データ を

集積 ・ 解析し、 環境改善や対策技術構築のための科学的

根拠を提示する こ と にあ る。

〔内容および成果〕

　 これまでの研究では、 Ah 受容体 （AhR）、 アン ド ロゲ

ン受容体 （AR）、 エス ト ロゲン受容体アルフ ァ （ERα）、

グルコ コルチコ イ ド受容体 （GR） 、 プロゲステ ロ ン受容

体 （PR）、 甲状腺ホルモン受容体 （TR）、 ペルオキシ ソー

ム増殖活性化受容体ガンマ （PPARg） 1 及び PPARg2 のア

ゴニス ト 及びアン タ ゴニス ト を検出する レポーター遺伝

子ア ッ セ イ ・ バ ッ テ リ ーを用いて、 大気粉塵、 港湾底質

及び野生高等動物に蓄積する化学物質の内分泌撹乱活性
―  58  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
プロ フ ァ イ リ ングを実施し、 POPs 及び POPs 候補物質濃

度と の関連性について考察を行った。 AhR アゴニス ト 活

性、 AR アン タ ゴニス ト 活性、 ERα アゴニス ト 活性及び

PR アン タ ゴニ ス ト 活性は各媒体でほぼ共通し て検出さ

れたが、 その他の内分泌撹乱活性については媒体種や採

取地域別に特異的に検出 さ れた。 本手法の適用に よ り 、

媒体や採取地域で検出される活性の共通点や差異を提示

でき た。

　 当初の目標では AhR のみに着目し た研究展開を行って

い く 予定であった。 これに加え、 バイオア ッ セ イの欧州

開発機関 と の連携を充実させ、 国立環境研究所及び愛媛

大学に ６ 種類以上の核内受容体の結合活性を評価でき る

試験系の実施体制を確立でき た。そのため、導入し たア ッ

セ イ ・ バッ テ リ ーによ る内分泌撹乱活性プロ フ ァ イ リ ン

グが各媒体に適用可能にな り 、 当初は見込めていなかっ

た多角的な知見を獲得する こ と ができ ている。

〔備考〕

研究代表者 ： 田辺信介 （愛媛大学）

研究分担者 ： 岩田久人 （愛媛大学） 、 高橋 　 真 （愛媛大

学）、 仲山 　 慶 （愛媛大学）、 高菅卓三 （愛媛大学）

5） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジアの主要都市、 特にベ ト ナムを対象に

廃棄物データベース を構築する。 各国の条件及び活用目

的に応じ た廃棄物の分析手法を開発し、 各国が自ら持続

的に廃棄物デー タ の整備を図っ てい く ための指針を示

す。 本研究で構築し た廃棄物データベース を活用し て廃

棄物処理シス テムの現状を処理技術システム及び社会経

済シス テムの観点か ら分析 ・ 評価し、 今後の廃棄物処理

システムの改善の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 東南アジアの 100 以上の都市の都市廃棄物管理に関す

るデータ収集を試みた。 都市廃棄物管理主体の特徴 （公

共あ るいは民間） を類型化し た。 都市廃棄物管理が民間

業者によ って実施されている場合にはデータ収集が困難

であった。 ベ ト ナム国ハ ノ イ市では、 廃棄物の排出者は

収集サービ スに非常に満足し ている こ と がアンケー ト 調

査で明ら か と なった。 また、 ベ ト ナム国の主要都市 （ハ

ノ イ市、 ホーチ ミ ン市） で有価物を回収する人々は特定

の地域出身であ る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 福岡雅子 （大阪工業大学）、 松井康弘 （岡山

大学）、 平田修 （福岡大学）、 原田英典 （京都大学）、 阿部

直也 （東京工業大学）、 渡辺浩平 （帝京大学） 所内研究協

力者 ： 高畑恒志、 小島英子

6） 　 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための

制約条件の類型化および代替システムの評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE003

〔担当者〕 ○河井紘輔 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 蛯江美孝， 徐開欽， 神保有亮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域の衛生改善上、 液状廃棄物の適正処

理は最重要の課題であ るが、 途上国の地域特有の制約条

件が原因で、 処理システムが適切に機能 ・ 普及し ない例

は少な く ない。 本研究では、 ベ ト ナム等におけ る フ ィ ー

ル ド 調査に基づき、 地域ご と の特色を適切に把握でき る

汎用性を踏ま え た系統だっ た制約条件の類型化を実施

し、 途上国におけ る液状廃棄物処理システム整備方策の

体系化を目指す基盤を提供する。 また、 ハ ノ イ を対象 と

し て制約条件下での代替システムの設計、 評価の考え方

を提示する。

〔内容および成果〕

　 バング ラデシ ュ等のアジア地域を対象に更な る現地調

査を行い、処理システム整備の課題抽出を行 う と と もに、

現地の地域的制約条件 と のマ ッ チングが可能な技術選択

フ ォーマ ッ ト を構築する ため、 山岳 ト イ レ等を含む様々

な技術 ・ シス テムの制約条件 （電気 ・ 水等のイ ン フ ラ の

要求度、 イ ニシ ャル ・ ラ ン ニ ン グ コ ス ト 、 維持管理性、

処理性能等） の調査 ・ 整理を実施し た。 これによ り 、 制

約条件の類型化 と 代替システムの評価を行い、 多様で制

約条件の把握が困難な途上国における、 最適な液状廃棄

物処理システム選択のための、 技術選択アルゴ リ ズムの

一次設計を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 藤井滋穂 （京都大学）

共同研究機関： 京都大学、流通科学大学、埼玉大学、（財）

日本環境整備教育セン ター、 ハ ノ イ工大、 ハ ノ イ土木工

大、 ダナン工大， フエ大、 ベ ト ナム科学技術アカデ ミ ー、

ベ ト ナム環境総局 （ベ ト ナム）、 マ ヒ ド ン大 （タ イ）、 マ

ラ ヤ大、 サバ大 （マレーシア） 、 クルナ大 （バング ラデ

シュ）、 ぺラデニア大 （ス リ ラ ンカ）、 ト リ プバン大 （ネ

パール）
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7） 　 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類

型化と改善策の検討

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE006

〔担当者〕 ○吉田綾 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

寺園淳， 中島謙一， 村上理映， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 アジア地域においては、 電気電子機器廃

棄物 （E-waste） の不適正な リ サイ クル ・ 廃棄によ る環境

汚染の問題が指摘されてお り 、 発生 ・ 流通量の増大や環

境規制 ・ 処理施設の未整備などか ら対策が急務 と なって

いる。 本研究では、 アジア 3ヶ国程度の現地において海

外専門家 と の共同で現地調査を実施する こ と によ り 、 信

頼性のあ るマテ リ アルフ ローの情報を提供し、E-waste 処

理技術を資源性 ・ 有害性の観点から類型化する。 さ らに、

どのよ う な国際技術協力や設備投資、 管理 ・ 法規制が必

要かなどの改善策を検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 国際共同研究に よ ってアジア各国内におけ る E-waste

の リ ユース ・ リ サイ クルの実態を調査し、 類型化を試み

た結果、 各国のイ ン フ ォーマル リ サイ クル現場をはじめ

と する リ サイ クル技術の概要や特徴を把握し、 金属回収

や有害物質汚染の状況及び対策を検討する情報を入手で

き た。 また、 ベ ト ナム、 フ ィ リ ピ ン及びイ ン ド ネシアの

複数の リ サイ クル現場において、 環境試料や人体試料を

採取 ・ 分析し、 POPs や重金属によ る汚染、 貴金属回収に

おけ る金属拡散、 な らびに新技術 （素材） 由来 と みられ

る有害金属曝露の可能性を確認し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 小島道一 ・ 坂田正三 ・ アテ ィ エンザ 　 ヴ ェ

ラ （以上、 アジア経済研究所）

研究協力者 ： 金 小瑛 （京都大学）

共同研究機関 ： ハ ノ イ工科大学、 ベ ト ナム南部持続可能

な発展研究所、 フ ィ リ ピン大学、 バン ド ン工科大学

8） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命

分布の国際比較分析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 耐久消費財の寿命分布は使用済み製品の排出

量推計などの基礎情報 と し て重要であ るが、 推定に多 く

の費用 と 労力を要する。 本研究では、 分布パラ メ ータの

一般化によ り 、 寿命分布を よ り 簡易に推定可能な手法を

確立する。 また、 中古製品輸入の多い発展途上国等に も

適用可能 と する ため、 中古輸入製品を考慮し た国内販売

台数の補正方法を確立する。 確立し た手法を用いて多数

の国の自動車、 主要家電製品の寿命分布を推定し、 国に

よ る差異 と その要因を定量的に明ら かにする と と も に、

平均使用年数の簡易推定モデル式を導出する。

〔内容および成果〕

　 自動車の寿命分布の詳細推定のための基礎データ を 40

カ国強について収集し た。 複数の情報源によ るデータの

整合性を確認し た約 20 カ国について、販売年別残存割合

を求めて分布関数近似し、 平均使用年数 と 分布形状パラ

メ ータ を推定し、 得られた分布形状パラ メ ータの一般化

を検討し た。 また、 主要家電製品について も数カ国の寿

命分布情報を収集し た。

〔備考〕

9） 　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフ ッ ト の比較検証

に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 石垣智基， 遠藤和人， 金喜鍾， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 埋立地ガ ス放出緩和技術におけ る温室効果ガ

ス と 浸出水の長期的な挙動を、 実験 と 現場観測で得た

データによ り 定式化する こ と で、 温室効果ガス放出削減

と 浸出水汚濁防止 と い う コベネフ ィ ッ ト を定量的に評価

し、 比較検証する。 準好気性埋立技術のコベネフ ィ ッ ト

を東アジアの気候 ・ 廃棄物の条件下で最適化する技術仕

様を提示する。 以上よ り 、 準好気性埋立技術の埋立地ガ

ス放出緩和技術と し ての優位性を示す。

〔内容および成果〕

　 準好気性埋立地におけ る ガス化反応挙動を明ら かにす

る ために、 嫌気的 ・ 好気的雰囲気が共存する条件下での

廃棄物分解モデルを定式化し た。 得られた算定式の う ち

未導出のパラ メ ータについて実験的に検討し、 嫌気反応

におけ る酸素阻害、 好気反応におけ る酸素不足阻害、 な

らびに水分不足に よ る反応阻害に関する因子を求めた。

検証によ り 、 嫌気条件 と 好気条件の共存によ る メ タ ンの

二酸化炭素への転換だけでな く 、 準好気的管理によ る廃

棄物の分解促進が表現可能なモデルであ る こ と が示唆さ

れた。

　 大型ラ イ シ メ ータ実験によ り 、 浸出水中の有機物溶出

量は好気性＜準好気性＜嫌気性の順での増加が確認され
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た。 準好気性の場合、 空気の供給を行 う 浸出水集排水管

の管径の拡大で、 好気性 と 同等の廃棄物の分解速度およ

びガス化速度の向上が可能であ る こ と が示された。 嫌気

性において浸出水中の有機物量が急減する時期は、 可溶

化プロセスから ガス化プロセスへの移行時期であった。

　 準好気性埋立のアジア適応化に向けた知見の集積を目

的 と し た タ イにおけ る現地実験の結果、 埋立層の排水は

順調に機能し ているが乾燥によ る生物分解の不活化など

の影響が推測された。 また、 埋立層の圧密の度合いが準

好気的な環境形成に大き く 影響する こ と が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 松藤康司、 立藤綾子 （福岡大学）

10） 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理シス

テム開発

〔研究課題コー ド〕 1012BE002

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

11） 　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 中島謙一， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

12） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 経済産業省 ・ 環境省の連携の下、 又、 各分野に

おいて、 都市鉱山か らの有価金属の リ サイ クルに着目し

た事業や取 り 組みが数多 く 実施されている。その多 く は、

回収シス テムや回収技術などの実践的 ・ 実用的な課題に

焦点を あてた も のであ り 、 学術的な基礎研究は少ない。

これに対し て、 本研究では、 熱力学解析に基づ く 元素の

分配挙動解析と、 物質フ ロー ・ ス ト ッ ク分析 (MFA/MSA)

を核と し て、熱力学解析と MFA の融合によ る都市鉱山か

らの金属資源の回収可能性評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 熱力学解析では、 乾式製錬プロ セス を対象 と し て元素

の挙動解析を行った。 具体的には、 製鋼、 銅転炉、 鉛溶

鉱炉、ISP およびアル ミ ニウ ム再溶解、マグネシウ ム再溶

解プロ セス を対象 と し た。 また、 温度や酸素分圧などパ

ラ メ ータの変化に伴 う 分配傾向を明らかにし た。

　 また、 物質フ ロー ・ ス ト ッ ク分析 (MFA/MSA) では、 鉄

鋼随伴元素であ る ニ ッ ケル、 ク ロ ム、 モ リ ブデンを対象

と し て WIO-MFA モデルに対応し たデータの整備を行っ

た。 こ の結果、 鉄、 アル ミ ニ ウ ムについては、 最終需要

ベースでは、 4 ～ 5 割程度が素材あ るいは製品 と し て輸

出されている と 得られた。 また、 ニ ッ ケル、 ク ロ ム、 モ

リ ブデンでは、5～6割程度が輸出されている と得られた。

〔備考〕

13） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な金属資源管理には、 製品ラ イ フサイ

クル ・ リ サイ クル ・ 処理 ・ 処分を巡る金属材料の異時点

間フ ロー と その決定因を同定し、 ス ク ラ ッ プの汚染 ・ 品

質低下を回避する事が必要であ る。 こ れに資するべ く 、

Nakamura 他 (2007) が開発し た多元多部門 MFA モデル

(WIO-MFA) を元に、 詳細な部門分類 と製錬熱力学を含む

精緻な技術情報を用い、 金属材料の利用 ・ 散逸経路を説

明する一般的動学数理モデルを開発する。 代表的金属耐

久財であ る自動車を対象と し、その構成金属材料の 20 ～

30 年にわた る利用 ・ 散逸時間経路及び付随する温暖化ガ

ス (GHG) 排出量を同定する。 更に、 今後進展が予想され

る易分解設計 ・ 電池化などがそれら に及ぼす効果を定量

評価する。

〔内容および成果〕

　 鉄鋼材料 と その随伴元素の関係 を記述す る た めに、

WIO-MFA2000 表および WIO-MFA2005 年表を も と に、鉄

鋼材料および随伴元素に関する物質フ ローデータの整備

を行った。 また、 各種素材フ ロー と 製品部門 と の関係性

を 分析す る た め の ツ ール と し て UPIOM(Unit Physical

Input-Output Flow of Materials) モデルの開発を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 中村愼一郎 （早稲田大学政治経済学術院教

授）
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循環型社会研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(2)-5-1. 　 循環型社会実現に資する経済的手法、 制度的手

法に関する研究

〔関連課題〕

1013BE001 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価シ

ステムの構築と シナ リ オ分析 62p.

【関連課題】

1） 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価システムの

構築と シナ リ オ分析

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 1013BE001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 藤

井実

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 第 2 次循環型社会形成推進基本計画で提示され

た 「地域循環圏」 の概念の具現化のためには、 望ま しい

循環圏を導出する理論の構築 と、 実態に基づ く 現状分析

の両輪が必要であ る。 しかし、 循環利用 ・ 目的の物質移

動データの整備が十分でないこ と、 循環圏の 「望ま し さ」

を評価する概念 と 手法の体系化が十分に進んでいない こ

と 等から、 循環圏形成 と い う 政策目標に向けた情報整備

と し ては不完全な状況にあ る。 そ こ で、 マ ク ロデータ を

用いた要因分析 と、 地域 と 資源を特定し た ミ ク ロ分析を

実施する こ と で、 循環圏が形作られている決定要因の解

明を行 う 。 次に、 コ ス ト 、 環境負荷、 環境 リ ス ク、 さ ら

には生態系サービ スの視点か らの評価手法を提示し、 具

体的な地域を対象に理論 と 評価手法を適用する こ と で、

その有効性を検証する。 さ ら に、 望ま しい姿に接近させ

る ための政策シナ リ オの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地域循環圏形成についての政策的な背景を整理し た う

えで、 これまでの産業エコ ロ ジーの分野におけ る循環事

業成立の要因及び主体間連携についての研究を体系的に

整理する と と も に、 国内の循環圏形成の事例についての

調査か ら 資源の種類別の循環形成の特性を明 ら かにす

る。 環境省の検討会で開発し たエコ タ ウ ンの調査 （2008

年度～ 「エコ タ ウ ン等の更な る推進方策に関する調査 」

研究会） について、 MFA と LCA を用いた分析によ り 循

環効率 と 循環圏を把握する と と も に、 地域調達率 と 稼働

率の関係を明ら かにし て、 地域循環圏を検討する際の論

点を考察し た。

　 さ らに地域循環圏の現状の取 り 組みについて、 環境省

の地域循環圏支援検討会で県及び政令市について地域の

資源循環の状況 と、 循環計画 ・ 循環白書等の文献調査を

行い部分的に電話調査によ って、 次の項目を調査し た結

果について解析し た。

（ １ ） 各循環資源の地域での循環 ・ 受け皿 ・ 課題の状況

（ ２ ） 地域において循環利用の面で特に課題のあ る循環資

源及びその循環 ・ 受け皿の状況、 具体的な課題

（ ３ ） 独自に実施し ている調査等があれば調査背景、 調査

に基づ く 循環資源の状況

（ ４ ） 地域で進めている地域循環施策

（ ５ ） 地域における先進的な循環の事例

　 さ ら に、 広域化が進んでいる循環資源の う ち、 自動車

と 家電 ・ 機器類、 廃プ ラ スチ ッ ク について、 稼働率を目

的変数、 地域循環率を説明変数 と し た個別の回帰分析を

行った。 自動車 と 家電 ・ 機器類では、 有意水準が １ ％以

下 と な り 、 地域調達率が高いほど、 安定的な稼働を実現

し ている こ と が示された。 こ の理由 と し て、 主に、 広域

か ら調達する場合、 輸送コ ス ト の影響を受け る傾向があ

る と 推測される。 一方で、 廃プ ラ スチ ッ ク では、 有意な

相関は見られなかった。 こ のよ う な結果の差が生じ た理

由 と し て、 容器包装 リ サイ クル法に基づ く 入札制度によ

り 、 遠方の排出元 と の取引コ ス ト が軽減されている こ と

や廃プ ラ スチ ッ ク の輸送コ ス ト が、 特に家電 ・ 機器類 と

比較し て、 低 く 抑え られている こ と が考え られる。 これ

に対し、 供給面で見る と いずれの リ サイ クル製品も地域

供給割合は高い値を示し ている。 これは、 供給先 と し て

製鉄所やセ メ ン ト 工場、 繊維工場 と いった動脈産業 と の

近接性が安定化に寄与し ている こ と を意味する可能性が

高い。

〔備考〕

北九州市立大学、 名古屋大学大学院、 北海道大学大学院、

早稲田大学

(2)-5-2. 　 特定地域における産業間連携 ・ 地域資源活用に

よるエネルギー ・ 資源の有効利用の実証

〔関連課題〕

0810BE004 　 有機再生廃棄物を対象 と する多層複合型資

源循環圏の設計と評価システムの構築 62p.

【関連課題】

1） 　 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏

の設計と評価システムの構築

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE004

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 大

迫政浩， 徐開欽， 稲葉陸太， 藤井実

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 先進的な循環拠点集積を複数含む東京圏域を

対象 と し て、 循環資源ご と に地区ス ケールか ら都市、 圏
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域、 国土、 国際ス ケールの異な る循環圏を科学的な算定

を も と に同定し、 その形成支援の技術 ・ 政策シス テムの

設計 と 評価のシステムを構築する。 循環型社会形成にむ

けて、 エン ド オブパイプ技術のみによ ら ない、 動脈側 と

静脈側の産業システムが連携する循環圏システムを技術

と 社会システムの統合によ り 設計するガ イ ド ラ イ ンシス

テム と し ての一般化を目指す。

　 自治体 ・ 循環事業者 と の共同研究を通じ て地理情報シ

ス テ ム等を活用 し た地域の循環代謝の空間情報ネ ッ ト

ワーク シス テムを開発する。 さ ら に、 循環型生産特性を

考慮し た将来的な循環形成の政策選択肢を合理的に設定

し、 その改善効果を定量的に評価する システムを構築す

る こ と によ って、 多層的な循環圏形成の拡大シナ リ オを

評価する指標体系シス テムを含む、 評価のガ イ ド ラ イ ン

システムを構築する

〔内容および成果〕

　 これまで、 主 と し て一般廃棄物中の有機系廃棄物を対

象に、 その供給ポテンシ ャル と、 リ サイ クルに利用可能

な既存イ ン フ ラ を含む需要ポテンシ ャルを同定し て、 そ

の有効活用ができ る リ サイ クルシステムの設計を行って

き た。 各地域の廃プ ラ スチ ッ ク及び雑紙を回収、 加工す

る拠点施設の設置と、動脈産業施設の活用によ り 、空間・

時間的な廃棄物発生量及び リ サイ クル製品需要の変動に

対し て頑強なシステム設計 と その検証を行った。 循環資

源の利用効率が高 く 、 また リ サイ クルのための費用増加

も 限定的で、 長期的に も 高い費用対効果を期待し得る、

スマー ト リ サイ クル と呼ぶシステムを構築し てき た。

　 本年度は、 拠点施設の詳細設計を行い、 地域の人口密

度や面積に合わせた ２ 種類の拠点施設について、 建設、

運転に伴 う CO2 排出量や費用を拠点施設の規模別に推定

し た。 これら の結果 と。 分別収集。 輸送。 従来型中間処

理及び動脈産業での リ サイ クル効果を合わせてモデル化

し。 CO2 削減と費用に関する、 適性評価シ ミ ュ レーシ ョ

ンを実施し た。 また、 人口密度ご と に、 適切な拠点規模

（循環圏ス ケール） を算出し た。

　 シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果 と、 一都三県におけ る人口密

度分布を比較し て、 スマー ト リ サイ クルの導入が CO2 削

減効果を も た らすだけでな く 、 費用の削減にも繋がる可

能性がよ り 高い地域を選定し た。 選定された地域の う ち

の １ 地域を対象に、 GIS データ と 将来人口推計を組み合

わせた。 廃棄物発生量の時空間分布 と、 ごみ焼却施設の

位置情報を利用し て、 スマー ト リ サイ クル導入前後の時

系列での地域シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し た。 対象地域内

の焼却施設の統廃合が行われれば、 CO2 と費用が同時に

削減される可能性が示唆された。

　 循環資源の特性を よ り 高度に活用でき る、 マテ リ アル

リ サイ クルについて も、 継続し て調査を実施し た。 製品

需要側の観点か ら、 食品廃棄物の飼料化の事例に対し、

LCA と消費者の受容性を調査し た結果、豚肉に対し 0.4 円

/g-CO2 の付加価値があ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

分担研究者 ： 産業総合研究所、 名古屋大学、 京都大学

(2)-5-3. 　 資源作物由来液状廃棄物の コ ベネ フ ィ ッ ト 型

処理システムの開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG001

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域） ， 冨岡典

子， 蛯江美孝， 徐開欽， 小野寺崇

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジアを中心と する 地域には、資源作物（ サ

ト ウ キビ、 パームヤシ等） の生産が集中し ており 、 それ

ら を 原料と し た製品（ 砂糖、 パーム 油） の製造・ 加工工

程（ バイ オ燃料の生産を 含む） から は、 高有機物濃度の

液状廃棄物（ 廃液） が多量に排出さ れる 。 現状、 その殆

ど が開放型の池（ 安定化池） で放置さ れ、 メ タ ン等の温

室効果ガス の発生と 水環境汚染の要因と なっ ている 。 本

研究開発では、 こ れら の資源作物由来廃液（ 主と し て糖

蜜系バイ オエタ ノ ール廃液） の適切処理技術（ メ タ ン発

酵を 中心と する 創・ 省エネ処理技術） の開発によ り 、 温

室効果ガス 発生抑制、 エネルギー回収、 水環境保全等を

実現化する コ ベネフィ ッ ト 型処理技術の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 酸生成槽 と 高負荷対応型 メ タ ン発酵槽 と の

組み合わせに よ る糖蜜系廃液処理試験を継続し、 特に、

硫化物阻害を回避しつつ高負荷処理を実現する ための運

転操作条件の検討を行った。その結果、酸生成槽の pH を

6 前後に維持する こ と で、硫酸還元反応の進行を維持しつ

つ、 生成し た硫化物の約 30 ～ 40％を効率的に廃水から

除去し、 後段の メ タ ン発酵槽への硫化物阻害を低減でき

る こ と が分かった。 また、 糖蜜系廃液に高濃度に含まれ

る カ リ ウ ムが メ タ ン生成細菌の活性に及ぼす影響を評価

し た結果、 特に酢酸資化性 メ タ ン生成細菌に対する阻害

性が強 く 、300 mM 程度の濃度で活性が半減する こ と が明

ら かになった。 一方、 水素資化性 メ タ ン生成細菌は、 カ

リ ウ ムに対し ての耐性が高かった。

　 実バイオエタ ノ ール蒸留廃液 （糖蜜原料） の処理試験

を Khon Kaen 大学 （タ イ） において行った結果、 提案す

る処理システムが実廃液処理に も有効であ り 、 除去有機

物の 90％以上を メ タ ン （エネルギー） と し て回収でき る
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こ と が分かった。 また、 処理後の廃液を液肥 と し ての利

用する場合の効果や環境影響の評価 （サ ト ウ キビの生育

への効果、 廃液を畑地に還元する際の温室効果ガスの放

出状況の調査等） を タ イの試験圃場において開始し た。

〔備考〕

共同研究先 ： Khon Kaen University( タ イ )、 Mitr Phol

Sugarcane Research Center Co., Ltd.( タ イ )、岐阜工業高等専

門学校

循環型社会研究プログラムにおけるその他の活動

(2)-6-1. 　 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

1) 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基， 成岡

朋弘， 石森洋行， 金喜鍾

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会を支え る廃棄物処理 ・ 処分プロセス

の安全 ・ 安心な管理を遂行する ための技術システムを構

築する。 まず、 現行制度では把握が不十分な有害物質を

含む廃棄物や副産物をいち早 く 特定し、 適正な管理手法

を示す。 また、 不要物 と なった も のが適正に循環 ・ 処分

される ための分岐点 と し て機能する中間処理技術システ

ムを提示する。

〔内容および成果〕

 新埋立類型に埋め立て る廃棄物の安定化挙動を予測す

るパラ メ ーターを把握する ため，、現場実験 と同等の熱環

境を再現可能な室内カ ラ ム試験装置を開発し た。 ま た、

カ ラ ム試験装置の縦横比が、 実験結果に及ぼす影響を明

らかにする ため、 縦横比の異なる 7 つのカ ラ ム試験を開

始し た。 数値埋立モデルについて、 多相流 と 熱連成に加

えて、 多成分物質移動 と 多成分溶解平衡を連成させるモ

デルを構築し た。 現在、 その適用性を検討し ている。 海

面最終処分場の集排水能力 と 保有水水質への影響を数値

解析によ って検討し、 シ リ アル溶出試験結果を濃度境界

条件と し て与え る こ と で、 浸出液 pH の長期的な挙動評

価を実施し、pH の減少には長期間必要な こ と が示唆され

た。焼却処理施設等に関する管理手法の構築については、

ガス化溶融炉を含む全国 100 以上の焼却施設の実績デー

タ調査か ら発電 ・ 熱利用指標等の施設特性を表示可能な

指標を抽出し、 優れた施設の特質を明ら かにし た。 最新

の廃プラ スチ ッ ク類圧縮中間処理施設において、 揮発性

有機化合物および多環芳香族化合物等の低濃度有機汚染

物質を測定し排出実態を明ら かにする と と も に、 光触媒

法および活性炭吸着法を用いた新規処理設備の処理特性

評価を行い、 アルデ ヒ ド 類等一部の化合物では光触媒プ

ロセス を経て濃度が上昇する こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター、 千葉県環

境研究セン ター、 神奈川県環境科学セン ター、 福井県衛

生環境研究セン ター、 沖縄県衛生環境研究所、 大阪府環

境農林水産総合研究所、 北海道大学、 福岡大学、 九州大

学、 京都大学、 秋田県立大学、 東京大学、 早稲田大学、 三

機工業 （株）、 ( 財 ) 港湾空間高度化環境研究セン ター

〔関連課題〕

0610AA203 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環

技術の開発 54p.

0810BE005 　 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸

出水浄化技術への応用 65p.

0811BC001 　 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築

65p.

0910BE003 　 廃石膏ボー ド の再利用技術シ ス テムの構築

に関する研究 66p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 55p.

0913KB001 　 気候変動 を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 225p.

1011AF001 　 水溶性有機化合物に対する最終処分場底部

遮水工の遮水性能評価 66p.

1011CD007 　 廃棄物地盤におけ る 環境 リ ス ク の低減 と、

サステ イナブルな社会への貢献 67p.

1011CD008 　 廃棄物最終処分場におけ る埋蔵金属資源価

値の評価および有用金属の回収に関する研究 67p.

1012BA001 　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフ ッ ト の

比較検証に関する研究 60p.

1012BC001 　 廃プ ラ スチ ッ ク の リ サ イ ク ル過程におけ る

有害化学物質の排出挙動と制御に関する研究 53p.

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 53p.

1014CD002 　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけ る

モニタ リ ング方法と除去特性および評価 68p.

【関連課題】

1） 　 廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽，倉持秀敏，大迫政浩，李東烈，Salah Aljbour，
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佐野彰， 小林拓朗

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄化

技術への応用

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE005

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 成岡朋弘， 石垣智基

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 通常の浄化処理法では分解する こ と が難 し い

難分解性 COD 成分除去および有機性有害物質除去を目

的 と し て、 可視光応答型 と い う 新しいタ イプの酸化チタ

ンを用いて、 太陽光を利用し た省エネ型の浸出水浄化処

理技術の確立をめざす。

〔内容および成果〕

　 1,4- ジオキサンおよびエチレ ング リ コールの可視光応

答型光触媒によ る分解について検討し た。 幅 28cm× 奥行

28cm×深さ 2cmのガ ラ ス水槽に4.5cm×4.5cmの可視光応答

型酸化チタ ン光触媒を 36 枚 （6×6） 設置し、 1,4- ジオキ

サンおよびエチレ ング リ コールをそれぞれ 173mg/L およ

び 146mg/L に調整し た水溶液を水槽上限まで充填 ・ 密栓

し、 上部から 415nm の LED ラ イ ト を照射し た。 また、 酸

化チタ ン光触媒を入れない対照区を設けた。 実験開始か

ら一定時間経過後に試料を採取し た。 1,4- ジオキサンは

初期濃度 173mg/L から 30 日経過後に 156mg/L まで徐々

に低下し た。 一方、 エチレ ング リ コールについては急激

な低下が見られ、 初期濃度 146mg/L から 28 日経過には

8mg/L まで低下し た。この分解挙動の違いは、対象物質の

分子構造の違いによ る も の と 考え られ、 特に、 可視光応

答型光触媒によ る 1,4- ジオキサンの分解には、 さ ら なる

エネルギーが必要であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 森達摩 （大阪府環境農林水産総合研究所 食

と みど り 技術セン ター） 共同研究者 ： 相子伸之、 矢吹芳

教、 豊原憲子 （大阪府環境農林水産総合研究所 食 とみど

り 技術セン ター）、 安保正一、 松岡雅也、 竹内雅人、 北宅

善昭 （大阪府立大学）

3） 　 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0811BC001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 遠藤和人， 成岡朋弘， 石森

洋行， 金喜鍾， 石垣智基

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会において も 発生が避け ら れない リ

サイ クル残さや焼却灰などの廃棄物を適正に処分し、 か

つ、 利用価値の高い土地資源や将来必要な物質資源を確

保する ため、 埋め立て られる廃棄物の質 と 用途に対応し

た環境保全機能を有する安定化促進型埋立、 備蓄 （保管）

型埋立、 土地造成型埋立 と い う 新たな埋立類型を提案す

る。 これら新規埋立類型を実現させる ため、 中間 ・ 資源

回収処理後の廃棄物の質 と 量を把握 ・ 評価し、 新たな埋

立概念、 技術、 維持管理手法を開発 ・ 提示 ・ 検証する こ

と で、 循環型社会に資する埋立技術システムの将来像を

示す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 安定化促進型埋立類型技術を開発する ための基礎研

究 と し て国内外におけ る安定化促進埋立の室内実験に対

する研究事例のレ ビ ューを行った。 室内実験で用いる主

要パラ メ ーターを と り ま と める こ と ができ た。 また、 室

内実験で用いたパラ メ ーターの中で、 反応器の縦横比や

層内の温度条件などに対し ては十分な研究が必要であ る

こ と が明らかにされた。

（ ２ ） 安定化促進型埋立シナ リ オを目指し、 キレー ト 処理

された一般廃棄物焼却飛灰から の重金属の再溶出 メ カニ

ズムに関する検討を行った。 塩化物イ オンが重金属 （キ

レー ト と 結合 ・ 非結合の両者） の溶出挙動に大き な影響

を与える こ と を示し、 pH、 酸化還元電位、 化学形態の他

に錯体形成種 と し ての陰イオンが重金属溶出挙動に与え

る影響も加味する こ と が、 重金属の原位置固定化技術に

求められる こ と を明らかにされた。

（ ３ ） 備蓄型埋立シナ リ オについて、 既存統計資料、 文

献、 市場データ等を基にし て、 備蓄の可能性のあ る廃棄

物データベースの整理 と 資源価値を算出し た。 また、 備

蓄型処分場の事業モデルを検討し た。 小型家電の基板に

ついては、 現状において も 十分な資源価値を有する が、

焼却灰 （落じん灰） やシ ュ レ ッ ダーダス ト は、 資源価格

が現状の ３ ～ ５ 倍になれば資源価値が評価される可能性

が出て く る こ と がわかった。 また、 備蓄型処分場は 「備

蓄」 ＋ 「資源売却」 ＋ 「再度埋立」 と い う 、 新たな処分

場の事業モデルの構築の可能性が示唆された。

（ ４ ） 新埋立類型を複合型 と し て適用し う る海面処分場に

着目し、 海面最終処分場の跡地利用に係る用件の整理 と

廃棄物資料の強度 ・ 変形特性に関する知見の取 り ま と め

を行った。 長期的な維持管理コ ス ト を初期の事業ス キー

ム検討段階 （例えば、 処分料金決定段階） か ら見込んで

お く 必要があ る こ と と、 埋立時に改質材を混合し て埋め

立てる方法の導入によ り 、地盤強度の増加が図れるほか、
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
有害物質 ・ 有機物等の封じ込めの効果も期待でき る こ と

が明ら かに された。 また、 将来発生する長期的な維持管

理コ ス ト ・ 地盤改良等のコ ス ト の平準化も可能な方法で

あ る こ と がわかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター、 北海道大

学、 京都大学、 九州大学、 福岡大学、 廃棄物学会埋立部

会、 財団法人港湾空間高度化環境研究セン ター

4） 　 廃石膏ボー ド の再利用技術システムの構築に関する

研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE003

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在、 一部の再利用を除いて管理型処分場への

最終処分しか処理方法がない廃石膏ボー ド は、 大量廃棄

時代を目前にし て処分費用の高騰によ る不法投棄の恐れ

と 最終処分量の増大 と い う 二重の課題を抱えている。 そ

こ で、廃石膏ボード の再生製品であ る再生石膏について、

地盤や海底等の自然空間に地盤安定化資材、 建設資材

フ ィ ラー、 魚礁ブロ ッ ク資材等 と し て使用し た場合の環

境安全性や環境修復 ・ 改善機能を検討し、 最終処分を回

避でき る持続可能な再利用技術システムを構築する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 地盤改良用途への応用 ： 廃石膏ボード由来の半水石

膏添加改良体に高炉セ メ ン ト B 種 と石炭灰を添加し た結

果、 フ ッ素不溶化に一定の有効性が認められ、 エ ト リ ン

ガ イ ト 生成量 と の間に相関性が認められた。 再生半水石

膏をため池底泥の改良体 と し て利用し、 ため池堤体改修

資材へ と 利用でき る こ と が明ら か と なった。 建設発生土

に対し て再生半水石膏を単体利用する と 資材 と し て十分

な強度は発現し ないが、 ト ラ フ ィ カビ リ テ ィ ーの改善に

は有効であ る。 乾湿繰 り 返し強度試験では、 再生石膏を

添加する こ と で強度低下を抑制可能であ り 、 石灰 と 酸化

鉄を併用する こ と で膨張比を大幅に低減可能であ る こ と

がわかった。

（ ２ ） 建設資材用途への応用 ： アス フ ァル ト フ ィ ラー材 と

し て再生無水石膏を利用し た試験舗装区での ２ 年間の検

証の結果、 いずれも通常舗装 と 同程度の性状が維持され

ていた。 塗料フ ィ ラー と し ての利用可能性も検討し、 塗

料付着力 と 断熱性において機能を発揮する こ と がわかっ

た。 また、 再生石膏を藻場造成コ ン ク リ ー ト ブロ ッ クへ

混入し た場合、 山砂を骨材 と し た場合 と 同程度の性能が

あ る こ と が明らかになった。 浚渫土改良材 と し ての有効

性も明らかにされた。

（ ３ ） 用途環境における環境安全性評価 ： 解体系の廃石膏

ボー ド の類型化を行った結果、 主要成分や鉱物に年代毎

の差異無いものの、 微量成分であ る F 含有量や P、 Na は

新し く な るにし たがって減少する傾向が見られた。 地盤

改良材 と し て再生石膏を利用し た場合の硫化水素ガス発

生試験では、 土質毎でガス発生挙動が異な る も のの、 締

固めによ って発生抑制が促される こ と がわかった。

〔備考〕

共同研究者 ： 亀井健史 （宮崎大学） 、 鵜飼恵三 （群馬大

学） 、 森 啓年 （土木研究所） 、 今岡 務 （広島工業大学） 、

西嶋 渉 （広島大学）、 井 真宏 （株式会社エフ イ石灰）

5） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

6） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

7） 　 水溶性有機化合物に対する最終処分場底部遮水工の

遮水性能評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF001

〔担当者〕 ○石森洋行 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場に用いられる遮水材は、 浸出水中の

有機化合物成分の暴露によ り 、 その性能の低下が懸念さ

れる。 ジオ メ ンブレ ンシー ト では材料の細孔径 と 有機化

合物の分子サイ ズが、 また粘土ラ イナーでは有機化合物

の極性 と 官能基、 濃度、 粘土鉱物の水和反応が、 遮水性

能の支配因子 と なってお り 、 遮水性能に及ぼすこれらの

影響度を、 吸着 ・ 拡散試験 と 長期透水試験によ り 明ら か

にし た。 本研究期間で対象 と し た有機化合物は、 浸出水

中に比較的高濃度で存在する 1,4 ジオキサン と ビ ス フ ェ

ノ ール A の 2 つであ る。

〔内容および成果〕

　 塩化ビニルシー ト に対する 1,4 ジオキサンの透過速度
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は、 既往研究で実施された高密度ポ リ エチレ ンシー ト に

対するベンゼンの透過速度よ り も遅 く 、 拡散係数 と し て

10-12 m2/s 以下であ る と推測された。粘土ラ イナーは、1,4

ジオキサン と ビ ス フ ェ ノ ール A の濃度が 100 ppm 以下で

あれば、 著し く 低い透水係数値を発揮で き る。 一方で、

粘土 ラ イ ナーに対する 1,4 ジオキサンの吸着性はビ ス

フ ェ ノ ール A よ り も低 く 、 粘土ラ イナーを流れる 1,4 ジ

オキサンの通過速度は、 非吸着性 ト レーサーのそれ と ほ

ぼ同じであ り 、 吸着によ る遅延効果はほ と んど期待でき

ない。以上の実験よ り 得たデータは、遮水工からの 1,4 ジ

オキサンの漏えい リ ス クや遮水工耐久年数の試算に活用

でき、 科学的根拠に基づいた処分場設計に貢献でき る。

〔備考〕

8） 　 廃棄物地盤における環境リ ス クの低減と、 サステ イ

ナブルな社会への貢献

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD007

〔担当者〕 ○石森洋行 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会において も あ る程度の量の発生が

避け られない固体系廃棄物の埋立地盤を対象 と し、 環境

安全性を担保しつつ土地資源 と し て適正に活用する ため

の技術課題の解決を図る と と も に、 土地活用を前提 と し

た廃棄物地盤の造成 ・ 管理方法を提案する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 埋立廃棄物地盤の長期環境安全性を評価する ツール と

し て、埋立廃棄物からの環境影響質の溶出挙動モデル と、

溶出し た環境影響質が遮水工を通過する物質挙動モデル

を連成し た移流分散プロ グ ラ ムを構築し、 埋立廃棄物か

ら の環境影響質の影響範囲や リ ス ク レベルの試算が可能

になった。 本プロ グ ラ ムの今後の活用 ・ 改良によ り 、 長

期環境安全性を担保する ために要求される、 廃棄物地盤

の質や造成方法、 遮水工への要求性能の具体的な提案が

期待でき る。

〔備考〕

研究代表者 ： 勝見武 （京都大学 ・ 地球環境学堂 ・ 教授）

研究分担者 ： 乾徹 （京都大学 ・ 地球環境学堂 ・ 准教授） 、

稲積真哉 （京都大学 ・ 工学研究科 ・ 助教）、 小竹望 （香川

高等専門学校 ・ 建設環境工学科 ・ 教授

9） 　 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価

および有用金属の回収に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD008

〔担当者〕 ○石垣智基 （循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究

セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 有用金属 （レ ア メ タル、 コ モン メ タルを含む）

に関する資源価値は年々増加し てお り 、 世界各国で金属

資源のナシ ョ ナ リ ズムが高ま っている。 我が国は、 一部

国内で採掘可能なレア メ タルの産出 ・ 生産を除けば、 金

属資源の大部分を他国に依存し ている こ と から、 資源確

保の方策について検討する必要性が高ま っている。 製品

や材料に含有されている金属資源の有効活用はその一手

段であ るが、 製品中の金属含有量に関する規制も高ま る

中、 現在の流通品だけを対象 と するのは持続可能な資源

確保の主要な手段には成 り 得ない。 一方で、 過去に流通

し た製品の う ち含有金属が再資源化されず、 処理処分さ

れた成分の多 く は最終処分場に集積されてお り 、 その蓄

積埋蔵量は相当量に上る こ と が推測 さ れる。 本研究は、

廃棄物最終処分場の有する有用金属類の利用可能性を評

価し、 都市鉱山 と し て位置づけ る ための技術的な情報を

提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 多種のイオンが共存する埋立地廃棄物層におけ る各種

元素の挙動を予測する熱力学モデルに基づき、 資源価値

の高い有用金属類の可溶化および回収可能性について評

価可能であ る こ と が示された。 また、 鉄酸化細菌を植種

源 と し た埋立地原位置での金属類可溶化促進に向けて、

焼却灰 と その他の廃棄物種への適用可能性、 固相反応部

への菌液の浸透方法、前培養液の安定供給などについて、

基礎的な知見を得た。

〔備考〕

福井県衛生環境研究所 ・ 田中研究員

10） 　 埋立地ガス放出緩和技術のコ ベネ フ ッ ト の比較検

証に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 石垣智基， 遠藤和人， 金喜鍾， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

11） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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12） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

13） 　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニ タ

リ ング方法と除去特性および評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1014CD002

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 廃プ ラ ス チ ッ ク 類が中間処理施設において圧

縮 ・ 摩擦などの物理化学的作用を受け る結果排出される

可能性のあ る多種類の揮発性有機化合物 （VOC） を対象

と し、 新規に建設 さ れ る 施設での実測 と 室内試験等に

よ って以下の内容について明ら かにする こ と を目的 と す

る。 すなわち、 1) 種々の VOC の排出特性を明確にし、 2)

新規に適用される光触媒分解法を用いた低減技術の処理

特性を評価する こ と、 3) 比較的低濃度で多種の化合物が

共存する系について適切なモニ タ リ ング技術を開発する

こ と、 さ らに 4) 排出後の物質の環境濃度を測定および予

測し これら によ る環境 リ ス ク を踏まえた施設での対策水

準を設定する科学的根拠を提示する こ と、 であ る。

〔内容および成果〕

　 廃棄物処理に と も な う 環境への影響を科学的に評価、

把握する こ と は適正かつ安全な廃棄物処理の確立におい

て重要であ り 、近年課題 と なっているのが、廃プラ スチッ

ク類の圧縮減容等を行 う 中間処理施設において排気中に

含まれる揮発性有機化合物 （VOC） 等の問題であ る。 有

効な技術的対応が求められている状況から、 VOC 除去の

ための新規浄化技術 と し て光触媒技術の適用装置を活性

炭処理設備 と 組み合せて設置し た施設において、 排出源

か ら処理設備を経て環境中に排出される工程での気中濃

度を測定する と と もに、周辺環境中の濃度測定を行った。

さ ら に、 周辺環境への影響を一般的に評価する ため、 排

出実態に基づ く 大気拡散シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 結

果から以下のこ と を明ら かにし た。 1） VOC 等の う ち検

出された有機汚染物質については、 ト ルエンが も っ と も

高濃度で最大数百 µg/m3 であった他はおおむね数 µg/m3

以下の低濃度であった。 2） 検出 VOC の多 く は光触媒装

置の通過によ る濃度変化は小さ く 、 後段の活性炭装置の

通過で若干濃度が低下し た一方で、 アルデ ヒ ド類 2 物質

およびフ ェ ノ ール等については光触媒装置を通過する こ

と によ って濃度が高 く なる現象が観察された。 3） 多環芳

香族化合物は、 上記 2 処理装置によ る濃度低減効果が明

瞭に認められた。 4） 排気によ る周辺大気への影響につい

ては非常に小さ く 、 VOC は自動車起因の汚染物質でも あ

る こ と か ら、 環境濃度の形成にはバ ッ ク グ ラ ウ ン ド 濃度

がほ と んどの影響を占めている こ と を明らかにし た。

〔備考〕

2) 　 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫， 鈴木剛， 梶原夏子， 藤森崇，

戸次加奈江

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環資源 ・ 廃棄物を対象と し て、 有害物質の挙

動把握、 簡易測定技術の最適化、 処理プロセスか ら の事

故の未然防止等の各種目的に応 じ た試験分析方法の整

理、 開発を進め、 標準規格化、 包括的な適用プロ グ ラ ム

と し て、 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

を図る。

〔内容および成果〕

　 実製品に使用されている化学物質 と し て臭素化難燃剤

の代替物質であ る有機 リ ン系難燃剤について、 廃棄物処

理過程 （焼却） における分解挙動を把握し、 それら の制

御性について考察し た。絶縁油中の微量 PCB に関する簡

易測定法、 特に基準値について陰性判定を行 う ための迅

速判定法についての導入検討を行い環境省マニ ュ アル第

２ 版に反映 さ れた。 多種類の核内受容体結合／レ ポー

ター遺伝子ア ッ セイ を底質、 大気粉塵やハウ スダス ト 等

の試料へ適用し、 得られた活性結果か ら、 ハザー ド の類

型化を行い、 対象媒体やサンプ リ ング地域で観察される

共通点や差異について解析し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 58p.

0910BA001 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特

性と全球規模での汚染解析 69p.

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 71p.

1012BC001 　 廃プ ラ スチ ッ ク の リ サ イ ク ル過程におけ る
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有害化学物質の排出挙動と制御に関する研究 53p.

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 53p.

【関連課題】

1） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

2） 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特性と全球

規模での汚染解析

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0910BA001

〔担当者〕 ○渡部真文 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 世界各地で医薬品お よ び生活関連物質

(PPCPs) によ る環境負荷 と リ ス ク評価への関心が高ま っ

ている。 これら の物質は全般に水溶性が高 く 、 体内半減

期が短いため、 これまで環境への影響は小さ い と 考え ら

れていたが、 難分解性有機物質 （POPs） と類似の挙動を

示す可能性があ る物質も指摘されている。 こ のため、 本

研究では、 難分解性 PPCPs の 「生物蓄積性」 「長距離移

動性」 「汚染履歴」 等の環境特性を既存の POPs のそれ と

比較検討し、 当該物質における POPs と の類似性を明示

する こ と であ る。 また、 これら PPCPs の高精度定性 ・ 高

感度分析法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 ベンゾ ト リ アゾール系紫外線吸収剤について最終処分

場か ら の排出挙動を明ら かにする こ と を目的 と し、 実際

の最終処分場 と 模擬試験で研究を行った。 実際の最終処

分場の浸出水か ら検出された濃度レベルは、 国内の一般

河川水や海水 と 同レベルであった。 模擬埋立廃棄物を分

析し た と こ ろ、 ng/g オーダーで検出された。 埋め立て後

1ヶ月の浸出水を調査し た と こ ろ、実際の最終処分場の浸

出水よ り も数桁高い値であった。 今後の追跡研究が必要

であ るが、 埋立初期にベンゾ ト リ アゾール系紫外線吸収

剤の溶出量が多い可能性が考え られた。物質毎にみる と、

アルキル鎖の長い物質、 塩素が置換し ている物質ほど溶

出され難 く 、 水溶解度や粒子吸着性などの物理化学性が

影響し ている もの と考え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 中田晴彦 （熊本大学）

共同研究者： 磯部友彦 （愛媛大学）、上野大介 （佐賀大学）

3） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

4） 　 廃プ ラスチ ッ クのリサイ クル過程における有害化学

物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

5） 　 有機フ ッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

3) 　 液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB519

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 佐野彰

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 液状・有機性廃棄物と し てのし尿、生活雑排水、

生ごみ等の適正処理技術、 技術システムの確立 ・ 安全性

の確保を実現する ため、 浄化槽等の機能改善、 家庭生ご

みの適正処理、 温室効果ガス発生抑制等の実証等を通じ

て、 液状廃棄物処理の高度化のためのシステム技術の開

発を行い、 地域特性に応じ た環境低負荷 ・ 資源循環技術

システムによ る液状廃棄物の低炭素 ・ 適正管理手法を構

築する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 浄化槽を中心 と し た液状廃棄物処理におけ る低炭素化

手法の検討 ・ 整理を行 う と と も に、 浄化槽分野の温室効

果ガス排出量の正確化を進めた。 特に、 浄化槽か ら の温

室効果ガス排出量の精緻化および削減対策の確立を目指

し、 原水の流入に伴 う 温室効果ガス排出量の変化を明ら

かにする と と もに、 嫌気 - 好気循環運転が温室効果ガス

排出特性に及ぼす影響を解析し た。 生活排水流入条件、

温度条件等の制御下で行った試験の結果、 浄化槽におけ
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る CH4、N2O 濃度は原水流入に伴って大き く 変化し、CH4、

N2O 排出量の時間変動が大きいこ と から、 正確な排出量

の評価には、 １ 日の変化全体を捉え る こ と が必要であ る

と考え られた。 また、 嫌気 - 好気循環運転を行 う こ と に

よ り 、 CH4、 N2O の排出量がそれぞれ 72％、 54％程度少

な く な り 、 温室効果ガス排出量 （CO2eq） と し て 68％削

減可能であ る こ と が示唆された。 すなわち、 嫌気 - 好気

循環運転は、 窒素除去を可能 と するのみな らず、 温室効

果ガス排出量の削減にも寄与する こ と を明ら かにし、 低

炭素型浄化槽の指標 ・ 基準作 り のための検討等、 浄化槽

の普及に関する行政支援を行った。

　 また、 国家イ ンベン ト リ におけ る排出係数の更新に向

け、 現在単独処理浄化槽の値が代入されている汲み取 り

便槽について現地調査を行った結果、 N2O の排出はほ と

んど見られず、CH4 の排出量も少ないこ と が明か と な り 、

算定方法の基盤を構築でき た。 これら を踏まえ、 低炭素

型浄化槽の指標 ・ 基準作 り のための検討等、 浄化槽の普

及に関する行政支援を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学、 福島大学、 東北大学、 早稲田

大学、 埼玉県環境科学国際セン ター、 （財） 日本建築セン

ター、 （財） 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セン ター、 フジ

ク リ ーン工業 （株）、 （株） ダ イ キア ク シス、 （株） 日立プ

ラ ン ト テ ク ノ ロ ジー

〔関連課題〕

0913KB001 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 225p.

1012BE002 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・

管理システム開発 70p.

【関連課題】

1） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

2） 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・ 管理シス

テム開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 1012BE002

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 産業系 ・ 民生系 ・ 廃棄物系等の幅広い分野で、

国際的動向にあ る地球温暖化対策 と し て、 省エネルギー

化のきめ細かな対策の取 り 組みが強化されている。 水処

理分野で も、 下水道では曝気風量の適正化、 嫌気好気化

に よ る 亜酸化窒素の発生抑制等省エネ化が進んでい る

が、 浄化槽で も取 り 組み強化が必至な状況にあ る。 本研

究では、 これら の点を踏まえ、 低炭素型社会創 り におい

て重要な生活排水対策の要であ る、 浄化槽の曝気効率 ・

ブ ロ ワ エネルギー効率向上に よ る消費電力 50％以上削

減、 電力を要し ない リ ン除去法によ る必要電力の大幅削

減、 システム電力源 と し て従来の化石エネルギー利用を

自然再生可能エネルギー活用に転換し たゼロエ ミ ッ シ ョ

ン化によ る、既存・新技術適用型の地球温暖化ポテンシャ

ル削減最大化 と、 国民の安心性を保持可能な衛生的安全

性確保の両立するパラ ダ イ ムシフ ト 化新技術管理システ

ムの開発 ・ 確立化を目的と し て強化推進する。

〔内容および成果〕

　 低炭素社会型浄化槽システム と し ての風力 ・ 太陽光発

電等の導入技術におけ る、 日本の代表的地域におけ るエ

ネルギー供給 ・ 消費量のデータ収集のプロ グ ラ ムネ ッ ト

ワーク化を図った。 自然再生可能エネルギー対応浄化槽

において、 嫌気時間の長短によ る処理性能 と の関係を明

らか と し た。 生活排水の流入原水 と し て BOD200mg/l、 T-

N45mg/l、 T-P5mg/l の標準負荷の実排水を導入可能な、 バ

イオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設での環境制御下に

おいて、 自然再生可能エネルギーに よ る曝気量の ON ・

OFF 操作下において も適正な性能の確保でき る こ と、 ま

た、 嫌気 ・ 好気条件の ON ・ OFF 下における適正処理を

行 う 上での自然再生可能エネルギー利用方法についての

新たな知見を明らか と し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 稲森悠平 （福島大学）

共同研究機関 ： 福島大学、 埼玉県環境科学国際セン ター、

(社 )福島県浄化槽協会、フジ ク リ ーン工業 (株 )、(財 )日本

環境整備教育セン ター

4) 　 廃棄物の不適正管理に伴 う負の遺産対策

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB436

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 山本貴士， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の不適正管理に伴 う 環境汚染の修復事

業を支援する ため、 廃 PCB 処理技術、 同事業のフ ォ ロー

ア ッ プ、 埋設農薬の適正処理及び管理方策の調査を実施

する と と も に、 不適正処分場に対し てそれぞれの環境 リ

ス ク を踏まえた汚染修復対策プロ グ ラ ムを設計する手法
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を提示する。

〔内容および成果〕

　 堆積廃棄物現場の火災事例について、 これまで実施し

てき た研究成果であ る発火防止対策、現地モニ タ リ ング、

消火方策に関し て報告書と し て と り ま と めた。 PCN 原体

やその製品の処理に関し て技術的助言を行った。 ま た、

PCN 原体の処理に関し て、 ジオ メ ル ト 法によ る分解実証

試験 (10kg バッチ試験 ) を実施し て PCN の分解 と周辺環

境への影響のないこ と を確認し た。 また、 PCN 原体、 オ

ク タ ク ロ ロナフ タ レ ンの メ カ ノ ケ ミ カル法によ る分解実

験において、 PCN の分解を確認し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0910BE003 　 廃石膏ボー ド の再利用技術シ ス テムの構築

に関する研究 66p.

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 71p.

【関連課題】

1） 　 廃石膏ボー ド の再利用技術システムの構築に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0910BE003

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

2） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

(2)-6-2. 　 基盤型な調査 ・ 研究の推進

1) 　 廃棄アスベス ト のリ スク管理に関する研究

〔関連課題〕

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 71p.

【関連課題】

1） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物処理 ・ 再資源化における石綿の厳密な測

定法 と 日常モニ タ リ ング測定法 と し て、 全ての媒体及び

処理過程に適用し う る石綿分析法を確立する こ と、 また

石綿分析におけ る精度管理手法 と その態勢を確立し、 石

綿の適正管理におけ る測定データの信頼性を担保し、 石

綿分析の精度向上に資する情報を提供する こ と を第 １ の

目的 と する。 また、 現状で明ら かでない廃棄物処理過程

におけ る石綿曝露 リ ス ク の実態把握や飛散石綿を捕捉す

る集じん装置の性能を検討する こ と によ り 、 リ ス ク低減

方策に資する基礎情報を提供する こ と を第 ２ の目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 廃棄物処理 ・ 再資源化過程に関連する試料の電子顕微

鏡法によ る分析に関し、 採取試料の濃縮法について検討

し た。 分析精度管理に関し、 ク リ ソ タ イルか ら作成し た

リ ロ ケータブルス ラ イ ド を用いた位相差顕微鏡法での精

度管理プロ グ ラ ムを計画・実施し、一度目の ク ロ スチェ ッ

ク で確認された観察者の癖を フ ィ ー ド バッ クする こ と で

精度が向上する こ と を、 二度目の ク ロ スチェ ッ ク で確認

し た。 また電子顕微鏡法で も、 石綿標準の熱処理物を共

通試料 と し て ク ロ スチェ ッ ク を実施し、 参加機関の石綿

同定基準が繊維計数結果に与え る 影響について把握 し

た。 一般廃棄物処理施設での石綿飛散状況把握のための

調査を行った。 廃家電製品に石綿含有製品があ る こ と を

確認し、 破砕排ガス中に石綿繊維を確認し た。 また、 静

脈過程での石綿管理手法の検討に関し、 石綿成形板か ら

の石綿発生量を推定し た他、 成形板の解体除去時におけ

る繊維飛散状況を把握し た。

〔備考〕

循環型社会形成推進科学研究費

研究代表者 ： 貴田晶子

共同研究者 ： 酒井伸一 （京都大学）、 豊口敏之 （環境管理

セン ター）、 藤吉秀明 （日本環境衛生セン ター）

2) 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔関連課題〕

0610AB462 　 資源循環に係る基盤的技術の開発 191p.

0911BE004 　 循環過程を含む製品ラ イ フサ イ ク ルにおけ

る BFR の リ ス ク コ ン ト ロールに関する研究 193p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 55p.

0911BE009 　 鉄鋼ス ラ グ と 腐植物質に よ る生態系修復技

術の受容性と環境 リ ス ク の総合評価 52p.

0911CD011 　 超高速合成 と 溶媒抽出を統合し た新規高効
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率バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発 56p.

【関連課題】

1） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏， 梶原夏子， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

3） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

4） 　 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容

性と環境リ スクの総合評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 超高速合成と溶媒抽出を統合し た新規高効率バイオ

デ ィ ーゼル燃料製造技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911CD011

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

(2)-6-3. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等

の作成

〔関連課題〕

0610AB454 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベー

ス等の作成 224p.

0911BE001 　 東南アジアにおけ る廃棄物データベースの

構築及び廃棄物処理システムの評価 59p.

0913KB001 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 225p.

1011CD003 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確

立と寿命分布の国際比較分析 60p.

【関連課題】

1） 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等の作

成

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

田崎智宏， 稲葉陸太， 肴倉宏史， 小口正弘， 河

井紘輔

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

3） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

4） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命

分布の国際比較分析

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

重点 ３ 　 環境リ スク研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP003

〔代表者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 目的 ： 人間活動がも た らす環境 リ ス クはますま

す複雑化、 多様化し てお り 、 人の健康や生態系に深刻な

影響を未然に防止する ため、 新たな環境 リ ス ク管理施策

が導入されている。 これら の運用にあたって、 高感受性

集団への健康影響が発生し た り 、 影響を受けやすい生物

が切 り 捨て られた り する こ と のないよ う に リ ス ク評価を

行 う 必要があ る。 また、 適切な リ ス ク評価によ り 過大な

社会コ ス ト をかけ る こ と な く 、 効果的な リ ス ク管理がで

き る も の と 期待 さ れる。 環境 リ ス ク 研究プ ロ グ ラ ムは、

化学物質、ナ ノ 粒子、侵入種、遺伝子組み替体などの様々

な環境要因の曝露実態の解明や、 それが健康 と 生態系に

も た らす未解明の有害性影響の研究を通じ て、 これらの
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要因が も た らす環境 リ ス ク を評価する ための包括的な手

法を開発する。 また、 環境 リ ス ク評価に係わる情報を体

系的に整備し、 これを用いて リ ス ク評価の実施やわか り

やすい リ ス ク情報の提供を通じ て、 環境 リ ス ク に基づい

た環境 リ ス ク管理施策の円滑な運用 と と も に国民の安全

と安心の確保に資する こ と を目的とする。

目標 ： 環境 リ ス ク に基づいた環境施策におけ る ボ ト ル

ネ ッ ク の大き な要因は、 有害性影響や曝露、 リ ス ク に関

する情報の不足であ る。 情報の不足には、 情報その も の

が存在し ない と い う 問題だけでな く 、 その情報を得る た

めの科学的知見 と、 これら の情報に基づ く 評価手法が未

成熟 と い う 問題があ る。 化学物質の環境か ら の曝露評価

では、 用途 ・ 使用形態に応じ た評価の考え方、 曝露の時

間的、 地域的特性についての評価を加味し、 ハイ リ ス ク

集団を見逃さ ない評価手法 と 体制の整備が求められてお

り 、 製造 ・ 輸入、 使用、 リ サイ クル、 廃棄に至る ラ イ フ

サイ クル、 非意図的な生成などそれぞれの過程から の排

出の特性など を踏まえた段階的な曝露評価手法を構築す

る。 健康影響においては、 内分泌か く 乱作用や生殖、 神

経系、 免疫系への影響、 低用量あ るいは複合曝露によ る

影響などについての有害影響 と 適応性に関する科学的知

見を充実させる ために感受性要因の解明を進める と と も

に、 ナ ノ テ ク ノ ロ ジーなど、 社会や技術の発展に と も な

う 新たな リ ス ク を解明する ための研究を行な う 。 様々な

環境要因が与え る生態系への悪影響に関する知見を充実

させ、 化学物質、 生息地の改変、 侵入種や遺伝子組換え

生物などの影響を生物多様性の喪失、 生態系機能の低下

の観点か ら、 野外調査、 実験、 モデル研究を通じ て、 保

全の目標に沿った リ ス ク評価手法や試験法の開発を行な

う 。 環境 リ ス ク に関する情報 ・ 知識をわか り やすい形で

関係者が共有でき る よ う に情報を体系的に整備 ・ 提供す

る と と も に、 これを用いて環境 リ ス ク評価の実施等の実

践的な課題に対応する。

〔内容および成果〕

　 下記の中核研究プロ ジェ ク ト ４ 課題を実施し た。

　 「中核研究プロ ジェ ク ト １ ：化学物質曝露に関する複合

的要因の総合解析によ る曝露評価」 では、 曝露評価のた

めの GIS 詳細動態モデル と し て、 POPs や水銀の地球ス

ケールモデル、 日本全土の河川 ・ 流域等の地理属性を反

映する流域 ・ 地域ス ケールモデルの ３ 階層 GIS 多媒体モ

デルを完成し、 ３ 階層 GIS 多媒体モデル と し た。 流域、

地域ス ケールでは多媒体モデル と GIS を基盤 と し １ ～

５ km 分解能を さ らに河川 ・ 流域等の地理情報を組み込

んだ。 また、 地球規模ス ケールでは高解像度海洋輸送モ

デルを全球多媒体モデルに組み込み構築し た。 農薬類を

週程度の時間変動情報を含む排出推定手法を、 既存の統

計、 資料等に基づき、 散布量の時空間変動を推定する手

法の開発を進め、 農薬の河川水調査結果 と モデル予測が

よい一致を示す結果を得た。 特に、 農薬類の時間変動を

有する排出推定手法 と 流域規模モデルは、 化審法や水環

境基準の検討などの政策課題に活用された。

　 「中核研究プロ ジェ ク ト ２ ：感受性要因に注目し た化学

物質の健康影響評価」 では、 化学物質への感受性素因に

ついて、 ト ルエンをモデル化合物 と し て実験動物によ る

経気道曝露等の結果を解析し、 高感受性を決定する因子

と し て、 体内で病原菌を感知する ト ール様受容体 （TLR）

の活性化経路や神経栄養因子の遺伝子が、 免疫系 と 神経

系に連携し た過敏反応に関与する こ と を初めて示し た。

また、 免疫過敏誘導 と ト ルエン曝露の影響について免疫

制御に関わる転写因子 NF-kB サブユニ ッ ト 活性について

タ ンパク レベルで解明し、 ロ テ ノ ンによ る行動異常の分

子機構を明らかにする ために DNA アレ イ法を実施し た。

また、ペル メ ト リ ンの量反応関係を妊娠 10 日目の母親で

調べ ２ mg/kg 投与群でも異常な血管分枝が認められた。

　「 中核研究プロ ジェ ク ト ３ ： 環境中における ナノ 粒子等

の体内動態と 健康影響評価」 では、ディ ーゼルエンジンか

ら 排出する ナノ 粒子の挙動と 成分を明ら かにし 、肺腺腫高

発症マウ ス （ A/J 系） に清浄空気、 低濃度、 高濃度、 除粒

子成分を曝露し 、 組織変化、 炎症関与遺伝子・ 蛋白の発現

レ ベルを解析し た結果、ナノ 粒子曝露で肺腺腫が有意の上

昇、心臓疾患マーカーの心筋型ク レ アチニンキナーゼの変

化、およ び酸化ス ト レス 応答に関する 遺伝子発現が上昇し

た。ま た、都心部における 環境ナノ 粒子は吸入曝露実験の

ナノ 粒子と ほぼ同じ である こ と を明ら かにし た。

　 「中核研究プロ ジェ ク ト ４ ：生物多様性 と生態系機能の

視点に基づ く 環境影響評価手法の開発」 では、 生態 リ ス

ク評価については、 野外調査に基づき生物多様性の減少

や底棲魚介類の減耗要因を調査し た。 マコガレ イでは水

温特性 と 貧酸素耐性の実験結果を基に観測データ と の比

較を行った。 兵庫県のため池の調査データに基づき、 在

来の動物群集に対する計52項目の環境因子の影響を解析

し、 動物群集 の 種多様度 は、 外来魚 の 侵入、 殺虫剤

（BPMC） 、 コ ン ク リ ー ト 護岸の環境ス ト レ ス を受ける と

示された。 アルゼンチンア リ の防除事業を開始し、 防除

剤の使用が効率的であった。 カ ワ ヒ バ リ ガ イの防除、 カ

エルツボカビ ・ アジア起源説の検証も進めた。 生態系機

能に着目し た生態 リ ス ク評価のため形質動態モデル と生

態系モデルについて、 再解析を行なった。

　 中核プロ ジ ェ ク ト に加えて、 環境政策におけ る活用を

視野に入れた基盤的な調査研究、 リ ス ク評価の実践、 知
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的基盤の整備事業を引き続き実施し、 動態モデルのツー

ル群 （G-CIEMS 等）、 生態毒性予測システム （KATE）、 マ

ルチプロ フ ァ イ リ ング解析システム （MulCEH）、 化学物

質 ・ 侵入生物 ・ 流域生態系などの各種データベース、 試

験法開発など を更新あ るいは整備し、 イ ン ターネ ッ ト 上

で提供し た。

環境リ スク研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(3)-1. 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に

よる曝露評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子， 小林淳， 影山志保， Solovieva

Elena， 林岳彦， 鎌田亮， 平井慈恵， 小田重人，

小塩正朗， 河合徹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では、 多数の化学物質や曝露に

関する複合的な諸要因を総合的かつ効率的に考慮する曝

露評価の確立を目指し、 自然的な環境動態 と 曝露に関す

る複合的要因を階層的な時空間ス ケールにおいて把握す

る ための曝露評価体系を提案する。 前年度よ り 全体の構

成を見直し、 (1) 流域、 地域から地球規模に至る階層的な

GIS 多媒体モデル群の開発 と これを用いた曝露評価の提

案、 また、 関連する小児、 水環境か ら の曝露モデルに関

する検討、 (2) 農薬類の時間変動情報を含む排出推定手法

の確立 と、 一般化学物質の排出推定の検討、 の ２ 課題に

よ り 検討を行った。

〔内容および成果〕

　 本年度は動態モデル群の構築を中心 と する下記の課題

１ 、 ３ を中心に研究を行った。

　 課題 １ ：曝露評価のための地域規模および地球規模GIS

詳細動態モデルの構築では、 地球規模の大気－多媒体結

合モデル と し て新たに FATE モデルの構築を進めた。 こ

れによ り 、 PCBs の大気 ・ 海洋輸送によ る越境輸送量 と深

海輸送量評価が可能 と なった。 また、 基礎生産者よ り 高

次と なる魚類への生物移行モデルの構築を進めた。

　 課題 ３ ： 農薬類の時間変動情報を含む排出推定手法の

確立 と、 一般化学物質の排出推定の検討課題では、 除草

剤を対象に全国の農薬排出量を流域単位で日差変動を推

定する手法の開発を進め、新たに 16 農薬について最大予

測濃度と最大実測濃度が約 ７ 割の地点 - 農薬の組み合わ

せで １ オーダー以内に収ま る こ と を確認し、 また検証を

行った。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム各中核プロ ジ ェ ク ト 、 特に中核プ

ロ ジェ ク ト ４ と は特に密接に共同し て実施する。

共同研究者 ： 後藤純雄 （麻布大学） 、 PUZYN Tomasz

（University of Gdansk、 ポーラ ン ド）

〔関連課題〕

0610AK545 　 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化

に関する研究 74p.

0611AK509 　 1) 　 化学物質 リ ス ク 総合解析手法 と 基盤の

開発 89p.

0810BA010 　 POPs 全球多媒体輸送 ・ 動態モデルの開発

75p.

0810BE006 　 木質系バイ オエ タ ノ ールのための環境低負

荷型生産技術の開発 75p.

0911DA002 　 医薬品の環境影響評価ガ イ ド ラ イ ンに関す

る研究 92p.

1010AE002 　 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒

性の in vivo 検出法の検討 90p.

1010BY003 　 平成 ２ ２ 年度残留性有機化合物の底質及び

水質からの水生生物への移行状況等調査業務 76p.

1011AH001 　 大気粉じ んのバイ オア ッ セ イ によ る遺伝毒

性及び環境ホルモン活性を指標 と し た地域特性の調査研

究 91p.

1011BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 93p.

1012AH002 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定 と 遺伝

毒性評価 91p.

【関連課題】

1） 　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK545

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の環境調査に よ る曝露評価の高度化

のため、 化学物質やその代謝物の機器分析法 と 化学物質

のバイオア ッ セ イ手法の開発を進める。 ヒ ト への曝露評

価への適用を視野に入れ、 入試料中の代謝産物などの測

定法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 様々な環境ホルモン作用が懸念されている PCB 及びそ

の代謝物であ る水酸化 PCB についてホルモン受容体に対

する アゴニス ト 活性をエス ト ロゲン受容体 （ER、 メ ダカ
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ER）、甲状腺ホルモン受容体 （TR）、 レチ ノ イ ド X 受容体

（RXR）、 レチ ノ イ ン酸受容体 （RAR）、 構成的アン ド ロ ス

タ ン受容体 （CAR） 、 ア リ ルハ イ ド ロ カーボ ン受容体

（AhR） の ７ 種類の受容体導入酵母を用いてス ク リ ーニン

グを行い、 特に、 水酸化 PCB ではすべての受容体でアゴ

ニス ト 活性 （20％以上） が認め られ、 ほ と んどの受容体

において親化合物であ る PCB よ り も強い活性を示すこ と

が示された。

〔備考〕

2） 　 化学物質リ スク総合解析手法と基盤の開発

〔研究課題コー ド〕 0611AK509

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， Solovieva Elena

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

3） 　 POPs 全球多媒体輸送 ・ 動態モデルの開発  

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA010

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター），田邊潔

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東アジア地域におけ る POPs （難分解性化学物

質） の越境汚染を考察するには、対象物質 と なる POPs お

よび類縁物資の広範な物質特性 と 地域の輸送特性を反映

し た動態モデルが有効な手段と なる。 本課題では、 POPs

および関連物質の輸送 ・ 動態モデルの開発を行 う 。 東ア

ジア地域での越境輸送の解明にはよ り 高い精度 と 短期間

の気象現象を再現でき るモデルの必要性が高い と 考え ら

れるにいたったため、 具体的には、 東アジア地域を対象

と する大気モデル （CMAQ） －多媒体 （G-CIEMS） 統合

モデルの設計、 開発を目標 と し、 まずその前提 と し て物

質ご と に東アジア地域の特性解析を現在のG-CIEMSモデ

ルで実施し た。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 POPs および関連物質の輸送 ・ 動態モデルの

開発を行い、 これを通じ て東アジア地域の越境輸送の解

明、 および削減対策効果を推定する有効なツール足る こ

と を目標 と する。 前年度までの状況を踏まえ、 東アジア

地域での越境輸送の解明を よ り 高い精度で達成し、 また

短期間の気象現象を再現でき るモデル と する ため、 本年

度よ り 多媒体モデル G-CIEMS と大気モデル CMAQ の統

合モデルの開発を実施し、 これを用いて東アジア域内の

Source-receptor 関係の予備検討を実施し た。

〔備考〕

4） 　 木質系バイオエ タ ノ ールのための環境低負荷型生産

技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低コ ス ト で環境に優 し いバ イ オエ タ ノ ール生

産のための技術確立を目指す。 亜臨界アルコール ・ 水 ・

酢酸を用いた リ グニンの分離 と 溶解技術、 硫酸を避け、

セルラーゼおよびキシ ラナーゼ等を用いた環境負荷の小

さ い発酵プロセス技術の応用、 ゼオラ イ ト 水透過膜やテ

フ ロ ンや リ ン脂質を用いた新しいアルコールの濃縮技術

等を組み合わせて、 適切な条件を検討する。

〔内容および成果〕

　 発酵プロ セス技術の応用開発の一つ と し て、 木質系材

料か らは通常六単糖をアルコールにする ため、 五単糖は

使われずに破棄される場合が多い。 よ り 効率的な発酵プ

ロ セス を目指すべ く 、 五単糖を資化し てアルコールを産

する菌の探索を行い、 環境中か ら ス ク リ ーニン グ し た。

それら の新し く 採取し た菌 と、 一般的にアルコール生産

菌知られている Candida 属 （ATCC 22984) と比較し て、ア

ルコール生産能力の違いを比較し た。 一次ス ク リ ーニン

グ に よ っ て選ばれ た ５ 種の う ち コ ン ト ロ ールで あ る

Candida 属 （ATCC 22984) よ り も五単糖量あた り のアル

コール生産量が多い菌が １ 種見つかった。 温度などの培

養条件が、実用に耐え う る菌なのかど う かの検討を し た。

全てのプロセスにおいて最も適切な条件を決めな く ては

な ら ないため、 他の共同研究者 と のバラ ン スが必要 と さ

れた。

　 ま た、バイ オエタ ノ ール製造と 仕様に係る 環境影響の評

価のため、 各種プラ ン ト の位置や規模、 周辺環境など を

GIS 上において個々に評価する シス テムの構築を進めた。

〔備考〕

森田昌敏 （愛媛大学農学部教授）

5） 　 医薬品の環境影響評価ガイ ド ラ イ ンに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911DA002

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小田

重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

6） 　 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒性の in

vivo 検出法の検討

〔研究課題コー ド〕 1010AE002
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〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鎌

田亮， 中島大介， 影山志保， 高橋慎司， 清水明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

7） 　 平成 ２ ２ 年度残留性有機化合物の底質及び水質から

の水生生物への移行状況等調査業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1010BY003

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎， 小林淳

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 水環境を経由し た多種多様な化学物質が、 人の

健康や水生生物の保全に有害な影響を与え るおそれがあ

り 、 水生生物への移行によ る生物濃縮性の問題を検討す

る必要があ る。 こ の際、 水及び底質の二媒体を経由する

移行フ ローをそれぞれ考慮する必要があ る。本業務では、

挙動予測モデル構築に向けた更な る知見の収集 ・ 整理の

ため、 主に水質に分配され、 また生物濃縮が強い と 考え

られる化学物質に対し て、 底質及び水質か ら水生生物へ

の移行実験等を実施し、 移行および残留に関する予測モ

デルを構築し、テス ト ガイ ド ラ イ ン化について検討する。

〔内容および成果〕

　 PFOS の底質及び水質か ら ゴカ イへの移行状況及び残

留状況を把握する ための水槽試験を実施し、 移行及び残

留にかか る 動力学について解析 し、 予測モデル構築を

行った。 こ の結果を踏まえて、 底質及び水質か ら、 化学

物質が魚類へ移行する経路別寄与の解析を行った。また、

底質か ら底生動物への化学物質の移行に関する試験方法

について、 取 り ま と める基本事項を整理し、 ガ イ ド ラ イ

ンの素案を作成し た。

〔備考〕

8） 　 大気粉じんのバイオア ッ セイによる遺伝毒性及び環

境ホルモン活性を指標と し た地域特性の調査研究

〔研究課題コー ド〕 1011AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

9） 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生

態学的解析手法の検討

〔研究課題コー ド〕 1011BD001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

10） 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

〔研究課題コー ド〕 1012AH002

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(3)-2. 　 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA302

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 石堂

正美， 黒河佳香， 山元昭二， 柳澤利枝， 高野裕

久， 野原恵子， 中島大介， 曽根秀子， Tin-Tin-

Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質によ る内分泌系 ・ 免疫系 ・ 神経系

などの高次生命機能のか く 乱によ る生殖 ・ 発生 ・ 免疫 ・

神経行動 ・ 遺伝的安定性などへの影響の解明が求め られ

ている。本研究では、先端技術を活用し たバイオマーカー

やス ク リ ーニング手法の開発などによ り 、 化学物質に対

する感受性要因に注目し て健康影響を評価する。 特に、

胎児 ・ 小児 ・ 高齢者や遺伝的素因保持者などの化学物質

曝露に脆弱な集団の高感受性要因の解明を進め、 高感受

性の程度を把握し、 感受性の個人差を包含し た リ ス ク評

価、 環境 リ ス ク管理対策の検討に必要 と な る科学的知見

を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 低濃度 ト ルエン曝露に対し て免疫過敏を引き起こす遺

伝的素因を検討し、 最 も 感受性が高いマ ウ ス系統では、

体内に侵入し た病原菌を感知する たんぱ く 質 ト ール様受

容体活性化経路や神経栄養因子の遺伝子が感受性遺伝子

候補であ る こ と を明ら かにし た。 発達期におけ る化学物

質曝露の影響におけ る臨界期の検討では、 仔ラ ッ ト 脳の

性分化過程、 骨成長、 腎形成期、 多動性障害発生、 脳に

おけ る血管形成期においてそれぞれ感受性の高い時期の

特定を行った。 免疫系の発達過程において も、 乳仔期の

影響が他の発達ステージに比べ顕著であ る こ と を明ら か

にし た。 ア ト ピー性皮膚炎モデルを用い、 環境化学物質

のアレルギー増悪影響を時間軸 ( 若齢期、次世代 ) に着目

し、 評価し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0608ZZ569 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明

に関する研究 77p.
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0710AG333 　 エピジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシ

コゲ ノ ミ ク スによ る環境化学物質の影響評価法開発のた

めの研究 87p.

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 94p.

0910AE001 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響

に関する研究 77p.

0910DA001 　 ダ イ オキシン関連遺伝子群の網羅的相関解

析 と バイオイ ン フ ォマテ ィ ク スによ る影響化学物質の推

定解析 98p.

0911AE001 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介

し た作用 メ カニズム 88p.

0911BD004 　 小児先天奇形発症におけ る環境 リ ス ク評価

法の基盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用し たバイオマーカーの開発に関する研究 98p.

0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 95p.

0911CD006 　 環境因子に よ る 多動性障害のエ ピ ジ ェ ネ

テ ィ ッ ク解析 78p.

0911CD016 　 環境化学物質の高次機能毒性評価におけ る

感受性マウ ス系統の有用性解析 78p.

0911DA001 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性

幹細胞試験データ適用法の標準化 99p.

0912AE001 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モ

デルの作成 79p.

1010AE001 　 環境化学物質に よ る肥満および肥満に伴 う

病態への影響に関する研究 79p.

1011AE001 　 環境化学物質がア レルギー疾患に及ぼす影

響に関する研究 79p.

1012AE001 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する

研究 89p.

【関連課題】

1） 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0608ZZ569

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

純子， 柳澤利枝， 白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌攪乱化学物質をは じ め と する環境化学

物質の子供の健康への影響が懸念されている。 環境化学

物質に対する脆弱性が原因 と 考え られて き ている。 例え

ば、 神経系の発達障害は子供の時期におけ る環境化学物

質の曝露が一因 と する可能性も指摘される よ う になって

き た。 実際、 私たちはラ ッ ト を用いた動物実験において

新生期におけ る内分泌撹乱化学物質への曝露によ り ヒ ト

の学童期に相当する時期に多動性障害を も た らすこ と を

報告し て来ている。 こ のげっ歯類のモデル動物では ド ー

パ ミ ン神経系の異常が示唆された。

　 本研究ではこ う し た環境化学物質に対し て感受性の高

い新生期での曝露が成熟期の脳 ・ 神経系に及ぼす影響を

調べる。

〔内容および成果〕

　 生後 5 日、 6 日、 14 日、 或いは 21 日齢のラ ッ ト にロ テ

ノ ン （3mg/kg） を曝露し、 自発運動量を測定し た。 その

結果、 生後 5 日にロ テ ノ ンに曝露する と自発運動量は約

30% 亢進し たが、生後 6 日、14 日、21 日における ロ テ ノ ン

の曝露は、 有意な自発運動量の増加はみら れなかっ た。

従って、 ロ テ ノ ンによ る ラ ッ ト 多動性障害には極めて狭

い時間的臨界期が存在する こ と が明らかになった。

　 また、 胎生期の曝露影響評価のために、 ラ ッ ト 神経幹

細胞を用いて定評的神経毒性評価系を確立し た。 ラ ッ ト

神経幹細胞の移動度を指標にし た場合、IC50 は約 320 nM

であった。

〔備考〕

2） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシ コゲ ノ ミ

ク スによる環境化学物質の影響評価法開発のための

研究

〔研究課題コー ド〕 0710AG333

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，小

林弥生， 前川文彦， 内匠正太， 柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

3） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リ ス ク評

価法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

4） 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する可能性

が示唆されている環境化学物質の作用 メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 アレルギー増悪作用を もつ環境化学物質の
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標的細胞を特定する ために必要な細胞の単離や検出方法

などについての基礎的な検討を実施し た。 その結果、 脾

細胞中の Ｔ 細胞および抗原提示細胞（B 細胞、樹状細胞、

マ ク ロ フ ァージ） の単離または除去について、 磁気ビー

ズで細胞を標識し分離する MACS を用いた実験条件、 手

法を確立し た。

〔備考〕

5） 　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイ

オイ ン フ ォ マテ ィ ク スによる影響化学物質の推定解

析

〔研究課題コー ド〕 0910DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

6） 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介し た作用

メ カニズム

〔研究課題コー ド〕 0911AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，前

川文彦， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

7） 　 小児先天奇形発症における環境リ ス ク評価法の基盤

整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利

用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

8） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 環境因子による多動性障害のエピジ ェ ネテ ィ ッ ク解

析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD006

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れまでの環境化学物質の健康 リ ス ク評価は、

成人の生理学に基づいて行われて き ているが、 小児の生

理学に基づいた リ ス ク評価の体系は全 く 整備されておら

ず、 それに向けての着手が急務であ る。 環境化学物質に

よ る小児への影響に関する疫学調査も実施され、 その影

響を懸念する発表がな されてき ているからであ る。

　 近年、 環境に存在する化学物質によ る発達期中枢神経

系への影響についての動物実験の報告が相次いでい る。

こ う し た中、 私たちはラ ッ ト 多動性障害について報告し

て き ている。 多動性障害は多因子性疾患 と し て と ら え ら

れて き てお り 、 遺伝的素因 と 環境因子の何ら かの相互作

用によ る も の と 考え られて き ている。 そ こ で、 本研究で

は環境化学物質によ る ラ ッ ト 多動性障害のエピゲ ノ ムか

らのアプローチによ り その遺伝 メ カニズムを解析する。

〔内容および成果〕

　 生後 5 日齢の雄性及び雌性ラ ッ ト に 3mg/kg ロ テ ノ ンを

単回経口投与し た。 21 日齢まで授乳を続け、 4 週齢よ り

自発運動量の測定を開始し た。 21 週齢まで測定を繰 り 返

し、 対照ラ ッ ト の自発運動量 と 比較し なが ら雄 ・ 雌それ

ぞれ最も自発運動量の高い ラ ッ ト を選別し、 次世代への

影響評価に供し た。

　 22 週齢で雄性多動性障害ラ ッ ト （F0) と雌性多動性障

害ラ ッ ト （F0) を交配し た。 2 系統 （こ こ で A 系統、 B 系

統とする） を作製し た。 A 系統よ り 雄 8 匹雌 4 匹を得、 B

系統よ り 雄 6 匹、 雌 5 匹を得た。 上記同様に 21 日齢まで

授乳を続け、4 週齢よ り 自発運動量の測定を開始し た。そ

の結果、 11 週齢における雄性 F1 の自発運動がよ り 更新

する傾向を示し た。

〔備考〕

10） 　 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性

マウス系統の有用性解析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD016

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での研究で開発 し た動物モデルの有用

性について、 これまで と は異な る化学物質の曝露によ る

高次機能におけ る炎症反応の誘導を比較する こ と で、 過

敏症の解明に と っ ての有用性を検証 し、 新た なバ イ オ

マーカーを探索する こ と を目的と し ている。 　

〔内容および成果〕

　 本年度は、 VOC の研究で高い感受性を示し た雄 C3H/

HeN マウ ス を用い、 発達期に低濃度のダ イ アジ ノ ン投与

を行い、 炎症反応の誘導 ・ 回復について検討し た。 その

結果、 ８ 週齢時に行った海馬機能に関連する新オブジェ
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ク ト 認知テス ト では、 ダ イ アジ ノ ン曝露群で対照群に比

べ新規認知機能の低下が認め られた。 移動速度には差は

見られなかった。 一方、 脾臓における炎症反応の誘導で

は、 ３ 週齢時に、 脾臓、 胸腺重量に変化はみられなかっ

たが、 サ イ ト カ イ ン産生では、 IL-4, TNF-α,GM-CSF で

有意な抑制が認められた。 と こ ろが、 ８ 週齢時になる と、

脾臓、 及び胸腺重量の増加が認め られ、 サイ ト カ イ ン遺

伝子の発現に差はみられなかったが、 転写因子の GATA3

の発現増加がダ イ アジ ノ ン投与群で認められた。

〔備考〕

11） 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 永野

麗子， 赤沼宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

12） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0912AE001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の生活環境中に身近に存在する揮発性化

学物質 （VOC） に関し て、 ヒ ト の健康状態 と の関連が推

測される VOC への過敏化現象、特に嗅覚過敏を動物モデ

ルを用いて解析する こ と が研究目的であ る。 嗅覚刺激 と

し ての VOC への反復曝露によ り 、 VOC に対する嗅覚過

敏化が起こ る よ う な曝露条件をマウ スにおいて調べる こ

と が研究目標であ る。

〔内容および成果〕

　 オペラ ン ト 実験箱を改造する こ と によ り 、 マウ スに対

し て各種濃度のにおいガス を鼻先に提示する システムを

作製し た。 さ ら に、 オペラ ン ト 学習訓練法を利用する こ

と によ り 、 マウ スがにおいガス を嗅覚検知する精度を評

価するプロ ト コールを確立し た。 こ の系を用いて、 濃度

を固定させたジ ク ロ ロ メ タ ンの検知率を定点観測する こ

と によ り 、 個体の嗅覚感度の経時変化がモニ ター可能で

あ る と考え られた。

〔備考〕

13） 　 環境化学物質によ る肥満および肥満に伴 う 病態へ

の影響に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまでに、 あ る種の環境化学物質が、 肥満を

伴 う 病態 ( 高脂血症、高血糖 ) を軽減する こ と を明らかに

し て き た。 本研究は、 肥満に伴 う 諸病態への環境化学物

質曝露の影響について、 その作用機構を解明する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 こ れま でに、 肥満マウ ス において、 反復的なディ ーゼ

ル排気微粒子（ DEP） の経気道曝露によ り 、 肺局所におけ

る 好中球性の炎症は惹起さ れる が、 好酸球浸潤は抑制さ

れる こ と を 明ら かにし た。 本年度は、 その作用機序につ

いて検討し た結果、 肥満マウ ス における 好中球性気道炎

症は、 DEP 曝露によ る 炎症性因子の発現上昇に起因する

と 考えら れた。 一方、 肺局所における 好酸球浸潤の抑制

は、 肥満マウ ス の肺組織における TNFα、 ICAM1 の発現

低下が関与し ている と 考えら れた。 さ ら に、 肥満マウ ス

は血中 ( 全身性 ) の eotaxin 濃度が高く 、 DEP 曝露によ り

さ ら に発現が誘導さ れたこ と から 、 炎症局所への好酸球

浸潤が抑制さ れ、 その結果、 炎症性因子の発現が減少し

たこ と も 、 炎症反応の抑制に寄与し ている と 考えら れた。

〔備考〕

14） 　 環境化学物質がア レルギー疾患に及ぼす影響に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 若年層を中心にアレルギー疾患が増加し

ている と 言われているが、 その要因の一つに、 環境化学

物質の影響が指摘されている。 本研究では、 複数のアレ

ルギー疾患モデルを用い、 環境化学物質、 特に残留農薬

や大気汚染物質の影響を評価し、 影響が認め られた場合

は、 その作用機構の解明を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度、 γ- ベンゼンヘキサク ロ ラ イ ド (BHC) の経口

曝露がア レルギー性喘息を増悪す る こ と を明 ら かに し

た。 本年度は、 その作用機序を明ら かにする こ と を目的

と し て、 肺局所、 および肺胞洗浄液 (BAL) 上清中の炎症

性因子の発現を検討し た。 その結果、 肺組織における IL-

13, IL-33, RANTES、 BAL 上清中の IL-5, IL-13, RANTES,

eotaxin, MCP-1 の発現が、γ-BHC 用量依存的に増加し、高

用量曝露群で有意であった。 こ の結果は、 病理組織学的
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所見 と 血清中 OVA-IgG1 量 と 並行し た。 こ れよ り 、 γ-

BHC 曝露は、Th2 反応を亢進し、好酸球性気道炎症を増悪

する可能性が示唆された。

〔備考〕

15） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），前川文彦，小

林弥生， 鈴木武博， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(3)-3. 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態 と 健康影

響評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまでの環境有害物質の健康影響評価は、 ア

スベス ト などの例外も あ る も のの、 対象 と な る物質の用

量あ る いは濃度に対し て行われて き てい る。 　 し か し、

粒子状物質などが細胞膜ス ケールのナ ノ のサイ ズの場合

は、 組織透過性が高ま り 、 粒子サイ ズや表面活性が重量

よ り も生体影響に大き く 関与する可能性が示されている

こ と から、 環境 リ ス ク を評価する上に於いてテス ト ガ イ

ド ラ イ ン も含めて新たな取 り 組みが必要であ る。 こ こ で

は、 ナ ノ 粒子、 ナ ノ フ ァ イバーの生体影響を調べ、 これ

らの環境汚染と健康 リ ス ク評価に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境ナ ノ 粒子の生体影響に関する研究では、 清浄空気

曝露群、 低濃度曝露群、 高濃度曝露群、 除粒子成分曝露

群のほかに、 飼育室群の 5 群に分けた肺腺腫高発症マウ

ス （A/J 系） を用いて慢性曝露を行い、 炎症などに関与す

る遺伝子 ・ 蛋白の発現レベルの解析を行った。 肺腺腫発

症の有意な上昇、 心臓疾患マーカーの心筋型ク レアチニ

ンキナーゼの変化を認めたほか、 酸化ス ト レ ス応答に関

する遺伝子発現の上昇が認め られた。 ナ ノ マテ リ アルの

健康 リ ス ク評価に関する研究では、 カーボンナ ノ チュー

ブが、p38MAP キナーゼを活性化し、転写因子であ る NF-

kappaB を介し て細胞内に酸化ス ト レ ス を与え る こ と を明

ら かに し たほか、 エア ロ ゾル化し たカーボンナ ノ チュー

ブ を 吸入曝露 し た マ ウ ス 肺におい て、 粒子が マ ク ロ

フ ァージ内へ取 り 込まれている こ と を明らかにし た。 ア

スベス ト の呼吸器内動態 と 毒性に関する研究では、 ク ロ

シ ド ラ イ ト において加熱処理の温度の上昇に伴い酸化鉄

が遊離し、 それに伴い毒性が低下する こ と など を明ら か

にし た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AE539 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用

性 80p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 81p.

0910CD001 　 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長

さ に関する研究 81p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 100p.

0911BD001 　 デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子の脳、 肝、 腎、 生

殖器への影響バイオマーカー創出 ・ リ ス ク評価 81p.

1012BD002 　 デ ィ ーゼル起源ナ ノ 粒子内部混合状態の新

しい計測法 　 ( 健康 リ ス ク研究への貢献） 82p.

【関連課題】

1） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究用に開発し た実験動物を 用いて、

希少野生動物の絶滅を回避する 繁殖方法を検討する 。動物

実験施設には、 遺伝的・ 微生物的に純化さ れたウ ズラ・ ボ

ブホワ イ ト ・ ハムス タ ーが系統維持さ れており 、希少野生

動物の絶滅回避モデルと し ての有用性が高い。そこ で、こ

れら の実験動物の近交化に伴う 繁殖能力の遺伝学的解析

を行って、 近交退化回避の方策を提示する 。 なお、 ウ ズラ

は生態毒性用実験鳥類と し て NIES 系統を確立する 。

〔内容および成果〕

　 ウズ ラでは、L 系を 69 世代まで循環交配で近交化し て、

絶滅回避モデルを作出し た。 また、 ブラ ジル系 （Br） ・ フ

ラ ン ス系 （Fr） のウ ズ ラ の遺伝的純化をそれぞれ ２ 世代

推進し た。 ボブホ ワ イ ト では、 兄妹交配によ り 11 世代ま

で近交化する こ と に成功し た。 これらは、 実験鳥類 と し

て世界的に も有用性が高 く 、 希少鳥類の絶滅回避方策に

適用する こ と が期待でき る。

　 次に、ハム ス ターでは兄妹交配によ り 52 世代まで近交

化し、 哺乳類の絶滅回避モデルやイ ン ヒ ビン ・ ア ク チビ

ンなどの繁殖ホルモンの機作解明に有用であ る こ と がわ

かった。

〔備考〕
―  80  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
2） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル粒子除去装置や触媒の開発、 燃料の

低硫黄化などによ り 、 自動車排出ガスに起因する粒子状

物質の質量濃度の低減は可能 と なっている。 しかし、 粒

径が数十ナ ノ メ ー ト ル以下のナ ノ 粒子 と いわれる極めて

微小な粒子の低減に関し ての対策は遅れてお り 、 依然 と

し て数濃度 と し て高い も のが排出される可能性があ る こ

と が指摘されている。 同時に現実の大気環境中において

も、 幹線沿道沿いではナ ノ 粒子の個数濃度がラ ッ シ ュ ア

ワー時に高 く な る こ と が指摘されている。 ナ ノ 粒子はそ

の毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のいずれも未解明の部分

が多い。 これまでの二酸化チタ ンや炭素のナ ノ粒子では、

大き な粒子状物質よ り 炎症を引き起こ しやすい こ と など

強い影響があ る可能性や、 呼吸器内に入った場合肺を通

過し全身への影響を持つ可能性が示唆されているが充分

な検討がな されていないのが現状であ る本研究では、 自

動車排ガス由来のナ ノ 粒子の性状や、 毒性 ・ 影響評価に

必要な調査研究を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 慢性吸入実験期間の希釈 ト ンネルにおけ る粒子のモー

ド 径、 幾何標準偏差、 個数、 重量濃度 を測定 し、 ま た

デ ィ ーゼル車が多 く 走行する川崎市におけ る環境ナ ノ 粒

子 と デ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子 と の性状の比

較を行った。 影響実験においては、 肺腺腫高発症系統で

あ る AJ 系マウ ス を用いて 18 ヵ月慢性吸入曝露を行い、各

臓器を病理組織学的手法を用いて環境ナ ノ 粒子の影響を

調べたほか、 肝臓、 大脳や嗅球の遺伝子発現レベルを定

量的 RT-PCR を用いて解析し、 さ らに リ ポポ リ サ ッ カ ラ

イ ド で炎症を起こ し たマウ スや肺気腫モデルマウ スに環

境ナ ノ 粒子を曝露し て免疫応答の変化を調べた。 細胞を

用いた in vitro 実験では、 カルテ ッ ク ス細胞曝露装置を用

いて ラ ッ ト 肺胞上皮細胞への気液界面曝露を実施し、 全

排気曝露群ではデ ィ ーゼルエン ジ ン由来排気ナ ノ 粒子

10.0µg/mlの溶液曝露よ り も大き な酸化ス ト レ スが誘導さ

れる こ と を明らかにし た。

〔備考〕

3） 　 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さ に関す

る研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD001

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 投与の実験から、 繊維状粒子の繊維長が毒性の

指標 と なっているが明ら かになっている。 エア ロ ゾル化

された繊維状粒子であ る カーボンナ ノ チューブ粒子の繊

維長を荷電効率 と い う 値を用いて リ アルタ イ ムで測定可

能かど う か、単一繊維カーボンナ ノ チューブ粒子に分級・

分離し た上で評価する。

〔内容および成果〕

　 繊維状のエアロ ゾル化さ れたカーボンナノ チュ ーブ粒

子を 20 ～ 50％含んだ系において、 エレク ト リ カルエアロ

ゾルディ テク タ ーと 凝縮核計数器を用いて粒子一個あた

り の帯電量（ 荷電効率） を求めた。 一方で、 その粒子を捕

集し て透過型電子顕微鏡によ り 形状の情報を得た。荷電効

率と 、 投影面積径、 繊維長、 繊維径をそれぞれ比較し たと

こ ろ、繊維長が最も 相関が良く 、ついで投影面積径であっ

た。繊維径と は相関がなく 、荷電機構に最も 効いている の

は繊維長である 事が示唆さ れた。さ ら なる 繊維状粒子のみ

の分離を行い評価する 必要がある が、荷電効率は繊維長の

良い指標と なる こ と が示唆さ れる 結果が得ら れた。

〔備考〕

関連重点分野 ： リ ス ク セン ター 　 環境中におけ るナ ノ 粒

子等の体内動態と健康影響評価中核プロ グ ラ ム

4） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

5） 　 デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子の脳、 肝、 腎、 生殖器への

影響バイオマーカー創出 ・ リ スク評価

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD001

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 黒河

佳香， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 健康影響が十分明 ら かに さ れていないナ ノ 粒

子の生体影響を、 これまで研究し て き た生殖 ・ 次世代影

響に加えて、 特に重量の変化がみ ら れた臓器 （肝、 腎）

を中心に研究を行い、 新し いバ イ オマーカーを創出し、

リ ス ク評価の提言を行 う 。
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〔内容および成果〕

　 本年度の研究では、 ナ ノ 粒子 （粒径 50 nm 以下） を多

く 含んだデ ィ ーゼル排気 （NRDE） をマウ スに曝露し、 海

馬のかかわる空間認知記憶学習 と 記憶関連遺伝子発現 と

の関連、 及び嗅球での神経伝達物質レベルおよび記憶関

連遺伝子発現について検討し た。 モ リ ス水迷路試験にお

いては、 高濃度 H-NRDE 群では、 対照群に比べて水面下

に隠れたプ ラ ッ ト フ ォームへの到着に長い時間を要 し

た。 しかし ながら、 中濃度 M-NRDE 群、 除粒子 F-DE 群

においては対照群 と のあいだに差はみられなかった。 嗅

球におけ る細胞外ア ミ ノ 酸神経伝達物質への影響では、

高濃度 H-NRDE 曝露 と LTA と の併用、も し く はそれぞれ

単独で、 グルタ ミ ン酸レベルの有意な増加を引き起こ し

た。

　 NRDE を長期間曝露し、 肝臓病理評価後、 炎症性サイ

ト カ イ ン、 炎症のシグナル伝達分子、 アポ ト ーシス伝達

等について蛋白レベル、 遺伝子レベルでの解析行った。

また、 腎臓への影響について病理標本を鏡検し たが、 毒

性影響は観察されなかった。 NRDE ２ ヵ月曝露後の雄マ

ウ ス精巣か ら ラ イデ ィ ヒ 細胞の初代培養を行い、 刺激に

よ る テス ト ステ ロ ン分泌反応性を調べる と、 除粒子ガス

曝露群で著し く 低下し た。 また、 下垂体細胞の初代培養

を行い GnRH の刺激によ る LH 分泌反応性を調べる と、

NRDE曝露群ではいずれの群でも LH分泌反応性の上昇が

認められた。 テス ト ステ ロ ンに影響が見られた NRDE 曝

露のラ ッ ト 精巣を用いてマ イ ク ロ アレ イ を行い、 毒性パ

ス ウ ェ イの解析を行った。

〔備考〕

名古屋大学 　 那須民江教授、 および東京農工大学 　 田谷

一善教授と の共同研究

6） 　 デ ィ ーゼル起源ナ ノ 粒子内部混合状態の新し い計測

法 　 ( 健康リ スク研究への貢献）

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1012BD002

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼルナ ノ 粒子およ びデ ィ ーゼル車が多

く 走行する幹線沿いの大気中ナ ノ 粒子に対し て、 収束イ

オンビーム二次イオン質量分析装置、走査型電子顕微鏡、

レーザー共鳴多光子イオン化法を組み合わせた収束イオ

ンビーム質量顕微鏡を適用し、 従来の分析手法では明ら

かになっていない一粒子単位の化学組成 （有機物 ・ 無機

物） や、 それら の内部混合状態の情報を獲得する為の手

法を確立する。 デ ィ ーゼルナ ノ 粒子の毒性評価、 健康 リ

ス ク研究に、 その情報を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 新 し い分析法で あ る 質量顕微鏡で測定す る た めに、

デ ィ ーゼルナ ノ 粒子を低圧イ ンパク タで捕集し た。 その

際、 分析や捕集に必要な条件を満たすシ リ コ ン ウ ェハー

を選定し て捕集基板 と し て用いた。 質量顕微鏡において

は基板上に散在す る ナ ノ 粒子を非破壊で選定す る 為に

SEM と分析に用いる イオンビーム同士で同一視野 と なる

よ う に調整し た。 振動対策によ り 、 分解能を向上させて

最小で 50nm のナ ノ 粒子の成分マ ッ ピ ングに成功し た。

デ ィ ーゼルナ ノ 粒子中の多環芳香族炭化水素類を測定す

る為、レーザーイオン化に使用する レーザー波長 と し て、

こ れ ら の化合物の多 く が吸収帯 を 持つ と 考え ら れ る

266nm を選定し た。 ピ レ ン等の標準試薬を レーザーイオ

ン化で測定し、検出感度が 69ppb であ る こ と が分かった。

〔備考〕

共同研究者 ： 坂本 哲 （工学院大学工学部電気システム工

学科ナ ノ エレ ク ト ロ ニ ク ス研究室 　 准教授）、三澤 　 健太

郎 （東京工業大学資源化学研究所分光化学部門 　 特任助

教）

(3)-4. 　 生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く 環境影

響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA304

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 田中

嘉成， 堀口敏宏， 五箇公一， 児玉圭太， 赤坂宗

光， 真野浩行， 横溝裕行， 井上真紀， 李政勲，

角谷拓， 岡本卓， 漆谷博志， 森口紗千子， 早坂

大亮

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 自然環境や自然の生態系を対象 と し た生態影

響評価は、 野外での複数の リ ス ク因子を解明し、 生物個

体群や生物群集、 生態系を対象 と し た評価に拡張し て考

え る必要に迫られている。 評価尺度について も、 幾つか

の考え方があ り 、 これは人間社会の価値観にも左右され

る。 本プ ロ ジ ェ ク ト では、 「生物多様性」 と 「生態系機

能」 の視点から、生態系サービ スの劣化を引き起こす （有

用） 個体群の再生産の阻害や種数の減少、 生態系機能の

低下 （例えば、 バ イ オマ ス生産性や物質循環効率な ど）

をエン ド ポ イ ン ト （評価指標） と し て、 具体的なフ ィ ー

ル ド や問題 と な る生物種について生態影響評価を実施す

る と と も に、 数理モデルを活用し た新たな生態影響評価

手法を提案する。

〔内容および成果〕
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　 「課題 １ － １ ：東京湾における底棲魚介類の個体群動態

の解明 と 生態影響評価」 では、 マコ ガレ イの産卵量、 仔

魚密度及び稚魚密度の時空間分布データ （2006 年～ 2010

年） を解析し た。 受精卵及び孵化仔魚の水温耐性を調べ

る再実験を実施し た。 マコ ガレ イ当歳魚の貧酸素耐性も

実験で調べた。 それらの結果と、 2006 年及び 2007 年の

東京湾におけ る水温 と 溶存酸素濃度の実測データ を基に

マコガレ イの初期生活史におけ る斃死率を試算し、 マコ

ガレ イの浮遊仔魚及び着底稚魚の分布密度に関する観測

データ と の比較を行った。

　 「課題 １ － ２ ：淡水生態系における環境 リ ス ク要因 と生

態系影響評価では、 兵庫県南西部のため池の野外調査

データに基づき、 在来の動物群集 （魚類、 昆虫類、 甲殻

類、 貝類、 ミ ミ ズ類） に対する計 52 項目の環境因子の影

響を統計解析によ り 評価し た。 その結果、 これらの動物

群集の種多様度は、 外来魚の侵入 （ブルーギル、 ブ ラ ッ

クバス） 、 殺虫剤濃度 （BPMC） 、 コ ン ク リ ー ト 護岸率の

３ つの環境ス ト レ ス要因の影響を受け る こ と が示 さ れ

た。 特に、 外来魚 と 殺虫剤については、 大型昆虫類の種

多様度が強い負の影響を受けた。

　 「課題 ２ ：侵入種生態 リ ス ク評価手法の開発に関する研

究」 では、 アルゼンチンア リ が京都市および東京都に も

新たに侵入し ている こ と を発見し、 環境省関東地方事務

所 と 共同で防除事業を開始する こ と と し た。 アルゼンチ

ンア リ 防除剤の選定および感受性試験を行い、 在来種 と

比較し てアルゼンチンア リ は 10 ～ 100 倍感受性が高いこ

と を明ら か と し た。 こ の感受性差によ り 、 外来種防除 と

在来種復元が効率的に実行でき る と考え られた。

　 カエルツボカ ビ ・ アジア起源説の検証を進め る ため、

国外 （オース ト ラ リ ア、 ア メ リ カ合衆国） のサンプルの

分析を進める と と も に、 ヨ ーロ ッ パ ・ ア メ リ カの研究グ

ループに技術提供を行い、 世界各地域におけ る分布実態

および DNA 変異分析を実施する体制を整えた。感染実験

によ って、 日本のカエルツボカビは南米産両生類には高

い毒性を示すが、 在来両生類に対し ては毒性を示 さ ず、

在来両生類は抵抗性を有し ている こ と が判明し た。 国内

分布データ と 海外分データ を も と に世界レベルでの本菌

の分布予測地図を作成し た。

　 「課題 ３ ：数理的手法を用いた生態 リ ス ク評価手法の開

発」 では、 生態系機能に着目し た生態 リ ス ク評価のため

にこれまで開発し た形質動態モデル と 生態系モデルにつ

いて、 再解析を行ない、 解析結果を誌上発表し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AA301 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解

析によ る曝露評価 74p.

0610AK526 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の

整備 226p.

0610AK550 　 侵入生物データベースの管理 227p.

0810AH002 　 釧路湿原シ ラル ト ロ沼の環境劣化 と その原

因の究明 84p.

0810BA006 　 非意図的な随伴侵入生物の生態 リ ス ク評価

と対策に関する研究 84p.

0910AF008 　 八丈島におけ る外来生物によ る在来種個体

群への影響評価 84p.

0911AK001 　 8) 　 化学物質の定量的環境 リ ス ク 評価 と 費

用便益分析 101p.

0911CD001 　 文理融合に基づ く 淡水生態系の生物多様性

保全 ・ 管理手法の開発 85p.

1011NA001 　 マルハナバチの巣内遺伝構造 と 性比をめぐ

る女王 ・ ワーカー間の対立関係の解明 85p.

1012AH003 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関す

る研究 86p.

1012CD001 　 メ タ個体群の空間構造に不確実性を もつ外

来種の最適管理戦略 86p.

1013CD001 　 侵略的外来種アルゼ ン チ ン ア リ におけ る

スーパーコ ロ ニーの進化と維持機構の解明 87p.

【関連課題】

1） 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による

曝露評価

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子， 小林淳， 影山志保， Solovieva

Elena， 林岳彦， 鎌田亮， 平井慈恵， 小田重人，

小塩正朗， 河合徹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 侵入生物データベースの管理

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）
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4） 　 釧路湿原シラル ト ロ沼の環境劣化と その原因の究明

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810AH002

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 北海道釧路湿原に位置する シ ラル ト ロ沼では、

近年、 アオコの発生や沈水植物の減少、 ヒ シ群落の拡大

など、 様々な問題が顕在化し ている。 沼の集水域の大部

分は、 自然の山林や湿地であ り 、 富栄養化に直結する大

き な人為的汚濁源はないに も関わ らず、 水質の悪化や生

物多様性の低下に歯止めがかか ら ない状況であ り 、 沼の

生態系が非可逆な状態に遷移し て し ま う こ と （レジーム

シフ ト ） も懸念されている。 本研究は、 シ ラル ト ロ沼に

おけ る環境劣化の現状を把握する と と も に、 その原因 と

機構を解明し、 良好な湖沼環境の保全につなげる こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 近年のシラ ルト ロ 沼での植物群落と 水質を 含む環境因

子の調査から 、ヒ シや沈水植物の生育に影響する 環境因子

を明ら かにし 、ヒ シ群落の拡大によ る 沈水植物群落への影

響を評価し た。 その結果、 沈水植物総現存量を目的変数と

し た場合は、 水深の一次項（ ＋） と 二次項（ －） 、 ヒ シの

現存量（ －） 、 泥の割合（ －） 、 礫の割合（ ＋） が選ばれ

た。 一方、 ヒ シの現存量を説明する 因子は、 水深の一次項

（ ＋） と 二次項（ －） 、 湖底の相対光量（ －） 、 泥の割合

（ ＋）、 礫の割合（ －）、 水質（ 富栄養化の軸）（ ＋） であっ

た。 6 月と 8 月にヒ シの生育状態の違いによ る 沈水植物優

占 6 種の生育状況を比較し たと こ ろ、 ホザキノ フサモ、 セ

ンニンモ、 エゾヤナギモなど大型で根を張る 種は、 ヒ シと

異なる 底質環境に生育する か、も し く はヒ シ群落によ る 負

の影響を大き く 受ける と 考えら れた。 そのため、 こ れら の

沈水植物種はヒ シの拡大によ る 保全優先対象種と 考えら

れた。 シラ ルト ロ 沼における 富栄養化の原因は、 沼の北東

部に位置する 温泉排水流入の影響が疑われた。

〔備考〕

共同研究相手方 ： 北海道環境科学研究セン ター 　 三上英

敏、 五十嵐聖貴

5） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 井上

真紀， 森口紗千子， 岡本卓

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまで政策的、 社会的にも関心を集める こ と

が少なかった潜在的な随伴侵入生物の侵入実態および生

態学的特性を明ら かにする と と も に、 在来生物 ・ 生態系

お よ び人間生活に対す る 影響評価を行 う 。 さ ら に侵入

ルー ト および分布拡大プロセスについて生物学的側面お

よび社会経済学的側面から の解明および予測を図 り 、 検

疫 ・ 防除手法の具体的検討を行 う こ と を目的 と する。 最

終的には、 環境省 ・ 外来生物法におけ る 「非意図的な随

伴侵入生物」 の管理方針の必要性を示し、 科学的提言を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間の遺伝子流動

を調査し た結果、 交雑はほ と んど起き ておらず、 遺伝的

浸透によ る コ ロ ニーの巨大化は起き ない も の と 推定され

た。 一方、 コ ロニー間の敵対性行動には季節変動があ り 、

一時的に敵対性が強化 さ れた際に乗っ取 り が起 こ る か、

逆に敵対性が弱ま った際に、 コ ロ ニーが融合する メ カニ

ズムが想定された。

　 カエルツボカビが北海道に も分布し ている こ と が明ら

か と な り 、 新たな生息地情報を加えて、 グ ローバル分布

予測マ ッ プの作成を行った。 その結果、 分布予測範囲に

変動が認め られ、 パラ メ ータの扱いには、 十分な検討が

必要 と 考え ら れた。 感染実験を継続し て実施し た結果、

ト ウ キ ョ ウダルマガエルはシ リ ケン イモ リ 由来のカエル

ツボカビ菌に対し て抵抗性を示す と と も に、 殺菌効果の

あ る分泌物を出し ている と 考え られ、 シ リ ケン イモ リ の

菌も除菌された。

　 カ ワ ヒ バ リ ガ イの防除シ ミ ュ レーシ ョ ンを構築し、 移

動率や定着率 と い う 予測に必要なパラ メ ータ を明らかに

し た。

〔備考〕

岡部貴美子 （森林総合研究所） 、 木村妙子 （三重大学） 、

宇根有美 （麻布大学）、 川端寛樹 （国立感染症研究所）

6） 　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影

響評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF008

〔担当者〕 ○岡本卓 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 伊豆諸島八丈島に外来種ニホン ト カゲの

定着が確認された。 同島には近縁の在来種オカダ ト カゲ

が自然分布し、 絶滅が危惧されている。 ニホン ト カゲは

オカダ ト カゲに対し て競争 ・ 交雑 と い う 形で直接的影響
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を与え、 絶滅に追いやる可能性があ る。 そ こ で、 両種の

島内分布 ・ 食性 ・ 遺伝的構成の調査によ り 生態影響を評

価する。 また、 これを通し て島嶼における外来種侵入の

初期プロセスの一端を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 在来 ・ 外来の ト カゲ両種は排他的に分布し、 境界部の

広い範囲で交雑が生じ ている こ と が明ら かになった。 ま

た、 両種 と も地表性節足動物を中心に捕食し てお り 、 食

性に顕著な種間差は見られなかった。 個体群密度は外来

種の初期発見地点で最 も大き かっ た。 以上の こ と か ら、

両種は競争関係にあ り 、 外来種は分布を拡大しつつあ る

と 推測され、 交雑を介し て遺伝子レベルで在来種か ら外

来種への置き換わ り が進行しつつあ る と考え られる。

〔備考〕

栗山武夫氏 （東邦大学 理学部 生物学科） と の共同研究

7） 　 化学物質の定量的環境リ スク評価と費用便益分析

〔研究課題コー ド〕 0911AK001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 真野浩行， 林岳彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

8） 　 文理融合に基づ く 淡水生態系の生物多様性保全 ・ 管

理手法の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD001

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の灌漑用ため池は、 生物多様性の宝庫で、

淡水域の生物資源の保全の場 と し て極めて高い価値を持

つ。 し かし、 都市化や農業の衰退が進む現在、 その環境

も脅か されている。 ため池の維持管理は社会的な営みで

あ る ため、 その保全は自然科学 と 社会科学双方の知識を

融合し て実施する こ と が望まれる。 そ こ で、 まず、 自然

科学の手法で リ ス ク 因子や生物間相互作用を明確化し、

さ らに社会科学の手法で人々の選好を探 り 、 双方の知識

を融合し て、 淡水域の生物多様性の効果的な保全 ・ 管理

に有効な手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 日本全国の 20 代から 60 代の男女 3784 名に対し て電子

版のアンケー ト を配信し た結果、 合計 1054 名 （外来種

531 名， 在来種 523 名） から回答を得た （回答率 27.9％）。

回答者の多 く （40％） は会社員で、 比較的、 高学歴、 高

収入であった （大学卒 43％、 平均世帯収入 670 万）。 ア

ンケー ト を集計し た結果、 在来種に対し てはすべての分

類群を守 り たい と 思 う 傾向が強いのに対し、 外来種に対

し ては、 分類群によ って防除の支持率にばらつきが認め

ら れた。 外来種で防除の意向が特に強かった分類群は、

爬虫類、 魚類、 貝類で、 哺乳類 と 甲殻類に対し ては比較

的防除の意向が弱かった。 在来種 と 外来種それぞれにお

いて、 選定種の保全 ・ 管理の選好度 と、 その生物を実際

に目撃し た人数、 テレ ビや新聞で見聞き し た人数 と の相

関を調べた結果、 在来 ・ 外来種 と も に、 見聞き し た人の

数が多い生物種ほど、 保全 ・ 管理の選好が強い傾向が認

め られた。 一方、 保全 ・ 管理の選好度 と その生物を実際

に目撃し た人数 と の間には相関は認められなかった。 こ

れらの こ と か ら、 知名度が高い生物種ほど管理の優先順

位が高いが、 優先順位を決める上で、 実際にその生物を

見たかど う かはあ ま り 重要ではない も の と 思われる。 ま

た、 外来種の管理意識に影響する社会 ・ 人口統計学的要

因の解析を進めた と こ ろ、 “ 年齢 ”、 および “ 外来種に対

する知識 ” が外来種管理の支持率に影響し ていた。 中で

も、 年齢によ る意識の違いは顕著で、 40 歳以上の回答者

は、40 歳未満の回答者と比べ、国外外来種や侵入種 18 種

の駆除 ・ 管理に対し て賛成派が多かった。 しか し、 アン

ケー ト で選定し た侵入種の う ち、 「12 種以上 （≧ 67％）

を これまでにテレ ビや新聞で見聞き し た こ と があ る」 と

答えた回答者は、 年齢に関わ らず、 すべての外来種の駆

除 ・ 管理に対する支持率が高い傾向にあった。

　 以上の結果か ら、 在来種の保全事業に関し ては、 比較

的、 国民のコ ンセンサスが得られやすい こ と、 外来種の

駆除に関し ては、 年齢や知識量によ って人々の意識は多

様であ る こ と が分かった。 外来種の防除事業を展開する

際は、 対象分類群や状況によ っては国民の支持が受け ら

れに く い可能性があ るが、 その際は、 いかに分か り やす

く 事業の趣旨や効果が説明でき るかが国民の支持を得る

上で重要になるであろ う 。

〔備考〕

柘植隆宏 （甲南大学） 西川潮 （新潟大学）

9） 　 マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐ る女王 ・

ワーカー間の対立関係の解明

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 1011NA001

〔担当者〕 ○井上真紀 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 マルハナバチの野生巣を用いて、 個体群内およ

びコ ロ ニー内遺伝構造の解析を実施し、 交尾回数および

血縁度を解析し、 コ ロ ニー間におけ る血縁度不均衡の有
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無や分断性比の要因を解明する こ と を目的 と する。 さ ら

に、 野生化し たセイ ヨ ウは、 工場で累代飼育されてお り 、

人為的選抜を受けている と 考え られる。 そ こ で在来種の

採集コ ロ ニーにおいて も同様の分析を実施し、 セイ ヨ ウ

の侵略性に寄与する生態特性を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 セ イ ヨ ウオオマルハナバチの野生巣を材料に、 マ イ ク

ロサテ ラ イ ト DNAマーカーを用いた分子遺伝解析手法に

よ り 、 コ ロ ニー内および個体群内の遺伝構造、 女王の交

尾回数、 コ ロ ニー内の個体間血縁度を推定する。 現在、

2003～2006年に北海道勇払郡むかわ町で採集し、-80℃で

冷凍保存し ているセ イ ヨ ウオオマルハナバチの野生巣の

ワーカーのマイ ク ロサテ ラ イ ト DNA 分析を進めている。

〔備考〕

共同研究者 ： 土田浩治 （岐阜大学）、 五箇公一 （国立環境

研究所）

10） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 生物操作は、1980 年代に欧米を中心に応用され

る よ う にな り 、 日本で も、 長野県白樺湖で透明度の改善

が報告され、 諏訪湖において も アオコ対策の一つ と し て

検討されている。 本研究では、 すでに人為的な改変が行

われている湖沼において適切な管理を行 う こ と によ り 水

質 と 生態系を望ま しい状態に保つための適切な 「湖沼生

態系の持続的管理」 に関し て研究する。 生物操作によ る

管理を実際の湖に応用し よ う と する と き、 生態系への配

慮に加え、 漁業や利水などの利害関係者 と の調整が必要

と 予想される。 そのため、 十分な根拠に基づ く 湖沼生態

系変化を観測データ と数理モデルから予測する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 生態系内の種間関係の定量化に必要な数理

モデルに関する基礎的な情報収集を行 う と と も に、 モデ

ル化手法の整理を行い、 解析ツール と し ての Scilab など

の数理演算アプ リ ケーシ ョ ン ソ フ ト に関する実践的な情

報共有を行った。 また、共同研究者各自よ り 、以下のテー

マに関する先行研究、 既存データ等の情報交換を行い、

今後の共同研究の方向性を確認し た。

（ １ ） 生態系内の種の競争関係の定量化手法の確立

　 ・ 連立微分方程式によ る競争関係の定量化

　 ・ 連立微分方程式の数値解法の確立

　 ・ 例題によ る手法の実用性確認

（ ２ ） 内部生産の把握手法に関する知見の整理と検証

　 ・ 内部生産の把握手法の確立

　 ・ 実測値によ る手法の検証

（ ３ ） 生態系と水質の関係に関する知見の整理

〔備考〕

秋田県健康環境セン ター、 佐藤信也 （担当者）

11） 　 メ タ 個体群の空間構造に不確実性を も つ外来種の

最適管理戦略

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来種の駆除を考え る際、 複数の潜在的な生息

地間で外来種の移動が起こ り う る場合 と、 そ う でない場

合では、 複数の生息地への最適な駆除努力の空間配分は

異な る と 考え られる。 空間構造に関する知識が得られる

事によ って、 不確実性に頑健な意思決定を行 う こ と ので

き る数理的手法を開発する。 空間構造 と 駆除努力の最適

配分の関係を体系的に解析を行 う 。 理論だけではな く モ

デルの実用性も重視し、 オース ト ラ リ アにおける外来植

物 Para grass と Gamba grass の不確実性に頑健な駆除計画

を導出する。

〔内容および成果〕

　 Information-Gap decision theory (Info-Gap) では、 満た し

たい管理目標を、 よ り 大きい不確実性の中で達成でき る

不確実性に頑健な戦略を求め る こ と がで き る。 し か し、

現在の Info-Gap モデルは静的モデルで、 将来空間構造の

知識が得られた り 、 外来種の分布が変化し た際に、 駆除

努力の空間配分を変更す る 場合には用い る 事がで き な

い。 外来種の分布状況が刻々 と 変わる中で、 それに応じ

て不確実性に頑健な意思決定を行 う ためには動的な Info-

Gapモデルを構築が必要 と なる。そ こ で確率的ダ イナ ミ ッ

ク プロ グ ラ ミ ング法 と従来の Info-Gap モデルを も と に、

動的 Info-Gap モデルの開発を行った。構築し た動的 Info-

Gap モデルによ り 、 外来種の分布状況が刻々 と変わる中

で、 空間構造の特徴 と 不確実性に頑健な駆除努力の最適

配分の関係を体系的に解析する こ と ができ る よ う になっ

た。

〔備考〕

関連重点分野 ： 中核研究プロ ジェ ク ト 「環境 リ ス ク研究

プロ グ ラ ム （4） 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く

環境影響評価手法の開発」
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12） 　 侵略的外来種アルゼンチンア リ におけるスーパー

コ ロニーの進化と維持機構の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1013CD001

〔担当者〕 ○井上真紀 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 侵略的外来種アルゼンチン ア リ の

スーパーコ ロ ニーの生態特性およびスーパーコ ロ ニー間

での遺伝子流動の有無を明ら かにする こ と によ り 、 アル

ゼンチンア リ の巨大スーパーコ ロ ニー と 小規模スーパー

コ ロ ニーの進化 と 維持機構の解明を目的 と する。 それに

よ り 、 アルゼンチンア リ の侵略性の解明および本種の防

除対策への提言のみな らず、 スーパーコ ロ ニー形成 メ カ

ニズムの仮説を検討する こ と によ り 、 これまで謎 と され

て き た社会性昆虫におけ る スーパーコ ロ ニー進化の解明

に寄与する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 神戸港において女王およ びオス の季節消長を調べた結

果、全てのス ーパーコ ロ ニーで繁殖虫が 5 月から 7 月下旬

にかけて出現し ており 、時間的生殖隔離は認めら れなかっ

た。 ま た、 敵対性試験を行った結果、 ワ ーカー同士に比べ

ワ ーカーのオス に対する 敵対性レ ベルが低く 、オス が負傷

や死亡する 頻度も 低かった。こ のこ と から 、行動学的には

ス ーパーコ ロ ニー間でオス を介し た遺伝子流動が起き て

いる 可能性が示唆さ れた。一方、ワ ーカー同士の敵対性レ

ベルの季節変動を調べた結果、世界中に広く 分布する ス ー

パーコ ロ ニーの敵対性レ ベルの変動パタ ーンが他のス ー

パーコ ロ ニーに同調する 傾向がみら れた。

　 マ イ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子座の対立遺伝子頻度に基づ

く 集団遺伝解析を行っ た結果、 隣接す る スーパー コ ロ

ニーは遺伝的に独立し てお り 、 遺伝子流動は低頻度でし

かおき ていない こ と が明ら かになった。 これらの結果か

ら、 アルゼンチン ア リ は安定 し た環境下では短期間で

スーパーコ ロ ニーの個体群構造が変化し ない と 推測され

る。

〔備考〕

環境リ スク研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(3)-5-1. 　 エ ピ ジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括 し た ト キシ コ

ゲ ノ ミ ク スによる環境化学物質の影響評価法開発の

ための研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AG333

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，小

林弥生， 前川文彦， 内匠正太， 柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質について、 胎児期曝露の影

響が成長後に現れる などの後発影響や、 経世代影響の存

在が疑われているが、 その メ カニズムや曝露 と 影響の因

果関係は多 く の場合不明であ る。 最近、 基本的な生命現

象 と し て、 ま た後発 ・ 経世代影響の メ カニズム と し て、

「エピジェネテ ィ ク ス作用」 によ る遺伝子機能の修飾の重

要性が明ら かに されつつあ る。 本研究では、 環境化学物

質のエピジェネテ ィ ク ス作用について、 実験動物におい

て高感受性期や臓器 ・ 細胞特異性、 標的遺伝子、 および

後発 ・ 経世代影響を明ら かにする。 さ ら影響 メ カニズム

について検討し、 環境化学物質のエピジ ェネテ ィ ク ス作

用を介し た健康影響を評価する ための科学的基盤を明ら

かにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに、妊娠中に ヒ 素曝露を受けた C3H マウ スの

仔 （F1、 オス） が 18 ヵ月令に達し た時、 肝がんを高率に

発症する こ と を確認し た。 本年度はさ ら に、 15 ヵ 月令 ヒ

素曝露群のオス F1 マウ スで、体重増加や血糖値の上昇を

見いだ し、 前糖尿病段階を導 く 可能性を明ら かに し た。

また、 癌を発症し ていない肝臓において ヒ 素曝露群で対

照群に比べて 12 ヵ月令以降に後発的に発現が低下または

増加する遺伝子がそれぞれ ２ 種類ずつあ る こ と をみいだ

し、 こ の う ちの ２ 種類の遺伝子ではエピジェネテ ィ ッ ク

修飾であ る ヒ ス ト ン修飾変化を伴 う こ と を明 ら かに し

た。 これら の遺伝子の ヒ 素曝露によ る発現変化は メ スで

は認められずオス特異的であ る こ と、 次の世代 （F2） に

は伝わら ないこ と が明らか と なった。 こ の う ちの 1 種類

は細胞増殖への関与が報告され、 また も う １ 種類は脂質

代謝に関与する遺伝子で、 それぞれ癌の増加や前糖尿病

段階 と の関連についての詳細な検討が重要であ る と 考え

られた。

　 また メ チル欠乏食および / または ヒ 素投与によ るマウ

ス肝臓の酸化的 DNA 損傷と DNA メ チル化変化の関連に

ついて検討し た結果、酸化的 DNA 損傷のマーカーであ る

8-OHdGの量と エピジェネテ ィ ッ ク マーカーであ る 5 メ チ

ルシ ト シンの量が負の相関を示すこ と を明らかにし た。

〔備考〕

外部共同研究者 　 塚原伸治 （埼玉大学）、 伊藤隆明 （熊本

大学）、 馬場崇 （九州大学）

〔関連課題〕

0910CD004 　 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な

遺伝子発現調節 メ カニズムからの解析 88p.

0911AE001 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介
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し た作用 メ カニズム 88p.

1011AF005 　 環境 と 社会性行動異常の関連を探る ための

新規行動評価法開発 88p.

1012AE001 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する

研究 89p.

【関連課題】

1） 　 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝子発

現調節メ カニズムからの解析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD004

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン （TCDD） の毒性には臓器特異性

が存在し、 その毒性は TCDD が結合し て活性化し た Aryl

hydrocarbon receptor （AhR） によ って誘導される CYP1A1

などの標的遺伝子発現の強さ と 対応する と 考え られてい

る。 TCDD によ り どの臓器でどのよ う な悪影響がでるの

かを明らかにする ためには、 まず各臓器における AhR 依

存的な遺伝子発現調節 メ カニズムを明ら かにする こ と が

必要であ る。 本研究では、 TCDD を曝露し たマウ スの肝

臓と脾臓において、臓器特異的な AhR 依存的遺伝子発現

調節 メ カニズムを解明する こ と を目的 と し ている。 今年

度は、 ChIP on chip によ り AhR が結合する領域を網羅的

に検出し、 それらの領域と AhR が結合する XRE 配列の

有無について解析をおこ なった。

〔内容および成果〕

　 TCDD （2 µg/kg） 曝露 0 時間 と 12 時間の肝臓を用いて

AhR 抗体によ る ChIP assay をおこ なった。 免疫沈降画分

DNA を Affymetrix のプロ ト コルに従って Mouse Promoter

1.0R Arrayにハイブ リ ダ イ ズ し、スキ ャ ン後Tiling Analysis

Software でデータ を解析し た。TCDD 曝露 0 時間に対し て

曝露 12 時間で、 有意に AhR の結合量が増加し た領域を

選択し た。 さ らに、 遺伝子の転写開始点 -2000 ～ +1000

内での AhR 結合及び XRE の有無で絞 り 込みをおこ ない、

それら の情報を含めたエ ク セルフ ァ イルを作成し た。 得

られた複数の領域について PCR をおこ ない、ChIP on chip

実験系の妥当性を確認し た。 今後脾臓について も検討を

おこ な う 予定であ る。AhR 依存的で XRE 非依存的な遺伝

子発現調節 メ カニズムは数種類の遺伝子を除いてほ と ん

ど解明されていないため、 本研究の結果か ら、 臓器特異

的な TCDD 毒性に関係する新しい遺伝子発現調節 メ カニ

ズムが明らかになる可能性が考え られる。

〔備考〕

2） 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介し た作用

メ カニズム

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，前

川文彦， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質が転写因子や核内受容体

に作用し て遺伝子の転写を変化させ、 生体に悪影響を及

ぼすこ と が報告されている。 本研究では、 ダ イ オキシン

や無機 ヒ 素を中心 と し た環境化学物質の転写因子依存的

な作用 メ カニズムの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ダ イ オ キ シ ン （TCDD） 再投与におけ る

CYP1A1 誘導の臓器特異性について検討し た。 TCDD （2

µg/kg） を C57BL/6 マウ ス雌に経口投与し、12 時間後に採

取し た肝臓と脾臓を １ 回投与群のサンプル と し た。また、

TCDD投与55時間後にTCDDを再投与し、12時間後に採取

し た肝臓と脾臓を再投与群のサンプル と し た。 TCDD 再

投与群の脾臓では、 １ 回投与群の脾臓よ り も CYP1A1 誘

導量が有意に減少し た。 肝臓ではこれらの変化はみられ

なかった こ と から、 TCDD 再投与における CYP1A1 誘導

に は臓器特異性 が存在す る こ と が明 ら か に な っ た。

TCDD 再投与群の脾臓における CYP1A1 の誘導減少に関

連し て、 DNA メ チル化、 ヒ ス ト ン修飾、 細胞ポピ ュ レー

シ ョ ンの変化を検討し たが、 有意な変化はみられなかっ

た。 以上の結果から、 TCDD 再投与によ る脾臓における

CYP1A1 誘導の減少には、エピジェネテ ィ ク ス作用、細胞

ポ ピ ュ レーシ ョ ン以外の メ カ ニズ ムの存在が示唆 さ れ

た。

〔備考〕

3） 　 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動

評価法開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF005

〔担当者〕 ○前川文彦 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境中化学物質が自閉症を含む広汎性発達障

害 （PDD） の発症に影響する可能性が疑われてお り 、 動

物実験によ る影響評価が求められているが、 症状の主因

であ る対人 （他者） 理解の異常を検出でき る動物行動評

価法が存在せず、 新たに開発する必要があ る。 本研究は

汎用行動解析装置 IntelliCage に組み込める信頼性の高い

行動評価法の開発を目的 と し、 世界に通用する標準的試
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験法にまで発展させる こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 社会性行動異常を探る観察学習試験を構築する前提 と

し て、 デモン ス ト レーター （観察対象個体） と な るマウ

スに空間記憶学習を信頼性高 く 施すこ と ができ る学習課

題を開発する必要があ る。 汎用行動解析装置 IntelliCage

を用いて、 “Behavior sequencing task” と 呼称す る、 報酬

（水） があ る場所を記憶する空間学習プロ ト コルを共同研

究 と し て開発し、 国立環境研究所の施設において も学習

課題が有効に機能する こ と、 また、 その方法を応用し て

反復課題を施すこ と で行動柔軟性や反復規則の枠組みを

学習する能力を評価でき る こ と を明ら かにし た。 開発で

き た学習課題を元に今後、 観察学習試験の開発を進展さ

せる。

〔備考〕

4） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），前川文彦，小

林弥生， 鈴木武博， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質が生体調節因子 と 複合作用を介

し てエピジ ェネテ ィ ク ス影響を も た らす可能性がこれま

での研究か ら見いだ されている。 本研究ではその複合作

用の メ カニズムを探る最初のステ ッ プ と し て、 生体調節

因子がどのよ う にエピジ ェネテ ィ ク作用を修飾するのか

検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 現在までに DNA メ チル化調節に働 く ３ 種の DNA メ チ

ル基転移酵素 Dnmt が同定されている。 ３ 種の Dnmt はそ

れぞれ発生 ・ 発達段階／臓器特異的な発現変動を示し、

その変動は環境因子に対する感受性に影響を与え る可能

性があ る。 本研究では C57BL/6J マウ スの肝臓において

Dnmt 遺伝子発現が変動する要因を探索する こ と で、環境

因子に対する感受性がエピジェネテ ィ ッ ク作用を介し て

ダ イナ ミ ッ ク に変化し う る可能性を、 特に概日 リ ズム と

性差に着目し て検討し た。Dnmt1, 3a 発現には明確な概日

リ ズムは認められなかったが、 Dnmt3b で 7 時に最大、 15

時に最低値を と る発現周期が観察された。 こ の周期は時

計遺伝子 BMAL1 mRNA 発現周期と類似し ていた。また、

雌が雄よ り Dnmt3b 発現量が有意に高かった。 これらの

結果よ り 、肝臓においてDe novo メ チル化に関わるDnmt3b

遺伝子発現が概日周期 と 性差によ り 影響を う け る こ と が

新たに明ら かになった。 環境化学物質曝露は肝臓におい

て DNA メ チル化作用を介し て発癌・代謝異常を誘導し う

る こ と が報告されてお り 、 曝露時刻や曝露を受けた個体

の性によ り 、 その影響の質 と 程度が変わって く る可能性

が本研究によ り 示唆された。

〔備考〕

環境リ スク研究プログラムにおけるその他の活動

(3)-6-1. 　 環境政策における活用を視野に入れた基盤的

な調査研究の推進

1) 　 化学物質リ スク総合解析手法と基盤の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0611AK509

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， Solovieva Elena

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の環境 リ ス ク について GIS によ る基礎

的な空間解析を実施する基盤 と し て、 地理情報や関連情

報を集積し、 データ処理 ・ 解析の機能を開発し、 排出推

定、曝露解析等の効率化を目指す。具体的には、 メ タデー

タ を含めたデータの一括管理、 共通イ ン ターフ ェ イ スに

よ る、 データの解析 ・ グ ラ フの表示、 地理区分の変換機

能、 また個別目的に即し た イ ン ターフ ェ イ スの開発等を

目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 これまでの成果、 および PJ1 で開発 ・ 提供

された排出シナ リ オツール等の う ち、 公開中の GIS デー

タの可視化ツールについて、 流域ポ リ ゴンデータやポ イ

ン ト データへの対応を進めた。 これによ り 、 G-CIEMS モ

デル内で使用し ている基本的なデータセ ッ ト について全

ての媒体の結果を表示可能 と な り 、 さ らに、 サンプ リ ン

グデータ などのポ イ ン ト データ も表示可能 と なった。 ま

た、 公開ツールの英語化を進め、 よ り 広範なユーザーへ

の展開を進めた。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム 　 中核プロ ジェ ク ト １ と は特に密

接な関連を持って実施する。

〔関連課題〕

0610AA301 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解

析によ る曝露評価 74p.

0610AA303 　 環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と 健

康影響評価 80p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 81p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 100p.
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【関連課題】

1） 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による

曝露評価

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子， 小林淳， 影山志保， Solovieva

Elena， 林岳彦， 鎌田亮， 平井慈恵， 小田重人，

小塩正朗， 河合徹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評

価

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 0913BY001

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 早坂

大亮， 鈴木一隆

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

2) 　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK545

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の環境調査に よ る曝露評価の高度化

のため、 化学物質やその代謝物の機器分析法 と 化学物質

のバイオア ッ セ イ手法の開発を進める。 ヒ ト への曝露評

価への適用を視野に入れ、 入試料中の代謝産物などの測

定法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 様々な環境ホルモン作用が懸念されている PCB 及びそ

の代謝物であ る水酸化 PCB についてホルモン受容体に対

する アゴニス ト 活性をエス ト ロゲン受容体 （ER、 メ ダカ

ER）、甲状腺ホルモン受容体 （TR）、 レチ ノ イ ド X 受容体

（RXR）、 レチ ノ イ ン酸受容体 （RAR）、 構成的アン ド ロ ス

タ ン受容体 （CAR） 、 ア リ ルハ イ ド ロ カーボ ン受容体

（AhR） の ７ 種類の受容体導入酵母を用いてス ク リ ーニン

グを行い、 特に、 水酸化 PCB ではすべての受容体でアゴ

ニス ト 活性 （20％以上） が認め られ、 ほ と んどの受容体

において親化合物であ る PCB よ り も強い活性を示すこ と

が示された。

〔備考〕

〔関連課題〕

1010AE002 　 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒

性の in vivo 検出法の検討 90p.

1011AH001 　 大気粉じ んのバイ オア ッ セ イ によ る遺伝毒

性及び環境ホルモン活性を指標 と し た地域特性の調査研

究 91p.

1012AH002 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定 と 遺伝

毒性評価 91p.

1012CD007 　 微細藻類が生産する核内受容体活性化物質

の水性動物への影響 91p.

【関連課題】

1） 　 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒性の in

vivo 検出法の検討

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE002

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鎌

田亮， 中島大介， 影山志保， 高橋慎司， 清水明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌攪乱化学物質研究の進展に伴い、 多 く の

化学物質に非意図的な受容体作用があ り 、 人間活動に

よ って これらの物質が環境中に多量に放出されている事

実が明ら か と なって き た。 しかし ながら、 これらの研究

の多 く は化学分析や in vitro 手法を用いた ものであ り 、 化

学物質や汚染環境が実際の生物にどのよ う に影響するか

と い う 適切な評価は進んでいない。 こ のため、 信頼性が

高 く 、 よ り 簡便な受容体介在性毒性の in vivo 検出法を構

築し、化学物資や汚染環境試料の評価に利用可能 とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 高次捕食動物では食物連鎖によ って体内蓄積し た化

学物質の経世代的な移行 ・ 曝露が問題 と な るが、 鳥類の

卵はこ の経世代曝露の研究に最適な材料であ る。 本研究

では、 ア リ ルハイ ド ロ カーボン受容体 （AhR） 介在性の

変化を検出する ために、 ウ ズ ラ受精卵に AhR の典型的な
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作動薬であ る β- ナフ ト フ ラ ボン （BNF） を曝露し、 雛

か ら性成熟する までの成長を観察する と と も に、 肝臓に

おける遺伝子転写の変化を観察し た。

（ ２ ） 水質汚染によ って起こ る受容体介在性の毒性を検出

する試験法 と し てニホン メ ダカにおけ る遺伝子発現変化

を検討し た。 メ ダカに飼育水か ら BNF またはエス ト ロ

ジェ ン受容体の典型的な作動薬（17β- エス ト ラ ジオール

およびビ ス フ ェ ノ ール A） を曝露し て肝臓の遺伝子転写

応答を確認し た。 さ らに、 こ の試験法を産廃処分場廃水

に適用し、 環境試料への実用性を検討し た。

〔備考〕

2） 　 大気粉じんのバイオア ッ セイによる遺伝毒性及び環

境ホルモン活性を指標と し た地域特性の調査研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1011AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 化学物質の受容体を介し た発がんや代謝

活性物質の性ホルモン受容体 と の結合によ る環境ホルモ

ン作用が懸念されている。 本研究では、 複数の都道府県

で四季ご と に採取し た大気粉じんについて、 迅速で簡便

な試験法と し て構築し た発光 umu 試験によ る遺伝毒性作

用やホルモン受容体導入酵母ア ッ セイによ るエス ト ロゲ

ン活性、AhR 結合活性、及び CAR 結合活性などの環境ホ

ルモン活性のモニタ リ ングを行い、採取地別の粉じん量、

気象条件、 機器分析を用いた汚染物質群の差異など を考

慮し て各種活性の地域特性を比較検討する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 本年度は主に発光 umu 試験を用いた大気試料中の遺伝

子損傷性について検討し た。 国内 11 地点 （札幌、 仙台、

つ く ば、 前橋、 新宿区、 相模原、 静岡、 諏訪、 名古屋、

神戸、 鹿児島） で 2010 年 6 月の晴天時に 2 回、 石英繊維

フ ィ ルターの後段にポ リ ウ レ タ ン フ ォーム （PUF） を装

着し たハイ ボ リ ウ ムエアーサンプ ラーを用いて空気試料

を捕集し た。 本試料のアセ ト ン抽出物について単位空気

体積当た り の遺伝子損傷性を測定し た と こ ろ、 概ね粉塵

よ り も PUF 抽出物の方が強い活性を示し たが、 名古屋試

料については粉塵抽出物の方が強い場合があった。

〔備考〕

3） 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH002

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 大気環境において、 大気中における二次生成物

質に注目が集ま ってお り 、 その健康影響が懸念されてい

る。近年光化学オキシダン ト 濃度が上昇傾向にあ る中で、

多環芳香族炭化水素 （PAH） の水酸化体、 ケ ト ン、 アル

デ ヒ ド 等の酸化体が注目されている。 しかし その毒性や

大気中での挙動に関する知見は未だ少ないのが現状であ

る。 そ こ で本研究では、 PAH の酸化的二次生成物質に焦

点を当て、 その遺伝毒性および発生要因の解析を行い、

大気環境によ る健康影響に関連する基礎資料を提供する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は石英繊維フ ィ ルタ ーの後段にポリ ウ レ タ ン

フ ォ ーム（ PUF） を 装着し たハイ ボリ ウ ム エアーサン プ

ラ ーを用いて空気試料を捕集し た。 粉塵及び PUF 抽出物

中の PAH 酸化体、 即ち Fluorene-9- one (FO), 1,8- Naphthalic

anhydride (NA) 及び 5H-Phenanthoro[4,5-bcd]pyrane-5-one

(PPO)の定量法を検討し た。その結果、アセト ンによ る ソ ッ

ク ス レ ー抽出、 シリ カゲル固相での精製によ り 80％以上

の回収率が得ら れ、ま た GCMS によ る 定量系を作成し た。

本法によ り 2010 年 6 月に国内 11 地点（ 札幌、 仙台、 つく

ば、 前橋、 新宿区、 相模原、 静岡、 諏訪、 名古屋、 神戸、

鹿児島） で採取し た大気試料を測定し たと こ ろ、FO は n.d.

～ 1.7 ng/m3、NA は 0.22 ～ 1.7 ng/m3 及び PPO は n.d. ～ 0.09

ng/m3 であった。 一方、 PUF 抽出物中の有機・ 元素状炭素

及び二次有機酸の測定には課題が残さ れた。

〔備考〕

4） 　 微細藻類が生産する核内受容体活性化物質の水性動

物への影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD007

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 佐

野友春

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 富栄養化 し た水域で大量発生する微細藻類が

水性動物細胞のレチ ノ イ ド 系やステ ロ イ ド 系の核内受容

体を活性化する物質 （ リ ガン ド） を多量に生産し ている

こ と を見いだし た。 本研究では微細藻類の生産する リ ガ

ン ド の化学構造の解明 と それら の水生動物への影響を明

ら かにし、 生態系遷移の メ カニズム解明の糸口 と する こ

と を目的とする。
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〔内容および成果〕

　 本年度は、国環研に保存されている微細藻類株 20 種類

について、 メ ダカ ・ エス ト ロゲン受容体 （medER）、 レチ

ノ イ ン酸受容体 （RAR）、 ア リ ルハイ ド ロ カーボン受容体

（AhR） 、 及び構成的アン ド ロ ス タ ン受容体 （CAR） の ４

種類受容体について酵母ア ッ セ イ法によ り 活性を検索し

た。 medER 結合活性を有する も のは ３ 種類であったが、

RAR 結合活性はすべての株から見いだされ、AhR と CAR

の結合活性は約半数の株から見いだされた。特に RAR 結

合活性は、 本来の リ ガン ド であ る all-trans- レチ ノ イ ン酸

に換算し て ５ mg/kg 乾燥重量に匹敵する強い活性を示す

種類も存在する こ と が明ら か と なった。 現在、 微細藻類

に含まれる RAR 結合活性物質を同定中であ る。

〔備考〕

研究代表者 ： 彼谷邦光 （筑波大学大学院生命環境科学研

究科 　 特任教授）

3) 　 生態影響試験法の開発及び動向把握

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK484

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質管理のため各国政府は製造輸入事業

者に当該物質の諸情報の提出を義務づけ、 かつ試験法を

定めている。 OECD は試験ガイ ド ラ イ ンを採択し化学物

質の登録情報の各国相互承認を図っている。 本研究は生

態毒性情報を得る ための様々な試験法の国内での円滑な

実施 と リ ス ク評価を通し て化学物質規制への適用に資す

る こ と を目的 と する。 そのため、 リ ス ク評価および化学

物質管理手法の進展にあわせた試験法の開発など総合的

な見地から検討を進める こ と とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 生物微弱発光を利用し た化学物質の藻類への毒性影

響試験と と もに、環境水の生物検定への適用を検討し た。

その結果環境水によ っては毒性影響を示すも の、 さ らに

栄養塩などの不足 と 見られる影響を検出でき る こ と が明

らかになった。

（ ２ ） 生物応答を利用し た水管理手法に関連し た生物検定

手法の開発および内分泌か く 乱作用影響試験のための新

規 OECD 試験ガイ ド ラ イ ン策定に当たった。 関連し て、

魚類試験の枠組みに関するガ イ ダン ス文書策定のための

OECD ワーク シ ョ ッ プに参加し、 ゼブラ フ ィ ッ シュ胚毒

性試験等について も検討を行った。

（ ３ ） ミ ジン コ繁殖試験 （OECD-TG211) の改訂提案につ

いては OECD の専門家グループの会合で日本での検討結

果も用いて論議された。

（ ４ ）ユス リ カ ラ イ フサイ クル試験 (OECD-TG233) に日本

産セ ス ジユ ス リ カが適用で き る か ど う か予備的検討を

行った。 その結果、 現在の と こ ろ繰 り 返し間のバラ ツキ

が大き く 試験手順の改良が必要ではあ るが、 概ね同試験

法ガ イ ド ラ イ ンの妥当性基準を満足する こ と が明らかに

なった。

〔備考〕

研究経費の一部は、 環境省請負費を充当する。

〔関連課題〕

0610AE539 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用

性 80p.

0810BE006 　 木質系バイ オエ タ ノ ールのための環境低負

荷型生産技術の開発 75p.

0911DA002 　 医薬品の環境影響評価ガ イ ド ラ イ ンに関す

る研究 92p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 100p.

1011BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 93p.

【関連課題】

1） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔研究課題コー ド〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 木質系バイオエ タ ノ ールのための環境低負荷型生産

技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

3） 　 医薬品の環境影響評価ガイ ド ラ イ ンに関する研究

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA002

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小田

重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 医薬品の中には環境に放出 さ れた際に生態系

に対する影響が危惧される品目があ り 、 欧米諸国ではす

でに対応が試みられている。 本研究では日本で策定され

ていない医薬品の環境影響評価法について、 海外の最新
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情報の入手 と 必要な リ ス ク管理の方法、 リ ス ク に応じ て

実施すべき試験、 対象 と な る医薬品の範囲およびその根

拠等について研究を実施し、 実際の運用に必要なガ イ ド

ラ イ ンを策定する。

〔内容および成果〕

　 医薬品の環境影響評価のためのガ イ ド ラ イ ンは厚生労

働省でも検討されているが、まだ公示されていないため、

欧州 EMEA （European Medicines Agency) で採用されてい

る生物試験法を参考にし て、 OECD テス ト ガイ ド ラ イ ン

に従って、魚類 （TG212）、藻類 （TG201)、甲殻類 （TG211)

の各毒性試験を行った。 さ らに、 EMEA でフ ェーズ ２ A

に含まれている陸生植物生長阻害試験 （発芽発根） およ

び活性汚泥呼吸阻害試験について も行った。 試験対象物

質は多摩川で検出された医薬品の中から代表的な物質 と

し て、ジ ク ロ フ ェナッ クナ ト リ ウ ム、 メ フ ェナム酸、フ ェ

ノ フ ィ ブラー ト 、 カルバマゼピン、 エピナスチン ( 塩酸

塩） およびク ロ タ ミ ト ン、 さ らに多摩川での検出例はな

い も のの情報が不足し ている抗ガン剤の一つ と し てフマ

ギ リ ン を選んだ。 結果 と し て、 フマギ リ ンが、 藻類およ

び甲殻類に対し て強い毒性を示し たが、 多摩川から検出

さ れず、 他の物質は検出濃度に比べ る と 無影響濃度は

1000 倍以上高かったため、 単体での曝露し た場合にはそ

れぞれの環境 リ ス クは小さい と考え られる。

　 水生プラ ンク ト ンと 陸生植物の影響が異なる 物質が存

在する こ と 、医薬品の作用メ カニズムはあく ま で脊椎動物

に対する も のであり 、他の生物の場合には違う 作用メ カニ

ズムを示す可能性がある こ と などの知見が得ら れた。

〔備考〕

研究代表者 ； 西村哲治 （国立医薬品食品衛生研究所 　 生

活衛生化学部 　 部長）

共同研究者 ； 鈴木俊也 （東京都健康安全研究セ ン タ ー

環境保健部 　 水質 ・ 環境研究科、 主任研究員）

4） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 0913BY001

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 早坂

大亮， 鈴木一隆

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

5） 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生

態学的解析手法の検討

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1011BD001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ミ ジン コの繁殖阻害試験（OECD TG211）のデー

タ を基にし て生態系におけ る ポピ ュ レーシ ョ ンダ イナ ミ

ク ス を解析し た例は多数あ るが、 母系か ら の影響、 産仔

仔虫性比の影響、 スパイ ク曝露 と 連続暴露の違い、 回復

性試験などの結果について数理学的考察を加えて生態 リ

ス ク を解析し た例はほ と んどない。 試験法の条件設定の

妥当性およびその解析法を融合させた、 環境 リ ス ク評価

に有効な新規手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 化学物質の内分泌か く 乱作用を性発現のか く 乱 （仔虫

の雄化） と し て捉え、 個体群レベルの影響 と し て評価す

る方法を考案し た。 オオ ミ ジン コ Daphnia magna を対象

生物 と 仮定し た性比か く 乱モデルを作成し、 ピ リ プロ キ

シフ ェ ン曝露によ る性比か く 乱データに基づいてモデル

パラ メ ータ をベイ ズ統計法によ って推定し た。その結果、

ミ ジン コの性比か く 乱効果は、 仔虫の誕生 4 日前から 6

日前の間の暴露濃度によ って決定され、 その感受性期内

におけ る最大暴露濃度の影響を強 く 受け る こ と が分かっ

た。 データ解析用のプロ グ ラ ムを Visual-Basic 上で作成

し、 データ解析ツール と し ての開発を進めた。 ピ リ プロ

キシ フ ェ ン曝露に よ って総産仔数への影響に関し ては、

別途、 繁殖影響モデルを DEB モデル （Dynamic Energy

Budget model） に基づいて作成し、モデルパラ メ ータ を推

定するプロ グ ラ ムを作成し た。

〔備考〕

4) 　 構造活性相関等による生態毒性予測手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK533

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古濱

彩子， 蓮沼和夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の構造か ら 構造活性相関モデルを用

いてその生態毒性等を予測す る 手法を開発す る と と も

に、 OECD における (Q)SAR モデルの検証等に対する貢

献を行 う こ と を目的 と する。 本研究の成果は、 生態毒性

の構造活性相関モデルの構築、 実用化に貢献する も ので

あ り 、 化審法におけ る化学物質の審査、 安全性の点検等

に際し ての、 行政や事業者におけ る構造活性相関モデル

の活用に向けた検討に資する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 平成22年度は魚類致死毒性及び甲殻類遊泳阻害に対す

るオ ク タ ノ ール / 水分配係数 (log P) 以外の QSAR 記述子

と し て、 KATE に適用可能な化学物質の原子 と 結合様式
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（2 次元構造） か ら計算でき る電荷情報 PEOE の検討を

行った。 更に、 モデルの拡張 と と も に藻類へのモデルの

適用の検討を進め、 OECD における活用に向けた研究を

推進し た。

　 化学物質の反応性 と 毒性の関係について、 皮膚感作性

の毒性 メ カニズムの知見を基に作成された部分構造 （フ

ラ グ メ ン ト ） を魚類 ・ 甲殻類の毒性予測の評価に活用可

能かを外部バ リ デーシ ョ ンで検討し た。 バ リ デーシ ョ ン

によ って QSAR 予測結果の信頼性の判定に用いるのに有

効だ と 明ら かになったフ ラ グ メ ン ト については、 生態毒

性予測システム （KATE2011） における構造 C 判定 （構造

ド メ イ ン） の定義に導入し、 2011 年 3 月に公開する。

〔備考〕

〔関連課題〕

0910AF003 　 毒性予測にむけた化学物質 と 生体分子 と の

分子軌道法によ る反応モデル構築 94p.

【関連課題】

1） 　 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道

法による反応モデル構築

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF003

〔担当者〕 ○古濱彩子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の毒性予測手法 と し て定量的構造活

性相の利用が重要であ る。NIES では生態毒性予測システ

ム KATE を開発されてきたが、 反応性の高い物質の毒性

予測に課題があ る。 本課題では反応性の高い α,β 不飽

和カルボニル基を持つ化学物質 と 生体分子グルタチオン

及びその部分構造の反応過程の解明から毒性を表現する

記述子提案を目指す。

〔内容および成果〕

　 水分子は PCM および反応に寄与する分子 と し て考慮

し、 B3LYP/6-31G** 計算を実施し た。 水分子の有無で反

応経路を 2 種類モデル化し、 多段階反応を一段階反応に

縮約し た。

　 その成果、α,β 不飽和カルボニル化合物 と チオール基

と のマ イ ケル付加反応のエネルギー計算値 と 毒性値の相

関から、 (1) 毒性が強い化学物質ほどケ ト 体 Product が安

定であ り 、 毒性が弱い も のは水分子の水素が結合 し た

Reactant で安定、 (2) 毒性に寄与する反応性の高さの説明

には、 一分子以上の水分子を考慮に入れた多分子モデル

計算が有効な こ と が明らかになった。 (2) については毒性

が弱い物質では多段階反応の考慮が必要であ る こ と と、

反応に直接寄与する水分子の考慮で毒性の強い物質ほど

反応障壁が下がる こ と も根拠 と し た。 更にカルボニル酸

素の電荷情報に着目し て、 PEOE を KATE の記述子 と し

て提案し た。

〔備考〕

5) 　 発がん性評価と予測のための手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK544

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質曝露に よ る発がん作用等の有害作用

の リ ス ク を把握する ために、 ト ラ ン ス ジ ェ ニ ッ ク 動物、

バク テ リ ア、動物培養細胞等を用いた測定法を活用し て、

環境中の化学物質や混合汚染物質などの有害性を簡便に

評価する ための基礎的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 実験動物で得られた化学物質の発がん性の知見か ら人

への外挿が可能であ るかを検証する ために、 塩化ビニル

モ ノ マー、1,3 －ブタ ジエンなどについて動物実験 と人の

疫学か ら得られた 10-5 発がんレベルを比較し た と こ ろ、

両者にはよい一致が見られた。 同じ標的臓器を比較する

限 り 、 実験動物の発がん リ ス ク レベルか ら人におけ る リ

ス ク レベルの予測が可能であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 94p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 100p.

0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 95p.

0911DA003 　 食品添加物におけ る遺伝毒性発がん物質の

評価法に関する研究 96p.

1011AF003 　 DNA マイ ク ロ アレ イ を用いた都市大気成分

の遺伝子発現プロ フ ァ イルによ る毒性寄与予測手法の開

発 96p.

【関連課題】

1） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リ ス ク評

価法の開発に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）
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〔目 　 的〕 生殖細胞に起 こ る変異は遺伝的障害の原因 と

な り 、 後世代に遺伝的負荷を課す。 ヒ ト の遺伝的疾病に

関連する遺伝子は、 これまでに 1700 あま り が同定され、

約 45,000 の変異が報告されている。 生殖細胞の突然変異

は主に精子形成過程で起こ り 、 こ の変異誘発には環境化

学物質の関与が示唆されている。 実際、 汚染された大気

がマウ ス生殖細胞に変異を誘発する こ と が示されている

(Science, 304, 1008, 2004)。 だが こ れまでの環境化学物質

の健康 リ ス ク に関する研究は、 発がん と の関連で主に体

細胞に対する変異作用に向け られてお り 、 生殖細胞に対

する変異作用 （遺伝毒性） を評価する手法は未確立のま

ま残されている。 生殖細胞に対する化学物質の影響 と し

ては、 近年、 内分泌攪乱作用が取 り 上げ ら れてい る が、

これは発生期にあ る胎児に対する影響 （催奇形性） を指

標と し てお り 、生殖細胞 DNA に対する変異誘発作用につ

いては評価の対象 と なっていない。 化学品の分類 と 表示

に関す る 世界調和シ ス テ ム （GHS, Globally Harmonized

System of Classification and Labelling of Chemicals） におい

て も 「生殖細胞変異原性」 が区分の一つ と なっているが、

これに答え る十分な評価方法は確立されていない。 本研

究では、 個体レベル、 細胞レベル、 分子レベルにおいて、

環境化学物質の生殖細胞DNAに対する遺伝毒性作用を解

明し、 その知見を基礎に新規な生殖細胞に対する遺伝毒

性評価法を開発する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 DNA損傷部位の乗 り 越えに関わる ト ラ ン ス リ ージ ョ ン

合成 (TLS) 型 DNA ポ リ メ ラーゼは、遺伝毒性からの防御

に関わる生体因子のひ と つであ り 、 損傷部位で進行を停

止する複製型DNAポ リ メ ラーゼに代わって損傷部位での

DNA 合成を担 う こ と で遺伝毒性の回避に寄与し ている。

TLS 型 DNA ポ リ メ ラーゼのひとつであ る Polκ は精巣に

おいて高発現が認められてお り 、 その欠損は環境化学物

質や活性酸素などの遺伝毒性に高い感受性を示すこ と が

予想される。 本年度は、 polκ ノ ッ ク イ ン gpt delta マウ ス

を用いて生殖細胞 と 体細胞への遺伝毒性評価手法を検討

し た。

　 具体的には、 マウ スにデ ィ ーゼル排気粒子を 5 週間に

わた り 10 回投与し て、最終投与の 2 週間後に精子の貯留

器官であ る精巣上体を採取し、高分子 DNA を単離・精製

し た。 また、 polκ ノ ッ ク イ ン gpt delta マウ スの肺にベン

ゾ [a] ピ レン気管内投与し た後、 同様に DNA を得た。 さ

ら に、 遺伝子突然変異頻度を測定し、 また、 突然変異の

塩基配列解析を行い、誘発された変異の特徴を解析し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 能美 健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

2） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

3） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する浮遊粒子成分が体内で示す

変異原性 と その メ カニズムは未解明な点が多 く 、 環境衛

生学上の重要な課題であ る。 本研究では、 これまでの研

究成果を発展させ、 体内変異原性検出用に開発された遺

伝子導入マウ ス を用いて、 実際の都市大気中の浮遊粒子

に含まれる成分が総体 と し て標的臓器であ る肺、 および

精巣や精子で発揮する変異原性や次世代影響を評価し、

健康 リ ス ク評価に資する知見を得る。 具体的には、 変異

原性検出用遺伝子導入マウ ス （gpt delta マウ ス ； 標的遺

伝子 ・ 大腸菌 gpt 遺伝子を載せたシャ ト ルベク ターをゲ

ノ ム DNA に導入し たマウ ス） を用い、都市大気から採取

し た浮遊粒子よ り 得た多環芳香族化合物等の抽出物 （浮

遊粒子抽出物） などの試供化合物が示す体内変異原性を

評価する。 特に実際の曝露経路を想定し、 試供化合物の

マ ウ スへの曝露は主に肺中への経気道投与に よ り 行 う 。

必要に応じ てデ ィ ーゼル排気由来ナ ノ 粒子のマウ スへの

曝露など浮遊粒子曝露のモデル実験も実施しつつ、 大気

浮遊粒子中の多環芳香族化合物等が肺や精巣 ・ 精子のゲ

ノ ム上で引き起こす突然変異の発生頻度や、 突然変異ス

ペク ト ル （塩基置換の種類や欠失の大き さ など突然変異

の性質） の変化を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 都市大気中の粒子状物質 （TSP） の in vivo 変異原性を

gpt delta マウ ス を用いて評価し た。つ く ば市国立環境研究

所 （NIES） キ ャ ンパス内 （2009 年冬 ・ 夏、 それぞれ NIES

冬 ・ 夏サンプル） 、 およびバン コ ク市内 （1989 年） で採

取し た TSP よ り 抽出し た tar を gpt delta マウ ス肺に 0.6 mg

（L 群）、 あ るいは 1.2 mg （H 群） の用量で単回気管内投

与し、 2 週間後に変異頻度、 変異スペク ト ルを解析し た。

NIES 夏サンプルでは、L、H 群 と も コ ン ト ロール群に比べ

て変異頻度は用量に依存し て有意に増加し た。 他のサン

プルで も、 突然変異頻度は濃度依存的に増加する傾向が
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認め られた。 各サンプル と も主要な変異は G:C → A:T

transition であった。以上の結果よ り 、gpt delta マウ スによ

る変異原性試験は、 粒子状物質のよ う な混合物が体内で

示す変異原性を評価する上で有用であ る こ と が示 さ れ、

都市大気の健康 リ ス ク の評価にも有効な手法であ る可能

性が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

4） 　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に

関する研究

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 佐藤陽美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 遺伝毒性発がん物質には 「閾値がない」 と い う

考えが規制科学におけ る定説 と なってお り 、 どのよ う に

微量であって も遺伝毒性発がん物質は ヒ ト に対し て リ ス

ク を負わせる もの と考え られている。 解毒代謝、 DNA 修

復、 ト ラ ン ス リ ージ ョ ン DNA 合成、 アポ ト ーシスなど

は、 遺伝毒性物質の作用を抑制し 「実質的な閾値」 を形

成する可能性が考え られるが、 in vivo でのデーターは欠

けている。そ こ で、マウ ス個体を用い、 ト ラ ン ス リ ージ ョ

ン DNA 合成、 DNA 修復、 解毒代謝が 「遺伝毒性物質の

閾値形成」 に及ぼす影響について検討する。

〔内容および成果〕

　 第2相薬物代謝酵素や抗酸化たんぱく 質の発現が抑制さ

れた状態では、 酸化ヌ ク レオチド などの DNA 付加体の生

成が促進さ れて、 突然変異発生頻度が上昇し 、「 実質的閾

値」 が低下する 可能性がある 。 こ れを検証する 実験系と し

て、第 2 相薬物代謝酵素等の遺伝子発現に必須な転写因子

である Nrf2 が欠損し た gpt delta マウ ス （Nrf2(-/-)gpt(+/+)）

の作出を進めた。

　 Nrf2(-/-) マウ スの活性酸素種への感受性を明ら かにす

る ために、 8-oxodG の生成を亢進し、 小腸で癌を生成す

る こ と が知られる臭素酸カ リ ウ ムを標準的な用量 （2g/l）

で、 4 週間飲水投与し た。 その結果、 臭素酸カ リ ウ ム投

与によ り Nrf2(+/+) gpt delta では死亡し た個体が認められ

ないのに対し、Nrf2(-/-)-gpt delta では投与し た 2 個体 と も

投与期間中生存でき なかった。 Nrf2(-/-) は、 Nrf2(+/+) に

比べて活性酸素種生成に対する感受性が高い こ と が明ら

かになった。

〔備考〕

研究代表者 　 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

5） 　 DNAマイ ク ロアレ イ を用いた都市大気成分の遺伝子

発現プロ フ ァ イルによる毒性寄与予測手法の開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF003

〔担当者〕 ○佐藤陽美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 都市大気は総体 と し て肺がんや喘息な どの健

康影響を発現する。 しかし、 これまで組成等が異な る都

市大気を総体 と し て評価す る こ と は複雑で困難であ っ

た。 そ こ で、 主要な多環芳香族炭化水素の毒性発現プロ

フ ァ イル と、 突然変異スペク ト ルデータ を統合し たデー

タ セ ッ ト と、 都市大気抽出物のデータセ ッ ト を比較 ・ 分

析し、 各成分の毒性への寄与の程度を解析する。 こ の情

報を基に都市大気成分総体の毒性を評価する手法を開発

する。

〔内容および成果〕

　 DNAマイ ク ロ アレ イによ る遺伝子発現プロ フ ァ イルは

これまで、 遺伝子または分子を個々 と し て捉え る こ と に

よ る ク ラ ス ター解析、 パス ウ ェ イ解析が中心であ っ た。

そ こ で本研究では、 化学物質成分や混合物の作用 （こ こ

では主に毒性作用） を生体内で必須の分子ネ ッ ト ワーク

を介 し た発現 と し て捉え、 遺伝子発現デー タ か ら 分子

ネ ッ ト ワーク を生成し、 それら に結びつけた毒性作用か

ら、 都市大気総体の各成分の寄与の程度を評価する手法

を開発し た。

　 地域・年代の異なる 2 例の都市大気総体（環境研内 2009

年、 バン コ ク市内 1989 年採取） と 都市大気成分混合物

（デーゼル排気ガス抽出物） および都市大気主要成分によ

るマウ ス肺の遺伝子発現データ よ り 分子ネ ッ ト ワーク を

生成する こ と ができ、 これら の分子ネ ッ ト ワーク に演算

を実施す る こ と で、 分子ネ ッ ト ワ ー ク に よ る オーバー

ラ ッ プ度を算出し、 都市大気各成分の総体に対する寄与

の程度を示すこ と ができ た。 その結果、 都市大気 5 成分

の総体に対する毒性発現の寄与の程度は、NIES, BK, DEP

いずれの総体サンプルにおいて も、 3,6-DBeP の寄与の度

合い一番大き く 、 発現亢進のネ ッ ト ワー ク では、 NIES,

BK, DEP に対し てそれぞれ41.01、 15,46、 37,7%で、発現低

下のネ ッ ト ワーク では、 28.67、 28.69、 13.23％であった。

また、 これらの分子ネ ッ ト ワークに毒性作用を関連づけ、

ヒ ト に外挿し た表現で示すこ と ができた。

〔備考〕
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6) 　 イ ン フ ォ マテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と類型化手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0611AK518

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 座波

ひろ子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生体影響予測のため、 ゲ ノ ム情報、

化学物質の毒性情報、 メ カニズム分類、 疾患情報等に基

づき、バイオイ ンフ ォマテ ィ ッ ク ス等の手法を活用し て、

化学物質の生体影響に関する類型化を行 う 。それによ り 、

毒性反応 メ カニズムの解明、 化学物質の毒性予測、 リ ス

ク評価への応用に結び付け る。 また、 化学物質をはじめ

と する環境因子への曝露が、 ヒ ト を含む生物の健康事象

に、 どれぐ らい、 どのよ う に影響し ているかについての

曝露予測モデルに関し ては様々に研究がな さ れて き た。

し かし、 個体 ・ 臓器 ・ 細胞レベルにおけ る影響について

の断片的なデータから、 生命現象のネ ッ ト ワーク に基づ

いて作用 と その影響を予測 し う る アルゴ リ ズ ム を確立

し、 システム化する試みは、 これか ら の課題 と なってい

る。 こ のよ う なシス テムを作る こ と は、 少ない情報に基

づ く リ ス ク評価手法を開発する上で も必須であ る。 その

ためには、 現段階で入手可能な化学物質についての さ ま

ざまな次元での影響情報をそれらの作用機構ご と に分類

し、 疾患影響と の関連性を予測でき る情報を整備する。

〔内容および成果〕

　 本年度も引き続き、 化学物質の統合的な影響予測シス

テ ム 構 築 の た め、 毒 性 遺 伝 子 デ ー タ 収 集 シ ス テ ム

ChemToxGen 及び化学物質の類型化システム pCEC、マル

チプロ フ ァ イ リ ング解析システム MulCEH を構築し、 既

存の化学物質マ イ ク ロ アレ イ実験データベース と 統合し

て ヒ ールズ （HEALS, Health Effects Alert System） を構築

し た。

　 平成 21 年 1 月に一般公開し た pCEC は、遺伝子発現プ

ロ フ ァ イ ルに も と づいて、 化学物質を分類し て表示し、

肝毒性、 生殖 ・ 発生、 神経毒性及び胚毒性など、 臓器毒

性ご と に収集 ・ 整理し たシステムであ る。 新しいデータ

を逐次、 収集 ・ 整理し て、 ア ッ プロー ド に向けて準備し

た。ChemToxGen は、化学物質約 10 万種について、遂次、

TOXLINE/MEDLINE 及び EPA/Distributed Structure-

Searchable Toxicity (DSSTox) の ARYEXP、 CPDBAS、

EPAFHM、 FDAMDD、 GEOGSE、 IRISTR、 NCTRER、

NTPBSI、 ８ 種のデータベースからデータ を取得し、 臓器

毒性の種類、 毒性 メ カニズムの経路ご と に、 化学物質を

分類する機能を有するデータベース と し て完成 さ せた。

MulCEH は、ベイ ジアンアルゴ リ ズムに基づいて、バイオ

マーカー （遺伝子発現 ・ 細胞形態 ・ 毒性病理診断な ど）

間の相互関係を計算し、 その結果をネ ッ ト ワーク と し て

可視化する シス テムで、 影響の因果関係を予測可能 と す

る も のであ る。 これら のシス テムを用いて、 事例研究 と

し て、 ラ ッ ト 雄に単回投与し た化学物質 102 種類の肝臓

における遺伝子変化を対象にし て、 それら 102 化学物質

の ２ 年間の慢性投与試験の生化学的、 病理学的データ を

収集し、 数理工学的な解析が行え る よ う に、 データの標

準化、 規格化を行った。

　 pCECにおけ る ラ ッ ト 肝臓の単回経口投与の102物質に

関し て、 DSSTOX の NTPBSI 及び CDPBS データベース

に登載されていたのは、45 化学物質であった。その う ち、

データが確認でき た 39 物質について、ベイ ジアンネ ッ ト

ワーク解析を行った。 具体的には、 毒性の詳細データ あ

り 13 物質 ： Carbon tetrachloride, Coumarin, Dieldrin,

Hexachlorocyclohexane gamma (lindane), Quercetin,

Diethylphthalate, Disulfiram, Ethynylestradiol, Pulegone,

Rotenone, Piperonyl butoxide, Butylated hydroxytoluene

(BHT) について、非発癌病理所見、発がん性 TD50 などの

毒性データ を規格化し たのち主成分分析によ る ク ラ ス分

類を行った と こ ろ、 ４ つに分類された。 一方、 39 物質の

遺伝子プロ フ ァ イ リ ングの う ち、 発癌に関与する こ と が

知られている p53 シグナル経路に関与する遺伝子の う ち、

13 物質で応答性の認められた 14 遺伝子の う ち、13 遺伝子

を用いてベイ ジアンネ ッ ト ワーク解析を行った。 毒性既

知の化学物質に対応し た毒性未知の化学物質の化学物質

の分布が得られた。 さ らに、 詳細毒性のあ る 13 化学物質

について、毒性 と遺伝子の統合ネ ッ ト ワーク解析を行い、

影響の予測を試みた。 その一例では、 ジエチルフ タル酸

では、 細胞周期関連分子が初期影響に関与し、 ロ テ ノ ン

では、 増殖因子が関与し て、 発癌の過程を促進し ている

もの と考え られた。ベイ ジアンネ ッ ト ワークの解析には、

Cdc2, CyclinB, CyclinD, CyclinG, CytC, Gadd45, IGF,

IGRBP3, KAI, MDM2, p53, PAI, TSC2 と病理所見 と TD50

値を三つのグル―プに分けた、 early change, hyperplasia,

carcinogenicity の指標を ノ ード と し、 ノード間の確率を求

めた。 その結果、 毒性情報が入手可能な物質については、

遺伝子発現プロ フ ァ イル と 因果関係のあ る確率値が求め

られた。 以上の調査 ・ 研究は、 イ ン フ ォマテ ィ ク ス手法

を用いる こ と によ り 、 少ない情報で化学物質の予見を行

え る可能性が示唆された。 こ の こ と は、 環境化学物質の

リ ス ク管理の う えで、 初期 リ ス ク評価の高速化 ・ 簡素化

につながる もの と考え られた。

〔備考〕
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〔関連課題〕

0910DA001 　 ダ イ オキシン関連遺伝子群の網羅的相関解

析 と バイオイ ン フ ォマテ ィ ク スによ る影響化学物質の推

定解析 98p.

0911BD004 　 小児先天奇形発症におけ る環境 リ ス ク評価

法の基盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用し たバイオマーカーの開発に関する研究 98p.

0911DA001 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性

幹細胞試験データ適用法の標準化 99p.

1011AF002 　 ヒ ト ES 細胞分化系を用いた神経発達に対す

る新規な残留性有機汚染物質 （POPs） の毒性影響に関す

る研究 99p.

【関連課題】

1） 　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイ

オイ ン フ ォ マテ ィ ク スによる影響化学物質の推定解

析

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 男児外陰部異常症お よび生殖機能障害 と 化学

物質の関連性を、個体感受性 と暴露量の観点から検討し、

個体感受性を勘案し た化学物質の健康 リ ス ク評価法を開

発する大課題研究の う ち、 本研究は、 男児外陰部異常症

に関与する ダ イオキシン関連遺伝子群を同定する。 その

必要性は、 こ の関連性を示唆する動物実験データはあ る

が、 疫学データに乏し く 、 その因果関係の解明が環境 リ

ス ク評価上の重要課題と なっている こ と にあ る。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き、日本人の男児の DNA サンプルを用

いて、 ダ イオキシン関連遺伝子 AhR、 ARNT2、 CYP1A2、

CYP17A1、 NR1I2 の一塩基多型 （SNP） を解析し た。 最

終的に、 研究期間内に男児外陰部異常症 （停留精巣、 尿

道下裂及びマイ ク ロペニス） の患者 248 名、 及び正常者

141名の総計389名及びイ タ リ ア人187名の疾患(58名) と正

常者 (129 名 ) における SNP 頻度について関連解析を行っ

た。 その結果、 統計学的に有意な差 (P <0.01) が認められ

た SNPs の遺伝子は、 停留精巣では ARNT2 と CYP17A1

であ り 、 尿道下裂では ARNT2 と CYP1A2 であ り 、 マイ

ク ロペニスでは CYP1A2 のみであった。 一方、 イ タ リ ア

人の停留精巣では AhR と ARNT2 であった。 これらの疾

患に よ る 遺伝子の多型の違いは、 疾病の種類や人種に

よ って、 化学物質に対する感受性が異な る こ と が示唆さ

れた。

〔備考〕

本研究課題は、 国立成育医療セン ター研究所小児思春期

発育研究部緒方勤博士が課題代表者であ る。

2） 　 小児先天奇形発症における環境リ ス ク評価法の基盤

整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利

用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス テ ロ イ ド 代謝酵素遺伝子及びダ イ オキシ ン

関連遺伝子 （CYP17A1, ARNT2, CYP1A2, CYP1B1, AhR,

NR1I2） を対象 と し て、 疾患小児 と 健常小児の間で、 遺

伝子の一塩基多型の頻度に差があ る かについて調べる。

これら の結果を利用し て、 臍帯血 ・ 胎盤バンキングシス

テムの整備の一環であ る品質管理の指標に適用可能かど

う かを検討する。

〔内容および成果〕

　 前年度までに、 停留精巣や尿道下裂などの男児生殖器

系の先天異常の発症が、内分泌攪乱物質 (ED) の暴露量や

暴露時期の他に、 個体の遺伝的感受性に も支配される と

い う 作業仮説のも と に、 男児外陰部異常症 と 関連し う る

遺伝子の関連解析を行った。 その結果、 オ ッ ズ比及び ト

レ ン ド解析から aryl hydrocarbon receptor (AHR) と会合す

る パー ト ナー蛋白質で あ る Aryl-hydrocarbon receptor

nuclear translocator  (ARNT) の う ち、ARNT2 の一塩基多型

（SNP） が有意に関連性のあ る こ と を見いだし た。そ こ で、

本年度は、ARNT2 の mRNA 発現が、環境中の ESR1 アゴ

ニス ト で変動するかど う かを測定し、 バイオマーカー と

な り う るかど う かを検討し た。 その結果、 (1) ヒ ト 卵巣癌

細胞 BG1Luc4E2 に 各種 ED を曝露し、ルシフ ェ ラーゼ活

性を調べる方法で、 エス ト ロゲン様作用を再検討し た と

こ ろ、 BPA、 BBP 及び o,p’-DDT によ る有意な上昇が認め

られ、 これらの物質は ESR1 アゴニス ト 作用を示すこ と

が示唆された。

　 (2) ESR1 アゴニス ト によ る ARNT2 mRNA 遺伝子発現

への影響について調べた。 ESR1 陽性株であ る MCF-7 及

び BG1Luc4E2E2 細胞において、BPA、 BBP、o, p’-DDT は、

有意にかつ用量依存的に ARNT2 mRNA 発現を抑制し た

が、 ER- 陰性株であ る  LNCaP 細胞においては、 変化は認

められなかった。 ESR1 の特異的拮抗剤であ る 1,3-Bis(4-

hydroxyphenyl)-4-methyl-5-[4-(2-piperidinylethoxy) phenol]-

1H-pyrazole dihydrochloride (MPP) の前処置によ り 、 BPA、
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BBP、 o, p’-DDT の ARNT2 mRNA 発現抑制作用は消失し

た。これらの結果は、ARNT2 mRNA 発現抑制作用が ESR1

を介し ている こ と を示唆し ている。 以上の結果は、 尿道

下裂などの男児生殖器系の小児先天奇形発症を対象 と し

た場合の環境 リ ス ク評価法の指標と し て、ARNT2 の多型

及び mRNA 発現がバイオマーカー と し てな り う る可能性

を示し た。

〔備考〕

3） 　 確率推論型アルゴ リズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞試

験データ適用法の標準化

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 永野

麗子， 赤沼宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の安全性評価で最 も 重要な問題であ

る ヒ ト への生体影響を予測する システムの開発及び標準

化を確立する ため、 ヒ ト 胚性幹細胞試験において取得す

る各種のデータ を、 確率推論アルゴ リ ズムに適用する た

めの実験系確立な らびにシス テム標準化を実施する。 ヒ

ト ES 細胞使用は、実際の催奇形性や先天異常症を ヒ ト の

レベルで推測でき る新規性を持つ。 さ らに、 高度な数理

工学理論に基づ く バイオイ ン フ ォマテ ィ ク ス手法を駆使

し て、 ヒ ト 個体レベルの影響を予測する こ と が可能にな

る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 確率推論アルゴ リ ズムの検証のため、 以前に行った ヒ

ト ES細胞から神経分化細胞誘導系における曝露実験の う

ち、 神経分化マーカー遺伝子、 外胚様マーカー、 成熟神

経マーカーなど各種分化マーカー遺伝子データ と、 神経

突起の長さ、 分枝点数の形態データ を用いて、 ベイ ジア

ンネ ッ ト ワーク解析の検証を行った。 用いたベイ ジアン

ネ ッ ト ワーク のアルゴ リ ズムは、オ リ ジナルの TAO-Gen、

環境研で開発し た MulCHE、 産業総合産業技術総合研究

所生命情報工学研究セン ター及び東京大学 と の共同開発

であ る EX-TAO-Gen の ３ 者によ るネ ッ ト ワーク内の ２ 者

因果関係値、 計算速度、 最尤度値を比較検討し た。 その

結果、 EX-TAO-Gen が最も高速で計算が終了する こ と が

でき たが、 用いた ノ ー ド 間におけ る生物学的関係性にゆ

ら ぎがあ り 、 さ ら に、 パラ メ ーター設定などの条件の工

夫が必要であ る もの と考え られた。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 大迫誠一郎准教授 （東京大学大学院医

学系研究科）

4） 　 ヒ ト ES 細胞分化系を用いた神経発達に対する新規な

残留性有機汚染物質（ POPs） の毒性影響に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF002

〔担当者〕 ○永野麗子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト において胎児期に臍帯を通し てPCB類に暴

露される と、水酸化 PCB と し てご く 低い濃度で幼少期お

よび成人の脳神経回路の発達を抑制する事が複数の研究

者によ って報告されている。 しかし ながら、新規 POPs の

胎児期曝露後のその後の脳神経系形成や神経疾患の発症

な どの毒性影響については未だ報告例はほ と んど無い。

本研究は、申請者が既に確立し た ヒ ト ES 細胞の神経誘導

系を応用し、 神経細胞の形態情報の新規な解析プロ ト コ

ルの確立を目的とする。

〔内容および成果〕

　 マイ ク ロデバイ ス を応用し た新規な ヒ ト ES細胞由来の

神経誘導系を確立後、 サ リ ド マイ ド曝露後の MAP2 陽性

ニューロ ン突起の形状と定量 PCR によ る神経発生特異的

な遺伝子発現解析の変動を明ら かにし た。 それら の数値

結果を元に、 MulCEH によ って胎児期におけるサ リ ド マ

イ ド 暴露の胎児期毒性影響を示す形態 と 遺伝子間の統合

ネ ッ ト ワーク の構築し、 毒性影響および相互依存関係の

可視化に成功し た。本奨励研究にて確立し た ヒ ト ES 細胞

由来神経細胞誘導系および MulCEH の予測システムは、

将来的に新規な POPs 類の胎児期暴露における毒性影響

の予測モデル と し て有用であ る こ と が示唆された。

〔備考〕

7) 　 化学物質の環境リ スク評価のための基盤整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK915

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 高村

典子， 松本理， 青木康展， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境基準値や指針値の設定をは じ め と する環

境政策に向けた環境 リ ス ク 評価の実施を念頭に置いて、

化学物質の毒性、 生態毒性等に関する知見の集積、 リ ス

ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握、 リ ス ク評価

手法の総合化及び リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関す

る検討等を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 化学物質の環境 リ ス ク評価のための、 化学物質の生

態毒性及び環境曝露に関する知見の集積を進め、 環境省
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が行った 「化学物質の環境 リ ス ク初期評価 （第 9 次 と り

ま と め）」 の刊行に主導的な役割を果た し た。

（ ２ ） リ ス ク評価等の動向を把握する ため、 OECD の高生

産量化学物質初期評価会合や曝露評価タ ス ク ホース会合

に出席し情報の収集に努めた。 また、 環境省が化学物質

管理のため リ ス ク評価を行っている各種制度 ・ 事業に参

画し管理手法の違いを踏まえつつ、 それぞれの目的に応

じ た リ ス ク評価法の検討を行った。

（ ３ ） リ ス ク コ ミ ュニケーシ ョ ンに関し、 環境 リ ス ク と し

ての認知度が低い生物多様性について、 自然 と 人 と の関

わ り が深い農業用ため池を対象 と し て、 主に社会学的な

視点か ら 「環境価値」 と 個人の行動について分析を行っ

た。 その結果、 住民の身近な環境資源の管理行動に至る

意思決定プロセスにおいて も社会的な行動理論が適用で

き る こ と、 “社会規範” （他者の動向） が環境配慮行動に

与え る影響は有意に大き い こ と な どが明ら かになった。

これらは、 生物多様性を主流化する と い う 愛知目標達成

のための制度設計に活用でき る見込みであ る。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AA303 　 環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と 健

康影響評価 80p.

0610AK484 　 3) 　 生態影響試験法の開発及び動向把握

92p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 81p.

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 94p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 100p.

0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 95p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 100p.

【関連課題】

1） 　 環境中におけるナノ 粒子等の体内動態と 健康影響評価

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 生態影響試験法の開発及び動向把握

〔研究課題コー ド〕 0610AK484

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リ ス ク評

価法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

5） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ジフ ェニルアルシン酸 (DPAA) を長期暴露し た

動物における中枢神経への影響について し らべる。また、

DPAA の体内動態について も調べる。

〔内容および成果〕

　 ヒ 素を含まない精製飼料を用いる こ と によ り ラ ッ ト の

体内 ヒ 素バ ッ ク グ ラ ン ド 値を減少させ、 尾静脈投与し た

DPAA の体内動態を調べた。 γ-GTP 阻害剤の前投与によ

り 、各臓器における グルタチオン濃度は有意に上昇し た。

高速液体ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー と プ ラ ズマ質量分析計を用

いる こ と によ り 、 尿中 ヒ 素の化学形態別分析を行い、 生

理食塩水＋ DPAA 投与群では未変化の DPAA が、γ-GTP

阻害剤＋ DPAA 投与群では DPAA のグルタチオン抱合体

と し て排泄されている こ と が分かった。

〔備考〕

6） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

7） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0913BY001
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〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 早坂

大亮， 鈴木一隆

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本調査は圃場内外の生物多様性について、 農薬

の使用によ る影響を調査 ・ 分析する こ と で、 農薬の使用

によ る圃場内外の生物多様性への影響を コ ン ト ロールす

る手法を と り ま と める こ と及びそれぞれの農薬が圃場内

外の生物多様性にどの程度又はどのよ う な影響を及ぼす

のかについて、 実験室～圃場レベルで評価する こ と が可

能な評価手法を開発する ため、 これら に関する基礎的知

見を と り ま と める こ と を目的とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 農薬の物理化学的性状が生態系に及ぼす影響を評価す

る こ と を目的 と し て、 物理化学的性状の異な る農業用殺

虫剤 （イ ミ ダ ク ロプ リ ド及びフ ィ プロ ニル） が生物群集

へ及ぼす影響の違いについて、 水田 メ ソ コ ス ム試験で明

らかにし た。 モニタ リ ングの結果、 合計で 178 種の生物

が確認された。 作物上の生物については農薬の影響は見

られなかったが、 動物プ ラ ン ク ト ン、 底生生物、 水表生

物群集に対し てはイ ミ ダ ク ロプ リ ド によ る顕著な影響が

みられた。 水中生物に対し ては両農薬 と も に影響し てお

り 、 これらの影響は 1µg/ 以下の水中濃度で生じ ていた。

また、 メ ダカの成長に対する農薬の影響は次世代まで続

いていた。 PRC (Principal Response Curve; 主要反応曲線 )

の結果か ら も、 群集構造に対する農薬の影響を示す結果

が得られた。 特に、 室内での生態毒性試験成績か らみた

水生生物に対する毒性が相対的に高いフ ィ プロ ニルよ り

も、 室内での生態毒性試験か ら見て生態毒性が相対的に

低い と 見られて き た イ ミ ダ ク ロプ リ ド の方が野外での生

態影響が顕著であ り 、 水中及び土中の農薬の動態か ら、

両剤の物理化学的性状、 特に水溶解度 と 土壌吸着性の違

いが暴露プロセスに大き な影響を与えている こ と が示さ

れた。

〔備考〕

（独立行政法人農業環境技術研究所） 與語 　 靖洋、 堀尾

剛、 横山 　 淳史、 永井 　 孝志

8) 　 化学物質の定量的環境リ スク評価と費用便益分析

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0911AK001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 真野浩行， 林岳彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質の生態系への リ ス ク を生態学的

な視点か ら評価する解析法を発展させ、 リ ス ク削減のた

めの最適な管理手法の提案を目指し て、 管理法の合理的

評価法の立案を試みる。 生態系へのイ ンパク ト を定量化

する ために、 絶滅 リ ス クや生態系の機能低下を数理生態

学モデルの手法によ って予測する手法を考案する。 推定

された生態 リ ス ク の定量的推定値が、 環境管理や政策の

場で生か される ためには、 化学物質の便益や管理コ ス ト

と の比較が必要であ る。 合理的な比較評価に基づ く 最適

管理手法のための解析手法を研究する。

〔内容および成果〕

　 不確実性に頑健な化学物質の排水規制値を 導き だすた

めの理論的枠組みを構築し た。化学物質の排水規制値を設

定する 際、様々な不確実性に対処せねばなら ない。数種の

毒性実験で得ら れた結果が、必ずし も 生態系全体の影響に

当てはま る と は限ら ない。ま た、排水中の濃度を規制する

こ と によ って、環境中の濃度がどのよ う に変化する のかも

明ら かではない。一方、化学物質の排水濃度を低減さ せる

ためには、設備への投資等によ り コ ス ト を伴う 。そのため

に、生物の影響を減ら すこ と のベネフィ ッ ト と 化学物質の

排水中濃度を 削減する こ と のコ ス ト の両方を考慮に入れ

て意思決定を 行う 理論的枠組みが必要と なる 。 そこ で、

Information-Gap 理論を 用いて不確実性に頑健な化学物質

の排出規制値を導き だすため手法を考案し た。化学物質に

よ り 影響を受ける 生物の割合に重み付けをし たも の（ 生態

系の価値） と 、化学物質を減ら すこ と に伴う コ ス ト の和を

全コ ス ト と 定義し た。全コ ス ト がある 値よ り 大き く なら な

いこ と を管理目標と し て設定し て、最も 大き な不確実性の

下で管理の目標を達成でき る 排水規制値を導き だし た。生

態系の価値が大き く 、化学物質の排水濃度を低減さ せる た

めのコ ス ト がそれほど大き く ない時に、特に排水基準値を

厳し く する べき である と いう こ と が理論的根拠を持っ て

定量的に示すこ と ができ た。今回構築し た意思決定の枠組

みによ り 、今後不確実性を伴う 様々な化学物質管理に応用

さ れる こ と が期待さ れる 。

〔備考〕

関連重点分野 ： 中核研究プロ ジェ ク ト 「環境 リ ス ク研究

プロ グ ラ ム （4） 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く

環境影響評価手法の開発」

〔関連課題〕

1011BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 93p.

【関連課題】

1） 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生

態学的解析手法の検討

〔研究課題コー ド〕 1011BD001
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〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

(3)-6-2. 　 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1) 　 化学物質データベースの構築と提供

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2) 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3) 　 侵入生物データベースの管理

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0810BA006 　 非意図的な随伴侵入生物の生態 リ ス ク評価

と対策に関する研究 84p.

0910AF008 　 八丈島におけ る外来生物に よ る在来種個体

群への影響評価 84p.

【関連課題】

1） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 井上

真紀， 森口紗千子， 岡本卓

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

2） 　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影

響評価

〔研究課題コー ド〕 0910AF008

〔担当者〕 ○岡本卓 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

重点 ４ 　 アジア自然共生研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP004

〔代表者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 　 現在急速に発展 し つつあ る アジア地域が持

続可能な社会に移行でき るか否かは、 我が国及び世界の

環境の持続可能性の鍵を握っている。 そのアジア地域に

おいて、 環境の現状が、 持続可能な社会に向けたシナ リ

オに沿って推移し ているか否かを評価する と と も に、 持

続可能な社会を実現する ために必要な技術 ・ 政策等の評

価を行い、 政策提言の科学的基盤を築 く こ と が不可欠で

あ る。 本研究プ ロ グ ラ ムでは、 アジア地域の大気環境 ・

広域越境大気汚染、 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持

続可能な水環境管理、 大河川を中心 と し た流域におけ る

生態系保全管理に関する研究を行 う こ と によ って、 国際

協力によ る アジアの環境管理 と 自然共生型社会構築のた

めの科学的基盤を確立する。

〔内容および成果〕

　 「アジアの大気環境管理評価手法の開発」 については、

観測 と 数値モデルを統合し た解析が、 アジア大陸におけ

る 大気汚染物質や黄砂の発生源分布の推定の精度の向

上、 その結果 と し ての越境大気汚染の予測の精度向上に

と っての強力なツールであ る こ と を実証する と 共に、 解

析に用い る デー タ と し ての衛星デー タ や東ア ジ ア ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク の有効性、 辺戸岬スーパーサイ ト のポ

テンシ ャルを明ら かにし、 更に北半球規模の ソース ・ レ

セプ タ関係を含めて成果を と り ま と めた。 「東アジアの

水 ・ 物質循環評価システムの開発」 においては、 衛星観

測 と 地上観測を組み合わせた観測システムによ って得ら

れるデータ と 汚濁負荷に関する現地調査、 水 ・ 物質循環

モデルを組み合わせた評価シ ス テムの有効性を実証し、

更に、 政策効果に関連し た数値実験を行った。 また、 東

シナ海の長江起源水が流入する海域において赤潮の原因

と な る植物プ ラ ン ク ト ンの出現を再確認する と 共に、 長

江起源水と低層水の役割についての解析を行った。更に、

中国の拠点都市瀋陽市におけ る実証研究 と し て、 都市環

境のデータ を統合的な GIS データベース と し て整備し、

水 ・ 物質 ・ エネルギー統合型モデル研究を推進する と 共

に、 中国拠点都市における実証研究を展開し た。 「流域生

態系におけ る環境影響評価手法の開発」 では、 メ コ ン河

流域全体の自然環境 と 社会経済を把握する こ と の出来る

高解像度の地理空間データベース （MGDB） を完成させ

る と 共に、 ダム建設が年間の氾濫動態や淡水魚類の回遊

に及ぼす影響を評価し た。 また、 メ コ ンデルタのマング

ローブ林の生態系機能 と汚濁負荷の関係についての解析
―  102  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
を進めた。 これらの成果に基づき、 タ イ、 ウボン ラチャ

タ ニ大学 と 共催し、 国際ワーク シ ョ ッ プを開催し、 情報

の共有と国際ネ ッ ト ワーク の展開を進めた。

アジア自然共生研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(4)-1. 　 アジアの大気環境評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA401

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），谷

本浩志， 永島達也， 菅田誠治， 高見昭憲， 佐藤

圭， 清水厚， 清水英幸， 西川雅高， 杉本伸夫，

日暮明子， 猪俣敏， 松井一郎， 横内陽子， 甲斐

沼美紀子， 白井知子， 森野悠， 黒川純一， 西澤

匡人， 齊藤伸治， 伊禮聡

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルおよ びガ ス の大気汚染物質 と 黄砂

の地上観測、 航空機観測、 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測等

を行い、 国際的に も観測の連携を進める と と も に、 モデ

ル と 排出イ ンベン ト リ の精緻化を進めて、 観測データ ・

モデル解析の両面から日本国内を含むアジア地域の大気

環境施策立案に必要な科学的知見と ツールを提供する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 沖縄辺戸岬ステーシ ョ ン、 長崎福江観測所での多成

分 ・ 連続観測を実施し た。 そ し て、 これまで蓄積し た観

測データ を用いて、越境輸送される汚染物質の空間分布、

経年変動、 組成変化など を分析し、 越境大気汚染の実態

を ま と めた。 また、 観測データベース を完成させた。

（ ２ ） 排出イ ンベン ト リ 、 化学輸送モデル、 地上 ・ 衛星観

測データ を使用し て、 東アジア地域におけ る広域大気汚

染の空間分布、過去四半世紀における大気質の経年変化、

越境大気汚染によ る日本へのイ ンパク ト 、 対流圏オゾン

の ソース ・ リ セプター関係を評価する研究を と り ま と め

た。

（ ３ ） 北東アジア地域に構築し た黄砂モニ タ リ ングステー

シ ョ ン （20 地点） における観測機器の精度管理を実行し、

データ を取得、 解析し、 観測データベース を整備する と

と も に、 リ アルタ イ ムで黄砂飛来情報を提供し た。 観測

データ と 化学輸送モデルを用いて、 黄砂の発生、 輸送、

沈着の定量的評価および、 輸送過程におけ る大気汚染 と

の相互作用に関し成果を と り ま と めた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0510AE803 　 エア ロ ゾル上での不均一反応の研究 103p.

0610AE402 　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次

有機エア ロ ゾルの組成分析 104p.

0610CD309 　 海洋表層 ・ 大気下層間の物質循環 リ ンケー

ジ 104p.

0710MA380 　 道路沿道 で の 対象者別個人曝露量推計

104p.

0711AE458 　 東アジア域におけ る エア ロ ゾル空間分布の

把握およびその変動の抽出に関する研究 104p.

0810BA001 　 革新的手法によ る エア ロ ゾル物理化学特性

の解明と気候変動予測の高精度化に関する研究 105p.

0810CD008 　 全球ダ ス ト 動態解明のための観測 ・ 解析 ・

モデルイ ン タ ラ ク シ ョ ン 105p.

0812CD003 　 ラ イ ダーお よ び地上モニ タ リ ン グ ネ ッ ト

ワーク によ るエア ロ ゾル動態解明 105p.

0812CD005 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質の

わが国風上域での動態把握 106p.

0911AG004 　 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態 と 毒性

に関する研究 120p.

0911BA005 　 風送ダ ス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデ

ルの精緻化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究 106p.

0911CD009 　 芳香族炭化水素の光酸化で生じ る二次有機

エア ロ ゾルのエイ ジングに関する室内研究 107p.

0911CD019 　 西部北太平洋域におけ る炭素同位体観測に

よ る黒色炭素粒子の発生源寄与 ・ 広域分布評価－数値モ

デルによ る黒色炭素粒子の広域輸送計算－ 107p.

0911KB001 　 アジアの メ ガシテ ィ におけ る オゾ ン と 二次

粒子の生成 メ カニズムに関する研究 108p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 108p.

0913BA004 　 地上 ・ 衛星ラ イ ダーによ る アジア域のエア

ロ ゾル解析に関する研究 108p.

0913BA005 　 大気汚染物質の ソース レセプ ター解析 と 削

減感受性評価 109p.

0913BA007 　 北東アジアにおけ るモデル精緻化のための

オゾン ・ エア ロ ゾル現場観測 （揮発性有機化合物 と 窒素

酸化物の測定） 23p.

1012BA002 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る

越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化 110p.

1012BD003 　 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデ

ルの妥当性と予測誤差の評価－(3)相互比較によ る大気質

モデ リ ングの妥当性検証と予測精度評価－ 110p.

【関連課題】

1） 　 エアロゾル上での不均一反応の研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0510AE803

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）
―  103  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや、 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 エア ロ ゾルの物理化学的性質、 特に

エア ロ ゾルが関与する不均一反応やエア ロ ゾルの形状に

ついて検討し、 エア ロ ゾルの化学的変質について理解を

深める。

〔内容および成果〕

　 沖縄辺戸ステーシ ョ ンにおけ る、 アンモニア、 アンモ

ニウ ムの観測を解析し、輸送形態についての知見を得た。

〔備考〕

科研費が終了し たため経常研究で継続。

2） 　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア

ロゾルの組成分析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE402

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾルの有機成分の う ち、 揮発性有機

物 （VOC） の酸化で生成する二次有機エア ロ ゾル （SOA）

の組成を明ら かにする研究を行って き た。 最近、 未知の

SOA 発生源を探索する他の研究か ら、 半揮発性有機物

（SVOC） 、 グ リ オキサール、 シード 粒子、 水、 過酸化水

素、 亜硫酸ガス など粘着性 ・ 腐食性物質を用いた反応試

験が注目される よ う になった。 しかし、 汚れや腐食を嫌

う 大型チ ャ ンバーには こ れ ら を使えない こ と が問題で

あった。 そ こ で、 粘着性 ・ 腐食物質に も対応でき る テ ド

ラーフ ィ ルムチャ ンバーを作成し た。

〔内容および成果〕

　 作成し たチャ ンバーの体積は 2.05 立米であった。 空気

精製器、 模擬太陽光、 実験試料注入器、 各種計測器につ

いては、大型チャ ンバーに使用し ている ものを共用し た。

新たに作成 し たチ ャ ンバーを用いて以下の特性評価を

行った。 二酸化窒素の光分解速度 （0.11 毎分） は、 従来

の約半分であった。 オゾンの壁吸着速度 （0.00024 毎分）

や粒子の壁吸着速度 （0.00086 毎分） は、 従来 と同程度か

やや小さ かった。 また、α- ピネンのオゾン分解試験で測

定された SOA の生成収率 （40 ～ 50％） やエア ロ ゾルの

質量スペク ト ルは、 文献を再現し た。 今後は、 有機物測

定用のガス ク ロマ ト グ ラ フ を整備し た後、 チャ ンバーを

多環芳香族炭化水素などの SVOC の反応試験に活用し た

い。

〔備考〕

3） 　 海洋表層 ・ 大気下層間の物質循環リ ンケージ

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD309

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 標記課題の 「文部科学省特定領域研究」 におい

て、 A-1 班に属し 「反応性微量成分によ る海洋大気化学

過程の変調」 を検討する。

〔内容および成果〕

　 2008 年春に沖縄辺戸ステーシ ョ ンにおいて測定し たア

ンモニア、アンモニウ ムの動態に関する解析をすすめた。

春季における NH3、NH4
+ の平均濃度はそれぞれ 0.56ppbv、

2.2microgm-3 であ り 、 NH3 の平均的な濃度レベルは 0.5 ～

1ppbv 程度と推定でき た。 今回観測された NH3 は、 主に、

ローカルな発生に由来する と考え られた。 NH3、 NH4
+ の

ガス と粒子への分配を検討し た結果、 NH4
+ は全アンモニ

ア （NH3 ＋ NH4
+） の 80％以上を占め、 主に、 越境輸送に

よ って NH4
+ がも た ら されている こ と が明らかになった。

〔備考〕

計画研究班代表 ： 坂東 　 博 （大阪府立大学教授）

4） 　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0710MA380

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），新

田裕史， 神田勲， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し、 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

らかにする ため、 平成 17 年度から開始する 「局地的大気

汚染の健康影響に関する疫学調査」 で用いる曝露評価モ

デルを構築する。

〔内容および成果〕

「局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査」 の学童、

幼児、 成人を対象 と し た ３ 調査において、 調査対象者ご

と に NOx （窒素酸化物） と EC （元素状炭素） の個人ば

く 露量をモデル推計し、 自動車排ガス と 健康影響の関係

を把握する ために使用し た。

〔備考〕

旧研究課題コード  0506BY541

5） 　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ

びその変動の抽出に関する研究

〔区分名〕 経常研究
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〔研究課題コー ド〕 0711AE458

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で国立環境研究所が東アジア域に展開

し て き た ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ り 、 大規模なエア ロ

ゾル現象の空間的拡が り や時間発展の様子が準 リ アルタ

イ ムで可視化で き る よ う にな っ た。 今後は蓄積 さ れた

デー タ か ら エア ロ ゾル分布の特徴を示す代表的なパ ラ

メ ータ を抽出し、 その空間分布や長期変動を示すこ と で

観測結果を各種モデルの検証などに活用し ていかなけれ

ばな ら ない。 そのよ う な観点か ら、 ラ イ ダー観測の特長

を活かし たエア ロ ゾル分布パラ メ ータの決定、 過去デー

タか ら の抽出、 時間変動の検出を行い、 東アジア域大気

環境変動を総合的に記述し てい く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 地上ネ ッ ト ワーク ラ イ ダーのデータ処理を改善し、 過

去データに対し て再処理を行った。 特に、 下層の視野重

な り 補正関数の再定義、 偏光解消度の再確認を行った。

また偏光解消度に関し ては、 背景光にレ イ リ ー散乱以外

の成分が含まれる こ と を期待し た推定方法を検討し た。

〔備考〕

6） 　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と

気候変動予測の高精度化に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），伊

禮聡

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中の微粒子 （エア ロ ゾル） は、 CO2 によ る

温室効果に匹敵する冷却効果を持ち、 現時点で温暖化を

一部マ ス ク し てい る と 推定 さ れてい る。 し か し なが ら、

現状の気候モデルにおけ るエア ロ ゾルの取 り 扱いは非常

に簡略化されてお り 、 こ の推定には大き な不確実性があ

る。 レーザー誘起白熱法によ るブ ラ ッ ク カーボン単一粒

子測定法 と い う 革新的な測定技術を、 高精度のエア ロ ゾ

ル化学組成 ・ 大気放射観測および世界最高水準の大気大

循環モデル と 組み合わせる こ と によ り 、 エア ロ ゾルの直

接放射強制力の推定の信頼性を高める。

〔内容および成果〕

　 2009 年春季に沖縄県辺戸岬および長崎福江島観測ス

テーシ ョ ンにおいて、 航空機観測に同期し たエア ロ ゾル

の化学組成観測を実施し た。化学組成分析から微小粒子、

粗大粒子中の EC の存在割合を推定し た。 PM2.5 中には

重量濃度基準で約 3% 程度存在し ていた。 粗大粒子中で

も EC は比較的マイナーな成分であ り 、多 く て 6% 程度含

まれている こ と も あ るが、 平均する と 2% 程度であった。

2010 年春季に長崎福江島観測ステーシ ョ ンにおいてエア

ロ ゾル質量分析計での観測 と 同期し て、 電子顕微鏡によ

る形態観察用の試料を捕集し た。 個別粒子の観測によ る

と、 微小粒子では EC の周囲に硫酸塩が覆っている形態

のものが観察された。 粗大粒子の場合には、 EC の凝集態

が粗大粒子と と もに存在する形態であった。

〔備考〕

研究代表者 ： 近藤豊 （東京大学教授）

7） 　 全球ダス ト 動態解明のための観測 ・ 解析 ・ モデルイ

ン タ ラ クシ ョ ン

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD008

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ） ， 原

由香里

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中を輸送されるダス ト （黄砂） は、 放射強

制力直接効果に加え、 氷晶核 と し ての役割や氷床に沈着

し たダス ト のアルベ ド 効果など も注目され、 気候システ

ムの重要な因子 と 考え られている。 しかし、 ダス ト によ

る気候イ ンパク ト の定量的評価は極めて低い。 本研究で

は、 観測 ・ 解析 ・ モデル各研究間のイ ン タ ラ ク シ ョ ンを

作 り 出し、 ダス ト の気候イ ンパク ト の定量的評価を高精

度に行 う こ と が出来る ダス ト モデルの開発を、 観測 ・ 解

析 と 連携しつつ推進し、 全球ダス ト 動態の定量的把握 と

それに基づ く ダス ト の気候イ ンパク ト を評価する。

〔内容および成果〕

　 連続観測ラ イ ダーの結果を解析し て各地点での黄砂消

散係数を導出し た。 これらは、 沈着観測 と の対比に利用

されている。 また、人工衛星 CALIPSO 搭載ラ イ ダーによ

る観測結果の全球解析によ り 、 ダス ト の偏光解消度の地

域特性を推定し た。 その結果、 オース ト ラ リ ア砂漠域は

他の地域よ り 偏光解消度が低い こ と、 サハラ域では偏光

解消度の鉛直方向の差が大きい こ と、 太平洋上層では長

距離に渡って偏光解消度の変化が小さ い こ と などが示さ

れた。

〔備考〕

研究代表者 : 三上正男 ( 気象庁気象研究所 )

8） 　 ラ イダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワークによ

るエアロゾル動態解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD003
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〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク、 地上観測データ と地域

化学輸送モデルを用いてエア ロ  ゾル分布 と 動態を把握

し、 地域毎のエア ロ ゾル種、 エア ロ ゾル濃度の気候学的

な特徴、 イベン ト 毎のエア ロ ゾル濃度変化などを明らか

にし て、 植物影響、 健康影響研究 と 連携する こ と を目的

と する。 特に気象条件に依存する高い時間分解能のエア

ロ ゾル濃度分布の変化に注目し、 植物影響、 健康影響の

指標と なるパラ メ ータ と時間ス ケールを検討する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所を中心に東アジアに展開し ている ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク の主な地点のラ イ ダー （ ２ 波長偏光ラ

イ ダー） に窒素のラ マン散乱測定用チャ ンネルを追加し、

夜間大気下層の消散係数を後方散乱 と は独立に自動計測

でき る よ う に改良し た。 これによ って ラ イ ダー比の測定

が可能にな り 、 従来の黄砂 と 球形エア ロ ゾル （硫酸塩な

ど） の分布の推定に加えて、 ブ ラ ッ ク カーボンの導出が

可能 と なった。 一方、 偏光ラ イ ダーか ら得られる地上付

近の黄砂消散係数 と 球形エア ロ ゾルの消散係数の継続的

データ をエア ロ ゾルの健康影響に関する疫学研究に提供

し た。 その結果、 黄砂の呼吸器系疾患への影響を有意に

示す結果が得られた。 また、 黄砂のラ イ ダーネ ッ ト ワー

クデータで同化し たモデル と 地上のエア ロ ゾル質量濃度

データ を用いた考察によ り 、 ラ イ ダーか ら推定される黄

砂消散係数は小粒子の黄砂 （黄砂のみの PM2.5） と良い

相関があ る こ と が明ら かにな り 、 黄砂消散係数が健康影

響の良い指標と なっている こ と が裏付け られた。

〔備考〕

9） 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ） ， 高

見昭憲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 人体の健康に影響を与える可能性があ る PM2.5

および PAH 濃度 と高い相関があ る こ と が知られる黒色炭

素濃度を対象 と し て、 福江、 沖縄および九州北部におい

て地上通年観測を実施し、 濃度レベルおよび季節変動を

明らかにする （産総研）。 PM2.5 に含まれる主要化学成分

や微量の有害成分 （PAH、 重金属） の濃度レベル、 空間

分布、輸送パターン、輸送中の変質プロセス を調べる （環

境研、 名古屋大）。

〔内容および成果〕

　 多環芳香族炭化水素 （PAH） や PAH キ ノ ンなど健康影

響が懸念される有機エア ロ ゾル組成について、 長崎福江

島と福岡市で 2009 年と 2010 年の春季に 2 ～ 3 週間の同

時観測を行い、 福岡市におけ る越境汚染の寄与率を評価

し た。福岡市で観測された PAH 濃度 （3.0 ～ 5.3ng/m3） は

福江島 （1.7 ～ 1.6ng/m3） よ り も高 く 、 福江島／福岡市の

比は 0.31 ～ 0.67 であった。 一方、 福岡市で観測されたキ

ノ ン濃度 （0.92ng/m3） は福江島 （0.99ng/m3） と同程度で

あった。 PAH やキ ノ ンはいずれも人為起源であ り 、 近 く

に発生源がない福江島では春季の東アジア都市部か らの

長距離輸送で観測された も の と 考え られる。 本研究の観

測結果によれば、一次有機エア ロ ゾルであ る PAH につい

ては福岡市での排出の影響がみられたが、 キ ノ ンでは福

岡市におけ る排出の影響が極めて小さ かった。 キ ノ ンは

長距離輸送の間に PAH の反応で生成する二次有機エア ロ

ゾル成分と考え られる。

〔備考〕

代表 ： 兼保直樹 （産業技術総合研究所）

分担： 松見 　 豊 （名古屋大学）、佐藤圭 （国立環境研究所）

連携 ： 高見昭憲 （国立環境研究所） 　

10） 　 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態と 毒性に関す

る研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），平

野靖史郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷

雄二， 佐藤圭， 大原利眞， 新田裕史， 加藤吉康，

瀬田孝将

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

11） 　 風送ダス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデルの精

緻化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA005

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 西澤智明， 原由

香里， 森育子， 山元昭二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 風送ダス ト （黄砂 ・ バイオエア ロ ゾル） の大気

物理 ・ 大気化学的解析、 気象学的解析 と モデル技術開発、

生物化学的検証、 動物実験学的検証を基にし て、 深刻化

する黄砂問題に関する社会的 ・ 行政的要求に応え る こ と

を基本目的 と する。 それに資する具体的な研究目的は、

（ １ ） 黄 砂 予 報 精 度 の 向 上 の た め の 実 用 モ デ ル
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（MASINGAR） の改良、 （ ２ ） 影響評価研究のための黄砂

および大気汚染粒子の混在化情報を含む飛来量、 沈着量

分布および発生量の定量的把握、 （ ３ ） 動物実験研究によ

る健康被害の検証・機構解明 と疫学調査によ る影響評価、

（ ４ ） 沈着後の健康 / 自然生態系に影響を与え る よ う な風

送ダス ト 中の微生物種の同定 と その同定種の影響評価の

ためのサーベイ、 であ る。

〔内容および成果〕

　 2010 年春季は比較的黄砂が多 く 、3 月 20 日には西日本

で、ゴビ砂漠を発生源 とする高濃度の黄砂が観測された。

また、 タ ク ラ マカン砂漠を発生源 と し て上空を長距離輸

送される黄砂も多 く 、 北米で も異例に高濃度の黄砂が観

測された。 これについては、 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク と 衛

星搭載ラ イ ダーCALIPSO/CALIOP のデータ、エア ロ ゾル

気候モデルを用いた解析を行った。 過去の黄砂イベン ト

について行われた ４ 次元変分法に よ る ラ イ ダーネ ッ ト

ワークデータの同化結果を用い、 ゴビ砂漠におけ る黄砂

発生のイベン ト 毎の変化を考察し た。 ５ 月末の黄砂イベ

ン ト では黄砂の発生が抑制されてお り 、 植生の成長 と 関

係し ている こ と が示された。 そのほか、 黄砂付着細菌に

よ って肺の炎症作用が増悪するかど う かの動物実験を共

同研究 と し て行い、 黄砂粒子に付着し ていた Bacillus sp

菌によ って起こ る肺の炎症 （好中球性の炎症） が黄砂濃

度の増加と と もに悪化する現象が確認された。

〔備考〕

大分県立看護科学大学、 金沢大学、 中国科学院大気物理

研究所、 日中友好環境保全セン ター、 モンゴル気象水文

科学研究所

12） 　 芳香族炭化水素の光酸化で生 じ る二次有機エア ロ

ゾルのエイジングに関する室内研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD009

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾルの気候や健康への影響を評価

す る には、 二次有機エ ア ロ ゾ ル （Secondary Organic

Aerosol: SOA） の生成や組成変性 （エイ ジング） に関わる

反応過程を理解する必要があ る。 本研究では、 有機エア

ロ ゾルのエイ ジングを調べる ため、 芳香族炭化水素 （例

えばベンゼンや ト リ メ チルベンゼン） の光酸化実験を行

う 。 エア ロ ゾル質量分析計 （AMS） や液体ク ロマ ト グ ラ

フ質量分析計 （LC-MS） を用いて、 生成するエア ロ ゾル

の質量スペク ト ルや化学組成を調べ、 結果か ら有機エア

ロ ゾルのエイ ジングに関わる反応過程を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ベンゼンや 1,3,5- ト リ メ チルベンゼンの光

酸化で SOA を生成し、反応物の メ チル置換基がエア ロ ゾ

ル中に存在する生成物に及ぼす効果を LC-MS で調べた。

ベンゼンの反応では C6H6Ox （x は 3 ～ 5）、 ト リ メ チル

ベンゼンの反応では C9H12Ox （x は 4 ～ 7） など、 反応

物の炭素数 と 水素数を保存しつつ高度に酸化し た生成物

が検出された。 ベンゼンの反応ではニ ト ロ フ ェ ノ ールが

検出されたのに対し、 ト リ メ チルベンゼンでは含窒素有

機物がほ と んど検出されなかった。 ベンゼンの反応では

分子量 550 以下のオ リ ゴマーしか検出されなかったが、

ト リ メ チルベンゼンの反応では生成し たオ リ ゴマーの分

子量は最高で 1000 に及んだ。 今後解析を進める こ と に

よ って、初年度に得られた AMS の測定結果 と の比較から

有機エア ロ ゾルのエイ ジングについて議論する予定であ

る。

〔備考〕

13） 　 西部北太平洋域における炭素同位体観測によ る黒

色炭素粒子の発生源寄与 ・ 広域分布評価－数値モデ

ルによる黒色炭素粒子の広域輸送計算－

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD019

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），西

澤匡人， 森野悠， 黒川純一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響の予測におけ る不確定

性を減 ら す上で、 黒色炭素の発生源、 輸送 ・ 除去過程、

およびその結果 と し ての広域的濃度分布や季節変化を解

明する こ と が大き な課題 と なっている。 しかし、 炭素系

粒子の発生源分別は こ れまであ ま り 進んでいなかった。

そ こ で、 中国産の石炭燃焼から発生する黒色炭素 と 国内

のデ ィ ーゼル排気起源の黒色炭素を炭素安定同位体 13C

の比 δ13C を用いて判別する。 また、 黒色炭素中の放射

性同位体 14C を用いて、 化石燃料燃焼起源 と バイオマス

起源に分別する。 これら の手法によ り 、 バ ッ ク グ ラ ウ ン

ド 観測点において採取し た黒色炭素を分析する こ と で、

バイオマス燃焼起源 と 化石燃料起源を判別、 さ ら に化石

燃料起源の う ち国内起源と中国起源の判別を目指す。

〔内容および成果〕

　 東アジア域の排出イ ンベン ト リ と 化学輸送モデルを使

用し て、観測期間の 2009 年 10 月～ 2010 年 9 月を対象 と

し た数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し、 微小粒子成分など

の観測結果と比較し た。

〔備考〕
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14） 　 アジアの メ ガシテ ィ におけるオゾ ン と二次粒子の

生成メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0911KB001

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），田

邊潔， 横内陽子， 高見昭憲， 菅田誠治， 清水厚，

永島達也， 伏見暁洋， 森野悠， 黒川純一， 栗林

正俊， 若松伸司， 斎藤正彦， 長谷川就一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジアの メ ガシテ ィ におけるオゾン ・ 二次粒子

汚染の把握を目的と し た、中国 と の研究交流を実施する。

具体的には、 日本側の測定分析や大気汚染モデルの技術

と、 中国側の発生源調査技術や都市汚染情報を組み合わ

せ、 研究方法や研究結果を ワーク シ ョ ッ プや研究会を通

じ て相互に交換し ながら、 中国および日本国のそれぞれ

で研究を実施する こ と によ り 、 オゾン と 二次粒子の汚染

特性、 排出実態、 発生 メ カニズム、 発生源種類別寄与な

ど を総合的に解明し、 両国の メ ガシテ ィ におけ る都市大

気汚染制御のための科学的知見を共有す る こ と を目指

す。

〔内容および成果〕

　 2010 年 6 月に北京で、清華大学 と の共同観測を実施し、

その観測データの解析を共同し て進めた。 筑波 と 北京で

研究会や研究打合せを実施し、 定期的に研究交流を進め

た。

〔備考〕

公募名 （事業名） ： 独立行政法人科学技術振興機構 ・ 戦略

的国際科学技術協力推進事業 （研究交流型）

共同研究先 ： 中国 ・ 清華大学 　 ( リ ーダー ) Jiming  Hao

（教授） （ メ ン バー ) Jiayu Xu、 Ye Wu、 Shuxiao Wang、

Yongliang Ma、 Yexuan Wang、 Guanghui Li、 Liu Yang、 Jia

Xing、 Biwu Chu、 Shaojie Song

共同研究 メ ンバー 　 愛媛大学 ： 若松伸司、 西川敦、 岡崎

友紀代、 斎藤正彦、 小田和洋、 高見雄祐、 山下真生、 國

元浩平、 武藤勝哉

埼玉県環境科学国際セン ター ： 長谷川就一 　 九州大学 ：

松隈大亮 　

15） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），黒

川純一， 藤田壮， 増井利彦， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東アジアにおけ る大気汚染物質の排出 イ ンベ

ン ト リ について、 観測データや排出実態データ を基に高

精度化を図る。 また、 環境技術導入モデルを開発し、 排

出削減に資する都市環境政策シナ リ オを提案・評価する。

更に、 東アジアにおけ る温暖化対策シナ リ オ と 整合し た

大気汚染物質削減シナ リ オを策定する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 最新のエネルギー消費量などの統計データ、 及び、

最近の発生源規制動向を考慮し た排出係数を使用し て、

ボ ト ムア ッ プ手法によ り 2000 ～ 2008 年の排出量を推計

し、 アジア域排出イ ンベン ト リ REAS を更新し た。

（ ２ ） 対流圏観測衛星データ と化学輸送モデルを利用し て

NOx 排出量を簡易に逆推計する ト ッ プダウ ン手法を開発

し、 2000 ～ 2008 年の中国における NOx 排出量 ト レ ン ド

を REAS イ ンベン ト リ と比較し た。 また、 この逆推計手

法によ り 、 中国 ・ 日本 ・ 韓国における NOx 排出量の季節

変動と週内変動を推計し た。

（ ３ ） 中国、 イ ン ド、 ロ シアの研究者 と の共同研究に よ

り 、 これらの国における最新の排出実態情報を入手し た。

〔備考〕

旧研究課題コード 0810BA003 （戦略課題になったため）

16） 　 地上・衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ） ， 原

由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東 ア ジ ア 域に展開 さ れ た地上 ラ イ ダ ネ ッ ト

ワークや衛星搭載ラ イ ダーで計測された球形汚染エア ロ

ゾル濃度の季節 ・ 経年変化や地域変化を排出量や領域モ

デル結果と と もに解析する。

〔内容および成果〕

　 2010 年度には (1) 偏光ラ イ ダーによ って導出される球

形粒子消散係数と OPC によ る微小粒子カ ウ ン ト 数 と の比

較、 (2)2001 年以降の地上ネ ッ ト ワーク ラ イ ダーによ る観

測結果の再解析、 を行った。 まず (1) では、 つ く ばにおけ

る ラ イ ダー観測結果の最下層 ( 高度 120m) の時系列 と、地

上 7F( 高度約 25m) に接地し た OPC によ る微小 (0.3um,

0.5um) 粒子数時系列 と を比較し た。 両者は概ね対応し て

お り 、 と も に人為汚染由来の粒子を計測し ている と 考え

られるが、 完全に対応し ている訳で も ない。 特に、 湿度
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に着目し て場合分けを行 う と、 両者の相関に湿度依存性

があ る月、 および湿度依存性がない月 と が見られた。 こ

の こ と は、 人為汚染粒子中の吸湿性粒子の割合が変化し

ている こ と を示唆し ている。 また (2) では、 約 10 年分の

球形粒子消散係数時系列が国内 ・ 中国 ・ 韓国の数地点に

ついて得られた。 全般的に、 2000 年代半ばに消散係数は

やや小 さ く な っ てい る がその後増加す る 傾向が見 ら れ

た。

〔備考〕

S-7-1( 代表 : 九州大学 ・ 鵜野伊津志教授 ) のサブテーマ

17） 　 大気汚染物質のソース レセプ タ ー解析 と削減感受

性評価

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA005

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ），大

原利眞， 黒川純一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 日本を含む東アジアにおける大気汚染 （オゾン

と エア ロ ゾル） に対し て、 世界中の汚染物質排出源がど

れ く らいの寄与を持っているかを明ら かにする ため、 全

球規模及びアジア領域規模の化学輸送モデルを相互に用

いて、 大気汚染物質の ソース ・ レセプター （SR) 関係を

定量的に評価し不確実性を議論する。 また、 温室効果ガ

スの削減シナ リ オに準拠し た将来の大気汚染物質排出量

の削減シナ リ オ等に関し てその有効性を評価する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 昨年度 （平成 21 年度） の成果を元に、 東アジアの

地表オゾンに関する SR 関係の長期変化を評価し た。 全

球規模の化学輸送モデル （CHASER） を用いて、 「光化学

的な生成領域」 毎に寄与を推定する手法であ る タ グ付き

ト レーサー法を用いた SR関係の推定を、1980年から 2005

年の 26 年間に関し て行った。 その結果、 観測 と同様に日

本域の地表オゾ ンに上昇 ト レ ン ド が計算さ れた （観測 ：

0.32ppbv/ 年、モデル：0.23ppbv/ 年）。モデルで計算された

日本の地表オゾン濃度に対する、 オゾンの各発生 （ソー

ス） 領域か ら の寄与を、 年平均し た寄与率 と し て評価す

る と、 中国の上空で作られたオゾンの増加が最も大き く

寄与し てお り 、 増加 ト レン ド の約 40％はこれで説明する

事が出来る。 更に、 日本国内及び朝鮮半島で作られたオ

ゾンにも増加傾向があ り 、 それぞれ増加 ト レ ン ド の 1 割

程度の寄与を示すこ と が分かった。

（ ２ ） 領域規模の化学輸送モデル （CMAQ） を用いて、 東

アジア諸国におけ るオゾン前駆物質の削減に対する地表

オゾンの感度を調べる実験を行った。 実験では、 2005 年

の 3 月から 8 月の半年間を対象 と し て、 日本 ・ 韓国 ・ 中

国の各領域か ら排出される人為起源のオゾン前駆物質の

排出量を、 それぞれ 50％、 100% カ ッ ト し た実験 （感度

実験）、 および、 排出量を操作し ない実験 （標準実験） を

行った。 標準実験の結果は、 観測データ を用いて検証さ

れ、 モデルの持つバイ ア スが評価された。 モデルは観測

されたオゾンの時間変動を比較的よ く 捉えていたが、 西

日本～南日本の観測点では、 主に夏季に 10 ～ 30ppbv 程

度の正のバイ ア スが確認された。 こ う し たバイ アス を補

正し たモデルデータ を用いて、 地表オゾンの量が標準実

験と感度実験でどの く らい変化するかを評価し た。

（ ３ ） 昨年度に引き続き、 CHASER を用いて、 化学輸送モ

デルを用いた対流圏オゾンに関する SR 関係推定のモデ

ル間相互比較プロ ジ ェ ク ト （TF HTAP） の仕様に準拠し

た実験を行ない、HTAP のデータサーバーへ提出し た。ま

た、IPCC によ る気候変化に関する科学評価の次回報告書

に向けた将来の気候変化見通し実験 （CMIP5 実験） の際

に使用される気候モデルの大気化学輸送部分を取 り 出し

て、 計 算 結 果 を 詳 細 に 相 互 比 較 す る プ ロ ジ ェ ク ト

（ACCMIP） に準拠し た実験を行 う ため、 モデルの調整及

び実験実行の準備を行った。

〔備考〕

S-7-1 テーマ代表者 ： 海洋研究開発機構 　 金谷研究員

18） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 （揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定）

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），猪

俣敏， 齊藤伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 九州地域 ・ 東シナ海 ・ 中国華北 ・ 華中地域にお

け る オゾ ン ・ エア ロ ゾル ・ 前駆物質の集中観測を企画 ・

実施し、 中国 ・ 日本に跨る広域汚染を観測か ら明ら かに

する。 特に、 オゾンやエア ロ ゾルの前駆物質であ る揮発

性有機化合物と窒素酸化物の観測を担当する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 2010 年 6 月から 7 月にかけて中国 ・ 上海の

都市付近において集中観測を実施し た。 オゾン ・ エア ロ

ゾル ・ それら の前駆物質の濃度レベル ・ 変動を捉え る と

と も に、 主な汚染源について考察を行った。 窒素酸化物

の測定には、 一酸化窒素 (NO)、 二酸化窒素 (NO2)、 総反

応性窒素酸化物 (NOy) の三成分を一つの検出器 と二種類

のコ ンバーターを用いてモー ド を切 り 替えながら測定す
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る化学発光式測定器を用いた。 揮発性有機化合物の測定

については、 陽子移動反応イ オン化－質量分析計 (PTR-

MS) を用いた連続測定を行った。また、PTR-MS によ る測

定の妥当性を検証する と と も に、 包括的な揮発性有機化

合物の計測を行 う ために、 ガス ク ロ マ ト グ ラ フ を用いた

計測も行った。 キ ャ ニス ターを用いて大気サンプ リ ング

し た も のを実験室でガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ分析す る 手段

と、 ガス ク ロマ ト グ ラ フ を現場に持ち込んで測定する手

段の二種類を行った。 反応性窒素酸化物、 揮発性有機化

合物はいずれも同期し た高濃度のピーク を示し た。 総じ

て、 観測された大気質は、 気象条件によ ってフ レ ッ シ ュ

な近傍の発生源か ら の影響を受けた空気塊 と、 比較的遠

く の発生源か ら大気中に放出されその後十分に酸化が進

んだ空気塊が混在し ている こ と が分かった。 反応性窒素

酸化物、 揮発性有機化合物 と 一酸化炭素の相関は概ね良

く 、 同じ発生源か ら の影響が示唆された。 揮発性有機化

合物の中では、 例えば、 アセチレ ン と ベンゼンが有意な

強い相関を示し た。

〔備考〕

19） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る越境汚

染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），伊

禮聡， 佐藤圭

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 越境汚染の影響を強 く 受けてお り 、 かつ、 域内

では人口も少な く 人為起源排出が少ない と 考え られる九

州沖縄地区の島嶼部をモデル地区 と し、 大気中の粒子状

物質のバルク観測に加え、 先端的単一微粒子内部構造解

析装置によ る分析を行い、 越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴

解明の高精度化を推進する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 長崎県福江島観測施設で得られた結果によ る と、 微小

粒子の粒子状物質について 12/6、 8、 11、 14 に高濃度の

硫酸塩が観測された。 硫酸塩の濃度が高い時には中国大

陸からの越境輸送が卓越し ている と考え られた。12/11 か

ら数日間は有機物が相対的に硫酸塩 と 同程度であ り 、 中

国大陸だけではな く 、 韓国や日本などの影響も あ る と 推

定された。 有機物の酸化の指標 と される カルボン酸のフ

ラ グ メ ン ト は m/z=44 に検出され、 12/6、 11、 13、 15 に高

く な ってお り 、 粒子が酸化 さ れてい る こ と が分かった。

フ ィ ル タ ーパ ッ ク 法で分析 し た粒子の化学組成に よ る

と、 12/8、 11 に濃度が高 く なっていた。 化学組成を分析

する と、 ナ ト リ ウ ム、 塩素など海塩の成分、 カルシウ ム、

マグネシ ウ ムなど土壌由来の成分も存在し、 自然起源の

粒子も増加し ていた こ と が分かった。 同時に、 アンモニ

ウ ム、サルフ ェー ト 、ナイ ト レー ト などの濃度も高 く なっ

てお り 、 人為起源の微小粒子あ るいはガス状物質が自然

起源の粒子 （海塩、 土壌粒子） と 混合し輸送されて き た

こ と が明らか と なった。

〔備考〕

研究代表者 ： 藤井 　 正明 （東京工業大学資源化学研究所

　 教授）

20） 　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価－(3)相互比較による大気質モデ

リ ングの妥当性検証と予測精度評価－

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1012BD003

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），森

野悠

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 二次粒子成分などの PM2.5濃度に対する化学輸

送モデルの再現性を向上し、 モデルをわが国の PM2.5 対

策検討に 「使え る」 ツール と し て確立する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 モデルの相互比較によ って大気質モデルの PM2.5 濃度

再現性を向上させる こ と を目的 と し て、 相互比較の入力

条件 （排出量データ と気象データ） を統一し た上で、 7 機

関 8 モデルの参加によ り 相互比較実験を実施し た。PM2.5

中の元素状炭素 (EC) に着目し、 排出、 輸送 ・ 拡散、 沈着

の計算モジ ュールの違いに起因するモデルの不確実性を

評価し た。

〔備考〕

(4)-2. 　 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA402

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 水

落元之， 越川海， 岡寺智大， 東博紀， 藤田壮，

中山忠暢， 徐開欽， 木幡邦男， 林誠二， 牧秀明，

珠坪一晃， 村上正吾， 平野勇二郎， NGUYEN

CAO DON， 神村一幸， 劉晨， 大場真， 呉通華，

耿涌， 濱野裕之， 杵島修三

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 24 年度 （2006 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 長江、黄河等東アジア地域の都市・流域圏では、

急速な経済発展に伴 う 水需要量や水質汚濁負荷の増大に
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よ って、 陸域の水不足 と 水汚染、 沿岸域 ・ 海域生態系の

劣化が深刻化する と 共に、 流域圏に支え られかつ流域圏

に負荷を及ぼし ている都市におけ るエネルギー ・ 水資源

制約および水質の問題がいっそ う 深刻化し ている。 これ

ら の問題は、 中国のみな らず、 日本および東アジア各国

に直接的、 間接的に影響を及ぼし ている。 これらの影響

およびそれの対策技術 ・ 政策の適応性 と 効果を定量的に

評価し、 持続可能な水環境管理に向けた科学的基盤の確

立が緊急の課題になっている。本研究プロ ジェ ク ト では、

国際共同研究によ る東アジアの流域圏、 沿岸域 ・ 海域お

よび拠点都市におけ る水環境に関する科学的知見の集積

と 持続可能な水環境管理に必要な ツールの確立を目指

し、 観測 と モデルを組合せ、 水 ・ 物質循環評価システム

の開発を目的 と する。 特に、 都市、 農村 と 流域生態系の

共生の視点か ら、 都市 ・ 流域圏におけ る技術 ・ 施策の導

入によ る ケース ス タデ ィ の結果に基づ く 、 適切な技術シ

ステム と 政策プロ グ ラ ムの設計を含む流域の長期シナ リ

オ ・ ビジ ョ ンを構築する ための方法論の開発を目指し て

いる。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中国長江水利委員会 と の共同で設置し た自動水質観

測を継続的し、 時系列のデータ を取得し た。 また、 最新

の衛星データ、 GIS データ、 社会経済統計データ を収集

し、 東アジア水環境情報データベース を拡充し た。 これ

ら のデータ を用いて、 今まで開発し た評価モデルの検証

と 較正を行い、 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って、 陸域か

ら河川への環境負荷の量 と 質的変化を推定し、 退耕環林

政策や南水北調な ど の流域改造活動の影響評価を行っ

た。 その結果、 退耕環林政策は漢江下流域の水量よ り も

水質に大き な影響を与え るが、 南水北調は漢江下流域の

水量にも水質にも大き な影響を与える こ と が示された。

（ ２ ） 陸棚域調査において着目する渦鞭毛藻が長江希釈水

域において優占的に観測 さ れる測点を確認する と 共に、

初夏の陸棚域の低次生態系におけ る当該渦鞭毛藻優占が

常態化しつつあ る こ と が再度確認された。 また、 一昨年

度か ら導入し観測を行って き た微細乱流構造プロ フ ァ イ

ラーによ る乱流構造 と 渦鞭毛藻の鉛直分布の関係の調査

と、 藻類増殖に直接関与する硝酸濃度の鉛直分布を連続

的に明ら かにする ための紫外吸光式硝酸鉛直プロ フ ァ イ

ラーによ る観測、 栄養塩の摂取動態を把握する ための船

上安定同位体 ト レーサー培養実験を実施し た。 さ ら に、

３ 次元流動モデル開発を進め、 陸棚域に存在する海水の

起源を評価する ため数値シ ミ ュ レーシ ョ ン （水塊 ト レー

サー実験） を行った。 そ し て、 長江起源水の冬期か ら初

夏にかけての分布解析によ り 、 長江由来の汚濁負荷が浙

江省沿岸におけ る冬期か ら春季の渦鞭毛藻赤潮形成に影

響を及ぼし ている可能性、 春季か ら初夏にかけては沿岸

水が北上し陸棚域に到達する可能性が示された。

（ ３ ） 統合型陸域生態系モデル （NICE） モデル と 都市産

業の資源循環算定モデルの構築を進めて、 拠点都市 と 流

域圏での都市 ・ 地域ス ケールの水 ・ エネルギー ・ 物質解

析研究の推進体制を構築し た。 モデルの検証を行 う ため

に、 国内の代表的産業都市であ る川崎市について、 水 ・

エネルギー ・ 物質解析モデルの検証 と 政策シ ミ ュ レー

シ ョ ンを試行し た。 物質循環の評価については、 都市内

物質循環か ら地域循環の政策を含む技術 ・ 政策イ ンベン

ト リ の構築 と、 循環圏評価モデルの開発を進めた。 水 ・

エネルギー ・ 物質の都市解析モデルを街区 ・ 建物のエネ

ルギー制御に適用する、 ク ラ ス タ リ ングネ ッ ト ワーク制

御システムについて、 川崎市での具体的な実証実用研究

を開始し た。 以上の成果を基に、 中国拠点都市の実証研

究を展開し た。 具体的には、 産業中心都市であ る瀋陽市

と遼寧省に焦点を置いて研究を進めた。

〔備考〕

海外共同研究機関 ： 長江水利委員会、 中国科学院地理科

学与資源研究所、 浙江海洋大学、 上海水産大学、 中国科

学院瀋陽応用生態研究所、 日中友好環境保全セン ター、

中国環境科学院、 清華大学、 大連理工大学、 武漢大学、

南開大学、 瀋陽大学、 遼寧省環境科学研究院、 国連環境

計画国際環境技術セン ター、 瀋陽市環境保護部、 韓国蔚

山大学等

〔関連課題〕

0610BY572 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワ ー ク の構築

112p.

0610CB001 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開

発 112p.

0709BD452 　 水 ・ 物質 ・ エネルギー統合解析に よ る アジ

ア拠点都市の自然共生型技術 ・ 政策シナ リ オの設計 ・ 評

価システム 113p.

0810BE004 　 有機再生廃棄物を対象 と する多層複合型資

源循環圏の設計と評価システムの構築 62p.

0810BX001 　 街区 ・ 地域の環境 ・ 熱エネルギー制御シ ス

テム 114p.

0810CD012 　 熱赤外 リ モー ト センシング と 地表面熱収支

モデルを併用し た都市域の蒸発散量推定 114p.

0911BA006 　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ ・ 陸

域環境管理手法の開発に関する研究 114p.

0911BA007 　 里山･里地･里海の生態系サービ スの評価 と

新たなコモンズによ る自然共生社会の再構築 115p.
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0911LA001 　 グ リ ーンサプ ラ イチェ ン ・ マネジ メ ン ト の

日中製造業間の国際展開モデルの構築 116p.

0912KZ001 　 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定

アルゴ リ ズムの開発 116p.

1011AG001 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構 と その

底生生物影響評価に関する研究 117p.

【関連課題】

1） 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY572

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 藤

田壮， 徐開欽， 中山忠暢， 岡寺智大， 呉通華，

劉晨， 孫志剛

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題の深刻化、 水資源の不足、 ミ レ

ニアム生態系評価 (MA) 報告書で警告された環境資源の

著しい損失、 自然災害によ る被害などの環境危機を回避

する ためには、 地球規模特に経済が急速に発展し ている

アジア地域の諸現象を観測によ って正確に把握する と と

も に、 観測か ら得られたデータ を用いて将来予測を行 う

こ と が必要と なる。 このよ う な背景を踏まえ、 本研究は、

衛星 ・ 地上観測シス テムネ ッ ト ワーク を中国、 モンゴル

と の共同研究体制の基で構築し、 広域的な高精度の観測

データや将来予測モデルを成果 と し て、 温暖化が環境資

源の劣化や食料生産に与え る影響を評価する。

〔内容および成果〕

（ １ ） アジア地域環境資源モニタ リ ング （MODIS 衛星か

らのデータ受信）

　 中国ウルムチ市付近にあ る阜康で設置し た受信システ

ムを用いて、 MODIS 衛星データの取得を行った。 本年度

には、 国立環境研究所 と 現地の運用管理機関であ る中国

科学院新疆地理 ・ 生態研究所 と の間に協定を結び、 衛星

データ受信シ ス テム を更新し た。 更新し たシ ス テムは、

以前の単独の衛星しか受信でき ないシステムか ら、 ４ シ

リ ーズの衛星データの受信が可能と なった。

（ ２ ） 温暖化影響地上観測ネ ッ ト ワーク の維持管理

　 中国科学院 と モンゴル科学院の協力によ り 、 中国 ・ モ

ンゴルの典型的な生態系に設置し ている地上観測システ

ムは、 ７ つの地上モニ タ リ ング ス テーシ ョ ン （山東省 ：

禹城 （畑地）、 新疆 ： 阜康 （砂漠）、 湖南省 ： 桃源 （水田）、

青海省 ： 海北 （草原）、 江西省 ： 千煙州 （森林） 及びモン

ゴル : ダワー ト （凍土環境における森林） と ナラ イ フ （凍

土環境における草原） よ り 構成されている。この観測ネ ッ

ト ワーク を用いて、 本年度の日射量、 純放射、 顕熱 ・ 水

蒸気フ ラ ッ ク ス など熱収支関係、 気温、 風速、 降水量な

ど気象関係、 地温、 土壌水分、 熱伝導率な ど土壌関係、

及び CO2 フ ラ ッ ク スなど多の観測データ を収集し た。

（ ３ ） MODIS 高次プロダ ク ト の作成及び推定アルゴ リ ズ

ムの開発

　 NIES に導入し ている MODIS データ高次処理システム

を稼働し、 衛星受信システムで受信し た MOD01 プロダ

ク ト を用いて、 レベル １ か ら レベル ４ の順で高次処理を

実施し た。 高次処理プロ ダ ク ツは、 地表面温度 （LST） 、

植生指数 （NDVI） 、 葉面積指数 （LAI） 、 蒸発散量 （ET）

及び純一次生産量 （NPP） などであ る。 本年度では、 特

に永久凍土現状分布の推定アルゴ リ ズムを開発し、 東ア

ジアの永久凍土指数の分布図を作成し た。 また、 生態系

の炭素・窒素固定量の算定アルゴ リ ズムの開発を行った。

〔備考〕

国内共同研究機関 ： 慶応大学

海外共同研究機関 ： 中国科学院地理科学与資源研究所 ・

亜熱帯農業研究所 ・ 西北高原生物研究所 ・ 新疆生態与地

理研究所、 モンゴル科学院地理研究所

2） 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔区分名〕 科学技術振興調整費

〔研究課題コー ド〕 0610CB001

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 野原

精一， 井上智美， 樋渡武彦， 大場真

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市農村共生社会における水 ・ 物質管理評価シ

ス テム開発流域圏の生態系サービ スの劣化を水 ・ 物質循

環系の変化過程の視点か ら検討し、 水 ・ 物質 ・ 植物生態

系の ３ 者の相互作用系の理解を深め機構モデルを構築

し、 生態系サービ スの機能評価を行 う 。 陸域生態系が浅

海域環境に及ぼす影響 と、 河川河口域におけ る 塩生湿

地 ・ 干潟及び藻場の水文地形学及び景観生態学的なユ

ニ ッ ト 構造を抽出し、 ユニ ッ ト 毎に一次生産や分解速度

等の物質循環機能 と 生物分布 ・ 群集構造を明ら かにし て

生物多様性の実態 と 生態系機能への人為影響を評価す

る。

〔内容および成果〕

１ ． 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と 干潟創出技

術の開発

(1) 干潟生態系サービ ス評価

　 伊勢湾主要 14 河川河口域の塩生植物群落の GIS 化及び

生産・ 分解等の生態系機能図を流域毎に作成し た。 ま た、

河川及び潟湖干潟の物質循環機能を観測し 、生態系サービ

ス を見積も り 、 流域特性と 関連性の評価手法を提示し た。
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(2) 沿岸域生態系サービ ス評価

　 陸域か らの栄養塩類の供給を把握する ため、 引き続き

伊勢湾の主な 14河川における河口域の海藻植物相を調査

し炭素 ・ 窒素安定同位体比の分析か ら河口域の富栄養状

態を評価する手法を確立し た。 塩生植物等の酸素供給能

及び窒素循環を評価し、 文献値 と 合わせて沿岸域の生態

系サービ ス を積算し た。 また、 福江干潟、 汐川干潟、 雲

出川、 祓川において植生図作成およびコ ド ラー ト 調査を

行った。 ４ つの河口干潟は、 1) 攪乱頻度が比較的低い後

背干潟、 2) 攪乱頻度の高い後背干潟、 3) 河川構造物で攪

乱を抑制し ている後背干潟にタ イプ分け し た。

(3) 沿岸域環境評価技術の総合化

　 陸域環境改善施策 ・ シナ リ オに対し て、 河口域の塩生

植物群落や干潟等の生態系毎に年間の沿岸域生態系サー

ビ ス を算定し、 伊勢湾流域全体におけ る施策効果の評価

が可能な環境評価技術の総合化を行った。

　 伊勢湾内に存在する前浜干潟の面積は、全体で 1,826ha

であ り 、 愛知県側で多 く 確認された。 また、 伊勢湾の海

岸線を ３ タ イ プに分け た。 伊勢湾全体では、 自然海岸

111.6km、 岩礁 ・ 礫 48.6km、 人工護岸 340.9km と、 人工護

岸が 70％近 く を占めていた。県別に見る と、愛知県では、

人工護岸が 80％以上 を 占め、 三重県では、 自然海岸

52.9km、人工護岸67.2km と大き な違いは見られなかった。

〔備考〕

3） 　 水 ・ 物質 ・ エネルギー統合解析によるアジア拠点都

市の自然共生型技術 ・ 政策シナ リ オの設計 ・ 評価シ

ステム

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0709BD452

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 中

山忠暢， 徐開欽， 王勤学， 岡寺智大， 中根英昭，

孫穎， 陳旭東

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東アジアの拠点都市において都市 ・ 産業システ

ムの代替的な技術 ・ 政策シナ リ オを定量的な イ ンベン ト

リ と、 統合的な環境フ ラ ッ ク ス解析シス テムの構築する

こ と で、 地域環境保全力を高める都市 ・ 産業の設計を可

能にする。 集計的に環境負荷集計的に評価する アプロー

チではな く 、 「環境フ ラ ッ ク ス」 の空間分布 と時間変化を

定量的に算定する シス テムによ って、 産業拠点を軸 と す

る都市活動 と の水 ・ 物質 ・ エネルギーの共生的利用シス

テムの構築 と、 水系循環 と 熱需給の都市環境イ ンフ ラの

形成を中核的な技術 ・ 政策 と する自然共生型の都市戦略

の構築システムを形成する。

〔内容および成果〕

　 中国の産業拠点都市 と し て瀋陽に焦点を絞 り 、 都市 -

圏域での環境技術評価システムのプロ ト タ イプを構築す

る。 代替的な将来シナ リ オシ ミ ュ レーシ ョ ンに よ っ て、

順経済拠点形成のガ イ ド ラ イ ンシステムを構築し た。 ま

た、 地域ス ケールでの技術政策オプシ ョ ンの地域適合度

の評価に基づいて、 圏域での技術 ・ 政策の代替的な将来

シナ リ オを設計する。 特に、 農地、 畜産由来の活動につ

いての循環政策の将来評価を行った。 さ ら に、 マルチス

テ イ ク ホルダ ・ ダ イ ア ロ グの成果および研究連携都市に

おける国際プ ラ ッ ト フ ォームへの関与に基づいて国際プ

ラ ッ ト フ ォームのガ イ ド ラ イ ンを策定し、 研究連携対象

と する中国拠点都市および国内の大都市におけ る統合的

環境政策立案のプロセス設計によ って、 サブテーマ ３ と

連携し てのガ イ ド ラ イ ンへの反映シ ス テム を設計し た。

平成 22 年度の主な成果と し ては、中国の産業中心都市で

あ る瀋陽市 と 遼寧省 と の研究連携を進め、 瀋陽市環境保

護局、 遼寧省環境保護局 と の研究連携 と と も に、 中国科

学院瀋陽応用生態研究所および、 遼寧省の環境科学院 と

の研究協定を通じ て研究を進めた。 都市の上下水道、 河

川、 沿岸域、 および地下水位水質分布、 降水量、 都市排

熱、気温等の都市環境のデータ を統合的なGISデータベー

ス と し て整備をすすめ、 拠点都市 ・ 地域ス ケールの陸域

統合型モデルに新たに都市モデルを結合し た水 ・ 物質 ・

エネルギー統合型モデル研究を推進し た。 さ ら に、 日中

両国環境省の協議を受けて資源循環領域に研究鵜の重点

を置き、 中国科学院瀋陽応用生態研究所および瀋陽市環

境保護部 と の連携を通 じ ての資源循環領域についての

データベースの構築 と、 代替的な資源循環技術イ ンベン

ト リ の構築を行った。

　 中国の瀋陽市で日本の技術システムを基礎 と する先進

的な廃プラ スチ ッ ク リ サイ クル技術の移転の複数なオプ

シ ョ ンを設計し、 その環境改善効果を算定し た。 比較研

究と し て行った川崎市の分析では、未分別のその他プラ ・

古紙 ・ 厨芥の リ サイ クルによ って、 年間最大で ７ 万 ト ン

の CO2 の削減 と ３ 万 ト ンの埋め立て量の削減ができ る こ

と が明ら かにし た。 瀋陽市の分析では、 コ ン ク リ ー ト 型

枠用ボード の生産は、 個別技術の中で最も CO2 の削減の

効果が得られ、年間 25 万 ト ンの削減ができ る こ と があ き

らかになった。

〔備考〕

分担研究者 ： IGES、 慶應大学

4） 　 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏

の設計と評価システムの構築
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〔研究課題コー ド〕 0810BE004

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 大

迫政浩， 徐開欽， 稲葉陸太， 藤井実

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

5） 　 街区 ・ 地域の環境 ・ 熱エネルギー制御システム

〔区分名〕 その他研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BX001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 中

根英昭， 神村一幸， 杵島修三， 平野勇二郎

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市の水・ 資源循環、 熱エネルギー分布のモニ

タ リ ングと 解析に基づいて、都市の立地特性と 施設特性に

応じ た、高効率の都市活動制御と サービス 供給を可能にす

る 都市・ 街区ス ケールの環境制御シス テムを開発する 。

　 個別に制御されて き た産業活動 と 都市施設を統合的に

観測、 解析するモニ タ リ ングネ ッ ト ワーク システム、 検

証システムの開発、 双方向の地域の環境情報共有システ

ムなどによ り 、 都市の活動に伴って発生する環境負荷の

低減と街区の環境基盤を計画するプロセス を提供する。

〔内容および成果〕

　 本研究では、「 建築物における 空調・ 照明等自動コ ント

ロ ールシス テムに関する 技術開発（ 平成 16 ～ 18 年度）」

において開発さ れた Building Automation & Control Flexible

platform (BACFlex) を 街区ス ケールに拡張する シス テム、

街区ク ラ ス タ リ ン グ・ プロ ト コ ル・ シ ス テ ム（ UCPS；

Urban Clustering Protocol network System） を 構築し た。 既

存ビ ルを含むあら ゆる 業務系空調シス テムに対し て街区

単位のエネルギーマネジメ ン ト を 実現する こ と によ っ

て、 街区の空調エネルギー消費の削減を可能にし た。 街

区単位のエネルギーマネジメ ント を実現する 「 多元（ ク

ラ ス タ リ ング） 情報プロ ト コ ル機能」 、「 エネルギー制御

最適化シミ ュ レ ーショ ン機能」、「 街区モデリ ング機能」 を

備える も のと し て開発し た。 そし て、 実証運用を通じ て、

「 主要な街区用途の制御ラ イ ブラ リ 」 を整備し て機能と 利

用性向上を 実現し た。 なお、 中小規模の事業所、 建物に

おいて使用する こ と が出来る よ う にする ため、 装置の小

型化を目指し 、 具体的な大き さ と し てラ ンチボッ ク ス サ

イ ズ（ 16cm×16cm×5cm） の装置を開発し た。

　 平成 22 年度は以下の目標を達成し た。

（ １ ） UCPS 装置と 街区のク ラ ス タ ーネッ ト ワ ーク 構築を

合わせた「 装置販売＋導入・ 運用コ ン サルティ ング」 の

ビジネス モデルを 2010 年度ま でに開発する 。 通常の個別

BEMS コ ンサルティ ングに対し て、高機能化、大幅なコ ス

ト 低減を可能にする 技術を開発し た。

（ ２ ） 2008 年度にプロ ト タ イ プを構築し て 2009 年度に試

験運用し ている UCPS プロ ト タ イ プを異なる 用途構成の

街区での実証運用を行いその機能と 利用性を 向上し 利用

性を高めた。

（ ３ ） 導入運用データ のフィ ード バッ ク によ り 制御ラ イ ブ

ラ リ の多様化、 機能向上の自律的開発プロ セス を 内包す

る 技術事業モデルへ展開し た。

〔備考〕

技術開発研究者 ： 宮城工業高等専門学校

6） 　 熱赤外リ モー ト センシング と地表面熱収支モデルを

併用し た都市域の蒸発散量推定

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD012

〔担当者〕 ○平野勇二郎 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は衛星 リ モー ト セン シ ン グの技

術を用い、 都市域におけ る蒸発散量の推定を行 う こ と で

あ る。 衛星 リ モー ト センシングによ る表面温度分布 と 地

表面熱収支モデル と を結びつけ る こ と によ り 、 信頼性の

あ る蒸発散量推定を行 う 。 本研究の成果は例えば植生に

よ る 都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 緩和効果の評価へ応用で き

る。

〔内容および成果〕

　 衛星 リ モー ト センシングによ る日中 ・ 夜間の表面温度

分布 と 一次元熱収支 ・ 熱伝導モデルによ り 、 地表面の物

理特性に関するパラ メ ータ を取得し、 地表面熱収支のシ

ミ ュ レーシ ョ ンを行な う 手法を提案し た。 こ の方法を適

用し、 東京の代表的な土地被覆形態について Terra 衛星

ASTER データ を用いてシ ミ ュ レーシ ョ ン を行なった結

果、 従来の熱収支モデルでは表現する こ と が難しかった

市街地での蓄熱の効果など を再現する こ と ができ た。 蒸

発効率のパラ メ ータは住宅地では 0.16、 緑地では 0.25 と

なった。

〔備考〕

7） 　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ ・ 陸域環境管

理手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA006

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 河地正伸， 東

博紀， 大場真

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目標は、 近年急速に経済発展し た長江
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デルタに代表される新たな負荷発生源が東シナ海の海洋

環境に及ぼす影響を評価する こ と、 陸域か ら の汚濁負荷

削減によ る効果的な海洋環境 ・ 生態系サービ スの持続性

確保のための環境政策オプシ ョ ンを提案する こ と、 また

海洋環境に対する これらの実施効果を事前予測する こ と

であ る。 具体的には、 (1) 栄養塩過剰供給によ る長江沿岸

域の環境劣化の時系列的検討 と、 東シナ海生態系への影

響の構造解明と定量化、 (2) 人文科学 と自然科学を融合し

た視点に立脚し た上海経済圏か らの栄養塩発生量の高精

度な推定、 (3) 前記の (1) と (2) の成果を基礎 とする、 長

江デルタ、 特に上海経済圏か ら海域への栄養塩負荷量の

適正さ を評価するモデル （陸域影響診断モデル） の開発

を実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 長江起源水によ る東シナ海生態系の変調把捉に関す

る研究

　 2010 年度 6、 7 月の航海調査では、 中国沿岸の赤潮原

因種であ る Prorocentrum dentatum の赤潮状態は認められ

なかった。 Chl.a 濃度が 5µg/L を超えた観測点の栄養塩に

ついて比較し た と こ ろ、 2009 年度は NOx 律速、 2010 年

度は DIP 律速になっている こ と及び両年度で栄養塩循環

過程が大き く 異な る こ と が示された。 北部大陸棚域表層

における過去 40 年間の観測データ を用いて、 NOx 及び

DIP濃度の年代間比較を実施し た結果、長江希釈水影響域

で DIP 濃度の減少傾向が認められた。

（ ２ ） 長江デルタの農業構造転換に伴 う 陸域負荷構造の変

化に関する開発地理学的研究

　 長江デルタの農業構造転換の特徴 と し て、 米や棉花生

産の縮小に伴い耕地面積の減少が急速に進む一方、 化学

肥料の単位面積あた り の使用量が増え、 野菜や肉類生産

が増加傾向にあ る こ と、 内水面養殖の生産が増加傾向に

あ る こ と が明かになった。 蔬菜生産の市の外縁部への立

地移動、 近郊農業的性格を持つ農業構造への転換過程、

国家建設用地等へ土地利用転換に伴 う 耕地の減少が空間

的特徴と し て明か と なった。

（ ３ ） 長江中下流域都市活動起源の栄養塩負荷量の推定に

関する研究

　 長江流域、 長江デルタ経済圏および太湖流域の産業 ・

人間活動か ら発生する汚濁負荷量の比較を行った結果、

長江流域全体に対する長江デルタ経済圏か らの汚濁発生

負荷量の割合は、 COD 11.6％、 T-N 10.3％、 T-P 15.3％ と

なった。 また、 栄養塩類発生負荷に対する太湖流域の割

合は 80％程度と試算された。 長江流域からの汚濁負荷量

推定のため、 長江最大の支流であ る漢江流域で検証され

た SWAT モデルを長江上中流域へ適用し た結果、 水量は

高精度で再現された も のの、 水質推定値では大き な誤差

を示し た。 これは、 主に両流域におけ る土地利用及び産

業活動の違いに起因する と考え られた。

　 長江デルタの人々が摂取する窒素 （蛋白質） は、 上海

市の場合肉類由来が最も多 く 25％以上を占めた。 一方上

海外縁部であ る崇明島では穀物由来が多 く 32％であ っ

た。 長江デルタでは水洗 ト イ レの普及率が高 く 、 人間排

泄物は都市部ではほ と ん どが下水 と し て処理 さ れてい

た。 しかし農村部では約半分が肥料 と し て活用されてい

た。

（ ４ ） 東シナ海生態系保全に向けた長江流域圏及び海域環

境管理手法の開発

　 航海調査で得られた硝酸濃度鉛直プロ フ ァ イルを解析

し た と こ ろ、 硝酸は下層で高 く 表層で枯渇し てお り 、 下

層か ら 表層に向かっ て拡散輸送 さ れてい る と 考え ら れ

た。 また、 P. dentatum を優占種 とする植物プラ ン ク ト ン

群によ る硝酸取 り 込み速度が下方から の拡散供給速度を

上回る こ と が明ら かになった。 流動 ・ 水質 ・ 底質モデル

については、 伊勢湾における 1999 年の流動 ・ 水質の再現

計算を行っ た と こ ろ、 各種水質項目 （Chl.a、 DO、 TN、

TP など） の計算値は観測値と よ く 一致し、 本モデルの有

用性が確認された。 また、 収集し た黒潮 ・ 台湾暖流の水

質データ を解析し た と こ ろ、 陸棚域藻類に供給される窒

素、 リ ンはそれぞれ長江起源および台湾暖流起源が卓越

する可能性が示唆された。

〔備考〕

8） 　 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たな コ

モンズによる自然共生社会の再構築  

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA007

〔担当者〕 ○岡寺智大 （アジア自然共生研究グループ），藤

田壮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の里山 ・ 里地 ・ 里海がも た らす生態系サー

ビ ス を対象と し、 これに ミ レニアム生態系評価 (MA) の

概念的枠組みを適用し、 生態系サービ ス （供給機能、 調

整機能、 支持機能、 文化的機能） の変化、 その直接的 ・

間接的要因、 人間の福利への影響 と いった要素を総合的

に評価する こ と によ り 、 生物多様性を損なわずに生態系

サービ ス を最大化させられる人為的関与の程度を明確化

させ、 これに基づき、 持続可能な自然共生社会の再構築

に向けた政策提案を導 く こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 生物多様性条約 （COP10） の合意を受け、 国際的に生
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態系サービ スの価値の見直しが本格化し ている。 本研究

では、 水資源がも た らす供給 ・ 調整の経済的価値を評価

する手法の開発を行い、 日本の都道府県別の生態系サー

ビ スの価値について評価し た。 その結果、 日本では水供

給、 気候調整、 洪水調整、 保水調整を介し て GDP の 4％

程度の生態系サービ ス を享受し てお り 、 供給サービ スに

比べ調整サービ スの価値は 5 倍にあた る と の結果が得ら

れた。 更に、 都道府県別分析によ り 、 気象条件、 土地被

覆、 産業構造、 土地利用、 水 ・ エネルギー価格 と いった

地域特性によ り 、 生態系サービ スの経済的価値が大き く

異なる事が定量的に示された。

〔備考〕

研究代表者 ： 渡邉 　 正孝 （国際連合大学高等研究所）

国環研は本研究課題の中でサブテーマ ２ 「生態系サービ

スの変化に関する直接 ・ 間接的要因の分析」 を担当する。

9） 　 グ リ ーンサプ ラ イチ ェ ン ・ マネジ メ ン ト の日中製造

業間の国際展開モデルの構築

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 孫

穎， 陳旭東， 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国境を超えた生産連携の進む日中の生産セ ク

ターに注目し、 日中の製造業 と 素材生産業を含む企業 と

を対象 と する研究プラ ッ ト フ ォームを活用し て、 そのグ

リ ーンサプラ イチェーンマネジ メ ン ト （以下 　 GSCM） の

横断的な実証解析に基づいて、 先進的な GSCM が資材の

調達連鎖 と 業種間連携を通じ て、 拡大展開する アジアの

統合型 GSCM 展開モデル （Diffusion model） を検討する。

　 日中双方の研究者が行っている企業調査 と 集中的な相

互交流を も と に、 ?GSCM の統合型展開モデルの理論フ

レームを検討し て、? その検証に向けての国際基準 と な り

う る GSCM の企業調査フ ォーマ ッ ト を設計する。 ? その

う えで、 国際市場に強い影響力を持つ日中連携の強い生

産製品を対象の調査を通じ て、 素材生産か ら部品加工、

組み立て、 流通のネ ッ ト ワーク での GSCM の展開モデル

を検証する。

〔内容および成果〕

　 地球環境問題が深刻化する中、 企業によ る グ リ ーンサ

プ ラ イ チェーンマネジ メ ン ト （以下、 GSCM） について

の国際比較研究を進めた。 今年度は、 日本 と 中国におけ

る GSCM 展開の メ カニズムを明確にし、GSCM 推進条件

を提示する ために、 下記の研究を実施し た。

（ １ ） 中国 ・ 瀋陽市の 347 の製造企業を対象 と し たアン

ケー ト 調査およびその う ちの 7 社への ヒ ア リ ング調査の

結果に基づき、 因子分析及び共分散構造分析を用いて、

中国企業における GSCM の促進要因 と阻害要因、 実施内

容を定量化し て抽出し た上で、 GSCM 展開の因果関係モ

デルを構築し た。 そ こ か ら、 促進要因および阻害要因に

よ る GSCM の実施への影響度を解析し、 中国企業によ る

GSCM の推進条件を検討し た。 その結果、 中国企業にお

ける GSCM の動きは 「ステーク ホルダーの要求」 への対

応の結果であ る こ と が明 ら か と な る 一方、 中国企業の

GSCM の幅が規制の遵守に と ど ま ってお り 、 自主的な対

応までには至っていないこ と が示唆された。

（ ２ ） 川崎市の 156 の中小企業を対象 と し たアンケー ト 調

査の結果に基づき、 共分散構造分析を用いて、 中小企業

における GSCM の促進要因 と実施の因果関係モデルを構

築し た。 その上で、 中小企業におけ る GSCM の推進構造

を検討し た。 その結果、 中小企業の GSCM は、 省 ・ 再資

源に係る国内法規制および各種マネジ メ ン ト 施策の推進

や世界的動向などによ って促進されて き た こ と が明ら か

になった。 また、 中小企業の GSCM が， 組織体制の変革

やステーク ホルダー と の協力を通し て、 表面的 ・ 限定的

対応から本質的かつ能動的な も のに転換しつつあ る こ と

が示唆された。

〔備考〕

中国 NFSC と の共同研究

10） 　 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴ リ

ズムの開発

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0912KZ001

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 孫

志剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 GCOM-C1 に搭載する SGLI の可視バン ド、 近

赤外線バン ド 及び熱赤外線バン ド のデータ を用いて、 地

表面の蒸発散量 （ET） を推定する アルゴ リ ズムを開発す

る こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 既存の蒸散量アルゴ リ ズムには Priestley-Taylor （P-T）

法や Penman-Monteith （P-M） 法などがあ り 、 これらの方

法はそれぞれの長所があ る も のの、 地上観測データ を依

存し なければな ら ない短所も あ る。本研究では、衛星デー

タだけに依存する蒸散量アルゴ リ ズム （Sim-RESET モデ

ル） を開発し た。 さ ら に、 環境省が実施し ている 「温暖

化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築」 プロ ジ ェ ク ト によ

る獲得された MODIS データや現場観測データ を用いて、
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Sim-RESET モデルの性能を検証し た。

〔備考〕

Civil & Environmental Engineering, University of Connecticut

11） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構 と その底生生

物影響評価に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 都市沿岸海域では貧酸素水塊 よ る底質環境の

劣化が進行し、 底生生物の生息に甚大な影響を与えてい

る （現行の貧酸素特研によ る知見）。 これを受け、 新規特

別研究では、 貧酸素水塊の形成に伴い底質環境中に発生

し、 生物に高い毒性を示す硫化物に着目し て研究を展開

する。 すなわち、 硫化物の形成 ・ 水柱への供給過程 と、

底生生物におよぼす影響を、 現場調査 ・ 室内実験、 およ

び数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明らかにし、 底質環境の

改善に資する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 東京湾奥部 と 運河部 ・ 人工海浜におけ るにおけ る定点

調査を行い、 底質 と 水深の異な る箇所において夏期に海

水温 ・ 泥温が上昇する と 共に底泥間隙水中の遊離硫化水

素の蓄積濃度が顕著に上昇し、水深 10 m 以深の地点では

大型底生動物の生存固体が認め られな く な る こ と が確認

でき た。 特に調査定点中最も深 く 嫌気的な底質環境にあ

る東京灯標付近において、 我が国での沿岸海域底泥中で

の硫化水素の調査報告事例中、最も高い蓄積濃度 （約 700

mg-S/L 近 く ） に達し ている こ と がわかった。

〔備考〕

(4)-3. 　 流域生態系における環境影響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA403

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），福

島路生， 亀山哲， 井上智美， 一 ノ瀬俊明， 今井

章雄， 広木幹也， 矢部徹， 小熊宏之， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア ・ 日本を中心 と し た流域生態系にお

け る環境影響評価手法の開発を行い、 メ コ ン河流域に関

連し た国際プロ グ ラ ム間のネ ッ ト ワーク を構築し、 国際

共同研究によ る流域の持続可能な発展に必要な科学的知

見を提供する。 主に メ コ ン河の淡水魚類相の実態解明、

流域の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り 、 ダム建設等

の生態系影響評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年度には、各サブテーマにおいて以下の成果が

得られた。

（ １ ） 流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築

　 空間単位と し て、流域全体を約 １ 万 （約 9×9km) の小流

域に分割 し、 流域デー タ ベース （MGDB） を構築 し た。

その目的であ る メ コ ン河流域全体の概況把握、 水系や地

理的に伝搬する各種開発行為の影響評価、 研究成果を蓄

積、 管理する メ コ ン流域データベース を完成させた。 メ

コ ン流域全体の自然環境 と 社会経済状況を概観でき る シ

ステムが構築された。 MGDB のデータベース を活用する

こ と によ り 、 メ コ ン流域全体の土地区分図が作成された。

MGDB は次期セン ターでホームページに掲載する予定で

あ る。 また、 出版を予定し ている ア ト ラ スの製作に関す

る打ち合わせを メ コ ン川河畔の村コ ンチアムで三井物産

助成研究関係者と行った。

（ ２ ） 人間活動によ る生物多様性 ・ 生態系影響評価モデル

の開発

　 河川に生息する生物の環境利用 と 密接な関係があ る河

川地形要素のマ ッ ピ ング手法が開発され、 河川 と その周

辺の地形 と 土地利用に関する主題図整備手法が確立され

た。 メ コ ン河上流域での水質モニ タ リ ン グが継続し た。

メ コ ン河流域に既存する ダムによ る回遊魚 と それに依存

し た漁業への影響が明 ら かに さ れ る 評価技術が確立 し

た。 メ コ ン河流域に計画されたダムによ る回遊魚 と 漁業

に対する生態 リ ス ク が明ら かに された。 具体的には、 コ

イ科の代表的回遊魚 (Siamese mud carp） の耳石核から外

縁にかけて Sr プロ フ ァ イルを調べた結果、地点ご と に個

体間での類似性を見いだし た。 これら の個体が群れをな

し て回遊を行っていた こ と や河川間で異な る ため河川ご

と に回遊経路が異な る こ と など、 複数の地域個体群が メ

コ ン河に存在する こ と を示唆し た。 U 字型プロ フ ァ イル

によ り Sr 高濃度水域で誕生し、 低濃度水域に移動し、 再

び高濃度水域に戻って き た と 推定され、 生まれた支流に

母川回帰し ている可能性が示唆された。

（ ３ ） 持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発

　 当初予定通 り 2011 年 1 月 18 ～ 19 日の日程で国際ワー

ク シ ョ ッ プ （Advances in Science for the Sustainable

Management of the Mekong River） を ウ ボン ラ チ ャ タ ニ大

学ホテルで共同開催し、 日本 と 中国 ・ タ イ ・ ラ オス ・ カ

ンボジア ・ ベ ト ナムの流域各国の研究者や行政担当者及

び NGO が約 70 名ほど集ま り 、 メ コ ン流域でのダム開発

と その漁業影響 と メ コ ンの重要な魚種の生態に関する最
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新の知見についての広報活動を行った。

〔備考〕

ウボン ラチャ タ ニ大学 （タ イ）、 WorldFish Center （カンボ

ジア）、 カンボジア水産局 （カンボジア）

〔関連課題〕

0610CB001 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開

発 112p.

0810CD002 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系に

おける流域環境影響の評価手法に関する研究 118p.

0810CD003 　 マング ローブ植物の根圏酸化機能に関する

研究 118p.

0812BB001 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と 生態系

修復のための調和的管理手法の開発 119p.

【関連課題】

1） 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔研究課題コー ド〕 0610CB001

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 野原

精一， 井上智美， 樋渡武彦， 大場真

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系における流

域環境影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD002

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 井上智美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 流域からの土砂堆積が問題になっ

ている河口域 （伊勢湾 - 櫛田川） を対象 と し、 自然の豊

かな干潟 ・ 塩生湿地の河口域生態系において、 １ ) 流域

からの栄養塩類の流入量評価と  ２ ) 分解機能並びに ３ )

酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い、 生態系へ

の環境影響の評価手法を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 愛知県側の福江干潟、 汐川干潟、 三重県側の雲出川、

祓川において塩性湿地におけ る 植生図作成お よ び コ ド

ラー ト 調査を行った。 汐川干潟は、 比較的安定し た環境

に生育する多年生であ る ヨ シ群落の面積比率が 80.0％を

超えていたが、 シバナ群落、 シオ ク グ群落、 ナガ ミ ノ オ

ニシバ群落の塩性湿地植物の面積比率は極めて低かっ

た。 その他、 本来、 干潟環境に形成されない竹林、 樹林

地が確認され、 河川の増水によ る土砂供給および潮の干

満によ り 泥の堆積 ・ 浸食が発生あ り 、 その頻度は極めて

低い。 比較的攪乱頻度の高い環境であ る新堀川 （福江干

潟） は、 攪乱によ り 形成される裸地に発芽、 生育する一

年生の塩性湿地植物が広 く 分布し、 ２ 群落の面積比率は

70.0％を超えていた。 河川上流部か ら の土砂供給および

潮の干満によ り 砂泥が時間をかけて徐々に堆積し、 干潟

か ら砂浜へ と 変化し ている雲出川河口塩性湿地は、 塩性

湿地植物が分布し ていた。 これらの群落の面積比率はそ

れぞれ 10％未満と低 く 、 海浜植物群落が 45.41％、 外来

植物群落が 28.03％ と比較的高かった。 祓川は、 ヨ シ群落

の面積比率が 56.49％ と調査地の半分以上を占め、ア イ ア

シ群落が 26.31％ と調査地の 1/4 を占めた。 その他、 本来

陸域に分布する植生の面積比率は 10.0％前後であった。

今回の調査から、 上記の ４ つの河口干潟は、

（ １ ） 攪乱頻度が比較的低い後背干潟、

（ ２ ） 攪乱頻度の高い後背干潟、

（ ３ ） 河川構造物で攪乱を抑制し ている後背干潟にタ イプ

分け し た。

〔備考〕

3） 　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD003

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 潮間帯は満潮時に起き る海水の進入のため、 常

に塩分を含んだ冠水に さ ら されている。 マング ローブ植

物はこ のよ う な過酷な環境に適応し た植物で、 独特かつ

豊かな森林生態系を形成し て陸域 と 海域生態系 と をつな

いでいる。 本研究ではマング ローブ生態系の基盤であ る

底質土壌を性格づけてい る重要な メ カニズム、 「マン グ

ローブ植物の根が土壌に与えている影響」 について明ら

かにする こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 マング ローブ生態系を構成する代表的な ３ 種、 ヒ ルギ

ダマシ、 ヤエヤマ ヒ ルギ、 オ ヒ ルギの ２ 年生実生のポ ッ

ト 植えを温室にて ６ ヵ月間栽培し た。実験開始後 30、60、

120、 180 日目に各ポ ッ ト の土壌水中の無機窒素イ オン

(NH4
+、 NO2

-、 NO3
-)、 リ ン酸イオン、鉄 (II) イオン、溶存 メ

タ ン濃度、 及び土壌窒素含有量、 植物体窒素含有量 と 根

酸化鉄皮膜量を測定し、 無植生処理と比較を行った。

　 今回検討を行ったマング ローブ ３ 種では、 程度の差は

あ る ものの共通の酸化的効果、 ( １ ) 根表面の酸化鉄皮膜

形成、 （ ２ ） 溶存 メ タ ン濃度の減少、 ( ３ ) 酸化態溶存無

機窒素濃度の増加、 が観測された。 これは、 マング ロー

ブ植物特有の根系通気システムによ り 、 土壌に酸素が供
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給 さ れてい る こ と を示唆する。 ま た ３ 種全てにおいて、

溶存 リ ン酸濃度の増加が確認された。 マング ローブ植物

の根か らは リ ン化合物を可溶化する能力のあ る微生物が

単離された と い う 報告があ るが、 本研究によ って、 実際

に土壌中の リ ン酸の可溶化が起き ている こ と が明ら か と

なった。 本研究で観測された最も顕著な変化は土壌窒素

含有量で、 ６ ヵ 月の実験期間中にマング ローブ植生ポ ッ

ト 中の土壌窒素含有量は無植生ポ ッ ト に比べて約 ４ 倍に

増加し た。 さ らにマング ローブ植生ポ ッ ト の土壌 と 根に

おいて高い窒素固定菌活性が検出された こ と か ら、 マン

グ ローブ植物の生育 と 窒素固定菌活動に密接な関係があ

る こ と が示唆された。

〔備考〕

4） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常

に多 く の労力を要する こ と か ら、 本研究では、 湿原の保

全施策を構築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総

合的管理手法の開発を目的 と する。 具体的には （ １ ） 湿

原生態系の変容を的確に捉え、 変容を も た ら し た原因を

明ら かにする ため、 湿原 と その周辺流域の自然環境の変

容や野生生物等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法

を開発する、 （ ２ ） 湿原を含む流域全体の広域な土地利用

の変化が湿原に及ぼす影響を明らかにする、 （ ３ ） 湿原周

辺の農地か ら発生する負荷を施肥管理制御、 小水路、 緩

衝域など を活用し低減する手法を開発する、 （ ４ ） 荒廃し

た湿原植生を積極的に修復、 復元する手法を開発する、

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 湿原環境を保全 ・ 修復する管理手法の確立に資する目

的のため、 平成 22 年度は以下の研究を行った。

（ １ ） 湿原生態系の自然環境、 野生生物の生息域環境の変

容の監視手法の開発

　 引き続き、 釧路湿原内において多面的な実地調査を行

い、 湿原の変容に関する環境の特性を明ら かにし た。 有

機物分解機能の指標 と し ての土壌酵素活性が土壌中での

実際の有機物分解速度を反映し ているかを検証する ため

に、 ７ ～ 10 月の ４ ヵ月間、 ハン ノ キ林、 低層湿原および

高層湿原を含む湿原内の ７ 地点において分解実験を行

い、土壌酵素活性 と セルロース分解速度の関係を調べた。

（ ２ ） 湿原流域の広域的環境変化の解明 と調和的管理指針

の解析

　 時系列的な解析を行 う ため、 21 年度 と同じ地域につい

て年次の異な るデータ を整備し た。 また、 農業か ら の影

響を検討する ため、 農業排水到達点に重点をおいて現地

調査を行った。 湿原に流入する河川流域におけ る土地利

用の変遷、 および当該河川が流下する湿原域に分布する

ハン ノ キ湿地林の林地の変容を解析し た。 代表植生であ

るチャ ミ ズゴケ、 ムジナスゲ、 ハン ノ キ、 ヨ シの主要な

４ 群落の調査を実施し た。

〔備考〕

環境省 ： 独立行政法人国立環境研究所

農林水産省 ： 農林水産技術会議事務局、 独立行政法人農

業環境技術研究所、

独立行政法人農業 ・ 食品産業技術総合研究機構

ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムの関連研究プ ロ

ジ ェ ク ト

(4)-4-1. 　 九州北部地域における光化学越境大気汚染の

実態解明のための前駆体観測と モデル解析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0810AG001

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域），大原利眞，高

見昭憲， 野副晋， 伊禮聡

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 我が国では近年光化学オゾ ンが増加傾向にあ

り 、 九州北部地域では中国から の越境大気汚染が原因 と

考え られる高濃度オゾンが観測されている。 こ の越境光

化学オゾンの メ カニズムの解明 と 今後の影響予測を的確

に行 う ために、 本研究では、 光化学オゾン前駆物質であ

る非 メ タ ン炭化水素、 窒素酸化物および二次生成粒子の

観測と モデルの連携によ って、 (1) 東アジアから九州北部

への光化学オゾン前駆物質の輸送実態の解明、 (2) 九州北

部地域に発生し た光化学大気汚染エピ ソー ド の実態の解

明、 (3) 大気汚染予測システムの検証と改良を目指す。

〔内容および成果〕

　 長崎県福江島における NMHC、 オゾン、 窒素酸化物の

連続測定を継続する と 共に、 平成 22 年度は春季（ 3 ～ 5

月） およ び秋季、 冬季（ 10 月～ 12 月） に、 エアロ ゾル質

量分析計を用いた二次粒子測定を行った。 5 月下旬には中

国大陸に由来する 高濃度のオゾンと NMHCが観測さ れた。

こ の時の NMHC 組成を解析し た結果、 各炭化水素成分の

濃度変化と OHラ ジカルと の反応性の間には高い相関が認

めら れ、 輸送時間中の光化学反応によ る 消失が示唆さ れ
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た。 ま た、 キシレ ンなどの高反応性 NMHC が残留し てお

り 、福江の下流地域における オゾン生成要因になり う る こ

と が分かった。 冬季の集中観測（ 12 月 6 ～ 17 日） では、

オゾンは 40 ～ 60ppbv と 比較的低濃度で推移し たが、二次

粒子は 12月11日などに 40µgm-3 を超える 濃度を記録し た。

化学組成については、 硫酸塩、 およ び、 有機物が主要な成

分であった。後方流跡線の解析によ る と 、空気塊はこ の期

間ほと んど中国大陸から き ており 、冬季にも 高濃度の二次

粒子が輸送さ れている こ と が分かった。ま た、観測期間の

2009年1月から 2010年12月を対象にし て、東アジアス ケー

ルモデルによ る シミ ュ レ ーショ ン計算を実施し 、福江の観

測データ などを使用し て検証する と と も に、 日本、 中国、

韓国の各地域を対象と し たゼロ エミ ッ ショ ン実験を実施

し 、 各地域から の寄与率を評価し た。 その結果、 1) 春の高

濃度オゾン観測時における 中国の影響は大き いが、二次粒

子、 NMHC 類成分の一部、 NOy なども 高濃度と なり 中国

の影響が大き いこ と 、2) 二次粒子は主に中国から 輸送さ れ

ている こ と 、 3) オゾンに対する 中国影響は、 二次粒子や

NOy に較べる と 低く 、中国・ 日本・ 韓国以外の影響が大き

いこ と 、 4) 上記の特徴は、 2009 年と 2010 年でほぼ同様で

ある こ と 、 などが明ら かと なった。 更に、 2010 年 5 月に

福江島において、ゾンデを使用し てオゾンと 気象の鉛直分

布を測定し 、春季における 海上境界層と オゾン濃度の鉛直

構造を把握し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BA001 　 革新的手法によ る エア ロ ゾル物理化学特性

の解明と気候変動予測の高精度化に関する研究 105p.

1012BA002 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る

越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化 110p.

【関連課題】

1） 　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と

気候変動予測の高精度化に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BA001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），伊

禮聡

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

2） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染

微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔研究課題コー ド〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），伊

禮聡， 佐藤圭

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

(4)-4-2. 　 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態 と 毒性に

関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），平

野靖史郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷

雄二， 佐藤圭， 大原利眞， 新田裕史， 加藤吉康，

瀬田孝将

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 二次生成有機エ ア ロ ゾ ル （Secondary Organic

Aerosol : SOA） は、 VOC から大気中の光化学反応の酸化

過程によ って生成し、 大気中に浮遊する粒子状物質の主

要な成分と なっている。 SOA は光化学反応で生成し酸化

物を含むため、 酸化性ス ト レ スの観点か ら健康被害を も

た らす と 考え られるが、 毒性や健康影響については明ら

か と なっていない。 さ らに、 SOA はいたる と こ ろに存在

するので、 国内の大気環境や越境大気汚染の観点か ら も

その環境動態を解明する こ と はSOAの対策 と い う 点で意

義があ る。 本研究では、 SOA の毒性評価を行い、 毒性を

示す SOA の組成分析を行 う 手法を開発し、 SOA 観測 と

シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る動態解明を行い、 SOA の対策に

資する結果を得る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 平成22年度には人為起源の揮発性有機炭素であ る ト リ

メ チルベンゼンの光化学酸化反応で生成する SOAについ

て、 その組成分析と毒性評価を行った。 SOA の化学組成

分析は過去の類似の実験 と 同様の結果が得ら れてお り 、

典型的な条件下での生成実験であ る こ と が分かった。 ま

た、 毒性試験においては、 自然起源のピネン類か ら生成

し た SOA と比較する と細胞死の割合は低いが、酸化ス ト

レ ス誘導は高い と い う 異な る結果が得られた。 ただし同

一条件ではないため今後さ らに検証する。そのほかには、

野焼きか らの排出試料の測定、 質量分析器のイオン化部

の改良も行った。

〔備考〕
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社会環境システム研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP012

〔代表者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境システム研究領域では、 人間活動 と自

然環境 と の関わ り や社会経済システム と 環境問題 と の関

わ り の解明、 環境 と 経済の調和し た持続可能な社会のあ

り 方の研究を進め、 安全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域

規模、 都市規模、 身近な生活環境 ) を創造するためのビ

ジ ョ ンを示す と と も に、 それら を実現する ためのシナ リ

オや方策を提示し、 持続可能な社会を構築する ための具

体的な政策提言に結びつ く 研究を行っ た。 具体的には、

以下の領域研究プロ ジェ ク ト と し て研究を実施し た。

[1] 環境研究・政策研究に資する統合評価モデルや環境経

済モデルなどの手法開発研究

[2] 持続可能な社会を実現する ビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成に

関する研究

[3] 国民のラ イ フ ス タ イルのあ り 方と その実現・誘導方策

に関する研究

[4] 安全 ・ 安心 ・ 快適な地域 ・ 都市環境の創造 と管理に関

する研究

研究実施においては、 本研究領域の ４ つの研究室を中心

と し、 他の研究セン ター ・ 領域 と 連携し なが ら、 特別研

究および外部競争的資金によ り 、 領域横断的に進めた。

〔内容および成果〕

　 主要な領域研究プロ ジェ ク ト の研究成果は以下の と お

り であ る。

(1)中長期を対象 と し た持続可能な社会シナ リ オの構築に

関する研究 （平成 18 ～ 20 年度）

　 統合評価モデルや計量経済モデルを用いて将来ビジ ョ

ン ・ シナ リ オを定量化し、 持続可能な社会像を構築する

ための道筋や課題を明ら かにし た。 国モデル と 地域 （茨

城県） モデルを用い、 CO2 排出量や水を対象と し た将来

像を定量的に示す と と も に、 持続可能な社会ビジ ョ ン実

現のために必要な効率改善や生産構造の変化など を組み

入れた場合の社会及び環境の姿や、 2020 年におけるわが

国の温室効果ガス排出量を 1990 年比 25％削減するため

の施策を導入し た場合の経済影響について定量的に分析

を行った。

(2)自動車交通における二酸化炭素削減方策に関する研究

（平成 17 ～ 19 年度）

　 自動車への依存度が高い地方都市を対象に、 自動車の

使い方に着目し、 使用形態別や輸送品目別の環境負荷を

推計する と と も に、 車載計測機器を用いて実使用条件下

における自動車の使用及び走行実態を調査し た。 さ らに、

自動車技術、 エコ ド ラ イブなどの運転方法によ る環境負

荷の違いを分析し、 実使用におけ る環境負荷量 と 削減の

可能性を把握する と と も に、 宅配、 コ ンビニ、 シ ョ ッ ピ

ングセン ター等での購買行動や通勤方法の違いによ る環

境負荷の違いを分析し た。 また、 市町村別に自動車起因

の CO2 排出量を推計し、 まちづ く り 方針の見直しによ る

環境負荷低減対策など を検討し、 効果的な対策シナ リ オ

を提示する こ と ができ た。

(3)全球水資源モデル と の統合を目的 と し た水需要モデル

及び貿易モデルの開発 と 長期シナ リ オ分析への適用 （平

成 21 ～ 23 年度）

　 地球温暖化が世界の水 ・ 食料に及ぼす影響や、 人間 と

自然の水利用の競合を全球規模で評価する ために、 自然

の水循環 と 水利用を統合的に扱 う こ と のでき る全球水資

源モデルを開発し た。 産業構造を考慮し た工業用水モデ

ル、 社会イ ン フ ラ を考慮し た生活用水モデル、 水利用に

大き な影響を及ぼす農作物の国際貿易モデルを開発し、

全球水資源モデル と リ ン ク ・ 拡張し、 水資源を評価する

基盤ツールを完成させた。

(4) ラ イ フ ス タ イル変革のための有効な情報伝達手段 と そ

の効果に関する研究 （平成 17 ～ 22 年度）

　 環境に関する情報源について全国調査 と 時系列調査、

マス メ デ ィ アの内容分析を実施し た。 全国調査は、 全国

2,000 名の成人男女を、住民基本台帳を も と に無作為抽出

し、 専門の調査員によ る個人面接にて実施し た。 調査内

容は、 環境問題に関する関心、 情報源、 環境活動、 省エ

ネ活動等および社会関係資本についてであ り 、 個人の価

値観、 関心、 社会ネ ッ ト ワーク が環境行動に与え る影響

ついて ロ ジ ッ ト 回帰分析などの統計的手法を用いて分析

し た。 また、 時系列調査は、 毎月 10 日前後の一週間に、

全国 2,000 名の成人男女を対象に無作為抽出 （2007 年以

降は全国 4,000 名、 電子住宅地図を も と に層別 ３ 段階無

作為抽出） し、 専門の調査員によ る個人面接で実施し た。

調査内容は、 毎月、 「世界で重要な こ と」 「日本で重要な

こ と」 の ２ 問それぞれについて自由回答し て も ら う も の

であ り 、 こ の結果よ り 回答率の変化をみた。 同時に、 毎

月のテレ ビおよび新聞の報道件数 （新聞の一面および全

面、 テレ ビの報道件数および報道時間） と の関連を分析

し た。

(1)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 全球水資源モデルとの統合を目的と し た水需要モデ

ル及び貿易モデルの開発と長期シナ リ オ分析への適

用

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )
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〔研究課題コー ド〕 0911AG003

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域） ， 花崎

直太， 増井利彦， 肱岡靖明， 岡川梓， 金森有子，

久保田泉， 須賀伸介， 一ノ 瀬俊明， 高橋潔， 山

本隆広， 藤森真一郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所は東京大学 と こ れま で全球水

資源モデル H08 を開発し てきた。 全球水資源モデルは、

自然の水循環 と 人間の水利用を統合的に扱い、 地球温暖

化が世界の水や食料に及ぼす影響を評価し た り 、 人間 と

自然の水利用の競合を全球規模で評価す る こ と がで き

る。 H08 を拡張し、 世界の水資源評価の高度化を行 う た

めに、 本研究では、 (1) 工業用水需要予測モデルおよび生

活用水需要予測モデルを開発し、 (2) 農作物の貿易モデル

を開発し、(3) これらのサブモデルを H08 に組み入れる こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 下記の研究を実施し た。

１ ） 部門別の工業用水需要モデルの開発を行 う 。 ま た、

世界 CGE モデルを用いて、各サブテーマで必要な将来の

ド ラ イ ビングフ ォース を提供する。

２ ） 生活用水需要予測モデルを開発し、 将来推計を行 う 。

３ ） 農作物別の国際貿易モデルのパラ メ ータ を推計する。

４ ） 工業 ・ 生活用水モデルを H08 に組み込み、 将来の水

需給の評価を行 う 。

　 得られた主要な成果は以下の通 り 。

１ ） 工業用水需要を分析する ためのモデル と し て、 我が

国を ９ 地域に分割し た地域間モデルを作成し、 特定の地

域の渇水が地域に及ぼす影響について分析を行った。 ま

た、 世界モデル用に、 工業用水需要に関する統計データ

の収集を行った。

２ ） 国別の生活用水需要予測モデル構造を検討し、 モデ

ル開発に必要なデータ と 課題を整理し た。 具体的には、

水道へのア ク セス、 漏水率、 一人あた り 水利用量など を

組み込んだモデルの開発に関し て、 データの入手可能性

と共にを検討し た。

３ ） 重力モデルを応用し、農作物別の相対貿易モデル （基

本モデル） を構築し、 パラ メ ータ推計を行った。 その結

果、輸入国及び輸出国の GDP は輸出国によ る農作物輸出

量を有意に増加させるが、輸入国の一当た り GDP の増加

は多 く の穀物輸入を減らすこ と、 地域自由貿易協定は加

入国同士の食料貿易を増加させる傾向があ る こ と などが

明らか と なった。

４ ） 前年度から行っていた H08 のソース コード と マニュ

アルの大規模な整備 と 改良を完了 さ せた。 こ の ソ ース

コー ド はオープン ソース と し て全世界に公開される。 ま

た、 こ の最新版の ソース コー ド を利用し、 地球温暖化が

世界の水循環 ・ 水利用に及ぼす影響を定量的に評価する

研究を実施し、 第一段階の成果が国内誌 （土木学会水工

学論文集） に掲載された。

〔備考〕

2） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し、 予定されている都市計画や防災

計画、 様々な将来ビジ ョ ンを基に、 将来の影響評価を実

施し、 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する。

〔内容および成果〕

　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価を行 う 場合

に必要と想定される、 （1） 国内外の既存研究の整理、 （2）

脆弱性を把握する ための観測データの整理、 （3） 地域レ

ベルの気候シナ リ オ開発のための予備的検討、 （4） 社会

経済シナ リ オ作成のための、 予定されている都市計画や

防災計画、 様々な将来ビジ ョ ンの収集 と 整理、 （5） 分野

別温暖化影響評価モデル開発のためのデータ収集及びモ

デル開発準備、 を平成 21 年度よ り 継続し て行った。

(1) 国内外の既存研究の整理

・ 国内外の温暖化影響評価および適応策検討に関する プ

ロ ジェ ク ト および研究の動向を整理し、 本研究プロ ジェ

ク ト 推進の参考と し た。

(2) 脆弱性を把握するための観測データの整理

・ 温暖化影響評価モデルの再現性を評価のために必要な

観測データ を収集し整理し た。

(3) 地域レベルの気候シナ リ オ開発のための検討

・ 地域レベルにおける温暖化影響評価を実施する ために、

バイ アス補正やパターン ス ケー リ ング手法について整理

し、 本プロ ジ ェ ク ト でどのよ う に気候シナ リ オを利用す

るか方向性を整理し た。

 (4) 適応策に資する既存施策の整理

・ 適応策に資する既存施策の整理のための、 予定さ れて

いる都市計画や防災計画、 様々な将来ビジ ョ ンの収集 と

整理し た。

(5) 分野別温暖化影響評価のためのデータ収集及びモデ

ル開発準備

・ モデルを用いた定量的評価を実施する影響指標 と、 定
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性的な評価に と ど ま る影響指標の整理を行った。

・ モデルの再現性評価に取 り 組んだ。

〔備考〕

3） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 16 年度 （2009 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 水危機の緩和 と回避のためには、 様々な将来シ

ナ リ オの下での水需給の長期見通しが作成され、 持続的

な活動 ・ 生産 と生態系の保全を両立する水利用の Critical

Level が決定され、 そし て、 水危機回避の 「道筋」 が示さ

れねばな ら ない。 我々は、 世界全体および代表的な水危

機地域を取 り 上げ、世界最先端の水資源モデルを活用し、

こ の一連の情報創出プロセス を成し遂げる。

〔内容および成果〕

　 世界および代表的水危機地域において水需給の長期見

通し を得るには、 モデルを利用し た コ ン ピ ュータ シ ミ ュ

レーシ ョ ンを実施する必要があ る。 本プロ ジ ェ ク ト にお

いて国立環境研究所はモデルを提供する こ と を担当し て

いる。 本年度は前年度から行っていた全球水資源モデル

H08 のソース コード の拡張 ・ 整備 と マニュ アルの編集を

完成させた。 また、 共同研究者に対し て １ 週間の利用者

講習会を行った。 これを受けて、 全球水資源モデル H08

を利用し た研究がプロ ジェ ク ト 内で開始された。

〔備考〕

本申請は、 以下の研究課題を分担する ものであ る。

科学技術振興機構戦略的創造推進事業 （CREST）、応募研

究領域 ： 持続可能な水利用を実現する革新的な技術 と シ

ス テム、 研究課題名 ： 世界の持続可能な水利用の長期ビ

ジ ョ ン作成、 研究代表者 ： 鼎 信次郎 （東京工業大学大学

院 ・ 情報理工学研究科 ・ 准教授）

4） 　 放射性炭素同位体を指標と し た土壌有機炭素分解特

性の検討ー長期有機物未投入耕地を利用し た温暖化

操作実験ー

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF006

〔担当者〕 ○近藤美由紀 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 これまで安定的に土壌中に蓄積し

てき た難分解性炭素に注目し、黒ボ ク土の耕地を対象に、

野外におけ る土壌加温実験 と 14C 分析を実施し、 難分解

性炭素の温暖化応答を明らかにする目的と し た。

〔内容および成果〕

　 10 年間有機物が投入されていない耕地で、 土壌の加温

実験を実施 し、 加温区 と 非加温区で土壌か ら 放出す る

CO2、土壌中 CO2、および大気 CO2 を採取し、これらの 14C

分析を行った。 また、 有機物の分解程度 と 一致する と 言

われている比重選別法によ って、 土壌を ６ つの画分に分

け、 画分毎に炭素含有率と 14C 分析を行った。 これら 14C

分析結果から、 Fresh C と Old C のエン ド メ ンバーを決定

し、マスバラ ン ス式を用いて土壌 CO2 中の Fresh C と Old

C の割合を求め、加温によ って Old C の分解が促進される

か CO2 フ ラ ッ ク スデータ と合わせて検討し た。 比重選別

の結果、比重が 1.8g/cc 以下の低比重画分の割合は 11％ と

少な く 、 その 14C 年代は 300 ～ 810yrs と非常に古 く 、 14C

を用いて Old C 分解のシグナルを と ら え る こ と に適し た

圃場であった。 また、14C のマスバラ ン ス式と CO2 フ ラ ッ

ク スデータから Old C の分解量を算出する と、 ４ 月、 ８

月共に加温区 と 非加温区で間で差はなかった。 こ の結果

によ り 、 難分解性有機炭素は温暖化に対する応答性が低

く 安定であ る こ と、 有機物分解に起因し て発生する CO2

の増減が、 Fresh C であ る易分解性炭素に よ って コ ン ト

ロールされている可能性が示された。

〔備考〕

5） 　 気候変動緩和 ・ 適応型社会に向けた地域内人口分布

シナ リ オの構築に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 1012AG001

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究領域） ， 芦

名秀一， 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国勢調査の地域 メ ッ シュデータ を用いて、 過去

の移動率に影響を及ぼし た経済状況や地域性、 施策等の

要因を分析し、 将来移動率の設定可能な幅 と そのための

施策を明確にする と と もに、温暖化への対応を例に取 り 、

人口分布が地域におけ る温暖化対策 と 温暖化影響に及ぼ

す違いを定量的に評価する推計モデルを開発し、 これを

適用し たシナ リ オ分析を行 う こ と で、 環境面か らみて望

ま しい人口分布 と 実現可能性の高い到達シナ リ オの例を

提示する こ と を目的 と する。 こ の成果を元に、 多様な環

境政策あ るいは他分野の政策、 上位計画等 と の整合を図

り 、 地方自治体の土地利用計画に環境配慮を反映させる

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 過去 ６ 時点の国勢調査地域 メ ッ シ ュデータ を整備し、
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コ ホー ト 要因法を用いて年齢階層別の社会増減数を推計

し た。 その際、 少人数 メ ッ シ ュについては周辺 メ ッ シ ュ

と のグルーピ ングを行 う こ と によ り 、 社会増減数の設定

可能な幅を明らかにし た。 また、 人口分布と交通 CO2 排

出量の関係を分析する ため、 市区町村別自動車 CO2 排出

量を過去 ６ 時点に拡張し て推計し た。さ らに、エネルギー

需給マ ッ プを構築する ための基礎データの収集 と 手法の

検討を行った。

〔備考〕

6） 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価 ・ 適応政策に

関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1014BA001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森有子， 日引聡，

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 日本全国を対象 と し て、 複数の異なる気候安定

化レベルや適応政策に応じ た影響量及び適応策の効果を

評価する ための統合評価モデルを開発 ・ 改良する。 また、

S-8-1(2)-(9) な らび S-8-2 と連帯し て、都道府県や市町村レ

ベルで利用可能な温暖化影響の簡易推計ツールを開発す

る。 さ ら に、 各テーマが比較 ・ 総合化が可能な形で温暖

化影響及び適応策効果の評価を実施でき る よ う に、気候・

社会経済シナ リ オに関する手法整理 ・ 開発を支援する。

〔内容および成果〕

・ 統合評価モデルに、 テーマ 1(2)-(9) で開発される影響 ・

適応策評価モデルを用いて作成される影響関数を実装す

る準備を行った。 また、 テーマ 1(2)-(9) ・ ２ と連携し て自

治体レベルで利用可能な温暖化影響の簡易推計ツールの

構造を検討し た。

・ 気候シナ リ オ開発手法について、 既存手法の整理 ・ 評

価を実施し、S-8 が対象 とする多様な空間スケールでの影

響評価研究に適し た手法を提案し た。 また、 影響 ・ 適応

策評価モデルに必要な社会経済シナ リ オを準備する ため

に、日本を対象 と し た既発表の社会経済シナ リ オを収集・

整理し た。   

〔備考〕

(1)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 都市の地下環境に残る人間活動の影響

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0510KZ503

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在の地下熱環境情報を用いた気候変動復原 ・

都市化の影響評価など、 各種の地下環境情報を用い、 都

市と水 ・ 熱 ・ 物質環境と の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 アジアの ７ 大都市を対象に、 20 世紀における都市の拡

大が も た ら し た都市の温暖化について数値シ ミ ュ レー

シ ョ ンをおこ なった。 計算対象 と し たのは最も暑 く な る

季節の典型的な快晴静穏日であ る。20 世紀前半と 2000 年

における対象 ７ 都市の都心は ２ 時点 と も都市であ り 、 い

ずれの都市において も約 １ ℃の地上気温上昇が計算され

た。 緯度や自然条件 ・ 社会経済条件の差にかかわ らず、

１ 年で最も暑い時期だけをみた場合、 ど こ も同じ よ う に

暑 く かつ都市化が原因で同じ よ う に温暖化し ている こ と

が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 片岡久美 （秀明大学）

総合地球環境学研究所プロ ジェ ク ト 。 平成 16 年度 （2004

年度） FS を実施。 課題全体の代表者は谷口真人 （総合地

球環境学研究所）。 サブテーマ 「都市地理班」 の代表者は

吉越昭久 （立命館大学）。

2） 　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE451

〔担当者〕 ○森保文 （企画部）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で、 市民参

加および企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たな

い。 これら自主的な環境事業への参加についての理論や

効果を明ら かにする こ と で、 今後の支援策の方向決定に

有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 友人 ・ 知人に代わる機会の提供手法を考案し て、 環境

に係わる ボ ラ ンテ ィ ア活動や消灯などの環境行動を、 通

常では協力が期待でき ない層に呼びかけ る こ と を試行し

て、 その効果を追跡調査し、 環境に係わる行動変容を も

た らす要因を把握し た。 例えば 「鹿島アン ト ラーズ ・ エ

コプロ グ ラ ム－みんなで集めた食用油で、チーム・ ト ラ ッ

ク を動かそ う プロ ジェ ク ト －」 を対象に、 「環境コ ミ ュニ

ケーシ ョ ン対 CO2 削減効果」 を試算し、 イベン ト におけ

る環境コ ミ ュ ニケーシ ョ ン効果の評価手法を提案し た。

〔備考〕
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筑波大学大学院 　 生命環境科学研究科 ・ 社会環境シス テ

ム研究室、 株式会社博報堂 Ｄ Ｙ メ デ ィ アパー ト ナーズ、

鹿島アン ト ラーズ と共同で実施し た。

3） 　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE531

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 肱

岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 藤森真一郎， 山

本隆広

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境シ ス テ ム研究領域 　 統合評価研究室

では、 環境 と 社会 ・ 経済活動を統合的に分析し、 環境保

全に資する施策を評価する ためのツールであ る統合評価

モデルの開発 と その適用を主 と し て行 う 。 これまでに開

発し て き たモデルを拡張、 改良するにあたっての参考事

例 と し て、 これまでに世界の様々な研究機関で開発され

ている統合評価モデルを収集し、 各種モデルの構造につ

いて相違点やモデルの活用事例を分析する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 今後の統合モデル、 特に応用一般均衡モデルの発展に

資する文献のレ ビ ューを行 う と と も に、 実際にモデルを

開発する ために必要と なるデータの収集を行った。

〔備考〕

4） 　 電気駆動車両の普及方策に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE295

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 電気駆動系は、 車両におけるエンジン駆動系に

対し て環境負荷が小さ い駆動系であ る。 それらの早期の

普及を進めるには、 現在の電気駆動系の性能に合致し た

利用分野の設定 と、 従来エンジン車に匹敵する コ ス ト 競

争力を持つ必要があ る。 こ こ では、 従来のエンジン車の

範疇に限定せず、 よ り 小型の移動手段も含めて電気駆動

系を持った車両の導入ポテンシ ャルの計算、 車両の低コ

ス ト 化のための方策について検討す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 一人乗 り および二人乗 り の小型電動車両の実利用調査

を通し て、 実性能を見極める と と も に、 エンジン車 と 比

べた環境負荷や走行性能の比較を行った。 その上で、 性

能向上や機能追加のための改造 と 性能評価を行い、 環境

負荷を下げつつ、 利便性を低下させず、 エンジン車に匹

敵する性能 と 新たな機能を持つ車両を実現し た。 実利用

に耐え う る必要最低限の性能の明確化、 低価格部品の利

用を可能 と する システム コ ンセプ ト の提案等によ り 、 あ

る程度の低コ ス ト 化は可能であ る と思われた。

〔備考〕

5） 　 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関す

る実証研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE525

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会システム構築のために、 ごみ排出量

の削減、 リ サイ クル、 再利用の促進が重要な政策課題 と

なっている。 近年各自治体においてごみ有料化制度の導

入が急速に進んでいるが、 導入後 ５ 年で一割以上の削減

を実現し た自治体も あ る一方で、 導入数年後にごみの排

出量が導入前の水準に ま で戻っ て し ま っ た自治体 も あ

り 、 有料化に対する、 自治体の効果の評価にはばらつき

があ る。 また、 国内外で有料制のごみ削減効果に関する

研究が多 く 見られるが、 その削減効果の有効性に関し て

結論が分かれ る。 中環審廃棄物 ・ リ サ イ ク ル意見具申

（案） では、 循環型社会に向けた取組と し て、 経済的手法

（有料化） の推進、 一般廃棄物処理コ ス ト 分析や効率化の

推進の必要性をあげ、 十分な減量効果発揮のために必要

な料金設定の必要性を述べている。

　 本研究は、 有料化の有効性を評価し、 廃棄物処理費用

を分析し、望ま しい廃棄物政策のあ り 方を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 日本の自治体レベルの廃棄物事業のデータ

を用いて、 DEA アプローチによ り 、 事業の費用効率性を

推計し、 技術選択が事業の費用効率性にどのよ う に影響

を及ぼし ているかを分析し た。 得られた主要な結論は以

下の通 り 。

（ １ ） 前処理あ り の焼却を採用し ている場合、 費用効率性

を引き上げるが、 連続回転、 焼却灰薬剤処理技術を採用

し た場合、 費用効率性を低下させる｡

（ ２ ）ス ラ ッ ジが 80 ～ 85％の高い水分を含んでいる ため、

前処理あ り の焼却は費用効率性を高める上で、 重要な役

割を果た し ている。

〔備考〕

東京工業大学 ： 島根哲哉

東北大学 ： 馬奈木俊介
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6） 　 分かりやすさ を重視し たマス メ デ ィ ア利用型コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域），米

澤健一

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の現状や因果関係、 不確実性などを正し

く 認識でき る よ う にする ために、 気候未来像の映像 と レ

ク チャーを合わせたセ ミ ナー形式のコ ミ ュ ニケーシ ョ ン

手法の開発を行い、 また、 日本の地域ご と の気候未来像

を用いて、 イ ン ターネ ッ ト など を活用し た、 幅広い地域

で実施可能な コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法の開発 と 評価を行

う 。

〔内容および成果〕

　 推進費の他の課題 と 分担 し、 マ ス メ デ ィ アに よ る コ

ミ ュ ニケーシ ョ ンの効果についての検討、分析を行った。

具体的には、 時系列での日本の一般市民の 「日本で最も

重要な こ と」 「世界で最も重要な こ と」 についての回答率

の集計、 およびマス メ デ ィ ア報道 （テレ ビ、 新聞） の件

数や時間の集計の ２ つを月ご と にま と め、 さ らにその ２

つの時系列データの統計的関連の分析をおこ なった も の

であ る。 その結果、 「環境」 に関する回答率、 および気候

変動に関する記事や報道の件数について、 マス メ デ ィ ア

報道の前の月か ら の変化分 （増分 ・ 減少分） が有意に回

答率の変化に関連する こ と、 また新聞が回答率の変化に

先行し てお り 、 テレ ビ報道は新聞に若干遅れて変動をす

る こ と などが明らかになった。

〔備考〕

課題代表者 　 神奈川大学 　 松本安生

7） 　 低炭素型都市づ く り施策の効果と その評価に関する

研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA007

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Shobhakar Dhakal， Likhvar Victoria， 雷蕾

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 具体的な都市を想定し、 低炭素社会実現のため

に導入可能な施策を提示する と と も に、 それら施策を導

入し た場合の効果を明ら かにする。 また、 地球温暖化防

止計画を策定する自治体の温暖化政策の確立のため、 評

価手法を体系化し、 データベースづ く り 、 解析手法の標

準化を行い、 削減目標 ・ シナ リ オ ・ ロー ド マ ッ プの合意

形成 ・ 政策運営の方法を示す。 サブテーマ ３ 「都市類型

と エネルギー消費 ・ GHG 排出量の関係に関する研究」 を

分担する。

〔内容および成果〕

(1) 海外における低炭素型都市政策の う ち、自然条件を活

用し た事例を収集 ・ 分析し た結果、 土地利用や街区構造

と いった都市的な施策は （再生エネルギー ・ 高効率機器

導入に く らべて） 十分に普及し ていない こ と が明ら か と

なった。

(2) 空調エネルギー消費量を最適化する街区形態と し て、

中国の中緯度における内陸地域では夏季対策 （日射遮蔽）

の重視、 沿海地域では落葉樹の導入によ る夏季の日射遮

蔽と冬季の太陽熱利用の両立を提案し た。

(3) 日本と韓国以外のアジア諸国では、都市行政当局が現

実的な対気候変動政策を実施する かわ り に、 大気汚染、

輸送、 エネルギー効率などの共通利益を利用し、 その気

候変動対策を合理化し ている こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 吉田友紀子 （名古屋大学）

課題全体の代表者は井村秀文 （名古屋大学）。 一 ノ瀬はサ

ブテーマ 3 「都市類型と エネルギー消費 ・ GHG 排出量の

関係に関する研究」 の代表者。

8） 　 中国における ク リ マア ト ラスを通じ た都市熱環境配

慮型都市開発の実現

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD007

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 我が国と体制 ・ 制度 ・ 自然条件の異なる中国の

都市において、 制度的有利性に依拠し た形での、 新たな

都市開発の方向性を模索し、 その成果を我が国をはじめ

と する世界各国の都市開発の現場へ と 還元し よ う と する

も のであ る。 本研究では、 中国の都市を対象 と し た ク リ

マア ト ラ ス ワーク シ ョ ッ プを実施し、 都市の熱環境の悪

化防止、 あ るいは改善を実現する よ う な都市計画、 さ ら

には都市開発が具体の都市において実現する こ と をめざ

す。

〔内容および成果〕

　 華中科技大学と 共同で、 武漢の長江両岸地区（ 武昌と

漢口） において再開発が想定さ れる 地域を対象に、 夏季

と 冬季の集中気象観測、 なら びに街区ス ケールの気流等

に関する 数値計算を 行っ た。 観測から は、 河道上の風速

が強ま る のと 連動し 、直交する 街路上の風速が強ま り 、同

期し て気温の変動が生じ ている こ と が示さ れた。ま た、河
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道に空気が引き 込ま れる ケース と 河道から 空気が吐き 出

さ れる ケース が存在し ている こ と も 明ら かになっ た。 さ

ら に、 数値計算や野外観測の結果にも と づき 、 ま ちづく

り ワ ーク ショ ッ プを 開催し 、「 ヒ ート アイ ラ ンド 緩和策」

を盛り 込んだ市街地の整備プラ ンなどの提案を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 花木啓祐 （東京大学）、 泉岳樹 （首都大学東

京）、 平成 15 ～ 18 年度 （2003 ～ 2006 年度） 科研費にて

関連課題を実施。

9） 　 温暖化対策にかかる リ スク コ ミ ュニケーシ ョ ン手法

の検討および地域温暖化対策への適用

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0811AE001

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域），米

澤健一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 気候変動に関わ る リ ス ク が顕在化 し つつあ る

中で、 一般市民が対応行動を取る必要も出て き た こ と に

鑑み、 気候変動問題に関わる リ ス ク についていかに効果

的にコ ミ ュ ニケーシ ョ ンを行 う かについての調査分析が

必要 と なって き た。 本課題は、 適応策、 緩和策の様々な

側面から その実際の適用について調査検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動 リ ス ク についての コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンの レ

ビ ューを行った。 コ ミ ュ ニケーシ ョ ンのあ り 方 と し て、

従来のキ ャ ンペーンな どはいわゆ る欠如モデル （deficit

model） を前提に行われる こ と が多いが、 それでは有効な

コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンにな ら ないケース が多い こ と な ど

が、 最近の論文では共通し て指摘されている。 し たがっ

て、 ボ ト ムア ッ プのコ ミ ュ ニケーシ ョ ンを組み合わせて

の手法が様々に提案されている。また、コ ミ ュニケーシ ョ

ンのチ ャ ンネルに よ っ て も、 その効果は異なっ てお り 、

有効な コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンのためには、 コ ミ ュ ニ ケー

シ ョ ンの目的 と 内容によ ってチャ ンネルを使い分け る必

要があ る こ と などが指摘されている。 さ ら に、 情報源に

対する信頼も重要であ る。

〔備考〕

10） 　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0813CD001

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域），米

澤健一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究の全体の目的は、 農村空間の多目的利用

構造を生かし て、 活力あ る地域社会を形成する ために必

要な農村の再建のための制度改革の姿を地域計画論的総

合研究によ ってあ き らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 新潟県十日町での農地の改廃 と 改廃後の自

然へ戻す動きについて、 現地での ヒ ア リ ング と GIS デー

タ を用いての分析を行い、 さ ら に、 現地の人々の年代別

コ フ ォー ト と あわせた将来の動向についてのシナ リ オ分

析を行った。

〔備考〕

（研究代表者） 東京大学大学院農学生命科学研究科 　 教授

　 生源寺眞一

11） 　 都市の温熱環境マ ッ プ作成に関する研究

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0910AH001

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 長野市を対象に、 温熱環境指標に必要な気象要

素などの分布を測定する方法を開発し、 温熱環境マ ッ プ

の作成を試みる。

〔内容および成果〕

　 数値計算が困難であ る グ ローブ温度推定手法の開発の

ため、 観測データ と 気候モデルを用いた再現シ ミ ュ レー

シ ョ ンを行った。最高気温が 30 ℃を超え る ９ 月初旬の無

降水期間において、 グ ローブ温度 と と も に気温、 湿度、

風、 放射など を同時に測定し、 それら の気象要素か ら グ

ローブ温度を推定する ための重回帰モデルを作成し た。

気温、 風速、 日射量、 地表面温度が有意な従属変数 と し

て選択された。 一方、 長野市において気候モデルを利用

し、 観測された気温分布の再現シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施

し た。 日中に関し てはあ る程度再現が可能であった。

〔備考〕

研究代表者 ： 浜田崇 （長野県環境保全研究所） 平成 15 ～

17 年度（2003 ～ 2005 年度）文科―科研費 と し て関連課題

を実施。 2002 年度まで と 2006 年度以降は地方環境研 と

の共同研究と し て実施。

12） 　 ベイ ジア ンアプ ローチに基づ く イ ン フ ラ ス ト ラ ク

チャーの経済評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD007

〔担当者〕 ○宮脇幸治 （社会環境システム研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 ベイ ジアンアプローチに基づ

いた イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャーの経済評価方法を提案し、

その実証研究を行 う こ と です。 イ ンフ ラ ス ト ラ ク チャー

は、 日本を始め と する先進国のみな らず途上国の経済発

展において も重要な位置を占めています。 その経済評価

を適切に行 う ためには、 規制や建設計画、 空間的相関等

の様々な要因を考慮する必要があ り ますが、 従来の研究

では こ れ ら の要因を単純化 も し く は考慮せずに分析を

行ってき ま し た。しかし、本研究ではベイ ジアンアプロー

チを用いる こ と で、 これら の要因を適切に考慮し た経済

評価を行え る と考えています。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年度は、 以下の 2 つの研究を行いま し た。 第一

に都市ガスの消費行動の実証分析を開始し ま し た。 前年

度に研究を行った経済モデル、 推定手法及び整理された

データ を用いて日本の都市ガス需要関数の推定を行 う と

と も に、 価格体系の変化が経済厚生に与え る影響につい

て分析を行 う 枠組みの開発を行いま し た。 また、 推定手

法に関し て、 特殊な不等式関係を用いる こ と によ り 、 よ

り 精度の高い推定が行え る よ う に改善を を施し ま し た。

第二に長期間に渡る イ ン フ ラ ス ト ラ クチャーの経済評価

に関し て、実証分析に必要なデータ収集を行 う と と もに、

前年度に構築し た経済モデルを用いて実証分析を開始し

ま し た。

〔備考〕

13） 　 地球温暖化適応策 （洪水対策） の費用便益分析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE008

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域），日引聡

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 我が国では、 これまでも継続し て治水対策が強

化されて き たが、 これか らは、 既存の治水対策に地球温

暖化適応策の観点を取 り 入れてい く 必要があ る。 本研究

では、洪水 リ ス ク がも た ら し ている社会的費用を計測し、

温暖化によ る期待被害額の推計を洪水について行 う 。 推

計結果に基づいて、 米 ・ 仏に見られる政府主導の洪水保

険制度 ・ 雨水浸透施設導入のための自治体によ る助成制

度 ・ ハザー ド マ ッ プ公開によ る不動産価値低下の可能性

と 地主への補償など、 ソ フ ト 面の対策の導入について検

討する。

〔内容および成果〕

　 東京 23 区における、洪水ハザード マ ッ プに掲載されて

いる予想浸水区域に含まれる地域 と、 含まれない地域の

地価をヘ ド ニ ッ ク アプローチによ って比較し た。 浸水 リ

ス ク以外にも、 地価に影響を及ぼす住環境要因は、 た と

えば、 地積、 建蔽率、 容積率、 23 区ダ ミ ー、 鉄道の沿線

ダ ミ ー、 用途区分ダ ミ ー、 最寄 り 駅までの距離、 都心ま

での時間距離 と い う よ う に多 く 存在するが、 これら の住

環境の条件を一定 と し て、 浸水 リ ス ク の有無によ ってど

れだけ地価が低下し てい る のかを計測し た。 その結果、

浸水 リ ス ク のあ る土地では、 浸水 リ ス ク のない土地に比

べて、 地価が約 ３ ％低下し ている こ と がわかった。 こ の

値は第一種低層住居専用地域の も のであ り 、 用途区分に

よ って浸水 リ ス ク によ る地価の低下の度合いは異な る結

果 と なった。 工業地域や他の住居地域では、 これよ り も

大き く 低下し、商業地域では、低下の度合いが小さ く なっ

た。 これは、 用途によ って浸水に遭った場合の被害の大

き さ が異なる、すなわち、土地の収益性が用途区分によ っ

て異な る こ と を反映 し てい る ため と 考え る こ と がで き

る。 そのため、 土地の用途、 利用者 （市民か企業か） に

応じ た きめ細かな制度設計を し た上で、 治水対策を行っ

てい く こ と が求められる と言え る。

〔備考〕

共同研究者 ： 日引 聡 （社会環境システム研究領域 環境経

済 ・ 政策研究室）

14） 　 低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA004

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域） ， 松

橋啓介， 加藤秀樹， 米澤健一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低炭素社会に向けた低炭素型の交通シ ス テ ム

の実現を目指し て、 低炭素型車両の導入によ る CO2 削減

策の視点か ら研究を行 う 。 短期的削減策 と し て、 低炭素

型車両の普及 と 開発を よ り 確実 と する ため、 販売される

車両の実使用状態での CO2 排出量の評価を行い、 信頼性

の高い数値の 「見え る化」 を行 う 。 短中期的削減策 と し

て、 電動車両の家庭等での充電設備の具体的整備につい

て、 実現可能性の高い方法を明ら かにする。 中長期的削

減策と し て、 パーソナルモビ リ テ ィ と LRT 等の組み合わ

せに よ る 次世代型交通シ ス テ ムについて多面的に評価

し、 地域特性に応じ た実現可能性の高い提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度行った軽乗用車や小型乗用車の 14 台に続き、普

通乗用車や １ BOX 車等の市販車 10 台に対し て、 よ り 実

利用に近い走行モー ド を使ったシ ャ シーダ イナモ試験に

よ り CO2 排出量を計測し、 前年度の結果 と併せて公表し
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た。 つ く ば市周辺居住者の 18 台の （軽） 乗用車の長期実

利用データ を も と に最新の電動車両 （電気自動車、 プ ラ

グ イ ンハイブ リ ッ ド車） について利用可能性を試算し た。

また、 多様な移動 ・ 交通手段に関し て、 その原単位に影

響を与え る乗車人数、 移動速度等を考慮し たエネルギー

やCO2等の排出原単位データベース を整備する と と もに、

今後現出するだろ う 移動 ・ 交通手段の性能推定ツールを

含む、 地域特性を考慮し た移動 ・ 交通手段の変更によ る

CO2 削減量試算ツールを構築、 ケース ス タデ ィ を実施し

た。

〔備考〕

サブテーマ (1)(3) の複数課題の予算

経済産業省独立行政法人産業技術総合研究所 と の共同研

究 （サブテーマ (2))

15） 　 日本における環境政策 と経済の関係を統合的に分

析 ・ 評価するための経済モデルの作成

〔区分名〕 その他研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BX001

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 人口 ・ 資源価格 ・ 世界経済などの社会情勢の変

化やそれを踏ま えた環境政策が経済活動に与え る 影響

と、 経済活動が環境に与え る影響を相互に評価でき る環

境統合型経済モデルの構築を目的 と する。 本研究の基礎

と な る経済モデルは計量経済モデル と 応用一般均衡モデ

ルであ るが、 それら を統合し たハイブ リ ッ ト 型モデルを

構築する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 マ イ ク ロデータに基づいて、 首都圏のエネ

ルギー関連機器の所有状況を把握する と と も に、 エネル

ギー使用の要因を分析し た。 本分析によ り 、 以下の こ と

が明らか と なった。

　 第一に、 電気製品 ・ 自動車の寿命は長 く 、 電気冷蔵庫

と エア コ ンの 30％以上が 2000 年以前から使用されてお

り 、自動車も 2000 年以前から使用されている ものが多 く

存在する。 そのため、 エコ ポ イ ン ト を継続する こ と、 電

気料金やガ ソ リ ン費用の引き上げを し て、 買い替え促進

のイ ンセンテ ィ ブを付与する こ と が必要であ る。 と く に

暖房器具の選択に関し て言えば、 住んでいる住宅の設備

に大 き く 左右 さ れ る ため、 住宅の設備 と 併せた対策を

打ってい く こ と が必要であ る。

　 第二に、 省エネルギーの観点か らすれば、 戸建よ り も

集合住宅の方が優れている と 言え る。 今後も集合住宅が

増加し てい く 傾向にあ る と 考え られるが、 さ ら な る移行

推奨が必要であ る と 同時に、 集合住宅向けの高効率給湯

機器の充実が求められる。 電気の平均費用は契約によ っ

て大き く 異な る こ と や、 新しい電気製品に買い替え る た

めの費用 と、 それによ り 節約される電気代 ・ ガス代を家

庭ご と に把握する ため、 省エネ診断士のよ う なア ド バイ

ザーが必要であ る と言える。

　 第三に、 高断熱住宅の普及状況は、 築 ５ 年未満の住宅

での採用率が高いが、 省エネになっているかど う かは明

確ではない。 また、 住宅断熱 ・ 二重サ ッ シ ・ 複層ガ ラ ス

改装の導入意欲は低 く 、 高効率給湯機への補助 と 組み合

わせる方法では、 失敗する可能性があ る。

〔備考〕

課題代表者 ： 伴 金美 （大阪大学）

16） 　 温暖化対策と のコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 花

岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 統合評価モデルであ る AIM を使用し、サブテー

マ １ で推計される最新のイ ンベン ト リ 情報を踏まえ る と

と も に、 サブテーマ ２ と 連携し て、 地球環境研究総合推

進費 A-0808 で分析されている IPCC 第 ５ 次評価報告書に

向けて検討されている温暖化対策シオ リ オや地球環境研

究総合推進費 S-6 のアジアの低炭素社会シナ リ オをベー

スに、 社会経済活動及び総合的な大気汚染物質削減シナ

リ オを策定し、 サブテーマ １ の詳細な排出量予測に資す

る 2050 年頃までのデータ を作成し、 提供する。 総合的な

大気汚染物質削減シナ リ オでは、 大気汚染対策の実施に

よ る温暖化対策へのコベネフ ィ ッ ト （大気汚染対策によ

る温室効果ガス削減効果） について も定量的に評価する。

〔内容および成果〕

　 温暖化対策と し て想定し ている 2050年の温室効果ガス

排出量を 1990年比半減させる シナ リ オに対応し た大気汚

染物質排出シナ リ オの作成を行った。 その結果、 硫黄酸

化物や窒素酸化物など化石燃料を主た る起因 と する排出

については、 半減以上の大幅な効果がみられる一方、 バ

イオマス燃焼を起源と する ガスの排出については、 バイ

オマス燃料の増加に伴って削減効果は比較的小さ い こ と

が明らか と なった。

　 また、 他のサブテーマ と の連携を目的 と し たモデル改

良を行い、 特に、 部門別の大気汚染物質削減技術を評価

する こ と ができ る よ う になった。
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〔備考〕

S-7 のテーマ代表は、 大原利眞室長 （アジア） であ る。

17） 　 環境評価に関わる移流拡散問題のシ ミ ュ レーシ ョ

ン手法に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE006

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境問題における現象解明研究において、 物理

的 ・ 化学的に定式化された現象の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン

が有効であ る場合が多い。 本研究では移流拡散問題 と し

て定式化される問題に対する高精度で効率的な数値計算

手法の開発を目的 と する。 計算の効率性 と い う 要請か ら

は、 いわゆる陽的解法が望ま し く 、 精度の向上 と 言 う 要

請からは空間分解能に関し て 3次以上の精度が望ま しい。

本研究では格子ボルツマン法の考え方を拡張し た上記の

条件を満たす手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 移流拡散現象の数値シ ミ ュ レーシ ョ ンのための高精度

数値解析手法を格子ボルツマン法を用いて開発し た。

(1) 移流速度を考慮し ない純粋な拡散現象のシ ミ ュ レー

シ ョ ン手法 と し て空間分割に関し て ４ 次の精度を有する

数値計算手法を開発し た。 また、 こ の手法は １ 次元問題

については無条件で安定な数値解を与え る こ と を理論的

に証明し た。

(2)移流速度を考慮し た移流拡散問題のシ ミ ュ レーシ ョ ン

手法を開発し た。 精度向上のためにい く つかの自由パラ

メ ータ を導入し、 既存の手法よ り も計算容量、 計算時間

の面で効率的な手法を構成し た。 理論解析を行い安定で

精度の良い解を生成する ための自由パラ メ ータ間の条件

を導いた。

〔備考〕

18） 　 中国と先進国の国際協調政策に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE007

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温暖化問題解決のためには、 途上国の温室効果

ガ ス排出量をいかに削減 し てい く かが中心的な課題 と

なっている。 その際、 先進国 と 途上国の限界削減費用の

違いを利用する こ と と、 先進国の技術力 と 資金力を以て

途上国を協調合意へ誘導する こ と が解決策 と し て提案さ

れている。 本研究では、 中国 と 先進国間のエネルギー分

野を中心 と し た環境協力の可能性を明ら かにし、 中国で

効果的な温室効果ガス排出削減を進める ための方策につ

いて明らかにする。

〔内容および成果〕

　 中国は、沿岸部と 内陸部の地域間格差の是正や、石炭の

燃焼によ る 大気汚染などが社会問題と なっている 。こ う し

た問題を解決する ため、西部大開発と いう 国家プロ ジェ ク

ト を実行し ている 。西部大開発の目玉の１ つに中国西部か

ら 東部へのガス パイ プラ イ ン建設プロ ジェ ク ト である 。こ

う し た中国の動き を先進諸国が後押し する こ と は、中国の

エネルギー効率・ 二酸化炭素排出の改善につながる ため、

気候変動対策には非常に有効である と 考えら れる 。本研究

では、中国の多地域動学応用一般均衡モデルを開発し 、中

国における 燃料転換と 地域間格差の是正をも たら す政策

の効果を分析する 。エネルギーの相対価格の果たす役割に

注目する 。分析結果から 、西部のガス 田開発に投資する こ

と で、エネルギー集約度の改善と 同時に地域間格差の是正

の可能性がある こ と が示さ れた。

〔備考〕

19） 　 低炭素社会地域づ く りのための施策検討

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1010MA001

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究領域） ， 米

澤健一， 有賀敏典

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低炭素社会に向けて、 地域づ く り の計画が重要

であ る。 地域づ く り の計画を評価する ために用いる土地

利用－交通均衡モデルに導入する ための施策を抽出する

こ と を目的 と する。 特に、 中長期的に二酸化炭素削減効

果が大き く 、 地域特性に合致し てお り 、 実現可能性が高

いこ と が重要であ る。

〔内容および成果〕

　 五歳階級別 メ ッ シ ュ人口の推移を分析し た結果を踏ま

えて、 二酸化炭素削減効果が大き く 、 実現可能性が高い

交通施策を検討し た。 水俣市におけ る肥薩おれんじ鉄道

への駅設置に よ る 都市内輸送の鉄道転換施策について

は、 高齢者によ る駅へのア ク セス性を向上させる こ と で

鉄道転換を促進する こ と が可能であ り 、 シニアカーや電

動車椅子の利用を容易にする施策の同時導入が重要であ

る こ と を指摘し た。

〔備考〕

（株） 価値総合研究所 と 共同で実施する環境省 「平成 22

年度低炭素社会地域づ く り のための施策検討調査業務」

の一環であ る。
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20） 　 温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分

析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE007

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 温暖化問題を防止する ためには、 成長著しいア

ジア諸国の温室効果ガス排出量を どのよ う にコ ン ト ロー

ル し てい く かが重要なポ イ ン ト と な っ てい る。 エネル

ギー ・ 経済モデルは、 経済成長 と エネルギー利用、 温室

効果ガスの排出経路を分析する ための有用なツールであ

るが、 アジア諸国に焦点を当てたモデル分析は不足し て

いる。 本研究では、 各国の研究機関で開発された温暖化

防止のためのモデル比較プ ロ ジ ェ ク ト （Asian Modeling

Exercise） への参加を通し て、 アジアの経済発展 と温暖化

対策に関する分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 CCS や原子力発電、 その他のエネルギー関連技術がい

つどれだけ利用可能にな るか、 どれ く らいの早さ で普及

するかによ って、 将来にわた る温暖化対策費用の大き さ

は大き く 変わ り 得る。 そ こ で本年度は、 エネルギー関連

技術に関する想定を変化させた場合に、 政策評価の結果

がど の程度変化 し う る のかを シ ミ ュ レーシ ョ ン分析 し

た。た と えば、原子力発電の増設ができ ない場合、550ppm

安定化目標を達成する ための炭素価格 （二酸化炭素の限

界削減費用） は、 増設が認める場合の ２ 倍 と なった。 原

子力発電に代わるエネルギーは国によ って異な る結果 と

なった。 これは、 エネルギー間の利用コ ス ト が国によ っ

て異な る こ と に起因し ている。 日本では石炭 と 石油、 イ

ン ド ではガスの使用が増え る結果と なった。

　 2011 年度には、 その他のエネルギー関連技術 （CCS、

AEEI） に関する想定を変化させながら、 アジアにおける

低炭素社会実現のための政策コ ス ト を評価する。

〔備考〕

21） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究領域） ， 亀

山康子， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 アジア太平洋地域は気候変動に対 し て最 も 脆

弱な地域の一つであ り 、 今世紀中に急速な人口増加 と 経

済開発が進む結果、 気候変動に対する脆弱性は一層増大

かつ複雑化する と 懸念される。 また、 政策立案 ・ 実行面

で も、 適応策の効果を評価する実践的方法の確立が強 く

望まれている。 以上の国際的背景をふまえて、 本研究で

は、 (1) 国際的な適応政策の現状の把握、 (2) 気候変動に

対する脆弱性 ・ 影響 ・ 適応効果評価指標の開発、 (3) その

検証のためにアジアの ２ つのデルタ ( メ コ ン、 ガンジス )

における ケース ス タデ ィ の実施、 (4) 研究 ・ 教育 ・ 政策検

討の国際的ネ ッ ト ワーク に向けた発信を目指す。

〔内容および成果〕

　 次期枠組み交渉におけ る適応関連の交渉経緯、 主要先

進国及びアジアの最後発発展途上国 （LDC） の適応計画

の内容につき、 課題を明らかにする こ と を目的と し た。

　 主な成果は、 以下の ２ 点であ る。 (1) 適応関連事項の主

要国のポジシ ョ ン と カン ク ン合意の内容 と を比較し た結

果、 争点のほ と んどで途上国の主張が通ってい る こ と、

制度の詳細部分は今後の交渉に委ねられている こ と が明

ら かになった。 (2) アジアの LDC の国家適応行動計画

（NAPA） の比較分析の結果、 優先プロ ジェ ク ト のみの費

用を合計し て も LDC 基金の規模を大幅に上回る こ と、計

画の詳細さ に国によ って相当な差がみられる こ と、 プロ

ジ ェ ク ト 費用の算定方法や優先プロ ジ ェ ク ト の抽出方法

に共通性が見られない こ と 等が課題 と し て浮かび上がっ

た。

〔備考〕

22） 　 モバイルテ ク ノ ロジーを応用し た新し い都市環境

モニ タ リ ングシステムの研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD008

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 都市の街区ス ケールにおけ る モバ イ ルテ ク ノ

ロ ジーを応用し た リ アルタ イ ムの大気 ・ 熱環境データの

収集 ・ 空間分布表示シス テムの構築を行い、 国内外の複

数の都市におけ る運用を試みる。 また、 屋外快適性を高

める ための街区や建築のデザイ ンを属地的に実現する た

めの基礎データ と し て、 こ のよ う な高空間解像度の環境

情報データベース を、 高時間解像度で構築する。 さ らに

屋外温熱環境に限らず、 大気汚染濃度や騒音レベル、 磁

場など各種環境要素について も扱 う 対象に含め、 市民参

加型の近隣環境モニタ リ ングシステムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 Android 数台に Bluetooth を イ ン ターフ ェース と し た二
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酸化炭素濃度等のセンサーを組み込み、 WiFi などを経由

し て リ アルタ イ ムに計測データ を位置情報、 時刻情報 と

と も にサーバーに集約する システムを開発し、 東京マ ラ

ソ ンなどの行事におけるデータ取得を試行し た。

〔備考〕

23） 　 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発 と その

応用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD010

〔担当者〕 ○宮脇幸治 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 分位点回帰モデルに対し て、

(1) シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る新たな推定方法の開発、(2) 新

たな分位点回帰モデルの開発、 (3) 現実の経済問題への応

用を行 う こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年度は、分位点回帰モデルに応用するための基

盤的研究 と し て、 パネルデータ を用いた統計的モデル及

びその推定手法の研究を行った。 また研究し た手法を用

いて実証分析を行った。

〔備考〕

本研究は、 神戸大学古澄英男教授を研究代表者 と し、 下

関市立大学森邦恵准教授、 千葉大学各務和彦准教授 と の

共同研究であ る。

化学環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP013

〔代表者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学的な見地に立って環境問題に取 り 組み、 汚

染状況の把握や化学物質の環境動態解明、 さ らには環境、

生態系、 生体のシス テム と し ての理解 と その応答の計測

を目的 と し て、 新たな計測技術や環境モニ タ リ ング手法

の開発、 既存の分析法の高度化、 体系化 と その応用に関

する研究を行 う 。 有機汚染物質分析の高度化、 無機汚染

物質の高度化、 汚染の時空間的監視手法の高度化、 並び

に汚染への曝露応答の分析手法の高度化をそれぞれ目的

と する有機環境計測研究室、 無機環境計測研究室、 動態

化学研究室、 生体計測研究室の ４ 研究室に分かれて、 環

境 Chemometrics の高度化、 並びに環境分析手法のシステ

ム化を目指し て研究活動を進める。

〔内容および成果〕

　 領域プロ ジェ ク ト と し て、 有機汚染物質の網羅的分析

手法の開発、 温暖化によ る陸域炭素循環変化の分析手法

開発、 光化学オキシダン ト 長距離輸送の観測研究の ３ つ

の特別研究が進められ、 それぞれ成果をあげて原著論文

の公表や学会発表等が進められた。 さ らに、 温暖化に対

する海洋や陸域の応答を分析的に明ら かにし てい く 環境

研究総合推進費課題 ２ 課題、 科研費課題などの外部競争

的資金研究が今年度か ら開始され、 基礎的な情報の蓄積

が進め られた。 その他、 大気微粒子中の有機成分の解析

や放射性炭素同位体測定によ る発生源の推定に関する研

究、 海洋起源ハロ カーボンの生成 メ カニズムの解明のた

めの観測研究、 熱帯 ・ 亜熱帯生態系によ るオゾン層破壊

物質の発生に関する研究、高磁場 MRI によ る脳内鉄分布

の測定手法の開発、 動物行動試験を使った化学物質の中

枢神経系への影響解析手法の開発、 ジフ ェ ニルアルシン

酸の毒性研究、 フ ッ素系界面活性剤汚染に関する自治体

機関 と の共同研究、 生体中化学物質や鉛などの分析手法

開発に関する研究などが進められ、それぞれ成果を得た。

(2)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の

微量有機汚染物質の網羅分析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG005

〔担当者〕 ○橋本俊次 （化学環境研究領域），高澤嘉一，伏

見暁洋，田邊潔，柴田康行，櫻井健郎，渡部真文

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質に よ る環境汚染の広が り に対応する

ために、 有機ハロゲン系化合物等を高精細に分離し なが

ら網羅的かつ選択的に検出する こ と で物質の検索 と 同定

を容易にする方法 と、 選択し た物質を一斉に高感度 ・ 高

精度･迅速に定量する方法を開発する。高精細な分離には

極めて高い分離能が得られる GC×GC 法を、 網羅的かつ

選択的高感度検出には最新鋭の MS/MS と HRTOFMS を

用い、 これら を組合わせた先端的次世代分析を開拓する。

〔内容および成果〕

　 有機ハロ ゲン系化合物の網羅的検出の試み と し て、 多

次元ガス ク ロマ ト グ ラ フ （GC×GC） と タ ンデム型質量分

析計 （MS/MS） を組み合わせた分析法を開発し、 フ ラ イ

ア ッ シ ュ、 土壌、 底質などの環境試料中のハロゲン基の

ニ ュー ト ラルロ ス測定行い、 多数の塩素系化合物、 臭素

系化合物、フ ッ素系化合物 とみられる ピーク を検出し た。

PCB、 ダ イオキシン類、 その他の POPs の混合標準物質の

比較測定によ り 、 それらの一部の保持時間は PCB やダ イ

オキシン類 と 重な る こ と が確認でき た。 さ らに、 多 く の

未知成分の存在が ２ 次元 ク ロ マ ト グ ラ ム上で確認 さ れ

た。 しかし ながら、 ヒ ト の尿からは、 を GC×GC- 高分解
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能飛行時間型質量分析計 （HRTOFMS） で測定し た場合に

は 3,000 を超え る ピー ク が検出さ れたに も かかわ らず、

GC×GC-MS/MS によ るニュー ト ラルロ ス測定では装置の

感度不足のため有機ハ ロ ゲ ン化合物は検出 さ れなかっ

た。

〔備考〕

GC×GC-MS/MS のデータ表示 ・ 解析ソ フ ト ウ ェ アの開発

を、 ゲステル、 Zoex、 GCImage と共同し て行 う 。

2） 　 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水

温決定に関する同位体地球化学的検討

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD014

〔担当者〕 ○近藤美由紀 （化学環境研究領域）， 内田昌男

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 堆積物に保存されている海洋性古細菌 （マ リ ン

ク レ ンアーキオータ） 細胞膜脂質 （GDGTs） を用いた水

温 （TEX86） 復元プロ キシーの実用化をめざすため、 堆

積物コ アを採取する現場海域におけ る GDGTs を作る マ

リ ン ク レ ンアーキオータのバイオマス量の水深分布やク

レ ンアーキオータの起源について明ら かにする。 すなわ

ち、堆積物コ アに保存される GDGTs がどの水深に生息す

る ク レ ンアーキオータであ るのかを解明する。 具体的に

は、北西太平洋域において CTD によ る様々な深度での大

量採水を実施し、 現場海域におけ るマ リ ン ク レ ンアーキ

オータの微生物生態学的情報 （バイオマス量の把握） と

各深度における TEX86 を計算する際に使用する GDGTs

の組成、 存在量について調査を行 う 予定であ る。 これに

よ り 、堆積物に保存されている GDGTs から求められる水

温 （TEX86） がどの水深を反映し ているのか特定する。 さ

ら に現場海域の表層堆積物について も同様の調査を行 う

も の と する。 最終的に、 こ れら の GDGTs の自然レベル

14C 存在量 （以下、 Δ14C） と海水中 DIC、 DOC、 POC の

Δ14C の比較から、 現場海域各深度における GDGTs の炭

素源 を 明 ら か に し、 堆積物に記録 さ れ GDGTs 水温

（TEX86） の有効性を確認する。

〔内容および成果〕

　 本申請研究では、 CTD によ る現場海域における大量採

水を実施し、 水深ご と の ク レ ンアーキオータの系統解析

と GDGTs と各深度別の DIC サンプルの Δ14C 測定を行 う

こ と によ り こ の問題についての答えを得たい。今年度は、

GDGTs 抽出法の検討のため、 海洋深層水取水施設で実施

し た 10万 リ ッ ト ルまでの大量濾過によ り 採取された試料

（ メ ンブレ ンフ ィ ルター） を用いて GDGTs 回収量の検討

を行った。 大量濾過では、 1um から 0.2um サイ ズのフ ィ

ルターによ り 回収された。 それぞれのフ ィ ルターか ら抽

出し た GDGTs 量は、 1um サイ ズがも っ と も多 く 、 微生物

のサイ ズ と予想される (0.2 ～ 0.5um） よ り も大きいサイ

ズの粒状物にGDGTs脂質の多 く が補足されている こ と が

明らか と なった。本結果は、今後採取に用いる フ ィ ルター

サイ ズを決定する上で重要な知見と いえ る。

〔備考〕

(2)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため

の計測手法に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE413

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域），柴田康行，田

中敦， 内田昌男， 武内章記

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境や生体中におけ る有害物質や元素の動態

を解明し た り 、 その毒性など を評価する ためには、 様々

な元素の存在状態 （化学形態） と 試料中におけ るその分

布状態 （局所的分布や蓄積部位） に関する情報が重要で

あ る。 また、 元素の同位体比は、 元素や化学物質の起源

を探 り 、 環境動態を追跡し、 生態系におけ る汚染物質の

蓄積を解明する上で重要な手がか り を与えて く れる。 本

研究では、 こ のよ う な測定を行 う ために必要 と される多

種類の分析法、 計測手法 （質量分析法、 分光分析法、 ク

ロ マ ト グ ラ フ法など） の開発や改良、 また複数の分析法

の組み合わせなどによ る計測手法の高度化を目指す。

〔内容および成果〕

　 マルチ コ レ ク タ ー型誘導結合プ ラ ズ マ質量分析法

（MC-ICPMS） を用いた鉱物や生物などの環境試料中の水

銀同位体比高精度計測法を確立する ため、 試料前処理法

や測定条件の検討を開始し た。 また、 顕微蛍光 Ｘ 線分析

法 （Micro-XRF） や粉末 Ｘ 線回折法 （XRD） を用いた粒

子状物質の局所分析、 状態分析を実施し、 電気掃除機で

集められた一般家庭の室内の埃 （室内塵） の中に含まれ

る鉛含有粒子の特定を行った。

〔備考〕

2） 　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト への応用

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE416

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域），渡邉英宏，高

屋展宏

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 無侵襲で生体の解剖学的構造や、 代謝、 機能発
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現を計測する こ と が可能な高磁場 MRI 法の測定 ・ 解析手

法の開発 と 高度化を目的 と する。 また、 開発し た方法を

用いて、 ヒ ト の健康に関わる指標のモニ タ リ ングや実験

動物の環境負荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳の形態情報の蓄積を 300 件まで進めた。 最初に

測定を行ってから ５ 年を経過し た被験者の測定を 14件に

ついて実施し、 ５ 年前後の比較を行った。 こ の結果は多

年代被験者の灰白質、 白質で見られる経年変化を概ね再

現し ているが、 例数が少な く 有意の解析は行 う にはさ ら

に測定例を増やす必要があ る。 しかし、 コ レジス ト レー

ト 処理を行っ た ５ 年前後の画像の相同性は き わめて高

く 、 測定の再現性は高いこ と を確認でき た。

〔備考〕

3） 　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の

体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE444

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが、 その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種行動を指標 とする行動試験法の有用性を検

討し、 化学物質の中枢影響をでき るだけ迅速に、 そ し て

的確な評価を下すためのシステム （体系） の構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 Y字型迷路を利用し た delayed matching to sample課題の

開発を目指し て検討を行った。 それまでに使用し ていた

型の Y 字型迷路では効率が悪いため、新たな形状の Y 字

型迷路を作成し た。

〔備考〕

4） 　 海洋起源ハロ カーボン類のフ ラ ッ クス と生成過程

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD974

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 大木淳之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋か ら 大気中には多 く のハ ロ カーボン類が

放出されてお り 、 成層圏オゾン破壊や海洋境界層内の対

流圏オゾ ン破壊 ・ エーロ ゾル生成な どに関与し てい る。

本研究では、 大気 ・ 海水中ハロ カーボン分圧の広域観測

を行 う ための技術開発を行って地球規模 ・ 地域規模のハ

ロ カーボンフ ラ ッ ク スに関する知見を得る と 共に、 海洋

におけ るハロ カーボン生成過程を明ら かにし てハロ カー

ボン発生量に対する海水温や栄養塩等の環境要因の影響

を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 2010 年 5 ～ 6 月と 9 ～ 10 月に西部北太平洋の亜熱

帯域において、 船舶によ る海洋観測を実施し た。 気液平

衡器と自動大気濃縮／ GC-MS システムを用いて、表面海

水中の多成分ハロ カーボンの分圧を連続的に測定する と

共に定点においてハロ カーボン濃度の鉛直分布を測定し

た。 亜熱帯海域の混合層 （表面～ 30m 付近） では， ジ

ヨ ー ド メ タ ンは検出されず、 ク ロ ロ ヨ ー ド メ タ ンの濃度

は 0.1 ～ 1.5 pmol l-1 であった。 ジ ヨード メ タ ンの濃度極

大の水深はク ロ ロ フ ィ ル極大層 （100m 付近） と一致し た

が、 ク ロ ロ ヨード メ タ ンは若干浅い水深 （＋ 10 ～ 50m 程

度） に極大を示し た。 海水に太陽光を照射し てハロ カー

ボンの光分解特性を調べる船上実験を行った結果、 ク ロ

ロ ヨード メ タ ンは紫外線 （UV-B） によ り 約 25％ d-1 で分

解し、 ジ ヨード メ タ ンは UV-B によ り 数時間内で 100％、

可視光線によ り 約 25％ d-1 で分解する こ と が分かった。

（ ２ ） 波照間島におけるハロ カーボンモニ タ リ ングの一環

と し て実施し ている海洋起源有機臭素化合物の測定結果

を解析し た。 ジブロモ メ タ ンについては、 冬に最高 （～

1.5 ppt）、 夏に最低 （～ 0.8ppt） と なる正弦波に近い季節

変化を繰 り 返し ている こ と が分かった。

〔備考〕

本研究は、 特定領域研究 「海洋表層 ・ 大気下層間の物質

循環 リ ンケージ」 の研究計画第二班 と し て日本大学 ・ 文

理学部 ・ 橋本伸哉教授、 富山県立大学 ・ 工学部伊藤伸哉

教授と共同で実施する ものであ る。

5） 　 近未来予測のための古海洋学 ： 温暖化に伴 う 気候

モー ド ジャ ンプの可能性

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD975

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 東アジアー北西太平洋域を例

に、 アジア ・ モン スーンの変動 と それに伴 う 偏西風蛇行

モード の変化が、 DOC に象徴される急激な気候変動の増

幅、 伝播にどの様に拘っていたかを検証する と 共に、 間

氷期におけ る現在よ り 温暖な気候モー ド の存在 と その実

態、 制御要因を解明する事にあ る。 そのため、 最終退氷

期以降、 東シナ海、 日本海、 十勝沖、 オホーツ ク海、 ベー

リ ン グ海におけ る 中深層水循環を復元 し、 ア ジ アモ ン
―  136  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
スーン強度変化 と 海洋循環 と の相互作用について解明す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ベー リ ング海陸棚斜面で採取されたピ ス ト

ン コ アについて、 浮遊性 ・ 底生有孔虫、 アルケ ノ ン SST、

TEX86SSTの分析を進めた。最終退氷期の期間に得られた

有孔虫殻の放射性炭素年代測定か ら 復元 さ れたベンチ

レーシ ョ ンの結果は、 グ リ ーン ラ ン ド 氷床において復元

されている急激かつ突然の気候変動記録 と 調和的に変動

し てお り 、 本海域におけ る海洋循環が、 北半球広域の気

候変動 と 関連し ている こ と が明ら か と なった。 またそれ

らのベンチレーシ ョ ンの変動と SST の変動が調和的に変

動し ている こ と がわかった。

〔備考〕

研究代表者 ： 多田隆治 （東京大学 ・ 大学院理学系研究科 ・

教授）

6） 　 生体鉱物形成作用によ り生成し た金属酸化物に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 河川や湖沼な どの水環境中に生息 し てい る微

生物の中には、 金属イオンを酸化や還元し て金属酸化物

を作る も のがいる。 本研究では、 こ の生体鉱物形成作用

（バイオ ミ ネラ リ ゼーシ ョ ン） によ り 生成し たマンガンや

鉄酸化物 （生体鉱物） を表面分析や Ｘ 線回折など様々な

方法で分析し、その構造や化学的特性を調べる と と もに、

水中の金属イオンの吸着や表面反応などによ って、 生体

鉱物形成作用および生物起源の金属酸化物が自然界の中

で果た し ている役割 （環境影響） を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 水中の微生物によ る酸化や還元反応で形成されるマン

ガン酸化物および鉄酸化物 （磁鉄鉱） の生成過程を明ら

かにする ため、 生物起源のマンガン酸化物 と 鉄酸化物の

粉末 Ｘ 線回折分析、 表面積測定を行った。 その結果、 生

物起源金属酸化物の表面積は大き く 様々な イオンなど を

吸着しやすい こ と、 フ ェ リ ハイ ド ラ イ ト の還元反応でで

き る生物起源鉄酸化物では、 フ ェ リ ハイ ド ラ イ ト か ら マ

グヘマ イ ト が形成され、 さ らに磁鉄鉱が生成する こ と が

示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

7） 　 東アジア地域における POPs （残留性有機汚染物質）

の越境汚染と その削減対策に関する研究 　 （ ４ ） スペ

シ メ ンバン ク試料を用いた汚染レベルの時系列変化

の解明

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA008

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ， 田中敦， 高

澤嘉一， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国環研の スペシ メ ンバン ク に保存 さ れてい る

試料など、 汚染の歴史的経緯を記録する環境試料を用い

て、 東アジア地域における過去の POPs 汚染の経緯を明

らかにする。

〔内容および成果〕

　 平成 20 年度、 21 年度に引き続き、 国立環境研究所ス

ペシ メ ンバン ク に保存されていた北太平洋各地点のイ カ

肝臓の POPs 濃度の測定を継続し、 過去の汚染状況の把

握 と ト レ ン ド の解析、 並びに現状の汚染実態解明を進め

た。 ま た、 ベ ト ナム、 タ イ 沿岸で採取 し た イ カ肝臓中

POPs の測定、並びにフ ィ リ ピンの共同研究者が採取し前

処理し た試料溶液の測定を行い、データの解析を進めた。

POPs 農薬類は、北太平洋一帯に広 く 分布し ている様子が

明ら か と なった。 アジアの縁辺に位置する日本近海での

POPs 濃度は、HCH や ト キサフ ェ ンなど、四半世紀の間に

大き く 減少し てお り 、揮発性の高い HCH は特に減少が早

かった。 北太平洋では高緯度地点ほど濃度が高 く 、 他の

POPs と負の相関を示し た。それぞれ発生源（使用エ リ ア）

が異なるにもかかわらず、 HCH 以外はいずれも西部から

東部にむけて漸減する共通の分布を示し た。 物性が近い

ト キサフ ェ ン と比較し て ク ロルデンの比率が東アジア近

海で高いのは、 ク ロルデンのアジア側か ら の負荷がまだ

続いている ためではないか と考え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 森田昌敏教授 （愛媛大学）

8） 　 摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全に

関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC002

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）， 武内章記

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 摩周湖は 1931 年に 41.6m の世界最高の透明度

を記録し た。 摩周湖は国立公園の特別保護地区にあ り 、

集水域に人為的汚濁源はないに も関わらず、 近年の透明

度は長期的な低下傾向を示しつつあ る。 摩周湖は北海道
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を代表する観光資源であ り 、 その透明度の変化に関する

社会的な関心は高い。 本研究は、 物理 ・ 化学 ・ 生物 ・ 地

理的側面か ら、 最新の機器等を活用し て摩周湖の現状を

把握、 解析し、 摩周湖の透明度を規定し ている要因を探

る と と も に、 それを維持、 回復する ための方策について

検討する。

〔内容および成果〕

　 下記共同研究機関など と と も に計 ８ 回の現地観測を実

施し た。 現地観測に加え、 年度当初か ら ２ 深度で ク ロ ロ

フ ィ ル、 濁度、 光量子ロ ガーの係留観測を開始し、 通年

の湖沼観測データ を採取し ている。 分光輝度照度計を利

用し た湖水の光特性についての観測を積み重ねた。 加え

て、 湖に流入する栄養塩類の負荷量の算定のため、 小渓

流水の流量観測 と と も に時系列採水器によ る採水、 分析

を行った。 今夏の観測時の ク ロ ロ フ ィ ルの極大は見られ

なかったが、 透明度は 20m 程度であった。 一方、 春季 ・

秋季循環期の透明度は高かった。 特にプ ラ ン ク ト ン種の

サイ ズの変化が、 光吸収や散乱に影響し ている こ と が明

らかになってき た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境 ・ 地質研究本

部北海道環境科学研究セン ター、 千葉大学、 北見工業大

学、 山梨大学

9） 　 日本人小児の鉛曝露と その健康リ スクに関する研究

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0810KZ001

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）， 瀬山春彦

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界各国で行われた疫学調査によ り 、 比較的低

いレベルの鉛曝露によ って小児の認知機能の発達に悪影

響を及ぼすこ と が判明し た。 しかし、 我が国には小児の

血中鉛濃度、 鉛摂取量や摂取源に関する情報がほ と んど

ない。 小児に対する鉛の リ ス ク評価および リ ス ク マネジ

メ ン ト の材料 と する ための基本的なデータ を得る こ と を

目的 と し、 小児科医の協力を得て、 日本人小児の血中鉛

濃度の参照値を得る。 また、 採血対象者の一部を対象 と

し て、 食物を中心と し た鉛の摂取量 ・ 摂取源調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 協力被験者において採取された食事、 屋外土壌、 室内

じん等の環境試料及び血液試料の分解液中の鉛同位体比

をマルチコ レ ク ターIPC 質量分析計によ って分析し、種々

の血中鉛濃度を示す小児に対する環境か らの鉛曝露の寄

与について検討し た。

〔備考〕

研究プロ グ ラ ム ： 内閣府食品安全委員会 　 食品健康影響

評価技術研究

研究代表者 ： 東京大学大学院新領域創成科学研究科

10） 　 最終氷期海底下 メ タ ンハイ ド レー ト 層の不安定化

と温暖化との関連性解明に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810LA001

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海底下 メ タ ンハ イ ド レー ト の存在が明 ら か と

なっている日本海において、 海底柱状堆積物コ アを採取

し、 有孔虫化石 ・ メ タ ン酸化細菌由来のバイオマーカー

の炭素安定同位体比を分析する。 その結果をふまえ、 北

西太平洋 と 同様に最終氷期におけ る地球規模での急激な

温暖化 と 海底下に存在する メ タ ンハイ ド レー ト の不安定

性と の関連性を解明する。

〔内容および成果〕

　 韓国海洋研究所によ り 日本海Ulleung海盆の水深1500m

で採取されたピ ス ト ン コ ア (06GHSA P6-1) について メ タ

ン酸化細菌のバイオマーカーであ る ジプロプテン量 と そ

の炭素安定同位体比の分析を行った。 日本海 メ タ ンハイ

ド レー ト 層 と 関連し た海洋 メ タ ンサイ クルの変動記録の

復元を行った。

〔備考〕

韓国側研究代表者 ： Sangmin Hyun （韓国海洋研究院 　 海

洋環境 リ ス ク評価部門 ・ 主任研究員）

11） 　 健康的なア ロマ環境創生をめざ し た植物成分の中

枢作用に関する研究

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ス ト レ ス過多等現代の生活環境は悪化 し つづ

けている。 そ こ で、 香 り を活用し て、 健康的な環境を創

造する ための研究を行 う 。 具体的には、 香 り 成分の有効

作用を探索し、 明ら かにする こ と で、 健康的な環境を創

造するのに適し た香 り は何かを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ス コポ ラ ミ ンのマウ ス移所運動活性増加作用を減弱す

る植物精油の探索を行い、 ゼラ ニウ ム等い く つかの精油

にス コポラ ミ ン減弱作用が見いだされた。

〔備考〕
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12） 　 海洋起源ハロ カーボンの生成 メ カ ニズムの解明－

イ ン ド洋～南極海での船上実験－

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF005

〔担当者〕 ○大木淳之 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 22 年度 （2004 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中のハ ロ カーボンは成層圏や対流圏にお

け るオゾン破壊やエア ロ ゾル生成などの大気化学反応に

関与し ている。 海洋はハロ カーボンの重要な発生源であ

るが、 海水中におけ るその生成過程は明ら かでない。 こ

のこ と がハロ カーボンの海洋フ ラ ッ ク スの見積 り に大き

な誤差を生み、 海洋環境の変化がフ ラ ッ ク スに与え る影

響を予測する こ と を困難にし ている。 本研究では熱帯か

ら極域におけ るハロ カーボン生成の海域的な特徴を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　 北西太平洋亜熱帯域 （2010 年 5 ～ 6 月） の表層海水に

太陽光を照射する船上実験を行った。 海水中のジ ヨ ー ド

メ タ ンは紫外線 (UV-A と UV-B) によ り 数時間内で 100％

分解、 可視光線によ り 25％/day の速度で分解し た。 ク ロ

ロ ヨード メ タ ンは UV-B の照射によ り 25％/day で分解し

た。 こ の船上実験の結果 と 海洋モニ タ リ ングの結果を比

較解析し た。 紫外線量の多い夏季は、 海洋混合層で光分

解が卓越し て両化合物の濃度が低 く な る。 一方、 冬季は

光分解速度が低下する こ と、 亜表層に蓄積し た両化合物

が表面付近に も た ら される こ と か ら、 両化合物の表面濃

度が高 く な る こ と が考え られた。 一般的に ヨ ウ素系ハロ

カーボンの表面濃度は、 １ ） 光分解の効率 （太陽光の強

さ と混合層の厚さ）、 ２ ） 亜表層からの供給 （鉛直混合）、

３ ） 植物プラ ン ク ト ンによ る生成量によ り 決ま る こ と が

考え られた。 これら の環境要因が変わる と 海洋から のハ

ロ カーボン フ ラ ッ ク スが変化し て、 大気環境に影響を与

え る可能性があ る。

〔備考〕

関連プロ ジェ ク ト は 「海洋起源ハロ カーボン類のフ ラ ッ

ク ス と 生成過程に関する研究」 （代表 　 横内陽子） であ

る。 　 当関連プロ ジ ェ ク ト では、 大気 と 海洋表面のハロ

カーボン濃度のモニ タ リ ングを実施し てお り ， ハロ カー

ボンの分布に海域的な特徴を発見し た。 その特徴を決定

する要因を観測 と 実験の両面か ら探るのが本提案課題の

位置づけであ る。

13） 　 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物

質のガス交換過程の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD005

〔担当者〕 ○斉藤拓也 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 熱帯林は自然起源のオゾ ン破壊物質であ る塩

化 メ チルや臭化 メ チルの発生源であ るが、 そ こ に生息す

る微生物はそれら の吸収源 と し て作用し ている と 考え ら

れている。 しかし ながら、 従来行われて き た塩化 メ チル

の濃度測定のみか ら、 植物によ る放出 と 微生物等によ る

吸収を区別する こ と は困難であった。 本研究では、 これ

ら を区別する ための安定同位体 ト レーサー法を導入する

こ と で、 熱帯植物の葉か ら の放出に加え、 葉上や土壌中

に生息する微生物によ る塩化 メ チルおよび臭化 メ チルの

吸収量を推定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 マレーシアの熱帯林および西表島の亜熱帯林に生息す

る熱帯 ・ 亜熱帯植物に対し て安定同位体 ト レーサー法を

適用し、 これらの植物によ る塩化 メ チルおよび臭化 メ チ

ルのガス交換速度の測定を行った。 その結果、 主要な塩

化 メ チル放出植物であ る フ タバガキ科樹木が、 単に塩化

メ チルを放出す る だけでな く 、 数～数百 ng/g （dry leaf

weight） /h 程度で吸収し ている こ と が明らか と なった。ま

た、 放出速度に対する吸収速度の割合は、 塩化 メ チルよ

り 臭化 メ チルにおい て大 き く 、 Shorea multiflora や

Dipterocarpus sublamelatus など幾つかの熱帯植物では、 放

出速度 と 吸収速度がほぼバラ ン ス し ている こ と がわかっ

た。

〔備考〕

14） 　 東アジア広域輸送大気エア ロ ゾル中バイ オマス燃

焼起源ブラ ッ ク カーボンの時間変動

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD009

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 東アジア広域越境汚染の下流

域にあ た る 長崎県福江島において大気エア ロ ゾル試料

(PM2.5) を採取し、 燃焼生成炭素系物質であ る ブ ラ ッ ク

カーボン ( 以下、 BC) の 14C 分析を行い、 バイオマス燃焼

起源の BC の時空間変動を明らかにする こ と であ る。 こ

れによ り 、 化石燃料 と、 バイオマス燃料の燃焼生成物の

寄与 と 相対割合を評価し、 中国か ら の越境大気汚染が我

が国へ与え る影響を評価する こ と に貢献可能 と 考え られ

る。 これまで、 大気中の燃焼生成粒子の起源推定や動態

解析に関する研究は、 発生源固有の分子マーカーの開発

や、燃焼起源の燃料の違いによ る固有の分子組成の探索、
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分子レベルの安定炭素同位体比に基づいて行われて き

た。 しかし、 主に検出限界の問題 と、 エア ロ ゾル中の BC

の分離に伴 う 困難さ から、 炭素の起源を化石燃料 ／バイ

オマス間で明確に区別し た研究はほ と んどな されて こ な

かった。 本研究によ って提案する放射性炭素を用いた起

源情報の推定が行えれば、 越境汚染バイオマス燃焼起源

BC の発生量規模を予測する上での重要なデータ と な り

う る こ と が期待される。

〔内容および成果〕

　 大陸気団の影響を受ける 2009 年 11 月から 2010 年 5 月

の間、 辺戸岬、 福江で採取された PM2.5-BC の 14C 測定を

行った。 辺戸の BC-14C は、 25-30pMC、 福江では、 18-44

pMC であった。 福江では、 ２ 、 ３ 月に 20％以上の変動が

あった。 ２ 、 ３ 月には福江の BC におけるバイオマス起

源炭素の割合が高かった。 流跡線解析か ら、 これら の変

動の原因は、 発生域におけ る変動を と ら えているか も し

れないこ と が予想された。

〔備考〕

15） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE002

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （化学環境研究領域） ， 田邊潔， 内

田昌男， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 自動車や工場な どの大規模発生源の排出削減

によ って、 二次生成粒子や自然起源粒子の寄与が増加し

て き た。 しかし二次生成粒子や自然起源粒子の動態や発

生源には不明な部分が多い。 有機物は、 一次粒子 ・ 二次

粒子の大き な割合を占めるにも かかわらず、 その由来や

動態の解明が遅れている。 本研究では、 大気浮遊粒子に

含まれる一次 ・ 二次有機指標成分、 14C、 元素、 イオンを

測定し、 ケ ミ カルマスバラ ン ス （CMB） 法によ る解析を

行い、 その由来や環境動態に関する知見を得る こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 既存の有機指標成分の信頼性評価 と 適切な指標成分の

選択を目的 と し て、 大気中での寿命推定法の検討、 寿命

推定のための基礎データの収集など を行った。 発生源粒

子に含まれる有機物の量をその揮発性ご と に見積も る た

めに、 希釈率を大き く 変え る こ と ができ る粒子採取法を

開発し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 斉藤勝美 （エヌエス環境 （株））、 高橋克行

（（財） 日本環境衛生セン ター）

16） 　 LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質

や熱分解性物質の分析に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE004

〔担当者〕 ○高澤嘉一 （化学環境研究領域），伏見暁洋，橋

本俊次， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境中に存在する化学物質には、 難揮発性や熱

分解性の も の も多数あ る。 こ のため、 近年液体ク ロマ ト

グ ラ フ ィ ー / 質量分析 （LC/MS） の重要性が増し ている。

本研究は、 GC/MS で測定が困難な これらの環境中の化学

物質や、 生体中の高分子や化学物質抱合体を対象 と し た

LC/MS分析法を幾つかの事例について検討し、今後のLC/

MS の環境分析での活用に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ヒ ト 尿試料を用いて、 イオン性低分子を対

象に前処理条件の検討を実施し た。アセ ト ア ミ ノ フ ェ ン、

バルビ タール、アンフ ェ タ ミ ンを混合し た検水を用いて、

逆相 / イオン交換混合カー ト リ ッ ジによ る メ タ ノール分

画試験を実施し た。

〔備考〕

17） 　 有機フ ッ 素化合物の環境汚染実態と 排出源につい

て

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH002

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス ト ッ ク ホ ル ム 条約への追加が決定 さ れ た

PFOS 等のフ ッ素系界面活性剤の環境汚染実態な らびに

主要な汚染源の探索を、 全国の地方自治体環境研究機関

と の共同で推進する。 また、 あわせて分析手法の確立や

分析精度管理、 分析法立ちあげの支援などの活動を推進

し、 環境分析の底上げを図る。

〔内容および成果〕

　 標準試料の配付や分析法の情報共有など を通じ て、 全

国各自治体研究機関でのフ ッ素系界面活性剤研究の推進

を図る と と も に、 全体会合を開催し て分析法のハーモナ

イ ズや能泊の共有、 汚染源情報などに関する情報共有を

図った。 また、 分析手法が未整備の自治体か ら研究者を

招へいし、 採取された試料を共同で分析し て実態把握な

らびに研修の推進を図った。

〔備考〕
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18） 　 アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs) の発

生源特定と その広域輸送

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA008

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 未規制の有害化学物質であ り 、 ヒ

ト の発がん リ ス ク と 低次の水棲生物の奇形等の異常の リ

ス ク の上昇の一因 と も なっている多環芳香族炭化水素類

(PAHs) のアジア諸国大気・水圏における PAHs の分布並び

に具体的な発生源について調査を行 う 。PAHs の起源特定

の手法 と し ては、 マーカーの利用、 化合別レベルでの安

定同位体比 と 放射性炭素同位体比測定、 組成の統計解析

等によ る方法を用いて行 う 。 これらの分析データ を総合

する こ と によ り 、 アジアの大気 ・ 水環境における PAH の

精密な起源特定が可能になる と予想される。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 イ ン ド コ ルカ タ お よ び東京の低質試料の

PAHs の放射性炭素同位体測定を実施し、バイオマス燃焼

PAHs と化石燃料燃焼 PAHs の識別を行った。その結果、い

ずれの場所でも PAHs の起源 と し て化石燃料が 90％以上

と い う 結果を得た。コルカ タにおける化石燃料 と し ては、

ガ ソ リ ンおよび石炭が予想されるが、 分子指標のデータ

か らは石油燃焼の寄与は低い と い う こ と、 石炭消費量が

多いこ と を考慮する と、石炭燃焼が PAH の主な発生源で

あ る こ と がわかった。 本知見は、 これまで石炭燃焼か薪

炭材燃焼かで止ま っていた PAHs の起源推定に と って画

期的な前進 と いえ、 放射性炭素を用いた起源推定法の重

要性が確認された。 さ ら に、 コルカ タの都市大気試料中

の PAHs の放射性炭素同位体比の測定の準備を開始し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高田秀重 （東京農工大学共生科学技術研究

科 ・ 教授）

19） 　 東アジア と北太平洋における有機エア ロ ゾルの起

源、 長距離大気輸送と変質に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA009

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 中国の発生源における有機エア ロ

ゾルの組成 ・ 濃度 と、 下流域におけ る結果を比較する こ

と によ り 、 越境大気汚染の日本への影響の大き さ を評価

する。 特に、 有機物の越境汚染 と 汚染域か ら排出される

揮発性有機物の酸化によ る水溶性有機エア ロ ゾルの二次

的生成の実体を明ら かにし、 中国から我が国への有機物

汚染の影響を評価する。 本研究を通し て、 これまで作っ

て き た観測網での通年観測を有機的に結合し、 東アジア

か ら西部北太平洋への有機物汚染の大気輸送マ ッ プを作

成する。 また、 アジアか ら の有機物汚染の長期変動の傾

向を解析する。

〔内容および成果〕

　 札幌、 中国の PM2.5、 PM3.0 エア ロ ゾル中の有機成分

を含む炭素成分 （TC、 WSOC, シュ ウ酸） の 14C を測定

し、 それら の有機エア ロ ゾルについて人為起源 ・ 生物起

源の相対的寄与を明ら かにし た。 また、 北海道大学で分

離し たシュ ウ酸、 水溶性有機物 (WSOC) 画分などの有機

物の 14C を測定し、 化石燃料 ・ バイオマス起源からの寄

与について季節変動も含めて解析を行った。

〔備考〕

研究代表 ： 河村公隆 （北海道大学低温科学研究所 ・ 教授）

20） 　 実測可能な滞留時間別コ ンパー ト メ ン ト から なる

土壌炭素動態モデルの構築

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD012

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 土壌炭素動態シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルは、 気候

変動や人間によ る管理の変化によ る土壌炭素量の変動を

長期的に予測する際に必須のツールであ る。 既存のモデ

ルは複数の概念的な コ ンパー ト メ ン ト か ら構成されてい

る ため、 仮想的な初期値の設定が必要であ り 、 炭素の分

解 ・ 蓄積プロ セス を実測によ り 検証でき ないなどの問題

点があ る。 これを解決し、 さ ら な るモデルの信頼性向上

を実現する ためには、 実測可能な コ ンパー ト メ ン ト か ら

な るモデルの構築が必要であ る。 しかし、 土壌中に存在

する分解速度の異な る炭素プールの分離方法、 各プール

の中 ・ 長期的分解速度の評価法は確立されていない。 本

研究では、 我が国で も数少ない長期データの蓄積のあ る

連用圃場の土壌を利用し、 物理的分画法を主 と し た複数

の分画法か ら得られる各画分 （炭素プール） の分解速度

を、放射性炭素同位体 ト レーサーの分析を基に定量化し、

代表的なモデル RothC の各コ ンパー ト メ ン ト の分解速度

と 比較する こ と に よ り 土壌炭素動態プ ロ セ ス を解明し、

実測可能な コ ンパー ト メ ン ト か ら な る モデルの構築を

行 う 。 そのモデルを用いる こ と によ り 、 農耕地において

どのよ う な管理が土壌への炭素蓄積を促進し、 気候変動

の緩和に役立つのかを、 よ り 確実に予測でき る よ う にな

る。
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〔内容および成果〕

　 連用圃場の中で非黒ボ ク土、黒ボ ク土を選定し、 RothC

モデルの ５ つの炭素コ ンパー ト メ ン ト と、 種々の方法で

実験的に分離でき る炭素画分の対応関係を調べた。 採取

し た土壌試料を、 物理的、 化学的な どの方法で分画し、

炭素量を実測する と と も に放射性炭素同位体 14C を測定

し た。 これら の結果を元に、 各画分中の実測によ る炭素

の存在量 と モデルで算出された存在量 と の比較、 各画分

の 14C 実測値 と モデルで定義されている分解率の逆数（平

均滞留時間） と の比較を行い、 黒ボ ク土をはじめ と する

日本特有の土壌炭素動態プロ セス を解明し、 実測可能な

コ ンパー ト メ ン ト から なるモデルの構築を進めている。

〔備考〕

研究代表：白戸康人 （独立行政法人農業環境技術研究所・

主任研究員）

平成 21 年度科学研究費補助金 　 基盤研究 （B）

21） 　 北極土壌圏温暖化に伴 う 凍土融解 と土壌微生物に

よる化石炭素の分解促進に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD014

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 北極スバールバル諸島では、 地質時代に生成し

た土壌有機炭素 （以下、 化石炭素） が凍土中に大量に蓄

積されている。 こ のよ う な環境は、 北極高緯度域土壌圏

において一般的であ り 、 最近急速に温暖化の影響を受け

つつあ る。 特に冬季の気温上昇は、 凍土層の崩壊を引き

起こ し、 冬季におけ る土壌呼吸量の増加 と い う 形で表れ

ている。 本申請課題では、 先行研究で得られた微生物に

よ る化石炭素の分解に関する定性的な証拠を踏まえ、 化

石炭素の分解に伴って放出される土壌呼吸の定量化を目

指す。 加えて、 化石炭素の分解におけ る温度依存性につ

いて も検討し、 温暖化に伴 う 凍土融解 と 化石炭素分解量

の長期的な変動について も明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は貝化石を含む層 と その上層についての微生物

相を ク ローン ラ イブラ リ ー法を用いて詳細に調査、 実験

下で、 土壌呼吸によ って放出された CO2 中の 14C を測定

する ための CO2 回収ラ イ ンの開発およびその条件検討を

行った。 作成し た ラ イ ンを用いて、 土壌培養によ り 放出

する CO2 をモレキ ュ ラーシーブに吸着させ、 その後真空

ラ イ ンにて吸着し た CO2 を熱脱着回収し た と こ ろ、14C 測

定に十分な量の CO2 が回収された。微生物相の調査では、

化石炭素を多 く 含む層 と そ う でない層では、 微生物相が

大き く 異なっていた。 特に真核生物では、 約 1.1 万年前

の貝化石を含んでいた化石炭素を多 く 含む層では、 褐藻

類の DNA が検出され、 貝化石同様に、 この層準は海底、

も し く は海岸付近だった こ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表 ： 内田雅己 （国立極地研究所） 平成 21 年度科学

研究費基盤研究 (B）

22） 　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評

価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD015

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域），橋本俊次，吉

兼光葉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 尿お よび血液中の有害化学物質お よびその代

謝物を精密かつ網羅的に測定し、 曝露化合物およびその

代謝物の組成 と 健康指標 （ス ト レ ス関連） 物質 と の関連

をプロ フ ァ イ リ ングする こ と によ り 、 曝露状況および健

康影響を把握する手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 LC-TOF を用いた尿中化学物質の一斉分析手法の確立

を目指し、 各種化学物質な らびに尿試料中生体成分を対

象に、液ク ロの分離条件、MS のイオン化条件などの検討

を進めた。 カチオン、 アニオンそれぞれの分析条件を検

討し、 ギ酸系、 酢酸アンモニウ ム系の液ク ロ条件が適当

であ る こ と を見いだし た。 また、 水酸化 PCB の測定条件

の検討など を進めて最適条件を見いだし、 論文 と し て報

告し た。

〔備考〕

23） 　 ニ コ チン及び メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果

に関する神経薬理学的研究

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0911KZ002

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年の生活環境の悪化 と 関連 し て う つ病が増

えつつあ る。一般人口に比べ う つ病患者に喫煙率が高 く 、

また重度の喫煙者の多い こ と 知られている。 しかし、 そ

の理由は明ら かではない。 タバコ煙には様々な化学物質

が含まれているが、 ニ コチンには中枢作用があ り 喫煙行

動を維持する原因であ る。 加えて、 主な添加フ レーバー

であ る メ ン ト ールにも中枢作用のあ る こ と が近年明ら か

と なった。 これら中枢作用のあ る タバコ煙成分が う つ症
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状を変化させる こ と が う つ病患者が喫煙を好む理由であ

る可能性が考え られた。 そ こ で、 本研究ではニ コチン と

メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果について検討する。

〔内容および成果〕

　 メ ン ト ールの標的分子を探索し た と こ ろシグマ １ 受容

体への結合性が高いこ と、 ついで GABA A 受容体やド パ

ミ ン ・ ト ラ ン スポーターへの結合性が高い こ と が判明し

た。 複数の濃度の メ ン ト ールの これら受容体への結合を

検討し、その結果を解析する こ と によ り Ki 値など結合特

性を表すパラ メ ーターが得られた。 尾懸垂法によ り ニ コ

チン と メ ン ト ールの効果を検討し た。

〔備考〕

24） 　 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定 と グ

ローバルな気候変動との関連性の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1010CD001

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 氷床崩壊 と 低塩分化に よ る海洋構造への影響

解明は、 近未来北極海温暖化によ る海氷減少、 グ リ ーン

ラ ン ド 氷床の融解 と いった環境影響を予測する上で も重

要な知見を提供する。 本研究では、 最新の古海洋復元プ

ロ キシーを駆使し、 過去の急激な気候変動のあった時期

の北極海環境変動の復元を行 う 。 特に以下の ２ つに焦点

を絞って研究を実施する。 (1) 海底削剥痕の年代決定、 (2)

古海洋復元代替指標の利用 ： 最終間氷期 (12.5 万年前 )、

最終退氷期 (1.8 万年から 1 万年前 )、完新世温暖期 （中世

温暖期など） の北極海環境を水温 と 海洋循環の観点か ら

復元を目的とする。

〔内容および成果〕

　 北極海は、 海底に多 く の大規模氷床削剥痕が残 り 、 海

底堆積物が攪乱されている こ と が、 海底地形音波探査の

解析結果か ら明ら か と なっている。 これまで採取し た コ

アの年代測定の結果や採泥の際の状況か ら、 北極海の海

底堆積物の泥質の特徴が他の海域 と大き く 異な る こ と が

わかった。 本研究のための試料採取を目的 と し て、 2010

年海洋調査船 「み ら い」 に よ る採泥を行っ た。 試料は、

2008 年度に地形探査を実施し たマカ ロ フ海盆、 チャ クチ

海陸棚斜面、 ノ ース ウ イ ン ド 海嶺において実施し た。 氷

床によ る削剥痕を横切る よ う に ト ラ ンセ ク ト を設け、 谷

部、 山部において ４ ～ ５ 本のグ ラ ビテ ィ ーコ アを採取し

た。 2008 年に山部で実施し たピ ス ト ン コ アの解析では、

１ ｍ 未満に最終退氷期の堆積層が存在する こ と から、谷

部の堆積物コ アの削剥痕は、 堆積有機物の放射性炭素年

代異常 と し て検出でき る こ と が期待された。 削剥痕の年

代決定のためには、 数 cm 毎に 14C 年代測定を実施し た。

ノ ース ウ イ ン ド 海嶺周辺には、 特に東側斜面を中心に多

数の氷塊削剥痕が見つかった。 本年度は、 MR08-04 航海

で得られた音波探査記録に基づき、 それら の削剥痕の谷

部、 山部において採取されたピ ス ト ン コ アについて、 バ

ルク有機炭素の放射性炭素年代測定を実施し た。 また正

確な層準の年代決定には、浮遊性有孔虫化石を利用する。

さ らに北極海では浮遊性有孔虫の保存は著し く 低い こ と

が判明し たため、 新たな年代プロ キシーの検討を開始し

た。

〔備考〕

25） 　 LC-TOFMS によるケ ミ カル・プロ フ ァ イ リ ング手法

に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE004

〔担当者〕 ○高澤嘉一 （化学環境研究領域），橋本俊次，伏

見暁洋， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 試料に含まれる大量の化学物質の情報を、 地点

（生育） 環境等の違いによ り 効率的に分類する と と も に、

試料におけ る特徴的な化学物質を同定し得る方法の確立

を目指す。

〔内容および成果〕

　 国内の沿岸にて採取し た二枚貝試料 と ベ ト ナムにて採

取し た イ カ試料を メ タ ノ ール等の極性溶媒を用いて抽出

し、 TOFMS によ る測定を実施し た。検出された化学物質

のスペク ト ルデータの収集と と もに同定を進めた。

〔備考〕

26） 　 有機フ ッ 素化合物の環境負荷 メ カ ニズムの解明 と

その排出抑制に関する技術開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1011BD002

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス ト ッ ク ホ ル ム 条約への追加が決定 さ れ た

PFOS 等のフ ッ素系界面活性剤の環境負荷の機構をあ き

ら かにする と と も に、 その削減技術の基礎的な検討を進

める。 その う ち、 国環研では昆虫を使った市民参加型の

環境監視技術開発を推進する。

〔内容および成果〕

　 ト ンボを使ったフ ッ素系界面活性剤モニ タ リ ング手法

の確立 と 市民参加によ る試料収集、 モニ タ リ ング実施を
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目指し て研究を進めた。 これまで情報の無かったアカネ

系の ト ンボについて羽化後の汚染物質蓄積量変化を追跡

し、 オスの成熟 ト ンボを採取するのが適当であ る こ と を

見いだし た。 また、 これまでの調査で比較的高濃度の汚

染源が見つかっている近畿地方を調査し、分析を進めた。

こ う し た情報を も と にホームページを開設し て市民に呼

びかけ、 全国の ト ンボの収集 と 分析を進め る と と も に、

米国 EPA で開催 さ れた フ ッ 素系界面活性剤研究集会

PFAA Days III で成果を報告し た。

〔備考〕

27） 　 多連自動サン プ リ ング装置の開発 と大気中の残留

性有機汚染物質のモニ タ リ ングへの適用

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1011BY001

〔担当者〕 ○高澤嘉一 （化学環境研究領域），鈴木規之，田

邊潔， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 残留性有機汚染物質 （POPs） は、 適正な管理 ・

処理と継続的監視が必要不可欠な化学物質であ る。また、

これら POPs 対策の有効性を評価するためには人的活動

と無縁の遠隔地でのサンプ リ ングが適し ている。POPs の

長距離大気輸送の動態解明には、 短時間捕集を連続的に

繰 り 返す装置が必要な上、 濃度 ・ 異性体組成 と 気象イベ

ン ト ・ 気流 と の関連性を知る こ と は極めて有効 と 考え ら

れる。 本研究では多連自動サンプ リ ン グ装置を開発し、

POPs の長距離輸送の予備的知見を収集する。

〔内容および成果〕

　 ハイ ボ リ ウ ムサンプ ラーを用いた公定分析法 と 小型捕

集管を用いた熱脱離分析法の比較検討を実施し た。 こ の

検討では Tenax を吸着剤に使用し ているが、その結果、 １

本の Tenax捕集管のみで定量的に POPs 類を吸着可能な こ

と が明らか と なった。 現在、 MS/MS を用いた検討や、 小

型捕集管を用いた新たな自動サンプ リ ング装置の製作 と

予備検討の実施を予定し ている。 一方、 波照間におけ る

2010 年の POPs 大気モニタ リ ング結果では、 HCB は他の

POPs と比較し て濃度が高 く 、また波照間における HCB 以

外の POPs は極めて低濃度であ る こ と が再確認された。

〔備考〕

28） 　 北西太平洋の混合域における臭素系ハロ カーボン

の高濃度現象の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD001

〔担当者〕 ○大木淳之 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 2008 年 8 月に北西太平洋でハロ カーボンのモニ

タ リ ングを実施し た と こ ろ、 混合域北部 （北緯 42 ～ 44

度 , 東経 145 ～ 160 度）の測線で海水中の臭素系ハロ カー

ボンが高濃度にな る こ と を発見し た。 そ こ で、 臭素系ハ

ロ カーボンの濃度分布の季節変化をモニ タ リ ン グする。

モニ タ リ ングを実施し た場所の海水を用いて培養実験を

行い、 海水中での生成 ・ 分解量を求める。 培養実験 と 海

洋モニ タ リ ングの結果を比較し て高濃度現象を解明する

のが目的であ る。

〔内容および成果〕

　 2010 年 9 ～ 10 月に北西太平洋の混合域～亜熱帯域で

海洋観測 （淡青丸航海） を実施し た。 海水中のハロ カー

ボン濃度を決める要因を明ら かにする ため、 定点観測場

所においてハロ カーボンの鉛直分布の日変化を調べた。

同時に乱流計測、 プ ラ ン ク ト ン種 ・ 量の計測も共同研究

で行った。 それによ り 、 亜表層に蓄積された生物起源ハ

ロ カーボンが表層に供給される量、 植物プラ ン ク ト ンに

よ るハロ カーボンの生成量を定性的に明ら かにする こ と

ができ る。 臭素系ハロ カーボンは亜表層に濃度極大が見

られ、 鉛直分布は僅かに日内変化し ていた。 今後、 ハロ

カーボンの鉛直分布 と 生物 ・ 物理パ ラ メ タ を比較し て、

鉛直分布を決める要因を明らかにする。

〔備考〕

29） 　 西部北太平洋域における炭素同位体観測によ る黒

色炭素粒子にの発生源寄与 ・ 広域分布評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD009

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕   エア ロ ゾルによ る直接的な気候影響(直接効果

) に関わる放射強制力は、エア ロ ゾルの 「量」 ( 光学的厚さ

) と と もに 「質」 ( 光学的特性、特に単一散乱アルベド ) に

依存する。 こ の単一散乱アルベ ド は、 黒色炭素の僅かな

量の変化によ って決定的な影響を受け る こ と か ら、 その

発生源、 輸送 ・ 除去過程、 およびその結果 と し ての広域

的濃度分布や季節変化を解明する こ と が、 エア ロ ゾルの

気候影響の予測における不確定性 (IPCC レポー ト におけ

る大き なエラーバー ) を減らす う えで課題 と なっている。

しかし、 炭素系粒子の発生源分別はこれまであ ま り 進ん

でいなかった。そ こ で、黒色炭素中の放射性同位体 14C に

ついて、 非常に古いため 14C をほ と んど含まない化石燃

料の燃焼によ る もの と、14C を多 く 含むバイオマス由来の

も のを分別する。 これら の手法によ り 、 大都市の影響を
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継続的には受けないバッ ク グ ラ ウ ン ド 観測点において採

取し た黒色炭素を分析する こ と で、 バイオマス燃焼起源

と 化石燃料起源を判別、 さ らに化石燃料起源の う ち国内

起源と中国起源を判別を目指す。

　 こ れ ら の結果を イ ンバージ ョ ンモデル (RAMS/CTM/

4DVAR） によ り 解析し、 黒色炭素の発生源別の排出イ ン

ベン ト リ (Regional Emission inventory in Asia: REASiv)) の

改善、 を実施し、 最終的には改善された排出イ ンベン ト

リ を入力データ と し た化学物質輸送モデルを用い、 西部

北太平洋地域におけ る発生源別の黒色炭素濃度分布の再

評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 長距離輸送さ れる 炭素系物質濃度が比較的高いと 考え

ら れる 長崎県五島列島福江島においては、 2009 年 10 月よ

り PM2.5 分級のエアロ ゾルを１ 週間の時間分解能で捕集

を開始し 、 黒色炭素 (BC) 中の 14C については 2010 年 5 月

のも のま で分析が進んだ。別途採取さ れている 沖縄本島辺

戸岬でエアロ ゾルの分析結果と 比較する と 、初冬季～春季

ま での結果では、モダンカーボン、すなわち植物体起源の

炭素の割合 (pMC) が 25 ～ 35％と 比較的一定し ている 辺戸

と は異なり 、福江での pMC は 24％以下と 比較的低く 状態

から と き おり 35 ～ 45％と 高く なる 場合があり 、 間欠的に

バイ オマス 燃焼の寄与を大き く 受けている こ と がわかっ

た。 今後、 数値モデル的解析と 併せて発生源地域・ 輸送経

路と の関係について検討を行う 予定である 。

〔備考〕

研究代表者 ： 兼保直樹 （産業総合研究所）

30） 　 POPs 類の環境モニ タ リ ングの手法の高度化に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE003

〔担当者〕 ○橋本俊次 （化学環境研究領域），高澤嘉一，田

邊潔

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは、 適切なサンプ リ ン グ、 信頼性の高い化学分析、

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは、 モニ

タ リ ン グの目的、 対象物質、 環境媒体に よ っ て異な り 、

それぞれについて手法の最適化が必要 と される。 本研究

では、POPs 類をはじめ とする有機環境汚染物質の各種モ

ニ タ リ ング手法の最適化 ・ 高度化を行 う 。 また、 モニ タ

リ ングを担 う 地方自治体研究機関等を含め、 当該モニ タ

リ ング手法の妥当性の検証およびク ロ スチェ ッ ク等を行

い、 方法の標準化と普及につと める。

〔内容および成果〕

　 大気中の POPs 類 （新規 POPs 類を含む） の多成分同時

分析の可能性を検討すべ く 、 各種カ ラ ムによ る分画試験

を実施し た。 採取し た捕集材 （ポ リ ウ レ タ ン、 活性炭素

繊維フエル ト 、 石英フ ィ ルター） を ソ ッ ク ス レー抽出し

て粗抽出液を得た。 得られた粗抽出液には 13C ラベル化

の標準物質を添加し、 硫酸処理、 フ ロ リ ジルカ ラ ム、 シ

リ カゲルカ ラ ム、 活性炭カ ラ ム、 アル ミ ナカ ラ ムにて個

別に分画試験を実施し、 分画データ を蓄積し た。

〔備考〕

随時、 地方環境研究所 と の共同研究 と 強調し ながら研究

の推進を図る。

31） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 摩周湖は、 かつて世界最高の透明度 (41.7m) を

記録し た湖であ り 、近年でも日本で最も清澄な湖であ る。

しかし、 こ の 20 年あま り の観測においてその透明度は漸

減傾向を示し てお り 、 最近では 20m を切る こ と も多 く

なったが、 この要因については明確ではない。 摩周湖は、

地理的 ・ 湖沼的環境か ら高頻度観測が不可能であ る。 そ

こ で、 実地観測 と 係留観測 と の組み合わせによ り 、 高密

度の物理 ・ 化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ と

で、 摩周湖の透明度低下の要因について、 新たな知見を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 摩周湖におけ る共同観測を ５ 回実施し た。 詳細な深度

方向のク ロ ロ フ ィ ル、濁度プロ フ ァ イルを採取し たほか、

各期間でプ ラ ン ク ト ンの採取 と その種の計数を行い、 年

間を通し ての透明度変化と の対応を検討し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境 ・ 地質研究本

部北海道環境科学研究セン ター

本課題は、 環境省地球環境等保全試験研究 （課題代表者

田中敦） と同時に実施する。

32） 　 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測

の高精度化に向けた観測及びモデル開発研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA004

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）， 近藤美由紀
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 近年の地球温暖化に伴 う 気候変動が自然界の

フ ィ ー ド バッ ク を介し て最も顕著に現れるのが、 北極圏

およびその周辺地域であ る。 北極 ・ 高緯度域土壌圏にお

け る 炭素動態解明に関す る 観測研究の必要性が高ま る

中、 陸域におけ る炭素循環研究の実施が強 く 求められて

いる。 本研究では、 北極土壌炭素動態の解明 と そのモデ

ルの開発に向けたデータ取得を行 う 。 特に放射性炭素同

位体を指標に用いて、 土壌炭素の滞留時間を推定および

土壌からの CO2 発生源を検討し、 土壌有機炭素の蓄積分

解の実態を把握と その温暖化影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 観測サイ ト の設定を含め、 野外観測を実施する ための

環境整備を進めた。 土壌炭素動態モデル構築のための

データ取得を念頭に、 高緯度域特有の土壌炭素の蓄積 ・

分解の メ カニズムを解明する ための精査サイ ト を、 ア ラ

ス カ大学フ ェ アバン ク ス校が管理する ２ つのフ ラ ッ ク ス

観測サイ ト に設定し た。 また、 よ り 広域的なデータ を得

る ために、フ ェ アバン ク ス を起点に北極海の町 Deadhorse

までの総延長約 600km の間で、 ダル ト ンハイ ウ ェ イ沿い

にア ラ ス カの代表的な植生を選び定点観測サイ ト を ４ ヵ

所設定し た。 本年度は、 ７ 月か ら ９ 月の間、 計 ３ 回の観

測を実施し た。

〔備考〕

共同研究 ： 北見工業大学、 筑波大学、 独立行政法人海洋

研究開発機構

33） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史 （化学環境研究領域）， 田中伸一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 日本海深層では、 温暖化の影響を受けて海水中

の溶存酸素濃度が過去数十年間にわたって漸減、 同時に

水温がわずかに上昇傾向にあ る こ と が分かって き た。 本

研究では、 海水の流動過程を追跡する こ と が可能な海水

中の化学成分 （化学 ト レーサー） と し て利用可能な複数

の化学成分の同時測定法 と その解析法を開発する と と も

に、 これを日本海底層水の起源や循環過程解明に適用し、

地球温暖化と底層水の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年 6 ～ 7 月の （独） 海洋研究開発機構所有の

「白鳳丸」 研究航海、 10 月には長崎大学所属 「長崎丸」 実

習航海を活用し、 日本排他的経済水域 （EEZ） にあた る

東部日本海盆 と 大和海盆を中心 と し た海域において、 炭

素 14、 な らびに CFCs 測定用の海水試料を採取し た。 炭

素 14 については、 海水試料中から炭素 （グ ラ フ ァ イ ト ）

を抽出し たのち、（株） 加速器分析研究所、 な らびに （独）

日本原子力研究開発機構が所有する加速器質量分析計を

用いて炭素 14 濃度測定を実施し た。 CFCs については、

分析装置が未完成であ る こ と か ら特殊な海水試料保存容

器を作製し て海水採取後約 １ ヵ月間冷蔵保存し、 （独） 海

洋研究開発機構むつ研究所の ご 協力の も と、 CFC-11、

CFC-12、CFC-113 の ３ 種の CFCs の高感度同時定量に成功

し た。 従来、 海水中の CFCs 分析については、 圧倒的に

高濃度であ る大気か らの汚染を避け る ため、 船上にて迅

速に分析を行 う こ と が一般的であったが、 同保存容器の

利用によ って １ ヵ 月程度の試料保存が可能であ る こ と が

実証された。 また、 測定された CFCs のデータ解析の結

果、CFC-12/CFC-113 比が日本海の深層海水の形成年代を

見積も る上で極めて有効な解析手段にな る こ と が分かっ

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 荒巻能史

参画機関 ： 海洋研究開発機構、 九州大学、 北海道大学

34） 　 MRI 横緩和速度を用いる生体鉄と ヒ ト 神経変性疾

患に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD005

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域）， 渡邉英宏

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 鉄が神経変性疾患の発症に関与する こ と が、 遺

伝性鉄代謝異常症で明ら かに されて き た。 また、 よ り 一

般的な神経変性症であ る アルツハイ マー、 パーキン ソ ン

病で も鉄がその発症に関わ る こ と が強 く 疑われてい る。

脳内鉄分布を in vivo で定量する こ と が可能になればこれ

ら の疾患の診断や解明に き わめて有用 と 考え ら れ る。

我々が高磁場研究用 MRI を用いて進めている鉄定量法を

低磁場臨床機にも拡張し、 遺伝性神経変性を始め と する

脳変性症の脳鉄分布の画像化を目的 と する。 合わせてモ

デル試料での測定から ヒ ト 脳の緩和機構の解明に迫る。

〔内容および成果〕

　 これまで、高磁場研究機であ る 4.7T MRI を用いて得ら

れた脳組織水の見かけの横緩和速度 R2
† と、 脳内非ヘム

鉄濃度 [Fe]、 および高分子量成分の存在比 fM （= １ －水

の存在比 fw） の間に見 ら れ る 相関式、 R2
† = alfa[Fe] +

betafM + gamma （alfa、 beta、 gamma は定数） を低磁場臨

床機に拡張する こ と を目的と し て、 4.7T MRI の主磁場強
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度を 1.5T に落と し、 男性 ６ 名、 女性 ６ 名の計 12 名で既

開発済みの MASE 法を用いた R2
† 測定を行った。 この結

果、 1.5T では脳の R2
† は 4.7T に比較し て有意に小さ く 、

緩和に古典的双極子相互作用以外の機構が働いている こ

と を確認し た。 また、 脳内 ６ 部位の R2
† から多重回帰分

析に よ り 得 ら れ た相関式は R2
† = 0.151[Fe] + 21.53fM +

6.67 であった。 4.7T の結果と比較し て、 alfa、gamma は有

意に小さ く 、betaは小さいものの有意差は認められなかっ

た。 また、 相関係数は 0.99 と 4.7T と ほぼ同じ値を示し、

臨床低磁場強度において も 4.7T で得られたの と同様の高

い精度で [Fe] と fM によ り R2
† が記述でき る こ と がわかっ

た。

　 ま た、 臨床用 MRI 装置での同様の測定をめざ し て、

MASE 測定シーク エン スの Siemens trio システムへの移植

を行った。 フ ァ ン ト ム実験での動作チェ ッ ク の結果、 良

好な測定が行え る こ と を確認し たので、臨床用 3T 機での

測定を予定し ている。

　 さ らに、 前述の相関式を用いて測定 R2
† よ り 鉄の脳内

マ ッ プを作成する方法の開発を行った。 こ のためには fM

マ ッ プ、 すなわち fw のマ ッ プの実測が求められる。 本研

究では高磁場で fw 測定を妨害する B1 磁場分布の不均一

性を補正し、 正確な水分布画像 fw を求める方法を開発し

た。

〔備考〕

研究分担者 ： 宮嶋裕明 （浜松医科大学）

35） 　 人間が歴史的に利用 し て きた水銀の産地特定に関

する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD006

〔担当者〕 ○武内章記 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヨーロ ッパ、 中国、 そし て国内の様々な辰砂鉱

山か ら採掘された辰砂の水銀同位体比を測定する。 それ

と 同時にローマ帝国の遺跡や西日本各地の弥生 ・ 古墳時

代の王墳かそれに近い墳墓から採集された遺跡朱の水銀

同位体比を測定し て、 遺跡朱の起源を特定する。

〔内容および成果〕

　 水銀同位体分析方法の確立および精度管理を実施する

にあた り 、 内部標準試料 と し てスペイ ン ・ アルマデン鉱

山産の辰砂鉱石を用いて、 前処理法を含めた水銀同位体

分析法の確立を図った。 高感度還元気化多重検出器型誘

導結合プ ラ ズ マ分析装置 を 用い て 198Hg、 199Hg、 200Hg、

201Hg、202Hg、そし て 204Hg の水銀同位体比測定法の最適化

を行った。得られた測定値から水銀 δ 値を算出し た場合

に、 δ202Hg は 0.02 ± 0.07‰ （2σ） を示し た。 得られた標

準偏差値は、 自然界の水銀同位体比変動値よ り も極めて

小さ いために、 高精度な辰砂鉱石の水銀同位体分析方法

が確立 さ れた こ と を示す。 確立し た分析方法を用いて、

国内の丹生、 水井、 大和鉱山で採掘された辰砂、 中国の

貴州省で採掘された辰砂の水銀同位体比に関する知見を

も得た。

〔備考〕

36） 　 放射性炭素および分子レベル同位体解析を用いた

炭素循環と生態系構造の関係の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD013

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 天然に存在する放射性炭素 14 を用

いた 「生態系時間軸構造の解明」 と 分子レベル炭素 ・ 窒

素安定同位体解析によ る生態系構造 （食物網構造 ・ 物質

循環系） の解明を融合し、 炭素循環 と それを駆動し てい

る生態系構造の関係の解明を行 う 。 研究対象は陸域生態

系 ・ 水域生態系を統合し た集水域レベル と し、 生態系構

造の観点か ら 炭素動態に関す る メ カ ニズ ムの解明を行

う 。 それによ って、 生態系の炭素循環にかかわる生物多

様性のあ り かたについての知見を得 る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 陸上生態系構造、 特に土壌分解系の時間軸を明ら かに

する ため、 北海道の冷温帯林、 静岡の照葉樹林、 沖縄の

亜熱帯林か ら採集された リ ター食 ミ ミ ズ及び土壌食 ミ ミ

ズの Δ14C 値の測定を行った。 14C 値から食物年齢 （炭素

が植物に よ っ て固定 さ れ ミ ミ ズに利用 さ れ る ま での時

間） を求めた結果、 採集場所によ る有意な影響は見られ

ず、 リ ター食 ミ ミ ズの食物年齢は約 ２ 年、 土壌食 ミ ミ ズ

の食物年齢は約 10 年であった。 このこ と は、 土壌動物が

利用する炭素の循環速度が、 冷温帯林か ら亜熱帯まで有

意に違わない こ と を示唆し ている。 続いて、 河川生態系

の Δ14C 値を決める要因 と なる、 河川の微細環境におけ

る礫上付着物 (Epilithon) および粒状有機物 (POM) の Δ14C

値を解析し た。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

〔備考〕

研究代表 ： 陀安一郎 （京都大学 ・ 生態学研究セン ター ・

准教授）

37） 　 ア イ ス コ アに刻まれた十～千年スケールの宇宙線

強度変動と地球環境変動
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〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD016

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 内田昌男

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 地球大気に到達する銀河宇宙線の強度は、 太陽

活動や地球磁場強度変動 と と も に変動する。 従って銀河

宇宙線は、 それ自体が高層大気に影響を与え る外力 と な

るだけでな く 、 地球の環境に影響を及ぼす太陽活動や地

球磁場強度変動の指標に も な る。 高層大気において、 銀

河宇宙線 と 大気中の原子 と の相互作用によ り 生成される

宇宙線生成核種の生成率は、 こ う し た銀河宇宙線の強度

変動を推定する良い指標と なる。

〔内容および成果〕

　 環境研究の様々な側面で研究を展開し ている放射性炭

素同位体測定の他に も、 宇宙線起源の放射性核種は太陽

活動や地球磁場強度の変動など を追跡する よいマーカー

と な る こ と が期待 さ れ、 国環研の加速器 MS 施設で も

10Be、 26Al の測定を これまで予備的に進め、 あわせて試

料調製法などの検討、 改良を進めてき た。 加速器 MS に

よ る これらの測定条件を検討し、 よ り 微量の試料でよ り

強いビームを引き出し、 安定し て同位体比データの と れ

る条件の探索を進めた。３ 月開催予定の AMS 国際会議へ

報告する準備を進めたが、震災のため参加はし なかった。

〔備考〕

環境健康研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP014

〔代表者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染物質によ る健康影響の中でも、 アレル

ギー ・ 呼吸器系をはじめ と する高感受性影響、 ヒ 素等の

環境化学物質のエピジ ェネテ ィ ク ス作用の検証などに重

点を置き、 影響 メ カニズムの解明 と と も に影響評価手法

の開発 と 改良を推進する。 ま た、 培養細胞 （擬似組織）

を用いた影響評価手法の高度化を進め、 微小粒子状物質

や光化学オキシダン ト など種々の大気汚染物質の健康影

響に関する疫学的評価 と 評価手法の体系化、 温暖化影響

リ ス ク評価の高度化に関する研究 と と も に積極的な情報

発信を進める。 さ ら に、 妊娠中の母親 と 出生後の子ど も

を長期的に追跡し、 環境 と 健康の関連を疫学的に検討す

る 10 万人規模の 「子ど も の環境 と 健康に関する全国調

査」 のコ アセン ター機能を担い、 調査研究の推進に寄与

する。 これら を通じ、 環境健康影響の未然防止に資する

科学的知見を蓄え役立てる。

〔内容および成果〕

【分子細胞毒性研究室】

　 マウ スへの ヒ 素胎児期曝露によ って後発的に起こ る全

身エネルギー代謝への影響を検討し た。 その結果、 ヒ 素

曝露がイ ン ス リ ン抵抗性を伴 う 高血糖 と 体重増加を導 く

こ と を明ら かにし た。 また ヒ 素胎児期曝露によ って肝癌

が増加する実験系において、 ヒ 素の影響を検出するエピ

ジ ェ ネ テ ィ ッ ク マーカー を探索 し た。 Methylated DNA

immunoprecipitation-array （MeDIP-array） 法によ る網羅的

解析と Methylation Specific PCR (MSP) 測定によ って、 こ

れまでに癌組織で メ チル化が変化し ている複数の領域を

明ら かにし た。 ヒ 素長期曝露の実験系では、 雄の肝臓に

おけ る癌抑制遺伝子の発現減少には、 ヒ ス ト ン修飾変化

に加えて、 Wnt シグナル経路が関与し ている こ と が示唆

された。 DNA の メ チル化に関与する メ チオニン、 コ リ ン

を除去し た メ チオニン ・ コ リ ン欠乏食 （MCD 食） および

/ または ヒ 素をマウ スに投与し、肝臓において酸化ス ト レ

ス生成と DNA メ チル化異常 と の関連について性差を含め

検討し た。 その結果、 MCD 食や MCD 食＋ ヒ 素で酸化ス

ト レ スが誘導され、 雄は雌に比べて ヒ 素の酸化ス ト レ ス

に感受性が高いこ と が示唆された。 酸化的 DNA 損傷の

マーカーであ る 8OHdG 量 と DNA メ チル化量 （5-medC

量） が負の相関を示すこ と も明らか と なった。

　 また国際標準 と し て提案し う る簡易型神経 ・ 行動毒性

試験の原型を提示する こ と を目指し て、 マ ウ スで情動 ・

認知機能を定量で き る 行動毒性試験を集団型全自動行

動 ・ 記憶学習測定システム IntelliCage を用いて開発する

こ と ができ るか検討し、 行動柔軟性等、 従来困難であっ

た行動指標の定量化が可能であ る こ と を明らかにし た。

　 ジフ ェ ニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究

では、γ － GTP の活性阻害剤を投与する と ジフ ェニルア

ルシン酸が尿中へグルタチオン抱合体 と し て排泄されて

いる こ と を明らかにし た。 また、 γ － GTP の活性阻害剤

によ る高濃度グルタチオンの尿排泄は、 グルタチオン抱

合体の安定性に重要な働き を し ている と 推測され、 ヒ 素

の毒性軽減に寄与する可能性が示唆された。

【生体影響評価研究室】

　 環境研究 ・ 技術開発推進費 「環境化学物質によ る発達

期の神経系な らびに免疫系への影響におけ る メ カニズム

の解明に関する研究」 や科研費 「東アジアにおけ るエア

ロ ゾルの植物・人間系へのイ ンパク ト に関する研究」、「細

胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワーク に注目し た環境汚染物質によ

る アレルギー増悪機構の解明」、循環型社会形成推進科研

費 「廃棄物 リ サイ クル制度展開の国際比較 と 化学物質管

理の統合システム解析」 の課題を中心 と し、 大気中微小

粒子に含有される化学物質やナ ノ マテ リ アル、 可塑剤や
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難燃剤等の室内残留化学物質が免疫 ・ アレルギーに及ぼ

す影響について研究を進めた。 その結果、 発達期の免疫

系に及ぼす影響においては、 あ る種の化学物質の経気道

曝露がアレルギー性喘息によ る肺炎症を増悪する こ と を

明ら かにし た。 また、 免疫担当細胞や気道上皮細胞を用

いた in vitro の検討によ り 、 化学物質の影響 と その物理化

学的な構造や特性 と の関係や、 細胞種、 分化 ・ 成熟レベ

ルによ り 化学物質に対する反応性が異な る可能性も見い

だし た。 さ らに、 iPS 細胞を用いた環境汚染物質の影響評

価手法の検討も進めた。 また、 これまでに報告し ている

フ タル酸ジエチルへキシルの影響に引き続き、 同様に可

塑剤 と し て汎用されている フ タル酸ジ イ ソ ノ ニルのア ト

ピー性皮膚炎の増悪影響と in vitro での樹状細胞をはじめ

と する免疫担当細胞の活性化影響を明ら かにし、 英論文

と し て発表し た。また、ポ リ スチレ ンナ ノ粒子がア ト ピー

性皮膚炎病態を増悪する こ と を明らかにし、 英論文 と し

て発表し た。

【総合影響評価研究室】

　 推進費によ る将来の温暖化によ るオゾン濃度上昇に と

も な う 死亡影響について、 閾値を考慮し た検討等を行い

こ れまで ５ 年間の成果を ま と めた。 科研費研究 と し て、

武漢市におけ る家屋内外の微小粒子濃度の測定 と 肺機能

検査を終了し、 北京市におけ る測定結果 と と も に ３ 年間

の結果の報告を取 り ま と め中であ る。 さ ら に、 国立成育

医療セン ター研究所の 「出産 と 育児に関する調査」 等や

厚労科研 ・ 子ど も家庭総合研究事業等に も加わ り 、 結果

を取 り ま と めている。 環境省環境保健部 「そ ら プロ ジ ェ

ク ト 」 調査では、 最終年度のため報告書の作成に参画し、

エコチル調査については、 特に リ サーチコーデ ィ ネータ

研修プロ グ ラ ムの作成、 追加調査の事前審査、 国際連携

など を担当し、平成 23 年 １ 月に調査対象者の リ クルー ト

を開始する こ と ができ た。

【環境疫学研究室】

　 環境省 「微小粒子状物質等疫学調査」 において微小粒

子状物質およびガス状汚染物質の健康影響について調査

期間を延長し た再解析を行い、 それら の結果を取 り ま と

める と と もに、平成 23 年度以降環境省が実施する微小粒

子状物質等大気汚染物質に係る疫学調査研究の第 2 期計

画の立案を行った。 さ らに、 平成 17 年度から継続し てい

る環境省 「局地的大気汚染によ る健康影響に関する疫学

調査 （そ らプロ ジェ ク ト ）」 において自動車排出ガスへの

曝露モデルによ る推計量 と健康影響指標 と の関連につい

ての解析を行った。 また、 科研費において、 黄砂 と 救急

搬送 リ ス ク と の関連を評価し、 成果に関連する論文を学

術誌に公表し た。

【主席研究員 （室）】

　 環境省委託 「バイオナ ノ 協調体」 （第 ２ フ ェーズ） の ３

年目を迎え、従来の SAW チッ プでは避け られない表面弾

性波 （SAW） 信号の ノ イ ズを極力低下させる ために、 素

材及び形状について櫛形電極を改良し た。 また、 SAW 型

バイオナ ノ 協調体を収納する微小流体デバイ ス を、 プロ

ト タ イ プを完成し た。 NEDO 「モデル細胞を用いた遺伝

子機能等解析技術開発／研究用モデル細胞の創製技術開

発」 では、 ES-heaptocyte の機能を成熟させる ための基底

膜基質を完成し、 引き続き共同研究者にマ ト リ ッ ク ス を

提供し た。 また、 昨年度開始し た特別研究 「胚様体を用

いた発生分化毒性学に最適化し たマ ト リ ッ ク スの開発」

では、 神経分化を著し く 促進でき る擬似基底膜基質 （マ

ト リ ッ ク ス） を用いて、 ヒ ト 神経前駆細胞の継代 と増殖、

さ らには神経組織への分化を達成し た。

(3)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する可能性

が示唆されている環境化学物質の作用 メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 アレルギー増悪作用を もつ環境化学物質の

標的細胞を特定する ために必要な細胞の単離や検出方法

などについての基礎的な検討を実施し た。 その結果、 脾

細胞中の Ｔ 細胞および抗原提示細胞（B 細胞、樹状細胞、

マ ク ロ フ ァージ） の単離または除去について、 磁気ビー

ズで細胞を標識し分離する MACS を用いた実験条件、 手

法を確立し た。

〔備考〕

(3)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD004

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ヒ 素はその化学形によ って、 細胞内への取 り 込

み、 排泄、 毒性などが大き く 異な る。 ヒ 素の毒性発現お

よび解毒機構を明ら かにする ためには、 ヒ 素代謝物の化
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学形をで き る だけ正確に分析し、 出発物質のみな らず、

代謝物も含めた毒性評価を行 う 分析毒性学的研究が必要

不可欠 と な る。 当該研究は、 ヒ 素の代謝 と 体内動態を分

析学的、 毒性学的手法を用いて明ら かにし、 ヒ 素の毒性

軽減および毒性発現機構について、 生体内におけ る ヒ 素

の酸化還元状態 と メ チル化 と い う 観点か ら解明する こ と

を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度はMRP2/cMOATを介し て胆汁中に排泄される ヒ

素－グルタチオン （As-GSH） 抱合体の赤血球への取 り 込

みと、 腸管からの吸収に関し て研究を行った。

　 赤血球への取 り 込みは、 ジ メ チル ヒ 素およびモ ノ メ チ

ル ヒ 素の GSH 抱合体が無機 ヒ 素の GSH 抱合体 と比較し、

迅速におこ っている こ と が分かった。

　 As-GSH 抱合体の腸管か ら の取 り 込みは、 無機 ヒ 素の

GSH 抱合体がモ ノ メ チル ヒ 素の GSH 抱合体 と比較し、吸

収率が高い傾向にあったが、 個体差が大きかった。 こ の

こ と か ら、 ヒ 素の吸収は ヒ 素の化学形のみな らず、 腸内

細菌によ る ヒ 素の代謝も関与する こ と が示唆された。

〔備考〕

2） 　 エアロゾルによる生体影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD006

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域），小池英子，柳

澤利枝

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 各地域で採取し た発生源や移動、 形状、 粒径、

成分、 等が異な る微小粒子 ・ エア ロ ゾル、 または、 それ

ら に含まれる含有成分を複数の細胞培養系に曝露する こ

と によ り 、 微小粒子 ・ エア ロ ゾルの健康影響を、 免疫応

答 と 気道上皮への影響に注目し、 実験的に評価する。 地

域、 形状、 粒径、 成分、 等の相違によ る健康影響の相違

を考察する と と もに、 発生源、 移動、 形状、 粒径、 成分、

等に関する解析結果 と 健康影響の相関性を検討し、 健康

影響を規定する要因の絞 り 込みに資する。 加えて、 増悪

メ カ ニズ ム を分子レベルで解析 し、 その結果をバ イ オ

マーカーの同定や予防対策の確立に役立てる。

〔内容および成果〕

　 これまでの成果よ り 、 化学物質によ って標的 と な る細

胞や反応性が異な る こ と が明ら か と なった こ と か ら、 本

年度は、 フ ェナン ト レ ン と 9,10- フ ェナン ト レン  キ ノ ン

（PQ）、 1,4-PQ、 ナフ タ レ ン と 1,2- ナフ ト キ ノ ン （NQ）、

1,4-NQ、1,2- ジ ヒ ド ロ キシナフ タ レ ン （DN）、1,4-DN がマ

ウ ス脾細胞 と 骨髄由来樹状細胞、 ヒ ト 気道上皮細胞に及

ぼす影響について比較検討し た。 その結果、 フ ェナン ト

レ ン と ナフ タ レ ンの活性は低 く 、 化学物質の影響には、

官能基の存在が大き く 寄与する こ と、 また、 細胞種だけ

でな く 、 その分化 ・ 成熟過程によ り 、 化学物質に対する

感受性が異な る こ と が示唆された。 い く つかの影響にお

いては、 9,10-PQ よ り も 1,4-PQ、 1,2-NQ よ り も 1,4-NQ、

1,2-DN よ り も 1,4-DN でよ り 強い傾向がみられた こ とや

1,2-NQ と 1,2-DN、1,4-NQ と 1,4-DN の作用強度が一部類似

し ていた こ と か ら、 官能基の配置によ って作用機構が異

なる可能性も考え られた。

〔備考〕

領域代表者は東京農工大学畠山教授

3） 　 黄砂エアロゾルが救急外来受診に及ぼす影響の疫学

的検討

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD008

〔担当者〕 ○上田佳代 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 黄砂の救急外来受診に対する急性

影響を評価する ために、 黄砂の飛来頻度が高 く 、 かつラ

イ ダー観測装置の設置されている長崎において、 黄砂飛

来日と非飛来日における SPM濃度 と救急外来受診 と の関

連明ら かにする こ と を目的 と する。 さ らには、 救急受診

の原因疾患別の検討によ り 、 各疾患に対する影響評価も

行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では、 （ １ ） 目視判定によ る黄砂日 と救急搬送 リ

ス ク と の関連、 （ ２ ） 浮遊粒子状物質 （SPM） 濃度 と救急

搬送 リ ス ク と の関連、 （ ３ ） 黄砂消散係数を用いた閾値に

よ る黄砂曝露の有無と救急搬送 リ ス ク と の関連、 （ ４ ） 異

な る経路によ り 輸送された黄砂粒子曝露によ る救急搬送

リ ス ク と の関連、 について検討し た。 この検討において、

目視および黄砂消散係数を用いて評価し た黄砂曝露によ

り 、 救急搬送 リ ス ク の上昇がみられた。 また後方流跡線

解析の結果によ り 経路別に黄砂日を分類し てそれぞれの

救急搬送 リ ス ク について比べた と こ ろ、 渤海沿岸部を通

過する こ と が確認された黄砂日において有意な関連が見

られた。 これらの結果は、 国内 ・ 国際学会にて報告し た。

〔備考〕

4） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE010
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〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域），小池英子，柳

澤利枝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害廃棄物の代表例 と し ては、 1) 揮発性

有機物質や残留性有機汚染物質を含む殺虫剤やスプレー

缶など、 2) 重金属類やレア メ タルに関連する電池や基板

を含む小型電気電子機器や蛍光管など、 3) 難燃剤成分を

含む電気機器や繊維製品な どがあ る。 こ れ ら に対し て、

影響評価に関する取組みを行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 代表的な臭素系難燃剤 （BFRs） であ るポ リ

ブロモジフ ェニルエーテル （PBDE） の製剤 3 種類 [DE-

71: テ ト ラブロモ-; DE-79: オク タブロモ-; DE-83R: デカブ

ロモ -] とヘキサブロモシ ク ロ ドデカン （HBCD） 製剤、テ

ト ラブロモビ ス フ ェ ノ ール A （TBBPA） 製剤が、 ヒ ト 気

道上皮細胞に与え る影響について検討し た。 その結果、

BFRs の影響のパターンは化学物質によ り 異な る結果で

あったが、 DE-71 と DE-79、 HBCD、 TBBPA は、 細胞毒

性や炎症反応に関わる分子 （IL-6、 IL-8、 可溶性 ICAM-

1、 ムチン -1 等） を修飾する こ と が明らか と なった。 これ

よ り 、 これらの BFRs の曝露は、 気道上皮細胞から産生

される炎症性因子等を介し、 呼吸器、 免疫系に影響を及

ぼす可能性が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 　 酒井伸一 （京都大学）

掲示し た全体計画の一部を担当する ものであ る。

5） 　 環境化学物質による肥満および肥満に伴 う 病態への

影響に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまでに、 あ る種の環境化学物質が、 肥満を

伴 う 病態 ( 高脂血症、高血糖 ) を軽減する こ と を明らかに

し て き た。 本研究は、 肥満に伴 う 諸病態への環境化学物

質曝露の影響について、 その作用機構を解明する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに、 肥満マウ スにおいて、 反復的なデ ィ ーゼ

ル排気微粒子 （DEP） の経気道曝露によ り 、 肺局所にお

け る好中球性の炎症は惹起されるが、 好酸球浸潤は抑制

される こ と を明ら かにし た。 本年度は、 その作用機序に

ついて検討し た結果、 肥満マウ スにおけ る好中球性気道

炎症は、 DEP 曝露によ る炎症性因子の発現上昇に起因す

る と 考え られた。 一方、 肺局所におけ る好酸球浸潤の抑

制は、 肥満マウ スの肺組織における TNFα、 ICAM1 の発

現低下が関与し ている と 考え られた。 さ ら に、 肥満マウ

スは血中 ( 全身性 ) の eotaxin 濃度が高 く 、 DEP 曝露によ

り さ ら に発現が誘導された こ と か ら、 炎症局所への好酸

球浸潤が抑制され、 その結果、 炎症性因子の発現が減少

し た こ と も、 炎症反応の抑制に寄与し ている と 考え られ

た。

〔備考〕

6） 　 環境化学物質がアレルギー疾患に及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 若年層を中心にアレルギー疾患が増加し

ている と 言われているが、 その要因の一つに、 環境化学

物質の影響が指摘されている。 本研究では、 複数のアレ

ルギー疾患モデルを用い、 環境化学物質、 特に残留農薬

や大気汚染物質の影響を評価し、 影響が認め られた場合

は、 その作用機構の解明を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度、 γ- ベンゼンヘキサク ロ ラ イ ド (BHC) の経口

曝露がア レルギー性喘息を増悪す る こ と を明 ら かに し

た。 本年度は、 その作用機序を明ら かにする こ と を目的

と し て、 肺局所、 および肺胞洗浄液 (BAL) 上清中の炎症

性因子の発現を検討し た。 その結果、 肺組織における IL-

13, IL-33, RANTES、 BAL 上清中の IL-5, IL-13, RANTES,

eotaxin, MCP-1 の発現が、γ-BHC 用量依存的に増加し、高

用量曝露群で有意であった。 こ の結果は、 病理組織学的

所見 と 血清中 OVA-IgG1 量 と 並行し た。 こ れよ り 、 γ-

BHC 曝露は、Th2 反応を亢進し、好酸球性気道炎症を増悪

する可能性が示唆された。

〔備考〕

7） 　 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE005

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染物質の生体影響評価には環境汚染物

質の総濃度だけでな く 、 その化学形を含めた評価が重要

と な る。 こ のよ う な観点か ら、 環境汚染物質の毒性評価
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のみな らず、 同時に生体内におけ る環境汚染物質の化学

形を安定かつ高感度に分析し て毒性評価を行 う 、 分析毒

性学的手法を用いて、 影響 メ カニズムを解明する こ と を

目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 環境汚染物質の毒性発現には生体内への吸収、 蓄積、

排泄が関与する こ と が考え られる ため、 環境汚染物質で

あ る ヒ 素の生体内での化学形が吸収、 蓄積、 排泄に及ぼ

す影響 と、 ヒ 素の化学形変化に関与する因子の検索を行

う こ と を目的 と し、 本年度は ヒ 素の吸収について研究を

行った。 各種 ヒ 素を ラ ッ ト に対し、 胆管か ら腸管間投与

し た結果、 大き な個体差がみられた。 ヒ 素は腸内細菌に

よ り 代謝される こ と が報告されている こ と か ら、 腸管内

での ヒ 素の代謝が、 ヒ 素化合物の吸収に関与し ている こ

と が示唆された。

〔備考〕

8） 　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1013BD001

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域），小池英子，柳

澤利枝

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質が小児の発育に及ぼす影響

を明ら かにする ために大規模疫学調査 （エ コ チル調査）

が開始されるのに と も ない、 疫学研究 と 連携し それを補

完する ための実験毒性学研究の重要性は増し ている。 そ

こ で、 エコチル調査 と 連携 ・ 補完し、 環境中の化学物質

が子ど も の発達段階におけ る神経系 と 免疫系への影響を

検討し、 その メ カニズムを実験的に解明する。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ （ ２ ） 環境化学物質によ る アレルギー疾患

増悪 メ カニズムの解明 と ス ク リ ーニング手法の開発に関

する下記課題について、 と り ま と めを行った。 また、 か

な り の部分の研究業務を推進し た。

1) 環境化学物質によ る アレルギー性喘息増悪 メ カニズム

の解明

　 大気中浮遊粒子状物質の成分であ るベンツ [a] ピ レ ン

(BaP) を選択し、検討を行った。BaP 曝露は、Th2 反応を亢

進する こ と によ り 、 好酸球性気道炎症を誘発し、 喘息病

態を増悪する可能性が示唆された。

2) 環境化学物質によ る ア ト ピー性皮膚炎増悪 メ カニズム

の解明

　 フ タル酸ジエチルヘキシル （DEHP） によ る ア ト ピー性

皮膚炎への影響を検討し た。 DEHP を経口曝露し た群は

いずれも、 ア ト ピー性皮膚炎誘発のみの群のス コ ア値 と

同レベルであった。 また血中抗原特異的 IgG1 抗体価、 総

IgE 値も DEHP 曝露によ る産生上昇はみられなかった。今

後、 組織中の炎症関連タ ンパク の生化学解析、 炎症部位

の病理学的解析についての影響を検討する。 （以上、 大分

県立看護科学大学） また、 内分泌撹乱物質 と し て DEHP

がアレルギー性皮膚炎 （接触型過敏症） の発症に及ぼす

影響をマウ ス を用いて評価し た。 DEHP を投与し たマウ

スでは、 DEHP の投与日 （感作および炎症惹起前日） に

関わらず、 FITC によ る接触型過敏症が抑制され、 DNFB

によ る接触型過敏症には影響を及ぼさ ない こ と が示唆さ

れた。 （以上成育医療セン ター）

3) 環境化学物質によ る アレルギー性鼻炎増悪 メ カニズム

の解明

　 ビ ス フ ェ ノ ール A （BPA） のアレルギー反応に及ぼす

影響を調べる目的で、 マウ ス由来マ ク ロ フ ァージ様細胞

株を用いた炎症性サイ ト カ イ ン遺伝子発現ス クルーニン

グ系において、 OVA （卵白アルブ ミ ン ： アレルゲン） 存

在下、 BPA の量―反応関係を調べた。 BPA が OVA 存在

下でアレルギー反応を高める作用があ る可能性が示唆さ

れた。 そ こ でスギ花粉症に対する BPA 曝露の影響をマウ

ス を用いて調べた。 Crij1 （ス ギ花粉ア レルゲン） +Alum

感作系では、 BPA はむし ろアレルギー反応を抑制する方

向に作用する こ と が明らか と なった。 （以上、 大分県立看

護科学大学）

4) 環境化学物質のアレルギー性疾患増悪影響に対する ス

ク リ ーニング手法の開発

　 DEHP と フ タル酸ジ イ ソ ノ ニル （DINP） を評価対象 と

し、 骨髄由来樹状細胞 （BMDC） の遺伝子発現に及ぼす

影響について検討し た。その結果、DEHP または DINP の

曝露によ り 、BMDC の細胞傷害に対する防御機構や免疫・

炎症反応に関わる因子を修飾する こ と が示唆された。

〔備考〕

9） 　 細胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワークに注目し た環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1013CD002

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域），小池英子，柳

澤利枝

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 疫学や動物モデルを用いた こ れま での研究に

よ り アレルギー疾患を増悪する こ と が既に明ら かに され

ている環境汚染物質を主た る対象 と し、 アレルギー増悪
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作用の メ カニズムをア ト ピー動物 と その免疫担当細胞を

用いて解明する。特に、アレルギー増悪影響において key

role を担っている免疫担当細胞 と そのネ ッ ト ワーク、 及

び、 細胞内分子 と そのネ ッ ト ワーク を in vitro、 ex vivo、 in

vivo で系統的に解析し、 絞 り 込み、 明らかにする。

〔内容および成果〕

　 これまでに、 マウ ス脾細胞に対するデ ィ ーゼル排気微

粒子の有機抽出成分（DEP-OC） とベンゾ [a] ピ レ ン （BaP）

の曝露は、 TCR や CD69、 MHC class II、 CD86 等の発現

を増強し、 T 細胞 と抗原提示細胞いずれも活性化する こ

と を明ら かにし ている。 本研究では、 脾細胞か ら特定の

T 細胞や抗原提示細胞 （B 細胞、 マ ク ロ フ ァージ、樹状細

胞） を単離または除去し た後、 これらに DEP-OC と BaP

を曝露し、 細胞表面分子の発現の変化を検討し た。 その

結果、 DEP-OC は、 T 細胞および B 細胞、 マ ク ロ フ ァー

ジを直接的に活性化するが、 樹状細胞には直接的に影響

を及ぼさ ないこ と を明らかにし た。 BaP は、 T 細胞およ

び B 細胞、 マ ク ロ フ ァージ、 樹状細胞を直接的に活性化

し たが、 単離し た T 細胞に対し ては BaP によ る活性化作

用が弱ま った こ と から、 抗原提示細胞 と の相互作用によ

る影響の存在が示唆された。

〔備考〕

10） 　 子ど もの健康と環境に関する全国調査

〔研究課題コー ド〕 1032AM001

〔担当者〕 ○佐藤洋 （エコチル調査） ， 新田裕史， 田村憲

治， 佐藤ゆき， 小野雅司， 米元純三， 伊藤裕康，

佐々木裕子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 44 年度 （2010 ～ 2032 年度）

〔目 　 的〕 2010 年 3 月、 環境省は 「子ど もの健康 と環境に

関する全国調査 （エコチル調査）」 基本計画を作成し、 国

立環境研究所を コ アセン ター と し て、 エコチル調査が開

始される こ と と なった。 エコチル調査は、 環境要因が子

ど も の健康に与え る影響を明ら かにする こ と、 特に化学

物質の曝露や生活環境が胎児期か ら小児期にわた る子ど

も の健康にどのよ う な影響を与えているのかについて明

ら かにし、 化学物質等の適切な リ ス ク管理体制の構築に

つなげる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 2032 年度までの合計 22 年間に及ぶ調査期

間の初年度 と し て、 研究計画書を作成する と と も に、 リ

クルー ト に使用する説明書及び同意書並びに調査の実施

に関する各種手順書の作成、 参加者か ら採取する血液 ・

尿 ・ 毛髪 ・ 母乳等の回収 ・ 分析 ・ 保管等の体制整備、 デー

タ管理システムの構築等を行った。

　 また、 臨床医学の専門的立場から コ アセン ターを支援

する メ デ ィ カルサポー ト セン ター （独立行政法人国立成

育医療研究セン ター） 及び調査の実施を担 う 全国 15 のユ

ニ ッ ト セン ター と 協働し て、 コーホー ト 調査を開始する

ための準備を進め、2011 年 1 月から北海道、 宮城、福島、

千葉、 神奈川、 甲信、 富山、 愛知、 京都、 大阪、 兵庫、

鳥取、 高知、 福岡、 南九州 ・ 沖縄の各調査地区において

調査対象者の リ クルー ト を開始し た。

〔備考〕

大気圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP015

〔代表者〕 ○今村隆史 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化やオゾ ン層破壊な どの地球規模の

問題か ら、 越境広域大気汚染、 更には都市におけ る大気

環境問題に至る様々な時空間ス ケールでの大気環境に関

わる課題について、 ２ つの重点研究プロ グ ラ ム （地球温

暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然共生研究プロ グ ラ

ム） と も連携しつつ、 大気環境に関わる個々の物理 ・ 化

学プロ セスの解明 と その相互作用の理解に関する基盤的

研究を行 う 。 大型実験施設 （大気拡散大型風洞や光化学

反応チャ ンバー） など を利用し た個々の物理 ・ 化学プロ

セスに関する室内実験、 化学的な分析手法を用いた大気

の組成や微量物質の濃度の精密分析、 遠隔計測手法を用

いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動の観測、 人

工衛星データ も含めた観測データの解析、 大気数値モデ

ルを用いた数値実験、などのアプローチで研究を進める。

また新たな大気遠隔計測手法や大気微量物質の計測手法

の開発に も取 り 組む。 研究対象の現象 と し ては、 大気へ

の有害汚染物質の放出や大気中での汚染物質の変質、 領

域ス ケールでの汚染物質の輸送、 地球規模での物質循環

過程、 大気構造や汚染物質の大気の放射特性への影響、

微物理過程を含む雲 ・ エア ロ ゾル相互作用およびそれら

の放射影響、 地球規模での気候システムの変化、 成層圏

オゾン層の変化、 などが挙げられる。

〔内容および成果〕

　 地域ス ケールでの大気質の変化が日本国内の大気質に

及ぼす影響の例 と し て、 アジア自然共生研究グループ と

共同で、 2011 年 2 月上旬に西日本域で継続的に観測され

た視程低下 （煙霧の発生） について、 ラ イ ダーネ ッ ト ワー

ク のデータ、 全国の大気常時監視局での浮遊粒子状物質

濃度や光化学オキシダン ト 量の測定結果な らびに大気輸

送モデルの解析か ら、 その主因は大陸か ら の人為起源粒

子の越境輸送によ る と 考え られる こ と、 冬季であ るに も
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関わらず、 越境汚染によ る光化学スモ ッ グ も影響し てい

た可能性が高いこ と を見いだし た。

　 日中韓モンゴルの ４ ヵ 国連携で進めている連続観測小

型 ラ イ ダーを活用 し た黄砂モニ タ リ ン グのための黄砂

ネ ッ ト ワーク観測では、 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク の内の主

要な ５ 地点のラ イ ダーについて新たにラ マン散乱受信系

の設置し、 大気汚染型エア ロ ゾルの う ち吸収性エア ロ ゾ

ル （煤） の時空間分布の測定を行った。 また ラ イ ダーデー

タ を 活 用 し た 解 析 研 究 と し て、 衛 星 搭 載 ラ イ ダ ー

（CALIPSO） 観測データ と NIES 地上ラ イ ダーネ ッ ト ワー

クデータの季節変動の比較か ら、 黄砂の季節変動や年変

動解析に対する CALIPSO データ を評価し、その整合性を

確認し た。 更に、 黄砂発生源であ る タ ク ラ マカン砂漠域

での春季から夏季にかけてのダス ト 層厚が比較的高い高

度 （3 ～ 5km） まで達し、 自由対流圏エア ロ ゾルの発生

源と し ての重要性が示唆された。

　 温室効果気体の地球規模での物質循環過程の理解 と し

て、 地球環境研究セン ター と 共同し て、 日本－オセアニ

ア間を定期運航する貨物船を用いた酸素／窒素比の観測

を継続する と と も に、 観測データの解析を行った。 観測

データ を も と に、 大気－海洋間の二酸化炭素な らびに酸

素の交換を反映する ト レーサーであ る大気ポテンシ ャル

濃度 （APO） の緯度分布な らびにその経年変化を調べた

結果、年平均の APO の緯度分布は赤道付近にピーク を持

ち、 北半球中緯度付近に極小値を持つよ う な分布を示す

こ と が分かった。 数値モデル と の比較か ら、 赤道付近で

のピークは海洋の酸素な らびに二酸化炭素のフ ラ ッ ク ス

の緯度分布を反映し ている こ と が分かった。 一方、 北半

球中緯度域でのAPOの極小の存在はモデルでは再現でき

ておらず、 同緯度帯付近に酸素または二酸化炭素の相対

的な吸収が存在し ている可能性が示唆された。

　 反応性気体の海洋上での分布の観測に向けた研究 と し

て、 海水中の微量成分を連続的に気相抽出でき る平衡器

と プロ ト ン移動反応質量分析計を組み合わせた溶存揮発

性有機化合物の連続定量法の開発を継続し た。 また、 開

発を進めている手法を 2008年夏に西部北太平洋亜寒帯で

行なわれた研究航海での観測に応用し た。 連続定量測定

か ら、 従来見逃されていた と 思われる小さ い空間ス ケー

ルにおけ る硫化ジ メ チルや揮発性有機化合物の濃度変動

の存在を明らかにし た。

　 地球規模での気候変動やオゾン層の変動に関する研究

と し て、 数値モデルを活用し た数値実験結果の解析研究

を進めた。 気候変動に関連し た研究 と し ては、 観測デー

タの解析から過去約 100 年間に減少 ト レ ン ド の存在が指

摘されている熱帯北アフ リ カ領域の夏季陸域降水量につ

いて、 温室効果ガス な らびに人為エア ロ ゾルの変化が力

学的効果な らびに熱力学的効果を通し て降水量の長期変

化に及ぼす影響の寄与評価を行った。 成層圏オゾン層に

関する研究 と し て、 成層圏化学気候モデルを用いて太陽

活動11年周期 と成層圏内のオゾン分布の変化の影響を調

べ、 太陽活動の活発化の直接的な影響 （上部成層圏での

オゾンの増加 と 高温化） に加え、 大気の循環への影響を

介し た赤道下部成層圏域でのオゾン量の増加 と 高温偏差

の存在を明ら かにし た。 また極域でのオゾン層破壊 と し

て、 北極域でのオゾン層破壊に関する観測を欧州の研究

グループ と協力し て進めた結果、 2010 年冬／ 2011 年春

に北極域で大規模なオゾン層破壊が進行し ている こ と を

明ら かにし た。 これは、 今冬の北極圏上空で異常低温が

継続し ている こ と が原因であ り 、 今冬初めか ら ３ 月下旬

までの北極上空におけるオゾン全量の破壊量は 40％に達

し、 過去最大の破壊量であ る こ と を見いだし た。

(4)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り 、 例えば石炭では～ 1.1、 石油

では～ 1.4、 天然ガスでは～ 2.0 と推定されている。 し た

がって、化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば、 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で、 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ

ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動におけ る -O2:CO2 比を解析

し、 エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間で観測される汚染イベン ト におけ る O2 と CO2 濃

度 の 変 動 を、 ラ グ ラ ン ジ ュ 型 の 大 気 輸 送 モ デ ル

（FLEXPART） と、 陸域生物圏、 化石燃料燃焼、 および海

洋を起源とする CO2 と O2 フ ラ ッ ク ス を用いて計算し た。

計算の結果、 汚染イベン ト におけ る CO2 の短期的濃度増

加は主に化石燃料起源によ る も のであ る こ と が明らかに

なった。 バ ッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解析によ って中国起源 と

同定された汚染イベン ト について、 モデル計算における
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O2:CO2比を求める と -1.1±0.1 と な り 、観測結果 と よい一致

を示し た。 この O2:CO2 比は陸域生物圏の光合成 ・呼吸の

際の交換比 と 一致するが、 モデルの感度実験か ら汚染イ

ベン ト における O2:CO2比は中国での化石燃料燃焼の際の

平均的な O2:CO2 比を反映する こ と が示された。

〔備考〕

2） 　 気候フ ィ ー ドバッ クの相関関係について

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF002

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人為起源の温室効果ガ ス濃度増加に対する気

候フ ィ ー ド バ ッ ク の不確実性は依然大 き い。 こ れま で

個々のフ ィ ー ド バ ッ ク 過程に関する研究は多 く あ る が、

異な る フ ィ ー ド バ ッ ク過程の間の相関関係に関する研究

はほ と んど行われていない。 本研究では、 異な る フ ィ ー

ド バッ ク過程の間の相関関係に関し て、 その物理 メ カニ

ズムを明らかにする。また観測データ と の比較によ って、

フ ィ ード バッ ク の不確実性の制約を試みる。

〔内容および成果〕

　 最新の気候モデル MIROC5 を用いて、 物理スキーム内

の10のパラ メ ータ値を観測の不確実性範囲内で走査する

「物理アンサンブル実験」 を実施し た。 現時点で 25 メ ン

バーのコ ン ト ロール実験および ４ 倍 CO2 濃度実験の計算

が終了し ている。 その実験データ を解析する こ と で、 短

波雲フ ィ ー ド バ ッ ク と 地表アルベ ド フ ィ ー ド バ ッ ク の間

に逆相関があ る こ と を示し、 相関関係が生じ る メ カニズ

ムを明ら かにし た。 さ らに両フ ィ ー ド バッ ク の強さ と 関

係する現在気候再現成績指標を調べ、 フ ィ ー ド バ ッ ク の

不確実性の制約を行った。

〔備考〕

(4)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0608AE549

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 24 年度 （2006 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 気候シ ス テ ムは様々な時空間ス ケールで変動

し ているが、 これら の変動が、 何ら かの外的な気候変動

要因によ り 強制された も のか、 あ るいは気候システムが

本質的に持つ揺ら ぎ （内部変動） によ る も のか、 を峻別

する こ と は、 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化

シグナルを検出する上で大変重要であ る。 こ のよ う な観

点か ら、 本研究では、 数値気候モデルを用いて、 様々な

気候変動要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関す

る知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 標準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値

シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて、 気候システムが本質的

に持つ内部変動 （気候の揺ら ぎ） に関する知見を得る と

と も に、 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ さ

れる長期気候変化が、 気候の揺ら ぎでは説明で き ない、

統計的に有意な変化であ る こ と を示す。 また、 そのよ う

な有意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。

本年度も、 長期気候変化シグナルの統計的有意性の検定

に向け、 大気海洋結合気候モデル MIROC を用いて行っ

た様々な条件下での20世紀気候再現実験結果の解析を継

続し て行った。 特に、 大気中の水蒸気収支式を援用し た

解析手法に基づき、 北極域で平均し た陸域降水量の長期

変化傾向を も た らす原因について考察を加えた。

〔備考〕

2） 　 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニ タ

リ ング

〔区分名〕 海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

〔研究課題コー ド〕 0610CC995

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ド ・ 東南アジアを含む東アジアの観測空白

域に、 エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 放射系を統合的に観測し、 同地

域および世界の気候変化、 植生変化等の研究に資する観

測システムを構築する。 IPCC 報告書にあ る よ う に、 特に

エア ロ ゾル ・ 雲過程の不確定性を早急に縮小させる こ と

が緊急に必要な課題であ り 、 そのための高精度観測網の

整備及び解析体制を整える こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所を中心に東アジアに展開する ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク の う ち、 ス カ イ ラ ジオ メ ータ ネ ッ ト ワーク

（SKYNET） と同期観測が行われている千葉、 福江島、 辺

戸岬、 ソ ウル、 タ イ国ピマイ を SKYNET-Lidar と位置付

け、 連続的な観測を行ない、 ス カ イ ラ ジオ メ ータ と 合わ

せた放射観測データセ ッ ト を構築し た。 観測データはエ

ア ロ ゾル気候モデルの検証やデータ同化研究に利用され

た。 また、 東アジアのラ イ ダーネ ッ ト ワーク は、 国際気

象機関 （WMO） の Global Atmosphere Watch （GAW） の

GAW Aerosol Lidar Observation Network （GALION） に位置
―  155  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
付け られた。

〔備考〕

代表者 千葉大学 　 環境 リ モー ト セ ン シ ン グ 研究セ ン

ター 高村民雄

3） 　 亜酸化窒素濃度分布を介し た北極域オゾン層の長期

変動に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0710CD390

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 北極域オゾン濃度の年々変動は、 オゾンの化学

破壊の年々変動 と、 オゾン輸送の年々変動の、 両方の影

響を受け る。 そ こ で、 こ の両方の過程に関係する、 オゾ

ン濃度、 亜酸化窒素濃度、 気温、 子午面循環、 化学オゾ

ン破壊率な ど の量的関係を調べ、 オ ゾ ンの化学破壊の

年々変動 と 輸送の年々変動を分離し て理解する こ と が本

研究のポ イ ン ト であ る。 成層圏の大気波動活動の年々変

動によ って引き起こ された上述の要素の年々変動の因果

関係および量的関係を数十年にわた るモデル計算結果 と

衛星観測データ を解析し、 明ら かにし てい く こ と が本研

究の目的であ る。

〔内容および成果〕

　 大気波動の活動度の指標であ る EP-flux の 1980 ～ 2100

年の年々変動 と 下部成層圏亜酸化窒素濃度を解析し た結

果、 EP-flux の大きい年は、 亜酸化窒素濃度が一時的に低

く な る傾向があ る こ と がわかった。 これは、 波動の収束

によ る下降流の増加と対応する。

〔備考〕

4） 　 次世代大気モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク用多波長高ス

ペク ト ル分解ラ イダーの開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD002

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

松井一郎

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気浮遊微粒子 （エア ロ ゾル） の大気環境への

影響 （大気汚染や健康被害） を評価する上で、 エア ロ ゾ

ルの種類 （硫酸塩、 煤、 黄砂等） を同定し それら の性質

（濃度、 サイ ズや光学特性） や動態 （生成、 輸送、 消失過

程） を把握する こ と は不可欠であ る。 本研究では、 エア

ロ ゾル種を同定しかつそれら の濃度 ・ 動態 ・ 性質を精緻

観測する次世代のエア ロ ゾルモニ タ リ ングネ ッ ト ワーク

の構築を主眼 と し、 定量測定 と 昼夜自動連続運転を両立

させた地上ネ ッ ト ワーク用の小型の多波長高スペク ト ル

分解ラ イ ダーの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は開発計画に沿って、 開発し た ラ イ ダーで測定

されたデータか ら粒子 （エア ロ ゾルや雲） の光学特性を

抽出する解析手法の開発 （幾何学的効率等の校正を行い、

消散係数、 後方散乱係数、 偏光解消度を精密に導出する）

と波長 355nm の高スペク ト ル分解ラ イ ダーシステムの自

動測定のために必要 と な る長同調システムの開発を行っ

た。構築し たシスてムの検証のために、開発し た ラ イ ダー

によ る実測も行った。 導出されたエア ロ ゾルや雲の光学

特性は先行研究の値 と 整合し ていた こ と か ら、 開発し た

ラ イ ダーシステムや解析手法の妥当性が実証された。

〔備考〕

5） 　 プロ ト ン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子移

動反応質量分析法の大気計測への適用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD005

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）， 谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中に揮発する有機化合物 （揮発性有機化合

物、 VOC） はそれ自体人体に有害な もの も あ るが、 窒素

酸化物 と と も に大気汚染の原因物質で も あ り 、 汚染大気

中で光化学オゾンや二次有機エア ロ ゾル （SOA） を生成

し、 間接的にも人的な健康被害を与える。 VOC のオン ラ

イ ン計測手法と し て、 陽子移動反応 - 質量分析計 （PTR-

MS） が開発 さ れた。 本手法の特徴は、 イ オン化部分に

VOC を選択的かつ ソ フ ト に イ オン化する陽子移動反応

（PTR） イオン化を用い、 １ ppbv 以下の微量成分を高速

に検出する こ と ができ る点であ り 、 従来の方法では定量

が困難な酸素を含むよ う な有機化合物 （アルデ ヒ ド、 ケ

ト ンなど） に高い感度を もつこ と も大き な利点でも あ る。

しかし、 アルデ ヒ ド と ケ ト ンは多 く の場合、 異性体であ

る ため、 質量分析法では原理的に区別でき ない。 我々の

グループでは、 VOC の陽子親和力 （PA） の差を利用し

て、 異性体を PTR-MS 法で区別する こ と に成功し た。 本

研究の目的は、大気中に多種類存在する VOC を選別し て

測定する ための手法を開発する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 二段式 PTR イオン化法を用いて PA が未知であ る含酸

素 VOC の PA の決定を試みた。 本研究ではイ ソ プレ ンの

二次、 三次生成物であ る グ リ コールアルデ ヒ ド （GA） と

ヒ ド ロ キシアセ ト ン （HA） の PA の決定を行った。 また、

PA は量子化学計算で求める こ と が可能であ るので、その
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計算値の信頼性について考察し た。 実験は、 一次イオン

を変えていき、GA と HA の検出相対強度の変化の様子を

測定し た。 GA では一次イオンに陽子化 p- キシレ ンを、

HAでは陽子化DMSを用いた時に検出されな く なる。この

曲線から、 GA 及び HA の PA はそれぞれ、 おおよそ 780

kJ/mol、820 kJ/mol と決定された。い く つかの含酸素 VOC

のPAの実測値 と量子化学計算で求ま った計算値を比較し

た。 アルデ ヒ ド と ケ ト ンについては実測値 と 計算値がよ

く 一致し ているのに対し、 今回のよ う に ２ つの酸素を含

む有機化合物では、 計算値は実測値を再現し ていない こ

と がわかった。

〔備考〕

6） 　 オゾン層破壊に関連し た極成層圏雲の特性評価に関

する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD005

〔担当者〕 ○中島英彰 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史，

佐伯浩介

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 極成層圏雲 （PSC） がから んだオゾ

ン破壊 メ カニズムの定量的理解のために、 地上の分光観

測と オゾンゾンデ観測、 衛星観測データによ り 、 PSC の

特性評価 と それがオゾン破壊に及ぼす影響を定量的に理

解し よ う と する も のであ る。 将来の温室効果ガスの増加

によ る成層圏の寒冷化の影響を よ り 受け る と 考え られる

北極域において PSC と オゾンの観測を複数年行い、 北極

域におけるオゾン破壊に PSC が及ぼす影響を定量的に評

価し、 オゾン将来予測モデルの不確定性の低減に貢献す

る こ と を本研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 2010 年 12 月から 2011 年 3 月まで、 ノ ルウ ェー ・ ニー

オルス ンにおいて、低分解能 FTIR 及びエア ロ ゾルゾンデ

を用いた PSC 観測を実施し た。 FTIR 観測では 39 日間の

観測を行い、 う ち 12 日間に上空の PSC を観測する こ と

が出来た。 OPC は、 ３ 回の放球実験を実施し た。 また並

行し て、 ロ シア ・ 西シベ リ ア ・ サレハル ド におけ るオゾ

ンゾンデ ・ マ ッ チ観測を実施し た。 こ のサレハル ド を含

む、ヨーロ ッパマ ッチ観測キ ャ ンペーンの観測から、2011

年に北極域で史上最大と なるオゾン破壊（40％）が起こ っ

ている こ と が明ら か と なった。 本研究結果は、 ヨ ーロ ッ

パ地球物理学連合大会における発表と同期し て世界 15 ヵ

国で同時に報道発表し、 日本のマス コ ミ に も取 り 上げら

れた。

〔備考〕

ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンでの観測は、 ノ ルウ ェー極地

研究所、 並びに ド イ ツ ・ アルフ レ ッ ト ・ ウ ェーゲナー研

究所と の共同研究であ る。

7） 　 ラ イダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワークによ

るエアロゾル動態解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク、 地上観測データ と地域

化学輸送モデルを用いてエア ロ  ゾル分布 と 動態を把握

し、 地域毎のエア ロ ゾル種、 エア ロ ゾル濃度の気候学的

な特徴、 イベン ト 毎のエア ロ ゾル濃度変化などを明らか

にし て、 植物影響、 健康影響研究 と 連携する こ と を目的

と する。 特に気象条件に依存する高い時間分解能のエア

ロ ゾル濃度分布の変化に注目し、 植物影響、 健康影響の

指標と なるパラ メ ータ と時間ス ケールを検討する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所を中心に東アジアに展開し ている ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク の主な地点のラ イ ダー （ ２ 波長偏光ラ

イ ダー） に窒素のラ マン散乱測定用チャ ンネルを追加し、

夜間大気下層の消散係数を後方散乱 と は独立に自動計測

でき る よ う に改良し た。 これによ って ラ イ ダー比の測定

が可能にな り 、 従来の黄砂 と 球形エア ロ ゾル （硫酸塩な

ど） の分布の推定に加えて、 ブ ラ ッ ク カーボンの導出が

可能 と なった。 一方、 偏光ラ イ ダーか ら得られる地上付

近の黄砂消散係数 と 球形エア ロ ゾルの消散係数の継続的

データ をエア ロ ゾルの健康影響に関する疫学研究に提供

し た。 その結果、 黄砂の呼吸器系疾患への影響を有意に

示す結果が得られた。 また、 黄砂のラ イ ダーネ ッ ト ワー

クデータで同化し たモデル と 地上のエア ロ ゾル質量濃度

データ を用いた考察によ り 、 ラ イ ダーか ら推定される黄

砂消散係数は小粒子の黄砂 （黄砂のみの PM2.5） と良い

相関があ る こ と が明ら かにな り 、 黄砂消散係数が健康影

響の良い指標と なっている こ と が裏付け られた。

〔備考〕

8） 　 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エア

ロゾル生成過程の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD004

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究ではイ ソ プレ ン、 テルペンなどの植物起
―  157  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
源揮発性有機化合物 BVOC を対象と し て、 気相酸化反応

と それに続いて起こ る二次有機エア ロ ゾル生成 ・ 成長の

初期過程に焦点を当て、 これら に直接関与し ている化学

種の特定を行 う と と も に、 各素過程の速度を決定し、 粒

子生成の メ カニズムを定量的に明ら かにする こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 陽子移動反応 - 飛行時間型質量分析計 （PTR-TOFMS）

の TOF 部に リ フ レ ク ト ロ ンを用いる こ と によ り 、従来の

single-path 型での質量分解能 （m/Δm） が約 100 であっ

たのが、 1000 以上を実現する こ と に成功し た。 本高質量

分解能 PTR-TOFMS を用いて、 植物起源揮発性有機化合

物の大気酸化反応によ るガス状生成物の検出 と 二次有機

エア ロ ゾル （SOA） 中の有機成分の分析を行った。 実験

は、 テフ ロ ンバッ グ内に植物起源揮発性有機化合物 と オ

ゾンを導入し、 反応によ って生成する ガス状生成物に関

し ては、 フ ィ ルターを通し て、 PTR-TOFMS 装置に導入

し て分析を行い、 SOA に関し ては、 テフ ロ ンフ ィ ルター

に捕集し、 そのフ ィ ルターを PTR-MS イオンレ ッ ト 部の

フ ロー系につないで、 気化するエア ロ ゾル中の有機成分

を PTR-TOFMS で検出する ものであ る。 α- ピネン と オ

ゾ ン と の 反 応 で は、 ガ ス 状 生 成 物 と し て、 10-

hydroxypinonic acid （分子量 200） 、 pinonic acid （分子量

184）、 pinonaldehyde （分子量 168）、 pinene oxide （分子量

152） が検出された。 一方の SOA を分析する と、 質量ス

ペク ト ルは重いほ う にシフ ト し てお り 、 上記の化学種由

来のイオンシグナルも検出された。 質量数の重い化学種

と し ては、 m/z 217 （C10H16O5）、 229、 241 の質量数にイ

オンシグナルが検出された。 さ らに m/z 327、 341、 355、

359、 369 にも イオンシグナルが検出され、 これらはオ リ

ゴマーと考え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 廣川淳准教授 （北海道大学大学院地球環境

科学研究院）

科学研究費補助金 　 新学術領域研究 （研究領域提案型）

「東アジアにおけるエア ロ ゾルの植物・人間系へのイ ンパ

ク ト 」 の計画研究班 A01-P02

9） 　 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定シ

ステムの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）， 中村哲

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 最先端のデータ 同化手法である ア

ンサンブルカルマンフィ ルタ （ EnKF） と 高性能の化学輸

送モデルを用いて、大気微量成分のための４ 次元データ 同

化シス テムを開発する 。 ま た、 炭酸ガス 、 オゾン、 エアロ

ゾルのそれぞれについて、衛星観測データ の利用環境の整

備、 EnKF の最適化、 化学輸送モデルの精度向上を図り 、

４ 次元データ 同化シス テムの性能向上を図る 。従来手法の

ナッ ジングによ る データ 同化結果と 比較し 、性能を評価す

る 。 特に、 EnKF の大気微量成分解析の応用例は欧米でも

ま だ少ないので日本独自の研究と し て発展さ せる 。

〔内容および成果〕

　 MLS によ るオゾンの ３ 次元分布および OMI-TOMS に

よ るオゾン全量データ を EnKF によ って同化し た と き と、

し ない と き と で気象場 （気温 ・ 風速） の同化に与え る影

響を 2006 年 7 月について調べた。環境研モデルでオゾン

と気温のバイ アスが大きい 10hPa 付近 （～ 30km） につい

て調べた結果、 以下のこ と がわかった。

１ ） MLS の ３ 次元オゾン同化によ って、 この高度域のオ

ゾン量のみな らず気温の同化性能がよ く なった。

２ ） さ らにオゾン全量を同化させる と わずかではあ るが

同化性能がよ く なった。

３ ） オゾン全量だけの同化で も こ の高度域の気温の同化

性能は良 く なるが、 MLS の ３ 次元オゾン分布同化ほどの

同化性能の向上は見られなかった。

　 平成 23 年度では、気象研モデル、CHASER の同化実験

結果を使って同様な解析を行 う 。

〔備考〕

研究課題代表者 　 岩崎俊樹 （東北大学大学院 ・ 理学研究

科 ・ 教授） 　

10） 　 PTR-TOFMS を用いたデ ィ ーゼル車排ガス中ニ ト ロ

有機化合物のリ アルタ イム計測

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域），谷本浩志，佐

藤圭， 今村隆史， 伏見暁洋， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼルエンジンは、熱効率が高 く CO2 排出

量が低い と い う 特徴を もつ一方、 PM （Particulate Matter、

粒子状物質） および NOx （窒素酸化物） を多 く 排出する

ため、大気汚染や健康影響の観点から PM および NOx の

排出量の大幅削減が強 く 求め られている。 そ こ で、 燃焼

技術、 後処理技術、 燃料 ・ 潤滑油性状の改善 と い っ た

デ ィ ーゼル排ガ ス低減技術の取 り 組みがな さ れてい る。

しかし ながら、 最新の報告では、 後処理装置の部分で人

体に有害 と 考え られる ニ ト ロ有機化合物が生成し ている
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可能性が示唆されている。 その生成はエンジンの稼働状

況 ・ 運転条件に大き く 依存する も の と 考え られる。 本研

究では、 デ ィ ーゼル車排ガス中のニ ト ロ有機化合物の排

出状況に関するデータ を収集する ため、 ニ ト ロ有機化合

物の多種類を リ アルタ イ ムに測定する装置の開発を行 う

ものであ る。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年度の交通安全環境研究所と の合同試験で、市

販の陽子移動反応－質量分析計 （PTR-MS） を用いて、 ど

のよ う なガス状ニ ト ロ有機化合物が、 デ ィ ーゼル車 A の

排ガス中で排出されているかを調べた と こ ろ、 ニ ト ロ メ

タ ン、 ニ ト ロ フ ェ ノ ール類、 ニ ト ロ カテ コール （と その

異性体） が排出されている こ と が分かった。 一方、 粒子

中においては、 加熱脱着 （TD） -GC/MS を用いた 1- ニ ト

ロ ピ レ ン と 9- ニ ト ロ アン ト ラ センの検出 ・ 定量に成功し

た。 本年度は、 市販の PTR-MS 及び高性能化し た PTR-

TOFMS で排ガスの分析を行い、 性能評価の比較を行っ

た。 また、 PTR-(TOF)MS を用いた粒子状成分の リ アルタ

イ ム計測に向けて、 ガス成分 と 粒子成分を分けて分析す

る ための試料導入部の検討を行った。 さ らに、 LC/MS で

の粒子状のニ ト ロ有機化合物の検出 ・ 定量を行い、 TD-

GC/MS の結果 と比較し た。

　 本年度の成果と し ては、デ ィ ーゼル車 A でのガス成分、

粒子成分を分析し た結果、 JE-05 走行モー ド のホ ッ ト ス

タ ー ト 時の平均排出濃度 と し て、 ニ ト ロ メ タ ン （ガ ス

10ppbv ； 粒子 zero）、 p- ニ ト ロ フ ェ ノール （ガス  0.7ppbv;

粒子 ～ 100 ng/m3 （全てガス化し た とする と～ 15pptv に

相当））、1- ニ ト ロ ピ レ ン （ガス  zero; 粒子～ 30 ng/m3 （（全

てガス化し た とする と～ 5pptv に相当）） と整理できた。

車種を変えた （デ ィ ーゼル車 B） 実験で、 ガス相におい

て、ニ ト ロ メ タ ンが排出されている こ と が確認できたが、

それ以外のニ ト ロ有機化合物の排出は見ら れなかった。

ニ ト ロ メ タ ンは車種によ らず排出されているが、 それ以

外のものは車種に依存する と思われる。 PTR-(TOF)MS に

よ るエア ロ ゾル成分の リ アルタ イ ム計測に向けた導入部

分の検討を行い、 また、分析結果の比較に AMS のデータ

も 使えそ う な こ と がわかっ た。 粒子成分分析において、

TD-GC/MS と LC/MSで1-ニ ト ロ ピ レ ンに関し て、同じ結果

が得られた。 TD-GC/MS はニ ト ロ多環芳香族炭化水素、

LC/MS はニ ト ロ フ ェ ノ ール類の分析を得意 と する ため、

相補的な分析体制が確立でき た。

〔備考〕

再委託先 ： 広島大学大学院理学研究科 　 高口博志准教授

連携機関 ： 独立行政法人交通安全環境研究所

11） 　 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 オゾン層は様々な原因で変動する。 その変動の

原因を明ら かにする こ と と 同時に、 その変動が成層圏大

気および対流圏大気に及ぼす影響を調べる こ と も、 オゾ

ン層 と 成層圏、 対流圏 と の間の相互作用を理解する上で

必要であ る。 本研究では、 これら の相互作用を含めた新

しい化学気候モデル （新しい気候モデルをベースにし た

化学気候モデル） を開発し、 そのモデルを用いた温室効

果気体、 オゾ ン層破壊物質濃度のシナ リ オ実験を行い、

オゾン層 と 成層圏、 対流圏の間の相互作用の過程を明ら

かにする こ と目的とする。

〔内容および成果〕

　 IPCC-AR4 で使われた大循環モデル MIROC3.2 をベー

スにし た新しい化学気候モデルの開発を行った。 2000 年

と 2050年のハロゲン濃度 と温室効果気体の濃度でそれぞ

れ数年間の計算を行った と こ ろ、上部成層圏の ５ hPa （高

度 40km 付近） の気温は、 2050 年の方が 2000 年に比べて

約 ６ 度低 く なってお り 、 また、 対流圏では気温が上昇し

ていた。 これら の結果は、 これまでの化学気候モデルや

気候モデルで計算された値と比べて妥当な値であ る。

〔備考〕

12） 　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する反応性の大気微量成分は、 光

化学反応によ って変化し ながら、 大気環境の変化を も た

らす。 例えば、 大気中に放出される揮発性有機化合物は、

窒素酸化物 と と も に、 大気汚染の原因物質であ る。 それ

ら の中には、 大気寿命が比較的長い も の も あれば、 かな

り 短い も のも あ る。 大気環境の変化を監視する ため、 高

速での大気微量成分のモニ ターが必要であ る。 本研究で

は、 大気微量成分の高速での測定を目的 と し、 化学イオ

ン化質量分析法の開発に取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 揮発性有機化合物の多成分 リ アルタ イ ム計測用に開発

し た 陽 子 移 動 反 応 － 飛 行 時 間 型 質 量 分 析 計 （PTR-

TOFMS）のTOF部に リ フ レ ク ト ロ ンを用いる こ と によ り 、
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高質量分解能化に成功し た。 こ のこ と によ り 、 TOF が得

意 と する重い分子量のも のまで検出する こ と ができ る よ

う になった。 しかし なが ら、 高質量分解能化を行った結

果 と し て、 イオン検出の問題が新たに発生し た。 これま

でイオン計測に TDC を用いていたが、縦ス ケールは １ bit

しかないため、 高質量分解能化のため、 同じ時間にイオ

ンがイオン検出器に到達する可能性が高 く なったが、 イ

オンが ２ つ以上検出器に到達し て も それを １ つのイオン

と しかカ ウ ン ト できず、 数え落 と し を し ている こ と が分

かった。そ こ でイオン計測に ADC を用いる こ と でその問

題が解決される こ と がわかった。

〔備考〕

13） 　 オ イ ラー型モデル出力 との整合性の観点で見た ト

ラジ ェ ク ト リ解析手法の研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE005

〔担当者〕 ○菅田誠治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 客観解析気象データ の風データ 等を 利用し た

バッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解析は、大気中物質の発生源推定等

において大き く 活用さ れている 。し かし 、その精度や適応

限界は必ずし も 系統的に把握さ れている と は言えない。本

研究は、オイ ラ ー型の気象モデルの出力を基に計算し たト

ラ ジェ ク ト リ の精度を詳細に分析し 、ま た、基と なる 出力

と の整合性を調べる こ と によ り 、バッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解

析の計算手法や適用法の問題点の有無を詳細に調べ、今後

の発生源推定研究等に資する こ と を目的と する 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ト ラ ジ ェ ク ト リ ーモデルに用いる時間差分

ス キームの選択によ る現実再現性への影響について調査

を行った。 前年度の結果に基づき、 与え る風データの分

解能は ６ 時間 と し、 低次のス キームを用いた場合 と 高次

のス キームを用いた場合の ト ラ ジ ェ ク ト リ ーの差異を各

種気象条件に対し て調べた。 その結果、 高低気圧性渦の

中心付近や上層ジェ ッ ト 気流付近において ト ラ ジ ェ ク ト

リ ーの振舞いについて顕著な差異が生じ る こ と があ る こ

と がわかった。 これらによ り 最低で も ２ 次精度以上のス

キームを用いる必要が示された。

〔備考〕

14） 　 MIROC3.2 ベース化学気候モデルの開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF003

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）， 山下陽介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 オゾン層将来予測、 気候変動予測のための環境

研の新 し い化学気候モデル を開発す る。 その た めに、

MIROC 3.2 大循環モデルへ成層圏化学モジュールおよび

旧化学気候モデルに関連 し て開発を行っ たその他のモ

ジュールを導入し、 MIROC 3.2 ベースの新化学気候モデ

ルの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 熱帯対流圏上部での低温バイ アスが小さ い MIROC 3.2

大循環モデルへ成層圏化学過程を導入し、 環境研の新化

学気候モデルの開発を行った。 その結果、 これまでの化

学気候モデルに比べて成層圏の水蒸気量が倍増し観測値

に近 く なった。 また、 HOx の増加によ り 、 上部成層圏の

オゾン濃度が減少し て観測値に近 く な り 、 さ らにそれに

よ って、 上部成層圏の気温が低下し て観測に近 く な る と

い う 良好な結果を得た。

〔備考〕

15） 　 成層圏無機塩素化合物の分配比に関する研究

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 1010AI004

〔担当者〕 ○杉田考史 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 成層圏オゾ ンに関する大気物理化学過程の定

量的把握を目的 と し て、 日本独自に取得 し た衛星観測

データ利用を中心と し た研究を行な う 。 そのために 2009

年11月よ り 定常観測を開始し た国際宇宙ステーシ ョ ン搭

載の超伝導サブ ミ リ 波 リ ム放射サウ ンダ （SMILES） から

のオゾンや無機塩素化合物濃度の高度分布の情報を解析

に用いる。 また、 現在開発中の光化学ボ ッ ク スモデルを

用いる こ と で、 塩化水素 と 一酸化塩素の分配などの素過

程の定量把握を行な う 。

〔内容および成果〕

　 光化学ボ ッ ク スモデルのモジ ュールの整備を委託作業

によ り 実施。 SMILES 観測データの整備 と 解析、 および

その解釈のための気象デー タ の整備を実施。 他の衛星

データ を用いてモデル初期値を作成。 観測点か ら の流跡

線解析を行い、試験的にモデル計算を実施。 ClOx と HOx

の反応によ るHCl生成の重要性が近年指摘されているが、

定量的な解決には未だ至っていない。 本研究ではそ この

焦点をあてて、 その感度解析を実施。 予備的な結果では

あ るが、 観測された南極春季の高い HCl/Cly 比の １ ヵ月

程度の維持には反応速度定数の推奨値の範囲内 （違い）

によ る影響は極めて小さ いこ と が示唆された。

〔備考〕
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16） 　 ラ イ ダーデー タ を用いたエア ロ ゾル ・ 雲マス ク ス

キームの開発に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE003

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルや雲の大気環境や気候への影響を

評価す る 上でそれ ら の時空間分布の把握は不可欠であ

る。 これまでにラ イ ダーデータ を用いてエア ロ ゾルや雲

の光学特性 （濃度、 種類 （組成） 、 粒径分布など） の時

間 ・ 鉛直分布を抽出する手法の開発 と データ解析を行っ

て き た。 そ こ で本研究ではエア ロ ゾル ・ 雲の光学特性を

評価するのではな く 、 エア ロ ゾル ・ 雲のタ イプ毎 （黄砂

や氷雲など） の出現分布 （有る無し分布） を評価する解

析手法 （エア ロ ゾル ・ 雲マス ク） の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 エア ロ ゾル ・ 雲マス ク ス キームについての検討および

プ ロ グ ラ ム開発を行い、 実装へ向けたテ ス ト を行った。

ミ ー散乱ラ イ ダー用に先行研究の手法を参照し、 エア ロ

ゾル と 雲を識別する手法の開発を行った。 開発し た手法

を環境研のラ イ ダーデータへ適用し、 良好な結果を得る

に至った。 エア ロ ゾルや雲のタ イプの細かな識別には至

らず、 今後の課題と し て残っている。

〔備考〕

17） 　 センサネ ッ ト ワーク を用いた都市大気モニ タ リ ン

グシステムの開発

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE006

〔担当者〕 ○内山政弘 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染の深刻な都市域での汚染質は、 局所的

に偏在する と と も に、 時間的に も変動し ている こ と が知

られている。 こ のよ う な都市大気汚染質を測定する ため

相応しいセンサネ ッ ト ワーク を開発する。

〔内容および成果〕

　 ５ ヵ 所の既設大気汚染監視局にセンサネ ッ ト ワーク ・

ノ ー ド 併設し、 １ 年間の平行測定を実施し た。 携帯電話

網によ るデータ取得は良好であった。 オゾンセンサ と 監

視局オゾ ン測定値の間には良い平行関係が得ら れたが、

測定値は異なっていた。 そ こ で、 センサに影響を与え る

要因を検討する ために北海道大学にて実大気を対象 と し

て詳細な大気計測と ノ ード測定と の平行観測を行った。

〔備考〕

北海道大学工学研究科、 札幌市

18） 　 化学気候モデルの長期ラ ンを利用し た、成層圏オゾ

ンの対流圏気候への影響評価に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF006

〔担当者〕 ○中村哲 （大気圏環境研究領域）， 秋吉英治

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 成層圏オゾ ンの長期 ト レ ン ド と 対流圏気候 と

の関係を指摘する研究が最近活発化し ている （Son et al.,

2008 など）。ス ター ト ア ッ プでは 20 年程度の解析から、中

緯度下部成層圏でオゾン濃度が高い と きに対流圏の気温

が低 く な る メ カニズムについて詳細な解析を行った。 同

様な メ カニズムが化学気候モデルの将来予測実験におけ

る長期的なオゾン層変化 と 対流圏気候変化に対し て働い

ているかど う かをグ ローバルに解析する。

〔内容および成果〕

　 国際プロ ジェ ク ト ・ 化学気候モデル検証 （CCMVal） の

データベースか ら、 解析に必要な物理量の他機関の計算

結果データの取得を行った。 環境研の化学気候モデルの

計算結果を解析し た結果、 今後予想される成層圏オゾン

増加が対流圏へ与え る影響は、 南半球中緯度で大きい こ

と がわかった。 今後、 他機関の計算結果データについて

も同様な解析を行 う 。

〔備考〕

19） 　 自動車からのガス状ニ ト ロ有機化合物の排出に関

する実大気観測

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF009

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域），谷本浩志，藤

谷雄二， 伏見暁洋

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル車か ら 多 く 排出 さ れ る粒子状物質

や窒素酸化物の排出量を低減する ための取 り 組みがな さ

れているが、 その取 り 組みの と こ ろで、 人体に有害 と 考

え られる ニ ト ロ有機化合物が生成し ている可能性が示唆

されている。 我々はシ ャ シーダ イナモ メ ータ を用いた実

験で、 ニ ト ロ有機化合物が排出されている こ と を見出し

た。 それら のニ ト ロ有機化合物が実際に大気へ排出され

ている こ と を検証する ため、 幹線道路沿道での実大気観

測を行 う 。

〔内容および成果〕

　 2011 年 １ 月から ３ 月にかけて、 川崎池上新田交差点 と

後背地の ２ 観測地点において、 陽子移動反応質量分析計
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を用いて、 ニ ト ロ有機化合物のその場測定を行った。 ニ

ト ロ メ タ ンの速い時間変化の様子を捉えた。比較のため、

キ ャ ニス ターを用いて大気サンプ リ ングを行い、 GC/MS

での測定も行い、 ニ ト ロ メ タ ンを検出 ・ 定量し た。

〔備考〕

20） 　 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE002

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国際宇宙ス テーシ ョ ンや小型衛星な ど を利用

し た能動的光遠隔計測手法によ る大気、 植生などの計測

について基礎的検討を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 国際宇宙ステーシ ョ ンから植生 （樹冠高度、 植生体積

散乱のプロ フ ァ イル、 植生指標） を測定する ラ イ ダーを

東北工業大学など と 共同で検討し提案し た。 こ の衛星ラ

イ ダーは Nd:YAG レーザーで得られる 660nm と 1064nm

を光源 と し、 ２ 次元アレ イ センサーを用いてフ ッ ト プ リ

ン ト 内の植生の ３ 次元的プロ フ ァ イル と 植生指数を測定

する。

〔備考〕

21） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イ ダーでのデー タ品質評価手

法の検討

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE004

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

清水厚， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 遠隔計測研究室で展開 し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは ２ 波長 (532、 1064nm) 散乱強度 と 532nm での

偏光解消度の測定が行え る。 現在、 このラ イ ダーは約 20

台稼働し てネ ッ ト ワーク観測を行っている。 稼働以来数

年が経過し て き てお り 経年変化に伴 う 各種構成部品の劣

化状況を把握でき るデータ品質評価手法を確立し、 現地

での装置の保守を円滑に行 う 必要が生じ て き ている。 本

研究では、 定常的なデータの監視手法および保守時に行

う データ品質評価方法の検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 連続観測小型ラ イ ダーの連続的観測データか ら、 ラ イ

ダー装置の各チャ ンネル感度や光軸ア ラ イ ン メ ン ト の安

定性などの評価を行った。 観測地点によ っては、 観測室

の室温の変化の影響によ る感度変化や光軸のずれなどが

見られ、 これらの対策を検討し た。

〔備考〕

22） 　 PM2.5と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH004

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），菅

田誠治， 若松伸司， 早崎将光

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 PM2.5 と 光化学オキシダン ト の実態を解明し、

発生源寄与率を評価する こ と を目的に、 これまで実施し

てきた C 型共同研究 「西日本及び日本海側を中心 と し た

地域におけ る光化学オキシダン ト 濃度等の経年変動に関

する研究」 ( 平成 13 ～ 15 年度 )、「日本における光化学オ

キシダン ト 等の挙動解明に関する研究」 （平成 16 ～ 18 年

度） 、 「光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解

明に関する研究」 （平成 19 ～ 21 年度） を発展させ、 (1)

常時測定時間値データや PM2.5 測定データのデータベー

ス化 と 解析、 (2) 粒子成分や VOC 成分の測定 と 解析、

(3)PM2.5や光化学Oxの測定法に関する検討、(4) モデル解

析等によ る発生源寄与率評価の検討、 (5) 衛星観測データ

解析などを実施し て、PM2.5 と光化学 Ox の実態を解明し

発生源寄与率を評価する こ と によ り 、 地方自治体や国の

大気汚染施策に活用する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 共同研究体制を整備し、 研究計画を具体化し て、 研究

を開始し た。 全国の大気環境時間値や PM2.5 測定値など

のデータベース化に関する検討を進めた。 また、 平成 23

年度に実施を予定し ている PM2.5 成分・VOC 成分の観測

計画について議論し た。更に、PM2.5 と光化学 Ox の測定

法や発生源寄与率評価方法、 衛星観測データ解析手法な

どについて検討し た。

〔備考〕

参加 50 研究機関：独立行政法人北海道立総合研究機構環

境科学研究セン ター、 青森県環境保健セン ター、 宮城県

保健環境セン ター、 秋田県健康環境セン ター、 山形県環

境科学研究セン ター、 新潟県保健環境科学研究所、 茨城

県霞ヶ 浦環境科学セン ター、 栃木県保健環境セン ター、

群馬県衛生環境研究所、 埼玉県環境科学国際セン ター、

千葉県環境研究セン ター、 財団法人東京都環境整備公社

東京都環境科学研究所、 川崎市公害研究所、 長野県環境

保全研究所、 山梨県衛生環境研究所、 静岡県環境衛生科

学研究所、 富山県環境科学セン ター、 石川県保健環境セ

ン ター、 福井県衛生環境研究セン ター、 岐阜県保健環境
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研究所、 愛知県環境調査セン ター、 名古屋市環境科学研

究所、 三重県保健環境研究所、 滋賀県琵琶湖環境科学研

究セン ター、 京都府保健環境研究所、 京都市衛生環境研

究所、 大阪府環境農林水産総合研究所、 大阪市立環境科

学研究所、 財団法人ひ ょ う ご環境創造協会兵庫県環境研

究セン ター、 神戸市環境保健研究所、 鳥取県衛生環境研

究所、 島根県保健環境科学研究所、 岡山県環境保健セン

ター、 広島県立総合技術研究所保健環境セン ター、 山口

県環境保健セン ター、 徳島県保健環境セン ター、 香川県

環境保健研究セン ター、 愛媛県立衛生環境研究所、 高知

県環境研究セン ター、 福岡県保健環境研究所、 福岡市保

健環境研究所、 北九州市環境科学研究所、 佐賀県環境セ

ン ター、 長崎県環境保健研究セン ター、 熊本県保健環境

科学研究所、 熊本市環境総合研究所、 大分県衛生環境研

究セン ター、 宮崎県衛生環境研究所、 鹿児島県環境保健

セン ター、 沖縄県衛生環境研究所

共同研究者 ： 若松伸司 （愛媛大学）、 山川和彦 （島津テ ク

ノ リ サーチ）、 笠原三紀夫 （中部大学）、 鵜野伊津志 （九

州大学）、 神成陽容 ( 国立環境研究所）、 野口克行 （奈良

女子大）、 早崎将光 （千葉大学）、 速水洋 （電力中央研究

所）、 飯島明宏 （高崎経済大）、 岩本真二 （日本環境衛生

セン ター）、 日置正 （京都府保健環境研究所）

水土壌圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP016

〔代表者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 　 流域を構成する河川 ・ 湖沼 ・ 海域 ・ 地下水な

どの水圏及び土壌圏について、 水の循環やそれに伴 う 栄

養塩 ・ 有機物などの循環の解明、 また、 水圏 ・ 土壌圏に

おけ る汚染防止対策を主な研究対象 と する。 海洋汚染 と

いった広域の環境問題や、 湖沼 ・ 海域で見られる富栄養

化、 さ らに近年特に深刻化し ている土壌汚染などの地域

的な環境問題について、 観測、 現象解明、 予測等の基礎

研究を実施する。 水質環境管理上、 現在問題 と なってい

る事項について課題を整理し科学技術的に解明する こ と

で、 今後の管理手法改善を目指す。 さ ら に、 劣化し た環

境を修復する ために、 有機性廃棄物 ・ 低濃度排水の管理

と エネルギー化技術、 沿岸環境修復技術などの開発及び

環境修復技術の評価手法を開発する。 環境修復技術開発

は、 重点研究プロ グ ラ ム （アジア自然共生研究プロ グ ラ

ム、 循環型社会研究プ ロ グ ラ ム） と 連携 し て実施する。

水環境質研究室では、 陸水 ・ 地下水の化学物質や金属等

によ る汚染実態を把握し、 水系生態系での物質循環を物

理 ・ 化学 ・ 微生物学的な見地か ら定量的に解析する。 さ

ら に水環境保全の観点か ら、 新たな排水処理 ・ 土壌浄化

システムの開発や、 地下水汚染対策技術の影響評価手法

に関する研究を行 う 。 湖沼環境研究室では、 長期的なモ

ニ タ リ ン グに よ り 湖沼の水質や生態系の変動を把握し、

特に有機物によ る汚濁機構を解明する。 有機炭素ベース

の湖沼流域モデル開発 と 検証、 有機物組成 と 反応性の関

係解明、 湖沼の有機物指標の見直し、 浄水 ・ 下水処理の

適正化等を通し、 湖沼環境保全施策の方向性を示す。 海

洋環境研究室では、 日本を と り ま く 広域海洋及び閉鎖性

海域について、 その環境汚染および生態系変質の進行状

況の評価 と 機構解明を行 う 。 特に、 陸域か ら流入する各

栄養塩負荷 ・ 組成の変化によ る有害微細藻類の増加、 浅

海域の自然浄化機能の喪失、 汚染物質流入によ る生態系

影響 と その軽減手法に関する研究を行 う 。 土壌環境研究

室では、 鉛、 レ ア メ タル等の金属汚染や都市域におけ る

土壌汚染実態、 及び土壌圏におけ る物質循環を、 物理 ・

化学 ・ 微生物学的な観点から把握し、 流域 （森林 ・ 土壌 ・

水循環） モデル開発、 汚染物質の土壌動態パラ メ ータの

整備、 汚染対策技術の影響評価、 慢性的土壌劣化等に関

する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 水土壌環境では、 湖沼 ・ 内湾等のよ う に閉鎖性の高い

水域において環境基準の達成率が依然 と し て改善されな

い原因 と される富栄養化などの問題や、 金属や化学物質

によ る地下水や土壌の汚染など多 く の未解決の課題があ

る。 これら の課題を解決する ために、 第 ２ 期中期計画で

は、 領域内 ４ 研究室 （水環境質、 湖沼、 海洋、 土壌） の

協力体制の下に、 また他ユニ ッ ト と 連携し ながら次の ３

つのテーマを柱と し た研究を推進し て きた。

１ ） 水環境保全及び流域環境管理に関する研究

　 湖沼におけ る有機物の循環を評価する ために、 植物プ

ラ ン ク ト ンの一次生産を従来法で用いる放射性同位体を

使用 し な い で測定す る 方法 FRRF (fast repetition rate

fluorometer) を開発し、 放射性同位体フ リ ーで測定する こ

と に我が国で初めて成功し た。 霞ヶ浦の溶存有機物中の

ア ミ ノ 酸や糖類は選択的にバ ク テ リ アに分解 さ れ る こ

と、 バク テ リ アの ２ 次生産量は と て も高 く 炭素循環に大

き な影響を与えている こ と がわかった。 溶存有機物中の

D 態ア ミ ノ酸濃度に基づいて溶存有機物中のバク テ リ ア

由来の割合を算出する方法を開発し た。約 30 年間に渡っ

て採取された霞ヶ浦底泥の窒素安定同位体比の長期 ト レ

ン ド を解析し た結果、 深さ ３ cm 以深で底泥の窒素同位

体比が顕著に小さ く な る こ と がわかった。 また、 硝酸イ

オンの窒素 と 酸素の同位体比の解析から、 霞ヶ浦に流入

する河川における硝酸性イオンの起源解析に成功し た。
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　 閉鎖性海域の底層が貧酸素化し た結果、 底質中に発生

する硫化物蓄積 ・ 挙動について着目し、 特に毒性の高い

遊離態の硫化物について水深や底質環境の異な る地点で

の季節変化 と 底生生物の生息状況 と を併せて解析し た。

東京湾奥部 と 運河部 ・ 人工海浜におけ るにおけ る定点調

査を行い、 底質 と 水深の異な る箇所において夏期に海水

温 ・ 泥温が上昇する と 共に底泥間隙水中の遊離硫化水素

の蓄積濃度が顕著に上昇し、 水深 10m 以深の地点では大

型底生動物の生存固体が認められな く な る こ と が確認出

来た。 特に調査定点中最も深 く 嫌気的な底質環境にあ る

東京灯標付近において、 我が国での沿岸海域底泥中での

硫化水素の調査報告事例中、 最も高い蓄積濃度 （約 700

mg-S/L 近 く ） に達し ている こ と が判った。

　 窒素飽和の進行が汚濁負荷発生源 と し ての森林域の寄

与に及ぼす影響 と、 森林管理の適正化によ る窒素飽和改

善効果を検討し た。 平水時渓流水中の硝酸態窒素濃度に

関する 80 年代 と の長期比較から、筑波山森林生態系にお

いて窒素過剰状態が顕著に進行し ている こ と を明ら か と

し た。 また、 東北大学複合生態フ ィ ール ド セン ター内の

スギ人工林試験地を対象に、 間伐強度の違いが土壌にお

け る窒素貯留能に及ぼす影響に関する調査を開始し、 年

間を通し て無間伐区や弱度間伐区に比べ、 強度間伐区で

は土壌から の窒素溶脱が抑制されている こ と を定性的に

確認し た。

２ ） 流域における環境修復 ・ 改善技術に関する研究

　 高濃度廃液の処理に対応可能な ラ ボス ケール メ タ ン発

酵処理シス テムを独自に設計 ・ 作製し、 糖蜜系廃液の処

理試験 （国内 ： 糖蜜廃液、 タ イ ： バイ オエタ ノ ール蒸留

廃液） を開始し た。 現時点で、 有機物負荷 30 kgCOD/m3/

d の条件下で有機物除去率 90％の安定し た処理性能を発

揮し ている。 パーム製造廃水 と その主要成分であ る高級

脂肪酸の集積培養試験の結果、 廃液に含まれる高級脂肪

酸の種類に応じ た菌相構造が形成される こ と、 特にオレ

イ ン酸の メ タ ン生成細菌に対する阻害性が強い こ と など

を明ら かにし、 廃液の適切処理法確立のための基礎知見

を得る こ と ができ た。

　 界面活性剤を地下に注入する浄化工法の安全性評価を

目的 と し て、 鉄粉によ る ク ロ ロエチレ ン類の化学還元分

解反応機構に及ぼす界面活性剤の影響を検討し た。 分解

反応は β 脱離と水素化分解の競争反応と なったが、その

比率は界面活性剤の種類によ り 異なった。 ク ロ ロエチレ

ン類の鉄粉表面への吸着を低下させる界面活性剤の系で

は、 水素化分解の比率が小さ く な る こ と か ら、 水素化分

解反応が鉄粉表面での接触反応であ る こ と が示唆 さ れ

た。 油耐性植物 と その根圏微生物によ る油汚染浄化技術

の開発研究において、 油汚染砂質土壌にアーバ ス キ ュ

ラー菌根菌 （AM 菌） の接種源 と し てご く 少量の健全な

黒ボ ク土壌を添加する と、 無添加に比べて最大 40％の油

分解の向上が認められた。 植物 と その根圏微生物を利用

し た安価で ク リ ーンな油汚染浄化技術の開発の端緒 と な

る も のであ る。 微生物によ る ヒ 素の還元 ・ 可溶化作用を

利用し た ヒ 素汚染土壌浄化において、 異化型 ヒ 酸塩還元

細菌と ビ タ ミ ン B2 の併用によ って、ヒ 素汚染土壌の経済

的浄化が可能であ る こ と を示し た。 ビ フ ィ ド バク テ リ ウ

ム属によ る水銀イオンの金属水銀への還元活性、 な らび

に メ チル水銀の分解機構について検討し、 本細菌属の水

銀化合物 （ メ チル水銀、 塩化第二水銀） に対する感受性

は、 これまで報告されている水銀耐性菌 と は大き く 異な

る こ と を明らかにし た。

３ ） 流域におけ る生態系保全のための現象把握 ・ 現象解

明に関する研究

　 霞ヶ浦における水質 ・ 生物などのモニ タ リ ングを 1977

年から実施し ている。 現在は、 UNEP などの事業であ る

GEMS/Water モニ タ リ ングの一環 と し て当モニ タ リ ング

を継続し、 湖水 ・ 底泥を毎月採取し て、 栄養塩、 ク ロ ロ

フ ィ ル ａ 、 溶存有機物 DOM 等を計測し ている （CGER

モニタ リ ング事業経費）。

　 日本沿岸域の海水温におよぼす温暖化の影響を評価す

る ために、各自治体において過去 30 年間以上蓄積されて

き た公共用水域常時監視で測定された海水温変動の重回

帰分析の結果、 千葉県以北の太平洋側 と 九州を除 く 日本

海沿岸以外のほぼ全ての海域で、 有意な海水温上昇が認

め られた。 高頻度の海水温測定データ を取得する ために

小型自立水温ロ ガーを東京湾 ・ 川崎港、 平洋沿岸部 ・ 宮

城県 ・ 塩釜湾に引き続き、 平成 22 年度は九州 ・ 福岡県博

多湾口 と 鹿児島湾の二箇所それぞれに設置し測定し た。

記録 さ れた海水温デー タ は、 当所の環境情報セ ン タ ー

ホームページ 「環境展望台」 に公表する予定で web サイ

ト を構築中であ る。

　 三重県内の ヨ シ原干潟において底生動物の炭素 ・ 窒素

安定同位体比を網羅的に測定し た結果、 ご く 近接し た生

息場所間において も底生動物の餌利用が大き く 異な る こ

と か ら、 餌資源の供給源 と な る隣接生息域までを含めた

生息環境の保全が重要であ る こ と が示唆された。

　 都市部の土壌では、 レア メ タル等によ る大気降下物由

来の汚染が認められ、 今後の汚染次第では健康被害も懸

念される。 こ のよ う な状況か ら、 首都圏を対象に広域的

に土壌を採取 ・ 分析する こ と によ って、 レア メ タルを主

と し た有害金属のモニ タ リ ングを継続し、 特にアンチモ

ンが表層に蓄積されている こ と を明らかにし た。
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(5)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE926

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

牧秀明， 金谷弦

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境劣化の著 し い我が国の沿岸海域におけ る

栄養塩の過剰負荷、 漁業利用、 底質改変、 石油流出等に

よ る生態系に及ぼす影響と修復手法の評価を行 う 。特に、

ICSU-SCOPE によ って刊行された 「流域、 内湾および閉

鎖性海域の科学 と 管理」 の報告書 （2008） で強調された

「履歴的閾値」 の概念 （負荷が一度閾値を越えて し ま う と

それ削減し て も修復が進みに く く な る） をキーワー ド と

し、 個別の観測や長期モニ タ リ ングの結果を併せて、 内

湾を中心と し た系の環境変質と修復可能性を評価する。

〔内容および成果〕

　 従来ケ イ素 （Si） 循環への人為影響はあ ま り 考慮さ れ

て こ なかったが、 近年 「人為影響で窒素 （N） や リ ン （P）

は増え るが、 自然に補給される Si はダムで ト ラ ッ プされ

て流下が減る。 このため海域の Si 相対比が低下し、 Si を

必須 と する ケ イ藻 （海洋生態系の基盤） よ り も非ケ イ藻

類 （有害赤潮種を含む） が有利にな る」 と する 「シ リ カ

欠損仮説」 が提起 さ れてい る。 こ の仮説の検証のため、

琵琶湖 - 瀬戸内海をモデル水系と し、 1994 ～ 2008 年の

間、 別府 - 大阪間のフ ェ リ ーを利用し た高頻度の時系列

観測を行った。 その う ちの播磨灘部分について、 各年の

N栄養塩を横軸、Si栄養塩を縦軸に と った季節変化軌跡を

描き、 冬季→春季の植物プ ラ ン ク ト ン増殖期 （栄養塩減

少期） 終了後の 「Si 切片」 を定義し て 1990 年代から 2000

年代の長期変動を追 う と、 こ の値が負→正へ と 回復する

傾向がみられた。すなわち過去には Si が枯渇し て N が残

留し ていたが、近年は N が枯渇し て Si が残留する傾向に

あ る。 こ の こ と は近年の非ケ イ藻赤潮減少、 ケ イ藻赤潮

の増加傾向と整合し、 Si が環境決定要因になる こ と、 す

なわちシ リ カ仮説が妥当性を持つこ と が確認でき た。 こ

のよ う な結果は年数回程度の観測では把握できず、 フ ェ

リ ーによ る高頻度時系列によ ってはじめて明ら かになっ

た こ と であ る。 栄養塩→卓越藻類種 と い う ボ ト ムア ッ プ

制御 と は逆の、 ケ イ藻の生物的挙動→栄養塩状況 と い う

方向の制御が働いている こ と も推測される。

〔備考〕

2） 　 干潟機能の高度化シ ス テムによ る水環境改善及び

CO2 固定化技術の開発研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD001

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域），樋渡武彦

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 富栄養化 し た閉鎖性内湾での水環境改善対策

は喫緊の課題であ るが、 一方、 温暖化対策の推進が求め

られている こ と か ら、 エネルギー使用量を増加させる こ

と は出来ない。 本研究では、 干潟の持つ自然水質浄化機

能の内、 二枚貝によ る水質浄化能を高度化し、 システム

化する こ と で、 こ の課題を解決する こ と を目的 と する。

産業で発生する温排水などの余剰エネルギーや排ガス中

の CO2 を用いて二枚貝の増殖や微細藻類への CO2 固定化

能を最大化し、 また、 食料 と し ての二枚貝の供給が可能

と なる コ ・ ベネフ ィ ッ ト 技術開発を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ）高機能干潟システムにおける栄養塩削減と CO2 固定

高効率化モデル開発研究

　 微細藻類増殖モデル及びアサ リ 成長モデルシ ミ ュ レー

シ ョ ンに必要なパラ メ ータ を炭素、 窒素、 リ ンの元素レ

ベルで表すために微細藻類及びアサ リ 稚貝の成分分析を

行い、 各成分の相関図を作成し た。 また、 下記の結果を

基に微細藻類増殖モデル及びアサ リ 成長モデルを各成分

の収支を表現する ためのモデルに改善し、 微細藻類か ら

アサ リ 成長へ と移行する各成分の挙動か ら環境水中の栄

養塩動態について考察し た。

（ ２ ） CO2 固定 リ ア ク ターによ る微細藻類大量培養技術の

開発研究

　 改良された CO2 溶解装置によ り 微細藻類の増殖速度が

高 く な り 、 CO2 濃度の影響が Monod 式で近似でき る よ う

になった。 Chaetoceros sp.MO 株によ る温室内での半連続

培養において細胞数経時変化か ら 求めた比増殖速度は

0.28 ～ 0.68(day-1) であった。培養期間の半分は夜間であ る

こ と から実質増殖期間は 0.5 日であ るので、 比増殖速度

はその倍の 0.56 ～ 1.36(day-1) と な り 、 本藻類の実験室で

得られている最大増殖速度 1.3(day-1) で増殖し ていた と考

え られる。 また、 半連続培養では栄養塩の無機態窒素の

約 70％以上、無機態 リ ンの約 90％以上は藻類に吸収され

ていた こ と か ら、 水質浄化に向けての本研究課題の一部

が達成でき た と考え られる。

（ ３ ） ： 二枚貝高生産増殖技術の開発研究

　 水温変化 と 稚貝サ イ ズに よ る濾過速度 と の関係では、

サイ ズの小さ い個体ほど単位重量当た り の濾過速度は大

き く な る こ と が示された。 また、 水温変化 と 濾過速度 と
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の関係では水温変化によ り 濾過速度は大き く は変化し な

い こ と が確認された。 水温別稚貝サイ ズ別における成長

の違いについては、 各稚貝サイ ズ と も 22 ℃から 25 ℃の

成長が良 く 、 28 ℃以上では成長が阻害される こ と になっ

た。 結果にばらつきが大きい こ と か ら、 環境 と 成長 と の

関係を正し く 把握する ためには同様の試験を複数回実施

する必要があ る と考え られた。

〔備考〕

3） 　 ク リ ーン開発メ カ ニズム適用のためのパームオイ ル

廃液（ POME） の高効率の新規メ タ ン発酵プロセスの

創成「 プロセスの安定化・ 効率化のための微生物群の

コ ミ ュ ニティ 解析・ コ ント ロール技術に関する研究」

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD003

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域） ， 小野寺

崇， 窪田恵一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 アジア地域の開発途上国における

パームオ イル廃液 （POME） の不適切処理に伴 う 温室効

果ガスの発生抑制 （パームオイル工場での CDM 事業展

開） を目指し、 POME の高効率処理を達成し う る メ タ ン

発酵技術の開発を行 う 。 パームオ イル廃液 （POME） は

高有機物濃度 （COD 濃度 70 ～ 80g/L） であ り 、 脂質由来

の COD 成分が 1/3 を占める難分解性廃液であ る。

　 本研究では、 主に脂質 （高級脂肪酸 :LCFA） の嫌気条

件下におけ る分解機構や分解に関わる微生物群集構造の

解析に よ り 、 パームオ イル廃液 （POME） の メ タ ン発酵

処理の安定化 ・ 効率化に関わる基礎知見を収集する こ と

を目的と し て行 う 。

〔内容および成果〕

　 POME および POME に含まれる LCFA の嫌気分解特性

を把握する ため 35 ℃条件下で、 回分集積培養を行った。

POME、 パル ミ チン酸、 オレ イ ン酸を炭素源 と し て振 と

う 培養を行い、 経時的に メ タ ン生成 と 有機物分解の様相

を調査し た。 また、 LCFA の分解に関わる細菌群の系統

学的な情報を得 る ため 16S rRNA 遺伝子を標的 と し た

DGGE 解析及びク ローン解析を行った。

　 集積培養試験の結果、 全ての集積培養系において良好

な基質の分解 と メ タ ン生成が確認された。 但し、 オレ イ

ン酸の分解は、 他の基質よ り も明ら かに遅 く 、 また阻害

によ る メ タ ン生成反応の停止がしばしば観察された。 集

積培養汚泥の DGGE 法によ る菌相解析の結果、 高級脂肪

酸分解菌 と し て の報告の あ る Syntrophus 属細菌、

Syntrophomonas 属細菌の存在が確認された。 また ク ロー

ン解析の結果、 パル ミ チン酸集積汚泥ではパル ミ チン酸

の資化能が高い Syntrophomonas palmitatica の近縁種のみ

が多 く 検出され、 POME 及びオレ イ ン酸集積汚泥では比

較的幅広い LCFA 資化能を持つ Syntrophomonas zehnderi

の近縁種が多 く 検出された。 以上の結果か ら、 集積培養

汚泥の LCFA 資化能 と 菌相に関連性が見られた。 また、

オレ イ ン酸は分解が遅 く 、 阻害性も強いため POME 廃水

の メ タ ン発酵処理では、 廃水のオレ イ ン酸濃度や LCFA

分解細菌のモニ タ リ ングが安定運転のために重要であ る

こ と が分かった。

〔備考〕

東北大学か ら の再委託研究 （研究代表者 ： 原田秀樹 教

授）、 共同研究機関 　 長岡技術科学大学、 独立行政法人産

業技術総合研究所、 SIRIM （マレーシア）

4） 　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互

作用に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0811AG001

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 林誠二， 冨岡典子，

野原精一， 佐野友春， 荒巻能史， 佐藤貴之， 岩

崎一弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 湖沼において有機物と微生物生態系 （バク テ リ

ア） 等の相互作用を評価する。 長期モニ タ リ ングデータ

（組成、 分子サイ ズ、 同位体比等） 解析から、 湖沼流域に

おける有機物の循環と DOM の難分解性化 メ カニズムを

明ら かにする。 流域河川流出モデル と 生態系を考慮し た

湖内 ３ 次元モデルを組み合わせて、 湖内の特定地点にお

いて、 流域の個々の特定発生源や湖水域毎の内部生産源

からの寄与を定量的に算定する。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦で優占する藍藻類 ３ 種 （Microcystis aeruginosa、

Anabaena flos-aquae、 Planktothrix agardhii） を対象 と し て

増殖実験を行い、 増殖段階毎に採取 し たサ ンプル中の

DOM の分子量分布を紫外部吸光度 （UV） および全有機

炭素 （TOC） 検出器を用いて測定 ・ 解析し た。 ３ 種の藍

藻類と もに UV 検出 と TOC 検出では分子量分布が顕著に

異なる こ と が明らか と なった。藻類が増殖する と と もに、

UVでは検出されないがTOCで検出される分子量35,000ダ

ル ト ン以上の も のが卓越する こ と が示された。 定常期の

サンプルでは、TOC と し て、35,000 ダル ト ン以上の DOM

の方が分子量 3,000 ダル ト ン以下よ り も多 く なった。 植

物プ ラ ン ク ト ンの多 く は、 光合成によ り 主に糖を生成す
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る こ と が知られてお り 、 また定常期や死滅期に大量の糖

を細胞外に放出する こ と もわかっている。 糖自体は基本

的に UV 吸収がほ と んどない。従って、UV 検出器ではほ

と んど検出されず TOC 検出器では卓越し ていた分子量

35,000ダル ト ン以上のDOMは主に糖由来であ る と推察さ

れた。

　 放射性同位体を使用せず現場において瞬時に測定でき

る Fast Repetition Rate Fluorometer （FRRF） 法に よ っ て、

霞ヶ浦における一次生産 （総基礎生産） 速度を測定し た。

当該方法を湖沼に対 し て適用 し た最初のケース と 言え

る。 2010 年 12 月、 霞ヶ浦湖心の深さ 120cm における一

次生産量と し て有機炭素換算で 1.6 gC/m2/day と い う 値が

得られた。 こ の値は、 安定炭素同位体法 （13C 法） を用い

て霞ヶ浦で報告されている一次生産速度の値であ る 2 ～

3 gC/m2/day に近いものであった。 今後は、 霞ヶ浦におい

て一次生産速度の水深方向別変動、 季節変動及び地点別

変動に関する調査を実施する予定であ る。 また、 当該手

法を流入河川に適用でき るかについて も検討する。

〔備考〕

5） 　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性 ・

起源と物質収支

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD003

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 富栄養湖霞ヶ浦において、 全有機炭

素 （TOC） を有機物パラ メ ータ と し て、 湖水溶存有機物

（DOM） および難分解性 DOM の特性・起源に関する知見

を集積し て、 その知見を基に、 湖内 ３ 次元流動モデルを

用い た物質収支算定に よ り 霞 ヶ 浦におけ る 難分解性

DOM の主要発生源の寄与 （季節的 ・ 地点別） を定量的に

明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦 ５ 地点、 主要流入 ４ 河川で毎月水サンプルを採

取し て DOM 分画、 糖類組成等を測定し た。 また、 毎月

湖内 ３ 地点で底泥コ アを採取し て間隙水中の DOM、溶存

態 リ ン、 溶存態窒素、 硫酸イ オン等のマ ク ロ イオン濃度

を測定し た。

　 2005 ～ 2009 年に採取し た河川水サンプル中の溶存糖

濃度 ・ 組成を測定 ・ 解析し た。 河川水で検出された単糖

類は霞ヶ浦湖水 と 同じ く ７ 種類であった （フ コース、 ラ

ム ノ ース、 ア ラ ビ ノ ース、 ガ ラ ク ト ース、 グルコースお

よびキシ ロース）。 河川水の溶存糖 （DCHO） 濃度は 0.48

～ 3.5 uM の範囲であ り 、 ４ ～ ６ 月以外は霞ヶ浦湖水の

DCHO 濃度よ り も低かった。DCHO の収率 （DOM に占め

る割合） は 1.5 ～ 7.6％で変動し てお り 、 冬季 と春季以外

は湖水の収率よ り も低い値を示し た。 河川水の DCHO 組

成は、キシ ロース構成割合が 20％以下 と湖水よ り も低 く 、

グルコースの構成割合が 13 ～ 41％ と大き く 変動する特

徴を示し た。 グルコース／キシ ロース比は 0.72 ～ 3.8 の

範囲で、 湖水の値よ り も高 く （よ り 易分解性）、 特に冬季

に極めて顕著な上昇を示 し た。 ま と め る と、 河川水は

DCHO 濃度や収率が と もに霞ヶ浦湖水よ り も低 く 、 単糖

組成も湖水 と は大き く 異なっていたため、 河川水は霞ヶ

浦湖水の DCHO の動態に顕著な影響を及ぼし ていない と

示唆された。

　 2005 ～ 2007 年に湖心で採取し た底泥間隙水中の溶存

糖（DCHO）濃度・組成を測定し た。底泥間隙水中の DCHO

濃度は変動が顕著で、 霞ヶ浦湖水や流入河川水の約半分

から ２ 倍の値 （1.4 ～ 13 uM） を示し た。 鉛直プロ フ ィ ー

ルも経時的に大き く 変化し た。 DCHO 濃度は、 表層 0 ～

2cm と 8cm以深で特に高い傾向が示された。季節変動が激

しかったのは 2 ～ 8cm の層であった。 DCHO の収率は

2006年5月まで と それ以降では著し く 異なっていた。2006

年 5 月以前は全層で 10 ～ 20％ と極めて高かったが、 そ

れ以降は収率値は 50 ～ 80％低下し た。2006 年 5 月以降、

底泥において劇的な変化が起き た と推測される。

〔備考〕

6） 　 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及

ぼす影響

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF007

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （水土壌圏環境研究領域），渡邊未来

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 葉圏には多 く の微生物が存在するが、 地球規模

の物質循環の中でどのよ う な役割を果た し ているのかに

ついては不明であ る。 予備検討よ り 、 葉圏において微生

物由来 と 考え られる アンモニア酸化が起き ている こ と を

発見し た。 地球上に存在する葉の表面積は膨大であ り 、

地球規模の窒素循環を考えた場合、 葉圏微生物の寄与を

推定する こ と は、 重要な検討課題であ る。 本研究では、

アンモニア酸化微生物が樹木葉圏に存在し、 窒素動態に

寄与し ているのかを明ら かにし、 森林生態系におけ る樹

木葉圏微生物の役割解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 葉圏微生物が、 アンモニア酸化に寄与し ているのかを

明ら かにする ため、 樹木の葉か ら古細菌および細菌由来
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のアンモニア酸化遺伝子 （amoA） を ターゲ ッ ト と しその

検出を行った。 ス ギ、 マツ、 ヒ ノ キおよびシ ラ カシの葉

よ り 、 古細菌由来の amoA が検出された。 一方、 細菌由

来の amoA はいずれのサンプルから も検出されなかった。

ク ローニングによ る系統解析の結果、 葉圏か ら検出され

た古細菌由来の amoA は、I.1a および I.1b ク ラ ス ターに広

く 分布し ている こ と が明ら か と なった。 現在、 さ ら に樹

種を増やし、 月ご と の変動および現存量について調査を

行っている。

〔備考〕

7） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生物

影響評価に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 都市沿岸海域では貧酸素水塊 よ る底質環境の

劣化が進行し、 底生生物の生息に甚大な影響を与えてい

る （現行の貧酸素特研によ る知見）。 これを受け、 新規特

別研究では、 貧酸素水塊の形成に伴い底質環境中に発生

し、 生物に高い毒性を示す硫化物に着目し て研究を展開

する。 すなわち、 硫化物の形成 ・ 水柱への供給過程 と、

底生生物におよぼす影響を、 現場調査 ・ 室内実験、 およ

び数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明らかにし、 底質環境の

改善に資する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 東京湾奥部 と 運河部 ・ 人工海浜におけ るにおけ る定点

調査を行い、 底質 と 水深の異な る箇所において夏期に海

水温 ・ 泥温が上昇する と 共に底泥間隙水中の遊離硫化水

素の蓄積濃度が顕著に上昇し、水深 10 m 以深の地点では

大型底生動物の生存固体が認め られな く な る こ と が確認

でき た。 特に調査定点中最も深 く 嫌気的な底質環境にあ

る東京灯標付近において、 我が国での沿岸海域底泥中で

の硫化水素の調査報告事例中、最も高い蓄積濃度 （約 700

mg-S/L 近 く ） に達し ている こ と がわかった。

〔備考〕

8） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出量の定量

評価および将来予測と削減シナ リ オの構築

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 1012AG002

〔担当者〕 ○林誠二 （水土壌圏環境研究領域）， 渡邊未来，

高津文人， 越川昌美， 山村茂樹， 伊藤昭彦

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 1980 年代よ り 窒素飽和状態にあ る筑波山森林

域を主な対象に、(1)集水域単位での物質収支調査を行い、

窒素飽和状態が持続し ている こ と が、 森林域か ら の窒素

流出負荷量に及ぼす影響を評価する。 (2) 窒素飽和 と林内

環境、 土壌中窒素動態の関係を観測や実験によ り 定量評

価し、 林内環境改善によ る窒素飽和改善シナ リ オを構築

する。 (3) 窒素循環に係る森林生態系モデルの開発 と統合

的利用を行い、 森林管理の適正化が窒素飽和 と その流域

環境への影響を緩和し得るかを示す。

〔内容および成果〕

　 本年 ５ 月よ り 筑波山森林集水域 （面積 ： 67.5 ha） にお

いて、 流出水量の自動連続観測 と、 渓流水質調査 と し て

平水時は ２ 週間に １ 度の採水を 1980年代 と比較が可能な

13 地点で、 降雨出水時は、 集水域下流端で ４ 降雨イベン

ト を対象に連続採水をそれぞれ行った。 降水はバルク サ

ンプラーを用いて、 林外雨 １ 地点、 林内雨 ５ 地点でそれ

ぞれ月に １ 回の頻度で回収し た。

　 平水時の渓流水中の硝酸態窒素濃度を現在 と 過去で比

較し た結果、13 地点中 11 地点で有意に上昇し ていた。そ

の一方で、 林外雨経由での無機態窒素の流入量は減少し

ていた こ と か ら、 大気降下物を由来 と する窒素流入の濃

度上昇に対する直接的な影響は小さ い と 考え られた。 調

査地の 75％を占める人工林地を対象 と し た毎木調査 と土

壌調査の結果か ら、 濃度上昇の要因 と し て人工林が高林

齢化し、 かつ荒廃状態にあ る こ と によ って、 森林生態系

におけ る様々な形での窒素吸収 （保持） 量が低下し てい

る こ と が推察された。

〔備考〕

(5)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE460

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境保全 ・ 浄化に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を

目的 と する。 そのために本研究では、 １ ） 有機塩素化合

物、 油、 重金属等の環境汚染物質を分解 ・ 除去する微生

物の探索を行い、 その機能の解明および強化を試み、 環

境保全に有用な微生物を開発する、 ２ ） これら有用微生

物あ るいは組換え微生物の微生物生態系への影響を分子

生物学的手法によ り 解析する と と もに新たな評価手法の

開発を目指す。
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〔内容および成果〕

　 ガ ソ リ ン ス タ ン ド や製油工場跡地など油によ る環境浄

化は、 日本全国に顕在化し てお り 、 広大な土地のブラ ウ

ン フ ィ ール ド 化が問題 と な っ てい る。 そ こ で安価で ク

リ ーンな浄化手法 と し て植物 と その根圏微生物によ る油

汚染浄化技術の開発を試みた。 実汚染現場か ら採取し た

地下浸出油で汚染 さ せた砂質土壌を充てん し た コ ン テ

ナ、 大型ポ ッ ト を用いて イ ネ科、 芝などの草本類の生育

及びその油分減少について評価し た。 イ ネ科のイ タ リ ア

ン ラ イ グ ラ スなどでは夏季の生育に障害が認め られ、 油

浄化においては耐油性のみな らず耐暑性、 耐乾燥性が重

要であ る こ と が示された。 シー ト 状の芝を用いた系では

夏季において も良好な生育を示し、試験開始時 10,000ppm

の油分が 508 日後に約 4,600ppm まで減少する こ と が示さ

れ、 フ ァ イ ト レ メ デ ィ エーシ ョ ンに効果的であ る こ と が

確認でき た。シー ト 状の芝に含まれる畑土壌中の菌根菌、

細菌などの存在が油汚染土壌での芝の生育及び油分分解

に有効であったのではないか と考え られた。

〔備考〕

2） 　 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE599

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域），小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 湖水中で難分解性の溶存有機物 （DOM）

が漸増 し てい る。 湖沼環境保全上、 湖水中の難分解性

DOM の漸増 メ カニズムを定量的に把握する必要があ る。

本研究では、 様々な手法によ り 、 湖水 DOM の特性 ・ 起

源 ・ 影響を明らかにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦に流入する主要な河川であ る恋瀬川で実施され

た降雨時調査において採取 ・ 保存されたサンプルを対象

と し て、 炭素放射性同位体比を測定し た。 当該同位体比

は河川流量の増大に伴い重 く なった。 し たがって、 降雨

時には比較的若い （約 200 年） 溶存有機物が河川に流出

し て く る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

3） 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔区分名〕 科学技術振興調整費

〔研究課題コー ド〕 0610CB001

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 野原

精一， 井上智美， 樋渡武彦， 大場真

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市農村共生社会における水 ・ 物質管理評価シ

ス テム開発流域圏の生態系サービ スの劣化を水 ・ 物質循

環系の変化過程の視点か ら検討し、 水 ・ 物質 ・ 植物生態

系の ３ 者の相互作用系の理解を深め機構モデルを構築

し、 生態系サービ スの機能評価を行 う 。 陸域生態系が浅

海域環境に及ぼす影響 と、 河川河口域におけ る 塩生湿

地 ・ 干潟及び藻場の水文地形学及び景観生態学的なユ

ニ ッ ト 構造を抽出し、 ユニ ッ ト 毎に一次生産や分解速度

等の物質循環機能 と 生物分布 ・ 群集構造を明ら かにし て

生物多様性の実態 と 生態系機能への人為影響を評価す

る。

〔内容および成果〕

１ ． 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と 干潟創出技

術の開発

(1) 干潟生態系サービ ス評価

　 伊勢湾主要 14 河川河口域の塩生植物群落の GIS 化及び

生産 ・ 分解等の生態系機能図を流域毎に作成し た。 また、

河川及び潟湖干潟の物質循環機能を観測し、 生態系サー

ビ ス を見積も り 、 流域特性 と 関連性の評価手法を提示し

た。

(2) 沿岸域生態系サービ ス評価

　 陸域か らの栄養塩類の供給を把握する ため、 引き続き

伊勢湾の主な 14河川における河口域の海藻植物相を調査

し炭素 ・ 窒素安定同位体比の分析から河口域の富栄養状

態を評価する手法を確立し た。 塩生植物等の酸素供給能

及び窒素循環を評価し、 文献値 と 合わせて沿岸域の生態

系サービ ス を積算し た。 また、 福江干潟、 汐川干潟、 雲

出川、 祓川において植生図作成およびコ ド ラー ト 調査を

行った。 ４ つの河口干潟は、 1) 攪乱頻度が比較的低い後

背干潟、 2) 攪乱頻度の高い後背干潟、 3) 河川構造物で攪

乱を抑制し ている後背干潟にタ イプ分け し た。

(3) 沿岸域環境評価技術の総合化

　 陸域環境改善施策 ・ シナ リ オに対し て、 河口域の塩生

植物群落や干潟等の生態系毎に年間の沿岸域生態系サー

ビ ス を算定し、 伊勢湾流域全体におけ る施策効果の評価

が可能な環境評価技術の総合化を行った。

　 伊勢湾内に存在する前浜干潟の面積は、全体で 1,826ha

であ り 、 愛知県側で多 く 確認された。 また、 伊勢湾の海

岸線を ３ タ イ プに分け た。 伊勢湾全体では、 自然海岸

111.6km、 岩礁 ・ 礫 48.6km、 人工護岸 340.9km と、 人工護

岸が 70％近 く を占めていた。県別に見る と、愛知県では、

人工護岸が 80％以上 を 占め、 三重県では、 自然海岸

52.9km、人工護岸67.2km と大き な違いは見られなかった。

〔備考〕
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4） 　 地下に漏出し た有機溶剤の洗浄剤注入による回収効

率と下層への汚染拡散に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0711CD331

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有機溶剤に よ る地下環境汚染の浄化法の一種

であ る洗浄剤注入法は、 界面活性剤溶液を地下に注入し

て溜ま った溶剤を移動回収する ため、 新たな環境汚染が

懸念される。 これまでの研究で、 あ る種の界面活性剤を

注入する と、 有機溶剤原液が非常に細かな空隙を通過し

て下層へ と 移動する こ と が明ら か と なった。 これは洗浄

剤注入によ り 、 汚染を下方に拡散させる可能性があ る こ

と を示し ている。 本課題では、 こ の下方浸透性の増大現

象について、 どの様な物理 ・ 化学的因子が寄与し ている

のかを明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 様々な濃度の直鎖アルキルベンゼン スルホン酸ナ ト リ

ウ ム （LAS） 、 セチル ト リ メ チルアンモニ ウ ム臭化物塩

（CTMA） 、 ポ リ オキシエチレ ン （23） ラ ウ リ ルエーテル

（B35） 水溶液で飽和 さ れたガ ラ ス ビーズカ ラ ム内での、

テ ト ラ ク ロ ロエチレ ン原液の下方浸透挙動は、 ト リ ク ロ

ロエチレ ンの場合と類似の傾向を示し た。 LAS が共存す

る と、 0.2mm ビーズでも下方浸透が発生し たが、 CTMA

では 0.4mm まで、 B35 では 1mm ビーズまでしか浸透は

発生し ない。 発生が起こ る界面活性剤濃度は、 LAS では

0.2から 0.5g/L、CTMAでは0.1g/L以下または2g/L以上、B35

では 0.2g/L 以上 と なった。 界面活性剤の性質によ り 、 下

方浸透を起こ さ ない安全な濃度の傾向が全 く 異な る こ と

が明らかであ る。

〔備考〕

5） 　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE004

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 珠坪一

晃， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 微生物は水土壌環境の物質変換、 特に汚染浄化

において重要な役割を果た し ている。 しかし ながら、 微

生物の活性や群集構造 と それを取 り 巻 く 環境 と の相互作

用については未だ不明な点が多い。 本研究では様々な水

土壌環境において、 微生物群集構造及び環境浄化活性を

評価する と 共に、 微生物浄化能力を利用し た水土壌浄化

システムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 湖沼の微生物生態系に関する研究の結果、 湖沼の河口

部に易分解性有機物に適応し た微生物が多 く 存在する事

が認められ、 微生物群集が有機物の分解に関与し ている

こ と が示唆 さ れた。 微生物を利用し た廃水処理 と し て、

廃水の未処理 ・ 放置に よ り 温室効果ガ ス放出の要因 と

なっているパーム油製造廃水の嫌気分解特性を評価し た

結果、 廃水に含まれる高級脂肪酸 （LCFA） の分解が律速

と な り やす く メ タ ン生成反応に阻害を及ぼすこ と、LCFA

の分解に Syntrophomonas 属細菌が作用する こ と が明らか

になった。

〔備考〕

6） 　 界面活性剤 ミ セルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE002

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 高濃度の界面活性剤が作る ミ セルは、 均一溶液

であ り ながら水溶液の中に擬似的な二相系の性質を有し

ている ため、 水に溶けに く い様々な物質が ミ セル内部へ

と 可溶化する。 こ のため、 水に溶けに く い物質の存在位

置が純粋な水溶液内 と は異な り 、 その結果分解や吸着な

どの反応性が大き く 変化する。 こ のよ う な ミ セル水溶液

系の持つ特徴を明ら かにする こ と で、 新たな分離濃縮法

や反応性の制御方法を開発する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 水に溶解し た ク ロ ロエチレ ン類の鉄粉によ る還元分解

に与える共存界面活性剤の影響を測定し た。分解反応は、

水素化分解 と β 脱離の ２ 通 り の反応の競争反応 と な る

が、 反応開始時の見かけの初期濃度の減少が大きい系ほ

ど、 水素化分解反応の経路の寄与が大き く なった。 これ

は、 ミ セル可溶化を起こ しやすい界面活性剤が共存し た

場合には、 ク ロ ロエチレ ン類の鉄粉表面への吸着量が減

少する ため と 考え られる。 こ の こ と か ら、 分解反応によ

り 毒性の高い低次ク ロ ロエチレ ンが発生する水素化分解

を制御する ためには、 ミ セル可溶化を起こ しやすい界面

活性剤の添加が有効と考え られた。

〔備考〕

日本原子力研究開発機構と の共同研究
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7） 　 土壌 - 植物系中におけるレア メ タルの挙動に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE002

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域） ， 越川昌

美， 渡邊未来， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 金属素材の鉛フ リ ー化、 ハイ テ ク電子部品、 生

活用品等、 昨今様々な環境でレア メ タルが用いられる よ

う にな り 、 こ れ ら 金属に よ る汚染の拡散が懸念 さ れる。

本課題ではこれらのレア メ タルが土壌を汚染し た場合の

土壌中での挙動や拡散速度についての解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 天然背景値の 50 ～ 100 倍相当量のレア メ タル（Ag、In、

Bi、 Sb、 Sn） で模擬汚染処理を施し た不撹乱土壌ラ イ シ

メ ーター （黒ぼ く 土） を用いて、 これら元素の土壌中で

の挙動のモニタ リ ングを行っている （10 年経過） 。 土壌

溶液分析、 形態別逐次抽出などから In と Bi は可動性が

高い こ と が これまでに明ら かに されていたが、 汚染処理

後 ５ 年および ８ 年の深さ別試料分析よ り イオン交換態画

分および炭酸塩態画分では両元素は 1.5 ～ 1.7cm 深 / 年の

速度で鉛直下方に移動し ている こ と がわかった。 深さ別

に定期的に採取し ている土壌溶液試料から も、深さ 15cm

以下の層位から高い濃度 （ppb レベル） の溶存態 In が検

出された。 本土壌の pH が ５ 付近であ り 、 In が可溶化し

やすい条件で も あった。 今後は、 異な る タ イプの土壌 と

の比較も必要と なるだろ う 。

〔備考〕

8） 　 稀少な底生動物種を育む ヨ シ原の生態系機能と保全

に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD002

〔担当者〕 ○金谷弦 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内湾域に発達する ヨ シ原や干潟は、 高い一次生

産性を持つ生息場所であ り 、 多 く の稀少ベン ト ス種の生

息場所 と し て も重要であ る。 本研究では希少な底生動物

の広域分布状況を調査する と と も に、 底生生物によ る陸

域由来有機物の摂食 ・ 同化可能性について炭素 ・ 窒素安

定同位体比 （δ13C ・ δ15N） によ る推定を行った。

〔内容および成果〕

　 干潟の巻貝であ る ウ ミ ニナの個体群構造 と 遺伝的特性

を、 本州最北の生息地むつ湾の個体群を対象 と し て調べ

た。 その結果、 むつ市芦崎干潟では若齢コ ホー ト が確認

され、 遺伝的多様性も高い こ と か ら個体群が比較的健全

な状態にあ る こ と が示唆された。 また、 伊勢湾の ヨ シ原

干潟で底生動物の餌利用を調べた と こ ろ、 干潟 と ヨ シ原

の間でベン ト ス の餌利用が異な っ てい る こ と がわかっ

た。 ヨ シ原に暮らすベン ト スの中には種々の異地性流入

有機物を利用し ている も の も いたため、 餌の供給源であ

る隣接ハビ タ ッ ト を含む生息環境保全が重要であ る と考

え られた。

〔備考〕

9） 　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE003

〔担当者〕 ○林誠二 （水土壌圏環境研究領域）， 渡邊未来，

越川昌美， 村田智吉， 高松武次郎

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 関東地域などの市街地土壌には、 大気降下物に

由来する有害金属類が慢性的に負荷されている。 有害金

属類が土壌表層に高濃度に蓄積する と、 土壌生態系や ヒ

ト の健康に悪影響を及ぼす危険性があ る。 こ の リ ス ク を

評価する ためには、 まず、 市街地土壌で高濃度に蓄積し

ている有害金属類を特定し、 それら の土壌中現存量を把

握する こ と が必要であ る。 本研究の目的は、 茨城県を中

心 と し た関東地域の市街地土壌を対象 と し て、 大気降下

物によ る市街地土壌の有害金属汚染の現状を把握する こ

と であ る。

〔内容および成果〕

　 東京と水戸の市街地土壌を対象と し て 34元素の鉛直分

布を分析し、 Al 規格値を用いて、 最表層 （ ０ ～ ２ cm） に

おける表層蓄積比 （ERs と略） を求めた。 全 14 地点にお

ける ERs の中央値を ER's と し た。ER's が ２ を超えた、す

なわち表層における含有量の 50％以上がバッ ク グ ラ ウ ン

ド 由来ではない微量元素は Sb、 Pb、 Bi、 Ag、 Cd、 W、

Mo、 Zn、 As、 In、 Sr の 11 元素であった。 降雨等の文献値

と 比較し た結果， これら の元素は人為的発生源から大気

を経由し て土壌表層に付加し た と考え られた。

〔備考〕

10） 　 乳酸菌による メ チル水銀の代謝に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE005

〔担当者〕 ○永野匡昭 （水土壌圏環境研究領域），岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 妊婦の魚介類等の摂取によ る メ チル水銀
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（MeHg） の胎児脳への影響が懸念されている。 体内に取

り 込まれた MeHg は無機水銀へ と変換され、 その大部分

は糞中へ排泄される。 こ の変換には腸内細菌も関与し て

お り 、 こ の MeHg 代謝は体内からの水銀の排泄を促す と

考え られる。 そ こ で本研究は、 腸内細菌の MeHg 代謝を

利用し た MeHg の リ ス ク軽減方法の提言を目標 と し てい

る。

〔内容および成果〕

　 これまでに ヒ ト 由来のビ フ ィ ド バク テ リ ウ ム属 ATCC

株 9 株の う ち、 4 株において MeHg を水銀イオン （Hg2+）

に分解す る こ と が明 ら か と な っ た。 環境微生物に よ る

MeHg 代謝機序の 1 つ と し て、MeHg を Hg2+ に分解し、Hg2+

を金属水銀 （Hg0） へ と還元する反応が知られている。 し

かし ながら、 本細菌属における MeHg 代謝機序について

は全 く 明ら かになっておらず、 代謝に関与し ているであ

ろ う 有機水銀分解酵素と Hg2+ 還元酵素遺伝子の存在も確

認されていない。 そ こ で先の菌株に 1 株を追加し、 (1) 菌

株における Hg2+ 還元活性、 (2) 本細菌属の集積培養時に

おける MeHg代謝活性について検討し た。その結果、MeHg

を Hg2+ に分解する反応に加え、 生成し た Hg2+ を Hg0 へ

と 還元する能力を有する菌株も観察された。 これら の結

果は、 本細菌属が ヒ ト 回腸から大腸における MeHg 代謝

に関与し ている こ と を示唆し てお り 、 腸からの MeHg の

吸収抑制に一部寄与し ている可能性が推察された。一方、

本細菌属の MeHg 代謝機序については、 先述の酵素遺伝

子の点から PCR 法によ り 検討を行ったが、今回の実験条

件では検出するには至ら なかった。

〔備考〕

11） 　 産業排水処理技術の最適化に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE008

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有機性産業排水の処理においては、 処理効率の

向上や処理エネルギーの低減が求め ら れてい る。 特に、

量的に多 く 排出される低濃度排水への メ タ ン発酵処理の

適用はな されておらず、 基礎技術開発 と 共に応用的な研

究が必要であ る。本研究では、所内特別研究で開発を行っ

て き た低濃度排水の メ タ ン発酵処理技術を よ り 実用的な

技術にし てい く ための実排水への適用性評価を民間企業

と の連携によ り 行 う 。

〔内容および成果〕

　 グ ラ ニ ュール汚泥床法によ る実低濃度排水 （食品系産

業排水、 生活系排水） の無加温 メ タ ン発酵処理試験を行

い、 その排水処理性能 と 保持汚泥の性状 （ メ タ ン生成活

性の温度依存性等） の評価を行った。 水温 20 ℃前後での

連続排水処理試験において も、グ ラ ニュール汚泥床法は、

安定し た処理性能 （処理水質、 メ タ ン生成能） を発揮し

た。 また保持汚泥の性状調査の結果、 低温下での運転に

も かかわ ら ず、 メ タ ン生成活性の増加 （低温での馴致）

を確認する こ と ができ た。 本結果をベース と し て、 技術

の実用化を見据えた研究へ展開させてい く 予定であ る。

〔備考〕

（民間企業と の共同研究）

12） 　 霞 ヶ 浦におけ る Microcystis の増殖活性の履歴が

bloom 形成に及ぼす影響の解明

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF004

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 霞 ヶ 浦では 1987 年以降観測 さ れ な か っ た

Microcystis によ る アオコが、 平成 21 年は全域で確認され

た。 本研究では底泥中の Microcystis rDNA 濃度お よ び

rRNA濃度の履歴が示すMicrocystisの細胞濃度および増殖

活性の季節変動が、 続 く 夏の Microcystis 濃度に及ぼす影

響を解明する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 底泥に既知濃度の Microcystis を添加し、 既存の手法を

用いて DNA 及び RNA の抽出、定量 PCR を実施し た。そ

の結果、 DNA は既存の手法で 60 ～ 80％の回収率で定量

可能であ る こ と が明ら か と なった。 一方既存の手法で検

出されなかった RNA に関し ては、手法開発を行い、底泥

にキレー ト 剤を添加する こ と によ り 、 RNA を回収でき る

こ と が明らか と なった。開発し た手法を 2007 年の底泥試

料に応用し、 月ご と及び深さ ご と の Microcystis の濃度変

化、活性の変化を測定し た結果、活性を有し た Microcystis

が冬季 も 底泥表層部に高濃度存在す る こ と が示唆 さ れ

た。

〔備考〕

13） 　 陸水中における カルシウムの化学形態が森林生態

系の物質循環におよぼす影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD009

〔担当者〕 ○越川昌美 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 酸性降下物等に よ り 森林土壌か ら のカルシ ウ

ム流出が増加する と、 カルシ ウ ム欠乏が動植物の生育に
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悪影響をおよぼす こ と が懸念 さ れてい る。 本研究では、

水に溶解しやす く 土壌に保持されに く い有機錯体カルシ

ウ ムの存在割合が高 く なれば、 カルシ ウ ム流出が加速さ

れる可能性に着目し、「森林土壌から渓流に流出する溶存

態カルシウ ムは、カルシウ ム イオン と し て存在するのか、

それ と も可溶性有機錯体 と し て存在するのか」 を、 野外

観測 と 室内実験に基づいて判定し、 その結果の地球化学

的意味を解明する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 水溶液中のカルシ ウ ム イオン と 有機錯体カルシ ウ ムの

分離・ 定量法を検討し た。 まず、 カルシウ ム イオン計 （電

極法） によ り 、 0.01 から 0.1mM の濃度範囲 （筑波山渓流

水を想定） のカルシ ウ ム イオンを精度良 く 定量する条件

（撹拌方法、 温度管理、 使用容器等） を決定 し た。 次い

で、 塩化カルシ ウ ム溶液に ク エン酸を添加する と、 電極

法で検出 さ れる カルシ ウ ム イ オン濃度が低下する こ と、

すなわち ク エン酸カルシ ウ ム錯体が電極法で検出されな

い こ と を確認し た。 しかし、 電極法で定量し たカルシ ウ

ム イオン濃度は、 平衡計算に基づいて予想し た濃度よ り

高い傾向が認め られ、 ク エン酸カルシ ウ ム錯体の一部が

解離し てカルシウ ム イオン計で検出される可能性が示唆

された。

〔備考〕

生物圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP017

〔代表者〕 ○竹中明夫 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物圏環境研究領域は、 人間 と生き物の持続可

能な共存関係の構築に貢献する こ と を使命 と し て研究を

進めている。 そのために、 地球上の生物多様性を形作っ

ている生物を守る ための研究、 そ し て多様な生物か ら な

る生態系 と その機能を守る ための研究を行 う 。 中心 と な

るのは、 (1) 生物多様性を構成する さ まざまな生物の保全

に関する研究、 (2) 生態系の機能の保全に関する研究、 (3)

環境の変動やス ト レ スが生物 と 生態系に及ぼす影響に関

する研究、 (4) 外来生物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の

実態の把握 と 対策に関する研究の ４ つの分野であ る。 さ

ま ざ まな対象生物 ・ 対象地域およびさ ま ざ まなアプロー

チか ら これら の問題に取 り 組む と と も に、 そ こ から一般

的 ・ 包括的な理解を導 く こ と を目指す。 また、 上記 ４ つ

のテーマ以外に も新たな展開を意識し た萌芽的な研究を

進める。

〔内容および成果〕

　 生物多様性を構成する さ ま ざ まな生物の保全に関する

研究 と し ては、 土地利用の変化に対する生物多様性の応

答を予測するモデルを開発する ため、 日本全国を対象 と

し て、 ２ 次 メ ッ シュ （約 10km グ リ ッ ド） ご と に、 土地

被覆、 地形、 気候情報の整備を行った。 また、 国内の保

護区に関するデータ を収集し、 空間情報化を行った。 そ

の上で、 絶滅危惧植物を対象に土地利用の変化に対する

応答を予測する分布推定モデルを構築し た。 また、 日本

国内におけ る 将来の土地利用変化シナ リ オ構築の基礎

データ とする ために、 1950 年以降の土地利用の変遷およ

び人口動態に関するデータの収集および GIS データ化を

行った。 また、 土地利用の不均一性にも と づ く 里山環境

の指標を開発し、 生物分布推定への利用可能性について

検討し た。 その結果、 数 km スケールでの土地利用のモ

ザイ ク性は里地里山の水辺の生物の分布ポテンシ ャルの

有効な指標 と な る こ と が示唆された。 また本研究で用い

たモザイ ク性指数は、 里地里山におけ る生物の生息適地

予測や土地利用変化が生物多様性に及ぼす影響の予測な

どに利用し う る と 考え られた。 こ のほか、 東京都心の大

小の公園においてチ ョ ウの種および個体数の調査を行っ

た。 その結果、 各公園におけ る種数や多様度は緑地面積

に比例し ない こ と、 食草の有無が出現種数に影響する こ

と、 ただし小型緑地では公園内に食草がな く て も、 周囲

１ km 以内にあ る緑地よ って種数が影響される こ と など

が明らかになった。

　 生態系の機能の保全に関する研究 と し ては、 小笠原諸

島媒島の生態系を再現する数理モデルを構築し、 重要な

侵入種であ る ヤギ と ネズ ミ の在 ・ 不在が生態系の機能に

与え る影響のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った と こ ろ、 ヤギ と

ネズ ミ がいる島では、 これら の食害によ って植物の生物

量が減少する こ と、 無脊椎動物の多様性が大き く 減少す

る こ と、ヤギによ る営巣妨害 と ネズ ミ によ る食害のため、

海鳥のバイオマスが減少し、 生態系で循環する栄養塩の

量は大き く 減少する こ と な どの結果が得ら れた。 ま た、

富栄養化し た浅海域にあ る干潟において、 浮遊アオサ類

によ る グ リ ーン タ イ ド が生態系機能に与え る影響を調査

し た。 アオサ類が大量に枯死、 分解する夏期に底質の還

元化が進み、 底質内の生物は斃死し たが、 アオサの上を

新しい生息場 と し て、 底生生物の種数、 個体数 と も に増

加する こ と を明ら かにし た。 こ のほか、 ベイ ズ統計学の

枠組みを利用し て食物網構造混合モデルを構築し た。 ま

た、 ニ ッ チモデルや一般化カ ス ケー ド モデルを用いて仮

想的な食物網を生成し、 食物網構造混合モデルの推定力

の検証を行った。 その結果、 食物網内の各餌資源の貢献

比率を十分な精度で一括 し て推定で き る こ と が示 さ れ

た。
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　 環境の変動やス ト レ スが生物 と 生態系に及ぼす影響に

関する研究 と し ては、 日本各地のオゾンによ る アサガオ

の被害状況 と オゾン、 その他の大気 ・ 気象条件のデータ

を取 り ま と め蓄積する と 共に、 オゾン濃度 と 植物被害の

関係を確認し た。 また、 各地方か らのアサガオ葉試料を

用いてマーカー遺伝子の発現解析を行い、 遺伝子発現に

よ る ス ト レ ス診断が実際の植物被害調査へ利用でき る こ

と を確認し た。

　 外来生物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の実態の把握

と 対策に関する研究 と し ては、 ナタ ネの輸入港の う ち鹿

島、 四日市、 博多の ３ 港湾周辺地域の主要道沿いまたは

主要道下河川敷等に生育し ているナタ ネ類 （西洋ナタ ネ

と 在来ナタ ネ） と カ ラ シナの調査を行った。 これら の港

湾周辺地域のいずれか ら も、 除草剤耐性の遺伝子が組込

まれた西洋ナタネが検出された。国道 23 号および博多港

周辺では ２ 種類の除草剤耐性遺伝子を保有する個体 （ス

タ ッ ク系統） が ３ ％程度見つかった。 これらは ２ つの除

草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが国内で交雑し た結果生

じ た もの と考え られる。

　 以上 ４ つの分野の研究のほかに も い く つかの研究を進

めた。 そのひ と つ と し て、 陸水域で発生する藻類 ・ ユス

リ カの種 ・ 系統を遺伝子で判別す る ための技術開発を

行った。 アオコ形成藻については、 20 種 48 株の塩基配

列を基に制限酵素断片長多型 ・ 定量的 PCR によ る種判別

法を開発し た。 また、 陸水棲ユス リ カ 17 種の遺伝子塩基

配列を決定し、遺伝子によ る種の判別が有効であ る こ と、

従来の種名を再検討する必要性があ る こ と を示し た。

(6)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 環境変動下における生態系とキース ト ーン種の挙動

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE411

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動下におけ る生態系の変化 と その仕組

みを解明する ためには、 生態系自体 と それを構成する生

物種、 なかでも キース ト ーン種の挙動の把握を目指す。

〔内容および成果〕

　 湖沼などのキース ト ーン種と な り う るユス リ カ、特に、

富栄養化し た湖沼で優占する こ と の多いアカムシユス リ

カの成虫密度を霞ヶ浦 と 対照区の所内生態園池で継続調

査する。 霞ヶ浦では、 1990 年代まで大発生し ていたが、

2001 年には密度が ０ と なった。 しかし、 2005 年から低密

度ながら回復し てお り 、徐々に観察頻度が上昇し ている。

2010 年は観察区内の密度が ０ であったが、区外では観察・

採集されてお り 、回復傾向は持続し ている と考え られた。

対照区では、 同期間に比較的安定し た発生量であったた

め、 霞ヶ浦での発生減少は広域の環境変動よ り も個々の

水域の変化によ る も の と 推察された。 また、 湖内の植物

プ ラ ン ク ト ン相変化 と 対応し ている ため、 湖沼生態系の

変化を反映し ている可能性があ る。

〔備考〕

2） 　 オイル産生緑藻類 Botryococcus （ボ ト リ オコ ッ カス）

高アルカ リ株の高度利用技術 　 ( 最適増殖・オイル生

産に導 く 培養基盤技術と高度品種改良技術の開発 )

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0813KB001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

五百城幹英， 出村幹英

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 単位面積あた り のオ イ ル生産効率を一桁向上

する ための生物学的基盤を確立する こ と を目的と し て、

１ ） オイ ル産生微細藻類の有用株の選定と 評価をおこ なう 。

２ ） オイル産生藻類に関する既存の情報並びに各グルー

プの研究よ り 得られたデータ ・ 情報について統合的に登

録 ・ 利用可能なデータベース を管理する情報セン ターの

構築をおこ な う 。

３ ） 有用株の突然変異誘起及び遺伝子組換えによ る高増

殖活性、 広環境適応性、 高オイル生産性、 高 CO2 利用性

等高機能性変異株の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

　 沖縄県、 茨城県、 千葉県、 青森県等から 95 の試料を採

取し、 選択培養条件下 （高アルカ リ 培地、 塩分含有培地、

温室内で高温 ・ 高塩条件等） で培養を行い、 増殖能 と オ

イル生産能に優れた細胞を選別し た結果、 ボ ト リ オコ ッ

カス 75 株、 その他のオイル産生株 3 株を確立し た。 増殖

特性調査か らは、 その他のオイル産生株で最大増殖速度

3.23μ を示す株が得られた。 また新たに確立し た株のサ

ンプル情報、 地理情報、 株情報、 特性情報をデータベー

スに登録し た。

　 ボ ト リ オコ ッ カ スに EMS によ る変異源処理をおこ な

い、 除草剤パラ コー ト 耐性株を 37 株、 除草剤グルホシ

ネー ト 耐性株を 17 株得た。エレ ク ト ロポレーシ ョ ン法を

用いて、 発色タ ンパク質遺伝子 （GFP や GUS） を導入す

る実験をおこ なった結果、 きわめて低頻度 ( １ ×10-7） か

つ一過的ではあ るが、 遺伝子導入に成功し た。

　 ボ ト リ オコ カ スの増殖時に発現し ている遺伝子の塩基

配列を網羅的に調べ、 A-race, B-race についてそれぞれ
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15,145遺伝子および15,517遺伝子の配列を明らかにし た。

これらの遺伝子の中か ら炭化水素や脂肪酸合成に関わっ

てい る遺伝子を選抜し、 代謝地図上にマ ッ ピ ン グ し た。

その結果、 ２ つの反応を除 く すべての反応について、 そ

の遺伝子が同定で き た。 ま た、 有効に動いてい る経路、

メ ジ ャーに働いている経路が明らかになった。

〔備考〕

こ の研究の全体研究代表者は筑波大学 渡邊 信 教授であ

り 、 国立環境研究所はサブテーマの １ つを担当する。

3） 　 生物多様性の保全をめざす広域的土地利用の最適化

ツールの開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 1013AG001

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域），石濱史子，横

溝裕行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題では、 日本全国スケールでの土地利

用の変化に対する生物多様性の応答を予測するモデルを

開発し、 与え られた制約条件下で生物多様性保全の観点

か ら効果的な土地利用を探索する最適化ツールを構築す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本全国を対象と し て、 ２ 次 メ ッ シュ （約 10km グ リ ッ

ド） ご と に、 土地被覆、 地形、 気候情報の整備を行った。

また、 国内の保護区 （特に県立の自然公園や自然環境保

全地区） に関するデータ を収集し、空間情報化 （GIS デー

タ化） を行った。 その上で、 絶滅危惧植物を対象に土地

利用の変化に対する応答を予測する分布推定モデルを構

築し た。 また、 日本国内における将来の土地利用変化シ

ナ リ オ構築の基礎データ とする ために、 1950 年以降の土

地利用の変遷および人口動態に関するデータの収集およ

び GIS データ化を行った。

〔備考〕

(6)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生

態影響に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE455

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 野外の河川 ・ 湖沼などの淡水 （環境水） は人間

活動によ って農薬をはじめ と する化学物質によ り 汚染さ

れ、 そ こ に生息する様々な水生生物の生態に潜在的な影

響を及ぼすこ と が予想される。 そ こ で、 本研究では野外

において生物調査をおこ ない底生生物の個体群動態を調

べる と と もに、採水を室内に持ち帰 り 環境水の化学分析、

な らびに環境水の総合毒性を ヌ カエビ と オオ ミ ジン コ を

用いて調べ、 化学物質の潜在的な生態影響を評価する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 河川水の総合毒性を ヌ カエビ （48 時間急性） と オオ ミ

ジン コ （21 日間慢性） を用いて調べた と こ ろ、 農薬散布

時期にヌ カエビの死亡率が高ま り 、 ミ ジン コの産仔数も

減少し た。 農薬濃度の測定によ り 、 一部の殺虫剤が河川

に流出し た こ と によ る も の と 考え られた。 こ の時期、 生

物調査では、 サホ コ カゲロ ウ、 ミ ズムシ科の １ 種 と ユス

リ カ科幼虫が採集された。 また、 仔虫の河川水曝露 ７ 日

後で も成長 と 産仔数に影響がみられた こ と から試験期間

を短縮し た河川水の評価法 （ ７ 日間） の検討が必要であ

る と考え られた。

〔備考〕

2） 　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE463

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 島嶼生態系は一般に脆弱な系であ る と し て知

られているが、 そのなかで も河川は海 と 陸によ り 隔て ら

れた特殊なハビ タ ッ ト であ る と 考え られる。 そ こ で、 島

嶼河川の主要な構成種であ る底生動物について分布調査

を行い、 甲殻類や腹足類、 水生昆虫などについて、 島ご

と、 あ るいは島内の河川ご と に異な る生物相 と その特徴

を明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き、 島嶼河川に生息する底生動物につ

いて、 水生昆虫ではカゲ ロ ウ目 ・ ト ビケ ラ目。 腹足類の

ト ウガ タ カ ワ ニナ科に注目し て調査を行った。 また ト ウ

ガタ カ ワニナ科の Stenomelania 属は既知種がすべて絶滅

危惧種に指定されてお り 、 その生息域におけ る保全が課

題 と なっているので、 小笠原諸島産のオガサワ ラ カ ワニ

ナ、沖縄本島産のムチカ ワニナなどについて飼育を行い、

塩分濃度などの条件について検討を行った。 ムチカ ワニ

ナは淡水では安定 し た飼育を行 う こ と はで き なか っ た

が、塩分濃度を 12‰ にする こ と によ って安定し た飼育を

行 う こ と ができ た。 一方、 オガサワ ラ カ ワ ニナは淡水で

飼育する こ と ができ た。
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〔備考〕

3） 　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関

する研究 - 雑種の適応度の解明

〔区分名〕 独立行政法人 ( 農水省 )

〔研究課題コー ド〕 0610JA970

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子組換え （GM） ダ イ ズの我が国の一般環

境中での使用によ り 生物多様性に及ぼす影響がない こ と

を確認する ために、 除草剤耐性 GM ダ イ ズ と ツルマ メ の

間で人工交配によ り 作成し た雑種 と その後代の適応度に

関する性質を閉鎖系温室におけ る栽培実験等によ り 調べ

る。

〔内容および成果〕

　 除草剤耐性 GM ダ イ ズ及び非 GM ダ イ ズ と、 世代を経

て遺伝的に純化されたツルマ メ の間で人工交配によ り 作

成し た遺伝的純度の高い F1 雑種を閉鎖系温室で栽培し、

その環境適応度に関する性質を調べ、 組換え遺伝子を持

つもの と持たないものの間で比較し た。 その結果、 F1 雑

種における除草剤耐性遺伝子の影響 （負荷） は、 無いか、

有 る と し て も 非常に小 さ い も のであ る こ と が確認 さ れ

た。

〔備考〕

平成 21 年度よ り 、 課題名が 「ダ イ ズ と近縁野生種ツルマ

メ の雑種後代の適応度に関する研究」 に変更された。

4） 　 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖隔

離機構の解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE480

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界中に分布する貯穀害虫アズキ ゾ ウ ム シに

は、 形態的には区別でき ないが遺伝的に明確に区別され

る隠蔽種が台湾南部に存在する。 本研究は、 アズキゾ ウ

ムシ と その隠蔽種におけ る生殖隔離がどのよ う な要因で

維持されているかを解明する こ と を目的 と する。 生殖隔

離機構の維持要因 と し て、 生殖操作を行 う こ と で昆虫の

多様性に影響を与え る細胞内寄生細菌ボルバキアの感染

実態を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 アズキゾ ウ ムシの台湾南部個体群は、 ボルバキアに特

異的なプラ イマーを用いた PCR 検査の結果、世界の他地

域個体群 と は異な る感染タ イプを示し、 細胞質不和合性

によ る生殖隔離の可能性が示唆された。 また、 アズキゾ

ウ ムシの同属近縁種についてボルバキア PCR 検査を行っ

た結果、 新たにアカ イ ロ マ メ ゾ ウ ムシ、 ネジ ロマ メ ゾ ウ

ムシに感染が見つかった。 アズキ ・ アカ イ ロ マ メ ゾ ウ ム

シは飼育が容易であ り 、 ボルバキアの生殖隔離形質を用

いた生物個体群管理 （例 ： 外来種） に関する研究におい

て優れたモデル生物と なる こ と が期待される。

〔備考〕

5） 　 マ リ モの遺伝的多様性と保全に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AF573

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 阿寒湖のマ リ モは国の特別天然記念物で、 糸状

体→球状体→球状体の成長→球状体崩壊を繰 り 返す生活

史を持つ と 推定されているが証明されていない。 阿寒湖

にはかつて ４ ヵ 所で大き な球状体マ リ モが分布し ていた

が、 ２ ヵ 所はすでに絶滅し た。 阿寒湖の球状体マ リ モ絶

滅地を再生するには、 分子マーカーを用いてマ リ モ個体

群の遺伝的多様性を解明し た上で、 移植個体群を選定す

る 必要があ る。 本研究ではマ リ モの個体群識別用分子

マーカーを作成し、 マ リ モ個体群の遺伝的多様性の解明

と生活史の検証を目標とする。

〔内容および成果〕

　 ITS 領域の塩基配列 967 塩基を 14 検体の阿寒湖マ リ モ

について解析し た と こ ろ、 ６ ヵ所の SNP が検出された。

これによ り 阿寒湖内のマ リ モは少な く と も ５ つのタ イプ

に分かれる こ と が明ら か と なった。 シ ラル ト ロ湖マ リ モ

の ITS と同じ塩基配列であ る 1 型は阿寒湖北部に均一に

分布し ていた。 一方、 2 型と 3 型は大型球状マ リ モが現

存し ている キネタ ンペに、 4 型と 5 型はヤイ タ イ島周辺

に分布し ていた。 以上のこ と か ら阿寒湖のマ リ モは生育

場所によ ってわずかに分化し ている こ と が判明し た。 さ

らに、一つの球状体から 10 本程度の糸状体よ り 抽出し た

DNAを分析する と ITS領域に多型が見られる こ と から、球

状体一つの遺伝子型の糸状体が成長し た も のではな く 、

複数の遺伝子型の糸状体が集合し た も のであ る こ と が判

明し た。 こ の結果はマ リ モが １ ヵ 所に留ま って成長する

のではな く 、 移動し ながら絡み合って成長するモデルを

支持し ている。 なお、 残 り 26 個体は解析中であ る。

〔備考〕

釧路市教育委員会 　 阿寒湖畔エコ ミ ュージアムセン ター
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6） 　 Apparent competition を利用し た個体数制御

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE002

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物の個体数を制御する方法 と し て、 天敵の導

入があ る。 しか し、 多 く の場合、 天敵を外部の系か ら持

ち込むため、逃亡し た天敵によ って新たな問題が生じ る。

また、 制御の標的生物の密度が低下する と 天敵の個体数

が減少し た り 、 絶滅しやす く な る。 従って、 効果を維持

する ためには天敵を導入し続けな く てはな ら ない。 本研

究では、 標的 と する害虫 と 同種 （飼育害虫） の生物を逃

亡でき ない別空間に豊富に用意する こ と で、 天敵の個体

数を維持する こ と が可能かを調べる。 室内実験や理論的

解析によ り 、 生物的防除や保全への応用可能性を探る。

〔内容および成果〕

　 数理モデルによ り 、 害虫の探索効率の高い天敵を用い

れば、 飼育害虫に与え る餌の量 と、 その避難所の効率を

調節する こ と で、 考案し たシステムが実現可能にな る こ

と を示し た。 飼育害虫に与え る餌の量が多ければ、 天敵

も増えて、 標的害虫を退治でき る と 単純には考え られる

が、 数理モデルからは、 多すぎて も系の不安定化を招き、

個体群管理に失敗する こ と も示された。

〔備考〕

7） 　 シロ イ ヌナズナのエチレン合成酵素 ACS6 遺伝子の

発現制御に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE003

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）， 中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 シ ロ イ ヌナズナの異なる生態型Col-0 と Ws-2は

オゾン感受性が異な る こ と が明ら かになっているが、 こ

れまでの研究でその一つの原因 と し てエチレ ン発生量の

違いが関係する こ と が示されている。 シ ロ イ ヌナズナの

エチレ ン生成量はエチレ ン合成の鍵と なる酵素 ACS6 の

量が決定し ている と 言われている。 そ こ で、 これら の ２

つの生態型間における ACS6 遺伝子の発現制御様式の違

いをプロモーター解析によ り 調べる。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年度に見つかった Col-0 に欠失し ている 13 塩

基の配列が Ws-2 における ACS6 遺伝子の強い転写活性化

に関与し ているのかを確かめる ために、 Col-0 の ACS6 プ

ロモーターに こ の領域を導入し た コ ン ス ト ラ ク ト 、 また

Ws-2 の ACS6 プロモーターから この領域を欠失させた コ

ン ス ト ラ ク ト を作成し、 それを レポーター遺伝子 （ルシ

フ ェ ラーゼ遺伝子） と 融合させた コ ン ス ト ラ ク ト を作製

し た。 これら をそれぞれ元の宿主植物に導入し た植物体

を作成し、 ルシ フ ェ ラ ーゼ遺伝子の転写量を測定し た。

その結果、 この 13 塩基があ る と オゾンによ る ACS6 遺伝

子の転写量が上がる こ と が明ら かになった。 以上の こ と

から Col-0 と Ws-2 のオゾン感受性の違いの要因の一つ と

し て ACS6 遺伝子のプロモーター領域の配列の違いが関

与し ている こ と が示唆された。

〔備考〕

8） 　 気温と オゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす複

合影響評価と適応方策に関する研究 　 (3) 高温・ オゾ

ン適応のための分子マーカーの探索と オゾンス ト レ

ス診断アレ イの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA002

〔担当者〕 ○久保明弘 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

Cho Kyoungwon

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 高温・ オゾンス ト レ ス に関係する 植物の生体内

物質（ 分子マーカー） の変化を 検出する こ と によ り 、 高

温・ オゾンに対する 植物の応答を明ら かにし 、 高温・ オゾ

ンに対する 耐性品種の選択や育種に関する 知見を提供す

る 。 高温・ オゾ ン誘導性及び抑制性物質の探索によ る 高

温・ オゾン影響を反映する 分子マーカーの同定と イ ネ品種

の感受性評価、高温・ オゾン耐性品種の選択や育種に利用

でき る 分子マーカーの解明、及び高温下でのオゾンス ト レ

ス を特異的に検出でき る シロ イ ヌ ナズナ及びイ ネのオゾ

ンス ト レ ス 診断用 DNA アレ イ の開発を目標と する 。

〔内容および成果〕

　 高温、 オゾン、 または複合ス ト レ スによ る収量 ・ バイ

オマス ・ 米の品質などへの影響 と 緊密に関わる可能性が

あ る候補遺伝子を見つける ために、遺伝子の発現変化 と、

それぞれのス ト レ ス影響 と の相関関係を調べた結果、 多

数の候補遺伝子が得ら れた。 こ の相関関係を利用し て、

簡便な実験によ り 影響評価を行 う 方法を開発し た。また、

開発し た イ ネのス ト レ ス診断アレ イで、 高温 と オゾン ス

ト レ ス を区別し て判定する こ と が可能 と なっ た。 ま た、

APO1 遺伝子がオゾ ンの収量影響にかかわっている こ と

を明ら かにし た。 これら の研究成果は、 気温 と オゾン濃

度が上昇し た場合の水稲の品種の選択及び育種 （適応策）

に役立つ手法 ・ 情報であ る。

〔備考〕

課題代表者 ： 河野吉久 （電力中央研究所）
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9） 　 重金属汚染土壌の修復を目的と し た有用植物資源の

活用に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD002

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本申請における研究ではセレ ン耐性 ・ 高蓄積性

の性質を付与し た遺伝子組換え植物の開発を最終的な目

的 と する。 具体的な内容は北米に自生し セレ ン耐性 ・ 高

蓄積性を示すス タ ン レア ・ ピナータ と い う アブ ラナ科の

植物におけ るセレ ン耐性 ・ 高蓄積性に関与する遺伝子の

特定を行い、 その成果を用いてセレ ン汚染土壌の修復が

可能な遺伝子組換えカ ラ シナを育成する。

〔内容および成果〕

　 本年度はス タ ン レ ア ・ ピナータ におけ る セレ ン耐性 ・

高蓄積性の獲得にエチレ ン、 ジ ャ スモン酸及びサ リ チル

酸等の植物ホルモンが関与し ているかについての研究を

行った。 その結果、 ス タ ン レア ・ ピナータではジ ャ スモ

ン酸及びサ リ チル酸量が恒常的に高い値を示し た。 これ

に伴ってス タ ン レア ・ ピナータでは、 これらの植物ホル

モンによ り 誘導される遺伝子群及び硫黄の吸収 ・ 代謝に

関与する遺伝子の発現が高いレベルを示し ていた。 さ ら

に、 ス タ ン レア ・ ピナータの近縁種であ り セレ ンの吸収

能が劣る ス タ ン レア ・ アルベセン スに メ チルジ ャ スモン

酸またはエチレ ンの前駆体であ る ACC を投与する と この

植物でセレ ンの吸収能が増加し た。 以上の結果、 ジ ャ ス

モン酸等の植物ホルモンはス タ ン レア ・ ピナータで多量

に合成されている こ と が こ の植物のセレ ン高吸収 ・ 高蓄

積に関与し ている こ と が示唆された。

〔備考〕

10） 　 植物の環境ス ト レ ス影響評価 と ス ト レ ス応答機構

の解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE001

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），久保明弘，青

野光子， 佐治章子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 人為的要因に よ る環境変化や環境中に存在す

る様々なス ト レ ス因子が植物にどのよ う な影響を及ぼす

かについて、 効果的解析法を開発しつつ評価する と と も

に、 植物のス ト レ ス応答機構の一端を主に遺伝子レベル

で解明する。

〔内容および成果〕

　 分子遺伝学的研究用モデル植物であ る シ ロ イ ヌナズナ

を実験材料に用いて、 植物のス ト レ ス応答 ・ 耐性機構の

一端を遺伝子レベルで解明す る ための研究を行っ てい

る。 本年度は当研究所で単離し たオゾン感受性突然変異

体の一つについて調べた結果、 その原因に細胞内のエネ

ルギーフ ローや活性酸素生成が関与する可能性が示唆さ

れた。

〔備考〕

11） 　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域），玉置雅紀，石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来水生植物であ る淡水生の水草や海産生の

海藻を主な材料 と し て、 それら の種の我が国におけ る侵

入状況、定着状況を、文献および現地モニ タ リ ングによ っ

て明ら かにする。 定着に関する特性については室内実験

を交えて検証する。

〔内容および成果〕

　 東京湾におけ る南方から の侵入種 と されている ミ ナ ミ

アオサについて、 東京湾以外での分布およびその生態を

調査する ため、 グ リ ーン タ イ ド の発生が報告されている

大阪湾南港野鳥園、 蒲郡地区を含めた三河湾蒲郡地先、

青森湾および弘前湾でサンプ リ ング調査を行った。 遺伝

子レベルでの解析結果か ら前二者の干潟で採取されたサ

ンプルは全て ミ ナ ミ アオサ、 後者の岩礁地域ではアナア

オサであった。

　 霞ヶ浦における ミ ズ ヒ マワ リ の侵入については右岸で

その侵入状況を確認し、 適宜観測を行った。 ヨ シ帯に係

留 し た際に個体サ イ ズ を増加 し たが荒天後には消失 し

た。

〔備考〕

12） 　 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と 外来植物

の交雑実態の把握

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE005

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 外来生物と の交雑は、 遺伝子汚染や雑種 と の競

争を通じ て、 在来生物の存続に大き な影響を及ぼす。 外

来種 と 在来種 と の間で交雑頻度が高い可能性が指摘され

ている分類群と し て、タデ科ギシギシ亜属が挙げられる。
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ギシギシ亜属の植物は、 倍数性系列が発達し ている こ と

で も知られる。 こ のギシギシ類を主な対象 と し て、 その

倍数性の違いを利用し て、 どの種の間で交雑が起き てい

るか、 また、 その頻度がどれ く らいかを調査する。 交雑

が起き ている場合、 雑種の生育環境 ・ 種子稔性などの適

応度と倍数性と の間の関係も明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ギシギシ亜属の準絶滅危惧種、 ノ ダ イ オ ウ について、

関西から東北の自生地において調査を行った。 ノ ダ イオ

ウおよび同所的に生息する ギシギシ類 （在来種ギシギシ、

外来種ナガバギシギシ、 エゾ ノ ギシギシ） の葉をサンプ

リ ング し、 葉と果実の形態を記録し た。 調査対象地には、

外来種の密度や人為撹乱の大き さ の異な る生息地を選ん

だ。フ ローサイ ト メ ト リ ーによ って測定し た核 DNA 量に

基づいて倍数性を推定し た と こ ろ、 関西か ら東北のいず

れの地域で も外来種 と ノ ダ イオウ と の中間的な倍数性の

個体が検出され、 広範囲にわたって交雑が起き ている こ

と が示唆された。 しかし、 人為撹乱の少ない河川の上流

部や大面積の ヨ シ原の道路か ら離れた生息地な どでは、

こ のよ う な中間的な倍数性の個体の頻度は低いか全 く 検

出されなかった。 今後の保全対策においては、 こ のよ う

な交雑頻度の低い個体群において外来種の侵入 と 交雑の

進行を防ぐ こ と が特に重要と考え られる。

〔備考〕

13） 　 緑潮 （グ リーン タ イ ド） を引き起こす侵入アオサの

実態把握

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF006

〔担当者〕 ○石井裕一 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

矢部徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界各地でグ リ ーン タ イ ド が環境 ・ 社会問題 と

なってお り 、 国内においては ミ ナ ミ アオサの侵入も報告

されている。 そ こ で東京湾においてグ リ ータ イ ド 構成種

の種別現存量、 季節変化を調査し、 湾内への ミ ナ ミ アオ

サの侵入状況を明らかにする こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 東京湾内の ７ ヵ 所において ミ ナ ミ アオサの進入状況、

季節消長およびグ リ ーン タ イ ド への寄与を評価し た。 種

同定は前年度に開発し た CAPS マーカー法によ った。 調

査の結果? ミ ナ ミ アオサは東京湾内に広 く 分布し てお り 、

グ リ ーン タ イ ド 発生時にはそれが優占種であ る こ と を明

ら かにし、 東京湾におけ る グ リ ーン タ イ ド の発生は ミ ナ

ミ アオサの侵入に起因する もの と推定し た。

〔備考〕

14） 　 生物の空間分布予測モデルに も と づいた自然再生

適地の抽出と市民参加による検証

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0910AH002

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性保全の重要性への認識の高ま り と

と も に、 環境省によ る自然環境保全基礎調査に代表され

る よ う に、 生物多様性の現状を把握する ための生物分布

の調査が実施される よ う になっている。 しかし、 多数の

調査が実施されている一方で、 その仕様が異な る こ と な

どの理由か ら それら を統合的に活用し生物多様性保全の

現場において有用な情報 と し て提供する ための方策につ

いてはまだ十分に確立し ている と はいえない。

　 そ こ で本研究では、 県独自で も生物分布調査を実施し

ている福井県をモデルケース と し て、 生物および環境に

かかわる様々な空間データ ソース を一括し てデータベー

ス化し、 実際の生物多様性保全の現場において活用可能

な情報に変換し て提供する ための方策を検討する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 福井県等 と の共同研究によ り 、 福井県において、 市民

参加によ る調査で採集された水棲生物の分布データ を利

用し て、 土地利用の不均一性にも と づ く 里山環境の指標

を開発し、 生物分布推定への利用可能性について検討し

た。特に、不均一性を算出する際の、解像度や空間スケー

ルについて、 生物分布を推定する上で効果的な値を探索

する こ と を試みた。

　 解析の結果、 土地利用のモザイ ク性は分析に供し た多

く の分類群の出現に対し て、 正の効果を及ぼ し ていた。

空間ス ケールに関し てモデル選択を行った と こ ろ、 指標

を算出する単位と し ては ６ km 四方が最適なスケールで

あ る こ と が分かった。 これらの結果によ り 、数 km スケー

ルでの土地利用のモザイ ク性は里地里山の水辺の生物の

分布ポテ ン シ ャ ルの有効な指標 と な る こ と が示唆 さ れ

た。 また本研究で用いたモザイ ク性指数は、 里地里山に

おけ る生物の生息適地予測や土地利用変化が生物多様性

に及ぼす影響の予測などに利用し う る と考え られた。

〔備考〕

15） 　 シャ ジク モ類の生育の現状と 衰退に及ぼす環境要因

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE003
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〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現在 116 種の藻類が絶滅危惧種に リ ス ト ア ッ プ

されているが、 その中でシ ャ ジ ク モ類は半数以上を占め

ている。 シ ャ ジ ク モ類の衰退にどのよ う な環境要因が関

与し ているのかを解析する と と も に、 これまでに収集さ

れたシ ャ ジ ク モ類の所在情報の取 り ま と め と 更な る収集

によ って生育状況を把握し、 今後の藻類レ ッ ド リ ス ト 策

定の基礎資料とする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 香川県の約50のため池について夏季のク ロ ロ フ ィ ル蛍

光を測定し、 過去に測定し た結果 と 比較し た。 こ の間に

シ ャ ジ ク モ類が衰退し た池にはク ロ ロ フ ィ ル蛍光が増加

し た池 と 増加し ない池があ り 、 増加し た池では富栄養化

あ るいは腐植質等の増加によ る透明度の低下、 増加し な

い池では水草の繁茂によ る相対的な光環境の悪化がシ ャ

ジ ク モ類の衰退を招いた と考え られた。

〔備考〕

16） 　 都市の緑地間における蝶類相の比較 と移動分散の

実態解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE006

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大都市に点在する大型緑地は、 比較的豊かな自

然が残されている こ と も多 く 、 その維持や保全は都市に

おける人間生活を豊かにする と 考え られる。 しかし、 各

緑地は孤立し てお り 、 各緑地の生態系にどの程度相互作

用があ るのかは不明であ る。 一方、 都市生態系の保全に

街路樹によ る緑の回廊 （コ リ ド ー） や屋上緑化が機能す

る と 期待されているが、 その実態について不明な点が多

い。 本研究では、 チ ョ ウに着目し て都市生態系の実態を

解明する こ と で、 よ り 効率的な緑化計画や都市におけ る

生態系保全方法に対する示唆を得る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 東京都心の大小 18 ヵ所の公園において月 １ 回の調査を

行い、 チ ョ ウ種および個体数、 公園内外の環境要因 （面

積、 植物被覆率、 近隣公園 と の距離等） を記録し た。 観

察されたチ ョ ウは全 37 種であ り 、各公園における種数や

多様度は緑地面積に比例し ない こ と が明ら か と なった。

また、 食草の有無が出現種数に影響する こ と が示唆され

た。 ただし、 小型緑地では公園内に食草がな く て も、 周

囲 １ km 以内にあ る緑地数によ って種数が影響される こ

と がわか り 、 コ リ ドーの重要性が示唆された。

〔備考〕

17） 　 植物のオゾン被害と ス ト レス診断に関する研究

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 東アジアを中心 とする全地球的な対流圏

オゾン濃度の上昇が指摘され、 オゾンは局地的な大気汚

染ガスであ るばか り でな く 、 地球規模での生態系や人間

活動に対する深刻な脅威であ る と 認識される よ う になっ

ている。 特にオゾンの影響によ る森林の減少や農作物の

減収等が強 く 懸念されている こ と か ら、 植物被害の機構

解明 と 共に、 我が国各地の植物被害の実態の把握が急務

であ る と 考えた。 そ こ で、 各地方環境研究所等におけ る

植物 （アサガオ） 被害に関する継続的な調査によ り 、 中

長期的な被害実態の把握を目指す。 また、 これまでに開

発し た遺伝子発現を用いた植物のオゾン ス ト レ ス診断手

法を改良し、 実際の植物被害調査への利用を拡大する こ

と を目的 と する。 目標は、 開発し た手法を用いて、 アサ

ガオ等オゾン指標植物の野外におけ るオゾン ス ト レ ス診

断を実際に行な う と も に、 市民の理解を深める ために研

究結果の普及をはかる こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 各地のオゾンによ る アサガオの被害状況 と オゾン、 そ

の他の大気 ・ 気象条件のデータ を取 り ま と め蓄積する と

共に、 オゾ ン濃度 と 植物被害の関係を確認し た。 ま た、

各地方から のアサガオ葉試料を用いてマーカー遺伝子の

発現解析を行い、 遺伝子発現によ る ス ト レ ス診断が実際

の植物被害調査へ利用でき る こ と を確認し た。

〔備考〕

埼玉県環境科学国際セン ター （三輪誠）、 千葉県環境研究

セン ター （岡崎淳） （代表） 、 神奈川県環境科学セン ター

（武田麻由子、小松宏昭）、静岡県環境衛生科学研究所 （上

野千恵）、 名古屋市環境科学研究所 （山神真紀子、 中島寛

則）、 鳥取県衛生環境研究所 （福田拓）、 福岡県保健環境

研究所 （中村朋史， 須田隆一）、 佐賀県環境セン タ－ （オ

ブザーバー ( 光武隆久 )）、 東京都環境科学研究所 （オブ

ザーバー （横山仁））

18） 　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研

究

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）， 石井裕一
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 １ ： 底泥か ら の汚濁負荷の制御、

２ ： ベン ト スの生物生息環境の保全手法の検討、 ３ ： 藻

場構成種の生態学的特性に関する比較検討、 それら の移

植 と 大量増殖手法にわた る多様な視点を通じ て、 干潟 ・

藻場の生態系機能に関する知見の集積を行い、 これらの

保全 ・ 修復のための有効な手法 と し て活用する こ と を目

標とする。

〔内容および成果〕

　 底泥か らの汚濁負荷の制御 と し て、 底泥環境の異な る

複数の地点か ら底泥のサンプ リ ングを行い室内実験を通

じ て各々の底泥環境 と 脱窒速度 と の関係を検討し た。 ま

た、 酸素環境の異な る複数の干潟で有機物分解試験を実

施し評価法のブ ラ ッ シ ュ ア ッ プを行った。 ベン ト スの生

物生息環境の保全手法の検討 と し ては、 目合いの異な る

被覆網を設置し、 特定の目合だけに大型のアサ リ 個体が

生育する こ と を確認し た。 川崎市および横浜市沿岸地域

において市内海岸の現況を把握し、 生物生息環境の保全

を行 う 候補地選定 と 今後の取組のあ り 方について検討を

進めた。 藻場構成種の生態学的特性に関する比較検討 と

し て、 広島県水技セ開発の 「アマモ苗床シー ト 」 と 関連

技術を用いて移植試験およびモニ タ リ ングを行った。 コ

アマモについては花枝形成過程の調査及び種子の採取 と

本種の最適生息環境の解明に取 り 組んだ。

　 上記を ま と め干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する知見の

集積を行った。

〔備考〕

　 　

19） 　 小笠原諸島における十脚目甲殻類のイ ンベン ト リ

作成および保全に関する基礎的研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD008

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 小笠原諸島では陸水域で十脚目甲殻類の固有種

が相次いで発見さ れており 、こ れら の種は絶滅のおそれが

ある 種と し てレ ッ ド リ ス ト に掲載さ れたが、保全に必要な

生活史はま だ未解明である 。ま た、サンゴ礁海域は白化現

象によ り 危機的な状況にある が、こ の海域に生息する 十脚

目甲殻類の研究は不十分である 。 そこ で、 本研究では、 小

笠原諸島の陸水域やサンゴ礁海域で十脚目甲殻類の調査

を行い、固有種や絶滅危惧種など十脚目甲殻類のイ ンベン

ト リ を作成し 、 併せてこ れら の種の初期生活史を解明し 、

今後の保全施策に資する こ と を目的と する 。

〔内容および成果〕

　 平成21年度に引き続き小笠原諸島母島のサンゴ礁海域

において甲殻類の分布調査を行った。 その結果、 サンゴ

ガニ類やキモガニ類をはじめ と する十脚目甲殻類を採集

する と と も に、 生息時の色彩を可能な限 り 残し ての撮影

を行 う こ と ができ た。これらの標本については、持ち帰っ

て精査し、 分類学的な検討を行ってい る と こ ろであ る。

また、 小笠原諸島父島の河川においてオガサワ ラ ヌマエ

ビの分布調査を行い、 父島の西海岸に流入し ている一河

川では本種は源流域には分布せず、 流量の安定し ている

中流から上流域に分布し ている こ と が確認された。

〔備考〕

［連携研究者］

千葉県立中央博物館 　 駒井智幸

大阪工業大学 ・ 工学部 　 三橋雅子

琉球大学 ・ 亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 　 成瀬 　 貫

［研究協力者］

国立環境研究所 　 山野博哉

20） 　 フ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞の全ゲ ノ ム増幅に基

づ く 非培養海産微細藻のメ タゲ ノ ムと分類

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0911KB002

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 フ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞のゲ ノ ム ・ 分類情

報の包括的な解析手法の開発 と 海洋環境の未培養 ・ 未知

微細藻群のゲ ノ ム と分類情報の整備・集積を目的 とする。

分類学的解析 と 凍結保存に関わる研究 ・ 技術開発は日本

側で、 ゲ ノ ム解析に関わる研究 ・ 技術開発は仏側におい

て、 各々が主導的に実施し、 研究期間中に成果の共有化

のための研究 ・ 技術交流を行 う 。 海洋微生物の高度利用

に不可欠な革新技術の開発 と 具体的な成果 と し ての未培

養 ・ 未知海産微細藻群に関するゲ ノ ム ・ 分類情報の収集

が期待される。

〔内容および成果〕

　 環境試料の凍結保存条件について検討を行い、 最適化

し た条件下で作成し た凍結保存試料のフ ローサイ ト メ ト

リ 解析と生存率調査の結果から、細胞の残存率は 50 ～ 80

％であ り 、 凍結試料で も ゲ ノ ム解析に十分な量が確保で

き る こ と が判明し た。 同試料について ク ローニング解析

と 培養株確立のための細胞分取を行った結果、 ピ コプ ラ

ン ク ト ン種を含む配列情報が得られ、 複数種の培養株を

確立する こ と ができ た。 環境試料の多様性解析への凍結
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保存の有効性を確認でき たので、2011 年 2 月 10 日～ 3 月

8 日に、 JAMSTEC 調査船 「みらい」 に乗船し て、 亜熱帯

海域から冷水域 （北緯 30 ﾟ～ 47 ﾟ） の水深の異なる様々な

環境試料を採取し、 凍結保存試料、 分類学的解析のため

の試料、 培養試料、 DNA 解析用試料等を作成し た。

〔備考〕

フ ラ ン ス CNR、Station Biologique de Roscoff と の共同研究

（担当者 ： Daniel Vaulot 主席研究員）

21） 　 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジ ン コ を

用いた総合毒性評価に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA003

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 河川には、 住居、 事業所、 工場、 農地や家畜飼

育場などから 雑多な排水が流入し 、そこ に含ま れる 化学物

質（ 有機・ 無機汚濁） によ り 生態系に多様な悪影響（ 総合

毒性） がも たら さ れている も のの、原因物質が多岐にわた

る ため主因の特定が難し い。本研究では、標準試験生物で

ある オオミ ジンコ （ Daphnia magna） を用いて都市部と 農

村部の河川水の毒性試験を行なう と と も に、農薬分析など

によ り 主たる 毒性物質の同定を進めて、総合毒性の発現パ

タ ーンを環境の違う 河川を比較し ながら 把握し 、総合毒性

発現プロ セス の解明に迫る こ と を目的と する 。

〔内容および成果〕

　 横浜市内 （鶴見川水系） の農耕地の水路 （寺家）、 市街

地のし ら と り 川と下流の鶴見川 （亀の子橋） で、 平成 21

年度から月 １ ～ ２ 回、 採水と農薬類 （82 種） の分析 （以

上、 横浜市環境科学研究所）、 な らびにオオ ミ ジン コ を用

いた繁殖試験をおこ なった。 その結果、 22 種類の農薬が

検出され （平成 21 年度）、 繁殖影響のみられた時期には、

複数の殺虫剤や殺菌剤が検出された。 産仔数の減少 と の

関連性を急性影響試験によ る半数影響濃度や繁殖試験に

よ る NOEC （最大無影響濃度） のデータ （環境省 『化学

物質と環境』） を用いて検討をおこ なった と こ ろ、 し ら と

り 川では、 殺虫剤の複合影響 と 考え られる産仔数の減少

がみられた。

〔備考〕

横浜市環境科学研究所 ・ 酒井学

22） 　 ユス リ カ相と長期･短期的環境変動の関連に関する

基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE004

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ユ ス リ カ類は陸水域の底生動物の代表的なグ

ループであ り 、 様々な陸水環境でユス リ カ相を構成する

種が異な り 、 水質や植生など を反映する こ と が分かって

き ている。 しかし、 環境の変動に対し てユス リ カ相がど

のよ う に応答するかは十分に研究されていない。 本研究

では長期的･短期的環境変動に対する ユス リ カ相の応答

を研究し、 環境変動の指標 と し ての基礎的な情報を得る

こ と を目的 と する。 また、 過去の環境 と ユス リ カ相の対

応を研究する手段 と し て、 ユス リ カ遺骸の利用法につい

て検討する。

〔内容および成果〕

　 ユス リ カの遺伝子の塩基配列 と 形態で定義される種を

関連づけ る ため、 遺伝子解析に供する胸部 ・ 腹部を除い

た部分および解剖前に撮影し た写真を用いて約20種の同

定を試みた。 Sasa and Kikuchi (1995) など、 日本産種を対

象にし た検索表を用いた場合、 多 く は頭部 ・ 脚 ・ 交尾器

のみで同定が可能だった。 ただし、 外国産の近縁種 と 識

別し よ う と し た と き、 保存されていない腹部の剛毛が識

別に必要な場合があ り 、 問題も あった。

　 霞ヶ浦で採集されたオオユス リ カ幼虫の口器に Kohn

gap と呼ばれる奇形が見つかった。2002年に霞ヶ浦のオオ

ユス リ カ幼虫50個体について奇形の調査を し た時にはこ

の奇形は見られなかった。 高度に汚濁された水域で採集

さ れたユス リ カ幼虫に多 く 見 ら れる と の報告があ る が、

正常な環境で も奇形が低頻度で現れる可能性があ り 、 本

件について も水質と の関連は不明であ る。

〔備考〕

23） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 海外での遺伝子組換え（ GM） 農作物の栽培面積

増大に伴い、 国内の一般環境中への GM 農作物の侵入圧

が上昇し ている と 推測さ れる が、その長期的な生育の実態

は不明である 。 本課題では、 既に GM セイ ヨ ウ がブラ ナ

の生育が確認さ れている ３ ヵ 所を 対象にモニタ リ ングを

実施し 、長期的な個体数変動と 場所によ る 生育状況の違い

を明ら かにする 。 こ ぼれ落ちに起因し た GM セイ ヨ ウ ア

ブラ ナが拡散し 、近縁種と 交雑する かどう かを判定する と

と も に、 封じ 込めのエンド ポイ ント を明ら かにする 。
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〔内容および成果〕

（ １ ） 種子輸送道路沿いにおける分布の経年調査

　 GM の比率が国号 23 号および博多港はきわめて高 く 70

％程度になっていた。 こ の値は、 輸出国における GM セ

イ ヨ ウ アブラナの栽培面積から推定される GM 種子混入

率 （70 ～ 80％） に近い。 一方で国道 51 号では最大で 10

％程度と非常に低い。 この結果から、 国道 51 号が至る鹿

島港では非 GM セイ ヨ ウ アブラナの種子が選択的に陸揚

げされている可能性が考え られる。 また、 国道 23 号およ

び博多港周辺では ２ 種類の除草剤耐性遺伝子を保有する

個体 （ス タ ッ ク系統） が ３ ％程度見つかった。 これらは

２ つの除草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが国内で交雑し

た結果生じ た もの と考え られる。

（ ２ ）種子輸送道路沿いにおける GM 個体分布の周年変化

　 いずれの調査地において も、 １ 年を通じ てセ イ ヨ ウ ア

ブ ラナの生育が認められ、 冬季で も開花個体や実生個体

が確認された。生育個体数は年間を通じ て一定ではな く 、

夏期や市民団体によ る抜き取 り 活動後に減少し た。 セ イ

ヨ ウ アブラナの個体数は ４ 月か ら ５ 月にかけてピーク と

な り 、 夏にかけて減少するが、 その後秋か ら冬にかけて

漸増し た。 種子輸送道路沿いでは、 陸揚げ港か ら各地に

至る （陸揚げ港か ら離れる） 車線側の方が、 陸揚げ港に

至る車線側よ り も 多 く の個体が生育し ていた。 し か し、

三重県の雲出大橋周辺の国道 23 号沿いでは、四日市港に

至る側の車線で多 く の個体が生育し ていた。

〔備考〕

24） 　 浮遊アオサによ る極端な優占現象 （グ リ ーン タ イ

ド） が干潟の生態系機能へ及ぼす影響

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 1010AI003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域），玉置雅紀，石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界各地の富栄養化 し た浅海域にあ る干潟に

おいて、 浮遊アオサ類によ る グ リ ーン タ イ ド が近年環境

問題 と なっている。 グ リ ーン タ イ ド は有用海産物をはじ

め干潟に生息する他の生物を減少 させ、 海岸での堆積、

腐敗によ る臭気が人々を水辺か ら遠ざけ る、 と 考え られ

ている。 本研究では、 グ リ ーン タ イ ド が干潟の生態系機

能へ及ぼす影響の定量的評価について検討し た。

〔内容および成果〕

　 研究期間中にグ リ ーン タ イ ド は年間を通じ て発生し た

干潟 と １ 月だけ発生がみられた隣接する干潟での比較を

通じ、 浮遊アオサ類が優占する こ と で生じ る生態系機能

への影響を以下の項目別に評価し た。 アオサ類が大量に

枯死、 分解する夏期に底質の還元化が進み、 底質内の生

物は斃死し たが、 アオサの上を新しい生息場 と し て、 底

生生物の種数、 個体数 と も に増加し た。 また系内での一

次生産を通じ て干潟に対する有機物供給源 と し て機能す

る こ と を考察し た。

〔備考〕

25） 　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1010BY002

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），青野光子，久

保明弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在国内で使用 （主に加工用に輸入） されてい

る遺伝子組換えナタ ネを対象 と し て、 生物多様性影響に

つなが る現象が生じ ていないかど う かを監視する ため、

別途実施される 「平成 22 年度自然環境下におけるナタネ

類等の生育状況調査及び遺伝子分析のための種子のサン

プ リ ング業務」 で得られた試料の分析を行い、 自然環境

中における導入遺伝子の拡散状況を調査する。

　 また遺伝子組換えダ イ ズの使用によ る生物多様性影響

の有無を予測する ため、 除草剤耐性遺伝子組換えダ イ ズ

を近縁野生種ツルマ メ に対し て ２ 回戻し交配し て作成し

た雑種第 ２ 代 （BC2F2） を閉鎖系温室で栽培し、 その性質

等を調べる。

〔内容および成果〕

　 ナタ ネの輸入港の う ち鹿島、 四日市、 博多の ３ 港湾周

辺地域の主要道沿いまたは主要道下河川敷等で採取され

たナタ ネ類 （西洋ナタ ネ と 在来ナタ ネ） と カ ラ シナに対

し て免疫ク ロ マ ト グ ラ フ法によ り 除草剤耐性タ ンパク質

（CP4 EPSPS 及び PAT） の有無を解析し た結果、 ３ 港湾周

辺地域のいずれから も これら のタ ンパク質を持った西洋

ナタ ネが検出されたが、 これら除草剤耐性ナタ ネが確認

された地点の割合は地域によ り 大き く 異な り 、 鹿島港周

辺では低かったのに対し、 四日市港周辺や博多港周辺で

は高い値が得られた。

　 ま た植物の形態及び母植物組織の フ ロ ーサ イ ト メ ト

リ ー解析によ り 、 四日市地域の河川敷で西洋ナタ ネ と 在

来ナタ ネの雑種 と 思われる個体の生育が確認され、 その

う ち ２ 地点の ２ 試料で除草剤耐性タ ンパク質が検出され

た。

　 いっぽ う 、 遺伝子組換えダ イ ズ と ツルマ メ の間で ２ 回

の戻し交配によ り 作成し た雑種第 ２ 代 （BC2F2） を、 交配

親系統の ツルマ メ やダ イ ズ と と も に閉鎖系温室で栽培
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し、 それらの適応度関連形質を調べた結果、 BC2F2 雑種

はツルマ メ と同様の適応度を示す可能性が示唆され、cp4

epsps 遺伝子が雑種の適応度に及ぼす影響は認め られな

かった。

〔備考〕

26） 　 フ ナ類の遺伝的個体群構造の解明 と放流の遺伝的

影響の評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE002

〔担当者〕 ○松崎慎一郎 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 湖沼、 河川では、 国内外の魚類が意図的、 非意

図的に放流されてお り 、 それに と も な う 生態的、 遺伝的

な影響が懸念されている。 本研究では、 代表的な水産有

用魚であ る フナ類に注目し、 種苗放流の実態やそれに伴

う 遺伝的な影響を明らかにする こ と を目的とする。特に、

遺伝子撹乱がどの程度おこ っているか、 過去の遺伝子サ

ンプル と 比較し て遺伝的多様性がどのよ う に変化し てい

るか、 地域個体群がどの程度残存し ているかについて明

らかにする。

〔内容および成果〕

　 ラ ムサール湿地である 福井県三方湖流域においてフ ナ

類 (Carassius auratus 種群 ) 約 300 個体を採集し 、 ミ ト コ ン

ド リ アの調節領域の塩基配列を決定し た。こ れま での既存

研究から 明ら かにさ れている 大陸およ び日本全国のフ ナ

類の塩基配列を含めて系統樹を構築し たと こ ろ、三方湖流

域のハプロ タ イ プのみで形成さ れる サブク レ ード が出現

し たから 地域個体群が存在し 、ま だ残存し ている こ と が判

明し た。 ま た、 本州（ 東日本）、 九州なら びに中国大陸ク

レード のハプロ タ イ プも 検出さ れたこ と から 、国内・ 国外

から の侵入がおこ っている こ と が明ら かと なった。

〔備考〕

東京大学大気海洋研究所と の共同研究の一部

27） 　 春先の積雪が植物体の温度に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1011AE005

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 高山帯に生育する植物は積雪の影響を強 く 受

け る こ と が知 ら れてお り 、 その影響は、 雪の性質か ら、

保温 と 冷却 と い う 相反する ２ つの側面が知ら れてい る。

そ こ で、 山岳地の実験施設内において、 積雪深、 気温及

び雪面下の温度や雪圧を連続的に測定し、 積雪深及び気

温の変化 と 保温効果あ るいは冷却効果 と の関係を解析す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所の奥日光観測ス テーシ ョ ンにおいて、

自作の雪尺、 雪尺を撮影する ためのイ ン タバールカ メ ラ

また、 雪尺に高さ を変えて温度センサーを設置し た。 そ

の結果、 今年は ３ 月中旬になって も積雪が認め られ、 例

年に比べて積雪期間が長かった。 現在、 回収し たデータ

の解析中であ る。

〔備考〕

28） 　 海水温上昇に鋭敏に反応するサンゴ共生藻の探索

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1011AF004

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）， 山野博哉

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 造礁サン ゴの白化は、 海水温の上昇に起因 し

て、共生藻の白色化や体外への放出で起き る現象であ り 、

白化し たサンゴでは、 ス ト レ ス耐性を示す特定遺伝子型

の共生藻に置換する現象も確認されている。 こ う し た生

理特性 と 対応する遺伝子型は、 温暖化によ る水温上昇影

響の指標 と な り 得る こ と か ら、 水温変化に鋭敏に反応す

る共生藻を探索し、 その遺伝子型 と サンゴ種 と の対応関

係について明らかにする こ と を目的と し た研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 造礁サンゴの共生藻を対象 と し て水温変化への反応を

解析する ための温度勾配培養装置 と サンゴから分取し た

共生藻の ク ロ ロ フ ィ ル蛍光値を指標 と し た解析法を確立

でき た。 和歌山白浜 と 沖縄瀬底産サンゴ よ り 分取し た共

生藻について、 計測 ・ 解析を行った結果、 1) 温度変化に

対し て安定し た蛍光値を示す共生藻 （両サイ ト のキ ク メ

イ シモ ド キ）、2) 全ての温度帯で蛍光値が上昇する共生藻

（白浜産ニホンア ワサンゴ）、 3) 高温側の蛍光値が上昇し

た後、 急激に減少する と と も に、 低温側で蛍光値が上昇

する共生藻 （両サイ ト のスギ ノ キ ミ ド リ イ シ等 ８ 種） の

３ つの反応に類別でき た。 また ITS2 の解析から、 各々が

ク レード D、 ク レード F、 ク レード C に対応する こ と が

明ら かにな り 、 水温変化に対する反応の違い と 遺伝型を

タ イプ別に整理する こ と ができ た。

〔備考〕

29） 　 都市緑地は棲みよいか？チ ョ ウに注目 し たネ ッ ト

ワーク構造の評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )
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〔研究課題コー ド〕 1011AF008

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 野生生物の生息地の急速な減少 と 孤立化に よ

る絶滅 リ ス ク を緩和する手段 と し て、 都市地域の一部を

生息地間の移動通路 と し て機能させる可能性が注目され

ている。 都市部において も、 点在する緑地全体が生態系

ネ ッ ト ワーク と し て機能し、 １ つの緑地では存続不可能

な生物種が、 複数の緑地に生息し行き来する こ と で存続

し得る。 本研究は、 チ ョ ウ を指標 と し て都市部におけ る

緑地の生息地 と し ての好適度を評価し、 緑地間を移動す

る程度を推定する こ と で緑地生態系ネ ッ ト ワーク の現状

把握と改善策の検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 東京都心の大小 18 ヵ所の公園において月 １ 回の調査を

行い、 チ ョ ウ種および個体数、 公園内外の環境要因 （面

積、 植物被覆率、 近隣公園 と の距離等） を記録し た。 観

察されたチ ョ ウは全 37 種であ り 、各公園における種数や

多様度は緑地面積に比例し ない こ と が明ら か と なった。

また、 食草の有無が出現種数に影響する こ と が示唆され

た。 ただし、 小型緑地では公園内に食草がな く て も、 周

囲 １ km 以内にあ る緑地数によ って種数が影響される こ

と がわか り 、 コ リ ドーの重要性が示唆された。

〔備考〕

30） 　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD005

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）， 小神野豊

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 通常重金属汚染地域では、 単一の金属によ る汚

染はまれであ る。 これら汚染地域において生態 リ ス ク評

価を遂行し生態系管理手法を確立するには、 重金属の複

合毒性を理解する必要があ る。 Kamo & Nagai (2008) は重

金属の複合影響を予測するモデルを提案し ているが、 多

分に理論的な予測であ り 検証が必要であ る。本研究では、

実験室において重金属の複合毒性試験を行い、 理論の検

証を進める と 同時に、 よ り 精緻なモデルを構築する ため

のデータ を取得する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 オオ ミ ジン コ を用いて、 銅 （Cu） と亜鉛 （Zn） の 48 時

間半数致死濃度 （それぞれ、 17、 895 µg/L を 100 とする）

を も と に、 Cu （100）、 Zn （100）、 Cu （20） ＋ Zn （80）、

Cu （40） ＋ Zn （60）、 Cu （60） ＋ Zn （40）、 Cu （80） ＋

Zn （20） の各濃度区において複合曝露試験をおこ なった

（n=10、 pH は 7.9、 水温 23 ℃、 光周期は 16L8D、 硬度

65）。 その結果、 Cu （60） ＋ Zn （40） では 93％ と な り 、 重

金属の複合影響を予測するモデル と一致し た。

〔備考〕

独立行政法人産業総合技術研究所 ・ 加茂将史

31） 　 北岳における高山生態系の長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 1011MA001

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 我が国の代表的な生態系の状態を把握し、 継続

的にモニ タ リ ングする こ と で、 生態系の変異を捉え、 適

切な生物多様性保全施策に貢献する こ と を目的 と し たモ

ニタ リ ングサイ ト 1000 の高山帯の う ち、 平成 21 年度の

予備調査に引き続き、 北岳調査の一部を担当する。

〔内容および成果〕

　 担当調査地であ る南アルプス北岳において、 北岳山荘

脇での気温、 また、 ト ラバース道生育地 と 雪渓下生育地

の ２ つの生育地において、 それぞれ土壌表面および地下

5cm と 10cm の温度変化を調べた。 さ らに、上記 ２ つの生

育地および山荘脇にイ ン ターバルカ メ ラ を設置し、 高山

植物などの季節変化を記録し た。 その結果、 土壌表面の

温度記録か ら、 消雪時期は、 ト ラバース道生育地では 6

月 10 日前後、 雪渓下生育では 6 月 20 日前後 と比較的例

年よ り 遅かった こ と が分かった。 また、 温暖化の指標 と

し て従来の高山植物の開花時期に加え、 山荘脇に設置し

た イ ン ターバルカ メ ラの画像から、 ナナカマ ド の紅葉も

有力な候補にな り 得る こ と が分かった。

〔備考〕

32） 　 底質酸化によ る閉鎖性浅海域の生物生息環境の改

善

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 1012BC002

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）， 石井裕一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 閉鎖性浅海域におけ る生態系機能の担い手で

あ る付着藻、 海草や海藻の藻場、 底生動物群集には底質

環境の悪化や貧酸素水塊の発生によ り 突然の消滅など群

集の不安定化が報告されている。 こ う いった現象を回避

する ため、 これまで国立環境研究所 と 地方公共団体環境

研究所 と の共同研究において扱って き た様々な底質酸化

手法 と 効果的な藻場の形成技術を組み合わせる こ と で、

本課題における生物集団の生息環境改善を目指す。
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〔内容および成果〕

　 酸素供給膜法について、 実験室でのチャ ンバー試験を

通じ て底質環境に関する改善効果の評価を行った。 酸化

還元電位の改善、 栄養塩類の溶出抑制、 硫化物除去効果

に関し ての評価を行なった。

　 富栄養海水の供給 と 還元的底泥を備え る兵庫県尼崎地

先の人工干潟 と 貧栄養海水の供給 と酸化的底泥を備え る

山口県椹野川河口に広がる天然干潟をモデル地域 と し て

選定し ４ 回の野外調査を通じ て調査地 と し ての妥当性を

検証し た。 その結果、 夏期にはいずれの干潟も還元的に

な る傾向は同じであ るが、 前者では地表面の直下か ら還

元的であ り 、 気温 ・ 水温が下がる秋になって も酸化的改

善はな されなかった。

〔備考〕

33） 　 ニホンジ カが南アルプス国立公園の自然植生に及

ぼす影響と その対策に関する研究分担 （1） 地域絶滅

が危惧される植物種の保全技術の確立

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 1012BC003

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 南アルプ スは広い範囲が国立公園に指定 さ れ

てお り 、 また、 長期的な環境変動に対し て植物が退避す

る場所 （レ フ ェージア） の一つ と 考え られてお り 、 生物

多用性を確保する ための重要な場所であ る。 近年、 ニホ

ンジカが高山帯まで進出し、 高山植物に食害が認め られ

る よ う にな り 、 緊急な対策が必要 と なっている。 本研究

は、 ニホンジカによ る影響を緩和し、 希少な野生植物を

保全する ために必要な情報 と 技術を提供し、 対策の推進

を支援する こ と を目的 と し ているプロ ジ ェ ク ト の一部を

分担する。

〔内容および成果〕

　 キ タ ダケ ソ ウ生育保護区下部に赤外線センサー付カ メ

ラ を設置し、 高山帯へのシカな どの出現時期を調べた。

その結果、 最初のシカ画像の日付けは 7 月 11 日であっ

た。 こ の時期こ の付近では、 と こ ろど こ ろ まだ雪が残 り 、

芽を出し ている植物は少ない。 10 月 4 日にも シカが撮影

されてお り 、 こ の時期、 高茎草原の多 く の植物の枯葉が

目立つよ う になっていた。 一部では、 シカの泥浴びによ

り 裸地化が進んでいる場所も見受け られた。 次に、 シカ

食害防止柵の設置に伴 う 植生の影響について調べた。 そ

の結果、顕著な撹乱は今までの と こ ろ認められていない。

むし ろ、従来あま り 目立たなかった絶滅危惧種（地元 NPO

からの私信）） が認められた。 また、 防止柵の外側 と内側

について土壌水分量 （各 18 ヵ所） を比較し た と こ ろ、 内

側 と 外側で有意差は認め ら れなかった。 温度について、

現在、 計測継続中であ る。

〔備考〕

本プロ ジ ェ ク ト 「ニホンジカが南アルプス国立公園の自

然植生に及ぼす影響 と その対策に関す る 研究」 のプ ロ

ジ ェ ク ト リ ーダーは、 農林省独立行政法人森林総合研究

所 　 小泉 　 野生動物研究領域長であ る。

34） 　 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ

ルの開発と検証

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD011

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 生態系の機能やサービ ス を管理 し 保全する う

えで、 食物網構造の定量的な理解は欠かせない。 本研究

の目的は、 安定同位体比データ を利用し て食物網構造を

一括推定するベイ ズ推定モデルの開発であ る。 こ のベイ

ズ推定モデルは、 食物網 リ ン ク の定性的な有無を表す二

値食物網データ と、 定量的な食物網構成種の安定同位体

比データ を統合し、 食物網を構成する全消費者への異な

る餌資源の貢献比率を推定する も のであ る。 また、 開発

し たモデルを野外食物網に適用し、 モデルの精緻化を図

る。 こ の推定モデルは大量の食物網データの蓄積を可能

にし、 未知の食物網構造 と 生態系機能の関係を解明する

道を拓 く こ と で、 生態系機能の管理 ・ 保全に役立つ と 期

待でき る。

〔内容および成果〕

　 ベイ ズ統計学の枠組みを利用し て食物網構造混合モデ

ルを構築し た。 また、 ニ ッ チモデルや一般化カ ス ケー ド

モデルを用いて仮想的な食物網を生成し、 食物網構造混

合モデルの推定力の検証を行った。 その結果、 食物網内

の各餌資源の貢献比率を十分な精度で一括し て推定でき

る こ と が示された。 また、 十分なデータ を取得でき る条

件下では、 安定同位体比の実測データに含まれるサンプ

リ ング誤差と プロセス誤差 （濃縮係数の状況依存性など）

を区別し、 よ り 精度の高い貢献比率の推定が可能であ る

こ と が示された。

〔備考〕

35） 　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環に与える イ ンパク ト

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD012
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〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 多 く の固有種を有する海洋島の生態系を保存

する上で、 外来種が大き な問題 と なってお り 、 実際に小

笠原諸島などでは外来種の駆除事業が行われている。 外

来種の中には、 在来種 と 相互作用を し ていた り 、 増殖し

て大き なバイオマス を持つよ う になった も の も知られて

いるが、 これら を駆除し た場合、 物質循環を介し て在来

種の存続に影響がでる可能性があ る。そ こ で本研究では、

小笠原諸島において、 外来種の駆除が物質循環を介し て

在来の生態系にどのよ う な影響を与え るのかを明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 外来種の駆除が在来生態系に与え る影響を明ら かにす

る ため、 小笠原諸島媒島の生態系を再現する数理モデル

を構築し た。 このモデルの中では植物は島の中で面積を

奪い合 う 競争をする。 生態系に必要な栄養塩は主に島の

外部か ら海鳥によ って も た ら される。 動物は、 侵入生物

と し て問題 と なっている ヤギ、 ネズ ミ の他、 複数の種類

の無脊椎動物を組み込む。 動物はそれぞれの好みに基づ

いて餌を採るが、 また、 一定期間ご と に餌 と の遭遇頻度

を参考にし て、 捕食努力量の配分を変更する。

　 こ のモデルを用いて、重要な侵入種である ヤギと ネズミ

がいる 条件と いない条件のシミ ュ レ ーショ ンを行い、生態

系の状態を比較し た。その結果、ヤギと ネズミ がいる 島で

は、こ れら の食害によ って植物の生物量が減少し 、森林へ

の遷移が阻害さ れた。草原の面積は大き く なったが裸地も

大き く なった。動物の遺骸を食べる も の以外の無脊椎動物

の多様性は大き く 減少し た。肉食性の動物はほと んど存在

でき なく なった。ヤギによ る 営巣妨害と ネズミ によ る 食害

のため、 海鳥のバイ オマス も 減少し た。 その結果、 生態系

で循環する 栄養塩の量は大き く 減少し た。

〔備考〕

課題代表者 ： 可知 直毅 （首都大学東京）

研究分担者 ： 平舘 俊太郎 （農業環境技術研究所）

　 　 　 　 　 　 　 　 川上 和人 （森林総合研究所）

36） 　 遺伝子発現プ ロ フ ァ イルに基づ く 植物のス ト レ ス

診断と水稲葉枯症の原因究明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1012CD015

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），清水英幸，伊

藤祥子， 佐治章子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 長崎県高標高地域の水田で発症する水稲葉枯

症の原因究明のための研究を、 可視障害の発現、 生理活

性の変動および植物の遺伝子発現プロ フ ァ イル解析に基

づいて実施し、 ス ト レ ス診断法の開発を目指す。 これま

での研究で原因 と し ての可能性が示唆されている、 酸性

霧、 強光、 オゾン等のス ト レ ス因子の単独および複合処

理によ る環境制御実験を実施し、その影響解析を行 う が、

特にイ ネの遺伝子発現変化をマ イ ク ロ アレ イ法によ り 計

測し、 我々の有する も のを含めた既存データベース と 相

互比較する。 その結果に基づいて、 これら の条件下にお

け る遺伝子発現プロ フ ァ イルを類型化し、 特徴的な代謝

変化やシグナル応答に関わる反応を抽出し、 葉枯症の原

因究明を試みる。

〔内容および成果〕

　 環境制御室で育てた イネを、 ほぼ中性の霧 （pH5.6） と

酸性霧 （pH3.0） で処理し、 １ 日または ７ 日後にイネの葉

を収穫し て RNA を抽出し、 アジレ ン ト 社の 44K DNA ア

レ イ を用いて イ ネの遺伝子発現変化を解析し た。 その結

果、 これらの霧処理によ り 約 700 ～ 2,000 種類の遺伝子

の発現が変化する こ と がわか り 、 変化し た遺伝子の数 と

変化の程度が、 中性の霧よ り も酸性霧で大きい傾向が見

られた。 得られた結果をデータベース上の情報等 と 比較

し た結果、 霧処理によ る遺伝子発現変化は、 病原体やオ

ゾン処理によ る も の と 似ていて、 酸化的ス ト レ スの特徴

を示すこ と がわかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 農業生物資源研究所 （菊池尚志）

(7) 　 地球環境研究セン ターにおける研究活動

　 地球環境の監視 ・ 観測技術に関する研究 と し て、 特に、

リ モー ト センシングに関する研究 と し て、 遠隔計測デー

タ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究、 分光

法を用いた大気計測に関する研究、 指標生物群を用いた

生態系機能の広域評価 と 情報基盤整備を実施し た。 <br>

　 将来の地球環境に関する予見的研究や新たな環境研究

技術の開発等の先導的･基盤的研究と し て、グ ローバルな

森林炭素監視システムの開発に関する研究、 成層圏突然

昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響、 環境試料を用いた

物質循環の変動や汚染の指標に関する研究、 大気 ・ 陸域

生態系間の炭素収支研究におけ る化学 ト レーサーの利用

に関する基礎的研究などを行った。

1） 　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ タ

リ ングとデータのネ ッ ト ワーク化促進に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB570
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〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター），高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国内の タ ワーフ ラ ッ ク ス観測サ イ ト と 連携 し

て、 観測および解析の標準共有化、 可搬型測器によ る比

較 （検定） 観測を実施し、 国内 ・ アジア地域の観測地点

におけ る観測データの信頼性 と の確保 と 品質管理された

観測データの蓄積を目指す。 また、 比較観測によ ってア

ジア地域の観測体制を整備し、 国内外か ら の科学的 ・ 社

会的要請に対応する と と も に、 アジア地域を中心 と し た

わが国の国際的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 富士北麓サイ ト におけ る フ ラ ッ ク ス観測体制を強化す

る と同時に、各種観測項目の測定手法標準化を推進し た。

特に、 国内の他機関 と 共同で、 陸域炭素収支の広域評価

を進め る上で最 も重要な環境要素の一つであ る日射量、

赤外放射量、 分光放射量等の放射観測機器の比較観測を

国立環境研究所において実施し、 国際的な放射観測の標

準化を進める高層気象台の協力を得て各機関の保管する

標準器の校正を行った。 なお分光放射計については現時

点で も世界標準 と な る準器 と 校正方法が確立し ていない

と い う 問題があ る ため、 関係機関 と 共同で今後の標準化

の問題と課題を と り ま と めた。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 山野井克己 （森林総合研究所北海道支

所）

2） 　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に

関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE005

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）， 山本聡，

加藤創史， 横田康弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 衛星や航空機か ら 取得 さ れた遠隔計測デー タ

か ら、 地形及び分光特徴を自動的に認識 ・ 抽出する技術

を開発する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 連続／重複し て撮影された航空写真を重ね

合わせる ために必要な基準点 と し て、 画像中の樹木の根

元部を自動抽出する アルゴ リ ズム及び、 大量のハイパー

スペク ト ルデータから指定し た特徴を持つデータのみを

抽出する アルゴ リ ズムの開発を行なった。 後者について

は、 月のハイパースペク ト ルデータに対し、 かん ら ん石

の特徴を持つデータの抽出処理をおこ なった と こ ろ、 か

ん らん石が巨大盆地の周辺のみに分布する こ と が世界で

初めて明らかにし た （論文掲載済み）。 月面測光補正処理

に関する検討をすすめ、その成果を論文 と し て投稿し た。

〔備考〕

3） 　 グローバルな森林炭素監視システムの開発に関する

研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0811BA001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 伊藤

昭彦， Anna Peregon， 安立美奈子， 哈斯巴干，

庄山紀久子， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本課題は、 森林減少 ・ 劣化を国際的に監視する

システムを我が国が先駆的に提案する こ と に向けて、 ア

ジアの地域を中心に、 PALSAR 等の全天候型 リ モー ト セ

ンシング情報を活用し て森林減少や森林劣化を定量的に

把握する手法を開発する と と も に、 森林減少の防止活動

に伴 う CO2 排出削減量のアカ ウ ンテ ィ ングを広域 （国レ

ベルおよびプロ ジェ  ク ト レベル） で実施でき る システム

の開発に関する検討を進める。

〔内容および成果〕

　 森林減少 ・ 劣化を広域的に監視し、 炭素放出量を既存

の方法に比べて高い信頼性で評価する システムのプロ ト

タ イプ構築に関する研究を実施し た。 森林域の変動をモ

ニ タ リ ングする上では、 ALOS/PALSAR などのマイ ク ロ

波だけでな く 、 既存の光学センサ （MODIS など） を組み

合わせた手法が有効であ る こ と が分かった。 陸域炭素循

環モデルを高度化し、 特に土壌中の水分動態など物理プ

ロセス を高度化する こ と で土地利用変化後の森林炭素収

支のよ り 現実的なシ ミ ュ レー ト が可能と なった。 GEO を

は じ め と する国際的活動の場にプ ロ ト タ イ プを提示し、

REDD+ などへの応用について議論を行った。

〔備考〕

4） 　 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE005

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 田中敦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 長期間や短期間での環境の変動や汚染につい

て、 環境化学的側面か ら アプローチする こ と を目的に各

種の研究を行 う 。

１ ） 隠岐島での粉じんのモニ タ リ ングを行い長期的な気

候変動に対する応答を調べる。
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２ ) 鉛同位体比や金属成分比を用いた大気中の元素の起

源に関する研究と し て、地方環境研究所など と協力し て、

おもに大気粉じん中の金属に着目し た調査を行 う 。

〔内容および成果〕

１ ） 隠岐島において大気粉じんのサンプ リ ングを継続し、

1983年からの28年の長期モニタ リ ングによ る保存資料 と

し て冷凍庫に保存し た。 また、 採取用のサンプ ラーにつ

いての メ ンテナン ス を行った。

２ ） 地方環境研究所 と 協力し て降雨中の鉛の同位体比の

測定を行った。 宮城県での雨での解析を行い、 日本の鉛

の影響が大きいこ と などが判明し た。

〔備考〕

日置正、 辻昭博、 谷口延子 （京都府保健環境研究所）

北村洋子 （宮城県保健環境セン ター）

中込和徳 （長野県環境保全研究所）

溝口敏明 （富山県環境科学セン ター）

5） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基

盤整備

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、JaLTER を中心 と し てモニ 1000、

JapanFlux、 PEN と いった現状の各生態系観測ネ ッ ト ワー

ク の連携を強化する こ と によ って森林生態系におけ る生

態系総合監視システムを構築し、 生態系機能の時空間的

変動を明ら かにする ための指標生物群を特定する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 フ ェ ノ ロ ジー観察に必要 と な る カ メ ラの諸元を検討す

る と と も に、 解析手法の開発を目的 と し て、 衛星 リ モー

ト セ ン シ ン グ に よ る 植生観測に て一般的 な植生指数

NDVI( 正規化差分植生指数） を算出でき る近赤外＋赤 ・

緑の三波長カ メ ラ (ADC3) と、 可視から近赤外域を連続

分光撮影するハイパースペク ト ルカ メ ラ を落葉広葉樹林

の樹冠上に装着し、 展葉前の春先か ら落葉期まで連続撮

影を継続し た。 同時に撮影個体の枝のフ ェ ノ ロ ジー （展

葉時期、 黄葉 ・ 紅葉、 落葉時期） の観察を行い、 分光反

射率の変動によ り フ ェ ノ ロ ジーを判定する手法を開発し

た。 加えて、 JaLTER サイ ト 数 ヵ所に市販カ メ ラ をベース

と し たフ ェ ノ ロ ジーカ メ ラの設置を進めた。

〔備考〕

課題代表者 ： 日浦勉 （北海道大学）

6） 　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星搭載及び地上設置等の分光遠隔計測

装置や分光法を用いた直接測定装置を用いて地球大気中

の微量成分の存在量及びその変動を よ り 小さ な不確か さ

で測定する と き、遠隔計測及び直接測定 と その解析手法、

大気微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が必要であ

る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研究を行

い、 大気計測の高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 これまでに測定し た メ タ ンの実験室フー リ エ分光スペ

ク ト ルデータにおいて、 自己広が り スペク ト ル解析を行

い、 文献値等の違いを定量的に見積も った。 更に、 実験

で用いた メ タ ンサンプルの燃焼分析を行い、 こ の違いの

原因の検討を行っている。 大気観測用高分解能フー リ エ

分光計を用いて、GOSAT の検証作業に適し た観測モー ド

での通常観測と解析を継続し た。

　 また、 メ タ ンやオゾン層破壊関連の物質であ る フ ッ化

水素、 塩化水素の観測及び解析を継続し た。

〔備考〕

共同研究 ： 東北大学村田功准教授、 ロ シア連邦大気光学

研究所 Valery Perevalov 教授

7） 　 植物の CO2 応答に関する メ タ分析と生態系モデルの

高度化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0913CD001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター） ， 飯尾淳

弘， 安立美奈子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気 CO2 の 21 世紀中に予想される増加に対す

る植物 ・ 生態系応答を予測する ため、 独自開発し て き た

モデル VISIT をベースに、 分子から生理生態レベルで得

られる知見を取 り 込んで新しいモデルを開発する。また、

それを国立環境研究所などにおけ る温暖化予測モデルに

組み込まれた陸域コ ンポーネン ト に反映させ、 予測精度

の向上を図る。 本領域課題において遺伝子か ら個体レベ

ルで解明される短期～長期応答を制御する要因を取 り 入

れる こ と によ り ブレーク スルーを達成する こ と が可能に

なる と期待される。

〔内容および成果〕

　 大気 CO2 増加に対する植物応答を、 広域スケールで推
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定する ためのモデル開発 と メ タ分析を実施し た。 多 く の

陸域モデルで用いられている光合成モデル （Farquhar モ

デル） について、 短期応答か ら長期応答へ外挿する上で

の課題を整理し、 モデル高度化への筋道を検討し た。 陸

域生態系の機能を特徴付け るパラ メ ータの一つであ る葉

面積指数 （LAI） について、 観測データ を文献やデータ

ベースから グ ローバルに収集し メ タ分析を実施し た。

〔備考〕

科学研究費 　 新学術領域研究 「植物生態学 ・ 分子生理学

コ ン ソーシアムによ る陸上植物の高 CO2 応答の包括的解

明」 （領域代表者 　 寺島一郎 　 東京大学理学部教授） 　 伊

藤の担当 ： 総括班および生態系モデル班

8） 　 成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 1010AC001

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 平成 20 年度から平成 21 年度まで実施し てきた

同課題名の研究を継続する。 前年度までは 3 例の成層圏

突然昇温現象に着目し、 南北両半球極域で発生し た突然

昇温の熱帯域の積雲対流活動や絹雲の形成機構、 および

成層圏対流圏間交換過程への影響を定性的に明ら かにし

た。 しかし、 熱帯の季節や経年的な背景場の違いによ っ

てその影響の度合い と 出方が異な る ため、 突然昇温の熱

帯への影響の定量的かつ体系的な理解には至っ ていな

い。 そ こ で、 近年データが蓄積されて き た高精度の衛星

観測データ と その精度が向上し て き た高分解能の数値実

験データ を用いて、 両半球極域の成層圏突然昇温現象に

よ る、 熱帯域の (1) 積雲対流の発生 ・ 消滅機構、 (2) 対流

圏界面付近の水蒸気と巻雲の変動機構、 (3) 成層圏 - 対流

圏間の物質交換過程を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本年度は ２ 件の突然昇温現象に着目し、 成層圏循環場

によ る熱帯大気への影響を議論し た。 研究成果を学術論

文と し てま と めた。

1） 2007 年 9 月の成層圏突然昇温現象によ る熱帯対流圏

界面遷移層 (Tropical Tropopause Layer; TTL、高度 14 ～ 18

km)内の巻雲 と水蒸気場への影響を、鉛直分解能の良い衛

星観測データ (CALIOP、 EOS MLS、 TRMM PR) を用いて

調べた。 その結果、 雲活動は地域によ って異な る変化を

示し ていた。 アフ リ カでは TTL を突き抜ける活発な積雲

対流が発生し、 南米大陸では、 組織的な雲域が形成され

ていた。海洋大陸域は、特に低温 と な り 、アジアモン スー

ン域からの湿潤空気の輸送によ り 、 TTL 上部に広範囲に

巻雲が形成され、 TTL 内の水蒸気量の減少に効いている

こ と がわかった [Eguchi and Kodera, SOLA, 2010]。

2） 2009 年 1 月中旬、 熱帯域の対流圏 と成層圏の循環場

に急激な変化が生じ た。 海洋大陸上の積雲対流活動が突

然弱ま る一方、 南ア メ リ カから アフ リ カ域の積雲対流活

動が盛んになった。 変化は緯度方向にも見られ、 北半球

の対流活動の弱化に対し南半球の対流活動が強化し た。

これら対流活動の変化は熱帯の循環がウ ォ カーか らハ ド

レー循環 タ イ プへの遷移に伴っ て生 じ てい る こ と が分

かった。 また これら対流圏の変化 と ほぼ同時に成層圏の

南北循環も 2009 年 1 月の記録的な成層圏突然昇温現象に

伴い変化を示し た。 熱帯域下部成層圏の気温は、 こ の成

層圏子午面循環の強化に対応 し て低下 し た [Kodera,

Eguchi et al., JMSJ, 印刷中 ]。

〔備考〕

平成 20 年度、 21 年度からの継続研究であ るが、 予算区

分の変更に伴い、 新規研究課題 と し て登録し た。 旧課題

コード は 0809CD006 であ る。

9） 　 熱帯域の土地利用と植生変化が土壌炭素蓄積量に与

える影響解明

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1010AF001

〔担当者〕 ○安立美奈子 （地球環境研究セン ター） ， 伊藤

昭彦

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 グ ローバル炭素循環において、 陸域の土壌有機

炭素は土地利用や気候の変化よ っては大きな CO2 の放出

源 と な る可能性があ る ため、 その環境応答は将来の炭素

収支を予測する上で重要な要素 と な る。 本研究では、 森

林減少が土壌炭素動態に及ぼす影響を明 ら かにす る た

め、 東南アジアの複数の森林およびプ ラ ンテーシ ョ ンを

対象に土壌調査を行い、 現地のデータ と 陸域モデルの両

側面から検証する。得られた野外データ を統計解析し て、

土地利用形態―土壌環境ー土壌呼吸の間にあ る関係性を

明 ら か にす る。 得 ら れ た 経験式 を 陸域生態系モデル

(VISIT) に適用し てシ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、土地利用変

化が炭素収支に与える影響を明らかにする。

〔内容および成果〕

１ ） 土壌タ イプ と土壌固相率について検討を行った結果、

森林から農地に転換する こ と で固相率の大幅な増加が認

められた。

２ ） ダルシー則をモデルに取 り 入れる こ と で、 土壌タ イ

プや土壌固相率の違いによ る土壌水分量の違いを計算す

る こ と ができ た。
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３ ） 従来の VISIT では、 気象条件が同じ森林の炭素収支

の違いは計算でき なかったが、 土壌固相率の違いをモデ

ルに入れる こ と で、 隣 り 合 う 植生タ イプの異な る森林の

炭素収支をそれぞれ予測でき る よ う になった。

〔備考〕

10） 　 アジア GEO Grid イニシアチブ

〔区分名〕 科学技術振興調整費

〔研究課題コー ド〕 1012CB001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 小川安

紀子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本事業は、 アジア地域におけるデータ共有の強

化を目指し、 地上観測や衛星観測など、 アジア諸国が保

有する多種の観測データ を集約、 統一的プロ ト コルで処

理、 統合し、 これを利用し て新たな付加価値を持った情

報を生み出すための情報処理基盤を確立する事を目的 と

する。 我が国が リ ーダーシ ッ プを発揮し て、 観測研究を

行 う 各分野 と 情報技術 と の分野融合を図る と 共に、 国別

の観測的研究のコ ミ ュ ニテ ィ を、 GEO Grid によ り データ

集積 ・ 共有 ・ 利用ネ ッ ト ワーク を介し た分野 ・ 地域横断

的な も の と する。 これによ り 、 環境問題などのアジア地

域に共通の問題に対し、 アジア諸国の研究者や政策決定

者が長期にわた るデータ取得を維持し総合的なデータ利

用に共同で取 り 組む土台を確立し、 問題の解決を促進す

る事を目指す。

〔内容および成果〕

　 アジア地域におけ るデータ共有の強化を目指し、 アジ

ア諸国が保有する多種の観測データ を集約、 統一的プロ

ト コルで処理、 統合し、 これを利用し て新たな付加価値

を持った情報を生み出すための情報処理基盤を確立する

こ と をめざ し、 次の内容を実施し た。

（ １ ） 観測シ ス テムおよびデータ処理シ ス テムの仕様構

築 ： 山梨県、 岐阜県等の国内の主た る フ ラ ッ ク ス観測サ

イ ト におけ る観測およびデータ処理システムの情報収集

を行い、 Geo Grid に統合する ためのデータ収集シス テム

の基本構造を策定し た。

（ ２ ） 富士北麓モデルサイ ト 構築 ： 富士北麓をモデルサイ

ト と し、 リ アルタ イ ムで観測現場か ら国環研へデータ転

送する システムのハード ウエア構築を完了し た。

（ ３ ） AsiaFlux ネ ッ ト ワーク に基づ く 台湾への技術展開 ：

台湾林業試験場等 と 協力し、 台湾におけ る地球観測関連

データの収集状況について情報交換を行 う と 同時に、 国

立台湾大学が有する台湾フ ラ ッ ク スの主要な観測点に対

し、 観測技術、 機器較正技術、 リ アルタ イ ムデータ収集

の普及を行った。

〔備考〕

(8) 　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける研究活動

　 資源循環 ・ 廃棄物管理の基盤 と なる調査 ・ 研究 と し て、

平成 21 年度は，次の ２ 課題を中期計画に沿って計画的に

実施する と と も に、 現在か ら将来にわた る中長期的な問

題への対応、 解決に資する研究能力の向上を図る ための

調査 ・ 研究を、 外部競争的研究資金の獲得等によ り 実施

し た。

１ ） 廃棄アスベス ト の リ ス ク管理に関する研究

　 石綿含有廃棄物の無害化処理におけ る各媒体、 処理過

程に適用可能な電子顕微鏡 と 光学顕微鏡を併用し た分析

法を検討し た。 建材や廃棄物等の固体試料中の石綿測定

法に関し て、 偏光顕微鏡 と 位相差顕微鏡を併用し た測定

法を検討し た。 分析精度管理に関し て、 ク ロ スチェ ッ ク

を実施し た。 廃棄物処理 ・ 再資源化施設において、 石綿

飛散実態調査を行った。

２ ） 資源循環に係る基盤的技術の開発

　 「環境 ・ 資源化技術研究会」 によ る活動を継続し、 実プ

ラ ン ト 等の見学 ・ 調査はバイオガス化およびガス濃縮利

用の事例、 水熱反応を用いた一般廃棄物燃料化施設 （い

ずれも北海道地区所在、21 年 10 月） について行った。技

術動向では、 内外の最新の事例数十件を調査しデータ を

整備し た。 また、 資源化 ・ 処理処分技術研究室主催シン

ポジ ウ ム と し て 「低炭素社会の実現に向けた環境技術」

を開催し （22 年 2 月）、 太陽光発電や燃料電池自動車等、

廃棄物資源化に関連性があってやや異な る分野 と の連携

の可能性について議論し た。

　 シーズ技術 と し ての小規模の実験研究については、 電

磁波を利用し た資源化技術および炭化によ る資源化技術

の検討を継続し た。

1） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境低負荷であ り 循環型社会形成の要素技術

と し て将来的に中核 と な り 得る廃棄物の資源化技術、 環

境保全技術等に関する研究開発を行 う 。 新規な原理に立

脚し、 従来よ り 総合的な効率に優れる技術 と し てエネル

ギーおよび物質の回収が可能な有効性の高い資源循環技

術に関する情報基盤構築を目指す。

〔内容および成果〕
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　 廃棄物等か らのエネルギー回収および資源再生に資す

る環境技術に関し、その動向や今後の方向性等について、

各種情報源によ る情報の収集 と 評価および実地の施設調

査を通じ て把握を行った。進め方は、民間の環境装置 メ ー

カーやエネルギー関連企業等で環境技術開発を進める技

術者、 研究者 と の共同の調査 と 議論に よ った。 と く に、

廃棄物から のエネルギー回収システム と し て比較的新し

い事例 と し て、 韓国ソ ウル市街地に設置された一般廃棄

物中の厨芥類等を対象 と し た乾式 メ タ ン発酵施設を調査

し、 性能、 実績お よび課題等について把握 し た。 ま た、

平成18年度以降調査活動を行って蓄積された技術情報に

関し、 キーワー ド 等によ る検索が可能なデータベース と

し て整備 し、 ホームページ上への設置に向けて進捗を

図った。 さ ら に、 ひろ く 環境技術情報を社会に発信する

ため、 平成 21 年度に引き続きシンポジウ ムを実施し、 低

炭素社会形成に役立つ廃棄物等か らのエネルギー回収技

術およびシ ス テムの位置づけで、 高効率な熱回収技術 ・

システム、 水処理システムにおけ るエネルギー回収、 さ

ら に太陽熱エネルギーの利用技術等を取 り 上げ、 異な る

要素技術間での連携の方向性を示し た。

〔備考〕

2） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基， 成岡

朋弘， 石森洋行， 金喜鍾

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会を支え る廃棄物処理 ・ 処分プロセス

の安全 ・ 安心な管理を遂行する ための技術システムを構

築する。 まず、 現行制度では把握が不十分な有害物質を

含む廃棄物や副産物をいち早 く 特定し、 適正な管理手法

を示す。 また、 不要物 と なった も のが適正に循環 ・ 処分

される ための分岐点 と し て機能する中間処理技術システ

ムを提示する。

〔内容および成果〕

 新埋立類型に埋め立て る廃棄物の安定化挙動を予測す

るパラ メ ーターを把握する ため，、現場実験 と同等の熱環

境を再現可能な室内カ ラ ム試験装置を開発し た。 ま た、

カ ラ ム試験装置の縦横比が、 実験結果に及ぼす影響を明

らかにする ため、 縦横比の異なる 7 つのカ ラ ム試験を開

始し た。 数値埋立モデルについて、 多相流 と 熱連成に加

えて、 多成分物質移動 と 多成分溶解平衡を連成させるモ

デルを構築し た。 現在、 その適用性を検討し ている。 海

面最終処分場の集排水能力 と 保有水水質への影響を数値

解析によ って検討し、 シ リ アル溶出試験結果を濃度境界

条件と し て与える こ と で、 浸出液 pH の長期的な挙動評

価を実施し、pH の減少には長期間必要な こ と が示唆され

た。焼却処理施設等に関する管理手法の構築については、

ガス化溶融炉を含む全国 100 以上の焼却施設の実績デー

タ調査か ら発電 ・ 熱利用指標等の施設特性を表示可能な

指標を抽出し、 優れた施設の特質を明ら かにし た。 最新

の廃プラ スチ ッ ク類圧縮中間処理施設において、 揮発性

有機化合物および多環芳香族化合物等の低濃度有機汚染

物質を測定し排出実態を明ら かにする と と も に、 光触媒

法および活性炭吸着法を用いた新規処理設備の処理特性

評価を行い、 アルデ ヒ ド 類等一部の化合物では光触媒プ

ロセス を経て濃度が上昇する こ と を明らかにし た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター、 千葉県環

境研究セン ター、 神奈川県環境科学セン ター、 福井県衛

生環境研究セン ター、 沖縄県衛生環境研究所、 大阪府環

境農林水産総合研究所、 北海道大学、 福岡大学、 九州大

学、 京都大学、 秋田県立大学、 東京大学、 早稲田大学、 三

機工業 （株）、 ( 財 ) 港湾空間高度化環境研究セン ター

3） 　 国際サプ ラ イチ ェ ーンを含む生産消費システムを対

象と し た環境負荷分析の理論と実践

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0810NA001

〔担当者〕 ○南齋規介 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 稲葉陸太， 中島謙一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 次の 3 つであ る。 第一に、 貿

易に伴 う 環境負荷等の包括的影響を分析する ための手法

論を確立する。 第二に、 利用可能な各国統計データの特

性を最大限に活用する分析評価モデルを開発し、 わが国

の輸出入に付随する CO2 発生、 主要資源消費量の定量化

と、 その構造的特性を明ら かにする。 第三に、 特にバイ

オマス資源利用 と 金属資源関連の主要技術に着目し て環

境効率等で表現される環境技術レベルおよび国外の技術

状況等について複数のシナ リ オを設定し、 わが国の国内

外の CO2 と資源消費が最も減少する最適な輸出入構造を

シナ リ オ毎に同定する。 これを通じ て脱温暖化、， 脱物質

化を実現する経済システム構築に向けたわが国の貿易構

造ビジ ョ ンを提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 モデル設計では、日本の生産消費体系を詳細に記述し、
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かつ世界各国 と のサプ ラ イチェーンを整合的に表現する

こ と が可能な Global Link Input-Output (GLIO) model を開

発し た。 分析手法 と し ては、 サプ ラ イチェーンの構造特

性を解析する三つの方法論を提示し た。 一つ目は、 質的

産業連関分析 と ネ ッ ト ワ ー ク 分析を融合す る 手法であ

る。 二つ目は、 スペク ト ラルグ ラ フ理論を応用し た ク ラ

ス タ リ ン グ手法 と その計算アルゴ リ ズムの開発であ る。

三つ目は、 サプ ラ イチェーン構造を三角化手法で解析す

る計算アルゴ リ ズムの開発であ る。

　 データの整備と し ては、 世界の 230 の国や地域別に国

内生産額、 GDP、 輸入額、 輸出額、 国内最終需要額を整

備し た。 環境データ と し て地域別の燃料種別エネルギー

消費量、 温室効果ガス （GHG） 排出量を推計し た。 資源

データ と し て、 ベース メ タル、 レア メ タル、 バイ オマス

資源の国別消費量および国際フ ロー量を整備し た。 実証

分析 と し て、 日本製品のグ ローバルカーボン フ ッ ト プ リ

ン ト （CFP） を定量し、 日本の消費者責任基準に基づ く

GHG 排出量の推計 と それを形成する貿易構造の同定を

行った。 さ ら に、 日本のベース メ タルの間接輸出入量が

形成する資源の貿易ネ ッ ト ワーク を分析し、 視覚的理解

を助ける表示ツールを作成し た。

〔備考〕

共同研究者：加河茂美（九州大学）、近藤康之（早稲田大学）

4） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエアロゾル

排出源と影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0813CD002

〔担当者〕 ○南齋規介 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、 本研究では東アジアの種々の発

生源によ る自国内及び越境汚染によ り 生じ る自国 と わが

国への健康 ・ 植物影響など を化学輸送モデルに基づいて

評価する。 それを経済シス テム と 前駆物質等の排出 と の

関係のモデル化において、 影響ポテンシ ャル と し て一元

的に導入する こ と で、 日本への越境汚染 と そのイ ンパク

ト に対し、 他国のみな らずわが国の経済活動、 消費が誘

発する効果を定量的に明ら かにする こ と を目的 と し て実

施する。

〔内容および成果〕

　 本年度は 2005 年を対象 と し たわが国の産業連関表を

ベース と し た GLIO （Global Link Input-Output） モデルを

作成し、NOx と SOx についてモデル入力用のデータ整備

を行った。NOx と SOx に関する国別商品別の内包型国内

排出原単位の推計には、GTAP7 と EDGAR等のデータベー

ス を用いて推計し た。 また、 国際貿易の輸送時におけ る

排出量について も予備的な算定を行った。

〔備考〕

5） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏， 梶原夏子， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 BFR については、現行製品から ヒ ト への室内曝

露の寄与の大き さ を示唆する報告が多 く な さ れてお り 、

曝露 メ カニズムの解明 と それに根ざ し た技術対策が代替

化を待たずし て急務であ る。 また、 BFR を含有する可能

性のあ る循環製品の安全性や、 BFR に替わる代替物質の

環境挙動や健康影響に関する情報も十分 と は言えず、 製

品ラ イ フサイ クルを見通し た情報集積が必要であ る。 機

能や安全性、 資源消費や環境負荷等を総合的に見据えた

製品 ・ 循環製品の化学デザイ ンが必要であ り 、 それらの

観点から BFR と その代替難燃剤をモデル と し て定量的に

比較し、 代替の妥当性を検討する アプローチについて も

試みる。

〔内容および成果〕

（ １ ） ハウ スダス ト のよ り 正確な摂取量推定に向けて、 ダ

ス ト の粒径分画 と BFR 存在の関連性について調べる な

ど、 実験 ・ 調査的検討を実施し た。

（ ２ ） 室内環境、 途上国フ ィ ール ド における環境媒体 ・ 生

体モニ タ リ ングを通じ て実際の曝露状況に関する詳細検

証を行った。

（ ３ ） 有機 リ ン系難燃剤の製品使用時挙動について、 実際

の難燃化樹脂試料を用いた分解性試験を行い検証し た。

（ ４ ） 物性パ ラ メ ータ に基づいて各種環境媒体間の分配

性、 特に製品 ・ 循環製品か ら各種環境媒体への分配係数

や放出ポテンシ ャルを推計し、 曝露に関する考察を支援

し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 酒井伸一 （京都大学） 、 平井康宏 （京都大

学）、 田辺信介 （愛媛大学）、　 高橋 　 真 （愛媛大学）、 森

　 千里 （千葉大学）、 松野 義晴 （千葉大学）、 戸高恵美子

（千葉大学）、 小瀬知洋 （新潟薬科大学）

6） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費
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〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 鈴木剛， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害物 （HHW） の由来、 影響、 制御を念

頭において、 室内ダス ト と 循環廃棄関連ダス ト を主た る

研究対象 と し て取 り 上げ、 環境動態 ・ リ ス ク評価研究を

行 う 。HHW の適正で効果的な リ サイ クル、廃棄管理のた

めの類型化、 社会循環システムの設計、 回収拠点モデル

の検討を進める。 また、 これら の取 り 組みを効果的、 自

立修正的に行 う ための国際的な制度比較研究を、 研究の

枠組みのなかに内在させる。

〔内容および成果〕

　 DR-CALUXア ッ セイによ って室内ダス ト で検出される

高いレベルのダ イオキシン様活性に関連する ダ イオキシ

ン類縁化合物を定量的に評価する ため、DR-CALUX ア ッ

セ イ／化学分画／化学分析統合手法によ って室内ダス ト

中ダ イオキシン類縁化合物の同定検索を行い、 重要な活

性寄与が推定される化学物質について高分解能GC-MSに

よ る定量分析を実施し た。 その上で、 DR-CALUX ア ッ セ

イ で得 ら れた活性値に占め る 各物質の寄与割合を算定

し、 重要物質のス ク リ ーニングを行った。 その結果、 国

際的に規制されている PCDD/Fs 及びCo-PCBs のよ う なダ

イオキシン類ではな く 、 規制対象と なっていない PBDFs

が、 室内ダス ト 中で最も重要なダ イオキシン類縁化合物

であ る こ と を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 酒井伸一 （京都大学）

共同研究者 ： 平井康宏 （京都大学） 、 浅利美鈴 （京都大

学）、高野裕久 （国立環境研究所）、田辺信介 （愛媛大学）、

由田秀人 （日本環境衛生セン ター）

7） 　 未利用リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環モ

デル開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 1010BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界的な食料需要増大、 バイオ燃料生産増を受

けて、 リ ン資源の需給逼迫が懸念されているが、 廃棄物

中に リ ンが含まれる こ と はよ く 知られている。 こ のよ う

な未利用の リ ン資源を有効に活用する ためには、 リ ンが

具体的にどのよ う な形状でどの程度社会に流通し、 活用

され、 廃棄物中に含まれる リ ンがどの程度発生し、 また、

資源 と し ての再活用が可能かを明ら かにする こ と が必要

であ る。

　 こ のよ う な こ と か ら、 本研究では第一に、 リ ンの形態

別、 純度別物質フ ローを整備する こ と を目的 と する。 第

二に、 未利用 リ ンの回収、 再資源化技術について、 それ

ぞれ何がどのよ う な形状 ・ 純度で回収可能で、 どのため

に必要な資源・エネルギーはどの程度なのか調査を行 う 。

最後に リ ン資源循環分析用 WIO-MFA モデルを用いたシ

ナ リ オ分析を行 う こ で、 リ ン資源に関わる廃棄物 ・ 資源

管理戦略について検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 UNcomtrade や貿易統計等か ら得ら れる品目別の貿易

データおよび組成情報を も と に、 バイ オマス フ ロー、 リ

ン フ ローを推計する ためのデータ整備を進めた。 本年度

は、 約 300 品目の品目分類および 230 の国 ・ 地域を対象

と し た貿易フ ローを明ら かにする と と も に、 これら をバ

イオマス量、 リ ン量に変換する ためのバイオマス含有率、

リ ン含有率に関するデータの整備を行った。

〔備考〕

研究代表者 ： 松八重 一代准教授 （東北大学 大学院環境科

学研究科）

(9) 　 環境リ スク研究セン ターにおける研究活動

　 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムにおけ る基盤的な調査 ・ 研

究活動は、 政策活用におけ る活用を視野に入れた基盤的

な調査研究の推進をはかる ため、 環境 リ ス ク研究プロ グ

ラ ムにおけるその他の活動(3)-6-1政策活用における活用

を視野に入れた基盤的な調査研究、 および、 (3)-6-2 環境

リ ス ク に関するデータベースの作成 と し て実施されてい

る。 こ こ では、 外部競争的資金、 共同研究あ るいは経常

研究等によ り 行われている研究課題の成果を記載する。

1） 　 海産生物に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の影響に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE558

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質が生物に及ぼす影響は、

野生生物の う ち、 特に巻貝類で明瞭であ る反面、 その他

の生物では必ずし も明瞭でない。 しかし ながら、 その一

方で、 海産生物の生息量 （資源量） は、 近年、 多 く の種

で減少傾向にあ り 、 その原因は不明のま まであ る。 し た

がって、 巻貝類においてはモニ タ リ ング調査を中心にそ

の回復過程を追跡する と と も に、 その他の海産生物に対
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し てはその生息量 （資源量） の減少に内分泌か く 乱化学

物質やその他の要因がどの程度寄与し て き たのかを明ら

かにする ための よ り 詳細な調査･解析あ る いは実験的検

討が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 ポル ト ガル ・ アベイ ロ大学 と のイ ンポセ ッ ク ス誘導機

構に関する共同研究の一環 と し て ヨーロ ッ パチヂ ミ ボ ラ

の固定標本を得て、 レチ ノ イ ド X 受容体 （RXR） の ク

ローニング と ア ッ セ イ を行った。 すなわち、 ヨ ーロ ッパ

チヂ ミ ボラ よ り RXR 遺伝子を単離し、 9cRA、 TBT、 TPT

など を用いた転写活性誘導の解析を行っている。

　 一方、 神奈川県水産技術セン ター と のア ワ ビ類資源の

減少要因究明に関する共同研究の一環 と し て、 マダカア

ワ ビ放流群が天然群形成に寄与する割合を推定する ため

の遺伝的な解析に関する共同研究に着手し た。

〔備考〕

旭 隆 （神奈川県水産技術セン ター）

趙 顯書 （国立全南大学校， 韓国）

Lee Jae-Seong （Hanyang University, Korea）

Kenneth Leung （University of Hong Kong, Hong Kong）

Richard Lim （University of Technology, Sydney, Australia）

Louis Tremblay（Landcare Research/CENTOX, New Zealand）

Sonia Mendo （University of Aveiro, Portugal）

Carlos Miguez （University of Aveiro, Portugal）

2） 　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期

モニ タ リ ング

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0711AF303

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 児玉圭太， 李政勲

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 1977-1995 年 （東京大学水産資源学研究室） 並

びに 2002-2006 年 （国立環境研究所） の調査によ り 、 近

年の東京湾では、 80 年代の優占種減少 と、 サ メ 類など大

型種増加が著しい こ と が判明し、 世界的に稀有な知見 と

なった。生態系を構成する生物群集の時系列変化を知 り 、

人間活動 と の関連を解析する ためには、 長期観測が必須

であ る。 一方、 サ メ 類は、 近年増加し ている も のの、 肝

重量指数が減少し、 栄養状態の悪化が疑われる。 東京湾

の環境保全に向けて、 底魚群集 と 共にサ メ 類資源の動向

を長期に追跡し てその要因を調べる。

〔内容および成果〕

　 東京湾に設定し た 20定点で環境及び試験底曳き調査を

2 月、5 月、8 月及び 11 月に実施し た。水温、塩分、溶存酸

素量、 栄養塩類等の測定のほか、 底棲魚介類試料につい

て、 魚類、 甲殻類、 軟体動物及びウニ類の種組成 と 豊度

（個体数）、 現存量 （重量） を調べ、 経年変化を解析し た。

　 得られた 2010 年データ を解析し、前年までのデータ と

比較し た結果、 底棲魚介類の種数が前年に比べてやや増

加し たが、 経年的には減少傾向にあ る と見られる。 また、

個体数 CPUE （一曳網当 り の個体数） と重量 CPUE （一曳

網当 り の重量） が共に顕著に増加し、特に重量 CPUE （一

曳網当 り の重量） はこれまで 30 余年に及ぶ調査期間中で

最大値を記録 し た。 し か し なが ら、 その内訳を見る と、

個体数 CPUE も重量 CPUE も、 主 と し てコベル ト フネガ

イ と い う 二枚貝が激増し た こ と によ る も のであ る。 また

サンシ ョ ウ ウニ類も、 個体数 CPUE 及び重量 CPUE のい

ずれにおいて も高水準であった。 一方、 個体数 CPUE で

は魚類と甲殻類が低水準のま まであ り 、 重量 CPUE では

魚類が増加し たが甲殻類が減少し た。 総じ て、 漁獲対象

種は、 依然、 低水準のま まであ り 、 東京湾の生物相が貧

相にな り つつあ る と見られた。

〔備考〕

山口敦子 （長崎大学水産学部）

3） 　 木質系バイオエ タ ノ ールのための環境低負荷型生産

技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低コ ス ト で環境に優 し いバ イ オエ タ ノ ール生

産のための技術確立を目指す。 亜臨界アルコール ・ 水 ・

酢酸を用いた リ グニンの分離 と 溶解技術、 硫酸を避け、

セルラーゼおよびキシ ラナーゼ等を用いた環境負荷の小

さ い発酵プロセス技術の応用、 ゼオラ イ ト 水透過膜やテ

フ ロ ンや リ ン脂質を用いた新しいアルコールの濃縮技術

等を組み合わせて、 適切な条件を検討する。

〔内容および成果〕

　 発酵プロ セス技術の応用開発の一つ と し て、 木質系材

料か らは通常六単糖をアルコールにする ため、 五単糖は

使われずに破棄される場合が多い。 よ り 効率的な発酵プ

ロ セス を目指すべ く 、 五単糖を資化し てアルコールを産

する菌の探索を行い、 環境中か ら ス ク リ ーニン グ し た。

それら の新し く 採取し た菌 と、 一般的にアルコール生産

菌知られている Candida 属 （ATCC 22984) と比較し て、ア

ルコール生産能力の違いを比較し た。 一次ス ク リ ーニン
―  195  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
グ に よ っ て選ばれ た ５ 種の う ち コ ン ト ロ ールで あ る

Candida 属 （ATCC 22984) よ り も五単糖量あた り のアル

コール生産量が多い菌が １ 種見つかった。 温度などの培

養条件が、実用に耐え う る菌なのかど う かの検討を し た。

全てのプロセスにおいて最も適切な条件を決めな く ては

な ら ないため、 他の共同研究者 と のバラ ン スが必要 と さ

れた。

　 また、 バイオエタ ノ ール製造 と 仕様に係る環境影響の

評価のため、 各種プ ラ ン ト の位置や規模、 周辺環境など

を GIS 上において個々に評価する システムの構築を進め

た。

〔備考〕

森田昌敏 （愛媛大学農学部教授）

4） 　 有害大気汚染物質の健康リ ス ク評価手法等に関する

ガイ ド ラ イ ン策定検討

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810MA002

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 蓮沼和夫， 松崎加奈恵

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有害大気汚染物質に関し ては、 有害性の程度や

大気環境の状況等に鑑み健康 リ ス ク があ る程度高い と 考

え られる 22 物質が優先取組物質 と し て選定されている。

これら の健康 リ ス ク評価 ・ 指針値策定の手順については

「指針値算出の具体的手順」 と し て、 評価方法の基本的な

考え方が示されている。 今後、 評価値を設定する基本的

な方針 と し て、 現在の 「手順」 よ り 詳細なガ イ ド ラ イ ン

と な るべき考え方を示すこ と を目標に、 我が国や諸外国

において実施された評価方法を整理し、 最も適切な リ ス

ク評価値の算出方法について検討する

〔内容および成果〕

　 平成 20 年度、 平成 21 年度における検討結果を受け、

適切な リ ス ク評価値の算出方法について、 必要な下記の

検討を行い、 問題点を整理し た。

（ １ ） 有害性の閾値の有無判断に関する検討

　 前年度までの検討を基に、 化学物質の遺伝子損傷性の

有無 と、 作用 メ カニズムを も と に閾値の有無判断の考え

方を整理し、 「ガイ ド ラ イ ン骨子案」 に反映させる事項を

検討し た。

（ ２ ） 閾値のあ る健康影響に基づ く 有害性の評価方法の検

討

　 前年度までに実施し た一般的な不確実係数の概念や、

従来の不確実係数等の概要の整理を基に、 有害大気汚染

物質の リ ス ク評価に必要な不確実係数設定の基本的な考

え方、 および、 化学物質の ト キシ コ カ イ ネテ ィ ク ス と ト

キシ コ ダ イナ ミ ク ス を反映させる考え方、 影響の重大性

の考慮の考え方などを検討し た。

（ ３ ） 閾値のない健康影響に基づ く 有害性の評価方法の検

討

　 閾値のない発がん性を示す有害大気汚染物質 リ ス ク評

価の求め られるユニ ッ ト リ ス ク の算定手法など、 必要な

情報を整理し た。

　 これらの検討等を基に、「有害大気汚染物質の健康 リ ス

ク評価等に関するガ イ ド ラ イ ン 　 骨子案」 を取 り ま と め

た。

〔備考〕

5） 　 黄砂感染症の健康影響評価を目指 し た実験的パイ

ロ ッ ト ス タデ ィ

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD003

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 

〔内容および成果〕

〔備考〕

研究代表者 　 市瀬孝道 （大分県立看護科学大学 ・ 看護学

部 ・ 教授）

6） 　 生物利用可能性を考慮し た重金属の生態リ スク評価

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0910KZ002

〔担当者〕 ○林岳彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 重金属の生物への毒性は、 pH ・ 温度 ・ 硬度 ・ 溶

存有機物濃度などの水質に大き く 依存する こ と が知られ

ている。 近年、 それら の依存性の原因 と な る 「水質に依

存し た重金属の生物利用可能性 （生物への取 り 込まれや

すさ） の変化」 を考慮し た毒性補正モデルであ るバイオ

テ ィ ッ ク ・ リ ガン ド モデル （BLM） が開発されてき てお

り 、 欧米におけ る重金属の詳細な リ ス ク評価において実

際に用いられ始めている。本研究では BLM を利用し重金

属の生物利用可能性を考慮し た生態 リ ス ク 評価を行 う 。

リ ス ク評価対象物質と し てはニ ッ ケル ・ 銅の 2 物質を対

象と し、 リ ス ク対象地域は東京都の公共用水域とする。

〔内容および成果〕

　 東京都におけ る水質の異な る 6 地点を対象について、

BLMを用いて水質の違いによ る影響を補正し た リ ス ク評
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価を行った。 その結果、 銅においては リ ス ク推定値の水

質 （溶存有機炭素濃度 （TOC） および pH） によ り 補正を

行 う か否かで、 推定される リ ス ク の大き さ が顕著に変化

する こ と が示された。一方、ニ ッ ケルでは BLM によ る補

正によ り リ ス ク の推定値の大き さ は顕著に変化し なかっ

た。 一般的な傾向 と し て、 BLM によ る補正の有無によ る

リ ス ク評価結果の比較から、BLM によ る補正を行わない

場合で も 「安全側」 の観点か らは問題は少ない こ と が示

唆された。

〔備考〕

( 財 ) 鉄鋼業環境保全技術開発基金 2009 年度研究助成金

公募の助成研究と し て行った。

7） 　 有機スズによる腹足類のイ ンポセ ッ ク ス誘導 ： レチ

ノ イ ド X 受容体関与説の高度化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD007

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 漆谷博志

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ご く 低濃度の有機スズ （TBT 及び TPT） 化合物

によ って腹足類 （特に、 前鰓類） に特異的に惹起される

イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導機構について、 ア ロ マターゼ

阻害説等の ４ つの仮説が提起されて き た。 しかし、 これ

ら既存の ４ 仮説には、 野外での観察結果や室内実験の結

果にい く つも の矛盾があ る。 研究代表者ら がイ ボニシを

用いて得た知見か ら、 イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導及び増

進には核内受容体の一種 ・ RXR が深 く 関与し ている可能

性がきわめて高い こ と が明ら か と な り 、 既に論文を公表

し てき た。

　 本研究では、 RXR を中心に据えた、 よ り 詳細な イ ンポ

セ ッ ク ス誘導機構の解析を進める。 同時に、 い く つも の

矛盾点があ るにも かかわらず、 前鰓類の種差ゆえであ る

と の主張が欧米で根強 く な されている既存の ４ 仮説の妥

当性の検証も行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では前鰓類における レチ ノ イ ド X 受容体 (RXR)

を介し た イ ンポセ ッ ク ス （ペニス と 輸精管の分化、 形成

及び発達） の誘導機構解析を中心 と し た解析を行った。

イ ボニシ貝 RXR 遺伝子に関する生物学的性状決定と、ペ

ニス及び輸精管の分化 ・ 成長 ・ 形態形成 と の関係を解析

する一環と し て、 RXR サブタ イプ及びその他の核内受容

体の探索を行った結果、イボニシ RXR には 2 つのア イ ソ

フ ォームが存在する こ と を明ら かにし た。 これら の配列

を用い、 レポータージーンア ッ セ イ を行った結果、 9-cis

レチ ノ イ ン酸 (9cRA)、 ト リ ブチルス ズ (TBT) 及び ト リ

フ ェニルスズ (TPT) や RXR 特異的アゴニス ト によ り 転写

活性の誘導がみられた。 また、 これまでに我々が作成し

た イボニシ RXR の特異抗体を用い、immuno-blotting 法に

よ り ペニス組織での RXR タ ンパク の発現解析も行った。

　 RXR の機能に関連する 遺伝子の探索と し て、 核内受容

体である レチノ イ ン酸受容体(RAR)類似配列の全長配列を

単離し 、 性状決定も 行った。 今回得ら れた配列は、 脊椎動

物で報告さ れている RAR 遺伝子と 相同性があり 、 特に

DNA 結合部配列は 80% 以上の相同性を持っていた。 し か

し 、 こ の配列を用い、 レポータ ージーンアッ セイ を行った

結果、 レ チノ イ ン酸によ る 転写活性誘導は見ら れなかっ

た。 脊椎動物において、 RXR 遺伝子は RAR 遺伝子と 二量

体を形成する こ と が知ら れている ため、今回得ら れた配列

を用いて RXR 遺伝子と の相互作用について検討を行った

と こ ろ、 二量体形成を示唆する 結果が得ら れた。

　 前鰓類の RXR 遺伝子の機能同定に関し て、イボニシ貝

以外の巻貝類RXR遺伝子を用いてレポータージーンア ッ

セ イ法によ り 機能を検討し た。 現在までに、 バイ貝並び

に ヨ ーロ ッ パチヂ ミ ボ ラ貝よ り RXR 遺伝子を単離し、

9cRA、TBT、TPT などを用いた転写活性誘導の解析を行っ

ている。

〔備考〕

太田康彦 （鳥取大学農学部）、 井口泰泉 （自然科学研究機

構 ・ 岡崎統合バイオサイエン スセン ター）、 森下文浩 （広

島大学理学部）

8） 　 市民と科学者の協働的研究 ： 電磁場過敏症の検証

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD018

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 電磁場過敏症を訴え る患者 と研究

者の協働作業によ り 、 電磁場過敏症の病態に即し た実験

プロ ト コルを作成し、 疾患の有無をボ ラ ンテ ィ ア曝露実

験によ り 検証する。旧来のパターナ リ ズム的関係を超え、

被験者 と な る患者が研究プロ ト コル作成 と 検証プロ セス

に積極参加する こ と によ り 、 電磁場過敏症の病態 と 患者

の愁訴の背景にあ る科学観を解明する。 曝露実験プロ ト

コルを患者 と の協働的対話によ り オーダー メ ー ド 的に作

成する こ と で、 多様な病態が予想される電磁場過敏症の

存在を検証する。

〔内容および成果〕

　 電磁場に感受性を持つ と される ヒ ト 乳癌細胞に由来す

る培養細胞 MCF-7 細胞から手がか り を得る ために DNA
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ア レ イ法を実施し た。 電磁界は、 1.2 マ イ ク ロ テ ス ラ と

100マイ ク ロ テス ラ をそれぞれ一週間曝露し た。RNAを単

離し、 Clontech 社製 Atlas Glass Human 1.0 Microarray と

Agilent 社製 hole Human Genome Oligo プローブセ ッ ト で

解析し た。 その結果、 い く つかのがん遺伝子の発現上昇

が観察された。1.2 マイ ク ロ テス ラ と 100 マイ ク ロ テス ラ

の効果は、 ほぼ同等であった。 最大で ５ ～ ６ 倍の増加で

あった。

　 これらの遺伝子発現変動が電磁界によ る病態にいかに

寄与し ているかど う かは残された課題であ る。

〔備考〕

研究代表者 　 本堂毅 （東北大学）

9） 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層

DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 1012BD001

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 木幡

邦男， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 底層溶存酸素 （DO） 濃度の低下や欠乏に よ る

魚介類等の海産生物への悪影響を軽減し、 良好な海域環

境の回復に資するべ く 、 特に環境の影響を受けやすい生

活史初期の魚介類に着目し、 室内実験、 現場調査 （具体

的には東京湾 と 三河湾を対象） 並びに統計学的手法を駆

使し て、 底層 DO 目標値の導出のための標準的試験法を

確立する と と も に、 科学的根拠に裏付け られた底層 DO

目標値の導出を図 り 、 その目標値を適用する ための水域

区分を提案し、 併せてその達成度評価のための手法の確

立を図る。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年度には以下の（ １ ）～（ ３ ）の研究を実施し た。

（ １ ） DO 目標値設定のための初期生活史標準試験法の確

立に関する研究 と し て、 浮遊幼生期 と 着底初期個体群へ

の影響 （初期生活史試験） に関する実験プロ ト コルの作

成を目指し、 内湾代表種 （マコ ガレ イ、 アサ リ ） を用い

て実験を行った。 また、 予備的に貧酸素水に対する魚介

類の稚魚または幼生などの忌避応答を循環水槽などにお

いて検討する ための実験システムの構築を図った。

（ ２ ） 貧酸素水塊が初期生活史段階の内湾代表種に及ぼす

影響の解析 と 評価に関する研究 と し て、 内湾代表種 （東

京湾のマコ ガレ イ、 三河湾のアサ リ ） の初期生活史段階

を対象に定期的なフ ィ ール ド 調査を行い、 産卵量 と 生活

史初期個体の分布密度 と の関係や、 貧酸素水塊 と 生活史

初期個体の分布密度の時系列変化を解析し、 貧酸素水塊

が及ぼす影響を解析し た。

（ ３ ） 底層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

と し て、 新たな底層 DO 目標達成の判定手法の開発や新

たなモニ タ リ ング並びに計算手法を導入し た環境基準達

成の判定手法の開発に取 り 組み、 利用可能な水質等の

データの整理、 及び関連する統計的手法の構築に向けた

調査研究を行った。

〔備考〕

石田基雄 （愛知県水産試験場）、 金藤浩司 （大学共同利用

機関法人統計数理研究所）、 岡田光正 （国立大学法人広島

大学）、矢持 進（大阪市立大学）、岩瀬晃盛（横浜薬科大学）

(10) 　 アジア自然共生研究グループにおける研究活動

　 ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムにおけ る 基盤的な調

査 ・ 研究活動は、 下記に大別される。

（ １ ） アジア及び日本の大気環境の現状 と将来予測及び環

境管理に関する基盤的研究

（ ２ ） アジア及び日本の水環境の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ３ ） アジア及び日本の生態系の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ４ ） その他、 アジア自然共生研究グループ構成員が行 う

研究

これら の研究の中には、 中核研究プロ ジ ェ ク ト の関連研

究、 複合領域を扱 う 研究、 気候変動や循環型社会に関す

る研究等 と の境界領域を扱 う 研究、 研究手法に関する研

究等も含まれている。

　 以上の研究によ る平成 21 年度の成果については、個別

の課題についての説明を参照し て頂き たい。 なお、 上記

以外のアジア自然共生研究グループの外部資金等によ る

研究の一部は、 中核研究プロ ジ ェ ク ト に直接貢献する研

究課題と し て掲載されている。

1） 　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0710MA380

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），新

田裕史， 神田勲， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し、 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

らかにする ため、 平成 17 年度から開始する 「局地的大気

汚染の健康影響に関する疫学調査」 で用いる曝露評価モ

デルを構築する。
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〔内容および成果〕

「局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査」 の学童、

幼児、 成人を対象 と し た ３ 調査において、 調査対象者ご

と に NOx （窒素酸化物） と EC （元素状炭素） の個人ば

く 露量をモデル推計し、 自動車排ガス と 健康影響の関係

を把握する ために使用し た。

〔備考〕

旧研究課題コード  0506BY541

2） 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系における流

域環境影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD002

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 井上智美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 流域からの土砂堆積が問題になっ

ている河口域 （伊勢湾 - 櫛田川） を対象 と し、 自然の豊

かな干潟 ・ 塩生湿地の河口域生態系において、 １ ) 流域

からの栄養塩類の流入量評価と  ２ ) 分解機能並びに ３ )

酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い、 生態系へ

の環境影響の評価手法を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 愛知県側の福江干潟、 汐川干潟、 三重県側の雲出川、

祓川において塩性湿地におけ る 植生図作成お よ び コ ド

ラー ト 調査を行った。 汐川干潟は、 比較的安定し た環境

に生育する多年生であ る ヨ シ群落の面積比率が 80.0％を

超えていたが、 シバナ群落、 シオ ク グ群落、 ナガ ミ ノ オ

ニシバ群落の塩性湿地植物の面積比率は極めて低かっ

た。 その他、 本来、 干潟環境に形成されない竹林、 樹林

地が確認され、 河川の増水によ る土砂供給および潮の干

満によ り 泥の堆積 ・ 浸食が発生あ り 、 その頻度は極めて

低い。 比較的攪乱頻度の高い環境であ る新堀川 （福江干

潟） は、 攪乱によ り 形成される裸地に発芽、 生育する一

年生の塩性湿地植物が広 く 分布し、 ２ 群落の面積比率は

70.0％を超えていた。 河川上流部か ら の土砂供給および

潮の干満によ り 砂泥が時間をかけて徐々に堆積し、 干潟

か ら砂浜へ と 変化し ている雲出川河口塩性湿地は、 塩性

湿地植物が分布し ていた。 これら の群落の面積比率はそ

れぞれ 10％未満と低 く 、 海浜植物群落が 45.41％、 外来

植物群落が 28.03％ と比較的高かった。 祓川は、 ヨ シ群落

の面積比率が 56.49％ と調査地の半分以上を占め、ア イ ア

シ群落が 26.31％ と調査地の 1/4 を占めた。 その他、 本来

陸域に分布する植生の面積比率は 10.0％前後であった。

今回の調査から、 上記の ４ つの河口干潟は、

（ １ ） 攪乱頻度が比較的低い後背干潟、

（ ２ ） 攪乱頻度の高い後背干潟、

（ ３ ） 河川構造物で攪乱を抑制し ている後背干潟にタ イプ

分け し た。

〔備考〕

3） 　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD003

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 潮間帯は満潮時に起き る海水の進入のため、 常

に塩分を含んだ冠水に さ ら されている。 マング ローブ植

物はこ のよ う な過酷な環境に適応し た植物で、 独特かつ

豊かな森林生態系を形成し て陸域 と 海域生態系 と をつな

いでいる。 本研究ではマング ローブ生態系の基盤であ る

底質土壌を性格づけてい る重要な メ カニズム、 「マン グ

ローブ植物の根が土壌に与えている影響」 について明ら

かにする こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 マング ローブ生態系を構成する代表的な ３ 種、 ヒ ルギ

ダマシ、 ヤエヤマ ヒ ルギ、 オ ヒ ルギの ２ 年生実生のポ ッ

ト 植えを温室にて ６ ヵ月間栽培し た。実験開始後 30、60、

120、 180 日目に各ポ ッ ト の土壌水中の無機窒素イ オン

(NH4
+、 NO2

-、 NO3
-)、 リ ン酸イオン、鉄 (II) イオン、溶存 メ

タ ン濃度、 及び土壌窒素含有量、 植物体窒素含有量 と 根

酸化鉄皮膜量を測定し、 無植生処理と比較を行った。

　 今回検討を行ったマング ローブ ３ 種では、 程度の差は

あ る ものの共通の酸化的効果、 ( １ ) 根表面の酸化鉄皮膜

形成、 （ ２ ） 溶存 メ タ ン濃度の減少、 ( ３ ) 酸化態溶存無

機窒素濃度の増加、 が観測された。 これは、 マング ロー

ブ植物特有の根系通気システムによ り 、 土壌に酸素が供

給 さ れてい る こ と を示唆する。 ま た ３ 種全てにおいて、

溶存 リ ン酸濃度の増加が確認された。 マング ローブ植物

の根からは リ ン化合物を可溶化する能力のあ る微生物が

単離された と い う 報告があ るが、 本研究によ って、 実際

に土壌中の リ ン酸の可溶化が起き ている こ と が明らか と

なった。 本研究で観測された最も顕著な変化は土壌窒素

含有量で、 ６ ヵ 月の実験期間中にマング ローブ植生ポ ッ

ト 中の土壌窒素含有量は無植生ポ ッ ト に比べて約 ４ 倍に

増加し た。 さ らにマング ローブ植生ポ ッ ト の土壌 と 根に

おいて高い窒素固定菌活性が検出された こ と か ら、 マン

グ ローブ植物の生育 と 窒素固定菌活動に密接な関係があ

る こ と が示唆された。

〔備考〕
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4） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常

に多 く の労力を要する こ と か ら、 本研究では、 湿原の保

全施策を構築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総

合的管理手法の開発を目的 と する。 具体的には （ １ ） 湿

原生態系の変容を的確に捉え、 変容を も た ら し た原因を

明ら かにする ため、 湿原 と その周辺流域の自然環境の変

容や野生生物等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法

を開発する、 （ ２ ） 湿原を含む流域全体の広域な土地利用

の変化が湿原に及ぼす影響を明らかにする、 （ ３ ） 湿原周

辺の農地か ら発生する負荷を施肥管理制御、 小水路、 緩

衝域など を活用し低減する手法を開発する、 （ ４ ） 荒廃し

た湿原植生を積極的に修復、 復元する手法を開発する、

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 湿原環境を保全 ・ 修復する管理手法の確立に資する目

的のため、 平成 22 年度は以下の研究を行った。

（ １ ） 湿原生態系の自然環境、 野生生物の生息域環境の変

容の監視手法の開発

　 引き続き、 釧路湿原内において多面的な実地調査を行

い、 湿原の変容に関する環境の特性を明ら かにし た。 有

機物分解機能の指標 と し ての土壌酵素活性が土壌中での

実際の有機物分解速度を反映し ているかを検証する ため

に、 ７ ～ 10 月の ４ ヵ月間、 ハン ノ キ林、 低層湿原および

高層湿原を含む湿原内の ７ 地点において分解実験を行

い、土壌酵素活性 と セルロース分解速度の関係を調べた。

（ ２ ） 湿原流域の広域的環境変化の解明 と調和的管理指針

の解析

　 時系列的な解析を行 う ため、 21 年度 と同じ地域につい

て年次の異な るデータ を整備し た。 また、 農業か ら の影

響を検討する ため、 農業排水到達点に重点をおいて現地

調査を行った。 湿原に流入する河川流域におけ る土地利

用の変遷、 および当該河川が流下する湿原域に分布する

ハン ノ キ湿地林の林地の変容を解析し た。 代表植生であ

るチャ ミ ズゴケ、 ムジナスゲ、 ハン ノ キ、 ヨ シの主要な

４ 群落の調査を実施し た。

〔備考〕

環境省 ： 独立行政法人国立環境研究所

農林水産省 ： 農林水産技術会議事務局、 独立行政法人農

業環境技術研究所、

独立行政法人農業 ・ 食品産業技術総合研究機構

5） 　 南米最南端でのオゾン層破壊分子の総合観測による

オゾンホールの中緯度帯への影響研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD002

〔担当者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 南半球春期に、 南極オゾンホール内

のオゾン破壊分子を含んだ低オゾン濃度空気塊が中緯度

地帯まで到来する こ と によ って中緯度地帯のオゾン層に

与え る影響を評価し、 その メ カニズムに関する これまで

の知見を観測的に検証し、 また新たな知見を得る こ と が

目的であ る。 そのために、 本研究では地上 ミ リ 波分光計

を南米最南端近 く の リ オ ・ ガジェ ゴ スに設置し、 オゾン

と オゾン破壊関連分子 （一酸化塩素、 など） の高度分布

の連続観測を行い、 得られたオゾン等の高度別時間変動

データ と 気象場解析及び化学輸送モデル と の比較か ら、

オゾンホールの中緯度地帯への影響を評価し、その力学・

化学過程の検証 ・ 解明を進める。

〔内容および成果〕

平成 22 年度は協力研究者と し て参加し た。

〔備考〕

課題代表者 ； 名古屋大学太陽地球環境研究所長濱智生准

教授

6） 　 ブナ林域の総合モニ タ リ ング手法の開発と衰退リ ス

ク評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0911BC002

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），笹

川裕史， 伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年日本各地で、 わが国の冷温帯を代表するブ

ナ林の衰退が確認され、 問題 と なっている。 そ こ で、 衰

退の顕在化、非顕在化に係わら ないブナ林域の衰退度（健

全度） の総合モニ タ リ ング手法を開発し、 さ ら に、 現在

のブナ林域の衰退 リ ス ク評価を実施し て、 ブナ林衰退を

予測し、 その保全および再生の対策に役立て る ための総

合的研究を推進する必要があ る。 具体的にブナ林衰退が

顕在化し ている神奈川県を主対象 と し て、 県試験研究機

関等 と 共同で、 野外調査、 環境制御実験、 モデル開発を

一体 と し た総合的研究を推進し、 ブナ林衰退機構究明の
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ための研究を展開する。

〔内容および成果〕

（ １ ） ブナ林域における現地調査 と総合モニ タ リ ング手法

の開発に関し ては、 現在丹沢山地のブナ衰退の 1 要因 と

考え られているが、 全国的に情報が少ない害虫ブナハバ

チのモニ タ リ ングに集中し た調査を実施し た。 ブナハバ

チは北海道～九州のブナ と イ ヌブナの分布する地域に生

息するが、 大発生の繰 り 返しによ るブナの枯死が報告さ

れているのは丹沢山地のみであった。 こ の原因究明には

他地域のブナ葉の食害発生状況 と の比較が必要 と 考え、

栃木県、 茨城県および神奈川県で食害度およびブナ衰退

度を、 2010 年 6 ～ 8 月 （食害終了後） に調査し た。 また、

産卵密度調査 と し て、 栃木県塩谷町尚仁沢で、 枝につい

た葉をブナ 1 本あた り 原則 50 枚以上採取し、産卵痕数を

目視によ り 計測し た。 ブナ葉の食害は神奈川県で最も大

き く 、 栃木県、 茨城県では大部分が微害に留ま った。 ま

た、 ブナの衰退は神奈川県で最も進行し、 栃木県、 茨城

県では大部分が健全であった。 神奈川県内の食害は標高

が高いほど大き く 、 ブナ衰退は標高が高いほど進行し て

いた。 栃木県内のイ ヌブナの食害は細尾峠の標高 950 ～

1,150m 付近で大き く 、 それ以外では微害であった。 イ ヌ

ブナ と ブナが混交する尚仁沢 と 細尾峠では、 いずれも イ

ヌブナの食害が大き く 、 産卵密度はイ ヌブナのほ う が高

かった。 しかし、 栃木県のイ ヌブナに衰退は認められな

かった。

（ ２ ） ブナの生理生態的特性解析によ るブナ林衰退機構の

解明に関し ては、 ブナ林衰退 と の関係が指摘されている

2 要因、水ス ト レ ス と オゾンがブナ樹木及ぼす影響につい

て実験的解析を行った。 神奈川県丹沢産の 3 年生ブナ苗

を、 展葉がほぼ完了し た時期 （5 月中旬） から 12 週間環

境制御室に入れ、 オゾン曝露 と 水ス ト レ スによ る慢性影

響について検討し た。 各環境制御室のオゾン濃度は、 日

平均 70ppb、 50ppb および 0ppb （対照） に設定し、 年間

降水量 1,200、 840 および 600mm に相当する灌水を行っ

た。 オゾン濃度が増加するほど、 また水ス ト レ スが増加

するほど、 個体乾重および各器官の乾重は減少し た。 た

だし、 オゾン と 水ス ト レ スの有意な複合効果は認め られ

ず、 相加的に影響する と 考え られた。 オゾン濃度が増加

するほど、 また水ス ト レ スが増加するほど、RGR や NAR

は減少傾向を示し た。 ただし、 70ppbO3 処理におけ る水

ス ト レ スの影響および 600mm 灌水処理におけ る O3 の影

響については明確ではなかった。 LAR、 LWR、 SLA につ

いてはオゾンや水ス ト レ スによ って顕著な影響は認めら

れず、 今後、 光合成など生理活性への影響を明ら かにし

てブナ衰退機構を解明する必要性が指摘された。

（ ３ ） ブナ林衰退地域の時空間解析 と ブナ林衰退分布モデ

ル構築に関し ては、 オゾンの影響を受けたブナを リ モー

ト センシングで把握する こ と を目的 と し、 丹沢山地のブ

ナ林衰退地域におけ る植生指数 と、 衰退要因 と し て注目

されるオゾン と の関係について解析し た。 異な るオゾン

濃度で育成し たブナ苗の個葉や （上記参照）、2010 年 8 月

に丹沢山地東部の塔 ノ岳～蛭ヶ岳間 （200m 間隔 20 地点）

で採取し たブナ葉を材料と し、 MS-720 （英弘精機） を用

いた分光反射率の計測および影響把握のための指数の抽

出を行った。 上記の実験植物葉を用い、 既往の文献か ら

収集 し た 各指数 ： R695/R760、 R750/R700、 R550/R675、

(R735-R745)/(R715+R726)、 (R530-R570)/(R530+R570)、

Av.R(615..725)、 RedEdge、 D715/D705、 TM3/TM1、 NDVI

を分散分析し、 オゾン影響の把握に適当な指標について

調べた結果、 D715/D705 と TM3/TM1 はオゾン濃度の順

に数値が減少または増加し てお り 、 有意差があった。 そ

こ で、 TM3/TM1 を現地採集のブナ葉にあてはめた と こ

ろ、 オゾン濃度分布シ ミ ュ レーシ ョ ン結果 と の相関性が

認められ、 TM3/TM1 の指数を用いる こ と で、 ブナへのオ

ゾン影響がモニタ リ ング可能ではないか と考え られた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸 ・ 相原敬次 ・ 谷脇徹 ・ 越地正） 、 Ｃ 型共同研究

（1012AH005） 地環研等

7） 　 神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニ タ リ ング

手法の開発

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0911MA001

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），笹

川裕史， 伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 神奈川県丹沢地域の自然環境保全に資する た

めに、 自然林の衰退状況の変遷に関連する各種 リ モー ト

センシングデータ を用いて、 丹沢およびその周辺地域の

冷温帯自然林植生のモニ タ リ ング手法開発に関連する調

査 ・ 研究を実施する。 そ し て、 広域自然林を対象 と する

効率的なモニタ リ ング手法を提案する。

〔 内容および成果〕

　 オゾ ンの影響によ る ブナへのス ト レ ス が適切に把握で

き る 波長帯の指数（ 分光反射指数） を当てはめた衛星デー

タ と 現地データ の関係を確認し 、時系列衛星データ を用い

たオゾ ンに対する ブナのス ト レ ス の時空間解析を実施し

た。 ブナ展葉時期の LANDSAT5-TM データ 3 カ年分を用

い、丹沢山地東部の塔ノ 岳～蛭ヶ 岳間を解析対象地域と し
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た。環境制御実験から オゾン濃度に応じ たブナの反応を示

す分光反射指数と し て TM3/TM1 を抽出し 、 現地データ お

よ び衛星データ で検証し 、有効性を確認し た。1980，1990，

2000 年代の Landsat データ から TM3/TM1 を計算し たと こ

ろ、 空間的には、 各年代と も 丹沢山地東部で高く 、 西部で

低い傾向が認めら れた。 時系列的には、 1980 年代と 2000

年代を比較する と 、オゾンによ る 影響は改善が進んでいる

こ と が示唆さ れた。 TM3/TM1 は青およ び赤の広域波長帯

を利用する ので、既存の衛星データ やカラ ー空中写真でも

適用可能である と 考えら れ、継続的なブナ衰退モニタ リ ン

グ手法と し て有効であろう と 考えら れた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸 ・ 相原敬次）

8） 　 半乾燥地に生育する植物種の水ス ト レス耐性と水利

用に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1012AE006

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），伊

藤祥子， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 中国やモン ゴル等の砂漠化が進行す る半乾燥

草原地域に生育する植物の中には、 砂漠化指標あ るいは

砂漠化対策に有望な種も多い。 しかし、 これら の植物種

の各種環境要因に対する反応特性に関する実験的解析は

ほ と んど行われていない。 本研究では、 砂漠化に関連す

る主要な環境要因 と し て水ス ト レ ス を取 り 上げ、 水環境

の変動が植物の生長、 形態、 生理活性に及ぼす影響を検

討し、 水ス ト レ ス耐性を明ら かにする と と も に、 植物の

水利用を植物の地上部および地下部の形態や生理活性か

ら解析する。 特に、 砂漠化回復過程でその重要性が明ら

かになって き た灌木種の水ス ト レ ス耐性および水利用特

性等の機作を解明する こ と によ り 、 各地域の砂漠化対策

に有用な植物種の適性を提示する。

〔内容および成果〕

　 半乾燥地域に広 く 分布する灌木であ る Artemisia 属に着

目し、 水ス ト レ スに対する生長反応を環境制御実験か ら

比較解析 し た。 材料 と し て は Artemisia frigida、 A.

halodendron、A. ordosica、A. sphaerocephalaの4種を用いた。

播種後幼植物をポ ッ ト に移植し、 自然光環境制御温室で

3 ～ 4 週間育成後、人工光環境制御室に移動し た。30，60，

90， 120 mm/ 月の灌水処理 （平均水ポテンシ ャル ： -25.2,

-9.7, -3.4, -2.7 kPa） を行い、 水ス ト レ スの生長影響 （葉面

積、 根 ・ 茎 ・ 葉の乾重） を解析し た。 灌水量が低下 （水

ス ト レ スが増加） するほど、 4 種のバイオマス （乾重） 生

長は減少し たが、 その影響程度は異な っ ていた。 RGR、

NAR、 LAR、 LWR、 SLA、 R/S 比などの生長パラ メ ータ を

比較し て、 ク ラ ス ター分析を行った と こ ろ、 以下のよ う

な特性が抽出された。 A. sphaerocephala は水ス ト レ スに

弱 く 、 生長パラ メ ータが変化し なかった。 A. ordosica は

水ス ト レ スによ って生長が抑制されたが、 地下部割合を

増加させる などの適応反応を示し た。 A. frigida の水ス ト

レ ス耐性は中程度であ り 、 葉をやや厚 く する などの適応

が見られた。 A. halodendron は水ス ト レ ス耐性が高 く 、 緑

化を行 う 際に有効な種であ る と考え られた。

ま た、 平均的な半乾燥の環境条件下で育成 し た A.

halodendron の形態計測を定期的に実施し、 またい く つか

の灌水条件 （水ス ト レ ス） 下で育成し た同種の生長解析

を行い、 形態 と 生長について特徴を調べ、 空間的に もバ

イオマス的に も水分条件の影響を反映し た、 形態的 ・ 機

能的特性を併せ持つ植物生長モデル（L-studio を用いたシ

ミ ュ レーシ ョ ン 3D モデル） の開発を推進し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 鳥取大学乾燥地研究セン ター、 中国科学

院植物研究所、 中国科学院沈陽応用生態研究所、 中国環

境科学研究院、 華東師範大学、 モンゴル農業大学

9） 　 ブナ林生態系における生物 ・ 環境モニ タ リ ングシス

テムの構築

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH005

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），伊

藤祥子， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ブナ林は日本の冷温帯を代表する落葉広葉樹

林であ り 、 生物多様性の高い極相林 と し て存続し ている

地域も多いが、 近年各地でブナ林の衰退現象が報告され

ている。 そ こ で、 ブナ林生態系の衰退／健全度を評価し、

劣化兆候を早期に把握し、 迅速に対処する ために、 長期

モニタ リ ングを実施し、因果関係を把握する必要があ る。

本研究では、 ブナ林生態系を脅かす要因 （オゾン、 温暖

化、 乾燥化、 シ カ食害、 虫害等） について、 生態学的、

環境科学的視点か ら、 統合的に評価する ための長期継続

モニタ リ ング手法を確立し、「ブナ林生態系モニ タ リ ング

標準調査マニ ュ アル」 を作成する。 また、 モニ タ リ ング

データ共有シス テムを構築し、 各地域におけ るブナ林生

態系の評価と保全対策に資する。

〔内容および成果〕

　 全国のブナ林生態系におけ る生物および環境に係わる
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モニ タ リ ングシステム構築のため、 ブナ林生態系の健全

度に関する総合調査マニュ アル （2009 年度版） に基づ く

ブナ衰退度等の統一調査を含め、 本年度は以下のよ う な

活動を行った。

（ １ ） ブナ樹木の目視衰退度評価、 ブナ葉の葉緑素含有量

（SPAD 値） 計測、 大気中のオゾン濃度 （パッ シブ法） 計

測の統一調査については、 ８ 自治体 （北海道 ・ 秋田 ・ 神

奈川 ・ 静岡 ・ 富山 ・ 福井 ・ 広島 ・ 福岡） が参加し て、 上

記の １ つ以上の統一調査を実施し た。 また、 参加自治体

のブナ林域現況把握調査を、 本年度は岡山県の若杉原生

林および鳥取県の三徳山のブナ林で実施し、 ブナの害虫

被害等について観察し た。 本年度は、 国環研を含めた 14

研究機関が正式に、７ 機関が協力機関と し て参加し、ネ ッ

ト ワーク化が図られた。

（ ２ ） 植生調査法の検討と し て、 長期継続モニ タ リ ングの

ための植生関係調査項目の う ち、 林床植生に着目し た調

査方法 （調査区設定、 毎木調査、 衰退度調査、 植物社会

学的植生調査、 ササ稈密度調査等） を再検討し、 調査を

試行し た。 あわせて、 シカ等の採食記録法について も検

討し た。 また、 ブナの生物季節 （フ ェ ノ ロ ジー） や生理

活性調査法の検討 と し て、 開葉、 開花、 落葉時期を記録

する と と も に、 携帯型葉緑素計を用いて ク ロ ロ フ ィ ル量

を継続測定し、その有効性について詳細な検討を行った。

さ らに、 樹液流計測によ るブナ樹木の生理活性評価につ

いて も、 実験圃場および現地ブナ林で通年実施し、 環境

要因と の関係を検討し た。

（ ３ ） オゾンパッ シブサンプラーの測定結果に基づき、 サ

ンプ ラー設置方法等の妥当性を評価する と と も に、 測定

値と植物 ・ 植生に対する基準指標 （AOT40、 SUM60 等）

と の関係性を検討し た。 また、 オゾン動態の解析のため

に、 NO2 パッ シブサンプラーも設置し、 オゾン濃度 と の

相関を解析し、 ポテンシ ャルオゾンに係わる検討を行っ

た。

（ ４ ） その他、 ブナ科樹木の着果、 ブナ実生の定着、 ブナ

葉の元素組成、 樹木開葉 と 積算気温、 森林動態 と 林分構

造、 ブナハバチ、 ブナの蒸散 と 光合成、 水ス ト レ ス と オ

ゾンの複合影響、 ブナ林域の リ モセン解析等についての

研究を実施し、 情報を共有し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 （須田隆一）、 北海

道立総合研究機構環境科学研究セン ター （山口高志 ・ 野

口泉）、 岩手県環境保健研究セン ター （松本文雄）、 秋田

県健康環境セン ター （小林貴司）、 秋田県農林水産技術セ

ン ター （和田覚） 、 埼玉県環境科学国際セン ター （三輪

誠） 、 神奈川県環境科学セン ター （武田麻由子、 小松宏

昭） 、 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正伸、 谷脇

徹、 相原敬次、 越地正）、 静岡県環境衛生科学研究所 （石

井聖）、 富山県農林水産総合技術セン ター森林研究所 （中

島春樹）、 福井県自然保護セン ター （水谷瑞希）、 広島県

立総合技術研究所保健環境セン ター （山本哲也）、 岡山県

自然保護セン ター （西本孝）

10） 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾ ン

および酸性霧による森林影響

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH006

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），笹

川裕史， 伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 北海道東部の摩周湖外輪山では、 ダケカンバな

どの森林衰退が報告されているが、 病虫害や風害等の状

況証拠は無 く 、 衰退原因 と し て最近濃度上昇が認め られ

る 大気汚染物質の影響が指摘 さ れ る。 こ れ ま で月平均

70ppb 強のオゾンが確認され、 また、 pH ３ 台の霧も報告

されてお り 、 流跡線解析か ら、 長距離輸送された汚染物

質の影響が示唆された。 以上か ら本研究では、 摩周湖外

輪山で長距離輸送が原因 と 考え られるオゾンや酸性霧の

現地調査を行い、 化学的 ・ 気象的要因 と の関係を解明す

る と 共に、 衰退森林の質的量的変化について、 現地調査

や室内実験、 モデル解析を合わせて評価する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 大気中オゾ ン濃度に関し ては、 2006 年か らパ ッ シ

ブサンプ ラーによ る測定を継続し ている。 その結果、 春

期には月平均濃度で 50 ～ 70ppb と高 く 、夏期にかけて減

少し てい く こ と が明ら かになった。 春期のオゾン濃度は

植生へ影響を及ぼすレベルにあ る と 考え られた。 また自

動測定機によ るオゾン濃度測定を 2009 年 2 月から開始し

てお り 、 これ と 札幌、 利尻のオゾン測定結果を合わせて

解析し た結果、 越境大気汚染によ る汚染気塊の影響は北

海道全体へ及んでいる と考え られた。

（ ２ ） 酸性霧に関し ては、 2006 年か ら摩周湖展望台にお

いて自動霧採取装置によ り １ 週間単位の霧の捕集および

測定を行っている。 全般的には摩周湖の霧の汚染度は低

かったが、 時折 pH ３ 台の強い酸性霧の発生が認められ、

その発生期間 と相前後し て北海道の他地域で も強い酸性

雨が観測された こ と か ら、 気象データや流跡線解析など

でその要因を検討し た。 その結果、 北海道全体への汚染

気塊の流入が示唆され、 その汚染気塊源 と し ては中国な

ど と関東方面の ２ ヵ所があ る こ と が示唆された。 2010 年

度冬期には霧の採取を １ 日ご と に行え る よ う に霧採取装
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置を改造し たので、 今後はよ り 詳細な霧汚染に関する情

報が得られる と期待される。

（ ３ ） 摩周湖でフ ェ ノ ロ ジー観察を行った結果、 ダケカン

バの開葉は ６ 月中旬以降であ り 、 春期後半の大気中オゾ

ンによ る影響については植生調査も含め、 よ り 詳細な検

討が必要 と 考え られた。 また現在、 航空写真の解析によ

り 摩周湖全体の樹木衰退地域の情報把握に努め、 摩周湖

中島の植生調査結果など摩周湖周辺での原生植生につい

ての文献情報を収集 ・ 解析し ている。 一方、 現地でダケ

カンバの種子を採取し、 低温保存後、 環境制御温室内で

播種し た。 オゾンや酸性霧の曝露影響評価のための環境

制御実験を実施する ために、 現在幼樹を育成しつつ、 実

験準備を進めている。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境科学研究セン

ター （野口泉、 山口高志、 酒井茂克）

研究協力機関 ： 弟子屈町 （渡邊忠、 久保島康行）

11） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(*21世紀気候変動予測革

新プロ グ ラ ム )

〔研究課題コー ド〕 1014CE001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），上

田佳代

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 次世代の全球大気モデルであ る、 正 20 面体格

子非静力学モデル （NICAM） を利用し て、 二酸化炭素 と

大気汚染物質の両方を同化 し、 発生源を推定 （逆問題）

する シス テムを構築する。 このユニーク なシステムを関

東平野領域に適用し て、 温暖化 ・ 全球大気汚染 ・ 都市化

の複合影響によ って変化する メ ガシテ ィ ー環境に社会が

適応する ための施策案を、 国や自治体 と 協力し て作成す

る。

〔内容および成果〕

　 大気汚染物質や気象条件が健康に与え る影響について

明ら かにする ために、 過去の死亡データおよび大気環境

データ を用いて、 解析を行った。 また、 救急搬送データ

については、 自治体関係者 と 協議し て、 その情報が得ら

れる よ う に交渉中であ る。 また、 健康被害マ ッ プ作成の

作成に必要な都道府県別死亡データ を取得し、 それを元

に関東地区におけ る メ ッ シ ュ別死亡データ を作成し た。

さ らに、 これまであま り 測定データのなかった沿道にお

け る 粒子状物質の化学組成を高い時間分解能で観測 し

た。

　 曝露データ を提供する メ ンバーおよび地方自治体関係

者、 海外の研究者 と、 健康影響評価の概要について意見

交換を行い、 健康評価グループの メ ンバー と は健康影響

評価手法の詳細について検討し た。 また自治体関係者 と

過去の適応策の事例を紹介し て も らい、 問題点を協議し

た。

〔備考〕

代表者 ： 中島映至 （東京大学大気海洋研究所 　 教授）

12） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖

縄辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），杉

本伸夫， 横内陽子， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本の西部、 九州沖縄地区ではオゾンや粒子状

物質の高濃度イベン ト が観測され、 越境大気汚染の寄与

が示唆されている。 一方で、 中国では、 今後 ５ 年程度の

間に、 NOx や揮発性有機炭素 （VOC） の排出量が増加し

大気質を変化させる と 予測されている。 そのため、 濃度

変化のみな らず大気質 （組成） 変化の実態を把握する必

要があ る。 長期観測によ り 大気汚染物質の経年変化を監

視し、 大気環境管理や影響評価の基礎データ とする。

〔内容および成果〕

　 沖縄辺戸ステーシ ョ ン、 長崎福江大気観測施設におい

て、 粒子状物質の連続観測を行 う ため、 エア ロ ゾル質量

分析計を整備 し 観測を開始 し た。 ま た福江においては

SO2、 CO の観測も再開し た。 冬季の福江における粒子状

物質の連続観測を初めて行 う こ と ができた。

〔備考〕

(11) 　 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける研究活動

　 環境分析化学研究室が関連する研究活動では、 微細藻

類中から生理活性物質の単離 ・ 構造解析手法を進めたほ

か、 有機スズの分析手法開発に も着手し た。 また、 生物

資源研究室におけ る研究活動 と し て、 希少鳥類以外の野

生鳥類 も 加えて野生鳥類細胞の凍結保存を推進す る な

ど、 野生動物細胞を環境研究目的に提供する ための凍結

保存事業の基盤をほぼ固める こ と ができ た。 加えて、 鳥

類を用いて将来の精子、 卵の祖細胞であ る始原生殖細胞

を生体外で大量培養を可能 と する と 共に、 こ の細胞を用

いた環境毒性検定法の開発研究を含めて、 環境研究への

活用を目指し た研究開発を開始し た。 国際共同研究の面

では、 ポーラ ン ド と の発生工学分野での共同研究を更に
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進める と 共に人的交流を行って多 く の成果を挙げる こ と

ができ た。 また タ イ王国 と ロ シアには鳥類細胞培養の技

術移転を行い、 絶滅危惧鳥類細胞の国際的保存ネ ッ ト

ワーク構築に着手する と共に、 更にロ シア、 中国、 韓国、

台湾、 マレーシア等 と の共同研究体制の構築を行ってい

る。

(11)-1. 　 基盤ラボプロジ ェ ク ト

1） 　 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

〔研究課題コー ド〕 0610CP018

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境問題の解決には、 関連分野の先端的研究を

実施し て絶えず研究開発を行ってい く と 共に、 その先端

的研究を支え る長期にわた る環境データ ・ 試料の蓄積 と

保存などの知的研究基盤の充実や環境測定技術の精度管

理 と 技術継承が不可欠です。 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト

リ ーは、 最先端の技術を絶えず活用し なが ら、 世界の環

境研究の ト ッ プを担 う 先端研究開発 と 知的研究基盤の中

核機関と し て機能する こ と を目標と し ています。 <br 　 こ

れらの目標を達成する ため、 知的研究基盤の充実のため

の中期計画を着実に推進する と 共に、 研究基盤のよ り 効

率的な運用と将来のための重点化を推し進める。

〔内容および成果〕

　 環境標準物質 NIES CRM NO.15 「ホ タ テ」 について、対

象成分含有率な ど の認証値 を決定 し、 COMAR （COde

d'indexation des MAteriaux de Reference：国際標準物質デー

タベース） への認証物質登録が認められた。 また標準物

質 と し て頒布し ている茶葉について、 追跡調査から変動

のない こ と を確認し た。 保存株の収集 と し て、 概要の主

要な一次生産者であ る真核性のピ コプラ ン ク ト ンをはじ

め と し て、 新たに 60 株を取得し た。 藻類の系統保存 と し

て、 新たに淡水産紅藻 1 種 1 系統、 シヤジ ク モ類 2 種 15

系統を加えた。 また保存株の分類学的信頼性を高める取

り 組み と し て、 分子データのない保存株 （緑藻ク ラ ミ ド

モナス属） の 18S リ ボゾーム遺伝子などによ る分子系統

解析を行った。 絶滅危惧動物試料の保存と し て、 鳥類 11

種、 哺乳類 2 種、 爬虫類 1 種、 魚類 8 種、 1,021 系統の凍

結保存を行った。 更に極東ロ シアに分布する絶滅危惧鳥

類か ら の試料 （皮膚組織および血液） の採取 と し て、 コ

ウ ノ ト リ 18 個体、 オジ ロ ワシ 2 個体よ り 試料採取、 凍結

保存を行った。 また ロ シア産オジ ロ ワ シについて、 ミ ト

コ ン ド リ ア DNA を指標に遺伝的多様性の評価も実施し

た。 更に、 国内各地の野鳥におけ る鳥イ ン フルエンザウ

イルス保有状況調査も実施し た。

　 また本年度も、 環境研究のための実験生物の提供、 新

規計測法の開発 ・ 標準化など を継続する と 共に、 環境計

測 ・ 評価手法の精度管理のための環境標準物質の提供も

行った。 また、 将来的には個体復元 ・ 増殖を想定し た生

き た細胞を液体窒素で超長期間、 超低温保存する手法を

改良 ・ 確立し、 細胞のゲ ノ ム情報を解析 ・ 把握し た上で、

多様性を維持する ために必要な細胞レベルでの凍結保存

を行いつつ、 保存細胞を活用し た個体増殖法の開発研究

などの先端的研究も引き続き実施し た。

〔備考〕

(11)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析 ・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE401

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は様々な生理活性物質を生産 し てお

り 、 その中には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し て

いる も の も あ る。 本研究では、 微細藻類が生産する新規

生理活性物質を単離 ・ 構造解析する と と も に、 微細藻類

が生産する有毒物質についての精度の高い分析法を開発

する事を目的 と し ている。 本研究では、 ５ 年間で、 ５ つ

程度の微細藻類が生産する新規生理活性物質の単離 ・ 構

造解析を行い、 １ つ程度の微細藻類が生産する有毒物質

についての精度の高い分析方法を開発する事を目標 とす

る。

〔内容および成果〕

　 藍藻が生産する有毒物質 ミ ク ロ シスチンの高精度分析

手法を開発する ために、 窒素の安定同位体を取 り 込ませ

た ミ ク ロ シスチンを調製し た。 こ の安定同位体で標識さ

れた ミ ク ロ シ スチン をサロ ゲー ト と し て用いて、 LC －

MS で分析を行った と こ ろ、ミ ク ロ シスチンを高精度で分

析でき る こ と がわかった。

〔備考〕

2） 　 藍藻類が生産する ミ ク ロシスチンのモニ タ リ ング手

法と その評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0911BC001

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫， 西川雅高

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
―  205  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
〔目 　 的〕 ミ ク ロ シスチンによ る汚染は、 工場などから排

出される一般的な化学物質の汚染 と は異な り 、 汚染源が

富栄養化によ る藍藻類であ る こ と か ら、 その棲息及び生

育状態によ って汚染状況は影響を受け る。 こ のため、 環

境中の ミ ク ロ シスチン量をモニ タ リ ング し その リ ス ク を

評価する ためには、 高精度な分析法の他、 採水条件や採

水方法などモニタ リ ング手法全般の検討が必要であ る。

　 ミ ク ロ シスチンには多 く の同族体が知られてお り 、 同

族体毎の高精度な分析法の開発や精度管理手法の検討を

行 う 。 また、 それら同族体ご と の毒性を評価し、 ミ ク ロ

シスチンによ る水質の リ ス ク評価手法の検討を行 う 。

　 ミ ク ロ シスチンのモニ タ リ ング手法の開発や リ ス ク評

価手法の検討をする こ と によ り 、 ミ ク ロ シスチン汚染の

現状及び有毒藍藻類の発生状況を明ら かにし、 水資源の

有効利用促進や湖沼の水質管理に資する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 ミ ク ロ シスチンを高精度に分析する手法のために安定

同位体で標識 さ れた ミ ク ロ シ スチン同族体を調製し た。

また、 アオコが発生し ている湖沼において湖沼の水を定

期的に採取し、 その中に含まれる ミ ク ロ シスチンの分析

を行い、 その変動について解析を行った。 さ ら に、 ミ ク

ロ シスチン同族体の毒性について、 高純度で濃度が明ら

かな ミ ク ロ シスチン同族体を用いて、 それぞれの同族体

の毒性について評価を行った。 また、 複数の ミ ク ロ シス

チン同族体を同時に暴露し た時の毒性発現について検討

を行い、 相加的な毒性を示すこ と が明らか と なった。

〔備考〕

地域密着型研究

共同研究先 ： 国立医薬品食品衛生研究所、 福岡県保健環

境研究所

3） 　 鳥類卵母細胞の成熟、 受精および発生に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 1010AE004

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 鳥類は卵殻内で胚発生の大部分が進行する こ

と か ら、 その観察や操作が容易であ る。 ほぼ毎日産卵す

る ニワ ト リ やウ ズ ラ の系統も造成され、 古 く か ら発生生

物学研究の材料 と し て用いられる など、 実験動物 と し て

有用性は認識されている。 近年、 ウ ズ ラ を用いて、 鳥類

卵母細胞の体外成熟 ・ 体外受精に関する先駆的な研究を

行った。 本研究では、 鳥類卵巣内にあ る卵子 （卵母細胞）

を体外で成熟、 排卵、 受精および発生させる完全培養系

を確立する と と も に、 鳥類生殖細胞の分化機構に関する

新たな知見を得る こ と が目的であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究では、 人工容器 と 人工膜を用いて、 鳥類初期胚

を卵殻外で培養し、 その胚発生の リ アルタ イ ムかつ連続

観察を可能にする手法を考案し た。 これによ って、 胚死

亡、 形態形成異常および発生遅延等について詳細な解析

を行 う こ と が可能 と なった。 また、 体外培養によ り 鳥類

の成熟未受精卵を効率的に得る こ と ができ た も のの、 以

前 と し て体外授精後の発生率は低 く 、 培養条件の更な る

検討が必要であ る。 今後、 受精か ら孵化までの胚発生の

可視化技術が完成すれば、 発生初期におけ る環境汚染物

質の暴露 と 胚発生および次世代の生殖機能 と の関連性に

ついての総合的な解析が可能 と な る。 さ ら に、 近交退化

等の遺伝要因に起因する発生初期での異常について詳細

に調べる こ と ができ る。 胚発生な らびに次世代に影響を

及ぼす環境要因 と 遺伝要因を解析する ための実験系を確

立する こ と の意義は大きい。

〔備考〕

4） 　 野鳥に対する H5N1 病原性評価のためのウイルス受

容体および抗ウイルス因子解析

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 1010AI002

〔担当者〕 ○大沼学 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 高病原性鳥イ ンフルエンザウ イルス （H5N1） の

鳥類に対する病原性の違いを、 ウ イルス受容体の分布状

況の差と ウ イルス増殖抑制タ ンパク質 （抗ウ イルス因子）

の機能差によ って評価でき るか検証する。 そのため生体

感染実験で死亡率 （0 ～ 100％） が既知の鳥類種で、 細胞

表面上のウ イルス受容体分布 と 抗ウ イルス因子の機能に

差があ るのか観察する。 今回の結果から H5N1 の病原性

に鳥類種差があ る要因を特定できれば、 生体感染実験に

代わる H5N1病原性評価法確立 と い う 成果が期待でき る。

〔内容および成果〕

　 生体感染実験で高い死亡率を示す鳥類種 （ニ ワ ト リ 、

コブハク チ ョ ウ、 イ ン ド ガン、 ア イ ガモ） と 死亡率が低

い鳥類種 （ハシブ ト ガ ラ ス、 ド バ ト ） で細胞表面のウ イ

ルス受容体分布と細胞が持つ Mx の作用に種差があ るの

か明らかにする ために以下の研究を実施し た。

１ ） 鳥類細胞表面のイ ン フルエンザウ イルス受容体分布

の比較

　 イ ン フルエンザウ イルス と 特異的に結合する シアル酸

受容体を染色し、 鳥類種間で染色性のちがいを比較し た
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と こ ろ種間で違いはなかった。

２ ） Mx 遺伝子の構造解析 と鳥類種間比較

　 各鳥類細胞から Mx 遺伝子を ク ローニング し塩基配列

を決定し て系統比較を実施し た と こ ろ、 死亡率が高い鳥

類と低い鳥類の ２ 系統に分類でき た。

３ ） Mx によ る H5N1 ウ イルス増殖抑制能比較

　 各鳥類の Mx 遺伝子を導入し たマウ ス細胞で Mx の抗

ウ イルス作用を種間で比較し た。 その結果、 ニワ ト リ Mx

のウ イルス増殖抑制作用が一番弱い こ と が分った。 しか

し、 各鳥類の Mx の作用 と死亡率 と の明確な関連性は認

められなかった。

　 各鳥類由来培養細胞が H5N1 感染時に示す抗ウ イルス

反応を比較する ために以下の ２ 項目について追加実験を

行った。

４ ）H5N1 ウ イルス感染時における イ ン ターフ ェ ロ ン産生

能の鳥類種間比較

　 各鳥類の培養細胞に H5N1 を感染 さ せた場合の イ ン

ターフ ェ ロ ン産生能には明瞭な種差は無かった。

５ ）H5N1 ウ イルス感染時における Mx 遺伝子発現量の鳥

類種間比較

　 各鳥類の培養細胞に H5N1 を感染させた場合の Mx 遺

伝子の発現量を比較し た。 その結果、 死亡率が高い鳥類

種の発現は感染後 20 時間後に消失し た。 一方、 死亡率が

低い種では発現量が時間の経過を追っ て増大 し ていっ

た。

　 １ ） から ５ ） の結果から H5N1 の生体感染実験で死亡

率が高い鳥類種 （ニワ ト リ 、 コブハクチ ョ ウ、 ア イガモ）

では Mx 遺伝子の発現が 20 時間後に消失する一方で、死

亡率が低 く 抵抗性を示す鳥類種 （ハシブ ト ガ ラ ス、 ド バ

ト ） の Mx 遺伝子発現量は感染後継続的に上昇し てい く

と い う 特徴があ る こ と が分った。 これが H5N1 に感染し

た場合で も体内でウ イルスが増殖しに く く 死亡率が低い

結果を も た ら し、H5N1 の病原性に鳥類種差を も た らす要

因のひとつであ る可能性が高い。 また、 死亡率と Mx 遺

伝子の塩基配列に関連性があ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

(12) 　 領域横断的な研究活動

1） 　 アジア視点の国際生態リ スクマネジ メ ン ト

〔区分名〕 文科 - グ ローバル COE

〔研究課題コー ド〕 0712ZZ001

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター），五箇公一，江守正多，田中嘉成，井上真紀

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国立大学法人横浜国立大学が文部科学省か ら

採択されたグ ローバル COE プロ グ ラ ムでは、国立環境研

究所 と 連携し、 人口増加や経済発展に伴って生態系の破

壊 と 生態系サービ スの劣化が著しいアジア発展途上国等

の生態 リ ス ク の適切な管理に貢献するため、 ( １ ） 国連 ミ

レニアム生態系評価 (MA) にアジア視点を加えた国際的

な リ ス ク管理の理念･基本手法･制度を解析し て提示する

と と もに、 （ ２ ） アジア等の森林植生･土壌･沿岸域等の生

態系機能を調査･解析し て外来生物管理を含めた具体的

な順応的 リ ス ク管理手法を提示し、 （ ３ ） 農薬･肥料･有害

物質管理、 バ イ オマ ス高度利用、 遺伝子操作作物利用、

廃棄物循環利用等、 具体的実践的なアジア途上国の生態

系サービ スの リ ス ク管理手法を開発･応用し、 （ ４ ） これ

ら の｢基礎研究｣ と 具体的な｢事例応用研究｣、 新たな政策

ア イデアに基づ く ｢社会制度提案｣の ３ 者を繋げる研究者

･行政･企業･市民のネ ッ ト ワーク を国際的に構築し、 それ

ら を基に、 （ ５ ） 若手研究者等の国際的な人材育成拠点形

成を目的とする。

〔内容および成果〕

　 川本克也担当分 ： 廃棄物系バイオマスのガス化によ る

生成ガスに対し メ タ ンへの有効な触媒変換技術を開発す

る ため、 エタ ノ ールを溶媒 と し、 高比表面積で規則的構

造を持つ SBA-15 材料の細孔に NiO を高密度に担持する

触媒調製技術の研究開発を行った。 調製触媒の XRD 分

析、 細孔測定、 TEM 観察および EDX 分析によ り 触媒の

微細構造を明らかにし、 NiO 粒子が SBA-15 材料の細孔

に分散される こ と を明ら かにし た。 こ の触媒を用い、 温

度や触媒量などの条件を変化させて CO/CO2 系模擬ガス

の メ タ ン化反応特性を明ら かにし、 各ガスが高転換率で

メ タ ンに変換される こ と を見いだし た。 また、 比較のた

めに、 NiO (30 wt％) と SBA-15 を混合し た参照触媒によ

る メ タ ン化も行った。 こ の結果では、 NiO/SBA-15 を用い

た場合の CO および CO2 ガスの転換率が と もに高かった

こ と から、 NiO 粒子が高分散される と、 高率の触媒性能

を示すこ と がわかった。 こ の成果を も と に、 バイオマス

廃棄物の有効利用に関する方向性を示し た。

　 五箇公一担当分 ： 外来ア リ の侵入経路および分布拡大

プロ セス を生態学的 ・ 社会経済学アプローチによ って明

ら かにする と と も に、 外来ア リ の侵略性に係わる生態学

的特性の解明を目指し ている。ミ ト コ ン ド リ ア DNA 分析

を引き続き実施し、 日本および世界各地のアルゼンチン

ア リ 侵入個体群の系統解析を行い、 日本への侵入プロ セ

ス を明ら かにし、 現在論文執筆中。 行動学的手法および

マ イ ク ロ サテ ラ イ ト を用いた分子遺伝学的手法に よ り 、

アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間におけ る闘争 と

遺伝構造について調査 ・ 実験を引き続き実施する と と も
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に、 国内外の学会で成果を公表、 論文を執筆中。 環境省 ・

外来生物法の見直しにあたっての、 基礎資料 と し て北海

道におけ るセ イ ヨ ウオオマルハナバチの野生化実態調査

を再開し た。 田中嘉成担当分 ： 水生生物に及ぼす脂溶性

農薬 （Fipronil） の影響 と その作用機序を明らかにする こ

と を目的に、 ミ ジン コ と 底生魚類であ る ド ジ ョ ウ を実験

生物と し て、Fipronil の急性毒性 と生物蓄積の実験を行っ

た。 48 時間 Moina ミ ジン コの EC50 は 234.6 μg/L （230.5

～ 238.8 μg/L） と ド ジ ョ ウの LC50 は 259.9 μg/L （258.0

～ 261.8 μg/L） になる こ と が分かった。 また、 Moina と

ド ジ ョ ウの EC10 には、 それぞれ 70.3 μg/L （52.0 ～ 88.5

μg/L） と 70.5 μg/L （44.2 ～ 96.7 μg/L） になる こ と が分

かった。 また、 Fipronil を泥と試験生物 （タマ ミ ジン コ と

ド ジ ョ ウ） に曝露する と、 Fipronil の蓄積量は泥よ り 生物

に高 く な る こ と がわかった。 さ ら に、 タ マ ミ ジン コ と ド

ジ ョ ウでは、 Fipronil の蓄積量はタマ ミ ジン コ （10 倍） よ

り ド ジ ョ ウ （100 倍） に高 く 蓄積された。 このこ と から、

脂溶性要約の底棲魚類に対する生態 リ ス ク は生物濃縮に

よ って高いレベルにあ る こ と が示唆された。

〔備考〕

プロ ジ ェ ク ト リ ーダー ： 松田裕之 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）

プ ロ ジ ェ ク ト メ ンバー ： 鈴木邦雄 （横浜国立大学理事 (

教育担当副学長 ) ・ 環境情報研究院･教授）、 伊藤公紀 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）、 及川敬貴 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）、 加藤峰夫 （横浜国立大学 　 国

際社会科学研究科 ( 国際開発 ) ・ 教授）、 金子信博 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境 と情報部門 ) ・ 教

授）、 有馬 　 眞 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）、 藤原一繪 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授）、小池文人 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・准

教授）、 雨宮 　 隆 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然

環境と情報部門 ) ･准教授）、菊池知彦 （横浜国立大学 　 教

育人間科学部 ( 自然環境講座 ) ・ 教授）、 佐土原聡 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 人工環境 と情報部門 ) ・ 教

授）、 益永茂樹 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）、 嘉田良平 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授）、藤江幸一 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）、 亀屋隆志 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）、 本田 　 清 （横浜国立大学 　 工

学研究院 ・ 准教授）、 平塚和之 （横浜国立大学 　 環境情報

研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）、 本藤祐樹 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 社会環境と情報部門 ) ・准教

授）

2） 　 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特

性実態に関する調査研究

〔研究課題コー ド〕 1010BY001

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 平野

靖史郎， 伏見暁洋， 田邊潔， 小林伸治

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 22 年度 （2010 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本調査研究は、 自動車から排出される微小粒子

について、 道路沿道におけ る粒子数等の測定や、 バ ッ ク

グ ラ ウ ン ド 大気や交通環境の異な る道路沿道の観測地点

における測定を実施する こ と によ り 、 微小粒子の挙動を

広範囲に把握する こ と に加え、 排気規制によ る粒径分布

や個数濃度の変化を把握する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年から継続し て道路沿道 （川崎市池上新町および

東京都千代田区北の丸）において、走査型モビ リ テ ィ パー

テ ィ クルサイザーおよび低圧イ ンパク ターを用いた粒子

状物質の粒径分布および個数濃度の測定を行い、 自動車

の排気規制によ る経年変化を把握し た。 池上新町におい

て、 デ ィ ーゼル粒子に特有な粒径領域の黒色純炭素は減

少傾向にあ る こ と、ナ ノ 粒子領域の質量濃度は 2007 年度

を起点にみる と 減少傾向にあ り 、 個数濃度やナ ノ 粒子領

域の炭素成分は2007年度から変動の範囲内に収ま ってい

る現状が確認された。

〔備考〕
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

(1)-1. 　 環境標準試料及び分析用標準物質の作製、 並びに

環境試料の長期保存

1） 　 環境標準試料の作製と評価

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0610AD474

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中での事象変動や物質の顕在化を調査 ・ 解

明をする ためには、 対象試料の採取 ・ 化学的分析によ る

一次データが基本 と な る こ と が多い。 その分析値の信頼

性確保のために、 環境標準試料によ る一次データの精度

管理が重要な役割を担 う 。 環境分析におけ る正確さ を担

保する、 いわゆる リ フ ァ レ ン ス機能物質 と し ての性格を

有す環境標準試料の作製 と提供を知的基盤研究事業 と し

て、 継続的に推進する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 環境標準物質 NIES-CRM No.15 （ホ タ テ） について、 新

たに有機スズ化合物 （TBT、 TPT） および全スズの認証値

を与え COMAR 登録を行った。海生物を対象 と し て、TBT

および TPT の両成分について同時に認証値を与え られた

標準物質は世界で他に類が無 く 、 NIES-CRM No.15 が唯

一であ る。TBT の認証値を与え られた標準物質には NIES-

CRM No.11 （魚肉） および ERM-CE477 があ るが、 いずれ

も １ 桁 ppm の特性値であ り 、 近年の沿岸生物モニ タ リ ン

グデータ と 比較し て高濃度域の比較標準であった。 今回

開発 し た 「ホ タ テ」 標準物質は、 TBT ： 0.404±0.027 mg/

kg、 TPT ： 0.0170±0.0017 mg/kg と 従来の標準物質よ り も

１ 桁低濃度であ り 、 沿岸生物モニ タ リ ングの分析値の精

度管理に役立つもの と期待される。

〔備考〕

(1)-2. 　 環境測定等に関する標準機関 と し ての機能の強

化

1） 　 微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株の

分類学的評価と保存株データベースの整備

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0811AD001

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 藻類保存株が、 研究材料 と し て よ り 多 く の研究

者に利用される ためには、 分類学的評価、 DNA 配列情報

や株特性の付加など、 保存株の付加価値の向上が必要 と

なる。 そ こ で、 保存株の 18S、 16S リ ボゾーム遺伝子等の

塩基配列の解析、およびそれらのデータベースへの登録、

株利用文献調査や独自の解析によ る株特性の付加等を行

い、 よ り 信頼性、 利便性の高いコ レ ク シ ョ ンをめざす。

〔内容および成果〕

　 緑藻ク ラ ミ ド モナス属は、 分子系統解析によ って多系

統であ る こ と が示され、 現在、 属の改訂 ・ 整理が行われ

ている。NIES コ レ ク シ ョ ンに保存されている ク ラ ミ ド モ

ナ ス 属に、 18S リ ボ ゾ ー ム 遺伝子の配列 を 用い た

PhyloCode を適用し、保存株が ８ つの既存の PhyloCode と

１ つの未知の PhyloCode に所属する こ と を明らかにし た。

〔備考〕

0507AD816

2） 　 大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 1011AD001

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

森育子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気環境試料、水環境試料、土壌環境試料など、

さ ま ざ まな試料を対象 とするモニ タ リ ングや分析手法に

関する問題点を把握し、 確から しい値を得る ための精度

管理手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 大気の常時監視シ ス テムに関する精度管理を行った。

特に PM2.5 に関する大気取 り 込み方法の違いによ る影響

を調べた。 SPM と同じ よ う に従来の集中配管からの取 り

込み方法 と 公的マニ ュ アルによ る外気直接導入方法 と の

違いについて月別の比較検証し た結果、 最大 ５ ％程度の

誤差が見られた。 集中配管によ る取 り 込みロ スはそれほ

ど大き く ないこ と が明らかになった。

〔備考〕

(1)-3. 　 環境保全に有用な環境微生物の探索・収集・保存、

試験用生物等の開発及び飼育 ・ 栽培のための基本業

務体制の整備、 絶滅の危機に瀕する野生生物種の細

胞 ・ 遺伝子保存

1） 　 絶滅危惧野生生物の細胞 ・ 遺伝子のタ イムカ プセル

に関する研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0288BY599

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 美濃口祐子，

Sawicka Edyta， 根上泰子
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〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 25 年度 （2004 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 環境汚染や環境変化によ り 絶滅の危

機に瀕し ている野生生物種はますます増加し ている状況

か ら、 絶滅のおそれのあ る野生生物等の保護増殖や生物

学的研究の基盤 と し て、 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の

遺伝資源の保存を行 う 。

〔内容および成果〕

１ ． 試料採取協力機関

　 平成 21 年度の国内における試料採取協力機関は 6 ヵ所

であった （猛禽類医学研究所、 釧路市動物園、 財団法人

沖縄こ ど も未来ゾーン運営財団、 NPO 法人ど う ぶつたち

の病院、 環境省やんばる野生生物保護セン ター、 環境省

石垣島自然保護官事務所、 環境省西表野生生物保護セン

ター）。国外についてはロ シア連邦のム ラ ヴ ィ ヨ フ自然保

護区、 アムルス キー自然保護区、 ヒ ンガン ス キー自然保

護区およびガヌ カン ス キー自然保護区において絶滅危惧

野生鳥類よ り 試料を採取し た。

２ ． 絶滅危惧野生鳥類および哺乳類の受け入れ状況

　 平成 21 年度は 12 種 191 個体の絶滅危惧野生鳥類およ

び哺乳類を受け入れた。 こ の中で国内の試料採取協力機

関から受け入れたのは 11 種 166 個体であった。 タ ンチ ョ

ウについては、 釧路市動物園が凍結保存し ていた死亡個

体 （約 200 個体） から 20 個体を解凍し、 試料採取を行っ

た。 ロ シア連邦からは 2 種 25 個体 （コ ウ ノ ト リ 20 個体、

タ ンチ ョ ウ 5 個体） の血液および皮膚組織を受け入れた。

こ の試料採取は 2009 年 6 月 5 日～ 15 日に実施し、 日露

双方の研究者が参加し た。

３ ． 試料の凍結保存と細胞培養の状況

　 平成 21 年度は 12 種 191 個体よ り 5,029 本の培養細胞

および組織サンプルを凍結保存し た。 凍結保存サンプル

数の内訳は絶滅危惧鳥類 4,673 本 （培養細胞 ： 757 本、 凍

結組織 ： 3,916 本）、 絶滅危惧哺乳類については凍結組織

356 本であった。細胞培養は受け入れた 191 個体中、116 個

体 （鳥類 ： 110 個体、 哺乳類 ： 6 個体） で実施し た。 培養

を実施し た 116 個体中、細胞培養に成功し たのは 69 個体

（鳥類 ： 69 個体、 哺乳類 0 個体） であった。 培養成功率

は 59.5％であった。

４ ． 環境省 ・ 生物多様性セン ターと の連携

　 前年度よ り 開始し た環境省 ・ 生物多様性セン ター と の

絶滅危惧種サンプルの保存に関する連携を平成21年度も

継続し た。 本年度は （独） 国立環境研究所におけ る細胞

と組織の凍結保存完了後、 ヤンバルク イナ 32 個体、 カン

ム リ ワシ 17 個体、アカ ヒ ゲ 1 個体およびク ロ ツ ラヘラサ

ギ 1 個体を環境省 ・ 生物多様性セン ターへ送付し た。

５ ． 国際会議の開催

　 環境試料タ イ ムカプセル化事業に関連する国際会議を

企画し、平成 21 年 11 月 19 日につ く ば国際会議場で実施

し た （会議名称 ： 希少鳥類細胞保存バン ク に関する国際

会議）。 こ の会議の参加者は海外から 12 名 （マレ イ シア

2 名、タ イ 2 名、韓国 3 名、ロ シア 2 名、フ ィ リ ピン 2 名およ

び台湾 1 名）、 国内から 34 名、 合計 46 名であった。

〔備考〕

再委託先 ： 近畿大学

2） 　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保

存バン ク

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0510AD944

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 根上泰子

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は環境中の化学物質等が野生生

物に与え る影響を、 野外の生物個体に侵襲を与えない手

法を用いて一次評価す る 研究手法を開発す る こ と にあ

る。 更に、 こ のために必要 と な る鳥類細胞を多 く の個体

か ら収集 ・ 培養し て野生個体群を反映し う る遺伝的多様

性を持つ細胞保存バン ク を構築する こ と によ って環境研

究の基礎とする。

〔内容および成果〕

　 希少鳥類種を含む鳥類種の細胞を、 昨年度に引き続い

て収集 ・ 保存し た。 本年度も引き続き、 シギ ・ チ ド リ 類

を中心 と し て収集を行 う と 共に、 ガン ・ カモ類の細胞収

集も継続し た。 また、 実験鳥類 （ニホン ウズ ラ、 チャボ、

SPF ニワ ト リ 等） の細胞保存を相当数達成し ている ため、

これらの細胞を研究目的に限って分譲を行 う ための実務

的整備に着手し た も のの、 研究所全体の知財規程が未整

備のために分譲規程を整備するに至ら なかった。

〔備考〕

3） 　 タ ンチ ョ ウ (Grus japonensis)のハプロ タ イプおよび雌

雄判別

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0510BY947

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），今

里栄男， 大沼学， Sawicka Edyta

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 釧路湿原に生息する タ ンチ ョ ウ個体群は遺伝

的に ２ つのタ イプのも ので構成されているに過ぎない こ

と が分かっている。 こ の遺伝的多様性の変異 と 新しい遺

伝子タ イプを持つ個体の検索のために、 釧路湿原生息個
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体及び過去に生息し ていた個体 （凍結保存個体や剥製等）

で ミ ト コ ン ド リ ア DNA の D- loop 領域のハプロ タ イプ解

析を行 う こ と で、 今後の個体群繁殖計画の基礎知見 と す

る。

〔内容および成果〕

　 平成 22 年度に標識を装着し た ヒ ナ 10 個体よ り 得た血

液サンプルを本業務の対象 と し た。 採取し た血液サンプ

ルは採血用濾紙 （ADVANTEC） に染み込ませた状態で

（独）国立環境研究所に送付し た。採血用濾紙からの DNA

抽出は、 EZ1 DNA Tissue Kit （QIAGEN） を使用し て実施

し た。 抽出し た DNA 溶液 200µl の う ち 50µl を性判別用、

150µl を環境試料タ イ ムカプセル化事業用の保存サンプ

ル と し た。 性判定用プラ イマーは P2、 NP および MP を

使用し た (Ito et al, 2003)。PCR 反応の条件は以下の とお り

であ る。 熱変性 95 ℃ -10 分間 1 サイ クル、 続いて熱変性

94℃ -30秒・アニー リ ング 45℃ -45秒・伸張反応72℃ -45秒

を 35 サイ クル、 そし て最後に 72 ℃ -5 分間の伸張反応を

行った。 PCR 反応終了後、 反応液を ２ ％アガロ－スゲル

にて電気泳動し、 エチジ ウ ムブロ マイ ド によ る染色を実

施し た後に UV イル ミ ネーター上で PCR 産物の確認を

行った。 雌雄の判別は約 300bp と約 400bp 付近の ２ ヵ所

に PCR 産物を確認し た場合を メ ス、約 400bp 付近の １ ヵ

所のみに PCR 産物を確認し た場合にはオス と判定し た。

その結果 ６ 個体がオス、 ４ 個体が メ スであった。 その他

に保存用 DNA サンプル 150µl を 50µl ずつ ３ 本のク ラ イ

オチューブに分注し液体窒素タ ン ク中で凍結保存し た。

〔備考〕

4） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究用に開発し た実験動物を用いて、

希少野生動物の絶滅を回避する繁殖方法を検討する。 動

物実験施設には、遺伝的・微生物的に純化されたウ ズ ラ ・

ボブホ ワ イ ト ・ ハム ス ターが系統維持されてお り 、 希少

野生動物の絶滅回避モデル と し ての有用性が高い。 そ こ

で、 これら の実験動物の近交化に伴 う 繁殖能力の遺伝学

的解析を行って、 近交退化回避の方策を提示する。 なお、

ウ ズ ラは生態毒性用実験鳥類 と し て NIES 系統を確立す

る。

〔内容および成果〕

　 ウズ ラでは、L 系を 69 世代まで循環交配で近交化し て、

絶滅回避モデルを作出し た。 また、 ブラ ジル系 （Br） ・ フ

ラ ン ス系 （Fr） のウ ズ ラ の遺伝的純化をそれぞれ ２ 世代

推進し た。 ボブホ ワ イ ト では、 兄妹交配によ り 11 世代ま

で近交化する こ と に成功し た。 これらは、 実験鳥類 と し

て世界的に も有用性が高 く 、 希少鳥類の絶滅回避方策に

適用する こ と が期待でき る。

　 次に、ハム ス ターでは兄妹交配によ り 52 世代まで近交

化し、 哺乳類の絶滅回避モデルやイ ン ヒ ビン ・ ア ク チビ

ンなどの繁殖ホルモンの機作解明に有用であ る こ と がわ

かった ( 東京農工大学と の共同研究 )。

〔備考〕

5） 　 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する

研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY505

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 2007 年のレ ッ ド リ ス ト 改訂版では 116 種の藻類

が絶滅危惧種 と し て リ ス ト ア ッ プ されている。 これらの

藻類は富栄養化によ る水質の悪化、外来魚の人為的導入、

開発に よ る生息場の消失な どに よ って個体数を減少し、

絶滅が危惧されている。 本来の生息地で保全する こ と の

重要性はい う まで も ないが、 水質が悪化し た湖沼での復

元までにはかな り 多 く の時間 と 対策が必要であ る。 その

間に生物種その も のが地球上か ら消滅し て し ま う こ と を

防ぐ ため、 域外保全 と し て こ れ ら 絶滅危惧藻類の収集、

系統保存、 凍結保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 新たに確立された淡水産紅藻 1 種 1 系統、

シ ャジ ク モ類 2 種 15 系統を加え、 シャ ジ ク モ類 28 種 92

系統、 淡水産紅藻 14 種 271 系統の系統保存を行った。 安

定し た長期保存を実施する ため、 本年度は淡水産紅藻 20

系統の凍結保存、 およびシ ャジ ク モ類 5 系統の単藻化を

行った。 シ ャ ジ ク モ類の生育地調査は北海道および香川

県の湖沼、 ため池や水田について行い、 シ ャ ジ ク モ藻の

生育が確認 さ れた地点か ら はその採集を行っ た。 ま た、

現場での絶滅が報告されている霞ヶ浦および多々良沼底

泥の埋土卵胞子よ り 発芽し た個体を域外保存し た。

〔備考〕

当課題は環境試料タ イ ムカプセル化事業の一環 と し て実

施し ている。
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6） 　 藻類の収集 ・ 保存 ・ 提供 - 付加価値向上と品質管理

体制整備

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(*21世紀気候変動予測革

新プロ グ ラ ム )

〔研究課題コー ド〕 0711CE302

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

中山卓郎

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本に世界最高水準の藻類 リ ソ ース を整備す

る ため、 神戸大学および筑波大学 と 共同で、 新たな重要

種の収集、 ナシ ョ ナルバイオ リ ソースプロ ジ ェ ク ト で こ

れまに収集し た株の付加価値の向上 と 品質管理体制の整

備を行 う 。 国立環境研究所では、 培養株の凍結保存によ

る長期保存体制の整備、 研究成果のフ ィ ー ド バッ ク を と

おし た株の付加価値の向上、 株 と 株情報の共有のための

ネ ッ ト ワーク整備を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は以下のこ と を行った。

（ １ ） 微細藻類および原生動物培養株 50 株あま り の寄託

株を受け入れ、 これらの株情報をデータベースに登録し

た。

（ ２ ） 長期保存が困難な株を中心に、 50 株のゲ ノ ム DNA

を抽出し保存し た。

（ ３ ） 好熱性シア ノ バク テ リ アであ り 、 ゲ ノ ム解析が終了

し ている Thermosynechococcus elongatus の分譲を開始し

た。

（ ４ ） 研究材料と し ての藻類株の利用促進のため、 分子生

物学会をはじめ と し て様々な学会で展示やポス ター発表

を行 う と と もに、 NBRP 藻類シンポジウ ムを開催し た。

〔備考〕

ナシ ョ ナルバイ オ リ ソースプロ ジ ェ ク ト 「藻類」 は、 神

戸大学、 筑波大学が分担機関 と し て参画し共同で推進し

ている。

7） 　 東アジア ・ ユーラ シア地域での希少鳥類細胞保存バ

ン ク創設

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0810NA002

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

Sawicka Edyta， 大沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アジア ・ 極東ユーラ シア地域で希少鳥類細胞の

凍結保存バン ク のネ ッ ト ワーク を構築し、 水平的国際共

同研究体制を構築し ながら、 我が国が世界に先駆けて開

発し て き た鳥類細胞培養法、 凍結保存法等の最先端技術

を国際社会に提供、 標準化する こ と によ って我が国の国

際的 リ ーダーシ ッ プを発揮する。

〔内容および成果〕

　 モデル鳥類のニワ ト リ で安定的に PGC培養が実施可能

と な っ た。 ま た、 マ ウ ス、 ヒ ト と 同様に ４ つの遺伝子

（OCT3/4、 SOX2、 KLF4 および C-MYC） を鳥類細胞へ導

入する こ と で多能性細胞を作出でき る可能性を示す結果

を得た。 これら本研究で得た成果発表の場 と し て、 海外

コ ア研究機関 （タ イ、 韓国、 中国） および海外先端研究

機関 （フ ラ ン ス、 ア メ リ カ、 チェ コ、 台湾） の研究者の

参画を得て、 保存鳥類細胞を利用し た応用研究に関する

国際会議を昨年度に引き続いて実施し （会議名称 ： 2nd

international workshop of "preservationof avian primordial

germ cells and its usage"）、成果の評価及び今後の国際共同

研究の方向性を検討し た。

　 また、 前年度か ら交流を開始し たマレーシアおよびベ

ト ナム と の人的交流を行って、 国際共同研究ネ ッ ト ワー

ク に参画する こ と と なった。 ベ ト ナム と は生物資源の保

存体制整備を日本の援助 （Ｏ Ｄ Ａ 事業） で開始する ため

の準備を整えた。

〔備考〕

8） 　 希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バン ク

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0910KZ001

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男， Sawicka Edyta

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 我が国の絶滅危惧大型鳥類の う ち、 日本 と極東

ロ シ アに共通す る 絶滅危惧鳥類種の遺伝的多様性を解

析 ・ 評価する こ と で種内多様性を維持し た保護増殖を目

指す。 同時に両国の若手研究者育成 と 人的ネ ッ ト ワーク

構築を基にし て鳥類細胞凍結保存バン ク を構築する と共

に、 凍結細胞の国際間での分散保存によ って不可避の事

故等に起因する試料逸失の危険回避体制を確立する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 本研究の最終年度 と し て研究取 り ま と めを

行って以下のよ う な研究成果を挙げた。

　 最初に鳥類皮膚組織保存液の開発を実施し た。 KAV-1

にペニシ リ ン、 ス ト レプ ト マイ シンおよびテ ト ラサイ ク

リ ンを添加し た保存液で鳥類皮膚組織を、 細胞培養が可

能な状態で 21 日間常温保存可能であ る こ と を確認し た。

また、 それを野外調査で も使用可能であ る こ と も確認し

た。鳥類皮膚組織を細胞培養が可能な状態で 21 日間保存

可能な技術を開発し、実際に野外調査にする こ と ができ、
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これによ って野外で採取し た希少鳥類の試料を細胞バン

ク に生かせる よ う になった。 こ のよ う な技術を参画機関

で標準化し た も のにする ためロ シア、 韓国、 タ イおよび

台湾よ り 研究者を招聘し 2008 年には国際会議を開催し、

各国の希少鳥類細胞保存バン ク設立に向けた体制整備に

ついて情報交換を実施し た。 こ の助成期間中に （独） 国

立環境研究所か らの技術供与によ り 、 タ イ ・ カセサー ト

大学が野生鳥類の皮膚組織を使用し た細胞培養が開始し

た。 ま た、 ロ シア・ ボロ ンス キ自然保護区においても 鳥類

細胞の培養を試みた。最初に保護区において得ら れる 蒸留

水で調整し た細胞培養液が使用可能か（ 独） 国立環境研究

所で検討し た。コ ウ ノ ト リ およ びタ ンチョ ウ の皮膚組織由

来の細胞を先の培養液で培養し た結果、細胞が死滅する こ

と が明ら かと なった。そのため、日本よ り 培養液を持ち込

みボロ ン自然保護区のス タ ッ フと 共同でコ ウ ノ ト リ 、タ ン

チョ ウ 等の希少種試料を用いた細胞培養をロ シア側施設

で行っ た。 現在は現地ス タ ッ フ のみで細胞が維持可能と

なっている 。最終年である 本年は、鳥類細胞培養技術を今

回の助成期間後にも 広めていく ために英語版と ロ シア語

版の鳥類細胞技術マニュ アルが完成し た。

〔備考〕

9） 　 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG002

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），橋

本光一郎， 今里栄男， Sawicka Edyta， 大沼学

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 従来の手法に よ っ ては絶滅を食い止め ら れな

い鳥類種を最新の発生工学的手法によ って救済する こ と

を目的と し、実験鳥類で確立し た始原生殖細胞 （PGC） の

移植によ る生殖巣キ メ ラ個体作出法によ り 絶滅危惧鳥類

の遺伝的多様性維持を目指す。 またモデル と する絶滅危

惧鳥類の体細胞から PGC を創出し、 これを用いた子孫個

体作出法の開発も併せて行 う 。

〔内容および成果〕

　 モデル動物 と す る ニ ワ ト リ を 用い た 始原生殖細胞

（PGC） 培養条件を更に改良 し て安定的技術 と する と 共

に、 PGC のク ローニングが可能 と なった。 絶滅危惧鳥類

に応用すれば、 培養のために必要な受精卵か ら極めて少

量の血液を採取する こ と で大量のPGC を得る こ と が可能

と な る。 そのために、 絶滅危惧鳥類受精卵を継続し て孵

卵し、 雛を得る確立が飛躍的に高ま る ために実際の活用

技術 と し てほぼ問題が解決する こ と と な る。 更に これら

の培養効率を向上させる ために、 各種の feeder 細胞を開

発し て今後の研究の基盤と し た。

　 体細胞由来の PGC を作製するためにニワ ト リ PGC と

体細胞 と の細胞融合に関し ては、 一定の効率で １ ： １ の

融合が可能 と なって き た こ と に加え、 １ 個体の卵巣を多

数個体のホ ス ト 個体に移植する こ と で希少鳥類の雌死亡

個体の子孫を作出する手法を開発し た。 また、 体細胞か

らの iPS 細胞作製に関し ては iPS 細胞の多分可能の確認

を移植実験で行 う と共に、 安定的な iPS 細胞への分化条

件を検討し た。

〔備考〕

10） 　 渡 り 鳥によ る希少鳥類に対する新興感染症 リ ス ク

評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA003

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 久米博， 根上泰子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 開発する超小型 GPS 位置測定システムを用い

て、 ウエス ト ナイル熱ウ イルス （WNV） に対する抗体を

持つ当年生まれの渡 り 鳥が極東ロ シアのどの地域を帰巣

地とするかをカモ類、 シギ ・ チ ド リ 類他で調査、 WNV の

常在汚染地点を特定する。 また、 飛来時期が日本の吸血

昆虫発生時期が一致し ている シギ ・ チ ド リ 類での WNV

感染状況を調査する。 加えて、 我が国に侵入し た際に絶

滅危惧鳥類のどの種に致命的な被害が生じ るのかを細胞

培養系を用いた感染実験によ って明らかにする。

〔内容および成果〕

　 既存の GPS システムを用いてガン ・ カモ類及び大型の

シギ ・ チ ド リ 類の飛行経路の解明を目指し た。

　 また、 飛来地近辺の鳥を捕獲調査する と 共に、 共同研

究班と協力し て GPS システムを装着、 WNV モニ タ リ ン

グを行い、 抗 WNV 抗体検査用の血清を採取し た。 夏期

に留ま る カモ類の調査を試行し た。 当歳齢のカモ類 と 大

型シギ ・ チ ド リ 類の血清、 加えて小型シギ ・ チ ド リ 類の

抗体検査を行った。 また、 カ ラ ス類 （ハシブ ト ガ ラ ス等）

の培養細胞を用いた感染試験を共同で行 う ため、 当初予

定に加えてカケス、 ア イガモの細胞収集 ・ 培養を行って、

よ り 精度の高い評価法を目指し た検討を行った。

　 上記に加えて、 既存の GPS システムをガン ・ カモに装

着し た際の情報を基にし て、 GPS システムを小型 ・ 軽量

化する ために必要な技術的項目を明ら かにし、 それを解

決し て試作品を完成させた。

〔備考〕
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11） 　 鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0911KZ001

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男， 根上泰子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 鳥類の生殖幹細胞を凍結保存する こ と で家禽、

家禽原種及びキジ目の希少野生鳥類種を半永久的に保存

する手法開発を目的とする。鳥類生殖幹細胞保存によ り 、

外的要因 （鳥イ ン フルエンザ感染等） によ って貴重な原

種系統や地域特異系統が予測でき ない絶滅や遺伝的多様

性の減少を起こ し た際に、 保存生殖幹細胞によ って種や

系統を回復する技術開発 と必要な細胞保存体制を構築す

る。 併せて両国が持つ技術の国際標準化を行い、 若手研

究者の養成 と ネ ッ ト ワー ク 構築を行 う こ と も 目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は実験鳥類 （主にニ ワ ト リ 、 ウ ズ ラ） 及びキジ

科の初期胚由来の未分化繊維芽細胞を培養し、 世界で初

めて これを ク ローニングでき た。 また、 実験鳥類の生殖

幹細胞を用いた長期増殖培養条件を開発する こ と も でき

た。 今後は、 こ の条件検討を更に行 う 。

　 上記の研究成果は、 本研究の最終目標 と なっている鳥

類生殖幹細胞を用いた個体増殖法の開発に必須な研究技

術であ る ために、 これの条件開発に成功し た こ と は大き

な学術面での進展と なる。

　 本年度の技術移転 と 研究情報交換の結果、 将来的には

よ り 対等な共同研究体制が期待でき る よ う になった。 本

年度は基盤技術ではあ る も のの、 高度技術の移転 と 一部

共同研究体制が構築でき た点は、 今後の飛躍的成果のた

めに重要であった。

〔備考〕

地球環境研究セン ターにおける活動

　 大気･海洋モニ タ リ ン グ事業の う ち地球温暖化に関連

し て、 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング、 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング、 シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ、

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い、 またオゾン層

破壊に関連し て、 成層圏モニ タ リ ング、 有害紫外線モニ

タ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行った。

　 陸域モニ タ リ ング事業 と し て、 陸域生態系関連で森林

温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング、 森林 リ モー ト セ

ンシングを実施し、また水環境モニ タ リ ング関連 と し て、

GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ターと関連事業を行った。

　 地球環境データベース関連事業 と し て、 地球環境モニ

タ リ ングデータベース と 観測 ・ 解析支援ツール ・ データ

の整備 ・ 提供、 陸域炭素吸収源モデルデータベース、 温

室効果ガス排出シナ リ オデータベース、 温室効果ガス等

排出源データベース、炭素フ ローデータベースの構築･運

用を行った。

　 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （英略称 GOSAT、

平成 21 年 1 月に打ち上げ） の観測データの定常処理 （受

信、 処理、 再処理、 保存、 処理結果の検証、 提供） を開

始し た。 さ らに、 GOSAT データの検証のための検証デー

タの収集、 検証･比較作業をおこ ない、 当初計画通 り 、 衛

星打ち上げの 1 年後を目途 と し た、 データプロダ ク ト の

一般への配布を開始し た。

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て、 グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え、 わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ために

18 年度に開設し た温暖化観測推進事務局を運営し、 シン

ポジ ウ ム ・ ワーク シ ョ ッ プの開催、 ワーキンググループ

の運営、 報告書の作成を行った。 地球環境問題に対する

国民的理解向上のための研究成果の広報・普及に努めた。

(2)-1. 　 地球環境モニ タ リ ングの実施

1) 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0810AC002

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 遠嶋康徳， 横内陽子，

谷本浩志， 荒巻能史， 山岸洋明， 斉藤拓也， 杉

田考史， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 定点お よび移動体プ ラ ッ ト フ ォーム を利用 し

た大気や海洋の観測を通じ てグ ローバルな視点での地球

環境の現状把握を行い、 また地球環境の変動要因を明ら

かにする ための研究活動に資する高品質のデータ を長期

モニタ リ ングによ り 取得する。

〔内容および成果〕

　 地上観測モニ タ リ ングでは、 波照間ステーシ ョ ン と 落

石岬ステーシ ョ ンにおいて温室効果ガスな らびに関連ガ

ス、 エア ロ ゾル等の観測を順調に実施し た。 波照間、 落

石岬と もに CO2 の平均濃度は 393ppm にな り 、 17 年前か

ら 33ppm 近 く 増加し た。2009 年の初めはラ ニーニャによ

る影響で夏の CO2 の濃度増加が少なかったが、2010 年初

頭の増加率は1998年のエルニーニ ョ によ る増加に匹敵す

るほど高 く 、 落石では 4ppm/y に達し た。 CH4 の増加率は
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1998 年に非常に高い値を示し た後、1999 年から 2006 年ま

での間は大き な増加は観測されていなかったが、波照間・

落石ステーシ ョ ンにおける CH4 濃度の観測結果には 2007

年以降の急激な増加が見られ、 特に 2009 年から 2010 年

にかけての冬の期間に CH4 濃度が大き く 上昇し た。

　 船舶モニ タ リ ングでは、 北太平洋航路の海洋観測デー

タについて、 ニ ューラルネ ッ ト ワーク を用いた解析を進

めた。 南北太平洋航路船で観測された海洋 CO2 分圧分布

については、 西部赤道太平洋海域の CO2 分圧の時系列変

化がかな り 大きい こ と が明ら かにな り 、 最近のデータ ま

で入れた解析で、 海洋振動に対応する変化であ る こ と が

わかった。 西太平洋上で観測された大気中 CH4 濃度の緯

度分布を解析し た と こ ろ、 西太平洋特有の現象 と し て、

エルニーニ ョ 初期の1997年中頃に北半球熱帯で他緯度に

先駆けて CH4 増加率が最大と なった こ と と、2007 年に北

半球熱帯では CH4 が増加し なかった こ と が明らかになっ

た。

　 航空機モニタ リ ングでは、 スルグー ト 上空の高度 1km

における CO2 濃度は 2009 年に濃度が前年の同時期を下

回っていたが 2010 年には再び増加に転じ た。CO2 濃度の

季節振幅を比較する と、 大陸の内部に位置する シベ リ ア

では自由対流圏において も同じ緯度帯の他の観測地点に

比べて明ら かに大きい こ と がわかった。 スルグー ト 上空

における CH4 濃度の月ご と の平均的な鉛直分布は、 いず

れの月も低高度ほど高い濃度を示し てお り 、 地表面が 1

年を通し て CH4 の放出源になっている と言え る。

　 成層圏モニ タ リ ングでは、 ミ リ 波分光放射計の観測結

果についてバラ ン ス法 と 高度角ス イ ッ チング法 と で生じ

ていたギ ャ ッ プを天頂方向の観測データ を基にし た解析

によ って解消する こ と に成功し た。

　 有害紫外線モニタ リ ングでは、 陸別、 落石岬、 つ く ば、

波照間において UV-A、 UV-B、 全天日射の観測を継続す

る と と もに、 Brewer 分光計の観測値を用いて帯域紫外放

射計の感度変化を評価し た。 また、 帯域紫外放射計の屋

内校正手順を確立させた。

　 海洋モニタ リ ング （温暖化影響） では、 サンゴに加え、

褐虫藻の遺伝子によ る識別に基づ く 温暖化影響指標の抽

出を行 う と と もに、 1970 年代の出現記録 と現在の分布の

比較のために1930年代からのデータベース を作成し てサ

ンゴ分布北上の検証を行った。

〔備考〕

1） 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出と モニタ リ ング

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 サンゴ礁では、 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され、 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り 、 温暖化 と と も に、

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明ら かにする ため、

現地観測データや航空機、 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた、 サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い、 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 衛星画像を用いたサンゴ礁分類に関し て、 コ ス ト （画

像価格） と ベネフ ィ ッ ト （分類精度、 検出精度） を と り

ま と め、 衛星利用のガ イ ド ラ イ ンを示し た。 また、 衛星

画像等を用いたサンゴ分布変化に関するデータベース を

と り ま と め、 熱帯 ・ 亜熱帯域では白化等によ り サンゴ被

度が減少し ているのに対し、 温帯域では近年の水温上昇

によ ってサンゴ分布が北上し ている こ と を示し た。

〔備考〕

2） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良

英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ・ 東南アジア地域では、 急速な経済発

展に伴い直接 ・ 間接温室効果気体、 粒子状物質等の人為

発生量増加、 あ るいは、 土地利用変化によ る発生源その

も のの変化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南ア

ジア航路で、 長寿命温室効果ガス と し て、 メ タ ン ・ 亜酸

化窒素 ・ ハロゲンを含む炭化水素類の洋上大気濃度を計

測する と と も に、 よ り 短寿命のガス成分であ るオゾンや

一酸化炭素について船上で自動観測を行い、 その広域の

濃度分布、 季節変化、 地域的な発生源の寄与を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 日本－東南アジア航路におけ るオゾン、 ブ

ラ ッ ク カーボン、 一酸化炭素の連続測定 と ボ ト ルサンプ

リ ングによ る大気採取 ・ 分析を継続実施し た。 日本－オ

セアニア航路においてはオゾン、 一酸化炭素の連続測定
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と ボ ト ルサンプ リ ングによ る大気採取・分析を継続し た。

また、 新規な計測 と し て、 日本－東南アジア航路 と 日本

－オセア ニア航路の両方に メ タ ン連続測定装置を搭載

し、 試験観測な らびにデータの取得を行った。 具体的に

は、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン式分光計を用いた メ タ ン

および二酸化炭素の連続観測を行い、 非分散式赤外吸収

計 と フ ラ ス コサンプ リ ングによ る計測値 と 比較する こ と

で、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダウ ン式分光計によ る計測の妥

当性を検証し た。 その結果、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ ウ ン

式分光計によ る二酸化炭素測定には水蒸気によ る干渉が

無い （補正済み） と 言われてお り 、 多 く の研究者がデー

タ をそのま ま使っているが、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ ウ ン

式分光計によ る二酸化炭素の計測では大気サンプルを除

湿する必要があ る こ と が分かった。 これは、 特に洋上大

気のよ う な高い湿度条件では重要であ る。 メ タ ンの計測

に対する水蒸気影響について も、 キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ

ウ ン式分光計 と ボ ト ルサンプ リ ングによ る分析値の相互

比較実験を行 う と と も に、 大気サンプルを除湿し て測定

し た結果はフ ラ ス コのデータ と 良 く 一致する こ と を確認

し た。

〔備考〕

3） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋， Maciej Telszewski

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋の CO2 放出・吸収の年々変化を タ イ ム リ ー

に明ら かにする ために、 観測値の準 リ アルタ イ ム処理を

定常化させ、 世界的なデータ公開システムを通し て、 速

やかに国際流通させる。 上記の処理で利用可能 と なった

データセ ッ ト を解析し、広域の分布が推定可能で pCO2 変

化を支配する パ ラ メ ータ （水温 ・ 混合層深度 ・ 植物量）

を組み込んだ pCO2 分布推定を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所では、北太平洋を東西に年間約 12 航行

する貨物船と、西部太平洋やタ スマン海を年間約 24 航行

する貨物船で、 10 秒間隔での海洋表層 pCO2 観測を行っ

ている。 本課題では、 海洋表層 CO2 分圧観測データの利

用促進に関し て、国立環境研究所の海洋表層 pCO2 データ

の正確で迅速な品質管理の方法を確立し、 データ取得 と

迅速な品質管理を継続し ている。 本年度には国立環境研

究所デー タ を 国際的な海洋表層 pCO2 デー タ セ ッ ト

(SOCAT: Surface Ocean CO2 Atlas) に格納す る こ と と、

SOCATの日本の拠点の役割を担って日本の他機関が観測

し たデータ を収集 ・ 格納するサポー ト 活動を し た。

　 2010 年 3 月に国立環境研究所が主催し た、 北太平洋 ・

熱帯太平洋 ・ イ ン ド洋のデータに関する SOCAT 会合で、

2008 年末までに観測された世界中のデータセ ッ ト を完全

収録する道筋がたった。 エ ラーデータの除去などの最も

基本的な品質管理が必要 と され、 統一基準でそれを実行

する こ と と なった。 国立環境研究所は北太平洋の担当 と

な り 、他機関のデータセ ッ ト を含む450の航海データ フ ァ

イルの品質管理を行った。データ を精査する項目は、pCO2

だけでな く 、 こ の値を正し く 算出する ための海面水温 ・

平衡器水温 ・ 大気圧 ・ 平衡器気圧 ・ 塩分濃度を含めた。

結果と し て 2011年2月下旬には国際データベース SOCAT

の品質管理が終了し た。

　 pCO2時空間マ ッ プ再現手法 と し て採用し たニューラル

ネ ッ ト ワーク と は、 人間の脳神経回路に ヒ ン ト を得て開

発された手法であ り 、 パラ メ ータ間で非線形 ・ 不連続な

関係が推測される物理量を推定するのに有効な手段であ

る。国立環境研究所で海洋 pCO2 マ ッ ピングに用いたアル

ゴ リ ズムは自己組織化マ ッ プ （SOM） と呼ばれ、 与え ら

れた入力情報 （海面水温やク ロ ロ フ ィ ルなどの ト レーニ

ングデータセ ッ ト と 呼ばれる客観観測データ セ ッ ト と ラ

ベ リ ングデータ セ ッ ト と 呼ばれる観測データ） 間の類似

度をマ ッ プ上での距離で表現するモデルであ る。 本解析

では数あ る ト レーニングデータセ ッ ト （海洋パラ メ ータ）

の中からpCO2の時空間変動に関与し ている と考え られて

いる海面水温、 塩分、 ク ロ ロ フ ィ ル、 混合層深度の 4 つ

のパラ メ ータ を採用し て計算を行った。 その結果、 2002

年から 2008 年の空間分解能 0.25°、 ひ と月毎の時間分解

能で北太平洋の pCO2 時空間分布を得た。自己組織化マ ッ

プをチューニング し て再現された pCO2 分布は、過去に報

告されている Takahashi らの全球 pCO2 気候値マ ッ プ （空

間解像度 4°× 5°） と季節的な分布傾向と よい一致を示し

ているだけでな く 、冬季のベー リ ング海から高 pCO2 の海

水が北海道沿岸にかけて舌上に貫入し てい く 様子や、 黒

潮 と 親潮が混合する東北から関東の太平洋沿岸で春季 と

秋季に低 pCO2 の海水が沖合に広がっている様子など、昨

年度得られた初期結果では再現でき なかった よ り 細かい

空間ス ケールで現実的な pCO2 分布構造が捉え られた。ま

た本手法によ る と pCO2 の年々変動の推定が可能で、今後

大気海洋間 CO2 フ ラ ッ ク スの年々変動やその変動要因の

解明の進歩に貢献でき る。

〔備考〕
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4） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り 、 例えば石炭では～ 1.1、 石油

では～ 1.4、 天然ガスでは～ 2.0 と推定されている。 し た

がって、化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば、 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で、 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ

ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動における -O2:CO2 比を解析

し、 エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間で観測される汚染イベン ト における O2 と CO2 濃

度 の 変 動 を、 ラ グ ラ ン ジ ュ 型 の 大 気 輸 送 モ デ ル

（FLEXPART） と、 陸域生物圏、 化石燃料燃焼、 および海

洋を起源とする CO2 と O2 フ ラ ッ ク ス を用いて計算し た。

計算の結果、 汚染イベン ト における CO2 の短期的濃度増

加は主に化石燃料起源によ る も のであ る こ と が明ら かに

なった。 バ ッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解析によ って中国起源 と

同定された汚染イベン ト について、 モデル計算における

O2:CO2比を求める と -1.1±0.1 と な り 、観測結果 と よい一致

を示し た。 この O2:CO2 比は陸域生物圏の光合成 ・呼吸の

際の交換比 と 一致するが、 モデルの感度実験か ら汚染イ

ベン ト における O2:CO2比は中国での化石燃料燃焼の際の

平均的な O2:CO2 比を反映する こ と が示された。

〔備考〕

5） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 日本の全国の自治体において環境大気常時監

視局で行われているオゾンの校正ス ケールを UV 法で統

一する ために、 担当自治体 と 協力し、 日本を ６ つの地域

ブロ ッ ク に分け、 地域ご と にオキシダン ト のス ケールを

統一する ための二次標準機を設置し、 地域的な校正事業

を指導運営する。 また、 校正のためのシス テムの高度化

を図る。

〔内容および成果〕

　 日本の ６ つのブロ ッ ク拠点を、 山形県、 千葉県、 愛知

県、 兵庫県、 愛媛県、 福岡県に配置し、 そ こ での地域的

校正事業をサポー ト する ために、 各ブロ ッ ク拠点での研

修会をそれぞれ開き、 全国自治体の担当者への校正の方

法、 二次校正機の取 り 扱いについて講習を行った。 また、

同様の研修を国立環境研究所で も行った。 各ブロ ッ ク拠

点で行われた、 自治体の校正作業の管理を行いなが ら、

運営方法やシス テム的な改善など を行い、 日本全体のオ

キシダン ト の校正基準の統一化を図った。

〔備考〕

山形県環境科学研究セン ター 　 村岡悟、 千葉県環境研究

セン ター 　 内藤季和、愛知県環境調査セン ター 　 尾崎聡、

兵庫県 （財） ひ ょ う ご環境創造協会兵庫県環境研究セン

ター 　 堀江洋佑、 愛媛県衛生環境研究所 　 白石猛、 福岡

県保健環境研究所 　 山本重一

6） 　 水産分野における温暖化緩和技術の開発

〔区分名〕 独立行政法人 ( 農水省 )

〔研究課題コー ド〕 1014JA001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 重要な二酸化炭素吸収域であ る日本排他的経

済水域の二酸化炭素吸収量 と その時間的変動を、 高密度

船舶モニ タ リ ングシステム と そのグ リ ッ ド データ外挿手

法の開発・運用を通じ て定量的に明らかにする と同時に、

同海域におけ る高解像度炭素 ・ 窒素循環モデルの開発 ・

運用を通じ て、 日本排他的経済水域の二酸化炭素吸収機

構 と その変動要因を解明する。 また水産業におけ る主要

な二酸化炭素排出源であ る漁船の移動 ・ 操業時におけ る

二酸化炭素排出量を、 漁場から主要消費地までの総二酸

化炭素排出量を最小化する漁港選択 と 漁船誘導技術の開

発を通じ て削減する。

〔内容および成果〕

　 水産総合研究セン ターの pCO2 観測システムを、既に実

運用中の国立環境研究所のpCO2モニ タ リ ングシステム と

の相互検定によ り 評価し、 実運用可能なレベルに調整す

る ための比較実験を実施し た。 実験は、 水産工学研究所

の室内海水プールで行なった。 結果 と し て、 水産総合研

究セン ターの観測システムの系統誤差の原因を明らかに

し、 その改善に貢献し た。 改善結果を明ら かにする ため

に、 さ ら に中央水産研究所横須賀支所において、 実海水

での比較実験を追加的に実施し た。
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　 国立環境研究所の貨物船を利用する海洋表層pCO2観測

データでニ ューラルネ ッ ト ワーク の推定回路に学習を加

え、北太平洋全域の pCO2 分布を再現する と と もに、日本

周辺海域の pCO2 分布を時系列的に求めた。日本周辺海域

の高解像度の pCO2 分布（緯度経度 0.25 度グ リ ッ ド、2002

年から 2008 年の期間） から、 冬季にベー リ ング海から高

pCO2の海水が北海道沿岸にかけて舌上に貫入し てい く 様

子や、 黒潮 と 親潮が混合する東北か ら関東の太平洋沿岸

で春季と秋季に低 pCO2 の海水が沖合に広る状況など、空

間ス ケールの細かな pCO2 分布構造が捉え られた。

〔備考〕

研究代表者 ： 水産総合研究セン ター北海道区水産研究所

　 小埜恒夫

2) 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC933

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 上野隆平， 高村典子， 冨岡

典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 井手玲子， 小川安

紀子， 高橋厚裕， 小松一弘， 越川昌美， 中川惠，

野原精一， 武内章記

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化や水圏変化な どの地球環境研究や

行政施策に必要 と な る基礎的なデータ を得る ために、 陸

域生態系での炭素収支観測な らびに生態系観測、 陸水圏

での水質のモニ タ リ ングなど地域環境におけ る重要なパ

ラ メ ータに関し て、 国内外のネ ッ ト ワーク を通し た長期

モニタ リ ングを実施する。

〔内容および成果〕

（1） 森林生態系の炭素収支モニ タ リ ング ： 富士北麓サイ

ト においては微気象学的方法 と 林学的方法を併用し た総

合的な炭素収支の定量的評価を行った。 特に、 微気象学

的方法と土壌呼吸について2006年から 2010年の観測デー

タ を と り ま と め、特に記録的な暑夏と なった 2010 年の光

合成 ・ 呼吸 ・ 土壌有機物分解過程の反応について観測さ

れた特徴を と り ま と めた。 天塩サイ ト については、 カ ラ

マツの育成課程を通し た炭素 ・ 窒素の生態系内循環過程

の追跡調査を継続する と同時に、観測開始 10 周年を記念

する講演会を 11 月に実施し た。

（2） 森林 リ モー ト センシング ： 森林生態系の構造 ・ 機能

の定量評価を継続し て行った。 観測タ ワー上におけ る分

光放射特性 と 画像解析か ら生物季節の変化特性を検出す

る方法を開発 ・ 高度化し、 日本各地の森林 ・ 湿地等の植

物活性の季節変化 ・ 年々変化の検出に成功し た。

（3） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター：我が国における事

務局機能を果た し、 世界に先駆けて数値データの公開を

開始し た。

（4） 摩周湖バ ッ ク グ ラ ウ ン ド モニ タ リ ング ： 地球規模で

の環境汚染状況を高度分析技術に基づ き 観測す る と 共

に、 全球レベルでの微量有機化合物などの残留蓄積過程

を解明する観測を行った。

（5） 霞ヶ浦 ト レ ン ド モニ タ リ ング ： 多様な汚染源を有す

る富栄養湖の水質の定期調査を継続し た。 長期観測デー

タの蓄積か ら水質汚濁の特徴など を観測する ためのモニ

タ リ ングを推進する ための情報収集および関係機関 と の

連携強化の取組を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド 科学セ

ン ター， 信州大学農学部， 静岡大学農学部， 京都大学，

名古屋大学， 北見工業大学， 島根大学， 北海道立総合研

究機構環境科学研究セン ター， 北海道電力総合研究所，

宇宙航空研究開発機構

(2)-2. 　 地球環境データベースの整備

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0810AC001

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 三枝信

子， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡達也， 江守

正多，高橋潔，山形与志樹，森口祐一，Alexandrov

A. Georgii， 曾継業， 開和生， 哈斯巴干， 南齋規

介， 橋本征二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン ターが実施 し てい る地球環

境モニ タ リ ング事業等で取得されたデータのデータベー

ス化や、 地球温暖化に重点をおいた社会 ・ 経済系データ

の収集及びデータベース化を進める と と も に， これらの

データベース を有効に使い， 地球環境研究に支援する た

めの研究 ・ 解析支援シス テムを構築する。 また合わせて

2007 年度以前に整備されたデータベース ・ ツール ・ サー

バ等の維持 ・ 管理 ・ 改良を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 前年度か ら引き続き、 地球環境データベー

スのサーバ群の維持管理及び既存コ ンテン ツの公開を進

める と と も に、 セン ター内の他グループ と 連携し て さ ま

ざまなデータベースの開発や運用およびその支援を行っ

た。 また ４ 種類の社会系データベースの開発を前年度よ

り 引き続き進めた。

（ １ ） 地球環境データベースの構築と運用
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　 各種サーバ類の維持管理 ・ 更新 ・ 運用、 データ解析 ・

可視化ツールの開発を進め る と と も に、 新た な ア ウ ト

リ ーチ活動及びそのために必要な機材及び電子素材の整

備を行った。また昨年度導入された GOSAT 専用スーパー

コ ンピ ュータの試験 ・ 運用も実施し た。

（ ２ ） 陸域炭素吸収源モデルデータベース

　 全球土地被覆図の検証情報整備のための高分解能衛星

画像を用いた草地の分類、 光学及びレーダ画像を組み合

わせた と 市域の分類精度の向上、 夜間可視画像を取 り 入

れた国レベルの土地被覆図の精度向上等を実施し た。

（ ３ ） 温室効果ガス排出シナ リ オデータベース

　 AR5 に向けて、 AR4 で示されたシナ リ オ幅をカバーす

る 4 つの代表的な RCP シナ リ オの最終版を収集し、デー

タベースの更新を行った。 また、 メ ッ シ ュデータに対応

する ためのデータベース構造の改修も行った。

（ ４ ） 温室効果ガス等排出源データベース

　 アジア各地域におけ る発電 ・ 鉄鋼 ・ セ メ ン ト ・ 石油精

製 ・ 石油化学の各部門について、 大規模発生源に関する

情報の精査およびデータの更新を実施し た。 加えて、 ア

ジア全域の CO2、 SO2 等の 1995 年、 2000 年および 2005

年排出量分布図を作成 ・ 更新し た。

（ ５ ） 炭素フ ローデータベース

　 産業連関表を用いた環境負荷原単位データ について、

非エネルギー起源 CO2、 CH4 等に関する部門別排出量の

推計を行った。また、各種 GHG と Global Warming Potential

で重みづけ し CO2 換算し た総 GHG 排出量について、 内

包型原単位の内訳表 と 購入者価格原単位の拡充 ・ 公開を

行った。

〔備考〕

(2)-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発 ・ 運用

〔区分名〕 GOSAT 関係経費

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○渡辺宏 （地球環境研究セン ター）， 横田達也，

河添史絵， 松永恒雄， 開和生， 山野博哉， 吉田

幸生， 菊地信行， Shamil Maksyutov， 横田康弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT）

の観測デー タ を定常処理 （受信、 処理、 再処理、 保存、

処理結果の検証補助、 提供） する こ と を目的に、 必要な

計算機システムを開発 ・ 整備し、 運用する。 衛星打ち上

げ前はシステムの開発 と 整備を着実に行い、 衛星打上後

はデー タ 処理 ・ 再処理 ・ 検証補助 ・ 保存 ・ 提供を行い、

観測データが温暖化研究等の推進に十分に活用される こ

と を目指す。

〔内容および成果〕

（1） 観測データ を用いた定常処理運用システムの改良 と

調整、 及びデータ処理 ・ 開発用機器の補強などシステム

の追加、 システムの保守 ・ 運用を行った。

（2） データ処理アルゴ リ ズムの改訂事項のシステムへの

反映 と データの再処理を行った。 その結果、 二酸化炭素

と メ タ ンカ ラ ム量の改良版プロ ダ ク ト （TANSO-FTS レベ

ル 2 バージ ョ ン 1） の一般ユーザへの提供を平成 22 年 8

月よ り 、 その全球分布であ る TANSO-FTS レベル 3 プロ

ダ ク ト の提供を平成 22 年 11 月よ り 開始し た。

（3） 当計算機システムの運用管理、 関係機関 と のデータ

授受及び観測要求に関する イ ン タ フ ェース調整、 システ

ムへのユーザ登録 ・ 管理 と ユーザへの情報発信、 ユーザ

か ら の観測要求の受付 ・ 整理を継続し て実施し た。 一般

ユーザのシステム登録者数は、 平成 22 年度末で約 1000

名であ る。

（4） プロ ダ ク ト の検証作業支援を継続し た。

（5） データポ リ シーに則ったプロダ ク ト の配信を行った。

〔備考〕

当事業は、 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） と合わせて、国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト を

構成する。 また、 「温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT）

データ検証業務」（課題コード 0810BY001）にも関連する。

1） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也，宮本祐樹，菊地信行，田中智章，井上誠

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境省、 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA） 、 独立行政法人国立環境研究所 （NIES） は、 主

要な温室効果ガスであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇

宙から測定する GOSAT （温室効果ガス観測技術衛星 「い

ぶき」） プロ ジェ ク ト を進めている。 GOSAT の搭載セン

サ （TANSO） は、 平成 20 年度冬期に H2A ロ ケ ッ ト によ

り 打ち上げ ら れ る。 衛星打ち上げ後 ３ ヵ 月の動作初期

チ ェ ッ ク の後、 GOSAT に よ る 定常観測が開始 さ れ る。

GOSAT 観測データから導出されたプロ ダ ク ト 、すなわち

二酸化炭素や メ タ ンの濃度を信頼でき る GOSAT プロダ

ク ト と する ためにはデータ質の検証を行 う こ と が必須で

あ る。 本業務では検証に関わる業務を実施する こ と を目

的とする。
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〔内容および成果〕

１ ） 検証に関する調査を継続し、 GOSAT プロダ ク ト の検

証計画及び検証実施計画を更新し た。

２ ） GOSAT の観測データからの処理プロダ ク ト の検証作

業を平成 21 年度よ り 開始し、 平成 22 年度は以下の成果

を得た。

３ ） 国内外の地上設置高分解能 FTS の検証データ取得を

行い、 それらのデータ質を確認し た う えで、 GOSAT プロ

ダ ク ト と の図示化などによ り GOSAT プロダ ク ト の評価

を行った。

４ ） GOSAT プロ ダ ク ト 精度に影響する巻雲やエア ロ ゾル

に関するデータ を収集し た。

５ ） 平成 23 年 1 月～ 2 月につ く ばで GOSAT 検証のため

の同期観測キ ャ ンペーンを実施し た。 観測に使用し た機

器は、 航空機 （CO2 直接測定及びサンプ リ ング）、 地上設

置高分解能 FTS、 ラ イ ダー、 スカ イ ラ ジオ メ ータ、 全天

カ メ ラ等であ る。 データは解析中で、 結果は平成 24 年度

に出される予定であ る。 また、 平成 22 年 2 月につ く ばに

おけ る同期観測キ ャ ンペーンで取得し たデータの解析結

果が得られた。 巻雲やエア ロ ゾルによ って GOSAT の温

室効果ガ ス濃度デー タ が持つバ イ ア ス について実観測

データから明らかにな り つつあ る。

６ ） 地上設置高分解能 FTS によ る スペク ト ルから CO2 や

CH4 カ ラ ム量の導出解析を行い、検証データ を作成し た。

７ ） 航空機観測データ CONTRAIL、 NOAA のデータ収集

し、GOSAT プロ ダ ク ト と比較可能なデータ フ ォーマ ッ ト

に変更し た。 それらのデータ を GOSAT プロダ ク ト と一

緒に図示化し、 GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

８ ） 上記検証結果に基づ く 検証業務報告書を作成し た。

〔備考〕

当課題は、 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） および 「GOSAT データ定常処理運用システ

ム開発 ・ 運用」 （課題コード 0610AL917） にも関連する。

(2)-4. 　 地球環境研究の総合化 ・ 支援

1） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， ホ ワ イ

ト 雅子， 酒井広平， 早渕百合子， 田辺清人， 小

野貴子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エルザ， 伊

藤洋， 玉井暁大， 平井圭三， 大佐古晃

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 日本の温室効果ガス排出 ・ 吸収目録 ( 以下、 イ

ン ベ ン ト リ ) の策定お よ び国連気候変動枠組条約

(UNFCCC)事務局への提出、策定方法等の改善を継続的に

行 う と と もに、UNFCCC 附属書 I 国のイ ンベン ト リ 集中・

訪問各審査活動への参加によ る、 各国イ ンベン ト リ 審査

報告書の作成支援及びイ ンベン ト リ 審査活動への貢献、

UNFCCC 補助機関会合および締約国会議 （SB ・ COP） に

おけ る イ ンベン ト リ 関連議題の交渉支援等、 アジアの途

上国におけ る温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成能力向上の

ための技術的支援活動 ( キ ャパシテ ィ ビルデ ィ ングプロ

ジェ ク ト 等の実施 )、国際連携・協力の推進等を実施する。

〔内容および成果〕

【国内活動概要】

１ ） 1990 年～ 2008 年の日本の温室効果ガスの排出量及

び吸収量を推計し た。 国連気候変動枠組条約 (UNFCCC)

締約国会議 (COP) にて採択された共通報告様式 (CRF) 及

び当該データの作成方法の詳細 ・ 分析を記載し た日本国

温室効果ガス イ ンベン ト リ ( 目録 ) 報告書 (NIR)」 を 4 月

に条約事務局へ提出し、 当該報告書及びデータ を ウエブ

上で公表、 CGER レポー ト と し て発行し た。 2010 年提出

イ ンベン ト リ では、 2008 年の日本の総排出量は京都議定

書の基準年か ら 1.6％増加し てい る こ と が明ら かになっ

た。 イ ンベン ト リ 提出 と 併せて、 主要排出源 ・ 不確実性

評価な ど の分析及び排出量の ト レ ン ド に関す る 解析を

行った。

２ ）「イ ンベン ト リ 品質保証ワーキンググループ(QAWG)」

の運営 と し て、 イ ンベン ト リ のピアレ ビ ューの実施及び

「イ ンベン ト リ 品質保証 WG 会合」 の開催 (8 月 ) を通じ

て、 UNFCCC 及び京都議定書の下で附属書 I 国締約国の

イ ンベン ト リ に求め られる品質保証活動の更な る充実を

図った。

３ ） 12 月に 2009 年度温室効果ガス排出量速報値の推計

作業を行った。

４ ） 温室効果ガス排出量算定方法検討会事務局の一部 と

し て、 算定方法改善の検討プロセスに携わった。

５ ） イ ンベン ト リ データ を収集 ・ 蓄積する温室効果ガス

排出 ・ 吸収量データベースの運用、 わが国のイ ンベン ト

リ で使用されている排出係数 ・ 関連パラ メ ーターを ま と

めた排出係数管理データベースの管理 ・ 改善を行った。

【国際活動概要】

５ ） アジア地域の温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成の支援

及びイ ンベン ト リ の精度向上を図るため、 2003 年から環

境省の支援の下で開催し ている 「アジアにおけ る温室効

果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ 整 備 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ

(WGIA)」第8回会合(WGIA8)を7月にビエンチャ ン(ラオス

) において開催し た。第6回の開催以降「神戸イ ニシアテ ィ
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ブ」 の一環と し て開催され、 WGIA 参加各国が作成を進

めている国別報告書の作成状況及び 「測定 ・ 報告 ・ 検証

可能な温室効果ガス排出削減活動」 推進の重要性に主眼

を置き、 当該活動に不可欠な イ ンベン ト リ 策定の更な る

発展のため、 今後の WGIA 活動の展開を中心 と し た議論

を行った。

７ ） 11 月にソ ウル （韓国） において 「日韓温室効果ガス

イ ンベン ト リ 相互レ ビ ュー」 を実施し、 日本 と 韓国の廃

棄物分野の イ ンベン ト リ に対す る ク ロ ス チ ェ ッ ク ミ ー

テ ィ ングを行った。

８ ） UNFCCC 関連の対応業務と し て、 イ ンベン ト リ 審査

専門家 ト レーニングプロ グ ラ ムへの参加、 主任審査官会

議への参加、2010 年に提出された UNFCCC 附属書 I 国の

イ ンベン ト リ 集中 ・ 訪問審査活動への参加によ る各国イ

ンベン ト リ 審査報告書の作成支援及びイ ンベン ト リ 審査

活動への貢献、 UNFCCC 補助機関会合および締約国会議

(SB31 ～ 32・COP16) における イ ンベン ト リ 関連議題の交

渉支援等の活動を行った。

〔備考〕

旧課題コード ： 0305BY590

2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY573

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 会田久

仁子， 伊藤玲子， 藤谷徳之助

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 「地球観測の推進戦略」 （総合科学技術会議決

定） に基づき、 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球

温暖化観測推進事務局を設置し、 国内の関係省庁 ・ 機関

の連携を促進し、 利用ニーズに こ たえ る観測の実現、 国

際共同観測体制であ る全球地球観測シ ス テム （GEOSS）

の構築に貢献する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球

温暖化分野の連携拠点は、 環境省 と 気象庁の協力のも と

で運営される。 本事業では、 連携拠点事務局の運営を支

援し、 地球温暖化観測の現状調査などに基づき、 関係府

省 ・ 機関の地球温暖化に関する観測の効率的実施、 観測

データの流通促進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化観測推進事務局 （以下、 事務局） は、 文部

科学省科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会地球

観測推進部会で策定された 「平成 23 年度の我が国におけ

る地球観測の実施方針」 ( 平成 22 年 8 月 4 日 ) の作成に

あた り 、 情報提供等の支援を実施し た。 また、 地球観測

推進委員会 （温暖化分野） の助言を受けつつ、 地球温暖

化観測推進ワーキンググループ報告書第 2 号 「地球温暖

化観測における連携の促進を目指し て－雲・エア ロ ゾル・

放射および温暖化影響評価に関する観測－」 の概要版を

刊行し た。

　 事務局主催の平成 22 年度連携拠点ワーク シ ョ ッ プ 「統

合された地球温暖化観測を目指し て－森林におけ る観測

の最前線－」 を平成 22 年 11 月に東京で開催し た。 総合

討論を経て、 「森林観測の連携に関する取組について」 と

題し た取 り ま と め案を作成し た。

　 気候変動影響統計整備ワーキ ン ググループを設置し、

「気候変動影響の統計の整備に関する基本方針」 を策定し

た。 また、 温室効果ガス観測データ標準化ワーキンググ

ループを設置し、 標準ガスの作成な らびに相互比較の実

施の必要性について取 り ま と めた 「温室効果ガ ス観測

データ標準化ワーキンググループ中間報告」 を作成し た。

　 さ ら に、 今後の連携施策立案を目的 と し て、 放射観測

機器の較正に関する専門家会合、 な らびに雪氷圏観測に

関する専門家会合を開催し た。

　 国際的な取組に関し ては、 平成 22 年 11 月に中国 ・ 北

京で開催された地球観測に関する政府間会合 （GEO） 第

7 回会合および第 5 回地球観測サ ミ ッ ト に参加し、地球温

暖化問題に関す る 国際的な動向について情報を収集 し

た。

〔備考〕

3） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA278

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal， Poruschi Lavinia

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 グ ローバル・カーボン・プロ ジェ ク ト (GCP) は、

炭素循環の自然科学的研究に人間社会的側面を統合する

こ と によ り 、 総合的な炭素管理に貢献する こ と を目的 と

する。 特に、 GCP つ く ば国際オフ ィ スでは、 GCP の中心

的活動のひ と つで あ る 「都市 と 地域の炭素管理計画

(URCM) 」 を主導し ている。

〔内容および成果〕

　 科学ネ ッ ト ワーク の構築、 全球炭素研究のアジェ ンダ

策定、 科学的統合 と 研究を継続的に実施し、 また、 世界

規模で科学者および研究機関間の連携を強化する こ と に

よ り 、 高不可価値の科学的成果を上げている。 今年度の

活動と し て、 全球炭素収支の算定 （毎年実施）、 炭素マ ッ

プの作成、 大規模な炭素プールの脆弱性の解明の研究、

地域的な炭素収支の算定、 都市 と 地域におけ る炭素管理
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の研究、 IPCC 評価報告書への貢献が挙げられる。 また、

GCP 国際オフ ィ スが国立環境研究所地球環境研究セン

ターに設置されている環境を活かし、 日本 と 世界の研究

コ ミ ュ ニテ ィ の連携を強化する役割を果た し た。

〔備考〕

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○風間千尋 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 (1) 研究者の相互理解促進、 研究情報 ・ 成果の

流通、 地球環境問題に対する国民的理解向上のため地球

環境研究セン ター ・ 国立環境研究所はも と よ り 国内外の

最新の研究成果の普及を図る。 こ の活動を通じ て国内外

の当該分野の研究者のみな らず政策立案者や一般にも地

球環境研究セン ターの存在を理解し て も らい、 支持 ・ 支

援を得る こ と をめざす。 (2) 地球規模の環境変動の現象把

握、 予測、 影響解明に関する研究を推進する ためのスー

パーコ ン ピ ュータ運用において、 利用申請 ・ 審査事務や

利用者の情報管理、 また研究成果の と り ま と めなど を行

う こ と によ り 、 研究を支援する。 (3) 拡大する地球環境に

関連する情報を、 研究支援情報 と し て収集 ・ 提供し て所

内外の地球環境研究を側面から支援する。 (4) 地球環境研

究の成果を刊行物 と し て出版し、 外部の研究者 ・ 学術機

関 ・ 行政機関 ・ 民間機関等の要請に応え る と と も に、 対

外的に国立環境研究所におけ る地球環境研究活動の成果

を積極的にアピールする。

〔内容および成果〕

　 スーパーコ ン ピ ュータは課題の公募 と 審査の適正化に

努める と と も に、 よ り 効率的な運用を行い、 地球環境研

究支援の効率的な実施、 支援体制の強化を図った。 本年

度の研究利用申請課題は利用研究審査委員会で評価を行

い Ａ  ・ Ｂ  ・ Ｃ  ・ Ｄ  のラ ン ク を付けて計算機資源の割当

に優先度の違いを設けた上で、 Ａ  ・ Ｂ  ・ Ｃ ラ ン ク に属

する課題の利用を承認し た。 本年度の利用研究課題は 13

課題であ る。 利用率は約 ８ 割 と 依然 と し て高 く 、 研究所

内外の研究者の環境研究支援に貢献し ている。 研究発表

会の開催や報告書の刊行、 広報媒体の作成な どに よ り 、

利用成果のよ り 広い公開にも努めた。

　 広報、 出版、 普及に関し ては、 「地球環境研究セン ター

ニ ュース」 の月刊を継続し、 内容については、 常に新鮮

な内容を維持する よ う 努めた。 ウ ェブサイ ト は利用者が

必要な情報に到達しやす く な る よ う 、 シンプルな構造に

改修する と と も に、 内容を随時更新し た。 広報用グ ッ ズ

の作成、 更新や、 常設パネルの英文 （A3） 版の作成を

行った。 多数のイベン ト に も積極的に取 り 組んだ。 研究

成果などの記者発表を積極的に行い、 テレ ビ、 新聞等マ

ス コ ミ に多 く 取 り 上げられた。 見学や一般 ・ 報道機関等

か らの問い合わせにも可能な限 り 対応し、 研究成果の普

及 と 地球環境問題の理解増進に努めた。 研究所の メ ン

バーが中心 と な って執筆する書籍 「地球温暖化の事典」

の出版に向けた作業を進めている。 専門家向けに地球環

境研究セン ターの最新の成果を報告する CGER リ ポー ト

を ９ 冊刊行し た。

〔備考〕

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける活動

(3)-1. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

田崎智宏， 稲葉陸太， 肴倉宏史， 小口正弘， 河

井紘輔

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 資源循環、 廃棄物処理処分分野における技術開

発情報やニーズ情報を継続的に収集 ・ 整備し て取 り ま と

め、 今後の研究プロ ジェ ク ト の企画 ・ 実施等のための技

術データベース と するほか、 廃棄物処理 ・ リ サイ クル部

門の物質フ ロー及びス ラ グ等の再生製品や有機性循環資

源の組成等に関するデータベース を作成し、 公開する。

〔内容および成果〕

　 前年度までのデータ整備を引き続き実施し た。 なかで

も建設系再生製品の環境安全性 DB、明治以降の日本の資

源投入時系列 DB、 一般廃棄物実態調査アーカ イブ DB、

国外のデポジ ッ ト ・ リ フ ァ ン ド制度の情報源情報 DB に

よ り 重点をおいて検討を進めた。

〔備考〕

1） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジアの主要都市、 特にベ ト ナムを対象に
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廃棄物データベース を構築する。 各国の条件及び活用目

的に応じ た廃棄物の分析手法を開発し、 各国が自ら持続

的に廃棄物デー タ の整備を図っ てい く ための指針を示

す。 本研究で構築し た廃棄物データベース を活用し て廃

棄物処理シス テムの現状を処理技術システム及び社会経

済シス テムの観点か ら分析 ・ 評価し、 今後の廃棄物処理

システムの改善の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 東南アジアの 100 以上の都市の都市廃棄物管理に関す

るデータ収集を試みた。 都市廃棄物管理主体の特徴 （公

共あ るいは民間） を類型化し た。 都市廃棄物管理が民間

業者によ って実施されている場合にはデータ収集が困難

であった。 ベ ト ナム国ハ ノ イ市では、 廃棄物の排出者は

収集サービ スに非常に満足し ている こ と がアンケー ト 調

査で明ら か と なった。 また、 ベ ト ナム国の主要都市 （ハ

ノ イ市、 ホーチ ミ ン市） で有価物を回収する人々は特定

の地域出身であ る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

共同研究者 ： 福岡雅子 （大阪工業大学）、 松井康弘 （岡山

大学）、 平田修 （福岡大学）、 原田英典 （京都大学）、 阿部

直也 （東京工業大学）、 渡辺浩平 （帝京大学） 所内研究協

力者 ： 高畑恒志、 小島英子

2） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究で提案する農業地域の面的水管理 ・ カス

ケー ド 型資源循環シス テムについて、 水環境保全への効

果と気候変動への適応策・緩和策への貢献のバラ ン ス （ ト

レー ド オフ） を定量的に評価する こ と で、 開発された個

別技術を組み合わせたシステム全体 と し て最適化する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 高知県において、平成 21 年度分の産業廃棄物および畜

産廃棄物のフ ローを調査し、 リ レーシ ョ ナルデータベー

ス化し た。 これら の廃棄物及び処理 ・ 資源化産物の組成

と 施設のエネルギー使用量等の把握を進めた。 有機性廃

棄物の複雑な物質フ ローを整理し、 系全体か らの環境負

荷等を集計する投入産出表を示し た。

〔備考〕

戦略的創造研究推進事業 （CREST） ： 研究領域 「持続可能

な水利用を実現する革新的な技術と システム」

研究代表者 ： 藤原拓 （高知大学）

共同研究機関 ： 高知大学、 北海道大学、 岡山大学、 京都

大学、 鳥取大学、 埼玉県環境科学国際セン ター

3） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命

分布の国際比較分析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 耐久消費財の寿命分布は使用済み製品の排出

量推計などの基礎情報 と し て重要であ るが、 推定に多 く

の費用 と 労力を要する。 本研究では、 分布パラ メ ータの

一般化によ り 、 寿命分布を よ り 簡易に推定可能な手法を

確立する。 また、 中古製品輸入の多い発展途上国等に も

適用可能 と する ため、 中古輸入製品を考慮し た国内販売

台数の補正方法を確立する。 確立し た手法を用いて多数

の国の自動車、 主要家電製品の寿命分布を推定し、 国に

よ る差異 と その要因を定量的に明ら かにする と と も に、

平均使用年数の簡易推定モデル式を導出する。

〔内容および成果〕

　 自動車の寿命分布の詳細推定のための基礎データ を 40

カ国強について収集し た。 複数の情報源によ るデータの

整合性を確認し た約 20 カ国について、販売年別残存割合

を求めて分布関数近似し、 平均使用年数 と 分布形状パラ

メ ータ を推定し、 得られた分布形状パラ メ ータの一般化

を検討し た。 また、 主要家電製品について も数カ国の寿

命分布情報を収集し た。

〔備考〕

環境リ スク研究セン ターにおける活動

　 知的研究基盤の整備については、 よ り 社会生活に身近

な情報基盤 と し て活用でき る よ う 充実を図った。 研究の

成果が基準等の策定にどのよ う に貢献し たかなど活用に

ついての情報を発信する ため平成19年度に開設し た リ ス

ク村 「Mei のひろば」 の拡張や記事を更新する と と もに、

知的研究基盤の整備 と し て中期計画 （別表 ５ ） に記載さ

れる以下の ３ 課題を実施し た。

（ １ ） 化学物質データベースの構築と提供

　 1) 分析法データベース （EnvMethod） の更新を実施し

た う えで、 化学物質データベース と の統合をはかった。

　 2) 環境省全景表示システムなど他機関のデータベース

と の連携を進めた。

　 3) 最新情報の更新を実施し た。 情報の追加によ る カテ
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ゴ リ ーの見直し を実施し た。

　 4) 印刷機能の追加など機能のユーザの利便性の向上を

図った。

（ ２ ） 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

　 1) 中核プロ ジェ ク ト ４ で調査し た 64 のため池につい

て、 その開水域を抽出し衛星画像によ る アオコ発生を評

価するモデルを作成し、 高い一致率を得た。

　 2) 中核プロ ジェ ク ト ４ で開発し たため池の生物多様性

統合指標の算出アルゴ リ ズムを用いて、 衛星画像や空中

写真、 土地利用などの広域で得られる情報のみを用いた

広域生物多様性評価の妥当性について検討し、 現地調査

に基づいたベス ト モデル と高い一致率が得られた。

（ ３ ） 侵入生物データベースの管理

　 1) 従来の侵入生物事典的ツールに加えて、 データ解析

が可能なデータベース を目指し て外部構造および内部構

造の改変を行った。 その結果、 外部構造の改変 と し て表

示項目の整理をする と と も に、 外来生物法によ る カテゴ

リ ーも表示が可能と なった。

　 2) 計算機での操作性向上 と英語版対応のため、 入力項

目の再整理、 項目ご と のの入力語彙の選定 ・ 統一を行い、

既存登録情報の全データ を書き直し た。 これに基づいて、

DBMS によ るデータ管理および更新情報の RSS 配信のた

めのシステム を構築し た。 また、 これを利用し た情報検

索システムを構築し た。

　 3) 管理システム ・ 検索システム と もプロ グ ラ ムの作成

し、 さ ら に、 セキ ュ リ テ ィ チェ ッ ク等の調整、 英語版の

作成を含むウ ェブサイ ト の更新を進めている。

　 4) 検索機能を活用し て、 データ マニング事例 と し て、

地域別外来生物種数、 分類群別移送経路、 外来動物 ・ 植

物間での原産地地域の違い、 など を分析し た結果、 日本

列島において外来生物は亜熱帯島嶼および都市部周辺に

集中的に侵入する こ と、 大型動物類 ・ 木本植物類は意図

的導入が多いのに対し て、 無脊椎動物類 ・ 木本植物類は

圧倒的に非意図的導入が多い こ と、 外来動物はアジア地

域原産が多いのに対し て、 外来植物は欧米産が多い こ と

が明示された。

(4)-1. 　 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1） 　 化学物質データベースの構築と提供

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の リ ス ク評価 ・ 管理を行 う 上で、 リ ス

ク情報の集積 と 効率的な情報発信基盤の整備は重要な課

題であ る。 近年、 リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンや環境 リ ス

ク アセス メ ン ト に対する需要が拡大し てお り 、 よ り 広範

な人々に対し て環境 リ ス ク に関連する情報を提供する必

要性が生じ ている。 当研究セン ターでは前中期計画よ り

化学物質デー タ ベース 「Webkis-plus」 を公開 し てお り 、

その整備および機能拡張を行って き た。 継続的な公開情

報の更新および内容の拡充が必要不可欠であ り 、同時に、

よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を平易に伝え る方法

の検討が必要であ る。 それら の検討を通し て、 化学物質

の環境 リ ス ク に関する リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの推進

に向けた基盤整備を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 リ ス ク評価関連文書の情報源情報、 化審法告示数量や

法規制情報、 農薬出荷量、 環境中濃度などの年度更新 ・

追加を実施し た。 また、 環境省化学物質審査室で進めら

れている全景表示システム （Chemi 　 COCO） や経済産業

省で進め られている安全性情報基盤シス テムなど、 デー

タベース連携の取 り 組みに参加し た。

〔備考〕

2） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 淡水域は生態系サービ ス と し ての価値が高い

に も かかわ ら ず、 陸域や海域 と 比べ環境劣化が最 も 際

立っている生態系であ る （WWF 2003） 。 特に、 池では、

河川や湖沼に比べ出現する生物種 と 絶滅危惧種の数は際

立って多いので、 池の生物種の保全は淡水域全体の保全

につながる。 本業務では、 ため池が多い兵庫県南西部を

対象に、 生物多様性 と 生態系の総合管理に資する流域詳

細情報を整備する。

〔内容および成果〕

　 豊かな里地 ・ 里山およびため池を有する兵庫県南部を

モデル地域と し、 自然環境 （地形、 植生、 土壌など）、 社

会環境情報、 基盤情報 （空中写真、 衛星画像、 地形図） 、

さ らに、 現地での聞き込み調査によ って使用農薬に関す

る情報などを GIS データ と し て収集 ・ 整備し た。 2000 年

以降ため池調査研究で得た生物情報の メ タデータ集を報

告書 と し て出版す る と と も に、 こ れ ま で整備 し た空間

データ と 調査研究で得た生物の情報共有 ・ 公開に向けた

WEBGIS サイ ト を構築し た。 成果の公開も可能にし たた

め、 今後、 生物多様性の保全や評価等への活用が期待さ
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れ、 日本全国の里地 ・ 里山についての情報整備への拡張

が期待される。

〔備考〕

当課題は重点研究分野 (3)-4. にも関連

3） 　 侵入生物データベースの管理

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所侵入生物研究チームは地球環

境研究総合推進費 2002 年度開始課題 「侵入種によ る生物

多様性影響機構に関する研究」 （総額 180,000 千円、 課題

代表 ： 五箇公一） の一環 と し て、 侵入種の生態学的特性

を網羅し た国内初の電子版データベース を構築し、 2004

年春よ り 国立環境研 Ｈ Ｐ にて一般に公開を開始し た。写

真や分布地図 （県） など も表示された本データベースは

大学などの研究機関のみな らず、 地方自治体やマス コ ミ

などに も多 く 利用されている。 生物多様性情報の国際的

データベース化が進め られる中、 侵入生物に係るデータ

ベース の国際的プ ラ ッ ト ホームの構築が求め ら れてお

り 、 本侵入生物データベースの機能拡張によ り 、 国際的

な情報拠点を目指す。

〔内容および成果〕

　 外来生物法の特定外来生物 97 種類の情報整備・掲載は

ほぼ終了し た。 データベース内部構造の改良を行い、 情

報検索機能を付与し、 公開に踏み切った。 英語版を作成

し、 公開開始し た。 国立環境研究所におけ る外来種研究

成果の発信、 およびイベン ト 情報の公開等のア ウ ト リ ー

チポータル と し て活用を進めた。

〔備考〕

4） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 井上

真紀， 森口紗千子， 岡本卓

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまで政策的、 社会的にも関心を集める こ と

が少なかった潜在的な随伴侵入生物の侵入実態および生

態学的特性を明ら かにする と と も に、 在来生物 ・ 生態系

お よ び人間生活に対す る 影響評価を行 う 。 さ ら に侵入

ルー ト および分布拡大プロ セスについて生物学的側面お

よび社会経済学的側面か ら の解明および予測を図 り 、 検

疫 ・ 防除手法の具体的検討を行 う こ と を目的 と する。 最

終的には、 環境省 ・ 外来生物法におけ る 「非意図的な随

伴侵入生物」 の管理方針の必要性を示し、 科学的提言を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間の遺伝子流動

を調査し た結果、 交雑はほ と んど起き ておらず、 遺伝的

浸透によ る コ ロ ニーの巨大化は起き ない も の と 推定され

た。 一方、 コ ロニー間の敵対性行動には季節変動があ り 、

一時的に敵対性が強化 さ れた際に乗っ取 り が起 こ る か、

逆に敵対性が弱ま った際に、 コ ロ ニーが融合する メ カニ

ズムが想定された。

　 カエルツボカビが北海道に も分布し ている こ と が明ら

か と な り 、 新たな生息地情報を加えて、 グ ローバル分布

予測マ ッ プの作成を行った。 その結果、 分布予測範囲に

変動が認め られ、 パラ メ ータの扱いには、 十分な検討が

必要 と 考え ら れた。 感染実験を継続し て実施し た結果、

ト ウ キ ョ ウダルマガエルはシ リ ケン イモ リ 由来のカエル

ツボカビ菌に対し て抵抗性を示す と と も に、 殺菌効果の

あ る分泌物を出し ている と 考え られ、 シ リ ケン イモ リ の

菌も除菌された。

　 カ ワ ヒ バ リ ガ イの防除シ ミ ュ レーシ ョ ンを構築し、 移

動率や定着率 と い う 予測に必要なパラ メ ータ を明らかに

し た。

〔備考〕

岡部貴美子 （森林総合研究所） 、 木村妙子 （三重大学） 、

宇根有美 （麻布大学）、 川端寛樹 （国立感染症研究所）

5） 　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影

響評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF008

〔担当者〕 ○岡本卓 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年、 伊豆諸島八丈島に外来種ニホン ト カゲの

定着が確認された。 同島には近縁の在来種オカダ ト カゲ

が自然分布し、 絶滅が危惧されている。 ニホン ト カゲは

オカダ ト カゲに対し て競争 ・ 交雑 と い う 形で直接的影響

を与え、 絶滅に追いやる可能性があ る。 そ こ で、 両種の

島内分布 ・ 食性 ・ 遺伝的構成の調査によ り 生態影響を評

価する。 また、 これを通し て島嶼におけ る外来種侵入の

初期プロセスの一端を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 在来 ・ 外来の ト カゲ両種は排他的に分布し、 境界部の

広い範囲で交雑が生じ ている こ と が明ら かになった。 ま
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た、 両種 と も地表性節足動物を中心に捕食し てお り 、 食

性に顕著な種間差は見られなかった。 個体群密度は外来

種の初期発見地点で最 も大き かっ た。 以上の こ と か ら、

両種は競争関係にあ り 、 外来種は分布を拡大しつつあ る

と 推測され、 交雑を介し て遺伝子レベルで在来種か ら外

来種への置き換わ り が進行しつつあ る と考え られる。

〔備考〕

栗山武夫氏 （東邦大学 理学部 生物学科） と の共同研究
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Ⅵ．環境情報の収集・提供
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６ . １ 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

本業務においてインターネットを通じて提供している情報については表1に示すとおりである。

表 1 ：環境情報の収集、整理及び提供に関する業務においてインターネットを通じて提供している情報

情報を提供しているサイト 情報の内容

環境展望台（１） ニュース • イベント 国内ニュース

海外ニュース

イベント情報

研究・技術 環境技術解説

環境技術情報ナビ

環境データベース

日本の環境研究

環境研究技術サポート

ビデオギャラリー

政策 • 法令 環境法令ガイド

環境政策法令ナビ

環境学習 探究ノート

実践レポート

大学研究室紹介

環境 GIS 環境の状況 大気汚染状況の常時監視

公共用水域の水質測定

有害大気汚染物質調査

酸性雨調査

全国自動車交通騒音調査

ダイオキシン調査

測定地点一覧

生活環境情報サイト

海洋環境モニタリングマップ

環境指標・統計 一般廃棄物

光化学オキシダント

河川 BOD
自動車 CO2 排出量

環境規制・指定

研究成果 東アジアの広域大気汚染マップ

大気汚染予測システム

環境マップリンク

検索・ナビ

国立環境研究所ホームページ（２） 環境数値データベース 大気環境月間値・年間値データファイル

大気環境測定局データファイル

大気環境時間値データ（国設局）

公共用水域水質年間値データファイル

公共用水域水質検体値データファイル

公共用水域水質測定点データファイル

（１）http://tenbou.nies.go.jp/
（２）http://www.nies.go.jp/igreen/
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６ . １ . １ 環境に関する総合的な情報

環境に関する総合的な情報の提供の役割を果たすた

め、様々な種類の環境情報を統合的に利用することがで

きるプラットフォームとして、「環境展望台」（http://

tenbou.nies.go.jp/）を構築し、平成 22 年 7月より公開

した。

環境展望台では、既存の「環境研究技術ポータルサイト」

を発展させた上で、「環境GIS」と統合し、環境研究・環境

技術に関する情報及び環境の状況等に関する情報の提供

を引き続き行うとともに、政策立案プロセス等の情報にも

焦点を当てている。また、利用者が、様々な環境情報の中

から必要な情報にたどり着きやすいように、「情報源情報

（メタデータ）」と「検索システム」を整備した。さらに、

環境情報を幅広く流通させるという観点から、検索機能等

を Web API ※化し、他の情報サイトでも「環境展望台」の

機能やコンテンツを使えるように配慮している。環境展望

台のコンテンツの概要は以下のとおりである。

ア．ニュース・イベント ･･･ 国内・海外ニュース、イベント情報

イ．研究・技術･･･ 環境研究・環境技術に関する情報

ウ．政策・法令･･･ 環境政策・環境法令に関する情報

エ．環境学習 ･･･ 環境学習に役立つ情報

オ．環境GIS ･･･ 環境の状況、環境指標・統計等に関する情報

カ．検索・ナビ･･･ 様々な環境情報の検索サービス

※ Web API：ある Web サイトの機能を他のサイトでも利用でき

るように、開発者向けに公開されているプログラムのこと。APIと

は「Application Programming Interface」の略。

６ . １ . ２ 環境研究・ 環境技術に関する情報

環境研究の推進及び環境技術の普及に貢献することを

目的に、平成 19年 10月より「環境研究技術ポータルサイ

ト」を開設し、国内・海外のニュース、環境技術解説、環

境データベースなどの情報を提供してきた。

本年度は、上記６．１．１に記載した「環境展望台」の

公開にあたり、既存サイト構成のリニューアルを行った。

また、国内・海外の最新ニュースの情報収集・更新を日常

的に実施するなど、コンテンツを充実させるとともに、各

ニュースと関連性のある環境技術解説へのリンクを表示す

るなど、関連する情報同士をつなげて統合的に利用しても

らえるよう、機能を充実させた。

６ . １ . ３ 環境の状況等に関する情報

（１）環境 GIS

環境 GISは、環境省が策定した「環境省国土空間データ

基盤整備等実施計画」に基づき、本センターと環境省大臣

官房総務課環境情報室とが協力して整備を開始したもの

である。同実施計画では、汚染物質の総量規制等の「指定・

規制等位置データ」を第１類型とし、大気や水質等の測定

データやその集計値等の「環境質測定結果等データ」を第

２類型として位置づけている。環境省では、これらのデー

タに位置情報を付加し、空間データの整備を行った。国立

環境研究所では、環境省から GISデータの提供を受け、環

境の状況等に関する情報を、GIS を用いて可視化して提供

するシステムを開発し、平成14年９月に「環境GIS」ホー

ムページの本格運用を開始した。また、環境 GISは、地理

空間情報活用推進基本計画（平成20年４月15日閣議決定）

において、環境保全の情報に係る情報を提供するサイトと

して位置づけられている。

本年度は、新たに得られた新規データの登録や利用者の

ニーズや使いやすさを考慮したシステムの開発を行った

ほか、「行政施策における幅広い利用のため、環境 GIS を

用いた地域環境の評価手法の研究を行い、その導入を推進

する」という「第三次環境基本計画」に基づき、地域の環

境指標・統計コンテンツを整備し、サイト構成をリニュー

アルするかたちで、上記６．１．１に記載した「環境展望

台」と発展的統合を行った。また、以下のコンテンツを追

加するとともに、前年度に引き続き「環境調査GIS支援ツー

ル」(仮称)の開発を進めた。

ア．「大気汚染予測システム」サイトの高精度予測地域

の追加（中四国及び東北地域）　（平成22年４月28日

より一般公開を開始）

イ．「酸性雨調査」の追加　（平成23年３月25日より一

般公開を開始）

（２）環境数値情報の整備と提供

（ｉ）データファイルの整備

本センターでは、従来から、環境モニタリング調査に係

るデータを整備し「環境数値データ」と位置づけ、 データ

収集、整理、保管及び提供する業務を行っている。「環境

数値データ」は、現在、環境 GISの整備のための基礎的な

データにもなっている。本年度は、前年度に引き続き大気

データ及び水質データを収集してデータファイルの整備

を行った。

ア．大気環境データ

大気環境データは、①大気環境時間値データファイル、

②大気環境時間値データファイル；国設局、③大気環境月

間値・年間値データファイル及び④大気環境測定局データ

ファイルにより構成されている。本年度は、前年度に引き

続きこれらのファイルの作成を行った。

各ファイルの内容は以下のとおりである。
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①大気環境時間値データファイル

昭和 51 年度（1976 年度）から、大気汚染防止法に基づ

き都道府県が実施する大気環境常時監視の１時間値測定

結果をデータファイルに収録してきたが、この業務は、本

年度より、環境省水・大気環境局が実施することとなり、

本センターは、各都道府県から環境省へ報告された１時間

値について、統一フォーマットに変換する業務支援を行っ

た。平成21年度（2009年度）測定結果データ（測定局:47

都府県、2,014 局）については、大気汚染物質（窒素酸化

物、浮遊粒子状物質、二酸化硫黄、一酸化炭素、光化学オ

キシダント、非メタン炭化水素等19項目）及びその他項目

（気象要素等10項目）の各測定結果データを収録した（延

べ14,788件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

①と同様に、全国の国設大気測定所及び国設自動車排出

ガス測定局（19局）についても、常時監視の１時間値測定

結果を収録した（延べ240件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

環境省水・大気環境局は、大気汚染防止法に基づき、各

都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を

取りまとめ、データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは、水・大気環境局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて、昭和45年度（1970年度）

測定結果から整備している。本年度は、平成21年度（2009

年度）測定に係る全国の測定局について、大気汚染物質11

項目の各測定結果データを収録した。

④大気環境測定局データファイル

大気環境測定局データファイルは、本研究所及び環境省

水・大気環境局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき、全国の大気測定局に関する

基礎的情報を収録したファイルである。本年度は、平成21

年度（2009年度）調査結果に係る情報を収録した。

イ．水質環境データ

水質汚濁防止法に基づき、昭和46年度（1971年度）から

全国公共用水域水質調査が実施されており、環境省水・大

気環境局では都道府県より報告を受けた水質常時監視測定

結果を取りまとめ、データファイルに収録・集計を行って

いる。本センターでは、水・大気環境局よりデータの提供

を受けて、水質環境データファイルの作成を行った。

水質環境データは、①公共用水域水質検体値データファ

イル、②公共用水域水質年間値データファイル、及び③公

共用水域水質測定点データファイルにより構成されてお

り、その内容は以下のとおりである。

①公共用水域水質検体値データファイル

昭和46年度（1971年度）～平成21年度（2009年度）の

全国公共用水域の全測定点について、生活環境項目（pH、

DO、BOD、COD、SS、大腸菌群数、n-ヘキサン抽出物質（油

分等）、全窒素、全リン）、健康項目（カドミウム、全シア

ン、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、アルキル水銀、PCB

等計 30項目）、トリハロメタン生成能（クロロホルム生成

能等計５項目）、要監視項目（クロロホルム、トルエン、キ

シレン、ニッケル等）、及び特殊項目（フェノール類、銅、

亜鉛等）の各測定結果データを収録している。

②公共用水域水質年間値データファイル

全国公共用水域の全測定点について、生活環境項目、健

康項目等の項目別に年間の最大値、平均値及び測定実施検

体数等を収録したものである。本年度は、平成21年度（2009

年度）調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質測定点データファイル

水質測定点データファイルは公共用水域の水質測定点

に関する基礎的情報を収録したファイルである。本年度

は、前年度に引き続き、変更地点等の調査結果に基づいて、

地点統一番号、地点名称、指定類型、達成期間、緯度、経

度等をファイルに収録した。

（ii）管理データベースの構築

本年度は、前年度に引き続き大気汚染状況の常時監視結

果データ、公共用水域の水質測定結果データ、有害大気汚

染物質調査結果データ、酸性雨調査結果データ、ダイオキ

シン類環境調査データ及び全国の自動車交通騒音の測定結

果データを管理データベースに収録した。本データベース

は、利用者ニーズに応じたよりきめ細かな提供サービスに

活用するほか、必要に応じて所内で共有するものである。

（iii）データファイルの提供

ア．ホームページによる提供

大気環境月間値・年間値データ（昭和 45 年度（1970 年

度）～）、大気環境測定局データ（昭和45年度（1970年度）

～）、 大気環境時間値データ（国設局）（昭和51年度（1976

年度）～）、 公共用水域水質年間値データ（昭和 46 年度

（1971 年度）～）、 公共用水域水質検体値データ（昭和 56

年度（1981 年度）～）及び公共用水域水質測定点データ

（昭和46年度（1971年度）～）について、国立環境研究所

ホームページ内に「環境数値データベース」サイトを開設

し、データダウンロード提供を行っている。

イ．貸出による提供

大気環境時間値データファイルについては、環境省を始

めとする行政機関・研究者等への貸出提供を行っている。

本年度は、計4,533ファイルの貸出を行った。
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６ . ２ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報、研究情報等のインターネット上で

の発信手段として、平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は、本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後、順次、個別研究テーマごとのページや、

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに、ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

本年度は、 昨年度に引き続き、公開シンポジウムや環境

科学特別講座においての講演を録画・編集し、「ビデオラ

イブラリー」から動画コンテンツとして配信するととも

に、「トピックス」の記事を連載するなど、掲載データの

継続的な拡充を進め、より多くの情報をわかりやすく効果

的に提供することに努めた。その他に、 研究所の広報活動

の一環としてのホームページの役割を踏まえ、ホームペー

ジの基本戦略を作成し、ユーザビリティ向上と管理運用の

効率化を実現することを目的として、ホームページ再構築

基本設計業務を実施した。

以上に加えて、本年度は「温暖化影響評価・適応政策に

関する総合的研究プロジェクト」のページを公開し、プロ

ジェクトの概要や、個別の研究内容等の情報を提供すると

ともに、今後、研究の成果について順次提供していくこと

としている。また、「侵入生物データベース管理／検索シ

ステム」や「熱中症予防サイト」を改訂し、より充実した

情報の提供を行った。

さらに、3月 11日に起きた東北地方太平洋沖地震におけ

る環境に関連する情報を「東日本大震災 関連ページ」と

してトップページ上から発信した。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページ（基

幹システム）へのアクセス件数（ページビュー件数）は、

31,720,908件であった。

国立環境研究所ホームページの構成は、図1及び 図 2の

とおりである。

（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については、刊行物

として関係各方面に配布するとともに、研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め、研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては、平成21年度年報、NIES Annual Report

2010、平成 22 年度研究計画、特別研究報告（１件）、研究

報告（２件）、業務報告（１件）地球環境研究センター報

告（７件）、国立環境研究所ニュース（６件）を刊行した

ほか、本研究所の研究成果を国民にわかりやすくリライト

した研究情報誌「環境儀」第36～ 40号を刊行した（８.1

研究所出版物参照）。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては、XML自動組

み版システムにより、校正作業の省力化やコスト軽減が図

られている。またホームページに掲載された「年報」の全

文 PDF ファイルより、Ⅲ．重点研究プログラム、及びⅣ．

基盤的な調査・研究活動、Ⅴ．知的研究基盤の整備に示し

たページや、［成果発表一覧］誌上・口頭発表、及び巻末

の予算別・組織別、人名索引より、それぞれの研究課題の

ページにリンクできるようになり、さらに活用しやすいも

のとなった。

「環境儀」については、より充実したものとするための

基礎資料を得るため、アンケート調査を実施している。実

施方法として、主な発送先にアンケート用紙を配布すると

ともに、研究所ホームページからも入力可能としている。

今後、得られた回答を基に編集作業に反映させていくこと

としている。

なお、これらの刊行物は、国立国会図書館、国内外の環

境関係試験研究機関、各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。また、利用者の高度利

用や配布の便を図るため、平成 21 年度指定刊行物の PDF

ファイルを１枚のCD-ROMに編集し、関係各方面に提供した。
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図 1 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供

日本語ホームページ　http://www.nies.go.jp/
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６ . ３ 研究部門及び管理部門を支援する業務

６ . ３ . １ コ ンピュータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

本センターは、スーパーコンピュータを含む各種のコン

ピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに関

する管理、運用等業務を所掌している。これらの業務を遂

行するため、「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め、

適正な管理、運用等に努めている。

平成20年度から電算室のセキュリティの向上のため、同

室のドアに非接触型ICカード認証方式を採用した入退室管

理システムを導入・運用し、21年度には同システムを図書

室においても運用し、閉館時の入退室管理を行っている。

また、本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関の連携の下に、平成 19 年３月末に更新された「つくば

WAN」により、各機関が保有するスーパーコンピュータを結

んだ相互利用、人工衛星搭載センサーから得られる大容量

リモートセンシングデータ等の高速な相互利用（ファイル

共有）等が可能となっている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 19 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは、大規模なスーパーコンピュータを中核に、複数

英語ホームページ　http://www.nies.go.jp/index.html

図 2 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであり、夜

間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行っている。スー

パーコンピュータについては、３ヵ月に１度の定期点検を

実施している。

各システムのうち、ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い、それ以外のシステムの利用に係る調整、全システム

の管理及び運用を本センターが行うこととしている。

本年度の利用登録者数は、所外の共同研究者を含めて、

ベクトル処理用計算機 96名、スカラ処理用計算機 70名と

なっている。

また、利用者支援の一環として、オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる運用情報・統

計情報、利用情報・支援情報等に係る発信体制の整備・充

実のほか、利用者講習会やプログラム移行に伴う支援を中

心とした対応を実施した。

さらに、次期システムの導入検討の準備として、地球環

境研究センターと協力して、これまでのスーパーコン

ピュータの利用実績や研究成果などをとりまとめるとと

もに、資料招請等によりスーパーコンピュータに係る各種

情報収集と技術動向の調査を進めた。

（２）ネットワークシステム管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は、各研究室等に配置されたパーソナルコンピュータ等

により、スーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用、国外を含む所内外との電子メール、ファ

イル転送及びWebの利用等である。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークを更新

し、スイッチング HUBや各種サーバ類の高機能化、冗長構

成の見直しにより、台数の削減とシステム障害発生時の影

響を最小限に抑えた運用を実現した。

ネットワークシステムの管理業務の中で特に重要とな

るネットワークセキュリティ対策については、ファイア

ウォールの設置・運用、非武装セグメント（DMZ）に設置さ

れた各種のWWWサーバ、データベースサーバ等の監視を始

めとする各種の不正アクセスの監視のほか、イントラネッ

トを通じて研究ユニットのサーバ管理者向けにセキュリ

ティ情報を提供し、より積極的な注意喚起を行っている。

さらに、平成21年７月より、所内における不正接続を防止

するため、ネットワークに接続されている機器をリアルタ

イムで監視し、不正な利用発見時に接続を停止できるシス

テムを導入している。

コンピュータウイルス対策としては、コンピュータウイ

ルス対策サーバを設置し、メール添付ファイル等をフィル

タリングすることによるウイルス対策を講じているが、Web

閲覧についても、コンテンツフィルタリング機能を導入し

てウイルス感染の危険性があるサイトの閲覧を遮断して

いる。

なお、フィルタリングによる対策に加え、メール添付

ファイル以外のネットワークを利用した情報交換、CD や

DVD 等の電子メディア、インターネットからのダウンロー

ド等によるコンピュータウイルスの感染を防止するため、

ウイルス対策ソフトウェアの一括購入に基づいたイント

ラネットからのダウンロード方式により、個別のパーソナ

ルコンピュータについてもコンピュータウイルス対策を

講じている。

増大する迷惑メールの対策として、迷惑メール対策サー

バによるフィルタリングの実施やパーソナルコンピュー

タ上での対策の周知等を継続的に実施しているが、今後、

さらに迷惑メール検出精度を高める検討や、複数の手法に

よる対策の強化が必要である。

一方、利用者の便宜に供するため、Web メールの運用、

グループアドレスの採用、メーリングリストの運営、簡便

な所外ファイル交換システムの運用等、各種の業務の遂行

を側面から支援するメールの使い方の普及を図っている。

平成 20 年度より、法人文書を格納するための高信頼性

データ共有システムを導入し、運用をしているところであ

る。

なお、昨今、社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて、情報セキュ

リティ研修等で利用者への周知・指導を行うとともに、特

に Winny については監視ツールを用いた常時監視を実施し

ている。

Web 改ざんを行うコンピュータウイルスに対する対策と

しては、平成22年１月にサーバ管理者・Webコンテンツ制

作者・一般利用者それぞれに向けてセキュリティ情報の周

知を行うとともに、Web コンテンツの改変について定期的

に監視を行っている。

６ . ３ . ２ 研究情報の整備 ・ 提供

（１）文献データベースの利用

本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外の文献データベースの効果的な活用体制の整備を

図っている。

ア．オンライン学術データベースの利用

JDream Ⅱ（（独）科学技術振興機構（JST））、G-Search

（（株）ジー・サーチ）の２種類のデータベースの利用契約

を行っている。なお、JDream Ⅱは、利用頻度が高い場合

は、研究室単位で定額制の契約を行うこととしている。ま

た、本年度から、CiNii（国立情報学研究所論文情報ナビ
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ゲータ）機関定額制に参加し、国内学術誌の論文検索体制

の強化を図った。

イ．引用文献データベースの利用

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Reuters）の自然科学分野及び社会科学分野の２分野を、平

成 14 年（2002 年）７月に導入しており、1981 年以降の引

用文献情報をWeb上で利用できる。

②電子ジャーナル SciVerse Science Direct（Elsevier）

を平成 17 年（2005 年）１月から導入した。エルゼビア社

学術誌のうち、本研究所が購読タイトル及び環境科学分野

パッケージの利用契約を行っており、1995年以降の論文を

Web上で利用できる。

（２）文献入手サービスの利用

研究上必要な文献を所内で所蔵していない場合、イント

ラネット「文献複写申込入力システム」から、文献複写物

を外部機関に依頼することができる。図書室では、

ILL:InterLibrary Loan 図書館相互貸借制度を利用して、

国立大学附属図書館、JST、国立国会図書館、及び The

British Library などに複写依頼を行うとともに、論文購

読（Pay-per-View）サービスなどを活用し、原報提供体制

の強化を図っている。本年度も国立情報学研究所が運営す

る「目録所在情報サービス」、及び「国立情報学研究所ILL

文献複写等料金相殺サービス」に引き続き参加した。本年

度の外部機関への複写申込件数は 1,485 件、外部機関から

の複写受入件数は61件であった。

（３）研究成果発表管理

イントラネット「研究者データベース」に申請された研

究成果発表情報を、誌上（所外の印刷物）発表論文と口頭

発表（講演等）に区分して整理し、研究所の活動状況の把

握のため整備している。これらのデータは、本年報の「Ⅷ．

成果発表一覧」に掲載されている。掲載情報は、研究課題

コード、発表者、題目、掲載誌（発表学会名称等）、巻号、

ページ（開催年）及び刊行年などである。

なお、研究所ホームページ「成果発表一覧（誌上）、（口

頭）」への公開は、四半期ごとにデータ更新を実施すると

ともに、「成果発表一覧（誌上）」に記載されている題目か

らWeb公開されている掲載誌の原著論文へのリンクを進め、

研究活動状況の速報性強化を図っている。

（４）図書関係

図書関係業務では、研究活動に不可欠な情報源である学

術雑誌を始めとする書籍の収集・管理、閲覧等利用サービ

スなど、図書室の運営を行っている。本年度末における単

行本蔵書数は57,101冊、購読学術雑誌は、国内外合わせて

407 誌であった。その他、マイクロフィッシュの形態で収

集している環境分野の米国政府技術報告書所蔵数は

122,268件であった。

本センターでは、資料の電子化を進めるとともに、所内

の利用者がオンライン検索できるイントラネット所蔵目

録データベースを整備している。特に、雑誌の電子ジャー

ナル利用を進め、所蔵目録データベースから電子ジャーナ

ルへのリンクを行っている。また、所蔵目録データベース

は雑誌納入の都度、最新巻号情報を入力、データ更新して

いる。

図書関係の設備については、本年度は、雑誌閲覧室に索

引・抄録誌閲覧室（80m2）内の電動書架を移設、蔵書整理

を行い、保管スペースの創出を図るとともに、研究情報資

料室（50m2）を廃止し、雑誌閲覧室と一体的に整備した。

雑誌閲覧室（254m2）には、電動書架延べ棚数3,290棚、雑

誌展示書架210誌分を設置している。単行本閲覧室（194m2）

には固定書架延べ棚数708棚、ニュース展示書架280誌分、

報告書閲覧室（74m2）には電動書架延べ棚数 918 棚を設置

している。また、地図・マイクロ資料閲覧室（101m2）は蔵

書整理を行い、一部を研究成果パネル展示スペースとして

整備した。

上記の図書室内整備作業のため、図書室を一時利用停止

としたが、本年度の外来閲覧利用者は57人、図書室の延べ

利用者数は 20,492 人であった。なお、3 月 11 日の東北地

方太平洋沖地震により図書室内では資料落下、電動書架使

用不能などの大きな被害が生じたため、同日より安全が確

認されるまでの期間、室内立入禁止措置をとっているが、

電子ジャーナルについてはサービスを提供している。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は、研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は、環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に、1,042 種の報告書を収集、整備した。この結果、累

積総数は、9,429種に達している。

また、国、地方公共団体、大学等から337種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり、累積総数では、18,260種を数

える。

６ . ３ . ３ 情報技術を活用し た業務の効率化

（１）所内IT化支援業務

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし、情報技術

を活用した業務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり、データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが、一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい
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る。これらの支援は、今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．業務用PC一括管理システムの運用管理

イ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

ウ．研究課題データベース更新・運用

エ．研究者データベースの開発

オ．高信頼性データ共有システム運用

カ．委員委嘱等申請（総務課・企画部）

　　　データベースシステム運用・システム更新

キ．製品使用年数データベースの開発

ク．環境マネジメント評価シートシステムの運用

ケ．受賞登録システム開発

コ．環境標準試料・カード決済システム開発（会計課、基盤ラボ）

サ．各種システムの導入・更新支援（会計システム／

　　　人事・給与システム）

（２）業務の効率化

平成 12 年に成立した「高度情報通信ネットワーク社会

形成基本法」に基づく「高度情報通信ネットワーク社会推

進本部」（略称「IT戦略本部」。内閣総理大臣が本部長）に

おいて、国の行政事務等を対象として業務・システムの最

適化を実現するため、平成 15 年度に各府省に CIO（Chief

Information Officer）を設置するとともに、「各府省情報

化統括責任者（CIO）連絡会議」を組織し、所要の検討を

行っている。

CIO連絡会議は平成17年６月、「独立行政法人等の業務・

システム最適化実現方策」を策定し、平成17年度中に独立

行政法人に CIO及び CIO に対するアドバイス等を行う情報

専門家として CIO補佐官を設置することとされ、本研究所

においても CIO（企画・総務担当理事が充て職）、CIO 補佐

官（本研究所における呼称は「CIO補佐」）を置くこととし、

平成18年３月からCIO関連業務を本センターが行うことと

された。その後、平成21年 2月に策定された「第二次情報

セキュリティ基本計画」において、政府機関はセキュリ

ティ対策に係る民間専門家を活用した最高情報セキュリ

ティアドバイザー（CISO補佐官）の設置を進めるべきとさ

れたことから、当研究所においても平成22年度よりCIO補

佐に加えて民間の専門家によるCISO補佐を置き、関連業務

を推進している。

本年度は、平成 19 年度に策定し当研究所ホームページ

で公開した「国立環境研究所コンピュータシステム最適化

計画」に基づき、業務の効率化を実施しているところであ

る。

また、情報セキュリティ対策については、「独立行政法

人国立環境研究所情報セキュリティポリシー」を政府統一

基準第４版に準拠させ、平成22年７月には実施手順書等を

整備して本格的な運用を開始した。さらに、ポリシー及び

実施手順等の内容を所内に周知・解説するための研修を実

施し、平成23年１月には管理部門・研究部門に対する情報

セキュリティ内部監査を行い、イントラネットを通じた自

己点検も実施した。

６ . ４ 環境省から の請負等業務

本研究所は、平成13年４月に独立行政法人化したことに

より、国や民間の機関等からの業務の委託、請負実施が可

能となった。本センターにおいても、本年度、環境省から

３件の請負業務を実施した。その概要は以下のとおりであ

る。

（１）平成 22 年度生活環境情報総合管理システムの整備

業務（請負、水・大気環境局大気環境課大気生活環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ、平成13年度

から全国の騒音・振動・悪臭などの生活環境情報の整備を

進め、本センターが整備する環境 GIS から広く一般に提供

することを目的として、生活環境情報総合管理システムを

開発し、平成 19 年度に環境 GIS 内「生活環境情報サイト」

を公開した。本年度は、「生活環境情報サイト」において、

騒音・振動・悪臭に係る法施行状況調査データ、発生源デー

タ、及び「かおり風景 100 選」「残したい日本の音風景 100

選」などのコンテンツを提供するとともに、全国星空継続

観察調査システムの運用を行った。また、地球温暖化やヒー

トアイランド現象に伴う高温下での発生が数多く報告され

ている熱中症の予防を喚起するため、「環境省熱中症予防情

報サイト」を公開し、気象庁数値予測情報に基づく熱中症

予防情報（WBGT情報）を広く一般に提供するとともに、WBGT

の観測ネットワークを構築し、WBGT 等観測実況値の提供を

行った。なお、熱中症予防情報の公開に係る業務は、環境

健康研究領域環境疫学研究室が実施した。

（２）平成22年度ダイオキシン類環境情報調査データベー

ス運営業務（請負、水・大気環境局総務課ダイオキシン対

策室）

環境省では、毎年常時監視等で得られるダイオキシン類

環境測定の調査結果を取りまとめ、本センターが整備する

環境 GIS から広く一般に当該データを公開し、地方公共団

体間の情報の共有化や国民、事業者、研究者等への的確な

情報の提供を進めることとし、平成16年度に公開システム

の構築を行い、地方公共団体関係者への試験公開の後、平

成17年度に環境GIS内「ダイオキシンマップ」のサイトを

公開した。

本年度は、システムの維持管理に加え、新たに常時監視

等により得られたダイオキシン等の環境調査結果（異性体

情報を含む）等について、データの追加更新を行った。
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（３）平成 22 年度有害大気汚染物質マップ整備業務（請

負、水・大気環境局大気環境課）

環境省では、有害大気汚染物質の幅広い物質について大

気環境モデリング調査を実施しており、地方公共団体が実

施する調査結果を、環境省施行調査分と併せて毎年公表し

ている。これらの有害大気汚染物質の大気環境中の濃度を

わかりやすく表すために本センターが整備する環境 GIS を

活用して、データマップやグラフにより表示するシステム

を構築し、平成18年度に環境GIS内「有害大気汚染物質マッ

プ」のサイトを開設した。

本年度は、システムの運用保守に加え、新たに得られた

データの登録を行った。
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７ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等については、大型施設調整委員

会において管理・運営に係る基本的事項が審議され、研

究部門の主体運営部署を中心に関連部署との連携や専門

業者の活用が図られつつ、運営されている。

７ . ２ 大型研究施設

７ . ２ . １ 大気化学実験棟（光化学反応チャンバー）

本施設は、工場や自動車などから排出される一次汚染

物質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応

によって、二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的

に研究する施設である。本施設は都市域における光化学

スモッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連し

た光化学オゾンやエアロゾルの生成・消滅に係わる大気

光化学反応の解明、並びに大気中での光化学反応が大気

質の変化や放射収支に及ぼす影響を評価するための基礎

データの提供を主目的としている。そのための大型実験

装置として光化学反応チャンバーが設置されている。

本年度は、アジア自然共生研究プログラムの中核プロ

ジェクト、特別研究、民間からの受託研究及び経常研究

等が行われた。

７ . ２ . ２ 大気拡散実験棟（大型風洞）

本施設は、工場や自動車から排出される大気汚染物質

の移流、拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレー

トするための施設である。本施設は従来の流体力学用風

洞の仕様条件に加えて、温度、速度成層装置、加熱冷却

床パネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合

わせにより種々の気象条件が再現でき、移流、拡散に最

も重要なパラメータである大気の安定度を調節して自然

大気と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが

可能である。そのための大型施設として大型風洞が設置

されている。

本年度は、特別研究や経常研究等が行われた。

７ . ２ . ３ 大気共同実験棟（大気フリースペース）

本施設は、室内実験、フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験、及び既設の各施設では対応で

きない大気関係の研究のために、その必要性に応じ一定

期間の使用に供することを目的とした施設で、各種の機

器の校正に利用された。また、成層圏のオゾン濃度分布

の測定を行い、オゾン濃度の変動現象の解明及び長期的

な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが設置されて

いる。

「オゾンレーザーレーダー」

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えており、 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

ことができる。

本年度は、地球環境研究センターによる成層圏モニタ

リングが行われた。

７ . ２ . ４ 大気モニター棟

本施設は、大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較、さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には、国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非メタン、SPM、ガ

ス状 Hg、酸性雨に関する各測定機器）が設置され、機器

性能を維持するための精度管理が常時行われている。気

象要素（風向、風速、雨量、気圧、日射量、紫外線放射

量、地表温度）や大気質の測定結果は、ホームページに

よる公開やデータ提供サービスされ多くの所内外の研究

者や学生に利用された。

７ . ２ . ５ 水環境実験施設

本施設は、水界における汚染物質の挙動及び影響を生

態学、生物学、水処理工学等の見知から解明し、汚染環

境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設で

ある。水処理実験装置等が設置されている他、有害汚染

物質が水生生物へ与える影響及びその評価手法を研究す

る目的で毒性試験装置が設置されている。さらに、水生

生物の飼育・培養、系統保存が行える人工環境室、培養

室が設けられており、本年度に供試された実験水生生物

は、大型から小型までおよそ 50 種に及んだ。

本施設を利用して本年度は、循環型社会研究プログラ

ム及び環境リスク研究プログラムとその関連プロジェク

ト研究課題が実施された。また、基盤技術開発研究とし

て、微生物工学、生態工学等を活用した水・土壌環境修

復・改善に係る技術開発と液状廃棄物の適正処理システ

ムの構築を目的とした現象解明、発生源・面源対策研究

等を実施しており、液状廃棄物対策、有害藻類対策、重

金属汚染対策等を推進した。そのほか、文科省科研費、

民間からの受託等の外部競争的資金による研究も実施さ

れた。

７ . ２ . ６ 環境試料タイムカプセル棟

本施設は、将来の環境問題の顕在化に備え、現在の地
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球環境の状況を適切に保存し、技術が進歩した未来にお

ける分析や個体群増殖・再生を可能にするため、大気・

生物・底質・母乳等の環境・ヒト生体試料を長期的に保

存する施設であると共に、環境汚染や環境変化により絶

滅の危機に瀕している野生動物種がますます増加してい

る状況から、絶滅のおそれのある野生動物の保護増殖や

生物学的研究の基盤として、絶滅の危機に瀕する野生動

物の細胞・遺伝子を保存する施設でもある。試料を超低

温で保存する -60 ℃の超低温室のほか、-80 ℃のフリー

ザーや-160℃の気相保存が可能な液体窒素タンクが設置

され、厳密な検疫システム及び保存環境監視システム下

で業務が遂行されている。

本年度は、凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試

料が 39 地点、絶滅危惧鳥類 191 個体、絶滅危惧哺乳類 7

個体より培養細胞及び遺伝子保存用サンプルを採取し凍

結保存を行った。最終的に今年度凍結保存した培養細胞

及び凍結組織は合計で 5,029 本となった。内訳は絶滅危

惧鳥類 4,673 本（培養細胞：757 本、組織：3,916 本）、

絶滅危惧哺乳類 356 本（培養細胞：0 本、組織：356 本）

である。

７ . ２ . ７ 土壌環境実験棟

本施設は、土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり、気

温、地温、土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質（主に重金属類）の挙動を調べるための土壌

環境シミュレーター（大型及び小型ライシメーター）が

設置されている。この装置には不攪乱土壌が充填されて

おり、現地の土壌構造が室内に再現されている。本施設

には他に、土壌中化学物質の動態解析や土壌微生物への

生態影響のための実験室なども設置されている。

本年度は、本施設を利用して、経常研究、特別研究、

文部科学省科学研究補助金による研究などが行われた。

７ . ２ . ８ 動物実験棟

本施設は、環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を、

Biomedical Science の立場から、動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

本施設は、重点研究プロジェクトである「感受性要因

に注目した化学物質の健康影響評価」、「環境中における

ナノ粒子等の体内病態と健康影響評価」の２課題、政策

対応型調査・研究「効率的な化学物質環境リスク管理の

ための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究」と

経常研究及び奨励研究などに使用された。

これらの内容として、大気汚染物質、重金属及びその

他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研

究・リスク評価研究に加えて、地球規模の環境変化とし

ての地球温暖化の健康影響に関する研究が含まれてい

る。

「生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物を生かした状態で NMR 計測を行い、

その代謝機能や体内構造を解析する装置である。これま

で、経常研究、文科省科学研究補助金による研究、科学

技術振興調整費による研究などに使用され、ラット脳の

代謝解析、精巣の微細構造の描出等の研究が行われてい

る。

７ . ２ . ９ ナノ粒子健康影響実験棟

ナノ粒子健康影響実験棟の１～３階はディーゼル排気

中のナノ粒子発生装置と動物曝露装置が設置されてお

り、４～５階は ＧＬＰ 対応の動物実験施設である。「自

動車排気ガス由来の環境ナノ粒子の健康影響研究」が継

続中であり、平成 20 年度からは慢性吸入曝露実験を開始

している。また、ナノマテリアルの健康影響評価に関す

る研究も行われている。

７ . ２ . 10 生物環境調節実験施設

本施設は、実験植物を供給するとともに、植物を主な

対象として、大気汚染ガスやその他の様々な環境要因が

生物に及ぼす影響の解明や生物影響診断モニタリング、

生物による環境浄化・修復（バイオレメディエーション）

に関する研究、遺伝子組換え生物の生態系影響評価に関

する研究等に利用するため、環境制御温室、種々の型式・

性能のグロースキャビネット、遺伝子組換え実験室・培

養室等が設置されている。本年度は本施設を利用して、

環境研究総合推進費による研究、公害一括研究、重点プ

ログラム研究、地方環境研究所等との共同研究、委託研

究等が実施された。

７ . ２ . 11 環境生物保存棟

本施設は、研究材料及び試験生物としての環境微生物の

系統保存、及び絶滅の危機にある水生植物の系統保存、凍

結保存を行う施設である。現在、約 2,800株の藻類が保存

されており、そのうち微細藻類及び原生動物約 1,900 株、

絶滅の危機にある水生植物（車軸藻類と淡水産大型紅藻）

約 300株が分譲用に公開されている。また、これらのうち

シアノバクテリア、単細胞性紅藻、緑藻、トレボキシア藻

などの微細藻類約 700 株と、絶滅危惧種の淡水産紅藻約

140株が凍結保存されている。

本年度は、645 株が所外（うち 84 株が国外）、278 株が
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所内の研究者に提供され、環境研究、環境浄化研究、生理

活性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじめ

として、分類や系統解析等の基礎研究や教材等、多様な目

的で利用された。また、微生物系統保存施設ホームページ

（http://www.mcc.nies.go.jp）については、株情報及び文

献検索結果を CSV ファイルでダウンロード可能にするな

ど、より使い勝手のよいホームページへの更新を行った。

７ . ２ . 12 生態系実験施設

本施設は、地球環境問題や生態系保全などに関連して、

制御された環境条件下で、動植物の個体、個体群と群落

に及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研

究施設である。現在、昆虫や植物を培養するための光強

度、温度、湿度制御施設を保有している。本年度は、上

記の施設を利用して、農林水産研究高度化事業、科学技

術研究費補助金、重点特別研究プロジェクト研究などが

実施された。

７ . ２ . 13 RI・遺伝子工学実験棟

本施設は、放射性同位元素を利用する施設（RI 棟）、遺

伝子組換え実験を行うための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟）と通常の実験室から構成されている。RI 棟では

放射性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や、

生態系への影響、物質循環の解明、生物を用いた汚染物

質の除去技術の開発等を行っている。文部科学省より使

用許可を受けている核種は 23 核種である。本年度は 14

課題、放射線業務従事者数は職員、客員、共同研究員、

研究生、放射線管理委託職員合わせて 25 人であった。

遺伝子棟では、組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や、遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を

収集することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換え DNA 実験

は 36 課題、登録された組換え DNA 実験従事者は 82 人で

あった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の

作成、組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明、

動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で実施

された。また、P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置、ペプチドシークエンサーや DNA シークエ

ンサー等の分析機器が設置されており、共用機器として

活発に使用された。

７ . ２ . 14 環境リスク研究棟

本施設は、環境リスクに関する調査・研究の中枢を担

う総合研究施設であり、生態影響評価、健康影響評価、

曝露評価の研究を実施するとともに、関連する情報を収

集・解析し、成果の外部発信を行っている。１階は水生

生物の生態影響評価研究エリアとなっており、流水式曝

露装置を用いたメダカへの化学物質曝露による毒性評

価、海水系曝露施設を用いた有機スズ曝露によるイボニ

シ（巻き貝）の生殖器異常のメカニズム解明、低質環境

シミュレーターを用いた魚類（マコガ

レイ）への化学物質の曝露挙動などの研究を行ってい

る。２階は主に化学物質の計測のためのエリアで、水環

境や大気環境の化学物質を計測するための機器（GC/

MS,LC/MS など）や、免疫染色を施した細胞を観察するた

めの共焦点レーザー顕微鏡が設置され、また、環境質の

in vitro バイオアッセイ手法による評価研究が行われて

いる。４階は環境リスクに関する情報の収集・解析・評

価を行うエリアと、ヒトの健康に関する感受性要因を解

明するための動物実験エリアからなっており、化学物質

を曝露した実験動物の行動解析などが行われている。

「核磁気共鳴断層撮像分光装置 （MRI）」

本装置は磁場強度 4.7T、ボア径 92.5cm の超伝導磁石

を主要構成機器とし、ヒト全身を無侵襲で計測できる研

究機器である。形態解析、代謝解析、機能解析を通じて

化学的、物理的、社会的環境がヒトに及ぼす影響の解明

に用いられる。これまで、重点研究プログラム、経常研

究、文科省科学研究補助金による研究に使用され、ヒト

脳の形態データの集積、鉄代謝や神経伝達物質に関する

研究が行われている。

７ . ２ . 15 地球温暖化研究棟

本施設は、温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備、温暖化の影響評価・予

測の様々なシミュレーション・モデル開発、温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など、さらには、研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設である。以下に示す研究設備が設

置されている。

（１）生態系パラメータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として、植物を育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら

の設備の特徴は、自然光に劣らない強光条件や温湿度の

制御範囲が広く、かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御で

きるところにある。
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（２）大気微量成分スペクトル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換分光

計（FTS）と太陽光を FTS に導入するための太陽光追尾装

置を有する大気観測室である。FTS は、大気中の温暖化

関連物質のスペクトルを高波長分解能で観測し、温室効

果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測することができ

る。衛星搭載観測装置による温暖化物質などの観測に対

する地上からの検証観測機器として活用されている。

７ . ２ . 16 低公害車実験施設

自動車の環境負荷を実際の走行を再現しながら測定す

ることを目的とした世界最高水準の施設である。本施設

には、自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに

計測する車載装置、自動車の走行を屋内で再現するシャ

シーダイナモ装置、温度湿度を高精度に制御可能な特殊

空調設備を備えた環境実験室、高精度な排ガス分析計及

び粒子計測装置、排ガスが大気と混ざる瞬間を再現した

高希釈倍率トンネル及び大気放出後の変化を観察する排

出ガス拡散チャンバ等を装備している。

本年度は、ガソリン車及びハイブリッド車の燃費影響

要因解明試験、アイドリングストップの排ガス影響試験、

排ガス中未規制物質の排出実態調査、新開発モータ採用

電気自動車の性能評価試験のために使用された。

７ . ２ . 17 循環・廃棄物研究棟

本施設は、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会か

ら、天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ、2002 年 3 月に竣工した。

廃棄物の適正処理に関する研究を実施するための大型

の実験施設である熱処理プラント、埋立処分シミュレー

タや、有害物質によるリスクの管理・制御に資するため、

資源循環や廃棄物処理の過程で関係する様々な物質を物

理・化学・生物学的に分析するために必要な機器等が設

置されている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に、競争的資金による研究などが行われ

た。

７ . ２ . 18 基盤計測機器

本研究所では、大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器として管理・運営し、広く研究者が利用できるように

なっている。どの機器も性能を維持するために専門技術

者による維持管理業務が行われている。その中でも、［

①透過型電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）

③超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマト

グラフ質量分析計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析

装置 ICP-AES（J.A 及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析

装置（ICP-MS）⑧元素分析計（CHN）］は特に分析希望が

多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分

析技術を必要とするものが多いため、この９装置につい

ては、専門技術者による依頼分析業務を行っている。

依頼分析を行った研究テーマは、約 30 課題、約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして、所内約４割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用しており、環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

している。

７ . ２ . 19 情報関連施設

（１）コンピュータシステム

平成 19 年３月に行われた、スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムの全面的なシステム更改では、

比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に、複数の

各種サブシステムを加えた分散型のシステムを導入し

た。

本システムの主な構成としては、システムの中核をなす

ベクトル処理用計算機（NEC SX-8R/128M16、128CPU、総合演

算ピーク性能：4.096Tlops、主記憶容量：1.5TB）、ベクトル

処理の必要のないプログラムの実行のためのスカラ処理用

計算機（CPU：Intel Xeon 4core× 22node、総合演算ピーク

性能：約1TFlops、主記憶容量：192GB）、膨大な計算結果を

格納するための大容量ファイルシステムとして超高速なフ

ロントライン（SGI InfiniteStorage4500(FC disk)約 34TB）、

大容量のニアライン（SGI InfiniteStorage4500(SATA disk)、

約 320TB）及び大容量テープライブラリ（STK StreamLine

SL8500、約360TB）を備えるほか、ベクトル及びスカラ処理

用計算機の利用における前処理・後処理を行うためのフロ

ントエンドサーバ、プログラムの開発時に活用する大容量

メモリを搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

本システムの利用環境としては、ベクトル処理用計算

機は更改前のスーパーコンピュータの後継機種であり、

ライブラリ・コンパイラ等のソフトウェアの親和性が高

く、プログラム資産等の移行が比較的容易な環境である。

スカラ処理用計算機及びフロントエンドサーバでは汎用

OS である Linux が搭載され、数値計算ライブラリ（IMSL）

やデータ解析・可視化等を行うためのソフトウェア（IDL、

PV-WAVE、MATLAB 等）が利用可能である。また、デバッ

ギングサーバでは GUI ベースのデバッガ（TotalView）が
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利用可能である。その他に、研究所内の個別 PC から利用

可能なソフトウェアとして、GIS ソフトウェア（ArcGIS）、

リモートセンシングソフトウェア（ERDAS IMAGINE）、統

計解析ソフトウェア（SAS）、数値解析ソフトウェア

（MATLAB）等が利用可能となっている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は、当初、平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い、構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として、FDDI を基幹ネットワークとして

構築されたものである。

その後、各年度ごとに、所外との接続回線（IMnet：平

成 14年度より SINET）を増強（512Kbps、1.5Mbps、6Mbps、

135Mbps（ATM 専用サービス））、平成 13 年度末には、国内

の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された「つく

ばWAN」を筑波研究学園都市内の 10の研究機関と連携して

整備したことにより、155Mbps の高速回線による所外接続

環境を整備し、更に平成 19 年４月からは 1Gbps × 5 系統

の利用環境へと拡充した。また、ネットワークの機能とし

ては、WWW サーバ、ファイアウォール、イントラネット、

コンピュータウィルス対策サーバ、非武装地帯（DMZ）、個

別ウイルス対策ソフト、常時監視型セキュリティシステ

ム、Webメールサーバ、会議室無線 LAN等の導入・開発及

び汎用 jp ドメイン取得等を実施するなど、常にシステム

の高度化、多様化に対応してきたところである。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークシステ

ムのシステム更改を行い、つくば WAN との接続のための

ファイアウォール（NOKIA IP390 × 2台）、所内 LANの中核

となるセンタースイッチ（NEC IP8800/S402× 2台）、各建

物に設置されるエッジスイッチ（NEC IP8800/S2430,Dell

PowerConnect5324）などのネットワークスイッチ機器（サ

ブエッジスイッチ、分岐用スイッチ等を含め全 35 台）に

より各研究棟間を1Gbpsで接続するほか、研究所のホーム

ページが稼働するWWWサーバ、ウイルス検出、スパムメー

ル対策等の機能を含む電子メールサービスを提供する

メールサーバ、各種データベースが稼働するデータベース

サーバなどのサーバ機器（NEC Express5800、全 20台）を

備えている。

７ . ２ . 20 生態系研究フィールド

本施設は、植物・動物及び土壌生物の様々な生物学的

特性と生態的機能を野外条件下において測定・検証する

こと及び上記の実験用生物を維持・供給することを目的

とした生物系野外実験施設である。施設は、本構内にあ

るフィールドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ（つくば

市八幡台３）の２区画により構成されている。

本年度は 25 件の研究課題が登録された。特に湿地生態

系保全、化学物質生態影響評価に関わる利用が多い。設

備面では、植物苗育成、動植物飼育実験に用いる育苗チャ

ンバーの照明装置が劣化し、かつ現形式が生産中止と

なったため、３基のうち２基を更新した。

７ . ２ . 21 水環境保全再生研究ステーション

（１）霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は、霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行

う共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23 km 離

れた霞ヶ浦（西浦）の湖畔、湖心から南西約４ km 離れた

小野川河口付近に位置している。霞ヶ浦の湖水を定期的

に採取し、湖沼の汚濁メカ二ズムの解明、汚濁した湖沼

の再生、湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とし

た研究が行われている。また、我が国の陸水研究におい

て広く注目を集めている施設であり、所外機関からも多

くの研究者や研究生が見学等の目的で来訪している。

本年度は、特別研究、経常研究、奨励研究、科研費研

究、民間からの受託研究や地球環境センターの環境モニ

タリングなど、多くの研究課題やモニタリングにおいて

本施設が利用された。

（２）バイオ・エコエンジニアリング研究施設

本施設は、近隣の集落排水処理施設から実生活排水を

用いた液状廃棄物対策技術の開発・解析・評価が可能な

実験施設である。

開発対象としては、バイオエンジニアリングとしての

分散型の高度処理浄化槽システム、ディスポーザ破砕生

ごみに対応した排水処理システム、リン除去・回収資源

化システム及び水素・メタン発酵システム等があり、自

然生態系に工学の技術を導入したエコエンジニアリング

としては無動力型土壌トレンチシステム、水耕栽培浄化

システム、人工湿地システム等の研究が行われている。

これらの処理システムについては、水質とともに温室効

果ガスとしてのメタン、亜酸化窒素にも着目し、特性解

析、性能評価が可能となっている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に、外部競争的資金、所外機関との共同

研究等多くの課題が本施設を利用して実施されている。

また、国際的研究拠点として国内外の研究機関等との連

携も進め、多くの技術研修、現場研修・見学等にも活用

されている。
―  247  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
７ . ２ . 22 地球環境モニタリングステーション

地球温暖化に関連する物質の濃度変化を監視するた

め、人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖

縄県竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーションを設置している。ここでは大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し、それらの変化を短期

的、長期的両側面から調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ、データの取得や監視の頻度をあげ、観測や管理を

より安定に行えるようになっている。各ステーションの

観測項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

本施設は、沖縄県八重山郡竹富町にあり、西表島の南

方約 20 km の有人島としては日本最南端である波照間島

の東端に位置している。

本施設では、日本の低緯度域、特に大陸近傍における

大気中の温室効果ガスなどの長期的な変化を観測するた

めに、36.0ｍの観測塔上で大気を採取して、表にあげた

ように温室効果ガスの他、関連物質の観測も行っている。

反応性の高いガスや粒子状物質はガラス製の10ｍのガス

取り込み塔を使って観測を行っている。　観測は 1993 年

秋より開始しており、16年以上のデータが蓄積している。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

本施設は、波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜 50ｍ）に建設された。

本施設は、55ｍの観測塔上で大気を採取して、波照間

ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象

要素を 1995 年秋より観測している。蓄電池付防災型太陽

光発電システム（10kW）により、温暖化に対する負荷の

低減を図ると共に停電時の非常用電源として活用してい

る。

７ . ２ . 23 陸別成層圏総合観測室

本施設は、地球環境モニタリングの一環として「成層

圏モニタリング」を行うための施設であり、北海道陸別

町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森天文台）」

の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で借り受

け、広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分布の観測、

ブリューワ分光光度計等による有害紫外線の観測などを

行っている。

７ . ２ . 24 森林炭素収支モニタリングサイト

本施設は、地球環境モニタリングの一環として「森林

生態系の炭素収支モニタリング」を行うためのフィール

ド施設である。観測サイトは北海道に２ヵ所と山梨県１

カ所の計３ヵ所あり、育林段階の異なる林分で、森林の

二酸化炭素の吸収 / 放出（フラックス）をはじめとする

森林生態系の炭素循環機能について総合的な観測研究を

行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

本施設は、林野庁北海道森林管理局との共同事業とし

て、樽前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカ

ラマツ林に、森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フ

ラックスや、林内及び土壌の観測システム、森林機能の

リモートセンシング観測システム等を整備し、平成 12 年

８月より観測を開始した。しかし、2004 年 9 月に台風 18

号により、カラマツ林・観測システムが壊滅的な被害を

被り、観測を中断した。それ以降、台風の自然撹乱を受

けた森林跡地での炭素収支機能の変化を調査するため

に、簡便な観測システムによる観測を行っている。

（２）天塩 CC-LaG サイト

本施設は、北海道大学、北海道電力（株）と国立環境

研究所との共同研究として、北海道大学北方生物圏

フィールド科学センター森林圏ステーション天塩研究林

（天塩郡幌延町字問寒別）に所在するカラマツ林（約14ha）

で、観測林が一つの集水域を構成していることに特徴が

ある。本サイトの目的としては、二酸化炭素フラックス

を含めた森林生態系の物質循環機能が、育林過程でどの

ように変遷するかを長期間観測することである。そのた

め、平成 15 年２月に既存の針広混交林を皆伐し、平成 15

年 10 月にカラマツ苗を植林した（2500 本 /ha）。観測内

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

六弗化硫黄 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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容は苫小牧サイトと同様であるが、カラマツ苗からの成

長を通して観測を行っている。 

（３）富士北麓フラックス観測サイト

本施設は、台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく、富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha, 約 45 年

生）に、森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群、及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム、森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し、平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは、森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに、アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として、

観測手法の検証や技術研修に活用される。

７ . ２ . 25 GOSAT データ処理運用施設

GOSAT データ処理運用施設は、平成 21 年 1月に打ち上

げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）

の観測データを処理し、データの保存・解析・提供を行

うための計算機施設である。平成 22 年度は、「いぶき」

の観測データの定常処理運用を継続し、定常処理に必要

なシステム維持改訂作業、処理アルゴリズム改訂試験等

を行うとともに、宇宙航空研究開発機構（JAXA）等の外

部機関とのデータの授受や観測運用に関するインタ

フェース調整を行った。平成 22 年 8月には二酸化炭素と

メタン濃度であるレベル2プロダクトの改良版（バージョ

ン 1）を、11 月には新たにそのレベル 3 プロダクトを一

般ユーザーに公開した。また、Web を通じたユーザーへ

のデータ提供、情報発信、特定研究者からの各種要求の

とりまとめ等を行った。平成 23 年度は、定常処理運用を

継続するとともに、処理手法の改訂による観測データの

再処理や、新たにレベル 4 プロダクト等の提供を行う予

定である。

７ . ２ . 26 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質の高感度、高選択的な検出や、環境

試料中の有害物質の分布の局所分析による調査、あるい

は地球温暖化の現象解明や汚染物質の起源解明などのた

めの各種元素（炭素、鉛など）の安定、放射性同位体比

の精密測定により、環境汚染の状況を把握し汚染機構を

解明したり、環境リスク評価を行うための重要かつ基本

的な情報を得ることができる。高度化学計測施設は、こ

のような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器

など）及びそれらを有効に使用するための施設（クリー

ンルームなど）を維持・管理し、必要に応じて高精度の

測定データを提供している。また、新しい分析法を研究・

開発するための装置としても利用されている。

（１）主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）タンデム質量分析装置 ( タンデム MS)

（２）計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（３）加速器分析施設

本施設は、最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS 用試

料調製クリーンルームを中心に構成される。AMS は、質

量分析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組

み合わせて、 極めて微量にしか存在しない同位体（安定

同位体の 10-10 以下）を精度、感度良く測定するためのシ

ステムで、特に炭素 14 等の、宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。 AMS

は放射線発生装置であり、放射線防護の観点から、放射

線モニターと連動したインターロックシステムの設置な

ど、様々な工夫が凝らされた施設になっている。

所内外研究者との共同研究を含めて、本施設を利用し

て地球温暖化研究プログラムや特別研究等に関連した

様々な環境試料に含まれている 14Ｃ 測定が進められ、原

著論文や学会発表などの成果発信が継続して行われた。

７ . ２ . 27 研究本館Ⅱ（試・資料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであるが、環境試料タイムカプ

セル棟の建設にともない試料調製並びに超低温下での長

期保存の機能がそちらに移り、試・資料庫はフィールド

研究者を中心とする中期的試料保存に機能を集約する形

となった。-20 ℃の低温室３室からなり大量の試料の保

存が可能で、生物や底質試料を始め様々なフィールド調

査試料の保存に活用されている。
―  249  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
７ . ２ . 28 研究本館Ⅲ

（１）化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析、毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保、かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため、管理区域内の気圧を大気圧より低くし、

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ

ルター等を設置してガス状、粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も、活性

炭処理されたあと、さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。また区域内利用

者は登録制でカードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室、試料調整室、微生物実験室、

物性実験室、低温室、水生生物実験室、 細胞実験室、毒

性実験室、動物飼育室、マイクロコズム等がある。

本年度は、多次元分離分析手法による新たな有機分析

手法の確立を目指す特別研究や東アジアバックグラウン

ド大気 POPｓ 分析を始め、様々なユニットにまたがって

研究が進められた。また、利用者に対する講習会も例年

どおり実施した。

（２）ミリ波測定施設

本施設は、ミリ波分光器室、ミリ波分光観測室の２部

屋からなっており、ミリ波オゾン分光観測システムを使

用し、成層圏・中間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）

の回転スペクトルを高い分解能で分光し、14km 以上の高

度領域のオゾン鉛直分布を観測している。本年度は、高

度約14km～76kmのオゾン鉛直分布のモニタリングを行っ

た。

７ . ３ 共通施設

７ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と、

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため、各研究室との密接な連絡をとり、安定したエネル

ギーの供給を行った。

また、適切な運転管理と計画的な保守管理により、省

エネルギーに努めた。

本年度における、エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（１）電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA ×２台、

　　特高受電所　１ヵ所、　２･３次変電所　26ヵ所

２）蓄電池設備

　　NAS 電池システム　（1,000kw・蓄電能力 7,200kwh）

（２）機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス）10t/h ×２台

　　貫流ボイラー（都市ガス）2.5t/h ×４台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT ×２台

　　高効率ターボ冷凍機 600USRT ×２台（COP 5.8）

　　高効率スクリューチラー 600USRT ×１台（COP 6.4）

　　　　　　　　　　　　　（150USRT ×４台）

７ . ３ . ２ 廃棄物・廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は、各処理施設と共に順調に稼

働した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は

次のとおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300t/D

２）特殊実験排水処理能力 100t/D

３）一般固体焼却処理能力 160kg/h

４）特殊固体焼却処理能力 35kg/h

５）再利用水処理能力（RO 水） 370m3/D

７ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い、金工室、材料工作室、木工室、溶接

室の各室が利用され研究機器等の加工、製作が行われた。
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川崎裕之 , 小島伸一 , 蒲生京佳 , 植村暢之 , 松田寿 ： GOSAT データ処理運用システムの開発／ GOSAT
データ処理運用システムの試験および定常運用 , 33-40

0610AL917

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , Maksyutov S., Koyama Y., Saito M., Saito R., Valsala V., Belikov D., Saeki T., 
Oda T., Shirai T., Takagi H., Imasu R.(*1), Niwa Y.(*1), Kim H.-S.(*2)(*1CCSR, Univ. Tokyo, *2RIHN) ：
Application of Transport Modeling for Inverse Estimation of Greenhouse Gas Fluxes, 41-49

0610AA101
0610AA102

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 中島映至 (*1), Schutgens N.(*1), 五藤大輔 (*1), 鶴田治雄 (*1), 向井真木子
(*2)(*1東京大気候システム研究セ , *2宇宙航空研究開発機構 )：CAI衛生解析 と モデルシ ミ ュ レーシ ョ ン
の統合システムの構築 , 51-60

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 佐藤正樹 (*1), 柳瀬亘 (*2)(*1 東京大気候システム研究セ , *2 東京大海洋
研 ) ： NICAM によ る雲降水システムの研究 , 61-66

Z00009999
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地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 坪木和久 (*1), 篠田太郎 (*1), 大東忠保 (*1), 加藤雅也 (*1), 吉岡真由美
(*1),   前島康光 (*1), 日置智仁 (*1), 岡本宏樹 (*1)(*1 名古屋大地球水循環研究セ )：雲解像モデルを用いた
豪雨システム と台風の高解像度シ ミ ュ レーシ ョ ン , 67-76

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 小森悟 (*1), 黒瀬良一 (*1), 高垣直尚 (*1)(*1 京都大院 ) ： 海水面および海
中での物質の乱流拡散機構の解明と海水面を通し ての物質の交換機構に及ぼす う ね り の効果 , 77-83

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 花崎秀史 (*1), 岡村徹 (*1)(*1 京都大院 ) ： 海洋中の熱塩循環の渦拡散係
数の乱流シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る予測と モデル化 , 85-90

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 阿部彩子 (*1), 岡顕 (*1), 吉森正和 (*1), 小山佑介 (*1), 北澤達哉 (*1), 倉橋
貴純 (*1), 末吉哲雄 (*1)(*1 東京大気候システム研究セ ) ： MIROC 中解像度版および氷床力学モデル と
炭素循環モデルを用いた古気候数値実験と温暖化予測 , 91-97

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 林祥介 (*1), 中島健介 (*2), 石渡正樹 (*3), 小高正嗣 (*3), 山下達也 (*3), 高
橋芳幸 (*1), 納多哲史 (*1), 森川靖大 (*4)(*1 神戸大院 , *2 九州大院 , *3 北海道大院 , *4 情報通信研究機
構 ) ： 湿潤惑星大気用数値モデル群の開発および基礎的実験 , 99-108

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 村上正吾 , 林誠二 , 中嶋恵子 , 東博紀 ： 流域環境管理に関する国際共同研
究 , 109-116

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 常盤広明 (*1), 青木康展 , 山田幸子 (*2), 山岸賢司 (*3)(*1 立教大理学部 , 
*2 日本大医学部 , *3 立教大極限環境情報セ） ： 受容体 - 化学物質間相互作用解析に基づ く 生体毒性予測
システムの開発 , 117-123

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I095, CGER-I095-2010, (2010), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 21 年度 , 国立環境研究所環境情報セン ター , 日本電気 （株） ： 国立環境研究所 　
スーパーコ ンピ ュータ システム概要 , 125-131

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I096, CGER-I096-2010, (2010), Greenhouse Gas Inventory Office of 
Japan(GIO) ： Proceedings of the 8th Workshop on Greenhouse Gas Inventories in Asia(WGIA8) -Capacity 
building for measurability, reportability and verifiability- 13-16 July 2010, Vientiane, Lao People’s Democratic  
Republic, 99p.

0610BY571

地球環境研究セン ター報告 , No.M021, CGER-M021-2010, (2010), 有害紫外線モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク  
事務局 ： 有害紫外線モニタ リ ングネ ッ ト ワーク活動報告 2 （CD-ROM 版）

0810AC002

地球環境研究セン ター報告， No.I097， CGER-I097-2011, (2011), Nakajima K.(*1)(*1kyushu Univ.) ：
CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH REPORT Vol.16 Idealized Numerical Experiments on the Space-
time Structure of Cumulus Convection Using a Large-domain Two-dimensional Cumulus Resolving Model, 72p.

Z00009999

地球環境研究セン ター報告， No.I098， CGER-I098-2011, (2011), Ueda H.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： CGER'S 
SUPERCOMPUTER MONOGRAPH REPORT Vol.17 Atmospheric Motion and Air Quality in East Asia, 146p.

Z00009999

環境儀 , No.36, (2010), 国立環境研究所 ： 日本低炭素社会シナ リ オ研究 -2050 年温室効果ガス 70% 削減
への道筋 -, 14p.

0610AA104
0913BA002
0810BA004
0408BA369

環境儀 , No.37, (2010), 国立環境研究所 ： 科学の目で見る生物多様性 - 空の目と ミ ク ロの目 -, 14p. 0610FP017
0709BA392
0811AD001
0813KB001
0911KB002
0608AG485
0610AC933
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環境儀 , No.38, (2010), 国立環境研究所 ： バイオア ッ セイによ って環境をはかる  - 持続可能な生態系を目
指し て -, 14p.

0909BY007
0909BY009
0909BY008

環境儀， No.39， (2011)， 国立環境研究所 ： 「シ リ カ欠損仮説」 と海域生態系の変質－フ ェ リ ーを利用
し てそれらの因果関係を探る， 14p.

0610AE926
0608BA934
0204BA383
9901BA122

環境儀， No.40， (2011)， 国立環境研究所 ： Ｖ Ｏ Ｃ と地球環境－大気中揮発性有機化合物の実態解明を
目指し て， 14p.

0505AF951
Z00009998
0105AF045
0911BB001
0610CD974

国立環境研究所ニュース , No.1, (2010), 田中嘉成 ： 化学物質の生態 リ ス ク を耐性の進化から探る , 3-5 0911AK001

国立環境研究所ニュース , No.1, (2010), 横溝裕行 ： 化学物質の毒性試験と生態 リ ス ク評価 , 6-7 0911AK001

国立環境研究所ニュース , No.2, (2010), 谷本浩志 ： 野外観測 ・ モデル ・ 衛星データ を用いたアジアにお
ける大気質変動の統合的研究 , 3-5

0610AA401

国立環境研究所ニュース , No.2, (2010), 小池英子 ： 環境化学物質がアレルギーに及ぼす影響 と メ カニズ
ムの解明にむけて , 6-8

0708BD307
0809CD003

国立環境研究所ニュ ース , No.2, (2010), 永島達也： 大気汚染物質のソ ース ・ レ セプタ ー関係を評価する , 
9-11

0913BA005
0610AA401

国立環境研究所ニュース , No.3, (2010), 三枝信子 ： 森林によ る二酸化炭素吸収量の時間 ・ 空間変動の解
明 , 3-5

0610AC933

国立環境研究所ニュース , No.3, (2010), 花崎直太 ：世界の水資源のコ ンピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン , 5-8 0911AG003
0610AA103
1014BA001

国立環境研究所ニュース , No.3, (2010), 小熊宏之 ： 定点カ メ ラによ る森林フ ェ ノ ロ ジー観測 , 9-11 0610AC933

国立環境研究所ニュース , No.4, (2010), 徐開欽 ： アジア地域の環境再生を目指し たバイオエコ システム
技術の展開 , 3-5

0610AA204
0610AB519

国立環境研究所ニュース , No.4, (2010), 伏見暁洋 ： 消え るナ ノ粒子 ： その由来と大気中でのふる まい , 
5-7

0909BY001
0911AG005

国立環境研究所ニュース , No.4, (2010), 田崎智宏 ： リ デュース と リ ユース  - リ サイ クルよ り も優先すべ
き こ と -, 8-9

0810BE001
0610SP002

国立環境研究所ニュース , No.5, (2010), 古山昭子 ： カーボンナ ノ チューブ吸入曝露装置の作製 と毒性評
価 　 －中核研究プロ ジェ ク ト 3 「環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価」 から－ , 3-5

0610AA303

国立環境研究所ニュース , No.5, (2010), 金谷弦 ： 河口域に発達し た ヨ シ原に生息するベン ト スの餌利用
について , 5-8

0910CD002

国立環境研究所ニュース , No.5, (2010), 平野靖史郎 ： ナ ノ マテ リ アル , 8-9 0610AA303

国立環境研究所ニュース， No.6， (2011)， 福島路生 ： メ コ ン川のダム開発と淡水魚類の回遊生態解明
－中核プロ ジェ ク ト ３ 「流域生態系における環境影響評価手法の開発」 よ り －， 3-6

0610AA403

国立環境研究所ニュース， No.6， (2011)， 石井裕一 ： 海藻がも た らす環境問題－グ リ ーン タ イ ド の発
生と構成種の特徴－， 7-9

0910AF006

国立環境研究所ニュ ース ， No.6， (2011)， 亀山哲： 流域の開発と 環境保全－メ コ ン河流域のダム開発－，
10-12

0610AA403
0812BB001
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８ ． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

『4 つの目で見守る生物多様性 　 －長い目、 宙
そ ら

の目、 ミ ク ロの目、 心の目－』

発表年月日 　 　 平成 22 年 ６ 月 19 日 （土） 　 九段会館ホール （東京会場）

　 　 　 　 　 　 　 平成 22 年 ６ 月 26 日 （土） 　 シルク ホール （京都会場）

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

竹中 　 明夫 （生物圏環境研究領域） はじめに ： 多様な生き物を見守る視点

高村 　 典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）
危機に瀕する湖沼と池の生物多様性

－モニ タ リ ングから見えて く る湖沼や池の生物の変化－

河地 　 正伸 （生物圏環境研究領域） 藻類の多様性－環境問題から保全、 そして利用－

小熊 　 宏之 （地球環境研究セン ター） 空からせま る生物多様性

福島 　 路生 （アジア自然共生研究グループ）
川の魚に対する ダムの影響評価

－北海道 と メ コ ン川を舞台に－
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８ ． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年度別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 ２ ２ 年度に公表し た ものであ る。（一部、平成 ２ ２ 年度以前に公表し た ものを含む。）

・ 平成 ２ ２ 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を、 発表者の内の職員筆頭者の ５ ０ 音昇順に配列し

た。

所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコード （最大 3 件まで） を リ ス ト の右端

に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別、組織別、研究者別の研究課題 リ ス ト （457 ページ～ 492 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153

16 278 318 596 882 239 1121

17 301 273 574 885 260 1145

18 257 330 587 852 262 1114

19 279 286 565 811 305 1116

20 276 343 619 917 321 1238

21 303 396 699 1097 352 1449

22 283 417 700 1040 382 1422
―  257  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
（３）誌上発表一覧

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ

Eltayeb A.E.(*1),Yamamoto S.(*1),Habora M.E.E.(*1),Matsukubo Y.(*1),Aono M.,Tsujimoto H.(*1),Tanaka
K.(*1)(*1Tottori Univ.):Greater protection against oxidative damages imposed by various environmental stress-
es in transgenic potato with higher level of reduced glutathione, Breed.Sci., 60, 101-109, 2010

0812AE001

Aono M.,Ando M.(*1),Nakajima N.,Kubo A.,Kondo N.(*2),Tanaka K.(*3),Saji H.(*1Univ.Tsukuba,*2Univ.To-
kyo,*3Tottori Univ.):Response to photooxidative stress of transgenic tobacco plants with altred activities of an-
tioxidant enzymes, Responses of Plant Metabolism to Air Pollution and Global Change(De Kok L.J.,Stulen I.eds.,
Backhuys Publ., 538p.), 269-272, 1998

Z00009998

青野光子 :3-7 植物の環境ス ト レ ス耐性 , 図解 バイオ活用技術のすべて ( 東京工業大学大学院生命理工
学研究科 編 , 工業調査会 , 247p.), 78-81, 2004

0307AE503

青野光子 : ス ト レ スにじ っ と耐え る 植物の環境ス ト レ ス耐性機構 大気浄化などに活用 , スーパーバイ
オ サイエン ス と テ ク ノ ロ ジーの融合 ( 東京工業大学大学院生命理工学研究科編 , 東京工業大学大学院生
命理工学研究科 , 179p.), 145, 2002

9802AE134

天野達也 (*1), 赤坂宗光 , 石濱史子 , 角谷拓 , 杉浦真治 (*2), 滝久智 (*2), 山浦悠一 (*3), 横溝裕行 (*1 農環
研 ,*2 森林総研 ,*3 北大 ): 日本の保全生物学が必要と する マク ロ ス ケールから の視点 , 日本生態学会誌 ,
60(3), 385-392, 2010

0610AA304
0610AK526
0910AH002
0911CD001
1013AG001

赤坂宗光 : 外来生物の侵略性に関わる形質の解明に向けて , 日本生態学会誌 , 60(2), 207-215, 2010 0610AA304
0610AK526

Akasaka T.(*1),Akasaka M.,Yanagawa H.(*2)(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*2Obihiro Univ.Ag-
ric.Vet.Med.):Relative importance of the environmental factors at site and landscape scales for bats along the
riparian zone, Landscape Ecol.Eng., 6(2), 247-255, 2010

0610AA304

Akasaka M.,Takamura N.,Mitsuhashi H.(*1),Kadono Y.(*2)(*1Museum Hum.Act.Hyogo,*2Grad.Sch.Kobe
Univ.):Effects of land use on aquatic macrophyte diversity and water quality of ponds, Freshwater Biol., 55(4),
909-922, 2010

0610AK526

Akasaka M.,Takamura N.:The relative importance of dispersal and the local environment for species richness in
two aquatic plant growth forms, Oikos, 120(1), 38-46, 2011

0610AA304
0610AK526

Akashi O.,Hanaoka T.,Matsuoka Y.(*1),Kainuma M.(*1Kyoto Univ.):A projection for global CO2 emissions from
the industrial sector through 2030 based on activity level and technology changes, Energy, 36(4), 1855-1867,
2011

0810BA004
0610AA104
0913BA002

Morgenstern O.(*1),Giorgetta M.(*2),Shibata K.(*3),Akiyoshi H.,Austin J.(*4),Baumgaertner A.(*5),Bekki S.(*6),Chip-
perfield M.(*7),Gettelman A.(*8),Lamarque J.F.(*8) et al.(*1Natl.Inst.Water Atmos.Res.,NZ,*2Max Planck Inst.Mete-
orol.,*3Meteorol.Res.Inst.,*4GFDL,,*5Max Planck Inst.*6CNRS,*7Univ.Leeds,*8NCAR):Chapter2 Chemistry climate
models and scenarios, SPARC Report on the Evaluation of Chemistry-Climate Models(Eyring V.,Shepherd T.G.,Wauth
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mass spectrometry for gaseous 2-propanol and acetic acid, Bull.Chem.Soc.Jpn., 83(8), 900-904, 2010

0810CD005
0812CD004
0913AE003

今井章雄 , 大久保卓也 (*1), 中村圭吾 (*2)(*1 滋賀県琵琶湖環境科セ ,*2 国交省 ): 湖沼水質保全特別措置
法と その成果 , 日本の水環境行政 改訂版 ( 日本水環境学会編 , ぎ ょ う せい , 288p.), 109-130, 2009

0811AG001

Watanabe Nara F.(*1),Imai A.,Matsushige K.,Komatsu K.,Kawasaki N.,Shibata Y.(*1Grad.Sch.Tohoku
Univ.):Radiocarbon measurements of dissolved organic carbon in sewage-treatment-plant effluent and domestic
sewage, Nucl.Instrum.Methods Phys.Res.,B, 268(7/8), 1142-1145, 2010

0406AG399
0811AG001

Nara F,,Imai A.,Uchida M.,Matsushige K.,Komatsu K.,Kawasaki N.,Shibata Y.,Amano K.(*1),Mikami
H.(*2),Hanaishi R.(*1)(*1Public Works Res.Inst.,*2Aomori Pref.Inst.Public Health Environ.):High contribution
of recalcitrant organic matter to DOC in a Japanese oligotrophic lake revealed by 14C measurements, Radio-
carbon, 52(3), 1078-1083, 2010

0610AE599
0709BC444

Oyama Y.(*1),Matsushita B.(*1),Fukushima T.(*1),Chen J.(*2),Nagai T.(*3),Imai A.(*1Grad.Sch.Univ.Tsuku-
ba,*2Beijing Norm.Univ.,*3NIAES):Testing the spectral decomposition algorithm(SDA)for different phytoplank-
ton species by a simulation based on tank experiments, Int.J.Remote Sens., 31(6), 1605-1623, 2010

0406AG399
0811AG001

今井章雄 : 貧栄養湖十和田湖における溶存有機物 （DOM） の起源 と特性 , 月刊資源環境対策 , 46(9), 58-
65, 2010

0709BC444

Fukushima T.(*1),Kamiya K.(*2),Onda Y.(*1),Imai A.,Matsushige K.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Ibaraki
Pref.):Long-term changes in lake sediments and their influences on lake water quality in Japanese shallow lakes,
Fundam.Appl.Limnol.,Arch.Hydrobiol., 177(3), 177-188, 2010

0811AG001

Yoochatchaval W.,Kubota K.,Kawai T.(*1),Yamaguchi T.(*2),Syutsubo K.(*1Mitsui Sugar,*2Nagaoka
Univ.Technol.):Treatment of sugar containing-low strength wastewater at 20 ℃ by anaerobic granular sludge
bed reactor, Water Pract.Technol., 5(3), 2010

0809LA001
0911AG001
0608AG506

橋爪真弘 (*1), 上田佳代 , 西脇祐司 (*2), 道川武紘 (*2), 小野塚大介 (*3)(*1 長崎大熱帯医研 ,*2 慶應大 ,*3
福岡県保健環境研 ): 黄砂の健康影響 - 疫学文献レ ビ ュー -, 日衛誌 , 65(3), 413-421, 2010

0910CD008

Ueda K.,Nitta H.,Odajima H.(*1)(*1Fukuoka Natl.Hosp.):The effects of weather, air pollutants, and Asian dust
on hospitalization for asthma in Fukuoka, Environ.Health Prev.Med., 15(6), 350-357, 2010

0910CD008

上田佳代 , 新田裕史 :PM2.5 の健康影響 と環境基準 , フ ァルマシア , 47(3), 253-258, 2011 0610FP014
0909MA003
0608AG441

上田佳代 :PM2.5 －第 4 講 微小粒子状物質の健康影響 ～疫学研究の動向 と日本における疫学知見～ , 大
気環境学会誌 , 46(2), A7-A13, 2011

0610FP014
0809BD004
0608AG441

上野隆平 :3-1 走査型電子顕微鏡を用いたユス リ カの形態観察 , 図説 日本のユス リ カ ( 日本ユス リ カ研
究会編 , 文一総合出版 , 353p.), 261-267, 2010

0610FP017

Hong B.(*1),Uchida M.,Lenng X.T.(*2),Hong Y.T.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.,*2Northeast Norm.Univ.):Peat cellu-
lose isotopes as indicators of Asian monsoon variability, PAGES news, 18(1), 18-20, 2010

0911CD012

田辺晋 (*1), 中西利典 (*1), 中島礼 (*1), 石原与四郎 (*2), 内田昌男 , 柴田康行 (*1 産総研 ,*2 福岡大 ): 埼
玉県の中川開析谷における泥質な沖積層の埋積様式 , 地質学雑誌 , 116(5), 252-269, 2010

0610FP013
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Khim B.-K.(*1),Kim S.(*1),Uchida M.,Itaki T.(*2)(*1Pusan Natl.Univ.,*2AIST):High organic carbon deposition
in the northern margin of the Aleutian Basin (Bering Sea) before the last deglaciation, Ocean Sci.J., 45(4), 203-
211, 2010

0610CD975

Wunch D.(*1),Toon G.C.(*1)(*2),Wennberg P.O.(*1)(*2),Wofsy S.C.(*3),Stephens B. B.(*4),Fischer
M.L. (*5) ,Uchino O.,Machida T. ,Mor ino I . ,Tanaka T.  et  a l . (*1Caltech,*2JPL,*3Harvard
Univ.,*4NCAR,*5Lawrence Berkeley Natl.Labo.):Calibration of the total carbon column observing network us-
ing aircraft profile data, Atmos.Meas.Tech.Discuss., 3, 2603-2632, 2010

0810BY001
0610AA102
0913AE002

内野修 , 酒井哲 (*1), 永井智広 (*1)(*3), 坂下卓也 (*2), 鈴木健司 (*2), 柴田隆 (*3), 森野勇 , 横田達也 (*1 気
象研 ,*2 気象庁 ,*3 名古屋大 ): ラ イ ダーで観測された 2009 年サ リ チェ フ火山噴火によ る成層圏エーロ
ゾルの増加 , 日本 リ モー ト センシング学会誌 , 30(3), 149-156, 2010

0810BY001
0610AA102

Wunch D.(*1),Toon G.C.(*1)(*2),Wennberg P.O.(*1),Wofsy S.C.(*3),Stephens B.B.(*4),Fischer
M.L.(*5),Uchino O.,Machida T.,Morino I.,Tanaka T. et.al(*1Caltech,*2JPL,*3Harvard Univ.,*4Natl.Cent.At-
mos.Res.,*5Lawewnce Berkeley Natl.Lab.):Calibration of the total carbon column observing network using air-
craft profile data, Atmos.Meas.Tech., 3, 1351-1362, 2010

0810BY001
0610AA102
0913AE002

梅津豊司 : － , エ ッ センシ ャルオイルの薬理と心 - ア ロマテ ラ ピーの効能の科学 -( 梅津豊司著 , フ レグ
ラ ン スジ ャーナル社 , 167p.), 2010

0610AE444
0813NA001
0911KZ002

Urushitani H.,Katsu Y.(*1),Miyagawa S.(*1),Kohno S.(*2),Ohta Y.(*3),Guillette Jr.J.L.(*2),Iguchi
T.(*1)(*1Okazaki Inst.Integrative Biosci.,*2Med.Univ.South Carolina,*3Tottori Univ.):Molecular cloning of
anti-Mullerian hormone from the American alligator, Alligator mississippiensis, Mol.Cell.Endocrinol., 333(2),
190-199, 2011

0911CD007

小寺邦彦 (*1)(*2), 江口菜穂 , 一丸知子 (*3)(*1 名古屋大 STE 研 ,*2 気象研 ,*3 九大 ):2009 年 1 月の成層
圏突然昇温の熱帯への影響 , 平成 21 年度 「異常気象と長期変動」 研究集会報告 , 94-97, 2010

0809CD006

Eguchi N.,Saito R.,Saeki T.,Nakatsuka Y.(*1),Belikov D.,Maksyutov S.(*1Nagoya Inst.Technol.):A priori cova-
riance estimation for CO2 and CH4 retrievals, J.Geophys.Res., 115, D10215, 2010

0610AA102

Eguchi N.,Kodera K.(*1)(*2)(*1Nagoya Univ.,*2MRI):Impacts of stratospheric sudden warming event on tropical
clouds and moisture fields in the TTL: A case study, SOLA, 6, 137-140, 2010

1010AC001
0610AA102

Takashima H.(*1),Eguchi N.,Read W.(*2)(*1JAMSTEC,*2JPL):A short-duration cooling event around the trop-
ical tropopause and its effect on water vapor, Geophys.Res.Lett., 37, L20804, 2010

1010AC001

山崎宏史 (*1), 鈴木理恵 (*1), 蛯江美孝 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*2), 西村修 (*3)(*1 茨城県薬剤師会公衆衛検
査セ ,*2 福島大 ,*3 東北大院 ): デ ィ スポーザ対応浄化槽の高度処理化と LCCO2 評価 , 日本水処理生物
学会誌 , 46(2), 99-107, 2010

0610AB519

Chu C-F.(*1),Ebie Y.,Xu K-Q.,Li Y-Y.(*2),Inamori Yuhei(*3)(*1Shanghai Jiaotong Univ.,*2Tohoku
Univ.,*3Fukushima Univ.):Characterization of microbial community in two-stage process for hydrogen and
methane production from food waste, Int.J.Hydrogen Energy, 35(15), 8253-8261, 2010

0610AA203

Ebie Y.,Yamazaki H.(*1),Xu K-Q.(*1Ibaraki Pharm.Assoc.):Influence of polyferric sulfate coagulant on the
amoA mRNA expression of ammonia oxidizer in activated sludge, J.Water Environ.Technol., 8(4), 413-419, 2010

0610AB519
0610AA203

中島映至 (*1), 江守正多 (*1 東大海洋研 ): 気候変動予測の最先端 - セ ッ シ ョ ンの趣旨 -, 月刊海洋 , 42(5),
261-263, 2010

0610AA103

Toda M.(*1),Yokozawa M.(*2),Emori S.,Hara T.(*3)(*4)(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*2NIAES,*3Hokkaido
Univ.,*4JAMSTEC):More asymmetric tree competition brings about more evapotranspiration and less runoff
from the forest ecosystems: A simulation study, Ecol.Modelling, 221(24), 2887-2898, 2010

0610AA103
0711BA335

江守正多 : 気候モデルの 「社会的透明性」 , 科学 , 80(12), 1200, 2010 0610AA103
0711BA335

Watanabe M.(*1),Suzuki T.(*2),Oishi R.(*1),Komuro Y.(*2),Watanabe S.(*2),Emori S.,Takemura T.(*3),Ogura
T.,Yokohata T.(*2),Nozawa T. et al.(*1AORI, Univ. Tokyo,*2JAMSTEC,*3Kyushu Univ.):Improved climate
simulation by MIROC5: Mean states, variability, and climate sensitivity, J.Clim., 23(23), 6312-6334, 2010

0610AA103
0711CE432

前田芳恵 (*1), 三瓶由紀 (*2), 江守正多 , 福士謙介 (*1), 青柳みど り , 高橋潔 , 福田寛之 (*3), 田中泰義 (*4),
松本安生 (*5), 朝倉暁生 (*6) 他 (*1 東大サステ イナビ リ テ ィ 学連携機構 ,*2 立教大 ,*3 一橋大 ,*4 毎日新
聞社 ,*5 神奈川大 ,*6 東邦大 ): 温暖化 リ ス ク メ デ ィ アフ ォーラ ム , 天気 , 57(12), 45-51, 2010

0610AA103
0711BA335
0712BA339
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江守正多 : 地球温暖化論争を経験し て , 科学 リ テ ラ シーについて思 う こ と , 日本の科学者 , 46(2), 19-21,
2011

0610AA103
0711BA335

江守正多 ( 監修協力） : － , ポプラデ ィ ア情報館 環境 ( 枝廣淳子監修 , ポプラ社 , 239p.), 2011 0610AA103
0711BA335

遠藤和人 , 中川美加子 , 肴倉宏史 , 井上雄三 , 井真宏 (*1), 杉原元一 (*1)(*1 エフ イ石灰技研 ): 廃石膏・石
灰系地盤改良における硫化水素ガス発生ポテンシャル試験に関する考察 , 第 9 回地盤改良シンポジウ ム
論文集 , 181-184, 2010

0910BE003
0610AB546
0811BC001

Kamon M.(*1),Li Yan(*1),Endo K.,Inui T.(*1),Katsumi T.(*1)(*1Kyoto Univ.):Experimental study on the mea-
surement of S-p relations of LNAPL in a porous medium, Soil Found., 47(1), 33-45, 2007

0610AB546

遠藤和人 , 貴田晶子 , 大迫政浩 : シ リ アルバッチ試験結果を用いたセ メ ン ト 系固化処理土からの六価ク
ロ ム溶出挙動解析 , 地盤改良シンポジウ ム論文集 , 7 回 , 177-182, 2006

0610AB546
0507BE509

小野雄策 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 (*1 埼玉県環境科国際セ ): 日本における産業廃棄物の処分を巡る諸
問題～現場で何が起き ている～ , 廃棄物学会誌 , 18(6), 370-381, 2007

0610AB546
0610AB436

遠藤和人 , 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ): 廃棄物最終処分場の抱え る潜在環境汚染ポテンシャ
ルの評価と モニタ リ ング , 生活と環境 , 53(1), 82-87, 2007

0406BY762
0610AB546

小野雄策 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 (*1 埼玉県環境科国際セ ): 循環型社会における安全 ・ 安心な最終処
分場を求めて , 生活と環境 , 53(3), 71-79, 2008

0406BY762
0610AB546

遠藤和人 : 多孔質体中での多相流 , 地盤工学会誌 , 56(4), 41-42, 2008 0610AB546

内田佳子 (*1), 小峯秀雄 (*1), 安原一哉 (*1), 村上哲 (*1), 遠藤和人 (*1 茨城大 ): 廃棄物最終処分場覆土材
における メ タ ン酸化細菌の育成可能な条件の提示 , 環境地盤工学シンポジウ ム , 7 回 , 203-210, 2007

0406BY756
0610AB546

Suzuki K.(*1),Anegawa A.(*2),Endo K.,Yamada M.,Ono Y.(*3),Ono Y.(*2)(*1Niigata Univ.Pharm.Appl.Life
Sci.,*2Okayama Univ.,*3Cent.Environ.Sci.Saitama):Performance evaluation of intermediate cover soil barrier
for removal of heavy metals in landfill leachate, Chemosphere, 73(9), 1428-1435, 2008

0406BY762
0610AB546

田中誠 (*1), 遠藤和人 , 西村伸一 (*2), 吉本憲正 (*3)(*1 地域地盤環境研 ,*2 岡山大 ,*3 山口大 ): 廃棄物の
地盤工学的利用における リ ス ク と は？ , 地盤工学会誌 , 56(8), 4-7, 2008

0610AB546
0610AB436

遠藤和人 , 山田正人 : 廃棄物処分場からの温室効果ガスの測定と維持管理への応用 , 環境システム計測
制御学会誌 , 15(1), 24-27, 2010

0709BA279
0610AB546
0610AA204

遠藤和人 , 小澤一喜 (*1)(*1 鹿島建設技研 ):5. 土の化学・物理 と廃棄物最終処分場 , 地盤工学会誌 , 59(1),
41-48, 2011

0610AB546
0610AA204

Asakura H.(*1),Endo K.,Yamada M.,Inoue Y.,Ono Y.(*2),Ono Y.(*3)(*1Fukken,*2Nippon Inst.Tech-
nol.,*3Kyoto Inst.Technol.):Influence of oxygen flow rate on reaction rate of organic matter in leachate from
aerated waste layer containing mainly incineration ash, Waste Manage., 30(11), 2185-2193, 2010

0610AB546
0811BC001

王勤学 : 見えない危機に脅か されるモンゴルの大草原 , 21 世紀の環境 と エネルギーを考え る , 42, 21-34,
2010

0609BY923
0610AA402
0610SP004

Xiong Y-J.(*1),Qiu G-Y.(*1),Mo D-K.(*2),Lin H.(*2),Sun H.(*2),Wang Q-X.,Zhao S-H.(*1),Yin
J.(*1)(*1Beijing Norm.Univ.,*2Cent.South.Univ.For.Tech.):Rocky desertification and its causes in karst areas:
a case study in Yongshun County, Hunan Province, China, Environ.Geol., 57(7), 1481-1488, 2009

0610AA402
0610SP004

王勤学 : 見えない危機に脅かされるモンゴルの大草原 , 環境 メ デ ィ ア , 2010 0610BY572
0610AA402

Wang J.(*1),Li Y.(*1),Wang Q-X.,Du M.(*2),Xue X.(*1),Zhang F.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.,*2NIAES):Compara-
tive analysis of soil heat flux between two alpine meadow vegetation types at haibei station， qilian mountains,
Chin.J.Agrometeorol., 31(1), 19-24, 2010

0610BY572
0610AA402

Sun J-W.(*1),Li Y-N.(*1),Song C-G.(*1),Wang J-L.(*1),Zhang F-W.(*1),Wang Q-X.(*1Chin.Acad.Sci.):Sea-
sonal dynamics model of aboveground biomass and leaf area index on alpine Kobresia humilis meadow in Qinghai-
Tibet Plateau, Chin.J.Agrometeorol., 31(2), 230-234, 2010

0610BY572
0610AA402

大垣眞一郎 : 巻頭言 科学技術外交 とつ く ば , つ く ばサイエン ス ・ アカデ ミ ー , (17), 1-2, 2010 Z00009999

大垣眞一郎 : 巻頭言 二手先を , 水道協會雑誌 , 79(5), 1, 2010 Z00009999
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大垣眞一郎 : 下水道の国際展開への期待 , 新都市 , 64(5), 14-16, 2010 Z00009999

Ohgaki S.:Japan throws its weight behind research into sustainable water use, Asian Water, 26(4), 13-16, 2010 Z00009999

大垣眞一郎 : 人間の健康と安全のための環境を , 建築画報 , 46(340), 8-9, 2010 Z00009999

大垣眞一郎 : すべてはつなが り , すべては変化する , 神鋼環境ソ リ ューシ ョ ン技報 , 7(1), １ , 2010 Z00009999

大垣眞一郎 : 若い人に期待する , ク リ タ ス水 ・ 環境科学振興財団ニュース , 8, 1, 2010 Z00009999

大垣眞一郎 : 巻頭言 事業の 「評価」 のあ り 方 , 明日の下水道 , (60), 5-3, 2011 Z00009999

Oki A.,Tsuda A.(*1),Kameyama S.(*2),Takeda S.(*3)(*4),Itoh S.(*1),Suga T.(*5),Tazoe H.(*6)(*7),Okubo
A.(*1)(*2),Yokouchi Y.(*1Univ.Tokyo,*2Now at Univ.Hokkaido,*3Univ.Nagasaki,*4Grad.Sch.Univ.To-
kyo,*5Tohoku Univ.,*6Univ.Nihon,*7JAMSTEC):Methyl halides in surface seawater and marine boundary layer
of the northwest Pacific, J.Geophys.Res., 115, C10013, 2010

0610CD974

Oki A.,Yokouchi Y.:Dichloromethane in the Indian Ocean: Evidence for in-situ production in seawater,
Mar.Chem., 124(1/4), 119-124, 2011

0610CD974
0910AF005
1011CD001

Oki A.,Yokouchi Y.:Determination of Henry's law constant of halocarbons in seawater and analysis of sea-to-
air flux of iodoethane (C2H5I) in the Indian and Southern oceans based on partial pressure measurements,
Geochem.J., 45, e1-e7, 2011

0610CD974
0910AF005
1011CD001

大迫政浩 , 肴倉宏史 , 鄭昌煥 : 廃棄物溶融技術を中核とする資源循環システムの設計と評価 , 環境資源
工学 , 54(4), 209-259, 2007

0610AA201

大迫政浩,肴倉宏史:都市ごみ焼却残渣の処理および リ サイ クルの行方, 都市清掃, 63(297), 422-426, 2010 0610AA201
0610AA202
0610AB447

大迫政浩 : 日本および欧州の リ サイ クル政策の変遷 , 日本エネルギー学会誌 , 89(6), 482-489, 2010 0610AA201

大迫政浩 : 平成 21 年度 2020 年における我が国環境ビジネスに関する調査研究 , 産業機械 , (718), 4-11,
2010

0610AA201

Kokhanovsky A.A.(*1),Budak V.P.(*2),Cornet C.(*3),Duan M.(*4),Emde C.(*5),Katsev I.L.(*6),Klyukov
D.A. (*2 ) ,Kork in  S .V . (*2 ) ,Ota  Y . ,Yokota  T .  e t  a l . ( *1Un iv .Bremen ,*2Moscow Power
Eng.Inst.,*3CNRS,*4Chin.Acad.Sci.,*5DLR,*6Natl.Acad.Sci.Belarus):Benchmark results in vector atmospher-
ic radiative transfer, J.Quant.Spectrosc.Radiat.Transfer, 111(12/13), 1931-1946, 2010

0610AA102
0610AL917

Kokhanovsky A.A.(*1),Deuze J.L.(*2),Diner D.J.(*3),Dubovik O.(*2),Ducos F.(*2),Emde C.(*4),Garay
M.J.(*5),Grainger R.G.(*6),Heckel A.(*7),Ota Y. et al.(*1Univ.Bremen,*2CNRS,*3JPL,*4DLR,*5Raytheon In-
telligence Inf.Syst.,*6Univ.Oxford,*7Swansea Univ.):The inter-comparison of major satellite aerosol retrieval
algorithms using simulated intensity and polarization characteristics of reflected light, Atmos.Meas.Tech., 3,
909-932, 2010

0610AA102

大西悟 (*1), 藤田壮 (*1 東洋大院 ): 川崎エコ タ ウ ン内鉄鋼産業における廃プラ スチッ ク の地域循環シス
テムの評価 , 環境システム研究論文集 , 34, 395-404, 2006

0507BE937

Ooba M.,Wang Q-X.,Murakami S.,Kohata K.:Biogeochemical model (BGC-ES) and its basin-level application
for evaluating ecosystem services under forest management practices, Ecol.Modelling, 221(16), 1979-1994,
2010
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岡寺智大 , 渡辺正孝 (*1), 奥島憲次 (*2), 稲田雄二 (*3), 丹治三則 (*1)(*1 慶応大 ,*2 り ゅ う せき ,*3 エナ
ジーフ ァーム ): 水および窒素のマテ リ アルフ ローに着目し た宮古島のバイオエタ ノールの蒸留残渣液
の農地還元に関する研究 , 環境システム研究論文発表会講演集 , 38, 395-400, 2010
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0911BA007

岡寺智大 , 藤田壮 (*1), 渡辺正孝 (*2), 鈴木陽太 (*3)(*1 東洋大 ,*2 慶応大 ,*3 東洋大院 ): 流域管理のため
の環境負荷排出イ ンベン ト リ ーシステムに関する研究―東京湾流域の水需要のケース ス タデ ィ ー, 環境
システム研究論文集 , 33, 377-387, 2005

0505BD914

Wong L.-F.(*1),Fujita T.(*1),Suzuki Y.(*1),Okadera T.(*1Toyo Univ.):Evaluation system of CO2 emission re-
duction by implementing integrated methane fermentation system as a municipal organic waste recycling scheme
in Tokyo Bay Region, Environ.Syst.Res., 33, 355-366, 2005
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富永篤 (*1), 岡本卓 (*1 琉球大 ):DNA バーコーデ ィ ングの概要と爬虫両生類学分野におけるその現状 ,
爬虫両棲類学会報 , 2010(2), 157-166, 2010
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E.O.(*5),Schentz H.(*6),Su W.(*3)(*1Univ.New Mexico,*2Ben Gurion Univ.,*3Chin.Acad.Sci.,*4Taiwan For-
est Res.Inst.,*5GBIF Secr.,*6Umweltbundesamt GmbH):A multilingual metadata catalog for the ILTER: Issues
and approaches, Ecol.Informatics, 5(3), 187-193, 2010
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佐々木尚子 (*1), 吉岡嵩仁 (*2), 小川安紀子 , 勝山正則 (*2), 日野修次 (*3), 高原光 (*4)(*1 総合地球環境学
研 ,*2 京大 ,*3 山形大 ,*4 京都府大 ): 鉛 -210 ・ セシウ ム -137 法によ る年代測定な らびに花粉分析に基
づ く 朱鞠内湖集水域における過去 50 年間の植生復元 , 日本花粉学会会誌 , 56(1), 31-43, 2010

Z00009999
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Motohka T.(*1),Nasahara N.K.(*1),Oguma H.,Tsuchida S.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2AIST):Applicability
of Green-Red vegetation Index for remote sensing of vegetation phenology, Remote Sens., 2(10), 2369-2387,
2010
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Oda T.,Maksyutov S.:A very high-resolution global fossil fuel CO2 emission inventory derived using a point
source database and satellite observations of nighttime lights, 1980-2007, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 10,
16307-16344, 2010
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Oda T.,Maksyutov S.:A very high-resolution (1km × 1 km) global fossil fuel CO2 emission inventory derived
using a point source database and satellite observations of nighttime lights, Atmos.Chem.Phys., 11, 543-556,
2011
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Kainuma M.:Pathways towards a Low-Carbon Society in Japan by 2050, Sustainable Low-Carbon Soci-
ety(Yoshida F.,Ikeda M.eds., Hokkaido Univ., 216p.), 91-108, 2010

0913BA002
0610AA104

Lamarque J.-F.,(*1),Bond T.C.(*2),Eyring V.(*3),Granier C.(*4)(*5)(*6),Heil A.(*7),Klimont Z.(*8),Lee
D.(*9),Liousse C.(*10),Mieville A.(*6),Kainuma M. et al.(*1Natl.Cent.Atmos.Res.,*2Univ.Illi-
nois,*3DLR,*4NOAA,*5Univ.Colorado,*6UPMC Univ.Paris,*7Forschungszentrum,Julich,*8Int.Inst.Ap-
pl.Syst.Anal.,*9Manchester Metrop.Univ.):Historical (1850-2000) gridded anthropogenic and biomass burning
emissions of reactive gases and aerosols: methodology and application, Atmos.Chem.Phys., 10(15), 7017-7039,
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0810BA004

van Vuuren D.P.(*1),van Ruijven B.J.(*1),Edmonds J.(*2),Smith S.J.(*2),Calvin K.V.(*2),Karas J.(*2),Thomson
A.(*2),Kainuma M.,Nakicenovic N.(*3),Riahi K.(*3) et al.(*1Netherlands Environ.Assess.Agen-
cy,*2JGCRI,*3IIASA) :What do near-term observations tell us about long-term developments in greenhouse
gas emissions?, Clim.Change, 103(3-4), 635-642, 2010

0610AA104
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加藤創史 , 松永恒雄 , 中村良介 (*1), 山口靖 (*2)(*1 産総研 ,*2 名古屋大院 ):ASTER と PRISM データによ
る都市の地表面温度と日陰の関係解析, 日本 リ モー ト センシング学会 第49回学術講演会, 153-154, 2010

0810AE005

Kato H.,Kondo Y.,Matsuhashi K.,Kobayashi S.:Carbon dioxide emission factors of HEVs depending on travel
speed, 25th World Battery, Hybrid and Fuel Cell Electric Vehicle Symposium & Exhibition Proceedings, 2010

0911BA004
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Kadoya T.,Washitani I.(*1)(*1Univ.Tokyo):Predicting the rate of range expansion of an invasive alien bumblebee
(Bombus terrestris) using a stochastic spatio-temporal model. Biological Conservation, Biol.Conserv., 143(5),
1228-1235, 2010
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Yoshioka A.(*1),Kadoya T.,Suda S.(*1),Washitani I.(*1)(*1Univ.Tokyo):Impacts of weeping lovegrass (Eragros-
tis curvula) invasion on native grasshoppers: responses of habitat generalist and specialist species, Biol Inva-
sions, 12(3), 531-539, 2010
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角谷拓 : 時間と空間を考慮する統計モデル , 日本生態学会誌 , 59(2), 219-225, 2009 0809CD013
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モデルのパラ メ ータ推定 : ベイ ジアンキ ャ リ ブレーシ ョ ン入門 , 日本生態学会誌 , 59, 207-216, 2009
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深澤圭太 (*1), 角谷拓 (*1 横浜国大 ): 始めよ う ！ベイ ズ推定によ るデータ解析 , 日本生態学会誌 , 59(2),
167-170, 2009
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角谷拓 ( 編集） : － , 保全生態学の技法 ( 角谷拓 他編 , 東京大学出版会 , 324p.), 2010 0911AE007

Yoshioka A.(*1),Kadoya T.,Suda S.(*1),Washitani I.(*1)(*1Univ.Tokyo):Invasion of weeping lovegrass reduces
native food and habitat resource of Eusphingonotus japonicus (Saussure), Biol.Invasions, 12(8), 2789-2796,
2010
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Diekeatter T.(*1),Kadoya T.,Peter F.(*1),Wolters V.(*1),Jauker F.(*1)(*1Univ.Giessen):Oilseed rape crops
distort plant-pollinator interactions, J.Appl.Ecol., 47(1), 209-214, 2010
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金森有子,松岡譲(*1)(*1京大院): エネルギーサービ スの需給バラ ン ス を考慮し た家庭部門のエネルギー
消費量推計について , 地球環境研究論文集 , 18, 131-142, 2010
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Doi H.(*1),Yurlova N.I.(*2),Vodyanitskaya S.N.(*2),Kanaya G.,Shikano S.(*3),Kikuchi E.(*3)(*1Carl-von-
Ossietzky Univ.,*2Russian Acad.Sci.,*3Tohoku Univ.):Estimating isotope fractionation between cercariae and
host snail with the use of isotope measurement designed for very small organisms, J.Parasitol., 96(2), 314-317,
2010
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金谷弦 : 炭素 ・ 窒素安定同位体比測定法によ る大型底生動物の餌資源推定－汽水域生態系への適用－ ,
日本ベン ト ス学会誌 , 65, 28-40, 2010
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0610AE926

Kanaya G.,Suzuki T.(*1),Kikuchi E.(*1)(*1Tohoku Univ.):Spatio-temporal variations in macrozoobenthic as-
semblage structures in a river-affected lagoon (Idoura Lagoon, Sendai Bay, Japan): Influences of freshwater in-
flow, Estuar.,Coast.Shelf Sci., 92(1), 169-179, 2011
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Kamata R.,Shiraishi F.,Takahashi S.,Shimizu A.,Shiraishi H.:Reevaluation of the developmental toxicity of di-
eldrin by the use of fertilized Japanese quail eggs, Comp.Biochem.Physiol.,C, 152(1), 84-90, 2010
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0610AK545
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Kamata R.,Shiraishi F.,Nakajima D.,Takahashi S.,Shimizu A.:Evaluation of the impact of in-ovo exposure to di-
cofol on avian reproduction, Environ.Toxicol.Chem., 29(10), 2316-2322, 2010

1010AE002

鎌田亮 : 難分解性・高蓄積性化学物質の経世代毒性を検出する ; DDT によ る野鳥の繁殖障害は如何にし
て起こ ったか , Endocr.Disrupter News Lett.( 日本内分泌攪乱化学物質学会 ), 13(2), 4, 2010

1010AE002

Kamata R.,Shiraishi F.,Nakajima D.,Kageyama S.:Estrogenic effects of leachates from industrial waste landfills
measured by a recombinant yeast assay and transcriptional analysis in Japanese medaka, Aquat.Toxicol., 101(2),
430-437, 2011
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0610AK545

亀山哲 :3-8 河川 （サケ科魚類） （供給サービ ス， 文化的サービ ス） . 4-8 河川 （サケ科魚類） （供給サー
ビ ス， 文化的サービ ス） . 5-8 河川 （サケ科魚類） （供給サービ ス， 文化的サービ ス） . 6.1.10 河川 （サ
ケ科魚類） . 6.2.7 河川 ( サケ） , 里山 ・ 里海 ： 日本の社会生態学的生産ラ ン ド スケープ－北海道の経験
と教訓－ ( 近藤哲也， 宮内泰介ク ラ ス ター共同議長 , 国際連合大学 , 104p.), 47-48. 69-69. 82-85. 100.
102, 2010
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Z00009998

Kameyama Y.,Tanimoto H.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Takeda S.(*2)(*3),Obata H.(*4),Tsuda
A.(*4),Uematsu M.(*4)(*1Hokkaido Univ.,*2Nagasaki Univ.,*3Grad.Sch.Univ.Tokyo,*4Univ.Tokyo):High-res-
olution measurement of multiple volatile organic compounds dissolved in seawater using equilibrator inlet-proton
transfer reaction-mass spectrometry (EI-PTR-MS), Mar.Chem., 122(1/4), 59-73, 2010

0913AE003
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亀山康子 : 国レベルの議論を喚起 , 環境会議 , 2010( 春 ), 106-111, 2010 0911BA002
0913BA006
0911CD010
1012BA003

Kameyama Y.,Kubota I.:What are the “objectives” meant to be? A comparative study of multilateral environ-
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tion on Climate Change, Environ.Econ.Policy Stud., 11(1/4), 1-17, 2010
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Kameyama Y.:Comment on “Multi-level Governance and Global Climate Change in East Asia”, Asian Econ.Pol-
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0811CD004
0913BA006

亀山康子 : 地球温暖化問題に関する国際交渉の動向 -COP16 への動き を検証 , 資源環境対策 , 46(12), 21-
26, 2010

0911BA002
0913BA006
0911CD010
0811CD004

亀山康子 : 国際社会は気候変動に対処でき るのか , 「カーボン ・ レジーム」 地球温暖化 と国際攻防 ( 「環
境 ・ 持続社会」 研究セン ター編 , オルタナ , 108p.), 26-51, 2010
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栗林美紀 (*1), 亀山康子 (*1 東大院 ): 一般機械器具製造業における環境管理活動や雇用制度が経営に与
え る影響 , 環境情報科学論文集 , (24), 189-194, 2010
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亀山康子 : 地球温暖化問題と対策 -COP16/CMP6 報告 : COP17 ・ ダーバンに向けた確かな一歩 , 資源環
境対策 , 47(2), 14-19, 2011
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Kawai T.,Kanda M.(*1)(*1Tokyo Inst.Technol.):Urban energy balence obtained from the comprehensive outdoor
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178, 2011
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河地正伸 :4-2 各論 a.Botryococcus braunii. 4-2 各論 h.Pseudochoricystis ellipsoidea, 新しいエネルギー 藻
類バオイマス ( 渡邊信編 , みみず く 舎 , 266p.), 128-136. 153-157, 2010
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鈴木慧 (*1), 溝井美穂 (*1), 安達修一 (*1), 森拓哉 (*2), 吉永淳 (*2), 河原純子 (*1 相模女子大院 ,*2 東大院 ):
母子の尿中 1-Hydroxypyrene からみた小児の化学物質曝露と食事と の関連 , 食品衛生学雑誌 , ５ １ (3),
128-132, 2010
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Kawahara J.,Tanaka S.(*1),Tanaka C.(*2),Aoki Y.,Yonemoto J.(*1Natl.Inst.Health Nutr.,*2J.F.Oberlin
Univ.):Estimation of the respiratory ventilation rate of preschool children in daily life using accelerometers, J.Air
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河原純子 , 田中千晶 (*1), 田中茂穂 (*2)(*1 桜美林大 ,*2 国立健康栄養研 ): 三次元加速度計を用いた幼児
の肺換気量の推定 , 大気環境学会誌 , 45(5), 235-245, 2010
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河原純子 : 環境中の有害物質の リ ス ク評価における飲水量 ・ 肺換気量 , 日本 リ ス ク研究学会誌 , 20(3),
169-182, 2010

Z00009999

川本克也 :6.3 環境影響 , 廃棄物安全処理・ リ サイ クルハン ド ブ ッ ク ( 藤吉秀昭 他編 , 丸善 , 498p.), 276-
287, 2010
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川本克也 : 第 7 節 バイオマス ・ 廃棄物からの水素製造技術 , 水素製造 ・ 吸蔵 ・ 貯蔵材料と安全化 ( 川本
克也 他著 , サイエン ス＆テ ク ノ ロ ジー , 379p.), 78-91, 2010
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Watanabe N.(*1),Kawamoto K.,Asada S.(*2),Fujiyoshi H.(*3),Miyata H.(*4),Watanabe G.(*5),Suzuki
S.(*6)(*1Osaka Inst.Technol.,*2JQA,*3JESC,*4Sanki Kogyo,*5EPDC,*6JATIS):Surrogate study for dioxins
from municipal waste incinerator in startup condition: applicability as a dioxin control indicator and an organo-
halogen emission warning, J.Mater.Cycles Waste Manag., 12, 254-263, 2010

0610AB546

川本克也 , 長岡裕 (*1), 澤田繁樹 (*2)(*1 東京都市大 ,*2 ウ ェルシ ィ 中央研 ):1. 地球環境と水 . 2. 水の科
学 . 3. 水環境と水質指標 . 6.2 流域規模における水のマネージ メ ン ト , 水環境工学 水処理 と マネージ メ
ン ト の基礎 ( 川本克也著 , 共立出版 , 313p.), 1-12. 13-54. 55-108. 264-275, 2010
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Hwan in-Hee(*1),Kawamoto K.(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.):Survey of carbonization facilities for municipal sol-
id waste treatment in Japan, Waste Manage., 30(7), 1423-1429, 2010
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川本克也 :3.1.4 吸着処理 , 新 ・ 公害防止の技術と法規 2011  ダ イオキシン類編 ( 公害防止の技術 と法規
編集委員会編 , 産業環境管理協会 , 594p.), 196-216, 2011

0610AB546

神田勲 : ス ト リ ー ト キ ャニオンにおける自動車排ガス拡散モデル ( 特集 ス ト リ ー ト キ ャニオン ), 環境
技術 , 39(7), 386-390, 2010

Z00009999

Kinoshita T.,Ohki T.(*1),Yamagata Y.(*1Mitsubishi Res.Inst.):Woody biomass supply potential for thermal pow-
er plants in Japan, Appl.Energy, 87(9), 2923-2927, 2010

0610AA103
0712BA337

功刀正行 , 阿部幸子 (*1), 鶴川正寛 (*2), 松村千里 (*2), 藤森一男 (*2), 中野武 (*2)(*1 ひ ょ う ご環境創造協
会 ,*2 兵庫県環境研セ ): 篤志観測船を用いた残留性有機汚染物質によ る地球規模海洋汚染の観測－太平
洋海域観測－ , 分析化学 , 59(11), 967-984, 2010
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0305BA412

久保田泉 : 第 3 章 地球温暖化対策における リ ス ク管理の考え方 , 環境 リ ス ク管理 と予防原則 - 法学的・
経済学的検討 ( 植田和弘 他編 , 有斐閣 , 381p.), 39-53, 2010

0809AE004

久保田泉 : カン ク ン会合の成果と気候変動対策の今後 , Law Technol., (51), 32-39, 2011 1012BA003
0911BA002
0913BA006

窪田恵一 ,Yoochatchaval W., 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ): 一槽型微生物燃料電池によ る連続
廃水処理性能と発電性能の評価 , 環境工学研究論文集 , 47, 571-577, 2010

0810AE004
0911AG001

Kubota K.,Syutsubo K.,Yoochatchaval W.,Yamaguchi T.(*1)(*1Nagaoka Univ.Tech.):Application of a Single-
chamber Microbial Fuel Cell (MFC) for Organic Wastewater Treatment: Influence of Changes in Wastewater
Composition on the Process Performance, Sustain.Environ.Res., 20(6), 347-351, 2010

0810AE004
0911AG001

Kato S.(*1),Shibata R.(*1),Shiraishi K.(*1),Kuramochi H.(*1Tokyo Metrop.Univ.):The acceleration of phase
separation by phase inversion transesterification in alkali-catalyzed biodiesel production, Solvent Ex-
tr.Res.Dev.,Japan,, 17, 63-71, 2010

0610AA203
0911CD011

前田光治 (*1), 倉持秀敏 , 大迫政浩 , 中川究也 (*1), 朝熊裕介 (*1), 福井啓介 (*1)(*1 兵庫県大 ): バイオ
デ ィ ーゼル関連混合物の融解特性 , 化学工学論文集 , 36(5), 432-434, 2010

0911BE007
0610AA203

前田光治 (*1), 高本佳典 (*1), 倉持秀敏 , 朝熊裕介 (*1), 福井啓介 (*1)(*1 兵庫県大院 ): 海水資源に関する
電解質の溶解度モデルの開発 , 日本海水学会誌 , 64(6), 329-334, 2010

0610AA203

Geng Y.,Zhang P.,Cote R.P.,Fujita T.:Assessment of the national eco-industrial park standards for promoting
industrial symbiosis in China, J.Ind.Ecol., 13(1), 15-26, 2008

0610AA402

Geng Y.,Mitchell B.(*1),Fujita T.,Nakayama T.(*1Univ.Waterloo):Perspectives on small watershed management
in China: The case of biliu, J.Environ.Manage., 17(2), 172-179, 2008

0610AA402
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Koike E.,Yanagisawa R.,Sadakane K.(*1),Inoue Ken-ichiro,Ichinose T.(*1),Takano H.(*1Oita Univ.Nurs.Health
Sci.):Effects of diisononyl phthalate on atopic dermatitis in vivo and immunologic responses in vitro, Envi-
ron.Health Perspect., 118(4), 472-478, 2010

0708BD307
0808AE002
0809CD003

Kohzu A.,Imai A.,Miyajima T.(*1),Fukushima T.(*2),Matsushige K.,Komatsu K.,Kawasaki N.,Miura S.,Satou
T.(*1Univ.Tokyo,*2Univ.Tsukuba):Direct evidence for nitrogen isotope discrimination during sedimentation
and early diagenesis in Lake Kasumigaura, Japan, Org.Geochem., 42(2), 173-183, 2011

0610AA403
0811AG001

Itoh M.(*1),Takemon Y.(*1),Makabe A.(*2),Yoshimizu C.(*1),Kohzu A.,Ohte N.(*3),Tumurskh D.(*4),Tayasu
I.(*1),Yoshida N.(*2),Nagata T.(*1)(*1Kyoto Univ.,*2Tokyo Inst.Technol.,*3Tokyo Univ.,*4Mong.Ac-
ad.Sci.):Evaluation of wastewater nitrogen transformation in a natural wetland (Ulaanbaatar, Mongolia) using
dual-isotope analysis of nitrate, Sci.Total Environ., 409(8), 1530-1538, 2011

Z00009999

Kohzu A.:Application of stable isotope analysis to fungal ecology, Earth, Life, and Isotopes(Ohkouch N.,Tayasu
I..,Koba K.eds., Kyoto Univ.Press, 430p.), 109-118, 2010

0811AG001

高津文人 : 炭素・窒素の安定同位体比測定法 と は何か , 川の蛇行復元 ( 中村太士編 , 技報堂 , 260p.), 218-
220, 2011

Z00009999

越川昌美 , 渡邊未来 , 越川海 , 小松一弘 , 今井章雄 , 稲葉一穂 , 高松武次郎 : 霞ヶ浦湖水における アル ミ
ニウ ムの化学形態 , 分析化学 , 59(12), 1137-1142, 2010

1012CD009
0610AC933

Kodama K.,Oyama M.(*1),Kume G.(*1),Serizawa S.,Shiraishi H.,Shibata Y.,Shimizu M.(*2),Horiguchi
T.(*1Nagasaki Univ.,*2Univ.Tokyo):Impaired megabenthic community structure caused by summer hypoxia in
a eutrophic coastal bay, Ecotoxicology, 19(3), 479-492, 2010

0711AF303

Kobayashi J.,Serizawa S.,Sakurai T.,Imaizumi Y.,Suzuki N.,Horiguchi T.:Spatial distribution and partitioning of
polychlorinated biphenyls in Tokyo Bay, Japan, J.Environ.Monit., 12(4), 838-845, 2010

0610AA301
0610AA304

Kobayashi J.,Kawamoto K.:Catalyst durability in steam reforming of thermally decomposed waste wood, J.Mat-
er.Cycles Waste Manag., 12(1), 10-16, 2010

0610AA203

Kobayashi J.,Kinoshita K.,Mizukawa K.(*1),Sakurai T.,Imaizumi Y.,Takada H.(*1),Suzuki N.(*1Tokyo Univ.Ag-
ric.Technol.):Dietary uptake kinetics of polychlorinated biphenyls from sediment-contaminated sandworms in a
marine benthic fish (Pseudopleuronectes yokohamae), Chemosphere, 82(5), 745-750, 2011

0610AA301

小林拓朗 , 李東烈 (*1), 徐開欽 , 李玉友 (*2), 稲森悠平 (*3)(*1 元 ・ 国環研 ,*2 東北大 ,*3 福島大 ): 生ごみ
嫌気発酵によ る メ タ ンおよび水素生成ポテンシャル－食品標準成分に基づ く 分類 と特性評価－, 環境技
術 , 40(3), 31-38, 2011

0610AA203

Kobayashi Y.:Elucidation of the metabolic pathways of selenium and arsenic by analytical toxicology, J.Health
Sci., 56(2), 154-160, 2010

0509AE796
0810CD004

Koyama Y.,Maksyutov S.,Mukai H.,Thoning K.(*1),Tans P.(*1)(*1NOAA/ESRL):Simulation of atmospheric
carbon dioxide variability with a global coupled Eulerian-Lagrangian transport model, Geosci.Model Dev.Dis-
cuss., 3, 2051-2070, 2010

0610AA102
0610AA101

Kondo T.,Tsuneda S.(*1),Ebie Y.,Inamori Y.(*2),Xu K-Q.(*1Waseda Univ.,*2Fukushima Univ.):Characteriza-
tion of the microbial community in the anaerobic/oxic/anoxic process combined with sludge ozonation and phos-
phorus adsorption, J.Water Environ.Technol., 7(3), 155-162, 2009

0610AB519
0507CD531

Tsuchida K.(*1),Kondo N.,Inoue M.,Goka K.(*1Gifu Univ.):Reproductive disturbance risks to indigenous Jap-
anese bumblebees form introduced Bombus terrestris, Appl.Entomol.Zool., 45(1), 49-58, 2010

0507KZ555

Kondo Y.,Kato H.,Matsuhashi K.:Evaluation of electric vehicles based on Long-term travel activity data of pas-
senger cars, 25th World Battery, Hybrid and Fuel Cell Electric Vehicle Symposium & Exhibition Proceedings,
2010

0710AE295
0911BA004

Takano A.(*1)(*2),Goka K.,Une Y.(*3),Shimada Y.(*3),Fujita H.(*4),Shiino T.(*2),Watanabe H.(*1)(*2),Kawa-
bata H.(*1)(*2)(*1Grad.Sch.Gifu Univ.,*2NIID,*3Azabu Univ.,*4Ohara Gen.Hosp.):Isolation and characteriza-
tion of a novel Borrelia group of tick-borne borreliae from imported reptiles and their associated ticks,
Environ.Microbiol., 12(1), 134-146, 2010

0810BA006

Goka K.:Biosecurity measures to prevent the incursion of invasive alien species in Japan and to mitigate their
impact, Rev.Sci.Tech., 29(2), 299-310, 2010

0610AA304

五箇公一 : なぜ外来生物は増え続けるのか？ , 日本の科学者 , 45(10), 35-39, 2010 0810BA006
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五箇公一 : 外来生物の生物学 , BIophilia, 7(3), 24-31, 2010 0610AA304

五箇公一 : 両生類の新興感染症カエルツボカビの起源は日本か？ , 獣医畜産新報 , 64(1), 27-32, 2010 0810BA006

五箇公一 : 昆虫の生物多様性を脅かす化学物質 . 外来生物が日本の昆虫の生物多様性に与え る影響 , 日
本の昆虫の衰亡と保護 ( 石井実監修 , 北隆館 , 325p.), 28-40. 41-53, 2010

0913BY001
0610AA304

Nagai S.(*1),Saigusa N.,Muraoka H.(*2),N.Nasahara K.(*3)(*1JAMSTEC,*2River Basin Res.Cent.Gifu
Univ.,*3Grad.Sch.Univ.Tsukuba):What makes the satellite-based EVI-GPP relationship unclear in a deciduous
broad-leaved forest?, Ecol.Res., 25(2), 359-365, 2010

0610SP001
0610AC933

野口泉 (*1), 林健太郎 (*2), 加藤拓紀 (*1), 山口高志 (*1), 秋山雅行 (*1), 大塚英幸 (*1), 酒井茂克 (*1), 高木
健太郎 (*3), 深澤達矢 (*3), 三枝信子 他 (*1 北海道総研機構 ,*2 農環技研 ,*3 北大 ): 北日本における亜硝
酸ガス濃度と窒素酸化物由来成分の挙動 , 大気環境学会誌 , 45(4), 153-165, 2010

0610AC933
0610SP001

YI C.(*1),Ricciuto D.(*2),Li R.(*3),Wolbeck J.(*1),Xu X.(*1),Nilsson M.(*4),Aires L.(*5),Albertson
J.D.(*6),Ammann C.(*7),Saigusa N. et al.(*1City Univ.New York,*2Oak Ridge Natl.Lab.,*3Pennysylvania State
Univ.,*4Swedish Univ.Agric.Sci.,*5Polytechnic Inst.Leiria,*6Duke Univ.,*7Agroscope Reckenholz-Tani-
kon):Climate control of terrestrial carbon exchange across biomes and continents, Environ.Res.Lett., 5(3),
034007, 2010

0610AC933
0610SP001

Muraoka H.(*1),Saigusa N.,Nasahara K.N.(*2),Noda H.(*1),Yoshino J.(*1),Saito T. M.(*1),Nagai S.(*3),Mu-
rayama S.(*4),Koizumi H.(*5)(*1Gifu Univ.,*2Univ.Tsukuba,*JAMSTEC,*4AIST,*5Waseda Univ.):Effects of
seasonal and interannual variations in leaf photosynthesis and canopy leaf area index on gross primary produc-
tion of a cool-temperate deciduous broadleaf forest in Takayama, Japan, J.Plant Res., 123(4), 563-576, 2010

0610AC933
0610SP001

Murayama S.(*1),Takamura C.(*2),Yamamoto S.(*3),Saigusa N.,Morimoto S.(*4),Kondo H.(*1),Nakazawa
T.(*5),Aoki S.(*5),Usami T.(*1),Kondo M.(*1AIST,*2 Now at Natl.Inst.Polar Res.,*3Okayama
Univ.,*4Natl.Inst.Polar Res.,*5Tohoku Univ.):Seasonal variations of atmospheric CO2, δ(13)C and δ(18)O at
a cool temperate deciduous forest in Japan: influence of Asian monsoon, J.Geophys.Res., 115, D17340, 2010

0610SP001

Richardson A.D.(*1),Black T.A.(*2),Ciais P.(*3),Delbart N.(*3),Friedl M.A.(*4),Gobron N.(*5),Hollinger
D.Y.(*6),Kutsch W.L.(*7),Longdoz B.(*8),Saigusa N. et al.(*1Harvard Univ.,*2Univ.British Columbia,*3CEA
CNRS UVSQ,*4Boston Univ.,*5EC JRC,*6USDA Forest Serv.,*7Institut fur Agrarrelevante Klimafors-
chung,*8Cent.INRA de Nancy):Influence of spring and autumn phenological transitions on forest ecosystem pro-
ductivity, Phil.Trans.R.Soc.B, 365(1555), 3227-3246, 2010

0610AC933
0610SP001

三枝信子 : 森林によ る二酸化炭素吸収量の連続測定 ( 乱流変動法 ), 化学工学 , 74(8), 406-408, 2010 0610AC933

三枝信子 : 森林生態系における炭素循環の観測的研究と そのアジアへの展開 -2009 年度堀内賞受賞記念
講演 -, 天気 , 57(11), 819-833, 2010

0610AC933

三枝信子 : 世界の森林の二酸化炭素吸収量を測る , エコ ロ ジー講座 4 地球環境問題に挑む生態学 ( 日本
生態学会編 , 文一総合出版 , 78p.), 20-33, 2011

0610AC933

斉藤拓也 , 横内陽子 : 熱帯林からの塩化 メ チル放出量の推定 - 安定同位体 と微気象観測によ る アプロー
チ , 低温科学 , 68, 45-48, 2010

0607CD969
0606AF990

Stohl A.(*1),Kim J.(*2),Li S.(*2),O'Doherty S.(*3),Muhle J.(*4),Salameh P.K.(*4),Saito T.,Vollmer
M.K.(*5),Wan D.(*6),Yokouchi Y. et al.(*1Norwegian Inst.Air Res.,*2Seoul Natl.Univ.,*3Univ.Bris-
tol,*4Scripps Inst.Oceanogr.,*5Swiss Fed.Lab.Mater.Test.Res.,*6Peking Univ.):Hydrochlorofluorocarbon and
hydrofluorocarbon emissions in East Asia determined by inverse modeling, Atmos.Chem.Phys., 10, 3545-3560,
2010

0610AA101
0911BB001
0610FP013

Saito T.,Yokouchi Y.,Stohl A.(*1),Taguchi S.(*2),Mukai H.(*1Norwegian Inst.Air Res.,*2AIST):Large emissions
of perfluorocarbons in East Asia deduced from continuous atmospheric measurements, Environ.Sci.Technol.,
44(11), 4089-4095, 2010

0911BB001
0610AA101

Saito T.,Stein O.(*1),Tsunogai U.(*2),Kawamura K.(*3),Nakatsuka T.(*3)(*4),Gamo T.(*2)(*5),Yoshida
N.(*6)(*1IEK-8,*2Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*3Inst.Low.Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*4Now at Nagoya
Univ.,*5Now at Univ.Tokyo,*6Tokyo Instit.Technol.):Stable carbon isotope ratios of ethane over the North Pa-
cific: Atmospheric measurements and global chemical transport modeling, J.Geophys.Res., 116, D02308, 2011

Z00009999

斉藤拓也:5.1 大気試料(有機成分), 環境分析ガ イ ド ブ ッ ク(日本分析化学会編, 丸善, 850p.), 247-253, 2011 Z00009999
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Saito T.,Yokouchi Y.,Kosugi Y.(*1),Tani M.(*1),Okuda T.(*2)(*1Kyoto Univ.,*2Hiroshima Univ.):Methyl chlo-
ride and isoprene emissions from tropical rain forest in Southeast Asia, Progress report of NIES/FRIM/UPM
Joint Research Project on Tropical Ecology & Biodiversity(Organizing Committee of the NIES/FRIM/UPM Pro-
jected., 273p.), 39-53, 2008

0607CD969

佐伯田鶴 : 炭素循環 人間活動によ る二酸化炭素の増加 , 地球環境学事典 ( 総合地球環境学研究所編 , 弘
文堂 , 651p.), 46-47, 2010

Z00009999

酒井広平 :15-3 温室効果ガスの種類 と主な排出源 . 16-1 温室効果ガス排出 ・ 吸収源の概要及びイ ンベ
ン ト リ . 16-2 世界の温室効果ガス排出量 . 16-3 日本の温室効果ガス排出量 . 16-4 温室効果ガス排出量
の算定方法 . 16-6 温室効果ガス排出源 （運輸部門） . 16-8 温室効果ガス排出源 （農業分野） . 16-9 温室
効果ガス排出源 （土地利用 , 地利用変化及び林業分野） . 17-2 運輸部門における対策 . 17-5 農業分野に
おける対策 . 17-7 森林吸収源等対策 , 3R ・ 低炭素社会検定 公式テキス ト (3R ・ 低炭素社会検定実行委
員会編 , ミ ネルヴ ァ書房 , 365p.), 258-259. 272-273. 274-275. 276-277. 278-279. 282-283. 286-287. 288-
289. 298-299. 304-305. 308-309, 2010

Z00009999

酒井広平 : 日本の温室効果ガス排出吸収イ ンベン ト リ の最新状況 , 資源環境対策 , 47(2), 31-36, 2011 0610BY571

辻本浩子 (*1), 王寧 (*1), 肴倉宏史 , 大迫政浩 (*1 環境管理セ ): 最終処分場から採取し たキレー ト 処理溶
融飛灰中重金属の長期安定性の評価 , 廃棄物資源循環学会論文誌 , 21(2), 86-93, 2010

0610AA202
0610AB447

Asakura H.(*1),Sakanakura H.,Matsuto T.(*2)(*1Fukken,*2Hokkaido Univ.):Alkaline solution neutralization
capacity of soil, Waste Manage., 30(10), 1989-1996, 2010

0610AB447

肴倉宏史 : 建設材料利用される副産物 ・廃棄物の欧州における環境安全管理方策 , 安全工学 , 49(2), 87-
93, 2010

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 土の化学 ・ 物理と環境影響評価法 , 地盤工学会誌 , 58(12), 54-61, 2010 0610AA202
0610AB447

Sakanakura H.,Osako M.,Kida A.,Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.):Design optimization and standardization of an
environmental availability test under both acidic and alkaline conditions, J.Mater.Cycles and Waste Manag.,
13(1), 56-67, 2011

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 , 小口正弘 , 藤崎芳利 (*1)(*1 グ リ ーン コープジャパン ): 使用済み電気 ・ 電子製品の収集区分
と処理方法の全国アンケー ト 調査 , 都市清掃 , 64(300), 187-191, 2011

0610AA202

Sakurai T.,Serizawa S.,Isobe T.(*1),Kobayashi J.,Kodama K.,Kume G.(*2),Lee J-H.,Maki H.,Imaizumi Y.,Suzu-
ki N.,Horiguchi T.,Morita M.(*1),Shiraishi H.(*1Ehime Univ.,*2Nagasaki Univ.):Spatial, phase, and temporal
distributions of perfluorooctane sulfonate (PFOS) and perfluorooctanoate (PFOA) in Tokyo Bay, Japan, Envi-
ron.Sci.Technol., 44(11), 4110-4115, 2010

0610AA301
0611AK509
0610AA304
0711AF303

Sasakawa H.,Yagasaki Y.(*1),Xu Z.Z.(*2),Zou C.J.(*3),Ito S.,Chen L.J.(*4),Zheng Y.R.(*2),Shimizu
H.(*1NIAES,*2Inst.Bot.Chin.Acad.Sci.,*3East China Norm.Univ.,*4Inst.Appl.Ecol.Chin.Acad.Sci.):Develop-
ment of a functional-structural growth model of key plant species grown in desertificated regions,
Proc.Int.Symp.Mong.Ecosystems Desrtification , 95-99, 2009

0709BA513
0709CD581
0406BA405
0103BA001
Z00009998

Sasakawa M.,Shimoyama K.(*1),Machida T.,Tsuda N.(*2),Suto H.(*3),Arshinov M.(*4),Davydov D.(*4),Fofonov
A.(*4) ,Krasnov O.(*4),Saeki  T. ,Koyama Y. ,Maksyutov S. (*1Inst.Low Temp.Sci .Hokkaido
Univ.,*2GEF,*3JAXA,*4RAS):Continuous measurements of methane from a tower network over Siberia, Tellus
B, 62(5), 403-416, 2010

0711BB569
0610AA101

Sasakawa M.,Ito A.,Machida T.,Tsuda N.(*1),Niwa Y.(*2),Davydov D.(*3),Fofonov A.(*3),Arshinov
M.(*3)(*1GEF,*2MRI,*3RAS):Annual variation of methane emissions from forested bogs in West Siberia (2005-
2009): A case of high CH4 and precipitation rate in the summer of 2007, Atmos.Chem.Phys.Discuss., (10),
27759-27776, 2010

0711BB569
0610AA101

Saji H.,Nakajima H.,Aono M.,Tamaoki M.,Kubo A.,Wakiyama S.(*1),Hatase Y.(*1),Nagatsu
M.(*1)(*1Jpn.Wildl.Res.Cent.):Monitoring the escape of transgenic oilseed rape around Japanese ports and
roadsides, Environ.Biosafety Res., 4(4), 217-222, 2005

0304BY482

塚原啓太 (*1), 佐治光 , 玉置雅紀 (*1 筑波大 ): 植物への大気汚染ガス ス ト レ ス を遺伝子発現から診断す
る , 遺伝 , 65(2), 51-57, 2011

0810AE003
0810BA002
0812AE001
1012CD015
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佐藤圭 : 好き な研究を続ける こ と , 大気化学研究会ニュース レ ター , (23), 6, 2010 0911CD009
0911AG004
0812CD005
0610AE402
0911BD003

佐藤圭 , 今村隆史 : 大気中での光化学有機エア ロ ゾル生成 , 光化学 , 41(1), 91-96, 2010 0911CD009
0610AE402
0610AA401
0610FP015

Hanaoka S.(*1),Hatakeyama S.(*1),Watanabe I.(*1),Arakaki T.(*2),Kawana K.(*3),Kondo Y.(*3),Sadanaga
Y.(*4),Bandow H.(*4),Kato S.(*5),Kajii Y.(*5),Sato K.,Shimizu A.,Takami A.(*1TUAT,*2Ryukyus
Univ.,*3Tokyo Univ.,*4OPU,*5TMU):Aerial observation of aerosols and gases transported from East Asia in
March-April, 2008, Nucleation and Atmospheric Aerosol(SmolikJ.,O’Dowd C. eds., Institute of Chemical Pro-
cess Fundamentals ASCR,v.v.i. and Czech Aerosol Society, 1047p.), 833-836, 2009

0610CD309
0711AE458
0812CD005
0810BA001

Nakayama T.(*1),Matsumi Y.(*1),Sato K.,Imamura T.,Yamazaki A.(*2),Uchiyama A.(*2)(*1STEL Nagoya
Univ.,*2MRI):Laboratory studies on optical properties of secondary organic aerosols generated during the pho-
tooxidation of toluene and the ozonolysis of α-pinene, J.Geophys.Res., 115, D24204, 2010

0911AG004
0911CD009
0610AE402

佐藤圭 , 竹谷文一 (*1), 桜井博 (*2), 中尾俊介 (*3)(*1JAMSTEC,*2 産総研 ,*3California Univ.): ア メ リ カエ
ア ロ ゾル学会第 29 回年会参加報告 , エア ロ ゾル研究 , 25(4), 383-385, 2010

0610AA401
0911AG004
0610AE402
0911CD009

Nakao S.(*1)(*2),Clark C.(*1)(*2),Tang P.(*1)(*2),Sato K.,Cocker III D.(*1)(*2)(*1Univ.California,*2CE-
CERT):Secondary organic aerosol formation from phenolic compounds in the absence of NOx, At-
mos.Cem.Phys.Discuss., 11, 2025-2055, 2011

0911AG004
0911CD009
0610AE402
0610AA401

Sato K.,Nakao S.(*1),Clark C.H.(*1),Qi L.(*1), Cocker III D.R.(*1)(*1Univ.California):Secondary organic aero-
sol formation from the photooxidation of isoprene, 1,3-butadiene, and 2,3-dimethyl-1,3butadiene under high
NOx conditions, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 11, 4313-4354, 2011

0610AA401
0911AG004
0911CD009
0610AE402

Sato Y.,Warabisako E.(*1),Yokokawa H.(*2),Harada S.(*3),Tsuda M.(*4),Horikawa R.(*3),Kurokawa Y.(*4),In-
oue S.(*5)(*1Showa Women's Univ.,*2Juntendo Univ.,*3Natl.Cent.Child Health Dev.,*4Setagaya Med.As-
soc.,*5Kiryu Univ.):High cardiovascular risk factors among obese children in an urban area of Japan, Obesity
Res.Clin.Pract., 4(4), 333-337, 2010

1025AM001

Fujii C.(*1),Sato Y.,Harada S.(*2),Kakee N.(*2),Gu YH.(*2),Kato T.(*2),Yoshino M.(*1)(*1Kurume
Univ.,*2Natl.Cent.Mather Child Health):Extended use and long-term storage of newborn screening blood spots
in Japan, Pediatr.Int., 52(3), 393-397, 2010

1025AM001

蕨迫栄美子 (*1), 岡田和雄 (*2), 野口美奈 (*1), 江口美紀 (*1), 黒川叔彦 (*3), 佐藤ゆき , 井上修二 (*4)(*1
昭和大 ,*2 日大 ,*3 世田谷区医師会 ,*4 桐生大 ): 肥満児童の生活習慣に関する研究 , 体質医学会雑誌 ,
72(2), 15-23, 2010

1025AM001

蕨迫栄美子 (*1), 岡田和雄 (*2), 野口美奈 (*1), 江口美紀 (*1), 津田正彦 (*1), 黒川叔彦 (*3), 佐藤ゆき , 石
塚典子 (*4), 小場美穂 (*4), 丸岡紀子 (*4) 他 (*1 昭和大 ,*2 日大 ,*3 く ろかわ小児科内科ク リ ニ ッ ク ,*4
桐生大 ): 都市部における小児肥満と それに伴 う 生活習慣病の現状 , 日本臨床生理学会雑誌 , 40(1), 27-
36, 2010

1025AM001

加藤忠明 (*1), 安藤亜希 (*2), 福田清香 (*2), 藤本純一郎 (*2), 別所文雄 (*3), 内山聖 (*4), 荒川浩一 (*5), 柳
川幸重 (*6), 藤枝憲二 (*7), 佐藤ゆき 他 (*1 国育成医療セ研 ,*2 国育成医療セ ,*3 杏林大 ,*4 新潟大 ,*5 群
馬大 ,*6 帝京大 ,*7 旭川医大 ): 平成 18 年度小児慢性特定疾患治療研究事業の全国登録状況 , 厚生労働
科学研究費補助金子ど も家庭総合研究事業 「法制化後の小児慢性特定疾患治療研究事業の登録 ・ 管理 ・
評価 ・ 情報提供に関する研究」 平成 20 年度 総括 ・ 分担研究報告書 ( 藤本純一郎著 ), 11-36, 2009

1025AM001

原田正平 (*1), 安藤亜希 (*1), 福田清香 (*1), 掛江直子 (*1), 顧艶紅 (*1), 佐藤ゆき , 竹原健二 (*1), 藤本純
一郎 (*1)(*1 国成育医療セ研 ): 小児慢性特定疾患治療研究事業 ( 慢性腎疾患 , 慢性呼吸器疾患 , 糖尿病 ,
慢性消化器疾患 ) の非継続症例の経過に関する実態調査 ., 平成 20 年度厚生労働化学研究 （子ど も家庭
総合研究事業） 分担研究報告書 「法制化後の小児慢性特定疾患治療研究事業の登録 ・ 管理 ・ 評価 ・ 情報
提供に関する研究」 ( 藤本純一郎著 ), 39-52, 2009

1025AM001
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原田正平 (*1), 津田正彦 (*2), 堀川玲子 (*1), 佐藤ゆき , 蕨迫栄美子 (*3)(*1 国成育医療セ ,*2 つだ小児科
ク リ ニ ッ ク ,*3 昭和女子短大 ): 母子保健情報と医療情報の連結に関する研究－世田谷区生活習慣病予防
検診の改善を試みた経験から－ , 厚生労働科学研究費補助金子ど も家庭総合研究事業 「健やか親子 21
を推進する ための母子保健情報の利活用および思春期やせ症防止のための学校保険 と の連携によ る シ
ステム構築に関する研究」 平成 20 年度 総括 ・ 分担研究報告書 ( 山縣然太朗著 ), 101-103, 2009

1025AM001

原田正平 (*1), 津田正彦 (*2), 堀川玲子 (*1), 佐藤ゆき , 蕨迫栄美子 (*3)(*1 国立成育医療研究セン ター,*2
世田谷区医師会 ,*3 昭和女子大学 ): － , 厚生労働科学研究費補助金子ど も家庭総合研究事業 「健やか親
子 21 を推進するための母子保健情報の利活用および思春期やせ症防止のための学校保険 と の連携によ
るシステム構築に関する研究」 平成 19 ～ 20 年度 総合研究報告書 ( 山縣然太朗著 ), 2009

1025AM001

佐野彰 , 古賀由似子 (*1)(*1 横国大 ): 水素発酵廃液の再利用および環境負荷低減を目的 と し た有機酸分
離濃縮システムの開発 , 廃棄物資源循環学会論文誌 , 22(1), 30-37, 2011

0610AB519

Sano T.,Takagi H.,Nagano K.,Nishikawa M.:Analysis of triorganotin compounds in water samples by hydrophilic
interaction liquid chromatography-electrospray ionization-mass spectrometry, J.Chromatogr.A, 1217(26),
4344-4346, 2010

0610AD474
0610CP018

Christidis N.(*1),Stott P.A.(*1),Zwiers F.W.(*2),Shiogama H.,Nozawa T.(*1Met Off.Hadley
Cent.,*2Environ.Canada):Probabilistic estimates of recent changes in temperature: a multi-scale attribution
analysis, Clim.Dyn., 34(7/8), 1139-1156, 2010

0711CE432
0610AJ001
0610AA103
0610FP015
0711BA335

Shiogama H.,Emori S.,Takahashi K.,Nagashima T.,Ogura T.,Nozawa T.,Takemura T.(*1)(*1Res.Inst.Ap-
pl.Mech.Kyushu Univ.):Emission scenario dependency of precipitation on global warming in the MIROC3.2 mod-
el, J.Clim., 23(9), 2404-2417, 2010

0809CD002
0711BA335
0711CE432
0610AA103
0610FP015

Shiogama H.,Emori S.,Mochizuki T.(*1),Yasunaka S.(*2),Yokohata T.(*1),Ishii M.(*3),Nozawa T.,Kimoto
M.(*2)(*1JAMSTC,*2CCSR Univ.Tokyo,*3Meteorol.Res.inst.):Possible influence of volcanic activity on the
decadal potential predictability of the natural variability in near-term climate predictions, Adv.Meteorol., 2010,
Article ID 657318, 2010

0711CE432
0711BA335
0610FP015
0610AA103

Shiogama H.,Emori S.,Hanasaki N.,Abe M.,Masutomi Y.(*1),Takahashi K.,Nozawa T.(*1Cent.Envi-
ron.Sci.Saitama):Observational constraints indicate risk of drying in the Amazon basin, Nature Commun., 2, Ar-
ticle No.253, 2011

0711BA335
0711CE432
0610AA103
0610AJ001
1010AF002

Shimizu A.,Sugimoto N.,Matsui I.,Mori I.,Nishikawa M.,Kido M.(*1)(*1Toyama Pref.Environ.Sci.Res.Cent.):Re-
lationship between Lidar-derived Dust Extinction Coefficients and Mass Concentrations in Japan, SOLA, 7A,
1-4, 2011

0711AE458
0810CD008
0911BA005
0610AA401

Yumimoto K.(*1)(*2),Eguchi K.(*1),Uno I.(*1),Takemura T.(*1),Liu Z.(*3),Shimizu A.,Sugimoto N.,Strawbridge
K.(*4)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*2Harvard Univ.,*3NIA,*4Cent.Atmos.Res.Exp.Environ.Cana-
da):Summertime trans-Pacific transport of Asian dust, Geophys.Res.Lett., 37, L18815, 2010

0610AA401
0711AE458
0810CD008
0911BA005

Osada K.(*1),Ura S.(*1),Mikami M.(*2),Tanaka T.Y.(*2),Matoba S.(*3),Aoki K.(*4),Shinoda M.(*5),Kurosaki
Y.(*5),Hayashi M.(*6),Shimizu A.,Uematsu M.(*7)(*1Nagoya Univ.,*2Meteorol.Res.Inst.,*3Inst.Low
Temp.Sci.,Hokkaido Univ.,*4Univ.Toyama,*5Arid Land Res.Cent.Tottori Univ.,*6Fukuoka
Univ.,*7Atom.Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo):Temporal and spatial variations of wet deposition flux of mineral
dust in Japan, SOLA, 7, 49-52, 2011

0810CD008
0610CC995
0711AE458
0610AA401

Shimizu H.,Ito S.,Sasakawa H.:Responses to water stress and a functional-structural growth model of plant spe-
cies growing in semi-arid desertified areas of Northeast Asia, Global Environ.Res., 14(1), 47-54, 2010

0709BA513
1012AE006
0406BA405
0103BA001
0709CD581
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Lai L.(*1),Zheng Y.R.(*1),Bai H.(*1),Yu Y.J.(*2),An P.(*3),Li X.(*3),Rimmington G.M.(*4),Shimizu
H.(*1Inst.Bot.Chin.Acad.Sci.,*2Chin.Res.Acad.Environ.Sci.,*3Arid Land Res.Cent.Tottori Univ.,*4Wichita
State Univ.):Strong light inhibits germination of Artemisia sphaerocephala and A. ordosica at low temperature
and its relevance to revegetation in sandy lands of Inner Mongolia, China, Ecol.Res., 25(4), 771-780, 2010

0709BA513
0406BA405
0103BA001
0204CD472
Z00009998

Okuro T.(*1),Shimizu H.,Yoshikawa K.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo.,*2Grad.Sch.Okayama Univ.):Desertifica-
tion control and restoration of ecosystem services in grassland regions of North-East Asia,
Proc.Int.Symp.Mong.Ecosystems Desertification, 84, 2009

0709BA513

Li Q.(*1),Zou C.J.(*1),Xu Y.(*1),Shimizu H.(*1East China Norm.Univ.):Yellowing of disease? Or differentiating
for adaptation? Study on Cinnamomum camphora ecotypes, For.Stud.China, 12(2), 67-73, 2010

0709BA513
1012AE006

Xu Z.Z.(*1),Zhou G.S.(*2),Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.,*2Chin.Acad.Meteorol.Sci.):Plant responses to
drought and rewatering, Plant Signaling Behav., 5(6), 649-654, 2010

0709CD581
0709BA513
1012AE006

Shi J.(*1),Shimizu H.,Zou C.J.(*1)(*1East China Norm.Univ.):Differentiation and population subdivision in Picea
mongolica based on microsatellite analyses, Biochem.Syst.Ecol., 38(6), 1-7, 2011

1012AE006
0709BA513

Zheng Y.R.(*1),Xie Z.X.(*2),Roberts C.(*2),An P.(*3),Li X.(*3),Zhou. G.S.(*1),Shimizu H.,Drake
S.(*4)(*1Chin.Acad.Sci.,*2Florida Atlantic Univ.,*3Arid Land Res.Cent.Tottori Univ.,*4Univ.Arizona):Model-
ling seasonal evapotranspiration of arid lands in China, Hydrol.Res., 42(1), 40-49, 2011

1012AE006
0709BA513
0406BA405
0103BA001

Shimono A.,Ueno S.(*1),Gu S.(*2),Zhao X.(*2),Tsumura Y.(*1),Tang Y.(*1FFPRI,*2Chin.Acad.Sci.):Range
shifts of potentilla fruticosa on the Qinghai-Tibetan Plateau during glacial and interglacial periods revealed by
chloroplast DNA sequence variation, Heredity, 104, 534-542, 2009

0509BB829
0610AA101

珠坪一晃 : 廃水処理の省エネ化を図る無加温 メ タ ン発酵技術の開発 , OHM , 97(4), 4-5, 2010 0608KA954
0608KA018
0608AG506

Tsuhima I.,Yoochatchaval W.,Yoshida H.,Araki N.(*2),Syutsubo K.(*1Nagaoka Natl.Coll.Technol.):Microbial
community structure and population dynamics of granules developed in Expanded Granular Sludge Bed (EGSB)
reactors for the anaerobic treatment of low-strength wastewater at low temperature, J.Environ.Sci.Health A,
45(6), 754-766, 2010

0608AG506
0608KA954
0911AG001

大河原正博 (*1), 幡本将史 (*2), 西山桂太 (*1), 松浦哲久 (*1), 阿部憲一 (*1), 珠坪一晃 , 井町寛之 (*3), 原
田秀樹 (*4), 山口隆司 (*1), 大橋晶良 (*2)(*1 長岡技科大 ,*2 広島大院 ,*32JAMSTEC,*4 東北大院 ): 嫌気性
処理水に含まれる溶存 メ タ ンの密閉型 DHS 装置によ るガス化回収 , 水環境学会誌 , 33(4), 25-31, 2010

0406BH474
0608AG506
0911AG001

Matsuura N.(*1),Hatamoto M.(*2),Sumino H.(*3),Syutsubo K.,Yamaguchi T.(*1),Ohashi A.(*2)(*1Nagaoka
Univ.Technol.,*2Hiroshima Univ.,*3Gifu Natl.Coll. Technol.):Closed DHS system to prevent dissolved methane
emissions as greenhouse gas in anaerobic wastewater treatment by its recovery and biological oxidation, Water
Sci.Technol., 61(9), 2407-2415, 2010

0608KA954
0608AG506
0911AG001

永井寛之 (*1), 佐藤浩太 (*2), 幡本将史 (*2), 渡邉高子 (*2),Pairaya Kucivilize Choeisai(*3), 珠坪一晃 , 大橋
晶良 (*4), 山口隆司 (*2)(*1 東北大 ,*2 長岡技科大 ,*3Khon Kaen Univ.,*4 広島大 ): 脱タ ンパク質化天然ゴ
ム廃液の再資源化処理 - カルシウ ムを用いた前処理と嫌気性処理 -, 環境工学研究論文集 , 47, 609-614,
2010

0911AG001

熊倉真也 (*1), 佐藤浩太 (*1), 山下拓也 (*1), 幡本将史 (*1),Pairaya Kucivilize Choeisai(*2), 珠坪一晃 , 荒木信
夫 (*3), 山崎慎一 (*4), 山口隆司 (*1)(*1 長岡技科大 ,*2Khon Kaen Univ,*3 長岡工高専 ,*4 高知工高専 ):2 槽
式 UASB 反応槽 と DHS 反応槽によ る高濃度硫酸塩含有天然ゴム製造廃液の連続処理 , 環境工学研究論
文集 , 47, 579-584, 2010

0911AG001

大河原正博 (*1), 幡本将史 (*2), 西山桂太 (*1), 松浦哲久 (*1), 阿部憲一 (*1), 珠坪一晃 , 井町寛之 (*3), 原
田秀樹 (*4), 山口隆司 (*1), 大橋晶良 (*2)(*1 長岡技科大 ,*2 広島大院 ,*3JAMSTEC,*4 東北大院 ): 嫌気性
処理水に含まれる溶存 メ タ ンの密閉型 DHS 装置によ るガス化回収 , 水環境学会誌 , 33(4), 25-31, 2010

0608AG506
0608KA954

Rella S.,Uchida M.:Sedimentary organic matter variations in the Chukchi Borderland over the last 155 kyr, Bio-
geosci.Discuss, 8, 2259-2280, 2011

0610CD975

Shoyama K.,Braimoh A.K.(*1)(*1Hokkaido Univ.):Analyzing about sixty years of land-cover change and asso-
ciated landscape fragmentation in Shiretoko Peninsula, Northern Japan, Landscape Urban Plann., 101(1), 22-
29, 2011

Z00009999
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Shirai T.,Yokouchi Y.,Sugata S.,Maksyutov S.:HCFC-22 flux estimates over East Asia by inverse modeling from
hourly observations at Hateruma monitoring station, J.Geophys.Res., 115, D15303, 2010

0610AA101
0610AA401
0508BB770

白井知子 , 笠井康子 (*1)(*1 情報通信研究機構 ・ 電磁波計測研究セ ): 「第 11 回大気成分の リ モー ト セン
シング」 , 日本 リ モー ト センシング学会誌 , 30(5), 343-345, 2010

Z00009999

Shinnosuke H.(*1),Shiraishi H.,Ohmayu Y.(*1),Yamaki H.(*1),Okamoto K.(*1),Kawashita N.(*1)(*2),Yaunaga
T.(*2),Takagi T.(*1)(*2)(*3)(*1Grad.Sch.Osaka Univ.,*2Osaka Univ.,*3RCC-ERI):Ecotoxicity prediction us-
ing 3D descriptors, J.Comput.Aided Chem., 11, 11-18, 2010

0610AK533

Allinson M.(*1),Shiraishi F.,Salzman S.A.(*2),Allinson G.(*1)(*1DPI Queenscliff Cent.,*2Deakin Univ.):In vitro
and immunological assessment of the estrogenic activity and concentrations of 17β-estradiol, estrone, and
ethinyl estradiol in treated effluent from 45 wastewater treatment plants in Victoria, Australia, Arch.Envi-
ron.Contam.Toxicol., 58(3), 576-586, 2010

0610AK545

Lee B.C.(*1),Kim S.(*1),Yoon J.(*1),Kim E.(*1),Duong NC(*1),Shiraishi F.,Choi K.(*1)(*1Natl.Inst.Envi-
ron.Res.):Estrogenic and dioxin activities of endocrine disrupting chemicals in river water and sewage treatment
plants, J.Korean Soc.Environ.Anal., 13(2), 109-115, 2010

0610AK545

Kaya K.(*1),Shiraishi F.,Uchida H.(*2),Sano T.(*1Unv.Tsukuba,*2Agilent Technol.Japan):A novel retinoic acid
analogue, 7-hydroxy retinoic acid, isolated from cyanobacteria, Biochim.Biophys.Acta, 1810(4), 414-419, 2011

0610AK545

Stark C.P.(*1),Barbour J.R.(*1),Hayakawa Y.S.(*2),Hattanji T.(*3),Hovius N.(*4),Chen H.(*5),Lin C-
W.(*6),Horng M-J.(*7),Xu K-Q.,Fukahata Y.(*8)(*1Columbia Univ.,*2Univ.Tokyo,*3Tsukuba
Univ.,*4Univ.Cambridge,*5Natl.Taiwan Univ.,*6Natl. Cheng Kung Univ.,*7Minis.Econ.Aff.Taiwan,*8Kyoto
Univ.):The climatic signature of incised river meanders, Science, 327(5972), 1497-1501, 2010

0610AA402
0709BA514
0609BY923

Xu K-Q.,Qi L-h.(*1),Ebie Y.,Inamori Y.(*2),Sudo R.(*3)(*1Beijing EVIALAB,*2Fukushima Univ.,*3Tohoku
Univ.):Measures and policies for lake eutrophication in Japan, China Environ.Sci., 30(Suppl.), 86-91, 2010

0610AB519
0610AA402

Wang X-J.(*1),Huang B-B.(*1),Hu Z-P.(*1),Xu K-Q.(*1Wuhan Univ.):An incentive compatible double auction
mechanism in emission permits market, China Environ.Sci., 30(6), 845-851, 2010

0610AB519
0610AA402

稲森悠平 (*1), 徐開欽 , 稲森隆平 (*1), 陶村貴 (*2)(*3), 須藤隆一 (*4)(*1 福島大 ,*2 国際科振興財 ,*3ALS,*4
東北大 ): 地球環境問題と し ての低炭素社会型の排水処理の方向性 と国際的展望 , 用水と廃水 , 52(10),
788-797, 2010

0610AB519
0610AA402
0610AA204

徐開欽 : ア メ リ カにおける MBR システムによ る廃水再利用の例 , MBR( 膜分離活性汚泥法） によ る水活
用技術 ( 山本和夫監修 , サイエン ス＆テ ク ノ ロ ジー , 352p.), 223-240, 2010

0610AB519
0610AA402

徐開欽 : 今月の話題 : 中国の水問題と 「水ビジネス」 , 用水と廃水 , 53(3), 165, 2011 0610AB519
0610AA402
0911BE003

Jung C.,Osako M.:Thermodynamic behavior of rare metals in the melting process of municipal solid waste (MSW)
incineration residue, Chemosphere, 69(2), 279-288, 2007

0610AA201

Suga S.:An accurate multi-level finite difference scheme for 1D diffision equations derived from the lattice bolt-
zmann method, J.Stat.Phys., 140(3), 494-503, 2010

1010AE006
0610FP012
0909AE004

菅田誠治 , 大原利眞 , 黒川純一 , 早崎将光 (*1)(*1 千葉大環境 リ モー ト センシング研セ ): 大気汚染予測シ
ステム (VENUS) の構築と検証 , 大気環境学会誌 , 46(1), 49-59, 2011

1012AH004
0610AA401

山本鎔子 (*1), 岩船敬 (*2), 出石拓郎 (*1), 菅谷芳雄 , 小神野豊 (*1 元・明治大 ,*2 農環研 ): 室内で飼育さ
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Aerosol Sci.Technol., 45(3), 315-326, 2010

0610FP015
0610AA401

島田幸治郎 (*1), 高見昭憲 , 加藤俊吾 (*2), 梶井克純 (*2), 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工大 ,*2 首都大 ): 東ア
ジアから輸送される汚染大気中の炭素質エア ロ ゾルの変動 と発生源推定 , 大気環境学会誌 , 46(1), 1-9,
2011

0812CD005

増井嘉彦 (*1), 弓場彬江 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 竹中規訓 (*1), 板東博 (*1)(*1 大阪府大 ): 海洋大気
でのデニューダー法によ るガス状硝酸の測定の問題点 , 大気環境学会誌 , 46(1), 37-42, 2011

0610CD309

Takamura K.:Population structureing by weirs and the effect on trophic position of a freshwater fish Zacco platy-
pus in the middle reaches of Japanese rivers, Fundam.Appl.Limnol., 174(4), 307-315, 2009

0506AF470

高村典子 : なぜ , どのよ う に , 湖沼や池の生き ものを守るのか？ , エコ ロ ジー講座 3 なぜ地球の生き も
のを守るのか ( 日本生態学会編 , 文一総合出版 , 79p.), 20-31, 2010

0610AA304

高村典子 : 変貌する釧路湿原東部湖沼の生態系―不可逆的な生態系劣化の予防と その再生 , 遺伝 , 64,
72-78, 2010

0810AH002

高村典子 : 第 4 章 ダム湖に出現するプラ ン ク ト ンの動態 , ダム湖 ・ ダム河川の生態系と管理 日本にお
ける特性 ・ 動態 ・ 評価 ( 谷田一三 , 村上哲生編 , 名古屋大学出版会 , 323p.), 77-103, 2010

0610AA304

中野伸一 (*1), 鎌内宏光 (*2), 高村典子 (*1 京都大生態学研セ ,*2 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ ): 陸水
学会第 74 回大分大会シンポジウ ム 「陸水生態系の長期 ・ 広域的観測研究の将来」 シンポジウ ム , 陸水
学雑誌 , 71(1), 61-67, 2010

0610AA304

Takaya N.,Watanabe H.,Mitsumori F.:Transverse relaxation of water in ferritin gel: relative contributions of iron
and gel, Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med., 18, 2966, 2010

1012CD005
0610AE416
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Sato M.(*1),Takigami H.,Hayakawa K.(*2),Sakai S.(*3)(*1Penta-Ocean Constr.,*2Kaneka Tech-
no.Res.,*3Kyoto Univ.):Water-quality monitoring technique for dioxins during dredging using onsite solid phase
extraction with graphitic carbon and analysis with DR-CALUX, J.Environ.Sci.Health A, 45(7), 867-874, 2010

0610AB447
0812CD001
0709BC277

Takigami H.,Suzuki G.,Sakai S.-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.):Screening of dioxin-like com-
pounds in bio-composts and their materials: chemical analysis and fractionation-directed evaluation of AhR
ligand activities using an in vitro bioassay, J.Environ.Monit., 12, 2080-2087, 2010

0610AB447
0812CD001
0610AA202

滝上英孝 , 光原好人 (*1), 松山喜代志 (*1), 酒井伸一 (*2)(*1 ト ヨ タ自動車 ,*2 京大環境保全セ ): 金属ナ ト
リ ウ ム法によ る PCB 処理過程のバイオア ッ セイモニタ リ ング , 環境工学研究論文集 , 47, 141-148, 2010

0105AB405
0105AB408
0610AB447
0610AB436
0610AA202

Takeuchi A.,Hren M.T.(*1),Smith S.V.(*2),Chamberlain C.P.(*3),Larson P.B.(*4)(*1Univ.Michi-
gan,*2Youngstown State Univ.,*3Stanford Univ.,*4Washington State Univ.):Pedogenic carbonate carbon iso-
topic constraints on paleoprecipitation: Evolution of desert in the Pacific Northwest, USA, in response to
topographic development of the Cascade Range, Chemical Geology, 277(3/4), 323-335, 2010

0610AE413

武内章記 : キ ャ ビテ ィ リ ングダウ ン分光によ る同位体測定 , ぶんせき , 7, 351-357, 2010 0610AE413

田崎智宏 , 吉田綾 : 電気電子製品の リ ユースの現状と課題 , エネルギー ・ 資源 , 31(5), 264-268, 2010 0810BE001
0610AA204

Tasaki T.,Kameyama Y.,Hashimoto S.,Moriguchi Y.,Harasawa H.:A survey of national sustainable development
indicators, Int.J.Sustainable Develop., 13(4), 337-361, 2010

0608AG527

鑪迫典久 : 廃液処理技術 , 次世代バイオエタ ノ ール生産の技術革新と事業展開 ( 鮫島正浩監修 , フ ロ ン
テ ィ ア出版 , 322p.), 183-191, 2010

0610AA301

Tatarov B.,Sugimoto N.,Matsui I.,Shin DH.(*1),Muller D.(*1)(*1GIST):Possibilities of the multi-channel lidar
spectrometer technique for investigation of the atmospheric aerosols and pollutions, Proc.SPIE, 7860, 78600C,
2010

0812CD003
0610AA401
0911BA005

Tatarov B.,Muller D.(*1),Shin D-H.(*1),Shin S-K.(*1),Mattis I.(*2),Seifert P.(*2),Noh Y-M.(*1),Kim
Y.J.(*1),Sugimoto N.(*1Gwangju Inst.Sci.Technol.,*2Leibniz Inst.Tropospheric Res.):Lidar measurements of
Raman scattering at ultraviolet wavelength from mineral dust over East Asia, Opt.Exp., 19(2), 1569-1581, 2011

0812CD003
0610AA401
0911BA005

多田満 : 環境芸術について (1) 環境－科学－芸術のつなが り , 環境芸術 , (9), 93-96, 2010 Z00009999

田中敦 : 摩周湖の透明度 その変化の原因を探る , 阿寒国立公園 パーク ガイ ド  阿寒・ 摩周 ( 田中敦 他編 ,
自然公園財団 , 64p.), 35, 2010

0810BC002

南尚嗣 (*1), 坂上寛敏 (*1), 白俊玲 (*1), 万徳佳菜子 (*1), 原田大資 (*1), 高橋信夫 (*1), 厚谷郁夫 (*1), 深澤
達矢 (*2), 濱田浩美 (*3), 田中敦 他 (*1 北見工大 ,*2 北大院 ,*3 千葉大 ): 摩周湖水中ニ ッ ケル及びバナジ
ウ ム濃度の深度プロ フ ァ イル と 大気経由人為起源ニ ッ ケル及びバナジ ウ ム供給の可能性 , 分析化学 ,
59(12), 1105-1111, 2006

0610AC933
0810BC002

Takagi M.(*1),Yoshinaga J.(*1),Tanaka A.,Seyama H.(*1Univ.Tokyo):Isotope ratio analysis of lead in blood and
environmental samples by multi-collector inductively coupled plasma mass spectrometry, Anal.Sci., 27(1), 29-
35, 2011

0810KZ001
0610AE413

田中敦 :5.7 底質・堆積物 . 5.11 スペシ メ ンバンキング ( 環境試料の保存 ). 9.2.1 重金属 . 9.2.4 底質年代
測定法 . 12.3.1 重金属類 , 環境分析ガイ ド ブ ッ ク ( 日本分析化学会編著 , 丸善 , 823p.), 285-292. 312-316.
582-589. 596-598. 662-667, 2011

0610AE413

Kobayashi N.(*1),Inoue G.(*1),Kawasaki M.(*1,*2),Yoshioka H.(*2),Murta I.(*3),Nagahama T.(*4),Matsumi
Y.(*4),Tanaka T.,Morino I. et al.(*1RIHN,*2Kyoto Univ.,*3Tohoku Univ.,*4STEL Nagoya Univ.):Remotely op-
erable compact instruments for measuring atmospheric CO2 and CH4 column densities at surface monitoring
sites, Atmos.Meas.Tech., 3, 1103-1112, 2010

0810BY001
0610AA102
0913AE002

境澤大亮 (*1), 中島正勝 (*1), 田中智章 , 森野勇 , 内野修 (*1JAXA): 環境計測用衛星搭載レーザーレーダ (
ラ イ ダー ) 技術 , レーザー研究 , 39(1), 12-16, 2011

0810BY001
0913AE002

Tanaka Y.:Apparent directional selection by biased pleiotropic mutation, Genetica, 138(7), 717-723, 2010 0610AA304
0712ZZ001
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Tanaka Y.:Recombination and epistasis facilitate introgressive hybridization across reproductively isolated pop-
ulations: a gamete-based simulation, Evol.Ecol.Res., 12, 523-544, 2010

0610AA304

田中嘉成 : マ ク ロ生態学において形質ベースアプローチは有効か？－群集の生態系機能に関し て－ , 日
本生態学会誌 , 60, 249-253, 2010

0610AA304
1012AH003

Freeman J.L.(*1),Tamaoki M.,Stushnoff C.(*2),Quinn C.F.(*2),Cappa J.J.(*2),Devonshire J.(*3),Fakra
S.C.(*4),Marcus M.A.(*4),McGrath S.P.(*3),Van Hoewyk D.(*5) et al.(*1USDA,*2Colorado State
Univ.,*3Rothamsted Res.,*4Adv.Light Source,*5Coastal Carolina Univ.):Molecular mechanisms of selenium
tolerance and hyperaccumulation in Stanleya pinnata, Plant Phys., 153(4), 1630-1652, 2010

0811CD002

Wu Y.(*1),Tan H.(*1),Deng Y.(*1),Wu J.(*1),Xu X.(*1),Wang Y.(*1),Tang Y.,Higashi T.(*2),Cui
X.(*1)(*1Grad.Uiv.Chin.Acad.Sci.,*2Univ.Tsukuba):Partitioning pattern of carbon flux in a Kobresia grassland
on the Qinghai-Tibetan Plateau revealed by field 13C pulse-labeling, Global Change Biol., 16(8), 2322-2333,
2009

0509BB829
0610AA101

Luo C.(*1),Xu G.(*1),Chao Z.(*1),Wang S.(*1),Lin X.(*2),Hu Y.(*1),Zhang Z.(*1),Duan J.(*1),Chang
X.(*1),Tang Y. et al.(*1Chin.Acad.Sci.):Effect of warming and grazing on litter mass loss and temperature sen-
sitivity of litter and dung mass loss on the Tibetan plateau, Global Change Biol., 16(5), 1606-1617, 2009

0509BB829
0610AA101

Ma W.(*1),Liu Z.(*2),Wang Z.(*1),Wang W.(*2),Liang C.(*2),Tang Y.,He J-S.(*1),Fang J.(*1)(*1Peking
Univ.,*2Mongolia Univ.):Climate change alters interannual variation of grassland aboveground productivity: ev-
idence from a 22-year measurement series in the Inner Mongolian grassland, J.Plant Res., 123(4), 509-517, 2010

0509BB829
0610AA101

Zhang X.(*1),Gu S.(*2),Zhao X.(*2),Cui X.(*3),Zhao L.(*2),Xu S.(*2),Du M.(*4),Jiang S.(*1),Gao Y.(*1),Ma
C.(*1),Tang Y.(*1Nankai Univ.,*2Chin.Acad.Sci.,*3Grad.Sch.Chin.Acad.Sci.,*4NIAES):Radiation partitioning
and its relation to environmental factors above a meadow ecosystem on the Qinghai-Tibetan Plateau, J.Geo-
phys.Res., 115, D10106, 2010

0610AA101
0509BB829

Sh imono  A. ,Zhou H. (*1 ) ,Shen  H. ,H i ro ta  M. (*2 ) ,Ohtsuka  T. (*3 ) ,Tang  Y . (*1Ch in .Ac -
ad.Sci.,*2Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*3Inst.Basin Ecosystem Stud.Gifu Univ.):Patterns of plant diversity at high
altitudes on the Qinghai-Tibetan Plateau, J.Plant Ecol., 3(1), 1-7, 2010

0509BB829
0610AA101

Li C.(*1),Shimono A.,Shen H.,Tang Y.(*1Shanxi Univ.Finance Econ.):Phylogeography of potentilla fruticosa, an
alpine shrub on the Qinghai-Tibetan Plateau, J.Plant Ecol., 3(1), 9-15, 2010

0610AA101
0509BB829

Ren W.(*1),Tang H.(*1),Wu J.(*1),Deng Y.(*1),Wu Y.(*1),Tang Y.,Cui X.(*1)(*1Grad.Univ.Chin.Ac-
ad.Sci.):UV light spectral response of photosynthetic photochemical efficiency in alpine mosses, J.Plant Ecol.,
3(1), 17-24, 2010

0610AA101
0509BB829

Fang J.(*1),Tang Y.,Son Y.(*2)(*1Key Lab.Earth Surf.Processes Minist. Educ.Peking Univ.,*2Korea
Univ.):Why are East Asian ecosystems important for carbon cycle research?, Sci.China: Life Sci., 53(7), 753-
756, 2010

0610AA101
0509BB829

唐艶鴻 : シーダーク リ ーク生態系科学保護区 , 日本生態学会誌 , 60(1), 125-129, 2010 Z00009999

Chin K.,Fengming X.(*1),Geng Y.(*1),Fujita T.(*1Chin.Acad.Sci.):The potential environmental gains from re-
cycling waste plastics: Simulation of transferring recycling and recovery technologies to shenyang, China, Waste
Manage., 31(1), 168-179, 2011

0709BD452

Chin K.,Haight.E.M.(*1),Yong G.(*2),Fujita T.(*1Univ.Waterloo,*2Chin.Acad.Sci.):Managing municipal solid
waste from a system perspective: a comparative study of Dalian, China and Waterloo, Canada, Sust.Dev., 18(5),
282-294, 2010

0709BD452

Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yamamoto S.,Arashidani K.(*1),Fujimaki H.(*1Univ.Occup.Envi-
ron.Health):Strain differences influence N-Methyl-D-Aspartate receptor subunit gene expression in the olfac-
tory bulb of an allergic mouse model following toluene exposure, Neuroimmunomodulation, 17(5), 340-347, 2010

0610AA302
0911CD016

Tin-Tin-Win-Shwe,Kageyama S.,Tsukahara S.(*1),Nakajima D.,Fujimaki H.(*1Grad.Sch.Sci.Eng.Saitama
Univ.):The effect of D-cycloserine on spatial learning performance and memory function-related gene expression
in mice following toluene exposure, J.Uoeh, 32(2), 127-140, 2010

0610AA302
0911CD016

Tin-Tin-Win-Shwe,Fujimaki H.:Neurotoxicity of toluene, ToxicolLett., 198(2), 93-99, 2010 0610AA302
0911CD016
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Tin-Tin-Win-Shwe,Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*2),Tsukahara S.(*3),Fujimaki H.(*1Univ.Occup.Envi-
ron.Health,*2Natl.Inst.Public Health,*3Grad.Sch.Sci.Eng.Saitama Univ.):Does early life toluene exposure alter
the expression of NMDA receptor subunits and signal transduction pathway in infant mouse hippocampus?, Neu-
rotoxicology, 31(6), 647-653, 2010

0610AA302
0911CD016

寺園淳:阪神淡路大震災 と アスベス ト 飛散, 震災 と アスベス ト (NPO法人ひ ょ う ご労働安全衛生セン ター
震災と アスベス ト を考え る シンポジウ ム実行委員会編著 , ア ッ ト ワーク ス , 130p.), 26-48, 2010

Z00009998

寺園淳 : 循環資源の越境移動の実態と中古家電 ・ 金属ス ク ラ ッ プの事例にみる適正管理方策 , 新世代法
政策学研究 , 9, 77-104, 2010

0610AA204
0810BE003
0608BE938
0911BE006

Terazono A.:Utilization of Material Flow Analysis in 3R Policy in Japan, 3R Policies for Southeast and East Asia
(ERIA Research Project 2009, No.10)(Kojima M.ed., Economic Research Institute for ASEAN and Easte Asia,
318p.), 259-273, 2010

0610AA204

遠嶋康徳 : 大気中酸素濃度の精密測定に基づ く グ ローバル炭素収支の推定 , 地球化学 , 44, 77-93, 2010 0913BB001
0910AE003
0610AA101
0810AC002

Tokoro S.,Yoneda M.,Kunitake Y.,Goka K.:Geographic variation in mitochondrial DNA of Bombus ignitus (Hy-
menoptera: Apidae), Appl.Entomol.Zool. , 45(1), 77-87, 2010

0507KZ555
0608AG430
0610AA304

Nakajima K.,Takeda O.(*1),Miki T.(*1),Matsubae K.(*1),Nakamura S.(*2),Nagasaka T.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku
Univ.,*2Grad.Sch.Waseda Univ.):Thermodynamic analysis of contamination by alloying elements in aluminum
recycling, Environ.Sci.Technol., 44(14), 5594-5600, 2010

0610AA204
0610AA202
1012CD003
1012CD002

南埜良太 (*1), 山末英嗣 (*1), 中島謙一 , 村上進亮 (*2), 奥村英之 (*1), 石原慶一 (*1)(*1 京大院 ,*2 東大院 ):
ノー ト パソ コ ン及び携帯電話からの金属およびプラ スチッ ク リ サイ クルに必要な TMR( 都市鉱石 TMR)
の産出と評価 , 日本 LCA 学会誌 , 6(3), 251-258, 2010

0810NA001
0810BE003
1012CD003
1012CD002
0911BE006

Matsubae K.(*1),Nakajima K.,Nakamura S.(*2),Nagasaka T.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.,*2Waseda
Univ.):Impact of the recovery of secondary ferrous materials from alternative ELV treatment methods on CO2
emission: A waste input output analysis, ISIJ Int., 51(1), 151-157, 2011

1012CD003
1012CD002
1012CD004

Nakamura S.(*1),Kondo Y.(*1),Matsubae K.(*2),Nakajima K.,Nagasaka T.(*2)(*1Grad.Sch.Waseda
Univ.,*2Grad.Sch.Tohoku Univ.):UPIOM: A New tool of MFA and its application to the flow of iron and steel
associated with car production, Environ.Sci.Technol., 45, 1114-1120, 2011

1012CD004
1012CD003
1012CD002

中島謙一 : 希少金属の循環利用のために , 電気協会報 , 12, 14-19, 2010 0610AA204
0610AA202
1012CD003
1012CD002

塚原伸治 (*1), 中島大介 , 藤巻秀和 (*1 埼玉大院 ): 脳の性分化におよぼす発達期 ト ルエン曝露の影響 と
作用機序 , 室内環境 , 13(1), 1-8, 2010

0610AA302
0610AK545

Wang Q.(*1),Nakamura S.(*1),Gong X.(*1),Lu S.(*2),Nakajima D.,Wu D.(*1),Suzuki M.(*1),Sakamoto
K.(*1),Miwa M.(*3)(*1Saitama Univ.,*2Shanghai Univ.,*3Cent.Environ.Sci.Saitama):Evaluation of elution be-
havior and morphological change of the Cryptomeria japonica pollen grain and release of its daughter allergenic
particles by air polluted rainfall, WIT Trans.Ecol.Environ.Air Pollut.18, 136, 185-197, 2010

0610AK545
0610AA301

中島大介 ( 編集） : － , 室内環境学概論 ( 室内環境学会編 , 東京電機大学出版局 , 246p.), 2010 0610AA301
0610AA302

Nakajima N.,Teramoto T.(*1),Kasai F.,Sano T.,Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Kamada H.(*1),Azumi Y.(*2),Saji
H.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Kanagawa Univ.):Glycosylation of bisphenol A by freshwater microalgae,
Chemosphere, 69(9), 934-941, 2007

0105AA168

Ogawa D.(*1),Nakajima N.,Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Kamada H.(*1),Saji H.(*1Grad.Sch.Univ.Tsuku-
ba):The isochorismate pathway is negatively regulated by salicylic acid signaling in O3-exposed Arabidopsis,
Planta, 226(5), 1277-1285, 2007

0307AE503
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Ogawa D.(*1),Nakajima N.,Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Kamada H.(*1),Saji H.(*1Univ.Tsukuba):O2- acti-
vates the formation of leaf injury, ethylene and SA synthesis, and the expression of O3-induced genes in O3-
exposed tobacco, Z.Naturforsch.,C, 61c, 856-864, 2006

0307AE503

Nakajima N.,Ohshima Y.,Edmonds J.S.,Tamaoki M.,Kubo A.,Aono M.,Saji H.,Morita M.:Glucosylation of
bisphenol A by various plant species, Phyton, 45, 471-476, 2005

0304CD471

Nakajima N.,Oshima Y.,Serizawa S.,Kouda T.,Edmonds J.S.,Shiraishi F.,Aono M.,Kubo A.,Tamaoki M.,Saji
H.,Morita M.:Processing of bisphenol A by plant tissues: Glucosylation by cultured BY-2 cells and glucosyla-
tion/translocation by plants of Nicotiana tbacum, Plant Cell Physiol., 43(9), 1036-1042, 2002

0105SP031

Nakajima N.,Itoh T.(*1),Takikawa S.(*2),Asai N.(*1),Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Azumi Y.(*2),Kamada
H.(*1),Saji H.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Kanagawa Univ.):Improvement in ozone tolerance of tobacco plants
with an antisense DNA for 1-aminocyclopropane- 1-carboxylate synthase, Plant Cell Environ., 25(6), 727-735,
2002

Z00009998

小川大輔 (*1), 中嶋信美 , 玉置雅紀 , 青野光子 , 久保明弘 , 鎌田博 (*1), 佐治光 (*1 筑波大 ): オゾン ス ト レ
スにおける植物ホルモンの役割 , 大気環境学会誌 , 40(2), 41-50, 2005

0404AF361

Ogawa D.(*1),Nakajima N.,Sano T.,Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Kanna M.(*2),Ioki M.,Kamada H.(*1),Saji
H.(*1Univ.Tsukuba,*2Tokyo Insut.Tech.):Salicylic acid accumulation under O3 exposure is regulated by eth-
ylene in tobacco plants, Plant Cell Physiol., 46(7), 1062-1072, 2005

0307AE503

Ogawa D.(*1),Nakajima N.,Sano T.,Tamaoki M.,Aono M.,Kubo A.,Kamada H.(*1),Saji H.(*1Univ.Tsuku-
ba):Regulation of salicylic acid synthesis in ozone-exposed tobacco and Arabidopsis, Phyton, 45(4), 169-175,
2005

0307AE503

van Gijsel J.A.E(*1),Swart D.P.J.(*1),Baray J.-L.(*2),Claude H.(*3),Fehr T.(*4),Godin-Beekmann S.(*5),Hansen
G.H.(*6),Nakane H.,Tatarov B. et al.(*1RIVM,*2Univ.La R ´ eunion,*3DWD,*4ESA-ESRIN,*5CNRS/UPMC/
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森康則 (*1), 吉村英基 (*1), 前田 明 (*1), 志村恭子 (*1), 大熊和行 (*1), 小川正彦 (*2), 橋爪清 (*3), 野原精
一 , 近藤雅秋 (*4), 加治佐隆光 (*4)(*1 三重県保健環境研 ,*2 三重県環境森林部 ,*3 三重県環境保全事業
団 ,*4 三重大 ): 直近の新規温泉掘削が既存温泉に与え る地球化学的影響 , 温泉科学 , 60, 22-36, 2010

0610CB001
0810CD002
0610AA403

下田路子 (*1), 野原精一 , 井上智美 (*1 富士常葉大 ): ベ ト ナム南西部における メ コ ンデルタの水草 , 水草
研究会誌 , 95, 29-38, 2011

0610AA403
0810CD002
0810CD003

橋本禅 , 若林諒 (*1), 孫穎 , 陳旭東 , 藤田壮 , 耿涌 (*2)(*1 東洋大院 ,*2Chin.Acad.Sci.): 中国大連市の一般
廃棄物管理施策を対象と し た循環経済社会シナ リ オの設計 と評価 , 環境システム研究論文集 , 37, 301-
310, 2009

0709BD452

橋本禅 , 杉野章太 (*1), 藤田壮 ,Qinghua Zhu(*2), 長澤恵美里 (*3)(*1JFE 環境 ,*2 大連理工大 ,*3 東洋大院 ):
環境配慮型企業の生産システムにおける資源循環行動の要因分析 , 環境システム研究論文集 , 36, 173-
180, 2008

0610AA402

服部雄次 (*1), 橋本俊次 , 山下道子 (*1), 高菅卓三 (*1), 伊藤裕康 (*1 島津テ ク ノ リ サーチ ): 毛糸を捕集材
と し たパッ シブサンプラーによ る室内大気中 PCB 濃度推定法に関する研究 , 環境化学 , 20(1), 35-44,
2010

0709AE438

橋本俊次 , 本田守 (*1), 高菅卓三 (*1), 生方正章 (*2), 田中一夫 (*2), 田邊潔 , 柴田康行 (*1 島津テ ク ノ リ
サーチ ,*2 日本電子 ): 多次元ガス ク ロマ ト グ ラ フ - 飛行時間型質量分析計によ る水酸化 PCB の測定に
関する検討 , 環境化学 , 20(2), 161-172, 2010

0608AG457

Hashimoto S.,Daigo I.(*1),Eckelman M.(*2),Reck B.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Yale Univ.):Measuring the
status of stainless steel use in the Japanese socio-economic system, Resour.Conserv.Recycl. , 54(10), 737-743,
2010

0610AA201

谷川寛樹 (*1), 大西暁生 (*1), 高平洋祐 (*1), 橋本征二 , 東修 (*1), 白川博章 (*1), 井村秀文 (*1)(*1 名古屋
大院 ): “ス ト ッ ク型” かつ” 低炭素型” 社会へ向けた都市構造物の物質 ・ エネルギー消費の 4D マ ッ ピ
ング : 名古屋市の建築物を対象と し たケース ス タデ ィ , 日本 LCA 学会誌 , 6(2), 92-101, 2010

0610AA201

Reck B.K.(*1),Chambon M.(*1),Hashimoto S.,Graedel T.E.(*1)(*1Yale Univ.):The global stainless steel cycle
exemplifies China's rise to metal dominance, Environ.Sci.Technol., 44(10), 3940-3946, 2010

0610AA201

村上進亮 (*1), 橋本征二 (*1 東大 ): 経済社会の物質ス ト ッ クに関わる研究の意義 と現状 , 日本 LCA 学会
誌 , 6(2), 76-82, 2010

0610AA201

Hashimoto S.,Moriguchi Y.:Linkages among resources, climate, and Asian growth, J.Ind.Ecol., 14(2), 185-187,
2010

0913BA003
0610AA104

Bagan H.,Takeuchi W.(*1),Kinoshita T.(*2),Bao Y.(*3),Yamagata Y.(*1Univ.Tokyo,*2Ibaraki Univ.,*3Inner
Mongolia Norm.Univ.):Land cover classification and change analysis in the Horqin Sandy land from 1975 to 2007,
IEEE J.Sel.Topics Appl.Earth Obs.Remote Sens., 3(2), 168-177, 2010

0811BA001

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  286  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
Bagan H.,Yamagata Y.:Improved subspace classification method for multispectral remote sensing image classi-
fication, Photogramm.Eng.Remote Sens., 76(11), 1239-1251, 2010

0811BA001
0610AA103

Letu H.(*1),Tana G.(*1),Bagan H.,HARA M.(*2),Nishio F.(*1)(*1Chiba Univ.,*2VTI Res.Inst.):Assessment of
stable light derived from DMSP/OLS nighttime imagery, Int.J.Environ.Stud., 67(5), 773-779, 2010

0811BA001

Hatakeyama S.,Takami A.,SAKAMAKI S.,Mukai H.,Sugimoto N.,Shimizu A.,Bandow H.(*1)(*1Osaka
Pref.Univ.):Aerial measurement of air pollutants and aerosols during 20-22 March 2001 over the East China
Sea, J.Geophys.Res., 109, D13304, 2004

9901BA104
0105AG108

Hatakeyama S.,Takami A.,Wang W.(*1),Tang D.(*1)(*1CRAES):Aerial observation of air pollutants and aero-
sols over Bo Hai, China, Atmos.Environ., 39(32), 5893-5898, 2005

0105AG108

Wang W.(*1),Liu H.(*1),Yue X.(*1),Li H.(*1),Chen J.(*1),Ren L.(*1),Tang D.(*1),Hatakeyama S.,Takami
A.(*1CRAES):Study on acidity and acidic buffering capacity of particulate matter over Chinese eastern coastal
areas in spring, J.Geophys.Res., 111, D18207, 2005

0105AG108

Wang G.(*1)(*2),Kawamura K.(*3),Hatakeyama S.,Takami A.,Li H.(*4),Wang W.(*4)(*1Hokkaido
Univ.,*2Nanjing Univ.,*3Hokkaido Univ.,*4CRAES):Aircraft measurement of organic aerosols over China, En-
viron.Sci.Technol., 41(9), 3115-3120, 2007

0105AG108
0205CD484
0507BA825
0408AE418

花岡達也 , 明石修 , 日比野剛 (*1)(*1 みずほ情報総研 ): 温暖化緩和策における投資回収期間 と対策費用
に関する評価 , 環境システム研究論文発表会講演集 , 38, 297-305, 2010

0610AA104
0810BA004

Hanasaki N.,Inuzuka T.(*1),Kanae S.(*2),Oki T.(*3)(*1Tokio Mar.Nichido Risk Consult.,*2Tokyo Inst.Tech-
nol.,*3Inst.Ind.Sci.Univ.Tokyo):An estimation of global virtual water flow and sources of water withdrawal for
major crops and livestock products using a global hydrological model, J.Hydrol., 384(3/4), 232-244, 2010

0911AG003
0610AA103
0507BA507
0914KB001
0610FP012

Pokhrel Y.(*1),Hanasaki N.,Koirala S.(*1),Kanae S.(*2),Oki T.(*1)(*1Univ.Tokyo,*2Tokyo Inst.Technol.):Ex-
treme river discharge under present and future climate conditions using high-resolution climate model data, An-
nu.J.Hydraul.Eng.,JSCE, 54, 97-102, 2010

Z00009999

濱野裕之 , 中山忠暢 , 堀紘子 (*1), 藤田壮 , 田上浩孝 (*1 東洋大院 ): 都市スケールの三次元水熱フ ラ ッ ク
ス解析モデルによ る都市の緑化施策の評価 , 環境システム研究論文集 , 37, 93-104, 2009

0709BD452

Hayashi T.I.,Kashiwagi N.(*1)(*1Inst.Stat.Math.):A bayesian method for deriving species-sensitivity distribu-
tions: Selecting the best-fit tolerance distributions of taxonomic groups, Hum.Ecol.Risk Assess., 16(2), 251-
263, 2010

0909LA002
0712ZZ001

Forbes V.E.(*1),Calow P.(*1),Grimm V.(*2),Hayashi T.,Jager T.(*3),Palmqvist A.(*1),Pastrok R.(*4),Salvito
D.(*5),Sibly R.(*6),Spromberg J.(*7) et al.(*1Roskilde Univ.,*2Helmholtz Cent.Environ.Res.,*3Vriie Univ.Am-
sterdam,*4Integral Consult.,*5Res.Inst.Fragrance Mater.,*6Univ.Reading,*7Natl.Mar.FIsh.Serv.):Integrating
population modeling into ecological risk assessment, Integr.Environ.Assess.Manag., 6(1), 191-193, 2010

0712ZZ001

Iwasaki Y.(*1),Hayashi T.I.,Kamo M.(*2)(*1Yokohama Natl.Univ.,*2AIST):Comparison of population-level ef-
fects of heavy metals on fathead minnow (Pimephales promelas), Ecotoxicol.Environ.Saf., 73(4), 465-471, 2010

0712ZZ001

林岳彦 , 岩崎雄一 (*1), 藤井芳一 (*2)(*1 横浜国大院 ,*2 農環技研 ): 化学物質の生態 リ ス ク評価 : その来
歴と現在の課題 , 日本生態学会誌 , 60, 327-336, 2010

Z00009998

Hayashi T.I.,Kashiwagi N.(*1)(*1Inst.Stat.Math.):A Bayesian approach to probabilistic ecological risk assess-
ment: risk comparison of nine toxic substances in Tokyo surface waters, Environ.Sci.Pollut.Res., 18(3), 365-
375, 2011

Z00009998

早渕百合子 : 温室効果ガス排出源 ( 産業部門 , エネルギー転換部門 ). 温室効果ガス排出源 ( その他 ： 工
業プロセス分野 , エネルギー分野の CH4 ・ N2O). 産業部門 ・ エネルギー転換部門における対策 . 家庭部
門 , 業務部門における対策 . その他の分野 ( 工業プロセス分野 , エネルギー分野の CH4・N2O) における
対策 , 3R ・ 低炭素社会検定 公式テキス ト (3R ・ 低炭素社会検定実行委員会編 , ミ ネルヴ ァ書房 , 365p.),
280-281. 284-285. 292-295. 296-297. 300-301, 2010

Z00009999

原沢英夫 :3.1 エルニーニ ョ 現象 と社会生活 , エルニーニ ョ ・ラ ニーニャ現象－地球環境 と人間社会への
影響－ ( 気候影響 ・ 利用研究会編 , 成山堂書店 , 255p.), 186-200, 2010

0610FP012

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  287  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
Valsala V.,Alsibai H.M.(*1),Ikeda M.(*2),Maksyutov S.(*1Grad.Sch.Tsukuba Univ.,*2Grad.Sch.Hokkaido
Univ.):Interannual variability of CFC-11 absorption by the ocean: an offline model study, Clim.Dyn., 36(7-8),
1435-1452, 2010

0709CD582
0610AA102

Valsala V.,Maksyutov S.,Murtugudde R.(*1)(*1Univ.Maryland):Possible interannual to interdecadal variabilities
of the Indonesian throughflow water pathways in the Indian Ocean, J.Geophys.Res., 115, C10016, 2010

0610AA102
0610AA101

Valsala V.,Maksyutov S.:Simulation and assimilation of global ocean pCO2 and air-sea CO2 fluxes using ship
observations of surface ocean pCO2 in a simplified biogeochemical offline model, Tellus B, 62(5), 821-840, 2010

0709CD582
0610AA102
0610AA101

Valsala V.,Maksyutov S.:A short surface pathway of the subsurface indonesian throughflow water from the java
coast associated with upwelling, Ekman transport, and subduction, Int.J.Oceanogr., 2010, Article ID 540783,
2011

0610AA102

坂内修 , 遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 , 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ): 廃棄物層内温度分布の
自動モニタ リ ング と熱発生量の解析 , 環境地盤工学シンポジウ ム発表論文集 , 7, 275-280, 2007

0406MA020
0610AB546

Kanie N.(*1),Nishimoto H.(*2),Hijioka Y.,Kameyama Y.(*1Tokyo Inst.Technol.,*2Kyoto Univ.):Allocation and
architecture in climate governance beyond Kyoto: lessons from interdisciplinary research on target setting,
Int.Environ.Agreements, 10(4), 299-315, 2010

1014BA001
0911BA002
0610AA104
0913BA006
0913BA002

Kanie N.(*1),Nishimoto H.(*2),Hijioka Y.,Kameyama Y.(*1Tokyo Inst.Technol.,*2Kyoto Univ.):Implications of
Equity Considerations and Emission Reduction Targets: Lessons from the case of Japan's mid-term target, Cop-
ing with Global Environmental Change, Disasters and Security: Threats, Challenges, Vulnerabilities and
Risks(Brauch H.G 　 eds., Springer, 1816p.), 1393-1400, 2011

1014BA001
0911BA002
0810BA004
0610AA104
0913BA006

Hibiki A.,Managi S.(*1)(*1Tohoku Univ.):Environmental information provision, Market valuation, and firm in-
centives: An empirical study of the Japanese PRTR system, Land Economics, 86(2), 382-393, 2010

0709AE453

日引聡 :Q22: 排出量取引成功のカギ と適切な国内対策 , コ コが知 り たい地球温暖化 2( 国立環境研究所
地球環境研究セン ター編著 , 成山堂 , 197p.), 165-171, 2010

0204BA358
0610AA104

Hibiki A.,Managi S.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.):Does the housing market respond to information disclo-
sure?: Effects of toxicity indices in Japan, J.Environ.Manage., 92(1), 165-171, 2011

0204BA358
0709AE453

鶴見哲也 (*1), 馬奈木俊介 (*2), 日引聡 (*1 東大院 ,*2 東北大院 ): 国際貿易と エネルギー利用 , 環境経済・
政策研究 , 3(2), 38-49, 2010

0608AG527

日引聡 : 第四章 地球環境の公共財的側面 と政府介入 , 地球環境 と経済 ( 橋本道夫 編 , 中央法規 , 341p.),
61-73, 1990

Z00009998

平野靖史郎 :PM2.5- 第 3 講 PM2.5 の毒性 , 大気環境学会誌 , 45(5), A69-A73, 2010 0610AA303

平野靖史郎 : カーボンナ ノ 粒子 / ナ ノ ト キシコ ロ ジー , 分子予防環境医学―生命科学研究の予防 ・ 環境
医学への統合 ( 分子予防環境医学研究会編 , 本の泉社 , 7p.), 703-710, 2010

0610BY303

Kanno S.(*1),Watanabe K.(*1),Yamagishi I.(*1),Hirano S.,Minakata K.(*1),Gonmori K.(*1),Suzuki
O.(*1)(*1Hamamatsu Univ.Sch.Med.):Simultaneous analysis of cardiac glycosides in blood and urine by thermo-
responsive LC-MS-MS, Anal.Bioanal.Chem., 399(3), 1141-1149, 2011

0509BD785

平野勇二郎 , 藤田壮 , 高橋俊樹 (*1)(*1 群馬大 ): 全国主要都市の家庭における CO2 排出量の構造分析 と
エネルギー用途の推定手法 , 環境システム研究論文集 , 38, 309-316, 2010

0709BD452
0610AA402
0810BX001

平野勇二郎 , 藤田壮 , 外岡秀行 (*1)(*1 茨城大 ): 熱赤外 リ モー ト センシングを活用し た都市域の地表面
熱収支シ ミ ュ レーシ ョ ン手法 , 環境工学研究論文集 , 47, 537-544, 2010

0810CD012
0610AA402
0810BX001

平野勇二郎 , 濱野裕之 (*1), 田上浩孝 (*2), 藤田壮 (*1JST,*2JAEA): 都市キ ャ ノ ピー内における夏季の温
熱環境の観測 , 環境情報科学論文集 , (24), 435-440, 2010

0810CD012
0610AA402
0810BX001

Han M.(*1),Fukushima M.,Kameyama S.,Fukushima T.(*2),Matsushita B.(*2)(*1Myonji Univ.,*2Tsukuba
Univ.):How do dams affect freshwater fish distributions in Japan? Statistical analysis of native and nonnative spe-
cies with various life histories, Ecol.Res., 23(4), 735-743, 2007

0508AH778
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Han M.(*1),Fukushima T.(*2),Fukushima M.(*1Myonji Univ.,*2Tsukuba Univ.):Effect of damming on distribu-
tion of rainbow trout in Hokkaido, Japan, Environ.Biol.Fish., 84(2), 175-181, 2008

0105AA207
0105AE195
0508AH778

福島路生 : 第 8 章 ダムの分断によ る淡水魚類の多様性低下 , ダム湖・ ダム河川の生態系と管理 ( 谷田一
三 , 村上哲生編 , 名古屋大学出版会 , 323p.), 175-194, 2010

0610AA403

Steel E.A.(*1),Hughes R.M.(*2),Fullerton A.H.(*3),Schmutz S.(*4),Young J.A.(*5),Fukushima M.,Muhar
S.(*4),Poppe M.(*4),Feist B.E.(*3),Trautwein C.(*4)(*1USDA Forest Serv.,*2Oregon State Univ.,*3NOAA
NMFS,*4BOKU,Austria,*5USGS):Are we meeting the challenges of landscape-scale riverine research? A re-
view, Living Rev.Landscape Res., 4(1), 1-60, 2010

0610AA403

Fukushima M.,Shimazaki H.(*1),Rand P.S.(*2),Kaeriyama M.(*3)(*1Kisarazu Natl.Coll.Technol.,*2Wild Salmon
Cent.,*3Hokkaido Univ.):Reconstructing sakhalin taimen Parahucho perryi historical distribution and identifying
causes for local extinctions, Trans.Am.Fish.Soc., 140(1), 1-13, 2011

0610AA403
0608AG485

伏見暁洋 , 斉藤勝美 (*1), 藤谷雄二 , 長谷川就一 , 高橋克行 (*2), 世良耕一郎 (*3), 田邊潔 , 小林伸治 (*1
秋田県健康環境セ ,*2 日本環境衛生セ ,*3 岩手医科大サイ ク ロ ト ロ ンセ ): デ ィ ーゼル排出ナ ノ 粒子
(<0.030μm) の化学組成 と由来 , NMCC 共同利用研究成果報文集 , 15, 87-92, 2008

0808BY001
0608AG457
0608AG441

伏見暁洋 , 森野悠 , 高見昭憲 , 大原利眞 , 田邊潔 :PM2.5 の実態解明に向けて－最近の研究と 今後の課題－ ,
大気環境学会誌 , 46(2), 84-100, 2011

0911AG004
0608AG441

藤井実 , 長澤恵美里 (*1), 橋本禅 , 藤田壮 (*1 東洋大院 ): 代替的な リ サイ クル技術の資源循環効果の評価
- 木材資源の水平循環 と カスケー ド循環の比較 -, 環境システム研究論文集 , 36, 275-285, 2008

0610AA402

中谷隼 (*1), 藤井実 , 吉田綾 , 寺園淳 , 森口祐一 , 平尾雅彦 (*1)(*1 東大院 ): 使用済ペッ ト ボ ト ルの国内
リ サイ クル と日中間 リ サイ クルの比較分析 , 廃棄物学会論文誌 , 19(5), 328-339, 2008

0610AA204
0608BE567
0608BE328

Nakatani J.(*1),Fujii M.,Moriguchi Y.,Hirao M.(*1)(*1Univ.Tokyo):Life-cycle assessment of domestic and
transboundary recycling of post-consumer PET bottles, Int.J.LCA, 15(6), 590-597, 2010

0608BE567

藤井実 , 林希一郎 (*1), 伊東英幸 (*1)(*1 名古屋大 ): 有限性を考慮し た資源 ・環境評価に関するエコ ト ピ
ア社会評価手法開発 , 環境科学会誌 , 23(5), 410-419, 2010

Z00009999

藤井実 : マテ リ アル リ サイ クルの功罪 , 日本エネルギー学会誌 , 89(6), 545-550, 2010 Z00009999

Zhu Q.(*1),Yong G.(*2),Fujita T.,Hashimoto S.(*1Dalian Univ.Technol.,*2Chin.Acad.Sci.):Green supply chain
management in leading manufacturers: Case studies in Japanese large companies, Manage.Res.Rev., 33(4), 380
-392, 2010

0911LA001

Hashimoto S.(*1),Fujita T.,Yong Geng.(*2),Nagasawa E.(*3)(*1Kyoto Univ.,*2Chin.Acad.Sci.,*3Toyo
Univ.):Realizing CO2 emission reduction through industrial symbiosis: A Cement production case study for
emission reduction through industrial symbiosis: A cement production case study for Kawasaki, Resour.Con-
serv.Recycl., 54(10), 704-710, 2010

Z00009999

Chen X.(*1),Geng Y.(*1),Fujita T.(*1Chin.Acad.Sci.):An overview of municipal solid waste management in Chi-
na, J.Waste Manage., 30(4), 716-724, 2010

Z00009999

Rene Van Berkel,Fujita T.,Hashimoto S.,Geng Y.:Industrial and urban symbiosis in Japan: Analysis of the Eco-
Town program 1997-2006, J.Environ.Manage., 90(3), 1544-1556, 2009

0610AA402

Rene Van Berkel,Fujita T.,Hashimoto S.,Fujii M.:Quantitative assessment of urban and industrial symbiosis in
Kawasaki,Japan, Environ.Sci.Technol., 43(5), 1271-1281, 2009

0610AA402

村野昭人 (*1), 藤田壮 , 星野陽介 (*2)(*1 東洋大 ,*2 東鉄工 ): 建設廃木材を対象 と し た統合的再資源化シ
ナ リ オの評価システムの構築と評価 , 土木学会論文集 G, 65(1), 69-76, 2009

0610AA402

村野昭人 (*1), 藤田壮 , 小瀬博之 (*1)(*1 東洋大 ): 木造住宅を対象と し た環境負荷削減施策の評価システ
ムの構築 , 環境システム研究論文集 , 36, 117-124, 2008

0610AA402

Wong L-F.(*1),Fujita T.,Xu K-Q.(*2)(*1Toyo Univ.,*2Wuhan Univ.):Evaluation of regional bio-energy recov-
ery by local methane fermentation thermal recycling systems, J.Waste Manage., 28(11), 2259-2270, 2008

0610AA402

長澤恵美里 (*1), 藤田壮 , 大西悟 (*1 東洋大院 ): 川崎エコ タ ウ ンにおける循環型生産施設における技術
特性の評価 , 環境情報科学論文集 , (21), 237-242, 2007

Z00009999
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柳奈保子 (*1), 土田え り か (*1), 藤田壮 ,Wong L-F.(*1), 山口直久 (*2)(*1 東洋大院 ,*2 エ ッ ク ス都市研 ):
地域 GIS データベース を用いた資源循環政策の効果算定システムの構築と試行的運用 , 環境情報科学論
文集 , (21), 451-456, 2007

Z00009999

土田え り か (*1), 堀紘子 (*1), 藤田壮 , 中山忠暢 , 角田智彦 (*2), 高橋克則 (*3), 坂本義仁 (*4)(*1 東洋大 ,*2
三菱総研 ,*3JFE スチール ,*4JFE 技研 ): 都市舗装改善技術によ る熱環境変化を評価する都市熱代謝評価
モデルの構築と実証検証 , 環境情報科学論文集 , (21), 381-386, 2007

Z00009999

Geng Y.(*1),Cote R.(*1),Fujita T.(*1Dalhousie Univ.):A quantitative water resource planning and management
model for an industrial park level, J.Reg.Environ.Change, 7(3), 123-135, 2007

Z00009999

土田え り か (*1), 藤田壮 , 中山忠暢 , 角田智彦 (*2), 高橋克則 (*3)(*1 東洋大院 ,*2 三菱総研 ,*3JFE スチー
ル):川崎市における クールシテ ィ 施策の温暖化対策効果の算定システムの基本設計, 環境システム研究
論文集 , 35, 139-146, 2007

Z00009999

村野昭人 (*1), 藤田壮 , 長澤恵美里 (*2)(*1 東洋大 ,*2 東洋大院 ):WebGIS データベース を用いた循環施設
を中核とする地域循環支援システムの提案 , 環境システム研究論文集 , 35, 101-108, 2007

Z00009999

Wong L-F.(*1),Fujita T.,Yanagi N.(*1),Tsuchida E.(*1)(*1Toyo Univ.):Evaluation system of environmental im-
pacts for policy scenarios of municipal solid waste recycling in Kawasaki city, Environ.Syst.Res., 35, 431-440,
2007

Z00009999

藤田壮 , 長澤恵美里 (*1), 大西悟 (*1), 杉野章太 (*1)(*1 東洋大院 ): 川崎エコ タ ウ ンでの都市 ・ 産業共生
の展開に向けての技術 ・ 政策評価システム , 環境システム研究論文集 , 35, 89-100, 2007

0507BE937

村野昭人 (*1), 藤田壮 (*1 東洋大 ): 木造住宅の部材特性を考慮し た循環利用技術の評価 , 環境システム
研究論文集 , 34, 455-462, 2006

Z00009999

Yong G.(*1),Fujita T.,Chin K.(*Chin.Acad.Sci.):Evaluation of innovative municipal solid waste management
through urban symbiosis: a case study of Kawasaki, J.Clean.Prod., 18(10/11), 993-1000, 2010

0610AA402

大西悟 (*1), 陳旭東 (*2), 藤田壮 (*1 東洋大院 ,*2 名古屋大院 ): エコ タ ウ ン事業の地域循環特性に関する
実証研究 , 環境システム研究論文集 , 38, 429-436, 2010

0810BE004
1013BE001

瀧本真理 (*1), 曽根真理 (*1), 岸田弘之 (*1), 藤田壮 (*1 国総研 ): 社会資本 LCA に用いる イ ンベン ト リ ・
データ・ベースの対照品目のス ク リ ーニングに関する検討 , 環境システム研究論文集 , 38, 203-211, 2010

Z00009999

藤野純一 :Q20: 石油がな く なれば温暖化は解決？ , コ コが知 り たい地球温暖化 2( 気象ブ ッ ク ス 32)( 国
立環境研究所地球環境研究セン ター編著 , 成山堂 , 196p.), 149-156, 2010

0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 : 第 5 章 低炭素社会実現への道筋 , サステ イナビ リ テ ィ 学 〈2〉 気候変動と低炭素社会 ( 小宮
山宏 他編 , 東京大学出版会 , 174p.), 99-129, 2010

0610AA104

藤野純一 : 再開発にひと こ と デザイ ンを超え るデザイ ンは可能か , 再開発コーデ ィ ネーター, (147), 31,
2010

0610AA104

藤野純一 : 低炭素社会に向けた 2020 年 /2050 年シナ リ オ , 建築設備 , (717), 20-31, 2010 0610AA104

Fuj imaki  H.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yamamoto S. ,Kunugita N.(*1) ,Yoshida Y. (*2) ,Arash idani
K.(*2)(*1Natl.Inst.Public Health,*2Univ.Occup.Environ.Health):Different sensitivity in expression of transcrip-
tion factor mRNAs in congenic mice following exposure to low-level toluene, Inhal.Toxicol., 22(11), 903-909,
2010

0610AA302
0911CD016

Liu J.(*1),Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*1),Noguchi J.(*1),Sugiura T.(*1),Ding N.(*1),Arashidani K.(*1),Fujimaki
H.,Yamashita Y.(*1)(*1Univ.Occup.Environ.Ment.Health):Toluene inhalation induces activation of the tran-
scription factors NF-κB, STAT5, and NF-AT in immune cells, J.Appl.Toxicol., 30(7), 656-660, 2010

0610AA302

Koike-Kuroda Y.(*1),Kakeyama M.(*2),Fujimaki H.,T(*1),Tsukahara S(*1)(*1Grad.Sch.Saitama
Univ.,*2Grad.Sch.Univ.Tokyo):Use of live imaging analysis for evaluation of cytotoxic chemicals that induce ap-
optotic cell death, Toxicol.Vitro, 24(7), 2012-2020, 2010

0610AA302

藤巻秀和 : 健康影響と感受性 , 大気環境学会誌 , 45(2), 49-55, 2010 0610AA302

藤巻秀和 : 入門講座 大気環境の健康影響と植物影響 ―第 4 講 大気汚染物質によ る健康影響の分子 メ カ
ニズム―, 大気環境学会誌 , 45(4), A47-A53, 2010

0610AA302

Tran T.T.(*1),Fujimori S.,Matsuoka Y.,(*1)(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.):Changes of energy consumption and the
CO2 emissions structure in Vietnam from 1986 to 2005, Environ.Syst.Res., 38, 289-299, 2010

0810BA004
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Fujimori S.,Matsuoka Y.,(*1)(*1Kyoto Univ.):Global and Asian material flow and economic growth, Ecobalance
2010, 9, 100-103, 2010

0610AE531

Furuhama A.,Toida T.,Nishikawa N.,Aoki Y.,Yoshioka Y.(*1),Shiraishi H.(*1Oita Univ.):Development of an ec-
otoxicity QSAR model for the KAshinhou Tool for Ecotoxicity (KATE) system, March 2009 version, SAR QSAR
Environ.Res. , 21(5/6), 403-413, 2010

0610AK533

Belikov D.,Maksyutov S.,Miyasaka T.(*1),Saeki T.,Zhuravlev R.(*2),Kiryushov B.(*2)(*1Fujitsu
FIP,*2Cent.Aerol.Obz.):Mass-conserving tracer transport modelling on a reduced latitude-longitude grid,
Geosci.Model Dev.Discuss. , 3, 1737-1781, 2010

0610AA102

Belikov D.,Maksyutov S.,Miyasaka T.(*1),Saeki T.,Zhuravlev R.(*2),Kiryushov B.(*2)(*1Fujitsu
FIP,*2Cent.Aerological.Observ.):Mass-conserving tracer transport modelling on a reduced latitude-longitude
grid with NIES-TM, Geosci.Model Dev., 4, 207-222, 2011

0610AA102

Syso A.I.(*1),Peregon A.(*1Inst.Soil Sci.Agrochem.):The features of peat-accumulation process at the southern
slope of the great vasyugan bog, Contemp.Probl.Ecol., 2(2), 124-127, 2009

0811BA001

Horiguchi T.,Urushitani H. ,Ohta Y.(*1),Iguchi T.(*2),Shiraishi H.(*1Tottori Univ.,*2NINS):Establishment of a
polyclonal antibody against the retinoid X receptor of the rock shell Thais clavigera and its application to rock
shell tissues for imposex research, Ecotoxicology, 19(3), 571-576, 2009

0911CD007

Sousa A.C.A.(*1),Barroso C.M.(*1),Tanabe S.(*2),Horiguchi T.(*1Univ.Aveiro,*2Ehime Univ.):Involvement of
retinoid X receptor in imposex development in Nucella lapillus and Nassarius reticulatus-Preliminary results,
Interdisciplinary Studies on Environmental Chemistry - Biological Responses to Contaminants(Hamamura N. et
al.eds., Terrapub, 247p.), 189-196, 2010

0911CD007

堀口敏宏 : 巻貝の性ホルモンは脊椎動物様ステ ロ イ ド か？ , Endocr.Disrupter News Lett.( 日本内分泌攪
乱化学物質学会 ), 13(2), 1, 2010

0911CD007

堀口敏宏:実験室におけるバイ (Babylonia japonica)の産卵 と初期生活史段階の飼育管理, Endocr.Disrupter
News Lett.( 日本内分泌攪乱化学物質学会 ), 13(2), 7, 2010

0911CD007

Worthy D.E.J.(*1),Chan E.(*1),Ishizawa M.(*2),Chan D.(*1),Poss C.(*3),Dlugokencky E.J.(*4),Maksyutov
S.,Levin I.(*3)(*1Environ.Canada,*2Univ.Tronto,*3Univ.Heidelberg,*4ESRL/NOAA):Decreasing anthropo-
genic methane emissions in Europe and Siberia inferred from continuous carbon dioxide and methane observa-
tions at Alert, Canada, J.Geophys.Res., 114, D10301, 2009

0610AA101

Arshinov M.Y.(*1),Belan B.D.(*2),Davydov D.K.(*1),Inoue G.(*3),Krasnov O.A.(*1),Maksyutov S.,Machida
T.,Fofonov A.V.(*1),Shimoyama K.(*4)(*1Russian Acad.Sci.,*2Tomsk State Univ.,*3RIHN,*4Hokkaido
Univ.):Spatial and temporal variability of CO2 and CH4 concentrations in the surface atmospheric layer over
West Siberia, Atmos.Oceanic Opt., 22(1), 84-93, 2009

0610AA101

Arshinov M.Y.(*1),Belan B.D.(*2),Davydov D.K.(*1),Inouye G.(*3),Maksyutov S.,Machida T.,Fofonov
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ric.Technol.):Temporal variations of nitrogen wet deposition across Japan from 1989 to 2008, J.Geophys.Res.,
116, D06307, 2011

0610AA401
0911KB001
0911AG004
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学会誌 , 31(1), 1, 2011

Z00009999
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ヒ 素可溶化の促進 , 用水と廃水 , 52(5), 401-406, 2010

0809CD007
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P.K.(*4),Harth C.M.(*4),Yokouchi Y.(*1MIT,*2CSIRO,*3Univ.Bristol,*4Univ.California):Optimal estimation
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s i ons  o f  young  peop le  i n  J apan ,  New Zea l and ,  and  the  Un i ted  K ingdom,  ISEE 2010
Conf.(Int.Soc.Ecol.Econ.(ISEE) 11th BIENNIAL Conf.), Oldenburg, 2010/08, Abstracts

0809AF003

青柳みど り : マス メ デ ィ ア報道と市民の リ ス ク認知 , 意思決定への参加の可能性 , 第 83 回日本社会学会
大会 , 名古屋 , 2010/11, 同報告要旨集 , 223

0712BA339
0811AE001

Aoyagi-Usui M.:Gender inclusion in climate change adaptation strategies, The Environments of the Poor in the
Context of Climate Change and the Green Economy: Making Sustainable Development Inclusive, New Delhi,
2010/11, Program, 9

0609CE491

Aoyagi-Usui M.:Understanding climate change issue and gender: A result from group interview on Japanese uni-
versity students and graduates in Tokyo metropolitan area, SRA 2010 Annu.Meet., Salt Lake City, 2010/12,
Program, 55

0809AF003
0811AE001

赤坂宗光:堰き止め型貯水池の連結性が水生植物の多様性および群集構造に与え る影響の評価, WEC応
用生態研究助成 ( 第 4 回 ) 研究発表会 , 東京 , 2010/09, 同予稿集 , 6

0610AA304

Akasaka M.,Higuchi S.(*1),Mitsuhashi H.(*2),Takamura N.,Kadono Y.(*1)(*1Kobe Univ.,*2Museum
Nat.Hum.Act.):Assessing responsible species traits for local extinction of aquatic macrophytesImpact of urban-
ization and bank protection, Gfo 40th Anniv.Meet.2010, Giessen, 2010/08, Abstracts, 35

0610AA304

馬場俊介 (*1), 赤坂宗光 , 高村典子 (*1 東大院 ): 小川原湖における沈水植物及びマ リ モ類の生育 と環境
要因 , 日本陸水学会 第 75 回大会 （ポス ター発表） , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 126

0610AA304

作野裕司 (*1), 田尾真 (*1), 西信昭 (*1), 徳永隆二 (*1), 赤坂宗光 , 小熊宏之 , 高村典子 (*1 広島大 ):ALOS/
AVNIR-2 によ る兵庫県ため池の全 リ ン分布推定 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 49 回学術講演会 （ポ
ス ター発表） , 鹿児島 , 2010/11, 同講演要旨集 , 175-176

0610AA403

作野裕司(*1),西信昭(*1),田尾真(*1),徳永隆二(*1),赤坂宗光,小熊宏之,高村典子(*1広島大):QuickBird
によ る兵庫県ため池のク ロ ロ フ ィ ル分布推定 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 49 回学術講演会 （ポス
ター発表） , 鹿児島 , 2010/11, 同講演要旨集 , 177-178

0610AA403

Akashi O.:Baseline scenarios, Asia Modeling Exercise Meet., Seoul, 2010/09 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Akashi O.:Technology, Asia Modeling Exercise Meet., Seoul, 2010/09 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Akashi O.:AIM-Enduce Model, Energy Modeling Forum 24, Washington DC, 2010/10 0610AA104
0810BA004
0913BA002
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赤沼宏美 , 永野麗子 , 座波ひろ子 , 大迫誠一郎 (*1), 曽根秀子 (*1 東大 ): 胎生プロ グ ラ ミ ング異常を検出
するためのマルチプロ フ ァ イ リ ング技術の確立 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 , 東
京 , 2010/12, 同研究発表会要旨集 , 37

0611AK518

Akanuma h.,Nagano R.,Toyoshiba H.,Koikegami S.(*1),Ohsako S.(*2),Sone H.(*1Second Lab.LLC,*2Univ.To-
kyo):Multi-profiling analysis of chemical effects with gene expression and phenotype information by using Baye-
sian networks, Chem-Bio Informatics(CBI)2010 （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/09, Abstracts, 131

0611AK518

Akanuma h.,Nagano R.,Toyoshiba H.,Koikegami S.(*1),Ohsako S.(*2),Sone H.(*1Second Lab.LLC,*2Univ.To-
kyo):Multi-profiling analysis of Chemical effects with gene expression and phenotype information by using Baye-
sian networks, Comput.Biol.Res.Cent.Workshop 2010 （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/07, Abstracts, P74

0611AK518

Akanuma h.,Zaha H.,Okura M.,Kanda K.(*1),Fujibuchi W.(*2),Taniguchi T.(*3),Sone H.(*1Iroha Cre-
ative,*2AIST,*3Mitsubishi Res.Inst.):Bayesian network analysis of chemical toxicities for health risk assess-
ments, InCOB2010(9th Int.Conf.Bioinformatics) （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/09, Abstracts, 39

0611AK518

秋吉英治 , 山下陽介 , 中村哲 :CCSR/NIES 化学気候モデルを用いた CCMVal-2 オゾン層将来予測実験 と
その感度実験 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS003-08

1010AF003
0710CD390

岡本功太 (*1), 佐藤薫 (*1), 秋吉英治 (*1 東大院 ):21 世紀における Brewer-Dobson 循環の形成 と ト レ ン ド
に対する重力波ド ラ ッ グの役割, 日本地球惑星科学連合 2010年大会, 千葉, 2010/05, 同予稿集, AAS003-
14

0913AE001

秋吉英治 , 中村哲 , 山下陽介 : オゾン層将来予測実験と ハロゲン ・ 温室効果ガスに関するその感度実験
の極渦崩壊時期 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 192

0911BA001
0913AE001

岡本功太 (*1), 佐藤薫 (*1), 秋吉英治 (*1 東大院 ):Brewer-Dobson 循環の形成に対する放射加熱率 と波強
制の影響 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 198

0913AE001

鈴木睦 (*1), 佐野琢己 (*1), 眞子直弘 (*1), 岩田吉隆 (*1), 塩谷雅人 (*2), 林寛夫 (*2), 内藤陽子 (*2), 西本絵
里子 (*2), 光田千紘 (*3), 秋吉英治 他 (*1ISAS/JAXA,*2 京都大 ,*3 富士通 FIP):ISS/JEM/SMILES からの成
層圏 ・ 中間圏 CIO,BrO,HO2 の観測結果 , 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 44

0710CD390
0913AE001

渡辺真吾 (*1), 河谷芳雄 (*1), 高橋正明 (*2), 小池真 (*3), 佐藤薫 (*3), 冨川喜弘 (*4), 宮原三郎 (*5), 佐藤正
樹 (*2), 秋吉英治 , 宮崎和幸 (*1) 他 (*1JAMSTEC,*2 東大大気海洋研 ,*3 東大院 ,*4 極地研 ,*5 九大院 ):
中層大気・電離圏モデ リ ング観測と モデルの統合を目指し て , 2010 年度南極昭和基地大型大気レーダー
計画 (PANSY) 研究集会 , 立川 , 2010/12, プロ グ ラ ム

0710CD390
0913AE001

秋吉英治 , 山下陽介 , 中村哲 : 化学気候モデルのオゾンホールシ ミ ュ レーシ ョ ン , 2010 年度南極昭和基
地大型大気レーダー計画 (PANSY) 研究集会 , 立川 , 2010/12, プロ グ ラ ム

0913AE001
0710CD390

岡本功太 (*1), 佐藤薫 (*1), 秋吉英治 (*1 東大院 ): 残差循環によ る成層圏物質輸送の変化の メ カニズム ,
2010 年度南極昭和基地大型大気レーダー計画 (PANSY) 研究集会 , 立川 , 2010/12, プロ グ ラ ム

0710CD390
0913AE001

今井敏夫 (*1), 朝倉宏 , 遠藤和人 , 井上雄三 (*1 太平洋セ メ ン ト ): 埋立処分された都市ごみ焼却主灰の固
化 メ カニズム , 第 17 回廃棄物学会研究発表会 , 北九州 , 2006/11, 同講演論文集 , 971-973

0610AB546

今井敏夫 (*1), 高野博之 (*1), 朝倉宏 , 遠藤和人 , 井上雄三 (*1 太平洋セ メ ン ト ): 都市ごみ焼却主灰の経
時観察と炭酸化 , 第 18 回廃棄物学会研究発表会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2007/11, 同講演論文集 ,
821-823

0610AB546

今井敏夫 (*1), 朝倉宏 , 遠藤和人 , 井上雄三 (*1 太平洋セ メ ン ト ): 混合埋立によ る都市ごみ焼却主灰の固
化抑制 , 第 18 回廃棄物学会研究発表会 , つ く ば , 2007/11, 同講演論文集 , 827-829

0610AB546

芦名秀一 , 藤野純一 : 日本低炭素社会のエネルギー供給多様性に関する研究 , 第 29 回エネルギー・資源
学会研究発表会 , 大阪 , 2010/06, 同講演論文集 , 20

0913BA002
0610AA104
0810BA004
1012AG001

芦名秀一 : 地球環境－日本の CO2 25％削減－ , 第 24 回日本高齢者大会 , 水戸 , 2010/09, 講座資料 , 21-22 0913BA002
0610AA104
0810BA004
1012AG001

芦名秀一 , 藤野純一 , 米澤健一 , 有賀敏典 , 松橋啓介 : 日本における地域エネルギーシステム需給分布を
考慮し た低炭素型エネルギーシステムの実現可能性検討 , エネルギー ・ 資源学会 第 27 回エネルギーシ
ステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス , 東京 , 2011/01, 同講演論文集 , 22

0913BA002
0610AA104
0810BA004
1012AG001
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白木裕斗 (*1), 芦名秀一 , 亀山康子 , 森口祐一 (*1 東大院 ): 地域性を考慮し た再生可能エネルギーの導入
に関する研究 , エネルギー ・ 資源学会第 27 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス , 東京 ,
2011/01, 同講演論文集 , 23

0913BA002
0610AA104
0810BA004
1012AG001

芦名秀一 , 藤野純一 , 増井利彦 , 榎原友樹 (*1), 日比野剛 (*1)(*1 みずほ情報総研 ): わが国における 2050
年 CO2 排出量 80％削減社会に向けた道筋検討 , エネルギー・資源学会第 27 回エネルギーシステム ・経
済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス , 東京 , 2011/01, 同講演論文集 , 154

0913BA002
0610AA104
0810BA004
1012AG001

Adachi M.,Ito A.,Kadir W.R.(*1),Yamagata Y.(*1FRIM):Carbon budget in tropical forest and oil palm plantation
in Pasoh: approach from a process model and field measurements, Pasoh Int.Symp., Malaysia, 2010/11, Ab-
stracts, 22

0811BA001

阿部学 , 塩竈秀夫 , 野沢徹 , 江守正多 : マルチモデルの将来気候変化場 と現在気候場の関連モード を用
いた将来気温変化場の推定 , 日本気象学会 2010 年度春季大会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/05, 同講演
予稿集 , 97, 274

0610AA103
0711BA335
0711CE432
0610AJ001

Abe M.,Shiogama H.,Nozawa T.,Emori S.:Future surface temperature change estimation constrained by using
the future-present correlated modes in variability of CMIP3 multi-model simulations, AGU 2010 Fall Meet.（ポ
ス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, Gc43C-0988

0610AA103
0610AJ001
0711BA335
0711CE432

天野佳正 , 矢部徹 , 田中亘 (*1), 石井裕一 (*2), 冨岡典子 (*1 ピーシーイー ,*2 茨城県霞ヶ浦環境科セ ):
霞ヶ浦における湖岸地形および波浪と植生帯規模に関する研究 , 日本陸水学会 第 73 回大会 （ポス ター
発表） , 札幌 , 2008/10, 同講演要旨集 , P027

0610FP017
0307AF511
0305AG597
0204AF391
0103AE144

石井裕一 (*1), 小松伸行 (*1), 渡邊圭司 (*1), 三好久美子 (*1), 根岸正美 (*1), 天野佳正 , 矢部徹 (*1 茨城県
霞ヶ浦環境科セ ): 湖沼底泥からの リ ン溶出ポテンシ ャルの季節変化と その制御因子 , 日本陸水学会 第
73 回大会 （ポス ター発表） , 札幌 , 2008/10, 同講演要旨集 , P071

0408AH376
0307AF511
0406AH019
0305AG597

厚美博之 (*1), 張替慧 (*1), 瀧和夫 (*1), 石井裕一 (*2), 小松伸行 (*2), 渡邊圭司 (*2), 根岸正美 (*2), 天野佳
正 , 矢部徹 (*1 千葉工大 ,*2 茨城県霞ヶ浦環境科セ ): 霞ヶ浦底泥からの リ ン溶出に及ぼす環境因子の推
定 , 第 42 回水環境学会年会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2008/03, 同講演集 , 535

0911AH003
0408AH376
0307AF511
0305AG597
0204AF391

石井裕一 (*1), 山本麻美子 (*1), 北村立実 (*1), 小松伸行 (*1), 渡邊圭司 (*1), 根岸正美 (*1), 天野佳正 , 矢部
徹 (*1 茨城県霞ヶ 浦環境科セ ): 霞ヶ 浦流入河川における 栄養塩類負荷特性 , 第 42 回水環境学会年会 , 名
古屋 , 2008/03, 同講演集 , 429

0408AH376
0307AF511
0406AH019
0305AG597
0204AF391

有賀敏典 , 松橋啓介 , 青野貞康 (*1), 大森宣暁 (*1)(*1 東大 ): 交通手段転換 と勤務時間帯の変更を同時に
考慮し たモビ リ テ ィ ・ マネジ メ ン ト に関する研究 , 第 42 回土木計画学研究発表会 , 甲府 , 2010/11, 同
予稿集

1012AG001
0911BA004

有賀敏典 , 青野貞康 (*1), 大森宣暁 (*1), 原田昇 (*1)(*1 東大院 ):Web ベースのア ク テ ィ ビテ ィ ・ シ ミ ュ
レーターを用いた時差勤務制度に対する意向分析 , 第 41 回土木計画学研究発表会 , 名古屋 , 2010/06, 同
予稿集

1010MA001

Alexandrov G.,Inoue G.(*1),Matsunaga T.(*1RIHN):Modelling needs assessment for social adaptation to climate
change in Siberia, iEMSs 2010, Ottawa, 2010/07

0810AE005

Alexandrov G.,Matsunaga T.:A scientific workflow tool for biosphere modelling: Carbon sink archives, iEMSs
2010, Ottawa, 2010/07

0810AE005

Bril A.,Oshchepkov S.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Yokota T.:Retrieval of atmospheric CO2 and CH4 from
GOSAT short wave infrared observations using PPDF-based method, SPIE Eur.Remote Sens.2010, Toulouse,
2010/09, Program, 32

0610AA102
0810BY001

李政勲 , 児玉圭太 , 朴正彩 (*1), 小宮朋之 (*2), 石井光廣 (*2), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 山口大院 ,*2 千葉
水研セ ): 東京湾におけるマコガレ イ着底稚魚の摂餌生態 と成長 , 平成 22 年度日本水産学会秋季大会（ポ
ス ター発表） , 京都 , 2010/09, 同予稿集 , 110

0610AA304
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Lee D-Y.,Xu K-Q.,Li Y-Y.(*1),Kim M-S.(*2),Inamori Y.(*3)(*1Tohoku Univ.,*2Korea Inst.Energy
Res.,*3Fukushima Univ.):Continuous H2 production by a membrane bioreactor from food waste, 2010 年度韓
国廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , Daejeon, 2010/05, 同講演集 , 103-105

0610AB519
0610AA203

Lee D-Y.,Xu K-Q.,Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.):Characteristics of sludge recycle on the continuous hy-
drogen and methane fermentation from food waste, Renewable Energy 2010（ポス ター発表）, Yokohama, 2010/
07, Program, P-Bm-36

0610AB519
0610AA203

飯尾淳弘 , 彦坂幸毅 (*1),NielsAnten(*2), 伊藤昭彦 (*1 東北大 ,*2 ユ ト レ ヒ ト 大 ): 地球スケールにおける
葉面積指数の メ タ解析 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要
旨集 , 58, 300

0913CD001

飯尾淳弘 : 森林生態系の機能と役割－光合成によ る CO2 吸収 ・ 固定 , 第 12 回静岡ラ イ フサイエン スシ
ンポジウ ム , 静岡 , 2011/02

Z00009999

五百城幹英 , 馬場将人 (*1), 白岩善博 (*1), 渡邊信 (*1), 中嶋信美 (*1 筑波大 ): 網羅的遺伝子発現解析によ
る オイ ル産生緑藻ボト リ オコ ッ カス における オイ ル生合成機構の解明 , 第 52 回日本植物生理学会年会 ,
仙台 , 2011/03, プロ グ ラ ム

0813KB001

Ishigaki T.,Sawamura H.(*1),Nakamura T.(*2),Inoue A.(*2),Yamamoto Y.(*2)(*1Osaka Univ.,*2Ryukoku
Univ.):Appropriate recycling system of wet biomass waste by introduction of hydrogen fermentation, 14th Ko-
rea-Jpn.Jt.Int.Sess., Daejon, 2010/05, Abstracts, 110-111

0610AB546

Ishigaki T.,Ikeda K.(*1),Yamada M.,Wang-yao K.,Naruoka T.,Endo K.(*1Ryukoku Univ.):Assessment of meth-
ane oxidation in landfill top cover in Japan, 6th Int.Landfill Res.Symp.（ポス ター発表）, Akaigawa Village(Hok-
kaido), 2010/06, Abstracts, 170-171

0610AB546
1012BA001

白川ま り な (*1), 石垣智基 , 占部武生 (*1)(*1 龍谷大 ): エコ活動の実施における意識 と行動の関連性に関
する調査 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 57-58

0610AB546

澤村啓美 (*1), 中村拓郎 (*2), 井上愛子 (*2), 山本陽介 (*2), 石垣智基 (*1 福岡大 ,*2 龍谷大 ): 湿潤バイオ
マス廃棄物の循環利用適正化に関する研究 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） ,
金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 281-282

0610AB546
1012BA001

東川拓司 (*1), 占部武生 (*1), 石垣智基 , 遠藤和人 , 山田正人 , 成宮等 (*2)(*1 龍谷大 ,*2 滋賀県環境事業
公社 ): 廃棄物埋立地からの メ タ ンガス排出量算定に用いられる排出係数の検討 , 第 21 回廃棄物資源循
環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 521-522

0610AB546
0811BC001
1012BA001

石垣智基 , 古田祐介 (*1), 伊賀友亮 (*1), 山田正人 (*1 龍谷大 ): 廃棄物埋立地における亜酸化窒素ガスの
排出実態に関する調査 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 525-526

0610AB546
1012BA001
0709BA279
0610AA204

濱田真樹 (*1), 小林泰士 (*1), 石田明希 (*1), 占部武生 (*1), 澤村啓美 (*2), 清和成 (*3), 井上大介 (*3), 石垣
智基 (*1 龍谷大 ,*2 福岡大 ,*3 大阪大 ): 廃棄物最終処分場の微生物機能評価用 DNA マイ ク ロ アレ イ を用
いた安定化特性因子の抽出, 第21回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集, 533-534

0610AB546
1012BA001

惣田訓 (*1), 石垣智基 , 池道彦 (*1)(*1 大阪大 ): コ ミ ュ ニテ ィ ・ プラ ン ト からの温室効果ガス排出量の実
態調査 , 第 47 回下水道研究発表会 , 名古屋 , 2010/07, 同予稿集 , 218-220

0610AB546
1012BA001

Ishigaki T.,Nakamura T.(*1),Inoue A.(*1),Yamamoto Y.(*1),Sawamura H.(*2)(*1Ryukoku Univ.,*2Fukuoka
Univ.):Effective utilization system of wet biomass waste as regional resource, 7th Expert Meet.Soc.Waste Man-
age.Experts Asia Pac.Isl. （ポス ター発表） , Taipei, 2010/10, Abstracts

0610AB546
1012BA001

Sawamura H.(*1),Ishigaki T.,Endo K.,Ono Y.(*2),Hara Y.(*3),Kamura K.(*4),Soda S.(*5),Yamada M.,Ike
M.(*5)(*1Fukuoka Univ.,*2Nippon Inst.Tchnol.,*3Dowa Environ.,*4Waseda Univ.,*5Osaka Univ.):Phylogenic
and functional characterization of microbial communities in waste landfills in Japan, 6th Asian-Pac.Landfill Symp.
（ポス ター発表） , Seoul, 2010/10, Abstracts, 426-434

0610AB546
1012BA001

濱田真樹 (*1), 占部武生 (*1), 小林泰士 (*1), 石田明希 (*1), 石垣智基 , 池道彦 (*2), 清和成 (*2), 井上大介
(*2), 澤村啓美 (*3), 樋口進 (*4), 八木美雄 (*5), 東海林俊吉 (*5)(*1 龍谷大 ,*2 大阪大 ,*3 福岡大 ,*4 大阪
湾広域臨海環境整備セ ,*5 廃棄物研究財団 ): 廃棄物埋立地浄化技術の微生物学的評価 , 第 32 回全国都
市清掃研究 ・ 事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集 , 101-103

0610AB546

白川ま り な (*1), 占部武生 (*1), 石垣智基 (*1 龍谷大 ): 「エコ活動」 の実践における行動要因 と負担意識
の調査 , 第 32 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集 , 64-66

0610AB546
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石垣智基 , 冨永幸 (*1), 田中宏和 (*2)(*1 龍谷大 ,*2 福井県衛生環境研セ ): 廃棄物埋立地における金属の
可溶化促進に関する研究, 第32回全国都市清掃研究・事例発表会, 岡山, 2011/01, 同講演論文集, 270-272

1011CD008

東川拓司 (*1), 占部武生 (*1), 石垣智基 , 遠藤和人 , 山田正人 , 成宮等 (*2)(*1 龍谷大 ,*2 滋賀県環境事業
公社 ): 廃棄物埋立地からの メ タ ンガス排出量算定式中の降水量および埋立工法に適し た排出係数の検
討 , 第 32 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集 , 273-275

1012BA001
0610AB546

Ishizaki Y.,Shiogama H.,Emori S.,Yokohata T.:Dependencies of Pattern scaling on emission scenarios, Int.hoc
Detect.Attribution Group (IDAG), Boulder, 2011/02

0610AA103

Ishido M.:Transcriptional analysis of biological effects of electromagnetic fields on human breast MCF-7 cells,
32nd Annu.Meet.Bioelectromagnetics Soci. （ポス ター発表） , Seoul, 2010/06

0610AA302
0608ZZ569
0911CD006

Ishido M.,Suzuki J.,Masuo Y.(*1)(*1Toho Univ.):Neurodegeneration of dopaminergic neurons in the orally ad-
ministered bisphenol A-caused hyperactive rat, 包括型脳科学研究推進支援ネ ッ ト ワ ー ク 夏の ワ ー ク
シ ョ ッ プ （ポス ター発表） , 札幌 , 2010/07, プロ グ ラ ム , 77

0610AA302
0608ZZ569
0911CD006

Masuo Y.(*1),Ishido M.(*1Toho Univ.):Neurotoxicity of endocrine disruptors: possible roles in the etiology of
developmental and neurodegenerative disorders, 7th Int.Congr.Neuroendocrinol., Rouen, 2010/07

0610AA302
0608ZZ569
0911CD006

Masuo Y.(*1),Ishido M.(*1Toho Univ.):Attention-deficit hyperactivity disorder (ADHD) and endocrine disrup-
tors, 7th Int.Congr.Neuroendocrinol., Rouen, 2010/07, Abstracts

0610AA302
0608ZZ569
0911CD006

Ishido M.:Biological effects of electricmagnetic fields on human breast cncer MCF-7 cells, Int.Interdisciplinary
Workshop Novel Phenom.Integrated Complex Sci.: From Non-living to Living Systemes, Kyoto, 2010/10

0911CD018

Miyata H.(*1),Ishido M.,Ishizawa K.(*1),Hondou T.(*1)(*1Grad.Tohoku Univ.):The effects of 50 Hz sinusoidal
magnetic field on nitric oxide (NO) production by HUVEC, Int.Interdisciplinary Workshop on novel phenomena
in integrated complex: from Non-living to living systems, Kyoto, 2010/10, Abstracts, 37

0911CD018

石堂正美 , 鈴木純子 :In vitro における 神経幹細胞移動の分子モニタ ーリ ングと 環境化学物質の影響評価 ,
第 5 回日本分子イ メ ージング学会 （ポス ター発表） , 大津 , 2010/06

0608ZZ569
0610AA302
0911CD006

石堂正美 , 鈴木純子 : 神経幹細胞を活用し た環境化学物質の定量的神経系発生毒性評価法 , iPS ・ ES ・ 体
性幹細胞 Forum2010 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/06

0608ZZ569
0610AA302
0911CD006

石堂正美 , 宮田英威 (*1), 石澤賢一 (*1), 本堂毅 (*1)(*1 東北大 ): ヒ ト 乳癌細胞における 50Hz 磁場曝露に
よ る転写ネ ッ ト ワーク解析 , 第 19 回日本臨床環境医学会学術集会 , 東京 , 2010/07, 同抄録集 , 19, 43

0911CD018

宮田英威 (*1), 石澤賢一 (*1), 石堂正美 , 菅原研 (*2), 本堂毅 (*1)(*1 東北大 ,*2 東北学院大 ): ヒ ト 臍帯静
脈内皮細胞の一酸化窒素賛成に及ぼす 50Hz 磁場の影響の検討 , 第 19 回日本臨床環境医学会学術集会 ,
東京 , 2010/07, 同予稿集 , 42

0911CD018

石堂正美 :PACAP によ る C12 細胞突起伸展における様々な遺伝子発現の時系列的動態解析 , 第 33 回日
本神経科学大会 (Neuroscience 2010) （ポス ター発表） , 神戸 , 2010/09, プロ グ ラ ム , P1-b31

0610AA302
0608ZZ569

石堂正美 : ヒ ト 乳癌細胞における 50Hz 電磁界曝露によ る転写ネ ッ ト ワーク解析 , 第 69 回日本癌学会
（ポス ター発表） , 大阪 , 2010/09, 同要旨集 , 149

0911CD018

Ishihara M.,Hasegawa H.(*1),Yasumura S.(*2),Hayashi S.,Yamano H.(*1Kokushikan Univ.,*2WWF Japan):Land
cover classification using multi-temporal satellite images in a subtropical area, 日本地球惑星科学連合 2010 年
大会 （ポス ター発表） , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , HTT030-P03

0812CD007
1012MA001

石原光則 , 小熊宏之 , 浪崎直子 , 山野博哉 : カ メ ラ を用いた沿岸域モニ タ リ ング , 日本 リ モー ト センシ
ング学会 第 48 回学術講演会 , つ く ば , 2010/05, プロ グ ラ ム

0812KB001
0812CD007

石原光則 , 波利井佐紀 (*1), 茅根創 (*2), 本郷宙軌 (*2), 長谷川均 (*3), 山野博哉 (*1 琉球大熱帯生物圏研
セ ,*2 東京大 ,*3 国士館大 ): 衛星画像を用いた石垣島白保におけるサンゴ群集被度変化の評価 , 日本サ
ンゴ礁学会 第 13 回大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/12, 同講演要旨集 , 133

0812CD007

Ishihara M.,Oguma H.,Namizaki N.,Yamano H.:Evaluation of the feasibility of web cameras to monitor coastal
areas, ISPRS Tech.Comm.8th Symp. （ポス ター発表） , Kyoto, 2010/08, Abstract, 38(8), 1033-1034

0812KB001
0812CD007
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渡邊剛 (*1), 山崎敦子 (*1), 石原光則 , 岨康輝 (*1), 大森一人 (*1), 長谷川均 (*2), 安村茂樹 (*3), 山野博哉
(*1 北大院 ,*2 国士舘大 ,*3WWF ジャパン ): 石垣島轟川流域の造礁性サンゴに記録される土地利用の歴
史的変化－その 1; キ ャ リ ブレーシ ョ ン－ , 日本サンゴ礁学会 第 13 回大会 , つ く ば , 2010/12, 同講演要
旨集 , 51

0610AE005
0812CD007

石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人 : 埋立地ガス フラ ッ ク ス 計測のための閉鎖式チャ ンバー法の信頼性評価 ,
平成 22 年度廃棄物資源循環学会研究討論会 （ポス ター発表） , 川崎 , 2010/05, 同講演論文集 , 113

0610AA204
1012BA001

Ishimori H.,Endo K.,Yamada M.:Measurement accuracy of static chamber method for landfill gas emission mon-
itoring, 6th Int.Landfill Res.Symp.（ポス ター発表）, Akaigawa Village(Hokkaido), 2010/06, Abstracts, 153-154

0610AA204
1012BA001

Ishimori H.,Katsumi T.(*1),Fukagawa R.(*2),Inui T.(*1),Endo K.(*1Kyoto Univ.,*2Ritsumeikan Univ.):Barrier
performance of GCLs against sodium chloride solutions at elevated temperature conditions, 3rd Int.Symp.Geo-
synthetic Clay Liner, Wuerzburg, 2010/09, Abstracts, 145-154

1011AF001
1011CD007

Katsumi T.(*1),Inui T.(*1),Ishimori H.,Kamon M.(*2)(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.,*2Kagawa Natl.Coll.Tech-
nol.):Geosynthetics applied in waste landfills and containment facilities, 9th Int.Conf.Geosynthetics, Guaruja,
2010/05, Abstracts, 323-342

0610AB546
1011AF001
1011CD007
0811BC001

Ishimori H.,Katsumi T.(*1),Endo K.,Yamada M.(*1Kyoto Univ.):Effects of inorganic chemical solutions with el-
evated temperature on barrier performance of GCLs as bottom liners in landfill, 6th Asian-Pac.Landfill Symp.
（ポス ター発表） , Seoul, 2010/10, Proceedings, 192-196

1011AF001
0811BC001
1011CD007
0610AB546

石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人 : 鉛直ガス抜き管と水平ガス回収層のガス回収効果の違い , 第 21 回廃棄
物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 21, 459-460

0610AB546
0811BC001
1012BA001

石森洋行 , 遠藤和人 , 肴倉宏史 , 山田正人 , 大迫政浩 : 土石系再生製品の環境安全性評価のための化学物
質溶出シ ミ ュ レーシ ョ ン , COMSOL Conf.2010 Tokyo, 東京 , 2010/12

1011LA001
0610AB546
1011CD007

Ichinose T.(Toshiaki),Harada I.(*1),Toyota T.(*2)(*1TUIS,*2RIHN):Numerical simulations of recent urban
warming in seven Asian mega-cities, 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 ,
HSC016-06

0510KZ503

吉田友紀子 (*1), 奥宮正哉 (*1), 大西暁生 (*1), 一 ノ瀬俊明 , 東修 (*2), 井村秀文 (*1)(*1 名大院 ,*2 広島大
院 ): 低炭素型都市づ く り 施策の効果 と その評価に関する研究 その 2 都市機能モデルによ る地域エネル
ギー推計 , 2010 日本建築学会大会 ( 北陸 ), 富山 , 2010/09, 学術講演梗概集 建築デザイ ン発表梗概集 ,
1011-1012

0810BA007

一 ノ瀬俊明 , 原田一平 (*1), 豊田知世 (*2)(*1 東京情報大 ,*2 現 ・ JICA): アジアの 7 大都市における都市
温暖化の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 74

0510KZ503

一 ノ瀬俊明 , 原田一平 (*1), 豊田知世 (*2)(*1 東京情報大 ,*2JICA): アジアの 7 大都市における都市温暖
化の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン , 日本地理学会 2010 年秋季学術大会 , 名古屋 , 2010/10, 同要旨集 , (78), 123

0510KZ503

Ichinose T.(Toshiaki):What was succeeded from the MeREM Project(2004-2006)?, Adv.Sci.Sustainable Man-
age.Mekong River （ポス ター発表） , Ubon Ratchathani, 2011/01, Proceedings, 18

0610AA403

Ide R.,Oguma H.:Use of digital cameras for phenological observations, UK-Jpn.Workshop Forests Climate
Change （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/08

0911BD002

Takagi K.(*1),Ide R.,Ogawa A.,Ueyama M.(*2),Hong J.(*3),Ono K.(*4),Murakami K.(*5),Sasai T.(*6),Taka-
hashi K.(*7),Saigusa N. et al.(*1Hokkaido Univ.,*2Osaka Pref.Univ.,*3Natl.Inst.Math.Sci.Ko-
rea,*4NIAES,*5Univ.Tsukuba,*6Nagoya Univ.,*7Fukushima Univ.):Comparison of Gap-Filling procedures for
synthesized determination of annual carbon budgets of Carboeastasia data set, AsiaFlux Workshop 2010（ポス
ター発表） , Guangzhou, 2010/12, Proceedings, 113

0610AC933

伊藤昭彦 : 広域スケールの陸域生物圏研究に関する最新の動向 , 日本気象学会 2008 年度春季大会 , 横
浜 , 2008/05, プロ グ ラ ム

0610AA103

Ito A.,Inatomi M.(*1),Adachi M.,Yamagata Y.(*1JAMSTEC):Data-model fusion for ecaluatin ecosystem services
under climate change and land-use change, Land Change Modeling Methods: calibration, validation and extrap-
olation, Phoenix, 2010/10, Abstracts, 35

0811BA001
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市井和仁 (*1), 近藤雅征 (*1), 鈴木孝 (*1), 高橋一穂 (*1), 高橋純一 (*1), 伊藤昭彦 , 佐々井崇博 (*2), 植山
雅仁 (*3), 平田竜一 (*4), 三枝信子 (*1 福島大 ,*2 名古屋大 ,*3 大阪府大 ,*4 北大 ): アジア域における陸
域生態系モデル相互比較 : 初期解析結果 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 ,
2010/10, 同講演予稿集 , 502

0610AC933
0711BB570

伊藤祥子 , 笹川裕史 , 相原敬次 (*1), 谷脇徹 (*1), 山根正伸 (*1), 越地正 (*1), 清水英幸 (*1 神奈川県自然
環境保全セ ): ブナ苗へのオゾン と水ス ト レ スの単独および複合影響 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス
ター発表） , 大阪 , 2010/09, 同講演要旨集 , 354

0911BC002
1012AH005
0911MA001
0509AH953

Ito S.,Zou C.J.(*1),Xu Z.Z.(*2),Sasakawa H.,Jamsran U.(*3),Chen L.J.(*2),Zheng Y.R.(*2),Shimizu H.(*1East
China Normal Univ.,*2Chin.Acad.Sci.,*3Mong.State Univ.Agric.):Eco-physiological responses of Agropyron
cristatum and Caragana microphylla grown in China and Mongolia to water stress, Int.Symp.Mong.Ecosystems
Desertification （ポス ター発表） , Ulaanbaatar, 2009/10

0709BA513
0610SP004
0406BA405
0103BA001
0709CD581

Ito S.,Sasakawa H.,Xu Z. Z.(*1),Chen L.J.(*1),Tsuji. W.(*2),An P.(*2),Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.,*2Tottori
Univ.):Growth responses to soil water stress of some Artemisia species grown in desertificated grassland in
North-East Asia, 58th Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(ESJ58) （ポス ター発表） , Sapporo, 2011/03, Abstracts, 294

1012AE006
0709BA513
0406BA405
0103BA001
0709CD581

Inaba K.,Kuramochi H.,Osako M.,Kayo C.,Nansai K.,Hashimoto S.:Trend analysis of factors to build material
cycle in Biomass Town Concepts, 9th Int.Conf.EcoBalance, Tokyo, 2010/12, Proceedings

0610AA201
0610AA203
0810BE002

稲葉陸太 , 大迫政浩 : バイオマス タ ウ ン構想 と策定自治体の傾向 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表
会 , 金沢 , 2010/11, 同講演論文集 , 95-96

0610AA201
0610AA203
0810BE002

稲葉陸太 , 藤井実 , 南齋規介 , 大迫政浩 , 羽田謙一郎 (*1), 高木重定 (*1), 古島康 (*1), 松井重和 (*1)(*1 み
ずほ情報総研 ): 資源循環における動脈静脈連携 , 第 4 回日本 LCA 学会研究発表会 , 北九州 , 2009/03,
同要旨集 , 226-227

0610AA201
0810BE002

稲葉陸太 , 藤井実 , 南齋規介 , 大迫政浩 , 羽田謙一郎 (*1), 高木重定 (*1), 古島康 (*1), 松井重和 (*1)(*1 み
ずほ情報総研 ): 廃棄物系バイオマス循環利用における動脈静脈連携の分類と効果 , 第 19 回廃棄物学会
研究発表会 , 京都 , 2008/11, 同講演論文集 , 153-155

0610AA201
0810BE002

Inaba R.,Furuichi T.(*1),Komatsu T.(*1),Tanikawa N.(*1),Ishi K.(*1)(*1Hokkaido Univ.):Biogasification of ille-
gally dumped wastes for energy recovery, 5th Asian-Pac.Landfill Symp., Sapporo, 2008/10, Proceedings 

Z00009999

Inaba R.,Fujii M.,Nansai K.,Osako M.,Hada K.(*1),Takagi S.(*1),Furushima Y.(*1),Matsui S.(*1)(*1Mizuho
Inf.Res.Inst.):Patterns and effects of artery and vein combinations in material cycles, 8th Int.Conf.EcoBalance
（ポス ター発表） , Tokyo, 2008/11, Proceedings, P-055

0610AA201
0810BE002

Inaba R.,Nansai K.:Hybrid LCA for waste biomass management, 5th SETAC World Congr. （ポス ター発表） ,
Sydney, 2008/08, Abstracts 

0610AA201
0607BE579

稲葉陸太 , 南齋規介 : 廃棄物系生物資源利用の環境性能 , 第 3 回日本 LCA 学会研究発表会 , 名古屋 ,
2008/03, 同要旨集 , 30-31

0607BE579
0610AA201

Inaba R.,Osako M.,Kuramochi H.,Fujii M.:Systems for conversion of waste biomass to energy in Japan, 11th
Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007), Cagliari, 2007/10, Proceedings

0610AA201
0607BE579

Inaba R.,Inoue Y.,Osako M.:Consideration of regional supply-demand balance of renewable energy derived from
waste biomass in Japan, Venice 2006 Biomass Waste Energy Symp. （ポス ター発表） , Venice, 2006/10, Pro-
ceedings 

0610AA201
0607BE579

Inoue T.,Tsuchiya T.(*1)(*1Chiba Univ.):Ecophysiology of three emergent plants (Typha latifolia L., Typha ori-
entalis Presl., Typha angustifolia L.) which differ in water depth habitat, Int.Soc.Plant Anaerobiosis,10th Conf.,
Volterra (Italy), 2010/06, Abstracts, 19-20

0808AF003
0607AF384

井上智美 , 松本勝美 (*1), 安西康晴 (*2)(*1 川上農場 ,*2 フ リ ー ): マング ローブ生育土壌の化学特性 , 第
16 回日本マング ローブ学会大会 , 東京 , 2010/11, 同予稿集 , 9

0810CD003
0610AA403
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Inoue T.,Asano T.(*1),Anzai Y.(*2),Nohara S.(*1Action Mangrove Reforestation,*2Free):A key to a highly pro-
ductive mangrove ecosystem; Characteristics of water quality and bacterial functions in Can Gio mangrove for-
est, Vietnam, The National Workshop, Restoration and management of mangrove ecosystems in the context of
climate change, Ho Chi Minh, 2010/11, Abstracts, 97-103

0610AA403
0810CD003

井上真紀 , 五箇公一 , 伊藤文紀 (*1)(*1 香川大 ): 侵略的外来種アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間
における闘争と遺伝構造 , 日本昆虫学会 第 70 回大会 , 鶴岡 , 2010/09, 同予稿集 , 50

1013CD001
0810BA006
0712ZZ001

井上真紀 , 五箇公一 , 伊藤文紀 (*1)(*1 香川大 ): アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間における闘争
と遺伝構造の関係 , 日本動物行動学会第 29 回大会 （ポス ター発表） , 那覇 , 2010/11, 同予稿集 , 53

0712ZZ001
0810BA006
1013CD001

Inoue M.:Argentine ant genetics in Japan, Int.Invasive Ant Manage.Workshop, Darwin, 2010/04 1013CD001
0810BA006
0712ZZ001

Inoue M.,Tsuchida K.(*1),Goka K.(*1Gifu Univ.):Genetic structure and queen-worker conflict over sex ratio in
bumblebees, Global Conf.Entomol.(GCE 2011) （ポス ター発表） , Chaing Mai, 2011/03, Abstracts, 539

1011NA001

井上真紀 : 外来昆虫類の防除対策の見直し , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03 0810BA006
0712ZZ001

井上真紀 , 五箇公一 , 伊藤文紀 (*1)(*1 香川大 ): アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間における敵対
行動の季節変化と遺伝子流動 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同
講演要旨集

1013CD001
0810BA006
0712ZZ001

井上誠 , 直江寛明 (*1), 柴田清孝 (*1), 高橋正明 (*2)(*1 気象研 ,*2 東大大気海洋研 ): 北半球秋季における
成層圏 QBO と対流圏循環と の関係－気象研究所化学気候モデルを用いた解析－ , 日本気象学会 2010 年
度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 195

Z00009999

Inoue M.,Morino I.,Uchino O.,Yokota T.,Wunch D.(*1),Wennberg P.O.(*1),RoehlC.M.(*1),Toon
G.C.(*1),Warneke T.(*2),Machida T.(*1Caltech,*2Univ.Bremen):Validation of zonal averaged XCO2 and
XCH4 derived from SWIR of GOSAT TANSO-FTS using ground-based high-resolution FTS and aircraft mea-
surement data, AGU 2010 Fall Meet., San Francisco, 2010/12, Abstracts, A53I-03

0810BY001
0610AA102

Inomata S.,Tanimoto H.,Kato S.(*1),Suthawaree J.(*1),Kanaya Y.(*2),Pochanart P.(*2),Liu Y.(*2),Wang
Z.(*3)(*1TMU,*2JAMSTEC,*3Chin.Acad.Sci.):PTR-MS measurements of non-methane volatile organic com-
pounds during an intensive field campaign at the summit of Mount Tai, China, in June 2006, EGU Gen.As-
sem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, EGU2010-9745

0507BA405
0610AA401

猪俣敏 , 谷本浩志 , 藤谷雄二 , 山田裕之 (*1), 堀重雄 (*1), 下野彰夫 (*2), 疋田利秀 (*2)(*1 交通研 ,*2 三友
プラ ン ト サービ ス):デ ィ ーゼル車排ガス中の含窒素有機化合物の リ アルタ イ ム計測, 自動車技術会 2010
年春季大会学術講演会 , 横浜 , 2010/05, 学術講演会前刷集 , 49-10, 11-13

0911BD003

猪俣敏 , 谷本浩志 , 藤谷雄二 , 山田裕之 (*1), 堀重雄 (*1), 下野彰夫 (*2), 疋田利秀 (*2)(*1 交通研 ,*2 三友
プラ ン ト サービ ス ):PTR-MS を用いたデ ィ ーゼル車排ガス中含窒素有機化合物の リ アルタ イ ム計測 , 第
58 回質量分析総合討論会／第 1 回アジア ・ オセアニア質量分析会議 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/
06, 同予稿集 , 114

0911BD003
0913AE003

Inomata S.,Tanimoto H.:A deuterium-labeling study on the reproduction of hydronium ions in the PTR-MS de-
tection, 5th Int.PTR-MS Conf.2011 （ポス ター発表） , Obergurgl, 2011/01, Proceedings, 219-222

0913AE003
0812CD004
0810CD005

今井章雄 , 小松一弘 , 高津文人 : 霞ヶ浦の長期水質 ト レ ン ドデータが教える こ と , 霞ヶ浦の長期モニタ
リ ング研究 , つ く ば , 2009/11, 地球環境研究セン ターニュース , 20(9), 13-16

0811AG001
0610AC933

今村隆史 , 福田さや花 (*1), 内田里沙 (*1), 佐藤圭 , 中川和道 (*1)(*1 神戸大 ): ト ルエン光酸化反応系での
二次有機エア ロ ゾル生成に対する UV-B 強度依存 , 2010 年光化学討論会 , 千葉 , 2010/09, 同予稿集 , 9

0911CD009
0610AE402
0610FP015

伊禮聡 , 高見昭憲 , 下野彰夫 (*1), 疋田利秀 (*1), 兼保直樹 (*2), 畠山史郎 (*3)(*1 汀線科学 ,*2 産総研 ,*3
東京農工大 ): 長崎県福江島で観測された コ ンパク ト エア ロ ゾル質量分析計によ るエア ロ ゾルの化学組
成分析 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 418

0810BA001
0812CD005

岩崎一弘 , 大川恵 : フ ァ イ ト レ メ デ ィ エーシ ョ ンに向けた油汚染土壌での根圏微生物の解析 , 第 26 回日
本微生物生態学会大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/11, 同予稿集 , 176

0610AE460
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岩渕裕子 , 神戸麻美子 (*1), 藤野純一 (*1 埼玉県熊谷市役所 ): 家庭でも う 一歩低炭素社会に近づ く －牛
久の試み－ , 第 3 回 う し く みらいエコ フ ェ ス タ う し く ･ く ら し･環境まつ り エ リ ア （ポス ター発表） , 牛
久 , 2010/08

0610AA104
0913BA002

岩渕裕子 , 神戸麻美子 (*1), 藤野純一 (*1 埼玉県熊谷市役所 ): 地域でも う 一歩低炭素社会に近づ く －牛
久の試み－ , 第 3 回 う し く みらいエコ フ ェ ス タ う し く ･ く ら し･環境まつ り エ リ ア （ポス ター発表） , 牛
久 , 2010/08

0610AA104
0913BA002

Wu T.,Wang Q-X.,Zhao L.(*1),Du E.(*1),Wang W.(*1),Xie C.(*1),Batkhishig O.(*2),Dorjgotov B.(*2),Wa-
tanabe M.(*3)(*1Chin.Acad.Sci..,*2Mongolia Academ.Sci.,*3Keio Univ.):Subsurface investigation of discontin-
uous permafrost in Mongolia using geophysical and conventional methods, Int.Jt.Conf.CliC/IACS: Cryospheric
changes and influences-cryospheric issues in regional sustainable development, Lijiang, 2010/08, Abstracts, 30

0610BY572

Tsushima I.(*1),Yoochatchaval W.,Yamaguchi T.(*2),Yoneyama Y.(*3),Kurisu F.(*1),Syutsubo K.(*1Univ.To-
kyo,*2Nagaoka Natl.Coll.Technol.,*3EBARA Eng.Serv.):The identification of major acidogenesis bacteria in
methane fermentation reactors at ambient temperatures, 7th Int.Symp.Southeast Asian Water Environ., Klong
Luang, 2009/10, Proceedings, 7, 215-222

0608AG506
0608KA018

窪田恵一 (*1), 山口隆司 (*1),Yoochatchaval W., 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ): 一槽型微生物燃料電池の廃水
処理への適用と処理特性の評価 , 第 64 回土木学会年次学術講演会 , 福岡 , 2009/09, 同講演概要集 , 101-
102

0810AE004

Wei L.,Kawamoto K.:Effects of gas component and diffusion direction on permeation properties of a microporous
ceramic membrane, 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 657-658

0911BE008

上田佳代 , 長澤晋哉 (*1), 新田裕史 , 三浦克之 (*1), 上島弘嗣 (*1)(*1 滋賀医科大 ): 大気中粒子の長期曝露
と心血管疾患死亡と の関連 : NIPPON DATA80 によ る検討 , 第 80 回日本衛生学会学術総会 , 仙台 , 2010/
05, 日衛誌 , 65(2), 305

0809BD004

上田佳代 : 長期曝露の循環器疾患死亡に対する影響評価～欧米の知見と の比較～ , 第 80 回日本衛生学
会学術総会 , 仙台 , 2010/05, 日衛誌 , 65(2), 185

0809BD004

Ueda K.,Nitta H.,Inoue K.(*1)(*1Nagasaki Inoue Hosp.):The effect of Asian Dust aerosol on emergency visits,
2010 Jt.Conf.Int.Soc.Exposure Sci.Int.Soc.Environ.Epidemiol. （ポス ター発表） , Seoul, 2010/08, Abstracts,
PP-31-008

0910CD008

Ueda K.,Nagasawa S.(*1),Nitta H.,Miura K.(*1),Ueshima H.(*1)(*1Shiga Univ.Med.Sci.):Long-term exposure to
particulate matter and cardiovascular mortality in a representative Japanese cohort: NIPPON DATA80, 2010
Jt.Conf.Int.Soc.Exposure Sci.Int.Soc.Environ.Epidemiol., Seoul , 2010/08, Abstracts, S-30A2-3

0809BD004

上田佳代 , 新田裕史 , 井上健一郎 (*1), 清水厚 (*1 井上病院 ): 黄砂曝露が救急外来受診 リ ス ク に及ぼす影
響 , 第 21 回日本疫学会学術総会 （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/01, 同講演集 , 21(1), 232

0910CD008
0711AE458

上田佳代 , 新田裕史 : 黄砂エアロ ゾルが救急搬送リ ス ク に及ぼす影響 , 第 51 回大気環境学会年会 , 大阪 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 406

0910CD008

上田佳代 , 橋爪真弘 (*1), 西脇祐司 (*2), 清水厚 , 西川雅高 (*1 長崎大熱帯医学研 ,*2 慶應大 ): 黄砂の短期
曝露によ る 死亡への影響 : 6 市における 検討 , 第 81 回日本衛生学会学術総会 , 東京 , 2011/03, 日衛誌 ,
66(2), 386

0910CD008
0709CD299

上野隆平 , 高村健二 , 今藤夏子 : ユス リ カの遺伝子によ る種判別のための手法の検討 , 第 21 回ユス リ カ
研究集会 , 菰野 ( 三重） , 2010/05, YUSURIKA, (38), 23-24

1010AI001
0913AE004

小松原純子 (*1), 木村克己 (*1), 内田昌男 (*1 産総研 ): オールコ アボー リ ング と放射性炭素年代に基づい
た荒川低地の沖積層形成過程 , 日本堆積学会 2010 年茨城大会 （ポス ター発表） , 水戸 , 2010/03

0610FP013
0610CD975

篠崎鉄哉 (*1), 内田昌男 , 箕浦幸治 (*2), 近藤美由紀 , 柴田康行 (*1 筑波大院 ,*2 東北大院 ): 田代湿原泥
炭堆積物中セルロースの高解像度安定炭素同位体分析によ る最終退氷期以降の東アジアモン スーン変
動の解明 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , MIS006-03

0610FP013

Shinozaki T.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Minoura K.(*2),Shibata Y.(*1Univ.Tsukuba,*2Tohoku Univ.):Radiocar-
bon dating for paleoenviromental peat archive: The case study of plant cellulose from peat core reached to 15ka
in northern Japan, Environ.Radioact.2010 （ポス ター発表） , Rome, 2010/10, Abstracts

0610FP013

Shinozaki T.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Yoshikawa K.(*2)(*1Univ.Tsukuba,*2Univ.Alaska):Reconstruction of
rainfall amount variability in central Alaska since past 1ka using peat cellulose δ13C, 2nd Int.Symp.Arct.Res.
（ポス ター発表） , Tokyo, 2010/12, Abstracts, 155

1012BA004
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Shinozaki T.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Minoura K.(*2),Shibata Y.(*1Univ.Tsukuba,*2Tohoku Univ.):Radiocar-
bon dating for paleoenviromental peat archive: the case study using cellulose from peat core reached to 15ka in
northern Japan, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Program

0610FP013

小松原純子 (*1), 木村克己 (*1), 内田昌男 (*1 産総研 ): オールコ アボー リ ング と放射性炭素年代に基づい
た荒川低地の沖積層形成過程 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 （ポス ター発表） , 千葉 , 2010/05, 同
予稿集 , MIS002-P05

Z00009999

板木拓也 (*1),Kim S.(*2), 内田昌男 , 多田隆治 (*3),Khim B.-K.(*2)(*1 産総研 ,*2 釜山国大 ,*3 東大院 ):
ベー リ ング海北部陸棚斜面における後期更新世の放散虫群集: 千年スケール融氷イベン ト および深海環
境変化と の関連性 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , APE025-07

0610CD975

兼保直樹 (*1), 松本篤 (*2), 内田昌男 , 近藤美由紀 (*1 産総研 ,*2 金沢大 ): わが国の リ モー ト 地域に置け
る black carbon 濃度変動の比較 , 第 51 回大気環境学会年会 , 大阪 , 2010/09, 同講演要旨集

1011CD009

Uchida M.,Uchida M.(*1),Kondo M.,Shibata Y.(*1NIPR):Heterotrophic microbial decomposition of soil ancient
carbon in Norway Arctic; First evidence from molecular level natural radiocarbon analysis, Organic matter sta-
bilization and ecosystem functions SOM 2010 （ポス ター発表） , France, 2010/09, Program, 170

0911CD014
1012BA004

Komatsubara J.(*1),Nakashima R.(*1),Kimura K.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Shibata Y.(*1AIST):Sedimentary
process of the latest pleistocene to holocene incised-valley fills under Tokyo area, central Japan, 18th Int.Sed-
imentol.Congr. （ポス ター発表） , Mendoza(Argentina), 2010/09, Abstracts

0610FP013

秋山昇平 (*1), 佐藤千恵 (*1), 陳剛 (*1), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 ): 太平洋側北極海の古細菌
群集構造解析 , 第 26 回日本微生物生態学会大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/11, 同予稿集 , 97

Z00009999

佐藤千恵 (*1), 秋山昇平 (*1), 篠崎鉄哉 (*1), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 ):ROCS 培養機を用い
た海洋細菌群集の現場代謝評価 , 第 26 回日本微生物生態学会大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/11,
同予稿集 , 105

Z00009999

Akiyama S.(*1),Sato C.(*1),Gang C.(*1),Uchida M.,Utsumi M.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Community structure of ma-
rine planktonic archaea in the Pacific sector of the Arctic Ocean, 2nd Int.Symp.Arct.Res.（ ポス タ ー発表） ,
Tokyo, 2010/12, Abstracts, 142

Z00009999

Uchida M.,Uchida M.(*1),Utsumi M.(*2),Kondo M.,Takahashi Y.,Shibata Y.(*1NIPR,*2Univ.Tsukuba):The het-
erotrophic respiration using old carbon in arctic soil: Insights from compound-specific radiocarbon analysis, 2nd
Int.Symp.Arct.Res. （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/12, Abstracts, 81

0911CD014

Uchida M.,Utsumi M.(*1),Kondo M.,Takahashi Y.,Uchida M.(*2)(*1Univ.Tsukuba,*2NIPR):Evidence of het-
erotrophic microbial decomposition of preaged carbon in Arctic soil; Insights from molecular level natural radio-
carbon analysis, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, B41F-0378

0911CD014

佐藤千恵 (*1), 秋山昇平 (*1), 篠崎鉄哉 (*1), 鈴木祐喜 (*2), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 ,*2 筑波
大 ): 北極海海洋炭素循環に関与する海洋古細菌群集の評価 , Blue earth'11（ポス ター発表）, 東京 , 2011/
03, 同予稿集 , 124

Z00009999

Kaneyasu N.(*1),Igarashi Y.(*1),Uchida M.,Kondo M.(*1AIST):Carbonaceous aerosols at the summit of Mt.
Fuji, Japan, Symp.Atmos.Chem.Phys.Mt.Sites （ポス ター発表） , Interlaken, 2010/06, Abstracts

0910CD009
0911AE002
0911BA009

Shinozaki T.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Utsumi M.(*1),Yoshikawa K.(*2)(*1Univ.Tsukuba,*2IARC):Alaskan
Arctic environmental changes for past 1 ka and implication for Arctic Oscillation and their interaction with Asian
monsoon climate, Arct.Sci.Summit Week 2011 （ポス ター発表） , Seoul, 2011/03, Program

1012BA004

久保田好美 (*1), 木元克典 (*2), 多田隆治 (*1), 内田昌男 , 池原研 (*3)(*1 東大院 ,*2JAMSTEC,*3 産総研 ):
最終氷期における千年スケールの東アジア夏季モン スーン変動 , 2010 年度古海洋シンポジウ ム , 千葉 ,
2011/01, 同予稿集

0610CD975

Komatsubara J.(*1),Nakashima R.(*1),Kimura K.(*1),Uchida M.,Kondo M.,Shibata Y.,Fukuoka S.(*2),Ishihara
Y.(*2)(*1AIST,*2Fukuoka Univ.):Sedimentary processes of the latest Pleistocene to Holocene incised-valley
fills under Tokyo area, central Japan, JSPS CCOP/GSJ/AIST Jt.Semin.Monit.Eval.Coastal Erosion, Haiphong,
2010/11, Abstracts, 25

0610FP013

小松原純子 (*1), 中島礼 (*1), 木村克己 (*1), 福岡詩織 (*1), 石原与四郎 (*2), 内田昌男 (*1 産総研 ,*2 福岡
大 ): ボー リ ング と (14)C 年代に基づいた荒川低地の沖積層形成過程 , 日本地質学会 第 117 年学術大会 ,
富山 , 2010/09, プロ グ ラ ム

Z00009999
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Uchida M.,Kumamoto Y.(*1),Polyakov I.(*2),Ivanov V.(*2),Kim Y.(*2),Rozman P.(*3),Utsumi M.(*4),Shimada
K.(*5),Murata M.(*1),Shibata Y.(*1JAMSTEC,*2IARC,*3Saint Petersburg State Univ.,*4Univ.Tsuku-
ba,*5Tokyo Univ.Mar.Sci.Technol.):The trans-Arctic water (14)C sections from MIRAI and NABOS cruises:
Reconstruction of surface mid-deep water ventilation ages and their comparison of past 14C inventory data, 2nd
Int.Symp.Arct.Res. （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/12, Abstracts, 137

0610FP013

佐川拓也 (*1), 加三千宣 (*1), 内田昌男 , 池原研 (*2), 村山雅史 (*3), 多田隆治 (*4)(*1 愛媛大 ,*2 産総研 ,*3
高知大 ,*4 東大 ): 海洋酸素同位体ステージ 3 後期における千年スケール日本海表層水変動 , 日本古生物
学会第 160 回例会 , 高知 , 2011/01, 同予稿集 , 31

0610CD975

大井剛志 (*1), 内田昌男 , 板木拓也 (*2), 池原研 (*2), 長谷川四郎 (*1)(*1 熊本大 ,*2 産総研 ): 底生有孔虫群
集から みた日本海中～深層における 過去 4.9 万年間の古海洋変遷 , MRC 2011（ ポス タ ー発表） , 仙台 ,
2011/03, 同予稿集

0610CD975

石川尚人 (*1), 内田昌男 , 柴田康行 , 陀安一郎 (*1)(*1 京大 ): 河川食物網構造 と集水域景観要素 と の関係
～ (14)C 天然存在比からのアプローチ～ , 日本陸水学会 第 75 回大会 （ポス ター発表） , 弘前 , 2010/09,
同講演要旨集 , 174

Z00009999

石川尚人 (*1), 内田昌男 , 柴田康行 , 陀安一郎 (*1)(*1 京大 ): 放射性炭素 14 の天然存在比を用いた琵琶湖
集水域における 河川食物網の時間軸構造の解明 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会（ ポス タ ー発表） ,
千葉 , 2010/05, 同予稿集 , MIS006-P25

Z00009999

内野修 :GOSAT データの検証について , 海洋気象学会シンポジウ ム 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶ
き」 (GOSAT) の現状と将来 , 神戸 , 2010/01

0810BY001

Uchino O.,Morino I.,Tanaka T.,Miyamoto Y.,Yoshida Y.,Yokota T.,Machida T.,Wunch D.(*1),Wennberg
P.(*1),Toon G.(*2) et al.(*1Caltech,*2JPL)  :Progress of Validation of GOSAT Standard Products, EGU
Gen.Assem.2010, Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-3829

0810AC001
0610AA102

内野修 :GOSAT 検証戦略 と初期検証結果 , 第 5 回地球観測衛星研究連絡会 ( 日本気象学会 2010 年度春
季大会 ), 東京 , 2010/05, 同予稿集 , 6-7

0810BY001

Wunch D.(*1),Toon G.C.(*2,*1),Wennberg P.(*2)(*1),Wofsy S.C.(*3),Stephens B.B.(*4),Fischer
M.L. (*5) ,Uchino O.,Machida T. ,Mor ino I . ,Tanaka T.  et  a l . (*1Caltech,*2JPL,*3Harvard
Univ.,*4NCAR,*5Lawrence Berkeley Natl.Lab.):TCCON precision and accuracy, TCCON Meet., Wollongong,
2010/06, Program

0913AE002
0610AA102
0810BY001

Uchino O.,Morino I.,Tanaka T.,Miyamoto Y.,Yoshida Y.,Yokota T.,Machida T.,Wunch D.(*1),Wennberg
P.(*1),Toon G.(*2) et al.(*1Caltech,*2JPL):Progress of validation of GOSAT standard products, TCCON
Meet., Wollongong, 2010/06, Program

0810BY001
0610AA102

内野修 , 永井智広 (*1), 中里真久 (*1), 酒井哲 (*1), 森野勇 , 横田達也 , 松永恒雄 , 佐藤勇城 (*2)(*1 気象研 ,*2
エフ ・ ア イ ・ テ ィ ー ):GOSAT プロダ ク ト 検証用可搬型ラ イ ダーの開発 , 第 28 回レーザセンシングシン
ポジウ ム , 大津 , 2010/09, 同予稿集 , 8-11

0810BY001
0610AA102
0610AL917

内野修 , 森野勇 , 宮本祐樹 (*1), 田中智章 , 井上誠 , 吉田幸生 , 横田達也 , 町田敏暢 , 澤庸介 (*2), 松枝秀
和 (*2)(*1 岡山大 ,*2 気象研 ):GOSAT から得られた CO2 と CH4 のカ ラ ム平均濃度の検証 , 日本気象学
会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 206

0810BY001
0610AA102

Uchino O.,Morino I.,Yoshida Y.,Yokota T.:Lessons of space-based CO2 measurements based on recent results
from GOSAT project, AGU 2010 Fall Meet., San Francisco, 2010/12, Abstracts, A22D-05

0810BY001
0610AA102

内野修 , 森野勇 , 横田達也 , 松永恒雄 , 酒井哲 (*1), 中里真久 (*1), 永井智広 (*1), 真野裕三 (*1), 新井康平
(*2), 奥村浩 (*2)(*1 気象研 ,*2 佐賀大 ):GOSAT プロ ダ ク ト 検証用可搬型ラ イ ダーによ るつ く ばでの予備
観測と佐賀大学への移設について , 第 15 回大気ラ イ ダー観測研究会 , 東京 , 2011/03

0810BY001

梅津豊司 :Behavioral pharmacology of plant-derived substances(21): Induction of FOS-like immunoreactivity
in mouse brain by peripheral administration of menthol. Comparison with bupropion, 第 83 回日本薬理学会年
会 , 大阪 , 2010/03, J.Pharmacol.Sci., 112(Suppl.1), 84

0911KZ002
0610AE444
0813NA001

梅津豊司 : 植物由来物質の行動薬理学的研究 (22): 高架式十字迷路試験における植物精油及び含有成分
の作用 , 日本薬学会 第 130 年会 , 岡山 , 2010/03, 同要旨集 , 28SI-am02

0813NA001
0610AE444

梅津豊司 : ト ド マツ精油の投与経路の違いが情動行動に及ぼす影響 , 日本薬学会 第 130 年会（ポス ター
発表） , 岡山 , 2010/03, 同要旨集 , 29P-pm093

0813NA001
0610AE444
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梅津豊司 : 植物由来物質の行動薬理学的研究 (23): エ ッ センシャルオイルがマウ スの移所運動活性に及
ぼす影響。 シ ャ ト ル型条件回避反応に及ぼす影響と の比較 , 第 40 回日本神経精神薬理学会 （ポス ター
発表） , 仙台 , 2010/09, プロ グ ラ ム ・ 抄録集 , 193

0610AE444
0813NA001

梅津豊司 : 第 29 回 植物の香 り の効能－新たな視点からの理解－ , 香 り の図書館 「香 り ト ワ ・ エ ・ モア」
セ ミ ナー , 東京 , 2010/12

0813NA001

漆谷博志 , 勝義直 (*1), 太田康彦 (*2), 井口泰泉 (*3), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 北大院 ,*2 鳥取大 ,*3 自然
科学研機構統合バイオサイエン スセ ): イボニシ貝新規 RXR 遺伝子を用いたレポータージーンア ッ セイ
法等によ る性状決定 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/
12, 同予稿集 , 123

0911CD007

Eguchi N.,Saito R.,Saeki T.,Maksyutov S.,Ott L.E.(*1),Pawson S.(*1),Zhu Z.(*1)(*2),Yokota T.(*1NASA/GS-
FC,*2SSAI):A priori covariance estimation for CO2 and CH4 retrievals and its validation, ASSFTS 15 （ポス
ター発表） , Nara, 2010/05, Abstracts

0610AA102
0610AL917

小寺邦彦 (*1), 江口菜穂 (*1 名古屋大 STE 研 ): 成層圏突然昇温の熱帯への影響 , 日本地球惑星科学連合
2010 年大会 （ポス ター発表） , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS003-P07

0809CD006

江口菜穂,吉田幸生,森野勇,菊地信行,佐伯田鶴,井上誠,内野修,Maksyutov S.,渡辺宏,横田達也:GOSAT
TANSO-FTS SWIR から導出された二酸化炭素・ メ タ ンのカ ラ ム平均濃度の季節変化, 日本気象学会 2010
年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 203

0610AA102
0610AL917
0810BY001

江口菜穂 , 吉田幸生 , 井上豊志郎 (*1)(*1 東大大気海洋研 ):GOSAT TANSO-FTS スペク ト ルデータ を用
いた巻雲識別手法の開発 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 209

0610AA102

Eguchi N.,Yoshida Y.,Morino I.,Kikuchi N.,Saeki T.,Inoue M.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.,Yokota
T.:Seasonal variations of CO2 and CH4 column abundances retrieved from SWIR of GOSAT TANSO-FTS, AGU
2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A51C-0129

0610AA102
0610AL917

Ebie Y.,Yamazaki H.(*1),Xu K-Q.(*1Public Health Res.Cent.Ibaraki Pharm.Assoc.):Influence of Poly-Ferric
sulfate coagulant on expression of amoA mRNA of ammonia oxidizer in activated sludge, Water Environ.Tech-
nol.Conf.2010 （ポス ター発表） , Yokohama, 2010/06, Abstracts, 54

0610AB519
0610AA203

鹿又真 (*1), 蛯江美孝 , 井上廣輝 (*2), 杉浦則夫 (*3), 徐開欽 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 ,*2 日本建築セ ,*3
筑波大院):鉄電解法導入高度処理浄化槽汚泥からの リ ン溶出回収適正条件の技術開発, 日本水処理生物
学会 第 47 回大会会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別巻 30, 53

0610AA203
0610AB519

蛯江美孝 , 山崎宏史 (*1), 徐開欽 (*1 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セ ): 浄化槽の温室効果ガス排出特性
と嫌気 - 好気循環の影響解析 , 日本水処理生物学会 第 47 回大会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学
会誌 , 別巻 30, 71

0610AB519

山崎宏史 (*1), 鈴木理恵 (*1), 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*2), 西村修 (*3)(*1 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セ ,*2
福島大 ,*3 東北大 ): 固液分離プロセスに着目し たデ ィ スポーザ対応浄化槽における運転操作条件 と窒素
除去特性の関係解析 , 日本水処理生物学会 第 47 回大会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別
巻 30, 73

0610AB519

江守正多 : 地球温暖化の現状 と将来予測 , なごや科学 リ テ ラ シーフ ォーラ ム第 5 回シンポジウ ム 地球温
暖化問題を考え る , 名古屋 , 2010/06

0610AA103
0711BA335

Emori S.:Investigating mechanisms of future changes in precipitation extremes simulated in GCMs, WCRP-
UNESCO Workshop on metrics and methodologies of estimation of extreme climate events, Paris, 2010/09

0610AA103
0711BA335

江守正多 : 温暖化で地球はど う なる , 上智大学 ・ 国立環境研究所連携講座 「環境科学特別講座 - 研究最
前線からの報告 -」 , 東京 , 2010/10

0610AA103
0711BA335

江守正多 : 地球温暖化の現状と未来への提言 , 神奈川大学市民公開講座 「環境社会論」 , 横浜 , 2010/10 0610AA103
0711BA335

江守正多 : 地球温暖化の現状と将来予測 , 東京都市大学第 12 回市民講座 「世界金融危機後の環境 と経
済 いま新たにサステ ィ ナブル社会の実現を問 う 」 , 横浜 , 2010/10

0610AA103
0711BA335

江守正多 :IPCC 第 5 次レポー ト の準備状況と地球気候変化予測 , 平成 22 年度 SPEED 箱根研究会 「低炭
素革命と地球温暖化適応策」 , 箱根 , 2010/07, プロ グ ラ ム

0610AA103
0711BA335

江守正多 : 「複数モデルによ る気候予測の評価と結合に関する IPCC 専門家会合」 の紹介 , H22 年度 文
科省革新プロ－環境省推進費戦略課題 S-5/S-8 合同シンポジウ ム 「IPCC-AR5 の影響研究はこれで勝
負」 , 東京 , 2011/01

0711BA335
0610AA103
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朝倉宏 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 , 小野雄策 (*2), 小野芳朗 (*3)(*1 復建調査設計 ,*2 日本工大 ,*3 京都工
芸繊維大 ): 焼却灰主体の埋立層の有機物量 と浸出水 pH に与え る通気量 と有機物添加の影響 , 第 21 回
廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 541-542

0610AB546
0811BC001

遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 , 小野雄策 (*1)(*1 日本工大 ): 廃棄物最終処分場のラ イ フサイ クルコ ス ト
に関する一考察 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 ,
545-546

0610AB546

遠藤和人 , 貴田晶子 , 大迫政浩 : シ リ アルバッチ試験結果を用いたセ メ ン ト 系固化処理土からの六価ク
ロ ム溶出挙動解析 , 第 7 回地盤改良シンポジウ ム , 大阪 , 2006/10, 同予稿集 , 177-182

0610AB546

磯部友護 (*1), 遠藤和人 , 川嵜幹生 (*1), 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ): 埋立地内部水の移動現
象における比抵抗探査の適用性評価 , 第 17 回廃棄物学会研究発表会 （ポス ター発表） , 北九州 , 2006/
11, 同講演論文集 , 1033-1035

0610AB546

遠藤和人 , 杉本芳博 (*1), 山田直之 (*1)(*1 ダ イヤコ ンサルタ ン ト ): 比抵抗 ト モグ ラ フ ィ によ る テス ト セ
ル内の一般廃棄物のモニタ リ ング ( その 2), 第 17 回廃棄物学会研究発表会 （ポス ター発表） , 北九州 ,
2006/11, 同講演論文集 , 1036-1038

0610AB546
0406BY762

Suzuki K.(*1),Endo K.,Yamada M.,Ono Y.(*2),Ono Y.(*1)(*1Grad.Sch.Okayama Univ.,*2Cent.Envi-
ron.Sci.Saitama):A pilot scale research on behaviour of inorganic matters in landfill site of municipal solid waste
in Japan, 4th ICLRS （ポス ター発表） , Gellivare, 2006/06, Abstracts, 195-196

0610AB546

内田佳子 (*1), 小峯秀雄 (*1), 安原一哉 (*1), 村上哲 (*1), 遠藤和人 (*1 茨城大 ): 廃棄物処分場覆土材中の
メ タ ン酸化細菌の育成に関する気相率の観点からの考察, 第61回土木学会年次学術講演会, 草津, 2006/
09, 同講演概要集 , 833-834

0610AB546
0406BY756

鈴木和将 (*1), 姉川彩 (*1), 毛利紫乃 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 , 小野雄策 (*2)(*1 岡山大 ,*2 埼玉県環境
科国際セ ): 最終処分場テス ト セル埋立層からの無機元素溶出挙動 , 第 17 回廃棄物学会研究発表会 , 北
九州 , 2006/11, 同予稿集 , 841-843

0610AB546
0406BY762

小野雄策 (*1), 磯部友護 (*1), 渡辺洋一 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 , 小野芳朗 (*2)(*1 埼玉県環境科国際セ ,*2
岡山大 ): 浸透性反応層 (PRB) によ る固相浄化システムを用いた埋立地実験 , 第 17 回廃棄物学会研究発
表会 （ポス ター発表） , 北九州 , 2006/11, 同講演論文集 , 863-865

0610AB546
0406BY762

遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 : 処分場施設と埋立廃棄物の自動モニタ リ ング手法と その意義 , 第 28 回
全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 川口 , 2007/02, 同講演論文集 , 248-250

0407BC381
0406BY762
0610AB546

遠藤和人 , 井上雄三 , 山田正人 , 神原隆則 (*1), 束原純 (*1)(*1 中央開発 ): 海面最終処分場の管理水位高
さに関わる解析的検討 , 第 61 回土木学会年次学術講演会 , 草津 , 2006/09, 同講演概要集 , 293-294

0610AB546
0406MA020
0606AF017

遠藤和人 , 井上雄三 : 模型土層実験によ る廃棄物海面処分場の排水暗渠の評価 , 第 42 回地盤工学研究発
表会 , 名古屋 , 2007/07, 同講演論文集 , 2183-2184

0610AB546
0406MA020

Endo K.,Yamada M.,Inoue Y.:Social dimension and technical aspects of offshore disposal sites in Japan, 3rd
Int.Conf.Environ.Sci.Technol. （ポス ター発表） , Houston, 2007/08, Abstracts, 107-112

0610AB546
0406MA020

川嵜幹生 (*1), 小野雄策 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 (*1 埼玉県環境科国際セ ): 中間処理後建設廃棄物中の
アスベス ト の分析 , 日本分析化学会 第 56 年会 , 徳島 , 2007/09, 同予稿集 , 180

0610AB546
0609BE996
0610AB436

Endo K.,Yamada M.,Inoue Y.:Numerical simulation of leachate behavior in offshore disposal site, 11th Int.Waste
Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007) （ポス ター発表） , Cagliari, 2007/10, Proceedings, 1157-1158

0406MA020
0610AB546

Ishigaki T.(*1),Hase T.(*2),Ono Y.(*2),Endo K.,Yamada M.,Ono Y.(*3)(*1Ryukoku Univ.,*2Cent.Envi-
ron.Sci.Saitama,*3Okayama Univ.):Potential of biodegradation of hydrophilic chemicals in waste ladfills, 11th
Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2007), Cagliari, 2007/10, Proceedings, 1091-1092

0610AB546
0406BY762

杉本芳博 (*1), 山田直之 (*1), 遠藤和人 (*1 ダ イヤコ ンサルタ ン ト ):3 次元比抵抗 ト モグ ラ フ ィ によ る廃
棄物中の水挙動モニタ リ ングのためのモデル実験 , 物理探査学会第 117 回学術講演会 , 札幌 , 2007/10,
同講演論文集 , 117, 157-160

0406BY762
0610AB546
0610AB436

杉本芳博 (*1), 山田直之 (*1), 遠藤和人 (*1 ダ イヤコ ンサルタ ン ト ): 比抵抗 ト モグ ラ フ ィ を用いた大型ラ
イ シ メ ーター充填廃棄物のモニタ リ ング , 物理探査学会第 117 回学術講演会 , 札幌 , 2007/10, 同講演論
文集 , 365-368

0406BY762
0610AB546
0610AB436
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遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 : 海面最終処分場の保有水管理に関する一考察 , 第 18 回廃棄物学会研究
発表会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2007/11, 同講演論文集 , 679-681

0406MA020
0610AB546

Kim Yong-Sung(*1),Oh Myoung-Hak(*2),Endo K.,Park Junboum(*1)(*1Seoul Natl.Univ.,*2Korea Ocean
Res.Dev.Inst.):Application of electrical resistivity measurement for monitoring landfills in operation, 18th An-
nu.Conf.Jpn.Soc.Waste Manage.Experts （ポス ター発表） , Tsukuba, 2007/11, Abstracts, 108-110

0610AB546
0406BY762

内田佳子 (*1), 小峯秀雄 (*1), 安原一哉 (*1), 村上哲 (*1), 遠藤和人 (*1 茨城大 ): 廃棄物最終処分場覆土材
における メ タ ン酸化細菌の育成可能な条件の提示 , 第 7 回環境地盤工学シンポジウ ム , 福岡 , 2007/08,
同論文集 , 203-210

0406BY756
0610AB546

遠藤和人 , 肴倉宏史 , 大迫政浩 : 境膜厚さ に着目し たバッ チと カラ ム溶出試験における 溶出挙動の比較 ,
第 7 回環境地盤工学シンポジウ ム , 福岡 , 2007/08, 同論文集 , 155-162

0507BE509
0610AB546

遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 , 古積博 (*1), 佐宗祐子 (*1), 内藤浩由 (*1), 山脇敦 (*2)(*1 消防研 ,*2 産廃
棄物処理事業振興財 ): 無炎燃焼が疑われる堆積廃棄物の調査事例 , 第 19 回廃棄物学会研究発表会 （ポ
ス ター発表） , 京都 , 2008/11, 同講演論文集 , 815-817

0610AB436
0610AB546

朝倉宏 (*1), 遠藤和人 , 山田正人 , 小野雄策 (*2), 小野芳朗 (*3)(*1 長崎大 ,*2 日本工大 ,*3 京都工芸繊維
大 ): 埋立廃棄物の有機物量 と浸出水 pH に与え る通気量 と有機物添加量の影響 , 第 32 回全国都市清掃
研究 ・ 事例発表会 （ポス ター発表） , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集 , 240-242

0610AB546
0406BY762
0407BC381

吉崎え り 奈 (*1), 及川康子 , 高村典子 (*1 東大院 ): ブルーギル と ア メ リ カザ リ ガニによ るため池生態系
への影響 , 日本陸水学会 第 75 回大会 （ポス ター発表） , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 143

0610AA304

Sun Z.(*1),Wang Q-X.,Matsushita B.(*2),Fukushima T.(*2),Ouyang Z.(*3),Gebremichael M.(*1)(*1Univ.Con-
necticut,*2Univ.Tsukuba,*3Chin.Acad.Sci.):A simple model for estimating evapotranspiration based solely on
remote sensing: Algorithm and application, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/09, Abstracts, #H51B-
0769

0609BY923
0610AA402
0610SP004

Wang Q-X.:Development of a system for evaluation of water and material cycles in a catchment ecosystem in
East Asia, Hydrol.Conf.2010 , San Diego, 2010/10, Abstracts, O3.1

0610AA402
0610BY572

Wang Q-X.:Development of an evaluation model for water and material cycles in catchments of East Asia, Global
Water Syst.Proj.(GWSP) GCI Conf.2010: The Global Dimensions of Change in River Basins - Threats, Linkages
and Adaptation, Bonn, 2010/12, Abstracts, PS2-071

0610AA402
0911BA006
0610BY572

Wang Q-X.,Xiao Q.,Liu C.(*1)(*1Nagoya Univ.):Carbon and nitrogen dynamics in the subtropical agricultural
ecosystem in China, 2nd Int.Symp.Sustainable Agric.Subtrop.Regions (ISSASR-2), Changsha, 2010/09, Ab-
stracts, 115-116

0610AA402
0610BY572
0911BA006

Liu C.(*1),Wang Q-X.(*1Nagoya Univ.):Anthropogenic influences on nitrogen flow and water environment in
agro-ecosystems of Changjiang River Basin, 2nd Int.Symp.Sustainable Agric.Subtrop.Regions (ISSASR-2),
Changsha, 2010/09, Abstracts, 98

0610AA402
0911BA006
0610BY572

Wang Q-X.,Wu T.,Xiao Q.,Watanabe M.(*1),Batkhishig O.(*2),Liu J-Y.(*3)(*1Keio Univ.,*2Mongolia Aca-
dem.Sci.,*3Chin.Acad.Sci.):Dynamics of permafrost distribution due to climate change in Mongolia,
Int.Jt.Conf.CliC/IACS: Cryospheric changes and influences-cryospheric issues in regional sustainable develop-
ment, Lijiang, 2010/08, Abstacts, 25-28

0610BY572
0610AA402

大垣眞一郎 : 課題解決型イ ノ ベーショ ンに向けて～社会的期待の把握・ 戦略の形成・ 実施・ 価値実現～ ,
科学技術シンポジウ ム 「豊かな持続性社会を実現する イ ノベーシ ョ ン戦略に向けて」 , 東京 , 2010/06

Z00009999

Oki A.,Kodama T.(*1),Furuya K.(*1),Takeda S.(*2),Tsuda A.(*1),Yokouchi Y.(*1Univ.Tokyo,*2Univ.Nagasa-
ki):Measurements of isoprene in surface seawater of the Indian and the Pacific Oceans, AGU 2010 Fall Meet.
（ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, B31C-0318

0610CD974
0910AF005

Ota Y.,Higurashi A.,Nakajima T.(*1),Yokota T.(*1Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo):Radiative transfer model for
coupled atmosphere-ocean system including polarization effect, ASSFTS 15 （ポス ター発表） , Nara, 2010/05,
Abstracts

0610AA102

大原利眞 , 黒川純一 , 横内陽子 , 高見昭憲 , 鵜野伊津志 (*1), 米村正一郎 (*2), 定永靖宗 (*3), 竹中規訓 (*3),
坂東博 (*3)(*1 九州大 ,*2 農環技研 ,*3 大阪府大 ):2009 年春季に福江島で観測された越境汚染のモデル
解析 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 415

0810AG001
0610AA401

大原利眞 : 地域大気汚染の数値モデ リ ング と排出イ ンベン ト リ に関する研究 －大気汚染の統合研究を
めざ し て－ , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 54-55

0610AA401
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板橋秀一 (*1), 鵜野伊津志 (*2), 大原利眞 (*1 九大院 ,*2 九大応用力研 ): 化学物質輸送モデル CMAQ と
MODIS エア ロ ゾルセンサーから得られた日本周辺域のエア ロ ゾル工学的厚さの経年変化 , 第 51 回大気
環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 529

0610AA401

山神真紀子 (*1), 板野泰之 (*2), 武直子 (*3), 福田照美 (*4), 大原利眞 ,C 型共同研究グループ (*1 名古屋市
環境科研 ,*2 大阪市環境科研 ,*3 新潟県保健環境科研 ,*4 熊本市環境総研 ): ポテンシャルオゾンを用い
た Ox 濃度上昇傾向の評価 (2), 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 542

1012AH004
0610AA401

武直子 (*1), 板野泰之 (*2), 山神真紀子 (*3), 大原利眞 (*1 新潟県保健環境科研 ,*2 大阪市環境科研 ,*3 名
古屋市環境科研 ): ポテンシ ャルオゾンを用いた Ox の異常値ス ク リ ーニング方法の検討 , 第 51 回大気
環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 543

1012AH004
0610AA401

大泉毅 (*1), 佐藤啓市 (*1), 大原利眞 , 桜井達也 (*2), 秋元肇 (*1)(*1 酸性雨研セ ,*2 日本エヌ ・ ユー ・ エ
ス ): 国内大気測定局データ を用いた広域的な光化学オゾン汚染の解析 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポ
ス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 310

0913BA001
0610AA401

江端英和 (*1), 藤原衛 (*1), 武直子 (*1), 村山等 (*1), 大原利眞 (*1 新潟県保健環境科研 ): 新潟県内におけ
るオゾンの生成に寄与する揮発性有機化合物の測定 ( 第 2 報 ), 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発
表） , 豊中 , 2010/09, 同講演予稿集 , 312

0709BC383
0610AA401
1012AH004

福井哲央 (*1), 大原利眞 , 神成陽容 , 大泉毅 (*2), 武直子 (*3), 中田誠 (*4), 山下研 (*2)(*1 計量計画研 ,*2
日本環境衛生セアジア大気汚染研セ ,*3 新潟県保健環境科研 ,*4 新潟大院 ): 新潟県におけるオゾン前駆
物質の排出削減効果のモデル解析 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講演
要旨集 , 311

0709BC383
0610AA401
1012AH004

Ooba M.,Murakami S.,Wang Q-X.,Kohata K.:Comparison between forest ecosystem services and its artificial
consumptions in the Yahagi river basin, Int.Workshop “Ecosystem-Science & -Engineering Approach toward
Conservation of Biodiversity” （ポス ター発表） , Nagoya, 2010/05, Proceedings, P-03

0610CB001

Ooba M.,Murakami S.,Wang Q-X.:A biogeochemical forest model for evaluation of ecosystem services (BGC-
ES) and its application for Yahagi river basin in Japan, 8th Int.Symp.Ecohydraulics 2010 （ポ ス ター発表） ,
Seoul, 2010/09, Proceedings, 785-786

0610CB001

大場真 : 自然共生社会構築のための東洋環境思想の可能性 , 環境科学会 2010 年会 （ポス ター発表） , 東
京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 102

0610CB001

大場真 , 村上正吾 , 王勤学 , 木幡邦男 : 伊勢湾流域圏におけ る森林生態系サービ スの生産・消費の推定 ,
環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 4

0610CB001

大場真 : 生態系サービ ス と森林の管理 ・ 利用 , 「伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発」 平成 22
年度研究成果報告会 , 名古屋 , 2011/03, 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集

0610CB001

大場真 , 村上正吾 , 水落元之 , 王勤学 , 木幡邦男 : 自然共生社会の実現のための森林生態系サービス 評価 ,
「 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発」 平成 22 年度研究成果報告会（ ポス タ ー発表） , 名古屋 ,
2011/03, 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集

0610CB001

大場真 , 村上正吾 , 水落元之 , 王勤学 , 木幡邦男 : 流域圏レベルにおける森林生態系サービ ス生産・消費
評価 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集

0610CB001

大場真 : 自由集会 Ecoinformatics: 情報科学でやる生態学－ 「河川流域圏レベルにおける行政資料 ・ 地図
を活用し た森林生態系サービ スのモデ リ ング ・ 評価」 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/
03, 同講演要旨集

0610CB001

Ooba M.,Murakami S.,Mizuochi M.,Wang Q-X.,Kohata K.:Evaluation of forest ecosystem services in the Ise
Bay basin, Int.Symp.Agric.Meteorol.(ISAM 2010) （ポス ター発表） , Kagoshima, 2011/03, Proceedings, 133

0610CB001

Okagawa A.:International cooperation on climate change between China and developed countries: promoting
energy supply from west to east, Int.Energy Workshop 2010, Stockholm, 2010/06, Proceedings

1010AE007

Okagawa A.,Ban K.(*1)(*1Osaka Univ.):Promotion of energy supply from west to east in China, 1st Congr.East
Asian Assoc.Environ.Nat.Resour.Econ., Sapporo, 2010/08, Program

1010AE007

Okadera T.,Watanabe M.(*1),Okamoto N.(*2)(*1Keio Univ.,*2Daito Bunka Univ.):A regional inventory of water
demand and water pollutant discharge in the Yangtze River and China as a whole based on an inter-regional
input-output analysis model, 18th Int.Input-Output Conf. , Sydney, 2010/06, Abstracts, 44-45

0610AA402

岡寺智大 : 報告 ： 生態系サービ スの変化の間接 ・ 直接的要因 , シンポジウ ム 「里山 ・ 里地 ・ 里海の価値
と その管理 ： 新たな コモンズ論の展開に向けて」 , 東京 , 2010/07

0911BA007
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岡寺智大 , 渡辺正孝 (*1), 奥島憲次 (*2), 稲田雄二 (*3), 丹治三則 (*1)(*1 慶応大 ,*2 り ゅ う せき ,*3 エナ
ジーフ ァーム ): 水および窒素のマテ リ アルフ ローに着目し た宮古島のバイオエタ ノールの蒸留残渣液
の農地還元に関する研究 , 第 38 回環境システム研究論文発表会 , 広島 , 2010/10, 同講演集 , 395-400

0709CB001
0911BA007

岡本卓 , 栗山武夫 (*1), 五箇公一 (*1 東邦大 ): 八丈島の外来性爬虫両生類の現状 , 日本爬虫両棲類学会
第 49 回大会 , 横浜 , 2010/10, プロ グ ラ ム , 10

0910AF008
0610AK550

岡本卓 , 五箇公一 : 国立環境研究所侵入生物データベースの機能強化と その応用への展望 , OECD 国際
共同プロ グ ラ ム後援 ・ 生物多様性条約 COP10 記念シンポジウ ム 「農林水産業に寄与する生態系サービ
スの持続的利用に果たす森林の生物多様性の役割」 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/04, 同講演要旨集

0610AK550

栗山武夫 (*1), 岡本卓 , 長谷川雅美 (*1), 五箇公一 (*1 東邦大 ): 八丈島におけるニホン ト カゲ外来個体群
のオカダ ト カゲ在来個体群への影響 , 日本爬虫両棲類学会 第 49 回大会 , 横浜 , 2010/10, プロ グ ラ ム , 10

0910AF008

畠山成久 , 小神野豊 , 菅谷芳雄 : 底質評価のためのオ ヨ ギ ミ ミ ズ試験 (OECD test guideline,225) の検討 と
問題点 , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会 , つ く ば , 2010/09, 同講演
要旨集 , 51

0610AK484

大手信人 (*1), 小川安紀子 , 眞板英一 , 柴田英昭 (*2), 村岡裕由 (*3)(*1 東大 ,*2 北海道大 ,*3 岐阜大 ): 日
本長期生態系研究ネ ッ ト ワーク (JaLTER): 統合的生態系研究のための観測体制とデータベース , 日本地
球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , MGI016-04

0610AC933

小川安紀子 : 自由集会： Ecoinformatics: 情報科学でやる 生態学 「 生態系観測のエコ イ ンフォ マティ ク ス 」 ,
第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 104-105

0610AC933

Oguchi M.,Murakami S.(*1),Tasaki T.,Daigo I.(*1),Hashimoto S.(*1Univ.Tokyo):A database and characteriza-
tion of existing lifespan information of electrical and electronic equipment, 2010 IEEE Int.Symp.Sustainable
Syst.Technol.(ISSST) （ポス ター発表） , Washington DC, 2010/05, Proceedings

0610AB454
0610AA201
0610AA202

小口正弘 , 貴田晶子 : 回収水銀の長期保管形態のス ク リ ーニング と水銀気相分配量の熱力学的推定 , 第
19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/06, 同講演要旨集 , 780-781

0910BE001
0610AA202

Oguchi M.,Kida A.:Thermodynamic screening of mercury forms for long-term storage of excess mercury, 2nd
Int.Conf.Hazardous Ind.Waste Manage., CRETE 2010 （ポス ター発表） , Chania, 2010/10, Proceedings, 443-
444

0910BE001
0610AA202

小口正弘 , 肴倉宏史 , 寺園淳 , 滝上英孝 : 使用済み電気 ・ 電子製品の破砕選別における資源性 ・ 有害性
金属の分配挙動と フ ロー解析 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 169-
170

0610AA202
0610AA204
1012CD002
1012CD003

Oguchi M.,Kida A.,Okada H.(*1)(*1Ex Corp.):End-of-life electrical and electronic equipment for business use
as secondary metal resources, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

0610AA202
0610AA204
1012CD003
1012CD002

小口正弘 : 余剰回収水銀の長期保管形態の熱力学的探索 , 2010 年度 FactSage ユーザー会 , 東京 , 2010/
11, プロ グ ラ ム

0910BE001
0610AA202

小口正弘 , 肴倉宏史 , 寺園淳 : 使用済み電気・ 電子製品の排出実態と 破砕選別における 物質収支の調査 ,
第 32 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集 , 86-88

0610AA202
0610AA204
1012CD002
1012CD003

吉田俊也 (*1), 宮久史 (*2), 米康充 (*3), 小熊宏之 (*1 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ ,*2 北大院 ,*3 島根
大 ): 天然生林における ギャ ッ プ形成後の樹冠拡張速度の推定 , 第 121 回日本森林学会大会（ポス ター発
表） , つ く ば , 2010/04, 同講演要旨集 , Pa2-04

0610AC933

小熊宏之 , 井手玲子 : ラ イブカ メ ラ画像の活用によ る多地点の植生フ ェ ノ ロ ジー観測について , 第 13 回
自然系調査研究機関連絡会議 (NORNAC) （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/10

0911BD002
0610AC933

小熊宏之 , 渡部靖之 (*1)(*1 情報科学テ ク ノ システム ): シンポジウ ム : ラ ジコ ンヘ リ  Falcon-PARS によ
る絶滅危惧種生育位置の特定 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 33

0506AF934

中路達郎 (*1), 野口享太郎 (*2), 伊ヶ 崎知 (*2), 小熊宏之 (*1 北大北方生物圏フィ ールド 科セ ,*2 森林総研 ):
短波長赤外ハイパースペク ト ル画像によ る根圏有機物組成の推定 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58)
（ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 66

0911BD002
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日浦勉 (*1), 中路達郎 (*1), 田柳詩織 (*1), 中村誠宏 (*1),Onno M.(*1), 小熊宏之 (*1 北大苫小牧研究林 ): 温
暖化処理に伴 う ミ ズナラ林冠木の被食量の変化と ハイパースペク ト ル画像によ る葉の防御物質の評価 ,
第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 84

0911BD002

小熊宏之 , 佐藤雅彦 (*1), 廣瀬葉子 (*2)(*1 利尻町博物館 ,*2 国際航業 ): 過去撮影の航空写真解析で判明
し た利尻山におけるハイマツ群落の衰退 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 ,
2011/03, 同予稿集 , 86

0610AC933

Ogura T.,Watanabe S.(*1),Takemura T.(*2),Chikira M.(*1),Mochizuki T.(*1),Emori S.,Sudo K.(*3),Nishimura
T.(*1),Watanabe M.(*4),Kimoto M.(*4)(*1JAMSTEC,*2Kyushu Univ.,*3Nagoya Univ,*4Univ.Tokyo):A new
version of the atmosphere-ocean coupled GCM ‘MIROC’ for climate change simulation, 6th Tripartite
Pres.Meet.among NIER, CRAES and NIES, Seoul, 2009/11, Abstracts, 239-248

0711CE432
0610AA103
0610SP001

小倉知夫 , 江守正多 , 長谷川聡 , 阿部学 , 木本昌秀 (*1), 近本喜光 (*1), 今田 （金丸） 由紀子 (*1), 野中 (
荒井 ) 美紀 (*1), 高薮縁 (*1), 羽角博康 (*1), 横畠徳太 (*2)(*1 東大気候システム研セ ,*2JAMSTEC): 大気
海洋結合モデルの物理過程改良および気候変化予測の手法開発 , 平成 21 年度スーパーコ ンピ ュータ利
用研究報告会 , つ く ば , 2009/11, 同予稿集 , 5

0711CE432
0610AA103
0610SP001

小倉知夫 , 江守正多 : 地球シミ ュ レータ が予測する 地球環境の未来 , ス ーパーサイ エンス ハイ ス ク ール ,
高崎 , 2009/06

0306CE525
0308AE591
0406AE537
0406BA488

小倉知夫 , 江守正多 : 地球温暖化の現状～温暖化によ る 2 次的影響～ , 三鷹市市民大学事業 「環境 と エ
ネルギー～地球温暖化で目を覚ま し永続する暮ら し を創る～」 , 三鷹 , 2009/06

0306CE525
0308AE591
0406AE537
0406BA488

小倉知夫 , 横畠徳太 , 小玉知央 (*1), 伊賀晋一 (*1), 渡部雅浩 (*2)(*1JAMSTEC,*2 東大 ): 雲フ ィ ード バッ
ク の不確実性の評価と低減に向けて , 第 2 回気候感度研究会 , 柏 , 2010/10

0610AA103
0711CE432
0711BA335

Oda T.,Maksyutov S.:A high-resolution global inventory of fossil fuel CO2 emission derived using a global power
plant database and satellite-observed nightlight data, EGU Gen.Assem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/
05, Abstracts, 12, EGU2010-6550-2

0610AA102

Ganshin A.(*1),Oda T.,Saito M.,Koyama Y.,Valsala V.,Andres R.J.(*2),Zhuravlev R.(*1),Lukyanov
A.(*1),Maksyutov S.,CGER/NIES Team (*1Cent.Aerol.Obs.,*2CDIAC):Simulation of CO2 concentrations us-
ing coupled (Eulerian/Lagrangian) model with global high resolution (1km x 1km) surface fluxes, EGU Gen.As-
sem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-6944-3

0610AA102

Oda T.,Maksyutov S.,Saito M.,Valsala V.,Ganshin A.(*1),Andres R.(*2),Koyama Y.,Ito A.,Yoshida Y.,Yokota
T.(*1CAO,*2ORNL):Analysis of satellite-observed CO2 and CH4 of GOSAT for estimation of GHG emissions
from power plants and large cities from space, EGU Gen.Assem.2010 （ポ ス タ ー発表） , Vienna, 2010/05,
Abstracts, 12, EGU2010-6548-8

0610AA102

小田知宏 ,Maksyutov S.: 全球発電所データベース と夜間光データ を用いた化石燃料起源 CO2 排出量の
全球超高解像度マ ッ ピング , 日本気象学会 2010 年度春季大会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/05, 同講演
予稿集 , 254

0610AA102

Oda T.:The global 1 km x 1 km fossil fuel CO2 emission inventory and the Euler-Lagrangian hybrid global at-
mospheric transport model, COCOS Workshop: Fine-grained mapping of carbon fuel emissions at the global
scale, Braunschweig, 2010/05

0610AA102

Oda T.,Maksyutov S.,Elvidge C.(*1)(*1NOAA):Disaggregation of national fossil fuel CO2 emissions using a glo-
bal power plant database and DMSP nightlight data, Asia-Pac.Adv.Network 30th Meet., Hanoi, 2010/08, Agen-
da

0610AA102

小田知宏 ,Maksyutov S., ガンシン A.(*1), 齊藤龍 , 齊藤誠 , アン ド レ ス R. J.(*2), 吉田幸生 , 横田達也 (*1
ロ シア中央高層気象台 ,*2 ア メ リ カ二酸化炭素分析セ ): 大規模点排出源の排出量モニタ リ ングに向けた
「いぶき」GOSAT 観測データ解析 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 213

0610AA102

Oda T.,Maksyutov S.,Saito M.,Valsala V.,Ganshin A.(*1),Andres R.J.(*2),Yoshida Y.,Yokota T.(*1CAO,*2Oak
Ridge Natl.Lab.):Observations of CO2 and CH4 enhancements over large point sources using GOSAT, AGU
2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A51C-0119

0610AA102
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本田靖 (*1), 中井里史 (*2), 小野雅司 , 田村憲治 , 新田裕史 , 上田佳代 (*1 筑波大院 ,*2 横浜国大 ): 浮遊粒
子状物質が死亡に及ぼす影響の季節・都市によ る相違 , 第 81 回日本衛生学会学術総会 , 東京 , 2011/03,
日衛誌 , 66(2), 387

0910CD008
0610FP014
0608AG441

Onodera T.,Sase S.,Choeisai K.P.(*1),Yoochatchaval W.(*2),Sumino H.(*3),Yamaguchi T.(*4),Ebie Y.,Xu K-
Q.,Tomioka N.,Syutsubo K.(*1Khon Kaen Univ.,*2King Mongkut's Univ.Technol.Thonburi,*3Gifu
Natl.Coll.Technol.,*4Nagaoka Univ.Technol.):Development of appropriate anaerobic treatment technology of
molasses wastewater, Anaerobic Digestion Asia 2010, Bangkok, 2011/11, Proceeding, 132-143

0911AG001

Kainuma M.:Designing Asian scenarios towards Low Carbon Society, Japan-U.S.Workshop, Washington DC,
2009/05

0913BA002

Kainuma M.:Overview of AIM and scenarios in IPCC and UNEP/GEO4, Regional Workshop on Scenarios and
Modeling for Integrated Environmental Assessment in Asia and Pacific, Copenhagen, 2009/12

0810BA004

Kainuma M.:Global modeling of low stabilization scenarios for the AR5 IPCC process, The Climate
Univ.Tech.Univ.Denmark, Copenhagen, 2009/12

0810BA004

Kainuma M.:Transition toward a Low Carbon Society, COP15/CMP5 Side Event, Copenhagen, 2009/12 0913BA002

Kainuma M.:Objective of Asia LCS Project (S-6) and what has been done, AIM Study Meet., Tokyo, 2010/03 0913BA002

Kainuma M.:Bottom-up analysis for GHG reduction by the AIM model, Int.Conf.Clim.Change Mitigation Mod-
eling Post-Kyoto Schemes, Seoul, 2010/06

0913BA002
0610AA104

Kainuma M.:Low-Carbon society scenarios in Asia, 5th Tier Econ., Energy Environ.Conf.2010, Taipei, 2010/08 0610AA104
0913BA002

Kainuma M.:Roadmap toward a Low Carbon Society, 2010 Int.Conf.Natl.Appropriate Mitigation Action in Tai-
wan, Taipei, 2010/09

0610AA104
0810BA004
0913BA002

甲斐沼美紀子 :2050 年に炭酸ガス 70％削減 , 関東ブロ ッ ク ユネス コ活動研究会 , 東京 , 2010/09 0610AA104
0913BA002

Kainuma M.:Panel discussion: Future of sustainable low carbon development in Asia and how to approach LCS,
Transition towards Low Carbon Societies in Thailand and Asia , Bangkok, 2010/11

0913BA002
0610AA104

Kainuma M.,Fujino J.,Shukla P.R.(*1),Jiang K.(*2)(*1IIM,*2ERI):Asia low carbon society scenarios, COP16
MOP6 Side Event, Cancun, 2010/12

0913BA002
0610AA104

Kainuma M.:Low carbon development in Asia, Low-carbon Dev.Plan Scoping-Meet., Phnom Penh, 2011/01 0913BA002
0610AA104

甲斐沼美紀子 :2050 年日本低炭素化社会実現への展望 , 環境技術研究会 , 東京 , 2011/01 0913BA002
0610AA104

甲斐沼美紀子 :IPCC 第 5 次評価報告書の検討状況について , 地球温暖化問題国内外制度に関する 研究会 ,
東京 , 2011/02

0810BA004
0610AA104

影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 鎌田亮 , 永洞真一郎 (*1), 高橋悟 (*2), 郷右近順子 (*3), 東海林香代 (*4),
白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環科研 ,*2 岩手県環保研セ ,*3 宮城県保環セ ,*4 山形県環科研 ): 全国
16 都道府県の河川水における遺伝毒性について , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 ,
2010/06, 同講演要旨集 , 742-743

0610AK545
0610AA301
0610AK544

影山志保 , 稲葉洋平 (*1), 佐藤陽美 , 松本理 , 青木康展 , 嵐谷奎一 (*2), 矢島博文 (*3), 中島大介 , 後藤純
雄 (*4)(*1 国保健医療科院 ,*2 産業医大 ,*3 東京理科大 ,*4 麻布大 ): 国内 5 地点で採取し た都市大気浮遊
粉じ んの変異原性 , 第 16 回バイ オアッ セイ 研究会・ 日本環境毒性学会合同研究発表会（ ポス タ ー発表） ,
つ く ば , 2010/09

0911CD004
0610AK545

影山志保 , 中島大介 , 鎌田亮 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邉英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4),
白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環科研 ,*2 宮城県保環セ ,*3 山形県環科研セ ,*4 群馬県衛環研 ): 日本
国内 11 地点で採取し た大気浮遊粉じんの変異原性及び遺伝毒性 , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./
韓国環境分析学会秋季学術大会 （ポス ター発表） , ソ ウル , 2010/11, 同予稿集 , 226

0610AA301
0610AK544

影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 鎌田亮 , 永洞真一郎 (*1), 高橋悟 (*2), 郷右近順子 (*3), 東海林香代 (*4),
白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環境科研 ,*2 岩手県環境保研セ ,*3 宮城県保健環境セ ,*4 山形県環境
科研 ): 発光 umu 試験を用いた河川水の遺伝毒性について , 日本環境変異原学会 第 39 回大会（ポス ター
発表） , つ く ば , 2010/11, 同予稿集 , 130

0610AK545
0610AA301
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Kajiwara N.,Takigami H.:Behavior of additive brominated flame retardants in textile products, 5th
Int.Symp.Brominated Flame Retardants (BFR2010), Kyoto, 2010/04, Abstracts, 9003.pdf

0610AA202
0911BE004

梶原夏子 , 滝上英孝 : 繊維製品に添加さ れた臭素系難燃剤の使用時挙動の解明 , 第 19 回環境化学討論会 ,
春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 158-159

0708AF567
0610AA202
0911BE004

梶原夏子 , 滝上英孝 : 可搬型 XRF によ る各種製品部材中 RoHS 指令対象物質のス ク リ ーニング調査 , 第
21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 575-576

0610AA202
0911BE004

加藤秀樹 , 小林伸治 , 近藤美則 , 松橋啓介 : 長期実走行データに基づいた CO2 排出量に関する寄与要因
の推定 , 自動車技術会 2010 年春季大会学術講演会 , 横浜 , 2010/05, 同前刷集 , (22-10), 13-18

0911BA004
0507AG521
0808AF004

加藤秀樹 , 松橋啓介 , 小林伸治 , 近藤美則 : 自家用乗用車の日常走行を対象 と し た簡易なエコ ド ラ イブ
評価手法の開発に関する研究 , 第 41 回土木計画学研究発表会 , 名古屋 , 2010/06, 同予稿集

0808AF004
0507AG521
0911BA004

加藤秀樹 : エコ ド ラ イブの必要性と方法 , 第 30 回つ く ば市母親大会 , つ く ば , 2010/06 0808AF004
0507AG521

加藤秀樹 : エコ ド ラ イブの理論と実践 , 筑波大学学園祭 学研企画 「はじめよ う ！エコ ド ラ イブ」 , つ く
ば , 2010/10

0808AF004
0507AG521

Kato H.,Kondo Y.,Matsuhashi K.,Kobayashi S.:Carbon dioxide emission factors of HEVs depending on travel
speed, EVS25 （ポス ター発表） , Shenzhen(China), 2010/11, Abstracts, 29

0911BA004
0507AG521

金森有子 , 松岡譲 (*1)(*1 京大院 ): 全世界の家庭部門のエネルギー消費量推計手法の提案と適用 , 環境
経済 ・ 政策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集 , 35-36

0810BA004
1014BA001

金森有子,松岡譲(*1)(*1京大院): エネルギーサービ スの需給バラ ン ス を考慮し た家庭部門のエネルギー
消費量推計について , 第 18 回地球環境シンポジウ ム , 茅野 , 2010/08, 同講演集 , 18, 131-142

0810BA004
1014BA001

Kanamori Y.:Greening the Asia: The Role of Lifestyle Choices, Technology and Financing, Comment to the role
of lifestyle choices, Climate change and green Asia, Inception orkshop of ADB/I Study, Tokyo, 2011/02, Pro-
gram, 3

0913BA002

金谷弦 , 木村妙子 (*1), 菊地永祐 (*2)(*1 三重大 ,*2 東北大 ): 河口域に発達し た ヨ シ原に生息するベン ト
スの餌利用について－種間比較および小スケールでの空間変動－ , 2010 年度日本ベン ト ス学会 ・ 日本
プラ ン ク ト ン学会合同大会 , 柏 , 2010/10, 同講演要旨集 , 32

0910CD002
1011AG001
0610AE926

金谷弦 , 高津文人 , 佐藤正典 (*1), 塔筋弘章 (*1), 今井章雄 (*1 鹿児島大 ): 汽水域に生息する ゴカ イ科多
毛類における季節的な安定同位体比変動 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 ,
2011/03, 同講演要旨集 , 394

0910CD002
1011AG001
0610AE926
0610AA403
0811AG001

北本寛明 (*1), 鎌田亮 , 中島大介 , 白石不二雄 (*1 兵庫県環境研究セ ): 受容体導入酵母ア ッ セイにおける
測定手法の汎用化の検討 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 ,
750-751

0610AK545
0610AA301

笹井勝章 (*1), 北澤優也 (*1), 竹田竜嗣 (*1), 鎌田亮 , 影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 後藤純雄 (*2), 飯
田彰 (*1), 沢辺昭義 (*1)(*1 近畿大 ,*2 麻布大 ): 大和川水系河川及び奈良市近郊溜池における環境水の遺
伝毒性モニタ リ ング , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 764-765

0610AK545
0610AA301

鎌田亮 , 白石不二雄 , 中島大介 , 影山志保 : 組換酵母およ びメ ダカの遺伝子転写を利用し た産廃処分場浸
出水のエス ト ロ ジェ ン作用の検出 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発表会（ ポス タ ー発表） ,
東京 , 2010/12, 同研究発表会要旨集 , 116

1010AE002
0610AK545
0610AA301

内海康雄 (*1), 木村竜士 (*1), 神村一幸 , 杵島修三 , 藤田壮 , 中根英昭 (*1 仙台高専 ): 宮城高専共同テ ク
ノ セン ターにおける最適制御システムの導入効果に関する研究 , 平成 21 年度空気調和 ・ 衛生工学会大
会 , 熊本 , 2009/09, 同講演論文集 , 2271-2274

0810BX001

内海康雄 (*1), 木村竜士 (*1), 神村一幸 , 杵島修三 , 藤田壮 , 中根英昭 (*1 仙台高専 ): 公共建物における
空調自動制御システムの適応に関する研究 , 2009 年度日本建築学会大会 ( 東北 ), 仙台 , 2009/08, 同学術
講演梗概集 , 1181-1182

0810BX001
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木村竜士 (*1), 内海康雄 (*1), 神村一幸 , 杵島修三 , 藤田壮 , 中根英昭 (*1 仙台高専 ):CO2 排出量削減の
ための空調機器の自動制御システム開発に関する研究 ( 第 14 報 ) オフ ィ ス を対象 と し た快適性に関す
る アンケー ト 調査 , 平成 22 年度空気調和 ・ 衛生工学会大会 , 山口 , 2010/09, 同学術講演会講演論文集 ,
2323-2326

0810BX001

木村竜士 (*1), 内海康雄 (*1), 神村一幸 , 杵島修三 , 藤田壮 , 中根英昭 (*1 仙台高専 ): 公共建物における
空調自動制御システムの適用に関する研究 その 2 オフ ィ ス を対象と し た快適性に関する アンケー ト 調
査 , 2010 年度日本建築学会大会学術講演会 , 富山 , 2010/09, 同講演梗概集 , 577-578

0810BX001

亀山哲 : メ コ ン川流域の生態系環境保全 と GIS の活用 , ICS-GEO 第 6 回勉強会 , 東京 , 2010/05, 同予稿集 0610SP004
0610AA403
Z00009998

Kameyama S.,Nohara S.,SatoT.(*1),Fujii Y.(*1)(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.):Impact of watershed develop-
ment on seasonal flooding and fish habitat in The Mekong River, 9th Int.Cong.Biol.Fish （ポ ス タ ー発表） ,
Barcelona, 2010/07, Abstracts, 125-126

0610AA403
Z00009998

Kameyama S.,Nohara S.,Sato T.(*1),Fujii Y.(*1)(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.):Impact of watershed develop-
ment on seasonal flooding and fish habitat in the main stream of the Mekong River, 2010 Meet.Am. （ポス ター
発表） , Foz do Iguassu, 2010/08, Abstracts, 67

0610AA403
Z00009998

Kameyama S.:Habitat analysis and evaluation of freshwater fish in Japan, The effect of watershed development
and habitat fragmentation by dam, Sustainable conservation of riparian organisms and ecosystems: linking ecol-
ogy, Sapporo, 2010/10, Abstracts

Z00009998
0812BB001
0610AA403

Kameyama Y.,Nohara K.,H.Shimazaki(*1),T.Sato(*2),Y.Fujii(*2)(*1Kisarazu Natl. Coll.Technol.,*2Alpha Hy-
draul.Eng.Consult.):The impact of watershed development on seasonal looding and Fish Habitat Monitoring in
the Main Stream of the Mekong River, Workshop Sustainable Manage.Mekong River （ポス ター発表） , Ubon
Ratchathani(Thailand), 2011/01, Proceedings , 15

0610AA403
0812BB001

亀山哲 , 野原精一 , 佐藤達明 (*1), 藤井良昭 (*1)(*1 アルフ ァ水工コ ンサルタ ンツ ): メ コ ン川の流域開発
と魚類生息地評価 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 58, 234

0610AA403

Kameyama S.:Development of an integrated management method for Mekong River basin using GIS and remote
sensing technology, Rearing Program BWEL, Special Lecture: Remote sensing water environment monitoring,
Gifu, 2010/12

0910AE004
0610AA403

Kameyama Y.,Tanimoto H.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Yokouchi Y.,Takeda S.(*2),Obata H.(*3),Tsuda
A.(*3),Uematsu M.(*3)(*1Hokkaido Univ.,*2Nagasaki Univ.,*3Univ.Tokyo):Analysis of variations and hotspots
of dimethyl sulfide in surface seawater of the western North Pacific Ocean: Results with equilibrator inlet-proton
transfer reactionmass spectrometry (EI-PTR-MS), 5th Int.Symp.Biol.Environ.Chem.DMS(P) Relat.Compo.,
Goa, 2010/10, Abstracts, 33

0610AA101
0711BB571
0913AE003

Iwata T.(*1),Kameyama Y.,Tanimoto H.(*1Okayama Univ.):CO2 and DMS flux measurement by the profiling
bouy system, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, B31C-0325

0610AA101
0711BB571

Kameyama Y.,Tanimoto H.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Yokouchi Y.,Takeda S.(*2),Obata H.(*3),Tsuda
A.(*3),Uematsu M.(*3)(*1Hokkaido Univ.,*2Nagasaki Univ.,*3Univ.Tokyo):High-resolution measurement of
DMS and volatile organic compounds dissolved in seawater using equilibrator inlet-proton transfer reaction-
mass spectrometry (EI-PTR-MS), AGU 2010 Fall Meet.（ポス ター発表）, San Francisco, 2010/12, Abstracts,
B31C-0324

0610AA101
0711BB571
0913AE003

亀山康子 : 気候変動に関する将来国際制度と REDD, 第 20 回日本熱帯生態学会年次大会 , 東広島 , 2010/
06, 同講演要旨集 , 7-8

0911BA002
0913BA006
0811CD004
0911CD010

亀山康子 : 主要国の気候変動政策立案の比較分析 : 政府内の決定プロセス を中心に , 環境経済 ・ 政策学
会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集 （web), 248

0911BA002
0913BA006
0811CD004
0911CD010

Kameyama Y.,Takamura Y.(*1)(*1Ryukoku Univ.):Border adjustment in Japanese climate policy: why they do
not care for it, Capacity Building Workshop on Carbon Governance in Asia: Bridging Scales and Disciplines,
Yokohama, 2010/11

0911BA002
0911CD010
0811CD004
0913BA006
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加用現空 , 須田真依子 , 福田尭 (*1), 五味馨 (*2), 松岡譲 (*1), 芦名秀一 , 藤野純一 (*1 京都大大院 ,*2 京
都大 ): 自治体の地域特性を考慮し た低炭素化シナ リ オの検討－つ く ば市を例にし て－ , エネルギー・資
源学会 第 27 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス , 東京 , 2011/01, 同講演論文集

0610AA104
0913BA002

加用現空 , 藤野純一 : シ ミ ュ レーシ ョ ンツールを用いた 2030 年つ く ば市低炭素社会シナ リ オの試算結
果 , 低炭素都市ワーク シ ョ ッ プ , 東京 , 2010/11

0610AA104
0913BA002

Kayo C.,Aramaki T.(*1),Hanaki K.(*2)(*1Toyo Univ.,*2Tokyo Univ.):Effect of carbon storage change of forest
on net CO2 balance of wood use for energy, GRC Ind.Ecol. （ポス ター発表） , New London, 2010/07

Z00009999

加用千裕 , 橋本征二 , 沼田淳紀 (*1), 濱田政則 (*2)(*1 飛島建設 ,*2 早稲田大 ): 地盤液状化対策への木材
利用によ る温室効果ガス排出削減効果の評価 , 第 65 回土木学会年次学術講演会 , 札幌 , 2010/09, 同講
演概要集

1010KZ001

Kayo C.,Hashimoto S.,Numata A.(*1),Hamada M.(*2)(*1Tobishima,*2Waseda Univ.):Reductions in greenhouse
gas emissions by using wood to protect against soil liquefaction, 9th Int.Conf.EcoBalance （ポス ター発表） ,
Tokyo, 2010/11

1010KZ001

加用千裕 , 橋本征二 , 南齋規介 , 森口祐一 : アジア地域における紙資源消費量および温室効果ガス排出
量の将来推計 , 第 38 回環境システム研究論文発表会 , 広島 , 2010/10, 同講演集 , 319-325

0913BA003
0610AA104

河井紘輔 , 大迫政浩 : ベ ト ナム国ハ ノ イ市における有価物フ ロー分析 , 平成 22 年度廃棄物資源循環学会
研究討論会 （ポス ター発表） , 川崎 , 2010/05, 同講演論文集 , 100

0911BE001
0610AA204

河井紘輔 , 大迫政浩 : ベ ト ナム国ハ ノ イ市における有価物フ ロー分析 , 第 32 回 京都大学環境衛生工学
研究会シンポジウ ムプロ グ ラ ム , 京都 , 2010/07, 環境衛生工学研究 , 24(3), 192-198

0911BE001
0610AA204

Kawai K.:Accuracy of municipal solid waste data in Vietnam, 8th Workshop on GHG Inventories in Asia
(WGIA8), Vientiane(Laos), 2010/07, Program

0911BE001
0610AA204

河井紘輔 , 大迫政浩 , 山田正人 : ベト ナム国における 近未来の都市廃棄物管理シス テムのシナリ オ分析 ,
第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2009/11, 同予稿集 , 129-130

0610AA204
0911BE001

河井紘輔 : 東南アジアにおけ る廃棄物処理システム研究 , 平成 22 年度 2020 年における我が国環境ビジ
ネスに関する調査研究第 1 回委員会 , 東京 , 2010/06

0610AA204
0911BE001

Kawai T.,Handoh I.C.(*1),Suzuki N.(*1CMES Ehime Univ.):The roles of marine phytoplankton and ocean cir-
culation in determining the global fate of polychlorinated biphenyls, 5th Global COE Int.Symp.MAMEP 2010,
Matsuyama, 2010/09, Abstracts, 32

0610AA301

河合徹 , 半田逸樹 (*1)(*1 愛媛大沿岸環境科研セ ): 全球多媒体モデル FATE を用いた PCBs の時空間変
動予測 , 第 19 回環境化学討論会 , 名古屋 , 2010/06, 同講演要旨集 , 274-275

0610AA301

河合徹 , 鈴木規之 , 半田逸樹 (*1)(*1 愛媛大沿岸環境科研セ ): 全球多媒体モデル FATE を用いた PCBs の
海洋中負荷と深海輸送量の検討 , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大会 ,
ソ ウル , 2010/11, 同予稿集 , 91-94

0610AA301

川口光夫 , 貴田晶子 : 廃電子基板中の Ag 分析における前処理法の検討 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス
ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 782-783

0610AA202
0610AB447
0610AB454

川口光夫 , 貴田晶子 : 使用済み ノー ト パソ コ ン中の金属量 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会（ポ
ス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同講演論文集 , 189-190

0610AA202
0610AB447
0610AB454

川崎伸之 , 佐藤貴之 , 小松一弘 , 高津文人 , 三浦真吾 , 今井章雄 , 多田雄哉 (*1), 浜崎恒二 (*1)(*1 東大大
気海洋研 ): 霞ヶ 浦における 微生物ループの役割と 有機物循環の解明 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 225

0610AE599
0811AG001
0911CD003

川崎伸之 , 今井章雄 , 小松一弘 , 高津文人 , 佐藤貴之 , 三浦真吾 : バク テ リ アバイオマーカーから求めた
霞ヶ浦におけるバク テ リ ア起源 DOM が占める割合 , 第 45 回日本水環境学会年会 , 札幌 , 2011/03, 同予
稿集 , 299

0610AA403
0610AE599
0607BD966

吉兼隆生 (*1), 原政之 (*1), 川瀬宏明 , 木村富士男 (*1)(*2)(*1RIGC,*2 筑波大院 ): 長期気候値差分を用い
た疑似気候実験の検証 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同予稿集 , 98, 73

Z00009999
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川瀬宏明 , 竹村俊彦 (*1), 野沢徹 (*1 九大応用力学研 ): 炭素性エア ロ ゾルの増加が 20 世紀のアフ リ カ南
部の降水変化に及ぼす影響 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 98, 89

0608AE549
0610AA103
0610AJ001
0711CE432

川瀬宏明 , 永島達也 , 須藤健悟 (*1), 野沢徹 (*1 名古屋大院 ):RCP シナ リ オに基づいた対流圏オゾンの将
来予測 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 98, 323

0608AE549
0610AA103
0610AJ001
0711CE432
0712BA337

Kawase H.,Takemura T.(*1),Nozawa T.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.):Impact of anthropogenic forcing
on long-term precipitation trend in Africa in the 20th Century, AGU 2010 Fall Meet., San Francisco, 2010/12,
Abstracts, GC13C-0705

0608AE549
0610AA103
0610AJ001
0711CE432

河地正伸 , 田野井孝子 , 彼谷邦光 (*1), 渡邉信 (*1)(*1 筑波大 ): 炭化水素を産生する緑藻 Botryococcus －
その基礎から応用－, マ リ ンバイオテ ク ノ ロ ジー学会大会 第12回年会, 東京, 2009/05, 同講演要旨集, 34

0709CD373
0813KB001

Kawachi M.:Flow cytometric analysis and morphology of natural picoplankton population before and after cry-
opresevation, 18th Meet.Int.Soc.Evol.Protistol., Kanazawa, 2010/07, Abstracts

0911KB002

Kawachi M.:Functional roles of the haptonema, 13th Int.Nannoplankton Assoc.Meet., Yamagata, 2010/09, Ab-
stracts, 72-73

Z00009999

河地正伸 : 炭化水素を産生する藻類ボ ト リ オコ ッ カス , 日本藻類学会 第 34 回大会 , つ く ば , 2010/03,
同予稿集 , 58(1), 66

0813KB001

Kawachi M.,Tanoi T.,Demura M.,Kaya K(*1),Watanabe M(*1)(*1Univ.Tsukuba):Molecular phylogeny of Bot-
ryococcus braunii relationship with the hydrocarbon types, 1st Asia-Oceania Innovation Summit （ポス ター発
表） , Tsukuba, 2010/12, Abstracts, 52

0813KB001

河原純子 , 田中千晶 (*1), 田中茂穂 (*2), 青木康展 , 米元純三 (*1 桜美林大 ,*2 国健康栄養研 ): 室内環境
における幼児の1日肺換気量, 平成22年度室内環境学会学術大会, 横浜, 2010/12, 同講演要旨集, 162-163

Z00009999

河原純子 , 田中千晶 (*1), 田中茂穂 (*2), 青木康展 , 米元純三 (*1 桜美林大 ,*2 国健康栄養研 ): 日本人幼
児の 1 日肺換気量 , 日本 リ ス ク研究学会 第 23 回年次大会 , 東京 , 2010/11, 同講演論文集

0610AA301

Kawamoto K.:Incineration technology for MSW disposal in JAPAN: Development and experience, 239th
Am.Chem.Soc.Natl.Meet.Expo., San Francisco, 2010/03, Abstracts

0610AB546

川本克也 , 依田育子 : 焼却排ガス中微量有機成分の発生と除去特性 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 ,
2010/06, 同講演要旨集 , 34-35

0610AB546

Kawamoto K.,Yoda I.,Miyata H.(*1)(*1Sanki Eng.):Formation and degradation of dioxins in an incineration pro-
cess, and the role of surrogate compound monitoring, 30th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN
2010, San Antonio, 2010/09, Organohalogen Compd., ID:1117

0610AB546

鈴木和将 (*1), 大畠誠 (*2), 川本克也 (*1 埼玉県環境科国際セ ,*2JFE テ ク ノ リ サーチ ): 廃棄物焼却施設
の運転管理における ラ イ フサイ クルアセス メ ン ト , 第21回廃棄物資源循環学会研究発表会, 金沢, 2010/
11, 同講演論文集 , 121-122

0610AB546

宮田治男 (*1), 古橋誠 (*1), 川本克也 (*1 三機工業 ): ダイ オキシン類総排出量の低減と プラ ント 運転条件 ,
第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 357-358

0610AB546

川本克也 , 大畠誠 (*1), 鈴木和将 (*2)(*1JFE テ ク ノ リ サーチ ,*2 埼玉県環境科国際セ ): 焼却施設におけ
る低炭素・循環型社会適合性評価指標の開発 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11,
同予稿集 , 359-360

0610AB546

元木俊幸 , 小林潤 (*1), 川本克也 (*1 工学院大 ): 木質 ・ RPF 混合試料ガス化 ・ 改質からのダ イオキシン
類 ,PAHs および BTX の排出特性 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会（ポス ター発表）, 金沢 , 2010/
11, 同予稿集 , 377-378

0610AA203

小林潤 (*1), 川本克也 (*1 工学院大 ):RPF ・ 木質バイオマス混合物の熱分解ガス化 ・ 水蒸気改質特性 , 第
21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 371-372

0610AA203

川本克也 , 大畠誠 (*1), 鈴木和将 (*2)(*1JFE テ ク ノ リ サーチ ,*2 埼玉県環境科国際セ ): 廃プラ スチッ ク
混入ごみの焼却と排ガス特性への影響評価 , 第 32 回全国都市清掃研究・事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同
講演論文集 , 221-223

0610AB546
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神田勲 , 山尾幸夫 : 風洞実験によ る都市キ ャ ノ ピー内外における拡散の研究 その 2 風上粗度の影響 , 第
51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, プロ グ ラ ム , 37

Z00009999

神田勲 , 山尾幸夫 , 若松伸司 (*1)(*1 愛媛大 ): 風洞実験によ る 2 次元山岳後流の剥離渦の研究 , 第 51 回
大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, プロ グ ラ ム , 37

Z00009999

Kikuchi N.,Ishida H.(*1),Yoshida M.(*2),Takenaka H.(*3),Shiomi K.(*4),Watanabe H.,Yokota T.(*1Yamaguchi
Univ.,*2RESTEC,*3CEReS,*4EORC/JAXA):GOSAT TANSO-CAI L1B and L1B+ Products, ISPRS
Tech.Comm.8th Symp. （ポス ター発表） , Kyoto, 2010/08, Proceedings, 398-401

0610AL917

石田春磨 (*1), 中島孝 (*2), 菊地信行 , 横田達也 , 渡辺宏 (*1 山口大 ,*2 東海大情報技セ ):MODIS と の比
較によ る GOSAT-CAI 雲ス ク リ ーニング結果の検証 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10,
同講演予稿集 , 208

0610AL917
0810BY001

福田悟 (*1), 中島映至 (*1), 菊地信行 , 竹中栄晶 (*2)(*1 東大気候システム研セ ,*2 千葉大 CEReS):GOSAT/
CAI を も ちいたエア ロ ゾルプロ ダ ク ト の導出 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講
演予稿集 , 210

0610AL917

Sano I.(*1),Mukai S.(*1),Nakata M.(*1),Kikuchi N.,Holben B.(*2)(*1Kinki Univ.,*2GSFC):Estimation of biom-
ass burning aerosols derived from combination of GOSAT/CAI and PARASOL/POLDER, AGU 2010 Fall Meet.
（ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A13C-0231

0610AA102

Nagatoshi Y.(*1),Mitsuda N.(*1),Kubo A.,Saji H.,Ohme-Takagi M.(*1)(*1AIST):Identification of transcription
factors involved in ozone tolerance in Arabidopsis thaliana, 21st Int.Conf.Arabidopsis Res. （ポス ター発表） ,
Yokohama, 2010/06, Abstracts, 102

0812AE001

永利友佳理 (*1), 光田展隆 (*1), 久保明弘 , 佐治光 , 高木優 (*1)(*1 産総研 ): シロ イ ヌナズナのオゾン応答
に関わる転写因子の同定および解析 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講
演要旨集 , 352

0812AE001

久保田泉 : 国際社会における適応策と緩和策に関する議論 : COP17 に向けて , JICA 研究所 公開シンポ
ジウ ム ： Climate Change Adaptation and International Development- 気候変動に対する国際協力の展望 -,
東京 , 2011/02

1012BA003
0911BA002

Kubota I.:Facilitating adaptation under the Post-2012 framework, Int.Symp. “Promoting Synergies Among Ad-
aptation Networks in the Asia-Pacific Region” , Mito, 2011/01

1012BA003
0911BA002

久保田泉 : ど う なる地球温暖化の国際枠組み－ COP16/CMP6 の成果を踏まえて , 第 6 回低炭素社会づ
く り セ ミ ナー 専門家講演会 , 福井 , 2011/03

1012BA003
0911BA002
0610AA104

窪田恵一 , 珠坪一晃 ,Yoochatchaval W., 山口隆司 (*1), 河合俊和 (*2), 中島寿典 (*2)(*1 長岡技科大 ,*2 三井
製糖総研 ): グラ ニュ ール汚泥床法によ る 低濃度精製糖廃水の高効率処理 , 第 108 回精製糖技術研究会 ,
東京 , 2010/05, 同講演要旨集 , 16-20

0809LA001
0608AG506
0608KA954

前田光治 (*1), 大木本和也 (*1), 朝熊裕介 (*1), 福井啓介 (*1), 倉持秀敏 (*1 兵庫県大 ):DME を用いたバイ
オデ ィ ーゼル生産プロセスにおける解乳化速度 , 分離技術会年会 2010, 東京 , 2010/06, 同講演要旨集 ,
119

0610AA203
0911CD011

倉持秀敏 , 前田光治 (*1), 大迫政浩 (*1 兵庫県大 ): ト ラ ッ ブグ リ ースの燃料化を目指し た性状調査 と燃
料成分回収の可能性 , 分離技術会年会 2010, 東京 , 2010/06, 同講演要旨集 , 74

0610AA203
0911BE007

倉持秀敏 , 乗富秀富 (*1), 辻智也 (*2), 前田光治 (*3), 大迫政浩 (*1 首都大 ,*2 日大 ,*3 兵庫県大 ): 固定化
酵素によ る BDF 合成に対する共溶媒添加 と攪拌の影響 , 分離技術会年会 2010 （ポス ター発表） , 東京 ,
2010/06, 同講演要旨集 , 88

0610AA203
0911CD011

倉持秀敏 , 滝上英孝 , 酒井伸一 (*1)(*1 京都大環境保全セ ): 芳香族 リ ン酸エステル系難燃剤の蒸気圧測
定 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 262-263

0911BE004
0610AB447

Kuramochi H.,Sakai S.-i.(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.):Measurement of vapor pressures of some PB-
DEs and HBCD diastereoisomers, 5th Int.Symp.Brominated Flame Retardants (BFR2010), Kyoto, 2010/04, Ab-
stracts, 90071.pdf

0911BE004
0610AB447

倉持秀敏 , 乗富秀富 (*1), 辻智也 (*2), 前田光治 (*3), 大迫政浩 (*1 首都大 ,*2 日大 ,*3 兵庫県大 ):Solvent-
freeBDF 合成における Novozyme435 の凝集挙動 , 化学工学会 第 42 回秋季大会 , 京都 , 2010/09, 同講演
要旨集 , 960

0911CD011
0610AA203
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西村光輝 (*1), 倉内健太 (*1), 前田光治 (*1), 朝熊裕介 (*1), 福井啓介 (*1), 倉持秀敏 (*1 兵庫県大 ): バイオ
デ ィ ーゼル関連混合物の融解特性 , 化学工学会 第 42 回秋季大会 , 京都 , 2010/09, 同講演要旨集 , 650

0911BE007
0610AA203

倉持秀敏 , 滝上英孝 , 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ): 臭素系および芳香族 リ ン酸エステル系難燃剤
の蒸気圧の測定 , 化学工学会 第 42 回秋季大会 , 京都 , 2010/09, 同講演要旨集 , 653

0911BE004
0610AB447

Kuramochi H.,Takigami H.,Sakai S-i.(*1)(*1Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.):Measurement of vapor pres-
sures of some PBDES and non-PBDE flame retardants and evaluation of their persistence and Long-Range
transportation potential, 30th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2010, San Antonio, 2010/
09, Organohalogen Compd.

0911BE004
0610AB447

朝熊裕介 (*1), 小河洋介 (*1), 前田光治 (*1), 福井啓介 (*1), 倉持秀敏 (*1 兵庫県大 ): マイ ク ロ 波照射によ る
BDF生成に関する 実験的・ 計算的考察, 第19回日本エネルギー学会大会, 東京, 2010/08, 同予稿集, 154-155

0911CD011
0610AA203

Aasakuma Y.(*1),Kawanami O.(*1),Maeda K.(*1),Kuramochi H.,Fukui K.(*1)(*1Univ.Hyogo):Theoretical study
of the transesterification of triglycerides to biodiesel fuel under various conditions, ECOS 2010 （ポス ター発
表） , Lausanne, 2010/06, Abstracts

0911CD011
0610AA203

倉持秀敏 , 前田光治 (*1), 大迫政浩 (*1 兵庫県大 ): ト ラ ッ ブグ リ ースの性状評価と第二世代 BDF 化への
品質向上化技術の開発 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 341-342

0610AA203
0911BE007

Kuramochi H.,Maeda K.(*1),Osako M.,Toba M.(*2),Yoshimura Y.(*2)(*1Univ.Hyogo,*2AIST):Characterizaion
of trap grease and development of upgradindg technology for producing second-generation biodiesel fuel, 3rd
Int.Symp.Energy Biomass Waste, Venice, 2010/11, Proceedings

0610AA203
0911BE007

Kuramochi H.,Maeda K.(*1),Noritomi H.(*2),Tsuji T.(*3),Osako M.(*1Univ.Hyogo,*2Tokyo
Metrop.Univ.,*3Nihon Univ.):Effect of some Co-solvents on enzymatic transesterification of triolein, 8th Euro
Fed Lipid Congr. （ポス ター発表） , Munich, 2010/11, Abstracts, 188

0610AA203
0911CD011

倉持秀敏:低品質廃油脂からの第二世代バイオデ ィ ーゼル燃料製造, エコプロ ダ ク ツ2010, 東京, 2010/12 0610AA203
0911BE007

Kuramochi H.:Application of a semi-empirical molecular thermodynamics method for efficient development of
POPs reduction technology, 4th Workshop on Reduction of Unintentional POPs in East Asian Countries, Tokyo,
2010/12

0911BE004
0610AB447

黒河佳香 , 北條理恵子 (*1), 藤谷雄二 , 平野靖史郎 , 山元昭二 (*1 労働安全衛生総研 ): デ ィ ーゼル排ガス
由来ナ ノ粒子はマウ スの学習機能に影響を与え るか？ , 第 33 回日本神経科学大会 (Neuroscience 2010)
（ポス ター発表） , 神戸 , 2010/09, プロ グ ラ ム , 322

0911BD001

Koike E.,Yanagisawa R.,Sadakane K.(*1),Inoue Ken-ichiro,Ichinose T.(*1),Takano H.(*1Oita Univ.Nurs.Health
Sci.):Effects of Di-isononyl phthalate on atopic dermatitis in vivo and immunological responses in vitro,
Int.Symp.Occup.Environ.Allerg.Immune Dis.2010(ISOEAID’10)（ポス ター発表）, Kyoto, 2010/04, Abstracts,
52

0708BD307
0808AE002
0809CD003

小池英子 , 柳澤利枝 , 井上健一郎 , 高野裕久 : フ タル酸ジ イ ソ ノ ニルによ る ア ト ピー性皮膚炎の増悪に
おける樹状細胞の役割 , 第 22 回日本アレルギー学会春季臨床大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2010/05, ア
レルギー , 59(3/4), 438

0809CD003
0910AE001

小池英子 , 柳澤利枝 , 高野裕久 : 臭素系難燃剤がマウ ス免疫担当細胞に及ぼす影響 , 第 17 回日本免疫毒
性学会学術大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 88

0910AE001
0911BE010

小池英子 , 柳澤利枝 , 高野裕久 : ベンゾピ レンおよびキ ノ ン化合物の曝露が ヒ ト 気道上皮細胞に及ぼす
影響 , 第 60 回日本アレルギー学会秋季学術大会 , 東京 , 2010/11, アレルギー , 59(9/10), 1377

0812CD006

高津文人 , 今井章雄 , 小松一弘 , 川崎伸之 , 三浦真吾 , 佐藤貴之 , 大河内直彦 (*1), 福島武彦 (*2), 神谷航
一 (*2)(*1JAMSTEC,*2 筑波大 ): 霞ヶ浦底泥表層の炭素安定同位体比の支配要因－過去 28 年間の底泥試
料から－ , 第 45 回日本水環境学会年会 , 札幌 , 2011/03, 同講演集 , 307

0811AG001
0610AA403
0610AE599

Kohzu A.:Studies of material cycling within lotic and lentic ecosystems by nitrate isotopic analysis, UY-GCOE
Mini Seminar “Frontier and future of isotope science for assessing river basin environment” , Kofu, 2011/02

1012AG002

高津文人 : 炭素 ・ 窒素の安定同位体比によ る環境解析－生物間相互作用から流域の物質代謝まで－ , 平
成 22 年度安定同位体利用技術研究会 企画－エコ ロ ジーにおける ア イ ソ ト ープ利用－ , 東京 , 2010/09,
同予稿集

0811AG001
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Kodama K.,Lee J-H.,Oyama M.(*1),Shiraishi H.,Horiguchi T.(*1Nagasaki Univ.):Hypoxia-induced disturbance
in macrobenthic community in the Tokyo Bay, Japan, 6th Int.Conf.Mar.Pollut.Ecotoxicol. （ポス ター発表） ,
Hong Kong, 2010/06, Abstracts, P-22

0610AA304

Kodama K.,Rahman Md.S.(*1),Horiguchi T.,Thomas P.(*1)(*1Univ.Texas Austin):Use of hypoxia inducible fac-
tor as a biomarker of exposure to hypoxia for megabenthos in Tokyo Bay, JAPAN, 4th Bilateral Seminar Italy
～ Japan Physical and Chemical Impacts on Marine Organisms ～ For Conservation of Biodiversity and Sustain-
ability ～ , Nagakute, 2010/10, Abstracts, 12

0610AA304

児玉圭太 , 李政勲 , 朴正彩 , 田島良博 (*1), 清水詢道 (*1), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 神奈川水産技セ ): 東京
湾産シ ャ コの資源動態 , 平成 23 年度日本水産学会春季大会 （ポス ター発表） , 東京 , 2011/03, 同講演要
旨集 , 23

0610AA304

木幡邦男 , 中村泰男 , 牧秀明 , 金谷弦 : 閉鎖性海域環境の現状と課題 , 第 5 回海の再生全国会議 「沿岸
域の統合的管理に向けた海域環境対策の俯瞰」 , 東京 , 2011/02, プロ グ ラ ム

0808BY007
0710AG474
1011AG001

小林淳 , 木下今日子 , 櫻井健郎 , 鈴木規之 , 水川薫子 (*1), 高田秀重 (*1)(*1 東京農工大院 ): 底質に由来
する PCB の多毛類から底生魚への取込み と排泄の動力学について , 第 44 回日本水環境学会年会 （ポス
ター発表） , 福岡 , 2010/03, 同講演集 , 579

0610AA301

Kobayashi J.,Kinoshita K.,Sakurai T.,Suzuki N.:Biomagnification of polychlorinated biphenyls from sediment-
contaminated food in a marine benthic fish, SETAC North Am.30th Annu.Meet.（ポス ター発表）, New Orleans,
2009/11, Abstracts, 183

0610AA301

小林淳 , 木下今日子 , 櫻井健郎 , 鈴木規之 : 底生魚における疎水性有機化合物の呼吸器官経由の取 り 組
みと排泄動態について , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 19,
470-471

0610AA301

Kobayashi J.,Kinoshita K.,Ito N.,Sakurai T.,Imaizumi Y.,Suzuki N.:Uptake via the respiratory surface and depu-
ration kinetics of persistent organic pollutants in a marine benthic fish, 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./
韓国環境分析学会秋季学術大会 （ポス ター発表） , Seoul, 2010/11, Abstracts, 244

0610AA301

Kobayashi J.,Kinoshita K.,Ito N.,Sakurai T.,Imaizumi Y.,Suzuki N.:Uptake via the respiratory surface and depu-
ration kinetics of hydrophobic organic chemicals in a marine benthic fish, SETAC North Am.31st Annu.Meet.
（ポス ター発表） , Portland, 2010/11, Abstracts, 343-344

0610AA301

小林拓朗 , 李東烈 (*1), 徐開欽 , 蛯江美孝 , 李玉友 (*2), 稲森悠平 (*3)(*1GS Eng.Constr.,*2 東北大院 ,*3
福島大 ): 生ごみの高効率 メ タ ン発酵処理を達するための栄養バラ ン スの評価 , 日本水処理生物学会 第
47 回大会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別巻 30, 114

0610AA203

小林弥生 , 山城彩花 (*1), 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ): ヒ 素－グルタチオン抱合体の体外排泄に関する γ-
GTP の影響 , 第 37 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 （ポス ター発表） , 西原町 ( 沖縄県） , 2010/06,
J.Toxicol.Sci., 35(Suppl.), S229

0810CD004
1012AE005

小林弥生 , 山城彩花 (*1), 平野靖史郎 (*1 茨城県友部病院 ):γ-GTP 阻害剤を前投与し た ラ ッ ト における
ジフ ェニルアルシン酸の体内動態 , 第 16 回 ヒ 素シンポジウ ム , 旭川 , 2011/02, 同講演要旨集 , 52-53

0810CD004
1012AE005

今藤夏子 : 東京都心の緑地におけるチ ョ ウ相の比較 , 日本鱗翅学会第 57 回大会 , 東京 , 2010/10, 同予稿
集 , 16

0911AE006
1011AF008

Kondo N.,Tuda M.(*1),Toquenaga Y.(*2),Lan Y.-C.(*3),Buranapanichpan S.(*4),Horng S.-B.(*5),Shimada
M.(*6),Fukatsu T.(*7)(*1Kyushu Univ.,*2Univ. Tsukuba,*3Leader Univ.,*4Chiang Mai Univ.,*5Natl.Taiwan
Univ.,*6Univ.Tokyo,*7AIST):Wolbachia infections in world populations of bean beetles (Coleoptera: Chry-
somelidae: Bruchinae), Memorial Symp.26th Int.Prize Biol.Biol.Symbiosis （ポス ター発表） , Tsukuba, 2010/
12, Abstracts, 43

0710AE480

Toquenaga Y.(*1),Kondo N.(*1Univ.Tsukuba):Partial cytoplasmic incompatibility in C. analis, Memorial
Symp.26th Int.Prize Biol.Biol.Symbiosis （ポス ター発表） , Tsukuba, 2010/12

0710AE480

近藤美由紀 , 内田昌男 , 金龍元 (*1), 高橋善幸 , 内海真生 (*2), 篠崎鉄哉 (*2), 榎本浩之 (*3), 柴田康行 (*1
ア ラ スカ大 ,*2 筑波大院 ,*3 北見工大 ): 放射炭素同位体を用いたア ラ ス カツン ド ラ ・ タ イガ生態系にお
ける土壌 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , ACG031-09

0911CD014
1012BA004
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Kondo M.,Uchida M.,Enomoto H.(*1),Utsumi M.(*2),Shinozaki T.(*2),Kim Y.(*3),Shibata Y.(*1Kitami
Inst.Technol.,*2Univ.Tsukuba,*3IARC):Snow conditions in Northern Alaska and possible influences on soil-
carbon-dynamic-related carbon assimilation and CO2 emission, Int.Symp.Snow, Ice and Humanity in a Changing
Climate （ポス ター発表） , Sapporo, 2010/06, Abstracts, 205

0911CD014
1012BA004

Kishimoto A.(*1),Yonemura S.(*1),Wagai R.(*1),Kondo M.,Jomura M.(*1),Shirato Y(*1)(*1NIAES):Effects of
experimental warming on heterotrophic soil respiration in a cultivated andisol in Japan: First Two-Year results,
4th EAFES Int.Congr., Sangju, 2010/09, Abstracts

0911CD012
1010AF006
0610FP013

和穎朗太 (*1), 白戸康人 (*1), 近藤美由紀 , 内田昌男 , 平舘俊太郎 (*1)(*1 農環研 ): 土壌物理分画 と同位体
分析から見えて く る土壌有機物の分解と安定化プロセス , 日本土壌肥料学会 2010 年度北海道大会 , 札
幌 , 2010/09, 同講演要旨集

0911AG006
0911CD012
1010AF006

和穎朗太 (*1), 白戸康人 (*1), 近藤美由紀 , 内田昌男 , 平舘俊太郎 (*1)(*1 農環研 ): 無機成分 と の相互作用
から見え る土壌有機物の分解と蓄積過程 , 日本腐植物質学会第 26 回講演会 , つ く ば , 2010/11, 同予稿集

0911AG006
0911CD012
1010AF006

Kondo M. ,Uch ida  M. ,K im Y. (*1 ) ,Takahash i  Y. ,Sh inozak i  T. (*2 ) ,Utsumi  M. (*2 ) ,Sh iba ta
Y.(*1IARC,*2Univ.Tsukuba):Radiocarbon constraints for soil carbon accumulation and carbon release of boreal
forests and tundra ecosystem in Alaska, Environ.Radioact.2010 （ポス ター発表） , Rome, 2010/10, Abstracts

0911CD014
1012BA004

Kishimoto A.(*1),Yonemura S.(*1),Wagai R.(*1),Kondo M.,Jomura M.(*1),Shirato Y.(*1)(*1NIAES):Initial ef-
fects of experimental warming on heterotrophic soil respiration in an agricultural andisol in Japan, ASA, CSSA,
SSSA 2010 Annu.Meet. （ポス ター発表） , California, 2010/10, Abstracts

0911CD012
1010AF006
0610FP013

Kondo M.,Uchida M.,Kim Y.(*1),Utsumi M.(*2),Shinozaki T.(*2),Shibata Y.(*1IARC,*2Univ.Tsukuba):Con-
straining radiocarbon signature of soil organic matter in tundra and boreal forests, Alaska, 2nd
Int.Symp.Arct.Res. （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/12, Abstracts, 87

0911CD014
1012BA004

Kondo M.,Uchida M.,Kim Y.(*1),Utsumi M.(*2),Shinozaki T.(*2),Shibata Y.(*1IARC,*2Univ.Tsukuba):Radio-
carbon-based estimates of residence times for soil organic carbon of Tundra and Boreal forests in Alaska, AGU
2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco , 2010/12, Abstracts, B41F-0379

1010AF006
1012BA004

内海真生 (*1), 山本智子 (*1), 近藤美由紀 , 安立美奈子 , 内田昌男 (*1 筑波大院 ): ア ラ スカ北極圏の湿原
土壌環境特性の解析 I －土壌呼吸について－ , 第 45 回日本水環境学会年会 （ポス ター発表） , 札幌 ,
2011/03, 同講演集 , 629

0610FP013
1012BA004

秋山昇平 (*1), 佐藤千恵 (*1), 山本智子 (*1), 内海真生 (*1), 近藤美由紀 , 安立美奈子 , 内田昌男 (*1 筑波
大院 ): ア ラ ス カ北極圏の湿原土壌環境特性の解析 II －土壌微生物群集構造について－ , 第 45 回日本水
環境学会年会 （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演集 , 630

0610FP013
1012BA004

Kondo M.,Uchida M.,Kim Y.(*1),Utsumi M.(*2),Shinozaki T.(*2),Takahashi Y.,Adachi M.,Shibata
Y.(*1IARC,*2Univ.Tsukuba):Constraining radiocarbon signature of soil organic matter in Alaskan Arctic soil:
Implication for importance basis examining the impact of climate warming on CO2 release, Arct.Sci.Summit
Week 2011 （ポス ター発表） , Seoul, 2011/03, Program, 21

1012BA004
0610FP013

近藤美則:低速電動車両の普及に向けた一提案, 環境科学会2010年会, 東京, 2010/09, 同講演予稿集, 11 0911BA004
0710AE295

近藤美則 : 移動手段の利用の現状と選択理由 , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 18 0911BA004
0710AE295

近藤美則 , 加藤秀樹 : 車令の違 う 車によ る走行中ア イ ド リ ングス ト ッ プの大気環境への影響 , 第 51 回大
気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 241

0911BA004
0710AE295

Kondo Y.,Kato H.,Matsuhashi K.:Evaluation of electric vehicles based on long-term travel activity data of pas-
senger cars, EVS25, Shenzhen(China), 2010/11, Abstracts, 442

0710AE295
0911BA004

近藤美則 : 環境に優しい移動手段の選択 , つ く ば市立谷田部中学校出前授業 , つ く ば , 2010/11 0710AE295

近藤美則 : エコ交通の実現について , 足立区地球環境講演会 , 東京 , 2010/10 0710AE295

近藤美則 : 自転車へのモーダルシフ ト によ る CO2 削減効果について , 「自転車型社会デザイ ンを考え
る」 フ ォーラ ム 2010, 大阪 , 2010/11

0710AE295
0911BA004
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長野義春 (*1), 草刈秀紀 (*2), 山田文雄 (*3), 五箇公一 (*1 越前エコ ビ レ ッ ジ交流セ ,*2 世界自然保護基金
ジ ャパン ,*3 森林総研 ): 外来種問題に対する地域住民の意識および里地里山域の環境政策への提言 , 里
地里山保全再生全国フ ォーラ ム , 越前 , 2008/10, 同要旨集 , 70

0810BA006
0610AK550
0610AA304
0608AG430
0610SP003

五箇公一 : カエルツボカビの最新情報 , 第 8 回 SCAPARA ワーク シ ョ ッ プ , 東京 , 2009/11, 同予稿集 0610AA304
0709BY311
0712ZZ001
0810BA006

五箇公一 : 増え る外来種 , 減る日本の自然 , 平成 21 年度第 3 回自然を守る研修会 , 大宮 , 2009/10 Z00009998
0610AA304
0610AK550
0709BY311
0810BA006

五箇公一 : 温暖化によ る生物多様性への影響～野生生物の減少 ・ 侵入生物の拡大 , 環境問題連続講座 ,
つ く ば , 2009/05

Z00009998
0610AA304
0709BY311
0810BA006

五箇公一 : 外来種問題に見る Host-Parasite 共進化系崩壊リ ス ク , 第 18 回日本ダニ学会茨城大会 , 阿見 ,
2009/09

0610AA304
0709BY311
0712ZZ001
0810BA006

五箇公一 : 農業資材の リ ス ク管理と日本農業の未来 , 第 18 回日本ダニ学会茨城大会 , 阿見 , 2009/09 0913BY001

目黒紘子 (*1), 安倍弘 (*2), 五箇公一 (*1 日大院 ,*2 日大 ): 分子情報に基づ く 海産ウ シオダニ類の系統推
定 , 第 18 回日本ダニ学会茨城大会 , 阿見 , 2009/09, プロ グ ラ ム

0610AA304
0610AK550
0712ZZ001
0810BA006

所諭史 (*1), 五箇公一 , 立田晴記 (*2), 山根爽一 (*3)(*1 茨城大院 ,*2 琉球大 ,*3 茨城大 ) : アジアにおけ
る ヒ ラ タ ク ワガタの多様性 : DNA および形態からのアプローチ , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東
京 , 2010/03, プロ グ ラ ム , 51

Z00009998
0610AA304
0610AK550

所諭史 (*1), 五箇公一 , 立田晴記 (*2), 鈴木一隆 , 山根爽一 (*3)(*1 茨城大院 ,*2 琉球大 ,*3 茨城大 ): ヒ ラ
タ ク ワガタにおける地域間雑種の形成と大顎の形状 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57) （ポス ター発
表） , 東京 , 2010/03, 同講演要旨集 , P3-249

Z00009998
0610AA304
0610AK550

五箇公一 : 南西諸島における生物多様性の国際的価値 , 沖縄における生物多様性研究ワーク シ ョ ッ プ ,
那覇 , 2010/05, 同演題要旨集 , 4

0810BA006

五箇公一 : 外来種 と企業活動の関係性は？ / 企業活動の中での生態系配慮にて外来種 と ど う 向き合い ,
どのよ う な こ と を行 う こ と が必要か？ , 企業 と生物多様性イ ニシアテ ィ ブ R&D 部会 「企業活動 と外来
種」 勉強会 , 東京 , 2010/09

0610AA304

五箇公一 : 日本の生物多様性を脅かす目に見えない侵入生物 , 日本環境動物昆虫学会 第 20 回環境アセ
ス メ ン ト 動物調査手法 講演会 (20 周年記念講演会 ), 尼崎 , 2010/07, 同講演会テキス ト , 60-66

0810BA006

五箇公一 : 外来生物を知ろ う ～日本の自然と ク ワガタ ムシ , カエルの未来と人間の未来～ , 動物フ ェ ス
テ ィ バル神奈川 2010 in ちがさ き ・ さむかわ記念講演 , 茅ヶ崎 , 2010/10

0810BA006

五箇公一 : 日本のク ワガタ ムシ , 世界のク ワガタ ムシ , 第 2 回東京国際科学フ ェ ステ ィ バル ( ク ロージ
ング イベン ト ), 東京 , 2010/10

0610AA304

五箇公一 : 今 , なぜ , 生物多様性か？ , 特別展 ぐんまの自然と めぐみ－生物多様性を持続させるために
－ , 富岡 , 2010/10

0610AA304

五箇公一 : 生物多様性って何？～生物の一員と し て～ , 第 11 回 3Ecafe: 「環のお休み処 3E かふぇ」 , つ
く ば , 2010/10

0610AA304

五箇公一 : 世界の課題 , COP10 社会と学術の対話フ ォーラ ム 「生物多様性を主流に」 , 名古屋 , 2010/09 0610AA304

五箇公一 : 生物多様性と私たちの暮ら し , エコ ・ カレ ッ ジ ( 基礎コース ), 土浦 , 2010/10 0610AA304
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五箇公一 : 生物多様性の問題と昆虫館に期待される役割 , 平成 22 年度全国昆虫施設連絡協議会 , 東京 ,
2010/11

0610AA304

五箇公一 : 身近な環境問題～生物多様性 と私たちの生活～ , 東海村公民館講座 「原子力講座」 , 東海村
( 茨城県） , 2010/11

0610AA304

五箇公一 : 地球温暖化 と生物多様性 , 第 18 期地球環境大学 生物多様性について学ぼ う ！ 第 4 回「COP10
で話し合われた こ と、 その成果と課題」 , 大阪 , 2010/11

0610AA304

Goka K.:Status of the European bumblebee, Bombus terrestris, in Japan as a beneficial pollinator and an invasive
alien species, North Am.Bumble Bee Conserv.Plann.Workshop, St Louis, 2010/11, Abstracts, 5

0610AA304

Goka K.:The effect of habitat disturbance and anthropogenic transportation on the evolution of acaricide resis-
tance in the two-spotted spider mite Tetranychus urticae (Acari: Tetranychidae), 13th Int.Conger.Acarol., Re-
cife-PE(Brazil), 2010/08, Abstracts, 93-94

0810BA006

Goka K.,Okabe K.(*1)(*1FFPRI):The collapse of host-parasite coevolutionary history caused by biological in-
vasion, 13th Int.Congr.Acarol., Recife-PE(Brazil), 2010/08, Abstracts, 94

0810BA006

Meguro H.(*1),Goka K.,Abe H.(*1)(*1Biol.Lab.Nihon Univ.):Molecular phylogenetic Study of marine halacarid
mites (Acari: Prostigmata: Halacaridae), 13th Int.Congr.Acarol., Recife-PE(Brazil), 2010/08, Abstracts, 150

0810BA006

Okabe K.(*1),Kawazoe K.(*2),Masuya H.(*1),Makino S.(*1),Goka K.(*1FFPRI,*2JR Tokai Takashimaya):An
unintentionally introduced mite associated with a bamboo nesting carpenter bee through international trade,
13th Int.Congr.Acarol., Recife-PE(Brazil), 2010/08, Abstracts, 187-188

0810BA006

五箇公一 : 虫と ダニの共進化関係と多様性 , 日本昆虫科学連合設立記念 ・ 日本学術会議公開シンポジウ
ム 「新時代の昆虫科学を拓 く 」 , 東京 , 2010/07, 同講演要旨集 , 16-17

0810BA006

五箇公一 : 外来種問題に見る Host-parasite 共進化系崩壊 リ ス ク , 日本昆虫学会 第 70 回大会 , 鶴岡 ,
2010/09, 同予稿集 , 49

0810BA006

五箇公一 , 岡本卓 : 地球時代の環境保全に必要 と される生物多様性情報 , 日本昆虫学会 第 70 回大会 , 鶴
岡 , 2010/09, 同予稿集 , 84

0610AK550

五箇公一 : 外来種問題に対する国際的取 り 組み , 横浜国立大学グ ローバル COE 国際シンポジウ ム 「生
物多様性条約利用と保全の調和を考え る」 , 東京 , 2011/02

0712ZZ001

五箇公一 : 人間は生物と共生でき るか？ , 講演会 「生物多様性と地域戦略のあ り 方について－生物多様
性地域戦略策定に向けて－」 , 宮古島 , 2011/01

0610AA304
0610AK550
0810BA006

五箇公一 : 「なぜ外来種は生み出されるのか？」 ～生物多様性への脅威～ , 第 66 回国際理解講座 「なぜ
外来種は生み出されるのか？」 ～生物多様性への脅威～ , 三鷹 , 2011/03

0610AA304
0610AK550
0810BA006

五箇公一 : 外来野生動物の現状と生態系に及ぼす影響 , 平成 22 年度日本獣医師会獣医学術学会年次大
会 , 岐阜 , 2011/02, 同予稿集 , 275-276

0610AA304
0610AK550
0810BA006

五箇公一 : 温暖化は生物多様性に影響するのか？～生物多様性の真の危機～ , 北陸電力エネルギー科学
館 ( ワ ンダーラ ボ ) 「大人のためのサイエン スカフ ェ」 , 富山 , 2011/03

0610AA304
0610AK550
0712ZZ001
0810BA006

Ueyama M.(*1),Ichii K.(*2),Hirata R.(*3),Takagi K.(*3),Asanuma J.(*4),Machimura T.(*5),Nakai Y.(*6),Ohta
T.(*7),Saigusa N.,Takahashi Y. et al.(*1Grad.Sch.Osaka Pref.Univ.,*2Fukusima Univ.,*3Grad.Sch.Hokkaido
Univ.,*4Grad.Sch.Tsukuba Univ.,*5Grad.Sch.Osaka Univ.,*6FFPRI,*7Grad.Sch.Nagoya Univ.):Simulating
carbon balance of larch forests in East Asia from stand to regional scale, AsiaFlux Workshop 2009 （ポス ター
発表） , Sapporo, 2009/10, Abstracts, 39

0610AC933

Saigusa N.:The role of GCOM in the field of ecosystem research, Symp. “Expectations to the Climate Change
Monitoring using Earth Observation Satellites” , Tokyo, 2010/04, Program

0610AC933

三枝信子 : 熱 ・ 水 ・ 二酸化炭素フ ラ ッ ク ス観測網 (JapanFlux, AsiaFlux) におけるデ ータ共有について ,
日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , MGI016-03

0610AC933

Saigusa N.:Networking flux measurements and inter-site comparison under CarboEastAsia program, 2nd HESSS :
Jt.Meet.GSWP/GLASS AsiaFlux/FLUXNET LandFlux-EVAL, Tokyo, 2010/06, Abstracts

0610SP001
0610AC933
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Saigusa N.:A case study of resilience in forest ecosystems of Japan, 2nd HESSS : Jt.Meet.GSWP/GLASS
AsiaFlux/FLUXNET LandFlux-EVAL, Tokyo, 2010/06, Abstracts

0610SP001
0610AC933

Saigusa N.,Hirata R.(*1),Ide R.,Ogawa A.,Ohta T.(*2),Takagi K.(*1)(*1Hokkaido Univ.,*2Nagoya Univ.):Resil-
ience of forest ecosystems to disturbances caused by strong winds, AsiaFlux Workshop 2010, Guangzhou, 2010/
12, Proceedings, 40

0610AC933

Saigusa N.:Integrative use of AsiaFlux network observations for continental-scale estimates of carbon budget,
Int.Symp.Forest CO2 Flux, Taiwan, 2010/12, Abstracts

0610AC933

Saigusa N.:Impact of meteorological anomalies on forest productivity in East Asia, Int.Conf.Sci.Technol.Sus-
tainability 2010, Kanazawa, 2010/12, Abstracts, 33

0610AC933

Saigusa N.:Lessons learned from CarboEastAsia A3 Foresight Program, 4th EAFES Int.Congr., Sangju, 2010/
09, Abstracts, 162

0610AC933

Miyata A.(*1),Kim J.(*2),Saigusa N.,Ito A.,Kwon H.J.(*2),Liang N.,Ju W.,(*3),Li S.(*4),Ichii K.(*5),He
B.(*6),Ogawa A.(*1NIAES,*2Yonsei Univ.,*3Nanjing Univ.,*4Chin.Acad.Sci.,*5Fukushima Univ.,*6Univ.To-
kyo):An overview of the Asian carbon/water budget assessment, 4th EAFES Int.Congr., Sangju, 2010/09, Ab-
stracts, 135

0610AC933

高橋一穂 (*1), 市井和仁 (*1), 鈴木孝 (*1), 三枝信子 (*1 福島大 ):2003 年夏の気象異常に対する東アジア
域陸域炭素循環の応答 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2010/10, 同講演予稿
集 , 403

0610AC933
0711BB570

三枝信子 : 地球の炭素循環 と北の森 , 森林の炭素循環機能に関する観測研究開始 10 周年記念講演会 , 札
幌 , 2010/11

0610AC933

Saigusa N.:Integrative use of AsiaFlux network observations for forest carbon monitoridg, JSPS Int.Forum CC-
MA, Bangkok , 2011/01

0610AC933

三枝信子 : 世界の森林の二酸化炭素吸収量を測る , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58), 札幌 , 2011/03,
同講演要旨集 , 22

0610AC933

村岡裕由 (*1), 野田響 (*2), 永井信 (*3), 本岡毅 (*4), 奈佐原顕郎 (*2), 三枝信子 (*1 岐阜大 ,*2 筑波大 ,
*3JAMSTEC,*4JAXA): 落葉広葉樹林キ ャ ノ ピーの光合成生産力と その季節性 , 第 58 回日本生態学会大
会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 66

0610AC933

斉藤拓也 , 横内陽子 ,Andreas Stohl(*1), 田口彰一 (*2), 向井人史 (*1Norwegian Inst.Air Res.,*2 産総研 ): 大
気観測か ら推定 さ れた東アジアにおけ るパーフルオ ロ カーボンの大量放出 , 日本地球惑星科学連合
2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-09

0911BB001
0610AA101

斉藤拓也 , 横内陽子 : 熱帯林・亜熱帯林生態系における塩化 メ チルの放出 と吸収 , 生物起源微量ガス ワー
ク シ ョ ッ プ , 京都 , 2010/11, 同予稿集 , 2

0910CD005

斉藤拓也 , 横内陽子 , 向井人史 : 硫化カルボニルの観測 と大気寿命の推定 , 第 16 回大気化学討論会 , 八
王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 38

0911BB001
0711BB571

斉藤拓也 : 揮発性有機化合物の放出・輸送・変質に関する研究 , 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/
11, プロ グ ラ ム , 4

Z00009999

斉藤拓也 , 横内陽子 , 向井人史 : 北海道落石岬における硫化カルボニルの連続観測 , 日本地球化学会 第
57 回年会 , 熊谷 , 2010/09, 同講演要旨集 , 258

0610AA101
0810AC002
0911BB001

斉藤拓也 : 熱帯植物によ るハロゲン化 メ チルの放出 と微生物？によ る吸収 , C1 化合物を媒介 と し た植
物と微生物の相互作用 , 倉敷 , 2010/12

0910CD005

齊藤誠 , 伊藤昭彦 , 小田知宏 ,Valsala V.,Belikov D.,Maksyutov S.: 観測データに基づいた全球陸域生態系
モデルの最適化 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 214

0610AA102

Saito R.,Maksyutov S.:Optimizing monthly grid-based CO2 fluxes with 4D-Var data assimilation technique, 日
本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 398

0610AA102

Saito R.,Maksyutov S.:Optimizing monthly grid-based CO2 fluxes with 4D-Var data assimilation technique,
AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, B31F-0370

0610AA102
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Saito R.,Houweling S.(*1),Patra P.K.(*2),Belikov D.,Lokupitiya R.(*3),Niwa Y.(*4),Chevallier F.(*5),Saeki
T.,Maksyutov S.(*1SRON,*2JAMSTEC,*3Colorado State Univ.,*4MRI,*5CNRS):3-D climatology produced
with CO2 satellite experiment and its applications, Transcom workshop, Berkeley, 2010/12

0610AA102

Saeki T.,Maksyutov S.,Belikov D.,Oda T.,Takagi H.:Inverse modeling of atmospheric CO2 and CH4 using a
fixed-lag Kalman smoother and an atmospheric transport model, iCACGP-IGAC 2010（ポス ター発表）, Halifax,
2010/07, Agenda

0610AA102

佐伯田鶴 ,Maksyutov S.,Belikov D.: 大気輸送モデル と Kalman smoother を用いた炭素収支推定 , 第 16 回
大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 70

0610AA102

佐伯田鶴 ,Maksyutov S.: 大気中 メ タ ンの炭素・水素同位体比に関する数値実験 , 第 16 回大気化学討論会
（ポス ター発表） , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 83

0911BA010
0610AA101

吉田英史 (*1), 藤川拓朗 (*1), 肴倉宏史 , 藤森崇 , 佐藤研一 (*2)(*1 福岡大院 ,*2 福岡大 ): 紫外線照射によ
る一般廃棄物焼却飛灰中の鉛の不溶化と その化学形態変化 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 ,
金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 391-392

0610AB447
0610AA202

Sakanakura H.:Evaluation of hazardous of E-wastes in landfill, 6th Int.Landfill Res.Symp. （ポス ター発表） ,
Akaigawa Village(Hokkaido), 2010/06, Abstracts, 188

0610AA202
0610AB447
0810BC001

Sakanakura H.,Mizutani S.(*1)(*1Osaka City Univ.):Inspection and verification management of recycled prod-
ucts from molten-slag of municipal solid waste (MSW) incinerator ash, 7th Meet.SWAPI, Taipei, 2010/09

0610AA202
0610AB447

Sekito T.(*1),Dote Y.(*1),Onoue K(*1),Nakazawa T.(*1),Nakamura K.(*2),Morishita T.(*2),Tomiyama
S.(*3),Sakanakura H.(*1Miyazaki Univ.,*2Miyazaki Pref.Inst.Public Health Environ.,*3Miyazaki Pref.):Varia-
tion and correlation of contents and leachability of metals in MSW molten slag, 3rd Int.Symp.Energy Biomass
Waste, Venice, 2010/11, Abstracts, 7

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 土壌 - 循環材料 - 廃棄物を一体的に見た場合の環境安全管理方策に関する課題 , 7 回 地盤環
境プロ ジェ ク ト における環境影響評価技術の高度化と適用に関する研究委員会 , 東京 , 2010/03

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : ス ラ グ類の化学物質検査方法について , 第 75 回 電気炉部会 , 姫路 , 2010/05 0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 建設系循環資材の持続可能な利用と環境安全性 , 鉄銅協会評価分析解析部会自主フ ォーラ ム
「鉄鋼材料プロセス関連の環境評価研究」 , 名古屋 , 2010/08

0610AA202
0610AB447

Sakanakura H.:Strategy for environmentally safe utilization of residues from incineration and melting processes
of municipal solid waste in Japan, 7th Tripartite Pres.Meet.CRAES,NIES,NIER, Quingdao, 2010/09

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 循環型社会に貢献する ス ラ グ類の建設資材利用と環境安全配慮品質について , 鐵鋼ス ラ グ協
会 ・ 第 8 回技術講演会 , 東京 , 2010/10

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : ブラ ウ ン管ガ ラ スの環告 13 号溶出試験によ る評価 , 廃ブラ ウ ン管ガ ラ スからの鉛拡散評価
シンポジウ ム , 東京 , 2010/10

0610AA202
0610AB454
0810BC001

肴倉宏史 : 循環資材の利用意義と 環境安全品質管理 , 秋田県 リ サイ クル製品認定事業者連絡会 , 秋田 ,
2010/11

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 廃棄物・ 副産物の循環利用に向けた評価試験法の開発と 課題 , 第 32 回共同分析研究会 , 札幌 ,
2010/12

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 家電製品の リ サイ クル～技術と制度のし く みと課題～ , 春の環境講座 , つ く ば , 2010/04 0610AA202
0610AB447
0610AA204
0810BC001

肴倉宏史 , 遠藤和人 , 井上雄三 : 再生石膏を用いた改良土からのフ ッ素溶出挙動に関する基礎的研究 ,
第 45 回地盤工学研究発表会 , 松山 , 2010/08, 同講演論文集 , 2047-2048

0910BE003
0610AB546
0610AA202
0610AB447

吉田英史 (*1), 佐藤研一 (*2), 藤川拓朗 (*2), 肴倉宏史 (*1 福岡大院 ,*2 福岡大 ): 紫外線照射によ る一般廃
棄物焼却残渣中の鉛不溶化効果に与え るガス雰囲気下の影響, 第45回地盤工学研究発表会, 松山, 2010/
08, 同講演論文集 , 1953-1954

0610AB447
0610AA202
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杉田創 (*1), 井本由香利 (*1), 山下勝 (*1), 肴倉宏史 , 赤井智子 (*1), 駒井武 (*1)(*1 産総研 ):CRT ガ ラ スか
らの鉛溶出挙動に及ぼす土壌の影響 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , 金沢 ,
2010/11, 同予稿集 , 505-506

0810BC001
0610AB447
0610AA202

肴倉宏史 , 小口正弘 , 寺園淳 : 焼却・溶融実処理プロセスにおける希少金属等 54 元素の分配 と変動 , 第
21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 407-408

0610AA202
0610AA204

関戸知雄 (*1), 土手裕 (*1), 尾上幸造 (*1), 中澤隆雄 (*1), 肴倉宏史 (*1 宮崎大 ): 都市ごみ溶融ス ラ グの重
金属溶出に対するサブ ミ ク ロ ン微粒子の影響 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11,
同予稿集 , 403-404

0610AB447
0610AA202

藤川拓朗 (*1), 佐藤研一 (*1), 肴倉宏史 (*1 福岡大 ): 紫外線照射を用いた焼却残渣中の重金属不溶化法の
開発 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 421-422

0610AB447
0610AA202

肴倉宏史 : 溶出試験法の現状と課題－重金属汚染土の鉛溶出濃度に関する一斉比較試験を通し て－ , 第
45 回地盤工学研究発表会 , 松山 , 2010/08, 同予稿集

0610AB447

肴倉宏史 : 副産物の利用に伴う 地盤環境リ ス ク , 建設・ 産業副産物の地盤工学的有効利用講習会 , 東京 ,
2010/12

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 : 副産物 ・ 廃棄物の建設材料利用と環境安全性の考え方 , 平成 22 年度茨城県建設 リ サイ クル
講演会 , 水戸 , 2011/01

0610AA202
0610AB447

肴倉宏史 , 小口正弘 , 藤崎芳利 (*1)(*1 グ リ ーン コープジャパン ): 使用済み家庭用電気 ・ 電子製品の収
集・処理方法の実態調査, 第32回全国都市清掃研究・事例発表会 , 岡山 , 2011/01, 同講演論文集, 118-120

0610AA202

Sakanakura H.,Endo K.,Inoue Y.:Leaching behavior of fluorine from stabilized soil with recycled gypsum from
plaster board, Int.Symp.Testing and Specification of Recycled Materials for Sustainable Geotechnical Construc-
tion, Baltimore, 2011/02, Abstracts, 33

0910BE003
0610AA202

櫻井健郎 , 芹澤滋子 , 小林淳 , 児玉圭太 , 李政勲 , 牧秀明 , 今泉圭隆 , 鈴木規之 , 堀口敏宏 , 白石寛明 他 :
東京湾における PFOS および PFOA の空間分布 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 ,
2010/06, 同講演要旨集 , 502-503

0610AA301
0611AK509
0610AA304
0711AF303

櫻井健郎 : 環境中低濃度化学物質の曝露 ・ リ ス ク研究と , 関連データベース ・ 予測システム , 環境科学
会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 125-126

0610AA301

Sakurai T.,Serizawa S.,Kobayashi J.,Kodama K.,Lee J-H.,Maki H.,Imaizumi Y.,Suzuki N.,Horiguchi T.,Morita
M.,Shiraishi H. et al.:Spatial distribution and partitioning of perfluorooctane sulfonate(PFOS) and perfluorooc-
tanoate(PFOA) in Tokyo Bay, Japan, 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大会
（ポス ター発表） , Seoul, 2010/11, Abstracts, 243

0610AA301
0610AA304
0711AF303
0611AK509

Sakurai T.,Serizawa S.,Isobe T.,Kobayashi J.,Kodama K.,Lee J-H.,Maki H.,Imaizumi Y.,Suzuki N.,Horiguchi
T.,Morita M.,Shiraishi H. et al.:Spatial distribution, partitioning, and time trends of perfluorooctane sul-
fonate(PFOS) and perfluorooctanoate(PFOA) in Tokyo Bay, Japan, 2004-2006, SETAC North Am.31st An-
nu.Meet., Portland, 2010/11, Abstracts, 128

0610AA301
0610AA304
0711AF303
0611AK509

笹川裕史 , 伊藤祥子 , 谷脇徹 (*1), 鈴木透 (*2), 山根正伸 (*1), 相原敬次 (*1), プアム イハウ (*3), 内山佳美
(*1), 越地正 (*1), 清水英幸 (*1 神奈川県自然環境保全セ ,*2 酪農学園大 ,*3 マレーシアサバ大 ): 神奈川
県丹沢地域におけるオゾン分布と NDVI の関係 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発表） , 大阪 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 355

0911BC002
0911MA001
1012AH005
0509AH953

Sasakawa H.,Yagasaki Y.(*1),Ito S.,Shimizu H.(*1NIAES):Development of an L-system-based functional-struc-
tural growth model of the plant in desertified regions, 6th Int.Workshop Funct.-Struct.Plant Models（ポス ター
発表） , Davis, 2010/09, Proceedings, 272

0610SP004
0709BA513
0610AA401

笹川裕史 , 伊藤祥子 , 鈴木透 (*1), 谷脇徹 (*2), プアム イハウ (*3), 山根正伸 (*2), 清水英幸 (*1 酪農学園
大 ,*2 神奈川県自然環境保全セ ,*3 マレーシアサバ大 ): リ モー ト センシングデータ を用いた丹沢山地ブ
ナク ラ ス 域における 植生状況の時系列変化解析 , 第 121 回日本森林学会大会（ ポス タ ー発表） , つく ば ,
2010/04, 同講演要旨集 , Pb1-13

1012AH005
0509AH953
0911BC002
0911MA001

Sasakawa H.,Yagasaki Y.(*1),Xu Z.Z.(*2),Zou C.J.(*3),Ito S.,Chen L.J.(*2),Zheng Y.R.(*2),Shimizu
H.(*1NIAES,*2Chin.Acad.Sci.,*3East China Norm.Univ.):Development of a functional-structural growth model
of key plant species grown in desertificated regions, Int.Symp.Mong.Ecosystems Desertification （ポス ター発
表） , Ulaanbaatar, 2009/10

0709BA513
0610SP004
0406BA405
0103BA001
0709CD581
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Sasakawa H.,Ito S.,Tsuji W.(*1),An P.(*1),Shimizu H.(*1ALRC Tottori Univ.):Applying functional-structural
plant modelling method to a plant in desertificated regions, 58th Annu.Meet.Ecol.Soc.Jpn.(ESJ58) （ポス ター
発表） , Sapporo, 2011/03, Abstracts, 294

1012AE006
0709BA513
0406BA405
0103BA001

笹川基樹 , 下山宏 (*1), 町田敏暢 ,Arshinov M.(*2),Davidov D.(*2),Fofonov A.(*2),Krasnov O.(*2)(*1 北海道
大低温科研 ,*2 ト ム ス ク大気光学研 ): シベ リ ア域における タ ワーネ ッ ト ワーク を用いた メ タ ンの濃度変
動 , 第 14 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , 横浜 , 2008/10, 同講演要旨集 , 62

0711BB569
0610AA101

Sasakawa M.,Shimoyama K.(*1),Machida T.,Tsuda N.(*2),Suto H.(*3),Arshinov M.(*4),Davydov D.(*4),Fofonov
A.(*4),Krasnov O.(*4)(*1Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*2GEF,*3JAXA,*4RAS):Continuous measurement
of methane concentration using 9-tower network over Siberia, 第 15 回大気化学討論会（ ポス タ ー発表） , つ
く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 69

0711BB569
0610AA101

Sasakawa M.,Machida T.,Tsuda N.(*1),Shimoyama K.(*2),Arshinov M.(*3),Davydov D.(*3),Fofonov
A.(*3),Krasnov O.(*3)(*1GEF,*2Inst.Low Temp.Hokkaido Univ.,*3RAS):Aircraft tower measurements of CO2
concentration in the planetary boundary layer and lower free troposphere over taiga in West Siberia: Long-term
records from 2002 to 2010, 第 16 回大気化学討論会（ポス ター発表）, 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 71

0610AA101

Sasakawa M.,Shimoyama K.(*1),Machida T.,Tsuda N.(*2),Suto H.(*3),Arshinov M.(*4),Davydov D.(*4),Fofonov
A.(*4),Krasnov O.(*4),Saeki T.,Koyama Y.,Maksyutov S.(*1Hokkaido Univ.,*2GEF,*3JAXA,*4RAS):Continu-
ous methane measurement using 9-tower network over Siberia, Jpn.Geosci.Union Meet.2010, Chiba, 2010/05,
Abstracts

0711BB569
0610AA101

Sasakawa M.,Ito A.,Machida T.,Tsuda N.(*1),Niwa Y.(*2),Arshinov M.(*3)(*1GEF,*2MRI,*3IAO RAS):Annual
variation(2005-2009)of methane emissions from wetlands at West Siberia: Anomalous increase induced by high
precipitation rate in the summer of 2007, 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2010/
10, 同講演予稿集 , 406

0711BB569
0610AA101

Sasakawa M.,Shimoyama K.(*1),Machida T.,Tsuda N.(*2),Suto H.(*3),Arshinov M.(*4),Davidov D.(*4),Fofonov
A.(*4),Krasnov O.(*4),Saeki T.,Koyama Y.,Maksyutov S.(*1Hokkaido Univ.,*2GEF,*3JAXA,*4IAO,RAS):Con-
tinuous measurement of carbon dioxide and methane concentration using 9-tower network over Siberia, 8th
Int.Carbon Dioxide Conf.（ ポス タ ー発表） , Jena, 2009/09, Abstracts

0711BB569
0610AA101

西野貴裕 (*1), 藤波浩美 (*1), 高橋明宏 (*1), 佐々木裕子 , 高澤嘉一 , 柴田康行 , 高島佑一 (*2), 小俣貴寛
(*2), 北野大 (*2)(*1 東京都環科研 ,*2 明治大院 ): 多摩川における PFOS 等の濃度変化に対する 追跡調査 ,
第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 78-79

1011BD002

東野和雄 (*1), 山本央 (*2), 大浦健 (*3), 雨谷敬史 (*3), 佐々木裕子 , 橋本俊次 , 柏木宣久 (*4), 嶽盛公昭
(*5), 高菅卓三 (*5), 高橋明宏 (*1)(*1 東京都環境科研 ,*2 東京都下水道局 ,*3 静岡県大 ,*4 統計数理研 ,*5
島津テ ク ノ リ サーチ ): 食塩電解過程に由来するダ イオキシン類の異性体／同族体比率によ る発生源推
定 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 348-349

1012AE003

佐治章子 , 久保明弘 , 玉置雅紀 , 青野光子 , 中嶋信美 , 佐治光 : 光呼吸系に欠損のあ る シロ イ ヌナズナの
新規オゾン感受性突然変異体の解析 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講
演要旨集 , 351

0812AE001

佐治光 , 久保明弘 : 遺伝子組換えダ イ ズ と ツルマ メ と の雑種の適応度の解明 , 第 4 回 「新農業展開ゲ ノ
ムプロ ジェ ク ト 」 シンポジウ ム - 遺伝子組換え等先端技術安全性確保研究成果 と EU と の比較 - （ポス
ター発表） , 東京 , 2010/11

0610JA970

佐瀬信哉 , 小野寺崇 , 山口隆司 (*1), 角野晴彦 (*2),Pairaya C.(*3), 蛯江美孝 , 徐開欽 , 冨岡典子 , 珠坪一
晃 (*1 長岡技科大 ,*2 岐阜工高専 ,*3Khon Kaen Univ.): 糖蜜系廃水の適切処理技術の開発 , 第 47 回環境
工学研究フ ォーラ ム （ポス ター発表） , 高知 , 2010/11, 同講演集 , 91-93

0911AG001

佐藤圭 , 中尾俊介 (*1),Clark C.(*1),Qi L.(*1),Tang P.(*1),Cocker D.(*1)(*1Univ.California): カ リ フ ォルニア
大 リ バーサイ ド 校の室内チャ ンバーを用いた共役ジエンの光酸化によ る二次有機エア ロ ゾル生成の研
究 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 169-170

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

小川佳美 (*1), 畠山史郎 (*1), 兼保直樹 (*2), 佐藤圭 , 高見昭憲 (*1 東京農工大 ,*2 産総研 ):2009 年春季お
よび秋季に辺戸岬 ・ 福江島 ・ 福岡で測定し た PAHs と n- アルカン , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究
討論会 , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 19-20

0812CD005
0610CD309
0810AG001
0810BA001

佐藤圭 , 高見昭憲 , 磯崎輔 (*1), 今村隆史 (*1 青山学院大 ): 芳香族炭化水素の光酸化で生成する二次有機
エア ロ ゾルの質量スペク ト ル , 2010 年光化学討論会 , 千葉 , 2010/09, 同予稿集 , 184

0911CD009
0911AG004
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Ogawa Y.(*1),Sato K.,Kaneyasu N.(*2),Takami A.,Hatakeyama S.(*1)(*1TUAT,*2AIST):PAHs and n-alkanes
in the aerosol transported around the East China Sea, 2010 Int.Aerosol Conf.(IAC2010) （ポス ター発表） ,
Helsinki, 2010/09, Abstracts, P1D22

0812CD005
0610CD309
0810BA001
0911CD009
0610AA401

小川佳美 (*1), 兼保直樹 (*2), 佐藤圭 , 高見昭憲 , 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工大 ,*2 産総研 ):2009 年 -2010
年に辺戸岬 , 福江島 , 福岡で測定し た PAHs と n- アルカン , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09,
同講演要旨集 , 317

0812CD005
0610CD309

Clark C.H.(*1),Nakao S.(*1),Sato K.,Qi Li(*1),Asa-Awuku A.(*1),Cocker D.R.(*1)(*1Univ.California):Chemi-
cal characterization by particle into liquid sampling directly coupled to an accurate mass time-of-flight mass
spectrometer(PILS-ToF) of secondary organic aerosol(SOA), 29th Annu.Conf., Portland, 2010/10, Abstracts,
67

0911AG004
0911CD009
0610AE402

Sato K.,Nakao S.(*1),Clark C.(*1),Qi Li(*1),Tang P.(*1),Cocker D.(*1)(*1Univ.California):Secondary organic
aerosol formation from the photooxidation of conjugated dienes under high NOx conditions, AAAR 29th An-
nu.Conf., Portland, 2010/10, Abstracts, 186

0911AG004
0911CD009
0610AE402

佐藤圭 , 中尾俊介 (*1),Clark C.(*1),Qi L.(*1),Tang P.(*1),Cocker III D.(*1)(*1UC Riverside): 大型テフ ロ ン
チャ ンバーを用いた イ ソプレンや 1,3- ブタ ジエンの酸化で生じ る SOA, 第 16 回大気化学討論会 , 八王
子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 52

0911CD009
0610AE402
0911AG004

山田尚人 (*1), 小川佳美 (*1), 兼保直樹 (*2), 佐藤圭 , 高見昭憲 , 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工大 ,*2 産総研 ):
東シナ海周辺に輸送される キ ノ ン類と多環芳香族化合物 , 第 16 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八
王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 118

0812CD005

佐藤圭 , 今村隆史 , 堀添浩司 (*1), 藤井秀治 (*1), 長安弘貢 (*1), 乾正幸 (*1), 上條孝 (*1)(*1 三菱重工 ): 大
気中における ア ミ ン類の反応によ る二次粒子の生成 , 日本化学会第 91 春季年会 , 横浜 , 2011/03, 同予
稿集 , 1H3-10

0610AA401
0610FP015

佐藤貴之 , 川崎伸之 , 小松一弘 , 今井章雄 , 高津文人 , 三浦真吾 : 霞ヶ浦における溶存炭水化物の組成 と
季節変動～湖水 , 底泥間隙水および流入河川水の特徴～ , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/09,
同講演要旨集 , 93

0911CD003
0811AG001
0610AE599

Sato H.,Matsumoto M.,Aoki Y.,Itoh K.(*1),Yamamoto M.(*2)(*1Hirosaki Univ.Sch.Med.,*2Tohoku
Univ.Sch.Med.):Functional prediction analysis based on global gene expression by using Nrf2 Knockout mouse
liver exposed to TCDD, 12th Int.Congr.Toxicol., Barcelona, 2010/07, Toxicol.Lett., 196(Suppl.1), S208

0610AK544

佐藤陽美 , 阪下由香利 , 増村健一 (*1), 古山昭子 , 平野靖史郎 , 能美健彦 (*1), 青木康展 (*1 医衛研 ): デ ィ ー
ゼルナ ノ粒子長期曝露によ り gpt delta マウ ス肺 ・ 肝臓に誘導される突然変異 , 日本環境変異原学会 第
38 回大会 , つ く ば , 2010/11, 同要旨集 , 132

0610AK544

Sato H.,Nakajima D.,Kageyama S.,Sakashita Y.,Yanagisawa R.,Masumura K.(*1),Nohmi T.(*1),Aoki
Y.(*1Natl.Inst.Health Sci.):In vivo mutagenicity of ambient air in the lungs of gpt delta transgenic mice;A case
study in Tsukuba city,Japan, 2nd Asian Conf.Environ.Mutagens, Pattaya, 2010/12, Abstracts

0610AK544

佐藤陽美 , 中島大介 , 影山志保 , 後藤 純雄 (*1), 松下秀鶴 (*2), 渡辺 徹志 (*3), 青木康展 (*1 麻布大 ,*2 静
岡県大 ,*3 京都薬大 ): 遺伝子発現プロ フ ァ イル と分子ネ ッ ト ワーク によ る都市大気成分の毒性寄与予測
手法の開発 , 日本薬学会 第 131 年会 （ポス ター発表） , 静岡 , 2011/03, 同要旨集 , 30P-0888

1011AF003

小倉正恒 (*1), 岩渕博史 (*2), 石原雅行 (*2), 佐藤弘樹 (*1), 佐藤ゆき , 月野木ル ミ (*3), 松下邦洋 (*4)(*1
防衛医科大 ,*2 栃木病院 ,*3NTT 関西 ,*4 ジ ョ ンホプキン ス大 ): 口腔衛生状態 と脳梗塞発症の関連に関
する症例対照研究 , 第 46 回日本循環器病予防学会 , 東京 , 2010/05

1032AM001

佐野彰 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 ): 遠心振動 ミ ルを用いた汚泥減量化および高度処理技術の開
発 , 日本水処理生物学会 第 47 回大会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別巻 30, 39

0610AB519

稲森悠平 (*1), 城野晃志 (*1), 稲森隆平 (*1), 山崎宏史 (*2), 佐野彰 , 徐開欽 (*1 福島大 ,*2 茨城県薬剤師
会 ): 活性汚泥法における水質・生物特性に及ぼす曝気停止条件の影響 , 日本水処理生物学会 第 47 回大
会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別巻 30, 48

0610AB519

Sano T.,Takagi H.,Nagano K.,Nishikawa M.:Development of LC-MS analytical method for organotin compounds
bioaccumulated in the marine organisms, 12th Biol.Environ.Ref.Mater.(BERM) Symp.（ポス ター発表）, Oxford,
2009/07, Abstracts, 123

0610AD474
0610CP018
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Sano T.,Takagi H.,Nagano K.,Nishikawa M.,Kaya K.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba):Preparation of stable iso-
tope-labeled microcystins and the application to LC-MS analysis, 8th Int.Conf.Toxic Cyanobacteria（ポス ター
発表） , Istanbul, 2010/09, Abstract, 185

0911BC001
0610AE401

Sano T.,Takagi H.,Nagano K.,Nishikawa M.,Kaya K.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Preparation of stable isotope-labeled
cylindrospermopsin and the application to LC-MS analysis, 14th Int.Conf.Harmful Algae （ポ ス ター発表） ,
Heraklion, 2010/11, Abstract, 232

0610AE401

Sampei Y.,Aoyagi-Usui M.:Communicating climate change: A content analysis of major newspapers of Japan,
4S(Soc.Soc.Stud.Sci.) 2010 Annu.Meet., Tokyo, 2010/08

0712BA339

Shiogama H.,Hanasaki N.,Masutomi Y.(*1),Nagashima T.,Ogura T.,Takahashi K.,Hijioka Y.,Takamura
T.(*2),Nozawa T.,Emori S.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Emission scenar-
io dependencies in climate change assessments of the hydrological cycle, EGU Gen.Assem.2010, Vienna, 2010/
05, Abstracts, EGU2010-0

1010AF002

Shiogama H.,Emori S.,Hanasaki N.,Abe M.,Masutomi Y.(*1),Takahashi K.,Nozawa T.(*1Cent.Envi-
ron.Sci.Saitama):Uncertainty propagation from climate change projections to impacts assessments: water re-
source assessments in South America, 11th Int.Meet.Stat.Climatol., Edinburgh, 2010/07, Abstracts, 185

0711BA335
0711CE432
0610AA103
0610AJ001
1010AF002

Yasunaka S.(*1),Ishii M.(*2),Kimoto M.(*1),Mochizuki T.(*2),Shiogama H.(*1CCSR Univ.To-
kyo,*2JAMSTEC):Impact of XBT depth bias correction on decadal climate prediction, 11th Int.Meet.Stat.Cli-
matol., Edinburgh, 2010/07, Abstracts, 43

0711CE432
0610AA103
0711BA335
0610AJ001
1010AF002

塩竈秀夫 , 吉森正和 (*1), 渡部雅浩 (*1), 横畠徳太 (*2), 小倉知夫 , 阿部学 , 江守正多 , 野沢徹 (*1 東大 ,
*2JAMSTEC):異なる気候感度を持つ大気海洋結合モデルにおける対流圏調節と フ ィ ード バッ ク , 日本気
象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同予稿集 , 98, 92

0711CE432
0711BA335
1010AF002
0610AA103
0610AJ001

柴田康行 , 高澤嘉一 , 吉兼光葉 , 田邊潔 :LC-TOF によ る尿中化学物質のプロ フ ァ イ リ ング -I．分析条件
の検討 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 552-553

0911CD015

殷熙洙 (*1), 馬場浩司 (*1), 柴田康行 , 佐々木裕子 (*2), 崔宰源 (*3), 金倫碩 (*3), 福井博章 (*4), 飯泉恵美
子 (*4)(*1 農環技研 ,*2 元 ・ 都環科研 ,*3 韓国水資源公社 ,*4 東京シン コール ): 多機能吸着剤を用いた環
境中の有害化学物質の改善 , その 3: 有害重金属類の拡散防止 , 第 19 回環境化学討論会（ ポス タ ー発表） ,
春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 842-843

0610FP013

殷熙洙 (*1), 馬場浩司 (*1), 柴田康行 , 佐々木裕子 (*2), 崔宰源 (*3), 金倫碩 (*3), 福井博章 (*4), 飯泉恵美
子 (*4)(*1 農環技研 ,*2 元・東京都環境科研 ,*3 韓国水資源公社 ,*4 東京シン コール ): 多機能吸着剤を用
いた環境中の有害化学物質の改善 その 2: POPs 及び農薬類の拡散防止 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日
井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 290-291

0610FP013

柴田康行 : 環境計測の現在と将来－ Next 50 Years － , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析
学会秋季学術大会 , ソ ウル , 2010/11, 同予稿集 , 6-9

0610AE413
0911AG005
0911AH002
0810BA008
1011BY001

Heesoo Eun(*1), 馬場浩司 (*1), 柴田康行 , 佐々木裕子 (*2), 福井博章 (*3), 飯泉恵美子 (*3)(*1 農環技研 ,*2
元 ・ 東京都環境科研 ,*3 東京シン コール ): 微粉末活性炭シー ト 及び錠剤によ る土壌 ・ 水中の POPs 浄化
手法の開発 , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大会 , ソ ウル , 2010/11, 同
予稿集 , 54-57

0810BA008
1011BD002

Shibahara A.,Uchida M.:Ice grounding and crater on the chukchi and beaufort borderland in the Arctic Ocean,
evidented by multibeam bathymetric and sediment profiler, 2nd Int.Symp.Arct.Res. （ポス ター発表） , Tokyo,
2010/12, Abstracts, 119

1010CD001

島崎彦人 , 福島路生 : 航空機 リ モー ト センシングによ る河川の瀬淵分布推定 , 第 57 回日本生態学会大会
(ESJ 57) （ポス ター発表） , 東京 , 2010/03, 同講演要旨集 , P1-274

0610AA403
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Satake S.(*1),Hayasaka T.(*1),Shimizu A.,Sugimoto N.,Matsui I.,Lee C-H.(*2),Uno I.(*3)(*1Tohoku
Univ.,*2Kyung Hee Univ.,*3Kyushu Univ.):Seasonal variation for relationship between aerosol optical thickness
and its layer height over East Asia, 3rd Asia Pac.Radiat.Symp.（ポス ター発表）, Seoul, 2010/08, Abstracts, 105

0610CC995
0911BA005

花岡小百合 (*1), 池田圭輔 (*1), 松尾信也 (*1), 渡邉泉 (*1), 畠山史郎 (*1), 畦地総太郎 (*2), 新垣雄光 (*2),
清水厚 , 杉本伸夫 , 高見昭憲 他 (*1 東京農工大 ,*2 琉球大 ):2009 年 10 月の東シナ海上空における航空
機観測でのエア ロ ゾル金属成分 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 ,
2010/08, 同予稿集 , 73-74

0812CD005
0610CD309
0810AG001
0810BA001
0610AA401

Ikeda K.(*1),Hanaoka S.(*1),Matsuo S.(*1),Watanabe I.(*1),Azechi S.(*1),Arakaki T.(*2),Urata J.(*3),Shimizu
A.,Sugimoto N.,Takami A. et.al(*1TUAT,*2Univ.Ryukyus,*3OPU,*4Tokyo Metrop.Univ.,*5Pref.Univ.Kuma-
moto):Ionic composition of aerosols collected on board during the aerial observation carried out over the East
China Sea in October, 2009, 2010 Int.Aerosol Conf.(IAC2010)（ポス ター発表）, Helsinki, 2010/09, Abstracts,
P1D19

0812CD005
0610CD309
0711AE458
0810BA001
0610AA401

花岡小百合 (*1), 池田圭輔 (*1), 松尾信也 (*1), 渡邉泉 (*1), 畠山史郎 (*1), 畦地総太郎 (*2), 新垣雄光 (*2),
清水厚 , 杉本伸夫 , 高見昭憲 他 (*1 東京農工大 ,*2 琉球大 ):2009 年 10 月東シナ海上空における航空機
観測でのエア ロ ゾル金属成分 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 314

0812CD005
0610CD309
0810BA001
0810AG001
0610AA401

Shimizu A.,Sugimoto N.,Matsui I.:Detailed description of data processing system for lidar network in East Asia,
25th Int.Laser Radar Conf. （ポス ター発表） , St.Petersburg, 2010/07, Abstracts, 911-913

0610AA401
0610CC995
0711AE458
0913BA004
0810CD008

清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 , 森育子 , 西川雅高 , 原由香里 : 日本国内のラ イ ダーで観測された黄砂消散
係数と重量濃度と の対応, 第27回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会, 名古屋, 2010/08, 同予稿集, 231-232

0610AA401
0711AE458
0810CD008
0911BA005

清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 : ラ イ ダーによ るダス ト ・球形粒子消散係数 と OPC によ るサイ ズ別粒子数
と の比較 , 第 28 回レーザセンシングシンポジウ ム （ポス ター発表） , 大津 , 2010/09, 同予稿集 , 64-65

0610AA401
0711AE458
0810CD008
0911BA005
0812CD003

清水厚 :CALIPSO 搭載ラ イ ダーを利用し たダス ト 偏光解消度の地域特性解析 , 日本気象学会 2010 年度
秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 66

0610AA401
0810CD008

清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 : 偏光ラ イ ダーによ る地上付近の 2 成分消散係数 と OPC 粒子数 ・ SPM 等
と の対応 , 第 15 回大気ラ イ ダー観測研究会 , 東京 , 2011/03, 同予稿集 , 1

0711AE458
0810CD008
0913BA004
0610AA401

清水英幸 : 北東アジアの環境と植生－砂漠化回復を植物の生理生態から探る－ , 鳥取大学乾燥地研究セ
ン ター ア リ ド ドーム施設一般公開 , 鳥取 , 2010/08

1012AE006
0709BA513
0406BA405
0103BA001
0709CD581

武田麻由子 (*1), 小松宏昭 (*1), 山根正伸 (*2), 野口泉 (*3), 山口髙志 (*3), 太田良和弘 (*4), 中西隆之 (*4),
西本孝 (*5), 水谷瑞希 (*6), 清水英幸 他 (*1 神奈川県環境科学セ ,*2 神奈川県自然環境保全セ ,*3 北海道
総研機構環境 ・ 地質研究本部環境科研セ ,*4 静岡県環境衛生科研 ,*5 岡山県自然保護セ ,*6 福井県自然
保護セ ): ブナ林衰退地域における 総合植生モニタ リ ング手法の開発 , 第 51 回大気環境学会年会 , 大阪 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 398

0509AH953
1012AH005
0911BC002

Shimizu H.:Eco-physiological responses of key plant species grown in arid/semi-arid regions-Environment con-
trolled experiments for suitable grassland restration, Special lectures on grassland ecosystem services in arid
land of the north-east Asia, Ulaanbaatar, 2009/10

0709BA513
0610SP004
0406BA405
0103BA001
0709CD581
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Okuro T.(*1),Shimizu H.,Yoshikawa K.(*2)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo.,*2Grad.Sch.Okayama Univ.):Desertifica-
tion control and restoration of ecosystem services in grassland regions of North-East Asia, Int.Symp.Mong.Ec-
osystems Desertification （ポス ター発表） , Ulaanbaatar, 2009/10

0709BA513

和田桂児 (*1), 柳島謙太 (*1), 問山聡一郎 (*1), 角野晴彦 (*1), 原田秀樹 (*2), 珠坪一晃 , 大橋晶良 (*3)(*1
岐阜工高専 ,*2 東北大院 ,*3 広島大院 ): メ タ ノ ール含有排水を処理する メ タ ン発酵処理法 (UASB 及び
AnDHS) の処理性能と保持汚泥の評価 , 平成 21 年度土木学会中部支部研究発表会 , 金沢 , 2010/03, 同講
演概要集 , 627-628

0608AG506
0608KA954

和田桂児 (*1), 角野晴彦 (*1), 原田秀樹 (*2), 珠坪一晃 , 大橋晶良 (*3)(*1 岐阜工高専 ,*2 東北大院 ,*3 広
島大院 ): 微生物の自己凝集が難しい排水種向けの嫌気性処理 AnDHS リ ア ク ターによ る メ タ ノール連続
処理 , 第 64 回土木学会年次学術講演会 , 福岡 , 2009/09, 同講演概要集 , 107-108

0608AG506
0608KA954

角野晴彦 (*1), 大岩勇太 (*1), 珠坪一晃 , 原田秀樹 (*2), 大橋晶良 (*3)(*1 岐阜工高専 ,*2 東北大院 ,*3 広
島大院 ): 硫黄担体を用いた脱窒 リ ア ク ターにおける生物膜の特性 , 第 64 回土木学会年次学術講演会 ,
福岡 , 2009/09, 同講演概要集 , 103-104

0911AG001

平岡大雅 (*1), 山口隆司 (*1), 長野晃弘 (*2), 河合俊和 (*3), 鈴木雅人 (*4), 珠坪一晃 , 山崎慎一 (*5), 荒木
信夫 (*6)(*1 長岡技科大 ,*2 三機工 ,*3 三井製糖 ,*4 ム ロマチテ ク ノ ス ,*5 高知高専 ,*6 長岡高専 ): 嫌気
性生物処理を主体と し たバイオエタ ノール製造工程廃水の処理に関する研究 , 第 64 回土木学会年次学
術講演会 , 福岡 , 2009/09, 同講演概要集 , 109-110

0911AG001

佐藤浩太 (*1), 渡邉高子 (*1), 山口隆司 (*1), 永井寛之 (*2), 珠坪一晃 , チ ョ イサイ クーシヴ ィ ラ イ パイ
ラ ヤ (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 広島大 ,*3 コ ンケーン大 ): 脱タ ンパク質化天然ゴム製造工程廃液を対象 と
し た資源回収型廃液処理システムの開発 , 土木学会第 64 回年次学術講演会 , 福岡 , 2009/09, 同講演概
要集 , 111-112

0911AG001

川内真 (*1), 久保田健吾 (*1), 谷川大輔 (*1), 李玉友 (*1), 原田秀樹 (*1), 珠坪一晃 , 山口隆司 (*2), 関口勇
地 (*3)(*1 東北大 ,*2 長岡技科大 ,*3 産総研 ): 嫌気性ラ グーンにおけるパームオイル圧搾廃液 (POME) 分
解挙動 , 第 64 回土木学会年次学術講演会 , 福岡 , 2009/09, 同講演概要集 , 415-416

0810BD003
0911AG001

永田将弘 (*1), 佐瀬信哉 (*1),Laura Rossetto(*1), 高橋優信 (*1), 川上周司 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 , 荒
木信夫 (*2), 長野晃弘 (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 長岡高専 ,*3 三機工 ):UASB/DHS プロセスのバイオエタ ノー
ル製造工程から排出される洗缶廃水処理への適用 , 土木学会第 65 回年次学術講演会 , 札幌 , 2010/09, 同
予稿集 , 99-100

0911AG001

久保田健吾 (*1), 川内真 (*1), 谷川大輔 (*1), 原田秀樹 (*1), 珠坪一晃 , 山口隆司 (*2), 関口勇地 (*3)(*1 東
北大 ,*2 長岡技科大 ,*3 産総研 ): パームオイル圧搾廃液処理嫌気性ラ グーンの微生物群集構造解析 , 土
木学会第 65 回年次学術講演会 , 札幌 , 2010/09, 同予稿集 , 105-106

0911AG001
0810BD003

熊倉真也 (*1), 山下拓也 (*1), 高橋優信 (*1), 川上周司 (*1), 山口隆司 (*1),Pairaya Kucivilize Choeisai(*2), 珠
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と検証 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 530
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物微弱発光によ る藻類に対する化学物質影響の評価 , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学
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Workshop 2010, つ く ば , 2010/09
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杉田考史 , 香川晶子 (*1), 笠井康子 (*2), 林田佐智子 (*3), 寺尾有希夫 (*1 富士通エフア イ ピー,*2NICT,*3
奈良女大 ):SMILES によ る極域無機塩素化合物の分配比 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発
表） , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 98, 409

1010AI004
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要旨集 , 44-45
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Tue NM.(*1),Suzuki G.,Takahashi S.(*1),Isobe T.(*1),Trang PTK.(*2),Viet PH.(*2),Tanabe S.(*1)(*1Ehime
Univ.,*2Hanoi Univ.Sci.):Dioxin-Related compounds in house dust from vietnamese e-waste recycling sites:
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Systems b.v.,*3VU Univ.Amsterdam,*4 国立科博 ):In vitro バイオア ッ セイによ る野生高等生物の内分泌か
く 乱物質ス ク リ ーニング , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会・日本環境毒性学会合同研究発表会（ポス ター
発表） , つ く ば , 2010/09, プロ グ ラ ム , 8
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表会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/09, プロ グ ラ ム , 9
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鈴木剛 : 欧州におけるバイオア ッ セイ法適用の動向及び野生生物への適用研究紹介 , 第 52 回日本環境
化学会講演会 , 東京 , 2010/10, 同予稿集 , 83-108
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会 , つ く ば , 2010/11, 日本水処理生物学会誌 , 別巻 30, 37

0810AE001

Oshchepkov S.,Bril A.,Morino I.,Yoshida Y.,Yokota T.:Initial results of actual GOSAT SWIR data processing
with PPDF-based method of greenhouse gases retrieval, EGU Gen.Assem.2010 （ポ ス タ ー発表） , Vienna,
2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-2587

0610AA102

Oshchepkov S.,Bril A.,Yoshida Y.,Morino I.,Yokota T.:Retrieval of greenhouse gases from GOSAT SWIR data
processing with PPDF-based method of atmospheric light scattering correction, 38th COSPAR Sci.Assem.2010
（ポス ター発表） , Bremen, 2010/07, Abstracts

0610AA102

Oshchepkov S.,Bril A.,Morino I.,Yokota T.:PPDF-based GOSAT data processing, AGU 2010 Fall Meet. （ポ
ス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A51C-0111

0610AA102

Budak V.P.(*1),Klyuykov D.A.(*1),Oshchepkov S.(*1Moscow Power Eng.Inst.):Coupled Interface Atmosphere
-Ocean (CIAO) code to account for polarization effects in space-based observations of greenhouse gases, AGU
2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A51C-0112

0610AA102

Zeng J.,Matsunaga T.,Mukai H.:Using GPU for modelling the lagrangian particle dispersion in the atmosphere,
iEMSs2010, Ottawa, 2010/06, Abstracts

0810AC001
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Zeng J.,Matsunaga T.,Mukai H.:Using NVIDIA GPU for modelling the lagrangian particle dispersion in the at-
mosphere, iEMSs2010, Ottawa, 2010/07

0810AE005

曽根秀子 , 永野麗子 , 赤沼宏美 , 座波ひろ子 , 大迫誠一郎 (*1)(*1 東大セ ): ヒ ト ES 細胞の神経分化系を
用いたサ リ ド マイ ド の影響についての研究 , 日本内分泌撹乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 , 東京 ,
2010/12, 同研究発表会要旨集 , 38

0611AK518
0911DA001

孫穎 , 藤田壮 : 川崎市の産業レベルにおける 環境効率指標の算出―エコ タ ウ ンの評価に関する 基礎研究 ,
第 4 回日本 LCA 学会研究発表会 , 北九州 , 2009/03, 同要旨集 , 190-191

0610AA402

Sun Y.,Fujita T.,Mori A.(*1),Zhu Q.H.(*2)(*1Kyoto Univ.,*2Dalian Univ.Technol.):A comparative study of the
green supply chain management between Japan and China, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet.,
Tokyo, 2010/11, Abstracts, A-105

0911LA001
0810BE004
0709BD452

Sun Y.,Fujita T.,Hashimoto S.(*1)(*1Kyoto Univ.):Analysis of the relationship of industrial structure change and
environmental impact in Kawasaki city, Japan, 5th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon , 2009/06, Ab-
stracts, 55

0911LA001
0709BD452
0810BE004

孫穎 , 渡邉雅士 (*1), 藤田壮 (*1 内閣官房情報セキ ュ リ テ ィ セ ): 中小企業の環境配慮型経営の促進要因
に関する実証分析 , 第 24 回環境研究発表会 , 東京 , 2010/11, 環境情報科学論文集 , (24), 183-188

0911LA001
0810BE004
0709BD452

孫穎 , 渡邉雅士 (*1), 藤田壮 (*1 内閣官房情報セキ ュ リ テ ィ セ ): 中国企業の環境配慮型経営の影響要因
に関する実証分析―瀋陽市における ケース ス タデ ィ , 第38回環境システム研究論文発表会, 広島, 2010/
10, プロ グ ラ ム , 2

0911LA001
0810BE004
0709BD452

孫穎 , 渡邉雅士 (*1), 藤田壮 (*1 内閣官房情報セキ ュ リ テ ィ セ ): 中小企業の環境配慮型経営の促進要因
に関する研究―川崎市の事例 , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 61

0911LA001
0810BE004
0709BD452

孫穎 , 森晶寿 (*1), 渡邉雅士 (*2), 藤田壮 (*1 京大院 ,*2 内閣官房情報セキ ュ リ テ ィ セ ): 日中製造業にお
ける環境配慮型経営の影響要因に関する比較研究 , 環境経済・政策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09,
同報告要旨集 , 59-60

0911LA001
0810BE004
0709BD452

田中義人 (*1), 飛石和大 (*1), 熊谷博史 (*1), 村田さつき (*1), 鳥羽峰樹 (*1), 松尾宏 (*1), 高木博夫 , 佐野
友春 (*1 福岡県保環研 ): 福岡県内湖沼の LC/MS/MS を用いた総 ミ ク ロ シスチン調査 , 第 44 回日本水環
境学会年会 （ポス ター発表） , 福岡 , 2010/03, 同講演集 , 655

0911BC001
0610AE401
0610CP018

高木博夫 , 佐野友春 , 彼谷邦光 (*1)(*1 筑波大 ):Microsystin-LR の分子吸光係数の訂正と Total Microsystin
定量法の確定 , 第 18 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2009/06, 同講演要旨集 , 814-815

0610AE401
0911BC001

高木宏志 , 古山祐治 , 齊藤誠 , 齊藤龍 , 小田知宏 ,Valsala V., 佐伯田鶴 ,Belikov D., 横田達也 , 渡辺宏 ,
Maksyutov S.:GOSAT レベル 2データ を用いた亜大陸規模での二酸化炭素吸収排出量の推定－GOSAT レ
ベル 4 データの準備状況－ , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 211

0610AA102
0610AL917

高木宏志 , 古山祐治 , 齊藤誠 , 齊藤龍 , 小田知宏 ,Valsala V., 佐伯田鶴 ,Belikov D., 横田達也 , 渡辺宏 ,
Maksyutov S.:GOSAT レ ベル 2 カラ ム濃度データ を用いた亜大陸規模での二酸化炭素吸収排出量の推定 ,
第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 33

0610AA102
0610AL917

Takagi H.,Koyama Y.,Oda T.,Saito M.,Valsala V.,Yoshida Y.,Inoue M.,Morino I.,Uchino O.,Yokota
T.,Maksyutov S.:Estimating regional sources and sinks of CO2 inversely from GOSAT level 2 column concen-
tration data - the preparation of GOSAT level 4 data products -, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San
Francisco, 2010/12, Abstracts, A51C-0109

0610AA102
0610AL917

高澤嘉一 , 橋本俊次 , 鈴木規之 , 田邊潔 , 柴田康行 : 大気中の残留性有機汚染物質を対象 と し た高頻度モ
ニタ リ ング法の開発 , 第 71 回分析化学討論会 , 松江 , 2010/05, 同講演要旨集 , 31

1011BY001

高澤嘉一 , 橋本俊次 , 伏見暁洋 , 田邊潔 , 柴田康行 , 落合伸夫 (*1)(*1 ゲステル ): 加熱導入 GCxGC-MS/
MS によ る大気中 POPs の分析 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 28-29

0911AG005

高澤嘉一 , 橋本俊次 , 伏見暁洋 , 鈴木規之 , 田邊潔 , 柴田康行 , 榎本孝紀 (*1)(*1 柴田科学 ): 加熱脱着分
析用の多連自動サンプ リ ング装置の開発と大気中 POPs への適用 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター
発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 384-385

1011BY001
1012AE003

Takazawa Y.:Monitoring results of frequency monitoring at supersite, Japan, 8th Workshop Environ.Monit.Per-
sistent Org.Pollut.(POPs) East Asian Ctri., Yokohama, 2010/09, Program

1012AE003
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高野裕久 :Environmentl chemicals enhance allergic diseases in mice, Int.Symp.Occup.Environ.Allerg.Immune
Dis.2010(ISOEAID’ 10), Kyoto, 2010/04, Abstrcts, 42

0204AG395
0105AA299
0507AG476

高野裕久 : 毒性学的研究から見た ヒ ト 健康影響の メ カニズム , 第 80 回日本衛生学会学術総会 , 仙台 ,
2010/05, 日衛誌 , 65(2), 183

0105AA299

Takahashi A.,Oguma H.,Shimada M.(*1),Watanabe M.(*2),Yone Y.(*3),Saigusa N.(*1JAXA,*2Tohoku
Univ.,*3Shimane Univ.):Influence of thinning and windthrow on backscatter of the airborne synthetic aperture
radar at a larch forest in Japan, ESA-iLEAPS-EGU Jt.Conf. （ポス ター発表） , Frascati, 2010/11, Program

0610AC933

Takahashi K.:Integrated tool of climate change impact assessment for policy discussion of stabilization targets
(AIM/Impact [Policy]), IR3S/Tyndall Centre Jt.Symp., Norwich, 2009/05, Abstracts

0507BA507

Takahashi K.,Adger W.N.(*1)(*1Univ.East Anglia):How should we share the global burden of adaptation costs
now … and in future?, 2010 Int.Clim.Change Adapt.Conf. （ポス ター発表） , Gold Coast, 2010/06, Abstracts,
333

1014BA001

Masutomi Y.(*1),Iizumi T.(*2),Takahashi K.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,*2NIAES):Development of a model for
predicting the damages of typhoons on paddy rice in Japan, 2010 Int.Clim.Change Adapt.Conf. （ポス ター発
表） , Gold Coast, 2010/06, Abstracts, 237

1014BA001

高橋潔 : 適応費用評価に関する最近の動向について , 平成 22 年度 SPEED 箱根研究会 「低炭素革命 と地
球温暖化適応策」 , 箱根 , 2010/07

0711BA335
1014BA001

Takahashi K.,Kainuma M.,Masui T.,Emori S.:Collaboration among IAV, IAM, and CM for IAV Studies in the
Integration Phase of New Scenario Development Process, EMS Events Workshop Clim.Change Impacts Inte-
grated Assess.(CCIIA) , Snowmass, 2010/07

0810BA004

高橋潔 : 温暖化影響評価研究の最近の動向－ IPCC-AR5 に向けて－ , 農工研 「地球温暖化」 定例研究会
( 第 7 回 ), つ く ば , 2010/10

0610AA103
1014BA001

高橋潔 : 温暖化影響評価研究の最近の動向－ IPCC-AR5 に向けて－ , 平成 22 年度海外農業農村開発地
球温暖化対策検討調査事業 ( かんがい施設温暖化適応策検討調査 ) 検討委員会 , 東京 , 2010/08

0610AA103
1014BA001

Takahashi K.:Lecture in JICA course 2010, JICA Course Adapt.Clim.Change, つ く ば , 2010/10 Z00009999

高橋潔 : 現在及び将来の全球的な適応にかかる費用をど う 分担するか？, 第 8 回環境研究シンポジウ ム
「わた し たちの生活と環境～地球温暖化に立ち向か う ～」（ポス ター発表）, 東京 , 2010/11, 同予稿集 , 16

1014BA001

Masutomi Y.(*1),Iizumi T.(*2),Takahashi K.,Yokozawa M.(*2)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,*2NIAES):Area es-
timation of crop damage due to tropical cyclones using crop fragility curves for paddy rice in Japan, AGU 2010
Fall Meet. （ポス ター発表） , San Fransisco, 2010/12, Abstracts

0711BA335

増冨祐司 (*1), 飯泉仁之直 (*2), 高橋潔 , 横沢正幸 (*2)(*1 埼玉県環境科国際セ ,*2 農環技研 ): 台風によ る
水稲の被害面積推計モデルの開発 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2010/10,
同講演予稿集 , 98, 363

0711BA335

Takahashi S.,Koyama T.(*1),Nagasawa T.(*2),Sato K.(*3)(*1Natl.Inst.Animal Health,*2GSD,*3Okayama
Univ.):Infectious disease control strategy in the Japanese quail -Genetic and hygenic control for quail husband-
ry, 4th Int.Symp./3rd Braz.Congr.Quail Prod., Lavras, 2010/10, Abstracts, 4, 200-204

0610AE539

Sato K(*1),Takahashi S.,Ito H.(*2)(*1Okayama Univ.,*2Aichi Pref.Agric.Cent.):Current quail industry in Japan
and issues regarding rearing management, 4th Int.Symp./3rd Braz.Congr.Quail Prod., Lavras, 2010/10, Ab-
stracts, 4, 187-194

0610AE539

Utida T.(*1),Takahashi S.,Haga I.(*3),Sato K.(*2)(*1Tokai Yuki,*2Okayama Univ.,*3Jpn.Quail Assoc.):Quail
egg and meat processing industry in Toyohashi City, 4th Int.Symp./3rd Braz. Congr.Quail Prod., Lavras, 2010/
10, Abstracts, 4, 195-199

0610AE539

高橋慎司 , 清水明 , 川嶋貴治 : 実験動物と し てのウズ ラの有用性 , 第 60 回岡山実験動物研究会 , 岡山 ,
2010/11, 同予稿集 , 60

0610AE539

Takahashi Y.,Liang N.:Spatial and temporal variations in trace gas exchange rates observed in a forest soil, 6th
Int.Sci.Conf.Global Energy Water Cycle,2nd Integrated Land Ecosystem - Atmos.Processes Study (iLEAPS)
Sci.Conf. （ポス ター発表） , Melbourne, 2009/08, Proceedings, 96-97

0507AE963
0610AC593
0303AF586
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Nishimura W.(*1),Hamotani K.(*1),Ueyama M.(*1),Takahashi Y.,Liang N.,Saigusa N.(*1Grad.Sch.Osaka
Pref.Univ.):Evaluation of methane flux in a temperate larch forest based on the flux measurements and inverse
method, AsiaFlux Workshop 2009 （ポス ター発表） , Sapporo, 2009/10, Abstracts, 75

0810AA001
0610AC933

植山雅仁 (*1), 市井和仁 (*2), 平田竜一 (*3), 高木健太郎 (*3), 小林秀樹 (*4), 浅沼順 (*5), 町村尚 (*6), 中井
裕一郎 (*7), 太田岳史 (*8), 高橋善幸 , 三枝信子 , 平野高司 (*3)(*1 大阪府大院 ,*2 福島大 ,*3 北海道大 ,
*4JAMSTEC,*5 筑波大 ,*6 大阪大院 ,*7 森林総研 ,*8 名古屋大院 ): 北西ユーラ シア域における カ ラ マツ
林の炭素フ ラ ッ ク スの広域評価, 日本地球惑星科学連合 2010年大会, 千葉, 2010/05, 同予稿集, ACG031-
08

0610AC933

高橋善幸 , 梁乃申 : 森林土壌における微量ガス交換量の変動性 , 日本地球化学会 第 57 回年会（ポス ター
発表） , 同講演要旨集 , 2010/09, 同講演要旨集 , (2010)

0610AC933
0810AA001

高橋善幸 , 三枝信子 , 宮田明 (*1)(*1 農環研 ): 観測サイ ト の共有と ネッ ト ワ ーク 化によ る  大気・ 陸域生態
系間の温室効果気体 / 反応性気体の 交換過程の観測研究の新たな展開 , 日本地球化学会 第 57 回年会 ,
熊谷 , 2010/09, 同講演要旨集 , 228

0610AC933
0711BB570

植山雅仁 (*1), 鱧谷憲 (*1), 西村渉 (*1), 高橋善幸 (*1 大阪府大院 ): 簡易渦集積法を用いた群落スケール
での森林の メ タ ンフ ラ ッ ク ス計測 , 日本地球化学会 第 57 回年会 , 熊谷 , 2010/09, 同講演要旨集 , 225

0610AC933
0810AA001

Takahashi Y.,Hirata R.(*1),Saigusa N.,Ide R.,Takahashi A.(*1Hokkaido Univ.):Long-term monitoring of CO2
flux at a larch forest in foothill of Mt.Fuji, Japan, AsisFlux Workshop 2010 （ポ ス タ ー発表） , Guangzhou,
2010/12, Proceedings, 123

0610AC933
0711BB570

上田紗也子 (*1), 長田和雄 (*1), 高見昭憲 (*1 名古屋大院 ): 辺戸岬で観測されたス ス を含む粒子の形態 ,
日本気象学会 2010 年度春季大会 , 東京 , 2010/05, 同講演予稿集 , 200

0610AA401
0610CD309
0810BA001

高見昭憲 , 大原利眞 , 清水厚 , 定永靖宗 (*1), 坂東博 (*1), 下野彰夫 (*2), 兼保直樹 (*3), 米村正一郎 (*4)(*1
大阪府大 ,*2 汀線科学研 ,*3 産総研 ,*4 農環研 ):2009 年春季長崎福江島におけるオゾン と二次粒子の変
動の差異 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-18

0610AA401
0810AG001
0911KB001
0711AE458
0810BA001

Yuba A.(*1),Sera T.(*1),Sadanaga Y.(*1),Takami A.,Hatakeyama S.(*2),Takenaka N.(*1),Bandow
H.(*1)(*1Osaka Pref.Univ.,*2Tokyo Univ.Agric.Technol.):Analyses of the diurnal variation of nitrogen oxides
in the remote area, 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 （ポス ター発表） , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 ,
AAS001-P08

0610AA401
0610CD309
0911AG004
0911KB001
0810BA001

金谷有剛 (*1), 竹谷文一 (*1), 入江仁士 (*1), 駒崎雄一 (*1), 高島久洋 (*1), 高見昭憲 (*1JAMSTEC):2009 年
春季福江島において測定されたエア ロ ゾル散乱係数の湿度依存性 と化学成分 と の関係, 日本地球惑星科
学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-17

0610CD309
0810AG001
0810BA001
0610AA401

Hatakeyama S.(*1),Hanaoka S.(*1),Ikeda K.(*1),Matsuo S.(*1),Watanabe I.(*1),Azechi S.(*2),Arakaki
T.(*2),Takami A.,Shimizu A.,Sugimoto N. et al.(*1TUAT,*2Univ.Ryukyus):2009 Aerial observation of aerosols
transported from East Asia, 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS005-03

0610AA401
0610CD309
0810AG001
0810BA001
0911KB001

Takami A.,Kaneyasu N.(*1),Osada K.(*2),Hasegawa S.(*3),Sato K.,Shimizu A.,Hatakeyama
S.(*4)(*1AIST,*2Nagoya Univ.,*3CESS,*4TUAT):Measurement of elemental carbon at CHAAMS in spring
2009, 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS005-04

0610AA401
0911AG004
0610CD309
0711AE458
0810BA001

高見昭憲 , 伊禮聡 , 佐藤圭 , 清水厚 , 兼保直樹 (*1), 畠山史郎 (*2)(*1 産総研 ,*2 東京農工大 ): 沖縄辺戸岬
での PM2.5 粒子状物質の重量濃度変動 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 名古屋 , 2010/08,
同予稿集 , 13-14

0812CD005
0610CD309
0810BA001
0610AA401

兼保直樹 (*1), 高見昭憲 , 佐藤圭 , 畠山史郎 (*2), 林政彦 (*3), 原圭一郎 (*3), 河本和明 (*4)(*1 産総研 ,*2
東京農工大 ,*3 福岡大 ,*4 長崎大 ): 九州北部の都市および離島における 2009 年度の PM2.5 濃度変動 ,
第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 17-18

0812CD005
0810AG001
0610CD309
0810BA001
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上田紗也子 (*1), 長田和雄 (*1), 高見昭憲 (*1 名古屋大院 ): 辺戸岬で観測されたス ス含有粒子の特徴 と成
因 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 51-52

0610CD309
0810BA001
0812CD005
0610AA401

島田幸治郎 (*1), 高見昭憲 , 加藤俊吾 (*2), 佐藤圭 , 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工大 ,*2 首都大 ): 東アジアか
ら輸送される炭素質エア ロ ゾルの輸送パターン と汚染ブルームの特徴 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術
研究討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 71-72

0812CD005
0610CD309
0810AG001
0810BA001
0610AA401

大井彩子 (*1), 兼保直樹 (*2), 高見昭憲 , 渡邉泉 (*1), 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工大 ,*2 産総研 ): 東アジア
から東シナ海周辺に輸送されるエア ロ ゾルの金属成分 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 （ポ
ス ター発表） , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 75-76

0812CD005
0610CD309
0810BA001
0810AG001
0610AA401

長谷川就一 (*1), 高見昭憲 , 大原利眞 (*1 埼玉県環境科国際セ ): 春季の沖縄辺戸岬における PM10 および
PM2.5の炭素成分の特徴, 第27回エア ロ ゾル科学・技術研究討論会, 名古屋, 2010/08, 同予稿集, 251-252

0610CD309
0810BA001
0812CD005
0610AA401

兼保直樹 (*1), 高見昭憲 , 畠山史郎 (*2), 山本重一 (*3)(*1 産総研 ,*2 東京農工大 ,*3 福岡県保健環境研 ):
ハイボ リ ューム ・ エアサンプラ用 PM2.5 イ ンパク タ HVI2.5 の開発 と性能評価 , 第 27 回エア ロ ゾル科
学 ・ 技術研究討論会 , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 277-278

0812CD005
0810AG001
0810BA001
0610CD309
0610AA401

Takami A.,Kaneyasu N.(*1),Osada K.(*2),Ohara T.,Shimono A.(*3),Hatakeyama S.(*4)(*1AIST,*2Nagoya
Univ.,*3SLS,*4TUAT):Increase of sulphate in fine aerosols in Okinawa, Japan, 2010 Int.Aerosol
Conf.(IAC2010), Helsinki, 2010/09, Abstracts, 7B6

0812CD005
0610CD309
0810BA001
0610AA401

島田幸治郎 (*1), 高見昭憲 , 梶井克純 (*2), 加藤俊吾 (*2), 清水厚 , 杉本伸夫 , 畠山史郎 (*1)(*1 東京農工
大 ,*2 首都大 ): 冬季の沖縄辺戸岬で観測された炭素質エア ロ ゾルから見た東アジアからの大規模大気汚
染の特徴 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 318

0812CD005

兼保直樹 (*1), 高見昭憲 , 佐藤圭 , 山本重一 (*2), 河本和明 (*3)(*1 産総研 ,*2 福岡県保健環境研究所 ,*3
長崎大 ): 九州北部の離島および 2 都市における PM2.5 濃度の変動 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 491

0810BA001
0810AG001
0911AG004
0610CD309

定永靖宗 (*1), 浦田淳基 (*1), 増井嘉彦 (*1), 畠山史郎 (*2), 花岡小百合 (*2), 高見昭憲 , 横内陽子 , 大原利
眞 , 清水厚 , 杉本伸夫 他 (*1 大阪府大 ,*2 東京農工大 ):2009 年 10 月の東シナ海上空における航空機観
測での窒素酸化物の動態 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 411

0610CD309
0812CD005
0810BA001
0810AG001
0610AA401

増井嘉彦 (*1), 福森裕基 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 横内陽子 , 大原利眞 , 米村正一郎 (*2), 竹中規訓
(*1), 坂東博 (*1)(*1 大阪府大 ,*2 農環研 ): 長崎県福江島における総反応性窒素酸化物 , 全硝酸の連続観
測 , 及び濃度変動要因の解析 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 412

0610CD309
0810AG001
0810BA001
0610AA401

福森裕基 (*1), 増井嘉彦 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 横内陽子 , 大原利眞 , 米村正一郎 (*2), 竹中規訓
(*1), 坂東博 (*1)(*1 大阪府大 ,*2 農環研 ): 長崎県福江島における窒素酸化物によ るオゾン生成効率の評
価 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 413

0610CD309
0810AG001
0810BA001
0610AA401

高見昭憲 , 伊禮聡 , 疋田利秀 (*1), 下野彰夫 (*1), 原圭一郎 (*2), 林政彦 (*2), 兼保直樹 (*3)(*1 汀線科学 ,*2
福岡大 ,*3 産総研 ):2010 年春季福岡における二次粒子の観測 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/
09, 同講演要旨集 , 417

0810BA001
0812CD005

下野彰夫 (*1), 高見昭憲 , 伊禮聡 , 鈴木善三 (*2), 倉本浩司 (*2), 疋田利秀 (*1)(*1 汀線科研 ,*2 産総研 ):
エア ロ ゾル発生源と し ての石炭燃焼の評価 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 ,
419

0610CD309
0810BA001
0812CD005
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山本重一 (*1), 下原孝章 (*1), 兼保直樹 (*2), 高見昭憲 , 佐藤圭 , 畠山史郎 (*3)(*1 福岡県保健環境研 ,*2 産
総研 ,*3 東京農工大 ): 九州北部における高濃度硫酸塩の リ アルタ イ ム観測結果によ る解析 , 第 51 回大
気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 490

0812CD005

定永靖宗 (*1), 瀬良俊樹 (*1), 鵜野伊津志 (*2), 弓場彬江 (*1), 高見昭憲 , 黒川純一 , 畠山史郎 (*3), 竹中規
訓 (*1), 坂東博 (*1)(*1 大府大 ,*2 九大応力研 ,*3 東京農工大 ): 沖縄辺戸岬におけ る観測および CMAQ モ
デル計算結果に基づ く アジア大陸からの越境汚染質長距離輸送の解析 , 第 16 回大気化学討論会 , 八王
子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 26

0610CD309
0810BA001
0812CD005

畠山史郎 (*1), 花岡小百合 (*1), 池田圭輔 (*1), 小川佳美 (*1), 大井彩子 (*1), 渡邉泉 (*1), 高見昭憲 , 清水
厚 , 佐藤圭 , 定永靖宗 (*2) 他 (*1 東京農工大 ,*2 大府大 ,*3 首都大 ,*4 琉球大 ,*5 熊本県大 ): 東シナ海を
越えて輸送されるエア ロ ゾルの航空機 ・ 地上観測 -2009 年 10 月 12 ～ 19 日 , 第 16 回大気化学討論会 ,
八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 57

0812CD005

鶴田治雄 (*1), 平野耕一郎 (*2), 白砂裕一郎 (*2), 高見昭憲 , 中島映至 (*1)(*1 東大 AORI,*2 横浜市環境科
研 ): 春季の福江島における大気エア ロ ゾル中の炭素 ・ 土壌系粒子の形態 , 第 16 回大気化学討論会 , 八
王子 , 2010/11, 同予稿集 , 58

0810BA001
0812CD005
1012BA002
0610CD309

弓場彬江 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 畠山史郎 (*2), 竹中規訓 (*1), 坂東博 (*1)(*1 大府府大院 ,*2 東京
農工大 ): 沖縄辺戸岬における窒素酸化物の濃度変動解析 , 第 16 会大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八
王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 124

0610CD309
0812CD005
0810BA001

赤塚武俊 (*1), 畠山史郎 (*1), 島田幸治郎 (*1), 高見昭憲 , 定永靖宗 (*2)(*1 東京農工大 ,*2 大阪府大 ): 沖
縄辺戸岬における窒素酸化物 , 硝酸塩の変化 , 第 16 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八王子 , 2010/
11, 同講演要旨集 , 125

0812CD005
0610CD309

高見昭憲 , 長田和雄 (*1), 定永靖宗 (*2), 坂東博 (*2)(*1 名古屋大院 ,*2 大阪府大 ): 沖縄辺戸岬で測定し た
大気中のアンモニア濃度の変動 , 第 16 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八王子 , 2010/11, 同講演要
旨集 , 130

0610CD309

定永靖宗 (*1), 浦田淳基 (*1), 畠山史郎 (*2), 花岡小百合 (*2), 池田圭輔 (*2), 高見昭憲 , 横内陽子 , 大原利
眞 , 清水厚 , 杉本伸夫 他 (*1 大阪府大 ,*2 東京農工大 ):2009 年 10 月の東シナ海上空における航空機観
測での NOy, 硝酸の動態 , 第 16 回大気化学討論会（ポス ター発表）, 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 131

0812CD005
0610CD309
0711AE458
0810AG001
0810BA001

弓場彬江 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 畠山史郎 (*2), 増井嘉彦 (*1), 大原利眞 , 横内陽子 , 米村正一郎
(*3), 加藤俊吾 (*4), 梶井克純 (*4), 竹中規訓 (*1), 坂東博 (*1)(*1 大阪府大 ,*2 東京農工大 ,*3 農環研 ,*4
首都大 ): 沖縄辺戸岬における窒素酸化物の濃度変動解析 , 日本化学会第 91 春季年会 , 横浜 , 2011/03,
同予稿集 , 1H3-16

0610CD309
0810AG001
0810BA001
0812CD005
0610AA401

重富陽介 (*1), 弓場彬江 (*1), 定永靖宗 (*1), 高見昭憲 , 畠山史郎 (*2), 竹中規訓 (*1), 坂東博 (*1)(*1 大阪
府大 ,*2 東京農工大 ): 沖縄県辺戸岬における NOy,HNO3 濃度の連続観測によ る東アジア地域由来の越
境汚染の解析 , 日本化学会第 91 春季年会 , 横浜 , 2011/03, 同予稿集 , 1H3-12

0610CD309
0812CD005
0810BA001
1012BA002
0610AA401

高村健二 : 都心水辺緑地に生息する淡水魚の由来－遺伝的解析と保全への示唆－ , 2010 年度日本魚類学
会年会 （ポス ター発表） , 津 , 2010/09, 同講演要旨集 , 97

Z00009999

高村健二 , 上野隆平 , 今藤夏子 : ユス リ カの ミ ト コ ン ド リ ア DNA 遺伝子塩基配列収集 と その活用によ る
種類相･系統地理調査の試み , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講
演要旨集 , P1-174

1010AI001

高村典子 : ため池の生物多様性の評価と保全 - 宍塚大池と兵庫県東播磨・北播磨のため池から , NPO 法
人宍塚の自然と歴史の会 創立 20 周年記念講演会 , 土浦 , 2010/08

0610AA304

高村典子 : 生態系と湖沼環境について , 平成 22 年度自然生態系の再生によ る水質浄化研究会 , 鳥取 ,
2010/12

0610AA304

高村典子 : 千鳥ヶ淵等における自然環境の再生と改善について , 第 2 回千鳥ヶ淵の環境再生に関する勉
強会 , 東京 , 2011/01

0610AA304

高屋展宏 , 渡邉英宏 , 三森文行 : フ ェ リ チン水溶液と ゼラチンゲルの T2 緩和 , 第 38 回日本磁気共鳴医
学会大会 , つ く ば , 2010/10, 日磁医誌 , 30(Suppl), 303

1012CD005
0610AE416
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高屋展宏 , 渡邉英宏 , 三森文行 : フ ェ リ チンを含むゼラチンゲル中における水の T2 緩和速度 , 第 49 回
NMR 討論会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/11, 同講演要旨集 , 402-403

1012CD005
0610AE416

Takigami H.,Suzuki G.,Hirai Y.(*1),Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.):Occurrence and control of brominated flame
retardants in a laundry factory for home and office cleaning utensils, 5th Int.Symp.Brominated Flame Retardants
(BFR2010), Kyoto, 2010/04, Abstracts

0610AA202
0911BE004

Matsuno Y.(*1),Kawashiro Y.(*2),Fukata H.(*3),Takigami H.,Nakaoka H.(*1),Todaka E.(*1),Mori
C.(*1)(*1Chiba Univ.,*2Chiba Pref.Univ.Health Sci.,*3JPD):Concentrations of brominated flame retardants in
Japanese human blood, 5th Int.Symp.Brominated Flame Retardants (BFR2010)（ポス ター発表）, Kyoto, 2010/
04, Abstracts, 90082.pdf

0610AA202
0911BE004

Kose T.(*1),Takigami H.(*1Niigata Univ.Pharm.Appl.Sci.):Degradation behavior of condensed phosphorus ester
flame retardants, 5th Int.Symp.Brominated Flame Retardants (BFR2010) （ポス ター発表） , Kyoto, 2010/04,
Abstracts, 90140.pdf

0911BE004
0610AA202

滝上英孝 : 有機臭素系難燃剤の製品ラ イ フサイ クルを通じ た リ ス ク評価と管理 , 平成 22 年度土木学会
環境工学委員会研究ワーク シ ョ ッ プ 「環境工学の新しいチャ レ ンジ ： 有害物質管理の最前線」 , 東京 ,
2010/04

0610AA202
0911BE004
0911BE005

滝上英孝 : 絶縁油に含まれる微量 PCB への生化学的分析法の適用 , 生物化学的測定研究会第 15 回 (2010
年 ) 学術集会 , 東京 , 2010/06, 同講演要旨集 , 20-41

0610AB436
0610AA202
0610AB447

滝上英孝 , 北本寛明 (*1), 中村朋之 (*2), 岡正人 (*3)(*1 兵庫県環研セ ,*2 宮城県 ,*3 岐阜県保環研 ): 生物
検定法を用いた廃棄物焼却施設における ダイ オキシン類の通年モニタ リ ング , 第 19 回環境化学討論会 ,
春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 24-25

0610AB447
0709BC277

滝上英孝 , 鈴木剛 , 平井康宏 (*1), 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ): 清掃用品のク リ ーニング工場にお
ける臭素系難燃剤の集積と挙動調査, 第19回環境化学討論会, 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集, 160-161

0610AA202
0911BE004

小瀬知洋 (*1), 川田邦明 (*1), 滝上英孝 (*1 新潟薬大 ): マイ ク ロチャ ンバー法を用いた縮合 リ ン酸エステ
ル類難燃剤の分解生成物の検討 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 264-265

0610AA202
0911BE004

滝上英孝 : ハイ ラ イ ト セッ ショ ン「 バイ オアッ セイ ,PPCP, 廃棄物」 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 ,
2010/06

Z00009999

滝上英孝 , 岡正人 (*1), 形見武男 (*2)(*1 岐阜県保健環境研 ,*2 岐阜県産業技セ ): 生物検定法を用いた廃
棄物焼却関係試料におけるダ イオキシン類のモニタ リ ング , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境
毒性学会合同研究発表会 , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 55-56

0610AB447
0709BC277

Takigami H.,Suzuki G.,Hirai Y.(*1),Sakai S.(*1)(*1Kyoto Univ.):Occurrence of organophosphate flame retar-
dants and plasticizers in a laundry factory for home and office cleaning tools, 30th Int.Symp.Halogenat.Persis-
tent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, San Antonio, 2010/09, Organohalogen Compd., ID:1358

0911BE004
0610AA202
0610AB447

滝上英孝 , 野馬幸生 : 絶縁油中の微量 PCB に関する簡易測定法の概要 , 絶縁油中の微量 PCB に関する
簡易測定法マニュ アル ( 第 2 版 ) 説明会 , 東京 , 2010/09

0610AB447
0610AB436

滝上英孝 : 絶縁油に含まれる微量 PCB の生化学的分析法と精度管理について , 第 52 回日本環境化学会
講演会 , 東京 , 2010/10, 同予稿集 , 109-128

0610AB447
0610AA202
0610AB436

滝上英孝 : 絶縁油に含まれる微量 PCB の生化学的分析法と精度管理について , 第 53 回日本環境化学会
講演会 , 大阪 , 2010/10, 同予稿集 , 109-128

0610AB447
0610AA202
0610AB436

滝上英孝 , 渡部真文 , 高菅卓三 (*1), 久谷和也 (*1)(*1 島津テ ク ノ リ サーチ ): 廃プラ スチッ ク圧縮過程を
模し た実験によ る化学物質放散研究 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿
集 , 577-578

0610AA202
1012BC001
0610AB447

滝上英孝 , 光原好人 (*1), 松山喜代志 (*1), 酒井伸一 (*2)(*1 ト ヨ タ 自動車 ,*2 京大環境保全セ ): 金属ナト
リ ウ ム法によ る PCB 処理過程のバイ オアッ セイ モニタ リ ング , 第 47 回環境工学研究フォ ーラ ム , 高知 ,
2010/11, 同講演集 , 141-148

0105AB405
0105AB408
0610AB447
0610AB436
0610AA202
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Takigami H.,Fujimori T.,Agusa T.(*1),Eguchi A.(*2),Bekki K.(*3),Yoshida A.,Terazono A.,Ballesteros
Jr.F.C.(*4)(*1Shimane Univ.,*2Ehime Univ.,*3Kanazawa Univ.,*4Univ.Philippines):Determination of heavy
metals at formal and informal E-waste recycling sites in the Philippines, 7th NIES Workshop E-waste, Tsukuba,
2010/10

0610AA204
0610AA202
0610AB447

滝上英孝 , 今井裕恵 : ヒ ト 皮膚モデルを用いたハウ スダス ト の毒性評価 , 日本内分泌攪乱化学物質学会
第 13 回研究発表会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/12, 同研究発表会要旨集 , 107

0610AA202
0610AB447
1012BC001
0911BE005
0911BE004

Takigami H.:Official use of dioxin bioassays in Japan, 4th Workshop on the Reduction of Unintentional POPs in
East Asian Countries, Tokyo, 2010/12

0610AA202
0610AB436
0610AB447

五十嵐聖貴 (*1), 藤江晋 (*2), 深澤達矢 (*3), 濱田浩美 (*4), 小林拓 (*5), 南尚嗣 (*6), 武内章記 , 田中敦 (*1
道環境研 ,*2 て しかが自然史研究会 ,*3 北大 ,*4 千葉大 ,*5 山梨大 ,*6 北見工大 ): 摩周湖における透明
度の変動要因と し ての植物プラ ン ク ト ン群集 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨
集 , 138

0810BC002
1012CD006

Takeuchi A.,Shibata Y.,Tanaka A.,Takazawa Y.,Yoshikane M.,Onuma M.,Kuwana T.:Environmental specimen
time capsule at national institute for environmental studies, Japan: Specimen banking, research, and future per-
spectives, Int.Conf.Environ.Specimen Banks, Berlin, 2010/11

0288BY599
0610AE413
0610CP018
0610FP013

Takeuchi A.,Igarashi S.(*1),Fujie S.(*2),Fukazawa T.(*3),Kobayashi H.(*4),Minami H.(*5),Hamada
H.(*6),Tanaka A.(*1Hokkaido Res.Org.,*2Nat.Parks Found.,*3Hokkaido Univ.,*4Univ.Yamanashi,*5Kitami
Inst.Technol.,*6Chiba Univ.):Stable isotope food web analysis and Hg biomagnification of an extreme olig-
otrophic lake (Lake Mashu) in the northeastern Japan, Int.Symp.Isotope Ecol.2010 （ポス ター発表） , Kyoto,
2010/11, Abstracts, 46-46

0810BC002
1012AH001
0610AC933
0610AE413

田崎智宏 : 廃棄物発生抑制の取 り 組み推進に向けた包括的視点 , 平成 22 年度廃棄物資源循環学会研究
討論会 , 川崎 , 2010/05, 同講演論文集 , 83-88

0810BE001
0610SP002

田崎智宏 , 石塚隆記 (*1), 滝上英孝 (*1 イー ・ アン ド ・ イーソ リ ューシ ョ ンズ ): 持続可能な物質管理の
ための基本管理方策の類型化と特性化～曝露 ・ 被害防止 , ク ローズ ド化 , チェ ッ ク ゲー ト , 情報管理 ,
管理体制の整備～ , 環境経済 ・ 政策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集 , 340-341

0610AA202

田崎智宏 , 滝上英孝 , 石塚隆記 (*1)(*1 イー ・ アン ド ・ イーソ リ ューシ ョ ンズ ): 我が国の物質管理方策
の変遷～有害物質管理から製品管理 , 資源 ・ 廃棄物管理まで～ , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09,
同講演予稿集 , 58

0610AA202

石塚隆記 (*1), 田崎智宏 , 滝上英孝 (*1 イー ・ アン ド ・ イーソ リ ューシ ョ ンズ ): 物質管理における基本
方策の同定 ・ 類型化 ・ 特性抽出 - チェ ッ ク ゲー ト と情報管理 -, 日本 リ ス ク研究学会 第 23 回年次大会 ,
東京 , 2010/11, 同講演論文集 , 23, 1-6

0610AA202

Tatarov B.,Nakane H.,Park C.B.(*1),Sugimoto N.,Matsui I.(*1Lidar Cent.Kyung Hee Univ.):Long term obser-
vations of stratospheric and mesospheric temperature by Nies ozone DIAL over Tsukuba, Japan, 25th Int.Laser
Radar Conf., St.Petersburg, 2010/07, Proceedings, 1024-1027

0810AC002

Tatarov B.,Nakane H.,Park C.B.(*1),Sugimoto N.,Matsui I.(*1Lidar Cent.Kyung Hee Univ.):Twenty-two years
observations of stratospheric ozone concentration, temperature and aerosol over Tsukuba, Japan, 第 28 回レー
ザセンシングシンポジウ ム , 大津 , 2010/09, 同予稿集 , 118-121

0810AC002

酒井学 (*1), 多田満 (*1 横浜市環境研 ): 横浜市内河川の農薬濃度 と ミ ジン コ毒性試験について , 第 16 回
バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会 , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 58

0911LA003

多田満 , 酒井学 (*1)(*1 横浜市環境研 ): 河川水を用いたオオ ミ ジン コの繁殖影響に関する研究 , 第 16 回
バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/09, 同講演
要旨集 , 8

0911LA003

多田満 , 小神野豊 : 水生 ミ ミ ズ (Dero. limosa) の試験生物化 と重金属の急性毒性影響に関する研究 , 日本
陸水学会 第 75 回大会 （ポス ター発表） , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 129

1011CD005

多田満 : 環境芸術について (2) 環境－人－芸術のつなが り , 環境芸術学会第 11 回大会 , さ いたま , 2010/
10, 同研究発表概要集 , 14

Z00009999
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Kamo M.(*1),Tada M.,Naito W.(*1)(*1AIST):Biotic ligand model for predictions of toxicity of copper, zinc and
their mixture, SETAC North Am.31st Annu.Meet. （ポス ター発表） , Portland, 2010/11, Abstracts, 346

1011CD005

田中敦 , 武内章記 , 神田勲 , 張依章 , 瀬山春彦 , 柴田康行 : スペシ メ ンバンキング試料を利用し た本邦全
沿岸の二枚貝中の元素分析と Pb 同位体組成 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/
06, 同講演要旨集 , 814-815

0610FP013

濱田浩美 (*1), 田中敦 , 五十嵐聖貴 (*2), 藤江晋 (*3), 深澤達矢 (*4), 小林拓 (*5), 南尚嗣 (*6)(*1 千葉大 ,*2
道環境研 ,*3 て しかが自然史研究会 ,*4 北大院 ,*5 山梨大 ,*6 北見工大 ): 摩周湖に流入する渓流水の流
量と溶存物質の変化 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 137

0810BC002
0610AC933

田中敦 , 武内章記 , 五十嵐聖貴 (*1), 藤江晋 (*2), 小林拓 (*3), 濱田浩美 (*4), 南尚嗣 (*5), 深澤達矢 (*6)(*1 道
環境研 ,*2 てし かが自然史研究会 ,*3 山梨大 ,*4 千葉大 ,*5 北見工大 ,*6 北大院 ): ク ロ ロ フィ ル , 濁度 , 光
減衰係数の係留観測によ り 推定し た摩周湖透明度の年間変動 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/
09, 同講演要旨集 , 139

0810BC002
0610AC933

田中敦 , 小林拓 (*1), 五十嵐聖貴 (*2)(*1 山梨大 ,*2 北海道総研機構環境科研セ ): 摩周湖の透明度を探る ,
季節で透明度はど う 変わるか , その理由は何か , 弟子屈 , 2010/10

0810BC002
1012AH001

高橋岳 (*1), 深澤達矢 (*1), 宇田川弘勝 (*2), 田中敦 , 五十嵐聖貴 (*3), 小林拓 (*4), 濱田浩美 (*5), 南尚嗣
(*6), 佐藤久 (*1), 高橋正宏 (*1)(*1 北大院 ,*2 国環研 ,*3 北海道総研機構環境科研セ ,*4 山梨大院 ,*5 千
葉大 ,*6 北見工大機器分析セ ): 摩周湖における透明度の低下と その影響因子の検討 , 第 18 回地球環境
シンポジウ ム , 茅野 , 2010/08, 同講演集 , 135-139

0810BC002
0610AC933

濱田浩美 (*1), 田中敦 , 五十嵐聖貴 (*2), 南尚嗣 (*3), 深澤達矢 (*4), 小林拓 (*5), 藤江晋 (*6)(*1 千葉大 ,*2
北海道環境科研セ ,*3 北見工大 ,*4 北大院 ,*5 山梨大 ,*6 て しかが自然史研会 ): 摩周湖における長期水
位変動と静振 , 第 32 回陸水物理研究会 , 広島 , 2010/11, 同講演要旨集 , 12

0610AC933

Tanaka T.,Morino I.,Machida T.,Ohyama H.(*1),Uchino O.,Wunch D.(*2),Wennberg P.O.(*2),Sawa
Y.(*3),Matsueda H.(*3),Yokota T.(*1JAXA,*2Caltech,*3MRI):Aircraft measurements for validation of GOSAT
product data and for calibration of ground-based FTS, TCCON Meet. （ポス ター発表） , Wollongong, 2010/
06, Agenda

0610AA102
0810BY001
0913AE002

Sakaizawa D.(*1),Kawakami S.(*1),Ohyama H.(*1),Nakajima M.(*1),Tanaka T.,Miyamoto Y.,Morino I.,Uchino
O.(*1JAXA):Airborne measurement of the weighted column carbon dioxide mixing ratio using 1.57 micron direct
detection AMCW laser absorption sensor, 25th Int.Lser Radar Conf. （ポス ター発表） , St.Petersburg, 2010/
07, Program and Abstracts, 108

0810BY001

田中智章 , 森野勇 , 内野修 , 町田敏暢 , 宮本祐樹 (*1), 横田達也 , 川上修司 (*2), 境澤大亮 (*2), 大山博史
(*2), 長濱智生 (*3)(*1 現 ・ 岡山大 ,*2JAXA,*3 名古屋大 STE 研 ): 航空機観測によ る地上フー リ エ分光計
の検定と GOSATデータプロ ダ ク ト の検証, 第16回大気化学討論会, 八王子, 2010/11, 同講演要旨集, 32

0610AA102
0810BY001
0913AE002

田中嘉成 : プラ ン ク ト ン群集の多様性と生態系機能に及ぼす化学物質 : 数理モデルを用いた解析 , 第 16
回 バイオア ッ セイ ・ 日本環境毒性学会研究会合同研究発表会 , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 72-73

0610AA304
0911AK001

長谷川就一 , 若松伸司 , 田邊潔 : 黒色炭素粒子モニ タ リ ング装置の並行測定試験 , 第 21 回エア ロ ゾル科
学 ・ 技術研究討論会 , 札幌 , 2004/08, 同予稿集 , 7-8

0105AA295

Tanimoto H.,Ohara T.,Uno I.(*1)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Decadal trend in springtime tropo-
spheric ozone at a mountainous site in Japan: 1998-2007, EGU Gen.Assem.2010, Vienna, 2010/05, Abstracts,
A42C-02

0610AA101
0610AA401
0711BB571

Tanimoto H.,Ohara T.,Uno I.(*1)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Decadal trend in springtime tropo-
spheric ozone at a mountainous site in Japan: 1998-2007, Symp.Atmos.Chem.Phys.Mt.Sites, Interlaken, 2010/
06, Abstcarts, 84-85

0610AA101
0610AA401
0711BB571

Tanimoto H.,Ohara T.,Uno I.(*1)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Decadal trends in tropospheric ozone
over East Asian Pacific rim during 1998-2007: Comparison to European and North American records, and im-
plications for emerging Asian emissions impacts, 12th Symp.Int.Comm.Atmos.Chem.Global Pollut.(CACGP) /
11th Sci.Conf.Int.Global Atmos.Chem.(IGAC) Proj., Halifax, 2010/07, Abstracts

0610AA101
0610AA401
0711BB571

Tanimoto H.,Kameyama Y.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Takeda S.(*2),Obata H.(*3),Tsuda A.(*3),Ue-
matsu M.(*3)(*1Hokkaido Univ.,*2Nagasaki Univ.,*3Univ.Tokyo):High-resolution measurement of multiple
volatile organic compounds dissolved in seawater using equilibrator inlet-proton transfer reaction-mass spec-
trometry (EI-PTR-MS), 3rd Bi-Annu.Symp., Kiel, 2010/09, Abstcarts, 56

0610AA101
0711BB571
0913AE003
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谷本浩志 : 衛星観測を用いたアジアにおける大気化学研究 , 日本地球化学会 第 57 回年会 , 熊谷 , 2010/
09, 同講演要旨集 , 242

0610AA101
0610AA401
0711BB571

Tanimoto H.,Kameyama Y.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1)(*1Hokkaido Univ.):Sensitive, high-resolution measure-
ment of dimethyl sulfide dissolved in seawater using proton transfer reaction-mass spectrometry: Development,
applications, and first results, 5th Int.Symp.Biol.Environ.Chem.DMS(P) Relat.Compo., Goa, 2010/10, Ab-
stracts, 32

0610AA101
0711BB571
0913AE003

Tanimoto H.,Ohara T.,Uno I.(*1)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Decadal trends in tropospheric ozone
over East Asian Pacific rim during 1998-2007: Implications for emerging Asian emissions impacts and compar-
ison to European and North American records, AGU 2010 Fall Meet., San Francisco, 2010/12, Abstracts,
A42C-02

0610AA101
0610AA401
0711BB571

玉置雅紀 , 松村秀幸 (*1), 澤田寛子 (*1), 久保明弘 , 河野吉久 (*1)(*1 電力中研 ): ササニシキ / ハバタ キ交
配由来染色体置換系統群を用いたオゾンによ る イネの収量低下に関与する遺伝子座の同定 , 第 51 回大
気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 401

0810BA002
0812AE001
0911AH001

玉置雅紀 : 大気汚染ガスオゾンによ る イネの収量低下に関与する遺伝子座の同定 , 遺伝学研究所研究会
「イネ分子遺伝学の展望」 , 三島 , 2010/11

0810BA002

田村憲治 , 島正之 (*1), 余田佳子 (*1), 馬露 (*2), 長谷川就一 (*3)(*1 兵庫医科大 ,*2 武漢大 ,*3 埼玉県環
境科国際セ ): 中国武漢市における家屋内外の PM 濃度と炭素成分 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 ,
2010/09, 第 51 回大気環境学会年会講演要旨集 , 408

0810CD009

松本幸雄 (*1), 田村憲治 , 原沢英夫 , 佐々木寛介 (*2), 椿貴博 (*3)(*1 統数研 ,*2 気象協会 ,*3 日本能率協
会 ): 温暖化に と も な う オキシダン ト 濃度 と健康影響の予測－死亡 リ ス ク全体像の推定－ , 第 51 回大気
環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 532

0610FP014

余田佳子 (*1), 島正之 (*1), 田村憲治 , 櫻井四郎 (*2)(*1 兵庫医大 ,*2 大妻女子大 ): 大気汚染物質が女子大
学生の肺機能の変動に与え る影響 , 第 51 回大気環境学会年会 （ポス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講演
要旨集 , 350

0810CD009

Tang Y.:Carbon dynamics in an alpine meadow on the Qinghai-Tibetan Plateau, 日本植物学会第 74 回大会 ,
春日井 , 2010/09, 同予稿集 , 113

0610AA101
0509BB829

千谷久子 , 西川潮 (*1), 高村典子 , 山室真澄 (*2)(*1 新潟大 ,*2 東大院 ): 在来の淡水棲カ メ 類はア メ リ カ
ザ リ ガニ管理に有効か？, 日本陸水学会 第 75 回大会（ポス ター発表）, 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 152

0610AA304

Cho K.,Kubo A.,Shibato J.,Kohno Y.(*1),Satoh K.(*2),Kikuchi S.(*3),Agrawal G.K.(*4),Rakwal
R.(*5)(*1CRIEPI,*2NARC,*3NIAS,*4RLABB,*5Showa Univ.):Investigating the effects of ozone on rice by anal-
ysis of seed transcriptomes in two different ozone-fumigated rice cultivars, 第 33 回日本分子生物学会年会 /
第 83 回日本生化学会大会 合同大会 （ポス ター発表） , 神戸 , 2010/12, 同要旨集

0810BA002

Chin K.,Fujita T.:Assessment of resource circulation in Eco-Towns: Performance and environmental benefits,
第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/03, 同要旨集 , 5, 332-333

0610AA402

Chin K.,Fujita T.:Key factors for the transfer of circulation technologies and estimates for associated environ-
mental benefits, 第 37 回環境システム研究論文発表会 , 日野 , 2009/10, 同講演集 , 135-140

0610AA402

Chin K.,Fujita T.,Geng Y.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.):Integrating MSW management with manufacturing: A system
supporting industrial symbiosis of the Kawasaki Eco-Town, 第 4 回日本 LCA 学会研究発表会 , 北九州 , 2009/
03, 同要旨集 , 174-175

0610AA402

Chin K.,Fujita T.,Yong Geng(*1),HASHIMOTO S.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.,*2Kyoto Univ.):Transferring Japanese
urban symbiosis model to China: Key factors and system simulation, 5th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lis-
bon, 2009/06

0610AA402

Chin K.,Fujita T.,Ohnishi S.,Fujii M.,Yong Geng(*1)(*1Chin.Acad.Sci.):An empirical study on scale and bound-
ary of resource cycling in Japanese eco-towns, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo,
2010/11, Program

0709BD452
1013BE001

Chin K.,Fujita T.,Fujii M.:Spatial analysis of life cycle stages of recycling: Locations of recycling activities, 第
6 回日本 LCA 学会研究発表会 , 仙台 , 2011/03, 同要旨集 , 314-315

0709BD452
1013BE001

Tin-Tin-Win-Shwe,Fujimaki H.:Toll-like receptor 4 mediated neurotrophins, their receptors and signaling
pathways in the neuroinflammation of organophosphate pesticides, 8th Asia Pac.Congr.Allergy, Asthma Clin.Im-
munol. （ポス ター発表） , Singapore, 2010/11, Program & Abstracts , 114

0911CD016
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Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yoshida Y.(*2),Arashidani K.(*2),Fujimaki H.(*1Natl.Inst.Public
Health,*2Univ.Occup.Environ.Health):Developmental toluene exposure alters neuroimmune markers in the hip-
pocampus of infant mice, 12th Int.Congr.Toxicol. （ポス ター発表） , Barcelona, 2010/07, Toxicol.Lett., 196S,
S194

0610AA302

Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yoshida Y.(*2),Arashidani K.(*2),Fujimaki H.(*1Natl.Inst.Public
Health,*2Univ.Occup.Environ.Health):Toll-like receptor 4-dependent neurotrophin signaling in mouse hippoc-
ampus following low-level toluene exposure, 14th Int.Congr.Immunol. （ポス ター発表） , Kobe, 2010/08, Ab-
stracts, 22S(1), i87

0610AA302

欅田尚樹 (*1), 吉田安宏 (*2),Tin-Tin-Win-Shwe, 嵐谷奎一 (*2), 藤巻秀和 (*1 国保健医療科院 ,*2 産業医
大 ): 低濃度揮発性有機化合物曝露によ る免疫毒性 , 第 17 回日本免疫毒性学会学術大会 , つ く ば , 2010/
09, 同講演要旨集 , 53-57

0610AA302

寺尾有希夫 , 向井人史 , 野尻幸宏 , 遠嶋康徳 , 町田敏暢 , 佐伯田鶴 ,Maksyutov S.: 西太平洋における大気
メ タ ン濃度の ト レン ド と年々変動 [ 続報 ], 日本気象学会 2010 年度秋季大会 （ポス ター発表） , 京都 ,
2010/10, 同予稿集 , 98, 405

0610AA101
0810AC002

寺尾有希夫 , 北川浩之 (*1), 向井人史 , 野尻幸宏 , 内田昌男 , 柴田康行 , 荒巻能史 (*1 名古屋大院 ): 西太
平洋における大気中放射性炭素同位体 (14CO2) の観測と モデ リ ング , 日本地球惑星科学連合 2010 年大
会 , 幕張 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-06

0610AA101
0913BB001
0810AC002

Koseki H.(*1),Yamazaki Y.(*2),Wakakura M.(*3),Terazono A.(*1Natl.Res.Inst.Fire Disaster,*2Coast Guard
Res.Cent.,*3AIST):Cause investigation of scrap metal fires during transport and storage, 2009 Int.Autumn Sem-
in.Propellants, Explos.Pyrotechnics, Kunming, 2009/09, Proceedings, 576-579

0810BE003

寺園淳 : 金属ス ク ラ ッ プの輸出管理と資源回収の課題 , 安全工学シンポジウ ム 2010, 東京 , 2010/07, 同
講演予稿集 , 294-297

0810BE003
0610AA204

Terazono A.:Management of E-waste and mixed metal scrap: Current issues and future tasks, E-waste 2010
Workshop, Brisbane, 2010/07, Proceedings, 29

0610AA204
0810BE003
0911BE006

Terazono A.:Current E-waste issues and future tasks in Asia, 2010 Gordon Res.Conf.Ind.Ecol., New London ,
2010/07, Program

0610AA204
0810BE003
0911BE006

寺園淳 , 吉田綾 , 鶴田順 (*1)(*1 海上保安大 ): 金属ス ク ラ ッ プの輸出に関する適正管理方策 , 環境経済・
政策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集 , 220-221

0810BE003
0610AA204

寺園淳 :E-Scrap のアジアでの移動 , 資源 ・ 素材 2010, 福岡 , 2010/09, 同講演資料 , 139-142 0610AA204
0810BE003
0911BE006

寺園淳 , 林誠一 (*1), 吉田綾 (*1 鉄 リ サイ ク リ ング ・ リ サーチ ): 有害物質管理 ・ 資源回収の観点からの
金属ス ク ラ ッ プの品目 ・ 組成調査 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 ,
143-144

0810BE003
0610AA204

Terazono A.,Yoshida A.:Mixed metal scrap in Japan and its export control, EcoBalance2010, Tokyo, 2010/11,
Proceedings

0810BE003
0610AA204

Terazono A.,Yoshida A.:International flows of secondhand electrical and electronic equipment in Asia, ISIE
Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

0911BE006
0610AA204
0810BE003

Terazono A.,Yoshida A.:Examination and export control of scrap mixed metal in Japan, 5th Int.Conf.Waste
Manage.Technol., Beijing, 2010/12, Proceedings, B150-B154

0810BE003
0610AA204

Terazono A.:Experiences of asbestos emission control and waste management in Japan, 5th Int.Conf.Waste
Manage.Technol., Beijing, 2010/12, Proceedings, A306-A308

0608BE434

Terazono A.:Experiences of asbestos emission control and waste management in Japan, Capacity-building and
Awareness-raising Workshop on Environmental Sound Management (ESM) of Asbestos Waste in Asia and the
Pacific, Beijing, 2010/12

0608BE434

Demura M.,Kawachi M.,Mayuzumi Y.(*1),Watanabe M(*1)(*1Univ.Tsukuba):Genetic succession of Botryococ-
cus braunii (Trebouxiophyceae, chlorophyta)in two reservoirs, 1st Asia-Oceania Innovation Summit（ポス ター
発表） , Tsukuba, 2010/12, Abstracts, 57

0813KB001
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遠嶋康徳 , 峰島知芳 , 向井人史 , 町田敏暢 , 山岸洋明 , 野尻幸宏 : 大気ポテンシャル酸素を用いた大気輸
送モデルおよび大気－海洋間ガス フ ラ ッ ク スの検証 , 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講
演要旨集 , 35

0913BB001
0610AA101
0810AC002

遠嶋康徳 , 峰島知芳 , 向井人史 , 町田敏暢 , 山岸洋明 , 野尻幸宏 : 太平洋域における大気ポテンシャル酸
素 (APO) の季節変動および年平均値の空間分布の解析 , 日本地球化学会 第 57 回年会 , 熊谷 , 2010/09,
同講演要旨集 , 251

0913BB001
0610AA101
0810AC002

久保恵美 (*1), 遠嶋康徳 , 向井人史 , 北和之 (*1)(*1 茨城大 ): 波照間で観測さ れた CO,CH4,CO2 短気変動
成分の経年変化と 東アジア域での放出量変化の比較 , 第 16 回大気化学討論会（ ポス タ ー発表） , 八王子 ,
2010/11, 同講演要旨集 , 80

0910AE003
0610AA101
0810AC002

所諭史 , 五箇公一 , 山根爽一 (*1)(*1 茨城大 ): 遺伝子 と形態からみた ヒ ラ タ ク ワガタ Dorcus titanus の地
理的変異 , 日本昆虫学会第 69 回大会 , 三重県 , 2009/10, 同予稿集 , 70

0610AA304
0610AK550
Z00009998

中川美加子 , 遠藤和人 , 井上雄三 , 肴倉宏史 : 廃石膏ボード の地盤工学的有効利用時における硫化水素
発生評価法と し てのバイ アル培養法に関する検討 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポス ター
発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 231-232

0910BE003
0610AB546
0610AA202
0610AB447

中島謙一 , 竹田修 (*1), 三木貴博 (*1), 松八重一代 (*1), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ): 熱力学に基づ く 乾式製
錬 ・ 再溶解プロセスにおける混入元素の挙動解析 , 第 159 回日本鉄鋼協会春季大会 , つ く ば , 2010/03,
材料と プロセス , 23(1), 183

1012CD003
1012CD002
0610AA204
0610AA202
0911BE006

中島謙一 , 南齋規介 , 松八重一代 (*1), 中村愼一郎 (*2), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ,*2 早大 ): 国際貿易に伴
う 日本の金属の物質フ ロー, 第 160 回日本鉄鋼協会秋期大会 , 札幌 , 2010/09, 材料 と プロセス , 23, 624-
627

0810NA001
0610AA204
0810BE003

松八重一代 (*1), 大野肇 (*1), 長村裕樹 (*1), 中島謙一 , 中村愼一郎 (*2), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ,*2 早大 ):
鉄鋼業における合金元素フ ォ ロー解析に向けた ト ッ プダウ ンアプローチ , 第 159 回日本鉄鋼協会春季大
会 , つ く ば , 2010/03, 材料 と プロセス , 23(1), 179-182

0610AA204

大野肇 (*1), 松八重一代 (*1), 中島謙一 , 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ): 地域別発生鉄鋼ス ク ラ ッ プに随伴す
る鉄鋼合金元素フ ロー解析 , 第 160 回日本鉄鋼協会秋期大会 , 札幌 , 2010/09, 材料と プロセス , 23, 620-
623

1012CD002
1012CD003
0610AA204

Ohno H.(*1),Matsubae K.(*1),Nakajima K.,Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku Univ.):Substance flow analysis on the al-
loying elements associated with steel materials based on WIO-MFA model, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-
ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

1012CD003
1012CD002
0810NA001
0610AA204

Yamasue E.(*1),Matsubae K.(*2),Nakajima K.,Nagasaka T.(*2)(*1Kyoto Univ.,*2Tohoku Univ.):Total materials
requirement of phosphoric acid reclaimed from steel making slag, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount
Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

1010BE001
1012CD003

Nakamura S.(*1),Kondo Y.(*1),Matsubae K.(*2),Nakajima K.,Nagasaka T.(*2)(*1Grad.Sch.Waseda
Univ.,*2Grad.Sch.Tohoku Univ.):UPIOM: A New tool of MFA with application to the flow of iron and steel as-
sociated with car production, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

1012CD004
1012CD003
1012CD002

Ohno H.(*1),Matsubae K.(*1),Nakajima K.,Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku univ.):Substance flow analysis on the al-
loying elements associated with steel materials based on WIO MFA model, 9th Int.Conf.Ecobalance, Tokyo,
2010/11, Proceedings, 162-165

1012CD003
1012CD002
1012CD004

Takeda O.(*1),Miki T.(*1),Nakajima K.,Matsubae K.(*1),Nagasaka T.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.):Thermo-
dynamic evaluation for the controllability on recovery/removal of elements in some metallurgical processes, 9th
Int.Conf.Ecobalance, Tokyo, 2010/11, Proceedings, 304-305

1012CD003
1012CD002
0610AA202
0610AA204
0911BE006

Hiaki T.(*1),Nakajima K.,Takeda O.(*1),Miki T.(*1),Matsubae K.(*1),Nakamura S.(*2),Nagasaka
T.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.,*2Grad.Sch.Waseda Univ.):Visualization of element distribution by thermo-
dynamic analysis on magnesium and aluminum alloy recycling, 9th Int.Conf.Ecobalance（ポス ター発表）, Tokyo,
2010/11, Proceedings, 805-806

1012CD003
1012CD002
0810BE003
0610AA204
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Daigo I.(*1),Nakajima K.,Fujisaki T.(*2)(*1Univ.Tokyo,*2JEA):Criteria on metals for sustainable materials
management in Type I ecolabelling system, 9th Int.Conf.Ecobalance, Tokyo, 2010/11, Proceedings, 462-464

Z00009999

大野肇 (*1), 松八重一代 (*1), 中島謙一 , 長坂徹也 (*1)(*1 東北大院 ):WIO-MFA モデルによ る国際貿易に
随伴する Cr, Ni フ ロー解析 , 第 6 回日本 LCA 学会研究発表会 , 仙台 , 2011/03, 同要旨集 , 154-155

0810NA001
1012CD003
1012CD004

中島謙一 , 南齋規介 , 松八重一代 (*1), 中村愼一郎 (*2), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大院 ,*2 早大院 ):WIO-MFA
モデルを利用し た金属の国際マテ リ アルフ ロー分析 , 第 6 回日本 LCA 学会研究発表会 , 仙台 , 2011/03,
同要旨集 , 164-165

0810NA001
1012CD003
1012CD004

峯木茂 (*1), 品田和貴 (*1), 峯木礼子 (*2), 中島大介 , 高木敬彦 (*3), 吉澤秀治 (*4), 後藤純雄 (*3)(*1 東京
理科大院 ,*2 順天堂大院 ,*3 麻布大 ,*4 明星大 ): ピ レン資化性細菌 Burkholderia sp. No. 7 株のピ レ ン生
育対数期に発現する タ ンパク質 , 日本農芸化学会 2010 年度大会 , 東京 , 2010/03, 同講演要旨集 , 290

0610SP003

中島大介 ,Junfen Xiong(*1), 倉持秀敏 , 影山志保 , 吉澤秀治 (*2), 後藤純雄 (*3)(*1 雲南農業大 ,*2 明星大 ,
*3 麻布大 ): 重金属含有木材の炭化時における カ ド ミ ウ ムの挙動 と鉛の回収について , 第 8 回木質炭化
学会研究発表会 , 東京 , 2010/05, 同講演要旨集 , 70-71

0204BE434
0610AK545

笹井勝章 (*1), 戸嶋猛 (*1), 鄭致孝 (*1), 竹田竜嗣 (*1), 中島大介 , 白石不二雄 , 飯田彰 (*1), 沢辺昭義 (*1)(*1
近畿大 ): 植物に含まれる環境ホルモン様活性物質の探索 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06,
同講演要旨集 , 70-71

0610AK545
0610AA301

中島大介 , 影山志保 , 鎌田亮 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邉英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4),
白石寛明 , 鈴木規之 (*1 北海道環科研 ,*2 宮城県保環セ ,*3 山形県環科研セ ,*4 群馬県衛環研 ): 国内 11
地点における大気中変異原性物質の分布と PAH の寄与率 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） ,
春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 668-669

0610AK545
0911CD004
0610AA301

中島大介 , 稲葉洋平 (*1), 杉田和俊 (*2), 影山志保 , 小谷野道子 (*1), 高木敬彦 (*3), 遠藤治 (*3), 後藤純雄
(*3)(*1 国保健医療科学院 ,*2 三菱化学アナ リ テ ッ ク ,*3 麻布大 ):1980 年から 2000 年における都内大気
浮遊粉じん中のダ イオキシン類及び PAHs 濃度 ト レン ド , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒
性学会合同研究発表会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 9

0610AK545
0911CD004

中島大介 , 影山志保 , 崎田省吾 (*1), 陰地義樹 (*2), 白石不二雄 , 後藤純雄 (*3), 西村和之 (*1)(*1 県広島
大 ,*2 奈良県保環研セ ,*3 麻布大 ): コ ンポス ト 生成過程における微生物由来揮発性有機化合物 (MVOC)
のモニタ リ ング , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大会（ ポス タ ー発表） ,
ソ ウル , 2010/11, 同予稿集 , 225

0809CD011

大森清美 (*1), 佐藤洋平 (*2), 中島大介 , 影山志保 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*3), 佐久間隆 (*4), 大谷仁
己 (*5), 河合渉 (*6), 吉田篤史 (*7) 他 (*1 神奈川県衛生研 ,*2 麻布大 ,*3 北海道環科研 ,*4 宮城県保環セ ,
*5 群馬県衛環研 ,*6 静岡県環衛科研 ,*7 鳥取県衛環研 ): 全国 10 地点における大気浮遊粉じん及びガス
状成分の発がんプロモーシ ョ ン活性の季節変動 , 日本環境変異原学会 第 39 回大会 （ポス ター発表） ,
つ く ば , 2010/11, 同講演要旨集 , 131

0610AK545
0610AA301

中島大介 , 影山志保 , 鎌田亮 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邉英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4),
白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環科研 ,*2 宮城県保環セ ,*3 山形県環科研セ ,*4 群馬県衛環研 ): 国内
11 地点における大気中ベンゾ [a] ピ レ ンの変異原性への寄与率 , 日本環境変異原学会 第 39 回大会 （ポ
ス ター発表） , つ く ば , 2010/11, 同要旨集 , 132

0610AK545
0610AA301
0610AK544

中島大介 , 影山志保 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 河原純子 , 塚原伸治 (*1), 藤巻秀和 (*1 埼玉大 ): 母仔マウ ス を用い
た授乳期における ト ルエンの経路別曝露量解析 , 平成 22 年度室内環境学会学術大会（ ポス タ ー発表） ,
横浜 , 2010/12, 同講演集 , 58-59

0610AA302

浅野勝佳 (*1), 陰地義樹 (*1), 小林里恵 (*1), 中島大介 , 影山志保 , 白石不二雄 , 高鳥浩介 (*2), 後藤純雄
(*3)(*1 奈良県保健環境研セ ,*2 東京農大 ,*3 麻布大 ): キ ャニス ター捕集・マイ ク ロパージ ト ラ ッ プ GC/
MS によ る MVOC 測定と カビ汚染調査方法の検討 , 平成 22 年度室内環境学会学術大会 , 横浜 , 2010/12,
同講演集 , 212-213

0610AK545

Wang Q.(*1),Wu D.(*1),Nakamura S.(*1),Gong X.(*1),Sakamoto K.(*1),Suzuki M.(*1),Nakajima D.(*1Saitama
Univ.):Observation and measurement of airborne Japanese cedar and cypress pollen in urban area of Saitama
during 2009 pollination season, 50th Meet.Palynol.Soc.Japan （ポス ター発表） , Kyoto, 2009/10, Abstract, 51

0610AK545
0709AH382

王青躍 (*1), 仲村慎一 (*1), キ ョ ウ秀民 (*1), 坂本和彦 (*1), 鈴木美穂 (*1), 中島大介 , 三輪誠 (*2)(*1 埼玉
大 ,*2 埼玉県環境科国際セ ): 降水によ る花粉の破裂現象と アレルゲンの溶出挙動 , 日本花粉学会大会 第
50 回大会 （ポス ター発表） , 京都 , 2009/10, 同講演要旨集 , 56

0610AK545
0709AH382
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仲村慎一 (*1), 王青躍 (*1), ゴン秀民 (*1), 呉迪 (*1), 森田淳 (*1), 坂本和彦 (*1), 鈴木美穂 (*1), 中島大介
(*1 埼玉大 ): スギ花粉及びそのアレルゲンの降雨中における挙動 , 第 27 回エア ロ ゾル科学・技術研究討
論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 53-54

0610AK545
1011AH001
0610AA301

王青躍 (*1), キ ョ ウ秀民 (*1), 中村慎一 (*1), 呉迪 (*1), 森田淳 (*1), 坂本和彦 (*1), 鈴木美穂 (*1), 三輪誠
(*2), 中島大介 (*1 埼玉大 ,*2 埼玉県環境科国際セ ): 表面プラ ズモン法によ る大気中のスギ花粉アレルゲ
ン含有微小粒子の測定 , 第 27 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/08,
同予稿集 , 55-56

0610AK545
1011AH001
0610AA301

中島英彰 : 南極昭和基地におけるオゾン層変動総合観測 , 国際極年 2007 － 2008 シンポジウ ム－地球規
模の変動現象と極域の役割 り － , 東京 , 2010/03, 同プロ グ ラ ム ・ 講演要旨集 , 10-13

0610FP015

中島英彰 , 村田功 (*1), 佐伯浩介 (*1), 白石浩一 (*2), 冨川喜弘 (*3), 大矢麻奈未 (*4)(*1 東北大院 ,*2 福岡
大 ,*3 極地研 ,*4 筑波大院 ):2010 年 ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンにおける PSC の特性評価と オゾン破壊 ,
日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, プロ グ ラ ム

0811CD005

中島英彰 , 佐伯浩介 (*1), 大矢麻奈未 (*2), 田中博 (*3)(*1 東北大院 ,*2 筑波大院 ,*3 筑波大 ):2007 年南極
昭和基地 FTIR によ る HNO3 の観測 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, プロ グ ラ ム

0811CD005

Nakajima H.,Murata I..(*1),Shiraishi K.(*2),Tomikawa Y.(*3),Saeki K.(*1),Ohya M.(*4)(*1Tohoku
Univ.,*2Fukuoka Univ.,*3Natl.Inst.Polar Res.,*4Tsukuba Univ.):Observation of polar stratospheric clouds in
NY-Alesund and its relationship on ozone destruction, ISAR-2：2nd Int.Symp.Arct.Res., Tokyo, 2010/12, Pro-
gram

0811CD005

Ohya M.(*1),Nakajima H.,Saeki K.(*2),Tanaka H.L.(*1)(*1Tsukuba Univ.,*2Tohoku Univ.):Relationship be-
tween PSC type and ozone destruction rate evaluated by satellite match, ISAR-2：2nd Int.Symp.Arct.Res., To-
kyo, 2010/12, Program

0811CD005

Shiraishi K.(*1),Nakajima H.,Murata I.(*2),Tomikawa Y.(*3),Saeki K.(*2),Ohya M.(*4)(*1Fukuoka
Univ.,*2Tohoku Univ.,*3Natl.Inst.Polar Res.,*4Tsukuba Univ.):Solid PSCs detected by aerosol sonde and lidar
above NY-ALESUND in the winter of 2009/10, ISAR-2 ： 2nd Int.Symp.Arct.Res., Tokyo, 2010/12, Absracts,
116

0811CD005

村田功 (*1), 後藤秀美 (*1), 中島英彰 , 森野勇 , 中根英昭 (*1 東北大 ): 中緯度で観測された極渦破壊後の
オゾン破壊の影響 , 第 16 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 65

0811CD005

Nakamichi K.,Yamagata Y.:Mapping of anthropogenic heat emission and CO2 emission in Tokyo Metropolitan
area, Int.WS Urban Clim.Proj.Better Adapt.Plan （ポス ター発表） , Tsukuba, 2010/06, Abstracts, 29

0610AA103
0712BA337
0712BA340

Nakamichi K.,Yamagata Y.:Evaluation of compact city on the CO2 emission from residential and transportation,
9th Int.Symp.- Int.Urban Plann.Environ.Assoc.(IUPEA), Guangzhou, 2010/08, Abstracts, 69-70

0610AA103
0712BA337
0712BA340

中道久美子 , 山形与志樹 , 山崎清 (*1), 岩上一騎 (*1)(*1 価値総研 ): 全国市区町村別 CO2 排出量分布特性
の面積カル ト グ ラ ム手法によ る分析 , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 26

0610AA103
0712BA337
0712BA340

中道久美子 , 山形与志樹 : 直接及び間接排出量に着目し た全国市区町村別全部門 CO2 の分布特性 ・ 要
因把握の基礎分析 , 第 42 回土木計画学研究発表会 , 甲府 , 2010/11, 同予稿集

0610AA103
0712BA337

Nakamichi K.,Yamagata Y.,Seya H. :Mapping of the CO2 and anthropogenic heat emission under spatially ex-
plict urban land use scenarios, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts,
B21E-0358

0610AA103
0712BA337

中村哲 , 秋吉英治 , 今村隆史 : 極成層圏力学過程への CIO ダ イマーサイ クルの影響と相互作用 , 日本地
球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS003-10

0913AE001
0911BA001

中村哲 , 秋吉英治 , 宮崎和幸 (*1), 岩崎俊樹 (*2)(*1KNMI/JAMSTEC,*2 東北大 ): 環境研 CCM-LETKF を
用いた大気－オゾン同時推定と三次元オゾンプロ フ ァ イル利用のイ ンパク ト , 日本気象学会 2010 年度
秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 193

0911BA001

中村哲 , 秋吉英治 , 宮崎和幸 (*1), 岩崎俊樹 (*2)(*1KNMI/JAMSTEC,*2 東北大 ): 化学気候モデルへ適用し
た LETKF によ る オゾン同化シミ ュ レ ーショ ン実験 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会（ ポス タ ー発表） ,
京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 509

0911BA001

Nakayama T.,Fujita T.,Hashimoto S.(*1)(*1Kyoto Univ.):Multi-scaled analysis of water resource ability to tack-
le heat island in Japanese megalopolis, Urban Environ.Pollut.2010, Boston, 2010/06, Abstracts, O34

0610AA402
Z00009998
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Nakayama T.,Sun Y.,Don N.C.,Fujita T.,Geng Y.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.):Assessment of simulated water re-
source and its relation to economic growth in urban city of northern China, Urban Environ.Pollut.2010 （ポス
ター発表） , Boston, 2010/06, Abstracts, P2.37

0610AA402
0709BD452

Nakayama T.:Nonlinear interaction and feedback of mire ecosystem in northern Japan, 95th ESA Annu.Meet.,
Pittsburgh, 2010/08, Abstracts

0610AA402
Z00009998

Nakayama T.:Irrigation effect and feedback process of hydrologic cycle in highly cultivated region of northern
China, Hydrology Conf. 2010, San Diego, 2010/10, Abstracts, O8.3

0610AA402
Z00009998

Nakayama T.:Impact of anthropogenic activities on droughts in Northern China and floods in Southern China,
AWRA 2010 Annu.Water Resour.Conf., Philadelphia, 2010/11, Abstracts

0610AA402
Z00009998

永野匡昭 , 岩崎一弘 , 矢木修身 (*1)(*1 日本大 ): ビ フ ィ ド バク テ リ ウ ム属における メ チル水銀耐性機構 ,
第 26 回日本微生物生態学会大会 , つ く ば , 2010/11, 同予稿集 , 74

0909AI001
1010AE005

永野麗子 , 何小明 (*1), 横山雅美 (*1), 赤沼宏美 , 座波ひろ子 , 末盛博文 (*2), 大迫誠一郎 (*1), 曽根秀子
(*1 東大 ,*2 京大 ): マウ スおよび ヒ ト ES 細胞の神経分化系を用いたサ リ ド マイ ド の影響についての研
究 , 第 37 回日本 ト キシコ ロ ジー学会年会 , 沖縄 , 2010/06

0611AK518
1011AF002

大迫誠一郎 (*1), 永野麗子 , 何小明 (*1), 今西哲 (*1), 藤渕航 (*2), 赤沼宏美 , 曽根秀子 (*1 東大 ,*2 産総研 ):
マウ スおよび ヒ ト ES 細胞を用いた神経分化培養系における メ チル水銀の毒性影響評価 , 日本内分泌撹
乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 , 東京 , 2010/12, 同研究発表会要旨集 , 39

0611AK518
0911DA001

Namizaki N.,Yamano H.,Suzuki R.,Oohori K.,Onaga H.,Kishimoto T.,Sagawa T.,Machida K.,Yasumura S.,Satou
T.,Shigiya T.,Tsuchikawa M.,Miyamoto Y.,Harukawa K.,Hirate Y.,Furuse K.,Hokoyama K.,Yamanaka k.:Sango
(Coral) Map Project -Result achieved through two-year activities and future perspectives-, 2nd Asia Pac.Coral
Reef Symp., Phuket, 2010/06, Abstracts, 121

0610AE005
0812CD008

浪崎直子 , 山野博哉 , 鈴木倫太郎 , 大堀健司 (*1), 翁長均 (*2), 安村茂樹 (*3), 佐藤崇範 (*4), 土川仁 (*5),
宮本育昌 (*5), 古瀬浩史 (*6), 鋒山謙一 (*7)(*1 エコ ツアーふ く みみ ,*2 ネイチャーワーク ス ,*3WWF ジャ
パン ,*4 黒潮生物研究所 ,*5 コーラル ・ ネ ッ ト ワーク ,*6 自然教育研究セン ター ,*7 ルーツ＆シューツ
おきなわ ): 日本全国みんなでつ く るサンゴマ ッ プ－ 3 年目の新機能 「白化 ・ 産卵」 コースの紹介－ , 日
本サンゴ礁学会 第 13 回大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/12, 同講演要旨集 , 154

0812CD008
0610AE005

奈良英樹 , 谷本浩志 , 野尻幸宏 , 向井人史 , 曾継業 , 遠嶋康徳 , 町田敏暢 :Biomass burning emissions of CO
from Southeast Asia in 2006 El Nino year: Views from cargo-ship and AIRS satellite observations, 第 16 回大
気化学討論会 （ポス ター発表） , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 81

0711BB571
0610AA101
0810AC002

奈良英樹 , 谷本浩志 , 野尻幸宏 , 向井人史 , 町田敏暢 , 遠嶋康徳 : 定期貨物商船 と キ ャ ビテ ィ ー リ ングダ
ウ ン式分光計を用いた西部太平洋上大気中の CO2 と CH4 の連続観測 , 日本地球化学会 第 57 回年会 ,
熊谷 , 2010/09, 同予稿集 , 253

0711BB571
0610AA101
0810AC002

成岡朋弘 , 山田正人 , 中辻宏治 (*1), 富岡洋樹 (*1), 辺見昌弘 (*1)(*1 東レ ):RO 膜によ る廃棄物最終処分
場浸出水中のホ ウ素およびフ ッ素等の除去に関する研究 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 （ポ
ス ター発表） , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 507-508

0709BY310
0610AB546

Naruoka T.,Yamada M.,Nakatsuji K.(*1),Tomioka H.(*1),Henmi M.(*1)(*1Toray Ind.):Removal of born and flu-
oride from leachate by RO membrane, 6th Asian-Pac.Landfill Symp. （ポス ター発表） , Seoul, 2010/10, Ab-
stracts, 348-351

0610AB546
0709BY310

Sawamura H.(*1),Nakamura T.(*2),Inoue A.(*2),Yamamoto Y.(*2),Naruoka T.,Ishigaki T.(*1Grad.Sch.Fukuoka
Univ.,*2Ryukoku Univ.):Application of inoculums on hydrogen fermentation for wide variety of wet biomass
waste, 3rd Int.Symp.Energy Biomass Waste, Venice, 2010/11, Abstracts

0610AB546
1012BA001

Nansai K.,Kagawa S.(*1),Kondo Y.(*2),Nakajima K.,Suh S.(*3),Inaba R.(*1Kyushu Univ.,*2Waseda
Univ.,*3UCSB):Structural properties of global GHG emissions and resource networks embedded in product sp-
ply chain, 9th Int.Conf.EcoBalance, Tokyo, 2010/11, Proceedings , C1-1750

0810NA001

Goto Y.(*1),Kagawa S.(*1),Kudoh Y.(*2),Nansai K.(*1Kyushu Univ.,*2AIST):Structural decomposition analysis of
the automobile gasoline consumption and the sensitivity analysis, 9th Int.Conf.EcoBalance（ ポス タ ー発表） ,
Tokyo, 2010/11, Proceedings, P-114

0610AA201

Nansai K.,Nakajima K.,Inaba R.,Suh S.(*1),Kagawa S.(*2),Kondo Y.(*3)(*1UCSB,*2Kyushu Univ.,*3Waseda
Univ.):Finding a global energy and resource network in a product supply chain using a global link input-output
model, 18th Int.Input-Output Conf., Sydney, 2010/06, Abstracts 

0810NA001
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Ohita Y.(*1),Kagawa S.(*1),Nansai K.(*1Kyushu Univ.):Structural decomposition analysis using spectral graph
theory and its application to the energy issue in Japan, 18th Int.Input-Output Conf., Sydeny, 2010/06, Ab-
stracts

0810NA001

Kagawa S.(*1),Nansai K.,Kondo Y.(*2)(*1Kyushu Univ.,*2Waseda Univ.):Detecting energy clusters from the
automobile supply chain: Spectral clustering approach, 18th Int.Input-Output Conf., Sydeny, 2010/06, Ab-
stracts

0610AA201
0810NA001

Nansai K.:Modeling the Japanese carbon footprint structure, Int.Sci.Workshop, Curr.Input-Output Stud.Post-
Soviet Ctr., Moscow, 2010/10

0810NA001

西川雅高 , 松井一郎 , 清水厚 , 森育子 , 杉本伸夫 ,Batdorj D.(*1),Jugder D.(*1), 高橋克行 (*2)(*1 モンゴル
国 NAMEM-IMH,*2 日本環境衛生セ ): ウ ラ ンバー ト ルにおける都市大気エア ロ ゾルの化学成分的特徴 ,
第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 306-307

0610AA401
0911BA005
0812CD003

Nishikawa M.,Matsui I.,Mori I.,Shimizu A.,Sugimoto N.,Batdorj D.(*1),Jugder D.(*1)(*1Inst.Meteorol.Hy-
drol.NAMEM):Source estimation by chemical characterization for the urban aerosol in Ulaanbaatar, 2010
Int.Aerosol Conf.(IAC2010) （ポス ター発表） , Helsinki, 2010/08, Abstracts

0610AA401
0911BA005
0812CD003

近藤隆之 (*1), 木戸瑞佳 (*1), 初鹿宏壮 (*1), 山崎敬久 (*1), 西川雅高 (*1 富山県環境科セ ): 立山山麓にお
ける光化学オキシダン ト 濃度の後方流跡線によ る解析 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同
講演要旨集 , 259

0610AA401
1011AD001

Nishikawa M.,Mori I.,Takagi H.,Sano T.,Ukachi M.,Nagano K.,Yoshinaga J.(*1) (*1Univ.Tokyo)   :Preparation
of new Japanese scallop certified reference material for Tributyltin, Triphenyltin and Total Tin Determination,
2011 Eur.Winter Conf.Plasma Spectrochem. （ポス ター発表） , Zaragoza, 2011/02, Abstracts, 401

0610AD474

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.:Development of multiwavelength high-spectral resolution lidar sys-
tem(2a+3b+2d), 25th Int.Laser Radar Conf. （ポス ター発表） , St.Petersburg, 2010/07, Abstracts, 903-906

0810BD002

Okamoto H.(*1),Kumaoka N.(*1),Nishizawa T.,Sugimoto N.,Hagihara Y.(*1)(*1Tohoku Univ.):Calibration of
1064nm channel and retrieval of aerosol extinction from CALIOP, 25th Int.Laser Radar Conf.（ ポス タ ー発表） ,
St.Petersburg, 2010/07, Abstracts, 636-639

0708AF556
1011AE003
1012AE002

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.:Development of multi-wavelength High-spectral resolution lidar for the
next-generation lidar network, 3rd Asia Pac.Radiat.Symp., Seoul, 2010/08, Abstracts, 63

0810BD002

西澤智明 , 杉本伸夫 , 松井一郎 : 次世代大気モニタ リ ングネ ッ ト ワーク用多波長高スペク ト ル分解ラ イ
ダーの開発 (2), 第 28 回レーザーセンシングシンポジウ ム , 大津 , 2010/09, 同予稿集 , 28-31

0810BD002

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.:Development of multi-wavelength High-Spectral Resolution lidar, A-Train
Symp.2010 （ポス ター発表） , New Orleans, 2010/10, Abatracts

0810BD002

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A.,Tatarov B.,Okamoto H.(*1),Kumaoka N.(*2)(*1Kyusyu
Univ.,*2Tohoku Univ.):Aerosol classification retrieval algorithms using 1α+1β+1δ data of ATLID/Earth-
CARE and 2β+1δdata of CALIOP, A-Train Symp.2010 （ポス ター発表）, New Orleans, 2010/10, Abstracts

1012AE002
1011AE003
0810BD002

新田裕史 :PM2.5 の健康影響と環境基準 , シンポジウ ム 微小粒子状物質 (PM2.5) の現状 と今後の課題 ,
東京 , 2010/10, 同予稿集 , 2-7

0809BD004

Nozawa T.,Kawase H.:Physical mechanism of the arctic moistening in the latter half of the 20th Century, 2nd
Int.Symp.Arct.Res., Tokyo, 2010/12, Abstracts, 43

0608AE549
0610AA103
0610AJ001
0711CE432

野沢徹 : 気候モデル研究から見た 20 世紀の気候変動と太陽活動の関係 , 「太陽活動 と気候変動の関係」
に関する名古屋ワーク シ ョ ッ プ , 名古屋 , 2010/11

0610AJ001
0608AE549
0610AA103

Nozoe S.,Yokouchi Y. :Measurements of non-methane hydrocarbons over the Pacific Ocean and the Arctic
Ocean, 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 （ポス ター発表） , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-P17

Z00009999

野副晋 , 高見昭憲 , 横内陽子 : 福江島における イ ソ プレ ン観測 , 第 2 回 BVOC ワーク シ ョ ッ プ , 京都 ,
2010/11, 同予稿集 , 5

0810AG001

野副晋 , 横内陽子 : 北極海上および太平洋上の非 メ タ ン炭化水素の季節変化 と緯度分布 , 第 16 回大気化
学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 8

Z00009999
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野原恵子 : ヒ 素の胎児期曝露によ る ジェネテ ィ ク ス / エピジェネテ ィ ク ス変化 , 第 19 回日本臨床環境
医学会学術集会 , 東京 , 2010/07, プロ グ ラ ム , S1-1435

0710AG333
1012AE001
0911AE001
0610AA302

野原恵子 : 環境化学物質のエピゲ ノ ミ ク ス , 環境エピゲ ノ ミ ク ス研究会 第 3 回定例会 , 東京 , 2010/07,
同予稿集 , 7-8

0710AG333
1012AE001
0911AE001
0610AA302

岡村和幸 (*1), 三木大介 (*2), 野原恵子 (*1 筑波大院 ,*2 日水製薬 ): 無機 ヒ 素曝露によ る リ ンパ球増殖抑
制に関わる p130 増加の メ カニズム , 第 17 回日本免疫毒性学会学術大会 , つ く ば , 2010/09, 同講演要旨
集 , 110

0710AG333
0911AE001
1012AE001
0610AA302

岡村和幸 (*1), 三木大介 (*2), 野原恵子 (*1 筑波大院 ,*2 日水製薬 ): 無機 ヒ 素曝露によ る p130 依存的な リ
ンパ球増殖抑制の メ カニズム , 第 33 回日本分子生物学会年会 （ポス ター発表） , 神戸 , 2010/12, 同予稿
集 , 2P-0395

0710AG333
0911AE001
1012AE001

野原恵子 , 立石幸代 (*1), 鈴木武博 , 内匠正太 , 前川文彦 (*1 京大院 ): 環境化学物質の生体影響 と エピ
ジェネテ ィ ク ス , 日本内分泌撹乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 , 東京 , 2010/12, 同研究発表会要旨
集 , 27

0710AG333
1012AE001
0911AE001
0610AA302

岡村和幸 (*1), 三木大介 (*2), 野原恵子 (*1 筑波大院 ,*2 日水製薬 ):3 価の無機 ヒ 素曝露によ る p130 増加
を介し た細胞増殖抑制 メ カニズム , 第 16 回 ヒ 素シンポジウ ム , 旭川 , 2011/02, 同講演要旨集 , 30-31

0710AG333
0911AE001
1012AE001
0610AA302

野原恵子 , 塚原伸治 (*1), 立石幸代 (*2), 鈴木武博 , 前川文彦 (*1 埼玉大 ,*2 京大院 ):C3H マウ スにおけ
る無機 ヒ 素胎児期曝露の性依存的後発影響 , 第 16 回 ヒ 素シンポジウ ム , 旭川 , 2011/02, 同講演要旨集 ,
32-33

0710AG333
1012AE001
0911AE001
0610AA302

野原恵子 , 前川文彦 : 生活環境中の化学物質のエピジェネテ ィ ッ ク作用と後発的健康影響 , 「食」 によ
る生活習慣病予防医学の展開 , 金沢 , 2011/02

0710AG333
1012AE001
0911AE001
0610AA302

野原精一 , 広木幹也 , 井上智美 : 釧路湿原の窒素負荷と 湧水の重要性 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 64

0812BB001
0610AA403

斎藤由倫 (*1), 木村真也 (*1), 小澤邦寿 (*1), 飯島明宏 (*2), 野原精一 (*1 群馬県衛生環境研 ,*2 高崎経済
大 ): 希土類元素を指標にし た温泉流動モデルの構築に関する基礎的研究 , 日本陸水学会 第 75 回大会 ,
弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 66

0610AA403

橋本禅 , 藤田壮 , 孫穎 , 若林諒 (*1)(*1 東洋大 ): エコ タ ウ ン技術の展開によ る中国産業拠点都市における
循環経済の促進－大連市の一般廃棄物管理施策を事例と し て－ , 第 4 回日本 LCA 学会研究発表会 , 北
九州 , 2009/03, 同要旨集 , 186-187

0610AA402

杉野章太 (*1), 橋本禅 , 藤田壮 , 長澤恵美里 (*1), 村野昭人 (*2)(*1 東洋大院 ,*2 東洋大 ): 川崎エコ タ ウ ン
における産官学連携の循環型イ ノベーシ ョ ン ・データベースの構築 , 第 4 回環境情報科学ポス ターセ ッ
シ ョ ン （ポス ター発表） , 東京 , 2007/11, 環境情報科学 , 36(4), 130-131

0610AA402

橋本禅 , 藤田壮 , 徐開欽 , 中山忠暢 : 統合的な都市環境の技術・施策シナ リ オの設計と評価プロセス , 第
35 回環境システム研究論文発表会 , 東京 , 2007/10, 同講演集 , 299-306

0610AA402

Hashimoto S.,Yong Geng(*1),Fujita T.,Wakabayashi R.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.,*2Toyo Univ.):Innovation of cir-
cular cities in Chinese and Japanese Eco-towns: Circular economy scenarios for MSW management in
Dalian,China, 8th Int.Conf.EcoBalance, Tokyo, 2008/12, Proceedings, 19-03

0610AA402

橋本俊次 , 高澤嘉一 , 伊藤裕康 , 田邊潔 , 柴田康行 :GCxGC-MS/MS によ る微量有機汚染物質の高感度一
斉測定と網羅分析の検討 , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 ,
720-721

0911AG005

橋本俊次 , 伏見暁洋 , 高澤嘉一 , 田邊潔 , 柴田康行 :GCxGC-MS/MS によ る環境および生体試料中の有機
ハロゲン系化合物の網羅分析の検討 , 2nd Korea-Jpn.Symp.Environ.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大
会 , ソ ウル , 2010/11, 同予稿集 , 126-128

0911AG005
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橋本征二 : 森林等吸収源の取 り 扱い原則と各種提案の評価 , 環境経済 ・ 政策学会 2010 年大会 , 名古屋 ,
2010/09, 同報告要旨集 , 248

1011CD002
0610AA104

橋本征二 , 佐橋慶一 (*1), 村上進亮 (*1), 森口祐一 (*1 東大院 ): 地球温暖化対策技術の普及 と関連金属の
重要度 , 第 38 回環境システム研究論文発表会 , 広島 , 2010/10, 同講演集 , 291-296

0913BA003
0610AA104
0610AA201

Ishida M.(*1),Hashimoto S.,Moriguchi Y.(*1Univ.Tokyo):Trends of steel demand, accumulation, and greenhouse
gas emissions with economic development, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/
11, Proceedings , B-206

0913BA003
0610AA104
0610AA201

Hashimoto S.,Sabase K.(*1),Murakami S.(*1),Moriguchi Y.(*1Univ.Tokyo):Penetration of technologies for cli-
mate change mitigation and criticality of associated metals, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet.,
Tokyo, 2010/11, Proceedings , B-307

0913BA003
0610AA104
0610AA201

Hashimoto S.,Kawai K.,Fujii M.,Kayo C.,Inaba R.,Nansai K.,Tasaki T.,Osako M.:Future use of wastes and
byproducts in the cement industry, 9th Int.Conf.EcoBalance, Tokyo, 2010/11, Proceedings , C3-1120

0610AA201

橋本征二 , 田崎智宏 , 山川肇 (*1), 藤井実 (*1 京都府大 ): リ デュース , リ ユース活動 ( 脱物質化活動 ) の
類型と その指標 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 1-2

0810BE001
0610AA201

Bagan H.,Takeuchi W.(*1),Yamagata Y.(*1IIS Univ.Tokyo):Land-Cover classification in Kalimantan by polari-
metric PALSAR, ISPRS Tech.Comm.8th Symp., Kyoto, 2010/08, Program

0811BA001

哈斯巴干 , 竹内渉 (*1), 山形与志樹 (*1 東大生研 ): 部分空間法を用いた リ モー ト センシング画像の土地
被覆分類 , 画像の認識 ・ 理解シンポジウ ム (MIRU2010) サテ ラ イ ト ワーク シ ョ ッ プ 「部分空間法研究会
2010」 , 釧路 , 2010/07

0811BA001

Bagan H.,Yamagata Y.:Land-cover classification using polarimetric PALSAR, 4th Jt.PI Symp.ALOS Data Nodes
ALOS Sci.Program Tokyo 2010, Tokyo, 2010/12, Abstracts, 68

0811BA001

哈斯巴干 , 山形与志樹 : 土地被覆分類 と部分空間法 , 日本写真測量学会平成 22 年度秋季学術講演会 , 函
館 , 2010/10, 同発表論文集 , 177-178

0811BA001

Bagan H.,Kinoshita T.,Yamagata Y.:Landc cover changes between 1974 and 2008 in Ulaanbaatar, Mongolia,
AGU 2009 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2009/12, Abstracts

0810AC001
0811BA001

Bagan H.,Yamagata Y.,Yasuoka Y.:Land cover changes between 1977 and 2007 in Horqin Sandy Land, Inner
Mongolia Autonomous Region, China, IGARSS 2009 （ポス ター発表） , Cape Town, 2009/07, Abstracts

0811BA001
0810AC001

Hasunuma K.,Furuhama A.,Aoki Y.,Sugaya Y.,Yoshioka Y.(*1),Shiraishi H.(*1Oita Univ.):External validation of
ecotoxicity prediction QSAR system, “KAshinhou Tool for Ecotoxicity” (KATE), 2nd Korea-Jpn.Symp.Envi-
ron.Chem./ 韓国環境分析学会秋季学術大会 （ポス ター発表） , Seoul, 2010/11, Abstracts, 249

0610AK533

Hanaoka T.:Bridge the GAP between Statistics, Inventories and Projections in Asia -Mitigation Analysis by the
AIM Models-, 8th Workshop on GHG Inventories in Asia (WGIA8), Vientiane(Laos), 2010/07

0610AA104
0810BA004
0913BA002

花岡達也 , 明石修 , 日比野剛 (*1)(*1 みずほ情報総研 ): 温暖化緩和策における投資回収期間 と対策費用
に関する評価 , 第 38 回環境システム研究論文発表会 , 広島 , 2010/10, 同講演集 , 297-305

0610AA104
0810BA004

Hanaoka T.:Assessment of regional marginal abatement cost curves in 2020 -comparison of Japan, China and
Korea-, 2nd Reg.Consult.Meet.Econ.Climate Change Low Carbon Growth Strategies Northeast Asia, Ulaan-
baatar, 2010/10

0610AA104
0810BA004

Hanaoka T.,Akashi O.,Kanamori Y.,Hasegawa T.(*1),Hibino G.(*2),Fujiwara K.(*2),Motoki Y.(*2),Kainuma
M.,Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.,*2Mizuho Inf.Res.Inst.):Deveropment of AIM/Enduse and element models
and application to global and national analyses in the mid-term transition scenarios, 16th AIM Int.Workshop,
Tsukuba, 2011/02

0610AA104
0810BA004

Hanasaki N.,Yamamoto T.:Challenges of global water resources modeling: Toward climate change impact as-
sessment at a sub-annual timescale, 2nd Hydrol.delivers Earth Syst.Sci.Soc., Tokyo, 2010/06, Abstracts, 8

0911AG003
0610AA103
0610AE531

Hanasaki N.,Inuzuka T.(*1),Kanae S.(*2),Oki T.(*3)(*1Tokio Mar.Nichido Risk Consult.,*2Tokyo Inst.Tech-
nol.,*3Univ.Tokyo):A model-based estimation of global virtual water flow and sources of water withdrawal, GCI
Conf., Bonn, 2010/12, Abstracts, 60

0911AG003
0610AE531
0507BA507
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竹内淨 (*1), 濱野裕之 , 藤田壮 , 中山忠暢 (*1 川崎市公害研 ): 川崎市臨海部における観測によ る海陸風の
都市熱環境への影響の考察 , 第 37 回環境システム研究論文発表会 , 東京 , 2009/10, 同講演集 , 55-60

Z00009999

林誠二 , 渡邊未来 , 山村茂樹 , 渡邊圭司 , 越川昌美 : 高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流
出に及ぼす影響について , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 55

0809AF001

林誠二 , 渡邊未来 , 越川昌美 , 山村茂樹 : 筑波山森林域における窒素流出の時間的 , 空間的変化 , 日本陸
水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/09, 同講演要旨集

0809AF001

林誠二 , 渡邊未来 , 越川昌美 , 山村茂樹 : 高窒素負荷を受け る山地森林域からの窒素流出特性 , 第 44 回
日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/03, プロ グ ラ ム

0809AF001

林岳彦 , 柏木宣久 (*1)(*1 統数研 ): ベイ ズ統計を用いた化学物質の定量的生態 リ ス ク比較 , 2010 年度統
計関連学会連合大会 , 東京 , 2010/09, 同講演報告集 , 123

0911AK001
0910KZ002

林岳彦 , 今泉圭隆 , 鑪迫典久 , 鈴木規之 : 農薬暴露濃度の時空間的変動を考慮し た生態 リ ス ク評価手法
の開発 , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会 , つ く ば , 2010/09, 同講演
要旨集 , 42

0610AA301

林岳彦 , 今泉圭隆 , 鑪迫典久 , 鈴木規之 : 農薬曝露濃度の時空間的変動を考慮し た生態 リ ス ク評価手法
の開発 , 日本 リ ス ク研究学会 第 23 回年次大会 , 東京 , 2010/11, 同講演論文集 , 23, 231-234

0610AA301

Hara Y.,Uno I.(*1),Shimizu A.,Sugimoto N.,Matsui I.,Kurokawa J.,Ohara T.,Liu Z.(*2),Zhang Y.(*3),Liu
X.(*3),Wang Z.(*4)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.,*2Natl.Inst.Aerosp,*3Beijing Norm.Univ.,*4Inst.At-
mos.Phys.):An integrated analysis of spherical aerosol distribution in Eastern Asia based on ground/space-
based Lidar and a chemical transport model, 25th Int.Laser Radar Conf., St.Petersburg, 2010/07, Abstracts, 64

0913BA004

原由香里 , 清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 , 鵜野伊津志 (*1)(*1 九州大応用力研 ): 地上 / 衛星搭載ラ イ ダーに
よ り 示さ れたアジアンダス ト の季節変動 , 第 27 回エアロ ゾル科学・ 技術研究討論会（ ポス タ ー発表） ,
名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 113-114

0810CD008

原由香里 , 清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 , 鵜野伊津志 (*1)(*1 九州大応用力研 ): 衛星 / 地上ラ イ ダーによ
り 示された東アジア域における非球形エア ロ ゾル分布の季節変動 , 第 28 回レーザセンシングシンポジ
ウ ム （ポス ター発表） , 大津 , 2010/09, 同予稿集 , 70-73

0810CD008

原由香里 , 鵜野伊津志 (*1) 清水厚 , 杉本伸夫 , 松井一郎 ,(*1 九州大応用力研 ): 地上 / 衛星搭載ラ イ ダー
によ り 示された東アジア域における非球形エア ロ ゾル分布の季節変動 , 日本気象学会 2010 年度秋季大
会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 62

0810CD008

Hartmann J.(*1),Jansen N.(*1),Durr H.H.(*2),Harashima A.,Okubo K.(*3),Kempe S.(*4)(*1Univ.Ham-
burg,*2Utrecht Univ.,*3Grad.Sch.Okayama Univ.,*4Darmstadt Univ.Technol.):Predicting riverine dissolved
silica fluxes into coastal zones from a hyperactive region and analysis of their first-order controls, EGU Gen.As-
sem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Geophys.Res.Abstr., 12,  EGU2010-7193-1

0608BA934
0610AE926

原島省 , 利安忠夫 (*1)(*1 日本気象協会 ): シリ カ欠損仮説の検証－播磨灘における DSi 切片の回復傾向－ ,
2011 年度日本海洋学会春季大会 , 柏 , 2011/03, 同講演要旨集 , 98-98

0610AE926

Valsala V.,Maksyutov S.,Ikeda M.(*1)(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.):Assimilation of pCO2 data from Ship of Op-
portunity Observations into a simplified biogeochemical model and robust estimations of interannual air-sea
CO2 fluxes, 2010 Ocean Sci.Meet. （ポス ター発表） , Portland, 2010/02, Abstracts, IT25M-14

0610AA101
0610AA102

Valsala V.:Bottom-up and top-down approaches estimated that the global ocean sinks as large as ～ 2 giga tonne
grams of carbon on each year from the atmosphere, India-Jpn.Symp.Emerging Technol.（ ポス タ ー発表）, Tokyo,
2010/10, Program

0610AA102

坂内修 , 遠藤和人 , 山田正人 , 井上雄三 , 小野雄策 (*1)(*1 埼玉県環境科国際セ ): 廃棄物層内温度分布の
自動モニタ リ ングと 熱発生量の解析 , 第 7 回環境地盤工学シンポジウ ム , 福岡 , 2007/08, 同発表論文集 ,
7, 275-280

0406MA020
0610AB546

朴正彩 , 大山政明 (*1), 児玉圭太 , 李政勲 , 太田康彦 (*2), 堀口敏宏 (*1 長崎大水 ,*2 鳥取大 ): 東京湾産ホ
シザメ の再生産特性の変化 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発表会（ ポス タ ー発表） , 東京 ,
2010/12, 同研究発表会要旨集 , 111

0711AF303

Higashi H.,Hanamachi Y.,Koshikawa H.,Murakami S.,Kohata K.,Mizuochi M.:A numerical study of climate
change impacts on growth and population dynamics of the short-necked clam ruditapes philippinarum in Ise Bay,
Japan, 8th Int.Symp.Ecohydraulics 2010, Seoul, 2010/09, Proceedings, 1820-1827

0610CB001
0610AA402
0708CD316
1011AG001
0710AG474
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Hijioka Y.:Overview of AIM/Water management model, AIM Train.Workshop 2006, Tsukuba, 2006/10 0507BA507
0610AE531
0408BA369
0507BA794

Hijioka Y.:Introduction of water management in AIM/CGE, AIM/APEIS Train.Workshop 2005, Tsukuba, 2005/
11

0507BA507
0507BA794
0505BY910

Hijioka Y.,Takahashi K.,Kazama S.(*1),Kawagoe S.(*2),Yokozawa M.(*3),Iizumi T.(*3)(*1Tohoku
Univ.,*2Fukushima Univ.,*3NIAES):Assessments of impacts and adaptations to climate change in Japan using
an integrated assessment model, AIM/Impact[Policy], 2010 Int.Clim.Change Adap.Conf., （ポス ター発表） ,
Gold Coast, 2010/06

1014BA001
0810BA004
0610AE531
0610AA103
0711BA335

Hijioka Y.:Japan's activities on climate change impact assessment and adaptation, 2010 Seoul
Int.Symp.Clim.Change, Seoul, 2010/10, Program

1014BA001
0810BA004
0610AE531
0711BA335
0610AA103

肱岡靖明 : 温暖化が日本に及ぼす影響 , 平成 22 年度農研機構九州沖縄農業研究セン ターシンポジウ ム ,
福岡 , 2010/10, プロ グ ラ ム

1014BA001
0810BA004
0711BA335
0610AE531
0610AA103

肱岡靖明 : 地球温暖化によ る日本 ・ 長野への影響と適応策に向けて , 信州 ・ 長野県は地球温暖化にど う
対応し てい く のか ?, 長野 , 2010/10, プロ グ ラ ム

1014BA001
0810BA004
0610AE531
0711BA335
0610AA103

肱岡靖明 : 地球温暖化によ る日本への影響 , 東京都職員向けセ ミ ナー , 東京 , 2010/10 1014BA001
0610AE531
0810BA004
0610AA103
0711BA335

肱岡靖明 : 地球温暖化 「日本への影響」 , 環境経済モデル研究会 , 東京 , 2010/08 1014BA001
0610AE531
0810BA004
0610AA103
0711BA335

Tsurumi T.(*1),Hibiki A.,Managi S.(*2)(*1Univ.Tokyo,*2Tohoku Univ.):Environmental regulations and bilateral
trade flows, 4th World Congr.Environ.Resour.Econom., Montreal, 2010/06, Abstracts

0911AG003

林希一郎 (*1), 日引聡 (*1 名古屋大エコ ト ピア科研 ): 生物多様性政策の有効性評価 : PES と生物多様性
オフセ ッ ト , 環境経済･政策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集

0709AE453

Hibiki A.,Arimura T.H.(*1),Managi S.(*2)(*1Sophia Univ.,*2Tohoku Univ.):Effects of environmental regulation
on R&D and productivity: Firm-level analysis of the Japanese automobile industry, 京都大学環境経済学セ ミ
ナー ( 研究会 ), 京都 , 2010/10, 同要旨集

0505AF815
0204BA358

Hirano S.:Cellular uptake of nanoparticles via macrophage receptor with collagenous structure, Int.Symp.Oc-
cup.Environ.Allerg.Immune Dis.2010(ISOEAID’ 10), Kyoto, 2010/04, Abstracts, 30

0610SP003
0610AA303

平野靖史郎 , 古山昭子 , 菅野さ な枝 (*1)(*1 浜松医大 ):MARCO を介し たカーボンナ ノ チューブの細胞内
取込み機構 , 第 80 回日本衛生学会学術総会 （ポス ター発表） , 仙台 , 2010/04, 日衛誌 , 65(2), 366

0610AA303

平野靖史郎 : ナノ ファ イ バーの細胞毒性と 健康影響 , 第 83 回日本産業衛生学会 , 福井 , 2010/05, 産衛誌 ,
52( 臨時増刊号 ), 270

0610AA303

Hirano S.,Furuyama A.,Fujitani Y.:Uptake and effects of carbon nanotubes in bronchial epithelial cells, 12th
Int.Congr.Toxicol. （ポス ター発表） , Barcelona, 2010/07, Program, 79

0610AA303
0610BY303
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Hirano S.,Furuyama A.:Responses of pulmonary cells to carbon nanotubes, 10th Int.Cof.Int.Mesothelioma In-
terest Group(MIG2010), Kyoto, 2010/08, Abstracts, 91

0610AA303

Claude E.(*1),Christian R.(*2),Hirano S.,Frederic S.(*3),Stephane H.(*4)(*1Univ.Montreal,*2Lab.Bio-
phys.,*3Eur.NanoSafe project,*4Ecole Technol.Super.):A multidisciplinary group for an improvement of nan-
orisk assessment and management, Nanosafe 2010, Grenoble, 2010/11

0610AA303

Tokarski C.(*1),Hirano S.,Chistian R.(*2)(*1Univ.Montreal,*2Univ.Lille 1):Differential proteomic study of ex-
posed cells to SiC and SWCNT nanoparticles, Nanosafe 2010, Grenoble, 2010/11 

0610AA303

平野靖史郎 , 小林弥生 , 渡辺喬之 (*1), 太田悠葵 (*1 千葉大 ):CHO-K1 細胞における亜 ヒ 酸のマ ク ロ ピ
ノーシス阻害効果 , 第 16 回 ヒ 素シンポジウ ム , 旭川 , 2011/02, 同講演要旨集 , 28-29

0810CD004

平野勇二郎 , 藤田壮 , 文屋信太郎 (*1), 井上剛 (*1)(*1 三菱総研 ): 低炭素都市への展開を目指し た都市 ・
街区単位の各種施策導入効果の検討 , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 13

0610AA402
0810CD012
0810BX001

平野勇二郎 , 藤田壮 , 高橋俊樹 (*1)(*1 群馬大 ): 全国主要都市の家庭における CO2 排出量の構造分析 と
エネルギー用途の推定手法, 第38回環境システム研究論文発表会, 広島, 2010/10, 同講演集, 38, 309-316

0709BD452
0610AA402
0810BX001

平野勇二郎 , 藤田壮 , 外岡秀行 (*1)(*1 茨城大 ): 熱赤外 リ モー ト センシングを活用し た都市域の地表面
熱収支シ ミ ュ レーシ ョ ン手法 , 第 47 回環境工学研究フ ォーラ ム , 高知 , 2010/11, プロ グ ラ ム

0810CD012
0610AA402
0810BX001

平野勇二郎 , 濱野裕之 (*1), 田上浩孝 (*2), 藤田壮 (*1JST,*2JAEA): 都市キ ャ ノ ピー内における夏季の温
熱環境の観測 , 第 24 回環境研究発表会 , 東京 , 2010/11, 環境情報科学論文集 , 24, 435-440

0810CD012
0610AA402
0810BX001

千賀由希子 (*1), 広木幹也 , 中村洋介 (*2), 渡来靖 (*1), 渡辺泰徳 (*1), 照井滋晴 (*3), 野原精一 (*1 立正大 ,*2
産総研 ,*3PEG): 釧路湿原の土壌深層部における 脱窒過程の特徴 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/
09, 同講演要旨集 , 67

0812BB001
0610AA403

広木幹也 , 千賀有希子 (*1), 野原精一 (*1 立正大 ): 釧路湿原の土壌理化学性と有機物分解活性 , 第 58 回
日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 347

0812BB001

千賀有希子 (*1), 渡辺泰徳 (*1), 照井滋晴 (*2), 広木幹也 , 野原精一 (*1 立正大 ,*2NPO ・ PEG): 腐植湖沼
赤沼における溶存有機物分解に対する光と微生物の影響 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58)（ポス ター
発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 306

0812BB001

福島路生 ,Jutagate, T.(*1),Grudpan, C.(*1), 野原精一 (*1Ubon Ratchathani Univ.): メ コ ン河に生息する コ イ
科魚類 Siamese mud carp の回遊生態について , 2010 年度日本魚類学会年会 （ポス ター発表） , 津 , 2010/
09, 同講演要旨集 , 83

0610AA403

Phomikong, P.(*1),Fukushima M.,Jutagate, T.(*1)(*1Ubon Ratchathani Univ.):Benefits of sluice gate opening to
migratory fishes at the Pak Mun Dam constructed in a tributary of the Mekong River, 43rd Annu.Meet.Ichthy-
ol.Soc.Japan (2010 年度日本魚類学会年会 ) （ポス ター発表） , Tsu, 2010/09, Abstracts, 83

0610AA403

Fukushima M.,Jutagate T.(*1),Grudpan C.(*1),Phomikong P.(*1),Nohara S.(*1Ubon Ratchathani Univ.):Fish
migration in the Mekong River - a case study of Siamese mud carp using otolith microchemistry, Workshop Sus-
tainable Manage.Mekong River, Ubon Ratchathani(Thailand), 2011/01, Abstracts, 8

0610AA403

福島路生 , 野原精一 ,Jutagate, T.(*1),Grudpan, C.(*1),Phomikong, P.(*1)(*1Ubon Ratchathani Univ.): メ コ ン
河淡水魚類の耳石解析によ る回遊パターン解明 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） ,
札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 70

0610AA403

齊藤勝美 (*1), 世良耕一郎 (*2), 伏見暁洋 , 藤谷雄二 , 田邊潔 (*1 エヌエス環境 ,*2 岩手医科大 ): 大気 PIXE
法によ るエンジンオイル中元素の定量化 , 第 16 回 NMCC 共同利用研究成果発表会 , 盛岡 , 2010/05, 同
要旨集 , 13

0909BY001
0911AE002
0911AG004
0911AG005

伏見暁洋 , 橋本俊次 , 家田曜世 (*1), 落合伸夫 (*1), 高澤嘉一 , 小林伸治 , 田邊潔 (*1 ゲステル ): 加熱脱着
GCxGC-MS/MS によ る PAH 及び PAH 誘導体の一斉定量 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06,
同講演要旨集 , 30-31

0909BY001
0911AE002
0911AG004
0911AG005
0911BD003
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伏見暁洋 , 齊藤勝美 (*1), 藤谷雄二 , 長谷川就一 , 高橋克行 , 田邊潔 , 小林伸治 (*1 エヌエス環境 ): 詳細
化学組成に基づ く デ ィ ーゼル排出ナ ノ粒子に対するオイル寄与率の定量的推定 , 第 51 回大気環境学会
年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 508

0911AG005
1010BY001

藤井実 , 藤田壮 , 橋本禅 : 資源循環圏の規模と技術の選択に関する研究 , 第 4 回日本 LCA 学会研究発表
会 , 北九州 , 2009/03, 同予稿集 , 182-183

0610SP002

Fujii M.:Planning and evaluation of efficient use of resources in a sound material-cycle society, 1st Korea,Ja-
pan,China Yong Res.Workshop, Korea, 2010/05

1013BE001
0810BE004
0610AB454
0810BE002

Fujii M.,Fujita T.,Chin K.:Evaluation of resourcs life-cycle to improvetheir utilization efficiency, 2010 Gordon
Res.Conf.Ind.Ecol. （ポス ター発表） , New London, 2010/07

Z00009999

Fujii M.:Designing of the smart recycling center and its optimum spatial scale, Ulsan Eco-industrial Park Initia-
tive 2011 Workshop, Ulsan, 2011/01

1013BE001
0810BE004
0610AB454
0810BE002

藤井実 , 藤田壮 , 陳旭東 (*1), 大西悟 (*2)(*1 名古屋大 ,*2 東洋大 ): 有機系廃棄物の資源循環の効率化 と
地域循環圏の形成 , 第 59 回高分子討論会 , 札幌 , 2010/09 

0709BD452
0810BE004
1013BE001

Fujii M.,Fujita T.,Chin K.,Ohnishi S.,Yamaguchi N.(*1)(*1EX):Efficient use of organic municipal solid waste in
a sound material-cycle society, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11

0810BE004
0709BD452
1013BE001
0810BE002
0610AB454

Wang X-J.(*1),Huang B-B..(*1),Fujita T.,Xu K-Q.(*1Wuhan Univ.):The optimal control model of regional pol-
lution reduction and solution method, 2009 Int.Conf.Energy Environ.Technol.(ICEET'09), Guilin, 2009/10,
Proceedings , 3, 641-644

0610AA402
0709BA514
0610AB519

藤井実 (*1), 陳旭東 , 藤田壮 , 山口直久 (*2), 長谷川誠 (*2)(*1 名古屋大 ,*2 エ ッ ク ス都市研 ): 資源循環圏
の規模と技術の選択に関する研究その 2, 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/03, 同要旨集 ,
328-329

0610AA402

若林諒 (*1), 藤田壮 , 陳旭東 , 藤井実 (*2), 山口直久 (*3), 長谷川誠 (*4)(*1 東洋大 ,*2 名古屋大 ,*3 エ ッ ク
ス都市研 ,*4 イーツーエンジニア リ ング ): 首都圏における有機系廃棄物を対象 とする地域循環圏形成効
果の算定 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/03, 同要旨集 , 5, 330-331

0610AA402

藤田壮 , 陳旭東 , 孫穎 : エコ タ ウ ンを中核 とする資源循環の社会効果の評価システムの設計 , 第 4 回日
本 LCA 学会研究発表会 , 北九州 , 2009/03, 同予稿集 , 176-177

0610AA402

松本朋弥 (*1), 藤田壮 , 耿子威 (*1)(*1 東洋大 ): 地域環境改善手法を用いた外気温低下によ る コージェネ
レーシ ョ ン用熱機関の効率算定 , 第 36 回環境システム研究論文発表会 , 岐阜 , 2008/10, 同講演集 , 237-
242

0610AA402

村野昭人 (*1), 小瀬博之 (*1), 工藤大輔 (*1), 堀紘子 (*2), 藤田壮 (*1 東洋大 ,*2 東洋大院 ): 循環共生技術
の適用によ る木造実験住宅の環境改善効果の評価 , 第 4 回環境情報科学ポス ターセ ッ シ ョ ン （ポス ター
発表） , 東京 , 2007/11, 環境情報科学 , 36(4), 94-95

0610AA402

堀紘子 (*1), 土田え り か (*1), 内藤和歌子 (*2), 藤田壮 (*1 東洋大院 ,*2 東洋大 ):GIS-DB を用いた熱環境
改善技術導入によ る効果の算定システムの検討 , 第 4 回環境情報科学ポス ターセ ッ シ ョ ン－ （ポス ター
発表） , 東京 , 2007/11, 環境情報科学 , 36(4), 134-135

0610AA402

若林諒 (*1), 長澤恵美里 (*1), 藤田壮 , 杉野章太 (*1)(*1 東洋大 ): 都市における 有機廃棄物を対象と し た再
資源化技術の評価シス テムの検討 , 第 4 回環境情報科学ポス タ ーセッ ショ ン（ ポス タ ー発表） , 東京 ,
2007/11, 環境情報科学 , 36(4), 136-137

0610AA402

櫻井智也 (*1), 村野昭人 (*1), 杉野章太 (*2), 柳奈保子 (*2), 長澤恵美里 (*2), 田宮啓太 (*1), 藤田壮 (*1 東
洋大 ,*2 東洋大院 ): 地域環境 GIS データベース を利用し た循環型産業共生システムの評価 , 第 4 回環境
情報科学ポス ターセ ッ シ ョ ン （ポス ター発表） , 東京 , 2007/11, 環境情報科学 , 36(4), 132-133

0610AA402

中島古史郎 (*1), 村野昭人 (*2), 藤田壮 (*1 積水化工 ,*2 東洋大 ): 木質建材の低環境負荷化に向けた環境
システム的思考の適用 , 第 35 回環境システム研究論文発表会 , 東京 , 2007/10, 同講演集 , 183-186

0610AA402
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村野昭人 (*1), 藤田壮 , 鎌田みゆき (*2)(*1 東洋大 ,*2 藤和建設 ): 木質系バイオマス を対象 と し た循環利
用技術イ ンベン ト リ の評価 , 第 15 回地球環境シンポジウ ム , 香美 , 2007/08, 同講演集 , 225-230

0610AA402

村野昭人 (*1), 藤田壮 (*1 東洋大 ): 建設廃木材を対象と し た統合的循環システムの評価 , 第 2 回日本 LCA
学会研究発表会 , 東京 , 2007/03, 同予稿集 , 154-155

0610AA402

土田え り か (*1), 藤田壮 , 長澤恵美里 (*1), 柳奈保子 (*1)(*1 東洋大 ): 首都圏中核都市における新エネル
ギー導入によ る温暖化抑制効果の算定 , 第 34 回環境システム研究論文発表会 , 京都 , 2006/10, 同講演
集 , 33-36

0610AA402

杉野章太 (*1), 大西悟 (*2), 長澤恵美里 (*2), 藤田壮 (*1 東洋大学 ,*2 東洋大院 ): 川崎エコ タ ウ ン産業共生
立地調査における 非鉄金属循環拠点施設の環境改善効果の算定 , 第 34 回環境シス テム研究論文発表会 ,
京都 , 2006/10, 同講演集 , 141-144

0507BE937

星野陽介 (*1), 村野昭人 (*2), 鎌田みゆき (*2), 藤田壮 (*1 東洋大院 ,*2 東洋大 ): 解体廃木材のエンジニ
アード ウ ッ ド化に伴 う 環境負荷削減効果の検討 , 第 34 回環境システム研究論文発表会 , 京都 , 2006/10,
同講演集 , 173-176

0610AA402

村野昭人 (*1), 前田学 (*1), 藤田壮 (*1 東洋大 ): 建設系廃木材を対象と し た再資源化技術の環境効率の評
価 , 第 61 回土木学会年次学術講演会 , 京都 , 2006/06, 同講演概要集 , 61 ｓ ｔ (Disk2), ROMBUNNO.7-189 

Z00009999

長澤恵美里 (*1), 藤田壮 , 村野昭人 (*2)(*1 東洋大院 ,*2 東洋大 ): 産業集積都市を対象 と し た温室効果ガ
スの排出権取引規模の試算 , 第 14 回地球環境シンポジウ ム , 甲府 , 2006/08, 同講演集 , 91-96

0507BE937

FUJII M.(*1),Fujita T.,HASHIMOTO S.(*2)(*1Nagoya Univ.,*2Kyoto Univ.):A study on the spatial scale of re-
cyclable organic resource circulation, 5th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE) （ポス ター発表） , Lisbon, 2009/06

Z00009999

村野昭人 (*1), 松野浩一 (*1), 藤田壮 , 桜井俊介 (*2)(*1 東洋大 ,*2 東洋大院 ): 木材循環を志向し た木質住
宅システムの環境負荷削減効果の評価－埼玉県を対象と し たケース ス タデ ィ － , 第 24 回建築生産シン
ポジウ ム , 京都 , 2008/07, 同論文集 , 311-316

0610AA402

松野浩一 (*1), 小島容子 (*2), 村野昭人 (*1), 藤田壮 , 南いづみ (*1), 須田麻起子 (*1)(*1 東洋大 ,*2 東洋大
院 ): 関東一都六県における戸建て木質住宅の着工推移と解体廃木材発生量 , 木材需要量の将来予測 , 第
23 回建築生産シンポジウ ム , 東京 , 2007/07, 同論文集 , 147-152

0507BE937
0610AA402

村野昭人 (*1), 松野浩一 (*1), 藤田壮 , 星野陽介 (*1),(*1 東洋大 ,*2 東鉄工 ): 木材循環を志向し た木質住
宅システムの環境負荷削減効果の評価方法の提案 , 第 23 回建築生産シンポジウ ム , 東京 , 2007/07, 同
論文集 , 153-158

0610AA402

村野昭人 (*1), 松野浩一 (*1), 藤田壮 , 茂呂大輔 (*2)(*1 東洋大 ,*2StuDio ComBo): 地域産材によ る梁通し
型木造住宅再築シス テムの環境改善効果に関する研究－埼玉県産すぎ材を使用し た梁通し型木造実験
住宅の環境負荷削減効果の試算－ , 第 23 回建築生産シンポジウ ム , 東京 , 2007/07, 同論文集 , 183-188

Z00009999

Rene Van Berkel(*1),Fujita T.(*1Vienna Int.Cent.):Comparative analysis of Eco town programs in Japan, 8th
Int.Conf.EcoBalance, Tokyo, 2008/04, Proceedings, 19-04

0610AA402

Fujita T.:GIS based evaluation for symbiotic industrial projects in Kawasaki Eco town, Japan, 7th Int.Conf.Eco-
balance, Tsukuba, 2006/11, Proceedings, 79-82

0610AA402

Murano A.(*1),Fujita T.(*1Toyo Univ.):The evaluation of circulation systems for wooden construction materials,
7th Int.Conf.Ecobalance, Tsukuba, 2006/10, Proceedings, 787-788

0610AA402

Wong L-F.(*1),Fujita T.(*1Toyo Univ.):A GIS-based regional scale evaluation system for the sustainability of
energy conversion technologies for organic waste matters, 7th Int.Conf.Ecobalance, Tsukuba, 2006/11, Pro-
ceedings, 813-816

0610AA402

Fujita T.,Fujii M.,Chin K.,Geng Yong(*1),Ohnishi S. (*1Chin.Acad.Sci.):Strategic planning system for co-ben-
efit eco-industrial developments and circular regions, ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., To-
kyo, 2010/11, Program

0810BX001
0709BD452
0913BA001

藤田壮 : 低炭素都市への取 り 組み と国際連携の期待 , 法政大学低炭素都市シンポジウ ム , 東京 , 2010/11 0913BA001
0709BD452
0810BX001

曽根真理 (*1), 神田太朗 (*1), 瀧本真理 (*1), 岸田弘之 (*1), 花木啓祐 (*2), 藤田壮 (*1 国総研 ,*2 東大 ): 建
設資材に共通し た , 個別製品の二酸化炭素排出量計算手法の提案 , 第 6 回日本 LCA 学会研究発表会 , 仙
台 , 2011/03, 同要旨集 , 346-347

Z00009999
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藤田壮 , 陳旭東 , 鵜飼隆広 (*1), 新井理恵 (*1)(*1 三菱総研 ): 地域循環圏形成に向けての考察 と システム
提案 , 第 38 回環境システム研究論文発表会 , 広島 , 2010/10, 同講演集 , 145-148

0709BD452
0810BX001
0913BA001

藤田壮 , 藤井実 , 平野勇二郎 , 陳旭東 , 大西悟 : コベネフ ィ ッ ト 都市に向けた環境技術政策評価－川崎市
における算定システム－ , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集

0913BA001
0810BX001
0709BD452

曽根真理 (*1), 瀧本真理 (*1), 岸田弘之 (*1), 藤田壮 (*1 国総研 ): 社会資本 LCA に用いる イ ンベン ト リ ・
データ ・ ベースの開発 , 第 65 回土木学会年次学術講演会 , 札幌 , 2010/09, 同講演概要集 , 83

Z00009999

藤谷雄二 , 田邊潔 , 高見昭憲 :DMA-APM 法によ るデ ィ ーゼル粒子の単分散化の研究 , 第 27 回エア ロ ゾ
ル科学 ・ 技術研究討論会 （ポス ター発表） , 名古屋 , 2010/08, 同予稿集 , 41-42

0910CD001

高橋克行 (*1), 藤谷雄二 , 伏見暁洋 , 長谷川就一 (*2), 田邊潔 , 小林伸治 (*1 日本環境衛生セ ,*2 埼玉県環
境科国際セ ): 沿道 と一般環境における大気中ナ ノ 粒子の粒径分布の長期観測 (2004-2009), 第 51 回大気
環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 267

1010BY001
0909BY001
0808BY001

藤谷雄二 , 田村憲治 , 伏見暁洋 , 長谷川就一 (*1), 高橋克行 (*2), 田邊潔 , 小林伸治 , 平野靖史郎 (*1 埼玉
県環境科国際セ ,*2 日本環境衛生セ ): 幹線道路近傍の大気環境中におけるエア ロ ゾルの曝露調査 2009-
2010, 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 268

0610AA303
0610SP003
0610BY303

石井克巳 (*1), 藤谷雄二 (*1 千葉県環境研セ ): 道路沿道における冬期大気中ナ ノ粒子の粒径分布調査 , 第
51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 270

0610AA303
1010BY001
0610SP003

藤谷雄二 , 猪俣敏 , 関本奏子 , 谷本浩志 , 山田裕之 (*1), 堀重雄 (*1), 下野彰夫 (*2), 疋田利秀 (*2)(*1 交通
安全環境研 ,*2 汀線科研 ): デ ィ ーゼル車排ガス中のガス状ニ ト ロ有機化合物の排出 , 第 51 回大気環境
学会年会 （ポス ター発表） , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 367

0911BD003

藤谷雄二 : 環境中や工業ナ ノ材料の作業現場でのナ ノ粒子・個数と し ての吸入曝露量について , 第 51 回
大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 214-215

0610AA303
1010BY001
0610SP003

藤谷雄二 : リ アルタ イ ム自排微粒子解析装置 (EEPS) を用いた沿道近傍の大気環境測定 , 第 7 回エア ロ ゾ
ルシンポジウ ム , 東京 , 2010/11, 同予稿集 , 3-9

0610AA303
1010BY001
0610BY303

藤野純一 :2050 年の低炭素社会をど う デザイ ンする？ , エコ ラ イ フデザイ ン研究会 , 桐生 , 2010/03 0913BA002
0810BA004
0610AA104

藤野純一 : 日本低炭素社会に向けたシナ リ オ と ロード マ ッ プの開発状況 , 夢追いサロ ンつ く ば 平成 22
年 5 月度定例講演会 , つ く ば , 2010/05

0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 : 低炭素社会に向か う これからの日本～温室効果ガス 25％削減と私たちの生活の変化～ , 川口
市役所 6 月の環境講演会 , 川口 , 2010/06

0913BA002
0810BA004
0610AA104

藤野純一 :2020 年 25％削減の道筋 , 環境と経営のビジネス ト レ ン ド研究会 , 東京 , 2010/04 0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 :2020 年 25％削減を議論する～シナ リ オ研究と ロード マ ッ プ調査～ , 技術同友会例会 ( 第 447
回 ), 東京 , 2010/05

0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 : チャ レ ンジ 25ーシナ リ オ分析の現場から その実現可能性を探る , 実効性あ る持続可能な温暖
化対策を目指し て MAKE the RULE 議員会館内勉強会 2010, 東京 , 2010/05

0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 : 低炭素社会に向けた 12 の方策～ COP15 以降の展望と 2020 年 25％削減の可能性をさ ぐ る ～ ,
グ ロービ ス 「知の創造勉強会」 , 東京 , 2010/05

0913BA002
0610AA104
0810BA004

藤野純一 : 低炭素社会と は ?, グ ロービ ス経営大学院主催カンフ ァ レ ン ス 「あすか会議 2010」 , 北杜 ,
2010/07

0913BA002
0610AA104
0810BA004
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藤野純一 : 中長期視点からみた低炭素化対策と投資回収年数の考え方 , カーボンマイナス ・ ハイ ク オ リ
テ ィ タ ウ ン シンポジウ ム , 東京 , 2010/06, 同補助資料 , 23-29

0610AA104

藤野純一 : 地球温暖化対策に係る 中長期ロ ード マッ プ～ 25％削減に向けて地域が求めら れる 役割は？～ ,
中国地域エネルギー ・ 温暖化対策推進会議 第 6 回会合 , 広島 , 2010/07

0610AA104

藤野純一 : 低炭素社会はどんな社会か？ ～ビジ ョ ン構築と その定量化手法～ , 第 27 回横幹技術フ ォー
ラ ム , 東京 , 2010/07

0610AA104

藤野純一 : 豊かな低炭素社会は実現でき るのか？ － 2020 年 25％削減にむけて私たちの役割は－ , エネ
ルギーソ リ ューシ ョ ン＆蓄熱フ ェア '10, 東京 , 2010/07

0610AA104

藤野純一 : 低炭素社会実現に向けて－ 2020 年 25％削減シ ミ ュ レーシ ョ ン－ , フ ォーラ ム 2010 ： 衛生薬
学 ・ 環境 ト キシ コ ロ ジー , 東京 , 2010/09, 同講演要旨集 , 94

0610AA104
0810BA004

藤野純一 :2050 年低炭素社会に生き残る企業像 , 柏市環境保全協議会 研修会 , 柏 , 2010/11 0610AA104

藤野純一 : 低炭素社会への道すじ , 全国消費者大会 , 東京 , 2010/11 0610AA104

藤野純一 : 地球温暖化対策に係る中長期ロード マ ッ プ , 学術会議シンポジウ ム「低炭素化に向けた経済・
社会 ・ エネルギーのあ り 方と実現のシナ リ オ」 , 東京 , 2010/12

0810BA004

藤野純一:中長期ロード マ ッ プを受けた温室効果ガス排出量の試算／アジア低炭素社会シナ リ オ研究の
進展状況－タ イ訪問報告と今後の展開－, 平成22年度ク ラ イ メ イ ト デザイ ン第4回会合, 東京, 2010/12

0810BA004
0913BA002
0610AA104

藤野純一 : 「2020 年 ,25％削減に向けて地域が求められる役割は？」 , MAKE the RULE 地域セ ミ ナー in
おかやま , 岡山 , 2011/01

0610AA104

藤野純一 : アンケー ト 調査に基づいた地方自治体の削減ポテンシ ャル推計－牛久市を例に－ , エネル
ギー・資源学会 第27回エネルギーシステム・経済・環境コ ンフ ァ レ ン ス, 東京, 2011/01, 同講演論文集, 84

0610AA104

藤野純一:日本における温室効果ガス排出量削減目標値決定における シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの役割 と
今後に向けた提言 , 第 1 回知識共創フ ォーラ ム , 金沢 , 2011/03, 同要旨集

0610AA104

Fujino J.:Japan and Asian Low-Carbon society scenarios and actions, 14th JPN.-U.S.-CHINA Trilateral dia-
logue, Tokyo, 2011/01

0913BA002
0610AA104

藤野純一 : 日本低炭素社会シナリ オから アジア低炭素社会シナリ オ作り へ－持続可能な社会シス テムの
デザイ ンを目指し て－ , 「 環境と 都市に関する 共同技術開発プロ ジェ ク ト 」 レク チャ ー ( 第 1 回 ), 東京 ,
2011/02

0913BA002
0610AA104

Fujino J.:Green gowth idicator -Integrity and comprehensiveness-, OECD Green Growth Strategy Workshop,
Paris, 2011/02

0610AA104

Fujimaki H.,Tin-Tin-Win-Shwe:Modulation of the expression of transcription factors mRNAs in spleen from the
mice following organophosphate pesticide exposure, 8th Asia Pac.Congr.Allergy, Asthma Clin.Immunol. （ポス
ター発表） , Singapore, 2010/11, Program & Abstracts , 114

0911CD016

Fujimaki H.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*2),Arashidani K.(*1)(*1Univ.Occup.Envi-
ron.Health,*2Natl.Inst.Public Health):Toll-like receptor 4-dependent upregulation of heme oxygenase-1 and
anti-inflammatory cytokines in mouse lung following low-level toluene exposure, 12th Int.Congr.Toxicol. （ポ
ス ター発表） , Barcelona, 2010/07, Toxicol.Lett., 196S, S193

0610AA302

Fujimaki H.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*2),Arashidani K.(*1)(*1Univ.Occup.Envi-
ron.Health,*2Natl.Inst.Public Health):Role of TLR4 signaling pathway in neurotrophin gene expression in mice
lungs following low-level toluene exposure, 14th Int.Congr.Immunol. （ポス ター発表） , Kobe, 2010/08, Ab-
stracts, 22S(1), ii136

0610AA302

Waldhoff S.(*1),Fujimori S.,Rose S.(*2)(*1US EPA,*2EPRI):AME Subgroup: Base year data, Asia Modeling Ex-
ercise Meet., Seuol, 2010/09

0810BA004

Fujimori T.,Takigami H.:Spatial pollution of heavy metals in soil at an E-waste recycling site in the philippines:
Application of handheld X-ray fluorescence, 7th NIES Workshop E-waste, Tsukuba, 2010/10, Program

0610AA204
0610AA202
0610AB447

Furuhama A.,Hasunuma K.,Aoki Y.,Yoshioka Y.(*1),Shiraishi H.(*1Oita Univ.):A structural domain for an ec-
otoxicity QSAR model, “KAshinhou Tool for Ecotoxicity” (KATE), 14th Int.Workshop QSARs Environ.Health
Sci. （ポス ター発表） , Montreal, 2010/05, Abstracts, 40

0610AK533
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古濱彩子 , 青木康展 , 白石寛明 : 毒性予測を目指し た α,β 不飽和カルボニル化合物 と生体分子モデル
の量子化学計算 , 第 4 回分子科学討論会 2010 大阪 , 大阪 , 2010/09, 同要旨集 , 1B027 

0910AF003
0610AK533

古山昭子 , 藤谷雄二 , 平野靖史郎 : ディ ーゼルエンジン由来環境ナノ 粒子成分曝露の培養細胞への影響 ,
第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 475

0610AA303
0610BY303

戸次加奈江 , 滝上英孝 , 鈴木剛 , 唐寧 (*1), 早川和一 (*1)(*1 金沢大 ): ラ ッ ト 肝細胞株における多環芳香
族炭化水素誘導体の核内受容体を介し た毒性影響 , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演
要旨集 , 190-191

0610AB447

Belikov D.,Saeki T.,Maksyutov S.:Application of National Institute for Environmental Studies (NIES) transport
model for global modeling of greenhouse gases, ENVIROMIS-2010（ポス ター発表）, Tomsk, 2010/07, Program
and Abstracts, 84-85

0610AA102

Belikov D.,Maksyutov S.:Design and evaluation of National Institute for Environmental Studies (NIES) transport
model, 2010 Workshop Solution Partial Differ.Equations Sphere, Potsdam, 2010/08, Abstracts, 48

0610AA102

Belikov D.,Maksyutov S.:The National Institute for Environmental Studies (NIES) transport model with hybrid
isoentropic vertical coordinate, 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 13

0610AA102

Patra P.K.(*1),Houweling S.(*2),Krol M.(*3),Bousquet P.(*4),Belikov D.,Bergmann D.(*5),Bian H.(*6),Cam-
eron-Smith P.(*5),Ito A.,Maksyutov S.(*1JAMSTEC,*2SRON,*3Wageningen Univ.,*4LSCE,*5Lawrence Liv-
ermore Natl. Labo.,*6GSFC):TransCom methane (CH4) model intercomparison: 1. Linking transport, flux and
chemistry with CH4 in troposphere and lower stratosphere, Transcom workshop, Berkeley, 2010/12, Agenda

0610AA102

堀口敏宏 : 総括 : 環境ホルモン問題～明らかになった こ と と残された課題～ , 平成 22 年度日本水産学会
春季大会 , 藤沢 , 2010/03, 同予稿集 , 326

0911CD007

堀口敏宏 , 児玉圭太 , 白石寛明 , 清水誠 (*1)(*1 東大 ): 東京湾における 底棲魚介類の質的及び量的な変遷 :
何が起きているのか？ , 東京湾研究会 , 横浜 , 2008/03

0610AA304

Horiguchi T.,Ohta Y.(*1),Cho H.S.(*2),Shiraishi H.(*1Tottori Univ.,*2Chonnam Natl.Univ.):Developmental
process of vas deferens and penis in the imposex-exhibiting female rock shell, Thais clavigera, SETAC Eur.20th
Annu.Meet. （ポス ター発表） , Seville, 2010/05, Abstracts, 155-156

0911CD007

堀口敏宏 , 児玉圭太 , 白石寛明 , 清水誠 (*1)(*1 東大 ): 東京湾における環境と底棲魚介類群集の変遷 ：
1977-2009 年の解析結果 , 第 16 回バイオア ッ セイ研究会 ・ 日本環境毒性学会合同研究発表会 , つ く ば ,
2010/09, 同講演要旨集 , 67-68

0610AA304

Horiguchi T.,Ohta Y.(*1),Urushitani H.,Iguchi T.(*2),Nishikawa J.(*3),Shiraishi F.,Shimizu M.(*4),Morita
M.,Shiraishi H.(*1Tottori Univ.,*2Okazaki Inst.Integrative Biosci.,*3Mukogawa Women's Univ.,*4Univ.To-
kyo):Analysis of the retinoid X receptor(RXR)-mediated mechanism of imposex induced by organotins in gas-
tropods, 4th Bilateral Seminar Italy ～ Japan Physical and Chemical Impacts on Marine Organisms ～ For
Conservation of Biodiversity and Sustainability ～ , Nagakute, 2010/10, Abstracts, 10-11

0911CD007

堀口敏宏 : イ ンポセ ッ ク ス研究の変遷と RXR 仮説の展開 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発
表会 , 東京 , 2010/12, 同研究発表会要旨集 , 25

0911CD007

包金花 (*1), 前川文彦 , 野原恵子 (*1 筑波大院 ): マウ ス 肝臓における DNA メ チル化酵素 Dnmt mRNA の概
日周期と その制御 , 第 17 回日本時間生物学会学術大会（ ポス タ ー発表） , 東京 , 2010/11, 時間生物学 ,
16(2), 84

0710AG333
1012AE001
0911AE001

前川文彦 , 包金花 (*1), 野原恵子 (*1 筑波大院 ): 環境応答に関わる DNA メ チル基転移酵素 mRNA 発現の
肝臓での概日周期 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 13 回研究発表会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/12,
同研究発表会要旨集 , 141

1012AE001
0710AG333
0911AE001

Makido Y.,Dhakal S.,Yamagata Y.:Effect of urban forms: towards the reduction of CO2 emissions, ASPRS 2010
Annu.Conf. （ポス ター発表） , San Diego, 2010/04, 69

0712BA340
0712BA337

Shvidenko A.(*1),Schepaschenko D.(*1),McCallum I.(*1),Kraxner F.(*1),Nilsson S.(*1),Maksyutov
S.(*1IIASA):Verified terrestrial ecosystems full carbon account for Russia: A reanalysis, 8th Int.Carbon Dioxide
Conf., Jena, 2009/09, Abstracts

0610AA102

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Patra P.K.(*2),Sudo K.(*3),Inoue G.(*1)(*1RIHN,*2JAMSTEC,*3Nagoya
Univ.):Influence of the interannual variation of CH4 emissions and OH on recent atmospheric CH4, EGU
Gen.Assem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-7547

0610AA101
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Zhuravlev R.(*1),Khattatov B.(*2),Kiryushov B.(*1),Lukyanov A.(*1),Maksyutov S.(*1CAO,*2NCAR):A novel
approach to estimation of time-variable surface sources and sinks of carbon dioxide using Empirical Orthogonal
Functions and the Kalman filter, EGU Gen.Assem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12,
EGU2010-3169

0610AA102

Maksyutov S.,Yaremchuk A.(*1)(*1Russian Acad.Sci.):Application of the flux noise reducing filter for CO2 in-
verse modelling, EGU Gen.Assem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-9603-3

0610AA102

Shvidenko A.(*1)(*2),Schepaschenko D.(*3),Maksyutov S.(*1IIASA,*2Inst.Forest SB RAS,*3Moscow State
Univ.):Impact of terrestrial ecosystems of Russia on global carbon cycle in 2003-2008: An attempt of synthesis,
ENVIROMIS-2010, Tomsk, 2010/07, Program and Abstracts, 48-52

0610AA101
0610AA102

Maksyutov S.,Yoshida Y.,Saito R.,Saeki T.,Belikov D.,Oda T.,Watanabe H.,Yokota T.:First year of monitoring
the greenhouse gases from space with GOSAT, ENVIROMIS-2010, Tomsk, 2010/07, Program and Abstracts,
100-101

0610AA102

Kim H.S.(*1),Glagolev M.V.(*2),Maksyutov S.,Machida T.,Patra P.K.(*3),Sudo K.(*4),Inoue
G.(*1)(*1RIHN,*2Moscow State Univ.,*3JAMSTEC,*4Nagoya Univ.):Evaluation of methane emission over
Western Siberia, ENVIROMIS-2010, Tomsk, 2010/07, Program and Abstracts, 64

0610AA101

Maksyutov S.,Ganshin A.(*1),Oda T.,Saito M.,Valsala V.,Koyama Y.,Ito A.,Zhuravlev R.(*1),Lukyanov
A.(*1)(*1CAO):Global high resolution atmospheric CO2 simulation with 1 × 1 km surface fluxes and coupled
(Eulerian/Lagrangian) model, 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 215

0610AA102
0610AA101

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Patra P.K.(*2),Sudo K.(*3),Inoue G.(*1)(*1RIHN,*2JAMSTEC,*3Nagoya
Univ.):Potential contribution to the increase of atmospheric methane in 2007, 日本気象学会 2010 年度秋季大
会 , 京都 , 2010/10, 同講演予稿集 , 217

0610AA102

Maksyutov S.,Saito R.,Ganshin A.(*1),Oda T.,Koyama Y.(*1CAO Dolgoprudny):Inverse modeling of the surface
CO2 fluxes with higher spatial resolution, 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 12

0610AA102

Shvidenko A.(*1),Schepaschenko D.(*1),Maksyutov S.(*1IIASA):A terrestrial ecosystem full verified carbon ac-
counting for Russian land: Results and uncertainty, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco,
2010/12, Abstracts, B31F-0366

0610AA102

Krasnov O.(*1),Maksyutov S.,Shimoyama K.(*2),Suto H.(*3),Nadeev A.(*1),Shelevoi V.(*1),Glagolev
M.(*4),Kosykh N.(*5),Machida T.,Inoue G.(*6)(*1IAO,*2Hokkaido Univ.,*3JAXA,*4Moscow State
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Syst.Sci.2010: Global Change, Climate and People, Edinburgh, 2010/05, Abstracts, 48-49

0610AA104
0810BA004

Warren R.(*1),Arnell N.(*2),Berry P.(*3),Brown S.(*4),Dicks L.(*5),Gosling S.(*2),Hankin R.(*5),Hope
C.(*5),Matsumoto K.,Masui T. et al.(*1Univ.East Anglia,*2Univ.Reading,*3Univ.Oxford,*4Univ.Southamp-
ton,*5Univ.Cambridge):AVOID work stream one, Earth Syst.Sci.2010: Global Change, Climate and People, Ed-
inburgh, 2010/05, Abstracts, 45-46

0610AA104
0810BA004

Matsumoto K.,Okagawa A.:Analysis of economic and environmental impacts of CO2 abatement in Japan applying
a CGE model with knowledge investment, Int.Conf.Econom.Model.2010, Istanbul, 2010/07, Abstracts, 78

0610AA104
0810BA004

松本健一 : 内生的技術変化を考慮し た動学的応用一般均衡モデルによ る気候変動対策の経済分析 : 日本
経済を対象と し て , 第 18 回地球環境シンポジウ ム , 茅野 , 2010/08, プロ グ ラ ム , 4

0610AA104
0810BA004

松本健一 : 内生的技術変化を考慮し た動学的 CGE モデルによ る気候変動政策の分析 , 環境経済 ・ 政策
学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同予稿集 , 315-316

0610AA104
0810BA004

Matsumoto K.:RCP6: An emission pathway for stabilization of radiative forcing by 2100 and its socioeconomic
impacts, 3rd Int.Workshop Global Change Proj.: Modeling, Intercomparison, Impact Assess./4th Int.Workshop
KAKUSHIN Program, Tsukuba, 2011/03, Abstracts, 19

0810BA004
0610AA104

松本理 : ベンチマーク ドース法によ る発がん物質の健康 リ ス ク評価 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 ,
2010/09, 同講演要旨集 , 123

0810MA002
0610AK544
0610AK915

松本理 , 青木康展 : 大気中の発がん物質の リ ス ク評価 －疫学研究データ と動物実験データに基づ く 評価
値の比較－ , 日本環境変異原学会 第 39 回大会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/11, 同要旨集 , 152

0810MA002
0610AK544

松本理 : 大気汚染物質の リ ス ク評価の実例 , 日本環境変異原学会 第 39 回大会 , つ く ば , 2010/11, 同要
旨集 , 90

0810MA002
0610AK544

Mitsumori F.,Watanabe H.,Takaya N.,Garwood M.(*1),Auerbach E.J.(*1)(*1Univ.Minnesota):Towards under-
standing transverse relaxation mechanisms of tissue water in human brain, Jt.EUROMAR 2010/17th ISMAR
Conf., Florence, 2010/07, Abstracts

1012CD005
0610AE416

Mitsumori F.:T2 contrast and brain iron, 第 38 回日本磁気共鳴医学会大会 , つ く ば , 2010/10, 日磁医誌 ,
30(Suppl.), 119

1012CD005
0610AE416

三森文行 , 渡邉英宏 , 高屋展宏 ,Garwood M.(*1),Auerbach E.J.(*1)(*1Univ.Minnesota): ヒ ト 脳組織の T2 緩
和機構 , 第 49 回 NMR 討論会 , 東京 , 2010/11, 同講演要旨集 , 94-95

1012CD005
0610AE416

Mitsumori F.:In vivo iron mapping in healthy and diseased brains at 4.7T, CMRR 2010 Semin., Minneapolis,
2010/12

1012CD005
0610AE416

三森文行 : 高磁場 MRI と脳の鉄測定 , 浜松医科大学セ ミ ナー , 浜松 , 2011/01 1012CD005
0610AE416

峰島知芳 , 久保恵美 (*1), 遠嶋康徳 , 山岸洋明 , 古山祐治 , 向井人史 ,Maksyutov S., 北和之 (*1)(*1 茨城大 ):
波照間で観測される汚染イベン ト 中 -O2/CO2 変動比と排出イ ンベン ト リ およびモデル計算値に基づ く
-O2/CO2変動比と の比較, 日本地球惑星科学連合 2010年大会（ポス ター発表）, 千葉, 2010/05, 同予稿集

0913BB001
0610AA101
0910AE003

Minejima C.,Kubo M.(*1),Tohjima Y.,Yamagishi H.,Koyama Y., 北和之 (*1),Mukai H.,Maksyutov S.(*1Ibaraki
Univ.):Comparison of -O2/CO2 changing ratio in pollution events observed at Hateruma with those based on
emission inventories and model simulation, 日本気象学会 2010 年度秋季大会（ポス ター発表）, 京都 , 2010/
10, 同予稿集 , 399

0913BB001
0910AE003
0610AA101

峰島知芳 ,Wooldridge P.J.(*1),Cohen C.R.(*1)(*1Univ.California): 米国加州サンホアキン ・バレーに於ける
高濃度 NH4NO3 エア ロ ゾルへの NO3,N2O5 化学の寄与 , 第 15 回大気化学討論会 （ポス ター発表） , つ
く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 46

Z00009999

Minejima C.,Wooldridge P.J.(*1),Cohen R.C.(*1)(*1Univ.California):Is NO3/N2O5 chemistry a source of aero-
sol HNO3 in the San Joaquin Valley?, AGU 2009 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2009/12, Ab-
stracts, A31B-0096
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Miyawaki K.,Omori Y.(*1),Hibiki A.(*1Univ.Tokyo):A bayesian estimation of the residential gas demand on the
nonconvex budget set, 9th Valencia Int.Meet.Bayesian Stat./2010 World Meet.Int.Soc.Bayesian Anal. （ポス
ター発表） , Benidorm, 2010/06, Abstracts, 207

0910CD007

宮脇幸治 , 大森裕浩 (*1), 日引聡 (*1 東大 ):A Bayesian analysis of the residential gas demand on the nonconvex
budget set, 2010 年度統計関連学会連合大会 , 東京 , 2010/09, 同予稿集 , 159

0910CD007

Miyawaki K. :Modeling heterogeneity with spatial correlations applied to the residential water demand,
Int.Workshop Appl.Bayesian Stat.Econ., Kyoto, 2011/02

Z00009999

村上理映 , 小島道一 (*1)(*1 アジア経済研 ): 台湾の有害廃棄物管理の変遷と現状 , 環境経済 ・ 政策学会
2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同予稿集 , 323-324

0610AA204

村上理映 , 寺園淳 , 東條なお子 (*1),Manomaivibool P.(*1), 村上進亮 (*2)(*1 ルン ド大 ,*2 東大 ): 日本 と欧
州の使用済み携帯電話回収システムに関する研究, 第21回廃棄物資源循環学会研究発表会, 金沢, 2010/
11, 同予稿集 , 43-44

0610AA204

Murakami R.,Tojo N.(*1),Manomaivibool P.(*1),Terazono A.,Murakami S.(*2)(*1Lund Univ.,*2Univ.To-
kyo):The collection and recycling systems of used mobile phone in european countries and Japan, 9th
Int.Conf.EcoBalance （ポス ター発表） , Tokyo, 2010/11, Proceedings

0610AA204

Mori I.,Ukachi M.,Nagano K.,Nishikawa M.:Comparison of chemical composition between authentic aerosols and
aerosol standard: NIES CRM No.28 Urban Aerosols, 2010 Int.Aerosol Conf.(IAC2010) （ポス ター発表） , Hel-
sinki, 2010/08, Abstracts

0610AD474
0911BA005
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0610AA401

前田恭伸 (*1), 森保文 , 伊藝直哉 (*2), 犬塚裕雅 (*3), 淺野敏久 (*4), 杉浦正吾 (*5)(*1 静岡大 ,*2 イ ンテー
ジ ,*3 コ ミ ュニテ ィ ・ ア ク シ ョ ン ・ シン ク タ ン ク ,*4 広島大 ,*5 筑波大 ): 環境ボ ラ ンテ ィ ア獲得のため
の情報提供戦略 , 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 9

0709CD281

濱崎隆志 (*1), 森保文 , 田崎悟 (*2), 小松恭子 (*2), 根本和宜 (*1)(*1 筑波大 ,*2 杉浦環境プロ ジェ ク ト ):
コ ンビに店における レジ袋使用と購入商品の関係, 日本環境共生学会2010年度 学術大会, 名古屋, 2010/
09, 同発表論文集 , 64-69

0610AE451

杉浦正吾 (*1), 幡谷祐一 (*2), 森保文 , 根本和宜 (*1), 水野谷剛 (*3), 内田晋 (*4), 小松恭子 (*5), 氷鉋揚四郎
(*6)(*1 筑波大院 ,*2 茨城県信用組合 ,*3 和光大 ,*4 農業・ 食品産業技総研 ,*5 杉浦環境プロ ジェ ク ト ,*6 筑
波大 ): 環境コ ミ ュ ニケーショ ン効果の測定－環境イ ベント 参加者数の推測－ , 日本環境共生学会 2010 年
度 学術大会 , 名古屋 , 2010/09, 同発表論文集 , 111-115

0709CD281
0610AE451

森口紗千子 , 天野達也 (*1), 牛山克巳 (*2), 藤田剛 (*3), 樋口広芳 (*3)(*1 農環研 ,*2 宮島沼水鳥・ 湿地セ ,*3
東大 ): 日本で越冬する マガンの個体群パラ メ ータ 推定 , 日本鳥学会 2010 年度大会 , 船橋 , 2010/09, 同講
演要旨集 , 217

Z00009999

森口紗千子 , 天野達也 (*1), 牛山克巳 (*2), 藤田剛 (*3), 樋口広芳 (*3)(*1 農環研 ,*2 宮島沼水鳥・ 湿地セ ,*3
東大 ): 日本で越冬する マガンの個体群サイ ズと 個体群パラ メ ータ の推定 , 第 26 回個体群生態学会大会
2010（ ポス タ ー発表） , 横浜 , 2010/09, プロ グラ ム , 31-32

Z00009999

森口紗千子 , 鈴木一隆 , 富永篤 (*1), 五箇公一 (*1 琉球大 ): 両生類の感染症カエルツボカビの生息適地モ
デ リ ング , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58) （ポス ター発表） , 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , 375

0810BA006

森口祐一 : リ サイ クル手法と制度と の関連 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 ( 企画セ ッ シ ョ ン ),
金沢 , 2010/11

0610SP002

森口祐一 : 廃プラ スチ ッ ク の分別 ・ 循環的利用の課題 と展望～容器包装を中心に～ , プラ スチッ ク リ サ
イ クル化学研究会 (FSRJ) 第 13 回討論会 , 千葉 , 2010/09, 同予稿集 , 9-10

0610SP002

森口祐一 : 公共政策と の関わ り からみた LCA ～ リ サイ クル , 温暖化対策を中心に～ , 第 10 回日本 LCA
学会講演会 , 東京 , 2010/12

0610SP002

森口祐一 : 廃棄物処理を取 り 巻 く 国内外の潮流－環境 ・ 資源 ・ 社会のサステナビ リ テ ィ と廃棄物－ , 第
31 回廃棄物処理施設技術管理者中央研究集会 , 東京 , 2010/06

0610SP002

森田香菜子 : 気候変動への適応策の制度設計に関する研究 , 環境経済 ・ 政策学会 2010 年大会 , 名古屋 ,
2010/09, 同報告要旨集

0610AA104
0911BA002
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Morita K. :Effective financing systems for climate change adaptation, Berlin Conf.Human Dimensions Global En-
viron.Change, Berlin, 2010/10, Program
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0911BA002
0913BA006
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Morita K.:Financing architecture for adaptation to climate change, ISA Annu.Conv.2011, Montreal, 2011/03 0610AA104
0911BA002
0913BA006
1012BA003

Petersen A.K.(*1),Messerschmidt J.(*1),Peters W.(*2),Notholt J.(*1),Warneke T.(*2),Morino I.,Uchino
O.(*1Univ.Bremen,*2Wageningen Univ.):Carbon dioxide and methane over Europe, EGU Gen.Assem.2010（ポ
ス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU200-1808-1

0610AA102
0810BY001

森野勇 , 宮本祐樹 , 田中智章 , 江口菜穂 , 吉田幸生 , 横田達也 , 内野修 :GOSAT( 温室効果ガス技術観測
衛星 ) 搭載フー リ エ変換分光計によ る温室効果ガスの観測 と GOSAT データ検証 , 第 10 回分子分光研究
会 , 東京 , 2010/05, 同予稿集 , 53-54

0810BY001
0610AA102

藤森隆彰 (*1), 平田祐紀 (*1), 森野勇 , 川口建太郎 (*1)(*1 岡山大院 ):H2F ＋イオンの ν2 バン ド のフー リ
エ変換赤外分光 , 第 10 回分子分光研究会 , 東京 , 2010/05, 同予稿集 , 11-12

0913AE002

Morino I.,Ohyama H.(*1),Ota E.(*2),Matsuzaki T.(*1EORC/JAXA,*2Fujitsu FIP):Tsukuba NIR FTS observa-
tional status: results of TCCON measurements and replacement of an FTS by a new FTS (IFS125HR), TCCON
Meet., Wollongong, 2010/06, Program

0913AE002
0610AA102
0810BY001

Fujimori R.(*1),Hirata Y.(*1),Kawaguchi K.(*1),Morino I.(*1Okayama Univ.):Fourier transform infrared spec-
troscopy of the H2F ＋ v1, v3 and v2 bands, Int.Symp.Mol.Spectrosc.65th Meet., Columbus, 2010/06, Program

0913AE002

Murata I.(*1),Goto H.(*1),Morino I.,Nakajima H.,Nakane H.(*1Tohoku Univ.):Vertical distributions of ozone,
HCl, and HF observed with Fourier transform spectrometer at Tsukuba, 38th COSPAR Sci.Assem.2010 （ポス
ター発表） , Bremen, 2010/07, Abstracts

0913AE002

Morino I.,Miyamoto Y.(*1),Tanaka T.,Inoue M.,Yoshida Y.,Yokota T.,Uchino O.(*1Okayama Univ.):Observa-
tions of greenhouse gases with a Fourier transform spectrometer onboard GOSAT and validation of GOSAT da-
ta, 21st Int.Conf.High Resolut.Mol.Spectrosc. （ポス ター発表） , Poznan, 2010/09, Abstracts, 93

0810BY001
0610AA102

Nikitin A.V.(*1),Lyulin O.M.(*1),Mikhailenko S.N.(*1),Perevalov V.I.(*1),Filippov N.N.(*2),Grigoriev
I.M.(*2),Morino I.,Yokota T.,Kumazawa R.(*3),Watanabe T.(*3)(*1Russian Acad.Sci.,*2Saint-Petersburg State
Univ.,*3Toray Res.Cent.Inc.):GOSAT-2009 methane spectral line list in the 5550-6236 cm-1 range, 21st
Int.Conf.High Resolut.Mol.Spectrosc. （ポス ター発表） , Poznan, 2010/09, Abstracts, 96

0913AE002
0610AA102

塩見慶 (*1), 川上修司 (*1), 森野勇 , 内野修 (*1JAXA):GOSAT 観測データの校正検証 , 第 54 回宇宙科学技
術連合講演会 , 静岡 , 2010/11, 同講演集

0810BY001
0610AA102

森野勇 , 内野修 , 宮本祐樹 (*1), 田中智章 , 井上誠 , 吉田幸生 , 町田敏暢 , 横田達也 , 澤庸介 (*2), 松枝秀
和 (*2)(*1 現・岡山大 ,*2 気象研 ):GOSAT 搭載フー リ エ変換分光計によ る温室効果ガスの観測 と GOSAT
プロ ダ ク ト の検証 , 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 31

0610AA102
0810BY001

森野勇 :GOSAT 搭載フー リ エ変換分光計によ る温室効果ガスの観測と GOSAT データ検証 , 第 46 回光
波センシング技術研究会 , 東京 , 2010/12, 同講演論文集 , 41-47

0610AA102
0810BY001

Murata I..(*1),Goto H.(*1),Morino I.,Nakajima H.,Nakane H.(*1Tohoku Univ.):Ozone decrease observed in the
Mid-Latitude after the breakup of the polar vortex, ISAR-2 ： 2nd Int.Symp.Arct.Res., Tokyo, 2010/12, Ab-
stracts, 115

0811CD005

森野勇 :GOSAT 搭載フー リ エ変換分光計を用いた温室効果ガスの観測と GOSAT データの検証 , 九州大
学講演会 , 福岡 , 2010/07

0610AA102
0810BY001

森野悠 , 大原利眞 , 横内陽子 , 大木淳之 : 都市域における通年観測データ を基にし た NMHC の発生源解
析 , 日本地球惑星科学連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05

0610AA401
0910AF005
0608AG441
0810AG001
0911KB001

Morino Y.,Ohara T.:Comparison of numerical chemical solvers for the simulation of a-pinene degradation using
master chemical mechanism, 3rd Biennial Conf.Atmos.Chem.Mech. （ポス ター発表） , Davis, 2010/12, Ab-
stracts
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Morino Y.,Ohara T.,Kurokawa J.,Kuribayashi M.(*1),Uno I.(*2),Hara H.(*3)(*1Univ.Tsukuba,*2Univ.Ky-
ushu,*3Tokyo Univ.Agric.Technol.):Temporal variations of nitrogen wet deposition over Japan during 1989-
2008, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A53C-0259

0610AA401
0911KB001
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Morino Y.,Ohara T.,Kurokawa J.,Kuribayashi M.(*1),Uno I.(*2),Hara H.(*3)(*1Univ.Tsukuba,*2Univ.Ky-
ushu,*3Tokyo Univ.Agric.Technol.):Temporal variations of nitrogen wet deposition over Japan during 1989-
2008, Air Q.Modeling Asia 2011 （ポス ター発表） , Seoul, 2011/01, Proceedings

0610AA401
0911KB001
0911AG004

Morino Y.,Fushimi A.,Tanabe K.,Ohara T.,Takahashi K.(*1)(*1Jpn.Environ.Sanit.Cent.):Source attribution of
secondary organic aerosol in urban outflow calculated by CMAQ-MADRID, Air Q.Modeling Asia 2011, Seoul,
2011/01, Proceedings
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0911KB001

Morino Y.,Ohara T.:Comparison of numerical chemical solvers for the simulation of a-pinene degradation using
master chemical mechanism, 第 16 回大気化学討論会（ポス ター発表）, 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 95

0911AG004
0610AA401
1012BD003
0911KB001

森野悠 , 大原利眞 , 横内陽子 , 大木淳之 : 都市域における非 メ タ ン炭素水素の発生源解析 , 第 51 回日本
大気環境学会年会 , 大阪 , 2010/09, 講演要旨集 , 421

0610AA401
0911AG004
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0911KB001
0608AG441

森野悠 , 大原利眞 , 黒川純一 , 栗林正俊 (*1), 鵜野伊津志 (*2), 原宏 (*3)(*1 筑波大 ,*2 九州大 ,*3 東京農
工大 ):1989 年から 2008 年における日本の窒素湿性沈着量の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン , 第 51 回日本大気環
境学会年会 , 大阪 , 2010/09, 講演要旨集 , 460

0610AA401
0911AG004
0911KB001

Yanagisawa R.,Takano H.,Inoue Ken-ichiro,Koike E.,Sadakane K.(*1),Ichinose T.(*1)(*1Oita Univ.Nurs.Health
Sci.):Effects of maternal exposure to Di-(2-ethylhexyl) phthalate during fetal and/or neonatal periods on atopic
dermatitis in male offspring, Int.Symp.Occup.Environ.Allerg.Immune Dis.2010(ISOEAID’ 10)（ ポス タ ー発表） ,
Kyoto, 2010/04, Abstracts, 53

0507AG476
0610AA302
0204AG395

柳澤利枝 , 井上健一郎 , 小池英子 , 高野裕久 : デ ィ ーゼル排気微粒子 (DEP) がアレルゲン存在下 , 非存在
下における肺局所の遺伝子発現変動に与え る影響 , 第 22 回日本アレルギー学会春季臨床大会（ポス ター
発表） , 京都 , 2010/05, アレルギー , 59(3/4), 387
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Montero A.(*1),Tojo Y.(*1),Matsuto T.(*1),Yamada M.(*1Hokkaido Univ.):Comparison of leaching character-
istics of sulfate and TOC from mixed C&D waste residue, agricultural fertilizers and soil conditioners, 6th
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推計 , 第 47 回環境工学研究フ ォーラ ム （ポス ター発表） , 高知 , 2010/11, 同講演集 , 251-253

0913KB001
0610AB546
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Wangyao K.(*1),Yamada M.,Endo K.,Ishigaki T.,Chiemchaisri C.(*2),Sutthasil N.(*2),Towprayoon
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Yamada M.:Mitigation of GHG emission from municipal solid waste stream, Vietnam-Jpn.Environ.Semin.: Waste
Reduction through Programmatic CDM, Hanoi, 2011/01, Proceedings
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Univ.,*5JAMSTEC,*6AIST):Ppossible crustal boundary exposed at lunar copernicus crater, 42nd Lunar Plan-
et.Sci.Conf., The Woodlands, 2011/03, Abstracts, 2139.pdf

0810AE005

山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 藤谷雄二 , 平野靖史郎 , 井上健一郎 , 藤巻秀和 : デ ィ ーゼル排ガス由来ナ
ノ粒子の亜急性吸入曝露によ るマウ ス脳への影響第 , 第 37 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 , 宜野
湾 , 2010/06, J.Toxicol.Sci., 35(Suppl.), S111

0610BY303
0911BD001

山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 中島大介 , 藤巻秀和 : マウ ス 乳仔期のト ルエン曝露と PGN 刺激が成長後の
Th1 型 -,Th2 型 - 免疫応答の発達に及ぼす影響 , 第 17 回日本免疫毒性学会学術大会（ ポス タ ー発表） ,
つ く ば , 2010/09, 同講演要旨集 , 119

0610AA302

山本貴士 , 貴田晶子 , 野馬幸生 : 透過型電子顕微鏡法によ る石綿分析における精度管理のためのク ロ ス
チェ ッ ク , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 220-221

0911BE002
0610AB447
0610AB436

山本貴士 , 貴田晶子 , 野馬幸生 : 一般廃棄物及び産業廃棄物処理施設における 石綿繊維飛散実態の把握 ,
第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 563-564

0911BE002
0610AB436

豊口敏之 (*1), 小坂浩 (*2), 山本貴士 , 貴田晶子 (*1 環境管理セ ,*2 兵庫県健環科研セ ): 位相差顕微鏡に
よ る石綿分析の精度管理手法の構築と実施結果 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/
11, 同予稿集 , 569-570

0911BE002
0610AB447

山本貴士 : 日本における石綿含有廃棄物の状況と その処理技術の概要 , 韓日石綿建設資材の安定的な解
体及び最終処理関連工法国際セ ミ ナー , ソ ウル , 2010/12

0911BE002
0608BE434

貴田晶子 , 山本貴士 : 走査型電子顕微鏡によ る石綿の繊維数濃度測定方法の標準化に向けて , 第 21 回廃
棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 571-572

0911BE002

山本隆広 , 花崎直太 , 鄭輝ち ょ る , 高橋潔 , 肱岡靖明 : 全球水資源モデル H08 を利用し た季節性を考慮
し た世界の温暖化水資源影響評価に向けて－将来気象データに対する H08の応答に関する一考察－, 水
文 ・ 水資源学会 2010 年研究発表会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/09, 同予稿集 , 158-159

0911AG003
1014BA001
0610AE531
0810BA004
0914KB001
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Yamamoto T.,Hanasaki N.,Jung H.,Takahashi K.,Hijioka Y.:Application of global water resources model H08 to
assess seasonal variability change of global water resources by using multiple GCM projections under climate
change, 5th APHW Conf. （ポス ター発表） , Hanoi, 2010/11, Proceedings , 444

0911AG003
1014BA001
0610AE531
0810BA004
0914KB001

Yamamoto T.,Hanasaki N.,Takahashi K.,Hijioka Y.:Global water resources assessment at a sub-annual times-
cale: Application to climate change impact assessment, AGU 2010 Fall Meet.（ポス ター発表）, San Francisco,
2010/12, Abstracts, H21G-1134

0911AG003
1014BA001
0610AE531
0810BA004
0914KB001

Kraxner F.(*1),Yang J.,Yamagata Y.(*1IIASA):How does a Japanese “Eco-Model City” think about the use of
biomass for Bioenergy? A household survey in Hokkaido, Int.Conf.Appl.Energy, Singapore, 2010/04, Abstracts,
56

0712BA337

横内陽子 , 斉藤拓也 , 大木淳之 , 向井人史 : 大気中反応性有機 ヨ ウ素化合物の観測 と発生源解析 , 第 15
回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 30

0610CD974
0911BB001

横内陽子 : 北極と地球温暖化 , 第 9 回 環境 と文化の会 , 大阪 , 2009/11 Z00009998

Yokouchi Y.,Saito T.,Ooki A.,Mukai H.:Seasonal and diurnal variations of CH2I2, CH2ClI, CH3I and C2H5I in
the marine atmosphere, 12th Symp.Int.Comm.Atmos.Chem.Global Pollut.(CACGP)/11th Sci.Conf.Int.Global
Atmos.Chem.(IGAC) Proj. （ポス ター発表） , Halifax, 2010/07, Program

0610CD974
0911BB001

横内陽子 , 斉藤拓也 , 向井人史 ,Stohl A.(*1)(*1 ノ ルウ ェー大気研 ): 東アジアにおけるハイ ド ロ ク ロ ロ フ
ルオロ カーボン (HCFC) と ハイ ド ロ フルオロ カーボン (HFC) の観測 と排出量の推定 , 日本地球惑星科学
連合 2010 年大会 , 千葉 , 2010/05, 同予稿集 , AAS001-08

0911BB001
0610AA101
0810AC002

横内陽子 , 斉藤拓也 , 大木淳之 , 向井人史 : 大気中反応性有機ヨ ウ素化合物の観測と発生源解析 ( その
2), 第 16 回大気化学討論会 , 八王子 , 2010/11, 同講演要旨集 , 24

0610CD974
0911BB001

横内陽子 , 野副晋 , 高見昭憲 , 伊禮聡 , 大原利眞 , 米村正一郎 (*1)(*1 農環技研 ): 福江島における非 メ タ
ン炭化水素の変動と発生源の解析 , 第 51 回大気環境学会年会 , 豊中 , 2010/09, 同講演要旨集 , 414

0810AG001
0913BA001

Yokoo H.-F.,Kinnaman T.C.(*1)(*1Bucknell Univ.):Global reuse and optimal waste policy, 1st Congr.East
Asian Assoc.Environ.Nat.Resour.Econ., Sapporo, 2010/08, Abstracts, 62

0610AA204
0911CD017

横尾英史 : 非再生可能資源の価格推移に リ サイ クルが与える影響についての理論的研究 , 環境経済 ・ 政
策学会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集

Z00009999

Yokoo H.-F. ,Kinnaman T.C.(*1)(*1Bucknell Univ.):Global reuse and optimal waste policy, ISIE Asia-
Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

0610AA204
0911CD017

Kinnaman T.C.(*1),Yokoo H.-F.(*1Bucknell Univ.):Global reuse and optimal waste policy, ASSA Annu.Meet.,
Denver, 2011/01

0610AA204
0911CD017

Yokota T.:Satellite measurements of tropospheric species from GOSAT, WMO-BIPM Workshop, Jeneva, 2010/
03, Abstracts, 13

0610AL917
0610AA102

Yokota T.,Maksyutov S.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Watanabe H.:Present status of the data processing
and validation of the Greenhouse gases Observing SATellite (GOSAT), Greenhouse gases in the Earth system:
Setting the agenda to 2030 （ポス ター発表） , London, 2010/02

0610AA102
0610AL917
0810BY001

Cogan A.(*1),Boesch H.(*1),Parker R.(*1),Yokota T.,Yoshida Y.,Bril A.,Butz A.(*2),O'Dell C.(*3),ACOS
Team(*3),TCCON Sci.Team(*4)(*5)(*1Univ.Leicester,*2NISR,*3Clorado State Univ.,*4Caltech,*5Univ.Wol-
longong):Validation and inter-comparisons of atmospheric CO2 and CH4 retrieved from GOSAT, EGU Gen.As-
sem.2010 （ポス ター発表） , Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-11045-2

0610AA102

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.:Retrieval of column abundances of car-
bon dioxide and methane from GOSAT observational data, ASSFTS 15, Nara, 2010/05, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Yokota T.:Carbon dioxide and methane measurement from space (GOSAT mission and the data status), Sci.Vis-
it.Colloq.Program, Pasadena, 2010/06, Abstracts

0610AL917
0810BY001
0610AA102

Yokota T.,Yoshida Y.,Kikuchi N.(*1),Eguchi N.,Ota Y.,Morino I.,Uchino O.(*1Fujitsu FIP):Forward calculation
and retrieval of column abundances of carbon dioxide and methane from GOSAT data, 32nd Rev.At-
mos.Transm.Models Meet., Lexington, 2010/06, Program, 16

0610AA102
0610AL917
0810BY001
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Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Kikuchi N.(*1)(*1Fujitsu FIP):Line parameters and forward calculation for re-
trieving carbon dioxide and methane from GOSAT data, 11th Int.HITRAN Conf., Boston, 2010/06, Abstracts,
12

0610AA102
0610AL917
0810BY001

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Watanabe H.,Maksyutov S.:GOSAT observation of column abun-
dances of carbon dioxide and methane over Asia and Oceania from space, 7th Annu.Meet.AOGS 2010, Hyder-
abad, 2010/07, Abstracts

0610AL917
0610AA102
0810BY001

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.:Global distribution of column carbon di-
oxide and methane retrieved from observations of Greenhouse gases Observing SATellite (GOSAT), 38th
COSPAR Sci.Assem.2010, Bremen, 2010/07, Abstracts

0610AL917
0610AA102
0810BY001

Yokota T.:Global distribution and one year variation of carbon dioxide and methane concentrations retrieved
from the GOSAT observations, ISPRS Tech.Comm.8th Symp., Kyoto, 2010/08, Proceedings, 372-373

0610AL917

Ishida H.(*1),Nakajima T.Y.(*1),Yokota T.,Kikuchi N.,Watanabe H.(*1Tokai Univ.):Development and validation
of cloud screening algorithm for GOSAT/CAI, ISPRS Tech.Comm.8th Symp. （ポス ター発表） , Kyoto, 2010/
08, Proceedings, 411-414

0610AL917

横田達也 :More than one year observation of the greenhouse gases observing satellite “IBUKI” (GOSAT),
32nd Symp.Remote Sens.Environ.Sci., Fukuoka, 2010/08, Proceedings, 43-51

0610AA102
0610AL917
0810BY001

横田達也 , 吉田幸生 , 森野勇 , 内野修 , 松永恒雄 ,Maksyutov S., 渡辺宏 : 温室効果ガス観測技術衛星 「い
ぶき」の観測プロ ダ ク ト と その精度情報 , 2010 年度統計関連学会連合大会 , 東京 , 2010/09, 同講演報告
集 , 59

0610AA102
0610AL917
0810BY001

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Matsunaga T.,Watanabe H.:Global distribution of car-
bon dioxide and methane retrieved from GOSAT data, SPIE Asia-Pac.Remote Sens., Lidar Remote Sens.Envi-
ron.Monit.11, Incheon, 2010/10, Program, 14

0610AL917
0810BY001
0610AA102

横田達也 : 地球温暖化問題への衛星観測の貢献 , 2010 年 統計数理研究所 公開講演会 「環境問題を科学
的に考え よ う －地球環境 ・ 生活環境保全に対する統計数理の役割－」 , 立川 , 2010/11

0610AA102
0610AL917
0810BY001

Frankenberg C.(*1),Butz A.(*2),Fischer J.B.(*1),Toon G.C.(*1),Kuze A.(*3),Yokota T.(*1JPL,*2SRON/
NISR,*3JAXA):Global remote sensing of chlorophyll fluorescence using high-resolution spectra recorded by the
Japanese GOSAT satellite, AGU 2010 Fall Meet.（ポス ター発表）, San Francisco, 2010/12, Abstracts, B411-
0440

0610AA102

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Kikuchi N.,Maksyutov S.,Hayashi K.(*1),Hiraki K.,Matsunaga
T.,Watanabe H. et al.(*1Geotechnos):The GOSAT level 2 and other upper-level data products, AGU 2010 Fall
Meet., San Francisco, 2010/12, Abstracts, A53I-01

0610AL917
0810BY001
0610AA102

Besse S.(*1),Boardman J.(*2),Nettles J.(*3),Staid M.(*4),Sunshine J.M.(*1),Li J-Y.(*1),Yokota Y.,Buratti
B.(*5),Hicks M.(*5),Pieters C.(*3)(*1Univ.Maryland,*2AIG Boulder,*3Brown Univ.,*4PSI,*5JPL):Deriving A
photometric model for the moon mineralogy mapper data(M3), 42nd Lunar Planet.Sci.Conf., The Woodlands,
2011/03, Abstracts, 1773.pdf

0810AE005

Yokohata T.(*1),Annan J.D.(*2),Hargreaves J. C. (*2),Jackson C.S.(*3),Tobis M. (*4),Collins M.(*4)(*1Now at
NIES,*2JAMSTC,*3Univ.Texas,*4Univ.Exeter):Reliability of multi-model and structurally different single-
model ensembles, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, GC43C-0991

0610AA103
0711BA335

横畠徳太:気候フ ィ ード バッ ク概説およびシ ミ ュ レーシ ョ ンの実際, 第2回気候感度研究会, 柏, 2010/10 0711BA335
0610AA103

横溝裕行 : 外来生物の最適管理戦略：外来生物の密度と経済的影響の関係を知る こ と の重要性／生態系
動態 と ヒ ト の選択動態の結合ダ イナ ミ ッ ク ス : 湖水の水質管理を例に , 自然再生学セ ミ ナー , 新潟 ,
2010/05

0610AA304

横溝裕行 : 不確実性があ る中でどのよ う に意志決定を行えばいいのか？: 絶滅危惧種の保全や外来種管
理を例に , 佐渡市環境経済 ・ 生物多様性地域戦略策定研修会 , 佐渡 , 2010/08

0610AA304

横溝裕行 : 外来種の最適管理戦略の数理的研究 , 10- 第 2 回群集ゼ ミ , 東京 , 2010/10 1012CD001
0610AA304

横溝裕行 : 生態系動態と ヒ ト の選択動態のカ ッ プ リ ング , 自然再生学セ ミ ナー , 東京 , 2010/10 1012CD001
0610AA304
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Yokomizo H.,Naito W.(*1),Kamo M.(*1)(*1AIST):Application of information-gap decision theory to ecological
risk assessment and management of chemicals, SETAC North Am.31st Annu.Meet.（ポス ター発表）, Portland,
2010/11, Abstracts, 332

0911AK001

横溝裕行 : 外来植物の最適管理戦略 : 駆除にどれだけ投資すれば良いのか？, 第 58 回日本生態学会大会
(ESJ 58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , T15-3

0610AA304
1012CD001

横溝裕行 : 在来植物の分布パターン と局所プロセスが外来植物の分布拡大に与え る影響 : パンパスグ ラ
ス (Cortaderia jubata) を例と し たシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルによ る解析 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ
58), 札幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , I1-01

0610AA304
1012CD001

中野武 (*1), 松村千里 (*1), 吉田光方子 (*1), 竹峰秀祐 (*1), 東條俊樹 (*2), 吉兼光葉 , 高澤嘉一 , 山本貴士 ,
野馬幸生 , 柴田康行 (*1 兵庫県環境研 ,*2 大阪市環境科研 ): 有機フ ッ素化合物の発生源と汚染実態 II, 第
19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 82-83

1011BD002

吉兼光葉 , 柴田康行 , 上田哲行 (*1)(*1 石川県大 ): 昆虫の中に蓄積されるパーフルオロ化合物 IV ～ ト ン
ボをつかった陸域環境モニタ リ ング～, 第19回環境化学討論会, 春日井, 2010/06, 同講演要旨集, 80 -81

1011BD002

吉田綾 , 田崎智宏 , 寺園淳 : 中国都市部の一般世帯における家電等の保有 ・ 使用 ・ 廃棄状況 , 第 21 回廃
棄物資源循環学会研究発表会 , 金沢 , 2010/11, 同予稿集 , 171-172

0610AA204
0911BE006

吉田綾 : 途上国における廃電気電子機器 リ サイ クルの環境影響と その対策 , 国際開発学会第 11 回春季
大会 , 札幌 , 2010/06, 同予稿集 , 220-221

0610AA204
0911BE006

吉田綾 : 中国における リ サイ クル と廃棄物原料の輸入規制 , 2010 年アジア経済専門講座「アジアにおけ
る リ サイ クル最新動向－国際 リ サイ クルをめぐ る制度変容 と再生資源貿易－ , 東京 , 2010/11

0610AA204
0810BE003
0911BE006

Yoshida A.,Terazono A.:Classification of e-waste recycling technology in selected Asian developing countries,
ISIE Asia-Pac.Meet./ISIE MFA-ConAccount Meet., Tokyo, 2010/11, Abstracts

0610AA204
0911BE006

Yoshida A.:E-waste related research at NIES, Reg.Workshop on WEEE/E-waste Manage., Osaka, 2010/07 0610AA204
0810BE003
0911BE006

吉田綾 : 中国における廃棄物処理 ・ リ サイ クル政策 , JEITA 講演 , 東京 , 2009/02 0610AA204
0608BE328
0608BE938

Yoshida A.:Waste Import/Export issues and the establishment of recycling system in Asia, LEAF 東アジア国
際学生フ ォーラ ム , 東京 , 2009/11

0610AA204
0810BE003
0911BE006

吉田綾 : 使用済み家電等のフ ロー分析 と中古品取扱事業者の把握 , 経済統計学会関東支部月例研究会 ,
東京 , 2008/01

0610AA204
0608BE328

Yoshida A.,Terazono A.:Classification of E-waste recycling technology in selected Asian developing countries,
8th Exp.Meet.Solid Waste Manage.Asia Pac.Islands, Tokyo, 2011/02, Abstracts, 454-459

0911BE006
0610AA204

吉田勝彦 , 時田恵一郎 (*1)(*1 大阪大 ): 融合に弱い生態系の性質 , 日本古生物学会 2010 年年会 ・ 総会 ,
つ く ば , 2010/06, 同予稿集 , 19

0909AE003
0610FP017

吉田勝彦 , 時田恵一郎 (*1)(*1 大阪大サイバー メ デ ィ アセ ): 生態系の融合時に絶滅を起こ しやすい生態
系の性質について , 第 12 回日本進化学会大会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/08, 同講演予稿集 , 150

0909AE003
0808AE004
0707AE522
0610FP017

吉田勝彦 , 畑憲治 (*1), 郡麻里 (*1), 可知直毅 (*1)(*1 首都大院 ): 海洋島における 野生化ヤギの排除が物質
循環に与える イ ンパク ト : 生態系モデルの開発 , 第 58 回日本生態学会大会 (ESJ 58)（ ポス タ ー発表） , 札
幌 , 2011/03, 同講演要旨集 , P1-328

1012CD012

吉田幸生 :GOSAT TANSO-FTS によ る二酸化炭素・ メ タ ンカ ラ ム量推定 , 海洋気象学会シンポジウ ム 温
室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 (GOSAT) の現状と将来 , 神戸 , 2010/01

0610AL917
0610AA102

Yoshida Y.,Eguchi N.,Ota Y.,Tanaka T.,Kikuchi N.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.,Yokota
T.:Global column abundances of carbon dioxide and methane retrieved from Greenhouse gases Observing SAT-
ellite (GOSAT) observation, EGU Gen.Assem.2010, Vienna, 2010/05, Abstracts, 12, EGU2010-7210

0610AA102
0610AL917
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吉田幸生 , 江口菜穂 , 太田芳文 , 森野勇 , 内野修 , 渡辺宏 , 横田達也 :GOSAT TANSO-FTS SWIR によ る
二酸化炭素 ・ メ タ ンのカ ラ ム平均濃度導出手法の改良 , 日本気象学会 2010 年度秋季大会 , 京都 , 2010/
10, 同講演予稿集 , 202

0610AA102
0610AL917
0810BY001

Joiner J.(*1),Yoshida Y.(*1)(*2),Yoshida Y.,Vasilkov A.P.(*1)(*2),Corp L.(*1)(*3),Middleton E.(*1),Huemmrich
K.F.(*1)(*4)(*1NASA/GSFC,*2Sci.Syst.Appl.,*3Sigma Space,*4Univ.Maryland):Observation of global, sea-
sonal cycle of regional-scale chlorophyll fluorescence from space using GOSAT, AGU 2010 Fall Meet. （ポス
ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts, A53D-0289

Z00009999
Z00009999

Yoshida Y.,Eguchi N.,Ota Y.,Morino I.,Uchino O.,Watanabe H.,Yokota T.:Improvement of a retrieval method
of the column-averaged dry air mole fractions of carbon dioxide and methane from Greenhouse gases Observing
SATellite (GOSAT) observation, AGU 2010 Fall Meet. （ポス ター発表） , San Francisco, 2010/12, Abstracts,
A51C-0115

0610AL917
0610AA102

米澤健一 : 中山間地域集落における農林地管理の継続と再自然化の課題 , 農村計画学会 2010 年度春期
大会学術研究発表会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/04, 同発表会要旨集 , 35-36

0813CD001

米澤健一 , 松橋啓介 : 地方自治体における自動車の CO2 排出量現況値の推計に関する研究 , 環境科学会
2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 16

0911BA004

米澤健一 , 青柳みど り : 農村の環境 ・ 土地管理対策の政策枠組みに関する日欧比較 , 環境経済 ・ 政策学
会 2010 年大会 , 名古屋 , 2010/09, 同報告要旨集 , 117

0813CD001

Yonezawa K.,Aoyagi-Usui M.:Scenario analysis of generational change of farmland managers for a depopulated
rural Community in Japanese less favored areas, Asian Rural Soc.Assoc.(ARSA) 4th Int.Conf., Legazpi(Philip-
pines), 2010/09, Abstracts, 69

0813CD001

Lei L.,Ichinose T.(Toshiaki),Imura H.(*1)(*1Nagoya Univ.):Study on the Strategic Urban Planning and Assess-
ment of Low-Carbon Cities Part4 Energy implications due to shading effect from nearby buildings and trees,
AIJ2010(Hokuriku)(2010 日本建築学会大会 ( 北陸 )), Toyama, 2010/09, Summ.Tech.Pap.Annu.Meet.:
Summ.Des.Works Annu.Meet., 1061-1062

0810BA007

Lei L.,Ichinose T.(Toshiaki),Imura H.(*1)(*1Nagoya Univ.):Energy implications due to shading effect from near-
by buildings and trees, 環境科学会 2010 年会 , 東京 , 2010/09, 同講演予稿集 , 10

0810BA007

Liang N.:Integrated studies on carbon balance of forest ecosystems, Int.Symp.Forest CO2 Flux, Taiwan, 2010/
12, Abstracts, 11

0911AG006
0610AC933

Liang N.,Takagi K.(*1),Kakubari Y.(*2),Nakane K.(*3),Ishida S.(*4),Takagi M.(*5),Takahashi Y.,Mukai
H.(*1Hokkaido Univ.,*2Shizuoka Univ.,*3Hiroshima Univ.,*4Hirosaki Univ.,*5Miyazaki Univ.):The potential of
carbon sink/source of Asian Forest soils, 4th EAFES Int.Congr., Sangju, 2010/09, Abstracts, 125-126

0911AG006
0610AC933

渡邊圭司 : 湖沼の微生物ループにおける 浮遊細菌の役割 , 日本陸水学会 第 75 回大会 公開シンポジウ ム ,
弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 221

1011AF007

渡邊圭司 , 石井裕一 , 小松伸行 (*1), 渡邊未来 , 山村茂樹 , 今井章雄 , 林誠二 (*1 茨城県霞ケ浦環境科セ ):
湖沼の浮遊細菌によ る 溶存有機物の取り 込みと 生育特性 , 日本陸水学会 第 75 回大会（ ポス タ ー発表） ,
弘前 , 2010/09, 同講演要旨集 , 132

1012AG002
0811AG001
1011AF007

霜鳥孝一 (*1), 大森裕子 (*2), 渡邊圭司 , 濱健夫 (*2)(*1 筑波大研究基盤総セ ,*2 筑波大 ): バク テ リ ア由来
腐植物質の特性 , 日本腐植物質学会第 26 回講演会 （ポス ター発表） , つ く ば , 2010/11, 同予稿集 , 6

1011AF007

Watanabe H.,Takaya N.,Mitsumori F.:Image inhomogeneity correction in human brain at high filed by B1+ and
B1- maps, ISMRM-ESMRMB Jt.Annu.Meet. （ポス ター発表） , Stockholm, 2010/05, Abstracts, 531

0610AE416
1012CD005

渡邉英宏:NMRの基礎(3)化学シフ ト ,ス ピン結合, 第32回MR基礎講座, 京都, 2010/07, 同講座資料, 11-17 0610AE416

渡邉英宏 :(13)C MRS を用いた無侵襲的 ヒ ト 脳代謝計測 , 第 14 回 NMR マイ ク ロ イ メ ージング研究会 , 東
京 , 2010/08, 同講演要旨集 , 13-14

0610AE416

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行 :B1+,B1- マ ッ ピングを用いた高磁場での ヒ ト 脳画像不均一補正 , 第 38
回日本磁気共鳴医学会大会 , つ く ば , 2010/09, 日磁医誌 , 30(Suppl.), 211

0610AE416
1012CD005

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行 : 実験室および回転座標系での高周波磁場に関する検討 , 第 38 回日本磁
気共鳴医学会大会 , つ く ば , 2010/09, 日磁医誌 , 30(Suppl.), 212

0610AE416
1012CD005

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行 :B1+,B1- マ ッ ピングを用いた高磁場での ヒ ト 脳画像の不均一補正 , 第 49
回 NMR 討論会 （ポス ター発表） , 東京 , 2010/11, 同講演要旨集 , 394-395

0610AE416
1012CD005
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渡辺宏 , 石原博成 (*1), 林謙二 (*2), 河添史絵 , 高橋文穂 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー,*2 ジオテ ク
ノ ス ):GOSAT データの処理 ・ 配布状況 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 48 回学術講演会 , つ く ば ,
2010/05, 同講演論文集 , 53-54

0610AL917

Watanabe H.,Ishihara H.(*1),Kikuchi N.,Hayashi K.(*2),Kawazoe F.,Takahashi F.,Yokota T.(*1Fujitsu
FIP,*2Geotechnos):GOSAT higher level Product status 1.5 year after the launch, SPIE Eur.Remote Sens.2010,
Toulouse, 2010/09, Program, 25

0610AL917

Watanabe H.,Yokota T.,Matsunaga T.,Ishihara H.(*1),Hayashi K.(*2),Kawazoe F.,Kikuchi N.(*1Fujitsu
FIP,*2Geotechnos):GOSAT higher level product status more than 1.5 year after the launch and planned im-
provement, SPIE Asia-Pac.Remote Sens., Lidar Remote Sens.Environ.Monit.11, Incheon, 2010/10, Program, 19

0610AL917

渡辺宏 , 林謙二 (*1), 菊地信行 , 幸昭 (*2), 河添史絵 , 横田達也 (*1 ジオテク ノ ス ,*2 富士通エフアイ ピー):
GOSAT 高次処理データの現状 , 第 54 回宇宙科学技術連合講演会 , 静岡 , 2010/11, 同講演集

0610AL917

染矢雅之 (*1), 鈴木剛 (*1), 渡部真文 ,Annamalai Subramanian(*1), 高橋真 (*1), 田辺信介 (*1)(*1 愛媛大沿
岸環境科研セ ):In vitro バイオア ッ セイ / 化学分析統合手法によ る未同定ダ イオキシン類縁化合物の探
索 - 二枚貝を用いたアジア沿岸域の汚染モニ タ リ ング , 第 19 回環境化学討論会 , 春日井 , 2010/06, 同
講演要旨集 , 44-45

Z00009999

中田晴彦 (*1), 篠原竜一 (*1), 磯部友彦 (*2), 田辺信介 (*2), 渡部真文 (*1 熊本大院 ,*2 愛媛大沿岸環境科
研セ ): 東京湾柱状底質における紫外線吸収剤濃度の経年変化と その発生源の推定 , 第 19 回環境化学討
論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 68-69

0910BA001

柳本隼人 (*1), 中田晴彦 (*1), 国末達也 (*2), 磯部友彦 (*3), 田辺信介 (*3), 能勢眞人 (*4), 小森浩章 (*4), 有
田典正 (*4), 上田規史 (*4), 渡部真文 (*1 熊本大院 *2State Univ.New York,*3 愛媛大沿岸環境科研セ ,*4 愛
媛大 ): ヒ ト 脂肪中のベンゾ ト リ アゾール紫外線吸収剤および人工香料の汚染現状 , 第 19 回環境化学討
論会 , 春日井 , 2010/06, 同講演要旨集 , 86-87

0910BA001

渡部真文 , 森田昌敏 (*1), 野馬幸生 (*1 愛媛大 ): 各種 5％フ ェニル メ チルシ ロ キサン系 GC キ ャ ピ ラ リ ー
カ ラ ムの分離下における カネ ク ロールの CB％, 第 19 回環境化学討論会（ポス ター発表）, 春日井 , 2010/
06, 同講演要旨集 , 430-431

0610AB447

中田晴彦 (*1), 篠原竜一 (*1), 中澤優介 (*1), 渡部真文 ,磯部友彦 (*2), 田辺信介 (*2),Kannan Kurunthachalam
(*3)(*1 熊本大院 ,*2 愛媛大沿岸環境科研セ ,*3State Univ.New York ): イガイ を用いた環太平洋域の難分
解性 PPCPs 汚染モニタ リ ング , 第 19 回環境化学討論会 （ポス ター発表） , 春日井 , 2010/06, 同講演要
旨集 , 562-563

0910BA001

渡部真文 : 絶縁油に含まれる微量 PCB の機器測定法と精度管理について , 第 52 回日本環境化学会講演
会 , 東京 , 2010/10, 同予稿集 , 129-148

0610AB447

渡部真文 : 絶縁油に含まれる微量 PCB の機器測定法と精度管理について , 第 53 回日本環境化学会講演
会 , 大阪 , 2010/10, 同予稿集 , 129-148

0610AB447

渡邊未来 , 林誠二 , 三浦真吾 , 山村茂樹 , 渡邊圭司 , 越川昌美 , 高松武次郎 (*1)(*1 茨城大 ): 筑波山の窒
素飽和森林における無機態窒素の流入量と流出量の算定 , 日本陸水学会 第 75 回大会 , 弘前 , 2010/09,
同講演要旨集 , 53

1012AG002

渡邊未来 , 高松武次郎 , 越川昌美 , 村田智吉 , 山村茂樹 , 渡邊圭司 , 林誠二 : 人為由来 Sb の土壌蓄積量
を指標にし た森林土壌への NO3- 累積負荷量の推定 , 第 51 回大気環境学会年会 , 大阪 , 2010/09, 同予
稿集 , 517

1010AE003
1012AG002
0910AE002

Wang-yao K.,Yamada M.,Endo K.,Chiemchaisri C.(*1),Sutthasil N.(*1),Ishimori H.(*1Kasetsart Univ.):Green-
house Gas reduction benefits derived from Semi-aerobic test cell, 6th Int.Landfill Res.Symp., Akaigawa Vil-
lage(Hokkaido), 2010/06, Proceedings, 56-57

0610AA204
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 23 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　垣　眞一郎

理事（研究担当） 安　岡　善　文

理事（企画・総務担当） 鏑　木　儀　郎

監事（非常勤） 舩　橋　誠　壽

監事（非常勤） 小　林　伸　行

企画部長 齊　藤　　　眞

次長 大　迫　政　浩

次長 滝　村　　　朗

企画室長（兼） 滝　村　　　朗

研究企画主幹 山　根　正　慎

企画係長 玉　谷　雄　太

研究推進室長 森　　　保　文

研究企画主幹（兼） 田　崎　智　宏

　〃　　   　（兼） 伊　藤　智　彦

　〃　　   　（兼） 村　田　智　吉

　〃　　   　（兼） 岩　崎　一　弘

研究企画主幹 久　米　　　博

外部資金調整専門職 工　藤　常　男

広報・国際室長 村　上　正　治

研究企画主幹（兼） 広　兼　克　憲

広報係長 吾　妻　　　洋

広報係員 髙　柳　幹　矢

主席研究企画主幹（兼） 田　邊　　　潔

　　　〃　　　 　　　（兼） 是　澤　裕　二

総務部長 笠　井　俊　彦

総務課長 石　塚　文　彦

課長補佐 安　西　正　浩

総務係長 名　取　美保子

総務係員 草　間　綾　子

秘書係長 赤　塚　輝　子

秘書係員 欠

厚生係長（兼） 名　取　美保子

厚生係員 門　川　貴　明

人事係長 三　浦　　　将

人事係員 鈴　木　　　愛

　〃 菅　原　貴　子

安全衛生専門職 川　村　和　江

主査 佐　藤　二　郎

（兼） 大　迫　政　浩

（兼） 山　根　正　慎

会計課長 中　込　　　昭

課長補佐 成　島　克　子

経理係長 安　西　大　成

経理係員 今　井　祐　太

　〃 青　池　美江子

出納係長 杉　山　　　健

監

地

―  
出納係員 鈴　木　隆　浩

契約第一係長 河　瀬　貴　広

契約第一係員 奥　　　幸　子

〃 佐　藤　堅　太

〃 丸　尾　武　史

契約第二係長 田　中　秀　志

契約第二係員 欠

財産管理係長 山　本　　　啓

財産管理係員 欠

会計システム専門職 欠

財産管理専門職 欠

主査 林　　　大　祐

主査 宮　本　哲　治

施設課長 久　米　英　行

課長補佐 小　島　繁　雄

管理係長 木　村　幸　子

共通施設係長 欠

営繕係長 欠

施設整備専門職 宮　原　　　修

主査 土　屋　重　和

　　　〃（兼） 佐　藤　二　郎

査室長 坂　本　文　雄

監査主幹 小　林　良　一

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副センター長 野　尻　幸　宏

炭素循環研究室長 向　井　人　史

主任研究員 梁　　　乃　申

〃 高　橋　善　幸

研究員 寺　尾　有希夫

衛星観測研究室長 横　田　達　也

主任研究員 山　野　博　哉

〃 森　野　　　勇

研究員 吉　田　幸　生

温暖化リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 高　橋　　　潔

〃 小　倉　知　夫

研究員 伊　藤　昭　彦

〃 横　畠　徳　太

温暖化対策評価研究室長 甲斐沼　美紀子

主任研究員 亀　山　康　子

〃 藤　野　純　一

〃 花　岡　達　也

研究員 芦　名　秀　一

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

主任研究員 白　井　知　子

陸域モニタリング推進室長 三　枝　信　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 小　熊　宏　之

地球環境データベース推進室長 松　永　恒　雄

主席研究員 Shamil Maksyutov

〃 山　形　与志樹

主幹 風　間　千　尋

〃 福　澤　謙　二

業務係長 欠

交流係長 欠

観測第一係長 樽　井　義　和

観測第二係長 打　上　真　一

（兼） 森　口　祐　一

〃 中　根　英　昭

〃 横　内　陽　子

〃 遠　嶋　康　徳

〃 今　井　章　雄

〃 谷　本　浩　志

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 田　中　　　敦

〃 荒　巻　能　史

〃 小　松　一　弘

循環型社会・廃棄物研究センター長 森　口　祐　一

副センター長 欠

研究調整主幹（兼） 山　根　正　慎

循環型社会システム研究室長（兼） 森　口　祐　一

主任研究員 橋　本　征　二

〃 南　齋　規　介

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

研究員 吉　田　　　綾

〃 中　島　謙　一

循環技術システム研究室長（兼） 大　迫　政　浩

主任研究員 田　崎　智　宏

〃 稲　葉　陸　太

資源化・処理処分技術研究室長 川　本　克　也

主任研究員 山　田　正　人

〃 遠　藤　和　人

〃 石　垣　智　基

廃棄物試験評価研究室長 倉　持　秀　敏

主任研究員 山　本　貴　士

研究員 鈴　木　　　剛

物質管理研究室長 滝　上　英　孝

主任研究員 肴　倉　宏　史

研究員 渡　部　真　文

〃 梶　原　夏　子

バイオエコ技術研究室長 徐　　　開　欽

研究員 蛯　江　美　孝

環境リスク研究センター長 白　石　寛　明

副センター長 青　木　康　展

研究調整主幹（兼） 菅　谷　芳　雄

曝露評価研究室長 鈴　木　規　之

職 　  　 　 名 氏 　 名

ア

社

―  
主任研究員 櫻　井　健　郎

研究員 今　泉　圭　隆

健康リスク評価研究室長（兼） 青　木　康　展

主任研究員 曽　根　秀　子

〃 松　本　 　 理

研究員 河　原　純　子

〃 古　濱　彩　子

生態リスク評価研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 菅　谷　芳　雄

研究員 横　溝　裕　行

〃 林　　　岳　彦

環境曝露計測研究室長 白　石　不二雄

主任研究員 鑪　迫　典　久

〃 中　島　大　介

高感受性影響研究室長 藤　巻　秀　和

主任研究員 石　堂　正　美

〃 黒　河　佳　香

環境ナノ生体影響研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 古　山　昭　子

研究員 藤　谷　雄　二

生態系影響評価研究室長 高　村　典　子

主席研究員 堀　口　敏　宏

〃 五  箇  公  一

ジア自然共生研究グループ長 中　根　英　昭

副グループ長 欠

アジア広域大気研究室長 高　見　昭　憲

主任研究員 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

広域大気モデリング研究室長 大　原　利　眞

主任研究員 永　島　達　也

研究員 森　野　　　悠

アジア水環境研究室長 王　　　勤　学

主任研究員 水　落　元　之

〃 越　川　　　海

〃 東　　　博　紀

研究員 岡　寺　智　大

環境技術評価システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 中　山　忠　暢

研究員 平　野　勇二郎

研究員（兼） 徐　　　開　欽

研究員 藤　井　　　実

流域生態系研究室長 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 福　島　路　生

研究員 井　上　智　美

主席研究員 清　水　英　幸

会環境システム研究領域長 原　沢　英　夫

環境経済・政策研究室長 日　引　　  聡

主任研究員 久保田　　　泉

職 　  　 　 名 氏 　 名
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研究員 岡　川　　　梓

環境計画研究室長 青　柳　みどり

主任研究員（兼） 森　　　保　文

主任研究員 一ノ瀬　俊　明

統合評価研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 肱　岡　靖　明

研究員 花　崎　直　太

〃 金　森　有　子

交通・都市環境研究室長 欠

主任研究員 須　賀　伸　介

〃 近　藤　美　則

〃 松　橋　啓　介

化学環境研究領域長 柴　田　康　行

上級主席研究員 田　邊　　　潔

有機環境計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 橋　本　俊　次

〃 髙　澤　嘉　一

研究員 伏　見　暁　洋

無機環境計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 田　中 　　 敦

〃 内　田　昌　男

動態化学研究室長 横　内　陽　子

研究員 荒　巻　能　史

〃 斉　藤　拓　也

生体計測研究室長 三　森　文　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邉　英　宏

環境健康研究領域長 高　野　裕　久

環境健康研究領域次長 新　田　裕　史

〃 是　澤　裕　二

分子細胞毒性研究室長 野　原　惠　子

主任研究員 小　林　弥　生

研究員 鈴　木　武　博

〃 前　川　文　彦

生体影響評価研究室長 欠

主任研究員 小　池　英　子

　〃 伊　藤　智　彦

総合影響評価研究室長（兼） 田　村　憲　治

研究員（兼） 佐　藤　ゆ　き

環境疫学研究室長（兼） 新　田　裕　史

研究員 上　田　佳　代

主席研究員 持　立　克　身

小児健康影響調査企画推進室長 中　村　邦　彦

室長補佐 松　井　文　子

係長（兼） 松　井　文　子

業務管理係長 髙　澤　賢　司

係員 澤　田　史　哉

小児健康影響調査解析・管理室長 田　村　憲　治

研究員 佐　藤　ゆ　き

職 　  　 　 名 氏 　 名

大

水

生

―  
データ管理係長（兼） 猪　爪　京　子

データ管理専門職 猪　爪　京　子

気圏環境研究領域長 今　村　隆　史

大気物理研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 秋　吉　英　治

〃 杉　田　考　史

〃 日　暮　明　子

〃 菅　田　誠　治

研究員 塩　竈　秀　夫

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 松　井　一　郎

研究員 西　澤　智　明

大気化学研究室長 谷　本　浩　志

主任研究員 猪　俣　　　敏

大気動態研究室長 遠　嶋　康　徳

主任研究員 内　山　政　弘

研究員 山　岸　洋　明

主席研究員 中　島　英　彰

土壌圏環境研究領域長 木　幡　邦　男

水環境質研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 岩　崎　一　弘

〃 冨　岡　典　子

〃 珠　坪　一　晃

〃 永　野　匡　昭

〃 山　村　茂　樹

湖沼環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 小　松　一　弘

〃 高　津　文　人

海洋環境研究室長 原　島　　　省

主任研究員 中　村　泰　男

〃 牧　　　秀　明

研究員 金　谷　　　弦

土壌環境研究室長 林　　　誠　二

主任研究員 村　田　智　吉

〃 越　川　昌　美

研究員 渡　邊　未　来

物圏環境研究領域長 竹　中　明　夫

個体群生態研究室長 高　村　健　二

主任研究員 佐　竹　　　潔

〃 多　田　　  満

〃 吉　田　勝　彦

研究員 今　藤　夏　子

〃 角　谷　　　拓

〃 松　崎　慎一郎

生理生態研究室長 佐　治　　  光

主任研究員 名　取　俊　樹

〃 久　保　明　弘

〃 唐　　　艶　鴻

〃 青　野　光　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
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微生物生態研究室長 笠　井　文　絵

主任研究員 河　地　正　伸

〃 広　木　幹　也

〃 上　野　隆　平

生態遺伝研究室長 中　嶋　信　美

主任研究員 玉　置　雅　紀

〃 矢　部　　　徹

研究員 石　濱　史　子

環境研究基盤技術ラボラトリー長 桑　名　　　貴

環境分析化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

〃 高　木　博　夫

生物資源研究室長（兼） 桑　名　　　貴

主任研究員 清　水　　  明

〃 高　橋　慎　司

〃 戸　部　和　夫

〃 川　嶋　貴　治

研究員 大　沼　　　学

職 　  　 　 名 氏 　 名

環

―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 17 年度までの採用者数は， 「一般職の任期付研

年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者数

付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

（単位

（ウ） 外国人の任用

年　　　　度
平成
１０ １１ １２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
２１

平成
２２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 8 12

年　　　　度
平成
１８ １９

ＮＩＥＳ特別研究員 5 4

年　度
平成
６ ７ ８ ９ １０ １１

任用者数 1 1

年　度
平成
２１

平成
２２

任用者数
研究員（兼） 笠　井　文　絵

境情報センター長 岸　部　和　美

情報企画室長 木　村　京　子

企画調整係長 望　月　昌　弘

出版普及係長 山　口　和　子

情報提供専門職（兼） 冨　田　光　治

情報整備室長 久　保　恒　男

整備係長 欠

研究協力係長 欠

環境データ専門職 冨　田　光　治

地理情報専門職 古　田　早　苗

情報管理室長 広　兼　克　憲

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 山　﨑　　　学

ネットワーク係長 山　﨑　　　学

図書・文献情報専門職 宮　下　七　重

情報システム専門職 欠

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

究員の採用， 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成 ９

であ り ， 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任期

る Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員を任期を定めて採用し た者の数

： 人）

（単位 ： 人）

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

5 3

11 8 6 4 7 7 3 1

２０ ２１ ２２

6 4 4

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

2 3 1 1



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
（ ２ ） 研究系契約職員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェ ロー 　 ２ ５ 名】 （平成 23 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポス ド ク フ ェ ロー 　 １ ０ ５ 名】

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 北　村　健　二 企画部 15 神　村　一　幸 アジア自然共生研究グループ

2 Sergey Oshchepkov 地球環境研究センター 16 黒　川　純　一

3 Georgii Alexandrov 17 大　場　　　真

4 Shobhakar Dhakal 18 杵　嶋　修　三

5 曾　　　継　業 19 米　元　純　三 環境健康研究領域

6 開　　　和　生 20 小　野　雅　司

7 哈　斯　巴　干 21 樋　渡　武　彦 水土壌圏環境研究領域

8 杉　原　　　薫 22 橋　本　光一郎 環境研究基盤技術ラボラトリー

9 横　田　康　弘 23 Sawicka Edyta

10 川　口　光　夫 循環型社会･廃棄物研究センター 24 根　上　泰　子

11 小　口　正　弘 25 森　　　育　子

12 松　崎　加奈恵 環境リスク研究センター

13 長　尾　明　子

14 Tin-Tin-Win-Shwe

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 Andrey Bril 地球環境研究センター 31 加　用　現　空 地球環境研究センター

2 田　中　智　章 32 森　田　香菜子

3 早　渕　百合子 33 井　上　　　誠

4 松　本　健　一 34 申　　　龍　熙

5 明　石　　　修 35 石　崎　安　洋

6 阿　部　　　学 36 村　上　理　映 循環型社会･廃棄物研究センター

7 Boyan Tatarov 37 成　岡　朋　弘

8 宮　崎　千　尋 38 河　井　紘　輔

9 笹　川　基　樹 39 神　保　有　亮

10 奈　良　英　樹 40 石　森　洋　行

11 古　山　祐　治 41 佐　野　　　彰

12 齊　藤　　　誠 42 加　用　千　裕

13 Dmitry　Belikov 43 金　　　喜　鍾

14 尾　田　武　文 44 Aljbour Salah 
Hamdan Matrouk

15 赤　木　純　子 45 藤　森　　崇

16 中　岡　慎一郎 46 横　尾　英　史

17 山　本　　　聡 47 小　林　拓　朗

18 石　原　光　則 48 魯　　　保　旺

19 峰　島　知　芳 49 Tao WANG

20 安　立　美奈子 50 小　田　重　人

21 眞　板　英　一 51 影　山　志　保

22 STRASSMANN Kuno 52 井　上　真　紀

23 加　藤　創　史 53 赤　坂　宗　光

24 後　藤  誠二朗 54 真　野　浩　行

25 髙　橋　厚　裕 55 小　林　　　淳

26 Vinu K. Valsala 56 李　　　政　勲

27 Maciej Telszewski 57 岡　本　　　卓

28 中　道　久美子 58 漆　谷　博　志

29 庄　山　紀久子 59 早　坂　大　亮

30 飯　尾　淳　弘 60 森　口　紗千子
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシス タ ン ト フ ェ ロー 　 ２ ３ 名】

61 太　田　悠　葵 循環型社会･廃棄物研究センター 85 中　村　宣　篤 環境健康研究領域

62 児　玉　圭　太 86 曾　　　　　勤

63 河　合　　　徹 87 内　匠　正　太

64 伊　藤　　　洋 88 神　田　　　勲 大気圏環境研究領域

65 岡　　　知　宏 89 中　村　　　哲

66 石　井　弓美子 90 原　　　由香里

67 呉通華（Tonghua Wu） アジア自然共生研究グループ 91 川　瀬　宏　明

68 孫　　　　　穎 92 関　本　奏　子

69 小　林　祥　子 93 瀬　田　孝　将

70 笹　川　裕　史 94 齊　藤　伸　治

71 伊　禮　　　聡 95 川　﨑　伸　之 水土壌圏環境研究領域

72 西　澤　匡　人 96 佐　藤　貴　之

73 米　澤　健　一 社会環境システム研究領域 97 渡　邊　圭　司

74 Likhvar Victoria 98 小野寺　　　崇

75 宮　脇　幸　治 99 田　中　伸　幸

76 山　本　隆　広 100 西　沢　　　徹 生物圏環境研究領域

77 藤　森　真一郎 101 五百城　　幹英

78 須　田　英　子 102 石　井　裕　一

79 大　木　淳　之 化学環境研究領域 103 Shen Miaogen

80 吉　兼　光　葉 104 中　山　卓　郎

81 近　藤　美由紀 105 冨　松　　　元

82 野　副　　　晋

83 田　中　伸　一

84 Stephan　Rella

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 岩　渕　裕　子 地球環境研究センター 19 有賀　敏典 社会環境システム研究領域

2 長　友　利　晴 20 松田　あゆり 化学環境研究領域

3 楊　　　　　 21 中宮　邦近

4 須　永　温　子 22 苅部　甚一

5 小　川　安紀子 23 今里　栄男 環境研究基盤技術ラボラトリー

6 佐　伯　田　鶴

7 小　田　知　宏

8 瀬　谷　　　創

9 須　田　真依子

10 小　塩　正　朗 環境リスク研究センター

11 藤　原　　　好

12 蓮　沼　和　夫

13 赤　沼　宏　美

14 鈴　木　純　子

15 鈴　木　一　隆

16 今　田　美　穂

17 今　井　葉　子

18 佐　藤　陽　美

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシス タ ン ト 　 ４ ０ 名】

（ ３ ） 特別客員研究員等の状況

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 村　上　大　輔 地球環境研究センター 20 宗　形　広　志 社会環境システム研究領域

2 Hancheng Dai 21 上　野　博　史

3 嶋　田　　　章 22 桑　田　智　幸

4 中　根　太　郎 23 雷　　　　　蕾

5 中　河　嘉　明 24 鬼　本　真一郎

6 朱　　　文　率 循環型社会･廃棄物研究ｾﾝﾀｰ 25 木　村　正　典

7 小　島　英　子 26 髙　橋　あおい

8 渡　辺　喬　之 環境リスク研究センター 27 寺　見　明　久

9 馬　場　俊　介 28 唐　　　恒　進

10 朴　　　正　彩 29 Carine Yi

11 秦　　　咸　陽 30 卯　城　博　章

12 水　谷　千亜紀 アジア自然共生研究グループ 31 篠　崎　鉄　哉 化学環境研究領域

13 史　　　　　航 32 髙　木　麻衣

14 栗　林　正　俊 33 小　出　昌　弘 環境健康研究領域

15 大　西　　　悟 34 釜　江　陽　一 大気圏環境研究領域

16 王　　　仕　琴 35 風　間　沙都美

17 張　　　依　章 36 門　脇　正　尚

18 陳　　　旭　東 37 窪　田　恵　一 水土壌圏環境研究領域

19 木　部　亜有美 38 佐　瀬　信　哉

39 Saghar Zarenezhad 生物圏環境研究領域

40 Haniyeh Bidadi　

① 特別客員研究員 １２名 ③ 共同研究員 ７６名

国立大学法人等 ４名 国立大学法人等 ２４名

私立大学 １名 公立大学等 ６名

独立行政法人等 １名 私立大学 ８名

その他 ６名 国立機関 １名

地方環境研究所 ４名

② 客員研究員 ２４５名 独立行政法人等 ９名

国立大学法人等 ９５名 民間企業 １３名

公立大学等 １０名 その他 ２名

私立大学 ２８名 国外機関 ９名

国立機関 ４名

地方環境研究所 ６２名 ④ 研究生 １０１名

独立行政法人等 １６名 国立大学法人等 ７６名

民間企業 ７名 公立大学等 ２名

その他 ２０名 私立大学 １５名

国外機関 ３名 その他 １名

国外機関 ７名

特別客員研究員等合計 ４３４名
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

* １ ． （） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金収入
10,588,645,784
(913,429,784)

99.9％ 9,271,454,610 1,317,191,174

施設整備費補助金収入
785,566,500

(286,345,500)
99.7％ 668,400,360 117,166,140

施設整備資金貸付金償還時補助金 0 ― 0 0

政府受託 3,282,316,699 94.7％ 3,277,138,368 5,178,331

（競争的資金） 1,407,255,628 106.2％ 1,407,255,628 0

地球環境研究総合推進費 1,056,245,000 103.6％ 1,056,245,000 0

環境技術開発等推進事業費 192,428,000 111.5％ 192,428,000 0

地球環境保全等試験研究費 249,529,000 101.7％ 249,529,000 0

科学技術振興調整費 56,019,628 100.7％ 56,019,628 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 0 0.0％ 0 0

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 0 0.0％ 0 0

エネルギー対策特別会計 102,563,000 皆増 102,563,000 0

（業務委託） 1,875,061,071 87.6％ 1,869,882,740 5,178,331

環境省 ( 一般会計 ) 1,452,943,897 116.6％ 1,452,943,897 0

環境省 ( エネルギー対策特別会計 ) 0 0.0％ 0 0

地球環境保全等試験研究費 290,803,000 116.5％ 290,803,000 0

科学技術振興調整費 17,000,474 23.2％ 17,000,474 0

科学技術振興費 12,000,000 78.4％ 12,000,000 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 0

原子力試験研究費 0

廃棄物処理等科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 102,313,700 126.3％ 97,135,369 5,178,331

研修生等受入経費収入 880,587 2935.3％ 880,587 0

民間受託
300,268,068
(36,492,400)

88.4％ 300,268,068 0

環境標準試料等分譲事業 12,878,984 108.4％ 12,878,984 0

民間寄附金
72,583,081

(22,500,717)
398.9％ 38,628,547 33,954,534

知的所有権収益 285,180 103.9％ 262,500 22,680

事業外収入
7,395,276

(3,000)
75.0％ 3,602,644 3,792,632

その他の臨時利益 0 0.0％ 0 0

合 　 　 　 　 　 計 15,050,820,159 98.4％ 13,573,514,668 1,477,305,491
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 23 年 ３ 月 31 日現在）

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

廃棄物処理Ⅰ期場内倉庫 Ｓ － １ 建 / 延面積 92.3m2 平成 22 年 9 月竣工

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工

循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工
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微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工

環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － 2 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － 1 75.60 64.44 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － 6 502.34 2272.10 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 107.99 101.52 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 独立行政法人国立環境研究所外部研究評価委員会構成員 平成 22 年 ４ 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

青 　 木 　 周 　 司 東北大学大学院理学研究科 　 教授

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学 　 副学長 ・ 新領域創成科学研究科 　 教授

稲 　 葉 　 　 　 裕 実践女子大学生活科学部食生活科学科 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 独立行政法人高等専門学校機構函館工業高等専門学校 　 校長

植 　 田 　 和 　 弘 京都大学大学院経済学研究科 　 教授 ・ 同地球環境学堂 　 教授

植 　 松 　 光 　 夫 東京大学大気海洋研究所国際連携研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

岡 　 田 　 光 　 正 放送大学 　 教授

加 　 藤 　 順 　 子 金沢工業大学 　 客員教授

鎌 　 田 　 　 　  博 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

河 　 村 　 公 　 隆 北海道大学低温科学研究所 　 教授

河 　 村 　 清 　 史 埼玉大学大学院理工学研究科 　 教授

北 　 野 　 　 　  大 明治大学理工学部 　 教授

木 　 村 　  富士男 独立行政法人海洋研究開発機構地球環境変動領域次世代モデル研究プロ グ ラ ム

　 プロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター

小 　 泉 　  　     博 早稲田大学教育 ・ 総合科学学術院 　 教授

才 　 野 　 敏 　 郎 　 独立行政法人海洋研究開発機構地球環境変動領域物質循環研究プロ グ ラ ム 　

　 プロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学 　 教授

武 　 田 　 博 　 清 同志社大学理工学部 　 教授

西 　 尾 　 文 　 彦 千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター 　 教授

原 　 口 　 紘 　 社団法人国際環境研究協会 　 環境省 ・ プロ グ ラ ムオフ ィ サー

藤 　 江 　 幸 　 一 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

藤 　 田 　 正 　 憲 大阪大学 　 名誉教授

眞 　 柄 　 泰 　 基 学校法人 ト キ ワ松学園 　 理事長

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

安 　 井 　 　 　  至 独立行政法人製品評価技術基盤機構 　 理事長

和 　 気 　 洋 　 子 慶應義塾大学商学部 　 教授

渡 　 辺 　 知 　 保 東京大学大学院医学系研究科 　 教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １．一つの契約であっても、複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には、それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２．「国研等」は、国、国立研究機関、独法研究機関。

３．「国立大学」には、大学共同利用機関を含む。

４．「特殊法人等」は、特殊法人および認可法人。

５．国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと、研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

22 共 同 研 究 8 12 3 0 4 11 4 124 166

受 託 研 究 100 7 0 0 7 6 6 0 126

委 託 研 究 15 60 25 0 5 6 11 3 125

合 　 　 計 123 79 28 0 16 23 21 127 417
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（ ３ ） 平成 22 年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

ダ イオキシン類及び PCBs の発生源解析に関する研究

摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的要因解析

釧路湿原シ ラル ト ロ沼の環境劣化と その原因の究明

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧によ る森林影響

秋田県健康環境セン ター 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 （C 型研究代表）

宮城県保健環境セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

非意図的に生成さ れた化学物質が排出さ れる 水環境の包括的評価に関する パイ ロ ッ ト 研究

新潟県保健環境科学研究所 山岳地におけ る対流圏オゾンの時間変動に関する研究

群馬県衛生環境研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

千葉県環境研究セン ター 東京湾東部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

植物のオゾン被害と ス ト レ ス診断に関する研究 （C 型研究代表）

東京都環境科学研究所 PFOS、 PFOA 及びその類縁物質の環境実態把握及び汚染源の推定

神奈川県水産技術セン ター 東京湾西部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

横浜市環境科学研究所 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジン コ を用いた総合毒性評価に関する研究

地球温暖化がも た らす日本沿岸域の水質変化と その適応策に関する研究 （C 型研究代表）

川崎市公害研究所 川崎市におけ る大気シ ミ ュ レーシ ョ ンに関する研究

長野県環境保全研究所 八方尾根における アジア大陸起源大気粉じんの成分特性の解明

内陸山間地域におけ る揮発性有機化合物の動態に関する研究

環境中のダ イオキシン類と 関連物質のモニ タ リ ングおよび発生源解析に関する研究

湖沼における水草帯の保全と復元手法に関する研究

都市の温熱環境マ ッ プ作成に関する研究

静岡県環境衛生科学研究所 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

富山県環境科学セン ター 山域地域における黄砂エア ロ ゾルの動態に関する研究

ラ イ ダー観測データ を用いた富山県における黄砂エア ロ ゾルの影響に関する研究

福井県衛生環境研究セン ター 北陸地方における産業廃棄物最終処分場 （管理型） の安定化に関する研究

福井県自然保護セン ター 生物の空間分布予測モデルにも と づいた自然再生適地の抽出と市民参加によ る検証

京都府保健環境研究所 エア ロ ゾル中の微量金属元素濃度比及び鉛同位体比を用いた長距離輸送現象の解析

化学成分組成を指標 と し た都市大気エア ロ ゾルの越境大気汚染によ る影響評価

大阪府環境農林水産総合研究所 ラ イ ダー観測データ を用いた近畿地方の対流圏大気環境の調査

大阪市立環境科学研究所 PM2.5 と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄与評価に関する研究 （C 型研究代表）

兵庫県環境研究ｾﾝﾀｰ 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

有機フ ッ素化合物の環境汚染実態と排出源について （C 型研究代表）

浅海域におけ る干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する研究 （C 型研究代表）

名古屋市環境科学研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

大気中粒子状物質の成分の短期暴露によ る健康影響評価

土壌 ・ 地下水汚染物質の微生物分解に関する研究

島根県保健環境科学研究所 高濃度エア ロ ゾル現象に関する PM2.5 の影響調査と ラ イ ダー観測データの応用

福岡県保健環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質のモニ タ リ ングに関する研究

ブナ林生態系におけ る生物 ・ 環境モニ タ リ ングシステムの構築 （C 型研究代表）

福岡市保健環境研究所 博多湾におけ る円石藻の非円石細胞ステージのモニ タ リ ング

鹿児島県環境保健セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

沖縄県衛生環境研究所 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス ト レ スの影響評価

微細藻類が生産する有毒物質のモニ タ リ ングに関する研究

亜熱帯域島嶼におけ る最終処分場の安定化 メ カニズム解明に関する研究
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し、 第二期中期期間 （平成 18 年度～ 22 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 22 年度においては、 平成 22 年 4 月に開催された外部研究評価委員会において、 重点研究プロ グ ラ ム、 基盤的な

調査 ・ 研究活動、 知的研究基盤の整備事業について、 年度評価を受けた。 また、 平成 21 年度終了特別研究についての

事後評価を実施し た。

内部評価と し ては、 平成 23 年度開始分野横断型提案研究、 平成 22 年度奨励研究 （後期募集分） について事前評価を

実施し、 研究課題の採択を行った。 また、 平成 22 年度奨励研究 （後期募集分） 等の事後評価を行った。

評価の種類 評価の方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に、 期待される研究成果及び波

及効果の予測、 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性、 目的、 目標等の設定 と と もに、

研究資源 （研究資金、 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

中間評価

研究の終了までの中間時期に、 研究の達成度

の把握、 成功又は不成功の原因の分析を行 う 。

研究の方向性、 目的、 目標等及び研究資源 （研

究資金、 人材等をい う 。） の配分等の見直しに

反映させる。

暫定評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に、 研究の達成度の把握、 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定、

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了直後に、 研

究の達成度の把握、 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定、 研究の進め方等の検討

に反映させる。

追跡評価

研究終了の数年後に、 研究開発の直接の成果

（ア ウ ト プ ッ ト ） のみな らず、 そ こから生み出

された社会 ・ 経済への効果 （ア ウ ト カム） や

波及効果 （イ ンパク ト ） について評価を行 う 。

研究評価手法及び研究管理制度の見直しに反映

させる。

年度評価
年度終了直後に、 研究の達成度の把握、 成功

又は不成功の原因の分析を行 う 。

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定、 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

国際シンポジウ ム 「魚と 漁業への気候変動の影響 ： 影響予測、 生

態系応答アセス メ ン ト および管理戦略評価」

宮城 ・ 仙台市 仙台国際セン ター 22.4.26 ～ 22.4.29

15th International Workshop on Atmospheric Science from Space using 

Fourier Transform Spectrometry

奈良 ・ 奈良市 奈良女子大学 22.5.11 ～ 22.5.13

第 8 回アジア地域におけ る温室効果ガス イ ンベン ト リ 整備に関す

る ワーク シ ョ ッ プ

ラオス ・ ヴ ィ エン

チャ ン

ラオプラザホテル 22.7.13 ～ 22.7.16

第 7 回日韓中三カ国研究機関長会合 中国 ・ 青島市 チン タオフ イーク ワ ンダ

イネステ ィ ーホテル

22.9.12 ～ 22.9.17

Northeast Asia Eco-Forum on Low Carbon Cities/Regions 中国 ・ 瀋陽市 シェ ラ ト ンデ ィ オホテル 22.9.15 ～ 22.9.16

第 7 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 22.10.18 ～ 22.10.19

生物多様性条約第 10 回締約国会議公式サイ ド イベン ト 「食べて考

え る、 外来種ワーク シ ョ ッ プ」

愛知 ・ 名古屋市 名古屋国際会議場 22.10.20 ～ 22.10.21

ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者記念講演 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 22.10.28

Capacity Building Workshop on Carbon Governance in Asia: Bridging 

Scales and Disciplines

神奈川 ・ 横浜市 国連大学高等研究所 22.11.1 ～ 22.11.3

7th Annual Industrial Symbiosis Research Symposium 2010

Industrial Symbiosis-CONTRIBTING TO CO-BENEFIT CITIES AND 

REGIONS-

神奈川 ・ 川崎市 川崎市産業振興会館 22.11.5 ～ 22.11.6

気候変動枠組条約第 16 回締約国会議 / 京都議定書第 6 回締約国会

合 （COP16/CMP6） 公式サイ ド イベン ト 「アジア太平洋地域にお

ける低炭素で気候変動の影響に対応可能な発展への移行」

メ キシ コ ・ カン ク ン カン ク ン メ ッ セ 22.12.3

国際ワーク シ ョ ッ プ 「 メ コ ン川の持続可能な管理に向けた科学の

進展」 （Advances in Science for the Sustainable Management of the 

Mekong River）

タ イ ・ ウボン ラチャ

タ ニ

ウボン ラチャ タ ニ大学ホ

テル

23.1.18 ～ 23.1.19

第 7 回 アジア ・ 太平洋エコ ビジネス フ ォーラ ム 神奈川 ・ 川崎市 川崎市産業振興会館 23.2.14 ～ 23.2.15

第 16 回 AIM 国際ワーク シ ョ ッ プ 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 23.2.19 ～ 23.2.21

シンポジウ ム 「アジア低炭素社会に向けて」

「環境省環境研究総合推進費アジア低炭素社会研究 （S-6）」 プロ

ジェ ク ト の進展および 「アジア地域の低炭素社会シナ リ オ開発 

(SATREPS)」 の開始

東京 ・ 新宿区 JICA 研究所国際会議場 23.2.22

A3 フ ォーサイ ト プロ グ ラ ム 「CarboEastAsia ワーク シ ョ ッ プ 2011」 東京 ・ 台東区 ブルーウ ェーブイ ン 浅

草

23.2.22 ～ 23.2.23

国際ワーク シ ョ ッ プ 「世界の急速な都市化における都市のエネル

ギー と炭素管理」

オース ト リ ア ・

ウ ィ ーン

国際応用システム分析研

究所 

23.3.10 ～ 23.3.11

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国 海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進

（科）

米国海洋大気局 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 （科） ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 （科） 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

韓 　 　 　 　 　 国 日本及び韓国に分布する造礁サンゴによ る環境変動解析 ( 環 ) 海洋研究所 地球環境研究セン ター

両国におけ る外来生物についての情報交換 ( 環 ) 国立環境研究院 環境 リ ス ク研究セン ター

黄砂観測のための日韓 LIDAR 観測網における リ アルタ イ ムデー

タ交換システムの構築 ( 環 )

国立気象研究所 大気圏環境研究領域

有機錫化合物関連共同研究 ( 環 ) 韓国国立水産科学院 環境 リ ス ク研究セン ター

希少動物種の遺伝子 ・ 細胞保存 ( 環 ) ソ ウル大学 環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

新規の希少鳥類種の域外保全 ( 環 ) ソ ウル大学 環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

ス ウ ェ ー デ ン 人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 （科） カ ロ リ ン スカ研究所 環境 リ ス ク研究セン ター

北極海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 （科） エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト
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（注）

一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り 、 数が確定し ていない。

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 ( 環） 中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 （環）

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学  

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 ( 環）

中国科学院沈陽応用生 

態研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国太湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 （環）

中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

貴州省紅楓湖、 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 ( 環）

貴州省環境保護局 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究 ( 環 )

上海交通大学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 ( 環 ) 中国環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

中国におけ る ク リ マア ト ラ ス を通じ た都市熱環境配慮型都市開発

の実現 （科）

大連民族学院 社会環境システム研究領

域

アジア拠点都市における循環経済環境技術都市シ ミ ュ レーシ ョ ン

システム （科）

中国科学院応用生態研究

所

アジア自然共生研究グ

ループ

アジア域における温室効果ガスのモニタ リ ング と そのデータ解析

（科）

中国気象科学研究院 地球環境研究セン ター

都市環境技術 ・ 政策シ ミ ュ レーシ ョ ンシステムに関する研究

（科）

中国科学院応用生態研究

所

アジア自然共生研究グ

ループ

大気中の内分泌か く 乱作用に関する研究 （科） 第二軍医大学 環境 リ ス ク研究セン ター

温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築プロ ジェ ク ト （科） 中国科学院地理科学与資

源研究所

アジア自然共生研究グ

ループ 　

フ 　 ラ 　 ン 　 ス 植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ( 科 ) ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

（科）

フ ラ ン ス国立科学研究セ

ン ター

生物圏環境研究領域

ロ 　 シ 　 ア 凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 ( 科 ) ロ シア科学アカデ ミ ー 　

ズエフ大気光学研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支

（科）

ロ シア科学アカデ ミ ー ・

ウ ィ ノ グ ラ ツキー微生物

研究所

地球環境研究セン ター 

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 （科） ロ シア連邦天然資源省ボ

ロ ン スキ自然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー 

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： ( 　 ) は締結年度。

①国際研究協力協定等 （GOSAT に係る研究公募 （GOSAT-RA） によ る共同研究協定を除 く 。）

国名等 国際研究協力協定等

ア メ リ カ合衆国 Technical Assistance Agreement between the California Institute of Technology at the Jet Propulsion Laboratory and NIES (2008)

Technical Services Agreement between the California Institute of Technology and NIES (2008)

MoU Agreement between Advanced Global Atmospheric Gas Experiment (AGAGE) and NIES (2009)

イ ン ド MoU between Anna University, Chennai, India and NIES for Collaborative Research on Atmospheric Science (2007)

オース ト ラ リ ア Consultancy Agreement between NIES and the University of Wollongong (2008)

カ 　 　 ナ 　 　 ダ Agreement between NIES and Institute of Ocean Sciences (1995)

韓 　 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between NIES and National Institute of Environmental Research of the Republic of Korea to Establish 

Cooperative Framework regarding the Environmental Protection Technologies (1994)

ス ウ ェ ー デ ン MoU on Joint Research on Product and Waste Oriented Environmental Management and Policy between NIES and International 

Institute for Industrial Environment Economics at Lund University , Sweden (2008)

タ イ MoU on Research on Appropriate Landfill Operations in Thailand between NIES and Kasesart University, Thailand （2009）

MoU on Research on Appropriate Landfill Operations at Laemchabang Landfill between NIES and Laemchabang Municipality, 

Thailand (2009)

MoU on Joint Research on Development of Co-benefit Treatment System of Molasses-based Waste Water between NIES and 

Khon Kaen University Thailand (2009)

MoU on Research on Greenhouse Gas Emissions from Solid Waste Disposal Sites and Waste Management between NIES and 

The Joint Graduate School of Energy and Environment, Kings's Mongkut University of Technology Thonburi, Thailand (2009)

MoU between NIES and Ubon Rajathanee University, Thailand on Joint Research on Alternative Dam Construction Schemes 

and Their Effects on Freshwater Fish Diversity in the Mekong (2009)

MoU on Joint Research related to the Cryo-phoenix Project between NIES and Kasetsart University Thailand (2010)

MoU between Asian Institute of Technology, Thailand and NIES (2010)

MoU Joint Research on Development of 　 Co-benefits Treatment System of 　 Molasses-based Wastewater, Utilization of 

Wastewater as Fertilizer for Sugarcane between NIES and Mitr Phol Sugarcane Research Center CO., LTD. Thailand (2010)

MoU Joint Research on Development of Co-benefits Treatment System of Molasses-based Wastewater, Optimization of 

Treatment Technology between Water and Soil Environment Division, NIES and Department of Environmental Engineering, 

King Mongkut's University of Technology Thonburi Thailand (2010)

MoU on Research Collaboration between NIES and Sirindhorn International Institute of Technology, Thammasat University, Thailand (2010)

台 　 　 　 　 　 湾 MoU on Joint Research related to the Application of Chicken Primordial Germ Cells for Protein Production between NIES and 

ABNOVA Corporation Taiwan （2009）

中 　 　 　 　 　 国 環境保護の分野における協力に関する独立行政法人国立環境研究所と 国家環境保護総局日中友好環境保全セン ターと

の間の総括協議書 (2006)

日本国国立環境研究所アジア自然共生研究所グループ ・ 水土壌圏環境研究領域と中国科学研究院遺伝与発育生物学研

究所農業資源研究セン ターの海河流域におけ る水資源と 水環境管理に関する共同研究合意書 (2006)

日本国立環境研究所と中国浙江海洋学院の 「東シナ海の海洋生態環境及び生物資源の順応的管理技術開発研究」 に

関する協議書 (2007)

日本国国立環境研究所と 長江水理委員会と の漢江中下流水質自動モニ タ リ ングシステムおよび流域水環境管理モデル

研究に関する実施計画書 (2007)

日中科学技術協力委員会協力プロ ジェ ク ト 「 温暖化影響早期観測ネッ ト ワ ーク の構築プロ ジェ ク ト 」 実施協議書 (2008)

中国北方地区における砂塵嵐の汚染特徴に関する独立行政法人国立環境研究所と日中友好環境保全セン ターと の間の

共同研究に関する実施協議書 (2008)

MoU on Joint Research on Integrated Assessment of Water Environment in Liaohe Watershed between NIES and Lioning 

Academy of Environmental Sciences, China (2008)

Joint Research Agreement on the Observation and Modeling of Water and Biogeochemical Cycles in Subtropical Rice Paddy 

Ecosystems between the Asia Water Environment Research Group, NIES, Japan and Taoyun Experimental Station for 

Agricultural Ecosystems, Institute of Subtropical Agriculture, Chinese Academy of Sciences, China (2008)

General Agreement on International Collaborative Research on Environmental Resources and Related Fields between NIES and 

Institute of Geographic Science and Natural Resources Research, Chinese Academy of Sciences, China (2009)

日本国独立行政法人国立環境研究所バイオエコ研究室と 中国住宅 ・ 都市農村建設部農村汚水処理技術北方研究セン

ターにおけ る農村汚水処理技術関係分野の研究協力実施に関する覚書 (2009)

MoU between the Institute of Applied Ecology, Chinese Academy of Science, Shenyang, China and NIES for the Establishment 

of a Cooperative Program of Academic and Scientific Exchange (2009)

Joint Research Agreement on the Observation of Permafrost in East Asia between Asia Water Environment Section, Asian 

Environment Research Group, NIES and Cryosphere Research Station on the Qinghai Xizang Plateau, Cold and Arid Regions 

Environment and Engineering Research Institute, Chinese Academy of Sciences, China (2009)

MoU between Department of Ecology, Peking University, China and Center for Global Environmental Research, NIES for Joint 

Research on Response and Feedback of Alpine Grassland Carbon Cycle to Global Change on the Tibetan Plateau (2010)

MoU between NIES and Xinjiang Institute of Ecology and Geography, Chinese Academy of Sciences, China (2010)
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②国際研究協力協定 （GOSAT-RA 関係）

ド イ ツ Contract for the Research Support between NIES and University of Bremen (2008)

ニュージーラ ン ド Independent Contractor Agreement between NIES and the National Institute of Water and Atmospheric Research Limited 

(2008)

フ 　 ラ 　 ン 　 ス Development and Application of a Software to Estimate Carbon Dioxide and Methane Sources and Sinks from the GOSAT 

Observations, and Initial Validation of the GOSAT-FTS Data Products (the “Field” ) (2010)

ベ 　 ト 　 ナ 　 ム MoU on Joint Research on Development of Future Visions for Municipal Solid Waste Management Systems in Vietnam between 

NIES and Institute of Science for Environment Management, Vietnam (2009)

MoU on Joint Research on Accumulation of Municipal Solid Waste Data in Vietnam between NIES and Institute for Urban 

Environment and Industry of Vietnam, Vietnam (2009)

MoU on between NIES and the Institute of Ecology and Biological Resources Vietnam Academy of Science and Technology, 

Vietnam (2010) 

マ レ ー シ ア MoU between Forest Research Institute Malaysia (FRIM), University Pertanian Malaysia(UPM) and NIES for Collaborative 

Research on Tropical Forest Ecology and Biodiversity (1991)

モ 　 ン 　 ゴ 　 ル MoU on Joint Research on Quality Assurance/Quality Control (QA/QC) of the Dust and Sandstorm (DDS) Monitoring 

Network System in Mongolia and the Data Analysis for early warning implemented by NIES and The National Agency for 

Meteorology, Hydrology and Environment monitoring, Mongolia (2007)

ロ 　 　 シ 　 　 ア Agreement on Cooperative Research Projects between Central Aerological Observatory, Committee for Hydrometerology and 

Monitoring of Environment, Ministry on Ecology and Natural Resources of the Russian Federation and NIES (1992)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Microbiology, Russian Academy of Sciences (1994)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Atmospheric Optics, Russian Academy of Sciences 

(1997)

MoU on Joint Research concerning the Evaluation of Genetic Diversity and Cell Preservation of Rare Birds between NIES and 

Bolonski State Nature Reserve (BSNR) 　 (2009)

欧 州 宇 宙 機 関 Globemission project (2010)

国際連合環境計画 MoU between UNEP and NIES （国際連合環境計画と NIES の合意文書） (1991)

国名等 研究所間の共同研究

ア メ リ カ合衆国 Early Detection of Leakage from Siberian and Alaskan Gas Pipelines (2008)

Infrared Validation and Mid-Tropospheric CO2 from the FTS GOSAT Sensor (2008)

Trace gas remote sensing using near IR and longwave IR (2008)

Validation of LIDAR System for the Measurement of CO2 (2008)

Evaluation and Validation of GOSAT CAI Vegetation Index Products Using MODIS, AVHRR, and In Situ Data over the 

Conterminous United States and Hawaii (2008)

Assessment of GOSAT TIR FTS absolute calibration through validation (2009)

Validation of GOSAT Data Products (2009)

GOSAT and Oceanographic Observations of CO2 and CH4 on the Laptev and East Siberian Shelf Seas (2009)

Comparison of GOSAT CH4 and CO2 with NOAA/NESDIS operational trace gases products retrieved from AIRS, IASI and CrIS 

and use of CAI aerosol product for NOAA synergy studies of using satellite data for air quality applications (2009)

Assessment of GOSAT Radiance Responses to the Lower Atmospheric CO2 Concentration Change and Impact of Aerosols and 

Clouds on CO2 Concentration Retrievals (2009)

Comparison of GOSAT retrievals of the CO2 and CH4 column mole fractions with in-situ data and estimates produced by the 

CarbonTracker data assimilation system. (2009)

Application of GOSAT/TANSO-FTS to the Measurement of Volcanic CO2 Emissions (2009)

Global Analysis of Carbon Sources and Sinks with a Comprehensive Model Optimized with GOSAT/TANSO Observations 

(2009)

GOSAT Synergies for Ground-Reference of CH4-Emissions from Geologic and Biologic Mid-Latitude and Arctic Sources 

(2009)

Tracing and quantifying power plant CO2 emissions with GOSAT: Validation and Modeling in the Four Corners New Mexico to 

Oklahoma Region (2010)

Assessment and monitoring of CO2 and CH4 in wildfire and healthy boreal forest, Interior Alaska (2011)

Assessment of GOSAT/TANSO-FTS CO2 variations in relation to biomass burning and vegetation fires (2011)

Validation of satellite-derived methane budgets from fugitive fossil fuel industrial emissions (2011)

国名等 国際研究協力協定等
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イ 　 ギ 　 リ 　 ス Application of GOSAT data in a 4D-Var data assimilation system in combination with other greenhouse gas observations to 

better estimate CO2 and CH4 fluxes (2008)

The UK Universities contribution to the analysis of GOSAT L1 and l2 data: towards a better quantitative understanding of 

surface carbon fluxes (2008)

Validation of TANSO FTS spectra using RFM line-by-line model (2010)

Using Envisat MERIS MTCI to characterize the response of the terrestrial biosphere to spatio-temporal variability in 

atmospheric carbon dioxide as measured by GOSAT FTS (2009)

Using GOSAT to help improve the representation of wetlands and associated CH4 cycle in the next generation global land 

surface models (2009)

イ 　 タ 　 リ 　 ア Cross-validation of IASI/METOP-A and TANSO-FTS/GOSAT level 2 products for carbon dioxide (2009)

Definition, implementation and validation of a prototype software system aimed at the atmospheric corrections for the retrieval 

of solar-induced fluorescence (2009)

イ ン ド Interaction Between Atmospheric Greenhouse Gases & Terrestrial Biospheric Processes Over Indian Subcontinent (2009)

Estimation of tropical forest biophysical parameters using near UV and NIR reflectance from GOSAT TANSO-CAI sensor 

(2011)

イ ン ド ネ シ ア REDD Plus and Estimation of land-atmosphere carbon exchange using ground-based and GOSAT data in Industrial Plantation 

Forest: Paser-East Kalimantan and Jambi 　 (2011)

オ ラ ン ダ Retrieval of methane, carbon dioxide and water vapor from GOSAT near-infrared spectra (2008)

Intercomparison of CO2 fluxes estimated using inverse modeling of GOSAT and OCO measurements (2008)

Study of aerosol and cloud properties using the polarization of the O2A-band (2008)

Retrievals of atmospheric CO2 from GOSAT observations based on accurate vector radiative transfer modeling of scattering 

atmospheres (2009)

Retrieval of CH4 from GOSAT-FTS measurements using a full physics approach based on accurate radiative transfer and an 

approach using the CO2 column as a light path proxy (2011)

オース ト ラ リ ア Assimilating GOSAT CO2 into a combined weather/climate model (2011)

Integrated mapping and modeling of water and carbon footprints of Australian irrigated agricultural systems (2011)

カ ナ ダ Validation of GOSAT Measurements Using Ground-Based and Satellite Data (2009)

Evaluation of Applicability of GOSAT Data for Monitoring of Green House Gases (GHG) Emissions from Tailing Ponds and 

Upgrader Operations in Oil Sands Production Area, Alberta, Canada (2009)

Chemical data assimilation and inverse modeling of atmospheric CO2 (2009)

Assimilation of GOSAT observations in the Environment Canada Carbon Assimilation System (EC-CAS) and complementary 

systems (2011)

Estimation and attribution of global CO2 surface fluxes using satellite observations of CO2 and CO from TES, GOSAT, and 

MOPITT (2011)

韓 国 Quantification of radiative forcing of CO2 and black carbon from GOSAT measurements with the aid of Asia Carbon Tracker 

and numerical models (2009)

Evaluation of long-range transport of greenhouse gases (hereinafter refer to as “GHGs” )(CO2 and CH4) and estimation of 

GHGs emission sources using GOSAT data and atmospheric chemistry model for the better understanding of carbon cycle 

(2011)

シ ン ガ ポ ー ル Satellite-Borne Quantification of Carbon Dioxide Emissions from Volcanoes and Geothermal Areas (2009)

ス ペ イ ン Space-based analysis of the relationship between vegetation functioning and atmospheric CO2 and 　 CH4 greenhouse gases 

(2009)

The role of oceanic mesoscale structures in the air-sea fluxes (2011)

台 　 　 　 　 　 湾 Comparing path radiances estimated using GOSAT CAI images and Formosat II images （2011）

チ ェ コ Modeling of the CO2 and CH4 fluxes using advanced mathematical techniques (2009)

中 国 Analysis of Spatial and Temporal Relationship Between Greenhouse Gases and Landuse/Landcover in China (2008)

The validation of GOSAT CO2 flux product over the grasslands (2011)

Spatial and temporal dynamics detection of the greenhouse gas emissions from the Three Gorges region of China 　 (2011)

ド イ ツ Cloud remote sensing using GOSAT instruments (2008)

Towards CONsistent long-term SCIAMACHY and GOSAT greenhouse gas data sets (CONSCIGO) (2008)

Distributions of CO2 and CH4 over Eurasia between 30°N-90°N (2008)

Non standard cloud, aerosol, and albedo products (2008)

Quantification of the carbon cycle in Europe and Western Africa by the top-down method (2008)

Validation of TANSO CH4 columns and profiles by ground-based solar absorption FTIR (2008)

Validation of GOSAT methane, carbon dioxide, and water vapor at the Ground-Truthing Facility Garmisch/Zugspitze (2009)

Validation of Vertical Profiles and Column Densities Retrieved from Nadir Infrared Sounders (2010)

ニュージーランド Southern Hemisphere validation of GOSAT XCO2 and XCH4 from TCCON solar FTS measurements in Australia and New 

Zealand (2008)

ノ ル ウ エ ー Greenhouse Gas Emissions in South Asia using Inverse Modeling (2009)

国名等 研究所間の共同研究
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フ ィ ン ラ ン ド Validation of GOSAT/TANSO GHG observations through surface-, tower- and FTIR measurements at the Sodankyla-Pallas 

Satellite pixel (67oN, 27oE) (2009)

CO2 Balances using Remote Sensing, FTIR spectroscopy, In Situ Measurements and Earth System Modeling (2009)

Carbon balance of selected agricultural soils in southern Finland estimated using GOSAT/FTS satellite sensory data - effect of 

soil type and management practices on CO2 and CH4 vertical flux estimates (2011)

ブ ラ ジ ル Assimilation and validation in Coupled Aerosol Tracers and Transport model to the Brazilian developments on the Regional 

Atmospheric Modeling System and the version of CPTEC General Circulation Atmospheric Model Including chemistry and 

aerosol (2009)

フ ラ ン ス Geophysical parameters derived from TANSO/RTS and CAI data (2008)

Correlative TIR, SWIR and NIR measurements for GOSAT (2009)

Quality control of radiances, validation of greenhouse gas products, and study of CO2 diurnal cycle. (2009)

Estimation of CO2 and CH4 surface fluxes (2009)

Transport processes over the Mediterranean Basin as diagnosed from the evolution of long-lived species: Spaceborne 

measurements and modeling studies (2011)

ベ ル ギ ー Atmospheric Composition and Chemistry-Climate interactions with GOSAT (2009)

ロ シ ア Simulation of cirrus clouds and humidity in UTLS by using coupled cirrus/trajectory model and the modification of the transport 

models used for the purposes of greenhouse gases inversion (2008)

Development of methods and software for retrieval of CO2 and CH4 spatial distributions from TANSO-FTS and TANSO-CAI 

sensors data and application of these methods for atmosphere over Western Siberia (2008)

Development of radiative transfer technique for arbitrary 3K geometry with consideration of polarization effect (2008)

Development of the column amount and concentration profiles retrieving algorithms for CO2 and CH4 from satellite data using 

a priori information (Neural Network approach) (2008)

国名等 研究所間の共同研究
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （研究系契約職員を除 く ）

①客員研究員 （8）

②共同研究員 （9）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

中 　 　 　 国 李 　 玉友 (LI, Yu-You) 徐 　 開欽

蛯江 　 美孝

バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

22.4.1 ～ 23.3.31

呂 　 錫武 (LU, Xi-Wu) 徐 　 開欽

蛯江 　 美孝

分散型液状廃棄物の適正処理技術の開発に

関する研究

22.4.1 ～ 23.3.31

（XING, Jia-Hua） 今村 　 隆史 オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来

予測に関する研究

22.4.1 ～ 23.3.31

孔 　 海南 (KONG, Hai-Nan) 徐 　 開欽 生活系排水等の液状廃棄物の高度処理、 エ

ネルギー回収を踏まえたバイオ ・ エコエン

ジニア リ ングの技術開発

22.4.1 ～ 23.3.31

唐 　 常源 （TANG, Changyuan） 村上 　 正吾 流域地下水資源の劣化に関する研究 22.4.1 ～ 23.3.31

劉 　 晨 (LIU, Chen) 王 　 勤学 東アジア水物質循環評価システムの構築 22.4.1 ～ 23.3.31

タ 　 イ CHOEISAI, Pairaya 

Kucivilize 

珠坪 　 一晃 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト

型処理システムの開発

22.5.1 ～ 23.3.31

YOOCHATCHAVAL, 

Wilasinee

珠坪 　 一晃 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト

型処理システムの開発

22.5.1 ～ 23.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ン 　 ド DESHPANDE, Aashish 増井 俊彦 アジア低炭素社会に向けてのシナ リ オ開発 22.7.1 ～ 23.3.31

オ ラ ン ダ SCHUTGENS, Nicolaas 

Alexander Johannes

横田 　 達也 GOSAT データ処理のためのエア ロ ゾル輸送

モデルの開発 ・ 改良 ・ 検証に関する研究

22.4.1 ～ 23.3.31

韓 　 　 　 国 奇 　 文奉 (KI, Moon-Bong) 日引 　 聡 日本 ・ 韓国の環境政策及び制度の比較研究 22.7.1 ～ 23.3.31

曺 　 炅源 (CHO, Kyoungwon) 久保 　 明弘 穂と種子における分子マーカーの分析によ

る イネの高温 ・ オゾン影響評 価に関する研

究

22.4.1 ～ 23.3.31

金 　 憲淑 (KIM, Heon-Sook) マ ク シュー

ト フ ・ シャ

ミ ル

大気輸送モデル と イ ンバースモデルによ る

メ タ ン収支量の推定と GOSAT プロダ ク ト

評価への応用に関する研究 

22.4.1 ～ 23.3.31

中 　 　 　 国 　 平 　 (JIANG, Ping) 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

22.9.1 ～ 24.3.31

ド 　 イ 　 ツ BLEI,E. Manuel 横内 　 陽子 熱帯植物から Ｕ Ｖ に誘発されて放出される

メ タ ン及びハロゲン化 メ チルの定量

22.9.1 ～ 24.3.31

フ ラ ン ス DREYFUS, Magali Isabelle 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

22.9.10 ～ 24.3.31

ポーラ ン ド PUZYN, Tomasz 鈴木 　 規之 い く つかの POPs および医薬品に対する

QSPR 手法と多媒体モデル手法の統合化に関

する研究

22.6.10 ～ 22.7.31
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③研究生 （11）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

カ 　 ナ 　 ダ 李 　 佳  (LI, Jialin) 高村 　 典子 兵庫県東播磨地区における ため池の生物多

様性保全における環境社会学的 ・ 環境論理

学的研究

22.6.7 ～ 23.3.31

韓 　 　 　 国 朴 　 正彩 (PAK, Jeong-Che) 堀口 　 敏宏 東京湾における ホシザ メ 個体群の減少要因

の解析

22.4.1 ～ 23.3.31

朱 　 文率 (JU, Mun-Sol) 大迫 　 政浩 フード ラ イ フサイ クルシステムを対象と し

た消費行動変革がも た らす環境負荷削減効

果の予測

22.6.1 ～ 23.3.31

朱 　 成培 (JOO, Sung Bae) 田中 　 嘉成 分子法を用いた植物プラ ン ク ト ン コ ミ ュ ニ

テ ィ ーのモニタ リ ング

23.1.11 ～ 23.2.17

崔 　 盛皓 (CHOI, Sung Ho) 唐 　 艶鴻 　 衛星データ を利用し た韓国森林の季節層と

機能タ イプの関連性の解析と モニタ リ ング

研究

23.1.11 ～ 23.2.17

朴 粲 (PARK, Chan) 甲斐沼 　 美

紀子

韓国における低酸素社会の政治的含意の分

析

23.1.11 ～ 23.2.21

成 　 先 (SUNG, Sun Yong) 高橋 　 潔 温暖化が農業生産に与え る影響予測研究 23.1.11 ～ 23.2.17

金 賢暎 (KIM, Hyun-Young) 曽根 秀子 新規残留性有機汚染物質曝露によ るマウ ス

神経系細胞への分化に及ぼす影響

22.11.1 ～ 23.3.31

金 　 奈 (KIM, Nakyung) 大原 　 利眞 東アジアにおける大気汚染物質排出量推計

手法の高度化

23.2.21 ～ 23.3.31

タ 　 イ PHOMIKONG, Pisit 福島 　 路生 メ コ ン河における ダム建設の淡水魚類多様

性に及ぼす影響の評価と シナ リ オ解析

22.4.1 ～ 23.3.31

SUKKETSIRI, Wanida 平野 　 靖史

郎

ヒ ト 細胞における重金属の影響 23.1.4 ～ 23.3.31

中 　 　 　 国 呉 　 艶春 (GO, Ensyun) 亀山 　 康子 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構

築と対策の統合評価

22.5.10 ～ 23.3.31

包 　 金花 (BAO, Jinhua) 野原 　 恵子 ヒ 素の DNA メ チル化変化を介し たエピジェ

ネテ ィ ク ス作用に関する研究

22.4.1 ～ 23.3.31

王 　 鶴鳴 (WANG, Heming) 橋本 　 征二 物質フ ロー ・ 資源生産性に関する研究 22.8.30 ～ 23.3.31

黄 　 忠佛 (HUANG, 

Zhongwei)

杉本 　 伸夫 ラ イ ダーを用いたエア ロ ゾル ・ 雲の光学特

性の時空間変動に関する観測研究

22.10.1 ～ 23.3.31

閉 建栄 (BI, Jianrong) 杉本 　 伸夫 ミ ー散乱ラ イ ダーを用いたエア ロ ゾル ・ 雲

の光学特性の時空間変動に関する研究

22.11.4 ～ 23.1.22

唐 　 強 (TANG, Qiang) 遠藤 　 和人 遮水工を用いた廃棄物最終処分場周辺の環

境影響の抑制

22.11.22 ～ 23.3.21

呂 　 志江 (LU, Zhijiang) 徐 　 開欽 水生植物によ る浄化 ・ 生長 ・ 派生残渣の有

効利用に関する研究

22.9.27 ～ 23.3.31

　 恒偉 (DENG, Heng-

Wei)

徐 　 開欽 膜分離 メ タ ン発酵技術に関する研究 22.9.27 ～ 23.3.31

呉 　 亜鵬 (WU, Ya-Peng) 徐 　 開欽 水素 ・ メ タ ン二相発酵システムによ る生ご

みのバイオ燃料化

22.9.27 ～ 23.3.31

ポーラ ン ド GAWORSKI, Kamil 鈴木 　 規之 い く つかの POP ｓ および医薬品に対する

QSPR 手法と多媒体モデル手法の統合化に関

する研究

22.6.10 ～ 22.7.31
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④ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ リ カ 横溝　裕行 環境リスク研究センター Ntional Istitute for
Mathematical and
Biolojical Synthesis

modeling the effests of habitat fragmentation
and biotic resistance on biological invasions
についての研究活動を行う

22.7.9 ～

22.7.24

江守　正多 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

地球環境問題に関する状況調査 22.7.30 ～

22.8.8
松永　恒雄 地球環境研究センター ERSDAC 米国の将来型陸域観測衛星に関するワーク

ショップに出席

22.8.23 ～

22.8.28
木幡　邦男 水土壌圏環境研究領域 日本エヌ・ユー・エ

ス（株）

レギュラープロセス全体作業部会総会・第

2 回専門家グループ会合出席

22.8.28 ～

22.9.5
五箇　公一 環境リスク研究センター The Xerces Society 

for Invertebrate 
Conservation

IUCN North American Bumble Bee 
Species Conservation Strategy Workshop 
にて講演

22.11.8 ～

22.11.12

木幡　邦男 水土壌圏環境研究領域 日本エヌ・ユー・エ

ス（株）

2010 年 PICES（北太平洋海洋科学機構）年

会 MEQ（海洋環境質委員会）出席

22.10.23～
22.10.29

松永　恒雄 地球環境研究センター JAXA 第 42 回　月惑星科学会議参加 22.3.7 ～

22.3.13
松永　恒雄 地球環境研究センター ERSDAC ISIS Hyperspectral Working Group 

Workshop に出席

22.7.24 ～

22.7.30
アラブ首長

国連邦

桑名　　貴 環境研究基盤技術ラボラトリー Department of the
President's Affairs,
UAE

International Symposium on Conservation
and Propagation of Endangered Species of
Birds 出席

23.2.6 ～

23.2.12

桑名　　貴 環境研究基盤技術ラボラトリー アラブ首長国連邦

大統領府

希少鳥類個体増殖に関する研究打合せ 23.3.15 ～

23.3.19
アルゼンチン 杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 独立行政法人

国際協力機構 
短期専門家派遣 22.11.15～

22.11.29
イ ギ リ ス 横田　達也 地球環境研究センター 欧州宇宙機関（ＥＳＡ）The 2nd Carbon from Space workshop 出席 22.9.5 ～

22.9.11
鑢迫　典久 環境リスク研究センター 日本エヌ・ユー・エ

ス（株）

Workshop on fish testing framework への

出席

22.9.27 ～

22.10.3
鑢迫　典久 環境リスク研究センター いであ（株） 平成22年度　化学物質の内分泌かく乱作用

に関する日英共同研究　第 12 回日英共同

ワークショップにて研究発表

22.10.31～
22.11.6

イ 　ン 　ド 青柳 みどり 社会環境システム研究領域 アジア開発銀行研

究所 (ADBI)
Delhi conference (Conference on The
Environments of the Poor) での発表

22.11.23～
22.11.28

エ ジ プ ト 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター UNEP、UNDP 第 1 回 GEO-5 執筆者会合に出席 22.10.24～
22.11.13

オーストラリア 高橋　　潔 地球環境研究センター 社団法人

未踏科学技術協会

国際気候変動適応会議に出席、温暖化適応

の情報収集及び発表を実施

22.6.27 ～

22.7.4
韓 国 鈴木　規之 環境リスク研究センター 金沢大学 日中韓露の国際共同大気環境研究に関する

日韓の協力体制に関する打合せに出席

22.5.13 ～

22.5.13
伊藤　昭彦 地球環境研究センター 独立行政法人

科学技術振興機構

日中韓若手研究者ワークショップ参加 22.5.28 ～

22.5.30
花崎　直太 社会環境システム研究領域 独立行政法人

科学技術振興機構

日中韓若手研究者ワークショップ参加 22.5.28 ～

22.5.30
藤井　　実 アジア自然共生研究グループ 独立行政法人

科学技術振興機構

日中韓若手研究者ワークショップ参加 22.5.28 ～

22.5.30
村上　正吾 アジア自然共生研究グループ NOWPAP/POMRAC 第 8 回 NOWPAP/POMRAC 年度計画検討

会議に出席

22.5.25 ～

22.5.28
梁　　乃申 地球環境研究センター 北海道大学 日中韓 A3 フォーサイト事業に係るフィー

ルドキャンペーン参加

22.6.2 ～

22.6.4
三枝　信子 地球環境研究センター 北海道大学大学院

農学研究院

日中韓 A3 フォーサイト事業「東アジア陸

域生態系における炭素動態の定量化のため

の日中韓研究ネットワークの構築」に関す

るフィールドキャンペーンへの参加

22.6.2 ～

22.6.4

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ 韓国　 国際会議での招待公演 22.8.25 ～

22.8.28
大沼　　学 環境研究基盤技術ラボラトリー Korean Society of 

Zoo and Wildlife 
Medicine　

The 2nd meeting of Korean Society of Zoo
and Wildlife Medicine での講演

22.10.15～
22.10.17
―  415  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
韓 国 西川　雅高 環境研究基盤技術ラボラトリー （財）日本環境衛生

センター

「The 3rd Meeting of Working Group (Ⅰ ) for
Joint Research on DSS among Mongolia,
China, Korea and Japan」に出席

22.11.7 ～

22.11.10

杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 （財）日本環境衛生

センター

「The 3rd Meeting of Working Group (Ⅰ ) for
Joint Research on DSS among Mongolia,
China, Korea and Japan」に出席

22.11.7 ～

22.11.10

山本　貴士 循環型社会・廃棄物研究センター 韓国建設技術研究院 韓・日石綿建築資材の安定的な解体および

最終処理関連工法国際セミナーでの講演

22.12.8 ～

22.12.10
西川　雅高 環境研究基盤技術ラボラトリー （財）日本環境衛生

センター

「The Fifth Steering Committee Meeting
for Joint Research on DSS among China,
Japan and Korea」 に出席

23.1.26 ～

23.1.27

カンボジア 藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
カンボジアにおける低炭素社会シナリオ作

りの開始に向け、関係機関と協議

23.1.5 ～

23.1.12
ス イ ス 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
カンボジアにおける低炭素社会シナリオ作

りの開始に向け、関係機関と協議

23.1.5 ～

23.1.12
花岡　達也 地球環境研究センター European Climate

Foundation　(ECF)
Emissions GAP 会合 22.10.25～

22.11.2
柴田　康行 化学環境研究領域 ストックホルム条

約事務局

The second meeting of the expert group
to update the Guidance on the Global
Monitoring Plan for Persistent Organic
Pollutants

22.10.3 ～

22.10.8

高橋　潔 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC SREX LAM3 執筆者会合　出席 22.10.24～
22.10.30

五箇　公一 環境リスク研究センター 環境省自然環境局 The ad hoc technical expert group
(AHTEG) meeting on addressing the
risks associated with the introduction of
invasive alien species as pets, aquarium
and terrarium species, as live food 参加  

23.2.15 ～

22.2.20

柴田　康行 化学環境研究領域 （株）日 本 エ ヌ・

ユー・エス

Meeting of the coordination group under
the global monitoring plan for persistent
organic pollutants

23.3.7 ～

23.3.11

タ イ 花崎　直太 社会環境システム研究領域 東京大学生産技術

研究所

気候変動に対する水分野の適応策立案・実

施支援システム構築プロジェクト会合

22.8.3 ～

22.8.7
藤野　純一 地球環境研究センター TGO タイ TGO セミナー出席と講演 22.8.15 ～

22.8.22
藤野　純一 地球環境研究センター ESCAP "East Asia Low Carbon Green Growth

Roamap Brainstorming Meeting" 出席と

講演

22.8.30 ～

22.9.2

笠井　俊彦 総務 （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
アジア環境法尊守執行ネットワーク

（ACEAN）二国間協力プロジェクト土壌汚

染対策研修会議

22.9.9 ～

22.9.15

安岡　善文 総務 東京大学生産技術

研究所

Forefront and Challenges of Geospatial
Technologies for Environmental and Disaster
Management in Southeast Asia での講演

22.11.26～
22.11.28

三枝　信子 地球環境研究センター 独立行政法人日本

学術振興会（JSPS)
JSPS international Forum "Climatic Changes
in Monsoon Asia (CCMA)" での講演

23.1.5 ～

23.1.8
花崎　直太 社会環境システム研究領域 東京大学生産技術

研究所

全球水資源モデル H08 の講義 22.12.19～
22.12.25

花崎　直太 社会環境システム研究領域 東京大学生産技術

研究所

JICA/JST 会合 23.1.7 ～

23.1.10
台 湾 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 台湾経済研究所 5th TIER Economy, Energy and Environment

Conference 2010 に出席

22.8.26 ～

22.8.29
甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 工 業 技 術 研 究 院

（ITRI）
2010 International NAMAs Conference
in Taiwan に出席

22.9.6 ～

22.9.9
町田　敏暢 地球環境研究センター 台湾中央大学 2010 Third PGGM International Workshop

参加　および、台湾における航空機観測に関

する打ち合わせ

22.9.8 ～

22.9.11

中 国 梁　　乃申 地球環境研究センター 中国科学院瀋陽応

用生態研究所

香山科学会議出席及び温室効果ガス研究に

関する研究打合せ

22.4.19 ～

22.4.24
水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する打合せ

22.4.18 ～

22.4.21

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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中 国 一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 中国気象局国家気

候センター

中国気象局国家気象研究実験室ならびに国

家気候センター、北京都市気候環境研究所

における討議および講演

22.4.18 ～

22.4.22

水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する打合せ

22.5.25 ～

22.5.27

水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する現地技術指導および現地調査

22.6.20 ～

22.6.24

藤田　壮 アジア自然共生研究グループ 独立行政法人

国際協力機構 
循環型経済推進プロジェクトにおける日中

環境センターと協議及び現地見学

22.6.29 ～

22.7.3
田村　憲治 環境健康研究領域 金沢大学 大気汚染影響調査研究打合せ及び調査実施 22.8.15 ～

22.8.22
唐　　艶鴻 生物圏環境研究領域 国際学術連合審議会 IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）

報告書の評価検討会議に出席

22.6.28 ～

22.7.1
水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
農村地域等における分散型排水処理モデル

事業協力評価会・経験交流会に出席、及び

重慶市万州区における分散型排水処理モデ

ル施設の技術調整作業

22.7.18 ～

22.7.24

五箇　公一 環境リスク研究センター 中国環境科学研究院 Agenda for 7th Tripartite Presidents
Meeting of CRAES, NIES and NIER 参加

22.9.12 ～

22.9.15
桑名　　貴 環境研究基盤技術ラボラトリー 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合 22.9.12 ～

22.9.15
齊藤　　眞 企画 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合 22.9.12 ～

22.9.15
大垣眞一郎 総務 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合 22.9.12 ～

22.9.15
中嶋　信美 生物圏環境研究領域 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合 22.9.12 ～

22.9.15
水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する現地調査

22.8.23 ～

22.8.26

水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する竣工式および現地調査

22.9.12 ～

22.9.17

安岡　善文 総務 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合

（TPM7）低炭素都市・地域北東アジアエコ

フォーラム

22.9.12 ～

22.9.15

清水　英幸 アジア自然共生研究グループ 中国環境科学研究院 第 7 回日韓中三カ国環境研究機関長会合

（TPM7）
22.9.12 ～

22.9.17

水落　元之 アジア自然共生研究グループ 日本貿易振興機構

アジア経済研究所

「中国における流域の環境保全・再生に向け

たローカル・ガバナンスの改革」研究会

22.9.21 ～

22.9.24
江守　正多 地球環境研究センター 海洋研究開発機構 IPCC Working Group I First Lead Author

Meeting 出席

22.11.7 ～

22.11.12
一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 名古屋大学

地球水循環センター

JST-MOST キックオフシンポジウムへの出席

および北京市城市気候研究中心における講演

22.10.9 ～

22.10.14
水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する打合せ

22.10.13～
22.10.16

水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する現地調査及び打ち合わせ

22.10.24～
22.10.28

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ LTP（韓国）事務局 LTP Meeting 出席 22.11.8 ～

22.11.11
一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 名古屋大学大学院

環境学研究科

北東・東アジア ORT 海外実習への参加 22.11.7 ～

22.11.14
増井　利彦 社会環境システム研究領域 東京工業大学 International Symposium: Technology

and Policy for Low Carbon Society に参加

22.11.7 ～

22.11.9
三枝　信子 地球環境研究センター 北海道大学大学院

農学研究院

日中韓 A3 フォーサイト事業「東アジア陸

域生態系における炭素動態の定量化のため

の日中韓研究ネットワークの構築」に関す

る AsiaFluxWorkshop2010 セミナー参加

22.11.30～
22.12.4
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中 国 水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業施

設の現地調査及び打ち合わせ

22.11.13～
22.11.17

寺園　　淳 循環型社会・廃棄物研究センター（株）リーテム 天津資源循環経済構築にかかる調査及び打

合せ

22.11.15～
22.11.17

高橋　善幸 地球環境研究センター 北海道大学 Asia Flux ワークショップ 2010 参加 22.11.30～
22.12.5

水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

関する打ち合わせ

22.12.22～
22.12.25

一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 名古屋大学大学院環

境学研究科・中国科

学院大気物理研究所

華中科技大学における街づくりワーク

ショップ出席

22.12.15～
22.12.20

蛯江　美孝 循環型社会・廃棄物研究センター 独立行政法人

国際協力機構 
日中分散型汚水処理ワークショップ参加 23.1.10 ～

23.1.13
藤田　壮 アジア自然共生研究グループ JFEテクノリサーチ 川崎・瀋陽 3R モデル事業国際検討会 22.1.24 ～

22.1.26
谷本　浩志 大気圏環境研究領域 （財）日本環境衛生

センター

日中韓光化学オキシダント科学研究ワーク

ショップにおける講演

23.2.23 ～

23.2.25
水落　元之 アジア自然共生研究グループ （財）地球環境戦略

研究機関（IGES）
日中水環境パートナーシップ調査業務の一

環である分散型排水処理施設モデル事業に

施設の竣工式出席及び施設運営管理の技術

指導実施

23.3.5 ～

23.3.9

藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ 独立行政法人日本

学術振興会・環境省

日中科学フォーラム及び北京瀋陽ワーク

ショップ

23.3.18 ～

23.3.25
梁　　乃申 地球環境研究センター 北海道大学・中国林

野庁

Asia Flux ワークショップ 2010 参加 22.11.29～
22.2.10

梁　　乃申 地球環境研究センター 台湾大学 森林炭素循環国際シンポジウム参加 22.11.29～
22.2.10

肴倉　宏史 循環型社会・廃棄物研究センター 中国環境科学研究院 第 7 回日中韓 3ヶ国環境研究機関長会合 22.9.12 ～

22.9.18
大原　利眞 アジア自然共生研究グループ 中国環境保護省 日中韓オゾンワークショップへの参加 23.2.23 ～

23.2.25
藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球環境戦略

研究機関

将来気候枠組みについて中国の政策担当者

との対話

22.10.3 ～

22.10.9
ツ バ ル 山野　博哉 地球環境研究センター 東京大学大学院理

学系研究科

ツバルにおける地形生態調査及び研究打ち

合わせ

22.3.27 ～

22.4.6
ド イ ツ 武内　章記 化学環境研究領域 ドイツ連邦行政局・

ドイツ連邦環境省

"International Conforence for Environmental
Spesimen Banks" への出席および研究発表

22.11.13～
22.11.18

肱岡　靖明 社会環境システム研究領域 （財）地球・人間環境

フォーラム

地球環境問題に関する状況調査 22.10.31～
22.11.5

藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC　再生エネルギー特別報告書第9回執

筆者会合に出席

22.10.23～
22.10.27

松永　恒雄 地球環境研究センター JAXA 日米印の衛星搭載光学センサの校正に関す

る打ち合わせに出席

22.7.24 ～

22.7.30
バングラデシュ 肱岡　靖明 社会環境システム研究領域 （財）地球・人間環境

フォーラム

地球環境問題に関する状況調査 22.3.14 ～

22.3.20
フィリピン 大垣眞一郎 総務 日本学術会議 第 10 回アジア学術会議出席 22.6.14 ～

22.6.16
ブ ラ ジ ル 青木　康展 環境リスク研究センター Elsevier Ltd. Environmental Health 2011 Conference

において招待講演を行う

23.2.5 ～

23.2.11
フ ラ ン ス 鈴木　規之 環境リスク研究センター エックス都市研究所 OECD 化学品グループ／ PRTR タスク

フォース（第 13 回）出席

22.5.17 ～

22.5.22

平野靖史郎 環境リスク研究センター 日本エヌ・ユー・エ

ス（株）

第 7 回 OECD 工業ナノ材料作業部会

（WPMN）

22.6.15 ～

22.7.11

一ノ瀬俊明 社会環境システム研究領域 IRSTV(Institute 
for Research on 
Urban Sciences 
and Techniques)

IRSTVにおける華中科技大学学生の博士論

文最終審査会における主査

22.8.25 ～

22.9.2

森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究センター 経済協力開発機構 Workshop on the Green Growth Strategy
Synthesis Report

23.2.9 ～

23.2.12
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ベ ト ナ ム 珠坪　一晃 水土壌圏環境研究領域 長岡技術科学大学 天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築

に関する研究打合せ

22.8.16 ～

22.8.20
山田　正人 循環型社会・廃棄物研究センター（株）　市川環境エ

ンジニアリング

コベネフィット普及促進セミナーでの講演 23.1.19 ～

23.1.22
ベ ル ギ ー 肱岡　靖明 社会環境システム研究領域 （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC AR5 SYR スコーピング会合 22.8.23 ～

22.8.29
ポーランド 肴倉　宏史 循環型社会・廃棄物研究センター 社団法人　地盤工

学会

ISO/TC190 総会に出席 22.10.3 ～

22.10.8
マレーシア 藤野　純一 地球環境研究センター 独立行政法人　国

際協力機構 
マレーシアにおける低炭素社会シナリオづ

くりについて関係機関との協力体制確認・

調印

22.11.7 ～

22.11.13

藤野　純一 地球環境研究センター 京都大学 マレーシアにおける低炭素社会シナリオ作

りについて関係機関と協議

23.1.5 ～

23.1.12
甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 京都大学 マレーシアにおける低炭素社会シナリオ作

りについて関係機関と協議

23.1.5 ～

23.1.13
南アフリカ 森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究センター UNEP UNEP 資源パネル出席 22.11.20～

22.11.26
メ キ シ コ 藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC 会合に出席 22.9.19 ～

22.9.27
モ ン ゴ ル 花岡　達也 地球環境研究センター Asian Development

Bank
2nd Regional Consultation Meeting に出

席

22.10.10～
22.10.14

ロ シ ア 金谷　　弦 水土壌圏環境研究領域 東北大学東北アジ

ア研究センター

チャニー湖生物・環境調査 22.8.7 ～

22.8.22
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

徐　　開欽 循環型社会・廃棄物研究センター

　バイオエコ技術研究室　室長

第２８回月刊「水」論文賞 ( 月刊

「水」発行所 )
Seasonal and annual maximum
streamflow forecasting using climate
information: applicati on to the Three
Gorges Dam in the Yangtze River
basin, China, Hydrol.Sci.J. ,54 (3), 58
2-595,2009

22.4.25

蛯江　美孝 循環型社会・廃棄物研究センター

バイオエコ技術研究室　研究員

Best Presentation Award(Japan
Society on Water Environment)

Influence of Poly-Ferric Sulfate 
Coagulant on Expression of amoA 
mRNA of Ammonia Oxidizer in 
Activated Sludge,Water and 
Environmental Technology 
Conference 2010, Abstracts , 54,2010

22.6.26

蛯江　美孝 循環型社会・廃棄物研究センター

バイオエコ技術研究室　研究員

奨励賞（社団法人日本下水道協

会）

ディスポーザ排水導入が嫌気・好気循

環方式生活排水処理システムに及ぼす

影響 , 下水道協会誌 ,46 (559), 97-
107,2009

22.6.30

Boyan
 Tatarov

地球環境研究センター　大気・海

洋モニタリング推進室　NIES ポ

スドクフェロー

Inaba Prize(International 
Coordination Group on Laser 
Atmospheric Studies)

Multi-channel lidar spectrometer for 
atmospheric aerosol typing on the basis 
of chemical signatures in Raman spect
ra,25th Int.Laser Radar Conf., 
Abstracts , 47-50,2010

21.7.30

清水　　厚 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　主任研

究員

ベストポスター賞 ( 日本エアロゾ

ル学会 )
2009年10月東シナ海上空における航空

機観測でのエアロゾル金属成分 ,第51回
大気環境学会年会 , 同講演要旨集 ,
314,2010

22.8.4

杉本　伸夫 大気圏環境研究領域　遠隔計測

研究室　室長

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　室長

杉本　伸夫 大気圏環境研究領域　遠隔計測

研究室　室長

ベストポスター賞 ( 社団法人大気

環境学会 )
2009 年 10 年の航空機観測による東シ

ナ海上空に輸送されたエアロゾルイオ

ン成分の解析 , 第 51 回大気環境学会年

会 , 同講演要旨集 , 313,2010

22.9.9

清水　厚 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　主任研

究員

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　室長

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

大気環境学会論文賞 ( 社団法人大

気環境学会 )
オゾン週末効果反転現象のメカニズム , 
J.Jpn.Soc.Atmos.En
viron. ,44 (2), 82-90,2009

22.9.9

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

大気環境学会論文賞 ( 社団法人大

気環境学会 )
2007 年春季に発生した東アジア域ス

ケールの広域的越境汚染の化学輸送モ

デル CMAQ による解析 ,J.Jpn.Soc.
Atmos.Environ. ,44 (4), 175-185,2009

22.9.9

黒河　純一 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES フェロー

大気環境学会論文賞 ( 社団法人大

気環境学会 )
2007 年春季に発生した東アジア域ス

ケールの広域的越境汚染の化学輸送モ

デル CMAQ による解析 ,J.Jpn.Soc.
Atmos.Environ. ,44 (4), 175-185,2009

22.9.9

清水　厚 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　主任研

究員

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

大気環境学会学術賞 ( 斉藤潔賞 )(
社団法人大気環境学会 )

モデリングと数値シミュレーション手

法を活用した大気汚染の現象解明と予

測・評価の研究

22.9.9

西澤　智明 大気圏環境研究領域　遠隔計測

研究室　研究員

広野賞 ( レーザ・レーダ研究会 ) 次世代大気モニタリングネットワーク

用多波長高スペクトル分解ライダーの

開発 (2), 第 28 回レーザーセンシングシ

ンポジウム , 同予稿集 , 28-31,2010

22.9.10

松橋　啓介 社会環境システム研究領域　交

通・都市環境都研究室　主任研究

員

2010年度環境科学会奨励賞 (社団

法人環境科学会 )
持続可能な都市交通システムからみた

低炭素都市構築に関する分析

22.9.16

成岡　朋弘 循環型社会・廃棄物研究センター

　資源化・処理処分技術研究室

NIES ポスドクフェロー

第 21 回廃棄物資源循環学会研究

発表会優秀ポスター賞 ( 一般社団

法人廃棄物資源循環学会 )

ＲＯ 膜による廃棄物最終処分場浸出水

中のホウ素およびフッ素等の除去に関

する研究 , 第 21 回廃棄物資源循環学会

研究発表会 , 同予稿集 ,2010

22.11.5

山田　正人 循環型社会・廃棄物研究センター

　資源化・処理処分技術研究室

主任研究員
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土井　妙子 総務部　総務課　高度技能専門

員

文部科学大臣賞　平成 22 年度

原子力・放射線安全管理功労表彰

(（財）原子力安全技術センター）

国立環境研究所の放射線安全管理業務

において放射線安全管理に関する研究

者や学生への技術的な指導、筑波地域の

放射線管理担当者とともに安全教育へ

の尽力など、安全確保への貢献

22.11.8

南齋　規介 循環型社会・廃棄物研究センター

　循環型社会システム研究室

主任研究員

The Bronze Poster Award(The
9th International Conferece on
EcoBa
lance)

Structural Decomposition Analysis of the
Automobile Gasoline Consumption and
the Sensitivity Analysis, The 9th
International Conference on EcoBalance,
Proceedings of The 9th International
Conference on EcoBalance ,2010

22.11.12

斉藤　拓也 化学環境研究領域　動態化学研

究室　研究員

大気化学研究会奨励賞 ( 大気化学

研究会 )
揮発性有機化合物の放出・輸送・変質

に関する研究

22.11.18

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　室長

大気化学討論会優秀ポスター発

表賞 ( 大気化学研究会 )
沖縄辺戸岬における窒素酸化物の濃度

変動解析 , 第 16 会大気化学討論会 , 同
講演要旨集 , 124,2010

22.11.18

上田　佳代 環境健康研究センター　環境疫

学研究室　研究員

平成22年度最優秀論文 (日本衛生

学会 )
The effects of weather, air pollutants,
and Asian dust on hospitalization for
asthma in Fukuoka,Environ.Health
Prev.Med. ,15 (6), 350-357,2010

23.3.25

新田　裕史 環境健康研究センター　次長 平成22年度最優秀論文 (日本衛生

学会 )
The effects of weather, air pollutants,
and Asian dust on hospitalization for
asthma in Fukuoka,Environ.Health
Prev.Med. ,15 (6), 350-357,2010

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日
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国立環境研究所年報（平成 22 年度）
（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年、地球環境研究センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し、世界中の研究者や政策決定者へ提供すること、環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として、1985 年、GEMS の一部として設立。1991 年 5 月には、地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い、UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった。

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して、UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは、以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において、GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また、この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室長　松永恒雄

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GEMS/Water：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクト

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始、当初は国立公衆衛生院が担当していたが、1994 年度から地球環境研究センター
が引き継いだ。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり、地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために、1974 年に GEMS が設立され、1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し、世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが我が国の窓口となり、①ナショナルセンター業務、②摩周湖ベースラインモ
ニタリング、③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子

プロ グ ラ ム等の名称 アジアエア ロ ゾルラ イ ダー観測ネ ッ ト ワーク （Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し、リアルタイムで情報提供することを目指す。日本、韓国、中国、
モンゴル、タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は、黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た、一部は、大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。WMO/GAW

（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネットワーク GALION のア
ジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理、リアルタイムのデータ処理、研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。直近のデータは環境 GIS から一般向けに提供。－黄砂データについては環境省の黄砂
情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長 　 杉本伸夫
（アジア自然共生研究グループ主任研究員 　 清水 厚 ： WWW ページの運用）

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で、国連環境計画（UNEP）によって設立さ
れ、各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

国 環 研 の 役 割 ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 Manager：環境情報センター長　岸部和美
Technical Staff（担当）：環境情報センター情報企画室
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プロ グ ラ ム等の名称 日中韓三ヵ国環境大臣会合ホームページ（TEMM ウェブサイト）運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日中韓三ヵ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載、三ヵ
国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし、これらの情報をシェアする。

国 環 研 の 役 割 フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境省環境協力室と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報センター情報企画室長　木村京子

プロ グ ラ ム等の名称 AsiaFlux ネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し、観測技術やデータベースの開発等、HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し、データベースの構築・運用、年次会合の開催、ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また、富士北麓フラックス観測サイトは、技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子

プロ グ ラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や、紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ、様々な形
でその成果を広く活用することを目指し、各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し、有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは、国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に、14 機関の自発的
な参加を得て発足し、現在国立環境研究所 4 拠点を含む 27 拠点でデータ収集を行うとともに、精度
確保のためのキャリブレーションの実施及び担当者会議による技術検討を行っている。また、一部拠
点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が、ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析、評価に関して、技術的に先導していく役割

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター大気・海洋モニタリング推進室長　町田敏暢

プロ グ ラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年、 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGs インベントリ）報告書を作成し、所内外の機関との連携
による日本国インベントリの精緻化、データの解析、環境省へのインベントリ関連の政策支援を行う。
また、国外活動として、気候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等における国際交
渉支援、2006 年ガイドラインなどインベントリ方法論レポート作成への協力等の気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）への貢献、途上国専門家のキャパシティビルディングの実施などの国外活動を行っ
ている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき、温室効果ガス排出量・吸収目録（GHG インベントリ）の作成・とりま
とめ、京都議定書下での対応事項の検討、国内制度のためのガイドラインに従った品質保証・品質管
理活動の実施、気候変動枠組条約に基づくインベントリ審査への対応支援、気候変動枠組条約締約国
会議（COP）および補助機関会合（SB）に日本政府代表団の一員として参画し、インベントリ関連議
題の交渉支援を行うほか、情報収集・資料作成等を含む「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の開
催運営補助、気候変動枠組条約下および京都議定書下の審査活動への参画、温室効果ガス排出・吸収
量算定方法に係る研究情報の収集、ウェブアプリケーションを用いてインベントリデータを収集、蓄
積する温室効果ガス排出・吸収量データベースを構築し ,「アジアにおける温室効果ガスインベント
リ整備に関するワークショップ」の開催業務を行っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏
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プロ グ ラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年、地球環境センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は、GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer、略称 EO）が担い、組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは、日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスとなるだ
けではなく、アジアにおいても初めての国際オフィスの設置となる。今後、炭素循環に関する国際共
同研究の組織化に際して、日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割を
果たすことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が、本国際オフィスを通
じて世界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ、CGER の地球環境研究分野
における COE 的な機能の充実に資する。また特に、つくば国際オフィスが作成した国際共同研究計画

「都市と地域における炭素管理（URCM)」を推進する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合（UNFCCC-COP）オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て、2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして展示ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか、NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門家として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに、会場内ブース等における研究
成果の積極的発信、関係者との意見交換等々、研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者に
アピールしていく。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 企画部広報･国際室長　村上正治

プロ グ ラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は、国立環境科学院（NIER）、中国環境科学研究院（CRAES）との３研究機関
間で定期的なトップ会合（日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し、アジアにおいて重要
な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることに合意した。３研
究機関で情報交換、意見交換を行うほか、関連ワークショップの開催、分野を絞った共同研究の可能
性等々について議論を進める。各研究機関持ち回りで、年に１度、機関長会合等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか、３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 アジア自然共生研究グループ主席研究員　清水英幸
企画部広報・国際室長　村上正治
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区 　 分年度末現在 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21 平成 22

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 4 ７ 5 4 4 3 3

所 　 有 4 4 4 4 4 2 2 3 2 1

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 40 40 28 32 37 40 42 37 31 26

所 　 有 37 36 40 41 38 39 40 37 33 37

実用新案権
出願中 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 4 3 3 3 0 0 0 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

所 　 有 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1
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８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会、 セ ミ ナー等活動状況

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2010 　 『 ４ つの目で見守る生物多様性－長い目、 宙
そ ら

の目、 ミ ク ロの目、 心の目－』

開催日 ： 平成 22 年 6 月 19 日 （土） 　 会場 ： 　 九段会館ホール （東京都千代田区九段南 1-6-5）

： 平成 22 年 6 月 26 日 （土） 　 会場 ： 　 シルク ホール （京都府京都市下京区四条通室町東入ル）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： ジェーム ス ・ ハンセン博士 （ア メ リ カ ： NASA ゴダード宇宙科学研究所デ ィ レ ク ター） 及び

　 　 　 　 　 　 ロバー ト ・ ワ ト ソ ン博士 （イ ギ リ ス ： 環境 ・ 食糧 ・ 農村地域省 (DEFRA) チーフア ド バイザー）

開催日 ： 平成 22 年 10 月 28 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 26 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「地域の生物 ・ 生態系が危ない－大気汚染と外来生物の影響－」

開催日 ： 平成 23 年 2 月 16 日 （水） ～ 17 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室ほか

プロ グ ラ ム （敬称略） ：：

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

＜開会挨拶＞ 大垣眞一郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「はじめに ： 多様な生き物を見守る視点」 竹中明夫 （生物圏環境研究領域）

＜講 　 演 2 ＞ 「危機に瀕する湖沼と池の生物多様性－モニタ リ ングか
ら見えて く る湖沼や池の生物の変化－」

高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

＜講 　 演 3 ＞ 「藻類の多様性－環境問題から保全、 そし て利用－」 河地正伸 （生物圏環境研究領域）

＜講 　 演 4 ＞ 「空からせま る生物多様性」 小熊宏之 （地球環境研究セン ター）

＜講 　 演 5 ＞ 「川の魚に対するダムの影響評価－北海道 と メ コ ン川を
舞台に－」

福島路生 （アジア自然共生研究グループ）

＜閉会挨拶＞ 安岡善文 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 16 日 （水） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 森 　 保文）

13:30-13:35 　 開会挨拶 国立環境研究所理事長 　 大垣眞一郎

13:35-13:40 　 来賓挨拶 環境省総合環境政策局環境研究技術室長 　 長坂雄一

13:40-14:00 　 基調講演 「越境大気汚染と生態影響の把握」
環境省水 ・ 大気環境局総務課越境大気汚染情報分析官 　 山本秀正

14:00-14:20 「熊本市におけ る高濃度光化学オキシダン ト によ る大気汚染の現状と発生 メ カニズム解析」
福田照美 ・ 吉田芙美香 ・ 武原弘和 ・ 丸山龍也 ・ 馬場正寛 ・ 津留靖尚 （熊本市環境総合研究所）

14:20-14:40 「兵庫県におけ る光化学オキシダン ト の濃度分布の把握と評価」
坂本美徳 ・ 平木隆年 （( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会兵庫県環境研究セン ター

14:40-15:00 「アサガオの可視被害と オゾン濃度と の関係－ Ｃ 型研究 「植物のオゾン被害と ス ト レ ス診断
に関する研究よ り －」
岡崎淳 ( 千葉県環境研究セン ター )、 青野光子 ・ 久保明弘 （国立環境研究所）、 三輪誠 ・ 嶋田知
英 （埼玉県環境科学国際セン ター）、 武田麻由子 ・ 小林宏昭 （神奈川県環境科学セン ター）、 上
野千恵 （静岡県環境衛生科学研究所）、 山神真紀子 ・ 中島寛則 （名古屋市環境科学研究所）、 福
田拓 （鳥取県生活環境部衛生環境研究所）、 須藤隆一 ・ 中村朋史 （福岡県保健環境研究所）、 光
武隆久 （佐賀県環境セン ター）、 横山仁 （東京都環境科学研究所

15:00-15:20 「埼玉県におけ る県民参加を主体と し たオゾンによ る アサガオ被害調査」
三輪誠 （埼玉県環境科学国際セン ター）

15:20-15:40 休 　 憩

15:40-16:00 「大気汚染のブナへの影響及びブナ林総合モニタ リ ング手法の開発」
武田麻由子 ・ 小林宏昭 （神奈川県環境科学セン ター）、 山根正伸 （神奈川県自然環境保全セン
ター） 、 野口泉 ・ 山口高志 （北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター） 、 太田良和弘 ・ 中
西隆之 （静岡県環境衛生科学研究所） 、 西本孝 （岡山県自然保護セン ター） 、 水谷端希 （福井
県自然保護セン ター） 、 中島春樹 （富山県農林水産総合技術セン ター森林研究所） 、 山本哲也
（広島県立総合技術研究所保健環境セン ター）、 須田隆一 ・ 藤川和浩 （福岡県保健環境研究所）、
清水英幸 （国立環境研究所）
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４ ．研究所一般公開

研究所本所において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開、 講演会等の一般公開を実施し ている。

（ １ ） 　 科学技術週間に伴 う 国立環境研究所一般公開

開催日 ： 平成 22 年 4 月 17 日 （土）

内 　 容 ： 双方向コ ミ ュニケーシ ョ ンを重視し た講演会， 自転車を使った発電等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 618 名

（ ２ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 22 年 7 月 24 日 （土）

内 　 容 ： 「エコ博士 と学ぼ う ！環境 ・ 地球 ・ サイエン ス」 を メ イ ンテーマに研究所つ く ばキ ャ ンパス を公開。

所内研究施設の公開， 環境問題を学べる体験プロ グ ラ ムの実施， 「コ コが知 り たい温暖化」 など

環境講座等を実施。

参加者数 ： 3,340 名

16:00-16:20 「丹沢産ブナ苗へのオゾン と水ス ト レ スの単独および複合影響」
伊藤祥子・笹川裕史・清水英幸 （国立環境研究所）、相原敬次 （神奈川県自然環境保全セン ター）

16:20-16:40 「丹沢地域のブナにおけ る植生指数と オゾン と の関係解析」
笹川裕史・伊藤祥子・清水英幸 （国立環境研究所）、山根正伸 （神奈川県自然環境保全セン ター）

16:40-17:00 「摩周湖周辺の樹木衰退および大気汚染について」
山口高志 ・ 野口泉 （北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター）

17:00-17:20 全体討論

2 月 17 日 （木） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 森 　 保文）

09:00-09:20 　 基調講演 「外来種に係る生物多様性条約 COP10 の議論を踏まえて」
環境省自然環境局野生生物課外来生物対策室長 　 牛場雅己

09:20-09:40 「鹿児島県内におけるヤンバル ト サカヤスデの発生と対策」
白坂邦三郎 （鹿児島県環境林務部廃棄物 ・ リ サイ クル対策課）

09:00-10:00 「外来ア リ 類の侵略的特性と防除対策」

井上真紀 ・ 五箇公一 ( 国立環境研究所）

10:00-10:20 「埼玉県におけ る ア ラ イ グマの生息状況」
嶋田知英 （埼玉県環境科学国際セン ター）

10:20-10:30 休 　 憩

10:30-10:50 「緑潮 （グ リ ーン タ イ ド） を引き起こす侵入アオサの実態把握」
石井裕一 ・ 矢部徹 ・ 玉置雅紀 ・ 中嶋信美 （国立環境研究所）、 芝原達也 （谷津干潟自然観察セ
ン ター指定管理者 　 (社 )UMS）、井上智（横浜市環境科学研究所）、岩渕美香 (川崎市公害研究所 )

10:50-11:10 「椹野川河口干潟での自然再生活動と侵入種の影響」
角野浩二 ・ 惠本浩 ・ 下尾和歌子 ・ 谷村俊史 ・ 田中克正 ・ 下濃義弘 （山口県環境保健セン ター）

11:10-11:30 「福岡県におけ るブラ ジルチ ド メ グサの分布と植被の季節変化」
須田隆一 ・ 山崎正敏 ( 福岡県保健環境研究所 )

11:30-11:50 「静岡県におけ る外来種 （フ ロ リ ダマ ミ ズ ヨ コエビ） の生態調査」
久米一成 ・ 今津佳子 （静岡県環境衛生科学研究所）

11:50-12:10 「淡水産外来カ ワ ヌマエビ属 Neocaridina spp. と その共生動物の日本への侵入 と 分布拡大およ
び遺伝的撹乱の可能性について」
西野麻知子 （滋賀県琵琶湖環境科学研究セン ター）、 遠山裕子 ・ 池田実 （東北大学）、
丹羽信彰 （神戸市立六甲ア イ ラ ン ド高等学校）、 大高明史 （弘前大学）

12:10-12:40 「両生類の感染症カエルツボカ ビ全国調査および外来種情報プ ラ ッ ト ホーム と し ての侵入生
物データベース」
五箇公一 （国立環境研究所）

12:40-12:45 　 閉会挨拶 国立環境研究所理事 　 安岡善文
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（ ２ ） 委員会への出席

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会専門委員 木幡邦男，田邊潔，高野裕久，

柴田康行，西川雅高，青木康展，

田中嘉成，増井利彦，寺園淳，

藤野純一，遠藤和人

中央環境審議会臨時委員 白石寛明，森口祐一，原澤英夫，

新田裕史，高村典子，五箇公一

亀山康子

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 物質フロー指標に関する検討会委員 森口祐一，中島謙一

平成 22 年度川崎・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事業」

支援・技術評価検討会委員

藤井実

ブラウン管ガラスカレットのリサイクル・処分に係る技術検討会

委員

滝上英孝

ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の

循環的な利用に関する研究会委員

森口祐一

使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する

研究会委員

寺園淳

使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する

研究会　環境管理 WG 委員

中島謙一

使用済製品等のリユース促進事業研究会委員 田崎智宏

循環型社会における中長期グランドデザイン検討会委員 森口祐一，橋本征二

石綿廃棄物の無害化処理に係る技術等審査委員会委員 大原利眞，山本貴士

廃棄物・リサイクル分野における中長期的な温暖化対策に関する

検討会委員

森口祐一，藤野純一，山田正人

廃棄物会計基準・廃棄物有料化ガイドライン策定検討委員会委員 日引聡

廃石綿等の埋立処分基準に関する検討委員会委員 山田正人

微量 PCB の測定に関する検討委員会委員 滝上英孝，渡部真文

物質フロー指標に関する検討会委員 橋本征二

平成 22 年度川崎・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事業」

支援・技術評価検討会委員

藤井実

平成22年度3R促進のためのポイント制度等経済的インセンティ

ブ付けに関する検討会委員

田崎智宏

平成 22 年度 POPs 廃棄物適正処理等検討会委員 柴田康行，渡部真文

平成 22 年度温暖化対策推進のための熱回収施設設置促進策の検

討業務委員

川本克也

平成 22 年度海中ごみ等の陸上における処理システムの検討調査

業務検討委員会委員

石垣智基

平成 22 年度広域最終処分場計画調査（海面最終処分場の閉鎖・

廃止適用マニュアル策定に向けた調査）検討会委員

遠藤和人

平成 22 年度産業廃棄物排出処理・状況調査結果に対する経済的

影響評価分析に係る調査検討委員会委員

山田正人

平成 22 年度循環型社会形成推進研究推進事業・国内招聘及び海

外派遣審査委員会委員

森口祐一

平成 22 年度浄化槽の低炭素化に向けた調査検討会委員 蛯江美孝

平成 22 年度静脈産業海外展開促進有識者会合委員 藤田壮

平成 22 年度川崎市・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事

業」支援・技術評価検討会委員長

藤田壮

平成 22 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会委員 藤田壮，藤井実

平成 22 年度廃棄物・リサイクル分野における中長期的な温暖化

対策に関する検討会委員

森口祐一，藤井実

平成 22 年度廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利

用量実態調査に関する検討会委員

橋本征二

平成 22 年度廃棄物系バイオマス次世代利活用推進事業検討委員

会委員

倉持秀敏
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大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 平成 22 年度分散型汚水処理に関する現地技術化研究の具体化検

討ワーキンググループ委員

蛯江美孝

平成 22 年度分散型汚水処理に関する国際展開のあり方に関する

検討会委員

徐開欽

平成 22 年度容器包装リユース・リサイクルに伴う環境負荷等調

査検討委員会委員長

森口祐一

平成 22 年度容器包装リユース・リサイクルに伴う環境負荷等調

査検討委員会テクニカルアドバイザー

藤井実

平成 22 年度容器包装リユース・リサイクルに伴う環境負荷等調

査検討委員会委員

稲葉陸太

容器包装リサイクルフローの透明化等に関する検討会委員 森口祐一

容器包装以外のプラスチックのリサイクルの在り方に関する懇

談会委員

森口祐一

総合環境政策局 CCS の環境影響評価技術手法に関する調査研究会委員 木幡邦男

PPCPs による生態系への影響把握研究班委員 鑪迫典久

こどもエコクラブ壁新聞選考委員会委員 町田敏暢

「サロベツ湿原と稚咲内湖沼群をモデルにした湿原・湖沼生態系

総合監視システムの構築」検討会有識者委員

野原精一

火力発電所リプレイス促進事業検討会委員 竹中明夫

環境分野分析用産業連関表のあり方に関する検討会アドバイザー 森口祐一

熊本市チャレンジ 25 地域づくり計画策定協議会アドバイザー 藤田壮

大阪府チャレンジ 25 地域づくり委員 藤野純一

第四次環境基本計画指標検討会委員 森口祐一，藤田壮

総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 一ノ瀬俊明

ダイオキシン類の人へのばく露実態調査検討会委員 鈴木規之

平成 22 年度火力発電所の審査高度化に係る検討会検討員 藤野純一

平成 22 年度環境技術実証事業検討会検討員 齊藤眞

平成 22 年度環境経済の政策研究審査・評価会委員 森口祐一

平成22年度環境研究・技術開発推進戦略フォローアップ検討会座長 安岡善文

平成22年度環境研究・技術開発推進戦略フォローアップ検討会委員 高野裕久，五箇公一

平成22年度環境分野分析用産業連関表のあり方に関する検討会委員 南齋規介，中島謙一

平成 22 年度国内外における発電所等からの温排水による環境影

響に係る調査業務検討会委員

木幡邦男

平成 22 年度小規模事業場向け有機性排水処理技術 WG 検討委員 徐開欽

平成 22 年度地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ調査　地

区・街区 SWG 検討会座長代理兼技術主査

藤田壮

平成 22 年度地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ調査　地

区・街区 SWG 検討会委員

藤井実，平野勇二郎

平成 22 年度地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ調査　土

地利用・交通 SWG 検討会委員

松橋啓介

平成 22 年度特定調達品目検討会委員 藤井実

平成22年度特定調達品目検討会分科会〈プロジェクタ分科会〉委員 藤井実

平成 22 年度有害金属対策基礎調査検討会委員 高見昭憲

包括的な化学物質対策に向けた今後のあり方に関する勉強会委員 鈴木規之

環境省推進費 (C-1001) アドバイザリーボード会合アドバイザー 田邊潔

環境省推進費(東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起

源：平成 21 ～ 23 年度 ) アドバイザリーボード会合アドバイザー

横内陽子

環境省推進費(大気中粒子状物質の成分組成及びオゾンが気管支

喘息発作に及ぼす影響に関する疫学研究)にかかるアドバイザー

新田裕史

環境省推進費プロジェクトにかかるアドバイザー( 山岳を観測タ

ワーとした大気中水銀の長距離越境輸送に係わる計測・動態・制

御に関する研究 )

大原利眞

総合環境政策局環境保健部 PRTR 排出量等算出方法等検討調査検討会委員 鈴木規之

化学物質環境実態調査結果精査検討実務者会議委員 白石寛明

化審法リスク評価手法等検討会および生態毒性簡易推計手法等

活用分科会委員

白石寛明，菅谷芳雄 , 南齋規介
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総合環境政策局環境保健部 化審法リスク評価手法等検討会委員 青木康展，鈴木規之,田中嘉成，

鑪迫典久

化審法審査支援等検討会委員 鈴木規之

環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員 新田裕史，大原利眞

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査　健康影響評価委

員会委員

新田裕史

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査　曝露評価委員会委員 新田裕史

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（幼児症例対照調

査）専門委員

大原利眞，新田裕史

健康リスク評価分科会検討員 青木康展，平野靖史郎，松本理

小児疫学調査のフィージビリティスタディに係る化学物質等分

析検討調査検討会委員

柴田康行

小児環境保健疫学調査に関する WG 委員 白石寛明，柴田康行

平成 21 年度小児環境保健疫学調査に関する WG 委員 高野裕久，新田裕史

平成22年 POPs及び関連物質等に関する日韓共同研究に係る実務

者会議委員

柴田康行，鈴木規之,櫻井健郎，

高澤嘉一，鑪迫典久

平成 22 年度「環境省エコチル調査国際連携会議」ワークショッ

プ座長、講演者

新田裕史，田村憲治

平成 22 年度 ExTEND2010 作用・影響評価検討部会検討員 白石寛明，菅谷芳雄 , 鑪迫典久

平成 22 年度 POPs モニタリング検討実務者会議委員 柴田康行，鈴木規之

平成 22 年度 POPs モニタリング検討分析法分科会委員 柴田康行

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸に係る健康影響等についての

臨床検討会委員

柴田康行，平野靖史郎

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸等の健康リスク評価に関わる

ワーキンググループ検討会検討員

平野靖史郎

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (分析研究班 )班長

柴田康行

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (分析研究班 )班員

梅津豊司

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (毒性研究班 )班長

平野靖史郎

平成 22 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (毒性研究班 )班員

小林弥生

平成 22 年度ナノ材料の管理技術等に関する試験法等検討委員会

委員

田邊潔，川本克也,平野靖史郎，

鑪迫典久

平成 22 年度モニタリング調査の結果に関する解析検討会検討員 白石寛明，柴田康行

平成 22年度黄砂の健康影響に関する疫学研究等を行う WG（仮称）委員 清水厚，上田佳代

平成 22 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会委員 白石寛明

平成 22 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日英共同研究

実施のための実務者会議委員

鑪迫典久

平成 22 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日米二国間協

力業務における日米二国間協力実務者会議委員

鑪迫典久

平成 22 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関連する報告の信頼

性評価作業班検討員

鑪迫典久

平成 22 年度化学物質ファクトシート作成委員会委員 白石寛明

平成 22 年度化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議

(GC/MS 水系 ) 検討委員 

白石寛明

平成 22 年度化学物質情報検索支援システムのあり方に関する検

討会委員

白石寛明，今泉圭隆

平成 22 年度化学物質審査検討会検討員 田中嘉成，菅谷芳雄，鑪迫典久，

中島大介，松本理

平成 22 年度化学物質等の環境排出量推計手法検討会委員 白石寛明，鈴木規之 , 南齋規介

平成 22 年度化審法審査支援等検討会検討員 白石寛明，青木康展,田中嘉成，

菅谷芳雄，鑪迫典久 , 中島大介

平成 22 年度環境リスク評価委員会検討員 白石寛明，青木康展,鈴木規之，

菅谷芳雄，鑪迫典久
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総合環境政策局環境保健部 平成 22 年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 成人

調査 ) の集計及び解析に係る業務専門委員

新田裕史，大原利眞 , 田村憲治

平成 22 年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 幼児

症例対照調査 ) に係る専門委員

新田裕史，大原利眞 , 田村憲治

平成 22 年度子どもの健康と環境に関する全国調査 ( エコチル調

査 ) に係るデータ管理システムの設計・開発等業務に関する提案

書審査委員会審査委員

新田裕史

平成 22 年度臭素系ダイオキシン類の排出源情報の収集・整理に

関する調査業務検討会委員

滝上英孝

平成 22 年度初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析

検討会検討員

白石寛明，菅谷芳雄

平成 22 年度新規 POPs 等研究会委員 柴田康行，鈴木規之 , 滝上英孝

平成22年度水銀に関する国際的な法的枠組みの検討調査委員会委員 鈴木規之

平成 22 年度水銀の回収・保管 / 処分に関する研究会委員 鈴木規之

平成 22 年度生態影響評価のための動物試験法の作業班班員 白石寛明，鑪迫典久

平成 22 年度生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 菅谷芳雄，高橋慎司 , 鑪迫典久

平成 22 年度製品中の有害化学物質モニタリング調査検討会委員 滝上英孝

平成 22 年度石綿の健康影響に関する検討会検討員 平野靖史郎

平成22年度大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査検討会委員 大原利眞

平成22年度東アジアPOPsモニタリング調査 第8回東アジアPOPs

モニタリングワークショップに係る委員

鈴木規之

平成 22 年度難分解性・高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性試験検

討調査に関する検討委員会委員

白石寛明，桑名貴 , 白石不二雄

平成 22 年度廃棄物処理施設排出量推計作業部会委員 南齋規介

平成 22 年度有害金属対策基礎調査検討会委員 柴田康行，鈴木規之

地球環境局 ３ Ｒ に関する連携協働型の取組促進のための評価手法等に係る

有識者等意見交換会委員

青柳みどり

IPCC 国内連絡会メンバー 野尻幸宏，江守正多，

甲斐沼美紀子，

増井利彦，高橋潔，肱岡靖明

エコ燃料実用化地域システム実証事業 ( 首都圏 ) ブラジル・エタ

ノール調査検討会委員

藤野純一

サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量算定方法検討会

委員

森口祐一，南齋規介

サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量算定方法検討に

関する素材系分科会委員

森口祐一，南齋規介

リモートセンシングを活用した水域における透明度分布の高頻

度測定手法の確立　アドバイザリーボード会合委員

今井章雄

温室効果ガス排出量算定方法検討会－廃棄物分科会－委員 橋本征二，山田正人

温対法に基づく事業者別排出係数の算出方法等に係る検討会委員 森口祐一

環境省アドバイザリーボード会合 (A-0806)- 平成 22 年度委員 久保明弘，玉置雅紀

気候変動適応の方向性に関する検討会委員 江守正多，肱岡靖明

国内データ検証グループ委員 高見昭憲

柔軟性メカニズムプロジェクト支援委員会委員 山田正人

柔軟性メカニズムプロジェクト支援委員会　新柔軟性メカニズ

ムタスクフォース構成員

松橋啓介

黄砂共同研究運営委員会委員 西川雅高

中長期ロードマップ調査　コミュニケーション WG 委員 藤野純一

中長期ロードマップ調査　マクロフレーム WG 委員 増井利彦，藤野純一

中長期ロードマップ調査　地域づくり WG 委員 松橋啓介

平成 22 年度　事業者の提供する商品・サービスに係る温室効果

ガスの「見える化」に関する分科会委員

森口祐一，青柳みどり

平成 22 年度インベントリ品質保証 WG 委員 花岡達也

平成 22 年度オゾン植物影響モニタリング手法検討会検討委員 清水英幸

平成 22 年度オゾン等の植物影響評価 WG 検討委員 清水英幸
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地球環境局 平成 22 年度クリーンアジア・イニシアティブ（ＣＡＩ）推進事

務局運営等業務　環境協力のあり方に係る検討会委員

中根英昭

平成22年度フッ素系物質分野における地球温暖化対策検討会（仮

称）委員

花岡達也

平成22年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会(大気分科会)検討員 西川雅高

平成 22 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会検討員 大原利眞

平成 22 年度黄砂実態解明調査解析 WG 委員 西川雅高，清水厚

平成 22 年度黄砂問題検討会委員 西川雅高

平成 22 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会委員 森口祐一

平成 22 年度温室効果ガス「見える化」推進戦略会議委員 森口祐一

平成 22 年度温室効果ガス排出抑制等指針案策定調査委員 森口祐一，川本克也

平成 22 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会　エネルギー・

工業プロセス分科会委員

森口祐一

平成 22 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会　森林等の吸収

源分科会委員

山形与志樹

平成 22 年度海底下 CSS に係るモニタリング手法の高度化分科会

検討員

野尻幸宏

平成22年度海底下CSSに係る環境管理手法の高度化検討会検討員 野尻幸宏，藤野純一

平成 22 年度海洋環境モニタリング調査検討会検討員 野尻幸宏

平成 22 年度酸性雨測定局における大気モニタリングの課題に関

する懇談会委員

高見昭憲，谷本浩志，森野悠

平成 22 年度酸性沈着の生態系影響評価 WG 検討委員 大原利眞

平成 22 年度森林等の吸収源 WG 委員 橋本征二

平成 22 年度森林等の吸収源問題に関する WG 委員 山形与志樹

平成 22 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会委員 今村隆史，中根英昭

平成22年度成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会委員 今村隆史

平成 22 年度大気モニタリングデータ総合解析 WG 検討委員 大原利眞，高見昭憲

平成 22 年度地球温暖化観測推進 WG（温室効果ガス観測データ標

準化 WG）委員

遠嶋康徳，町田敏暢，向井人史

平成22年度地球温暖化観測推進WG（気候変動影響統計整備WG）委員 原澤英夫，高橋潔，藤野純一

平成 22 年度地球温暖化対策技術開発評価委員会委員 安岡善文，川本克也

平成 22 年度低炭素社会づくりのための低炭素エネルギー普及方

策検討業務エネルギー供給 WG 委員

芦名秀一

平成 22 年度東アジア諸国における排出インベントリの普及促進

に関する検討会委員

大原利眞，花岡達也

平成 22 年度日常生活からの温室効果ガスの「見える化」に関す

る分科会委員

森口祐一

平成 22 年度廃棄物海洋投入処分課題等検討会委員 遠藤和人

環境省推進費 E-1001［アジア低炭素社会の構築に向けた緩和技術

のコベネフィット研究」アドバイザー

甲斐沼美紀子

水・大気環境局 ナノ粒子検討会委員 藤谷雄二

環境省環境技術実証事業における埼玉県技術実証委員（小規模事

業場向け有機性排水処理技術分野）

徐開欽

気候変動による水質等への影響解明調査検討会委員 木幡邦男

今後の水環境保全に関する検討会委員 木幡邦男

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　衛生指標ワーキング

グループ委員

木幡邦男

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　海域ワーキンググ

ループ委員

木幡邦男

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　湖沼ワーキンググ

ループ委員

木幡邦男

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　水質環境基準生活環

境項目新規基準等検討会委員

木幡邦男

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　生活環境項目新規基

準等検討会委員

今井章雄

水生生物テストガイドライン検討会検討員 堀口敏宏
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水・大気環境局 水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会委員 林岳彦

大気中微小粒子状物質（PM2.5）測定法マニュアル（仮称）検討

会検討委員

田邊潔

窒素りん比変動による水生態系への影響検討会検討員 高村典子

中国の水環境管理を強化するための日中共同研究アドバイザ

リー委員

水落元之

農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会委員 白石寛明

排出水中に含まれるダイオキシン類の実態解明調査検討会委員 川本克也

微小粒子状物質健康影響評価検討会委員 高野裕久，新田裕史

平成 22 年度「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰選考委

員会委員

今村隆史

平成 22年度 U-POPs に係る BAT及び BEP検討調査業務に係る検討

委員会委員

倉持秀敏

平成 22 年度アスベスト大気濃度調査計画策定等調査検討会委員 大原利眞

平成 22 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及

び精度管理状況の確認に係るアドバイザー

鈴木規之，滝上英孝，橋本俊次，

櫻井健郎

平成 22 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議総括主査

鈴木規之

平成 22 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会審

査分科会検討員

渡部真文，鈴木剛

平成 22 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議及び審査分科会主査

滝上英孝，橋本俊次，櫻井健郎

平成 22 年度ダイオキシン類簡易測定法実用化検証等事業検討会

検討委員

滝上英孝，鑪迫典久，橋本俊次

平成 22 年度ペルフルオロ（オクタン -1- スルホン酸）等に係る

底質及び水質分析法検討会委員

柴田康行

平成 22 年度汚染土壌の運搬・処理に関する検討会委員 田邊潔

平成 22 年度海洋環境モニタリング調査検討会検討員 牧秀明

平成 22 年度環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委員 稲葉一穂，山本貴士

平成 22 年度環境大気自動測定機のテレメータ取り合いの共通仕

様に係る検討業務検討会委員

西川雅高

平成 22 年度環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 田中敦

平成 22 年度揮発性有機化合物（VOC）の浮遊粒子状物質及び光化

学オキシダントの生成に係る調査検討会委員

大原利眞

平成22年度揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ検討会委員 南齋規介

平成 22 年度揮発性有機化合物に係る公定分析法検討調査業務に

係る検討委員

柴田康行

平成 22 年度揮発有機化合物（VOC）の大気汚染への影響に係る基

礎調査業務検討委員

大原利眞

平成 22 年度健康リスク総合専門委員会 WG 検討員 青木康展，松本理

平成 22 年度湖沼水質保全対策に関する検討会委員 今井章雄

平成22年度光化学オキシダントに関するシステム構築検討会委員 大原利眞

平成 22 年度今後の水生生物保全に関する検討会委員 白石寛明，田中嘉成

平成 22 年度次期 VOC 対策のあり方検討 WG 委員 南齋規介

平成 22 年度硝酸性窒素負荷低減等対策検討業務検討会委員 林誠二

平成 22 年度水産動植物登録保留基準設定検討会検討委員 白石寛明，五箇公一，菅谷芳雄

平成 22 年度水質環境基準（健康項目）等検討委員会委員 白石寛明，鈴木規之

平成22年度水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会委員 白石寛明

平成 22 年度水生生物保全に係る水質目標値検討会委員 白石寛明，田中嘉成

平成 22 年度水生生物保全環境基準項目等に係る公定分析法検討

調査検討会委員

柴田康行

平成 22 年度生物応答を利用した水環境管理手法の制度・運用分

科会委員

白石寛明，青木康展

平成 22 年度船舶・航空機排出大気汚染物質削減技術・効果検討

会委員

上田佳代，伏見暁洋
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水・大気環境局 平成 22 年度全国星空継続観察（スターウォッチング・ネットワー

ク）研究会委員

今村隆史

平成22年度大気環境常時監視精度管理状況調査等に係る検討委員 向井人史

平成 22 年度大気環境常時監視精度管理状況調査等に係る検討会

検討委員

西川雅高，向井人史

平成 22 年度大気中微小粒子状物質（PM2.5）測定法マニュアル検

討会委員

西川雅高

平成 22 年度大気中微小粒子状物質ガイドライン（仮称）検討会

検討委員

大原利眞，上田佳代

平成 22 年度窒素りん比変動による水生態系への影響検討会委員 今井章雄

平成 22 年度低コスト・低負荷型土壌汚染調査・対策技術検討調

査及びダイオキシン類汚染土壌浄化技術等確立調査検討会委員

川本克也，鈴木規之

平成 22 年度土壌環境基準等検討調査業務検討会委員 林誠二，中島大介

平成 22 年度東アジア諸国における水質総量規制制度支援業務

日本側検討会委員

徐開欽

平成 22 年度二酸化炭素分離・回収技術評価委員会検討員 野尻幸宏

平成 22 年度日中韓三カ国による黄砂共同 WG １委員 杉本伸夫

平成22年度農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査 鳥類リ

スク評価・管理手法検討会検討委員

白石寛明

平成22年度農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査検討委員 五箇公一

平成22年度排出ガス中の多環芳香族炭化水素及びPOPs測定方法

検討会委員

田邊潔，渡部真文

平成２２年度排水（環境水）管理のバイオアッセイ技術検討分科

会委員

滝上英孝

平成 22 年度非意図的生成の POPs 排出抑制対策調査検討会委員 柴田康行，田邊潔

平成22年度微小粒子状物質に係る成分分析のあり方検討会検討委員 大原利眞，上田佳代

平成22年度微小粒子状物質等（PM2.5）測定法評価検討会検討委員 田邊潔，西川雅高

平成 22 年度微小粒子状物質等疫学調査研究検討会検討員 田邊潔，新田裕史

平成 22 年度微小粒子状物質等疫学調査実施班検討員 新田裕史，上田佳代

平成 22 年度微小粒子状物質等疫学文献レビュー WG 委員 田村憲治，上田佳代

平成 22 年度微小粒子状物質等毒性学調査研究検討会委員 高野裕久

平成 22 年度微小粒子状物質等毒性学文献レビュー WG 委員 高野裕久，藤巻秀和，伊藤智彦，

古山昭子，藤谷雄二

平成 22 年度有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討業務委員

白石寛明

平成 22 年度有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討会分科会委員

青木康展，松本理

平成 22 年度有害大気汚染物質測定方法検討調査検討会検討委員 田邊潔

平成 22 年度有明海生態系回復方策検討調査（生態系機能解明調

査）業務底層環境評価作業ワーキングメンバー

木幡邦男

平成 22 年度有明海生態系回復方策検討調査（二枚貝類の環境浄

化機能解明調査）検討委員会委員

木幡邦男

平成 22 年度里海創生支援検討会委員 木幡邦男

有害大気汚染物質基礎情報等調査検討会委員 白石寛明，鈴木規之

平成 22 年度コベネフィット CDM モデル事業第 1 回検討会委員 山田正人

自然環境局 外来生物法施行状況評価検討会検討委員 五箇公一

希少野生動植物種保存推進員 名取俊樹

皇居外苑新濠水浄化施設基本計画検討会委員 木幡邦男

国民経済計算における生態系サービス価値の参入に係る有識者

検討会委員

日引聡

平成 22 年度生物多様性に配慮した REDD プラス・プロジェクトに

向けた MRV 指針等のコンセプト作成業務　専門家検討会委員

三枝信子，山形与志樹，伊藤昭彦

平成 22 年度生物多様性総合評価検討委員会検討委員 角谷拓

平成 22 年度生物多様性総合評価実施等業務生態系サービス検討

委員会委員

竹中明夫

モニタリングサイト 1000（里地調査）検討委員 竹中明夫
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自然環境局生物多様性センター モニタリングサイト 1000（陸水域調査）有識者委員 高村典子，野原精一，小熊宏之

平成 22 年度温暖化影響情報集約型 CO2 削減行動促進事業（いき

ものみっけ）検討会委員

竹中明夫

平成 22 年度自然環境保全基礎調整検討会植生分科会検討員 安岡善文

北海道地方環境事務所 平成 22 年度釧路湿原東部湖沼自然環境調査検討会委員 高村典子

箱根自然環境事務所 平成 22 年度富士箱根伊豆国立公園箱根地域仙石原湿原管理方針

検討調査委託業務における仙石原湿原保全管理検討会委員

竹中明夫

九州地方環境事務所 九州・沖縄地方における地球温暖化影響・適応策検討会検討員 肱岡靖明

環境調査研修所 平成 22 年度課題分析研修 II（底生動物）講師 上野隆平

平成 22 年度環境汚染有機化学物質（POPs 等）分析研修講師 柴田康行

国立水俣病総合研究センター 国立水俣病総合研究センター研究評価委員会委員 柴田康行

内閣府

内閣官房副長官補室 タスクフォース 増井利彦，花岡達也

内閣官房地域活性化統合事務局 「環境未来都市」構想有識者検討会メンバー 藤野純一

政策統括官

　( 科学技術政策・イノベーション担当 )
科学技術振興調整費評価作業部会委員 白石寛明

総合科学技術会議事務局 総合的リスク評価による化学物質の安全管理に関するシンポジ

ウム実行委員会委員

鈴木規之

食品安全委員会事務局 食品安全委員会専門委員 青木康展

経済社会総合研究所 「日中環境問題及び中国の長期的経済発展に関する研究」日中環

境問題に関する研究会委員

岡川梓

日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

GLP 小委員会委員

三枝信子

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

IGAC 小委員会委員

谷本浩志

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

iLEAPS 小委員会委員

三枝信子，伊藤昭彦

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏，横内陽子

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

SPARC 小委員会委員

今村隆史，秋吉英治

地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IHDP

分科会 VRA 小委員会委員

山形与志樹

地球惑星科学委員会 IUGG 分科会 IAMAS 小委員会委員 中根英昭

地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IHDP

分科会 UGEC 小委員会委員

一ノ瀬俊明

日本学術会議連携委員 野尻幸宏，高村典子，山形与志樹，

亀山康子

総務省

情報流通行政局 ユビキタス特区環境立国プロジェクト連絡会メンバー 南齋規介

文部科学省

科学技術・学術政策局 科学技術・学術審議会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会専門委員 笹野泰弘，野沢徹，甲斐沼美紀子，

山形与志樹，江守正多，高村典子，

笠井文絵，藤野純一

科学技術・学術審議会臨時委員 安岡善文

研究開発局 21 世紀気候変動予測革新プログラム「地球システム統合モデルに

よる長期気候変動予測実験」研究運営委員会委員

江守正多

21 世紀気候変動予測革新プログラム平成 22 年度研究成果報告会

講評委員

笹野泰弘

グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス事業（北極気候変

動分野）外部評価委員会委員

野沢徹

宇宙開発委員会特別委員 安岡善文

気候変動適応研究推進プログラム委員 江守正多，甲斐沼美紀子

気候変動予測に関する計算機検討会構成員 江守正多

気候変動予測研究検討会委員 江守正多
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研究開発局 森林炭素モニタリングシステムの構築に関する検討会メンバー 山形与志樹

地球観測データ統融合事業検討会委員 安岡善文

南極地域観測統合推進本部「観測事業計画検討委員会」構成員 安岡善文

21 世紀気候変動予測革新プログラム「高解像度気候モデルによる

近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員

笹野泰弘，江守正多，野沢徹

21 世紀気候変動予測革新プログラム「超高解像度大気モデルによ

る将来の極端現象の変化予測に関する研究」研究運営委員会委員

江守正多

地球観測システム構築推進プラン「地上からの分光法による対流圏

中のガス・エアロゾル同時立体観測網の構築」研究運営委員会委員

杉本伸夫

文部科学省グリーン・イノベーション研究開発戦略推進委員会委員 大垣眞一郎

科学技術政策研究所 科学技術政策所客員研究官 野原恵子

科学技術動向研究センター専門調査員 青木康展

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会委員 大垣眞一郎

厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

医薬食品局 薬事・食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

食品用器具容器包装におけるリサイクル材料の使用に関するガ

イドライン策定 WG 委員

滝上英孝

健康局 健康安全・危機管理対策総合研究事業企画運営委員会委員 大垣眞一郎

農林水産省

大臣官房総政課 食料・農業・農村政策審議会委員 甲斐沼美紀子

食料・農業・農村政策審議会専門委員 亀山康子

消費・安全局 水産物中のダイオキシン類調査事業検討委員会委員 白石寛明

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律第 13 条第 1 項の規定に基づく拡散防止措置の確認

に先立ち意見を聴く学識経験者（動物用組換え DNA 技術応用医薬

品調査会）

岩崎一弘

農林水産技術会議事務局 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づく農林水産大臣及び

環境大臣が意見を聴く学識経験者（生物多様性影響評価検討会）

岩崎一弘

平成 22 年度生物多様性影響評価検討会委員 岩崎一弘

農林水産分野温室効果ガス関連研究・技術シーズ調査委員会委員 甲斐沼美紀子

林野庁

関東森林局 小笠原諸島固有森林生態系の修復事業に係る外来植物の駆除お

よび駆除予定木調査事業検討委員

佐竹潔

小笠原諸島固有森林生態系の修復事業に係る事前モニタリング

事業検討委員

佐竹潔

森林整備部 森林吸収インベントリ情報整備事業委員 亀山康子

経済産業省

産業技術環境局 産業構造審議会臨時委員 白石寛明，森口　祐一

日本工業標準調査会臨時委員 鏑木儀郎

CO2 換算量原単位データ検証委員会委員 森口祐一

ISO/TC147 国際標準規格回答原案作成委員会委員 菅谷芳雄

プラスチック製容器包装及び廃プラスチックに係る処理状況・リ

サイクルに関する調査検討委員会委員

橋本征二

国内クレジット認証委員会委員 森口祐一

平成 22 年度プラスチック製容器包装及び廃プラスチックに係る

処理状況・リサイクルに関する調査検討委員会委員

藤井実

平成 22 年度工場排水試験法等の体系的な JIS の見直しと改正事

業委員会委員

菅谷芳雄

平成 22 年度自治体間連携による濱海新区資源循環経済構築に関

する調査事業委員会委員

寺園淳

商務流通 G/ 流通・物流政策室 カーボンフットプリント・サービス検討 WG に係る委員 藤井実

製造産業局 高性能ハイパースペクトルセンサ等研究開発技術委員会委員 松永恒雄

物化性状データ等に関する選定基準委員会委員 鈴木規之

公害等調整委員会事務局 公害等調整委員会専門委員 白石寛明
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資源エネルギー庁

省エネルギー・新エネルギー部 グリーンエネルギー認証運営委員会委員 亀山康子

国立交通省

大臣官房技術調査課 社会資本整備審議会臨時委員 藤田壮

国土計画局 国土審議会専門委員 藤田壮

河川局 河川水辺の国勢調査「ダム湖版」スクリーニング委員会委員 高村典子，菅谷芳雄

新たな湖沼環境管理技術検討委員会委員 高村典子

自動車交通局 自動車貨物運送事業者によるCO2削減努力の相対評価制度及び付

加価値創出に関する検討会委員

松橋啓介

東北地方整備局東北技術事務所 東北地方整備局ダイオキシ類精度管理委員会委員 鈴木規之

関東地方整備局 霞ヶ浦における沈水植物再生・保全検討 WG 委員 高村典子

霞ヶ浦水環境研究ワーキング委員 高村典子

関東地方整備局ダイオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

関東地方整備局

　利根川上流河川事務所

稲戸井調節池整備・活用検討懇談会委員 高村典子

中国地方整備局 河川水辺の国勢調査改善検討委員会委員 高村典子

国土技術政策総合研究所 平成 22 年度公共工事の環境負荷低減施策推進委員会委員 藤田壮

気象庁

地球環境・海洋部 気候問題懇談会委員 高橋潔

平成 22 年度地球観測連携拠点（温暖化分野）地球温暖化観測推

進委員会（温暖化分野）委員

野尻幸宏

平成 22 年度品質評価科学活動委員会委員 町田敏暢

海洋情報部 POPs データ検討委員会委員 柴田康行

国立大学

北海道大学大学院 非常勤講師（地球温暖化対策特別講義） 山形与志樹

招へい教員（客員准教授） 高橋潔

東北大学大学院 非常勤講師（太陽地球環境学） 町田敏暢

非常勤講師（地球環境変動学） 中島英彰

非常勤講師（大気放射学特論） 江守正多

教授 柴田康行

東北大学多元物質科学研究所 レアメタル回収技術特別枠採択研究アドバイザリー委員会委員 森口祐一

茨城大学

　広域水圏科学教育研究センター

平成 22 年度茨城大学広域水圏科学教育研究センター外部評価委

員会委員

原澤英夫

筑波大学 非常勤講師（総合科目「21 世紀の環境・エネルギー問題と科学・

技術の役割」）

山形与志樹

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員（教授） 松永恒雄，近藤美則，藤巻秀和，

高野裕久，大原利眞，野原恵子，

笠井文絵，中嶋信美

連携大学院方式に係る教員（准教授） 松橋啓介，菅田誠治，河地正伸，

小池英子，玉置雅紀，永島達也

非常勤講師（専門科目ヘルスサービスリサーチ応用論） 上田佳代

非常勤講師（家電廃棄物管理論） 寺園淳

非常勤講師（環境リスク論） 田中嘉成

非常勤講師（水総合学） 今井章雄

筑波大学

　産学リエゾン共同研究センター

筑波大学産学リエゾン共同研究センター客員研究員 河地正伸

埼玉大学 非常勤講師（環境アセスメント） 岩崎一弘

千葉大学 非常勤講師（衛生薬学） 平野靖史郎，小林弥生

非常勤講師（保健学 II） 田村憲治

千葉大学大学院 非常勤講師（環境分析化学） 野原精一

非常勤講師（環境物質学） 青木康展，平野靖史郎，小林弥生

千葉大学

　環境リモートセンシング研究センター

千葉大学環境リモートセンシング研究センター運営協議会委員 笹野泰弘

千葉大学環境リモートセンシング研究センター拠点運営委員会委員 笹野泰弘

千葉大学環境リモートセンシング研究センター地球観測システ

ム構築推進プラン運営委員会委員

笹野泰弘

東京大学 非常勤講師（環境保健学） 新田裕史
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東京大学 非常勤講師（環境リスク論） 鈴木規之，堀口敏宏，櫻井健郎

東京大学大学院 博士学位請求論文の審査委員会委員 高見昭憲

外部評価委員会委員 大垣眞一郎

非常勤講師（環境生態学特論） 堀口敏宏

非常勤講師（自然環境保全論） 一ノ瀬俊明

非常勤講師（生命環境科学特別講義 VI） 青木康展

客員教授 森口祐一

客員准教授 亀山康子，橋本征二

兼任教員（教授） 高村典子

兼任教員（准教授） 青柳みどり

東京大学気候システム研究センター 研究協議会委員 中根英昭

東京大学大気海洋研究所 客員准教授 江守正多

東京医科歯科大学 非常勤講師（衛生学） 平野靖史郎

東京農工大学 非常勤講師（生物制御科学特論 II） 五箇公一

東京工業大学大学院 連携教授 野尻幸宏，大迫政浩

連携准教授 日引聡，増井利彦

講義等委託教員（環境モニタリングと情報化 2） 横田達也

講義等委託教員（環境数値シミュレーション 2） 小倉知夫

講義等委託教員（化学環境学特別講義第九） 今村隆史

東京海洋大学 非常勤講師（環境汚染防止論） 荒巻能史

横浜国立大学大学院 非常勤講師（客員教授） 川本克也

新潟大学超域研究機構

　朱鷺・自然再生学研究センター

新潟大学超域研究機構朱鷺・自然再生学研究センター客員研究員 横溝裕行

長岡技術科学大学 客員准教授 珠坪一晃

岐阜大学 非常勤講師（リモートセンシング水環境計測学特論） 亀山哲

岐阜大学流域圏科学研究センター 客員教授 三枝信子

静岡大学電子工学研究所 客員教授（共同研究の実施、実用化の観点での研究所員への助言） 久米博

名古屋大学大学院 招へい教員 王勤学，高見昭憲，野沢徹，

藤田壮，一ノ瀬俊明，伊藤昭彦

非常勤講師（植物を用いた環境浄化技術） 玉置雅紀

名古屋大学太陽地球環境研究所 名古屋大学太陽地球環境研究所運営協議員 笹野泰弘

名古屋大学太陽地球環境研究所付属ジオスペース研究センター

運営委員会委員

今村隆史

名古屋大学太陽地球環境研究所共同利用・共同研究委員会専門委員会委員 杉田考史

京都大学大学院 特任講師 遠藤和人，山田正人

大阪大学大学院 非常勤講師（科学技術論 B） 野尻幸宏

神戸大学大学院 教授 今村隆史，向井人史

非常勤講師（自然環境先端科学 A　集中講義） 今村隆史

島根大学大学院 島根大学大学院生物資源科学研究科地域再生人材養成連携推進会議委員 野原精一

広島大学

　大気エアロゾルの環境影響

　プロジェクト研究センター

広島大学大気エアロゾルの環境影響プロジェクト研究センター

客員研究員

西川雅高

愛媛大学 非常勤講師（地球温暖化と大気環境） 菅田誠治

客員教授 柴田康行，佐治光，鈴木規之

愛媛大学沿岸環境科学研究センター 客員研究員 柴田康行，滝上英孝，原島省，

堀口敏宏

九州大学大学院 客員教授（非常勤講師） 森口祐一

九州大学産学連携センター 九州大学産学連携センター客員教授 内山政弘

長崎大学 非常勤講師（環境科学特別講義 A） 鏑木儀郎，鑪迫典久

宮崎大学 非常勤講師（衛生学） 平野靖史郎

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 甲斐沼美紀子，須賀伸介

客員准教授 藤野純一

公立大学

首都大学東京大学院 非常勤講師（生態学特論） 竹中明夫

非常勤講師（地理環境科学特殊講義 III・自然地理学特論 I ） 菅田誠治

京都府立医科大学 客員教授 高野裕久

奈良県立医科大学 住居医学評価委員会委員 高野裕久
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私立大学

東北学院大学 文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の研究協力者 岩崎一弘

自治医科大学 非常勤講師（環境医学部門、研究指導） 平野靖史郎

非常勤講師（講義、実習「環境医学」、研究指導等） 野原恵子

非常勤講師（植物性機能生理学） 前川文彦

麻布大学 非常勤講師（環境リスク評価論） 中島大介

関東学院大学大学院 非常勤講師（環境衛生工学特論、都市衛生工学特殊講義、大気と環境） 川本克也

慶應義塾大学 非常勤講師（民族学考古学特殊 X） 山野博哉

上智大学 非常勤講師（地球環境学 I） 日引聡

非常勤講師（地球環境と科学技術 I） 森口祐一

上智大学大学院 非常勤講師（環境研究のフロンティア） 安岡善文，木幡邦男，柴田康行，

竹中明夫，野原恵子，五箇公一，

森口祐一，今村隆史，江守正多，

野尻幸宏，甲斐沼美紀子

中央大学大学院 兼任講師（海洋環境学、環境工学概論） 原島省

帝京科学大学 非常勤講師（健康・環境システムトピックス - 前期） 佐治光

東京理科大学 非常勤講師（エネルギー環境工学） 藤野純一

東邦大学 非常勤講師（生物分子科学特論 II） 岩崎一弘

東洋大学大学院 東洋大学大学院工学研究科環境デザイン専攻特任教授 藤田壮

東洋大学国際共生社会研究センター 東洋大学国際共生社会研究センター評価委員 大垣眞一郎

法政大学 非常勤講師（リサイクル論） 鏑木儀郎

明治大学 非常勤講師（情報処理・演習 2） 渡邉英宏

明治大学大学院 非常勤講師（生命科学特論 VIII） 中嶋信美

立正大学 非常勤講師（土壌環境学、土壌環境学実験） 広木幹也

早稲田大学大学院 非常勤講師（産業エコロジー A・B） 中島謙一

非常勤講師（計量経済学総合演習 A・B） 中島謙一

龍谷大学大学院 非常勤講師（生物圏資源循環工学特論） 石垣智基

龍谷大学里山学研究センター 客員研究員 石垣智基

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構

　総合地球環境学研究所

共同研究員 Shamil Maksyutov，一ノ瀬俊明

自然科学研究機構

　国立天文台

国立天文台理科年表編集委員会委員 肱岡靖明

情報・システム研究機構 共同研究員 安岡善文

情報・システム研究機構

　国立遺伝学研究所

ナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）運営委員会委員

長会議委員

笠井文絵

生物遺伝資源委員会委員 笠井文絵

情報・システム研究機構

　国立極地研究所

情報・システム研究機構国立極地研究所運営会議南極観測審議委

員会重点プロジェクト専門部会（VII 期）委員

横内陽子

国立極地研究所プロジェクト研究への研究協力（共同研究者） プ

ロジェクト研究（KP-11 北極域における生態系変動の研究、 KP-8

環境変動に対する極域生物の生態的応答プロセスの研究）

内田昌男

情報・システム研究機構

　国立情報学研究所

情報・システム研究機構国立情報学研究所運営会議委員 安岡善文

情報・システム研究機構

　統計数理研究所

客員准教授 田崎智宏

地方公共団体

北海道 平成 22 年度希少野生動植物保護対策検討委員会委員 福島路生

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

　岩手中部広域行政組合 一般廃棄物（ごみ）処理方式選定委員会委員 川本克也

宮城県 海岸動物分科会委員 金谷弦

福島県 猪苗代湖 pH 上昇原因検討委員会委員 田中敦

猪苗代湖水質保全対策検討委員会委員 冨岡典子

福島県環境影響評価審査会委員 上野隆平

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　福島県南会津建設事務所 会津縦貫南道路環境検討会委員 上野隆平

　相馬市教育委員会 相馬市史編纂調査協力員（自然部会，海岸動物担当） 金谷弦

茨城県 茨城県環境審議会委員 大迫政浩
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茨城県 茨城県環境審議会 霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第 6 期）策定

に係る霞ヶ浦専門部会（生活・事業所排水対策作業部会）特別委員

徐開欽

茨城県環境審議会 霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第 6 期）策

定に係る霞ヶ浦専門部会（水質・湖内対策作業部会）特別委員

冨岡典子

茨城県科学技術振興会議委員 安岡善文

茨城県環境委員会委員 安岡善文

茨城県環境影響評価審査会委員 甲斐沼美紀子，黒河佳香，冨岡典子

茨城県地球温暖化対策検討懇談会委員 青柳みどり

茨城県地球温暖化防止行動計画改定小委員会委員 青柳みどり

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 黒河佳香

茨城県環境アドバイザー 藤巻秀和

茨城県リサイクル建設資材評価認定委員会委員 肴倉宏史

茨城県都市計画審議会専門委員 黒河佳香

神栖市有機ヒ素汚染対策に係る検討会委員 柴田康行

検診受診者生命予後追跡調査（茨城県健康研究）事業 客員研究員 上田佳代

　茨城県霞ヶ浦環境科学センター 茨城県霞ヶ浦環境科学センター客員研究員 大原利眞

平成 22 年度茨城県霞ヶ浦環境科学センター評価委員会委員 大原利眞

　つくば市 つくば市環境審議会委員 田邊潔

つくば市環境都市推進委員会委員 森口祐一，松橋啓介

つくば市地球温暖化対策実行計画策定専門委員会委員 藤野純一，松橋啓介

つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 森口祐一，稲葉陸太

つくば市公共交通活性化協議会委員 松橋啓介

自転車のまちつくば推進委員会委員 松橋啓介

　龍ヶ崎市 龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

龍ヶ崎市国庫補助公共事業再評価委員会委員 須賀伸介

千葉県 ちば分け容プロジェクト研究会副座長 橋本征二

千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也

平成 22 年度印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

平成 22 年度印旛沼水質改善技術検討会ワーキング委員 高村典子

　柏市 柏市環境審議会委員 青柳みどり

　流山市 流山市環境審議会委員 金森有子

流山市廃棄物対策審議会委員 稲葉陸太

東京都 東京都環境審議会委員 森口祐一

東京都廃棄物審議会委員 橋本征二

大気環境モニタリングに関する検討会委員 大原利眞

平成 22 年度大気中微小粒子状物質検討会委員 新田裕史，大原利眞

東京都水道局事業評価委員会委員 大垣眞一郎

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

　足立区 足立区環境基金審査会委員 野尻幸宏

　板橋区 東京都板橋区資源環境審議会委員 山田正人，石垣智基

　豊島区 豊島区環境審議会委員 藤野純一

　練馬区 第 3 期練馬区環境審議会　学識経験者委員 藤野純一

埼玉県 埼玉県環境影響評価技術審議会委員 横内陽子，冨岡典子

地球温暖化対策の検討に関する専門委員会委員 青柳みどり

新河岸川産業廃棄物処理推進委員会 技術検討委員会委員 遠藤和人，山田正人

　埼玉県環境科学国際センター 埼玉県環境科学国際センター客員研究員 水落元之

埼玉県環境科学国際センター研究審査会委員 原澤英夫

　さいたま市 さいたま市交通環境プラン策定専門委員会委員 近藤美則

　越谷市 越谷市環境審議会委員 木幡邦男

神奈川県 神奈川県環境審議会委員 亀山康子

神奈川県循環型社会づくり計画（仮称）検討会議委員 橋本征二

神奈川県科学技術会議研究推進委員会委員 川本克也

　川崎市 川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 大迫政浩，川本克也

低 CO2 川崎ブランド企画委員会委員 藤田壮

川崎国際環境技術展実行委員会委員 藤田壮
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　横浜市 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員 川本克也

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也

第 6 次横浜市産業廃棄物処理指導計画検討委員会委員 川本克也

ヨコハマ・エコ・スクール（YES）アンバサダー 江守正多

　横須賀市 新ごみ処理施設整備検討委員会委員 川本克也

　鎌倉市 鎌倉市まちづくり審議会委員 亀山康子

鎌倉市環境審議会委員 亀山康子

群馬県

　前橋市 前橋市新清掃工場整備検討委員会専門部会委員 川本克也

山梨県

　山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員 安岡善文

富山県 富山県環境審議会調査員 原澤英夫

富山県環境審議会専門部会（水環境部門）専門員 木幡邦男

富山県環境審議会専門部会（土壌専門部会）専門員 鈴木規之

揮発性有機化合物排出削減対策検討会委員 大原利眞

富山県環境基本計画研究会委員 青柳みどり

　富山県環境科学センター 富山県環境科学センター研究課題外部評価委員会委員 西川雅高

岐阜県

　岐阜市

岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案特定支障除去等事業技

術アドバイザー

遠藤和人

三重県 三重県干潟・藻場等漁場環境保全創造事業懇談会委員 野原精一

滋賀県 琵琶湖総合保全学術委員会委員 今井章雄

　滋賀県琵琶湖環境科学研究センター 滋賀県琵琶湖環境科学研究センター評議員会委員 高村典子

大阪府 平成22年度エコ燃料実用化地域システム実証事業評価委員会委員 藤井実

　大阪府環境農林水産総合研究所 大阪府環境農林水産総合研究所研究アドバイザリー委員会委員 藤田壮

広島県

　広島市 広島市環境審議会臨時委員 藤野純一

熊本県

　熊本市 熊本市低炭素都市づくり戦略計画推進協議会オブザーバー 藤田壮

　水俣市 みなまた環境まちづくり研究会委員 藤田壮，松橋啓介

独立行政法人

（独）情報通信研究機構 独立行政法人情報通信研究機構研究活動等に関する外部評価委

員会委員

安岡善文

（独）国際協力機構 中国「循環型経済推進プロジェクト・サブプロジェクト 3：静脈

産業類生態工業整備の推進」にかかる国内支援委員会委員長

藤田壮

中国農村部におけるし尿・生活排水処理の最適技術・システムに

関する検討会委員

蛯江美孝

（独）物質・材料研究機構 NIMS Award 選考委員会委員長 安岡善文

「ベッセマー＋ 200」に係る研究会委員 森口祐一

「環境材料設計基準に資するマテリアルリスク指標」作成に係る

研究会委員

中島謙一

（独）科学技術振興機構 GBIF 技術専門委員会委員 松永恒雄，清水英幸

システム科学技術推進委員会モデリング分科会委員 増井利彦

環境分科会主査および研究主幹 安岡善文

研究領域「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステ

ム」研究総括

大垣眞一郎

社会技術研究開発センター運営協議員 大垣眞一郎

戦略的創造研究推進事業　公募型研究における追跡評価委員 安岡善文

地球規模課題対応国際科学技術協力事業推進委員会推進委員 安岡善文

低炭素社会戦略センター低炭素社会戦略推進委員会委員 藤野純一

平成 22 年度システム科学技術推進委員会委員 安岡善文

平成22年度システム科学技術推進委員会　モデリング分科会委員 江守正多

領域アドバイザー（「二酸化炭素排出抑制に資する革新的技術の創出」） 藤野純一

領域アドバイザー（社会技術研究開発センター） 山形与志樹

（独）日本学術振興会 独立行政法人日本学術振興会評議員 大垣眞一郎

「異分野融合による方法的革新を目指した人文・社会科学研究推

進事業」事業委員会委員

大垣眞一郎
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（独）日本学術振興会 先端科学（FoS）シンポジウム事業委員会プランニング・グルー

プ・メンバー主査

谷本浩志

（独）理化学研究所 遺伝子組換え実験安全委員会委員 中嶋信美

（独）宇宙航空研究開発機構 IARC-JAXA 北極圏研究　第 4 期研究 RA 審査会審査委員 安岡善文

SELENE プロジェクト共同研究員 松永恒雄

はやぶさ 2 プリプロジェクト共同研究員 松永恒雄

宇宙利用ミッション推進委員会委員 安岡善文

衛星データ利用推進委員会委員 小熊宏之

地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 安岡善文

地球圏総合診断委員会委員 安岡善文

平成 22 年度 EarthCARE/CPR 委員会委員 杉本伸夫，野沢徹

（独）海洋研究開発機構 海洋研究課題審査部会　部会員 木幡邦男

招聘上席研究員 Shamil Maksyutov

招聘主任研究員 江守正多，伊藤昭彦

（独）日本原子力研究開発機構 原子力基礎工学研究・評価委員会委員 柴田康行

博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

埋設施設設置に関する技術専門委員会委員 山田正人

（独）医薬品医療機器総合機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 岩崎一弘

（独）農業生物資源研究所 農業生物資源ジーンバンク事業評価委員会評価委員 笠井文絵

（独）農業環境技術研究所 独立行政法人農業環境技術研究所評議会評議員 大垣眞一郎

（独）森林総合研究所 独立行政法人森林総合研究所研究評議会委員 大垣眞一郎

REDD プラス実施に向けた政策面分科会委員 亀山康子

生物多様性条約 2010 年目標達成評価のための森林リビングプラ

ネットインデックス開発に関する研究の客員研究員

五箇公一

（独）産業技術総合研究所 GEO Grid 連携会議議員 安岡善文

客員研究員 三枝信子，松永恒雄，久米博

国際計量研究連絡委員会委員 西川雅高

独立行政法人産業技術総合研究所研究ユニット評価委員会（環境

管理技術研究部門）委員

笹野泰弘

物質量標準分科会委員 西川雅高

平成 21 年度ナノテクノロジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎

平成 23 年度新設研究ユニット設計に係る諮問委員会（太陽光発

電工学研究センター（仮称））委員

増井利彦

（独）製品評価技術基盤機構 計量法に基づく校正事業者登録制度（JCSS）等に係る技術委員会

標準物質（一般）分科会委員並びに標準物質情報委員会委員

西川雅高

（独）新エネルギー・産業技

術総合開発機構

NEDO 技術委員 白石寛明，横田達也，倉持秀敏，

寺園淳

テーマ公募型事業に係る申請書の事前書面審査ピアレビュア 木幡邦男，岩崎一弘

「バイオマスエネルギー技術研究開発 / 戦略的次世代バイオマス

エネルギー利用技術開発事業（次世代技術開発）/ 共生を利用し

た微細藻類からのバイオ燃料製造プロセスの研究開発」研究推進

委員会委員

河地正伸

「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開

発」推進委員会委員

森口祐一

（独）日本貿易振興機構 「経済統合が進むアジアにおけるリサイクル」研究会委員 吉田綾

「中国における流域の環境保全・再生に向けたローカル・ガバナ

ンスの改革」研究会委員

水落元之

（独）海上技術安全研究所 「海洋温暖化および酸性化影響評価のためのサンゴ連携モニタリ

ングに関する研究」内部評価委員会委員

原島省

（独）海上技術安全研究所 「海洋温暖化および酸性化影響評価のためのサンゴ連携モニタリ

ングに関する研究」客員研究員

山野博哉

（独）水資源機構 水質に関するアドバイザリーグループ委員 今井章雄

（独）都市再生機構 葛城地区北西大街区（G-X）整備計画検討委員会委員 松橋啓介
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（３）研究所来訪者
年月日 事　　　　　項

22.4. 2 兵庫県立大学大学院環境人間学研究科環境政策研究室

4.19 韓国の駐韓米軍基地移転事業団

4.21（社）参議院協会

4.23 外務省特命全権大使 他

5.11 筑波研究学園都市記者会

5.14 中国住宅と城郷建設部産官学合同浄化槽視察団

5.17 環境省地球環境審議官 他

5.17 環境省環境保健部環境リスク評価室丹藤室長補佐 他

5.18 京葉ガス株式会社

5.19 筑波大学環境科学実習見学

5.19 筑波大学付属駒場中学校

5.20 東京地方裁判所裁判官

5.25 JICA ラテンアメリカ研修生

5.26 環境大臣政務官 他

5.28 文部科学省宇宙利用推進室長 他

6.10 中国科学院 副院長 他

6.11 中国浙江海洋学院

6.16 名古屋大学大学院 環境学研究科 他

6.22 香港理工大学

6.24 信州大学理学部

7. 1 ( 財 ) 海外技術者研修協会中国実務者コース

7. 2 守谷商会

7. 5 さかなクン 他

7. 7 環境省担当官と学生

7. 9 プラズマ分光分析研究会セミナー参加者

7.15 瀋陽大学訪問団

7.27 和歌山県立向陽高等学校

7.28 サマーサイエンスキャンプ参加者

7.29 JAXA 衛星利用推進センター 日本専門研修生

7.29 JICA 国際連合地域開発センター研修生

7.30 AIU 米国高校生国際交流プログラム

8. 2 天皇皇后両陛下

8. 3 JICA シリア事業場排水監視と水質分析

8. 3 福岡県立筑紫丘高等学校

8. 4 新潟県立柏崎高等学校理数コース

8. 5 名城大学附属高等学校

8. 5 兵庫県立兵庫高等学校

8. 6 愛知県立岡崎北高等学校

8. 8 日本気象学会夏季大会受講生

8.10 JICA 集団研修環境地図作成コース

8.10 定型コース

8.17 新潟県立新潟高等学校

8.17 茨城県立並木中等学校

8.20 茨城県教育委員会主催理数博士教室参加者

8.24 定型コース

8.25 ブラジル国家石油庁長官 他

8.26 我孫子市湖北台九丁目自治会

8.26 静岡北高等学校

2

年

―  
2.8.30 総務省政策評価・独立行政法人評価委員会

8.31 中国国家環境モニタリングセンター

9. 2 中国清華大学教授 他

9. 2 熊本大学薬学部

9. 3 衆議院議員秘書

9. 6（社）日本水環境学会 ノンポイント汚染研究委員会

9. 6 JICA 研修パキスタン国 環境モニタリング支援プロジェクト

9. 6 環境省大臣官房審議官 他

9. 8 茨城県生活学校連絡会

9. 9 神戸大学発達科学部自然環境論コース

9.10 協業組合福島県南環境衛生センター

9.10 環境研究機関連絡会

9.16 千葉県計量管理組合

9.16 関西学院大学 総合政策学部

9.16 日本学術振興会産業計測第 36 委員会

9.24 JICA 集団研修水環境モニタリング

9.29 マレーシア連邦政府 他

9.30 柏市増尾ふるさと協議会

10. 5 兵庫県立姫路東高校

10. 7 茨城県立下館第一高等学校

10.10 内閣府科学技術政策担当大臣 他

10.14 小山市工業団地連絡協議会

10.14 ガーナ環境保護庁鉱山部長 他

10.19 中国科学院研究生院管理学院院長 他

10.19 韓国政府職員

10.20 福岡県立城南高等学校

10.26 群馬県甘楽町議会議員 他

11. 2 天津市環境保護科学研究院副院長 他

11. 4 五行川水質調査連絡協議会

11. 4 八戸工業高等専門学校

11. 5 韓国環境公団

11. 9 京都産業大学

11. 9 公共設備技術士フォーラム

11.16 茨城県霞ケ浦水質保全計画　生活･事業所排水対策作業部会

11.19 厚木地区廃棄物対策協議会

11.19 茨城県立土浦第一高等学校

11.19 JICA国際技術研修平成22年度生活排水対策コース

11.22 華東師範大学資源環境学院水環境

11.25 筑波研究学園専門学校

11.26 千葉県環境保全協議会君津部会

12. 2 台湾台北縣政府環境保護局

12. 2 環境省総合環境政策局環境研究技術室長

12. 3 福島大学大学院

12. 6 中国環境科学研究院・中国環境科学学会訪問団

12. 6 韓国ガス事業団団長 他

12. 7 栃木県矢板市泉公民館

12. 8 草堂大学・韓国環境公団

12. 9 長崎県立島原高等学校理数科

月日 事　　　　　項
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22.12.10 環境大臣政務官 他

12.13 熊本県立熊本農業高等学校

12.14 韓国環境公団

12.14 つくば市立吾妻中学校

12.15 シンガポール科技庁長官 他

12.15 中国科学院

12.24 中国上海交通大学 水質浄化訪問団

23.1.12 国立水俣病総合研究センター所長

1.14（社）電子情報技術産業協会 センシング技術専門委員会

1.19 環境大臣 他

1.20 中国天津経済技術開発区

1.21 中国清華大学 他

1.21 宝仙学園中学校理数インター

1.27 東京大学教養学部広域科学科

2. 3 デンマーク首相府次官補

年月日 事　　　　　項

2

年

―  
3.2. 8 参議院国際地球環境食料問題に関する調査会

2. 8 環境省水・大気環境局総務課長

2.15 横浜国立大学

2.17 第 26 回全国環境研究所交流シンポジウム参加者

2.18 地方環境研究所所長

2.18 JICA 集団研修 地球温暖化対策コース

2.18 筑波大学自然学類

2.24 STOP! 温暖化 エコネットしもつま

2.24 武蔵野多摩環境カウンセラー協議会

2.24 デンマーク公使参事官 他

3. 2 国連大陸棚限界委員会委員 他

3. 8 中国江蘇省無錫市環境保護局

3. 8 愛媛大学スーパーサイエンス特別コース

3.11 中国山西省環境保全技術研修員 他

月日 事　　　　　項
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（視察・見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 12
件
5

件
2

件
55

件
9

件
71

件
53

件
124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132

19 10 2 84 3 99 39 138

20 6 6 70 10 92 42 134

21 5 3 77 10 95 46 141

22 9 4 60 9 82 43 125
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（４）研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

22.4. 2 研究所内　見られるよ　つくば 12 ～ 18 日、49 施設公開 朝日

4. 2 エコワールド　国立環境研究所特別客員研究員の西岡秀三さん　たたき台活用 日刊工業新聞

4. 8 井の頭自然文化園　ガマガエル　負けるなカビに　環境に　飼育下繁殖に成功 毎日　夕刊

4. 9 １２日から一般公開　科学技術週間で　つくばの研究機関 常陽新聞　

4.10 山梨大　妊婦４５００人１３年間追跡調査　「子どもの健康と環境」探る　化学物質影響も確認 山梨日日新聞

4.10 つくば研究機関４９施設一般公開　科学技術週間 日経

4.13 国立環境研究所をコアに　化学物質影響の大規模疫学調査　全国１５のユニットセンターが発足 化学工業日報

4.13 子どもの健康と環境　１０万人調査へ　信大協力　出産前から１３歳まで追跡 甲信地域は
７２００人対象

信濃毎日新聞　

4.15 大塚製薬　続まんがヘルシー文庫３ 食品産業新聞

4.19 知の先端　緑藻からバイオ燃料 産経

4.19 日本の衛星、噴煙とらえた 日経

4.19 欧州の空路　混乱続く　一部に再開の動きも　広がる噴煙「いぶき」撮影 読売

4.19 アイスランド火山　日本の衛星観測　噴煙拡大鮮明に　オートバイの日本 ＧＰ 延期 毎日　夕刊

4.20 火山灰　企業・暮らしに影　半導体材料など空輸ストップ　医療・花も届かず　火山灰　東京ドー
ム１１０杯分

日経

4.21 国立環境研究所　ＧＯＳＡＴ が撮影　アイスランド噴火画像を公表 化学工業日報

4.26 見える化　温室効果ガス　くまなく探査 フジサンケイビジネ
スアイ

4.27 国立環境研究所　６月に生物多様性シンポ 日刊工業新聞

4.28 温対法案　衆院で参考人質疑開く「２５％」の実現性問う 電気新聞

5. 6 温暖化対策で中長期ロードマップ小委員会が初会合　中長期行程表を精査 建設通信新聞

5. 6 中長期行程表小委が初会合　企業、ＮＰＯ と議論 電気新聞

5. 6 今週のお題だっち　菌に罪はない　移動先では「病原体」に　野生生物ペット化のリスク 読売　夕刊

5. 7 大塚製薬が作成　地球環境と健康説明する漫画本 毎日

5. 7 建築環境・省エネルギー機構と日本サステナブル建築協会　低炭素化対策で６月２４日シンポ 日刊建設工業新聞

5.10 トーア再保険　小学校８校に環境関連書籍寄贈　「アースデイ」にちなんで 保険毎日新聞

5.11 国立環境研究所　国環研公開シンポ２０１０　 化学工業日報

5.11 大阪府警　廃冷蔵庫輸出、水際で摘発　未遂容疑適用へ　「厄介者」抱き合わせ処分 朝日　大阪　夕刊

5.13 中長期ロードマップ小委員会　関係者からヒア開始　競争力の確保が焦点に 電気新聞

5.13 中長期ロードマップ小委員会　建物所有者努力に優遇措置　ＣＯ２削減で７割提言 建設通信新聞

5.14 金曜討論　温暖化対策　西岡秀三氏　負担増は覚悟、公平さ重要　野村浩二氏　厳しい目標、競争
力低下も

産経

5.18 国立環境研究所予測　代替フロン　中国の排出量が突出　東アジアの６７～９３％ 日経

5.19 環境省小委　中長期ロードマップで　関係団体からヒア 電気新聞

5.19 久米島の海　広がる命 朝日　夕刊

5.20 中国　代替フロン大量排出　ＣＯ ２より強い温室効果　世界の７割占める気体も 毎日

5.20 新日鉄ソリューションズ　データ解析用システム　いぶきプロ向け納入　省電力型、日本最大級 化学工業日報

5.20 中国大気汚染　沖縄に影響か　国立環境研究所セミナー 沖縄タイムス

5.21 中央環境審議会小委　温暖化対策取組みと行程表でヒアリング 建設通信新聞

5.21 新日鉄ソリューションズ　国立環境研究所・地球環境研究センターへ解析システム納入 鉄鋼新聞

5.21 国立環境研究所、大気観測から予測　東アジアの地域別 ＰＦＣ排出量　最大は中国、全体の過半 化学工業日報

5.21 新日鉄ソリューションズなど　衛星データ解析用システム　国立環境研究所に納入 日刊工業新聞

5.24 「ココが知りたい地球温暖化２」出版 毎日

5.31 環境省　行程表　電力・ガスにヒア　実効性ある対策を 電気新聞

5.31 国立環境研究所　新スパコンを導入　環境効率は世界１０位 日本情報産業新聞

5.31 国立環境研究所　温室効果ガスの観測　冷却システムで省電力化 日本情報産業新聞

6. 1 科学のまちから　クワガタの進化を調査 毎日

6. 1 トンボでわかる化学物質汚染　国立環境研究所　採集呼びかけ 朝日　夕刊

6. 3 生物多様性を考えるシンポジウム 朝日　夕刊

6. 7 行程表小委　石油連盟、日本ガス協会からヒア　排出量取引制に反対 電気新聞

6. 8 探求人　国立環境研究所主任研究員　小熊宏之さん　多様な植生　空から記録 朝日

6.15 根室の児童「このままじゃまずい」　学んで実感地球温暖化　「エコスクール」に１０人 北海道新聞　夕刊

6.16 京都市下京区で２６日にシンポジウム　生物多様性の現状報告 京都新聞

6.16 日産科学振興財団の科学賞　温暖化予測研究の東京大教授に授与 神奈川新聞

6.16 久米島のサンゴ「大群落は貴重」ＷＷＦＪ 調査報告 沖縄タイムス

6.16 オピニオン⑦　ごみと温暖化　共通の処方箋　資源生産性高め再生資源への転換を 環境新聞　

6.18 環境省中長期ロードマップ小委員会　行程表めぐりヒア　電気事業連合会　石炭の重要性強調 電気新聞

6.18 プラスチック　ごみ？資源？　分別しても再利用されないのも　基準はあいまい　消費者目線なし 朝日

6.19 藻類からバイオ燃料　つくば市で団体設立、開発へ 茨城新聞

6.19 「屋内で熱中症」注意　就寝、入浴時に発症するケースも　室温管理や水分補給大切 日経
―  446  ―
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6.19 藻類産業創成へ団体結成　つくば低炭素社会の貢献目指す 常陽新聞　

6.21 国立環境研究所公開シンポジウム 読売　大阪

6.21 筑波大学と４０社　藻類の研究組織 日経産業新聞

6.23 国立環境研究所　７月に研究施設公開 日刊工業新聞

6.24 水俣病は終わっていない　第２部　水銀条約への道　ストックホルム交渉（４）　輸出続ける日本 熊本日日新聞

6.25 選挙戦も温室ガス表示を 朝日

6.28 国立環境研究所理事長　大垣眞一郎　環境調査　重要性認識を　地道なデータ収集が基礎に 日刊工業新聞

6.30 シンポジウム里地・里山・里海の価値とその管理 化学工業日報

7. 1 環境省行程表小委　個別論点の議論着手　真水含め複数案を検討 電気新聞　

7. 2 先端科学技術都市つくばの都市と環境の未来　30 年の蓄積を軸に「つくば」再び成長軌道へ 建築通信新聞

7. 3 和光市の須貝郁子さん　住宅のわき水にカワモズクの新種発見　「環境守りたい」 埼玉新聞

7. 4 いきもの地球会議　ＣＯＰ １０　ＮＡＧＯＹＡ　遺伝子組み換え　雑草にも　イヌガラシが交雑
か

中日新聞

7. 5 国立環境研究所　「かぐや」で観測　「月の石」マントル起源　天体衝突で地表へ 東京新聞

7. 5 かぐやデータ　天体衝突で生じた盆地の鉱物　地下１００キロから表面に　月の謎また一つ解明 福島民報

7. 5 月にマントル由来物質散在　ＪＡＸＡ春山純一助教ら貢献　衛星かぐやのデータで判明　会津大
も協力

福島民友

7. 5 「かぐや」お手柄！　月の主鉱物多数確認　起源解明の手掛かりに 日経　夕刊

7. 7 国際諮問機関　生物多様性　事務局招致へ　調査費３０００万円計上 東京新聞　夕刊

7. 7 いきもの地球会議　ＣＯＰ １０　ＮＡＧＯＹＡ　政府方針　「生物多様性」事務局を招致　名古屋
市など視野に

中日新聞　夕刊

7.11 検証　「宇宙大航海時代」幕開け　月探査計画、各国で本格化　鉱物など資源確保へ一歩 日経

7.15 ニホンを元気にする研究　慶応大　清水浩教授の目標　すべての車を電気自動車に　全輪にモー
ター効率アップ

読売　夕刊

7.16 排出枠設定　環境省が導入検討　競争力維持へ新指標　炭素集約度など分析　省エネ進展度で無償
割当も視野

化学工業日報

7.16 環境省行程表小委　経済モデル分析議論　大臣試案に疑問符 電気新聞

7.18 北上サンゴ定着　館山沖 朝日

7.19 月面のカンラン石は隕石衝突で露出　かぐやの観測で判明 産経

7.22 熱中症死者　３０年で６倍　６９～７８年６５８人→９９～０８年３９５４人　６５歳以上が７割 朝日　夕刊

7.22 熱中症死　３０年で６倍　年平均４００人　３３度超すと急増　７割近く６５歳以上 朝日　大阪　夕刊

7.23 科学イベント多彩　環境研や食と農の科学館 茨城新聞

7.23 東京都内で熱中症相次ぎ過去最悪ペース　夜間も気温下がらず・・・ 産経

7.23 エコ博士と親子学習　温室効果ガス測定、ＤＮＡ 採取など　国立環境研究所　あす体験イベント 毎日

7.25 多彩に「夏の大公開」　つくばの環境研　楽しみながら親子で学ぶ 常陽新聞　

7.25 社説　熱中症　防災視点で高齢者対策 静岡新聞

7.26 干潟を守る、縁の下の力持ち　日夜、泥を耕す「底生動物」 しんぶん赤旗

7.26 干潟を守る、縁の下の力持ち　日夜、泥を耕す「底生生物」 しんぶん赤旗　

7.27 貧困　熱中症に影　冷房なし　倒れる高齢者　路上生活者逃げ場なく 東京新聞

7.27 環境省　サプライチェーン　検討会が初会合開く　温室ガス排出量把握 電気新聞

7.28 東京・有明できょうから３日間　東電など３者共催　エネルギーソリューション＆蓄熱フェア’
１０

電気新聞

7.28 おすすめ北海道　旬の旅　摩周湖の神秘に触れる　千年不変　息のむ深い青　霧が引き立て　ワン
ポイント

北海道新聞

7.30 環境省小委　行程表修正版を公表　前提条件見直し再計算 電気新聞

7.30 石川県自然保護センター　白山のクロユリ　水屋尻で見ごろ 北国新聞　夕刊

7.31 今さら聞けない ＰＬＵＳ　熱中症にご用心　普段の生活でなることも 朝日

7.31 クサガメ実は外来種　江戸時代に朝鮮から　固有種の遺伝子汚染 産経

7.31 国立環境研究所が排出マップ　世界のＣＯ２分布、詳細に　１キロ四方で色分け 日経　夕刊

7.31 柴野多伊三元衆議院議員　故人を自社「顧問」に　ホームページ掲載　設立前死亡の博士 毎日　夕刊

8. 2 サプライチェーン　排出量算定方法検討会　３分科会立ち上げ 電気新聞

8. 2 南方系サンゴ北上　伊豆半島、館山市で確認　冬場の海水温が上昇　白化現象が心配 東京新聞

 8. 2 両陛下が来県　「はやぶさ」見つめ笑顔 読売

8. 2 両陛下　つくばを訪問　国際会議臨席や施設視察 常陽新聞　

8. 2 南方系サンゴ北上　伊豆半島、館山市で確認　冬場の海水温が上昇　白化現象が心配 中日新聞

8. 2 両陛下が国立環境研究所視察 東京新聞　夕刊

8. 3 研究機関を視察　両陛下、つくばから帰京 茨城新聞

8. 3 高齢者　室内の熱中症注意　気温上昇、脱水・・・気付かず重症化　２８度、湿度７０％超で冷房 毎日

8. 4 国立環境研究所　アジア自然共生研究グループ環境技術評価システム研究室　藤田壮室長に聞く　
ＵＣＰＳ 研究

化学工業日報

8. 4 社説　熱中症対策　昔ながらの避暑の知恵を 岐阜新聞

8. 4 社説　熱中症対策　避暑の知恵で防ごう 大阪日日新聞

8. 4 社説　熱中症対策　避暑の知恵で防ごう 日本海新聞

8. 4 論説　熱中症対策　注意と予防で被害防げる 山陰中央新報
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8. 4 論説　熱中症対策　避暑の知恵でしのごう 大分合同新聞

8. 4 論説　熱中症対策　避暑の知恵で予防の徹底を 長崎新聞

8. 7 社説　熱中症対策　日陰、水・・・避暑の知恵で防ぐ 宮崎日日新聞

8. 9 行程表小委会合　排出削減　途上国の懸念配慮　国立環境研究所など主張 電気新聞

8.10 国立環境研究所　準好気性埋立方式　タイで実証試験　アジア普及目指す 化学工業日報

8.10 揮発性有機化合物　排出削減へ来月調査　県の対策検討会が初会合 富山新聞

8.11 研究機関を訪問、内容調査　つくばでワークショップ開催　高校生が体験発表 常陽新聞　

8.11 ポスト京都議定書①国際交渉の行方　米の動向世界が注視　仕組み変わる”転換点” 電気新聞

8.11 学園都市の研究学ぶ　つくば 茨城新聞

8.12 異常気象と温暖化考察　小沢環境相　専門家と関係性議論 電気新聞

8.16 小沢鋭仁環境相　極端な気象現象で専門家と懇談 化学工業日報

8.16 猛暑逆手に埼玉で南国マンゴー　愛媛ではイタリアのオレンジ　年間平均気温１．１度上昇 読売　夕刊

8.18 温暖化対策　それぞれの選択（１）　出せるのは月１０００円　家計、厳しい損得勘定 日経

8.18 酷暑に負けない　夏バテ　朝食は欠かさないで　熱中症　室内・就寝時も注意 朝日

8.18 社説　熱中症死、山形県内でも　高齢者は夜間も要注意 山形新聞

8.23 人には聞けない　外来種なぜ強い 東京新聞

8.24 バラがばらばら、バナナでくぎ打ち・・・　超低温の世界に触れる　つくばサイエンスツアー 常陽新聞　

8.25 知る　光化学スモッグ　暑く風弱い日発生　予報に注意 毎日

8.26 柴野元議員の関連会社　顧問に死亡の博士 東京新聞　夕刊

8.26 元議員会社架空増資　投資窓口の証券捜索　関連会社ホームページ虚偽記載も 新潟日報　夕刊

8.29 原油流出、海の生物に打撃　進む汚染、絶滅危機の種も 日経

8.30 ここが聞きたい　国立環境研究所主席研究員　五箇公一さん　外来種　原則輸入規制を 読売

9. 1 「気候変動パネル」に改革提言　ＩＰＣＣ予算と人材必要　チェック体制強化急務 読売

9. 2 損保ジャパングループ　市民のための環境講座１８年目迎える　内容さらに充実　ＣＯＰ １０な
ども見据え

保険毎日新聞

9. 3 筑波山の森林進む「窒素飽和」　水質浄化機能が低下　国立環境研究所調査　人工林の荒廃原因か 朝日

9. 5 いきもの地球会議　ＣＯＰ １０　あいち・なごや　名古屋市でフォーラム　最新の研究や論点紹
介

中日新聞

9. 6 星砂育て　陸になれ　「水没の島」ツバルで実験 朝日

9. 7 環境省全国調査　５０００人対象　高知県内子ども健康１３年追跡　化学物質影響探る 高知新聞

9. 8 学校に水筒ＯＫ？だめ？　水分補給で熱中症予防　対応は各校の裁量に　手洗い場行列　異物混
入心配

毎日

9. 9 中央環境審議会小委　低炭素産業を海外に　行程表の検討状況報告 電気新聞

9. 9 中央環境審議会小委　３ＷＧが中間報告　行程表を再編成 建設通信新聞

9.12 論説　温暖化対策　危機感共有し取り組め 岩手日報

9.13 環境省　エコチル調査　国際連携体制を構築へ　来年２月に国際会議 化学工業日報

9.14 国立環境研究所チーム分析　日本海深部酸欠　温暖化で循環滞り　１００年後「死の海」？ 毎日

9.15 ＩＣＴ 構築最前線　国立環境研究所、スパコン導入　衛星データ、高速で解析　ＣＯ ２分布図、
精度高く

日経産業新聞

9.18 古人骨と食べ物　米田穣さんに聞く　「すし」の起源は縄文時代　骨から探る多様な「食」 日経

9.20 カエルツボカビ菌　アジアから拡大？ 産経

9.20 酷暑　低所得世帯を直撃　エアコン使えず命の危機　支援団体、対策を訴え 大阪日日新聞

9.23 外国産カブトムシやクワガタ野外に放しちゃダメ！ 朝日小学生新聞

9.29 第８会環境研究シンポジウム 化学工業日報

9.30 研究機関連絡会　１１月に「環境シンポ」 鉄鋼新聞

10. 1 中央環境審議会　行程表小委　再エネ導入施策検討　供給部門の中間報告策定 電気新聞

10. 1 住宅・建築物 ＷＧ　非住宅で施策パッケージ　ＺＥＢ 化へ省エネ技術向上 建築通信新聞

10. 1 「殺人ダニ」ご用心　国内未確認も中国で死者 産経

10. 4 生物多様性と企業　環境経営の課題 ( 中）　電機、保全の波乗る　東芝　パナソニック　経済界取
り組み活発化

日経産業新聞

10. 5 環境研究機関連絡会　シンポジウム 電気新聞

10. 5 ２０１０年住生活月間特集　ストック型社会の家づくり　建築家・佐川旭　環境負荷の軽減が喫緊
の課題に

住宅新報

10. 6 環境研究機関連絡研　来月１７日、温暖化テーマにシンポ 建設通信新聞　

10.11 海江田氏がつくば訪問　「宇宙の日」記念行事に出席 常陽新聞　

10.11 海江田・担当相がＪＡＸＡ など視察 朝日

10.11 環境問題を科学的に考えよう 東京新聞

10.14 アオコ危機から水質改善　地元政府の努力続く 常陽新聞　

10.16 攻防ＣＯＰ １０　「組み換え」影響は未解明 読売

10.18 東京国際交流館　第２回ＰＥＴ ボトルリサイクルシンポジウム開催 化学工業日報

10.18 国立環境研究所　実用段階の技術で試算　５０年に８０％削減可能 電気新聞

10.18 国立環境研究所　排出量再計算　対策投資　年最大１０兆円　２０年までに９６兆円必要 建設通信新聞

10.18 北米原産ホンビノスガイ　江戸前ジワリ外来貝　貨物船で侵入か　「新名物」漁港は歓迎 読売　夕刊
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10.18 化学物質の影響調査　富山大　４市長の子ども対象 北日本新聞

10.18 国立環境研究所　実用段階の技術で試算　５０年に８０％削減可能 電気新聞

10.19 国立環境研究所が試算、中央環境審議会小委で提示　２０５０年の ＧＨＧ ８０％削減　達成可能 化学工業日報

10.20 発信２０１０　海を渡るタンチョウ（下）　大陸産　日本に相次ぎ飛来 北海道新聞

10.21 生物多様性会議　アルゼンチンアリ侵入　在来種駆逐の恐れ・・・東京都内にも 産経

10.21 生物多様性会議　ムシできぬ話　アルゼンチンアリ東京都内侵入 産経　大阪

10.22 いきものがたり　Human・Nature（３）　外来種と向き合う　輸入クワガタ日本の森に 朝日

10.24 生物調査の結果　関東の高校生ら発表　タンポポ分布　セミ初鳴き 中日新聞

10.24 韓海峡沿岸の８県市道　長崎市で環境シンポジウム 長崎新聞

10.24 エコメッセで楽しく学ぶ　自転車こいでテレビなど７種点灯　親子連れら挑戦 釧路新聞

10.29 検索急上昇　アルゼンチンアリ　繁殖力強く　国内アリ駆除 毎日

11. 1 国立環境研究所などが試算　温暖化３施設　削減効果は「限定的」 電気新聞

11. 1 中央環境審議会地球環境部会・中長期ロードマップ小委員会　新成長戦略への影響少ない 日刊自動車新聞

11. 2 エコドライブ効果波及　環境研検証　ＣＯ ２削減、周囲の車に 茨城新聞

11. 2 国立環境研究所　エコドライブ周囲に波及　車群全体で ＣＯ ２削減効果 毎日　夕刊

11. 2 国立環境研究所試算　ＣＯ ２削減　エコ運転、他車に波及　単独の倍以上にも 日経　夕刊

11. 2 エコドライブ　交通全体の ＣＯ ２も削減　つくば市の国立環境研究所　加藤秀樹博士ら発表 東京新聞　

11. 2 ＧＷや Ｘ マスに”好記録”期待　透明度も神秘　摩周湖調査講演会に３氏 釧路新聞

11. 3 「３点セット」だけでは２０年２５％削減は困難　温暖化基本法案で中環審ロードマップ小委が試
算　９０年比３～９％減に

環境新聞

11. 5 最適なエネ利用提案　エクセルギー巡りシンポ 電気新聞

11. 5 横浜市長が実現に意欲　「小中校の空調何とかしたい」 神奈川新聞

11. 6 今さら聞けない ＰＬＵＳ　温暖化とオゾン層　温暖化への影響は極小 朝日

11. 8 エコドライブ周りにも効果　交通量８割「エコ」→ＣＯ２　１２％減　国立環境研　つくばで調
査

朝日

11. 8 エコドライブ周囲にも効果　つくばの環境研が調査　全体で２倍の ＣＯ ２削減 常陽新聞

11. 9 温暖化対応で中央環境審議会小委　国立環境研究所と伴金美教授が経済影響を再分析 建設通信新聞

11.10 国立環境研究所　大気と海洋間の ＣＯ ２吸収・放出　モデル計算手法開発　年間吸収量は１４．
８億トン

化学工業日報

11.11 中央環境審議会　中長期削減へ具体策　月内にも報告書まとめ 電気新聞

11.11 ニホンを元気にする研究　渡辺信・筑波大教授の目標　藻類の石油で自給率アップ　炭化水素含む
分泌物回収

読売　夕刊

11.12 イオン環境財団　設立２０周年でパネル討論　双方向対話に重点を 日本食糧新聞

11.13 熊本県内１１月観測　大規模化する黄砂　健康被害の懸念も 熊本日日新聞

11.13 エコドライブ　鍵はアクセル制御　緩やか発信、車間キープ　制限速度順守も効果 新潟日報

11.13 鍵はアクセル制御　緩やか発進、車間キープ　制限速度順守も効果 新潟日報

11.15 衛星「いぶき」黄砂をキャッチ　中国・砂漠地帯に積雪なく 毎日　夕刊

11.17 ひと　市民向けに外来種問題の発信を続ける　五箇公一さん 朝日

11.17 「めだかの学校」も学級崩壊？　「日本人の遺産」喪失の危機　大切な「遺伝子の地域固有性の維持 産経

11.18 原子力安全技術センター　原子力・放射線安全功労表彰 原子力産業新聞　

11.19 ロードマップ対策　３ ＷＧ が「現時点案」報告　妥当性検討の枠組み必要 建設通信新聞

11.21 スパコン省エネ性能　東京工業大学、世界２位　日本製　１０位内に３つ 日経

11.22 グローバルカーボンプロジェクトがレポート　０９年の ＣＯ ２排出削減量　経済停滞も１．３％
止まり

化学工業日報

11.22 国際チーム推計　昨年比　新興国の経済成長で　ＣＯ ２排出量３％増 毎日

11.22 ＣＯ２排出量　中国８％増　０９年世界不況でも別格　世界全体も減少小幅に 東京新聞

11.22 不況で ＣＯ ２　１．３％減　中国成長、減少幅小さく　０９年全世界 茨城新聞

11.22 ため池は“地域の宝”　絶滅危惧種の避難場所　アオコは危機の予兆 しんぶん赤旗

11.23 ＣＯ２排出量微減どまり　日米欧など算出　全世界で昨年　中国・インド押し上げ 日経

11.23 ０９年世界ＣＯ２排出　不況でも減少わずか 日本農業新聞

11.23 エコドライブ車　他車にも好影響　４割実践で ＣＯ ２削減効果２倍に　国立環境研が調査 産経

11.24 国際チームまとめ　世界全体のＣＯ２排出量　前年比１．３％減に　中国など新興国は増 電気新聞

11.24 環境研究機関連絡会　生活と生産支える環境づくりを設計 建設通信新聞

11.24 省エネスパコンランキング　日本「ツバメ２．０」が２位　首位は米国「ブルージーン／ Ｑ」 電波新聞

11.24 スパコン省エネ、東京工業大学２位 日経産業新聞

11.25 新日鉄ソリューションズが納入　衛星データ用解析システムが電力効率ランクで１０位に 鉄鋼新聞

11.26 国立環境研究所など　ＣＯＰ １６でサイドイベント 化学工業日報

11.26 中央環境審議会小委　中長期目標　とりまとめ案提示　実現性に疑問の声も 電気新聞

11.26 ロードマップ小委　太陽光発電　住宅断熱化　追加投資１０兆円と試算　温室効果ガス削減達成に
９６兆円

建設通信新聞

11.27 所轄官庁に総務省通知　４２独法の業務改廃 河北新報

11.29 北海道電力、北大など３者　森林炭素循環研究　１０周年記念し講演会 電気新聞

11.29 筑波大など　バイオ燃料・太陽光・風力・・・　複合システム研究　実験施設を新設 日経
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12. 1 筑波山渓流で「窒素飽和」　全高平均の４倍　欧米の指標超過 常陽新聞

12. 1 中長期ロードマップ全体像が明らかに　温室ガス「２０年２５％、５０年８０％」削減へ 環境新聞

12. 8 細かな分別　エコ意識高く　豊能町、大阪一のゴミ資源化率　腐葉土提供で成果実感 日経　関西版　夕刊

12.10 国立環境研究所試算・９０年比で　温室ガス　環境税導入でもたった１％減 毎日

12.10 中国の石炭暖房影響？　県内大気水銀濃度冬に↑　県保健環境科学研調査 熊本日日新聞

12.13 web ブログ大横断 日本証券新聞

12.15 エコ・カレンダー２０１１作成　トーア再保険　今年も千代田区の小学生に寄贈 保険毎日新聞

12.15 科学と技術の間には…　「・」の攻防 朝日

12.15 自然エネルギーに光　ＣＯ ２削減は経済の足かせか　電力買い取り　定着がカ 東京新聞

12.16 琵琶湖に異変　謎の有機物　微生物で水質改善も…分解できない !? 産経　大阪

12.17 水と緑の地球環境　生物多様性を考える（１３）　知識を知恵に変えて豊富なアイデア調理 毎日

12.17 税制改正大綱　主なポイント　環境税　家計負担年１１００円　３年半で段階実施　温室ガス削減
効果は低く

毎日

12.18 環境省　東京でシンポ　外来種根絶めざす　明確な目標設定を 日本農業新聞

12.20 スーパー温室効果ガス　気象庁、監視強化へ 茨城新聞

12.20 温暖化対策　どうなる３点セット（上）　地球温暖化対策税　環境と経済　両立前提 日刊工業新聞

12.20 南鳥島などで気象庁が計画　温室効果ＣＯ２の２万倍　六フッ化硫黄　監視強化 日経

12.20 気象庁　スーパー温室ガス監視強化　大船渡市と南鳥島で計画 河北新報

12.20 気象庁　大船渡市、南鳥島で　六フッ化硫黄　スーパー温室ガス監視へ 岩手日報

12.21 ナイスステップな研究者　１０組１３人発表　円周率計算や人工「クモの糸」 毎日

12.21 文科省　今年の科技貢献の研究者　有賀克彦氏ら１３人選定 日刊工業新聞

12.22 ナベヅルが鳥インフル　鹿児島　国内最大の越冬地 茨城新聞

12.22 鹿児島　ツル　鳥インフル疑い 日本農業新聞

12.22 出水のツル　鳥インフル　Ｈ ５ Ｎ１型 読売

12.22 鳥インフル　出水のツル感染確認　絶滅危惧種、３羽も疑い 日経

12.22 鳥インフル　出水のツル感染確認　鹿児島　周辺養鶏場立ち入りへ 東京新聞

12.22 鹿児島ツル　Ｈ ５ Ｎ１型検出　富山ハクチョウも 読売　大阪

12.22 中長期ロードマップ小委がまとめ　乗用車燃費２０年に６５％改善　２５％削減で追加費用９７兆
円

日刊自動車新聞

12.22 地球環境部会の小委　中長期ロードマップの中間整理案示す 建設通信新聞

12.22 中央環境審議会　行程表小委　中間整理案まとめる　２８日の環境部会に報告 電気新聞

12.22 鳥インフルエンザ　鹿児島・出水　ナベヅル１羽感染　国内最大の越冬地 山陰中央新報

12.22 鳥インフルエンザ　出水のナベヅル感染　Ｈ５ Ｎ １型　国内最大の越冬地　佐賀県、対策を徹底 佐賀新聞

12.23 鳥インフルエンザ詳細検査へ　死んだアオサギとカワウの検体送る 大分合同新聞

12.24 環境省発表　鹿児島県出水市　マナヅルもインフル疑い 日本農業新聞

12.25 上小阿仁村・ハクチョウ死骸　秋田県、飛来地緊急調査へ 秋田魁新報

12.26 ナベヅル１羽が新たに陽性反応 読売

12.26 出水市・鳥インフル　ナベヅル１羽が新たに陽性反応 毎日

12.26 鳥インフル　出水市、新たに１羽陽性　環境省が現地調査を開始 西日本新聞

12.27 排出量取引　崖っぷち　民主・参院選敗北で腰砕け　環境省の妥協も空振り 朝日

12.27 磐田市、コハクチョウ 1 羽死ぬ　鳥インフルエンザ簡易検査は陰性 静岡新聞

12.28 政府閣僚委　排出量取引の導入を先送り　産業界の抵抗に配慮 東京新聞　夕刊

12.29 新５カ年計画策定へ　廃棄物処理で県　「循環型社会の形成」基本理念に 常陽新聞

12.29 大分県　死んだ２羽の野鳥　国の検査でも陰性 大分合同新聞

12.31 社説　環境税導入　納得いく制度づくりを 北海道新聞

23. 1. 5 中央環境審議会地球環境部会　２５％削減・中長期ロードマップ　「さらなる議論必要」 電気新聞

1. 6 京都市で低炭素都市推進国際会議 化学工業日報

1.11 循環型社会形成推進基本法制定１０周年記念シンポジウム 化学工業日報

1.13 環境ホルモン　調査再出発　環境省　生物試験で判定　１００物質目標　欧米実地研究進む 朝日　夕刊

1.14 岐阜県工業会　環境技術研究で講演 日刊工業新聞

1.18 福島・郡山市で鳥インフル確認　カモ類の死骸から検出 朝日

1.18 郡山市で鳥インフル 読売

1.18 郡山で鳥インフル　４羽からウイルス 河北新報

1.18 菓子のおまけで拡散！？　外来種カメ、固有種上回る 東京新聞　夕刊

1.18 郡山市で鳥インフルエンザ　県内初、渡り鳥４羽から 福島民友

1.18 郡山市で鳥インフルエンザ陽性　水道局浄水場貯水池の死骸　高病原性を検査郡山市、浄水場ろ過
方法変更

福島民報

1.19 福島で鳥インフル　半径１０キロ異常なし　環境省が通知　行政や農家連携強化を 日本農業新聞

1.19 ダイキン工業が大学などと共同実験　ディーゼル粉塵やホルムアルデヒド、排気ガス・・・花粉症
悪化の原因に

電波新聞

1.19 須磨海浜水族園　亀崎直樹園長ら調査　外来種カメ、固有種上回る　「ミドリガメ」増殖 大阪日日新聞

1.20 鳥インフル　郡山市でも　カモから強毒性 Ｈ ５Ｎ １型 毎日
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1.20 つくばの環境研を松本環境相が視察 朝日

1.20 国立環境研究所を視察　松本環境相　外来種のアリなど質問 常陽新聞

1.22 サンゴ北上　日本沿岸　年１４キロ 毎日

1.22 止まらない地球温暖化“年速”１４キロサンゴ北上 毎日　大阪　

1.22 熱帯サンゴ年１４キロ北上　日本沿岸、生態系に影響か 茨城新聞

1.22 国立環境研究所調べ、海水温上昇影響　サンゴ北上、年間１４キロペース 朝日　夕刊

1.22 郡山市・鳥インフル　１０キロ圏内感染確認なし　残る１羽も強毒性　ふん便調査環境省開始 福島民友

1.22 環境省が調査開始　阿武隈川河川敷 福島民報

1.22 郡山市鳥インフル　残る１羽も強毒性　養鶏場は全て異常なし 河北新報

1.22 熱帯サンゴ、五島沿岸も分布　年１４キロ北上　「魚のすみか」　生態系に影響？ 長崎新聞

1.23 郡山市・鳥インフルエンザ　ふん便調査、終了 福島民友

1.23 福島県の強毒性鳥インフルエンザ　全観測地点で異常なし 福島民報

1.24 エコチル調査本格始動　２５年まで総予算９００億円　１０万組の親子対象に 化学工業日報

1.25 宮崎　鳥インフル　周辺の渡り鳥も調査　陸自加わり殺処分 毎日　夕刊

1.26 鳥インフル　松江市　野鳥から強毒性 朝日　大阪

1.26 緊迫　鳥インフルエンザ ( 下）　ウィルス侵入防げず　野鳥監視にも限界　防疫対策の再確認を 宮崎日日新聞

1.27 鳥インフルエンザ　島根県　監視体制を強化　松江市、雲南市、３養鶏場に異常なし 山陰中央新報

1.28 環境省　温暖化対策　２月から　全国でフォーラム　ロードマップ周知 電気新聞

1.28 鳥インフルエンザ　福島でカモ 読売　夕刊

1.29 鳥インフルエンザ　「野鳥の死骸」情報相次ぐ　住民不安、長野県も対応へ　感染高リスク３３種 信濃毎日新聞　

1.29 郡山市で発見カモ類死骸　新たに Ａ型検出 福島民報

1.29 鳥インフルエンザ　静岡県、野鳥監視毎日実施へ 静岡新聞

1.29 鳥インフルエンザ　県が発表　消石灰、来月配布　津市で野鳥の死骸　感染確認されず 伊勢新聞

1.29 鳥インフル　郡山市で１羽　新たに陽性 河北新報

1.29 鳥取の野鳥陽性 毎日　大阪　夕刊

1.29 環境省　宍道湖で鳥インフル　野鳥のふん緊急調査 中国新聞

1.29 鳥インフルエンザ　米子市で野鳥２羽感染 中国新聞

1.29 鳥インフルエンザ　野鳥警戒最高水準　県、湖西市などで監視 静岡新聞　夕刊

1.29 鳥取・米子市　野鳥２羽、感染疑い　周囲の養鶏場異常なし 大阪日日新聞　

1.29 鳥インフルエンザ　米子市で再び感染疑い　野鳥２羽から陽性検出 日本海新聞

1.29 鳥インフルエンザ　米子市で野鳥２羽陽性　県、半径１０キロ内監視強化 山陰中央新報

1.29 宮崎県インフルエンザ　延岡市でも感染疑い　県北部まで拡大か　熊本と鹿児島　県境の消毒体制
強化

熊本日日新聞

1.31 東大など　「持続可能社会」テーマにシンポ 日経産業新聞

1.31 川崎市、戦略会議立ち上げ　京浜臨海部　生命科学　環境　世界最高水準の Ｒ ＆Ｄ 拠点に 化学工業日報

1.31 産学公民連携研究センター　川崎臨海部１３年開設へ　環境施設など集約　市、総合特区実現に弾
み

神奈川新聞　

1.31 サンゴどんどん北上中　海水温の上昇で 朝日小学生新聞

2. 1 川崎市、環境分野の取り組み推進　１３年にＲ ＆ Ｄ複合施設　ＵＮＥＰ・国立環境研究所などと
連携

化学工業日報

2. 1 新大綱策定会議　原子力エネ利用議論　長期需給など 電気新聞

2. 1 オホーツクから知床の流氷撮影 毎日　夕刊

2. 1 鳥インフル　宍道湖でまた陽性反応　野鳥１羽から 山陰中央新報

2. 1 鳥インフル　豊橋市の感染源　ため池か　農水省指摘、カモ飛来地 中日新聞

2. 2 鳥取・米子市、野鳥２羽の鳥インフルエンザ　強毒性と判定 大阪日日新聞

2. 2 米子市の野鳥、鳥インフルエンザ　ウィルスは強毒性　県、１０キロ圏内の監視継続 日本海新聞

2. 3 鳥インフル　仁淀川町一帯で感染調査　環境省　水鳥などのふん便採取 高知新聞

2. 4 ２０１１愛知環境賞　富士金属と大弘など金賞に２事例輝く 建設通信新聞

2. 6 野鳥から鳥インフル　宮崎、長崎 日本農業新聞

2. 8 解説スペシャル　京都議定書　期限まで２年　ＣＯ２削減遅い歩み　日欧などは１４％減 読売

2. 8 鳥インフルエンザ　宍道湖の野鳥　高病原性検出されず 山陰中央新報

2. 9 ニュース短信　参議院１２人が水問題をテーマにつくば視察 朝日

2.10 高知　仁淀川町一帯ふん便調査　鳥インフルエンザ検出なし 高知新聞

2.11 鳥インフルエンザ　環境省が野鳥を調査　感染源解明へふん採取 大分合同新聞

2.12 気象研究所など初めて確認　北半球のＣＯ２　南に大量流入　「温暖化対策　地球規模で」 毎日　夕刊　

2.16 環境省がフォーラム　中長期ロードマップ　国民理解の促進図る 電気新聞

2.18 ティーブレイク　環境開発　酒寄清社長 茨城新聞

2.18 徳島　那賀鳥インフルエンザ　鳥取大学分析　ウィルスは強毒性　北海道の型と近縁 徳島新聞

2.21 ここが聞きたい　国立環境研究所特別客員研究員　貴田晶子さん　水銀被害　世界で今も 読売

2.22 鳥取の西部　野鳥から鳥インフルエンザ 大阪日日新聞　

2.22 鳥取県、監視区域を拡大　西部の野鳥から鳥インフルエンザ 日本海新聞

2.22 鳥インフルエンザ　鳥取で野鳥６羽が陽性　強毒性は不明 山陰中央新報
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2.24 鬼塚硝子とフューテックス　弁当箱大の Ｘ線発生装置　２０キロボルト級、寿命４倍以上に 日本産業新聞

2.24 北海道内１０研究機関　気候変動解明へ観測ネット結成 北海道新聞　

2.25 来月５日に中央区で環境相と対話集会 東京新聞

2.25 環境省、１５地域で進める　化学物質とアトピーなどの関係調査　母子１０万組を１３年追跡 朝日

2.25 東京で来月５日　環境大臣と市民の対話イベント 化学工業日報

2.26 地球の未来のこと考えてみませんか？ 読売

2.28 地球環境特集　国内環境対策　低炭素型製品の普及拡大 日刊工業新聞

3. 1 ５日、参加者募集　環境相と市民対話へ 読売

3. 1 温室効果ガスと豪雨・洪水増　気象データで因果関係を裏付け 毎日

3. 3 宍道湖など野鳥３羽　Ａ型インフルを検出 中国新聞

3. 4 環境省　低炭素社会の国際シンポ 日刊工業新聞

3. 4 生態影響に関する化学物質審査規制／試験法セミナー 化学工業日報

3. 4 民主党サンゴの里海を元気にする議員連盟　現状学ぶ勉強会　専門家が報告 沖縄タイムス

3. 7 ＩＰＣＣ 第５次報告書展望　近未来気候変動　地域別に精密評価 毎日

3. 8 環境相　ＣＯＰ での主張解説　国民対話開き意見交換 電気新聞

3. 8 ハマサンゴ樹齢２５０年　北海道大大学院研究グループ　福江島沖で発見　「生息北限域極めて珍
しい」

長崎新聞

3. 9 仕事に効くキーワード　ＷＥＴ　生物使い工場排水分析 日経産業新聞

3. 9 越前市出身　久保田泉さん講演　温暖化対策法成立を 福井新聞

3.10 環境省　今月１７日　金属資源循環セミナー開催 鉄鋼新聞

3.10 何の数字　九州編　北緯３３度４８分 朝日

3.10 温暖化防止キャンペーン「ＭＡＫＥ　ｔｈｅ　ＲＵＬＥ」シンポジウム 朝日　夕刊

3.11 北陸電力エネルギー科学館　２６、２７日　恐竜と環境巡り　大人向け茶話会 電気新聞

3.19 放射性物質　体内に入れないために　水道水　食べ物　被ばく　海陸の温度差、地形も影響　風　
複雑に変化

東京新聞

3.24 屋内待避　募る不安　２０～３０キロ圏　放射能リスクは　２週間で「避難レベル」　土壌汚染も
深刻

朝日

3.24 基準値上回る水道水　乳児も入浴・洗髪問題なし　放射性物質　風に乗り雨で降下か 読売

3.29 松江市で野鳥１羽　Ａ 型インフル検出 中国新聞

3.29 放射線量各地で低下　茨城など平常値上回る　盛岡市は平常値　福島第１原発３０キロ沖では限度
以下

岩手日報

3.29 徳島県内２例目　東みよし町　野鳥から鳥インフルエンザ　強毒性確認へ検査 徳島新聞

3.30 橋本市内のため池　野鳥から鳥インフルエンザ検出 紀伊民報

3.31 資源を有効活用　日本の底力生かす好機　製鉄能力の進化　環境技術で世界リード 日刊工業新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

①環境展望台のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 761,785 件

②環境 GIS のア ク セス （ページビ ュー） 件数 4,809,465 件

③環境データ フ ァ イル提供実績 貸 　 出 4,533 件

（ ２ ） 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

①国立環境研究所ホームページ ( 基幹システム ) のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 31,720,908 件

②国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 108 件

リ ン ク依頼 35 件

出版物掲載依頼 35 件
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予算区分別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
0610SP001 重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 地球 C 笹野泰弘 17

0610SP002 重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 循環 C 森口祐一 44

0610SP003 重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 リスク C 白石寛明 72

0610SP004 重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 アジア 中根英昭 102

0610FP012 社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 社会 原澤英夫 123

0610FP013 化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 化学 柴田康行 134

0610FP014 環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 健康 高野裕久 148

0610FP015 大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 大気 今村隆史 153

0610FP016 水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 水土壌 木幡邦男 163

0610FP017 生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 生物 竹中明夫 173

0610CP018 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 桑名貴 基盤ラボ 桑名貴 205

中核研究 0610AA303 環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響

評価

平野靖史郎 リスク C 平野靖史郎・古山昭
子・藤谷雄二

80

0610AA102 衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収

支分布の推定

横田達也 地球 C 山野博哉・横田達也・
松永恒雄・日暮明子・
森野勇・小熊宏之・
Sergey Oshchepkov・
田中智章・江口菜穂・
吉田幸生・
Shamil Maksyutov・
Andrey Bril・
太田芳文・古山祐治・
Vinu K. Valsala・
齊藤龍・齊藤誠・
Belikov Dmitry・
菊地信行・小田知宏・
佐伯田鶴・高木宏志・
宮本祐樹・井上誠

26

0610AA401 アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 アジア 清水英幸・甲斐沼美紀子・
西川雅高・横内陽子・
猪俣敏・清水厚・
菅田誠治・杉本伸夫・
高見昭憲・佐藤圭・
松井一郎・日暮明子・
谷本浩志・大原利眞・
永島達也・白井知子・
黒川純一・森野悠・
伊禮聡・齊藤伸治・
西澤匡人

103

0610AA301 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ

る曝露評価

鈴木規之 リスク C 鑪迫典久・鈴木規之・
櫻井健郎・白石不二雄・
中島大介・今泉圭隆・
小田重人・鎌田亮・
平井慈恵・影山志保・
河原純子・小林淳・
Solovieva Elena・
林岳彦・小塩正朗・
河合徹

74

0610AA304 生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影響

評価手法の開発

高村典子 リスク C 堀口敏宏・高村典子・
五箇公一・児玉圭太・
田中嘉成・李政勲・
赤坂宗光・真野浩行・
井上真紀・横溝裕行・
角谷拓・岡本卓・漆
谷博志・伊藤洋・森
口紗千子・早坂大亮

82

0610AA302 感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 リスク C 野原恵子・藤巻秀和・
黒河佳香・石堂正美・
曽根秀子・高野裕久・
中島大介・山元昭二・
柳澤利枝・Tin-Tin-
Win-Shwe

76
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中核研究 0610AA103 気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温

暖化リスクの評価

江守正多 地球 C 高橋潔・肱岡靖明・
江守正多・野沢徹・
日暮明子・小倉知夫・
山形与志樹・永島達也・
横畠徳太・川瀬宏明・
哈斯巴干・塩竈秀夫・
木下嗣基・長友利晴・
Anna Peregon・花崎直太・
長谷川聡・伊藤昭彦・
石渡佐和子・阿部学・
Yang Jue・Strassmann 
Kuno・安立美奈子・
中道久美子・鄭輝
ちょる・庄山紀久子・
瀬谷創・飯尾淳弘・
申龍熙・石崎安洋

28

0610AA202 資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案

と評価

滝上英孝 循環 C 寺園淳・田崎智宏・
山本貴士・滝上英孝・
鈴木剛・渡部真文・
肴倉宏史・梶原夏子・
中島謙一・川口光夫・
戸次加奈江・小口正弘・
藤森崇

50

0610AA204 国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技

術システムの構築

寺園淳 循環 C 寺園淳・徐開欽・
井上雄三・山田正人・
滝上英孝・貴田晶子・
石垣智基・遠藤和人・
蛯江美孝・渡部真文・
肴倉宏史・吉田綾・
村上理映・梶原夏子・
中島謙一・Komsilp 
Wang-Yao・小口正弘・
河井紘輔・神保有亮・
横尾英史

57

0610AA203 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の

開発

川本克也 循環 C 徐開欽・倉持秀敏・
山田正人・川本克也・
大迫政浩・蛯江美孝・
稲葉陸太・李東烈・
佐野彰・小林拓朗・
Salah Aljbour

54

0610AA101 温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその

地域特性の解明

向井人史 地球 C 横内陽子・荒巻能史・
遠嶋康徳・高橋善幸・
町田敏暢・谷本浩志・
唐艶鴻・向井人史・
白井知子・斉藤拓也・
梁乃申・橋本茂・
山岸洋明・Shamil 
Maksyutov・古山祐治・
齊藤誠・寺尾有希夫・
須永温子・奈良英樹・
内田昌男・笹川基樹・
中岡慎一郎・峰島知芳

17

0610AA201 近未来の資源循環システムと政策・マネジメント

手法の設計・評価

大迫政浩 循環 C 田崎智宏・橋本征二・
大迫政浩・南齋規介・
村上理映・稲葉陸太・
中島謙一・河井紘輔・
加用千裕・横尾英史

47

0610AA402 東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 アジア 林誠二・珠坪一晃・
木幡邦男・徐開欽・
牧秀明・村上正吾・
越川海・王勤学・
中山忠暢・岡寺智大・
水落元之・劉晨・
平野勇二郎・藤田壮・
東博紀・呉通華・
大場真・耿涌・
濱野裕之・Nguyen Cao 
DON・神村一幸・
杵島修三

110

0610AA104 脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対

策の統合評価

甲斐沼美紀子 地球 C 森口祐一・日引聡・
亀山康子・肱岡靖明・
増井利彦・甲斐沼美紀子・
藤野純一・橋本征二・
花岡達也・久保田泉・
南齋規介・芦名秀一・
花崎直太・森田香菜子・
金森有子・岩渕裕子・
明石修・松本健一・
戴  瀚程・加用現空・
藤森真一郎・須田真依子

32

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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中核研究 0610AA403 流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 アジア 今井章雄・矢部徹・
野原精一・広木幹也・
福島路生・亀山哲・
一ノ瀬俊明・小熊宏之・
島崎彦人・井上智美

117

循環セン

ター

0610AB454 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

森口祐一 循環 C 森口祐一・倉持秀敏・
田崎智宏・橋本征二・
井上雄三・山田正人・
貴田晶子・大迫政浩・
藤井実・南齋規介・
肴倉宏史・稲葉陸太・
小口正弘・河井紘輔

224

0610AB519 液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 循環 C 徐開欽・蛯江美孝・
佐野彰

69

0610AB546 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処

分技術の確立

川本克也 循環 C 山田正人・石垣智基・
川本克也・遠藤和人・
成岡朋弘・石森洋行・
金喜鍾

64

0610AB462 資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 循環 C 川本克也 191

0610AB447 試験評価・モニタリング手法の高度化・体系化 倉持秀敏 循環 C 倉持秀敏・山本貴士・
滝上英孝・鈴木剛・
渡部真文・肴倉宏史・
梶原夏子・川口光夫・
戸次加奈江・藤森崇

68

0610AB436 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 滝上英孝 循環 C 山田正人・山本貴士・
滝上英孝・遠藤和人

70

地球セン

ター

0610AC933 陸域モニタリング 三枝信子 地球 C 西川雅高・田中敦・
高橋善幸・今井章雄・
越川昌美・稲葉一穂・
冨岡典子・上野隆平・
野原精一・高村典子・
岩崎一弘・小熊宏之・
小松一弘・高澤嘉一・
梁乃申・井手玲子・
中川惠・武内章記・
三枝信子・小川安紀子・
高橋厚裕

220

0610AC932 地球環境研究の総合化及び支援 風間千尋 地球 C 風間千尋 224

0810AC002 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 地球 C 横内陽子・荒巻能史・
中根英昭・遠嶋康徳・
町田敏暢・谷本浩志・
野尻幸宏・杉田考史・
向井人史・斉藤拓也・
山岸洋明・寺尾有希夫

216

1012AC001 光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 地球 C 谷本浩志・向井人史・
橋本茂

219

0810AC001 地球環境データベースの整備 松永恒雄 地球 C 高橋潔・森口祐一・
甲斐沼美紀子・松永恒雄・
江守正多・町田敏暢・
橋本征二・山形与志
樹・花岡達也・南齋
規介・Alexandrov A. 
Georgii・曾継業・
開和生・哈斯巴干・
三枝信子

220

1010AC001 成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響 江口菜穂 地球 C 江口菜穂 190

基盤ラボ 0610AD474 環境標準試料の作製と評価 西川雅高 基盤ラボ 西川雅高・柴田康行・
佐野友春・高木博夫・
森育子

211

1011AD001 大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究 西川雅高 基盤ラボ 西川雅高・森育子 211

0510AD944 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞

保存バンク

桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・根上泰子 212

0811AD001 微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株

の分類学的評価と保存株データベースの整備

笠井文絵 生物 笠井文絵・河地正伸 211

経常 0911AE009 抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析 伊藤智彦 健康 伊藤智彦

0610AE451 市民および企業などの自主的な環境活動の理論お

よび効果に関する研究

森保文 企画 森保文 126

1011AE002 フナ類の遺伝的個体群構造の解明と放流の遺伝的

影響の評価

松崎慎一郎 生物 松崎慎一郎 184

0610AE411 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動 高村健二 生物 高村健二 174

1011AE001 環境化学物質がアレルギー疾患に及ぼす影響に関

する研究

柳澤利枝 健康 柳澤利枝 79

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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経常 0910AE003 波照間・落石モニタリングステーションで観測さ

れる O2 および CO2 濃度のシノプティックスケー

ル変動に関する研究

遠嶋康徳 大気 遠嶋康徳 22

1010AE001 環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態へ

の影響に関する研究

柳澤利枝 健康 柳澤利枝 79

0913AE002 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 地球 C 森野勇 189

0610AE402 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エ

アロゾルの組成分析

佐藤圭 アジア 佐藤圭 104

0913AE001 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の

相互作用に関する研究

秋吉英治 大気 秋吉英治 159

0811AE001 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手

法の検討および地域温暖化対策への適用

青柳みどり 社会 青柳みどり・米澤健一 129

0610AE599 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 水土壌 今井章雄・小松一弘 169

0610AE926 人為影響による海洋生態系変質に関する研究 原島省 水土壌 原島省・中村泰男・
牧秀明・金谷弦

165

0812AE002 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分

配と反応性に関する研究

稲葉一穂 水土壌 稲葉一穂 170

0610AE416 高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 化学 三森文行・渡邉英宏・
高屋展宏

135

0610AE539 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 基盤ラボ 清水明・高橋慎司・
川嶋貴治

80

0913AE003 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 大気 猪俣敏 159

0610AE004 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 地球 C 山野博哉・松永恒雄 37

0610AE005 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリ

ング

山野博哉 地球 C 山野博哉・松永恒雄・
石原光則・浪崎直子・
杉原薫

39

0610AE413 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のた

めの計測手法に関する研究

瀬山春彦 化学 瀬山春彦・柴田康行・
田中敦・内田昌男・
武内章記

135

0810AE001 生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関

する研究

瀬山春彦 化学 瀬山春彦 137

1010AE002 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒性の in 
vivo 検出法の検討

白石不二雄 リスク C 清水明・高橋慎司・
白石不二雄・中島大介・
鎌田亮・影山志保

90

0812AE001 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構

の解明

佐治光 生物 久保明弘・青野光子・
佐治光・佐治章子

178

0710AE480 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖

隔離機構の解明

今藤夏子 生物 今藤夏子 176

0810AE002 Apparent competition を利用した個体数制御 今藤夏子 生物 今藤夏子 177

0911AE006 都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の

実態解明

今藤夏子 生物 今藤夏子 180

0610AE558 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に

関する研究

堀口敏宏 リスク C 堀口敏宏・白石不二雄・
白石寛明

194

1010AE003 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関

する研究

林誠二 水土壌 村田智吉・越川昌美・
林誠二・渡邊未来・
高松武次郎

171

0910AE002 土壌 - 植物系中におけるレアメタルの挙動に関す

る研究

村田智吉 水土壌 村田智吉・越川昌美・
林誠二・渡邊未来

171

0608AE549 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナル

の検出に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 野沢徹 155

0910AE001 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関す

る研究

小池英子 健康 小池英子 77

0911AE002 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 化学 田邊潔・伏見暁洋・
内田昌男・近藤美由紀

140

0911AE003 シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因 笠井文絵 生物 笠井文絵 179

0810AE004 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価

に関する基礎的研究

冨岡典子 水土壌 冨岡典子・珠坪一晃・
山村茂樹

170

0610AE401 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分

析に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 佐野友春・高木博夫 205

0610AE455 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の

生態影響に関する基礎的研究

多田満 生物 多田満 175

1011AE003 ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクス

キームの開発に関する研究

西澤智明 大気 西澤智明 161
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経常 0510AE803 エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 アジア 高見昭憲 103

1012AE001 エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 健康 野原恵子・小林弥生・
鈴木武博・前川文彦・
内匠正太

89

0911AE001 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作

用メカニズム

野原恵子 健康 野原恵子・鈴木武博・
前川文彦・内匠正太

88

0610AE444 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

梅津豊司 化学 梅津豊司 136

1012AE002 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 大気 杉本伸夫 162

0812AE003 外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 生物 矢部徹・玉置雅紀・
石井裕一

178

0710AE295 電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 社会 近藤美則 127

0810AE003 シロイヌナズナのエチレン合成酵素 ACS6 遺伝子

の発現制御に関する研究

玉置雅紀 生物 玉置雅紀・中嶋信美 177

0911AE005 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に

関する研究

向井人史 地球 C 田中敦・向井人史 188

1012AE003 POPs 類の環境モニタリングの手法の高度化に関す

る研究

橋本俊次 化学 田邊潔・橋本俊次・
高澤嘉一

145

0610AE531 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 社会 肱岡靖明・増井利彦・
花崎直太・金森有子・
藤森真一郎・山本隆広

127

0913AE004 ユスリカ相と長期･短期的環境変動の関連に関する

基礎的研究

上野隆平 生物 上野隆平 182

1011AE004 LC-TOFMS によるケミカル・プロファイリング手法

に関する研究

高澤嘉一 化学 田邊潔・橋本俊次・
高澤嘉一・伏見暁洋

143

0911AE004 LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質

や熱分解性物質の分析に関する研究

高澤嘉一 化学 田邊潔・橋本俊次・
高澤嘉一・伏見暁洋

140

1010AE004 鳥類卵母細胞の成熟、受精および発生に関する研究 川嶋貴治 基盤ラボ 川嶋貴治 206

0610AE460 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 水土壌 岩崎一弘 168

1010AE005 乳酸菌によるメチル水銀の代謝に関する研究 永野匡昭 水土壌 岩崎一弘・永野匡昭 171

0912AE001 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

黒河佳香 リスク C 黒河佳香 79

1012AE004 連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手

法の検討

松井一郎 大気 清水厚・杉本伸夫・
松井一郎・西澤智明

162

0711AE458 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握お

よびその変動の抽出に関する研究

清水厚 アジア 清水厚 104

1012AE005 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学

的研究

小林弥生 健康 小林弥生 151

0610AE463 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関

する研究

佐竹潔 生物 佐竹潔 175

1010AE006 環境評価に関わる移流拡散問題のシミュレーショ

ン手法に関する研究

須賀伸介 社会 須賀伸介 132

0710AE525 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関

する実証研究

日引聡 社会 日引聡 127

0910AE005 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物

の交雑実態の把握

石濱史子 生物 石濱史子 178

1011AE005 春先の積雪が植物体の温度に及ぼす影響に関する

研究

名取俊樹 生物 名取俊樹 184

1011AE006 センサネットワークを用いた都市大気モニタリン

グシステムの開発

内山政弘 大気 内山政弘 161

0911AE008 地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 社会 日引聡・岡川梓 130

1010AE007 中国と先進国の国際協調政策に関する研究 岡川梓 社会 岡川梓 132

1011AE007 温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較

分析

岡川梓 社会 岡川梓 133

0913AE005 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たト

ラジェクトリ解析手法の研究

菅田誠治 大気 菅田誠治 160

1012AE006 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水

利用に関する研究

清水英幸 アジア 清水英幸・伊藤祥子・
笹川裕史

202

0810AE005 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識

に関する研究

松永恒雄 地球 C 松永恒雄・山本聡・
加藤創史・横田康弘

188
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経常 0810AA001 大気・陸域生態系間の炭素収支研究における化学

トレーサーの利用に関する基礎的研究

高橋善幸 地球 C 高橋善幸 20

1010AE008 産業排水処理技術の最適化に関する研究 珠坪一晃 水土壌 珠坪一晃 172

奨励 1010AF001 熱帯域の土地利用と植生変化が土壌炭素蓄積量に

与える影響解明

安立美奈子 地球 C 伊藤昭彦・安立美奈子 190

1011AF001 水溶性有機化合物に対する最終処分場底部遮水工

の遮水性能評価

石森洋行 循環 C 山田正人・遠藤和人・
石森洋行

66

1010AF002 気候フィードバックの相関関係について 塩竈秀夫 大気 塩竈秀夫 32

奨励 1011AF002 ヒト ES 細胞分化系を用いた神経発達に対する新

規な残留性有機汚染物質（POPs）の毒性影響に関

する研究

永野麗子 リスク C 永野麗子 99

0910AF005 海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明－

インド洋～南極海での船上実験－

大木淳之 化学 大木淳之 139

1010AF003 MIROC3.2 ベース化学気候モデルの開発 秋吉英治 大気 秋吉英治・山下陽介 160

0910AF004 何が希少鳥類の事故死を増加させるか？ 根上泰子 基盤ラボ 根上泰子 214

0910AF003 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌

道法による反応モデル構築

古濱彩子 リスク C 古濱彩子 94

1011AF003 DNA マイクロアレイを用いた都市大気成分の遺伝子

発現プロファイルによる毒性寄与予測手法の開発

佐藤陽美 リスク C 佐藤陽美 96

0710AF573 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 生物 中嶋信美・西沢徹 176

0913AF001 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニタリング

中嶋信美 生物 中嶋信美・西沢徹 182

0711AF303 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長

期モニタリング

堀口敏宏 リスク C 堀口敏宏・白石寛明・
児玉圭太・李政勲

195

1010AF004 霞ヶ浦における Microcystis の増殖活性の履歴が

bloom 形成に及ぼす影響の解明

冨岡典子 水土壌 冨岡典子 172

0910AF008 八丈島における外来生物による在来種個体群への

影響評価

岡本卓 リスク C 岡本卓 84

0910AF006 緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサ

の実態把握

石井裕一 生物 矢部徹・玉置雅紀・
石井裕一

179

1010AF005 マウス肝実質細胞を用いた肝実質組織モデルの作

製：モデル作製に最適な基底膜モデルの創製

小高真希 健康 小高真希

1010AF006 放射性炭素同位体を指標とした土壌有機炭素分解

特性の検討ー長期有機物未投入耕地を利用した温

暖化操作実験ー

近藤美由紀 化学 内田昌男・近藤美由紀 125

1011AF004 海水温上昇に鋭敏に反応するサンゴ共生藻の探索 河地正伸 生物 山野博哉・河地正伸 184

1011AF005 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行

動評価法開発

前川文彦 健康 前川文彦 88

1011AF006 化学気候モデルの長期ランを利用した、成層圏オ

ゾンの対流圏気候への影響評価に関する研究

中村哲 大気 秋吉英治・中村哲 161

1011AF007 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に

及ぼす影響

渡邊圭司 水土壌 渡邊未来・渡邊圭司 167

1011AF008 都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネット

ワーク構造の評価

今藤夏子 生物 今藤夏子 184

1011AF009 自動車からのガス状ニトロ有機化合物の排出に関

する実大気観測

猪俣敏 大気 猪俣敏・谷本浩志・
伏見暁洋・藤谷雄二

161

1015AF001 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖

縄辺戸・長崎福江におけるモニタリング

高見昭憲 アジア 横内陽子・清水厚・
杉本伸夫・高見昭憲・
佐藤圭・鈴木規之

204

特別研究 0811AG001 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相

互作用に関する研究

今井章雄 水土壌 荒巻能史・今井章雄・
林誠二・冨岡典子・
野原精一・岩崎一弘・
佐野友春・小松一弘・
川崎伸之・高津文人・
佐藤貴之

166

1012AG001 気候変動緩和・適応型社会に向けた地域内人口分

布シナリオの構築に関する研究

松橋啓介 社会 肱岡靖明・松橋啓介・
芦名秀一

125

0911AG005 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等

の微量有機汚染物質の網羅分析

橋本俊次 化学 田邊潔・柴田康行・
橋本俊次・櫻井健郎・
高澤嘉一・伏見暁洋・
渡部真文

134

0911AG001 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理

システムの開発

珠坪一晃 水土壌 冨岡典子・珠坪一晃・
徐開欽・蛯江美孝・
小野寺崇

63
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特別研究 1013AG001 生物多様性の保全をめざす広域的土地利用の最適

化ツールの開発

角谷拓 生物 石濱史子・横溝裕行・
角谷拓

175

0911AG004 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関す

る研究

高見昭憲 アジア 平野靖史郎・高見昭憲・
佐藤圭・新田裕史・
古山昭子・大原利眞・
伏見暁洋・藤谷雄二・
森野悠・加藤吉康・
瀬田孝将

120

0710AG333 エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲノ

ミクスによる環境化学物質の影響評価法開発のた

めの研究

野原恵子 健康 野原恵子・佐野友春・
小林弥生・柳澤利枝・
鈴木武博・前川文彦・
内匠正太

87

0911AG003 全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モ

デル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析へ

の適用

日引聡 社会 高橋潔・須賀伸介・
日引聡・肱岡靖明・
増井利彦・一ノ瀬俊明・
久保田泉・花崎直太・
岡川梓・金森有子・
藤森真一郎・山本隆広

123

0911AG006 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温

暖化影響の実験的評価

内田昌男 化学 瀬山春彦・高橋善幸・
向井人史・梁乃申・
寺尾有希夫・内田昌男・
近藤美由紀

42

0810AG001 九州北部地域における光化学越境大気汚染の実態

解明のための前駆体観測とモデル解析

横内陽子 化学 横内陽子・高見昭憲・
大原利眞・伊禮聡・
野副晋

119

0911AG002 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法 桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
橋本光一郎・Sawicka 
Edyta

215

1011AG001 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生

物影響評価に関する研究

牧秀明 水土壌 中村泰男・牧秀明・
越川海・東博紀・
金谷弦

117

1012AG002 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出量の定

量評価および将来予測と削減シナリオの構築

林誠二 水土壌 越川昌美・林誠二・
山村茂樹・渡邊未来・
伊藤昭彦・高津文人

168

地環研 0810AH003 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ストレス

の影響評価

山野博哉 地球 C 山野博哉・林誠二・
小熊宏之

39

1012AH001 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学

的要因解析

田中敦 化学 田中敦 145

1011AH001 大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び環

境ホルモン活性を指標とした地域特性の調査研究

中島大介 リスク C 白石不二雄・中島大介・
鎌田亮・影山志保

91

1012AH002 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 リスク C 白石不二雄・中島大介・
鎌田亮・影山志保

91

0910AH002 生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生

適地の抽出と市民参加による検証

角谷拓 生物 角谷拓 179

1012AH003 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 リスク C 田中嘉成 86

0911AH001 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 生物 久保明弘・青野光子 180

0810AH002 釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因の究明 高村典子 リスク C 高村典子・赤坂宗光 84

1012AH004 PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源

寄与評価に関する研究

大原利眞 アジア 菅田誠治・若松伸司・
大原利眞・早崎将光

162

0910AH001 都市の温熱環境マップ作成に関する研究 一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬俊明・Likhvar 
Victoria

129

0911AH003 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する

研究

矢部徹 生物 矢部徹・石井裕一 180

1012AH005 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシ

ステムの構築

清水英幸 アジア 清水英幸・伊藤祥子・
笹川裕史

202

1012AH006 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾン

および酸性霧による森林影響

清水英幸 アジア 清水英幸・伊藤祥子・
笹川裕史

203

0911AH002 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について 柴田康行 化学 柴田康行・吉兼光葉 140

研究調整費 1010AI001 陸水域で大発生する藻類・ユスリカの遺伝子によ

る種判別のための手法の検討

高村健二 生物 上野隆平・河地正伸・
玉置雅紀・中嶋信美・
高村健二・今藤夏子

1010AI002 野鳥に対する H5N1 病原性評価のためのウイルス

受容体および抗ウイルス因子解析

大沼学 基盤ラボ 大沼学 206

1010AI003 浮遊アオサによる極端な優占現象（グリーンタイ

ド）が干潟の生態系機能へ及ぼす影響

矢部徹 生物 矢部徹・玉置雅紀・
石井裕一

183

1010AI004 成層圏無機塩素化合物の分配比に関する研究 杉田考史 大気 杉田考史 160

リーダー調

整

0610AJ001 過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 大気 野沢徹・永島達也・
塩竈秀夫

37
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リスクセン

ター

0611AK509 化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 リスク C 鈴木規之・櫻井健郎・
今泉圭隆・Solovieva 
Elena

89

0610AK533 構造活性相関等による生態毒性予測手法の開発 白石寛明 リスク C 白石寛明・蓮沼和夫・
古濱彩子

93

0610AK545 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関す

る研究

白石不二雄 リスク C 白石不二雄・中島大介・
鎌田亮・影山志保

74

0911AK001 化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 リスク C 田中嘉成・真野浩行・
林岳彦・横溝裕行

101

0610AK484 生態影響試験法の開発及び動向把握 菅谷芳雄 リスク C 鑪迫典久・菅谷芳雄 92

0610AK915 化学物質の環境リスク評価のための基盤整備 菅谷芳雄 リスク C 高村典子・菅谷芳雄・
白石寛明・松本理・
青木康展

99

0610AK526 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 リスク C 高村典子・小熊宏之・
赤坂宗光・今田美穂

226

0610AK550 侵入生物データベースの管理 五箇公一 リスク C 五箇公一・岡本卓 227

0610AK513 化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 リスク C 白石寛明 226

0610AK544 発がん性評価と予測のための手法の開発 青木康展 リスク C 中島大介・松本理・
青木康展

94

0611AK518 インフォマティックス手法を活用した化学物質の

影響評価と類型化手法の開発

曽根秀子 リスク C 曽根秀子・座波ひろ子 97

GOSAT 0610AL917 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 渡辺宏 地球 C 山野博哉・横田達也・
松永恒雄・開和生・
吉田幸生・Shamil 
Maksyutov・渡辺宏・
河添史絵・菊地信行・
横田康弘

221

1032AM001 子どもの健康と環境に関する全国調査 佐藤洋 参与 伊藤裕康・田村憲治・
小野雅司・米元純三・
新田裕史・佐々木裕子・
佐藤ゆき・佐藤洋

環境 - 地球

推進

0712BA339 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コ

ミュニケーションに関する実証的研究

青柳みどり 社会 青柳みどり・米澤健一 128

0911BA001 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定

システムの開発

秋吉英治 大気 秋吉英治・中村哲 158

0913BA003 経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果

ガス排出の抑制に関する研究

森口祐一 循環 C 森口祐一・橋本征二・
南齋規介・加用千裕

35

0913BA007 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾ

ン・エアロゾル現場観測（揮発性有機化合物と窒

素酸化物の測定）

谷本浩志 アジア 猪俣敏・谷本浩志・
齊藤伸治

23

0910BA001 POPs 候補物質「難分解性 PPCPs」の環境特性と全

球規模での汚染解析

渡部真文 循環 C 渡部真文 69

0811BA001 グローバルな森林炭素監視システムの開発に関す

る研究

山形与志樹 地球 C 山形与志樹・小熊宏之・
哈斯巴干・Anna 
Peregon・伊藤昭彦・
安立美奈子・庄山紀久子

188

0911BA005 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精

緻化と健康・植物影響評価に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 西川雅高・清水厚・
杉本伸夫・松井一郎・
山元昭二・森育子・
西澤智明・原由香里

106

0810BA009 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変

化に対する適応策に関する研究

山野博哉 地球 C 山野博哉・松永恒雄 38

0810BA002 気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす

複合影響評価と適応方策に関する研究 (3) 高温・

オゾン適応のための分子マーカーの探索とオゾン

ストレス診断アレイの開発

久保明弘 生物 久保明弘・玉置雅紀・
Cho Kyoungwon

177

1014BA001 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策

に関する研究

肱岡靖明 社会 高橋潔・日引聡・
肱岡靖明・増井利彦・
松橋啓介・花崎直太・
金森有子

42

0711BA335 総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 地球 C 高橋潔・肱岡靖明・
江守正多・小倉知夫・
横畠徳太・塩竈秀夫・
長谷川聡・伊藤昭彦・
阿部学・鄭輝ちょる・
申龍熙・石崎安洋

29

0913BA001 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と

大気汚染物質削減シナリオの策定

大原利眞 アジア 増井利彦・大原利眞・
花岡達也・藤田壮・
黒川純一

108
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環境 - 地球

推進

0810BA007 低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関す

る研究

一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬俊明・
Shobhakar  DHAKAL・
Likhvar Victoria・雷蕾

128

0712BA340 都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 地球 C 山形与志樹・
Shobhakar  DHAKAL・
牧戸泰代・Poruschi 
Lavinia・中道久美子

31

0810BA010 POPs 全球多媒体輸送・動態モデルの開発  鈴木規之 リスク C 田邊潔・鈴木規之 75

1012BA001 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検

証に関する研究

山田正人 循環 C 山田正人・石垣智基・
遠藤和人・石森洋行・
金喜鍾

60

0810BA001 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明

と気候変動予測の高精度化に関する研究

高見昭憲 アジア 高見昭憲・伊禮聡 105

1012BA002 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚

染微粒子の起源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 アジア 高見昭憲・佐藤圭・
伊禮聡

110

0911BA003 渡り鳥による希少鳥類に対する新興感染症リスク

評価に関する研究

桑名貴 基盤ラボ 久米博・桑名貴・
大沼学・根上泰子

215

0911BA002 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策

決定に関する研究

亀山康子 地球 C 亀山康子・久保田泉・
森田香菜子

34

0913BA006 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内

制度設計オプションとその形成過程の研究

亀山康子 地球 C 亀山康子・久保田泉・
森田香菜子

35

1012BA003 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

久保田泉 社会 亀山康子・久保田泉・
森田香菜子

36

0712BA278 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 地球 C 山形与志樹・
Shobhakar  DHAKAL・
Poruschi Lavinia

223

0810BA006 非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策

に関する研究

五箇公一 リスク C 五箇公一・井上真紀・
岡本卓・森口紗千子

84

0911BA004 低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究 近藤美則 社会 松橋啓介・近藤美則・
加藤秀樹・米澤健一

130

0913BA002 アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナ

リオ開発

増井利彦 社会 高橋潔・肱岡靖明・
増井利彦・甲斐沼美紀子・
藤野純一・花岡達也・
芦名秀一・金森有子・
岩渕裕子・明石修・
戴  瀚程・加用現空・
須田真依子

35

0810BA004 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナリオの

作成及び気候変動政策分析

増井利彦 社会 高橋潔・肱岡靖明・
増井利彦・甲斐沼美紀子・
藤野純一・花岡達也・
芦名秀一・花崎直太・
金森有子・岩渕裕子・
明石修・松本健一・
戴  瀚程・藤森真一郎・
山本隆広

33

0914BA001 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナリオの策定

増井利彦 社会 増井利彦・花岡達也 131

0810BA008 東アジア地域における POPs（残留性有機汚染物

質）の越境汚染とその削減対策に関する研究（４）

スペシメンバンク試料を用いた汚染レベルの時系

列変化の解明

柴田康行 化学 柴田康行・田中敦・
高澤嘉一・吉兼光葉

137

0911BA008 アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs) の
発生源特定とその広域輸送

内田昌男 化学 内田昌男・近藤美由紀 141

0911BA009 東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起

源、長距離大気輸送と変質に関する研究

内田昌男 化学 柴田康行・内田昌男・
近藤美由紀

141

0913BA005 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受

性評価

永島達也 アジア 大原利眞・永島達也・
黒川純一

109

0913BA004 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル

解析に関する研究

清水厚 アジア 清水厚・原由香里 108

1012BA004 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測

の高精度化に向けた観測及びモデル開発研究

内田昌男 化学 内田昌男・近藤美由紀 145

0911BA007 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たな

コモンズによる自然共生社会の再構築  
岡寺智大 アジア 岡寺智大・藤田壮 115

0911BA010 温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる

高精度化の研究サブテーマ２：大気観測・試料採

取および CH4 アイソトポマー化学輸送モデルの構

築と適用

町田敏暢 地球 C 町田敏暢・佐伯田鶴 22
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環境 - 地球

推進

0712BA337 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利

用変化シナリオの開発

山形与志樹 地球 C 野沢徹・山形与志樹・
横畠徳太・木下嗣基・
Shobhakar  DHAKAL・
Poruschi Lavinia・
中道久美子・瀬谷創

31

1012BA005 日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と

将来予測

荒巻能史 化学 荒巻能史・田中伸一 25

0911BA006 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境

管理手法の開発に関する研究

木幡邦男 水土壌 河地正伸・木幡邦男・
村上正吾・越川海・
王勤学・水落元之・
東博紀・大場真

114

0810BA005 海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研

究

野尻幸宏 地球 C 野尻幸宏 21

環境 - 地球

一括

0913BB001 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究

遠嶋康徳 大気 荒巻能史・遠嶋康徳・
野尻幸宏・向井人史・
山岸洋明・寺尾有希夫

24

0711BB571 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガス

の多成分長期観測

谷本浩志 アジア 横内陽子・遠嶋康徳・
谷本浩志・野尻幸宏・
向井人史・奈良英樹

20

0711BB570 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ

タリングとデータのネットワーク化促進に関する

研究

三枝信子 地球 C 高橋善幸・三枝信子 187

0911BB001 東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のた

めの高頻度・高精度モニタリング研究

横内陽子 化学 横内陽子・向井人史・
斉藤拓也・Shamil 
Maksyutov・古山祐治

23

0810BB001 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域

の変動解析

野尻幸宏 地球 C 野尻幸宏・宮崎千尋・
中岡慎一郎・Maciej 
Telszewski

21

0610BB920 民間航空機を活用したアジア太平洋域上空におけ

る温室効果気体の観測

町田敏暢 地球 C 町田敏暢・白井知子 19

0711BB569 タワー観測ネットワークを利用したシベリアにお

ける CO2 と CH4 収支の推定

町田敏暢 地球 C 町田敏暢・Shamil 
Maksyutov・笹川基樹

19

0812BB001 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

野原精一 アジア 林誠二・野原精一・
広木幹也・亀山哲

119

環境 - 公害

一括

0810BC002 摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全

に関する研究

田中敦 化学 田中敦・武内章記 137

1012BC001 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

滝上英孝 循環 C 滝上英孝・渡部真文 53

0811BC001 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 循環 C 井上雄三・山田正人・
石垣智基・遠藤和人・
成岡朋弘・石森洋行・
金喜鍾

65

0911BC001 藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング

手法とその評価に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 西川雅高・佐野友春・
高木博夫

205

1012BC002 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改

善

矢部徹 生物 矢部徹・石井裕一 185

0810BC003 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク

評価法の開発に関する研究

青木康展 リスク C 青木康展 94

0810BC001 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期

浸出評価

肴倉宏史 循環 C 肴倉宏史 51

1012BC003 ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及

ぼす影響とその対策に関する研究分担（1）地域絶

滅が危惧される植物種の保全技術の確立

名取俊樹 生物 名取俊樹 186

0911BC002 ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リ

スク評価に関する研究

清水英幸 アジア 清水英幸・伊藤祥子・
笹川裕史

200

環境 - 環境

技術

0911BD003 PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ

有機化合物のリアルタイム計測

猪俣敏 大気 猪俣敏・佐藤圭・谷
本浩志・今村隆史・
伏見暁洋・藤谷雄二

158

1012BD001 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底

層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 リスク C 堀口敏宏・木幡邦男・
白石寛明

198

0810BD003 クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイ

ル廃液（POME）の高効率の新規メタン発酵プロ

セスの創成「プロセスの安定化・効率化のための

微生物群のコミュニティ解析・コントロール技術

に関する研究」

珠坪一晃 水土壌 珠坪一晃・窪田恵一・
小野寺崇

166

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
―  466  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
環境 - 環境

技術

0911BD001 ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器へ

の影響バイオマーカー創出・リスク評価

山元昭二 リスク C 藤巻秀和・黒河佳香・
山元昭二・Tin-Tin-
Win-Shwe

81

1012BD002 ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計

測法 ( 健康リスク研究への貢献）

藤谷雄二 リスク C 藤谷雄二 82

1011BD001 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理

生態学的解析手法の検討

田中嘉成 リスク C 鑪迫典久・小田重人・
田中嘉成

93

1012BD003 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥

当性と予測誤差の評価－ (3) 相互比較による大気

質モデリングの妥当性検証と予測精度評価－

大原利眞 アジア 大原利眞・森野悠 110

1013BD001 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫

系への影響におけるメカニズム解明に関する研究

高野裕久 健康 高野裕久・柳澤利枝・
小池英子

152

0810BD002 次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高

スペクトル分解ライダーの開発

西澤智明 大気 杉本伸夫・松井一郎・
西澤智明

156

0709BD452 水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点

都市の自然共生型技術・政策シナリオの設計・評

価システム

藤田壮 アジア 中根英昭・徐開欽・
王勤学・中山忠暢・
岡寺智大・藤田壮・
孫穎・陳旭東

113

0911BD004 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基

盤整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用したバイオマーカーの開発に関する研究

曽根秀子 リスク C 曽根秀子・青木康展 98

0911BD002 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報

基盤整備

小熊宏之 地球 C 小熊宏之 189

0810BD001 干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び

CO2 固定化技術の開発研究

木幡邦男 水土壌 木幡邦男・樋渡武彦 165

1011BD002 有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明と

その排出抑制に関する技術開発

柴田康行 化学 柴田康行・吉兼光葉 143

環境 - 循環

型社会

1012BE002 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理シ

ステム開発

徐開欽 循環 C 徐開欽 70

0810BE001 リデュース・リユースの分析・評価手法の体系化

とその適用研究

田崎智宏 循環 C 田崎智宏・橋本征二 48

0910BE001 循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関

する研究

小口正弘 循環 C 小口正弘 51

0911BE006 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の

類型化と改善策の検討

吉田綾 循環 C 寺園淳・吉田綾・
村上理映・中島謙一・
小口正弘

60

1010BE001 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環

モデル開発

中島謙一 循環 C 中島謙一 194

0911BE008 ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 -
触媒改質技術の開発

川本克也 循環 C 川本克也 55

0810BE005 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄

化技術への応用

山田正人 循環 C 山田正人・石垣智基・
成岡朋弘

65

1012BE001 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

滝上英孝 循環 C 滝上英孝・渡部真文 53

0911BE004 循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR
のリスクコントロールに関する研究

滝上英孝 循環 C 倉持秀敏・滝上英孝・
鈴木剛・梶原夏子

193

0911BE005 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質

管理の統合システム解析

滝上英孝 循環 C 滝上英孝・鈴木剛・
梶原夏子

193

0911BE010 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質

管理の統合システム解析

高野裕久 健康 高野裕久・柳澤利枝・
小池英子

150

0810BE003 有害物質管理・災害防止・資源回収の観点からの

金属スクラップの発生・輸出状況の把握と適正管

理方策

寺園淳 循環 C 寺園淳・吉田綾・
中島謙一

58

0911BE003 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のため

の制約条件の類型化および代替システムの評価

河井紘輔 循環 C 徐開欽・蛯江美孝・
河井紘輔・神保有亮

59

0810BE004 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環

圏の設計と評価システムの構築

藤田壮 アジア 徐開欽・大迫政浩・
藤井実・藤田壮・
稲葉陸太

62

1013BE001 望ましい地域循環圏形成を支援する評価システム

の構築とシナリオ分析

藤田壮 アジア 藤井実・藤田壮 62

0810BE002 循環型社会ビジョン実現に向けた技術システムの

評価モデル構築と資源効率・環境効率の予測評価

大迫政浩 循環 C 森口祐一・大迫政浩・
藤井実・稲葉陸太

48
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環境 - 循環

型社会

0911BE001 東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及

び廃棄物処理システムの評価

大迫政浩 循環 C 大迫政浩・河井紘輔 59

0911BE002 石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石

綿の適正管理に関する研究

貴田晶子 循環 C 山本貴士・貴田晶子 71

1012BE003 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の

立案手法の構築

稲葉陸太 循環 C 松橋啓介・稲葉陸太 56

0911BE007 廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バ

イオディーゼル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 循環 C 倉持秀敏・大迫政浩・
藤井実

55

0810BE006 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生

産技術の開発

鑪迫典久 リスク C 鑪迫典久・鈴木規之 75

0911BE009 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受

容性と環境リスクの総合評価

肴倉宏史 循環 C 肴倉宏史 52

0910BE003 廃石膏ボードの再利用技術システムの構築に関す

る研究

井上雄三 循環 C 井上雄三・遠藤和人・
肴倉宏史

66

0910BE002 適正な国際資源循環を目指した製品中の有用物質

および有害物質の管理のあり方に関する研究

田崎智宏 循環 C 田崎智宏 52

環境 - その

他

0810BX001 街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム 藤田壮 アジア 中根英昭・平野勇二郎・
藤田壮・斎藤正彦・
神村一幸・杵島修三

114

0911BX001 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分

析・評価するための経済モデルの作成

岡川梓 社会 岡川梓 131

環境 - 委託

請負

0610BY303 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影

響調査

平野靖史郎 リスク C 平野靖史郎・黒河佳香・
古山昭子・山元昭二・
藤谷雄二

81

0810BY001 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）データ検証

業務

内野修 地球 C 横田達也・森野勇・
田中智章・内野修・
菊地信行・宮本祐樹・
井上誠

27

0610BY571 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 地球 C 野尻幸宏・ホワイト雅子・
酒井広平・早渕百合子・
田辺清人・小野貴子・
尾田武文・赤木純子・
畠中エルザ・伊藤洋・
玉井暁大・平井圭三・
大佐古晃

222

0288BY599 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセ

ルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
大沼学・美濃口祐子・
橋本光一郎・Sawicka 
Edyta・根上泰子

211

0510BY947 タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび

雌雄判別

桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
大沼学・Sawicka Edyta

212

0913BY001 農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 リスク C 五箇公一・鈴木一隆・
早坂大亮

100

1011BY001 多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留

性有機汚染物質のモニタリングへの適用

高澤嘉一 化学 田邊潔・柴田康行・
鈴木規之・高澤嘉一

144

0610BY505 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関す

る研究

笠井文絵 生物 笠井文絵・河地正伸 213

0610BY572 温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 アジア 徐開欽・王勤学・
中山忠暢・岡寺智大・
劉晨・藤田壮・
孫志剛・呉通華

112

1010BY002 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 生物 久保明弘・青野光子・
佐治光

183

0610BY573 地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 地球 C 野尻幸宏・藤谷徳之助・
伊藤玲子・会田久仁子

223

1010BY001 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

藤谷雄二 リスク C 田邊潔・平野靖史郎・
小林伸治・伏見暁洋・
藤谷雄二

1010BY003 平成２２年度残留性有機化合物の底質及び水質か

らの水生生物への移行状況等調査業務

鈴木規之 リスク C 鈴木規之・櫻井健郎・
小林淳

76

文科 - 振興

調整

0610CB001 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 水土壌 野原精一・木幡邦男・
村上正吾・越川海・
王勤学・水落元之・
樋渡武彦・東博紀・
井上智美・大場真

112

1012CB001 アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 地球 C 三枝信子・小川安紀子 191

文科 - 海地 0610CC995 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ

リング

杉本伸夫 大気 清水厚・杉本伸夫・
松井一郎

155
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文科 - 科研

費

0910CD008 黄砂エアロゾルが救急外来受診に及ぼす影響の疫

学的検討

上田佳代 健康 上田佳代 150

0910CD007 ベイジアンアプローチに基づくインフラストラク

チャーの経済評価

宮脇幸治 社会 宮脇幸治 129

1011CD001 北西太平洋の混合域における臭素系ハロカーボン

の高濃度現象の解明

大木淳之 化学 大木淳之 144

0910CD006 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解

明

平野靖史郎 リスク C 平野靖史郎 100

1012CD001 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の

最適管理戦略

横溝裕行 リスク C 横溝裕行 86

1011CD009 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒

色炭素粒子にの発生源寄与・広域分布評価

内田昌男 化学 内田昌男・近藤美由紀 144

0911CD009 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロ

ゾルのエイジングに関する室内研究

佐藤圭 アジア 佐藤圭 107

0710CD390 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長

期変動に関する研究

秋吉英治 大気 秋吉英治・杉田考史 156

0813CD001 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究 米澤健一 社会 米澤健一 129

0911CD003 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特

性・起源と物質収支

今井章雄 水土壌 今井章雄・小松一弘・
川崎伸之・高津文人・
佐藤貴之

167

0812CD005 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国

風上域での動態把握

佐藤圭 アジア 高見昭憲・佐藤圭 106

0711CD331 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収

効率と下層への汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 水土壌 稲葉一穂 170

0911CD017 廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 循環 C 田崎智宏・横尾英史 49

0913CD001 植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデル

の高度化

伊藤昭彦 地球 C 伊藤昭彦・安立美奈子・
飯尾淳弘

189

0710CD313 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモ

デルの拡張と温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 地球 C 伊藤昭彦・安立美奈子 29

0911CD005 環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源

の戦略的利用・管理ツールの開発

橋本征二 循環 C 橋本征二 48

0812CD003 ライダーおよび地上モニタリングネットワークに

よるエアロゾル動態解明

杉本伸夫 大気 杉本伸夫・西澤智明 105

1011CD002 温暖化防止の持続的国際枠組み 橋本征二 循環 C 橋本征二 36

1012CD002 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレア

メタル回収システム

橋本征二 循環 C 橋本征二・中島謙一・
小口正弘

49

0812CD009 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 地球 C 杉原薫 40

1012CD003 熱力学解析とＭＦＡ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

中島謙一 循環 C 橋本征二・中島謙一・
小口正弘

61

1012CD004 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス

排出の廃棄物産業連関分析

中島謙一 循環 C 中島謙一 61

1012CD005 MRI 横緩和速度を用いる生体鉄とヒト神経変性疾

患に関する研究

三森文行 化学 三森文行・渡邉英宏 146

1011CD003 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿

命分布の国際比較分析

小口正弘 循環 C 小口正弘 60

1014CD001 造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世

の形態多様性に基づく分類体系の再構築

杉原薫 地球 C 杉原薫 41

0813CD002 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ

ル排出源と影響の評価

南齋規介 循環 C 南齋規介 193

1011CD004 ｉＰＳ細胞を用いた造血幹細胞に対する化学物質

の毒性影響評価

伊藤智彦 健康 伊藤智彦

0810CD005 プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子

移動反応質量分析法の大気計測への適用

猪俣敏 大気 猪俣敏・谷本浩志 156

0812CD004 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エ

アロゾル生成過程の解明

猪俣敏 大気 猪俣敏 157

0812CD007 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 地球 C 山野博哉・林誠二・
小熊宏之・石原光則

39

0812CD008 サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 地球 C 山野博哉・浪崎直子 40

1012CD006 人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関

する研究

武内章記 化学 武内章記 147
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文科 - 科研

費

1012CD007 微細藻類が生産する核内受容体活性化物質の水性

動物への影響

白石不二雄 リスク C 白石不二雄・佐野友春 91

0911CD007 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レ

チノイド X 受容体関与説の高度化

堀口敏宏 リスク C 堀口敏宏・白石寛明・
漆谷博志

197

0910CD002 稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保

全に関する研究

金谷弦 水土壌 金谷弦 171

0910CD003 黄砂感染症の健康影響評価を目指した実験的パイ

ロットスタディ

山元昭二 リスク C 山元昭二 196

0910CD001 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さに関

する研究

藤谷雄二 リスク C 藤谷雄二 81

1013CD001 侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパー

コロニーの進化と維持機構の解明

井上真紀 リスク C 井上真紀 87

0911CD016 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性

マウス系統の有用性解析

藤巻秀和 リスク C 藤巻秀和・Tin-Tin-
Win-Shwe

78

0911CD001 文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・

管理手法の開発

高村典子 リスク C 高村典子・赤坂宗光 85

0911CD019 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒

色炭素粒子の発生源寄与・広域分布評価－数値モ

デルによる黒色炭素粒子の広域輸送計算－

大原利眞 アジア 大原利眞・黒川純一・
森野悠・西澤匡人

107

0810CD007 中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境

配慮型都市開発の実現

一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬俊明・Likhvar 
Victoria

128

1012CD008 モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境

モニタリングシステムの研究

一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬俊明・Likhvar 
Victoria

133

0812CD001 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実

態解明と生態影響評価

滝上英孝 循環 C 滝上英孝・鈴木剛 58

1012CD009 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態

系の物質循環におよぼす影響

越川昌美 水土壌 越川昌美 172

1012CD010 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその

応用

宮脇幸治 社会 宮脇幸治 134

1012CD011 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ

ルの開発と検証

角谷拓 生物 角谷拓 186

0812CD006 エアロゾルによる生体影響の評価 高野裕久 健康 高野裕久・柳澤利枝・
小池英子

150

1012CD012 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環に与えるインパクト

吉田勝彦 生物 吉田勝彦 186

1013CD002 細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染

物質によるアレルギー増悪機構の解明

高野裕久 健康 高野裕久・柳澤利枝・
小池英子

152

1011CD005 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 生物 多田満・小神野豊 185

0810CD004 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究 小林弥生 健康 小林弥生 149

0610CD309 海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 アジア 高見昭憲 104

0910CD004 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝

子発現調節メカニズムからの解析

鈴木武博 健康 鈴木武博 88

0811CD004 持続的経済発展の可能性 亀山康子 地球 C 亀山康子 34

0911CD010 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制

度構築をめざして

亀山康子 地球 C 亀山康子 34

0810CD012 熱赤外リモートセンシングと地表面熱収支モデル

を併用した都市域の蒸発散量推定

平野勇二郎 アジア 平野勇二郎 114

0811CD002 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源

の活用に関する研究

玉置雅紀 生物 玉置雅紀 178

1011CD006 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産

への影響評価

唐艶鴻 生物 唐艶鴻 25

0810CD003 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 アジア 井上智美 118

0911CD004 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

青木康展 リスク C 中島大介・松本理・
影山志保・青木康展

95

0911CD018 市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 リスク C 石堂正美 197

0911CD006 環境因子による多動性障害のエピジェネティック

解析

石堂正美 リスク C 石堂正美 78

0911CD012 実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる

土壌炭素動態モデルの構築

内田昌男 化学 内田昌男・近藤美由紀 141

0911CD011 超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイ

オディーゼル燃料製造技術の開発

倉持秀敏 循環 C 倉持秀敏・大迫政浩 56
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文科 - 科研

費

0610CD975 近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候

モードジャンプの可能性

内田昌男 化学 内田昌男 136

1011CD007 廃棄物地盤における環境リスクの低減と、サステ

イナブルな社会への貢献

石森洋行 循環 C 石森洋行 67

0811CD005 オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に

関する研究

中島英彰 大気 杉田考史・中島英彰・
佐伯浩介

157

0911CD014 北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物に

よる化石炭素の分解促進に関する研究

内田昌男 化学 内田昌男・近藤美由紀 142

0810CD008 全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデル

インタラクション

清水厚 アジア 清水厚・原由香里 105

0910CD009 東アジア広域輸送大気エアロゾル中バイオマス燃

焼起源ブラックカーボンの時間変動

内田昌男 化学 内田昌男 139

1012CD013 放射性炭素および分子レベル同位体解析を用いた

炭素循環と生態系構造の関係の解明

内田昌男 化学 内田昌男 147

1010CD001 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定とグ

ローバルな気候変動との関連性の解明

内田昌男 化学 内田昌男 143

0911CD008 小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ

作成および保全に関する基礎的研究

佐竹潔 生物 佐竹潔 181

0610CD974 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 化学 横内陽子・大木淳之 136

1012CD014 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による

水温決定に関する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 化学 内田昌男・近藤美由紀 135

0910CD005 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊

物質のガス交換過程の解明

斉藤拓也 化学 斉藤拓也 139

1011CD008 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評

価および有用金属の回収に関する研究

石垣智基 循環 C 石垣智基 67

1012CD015 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス

診断と水稲葉枯症の原因究明

佐治光 生物 清水英幸・佐治光・
佐治章子・伊藤祥子

187

0812CD002 南米最南端でのオゾン層破壊分子の総合観測によ

るオゾンホールの中緯度帯への影響研究

中根英昭 アジア 中根英昭 200

0911CD015 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価 柴田康行 化学 柴田康行・橋本俊次・
吉兼光葉

142

1012CD016 アイスコアに刻まれた十～千年スケールの宇宙線

強度変動と地球環境変動

柴田康行 化学 柴田康行・内田昌男 147

0810CD002 マルチトレーサーを用いた河口域生態系における

流域環境影響の評価手法に関する研究

野原精一 アジア 野原精一・広木幹也・
井上智美

118

1014CD002 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタ

リング方法と除去特性および評価

川本克也 循環 C 川本克也 68

文科 - 振興

費

0711CE432 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 大気 野沢徹・小倉知夫・
永島達也・塩竈秀夫・
伊藤昭彦

30

0711CE302 藻類の収集・保存・提供 - 付加価値向上と品質管

理体制整備

笠井文絵 生物 笠井文絵・河地正伸・
中山卓郎

214

1014CE001 大気環境物質のためのシームレス同化システム構

築とその応用

高見昭憲 アジア 高見昭憲・上田佳代 204

厚労 - 厚生

科学

0911DA003 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法

に関する研究

青木康展 リスク C 松本理・青木康展・
佐藤陽美

96

0910DA001 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバ

イオインフォマティクスによる影響化学物質の推

定解析

曽根秀子 リスク C 曽根秀子 98

0911DA002 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 リスク C 鑪迫典久・小田重人 92

0911DA001 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

曽根秀子 リスク C 曽根秀子・永野麗子・
赤沼宏美

99

農水 - 独法 0610JA970 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に

関する研究 - 雑種の適応度の解明

佐治光 生物 久保明弘・佐治光 176

1014JA001 水産分野における温暖化緩和技術の開発 野尻幸宏 地球 C 野尻幸宏 26

JST 0812KB001 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

山野博哉 地球 C 山野博哉 38

0813KB001 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカ

ス）高アルカリ株の高度利用技術 ( 最適増殖・オ

イル生産に導く培養基盤技術と高度品種改良技術

の開発 )

中嶋信美 生物 河地正伸・中嶋信美・
出村幹英・五百城幹英

174
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JST 0911KB001 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の

生成メカニズムに関する研究

大原利眞 アジア 田邊潔・横内陽子・
清水厚・菅田誠治・
高見昭憲・若松伸司・
大原利眞・永島達也・
長谷川就一・伏見暁洋・
栗林正俊・黒川純一・
森野悠・斎藤正彦

108

0913KB001 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス

ケード型資源循環システムの構築

山田正人 循環 C 山田正人 225

0913KB002 青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 生物 唐艶鴻 24

0911KB002 フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基

づく非培養海産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 生物 河地正伸 181

0914KB001 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 社会 花崎直太 125

その他公募 0910KZ002 生物利用可能性を考慮した重金属の生態リスク評価 林岳彦 リスク C 林岳彦 196

0810KZ001 日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研究 田中敦 化学 瀬山春彦・田中敦 138

0510KZ503 都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬俊明・Likhvar 
Victoria

126

0910KZ001 希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バンク 桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
大沼学・Sawicka Edyta

214

0911KZ002 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果

に関する神経薬理学的研究

梅津豊司 化学 梅津豊司 142

0912KZ001 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリ

ズムの開発

王勤学 アジア 王勤学・孫志剛 116

0911KZ001 鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用 桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
根上泰子

216

1010KZ001 土木事業での木材活用による温暖化防止対策への

貢献

橋本征二 循環 C 橋本征二・加用千裕 36

共同研究 0911LA002 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用

いた環境変動解析

山野博哉 地球 C 山野博哉・杉原薫 40

0911LA003 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを

用いた総合毒性評価に関する研究

多田満 生物 多田満 182

0911LA001 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製

造業間の国際展開モデルの構築

藤田壮 アジア 徐開欽・藤田壮・
孫穎・陳旭東

116

0810LA001 最終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化

と温暖化との関連性解明に関する研究

内田昌男 化学 内田昌男 138

1011LA001 鉄鋼スラグを土工事用材料とするための土工事用

利用技術マニュアル検討

大迫政浩 循環 C 遠藤和人・大迫政浩・
肴倉宏史・石森洋行

53

委託請負 1012MA001 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 地球 C 山野博哉・林誠二・
石原光則・浪崎直子

41

0710MA380 道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 アジア 田村憲治・新田裕史・
大原利眞・神田勲

104

0810MA002 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関す

るガイドライン策定検討

青木康展 リスク C 松本理・松崎加奈恵・
蓮沼和夫・青木康展

196

1011MA001 北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 生物 名取俊樹 185

0911MA001 神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリン

グ手法の開発

清水英幸 アジア 清水英幸・伊藤祥子・
笹川裕史

201

1010MA001 低炭素社会地域づくりのための施策検討 松橋啓介 社会 松橋啓介・米澤健一・
有賀敏典

132

寄付 0810NA001 国際サプライチェーンを含む生産消費システムを

対象とした環境負荷分析の理論と実践

南齋規介 循環 C 南齋規介・稲葉陸太・
中島謙一

192

0810NA002 東アジア・ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存

バンク創設

桑名貴 基盤ラボ 桑名貴・今里栄男・
大沼学・Sawicka Edyta

214

0813NA001 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中

枢作用に関する研究

梅津豊司 化学 梅津豊司 138

1011NA001 マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐる女

王・ワーカー間の対立関係の解明

井上真紀 リスク C 井上真紀 85

個別名を記

載

0911ZZ001 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 社会 高橋潔・肱岡靖明・
増井利彦・林誠二

31

0712ZZ001 アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 循環 C 江守正多・五箇公一・
川本克也・田中嘉成・
井上真紀・魯保旺

207

0608ZZ569 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関す

る研究

石堂正美 リスク C 石堂正美・白石不二雄・
鈴木純子・柳澤利枝

77

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

地球 C 地球環境研究セン ター

循環 C 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 環境 リ ス ク研究セン ター

アジア アジア自然共生研究グループ

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

参与 子どもの健康と環境に関する全国調査 佐藤洋 1032AM001
企画部 市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関

する研究
森保文 0610AE451 126

地球環境研究セ
ンター

温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその地域特性の解
明

向井人史 0610AA101 17

衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定 横田達也 0610AA102 26

気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温暖化リスクの
評価

江守正多 0610AA103 28

脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対策の統合評価 甲斐沼美紀子 0610AA104 32

地球環境研究の総合化及び支援 風間千尋 0610AC932 224

陸域モニタリング 三枝信子 0610AC933 220

地球環境データベースの整備 松永恒雄 0810AC001 220

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 0810AC002 216

成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響 江口菜穂 1010AC001 190

光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 1012AC001 219

太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 0610AE004 37

温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリング 山野博哉 0610AE005 39

大気・陸域生態系間の炭素収支研究における化学トレーサーの
利用に関する基礎的研究

高橋善幸 0810AA001 20

遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究 松永恒雄 0810AE005 188

環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関する研究 向井人史 0911AE005 188

分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 0913AE002 189

熱帯域の土地利用と植生変化が土壌炭素蓄積量に与える影響解
明

安立美奈子 1010AF001 190

サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ストレスの影響評価 山野博哉 0810AH003 39

GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 渡辺宏 0610AL917 221

総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 0711BA335 29

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 0712BA278 223

統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリ
オの開発

山形与志樹 0712BA337 31

都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 0712BA340 31

海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研究 野尻幸宏 0810BA005 21

環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変化に対する適
応策に関する研究

山野博哉 0810BA009 38

グローバルな森林炭素監視システムの開発に関する研究 山形与志樹 0811BA001 188

気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する
研究

亀山康子 0911BA002 34

温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる高精度化の研
究サブテーマ２：大気観測・試料採取および CH4 アイソトポ
マー化学輸送モデルの構築と適用

町田敏暢 0911BA010 22

アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制度設計オプ
ションとその形成過程の研究

亀山康子 0913BA006 35

民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気
体の観測

町田敏暢 0610BB920 19

タワー観測ネットワークを利用したシベリアにおける CO2 と
CH4 収支の推定

町田敏暢 0711BB569 19

アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタリングと
データのネットワーク化促進に関する研究

三枝信子 0711BB570 187

海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の変動解析 野尻幸宏 0810BB001 21

指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基盤整備 小熊宏之 0911BD002 189

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 0610BY571 222
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地球環境研究セ
ンター

地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 0610BY573 223

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）データ検証業務 内野修 0810BY001 27

アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 1012CB001 191

大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモデルの拡張と
温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 0710CD313 29

持続的経済発展の可能性 亀山康子 0811CD004 34

ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 0812CD007 39

サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 0812CD008 40

地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 0812CD009 40

地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度構築をめざ
して

亀山康子 0911CD010 34

植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデルの高度化 伊藤昭彦 0913CD001 189

造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の形態多様性
に基づく分類体系の再構築

杉原薫 1014CD001 41

水産分野における温暖化緩和技術の開発 野尻幸宏 1014JA001 26

海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に関する研究 山野博哉 0812KB001 38

韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用いた環境変動
解析

山野博哉 0911LA002 40

地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル活動の展開
と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 1012MA001 41

重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 0610SP001 17

循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

近未来の資源循環システムと政策・マネジメント手法の設計・
評価

大迫政浩 0610AA201 47

資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案と評価 滝上英孝 0610AA202 50

廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発 川本克也 0610AA203 54

国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技術システムの
構築

寺園淳 0610AA204 57

廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 滝上英孝 0610AB436 70

試験評価・モニタリング手法の高度化・体系化 倉持秀敏 0610AB447 68

資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の作成 森口祐一 0610AB454 224

資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 0610AB462 191

液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 0610AB519 69

循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分技術の確立 川本克也 0610AB546 64

水溶性有機化合物に対する最終処分場底部遮水工の遮水性能評
価

石森洋行 1011AF001 66

POPs 候補物質「難分解性 PPCPs」の環境特性と全球規模での汚
染解析

渡部真文 0910BA001 69

経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑
制に関する研究

森口祐一 0913BA003 35

埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証に関する研
究

山田正人 1012BA001 60

電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸出評価 肴倉宏史 0810BC001 51

循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 0811BC001 65

廃プラスチックのリサイクル過程における有害化学物質の排出
挙動と制御に関する研究

滝上英孝 1012BC001 53

リデュース・リユースの分析・評価手法の体系化とその適用研
究

田崎智宏 0810BE001 48

循環型社会ビジョン実現に向けた技術システムの評価モデル構
築と資源効率・環境効率の予測評価

大迫政浩 0810BE002 48

有害物質管理・災害防止・資源回収の観点からの金属スクラッ
プの発生・輸出状況の把握と適正管理方策

寺園淳 0810BE003 58

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
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循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄化技術への応
用

山田正人 0810BE005 65

循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関する研究 小口正弘 0910BE001 51

適正な国際資源循環を目指した製品中の有用物質および有害物
質の管理のあり方に関する研究

田崎智宏 0910BE002 52

廃石膏ボードの再利用技術システムの構築に関する研究 井上雄三 0910BE003 66

東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び廃棄物処理
システムの評価

大迫政浩 0911BE001 59

石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石綿の適正管理
に関する研究

貴田晶子 0911BE002 71

アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための制約条件の
類型化および代替システムの評価

河井紘輔 0911BE003 59

循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR のリスクコン
トロールに関する研究

滝上英孝 0911BE004 193

廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

滝上英孝 0911BE005 193

アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類型化と改善
策の検討

吉田綾 0911BE006 60

廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バイオディーゼ
ル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 0911BE007 55

ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触媒改質技術
の開発

川本克也 0911BE008 55

鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容性と環境リ
スクの総合評価

肴倉宏史 0911BE009 52

未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モデル開発 中島謙一 1010BE001 194

有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出挙動の解明と
対策技術に関する研究

滝上英孝 1012BE001 53

高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理システム開発 徐開欽 1012BE002 70

地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立案手法の構
築

稲葉陸太 1012BE003 56

アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と生態
影響評価

滝上英孝 0812CD001 58

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

南齋規介 0813CD002 193

環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源の戦略的利
用・管理ツールの開発

橋本征二 0911CD005 48

超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイオディーゼル
燃料製造技術の開発

倉持秀敏 0911CD011 56

廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 0911CD017 49

温暖化防止の持続的国際枠組み 橋本征二 1011CD002 36

耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命分布の国際
比較分析

小口正弘 1011CD003 60

廃棄物地盤における環境リスクの低減と、サステイナブルな社
会への貢献

石森洋行 1011CD007 67

廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価および有用
金属の回収に関する研究

石垣智基 1011CD008 67

地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメタル回収シ
ステム

橋本征二 1012CD002 49

熱力学解析と ＭＦＡの融合による都市鉱山からの金属資源の回
収可能性評価手法の開発

中島謙一 1012CD003 61

金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排出の廃棄物
産業連関分析

中島謙一 1012CD004 61
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―  476  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタリング方法と
除去特性および評価

川本克也 1014CD002 68

気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カスケード型資源
循環システムの構築

山田正人 0913KB001 225

土木事業での木材活用による温暖化防止対策への貢献 橋本征二 1010KZ001 36

鉄鋼スラグを土工事用材料とするための土工事用利用技術マ
ニュアル検討

大迫政浩 1011LA001 53

国際サプライチェーンを含む生産消費システムを対象とした環
境負荷分析の理論と実践

南齋規介 0810NA001 192

重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 0610SP002 44

アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 0712ZZ001 207

環境リスク研究
センター

化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による曝露評価 鈴木規之 0610AA301 74

感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 0610AA302 76

環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響評価 平野靖史郎 0610AA303 80

生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影響評価手法の開
発

高村典子 0610AA304 82

海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関する研究 堀口敏宏 0610AE558 194

揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作成 黒河佳香 0912AE001 79

化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒性の in vivo 検出法の
検討

白石不二雄 1010AE002 90

東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリン
グ

堀口敏宏 0711AF303 195

毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道法による反
応モデル構築

古濱彩子 0910AF003 94

八丈島における外来生物による在来種個体群への影響評価 岡本卓 0910AF008 84

ヒト ES 細胞分化系を用いた神経発達に対する新規な残留性有
機汚染物質（POPs）の毒性影響に関する研究

永野麗子 1011AF002 99

DNA マイクロアレイを用いた都市大気成分の遺伝子発現プロ
ファイルによる毒性寄与予測手法の開発

佐藤陽美 1011AF003 96

釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因の究明 高村典子 0810AH002 84

大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び環境ホルモン
活性を指標とした地域特性の調査研究

中島大介 1011AH001 91

大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 1012AH002 91

湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 1012AH003 86

生態影響試験法の開発及び動向把握 菅谷芳雄 0610AK484 92

化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 0610AK513 226

生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 0610AK526 226

構造活性相関等による生態毒性予測手法の開発 白石寛明 0610AK533 93

発がん性評価と予測のための手法の開発 青木康展 0610AK544 94

化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する研究 白石不二雄 0610AK545 74

侵入生物データベースの管理 五箇公一 0610AK550 227

化学物質の環境リスク評価のための基盤整備 菅谷芳雄 0610AK915 99

化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 0611AK509 89

インフォマティックス手法を活用した化学物質の影響評価と類
型化手法の開発

曽根秀子 0611AK518 97

化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 0911AK001 101

非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策に関する研究 五箇公一 0810BA006 84

POPs 全球多媒体輸送・動態モデルの開発  鈴木規之 0810BA010 75

環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク評価法の開発
に関する研究

青木康展 0810BC003 94

ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への影響バイオ
マーカー創出・リスク評価

山元昭二 0911BD001 81

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
―  477  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
環境リスク研究
センター

小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤整備：残留
性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利用したバイオマーカー
の開発に関する研究

曽根秀子 0911BD004 98

改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生態学的解析
手法の検討

田中嘉成 1011BD001 93

貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層 DO 目標の
達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 1012BD001 198

ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測法　( 健康
リスク研究への貢献）

藤谷雄二 1012BD002 82

木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生産技術の開発 鑪迫典久 0810BE006 75

自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響調査 平野靖史郎 0610BY303 81

農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 0913BY001 100

自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関
する調査研究

藤谷雄二 1010BY001

平成２２年度残留性有機化合物の底質及び水質からの水生生物
への移行状況等調査業務

鈴木規之 1010BY003 76

拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さに関する研究 藤谷雄二 0910CD001 81

黄砂感染症の健康影響評価を目指した実験的パイロットスタ
ディ

山元昭二 0910CD003 196

有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明 平野靖史郎 0910CD006 100

文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管理手法の開
発

高村典子 0911CD001 85

都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原性と次世代
影響の評価

青木康展 0911CD004 95

環境因子による多動性障害のエピジェネティック解析 石堂正美 0911CD006 78

有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチノイド X 受
容体関与説の高度化

堀口敏宏 0911CD007 197

環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マウス系統の
有用性解析

藤巻秀和 0911CD016 78

市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 0911CD018 197

メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の最適管理戦略 横溝裕行 1012CD001 86

微細藻類が生産する核内受容体活性化物質の水性動物への影響 白石不二雄 1012CD007 91

侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパーコロニーの進
化と維持機構の解明

井上真紀 1013CD001 87

ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイオインフォ
マティクスによる影響化学物質の推定解析

曽根秀子 0910DA001 98

確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試験データ適
用法の標準化

曽根秀子 0911DA001 99

医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 0911DA002 92

食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に関する研究 青木康展 0911DA003 96

生物利用可能性を考慮した重金属の生態リスク評価 林岳彦 0910KZ002 196

有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関するガイドライ
ン策定検討

青木康展 0810MA002 196

マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐる女王・ワーカー間
の対立関係の解明

井上真紀 1011NA001 85

重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 0610SP003 72

環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する研究 石堂正美 0608ZZ569 77

アジア自然共生
研究グループ

アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 0610AA401 103

東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 0610AA402 110

流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 0610AA403 117

エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 0510AE803 103

揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エアロゾルの組
成分析

佐藤圭 0610AE402 104
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アジア自然共生
研究グループ

東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およびその変動
の抽出に関する研究

清水厚 0711AE458 104

半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利用に関する
研究

清水英幸 1012AE006 202

東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄辺戸・長崎
福江におけるモニタリング

高見昭憲 1015AF001 204

二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究 高見昭憲 0911AG004 120

PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄与評価に関
する研究

大原利眞 1012AH004 162

ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシステムの構築 清水英幸 1012AH005 202

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧
による森林影響

清水英幸 1012AH006 203

革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と気候変動予
測の高精度化に関する研究

高見昭憲 0810BA001 105

里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たなコモンズによ
る自然共生社会の再構築  

岡寺智大 0911BA007 115

東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大気汚染物質
削減シナリオの策定

大原利眞 0913BA001 108

熱赤外リモートセンシングと地表面熱収支モデルを併用した都
市域の蒸発散量推定

平野勇二郎 0810CD012 114

地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解析に関する
研究

清水厚 0913BA004 108

大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性評価 永島達也 0913BA005 109

北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・エアロゾル
現場観測（揮発性有機化合物と窒素酸化物の測定）

谷本浩志 0913BA007 23

先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染微粒子の起
源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 1012BA002 110

アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの多成分長期
観測

谷本浩志 0711BB571 20

湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のための調和的
管理手法の開発

野原精一 0812BB001 119

ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リスク評価に関
する研究

清水英幸 0911BC002 200

水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点都市の自然共
生型技術・政策シナリオの設計・評価システム

藤田壮 0709BD452 113

わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥当性と予測誤
差の評価－ (3) 相互比較による大気質モデリングの妥当性検証
と予測精度評価－

大原利眞 1012BD003 110

有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏の設計と評
価システムの構築

藤田壮 0810BE004 62

望ましい地域循環圏形成を支援する評価システムの構築とシナ
リオ分析

藤田壮 1013BE001 62

街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム 藤田壮 0810BX001 114

温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 0610BY572 112

海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 0610CD309 104

マルチトレーサーを用いた河口域生態系における流域環境影響
の評価手法に関する研究

野原精一 0810CD002 118

マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 0810CD003 118

全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルインタラク
ション

清水厚 0810CD008 105

南米最南端でのオゾン層破壊分子の総合観測によるオゾンホー
ルの中緯度帯への影響研究

中根英昭 0812CD002 200

健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風上域での動
態把握

佐藤圭 0812CD005 106

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
―  479  ―



国立環境研究所年報（平成 22 年度）
アジア自然共生
研究グループ

芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロゾルのエイジ
ングに関する室内研究

佐藤圭 0911CD009 107

西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒色炭素粒子の
発生源寄与・広域分布評価－数値モデルによる黒色炭素粒子の
広域輸送計算－

大原利眞 0911CD019 107

大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 高見昭憲 1014CE001 204

アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の生成メカニズ
ムに関する研究

大原利眞 0911KB001 108

GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリズムの開発 王勤学 0912KZ001 116

グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造業間の国際
展開モデルの構築

藤田壮 0911LA001 116

道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 0710MA380 104

神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリング手法の開発 清水英幸 0911MA001 201

重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 0610SP004 102

社会環境システ
ム研究領域

統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 0610AE531 127

電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 0710AE295 127

廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関する実証研究 日引聡 0710AE525 127

温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法の検討およ
び地域温暖化対策への適用

青柳みどり 0811AE001 129

地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 0911AE008 130

環境評価に関わる移流拡散問題のシミュレーション手法に関す
る研究

須賀伸介 1010AE006 132

中国と先進国の国際協調政策に関する研究 岡川梓 1010AE007 132

温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分析 岡川梓 1011AE007 133

全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデル及び貿易
モデルの開発と長期シナリオ分析への適用

日引聡 0911AG003 123

気候変動緩和・適応型社会に向けた地域内人口分布シナリオの
構築に関する研究

松橋啓介 1012AG001 125

都市の温熱環境マップ作成に関する研究 一ノ瀬俊明 0910AH001 129

分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーショ
ンに関する実証的研究

青柳みどり 0712BA339 128

統合評価モデルを用いた気候変動統合シナリオの作成及び気候
変動政策分析

増井利彦 0810BA004 33

低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関する研究 一ノ瀬俊明 0810BA007 128

低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究 近藤美則 0911BA004 130

アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発 増井利彦 0913BA002 35

温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合的な大気汚染
物質削減シナリオの策定

増井利彦 0914BA001 131

アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価指標に関す
る研究

久保田泉 1012BA003 36

統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 肱岡靖明 1014BA001 42

日本における環境政策と経済の関係を統合的に分析・評価する
ための経済モデルの作成

岡川梓 0911BX001 131

中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境配慮型都市開
発の実現

一ノ瀬俊明 0810CD007 128

農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究 米澤健一 0813CD001 129

ベイジアンアプローチに基づくインフラストラクチャーの経済
評価

宮脇幸治 0910CD007 129

モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境モニタリング
システムの研究

一ノ瀬俊明 1012CD008 133

分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその応用 宮脇幸治 1012CD010 134

社会環境システム研究領域における研究活動 原沢英夫 0610FP012 123
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社会環境システ
ム研究領域

世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 0914KB001 125

都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 0510KZ503 126

低炭素社会地域づくりのための施策検討 松橋啓介 1010MA001 132

東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 0911ZZ001 31

化学環境研究領
域

環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のための計測手法
に関する研究

瀬山春彦 0610AE413 135

高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 0610AE416 135

環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の体系の確立
に関する研究

梅津豊司 0610AE444 136

生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関する研究 瀬山春彦 0810AE001 137

大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 0911AE002 140

LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質や熱分解性物
質の分析に関する研究

高澤嘉一 0911AE004 140

LC-TOFMS によるケミカル・プロファイリング手法に関する研究 高澤嘉一 1011AE004 143

POPs 類の環境モニタリングの手法の高度化に関する研究 橋本俊次 1012AE003 145

海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明－インド洋～南
極海での船上実験－

大木淳之 0910AF005 139

放射性炭素同位体を指標とした土壌有機炭素分解特性の検討ー
長期有機物未投入耕地を利用した温暖化操作実験ー

近藤美由紀 1010AF006 125

九州北部地域における光化学越境大気汚染の実態解明のための
前駆体観測とモデル解析

横内陽子 0810AG001 119

多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の微量有機汚
染物質の網羅分析

橋本俊次 0911AG005 134

日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温暖化影響の実
験的評価

内田昌男 0911AG006 42

有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について 柴田康行 0911AH002 140

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的要因解析 田中敦 1012AH001 145

東アジア地域における POPs（残留性有機汚染物質）の越境汚染
とその削減対策に関する研究　（４）スペシメンバンク試料を用
いた汚染レベルの時系列変化の解明

柴田康行 0810BA008 137

アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs) の発生源特定と
その広域輸送

内田昌男 0911BA008 141

東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起源、長距離大
気輸送と変質に関する研究

内田昌男 0911BA009 141

北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測の高精度化に
向けた観測及びモデル開発研究

内田昌男 1012BA004 145

日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と将来予測 荒巻能史 1012BA005 25

東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のための高頻度・
高精度モニタリング研究

横内陽子 0911BB001 23

摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全に関する研究 田中敦 0810BC002 137

有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明とその排出抑制
に関する技術開発

柴田康行 1011BD002 143

多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留性有機汚染物
質のモニタリングへの適用

高澤嘉一 1011BY001 144

海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 0610CD974 136

近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候モードジャン
プの可能性

内田昌男 0610CD975 136

熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物質のガス交
換過程の解明

斉藤拓也 0910CD005 139

東アジア広域輸送大気エアロゾル中バイオマス燃焼起源ブラッ
クカーボンの時間変動

内田昌男 0910CD009 139

実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる土壌炭素動態
モデルの構築

内田昌男 0911CD012 141
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化学環境研究領
域

北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物による化石炭素
の分解促進に関する研究

内田昌男 0911CD014 142

生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価 柴田康行 0911CD015 142

北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定とグローバルな気
候変動との関連性の解明

内田昌男 1010CD001 143

北西太平洋の混合域における臭素系ハロカーボンの高濃度現象
の解明

大木淳之 1011CD001 144

西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒色炭素粒子に
の発生源寄与・広域分布評価

内田昌男 1011CD009 144

MRI 横緩和速度を用いる生体鉄とヒト神経変性疾患に関する研
究

三森文行 1012CD005 146

人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関する研究 武内章記 1012CD006 147

放射性炭素および分子レベル同位体解析を用いた炭素循環と生
態系構造の関係の解明

内田昌男 1012CD013 147

自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水温決定に関
する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 1012CD014 135

アイスコアに刻まれた十～千年スケールの宇宙線強度変動と地
球環境変動

柴田康行 1012CD016 147

化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 0610FP013 134

日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研究 田中敦 0810KZ001 138

ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果に関する神経
薬理学的研究

梅津豊司 0911KZ002 142

最終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化と温暖化との
関連性解明に関する研究

内田昌男 0810LA001 138

健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢作用に関す
る研究

梅津豊司 0813NA001 138

環境健康研究領
域

環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する研究 小池英子 0910AE001 77

環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用メカニズム 野原恵子 0911AE001 88

抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析 伊藤智彦 0911AE009
環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態への影響に関す
る研究

柳澤利枝 1010AE001 79

環境化学物質がアレルギー疾患に及ぼす影響に関する研究 柳澤利枝 1011AE001 79

エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 1012AE001 89

環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的研究 小林弥生 1012AE005 151

マウス肝実質細胞を用いた肝実質組織モデルの作製：モデル作
製に最適な基底膜モデルの創製

小高真希 1010AF005

環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動評価法開発 前川文彦 1011AF005 88

エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲノミクスによる
環境化学物質の影響評価法開発のための研究

野原恵子 0710AG333 87

環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系への影響に
おけるメカニズム解明に関する研究

高野裕久 1013BD001 152

廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

高野裕久 0911BE010 150

ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究 小林弥生 0810CD004 149

エアロゾルによる生体影響の評価 高野裕久 0812CD006 150

臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝子発現調節メ
カニズムからの解析

鈴木武博 0910CD004 88

黄砂エアロゾルが救急外来受診に及ぼす影響の疫学的検討 上田佳代 0910CD008 150

ｉＰＳ 細胞を用いた造血幹細胞に対する化学物質の毒性影響評
価

伊藤智彦 1011CD004

細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物質によるア
レルギー増悪機構の解明

高野裕久 1013CD002 152

環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 0610FP014 148
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大気圏環境研究
領域

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0608AE549 155

波照間・落石モニタリングステーションで観測される O2 およ
び CO2 濃度のシノプティックスケール変動に関する研究

遠嶋康徳 0910AE003 22

オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相互作用に関
する研究

秋吉英治 0913AE001 159

質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 0913AE003 159

オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラジェクトリ
解析手法の研究

菅田誠治 0913AE005 160

ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクスキームの開発
に関する研究

西澤智明 1011AE003 161

センサネットワークを用いた都市大気モニタリングシステムの
開発

内山政弘 1011AE006 161

衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 1012AE002 162

連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手法の検討 松井一郎 1012AE004 162

気候フィードバックの相関関係について 塩竈秀夫 1010AF002 32

MIROC3.2 ベース化学気候モデルの開発 秋吉英治 1010AF003 160

化学気候モデルの長期ランを利用した、成層圏オゾンの対流圏
気候への影響評価に関する研究

中村哲 1011AF006 161

自動車からのガス状ニトロ有機化合物の排出に関する実大気観
測

猪俣敏 1011AF009 161

成層圏無機塩素化合物の分配比に関する研究 杉田考史 1010AI004 160

過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 0610AJ001 37

大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定システムの開
発

秋吉英治 0911BA001 158

二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素および炭素同位
体の長期観測研究

遠嶋康徳 0913BB001 24

次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高スペクトル分
解ライダーの開発

西澤智明 0810BD002 156

PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ有機化合物の
リアルタイム計測

猪俣敏 0911BD003 158

SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 杉本伸夫 0610CC995 155

亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長期変動に関す
る研究

秋吉英治 0710CD390 156

プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子移動反応質量
分析法の大気計測への適用

猪俣敏 0810CD005 156

オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に関する研究 中島英彰 0811CD005 157

ライダーおよび地上モニタリングネットワークによるエアロゾ
ル動態解明

杉本伸夫 0812CD003 105

エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エアロゾル生成
過程の解明

猪俣敏 0812CD004 157

高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 0711CE432 30

大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 0610FP015 153

水土壌圏環境研
究領域

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 0610AE460 168

水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 0610AE599 169

人為影響による海洋生態系変質に関する研究 原島省 0610AE926 165

水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に関する基礎
的研究

冨岡典子 0810AE004 170

界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配と反応性に
関する研究

稲葉一穂 0812AE002 170

土壌 - 植物系中におけるレアメタルの挙動に関する研究 村田智吉 0910AE002 171

関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関する研究 林誠二 1010AE003 171
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水土壌圏環境研
究領域

乳酸菌によるメチル水銀の代謝に関する研究 永野匡昭 1010AE005 171

産業排水処理技術の最適化に関する研究 珠坪一晃 1010AE008 172

霞ヶ浦における Microcystis の増殖活性の履歴が bloom 形成に及
ぼす影響の解明

冨岡典子 1010AF004 172

樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及ぼす影響 渡邊圭司 1011AF007 167

湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互作用に関す
る研究

今井章雄 0811AG001 166

資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理システムの開
発

珠坪一晃 0911AG001 63

都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物影響評価に
関する研究

牧秀明 1011AG001 117

窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出量の定量評価および
将来予測と削減シナリオの構築

林誠二 1012AG002 168

東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境管理手法の開
発に関する研究

木幡邦男 0911BA006 114

干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び CO2 固定化技
術の開発研究

木幡邦男 0810BD001 165

クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイル廃液
（POME）の高効率の新規メタン発酵プロセスの創成「プロセス
の安定化・効率化のための微生物群のコミュニティ解析・コン
トロール技術に関する研究」

珠坪一晃 0810BD003 166

伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 0610CB001 112

地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収効率と下層へ
の汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 0711CD331 170

稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保全に関する研
究

金谷弦 0910CD002 171

湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・起源と物質
収支

今井章雄 0911CD003 167

陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態系の物質循環
におよぼす影響

越川昌美 1012CD009 172

水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 0610FP016 163

生物圏環境研究
領域

微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株の分類学的評
価と保存株データベースの整備

笠井文絵 0811AD001 211

環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動 高村健二 0610AE411 174

淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生態影響に関
する基礎的研究

多田満 0610AE455 175

島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関する研究 佐竹潔 0610AE463 175

アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖隔離機構の解
明

今藤夏子 0710AE480 176

Apparent competition を利用した個体数制御 今藤夏子 0810AE002 177

シロイヌナズナのエチレン合成酵素 ACS6 遺伝子の発現制御に
関する研究

玉置雅紀 0810AE003 177

植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の解明 佐治光 0812AE001 178

外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 0812AE003 178

倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物の交雑実態の
把握

石濱史子 0910AE005 178

シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因 笠井文絵 0911AE003 179

都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の実態解明 今藤夏子 0911AE006 180

ユスリカ相と長期･短期的環境変動の関連に関する基礎的研究 上野隆平 0913AE004 182

フナ類の遺伝的個体群構造の解明と放流の遺伝的影響の評価 松崎慎一郎 1011AE002 184

春先の積雪が植物体の温度に及ぼす影響に関する研究 名取俊樹 1011AE005 184

マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 0710AF573 176

緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサの実態把握 石井裕一 0910AF006 179
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生物圏環境研究
領域

遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび拡散に関す
るモニタリング

中嶋信美 0913AF001 182

海水温上昇に鋭敏に反応するサンゴ共生藻の探索 河地正伸 1011AF004 184

都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネットワーク構造の
評価

今藤夏子 1011AF008 184

生物多様性の保全をめざす広域的土地利用の最適化ツールの開
発

角谷拓 1013AG001 175

生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生適地の抽出と
市民参加による検証

角谷拓 0910AH002 179

植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 0911AH001 180

浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研究 矢部徹 0911AH003 180

陸水域で大発生する藻類・ユスリカの遺伝子による種判別のた
めの手法の検討

高村健二 1010AI001

浮遊アオサによる極端な優占現象（グリーンタイド）が干潟の
生態系機能へ及ぼす影響

矢部徹 1010AI003 183

気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす複合影響評価
と適応方策に関する研究　(3) 高温・オゾン適応のための分子
マーカーの探索とオゾンストレス診断アレイの開発

久保明弘 0810BA002 177

底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善 矢部徹 1012BC002 185

ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及ぼす影響とそ
の対策に関する研究分担（1）地域絶滅が危惧される植物種の保
全技術の確立

名取俊樹 1012BC003 186

絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する研究 笠井文絵 0610BY505 213

除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 1010BY002 183

重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の活用に関す
る研究

玉置雅紀 0811CD002 178

小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ作成および保
全に関する基礎的研究

佐竹潔 0911CD008 181

亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 1011CD005 185

高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産への影響評価 唐艶鴻 1011CD006 25

食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデルの開発と検
証

角谷拓 1012CD011 186

海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環に与えるイ
ンパクト

吉田勝彦 1012CD012 186

遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診断と水稲葉
枯症の原因究明

佐治光 1012CD015 187

藻類の収集・保存・提供 - 付加価値向上と品質管理体制整備 笠井文絵 0711CE302 214

生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 0610FP017 173

遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関する研究 -
雑種の適応度の解明

佐治光 0610JA970 176

オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス）高アルカ
リ株の高度利用技術　( 最適増殖・オイル生産に導く培養基盤
技術と高度品種改良技術の開発 )

中嶋信美 0813KB001 174

フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基づく非培養海
産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 0911KB002 181

青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系の炭素動態
と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 0913KB002 24

都市部と農村部における河川水のオオミジンコを用いた総合毒
性評価に関する研究

多田満 0911LA003 182

北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 1011MA001 185

環境研究基盤技
術ラボラトリー

培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保存バンク 桑名貴 0510AD944 212

環境標準試料の作製と評価 西川雅高 0610AD474 211

大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究 西川雅高 1011AD001 211
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環境研究基盤技
術ラボラトリー

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 0610AE401 205

環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 0610AE539 80

鳥類卵母細胞の成熟、受精および発生に関する研究 川嶋貴治 1010AE004 206

何が希少鳥類の事故死を増加させるか？ 根上泰子 0910AF004 214

発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法 桑名貴 0911AG002 215

野鳥に対する H5N1 病原性評価のためのウイルス受容体および
抗ウイルス因子解析

大沼学 1010AI002 206

渡り鳥による希少鳥類に対する新興感染症リスク評価に関する
研究

桑名貴 0911BA003 215

風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精緻化と健康・
植物影響評価に関する研究

西川雅高 0911BA005 106

藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング手法とその評
価に関する研究

佐野友春 0911BC001 205

絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセルに関する研
究

桑名貴 0288BY599 211

タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび雌雄判別 桑名貴 0510BY947 212

環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 桑名貴 0610CP018 205

希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バンク 桑名貴 0910KZ001 214

鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用 桑名貴 0911KZ001 216

東アジア・ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存バンク創設 桑名貴 0810NA002 214
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人名索引

あ

会田　久仁子 .........................................................44, 223
青木　康展 .................77, 78, 94, 95, 96, 98, 99, 100, 196
青野　光子 ...................................................178, 180, 183
青柳　みどり .......................................................128, 129
赤木　純子 .............................................................44, 222
赤坂　宗光 ...................................82, 83, 84, 85, 102, 226
明石　修 ............................................................32, 33, 35
赤沼　宏美 ...............................................................79, 99
秋吉　英治 ...................................156, 158, 159, 160, 161
芦名　秀一 .................................................32, 33, 35, 125
安立　美奈子 ...................................28, 29, 188, 189, 190
阿部　学 ..................................................................28, 29
荒巻　能史 ...........................17, 24, 25, 42, 146, 166, 216
有賀　敏典 ...................................................................132
Salah Aljbour ....................................................47, 54, 64
Alexandrov A. Georgii ..........................................43, 220
Andrey Bril ...................................................................26

い

飯尾　淳弘 .............................................................28, 189
五百城　幹英 ...............................................................174
石井　裕一 ...................................178, 179, 180, 183, 185
石垣　智基 .........................47, 51, 57, 60, 64, 65, 67, 192
石崎　安洋 ...............................................................28, 29
石堂　正美 .................................................76, 77, 78, 197
石濱　史子 ...........................................................175, 178
石原　光則 .................................................39, 41, 43, 217
石森　洋行 ...................47, 51, 53, 60, 64, 65, 66, 67, 192
李　政勲 ................................................................82, 195
石渡　佐和子 .................................................................28
一ノ瀬　俊明 .......................117, 123, 126, 128, 129, 133
井手　玲子 .............................................................43, 220
伊藤　昭彦 .........................28, 29, 30, 168, 188, 189, 190
伊藤　祥子 ...................................187, 200, 201, 202, 203
伊藤　洋 ..........................................................44, 82, 222
伊藤　裕康 ...................................................................153
伊藤　玲子 .............................................................44, 223
李　東烈 ............................................................47, 54, 64
稲葉　一穂 .....................................................43, 170, 220
稲葉　陸太 ...47, 48, 49, 54, 56, 62, 64, 72, 113, 192, 224

井上　智美 .................................. 112, 117, 118, 169, 199
井上　真紀 .......................... 82, 84, 85, 87, 102, 207, 227
井上　誠 .................................................... 26, 27, 44, 221
井上　雄三 .................................... 57, 65, 66, 71, 72, 224
猪俣　敏 ................ 23, 103, 109, 156, 157, 158, 159, 161
今井　章雄 ............................ 43, 117, 166, 167, 169, 220
今泉　圭隆 ............................................ 74, 75, 83, 89, 90
今里　栄男 .................................. 211, 212, 214, 215, 216
今田　美穂 .................................................... 83, 102, 226
今村　隆史 .......................................................... 153, 158
伊禮　聡 ...................................... 103, 105, 110, 119, 120
岩崎　一弘 .................................... 43, 166, 168, 171, 220
岩渕　裕子 ........................................................ 32, 33, 35

う

上田　佳代 .......................................................... 150, 204
上野　隆平 .................................................... 43, 182, 220
内田　昌男 ..................................................... 17, 42, 125,

 135, 136, 138, 139, 140, 141, 142, 143, 144, 145, 147

内野　修 .......................................................... 27, 44, 221
内山　政弘 .................................................................. 161
呉　通華 .............................................................. 110, 112
梅津　豊司 .................................................. 136, 138, 142
漆谷　博志 ............................................................ 82, 197

え

江口　菜穂 ............................................................ 26, 190
蛯江　美孝 ................................ 47, 54, 57, 59, 63, 64, 69
江守　正多 ........................................ 28, 29, 43, 207, 220
遠藤　和人 47, 51, 53, 57, 60, 64, 65, 66, 67, 70, 71, 192

お

王　勤学 ...................... 110, 112, 113, 114, 116, 118, 169
大木　淳之 .................................................. 136, 139, 144
大佐古　晃 ............................................................ 44, 222
大迫　政浩 47, 48, 53, 54, 55, 56, 59, 62, 64, 72, 113, 224
太田　芳文 .................................................................... 26
大沼　学 ...................................... 206, 211, 212, 214, 215
大場　真 ...................................... 110, 112, 114, 118, 169
大原　利眞 ................................................................. 103,

 104, 106, 107, 108, 109, 110, 119, 120, 162, 198

岡川　梓 ...................................... 123, 130, 131, 132, 133
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岡寺　智大 ...........................................110, 112, 113, 115
小神野　豊 ...................................................................185
岡本　卓 ............................................82, 83, 84, 102, 227
小川　安紀子 .................................................43, 191, 220
小口　正弘 .....49, 50, 51, 52, 54, 57, 60, 61, 72, 224, 225
小熊　宏之 ...26, 39, 43, 83, 102, 117, 188, 189, 220, 226
小倉　知夫 .........................................................28, 29, 30
小田　重人 .........................74, 75, 76, 83, 90, 92, 93, 101
尾田　武文 .............................................................44, 222
小田　知宏 .....................................................................26
小野　貴子 .............................................................44, 222
小野寺　崇 .............................................................63, 166
小野　雅司 ...................................................................153

か

甲斐沼　美紀子 ............................32, 33, 35, 43, 103, 220
影山　志保 ...................74, 75, 76, 78, 83, 90, 91, 95, 100
笠井　文絵 ...........................................179, 211, 213, 214
風間　千尋 .............................................................44, 224
梶原　夏子 .........................50, 51, 52, 57, 58, 68, 72, 193
加藤　創史 ...................................................................188
加藤　秀樹 ...................................................................130
加藤　吉康 ...........................................................106, 120
角谷　拓 ................................................82, 175, 179, 186
金森　有子 ...........................32, 33, 35, 42, 123, 126, 127
金谷　弦 ..............................................117, 165, 168, 171
鎌田　亮 ..........................................74, 75, 76, 83, 90, 91
神村　一幸 ...........................................................110, 114
亀山　哲 ......................................................117, 119, 200
亀山　康子 .....................................32, 34, 35, 36, 42, 133
加用　現空 ...............................................................32, 35
加用　千裕 ...................................................35, 36, 47, 49
河井　紘輔 ...........................................47, 57, 59, 72, 224
河合　徹 ............................................................74, 83, 90
川口　光夫 ...................................................50, 51, 58, 68
川崎　伸之 ...........................................................166, 167
川嶋　貴治 ...............................................80, 92, 206, 213
川瀬　宏明 .....................................................................28
河添　史絵 .............................................................43, 221
河地　正伸 ...................114, 174, 181, 184, 211, 213, 214
河原　純子 .........................................................74, 83, 90
川本　克也 ...47, 51, 54, 55, 64, 66, 68, 72, 191, 192, 207
神田　勲 ..............................................................104, 198

き

菊地　信行 .......................................... 26, 27, 43, 44, 221
杵島　修三 .......................................................... 110, 114
貴田　晶子 .......................................... 57, 69, 71, 72, 224
木下　嗣基 .............................................................. 28, 31
金　喜鍾 .................................. 47, 51, 60, 64, 65, 67, 192

く

Nguyen Cao DON ...................................................... 110

久保　明弘 .................................. 176, 177, 178, 180, 183
久保田　泉 ............................ 32, 34, 35, 36, 42, 123, 133
窪田　恵一 .................................................................. 166
久米　博 ...................................................................... 215
倉持　秀敏 47, 51, 52, 54, 55, 56, 58, 64, 68, 72, 193, 224
栗林　正俊 .................................................................. 108
黒川　純一 .......................................... 103, 107, 108, 109
黒河　佳香 .......................................... 76, 79, 81, 90, 100
桑名　貴 .............................. 205, 211, 212, 214, 215, 216

け

耿　涌 .......................................................................... 110

こ

小池　英子 ............................................ 77, 149, 150, 152
高津　文人 .................................................. 166, 167, 168
五箇　公一 ............ 82, 83, 84, 90, 93, 100, 102, 207, 227
小塩　正朗 ........................................................ 74, 83, 90
越川　海 ...................... 110, 112, 114, 117, 118, 168, 169
越川　昌美 .................................... 43, 168, 171, 172, 220
児玉　圭太 ............................................................ 82, 195
木幡　邦男 .......... 110, 112, 114, 118, 163, 165, 169, 198
小林　淳 ...................................................... 74, 76, 83, 90
小林　伸治 .................................................................. 208
小林　拓朗 ........................................................ 47, 54, 64
小林　弥生 .................................. 77, 80, 87, 89, 149, 151
小松　一弘 .................................... 43, 166, 167, 169, 220
古山　祐治 ........................................................ 17, 23, 26
今藤　夏子 .......................................... 176, 177, 180, 184
近藤　美由紀 ......... 42, 125, 135, 140, 141, 142, 144, 145
近藤　美則 .......................................................... 127, 130
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三枝　信子 .............................................43, 187, 191, 220
齊藤　伸治 .....................................................23, 103, 109
斉藤　拓也 .........................................17, 23, 42, 139, 216
齊藤　誠 ..................................................................17, 26
斎藤　正彦 ...................................................................108
齊藤　龍 ........................................................................26
佐伯　浩介 ...................................................................157
佐伯　田鶴 ...............................................................22, 26
酒井　広平 .............................................................44, 222
肴倉　宏史 .......50, 51, 52, 53, 57, 58, 66, 68, 71, 72, 224
櫻井　健郎 ...............................74, 75, 76, 83, 89, 90, 134
笹川　裕史 ...........................................200, 201, 202, 203
笹川　基樹 ...............................................................17, 19
佐々木　裕子 ...............................................................153
笹野　泰弘 .....................................................................17
佐治　章子 ...........................................................178, 187
佐治　光 ..............................................176, 178, 183, 187
佐竹　潔 ..............................................................175, 181
佐藤　圭 ..............103, 104, 106, 107, 110, 120, 158, 204
佐藤　貴之 ...........................................................166, 167
佐藤　洋 ......................................................................153
佐藤　陽美 .....................................................................96
佐藤　ゆき ...................................................................153
佐野　彰 ......................................................47, 54, 64, 69
佐野　友春 .................................77, 87, 91, 166, 205, 211
座波　ひろ子 .................................................................97
Sawicka Edyta ....................................211, 212, 214, 215

し

塩竈　秀夫 .....................................28, 29, 30, 32, 37, 155
柴田　康行 ..................................................................134,

 135, 137, 140, 141, 142, 143, 144, 147, 211

島崎　彦人 ...................................................................117
清水　明 ..............................................75, 80, 90, 92, 213
清水　厚 ..............103, 104, 105, 106, 108, 155, 162, 204
清水　英幸 ...........................103, 187, 200, 201, 202, 203
珠坪　一晃 .....................................63, 110, 166, 170, 172
鄭　輝ちょる ...........................................................28, 29
庄山　紀久子 .........................................................28, 188
徐　開欽 .......................................................................47,

 54, 57, 59, 61, 62, 63, 64, 69, 70, 110, 112, 113, 116

白石　寛明 .........72, 93, 99, 102, 194, 195, 197, 198, 226

白石　不二雄 ..................... 74, 75, 76, 77, 83, 90, 91, 194
白井　知子 ...................................................... 17, 19, 103
神保　有亮 .............................................................. 57, 59
申　龍熙 .................................................................. 28, 29

す

須賀　伸介 .......................................................... 123, 132
菅田　誠治 .......................................... 103, 108, 160, 162
菅谷　芳雄 ...................................................... 92, 99, 100
杉田　考史 .................................... 42, 156, 157, 160, 216
杉原　薫 .............................................. 39, 40, 41, 43, 217
杉本　伸夫 .......... 103, 105, 106, 155, 156, 157, 162, 204
鈴木　一隆 ...................................................... 90, 93, 100
鈴木　剛 ............................ 50, 51, 52, 58, 68, 69, 72, 193
鈴木　純子 .................................................................... 77
鈴木　武博 ...................................... 77, 78, 80, 87, 88, 89
鈴木　規之 ........ 74, 75, 76, 83, 89, 90, 92, 144, 195, 204
須田　真依子 ........................................................... 32, 35
Strassmann Kuno ........................................................ 28

須永　温子 .................................................................... 17
孫　志剛 .............................................................. 112, 116

せ

瀬田　孝将 .......................................................... 106, 120
瀬谷　創 .................................................................. 28, 31
瀬山　春彦 ............................................ 42, 135, 137, 138
Sergey Oshchepkov ...................................................... 26

曾　継業 ................................................................ 43, 220

そ

曽根　秀子 ...................................... 76, 78, 79, 97, 98, 99
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	2)　化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する 研究
	1）　 化学物質や環境試料の持つ受容体介在性毒性のin vivo検出法の検討
	2）　 大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び環 境ホルモン活性を指標とした地域特性の調査研究
	3）　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価
	4）　 微細藻類が生産する核内受容体活性化物質の水性動 物への影響

	3)　生態影響試験法の開発及び動向把握
	1）　 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性
	2）　 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生産 技術の開発
	3）　 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究
	4）　 農薬による生物多様性への影響調査
	5）　 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生 態学的解析手法の検討

	4)　構造活性相関等による生態毒性予測手法の開発
	1）　 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道 法による反応モデル構築

	5)　発がん性評価と予測のための手法の開発
	1）　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク評 価法の開発に関する研究
	2）　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明
	3）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原 性と次世代影響の評価
	4）　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に 関する研究
	5）　 DNAマイクロアレイを用いた都市大気成分の遺伝子 発現プロファイルによる毒性寄与予測手法の開発

	6)　インフォマティックス手法を活用した化学物質の影 響評価と類型化手法の開発
	1）　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイ オインフォマティクスによる影響化学物質の推定解 析
	2）　 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤 整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利 用したバイオマーカーの開発に関する研究
	3）　 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試 験データ適用法の標準化
	4）　 ヒトES細胞分化系を用いた神経発達に対する新規な 残留性有機汚染物質（POPs）の毒性影響に関する研究

	7)　化学物質の環境リスク評価のための基盤整備
	1）　 環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響評価
	2）　 生態影響試験法の開発及び動向把握
	3）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響 調査
	4）　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク評 価法の開発に関する研究
	5）　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明
	6）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原 性と次世代影響の評価
	7）　 農薬による生物多様性への影響調査

	8)　化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析
	1）　 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生 態学的解析手法の検討

	(3)-6-2.　 環境リスクに関するデータベース等の作成
	1)　化学物質データベースの構築と提供
	2)　生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備
	3)　侵入生物データベースの管理
	1）　 非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策に 関する研究
	2）　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影 響評価


	重点４　アジア自然共生研究プログラム
	アジア自然共生研究プログラムの中核研究プロジェクト
	(4)-1.　 アジアの大気環境評価手法の開発
	1）　 エアロゾル上での不均一反応の研究
	2）　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア ロゾルの組成分析
	3）　 海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ
	4）　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計
	5）　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ びその変動の抽出に関する研究
	6）　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と 気候変動予測の高精度化に関する研究
	7）　 全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルイ ンタラクション
	8）　 ライダーおよび地上モニタリングネットワークによ るエアロゾル動態解明
	9）　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風 上域での動態把握
	10）　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関す る研究
	11）　 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精 緻化と健康・植物影響評価に関する研究
	12）　 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロ ゾルのエイジングに関する室内研究
	13）　 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒 色炭素粒子の発生源寄与・広域分布評価−数値モデ ルによる黒色炭素粒子の広域輸送計算−
	14）　 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の 生成メカニズムに関する研究
	15）　 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と 大気汚染物質削減シナリオの策定
	16）　 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解 析に関する研究
	17）　 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受 性評価
	18）　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・ エアロゾル現場観測（揮発性有機化合物と窒素酸化 物の測定）
	19）　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚 染微粒子の起源・履歴解明の高精度化
	20）　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当 性と予測誤差の評価−(3)相互比較による大気質モデ リングの妥当性検証と予測精度評価−

	(4)-2.　 東アジアの水・物質循環評価システムの開発
	1）　 温暖化影響早期観測ネットワークの構築
	2）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発
	3）　 水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点都 市の自然共生型技術・政策シナリオの設計・評価シ ステム
	4）　 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏 の設計と評価システムの構築
	5）　 街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム
	6）　 熱赤外リモートセンシングと地表面熱収支モデルを 併用した都市域の蒸発散量推定
	7）　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境管 理手法の開発に関する研究
	8）　 里山.里地.里海の生態系サービスの評価と新たなコ モンズによる自然共生社会の再構築
	9）　 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造 業間の国際展開モデルの構築
	10）　 GCOM-C1に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリ ズムの開発
	11）　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生 物影響評価に関する研究

	(4)-3.　 流域生態系における環境影響評価手法の開発
	1）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発
	2）　 マルチトレーサーを用いた河口域生態系における流 域環境影響の評価手法に関する研究
	3）　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究
	4）　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた めの調和的管理手法の開発


	アジア自然共生研究プログラムの関連研究プロ ジェクト
	(4)-4-1.　 九州北部地域における光化学越境大気汚染の 実態解明のための前駆体観測とモデル解析
	1）　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と 気候変動予測の高精度化に関する研究
	2）　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染 微粒子の起源・履歴解明の高精度化

	(4)-4-2.　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に 関する研究


	Ⅳ．基盤的な調査・研究活動
	社会環境システム研究領域における研究活動
	(1)-1.　領域プロジェクト
	1）　 全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデ ル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適 用
	2）　 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討
	3）　 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成
	4）　 放射性炭素同位体を指標とした土壌有機炭素分解特 性の検討ー長期有機物未投入耕地を利用した温暖化 操作実験ー
	5）　 気候変動緩和・適応型社会に向けた地域内人口分布 シナリオの構築に関する研究
	6）　 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に 関する研究

	(1)-2.　その他の研究活動
	1）　 都市の地下環境に残る人間活動の影響
	2）　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ び効果に関する研究
	3）　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集
	4）　 電気駆動車両の普及方策に関する研究
	5）　 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関す る実証研究
	6）　 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュ ニケーションに関する実証的研究
	7）　 低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関する 研究
	8）　 中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境配 慮型都市開発の実現
	9）　 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法 の検討および地域温暖化対策への適用
	10）　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究
	11）　 都市の温熱環境マップ作成に関する研究
	12）　 ベイジアンアプローチに基づくインフラストラク チャーの経済評価
	13）　 地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析
	14）　 低炭素車両の導入によるCO2削減策に関する研究
	15）　 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分 析・評価するための経済モデルの作成
	16）　 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合 的な大気汚染物質削減シナリオの策定
	17）　 環境評価に関わる移流拡散問題のシミュレーショ ン手法に関する研究
	18）　 中国と先進国の国際協調政策に関する研究
	19）　 低炭素社会地域づくりのための施策検討
	20）　 温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分 析
	21）　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評 価指標に関する研究
	22）　 モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境 モニタリングシステムの研究
	23）　 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその 応用


	化学環境研究領域における研究活動
	(2)-1.　領域プロジェクト
	1）　 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の 微量有機汚染物質の網羅分析
	2）　 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水 温決定に関する同位体地球化学的検討

	(2)-2.　その他の研究活動
	1）　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため の計測手法に関する研究
	2）　 高磁場MRI法の高度化とヒトへの応用
	3）　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の 体系の確立に関する研究
	4）　 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程
	5）　 近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候 モードジャンプの可能性
	6）　 生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関す る研究
	7）　 東アジア地域におけるPOPs（残留性有機汚染物質） の越境汚染とその削減対策に関する研究　（４）スペ シメンバンク試料を用いた汚染レベルの時系列変化 の解明
	8）　 摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全に 関する研究
	9）　 日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研究
	10）　 最終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化 と温暖化との関連性解明に関する研究
	11）　 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中 枢作用に関する研究
	12）　 海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明− インド洋〜南極海での船上実験−
	13）　 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物 質のガス交換過程の解明
	14）　 東アジア広域輸送大気エアロゾル中バイオマス燃 焼起源ブラックカーボンの時間変動
	15）　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究
	16）　 LCを用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質 や熱分解性物質の分析に関する研究
	17）　 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源につい て
	18）　 アジアにおける多環芳香族炭化水素類(PAHs)の発 生源特定とその広域輸送
	19）　 東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起 源、長距離大気輸送と変質に関する研究
	20）　 実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる 土壌炭素動態モデルの構築
	21）　 北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物に よる化石炭素の分解促進に関する研究
	22）　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評 価
	23）　 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果 に関する神経薬理学的研究
	24）　 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定とグ ローバルな気候変動との関連性の解明
	25）　 LC-TOFMSによるケミカル・プロファイリング手法 に関する研究
	26）　 有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明と その排出抑制に関する技術開発
	27）　 多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留 性有機汚染物質のモニタリングへの適用
	28）　 北西太平洋の混合域における臭素系ハロカーボン の高濃度現象の解明
	29）　 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒 色炭素粒子にの発生源寄与・広域分布評価
	30）　 POPs類の環境モニタリングの手法の高度化に関す る研究
	31）　 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的 要因解析
	32）　 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測 の高精度化に向けた観測及びモデル開発研究
	33）　 日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と 将来予測
	34）　 MRI横緩和速度を用いる生体鉄とヒト神経変性疾 患に関する研究
	35）　 人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関 する研究
	36）　 放射性炭素および分子レベル同位体解析を用いた 炭素循環と生態系構造の関係の解明
	37）　 アイスコアに刻まれた十〜千年スケールの宇宙線 強度変動と地球環境変動


	環境健康研究領域における研究活動
	(3)-1.　領域プロジェクト
	1）　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する 研究

	(3)-2.　その他の研究活動
	1）　 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究
	2）　 エアロゾルによる生体影響の評価
	3）　 黄砂エアロゾルが救急外来受診に及ぼす影響の疫学 的検討
	4）　 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管 理の統合システム解析
	5）　 環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態への 影響に関する研究
	6）　 環境化学物質がアレルギー疾患に及ぼす影響に関す る研究
	7）　 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的 研究
	8）　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系 への影響におけるメカニズム解明に関する研究
	9）　 細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物 質によるアレルギー増悪機構の解明
	10）　 子どもの健康と環境に関する全国調査


	大気圏環境研究領域における研究活動
	(4)-1.　領域プロジェクト
	1）　 波照間・落石モニタリングステーションで観測され るO2およびCO2濃度のシノプティックスケール変 動に関する研究
	2）　 気候フィードバックの相関関係について

	(4)-2.　その他の研究活動
	1）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの 検出に関する数値実験的研究
	2）　 SKYNET観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ リング
	3）　 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長期 変動に関する研究
	4）　 次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高ス ペクトル分解ライダーの開発
	5）　 プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子移 動反応質量分析法の大気計測への適用
	6）　 オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に関 する研究
	7）　 ライダーおよび地上モニタリングネットワークによ るエアロゾル動態解明
	8）　 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エア ロゾル生成過程の解明
	9）　 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定シ ステムの開発
	10）　 PTR-TOFMSを用いたディーゼル車排ガス中ニトロ 有機化合物のリアルタイム計測
	11）　 オゾン層変動と成層圏-対流圏大気変動との間の相 互作用に関する研究
	12）　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発
	13）　 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たト ラジェクトリ解析手法の研究
	14）　 MIROC3.2ベース化学気候モデルの開発
	15）　 成層圏無機塩素化合物の分配比に関する研究
	16）　 ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクス キームの開発に関する研究
	17）　 センサネットワークを用いた都市大気モニタリン グシステムの開発
	18）　 化学気候モデルの長期ランを利用した、成層圏オゾ ンの対流圏気候への影響評価に関する研究
	19）　 自動車からのガス状ニトロ有機化合物の排出に関 する実大気観測
	20）　 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究
	21）　 連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手 法の検討
	22）　 PM2.5と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄 与評価に関する研究


	水土壌圏環境研究領域における研究活動
	(5)-1.　領域プロジェクト
	1）　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究
	2）　 干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び CO2固定化技術の開発研究
	3）　 クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイル 廃液（POME）の高効率の新規メタン発酵プロセスの 創成「プロセスの安定化・効率化のための微生物群の コミュニティ解析・コントロール技術に関する研究」
	4）　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互 作用に関する研究
	5）　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・ 起源と物質収支
	6）　 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及 ぼす影響
	7）　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物 影響評価に関する研究
	8）　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出量の定量 評価および将来予測と削減シナリオの構築

	(5)-2.　その他の研究活動
	1）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究
	2）　 水環境中における溶存有機物(DOM)に関する研究
	3）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発
	4）　 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収効 率と下層への汚染拡散に関する研究
	5）　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に 関する基礎的研究
	6）　 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配 と反応性に関する研究
	7）　 土壌-植物系中におけるレアメタルの挙動に関する 研究
	8）　 稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保全 に関する研究
	9）　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す る研究
	10）　 乳酸菌によるメチル水銀の代謝に関する研究
	11）　 産業排水処理技術の最適化に関する研究
	12）　 霞ヶ浦におけるMicrocystisの増殖活性の履歴が bloom形成に及ぼす影響の解明
	13）　 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態 系の物質循環におよぼす影響


	生物圏環境研究領域における研究活動
	(6)-1.　領域プロジェクト
	1）　 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動
	2）　 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス） 高アルカリ株の高度利用技術　(最適増殖・オイル生 産に導く培養基盤技術と高度品種改良技術の開発)
	3）　 生物多様性の保全をめざす広域的土地利用の最適化 ツールの開発

	(6)-2.　その他の研究活動
	1）　 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生 態影響に関する基礎的研究
	2）　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関す る研究
	3）　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関 する研究-雑種の適応度の解明
	4）　 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖隔 離機構の解明
	5）　 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究
	6）　 Apparent competitionを利用した個体数制御
	7）　 シロイヌナズナのエチレン合成酵素ACS6遺伝子の 発現制御に関する研究
	8）　 気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす複 合影響評価と適応方策に関する研究　(3) 高温・オゾ ン適応のための分子マーカーの探索とオゾンストレ ス診断アレイの開発
	9）　 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の 活用に関する研究
	10）　 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構 の解明
	11）　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究
	12）　 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物 の交雑実態の把握
	13）　 緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサの 実態把握
	14）　 生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生 適地の抽出と市民参加による検証
	15）　 シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因
	16）　 都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の 実態解明
	17）　 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究
	18）　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研 究
	19）　 小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ 作成および保全に関する基礎的研究
	20）　 フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基 づく非培養海産微細藻のメタゲノムと分類
	21）　 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを 用いた総合毒性評価に関する研究
	22）　 ユスリカ相と長期.短期的環境変動の関連に関する 基礎的研究
	23）　 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよ び拡散に関するモニタリング
	24）　 浮遊アオサによる極端な優占現象（グリーンタイ ド）が干潟の生態系機能へ及ぼす影響
	25）　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査.研究
	26）　 フナ類の遺伝的個体群構造の解明と放流の遺伝的 影響の評価
	27）　 春先の積雪が植物体の温度に及ぼす影響に関する 研究
	28）　 海水温上昇に鋭敏に反応するサンゴ共生藻の探索
	29）　 都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネット ワーク構造の評価
	30）　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価
	31）　 北岳における高山生態系の長期モニタリング
	32）　 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改 善
	33）　 ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及 ぼす影響とその対策に関する研究分担（1）地域絶滅 が危惧される植物種の保全技術の確立
	34）　 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ ルの開発と検証
	35）　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循 環に与えるインパクト
	36）　 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス 診断と水稲葉枯症の原因究明


	(7)　地球環境研究センターにおける研究活動
	1）　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタ リングとデータのネットワーク化促進に関する研究
	2）　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に 関する研究
	3）　 グローバルな森林炭素監視システムの開発に関する 研究
	4）　 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関 する研究
	5）　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基 盤整備
	6）　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究
	7）　 植物のCO2応答に関するメタ分析と生態系モデルの 高度化
	8）　 成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響
	9）　 熱帯域の土地利用と植生変化が土壌炭素蓄積量に与 える影響解明
	10）　 アジアGEO Gridイニシアチブ

	(8)　循環型社会・廃棄物研究センターにおける研究活動
	1）　 資源循環に係る基盤的技術の開発
	2）　 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分 技術の確立
	3）　 国際サプライチェーンを含む生産消費システムを対 象とした環境負荷分析の理論と実践
	4）　 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル 排出源と影響の評価
	5）　 循環過程を含む製品ライフサイクルにおけるBFRの リスクコントロールに関する研究
	6）　 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管 理の統合システム解析
	7）　 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モ デル開発

	(9)　環境リスク研究センターにおける研究活動
	1）　 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関 する研究
	2）　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期 モニタリング
	3）　 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生産 技術の開発
	4）　 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する ガイドライン策定検討
	5）　 黄砂感染症の健康影響評価を目指した実験的パイ ロットスタディ
	6）　 生物利用可能性を考慮した重金属の生態リスク評価
	7）　 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチ ノイドX受容体関与説の高度化
	8）　 市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証
	9）　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層 DO目標の達成度評価手法の開発に関する研究

	(10)　アジア自然共生研究グループにおける研究活動
	1）　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計
	2）　 マルチトレーサーを用いた河口域生態系における流 域環境影響の評価手法に関する研究
	3）　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究
	4）　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた めの調和的管理手法の開発
	5）　 南米最南端でのオゾン層破壊分子の総合観測による オゾンホールの中緯度帯への影響研究
	6）　 ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リス ク評価に関する研究
	7）　 神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリング 手法の開発
	8）　 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利 用に関する研究
	9）　 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシス テムの構築
	10）　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾン および酸性霧による森林影響
	11）　 大気環境物質のためのシームレス同化システム構 築とその応用
	12）　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖 縄辺戸・長崎福江におけるモニタリング

	(11)　環境研究基盤技術ラボラトリーにおける研究活動
	(11)-1.　基盤ラボプロジェクト
	1）　 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動

	(11)-2.　その他の研究活動
	1）　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析 に関する研究
	2）　 藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング手 法とその評価に関する研究
	3）　 鳥類卵母細胞の成熟、受精および発生に関する研究
	4）　 野鳥に対するH5N1病原性評価のためのウイルス受 容体および抗ウイルス因子解析

	(12)　領域横断的な研究活動
	1）　 アジア視点の国際生態リスクマネジメント
	2）　 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特 性実態に関する調査研究


	Ⅴ．知的研究基盤の整備
	環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動
	(1)-1.　環境標準試料及び分析用標準物質の作製、並びに 環境試料の長期保存
	1）　 環境標準試料の作製と評価

	(1)-2.　環境測定等に関する標準機関としての機能の強 化
	1）　 微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株の 分類学的評価と保存株データベースの整備
	2）　 大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究

	(1)-3.　環境保全に有用な環境微生物の探索・収集・保存、 試験用生物等の開発及び飼育・栽培のための基本業 務体制の整備、絶滅の危機に瀕する野生生物種の細 胞・遺伝子保存
	1）　 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセル に関する研究
	2）　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保 存バンク
	3）　 タンチョウ(Grus japonensis)のハプロタイプおよび雌 雄判別
	4）　 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性
	5）　 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する 研究
	6）　 藻類の収集・保存・提供-付加価値向上と品質管理 体制整備
	7）　 東アジア・ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存バ ンク創設
	8）　 希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バンク
	9）　 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法
	10）　 渡り鳥による希少鳥類に対する新興感染症リスク 評価に関する研究
	11）　 鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用


	地球環境研究センターにおける活動
	(2)-1.　地球環境モニタリングの実施
	1)　大気・海洋モニタリング
	1）　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリング
	2）　 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの 多成分長期観測
	3）　 海洋表層CO2分圧観測データ利用促進と太平洋域の 変動解析
	4）　 波照間・落石モニタリングステーションで観測され るO2およびCO2濃度のシノプティックスケール変 動に関する研究
	5）　 光化学オキシダント自動測定機精度管理業務
	6）　 水産分野における温暖化緩和技術の開発

	2)　陸域モニタリング
	(2)-2.　地球環境データベースの整備
	(2)-3.　GOSATデータ定常処理運用システム開発・運用
	1）　 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）データ検証業 務

	(2)-4.　地球環境研究の総合化・支援
	1）　 温室効果ガスインベントリ策定事業支援
	2）　 地球温暖化観測連携拠点事業支援
	3）　 グローバルカーボンプロジェクト事業支援
	4）　 地球環境研究の総合化及び支援


	循環型社会・廃棄物研究センターにおける活動
	(3)-1.　 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の 作成
	1）　 東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び 廃棄物処理システムの評価
	2）　 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス ケード型資源循環システムの構築
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